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金属労協は2014年９月２日、東京・高輪
で開催した第53回定期大会に引き続き、結成
50周年記念レセプションを開催した。同レセ
プションには、大会代議員をはじめ、各産別・
単組役員・顧問、役員OB、国内外関係者など
約600名が出席し、結成50周年を祝った。

なお、レセプションに先立って、毛利衛氏（宇
宙飛行士／日本科学未来館館長）を講師に迎え
て「文化としての科学技術、宇宙からの視点」
をテーマとする記念講演を開催した。

金属労協結成50周年
記念レセプション

記念講演をする毛利衛氏

金属労協結成50周年を祝っての鏡開き

半世紀の歴史を言祝ぐ
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主催者を代表して挨拶を述べる
相原金属労協議長

開会の辞を述べる
浅沼金属労協事務局長

先人の努力に感謝　新たな歴史の創造に挑戦
金属労協結成50周年記念レセプションでは、浅沼弘一新事務局長の司会のもと、冒頭、「金属労協50年
の歩み」DVDを上映した後、主催者挨拶に立った相原康伸新議長は、「金属労協は、この50年間、国際労
働運動の推進、金属産業に相応しい基本的労働条件の確立、政策・制度課題の改革・改善、労働人材の育
成などに取り組んで来た。ここに、結成50周年を迎えることができたことは、連帯する国内外の多くの仲
間の皆さん、関係する諸団体の皆様方のご支援の賜物である。また、先人のご努力、ご尽力にも改めて敬
意を表したい。今後とも、新生インダストリオール・グローバルユニオンにおいて、JCMもその責任の一
端を担って参りたい」と挨拶。来賓挨拶では、連合の古賀伸明会長、インダストリオールのベルトホルト・
フーバー会長、厚生労働省の村木厚子事務次官、経団連の宮原耕治副会長からそれぞれ挨拶をいただいた。
つづいて、政治顧問を紹介した後、海江田万里民主党代表から祝辞をいただいた。このあと、50周年を言
祝ぐ鏡開きを行った。中央の樽には、古賀連合会長、西原前議長、相原新議長、村木厚労省事務次官、海
江田民主党代表、フーバー・インダストリオール会長が、左の樽には、大畠政治顧問、香川労働リーダーシッ
プコース校長、宮原経団連副会長、有野・工藤両副議長が、そして、右の樽には、鈴木顧問、若松前事務
局長、ライナ・インダストリオール書記長、島田インダストリオール・JAF代表、海老ヶ瀬副議長、藤川
副議長代行がつき、金属労協50周年の祝賀と今後の飛躍を祈って、松竹梅の鏡を開いた。西原浩一郎前議
長の音頭で50周年を祝い、全員で乾杯した。歓談の後、有野正治副議長が閉会の挨拶を行い、結成50周年
を節目に更なる躍進を誓い、全員で三本締めをして閉会した。



3

レセプション冒頭で「金属労協50年の歩み」を上映

乾杯の音頭をとる西原前議長

閉会の挨拶をする有野副議長

古賀連合会長 宮原経団連副会長フーバーインダストリオール会長 海江田民主党代表村木厚労省事務次官

来賓挨拶

金属労協結成50周年を祝い全員で乾杯
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海外17カ国・地域から29組織43名が参加

新旧議長と共に

海外来賓と歓談する相原金属労協議長労働リーダーシップコース運営委員の先生方

50周年を振り返り歓談する参加者海外のゲストと共に

記念レセプションで参加者を出迎える金属労協三役
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金属労協（JCM）は2014年５月、結成50周年という意義ある節目を迎える

ことが出来ました。この間、金属労協は、国際労働運動の推進、金属産業に

相応しい基本的労働条件の確立、政策・制度課題の改革・改善、明日を拓く

労働人材の育成など、日本の労働運動をけん引する価値ある足跡を残すこと

が出来ました。国内外の多くの皆様の参加と協力に心より感謝申し上げると

共に新たな運動の扉を開いて来られた諸先輩方のご努力に深甚なる敬意を表

し、ここに金属労協50年史の発刊を共に喜びあいたいと思います。

金属労協50年の歴史を経て、私たちは今、新たな秩序構築の100年のとば

くちに立っています。貧困問題、気候変動問題や秩序ある国際金融体制など、

各国が運命を共有する地球規模の命題が山積しています。一方で、国と国の

関係を規定する国際法は、主権独立・内政不干渉の原則に規範づけられ、各

種の規制や対策も国単位の法体系に依らざるを得ない現実は、新たな秩序づくりの困難さと同時に、英知

の結集の重要性を表しています。労働法や労働慣行、社会対話の仕組みや労使関係は国ごとに異なります

が、「働く人の尊厳」が公平・公正に保たれた社会が、人類の進歩の礎、健全で持続性ある経済・社会の

前提との価値観を全世界で共有する必要があります。グローバルに働く場を提供する日本の金属産業労使

であればこそ、話し合いを尽くす日本的労使関係への理解と並び、ディーセント・ワーク、中核的労働基

準の遵守に対するなお一層積極的な参画が求められています。

また、日本の金属産業は、国内外に豊かな雇用を生み続けるプラットホームとして、より一層社会に貢

献していく必要があります。熾烈な国内外の競争は、経営判断のスピードとシビアな合理性を企業に求め

ています。だからこそ、健全な職場づくりを徹底的に追求することで、新たな価値創造と安定した雇用を

社会にもたらす責務が私たちにはあります。

そのためにも、日本の労使関係の基盤強化は急務です。50年以上にわたる「雇用の維持拡大、労使の協

力と協議、成果の公正配分」の生産性三原則の実践が日本の労使関係発展の礎ですが一方で、私たちは20

年来のデフレ経済、非正規労働者の拡大と労働組合組織率の低下に直面しています。働く一人ひとりの成

長とやりがいなくして、日本が豊かな競争力を得ていく道は無く、「健全な働き方と日々の努力が、全て

の働く場の安定と社会の前進に貢献する」という価値観を社会全体で共有し、生産性運動を育む集団的労

使関係を価値ある社会インフラとしてより拡げていく必要があります。

私たちは結成50周年を次なる飛躍への重要な節目ととらえ、多くの先人の皆様の英知を糧に、世界のイ

ンダストリオールの仲間と力を合わせ、なお一層、加盟５産別の深い友情と堅固な連帯をもとに、金属産

業で働く者の権利と地位の向上、生活の安定・向上に向けて邁進してまいります。

相原　康伸
金属労協（JCM）議長

次なる飛躍をめざして
金属労協50年史発刊に際して
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JCMは50年間の歴史を通じて、旧国際金属労連（IMF）および140カ国で5,000
万人の金属・化学エネルギー・繊維などを代表する現インダストリオール・グ
ローバルユニオンの場で、グローバルな労働組合運動において大きな役割を
果たしてこられた。
まずもって、2014年５月に亡くなられた瀬戸一郎氏に心からお悔やみを申し
上げたい。瀬戸さんは1957年にIMF日本事務所の所長に就任され、IMFへの
組織化活動を支援すると共に、日米欧の金属労組間の関係構築と相互理解に
尽力された。国内の金属組合間の政治的障壁を一つひとつ取り除いて強力な労
働運動に統合し、1964年５月にIMF－JCを結成、同年11月、IMF加盟に至った。
瀬戸さんは、1977年から1993年までIMF書記次長を務め、日本で金属労組

の統一を促進する先駆者となると共に、全世界、特にアジアの金属労働者の
連帯と協力の構築に精力的に取り組まれた。瀬戸さんのこれらの努力に感謝申

し上げたい。これは草創の変化の時代に必要不可欠な努力であった。特に自動車、鉄鋼、エレクトロニクス
その他の金属部門における高度経済成長のおかげで、日本は欧米の伝統的産業にとって手ごわい挑戦者と
なった。貿易摩擦、攻撃的な販売戦略、保護貿易主義の増長によって、国家間のみならずIMF内部でも紛争
問題が発生した。紛争を話し合いで解決すべくIMF－JCは1976年の日米加金属労組会議の開設を皮切りに、
北欧諸国、ドイツおよび韓国の姉妹組合とも、同様の協議メカニズムを構築し、それらは現在も継続されて
いる。
1970年代、アジア諸国に生産と貿易の工業化・国際化が広がったことから、1972年、IMFは東京事務所を
IMF東アジア地域事務所に格上げした。同地域事務所の任務は、韓国、台湾、フィリピン、香港、タイ、マレー
シア、インドネシアでの新興金属労組の支援・強化であった。それら国々の労働運動はほとんどがまだ力が
弱く分裂していた中で、東南アジアの新しいIMF加盟組織は、IMF－JCの経験を参考にして政治的相違を克
服すると共に、同様の国別協議会を設立し、団結強化、組織化・交渉能力の開発、国内・国際レベルの協力
などを促進することができた。
現代に目を向けると、IMF－JCは、2012年に世界の金属・化学エネルギー・繊維などをインダストリオール・

グローバルユニオンに統合するにあたっても、重要な役割を果たした。日本の金属労働者は、IMF－JCから
JCMに名称を新たにしたが、経済的・社会的公正のためにグローバル・ユニオンの力を構築するというビジョ
ンを共有して、グローバル・ユニオンを支えるために一致協力してくれている。現在のJCMは、急速に変化
する新しい世界で先駆の活動を推進しておられる。例えば、多国籍企業における労働組合ネットワークの構
築、持ち上がった問題の解決、組織化と組合強化への支援、不安定雇用ではなく質の良い雇用を求める闘い、
持続可能な産業政策の立案などに精力的に取り組まれている。実はそれこそが現在のグローバル・ユニオン
の闘争の主戦場なのである。全世界のグローバル・ユニオンに集う労働者とその家族の生活改善を求めて、
引き続きJCMの皆様方と一致協力して力を合わせて取り組んでいきたいと念願している。

新しい世界で先駆の活動を推進するJCMに期待

金属労協50年史発刊を祝して

ユルキ・ライナ
インダストリオール・

グローバルユニオン 書記長
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結成40周年レセプションの中で私は、「今から私たちは40年の歴史に

学びながら、新しい歴史を築いていくことになると思います。しかし、おそ

らくこれまでの歩みとはきっと異なるものになっていくでしょう」と挨拶

した。

あれから10年、この間の情勢変化は、あまりにも大きい。リーマン・ショッ

クに端を発する世界金融危機、未曽有の被害をもたらした東日本大震災、

そして２度の政権交代。進行する人口動態の変化や地球環境問題への対応

もまた、多くの難しい課題を我々に突き付けている。しかし、このような

時代だからこそ、労働運動には、時代の先駆けとして課題に立ち向かう社

会的な責任が求められている。その中で金属労協は、インダストリオール・

グローバルユニオンの結成によって、IMF－JCからJCMへと新たなステー

ジに移行した。国内はもとより、アジア太平洋地域、さらにはグローバルな舞台における労働運動の牽

引役として、さらなる運動強化と役割発揮に期待したい。

この間、金属労協の運動に多大な貢献をされた諸先輩を見送ることとなった。元議長の宮田義二さん

と草野忠義さん、初代事務局長の瀬戸一郎さん、そして労働リーダーシップコース校長として長きにわ

たり多くの労組リーダーを育てて頂いた、同志社大学名誉教授の竹中正夫先生…。とりわけ、瀬戸さんは、

労働界が四分五裂する中でIMF日本事務所を立ち上げ、今に至る金属労協の礎をつくり、その後の労働

運動の展開にインパクトを与えてこられた。そこには、常に時代の先端に立ち、その先へと眼差しを向

け続ける姿勢があった。竹中先生は、対話を通じた課題解決の姿勢をはじめ、いくつもの道標を示して

下さった。先生が折に触れ口にされていた言葉である「フェスティナ・レンテ」（ゆっくりと、しかし

確実に）は、今でも私の座右の銘である。この半世紀に先達や仲間が積み上げてきた運動を次代に継承

し発展させていくことが、その思いに対する私たちの答えでもある。

さて、10年前の挨拶で私は、次のように締めくくっている。「あらゆる事柄を従来の枠組みで考える

のではなく、みずからの知恵で新しい道を切り開き、困難を乗り越えていくことが私たちの責務です。

難しい時代だからこそ、明るく元気に、歩みを刻んで行きたいと考えています。」

今、これに付言するとすれば、新たな領域を切り拓く覚悟と情熱を持ち、相互の信頼や共感を培う徹

底した対話を通じて、そこから生まれる小さな発想を積み重ね、大きな運動のうねりを作り出すことで

あろう。これからも難しい課題に直面することは避けられないが、互いにこうした思いを持ちながら、

臆することなく進んでいこう。

新たなステージでさらなる役割発揮を

金属労協50年史発刊を祝して

古賀　伸明
日本労働組合総連合会 会長

元金属労協議長





Ⅰ. 結成前史概略
（1957年～1964年４月）

Ⅰ. 結成前史概略
（1957年～1964年４月）





11

Ⅰ
結
成
前
史
概
略

結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

Ⅲ
最
近
20
年
間
の
活
動
別
歴
史

Ⅳ
I
M
F
創
成
期
か
ら

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
結
成
へ

Ⅱ
結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

IMF日本事務所開設から
結成まで（1957年〜1964年４月）
IMFの成立と自主独立性

1952年（昭和27年）以前の日本にあって、国際

金属労連（IMF）の存在を知る人は稀で、マスコ

ミも経営者も労働組合の指導者も、IMFといえば

「国際通貨基金」の略称のことで、それ以外の認

識は示されなかった。

IMF（国際金属労組連盟）は、ヨーロッパの金

属労働者を対象に1893年（明治26年）スイスの

チューリッヒで結成されたが、その実態は、「鉄

のインター」（Iron International）と呼称された

国際金属労働者情報局にすぎなかった。それが、

書記局と中央委員会構成を持つIMFに改組された

のは、1904年、アムステルダムで開かれた第4回

世界大会においてである。同大会には、すべての

国の金属労働者の利益を効果的に代表し、かつ金

属労働者のあらゆる全国組織を統合する本格的な

国際金属労連（IMF）を結成する提案が出され、

情報交換のための連絡事務所にすぎなかった組織

から、本格的な活動をする組織へと改組され、こ

の年からIMFと呼称されることになった。

第一次世界大戦（1914〜1918年）後の1920年、

コペンハーゲンで戦後初の大会が開かれ、この年

設立された国際連盟の経済活動に参加することを

決めた。翌1921年、スイスのルツェルンで開かれ

た第９回IMF世界大会で新しい組織を採択し、第

１条に、IMFの目的を、「IMFは、各国の金属労

働組合の結集体であり、すべての国の金属労働者

の連帯および提携を進め、かつ国際水準において

共に協力し、最大限に可能な賃金と労働条件を獲

得し、また労働者の生産管理を実現するため努力

することをもって目的とする」と定義づけると共

に、書記局の構成、任務、執行委員会、中央委員会、

３年ごとの世界大会開催など、組織機構の基礎が

確立された。

第二次世界大戦後の1949年および50年にはIMF

内に３つの産業別部会（自動車、造船、鉄鋼）が

設置されたが、52年には金属機械部会が創設され、

1990年代には、電機・電子部会、航空宇宙部会、

事務・技術職部会が増設され、鉄鋼部会を鉄鋼・

非鉄金属部会に改組して、７つの産業別専門部会

が整備された。

第二次世界大戦終結の年の1945年10月、世界労

連（WFTU）がパリで結成され、国際労働組合連

盟（IFTU）が解体されるに及んで、国際産業別

組織（ITS）は重大な局面に立たされた。世界労

連の結成にあたっては、IMFをはじめとするすべ

ての国際産業別組織が参加したが世界労連規約第

13条に（すべての国際産業別組織は世界労連の産

業別部門に切り替えられ、その活動、財政、人事

は世界労連によって統制される）と定めていたた

め、長い歴史と伝統によって培われてきた自主独

立性が失われるとして、国際産業別組織は、挙げ

てこれに反対し、結局この問題は棚上げというこ

とで世界労連は発足した。

IMFは、1947年７月、コペンハーゲンで第二次

大戦後初めて開かれた第15回世界大会で、世界労

連加盟問題を主要議題として討議した。世界労連

加盟を支援するイギリス代表と、反対の立場をと

るイルグIMF書記長（ベルギー代表）との間で激

しい議論が闘わされ、アメリカ代表が世界労連加

盟断固反対にまわり、討議の結果、この問題に関

Ⅰ. 結成前史概略
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する決定を行うことを拒否する決議案を採択した。

1948年３月、IMF中央委員会で次のような宣言

を行った。

「世界労連の行動は、コペンハーゲンの決議の

施行を不可能とするものであり、したがって今後

の審議は無益である。それゆえ、IMF中央委員会

は、従来のように、自由にして自立的な民主主義

に基づいて、IMFの活動を継続することを断固と

して決定した」。

IMFがこのような姿勢を貫いたことにより、そ

の後、世界労連が分裂して国際自由労連（ICFTU）

が発足した際も、IMF自身の自治権を完全に保持

しながら国際自由労連との協力関係を確立するこ

とができたのである。（詳細は、本誌「Ⅳ.IMF創

成期からインダストリオール結成へ」を参照のこ

と）

IMFと日本金属産業労組との接触
IMFと日本の金属産業労組との接触は、1952年

（昭和27年）４月に、ジュネーブで開かれたILO金

属工業委員会に日本の金属産業労働者の代表とし

て出席した、佐野芳雄と古賀專の両氏が最初であ

る。

その前年、サンフランシスコ条約が締結され、

日本が戦後初めて国際社会に復帰、ILOにも同年

11月に再加盟し、佐野氏は総評の代表として、古

賀氏は総同盟総主事（造船総連書記長〉として委

員会出席の運びとなったのである。

IMFはILO金属工業委員会をはじめ、鉄鋼委員

会など、ILOの各産業委員会にIMF加盟組合の代

表を参加させていた。古賀氏らはジュネーブに３

週間滞在したが、この間にIMFからの接触を受け

た。古賀氏はその際のことを次のように証言して

いる。

「私は、総評金属の佐野氏と共に、金属工業委

員会代表に指名され、参加したわけです。そして

ジュネーブに着いたら、一番先に連絡をとってき

たのが、IMF本部書記次長のダンネンバーグ氏で

した。IMFからその時に書記長、会長も同席して、

レマン湖畔のレストランで最高の料理のもてなし

を受けながら、日本の金属関係労組の状況や金属

労働者の労働事情などを話し合いました。その時

のIMF役員達の日本に寄せる関心の非常に深かっ

たことを覚えています。日本は、かつては軍国主

義であろうと、これからの平和国家として、工業

国家として非常に発展の可能性を秘めていまし

た。IMFが日本に対して、深い関心があったのは、

第二次世界大戦時の三大強国、六大工業国の一つ

ということを承知の上で、日本の当時の状況、朝

鮮動乱による特需景気で、産業の復興がかなりめ

ざましくなってきていたからです。今日のIMF－

JCの存在の大きさを考えるならば、IMFの着眼が

間違っていなかったといえます。そういうわけで、

私は偶然のチャンスでIMF本部と日本の金属労組

役員として最初の接触、出会いの機会に恵まれた

わけです。」

当時のIMFの会長はハリー・ダグラス氏、書記

長はコンラッド・イルグ氏であり、ダンネンバー

グ氏が書記次長に選出されたのは、アドルフ・グ

ラデル氏が書記長となった1954年（昭和29年）の

チューリッヒ大会からである。また、IMF本部が

ジュネーブに移転したのも54年で、それまではス

イス金属時計工業労組の本拠地であるベルンに

在った。

古賀氏は1956年（昭和31年）のILO総会に日本

の労働代表顧問として出席した際にも、IMFとの

接触を重ねてきた。

この間、1954年（昭和29年）６月、ILO第37回

総会に日本労働代表顧問として出席した天池清次

全金同盟主事が、総会後ベルンのIMF本部を訪問

した際、同年11月にチューリッヒで開く第17回

IMF大会にオブザーバーでもよいから参加するよ

う招請を受けた。この招請に応えて全金同盟は同

年10月、ジュネーブで開かれた第５回ILO金属工
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業委員会に出席した井堀繁雄副会長をオブザー

バーとしてIMF大会に参加させた。

井堀氏は第17回IMF大会で日本の金属労働者を

代表して初の演説を行い、わが国金属労組のIMF

加盟について話し合った。『全金同盟史』によると、

その結果、「IMFでは総同盟の全金同盟、総評の

全国金属、中立の電機労連の三者が中心になって、

日本におけるIMF加盟協議会を設定して、その加

盟促進をはかることを希望している。この加盟協

議会とは別に金属産業労組の太平洋地区会議を設

置したい意向をもっており、（中略）事務所はイ

ンドに置き、活動の主体は日本で行う」というこ

とである。

一方、IMF本部側の記録によると、井堀副会長

に加盟を要請したのは、全金同盟をはじめ、電機

労連、鉄鋼労連、造船総連、全造船、全国金属、

自動車労連などとなっている。

1955年（昭和30年）３月の全金同盟中央委員会

に、わが国初めての「IMF加入の件」が提案され

たが、加入の際の予算措置などの理由で、今後、

加盟を促進していくとの原則を承認し、翌1956年

の第６回全国大会でIMFへの直接加盟を決定、本

部へその意思を伝えたが、IMF本部は「日本にお

ける金属労働戦線は複雑であり、全金同盟だけが

先に加盟すると他の組合が加盟しにくくなるの

で、今しばらく他組織の足並みが揃うまで待って

もらいたい」と、決定を保留している。

ダンネンバーグ氏が訪日を決意
宝樹文彦氏の証言によると、「1955年（昭和30年）

頃、ILOアジア諮問委員会に出席していたジュ

ネーブの私のホテルに、IMF書記次長のダンネン

バーグ氏が訪ねてきて、“日本の全労関係の造船

総連と全金同盟から、IMFに加盟申請が出されて

いる。ついては、総評系の指導者としてどう考え

るか”と意見を求められたので、私は“拙速はま

ずい。日本には申請している２組合以外に多くの

金属労組がある。日本の金属労組をひとつにまと

めて、大きく組織加入させるためにも、少し待っ

たほうがよい”と答えた。そして、“日本の労組

の現状を知るために、IMF自身が日本に調査団を

出したらどうか”と提起した。IMFは、カナダの

労組幹部のジョージ・ミヤザワ氏を日本に派遣し

てきた。私の提起をIMFが受け入れてくれたので

ある」。

IMFは全金同盟のこうした動きに対して、1955

年の中央委員会で対応を協議している。宝樹証言

を検証するように、ダンネンバーグ氏は、その間

の事情を次のように話している。

「IMF中央委員会の席で、IMF本部として日本

に代表を派遣してみようと決定したのは、1955年

５月のことである。1956年の初頭に移る前に、

IMF本部は日本語のできるカナダ木材労組の幹部

ジョージ・ミヤザワ氏が日本に行く用意のあるこ

とを知った」。

ジョージ・ミヤザワ氏はカナダの日系二世で、

カナダ木材労組の調査部次長であり、日本語はそ

れほど上手でなかった。ミヤザワ氏はICFTUの推

薦で半年契約を結び、IMF駐在員として来日した

のである。

来日したミヤザワ氏は、1955年（昭和30年）11

月に国労会館に開設していたITF（国際運輸労連）

事務所を足場にした。ITFの日本事務所長はソア

レスというインド人だった。ミヤザワ氏は、1956

年７月初めに半年間の契約を終えて帰国した。ソ

アレス所長の下にいた海員組合の木畑氏の証言に

よると、「ミヤザワ氏は離日の直前に私のところ

にきて、『僕の後任が見つからないのだけれども、

君、やってくれないか』という話があったけれど、

私は即座に断った。ミヤザワ氏は、『それじゃ、

ソアレス君に人選を頼むしかない』とつぶやいた。

私も同感だった。」

ミヤザワ氏は半年間で培った日本で接触した人

脈をIMF本部の代表に任せた。ダンネンバーグ氏
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はその時の状況を「ここで、IMFの直接の参加を

強め、日本現地の事情について直接の知識を把握

し、IMFの日本での活動性を持たせることが必要

であることがわかった。そこで私は1956年６月、

梅雨時の雨の降る日に東京に着いた。それは私の

アジアヘの初めての訪問であった。私は３カ月近

く日本に滞在したが、この滞在はまさしく最初の

事実調べであり、また活動の方向づけの時期で

あったといえよう。日本の生活慣習、政治活動、

伝統的な労使関係、労働組合の構造、労働者及び

労働組合におよぼすその影響などにみられる西欧

との相違は、ひとりの西欧人にとってまさしく目

を見張るものであり、徹底的な研究調査を必要と

するものであった」と述べている。

ダンネンバーグ氏は、当時日本に書記局を開設

していた唯一の国際産業別組織である国際運輸労

連（ITF）日本事務所の山崎剛氏の全面的な協力

によって、八幡製鉄などの各組合を精力的に回り、

労組幹部と接触し、所期の目的を果たすことがで

きたが、その時の経験から、日本における決定的

なハンディキャップは通訳・翻訳にあることを痛

感した。そのことが日本事務所設置の際の瀬戸一

郎氏の起用へとつながるのである。

「私は総評、新産別、当時の全労と総同盟、産

別そして中立労連に加盟している10を数える金属

労組連合体の存在を確認した。そのほかにも、い

ずれの総連合にも加盟していない金属労組が数多

く存在していることがわかった。」と述べたダン

ネンバーグ氏は、この第１回の来日で、日本にお

ける金属労組が、異なった上部団体の下に四分五

裂の状況にあることを自分の目と耳で認識したの

である。それはまた、宝樹氏の提起を裏づける結

果となった。

古賀氏によると、「このとき、ダンネンバーグ

氏は、日本の金属労組のIMF加盟は、アメリカな

どの直接加盟方式よりも、協議会方式でまとまっ

て加盟したほうが、現状から、よりベターである

と再確認したに違いない。井堀氏に最初に提案し

たときも協議会方式だった」。

このことは、先に述べたように、全金同盟の単

独加盟が保留されたことでもわかる。

IMF日本事務所が開設
1957年（昭和32年）４月、IMF日本事務所が東

京駅八重洲南口の国労会館の一角に開設され、瀬

戸一郎氏が事務所長に就任、以後、1964年（昭和

39年）のIMF－JC（国際金属労連日本協議会）の

発足までの７年間、ダンネンバーグ書記次長と瀬

戸所長のコンビによる、長い苦難に満ちた組織活

動が展開されていくことになる。

日本事務所設立についてダンネンバーグ氏は次

のように語っている。

「日本の各労組とIMFの間に恒久的な連絡を保

つことが必要となった。1957年４月に瀬戸一郎氏

がその任を担う資質に満ちた所長として任命され

た。IMFの代表の頻繁な日本訪問によってその目

的を達しえたかもしれないが、連絡事務所の開設

は長期的な活動を拡充し、オルグの拠点となるこ

とを意味した。それはIMF自体、そしてIMFの目

的を周知させることであり、資料と情報を翻訳し、

労働組合ニュースを発行し、IMF本部、加盟組合、

各世界大会、諸会議および調査活動を通じて日本

IMF事務所開設最終準備をするダンネンバーグ氏（左）と瀬戸一郎氏（右）
（1957年4月、スイス・ジュネーブ）
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の労組の活発な組合員や役員が外国の労働組合の

活動、姿勢に関する経験を体得するのを援助する

ことであった。また、IMFの活動内容をよりよく

知ってもらうことであった。」

瀬戸一郎氏をIMFへ紹介したのはソアレス氏で

ある。ダンネンバーグ氏は訪日中に言葉の障害を

痛感していたので、帰国に際してソアレス氏に「英

語のできる適当な人を探してほしい」と、ミヤザ

ワ氏の後任探しを依頼した。その辺の出会いを瀬

戸氏は次のように話している。「当時僕はノース

ウエスト航空に勤めていて、切符の手配などを

やっていたので、ソアレス氏とも面識があった。

話を聞いて人探しを手伝ったが給料は日本の平均

よりいいけれども、１年契約というのがネックに

なって、２、３人に声をかけたが不調に終わった。

そうなっては自分で引き受けるしかない。ノース

ウエストの人事課長に事情を話して、『１年契約

なので、潰れたらまた戻ってきていいか』と言っ

たら、『いい、いつでも席を空けておく』と言わ

れて、事務所長を引き受けることにした。当時は、

労働運動の中で英語ができる人はほとんどいな

かった。そんなわけでタイミングよく入り込んだ

まではよかったが、労働組合運動にはズブの素人

だったから、1957年の３月から１カ月間程、スイ

ス・ベルンのIMF本部へ研修生みたいな形で行っ

た。ダンネンバーグ氏が空港まで迎えにきていて、

それが初対面だった。彼はガイド役になって、ド

イツ、イギリスなどヨーロッパを引きまわしてく

れた。IMF日本事務所開設直前まで向こうにいて、

ダンネンバーグ氏と打ち合わせをした。『君はど

ちらかといえば組合運動に経験のない立場にある

から、すべては私自身が収集した情報と人脈とを

頼りにコンタクトをしなさい』と言って、リスト

を渡された。それには、日本全国の主だった組合・

役員の名前がリストアップされていた。北は北海

道・室蘭（富士製鉄）、南は九州の八幡（八幡製鉄）、

長崎の造船（三菱重工）。東京だと東芝、日立。

関西は住友（鉄）といった内容だった。ダンネン

バーグ氏はリストを渡しながら、『主要なオルグ

のポイントとしては、古賀專（造船）、宮田義二（鉄

鋼）、福間知之・野口勝一（電機）、大谷徹太郎（全

機金）の各氏の提示に従うといい』と言った。

宮田義二、福間知之の両氏は次のように証言し

ている。

「田中兼人（八幡）さんが古賀專さんと昔から

友達の間柄だったこともあって、その線から八幡

に接近してきたのが瀬戸さんの初仕事だった。事

務所開設の1957年秋に鉄鋼が11波の大ストライキ

を打ったとき、IMFが国際連帯のカンパ１万スイ

スフラン（84万円）をIMF日本事務所を通じて送っ

てきた。1958年３月に鉄鋼労連の西口委員長へ瀬

戸さんがカンパを届けてきた。そのことを西口氏

から私の方へ連絡があって、そのあと瀬戸さんが

八幡に来て会った。」（宮田義二氏談）

「IMF日本事務所開設の翌年、1958年の正月に

ダンネンバーグ氏を瀬戸さんが連れて大阪まで

やってきた。来たのはいいが、正月の４日で、ど

こも仕事始めで実際の仕事は休みだし往生した。

ちょっと懇談して、写真を撮って、大阪市内の見

物で昼を過ごして、晩は大阪繁華街のどこかへ連

れていって懇談した。その年に欧米へ３カ月の大

旅行をした。瀬戸さんとは、そんなわけで知って

いたから、ヨーロッパを１カ月間で回りたいと

言ったら、ダンネンバーグ氏ヘ連絡してくれて、

IMFから鉄鋼労連への闘争支援カンパを手渡す瀬戸所長（左）
（1958年3月）
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工場見学、組合訪問が実現した。それが、IMFな

るものを頭にたたきこんだ最初の経験だった。」

（福間知之氏談）

IMFとの交流で理解深める
ダンネンバーグ書記次長が敷いた路線は、IMF

日本事務所開設と同時に始動した。1957年５月１

日には、広報紙として「国際金属労連ニュース」

創刊号が発行され、グラデルIMF書記長の「日本

の金属労働者に訴える」を掲載した。その中で、

「IMFは国際金属労働者の国際産業別組織（ITS）

として、世界各国の働く人たちの近況、民主的労

働運動の方法、労働条件の向上や団体交渉に必要

な詳しい資料をいつも用意している。国際的労働

運動を理解し協力を惜しまない人たちに絶えず提

供する。IMF労働ニュースが日本と全世界の労働

者を結ぶ、その連帯をさらに親密にできるよう希

望する」と述べている。

一方、国際交流の面では、1957年９月にスイス・

ルガノで開かれた第18回IMF世界大会に、寺村一

義（電機労連副委員長）、新家宗明（全金同盟副会

長）の両氏に瀬戸所長が先導役で出席、IMFと日

本の金属労働者の交流が軌道に乗り始めた。鉄鋼

労連のストには前述のようにUSWA（全米鉄鋼労

組）からカンパが送られ、連帯感が急激に高まった。

1958年（昭和33年）７月のIMF一般産業機械、

電気機器部会（ストックホルム）には、竪山利文（電

機労連）、松浦正男（全機金）両氏がオブ参加。

翌1959年のUSWAの長期ストに際して、日本の鉄

鋼労連が闘争の全面支持の激励電と100万円のカ

ンパを送って、連帯を深めた。

このように、国際交流を通じて連帯意識を強め

IMF活動への理解を深めるための国際交流活動が

積極的に進められた。以下はその国際交流活動の

概略であるが、前記の人たちを含め、そこに見ら

れる人々はIMF－JCの結成に参画している事実か

らも、国際交流が成果あるものであったことが実

証されよう。（IMF会議への参加はオブザーバー）

【1960年（昭和35年）】

IMF造船部会（ハンブルグ）：浜口栄（造船総連）、

西方慎一郎（全造船）／全米鉄鋼労組との交流：

竹本武男鉄鋼労連副委員長、宮田早苗八幡製鉄労

組組合長／ IMF自動車部会（パリ）：塩路一郎全

日産自動車労組副組合長。

【1961年（昭和36年）】

第19回IMF世界大会（ローマ）：竹花勇吉電機

労連委員長、宮田義二鉄鋼労連書記長、関野忠義

全機金委員長、瀬戸所長／電機労連訪米代表団：

野口勝一電機労連副委員長、樋口敏沖電気労組委

員長、小堀正彦東芝堀川町労組委員長、池内秀男

日本電気連合委員長／ IMF青婦人部会（コペン

ハーゲン）：斉藤親生八幡製鉄労組青年部長。

【1962年（昭和37年）】

IMF鉄鋼部会（西独・ドウイズブルグ）：埴岡

鉄鋼労連訪米代表団、全米鉄鋼労組シカゴ地区を訪問（1960年10月）

日本の友好組合関係者との懇親会（1957年12月）
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光二鉄鋼労連書記次長／全米鉄鋼労組大会：門間

吉信鉄鋼労連委員長、三戸国彦八幡製鉄労組組合

長、宮脇清富士鉄広畑委員長が出席して、組合対

組合の交流方式に新生面を拓いた。

【1963年（昭和38年）】

IMF機械・電機部会（ロンドン）：藤原巌（全

金同盟）、清田晋亮（日立総連）、伊藤清三（東芝

労連）。

このようにIMFと日本金属労組の交流が本格化

した1962年には、ダンネンバーグIMF書記次長が、

「組織強化と連帯活動の促進」を強調した年頭メッ

セージを日本の金属労組に送った。

また、これに呼応して、海外からも数多くの交

流団が来日した。

なかでも1962年の11月に、労働４団体、国際自

由労連東京事務所、IMF日本事務所など六者の共

同招待で来日したUAW（全米自動車労組）のウォ

ルター・ルーサー会長（AFL・CIO副会長、国際

自由労連副会長の資格を兼ねる）一行の来日は、

その規模において、また成果においても出色のも

のであった。なお、のちの（1965年１月30日）日

米賃金共同調査センター設立の最初の提案がなさ

れたのもこの時のことである。

開放経済体制への日本の対応
このように日本金属労組とIMFとの交流、提携

が進む中で、世界の政治・経済も、1962年の“キュー

バ危機”を頂点として米ソの冷戦構造が大きく変

化し、冷戦緩和、共存体制へ移行。世界経済体制

もEEC（欧州経済共同体）を中心とする欧州大陸

諸国の経済的躍進にともない、国際経済協力、貿

易自由化の波が高まり、国際貿易競争の激化は世

界経済の新たな展開の核となった。

こうした情勢を受けて、IMF－JC結成前夜にお

けるわが国の国際経済政策の重点は「開放経済体

制」への準備を完了することに置かれ、IMF（国

際通貨基金）８条国への移行とOECD（経済協力

開発機構）への加盟を前提に貿易自由化、貿易外

資本取引の自由化が進められ、1963年２月のIMF

理事会が日本の８条国移行勧告決議を行ったのを

機に、政府は直ちにこの勧告受諾を表明、その体

制整備を急ぎ、1964年４月１日を期して８条国移

行の方針を決定した。同時に日本は自動的に

GATT（関税貿易一般協定）の11条国に移行、国

際収支上の理由で物資の輸入制限を続けることが

できなくなった。また、自由主義先進国グループ

であるOECDへの日本の加盟は、1963年３月の首

席代表会議で原則的に承認され、同年７月には加

盟のための覚書署名を終え、国会の承認を待つの

みとなった。1963年秋の臨時国会が解散となった

ため1964年の通常国会に持ち越され、1964年４月

にOECD加盟が実現した。

第２次世界大戦の敗戦から奇跡の経済復興を果

たし、戦後20年を前にして先進国の仲間入りを果

たした日本は、IMF（国際通貨基金）８条国移行

第19回IMF世界大会にオブザーバーとして出席した金属労組代表
（1961年５月、ローマ）

富士重工労組を訪問するUAW訪日代表団（1962年11月）
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とOECDへの加盟によって、文字通り本格的な開

放経済体制に突入することとなった。

貿易自由化に対処するため、1962年から63年に

かけて企業間の業務提携と協力、さらには、海運

再編をはじめとする企業合併が行われ、重工業関

係分野では、三菱４社が合併して三菱重工として

新発足し、産業界の貿易自由化、開放経済体制へ

の基礎固めが着々と行われた。

国際交流を深めてきた日本の金属労組の指導者

たちは、こうした変化を身をもって体得していき、

産業・企業サイドの国際化に対応して、労働組合

の国際連帯の強化の必要性を痛感していった。

IMF－JC結成直前の1964年４月１〜２日、イタ

リアのゼノアで開かれたIMF造船部会に、オブ

ザーバーとして出席した造船総連副会長の古賀專

氏は、会議終了後、西ドイツ、イギリス、スウェー

デンの各国造船労組と会談、４月18日に帰国した

が、IMF造船部会の模様を次のように語っている。

「会議には14カ国から55人の代議員が出席した

が、会議は日本問題に終始した。日本の造船受注

量が全世界の41％を握っていることに対するヨー

ロッパ各国の論点は、日本の低賃金と政府の造船

保護政策に集中した。私はこれに対して、日本の

造船労働者の賃金は高くはないが、不当に低いこ

とはない。かつてダンピングのそしりを受けた日

本も戦後の労働組合の力で賃金は年々向上し、米、

英、独の水準まではいかないが、イタリア並みの

ところまでは近づいていることを力説した。

これに対し、ドイツの代表は『ヨーロッパにも

まだ日本より低い賃金を支払っているところがあ

るから、日本の低賃金だけを責めるわけにはいか

ない』と述べた。結局、会議は、世界の造船産業

を国際協力によって計画的に発展させ、特に各国

政府は造船に対する保護政策を強化すべきであ

る、との決議を採択した。私の印象では、今後世

界の造船産業は、OECDを中心に、また造船労働

者はIMFを軸にして国際協力の線で動くことは決

定的だ。」（1964年４月27日付、『週刊労働ニュー

ス』）

この一文は、貿易自由化と国際協力が表裏一体

のものであり、特に輸出関連産業の労使の進路を

示唆している点が注目される。

1954年（昭和29年）に結成された全労と総評と

の対立は、1960年（昭和35年）１月、全労が支持

母体となって民社党が結成されるに及び、社会・

共産、社会・民社の政党を巻き込んだ対立へと進

展した。

一方、総評と共産党の対立も、60年安保・三井

三池闘争を契機に激化し、池田内閣の出現による

政治的安定と高度成長とも相まって、政治偏重主

義から経済闘争へと運動方針の転換を余儀なくさ

れていった。

1962年４月には全労・総同盟・全官公が並列参

加の形で連絡調整機関としての同盟会議を結成。

同年９月、全労は、ILO87号条約批准問題の表面

化と共に、これを支援した国際自由労連への一括

加盟を申請した。これに対し総評系加盟労組はこ

ぞって反対した。しかし、自由化・国際化の波は

総評の国際路線を大きく揺さぶった。総評・中立

労連系労組内の民主化勢力は、1962年２月に「民

主化運動懇談会」を結成し、翌1963年２月には、

全造船二八会、電機労連二九会など13単産の民主

化グループで「全国民主化運動連絡会」（全国民連）

結成へと発展、同盟会議にオブ加盟した。全国民

連は、1964年11月の同盟（同盟会議の三者を組織

一本化）結成後も同盟との協力関係を保つ方向を

明らかにした。

こうした動きに総評は危機感を持ち、1962年に

は事務局長自ら西欧側諸国や国際自由労連本部を

訪問、６月の国際自由労連大会には代表を派遣し

てオブ参加すると共に、総評大会では、国際労働

運動は、「組織的中立」を堅持しながらも、産業

別ごとに資本主義諸国の労働運動との交流・連帯

を深める積極的な方針を示した。
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各産業別組織とITSの交流
このような情勢変化の中で、各産業別組織と国

際産業別組織（ITS）との交流は活発化し、金属

関係労組のIMF加盟への動きをはじめとして、全

日通が1962年５月大会で国際運輸労連（ITF）加

盟を提案（1963年大会で加盟決定）、私鉄総連も

同年大会でITF加盟を討議（その後1964年大会で

も見送りとなる）、合化労連が同年８月大会で国

際石油化学労連（IFPCW）加盟の方向を決定（1964

年大会で正式加盟決定）、また、全国ビール労連

も1964年３月の臨時大会で国際食品労連（IUF）

加盟を決定するなど、国際産業別組織（ITS）加

盟労組は、1962年から1964年にかけて従来の国際

繊維衣服労組連盟（ITGWF）加盟の全繊同盟（全

労）、国際化学一般労連（ICF）加盟の全化同盟（総

同盟）、国際郵便電信電話労連（PTTI）加盟の全

逓（総評）、国際運輸労連（ITF）加盟の国労・

都市交・動労（総評）、海員（全労）、交通公社（中

立）、国際鉱山労連（MIF）加盟の全鉱・炭労（総

評）、全炭鉱（総同盟）などの既加盟組織から飛

躍的に増大する傾向をみせた。

また、これにともない、既存の自由労連東京事

務所、国際運輸労連日本事務所に加え、1964年５

月の国際金属労連日本事務所結成後には、国際石

油化学労連、国際商業事務技術労連（FIET）、国

際キリスト教労連（WCL）が相次いで東京事務

所を開設して国際交流の窓口を開いた。

IMF加盟をめぐる単産の動向
日本金属労組とIMFとの交流、提携強化が進む

中で、日本の金属労組はIMF加盟についてそれぞ

れの立場から慎重な取り組みを行った。

電機労連は1962年５月の第10回定期大会（甲府

大会）に「これまでIMF日本事務所を通じて国際

労組との相互交流を重ねてきたが、今後もあらゆ

る機会をとらえてこれを積極的に進めていく。国

際労働組合との提携についてはIMFとの相互関係

を深めていく」との方針を決定、翌1963年５月の

第11回定期大会（松山大会）では「組織的提携の

方向をIMFに置き、加盟については金属主要産別

あるいは他主要産別の状況を勘案しつつIMF日本

協議会（仮称）に参加、検討したうえで来年度定

期大会に提案する」との本部原案を絶対多数で決

定した。

鉄鋼労連は1962年９月の第24回定期大会に、「資

本主義国、社会主義国、金属労連（IMF）、金属

インターを問わず自由に自主的に友好関係を保つ

ことを基調とし、その中で資本主義国の金属労働

者、具体的にはIMFや金属インターに加盟してい

るフランス、イタリアの労働者と交流連帯を強め

る」との方針案を提出した。大会では八幡・中村

卓彦、神鋼・森重両代議員から「IMF加盟の方向

を打ち出せ」との積極意見が出されたが、結果的

には原案どおり承認され、63年大会に決着を持ち

越した。1963年９月の第27回定期大会では、本部

が「IMF加盟問題を組織的な検討課題とする」と

提案、これに対して八幡労組をはじめとする多数

の代議員から「具体的方向を示せ」との要望があ

り、本部は「総評の積極中立路線の原則を堅持し

ながら資本主義諸国労組との交流を強める。現在

IMFから呼びかけのあるのは事実であるがまだ正

式ルートでは検討していない」と述べ、今後、加

入の方向で検討を決める意向を表明した。鉄鋼労

連本部としては、できれば1964年２月の臨時大会

に産別として協議に参加するかどうかの態度をは

かる考え方であったが、できる限り意見の調整に

努力すべきだという慎重論をとり、最終的態度決

定は1964年秋の定期大会に延ばす方針を固め、こ

の間、加盟できる単位組合は日本協議会へ参加と

いう無理押しを避けて現実的に対処する方向を

とった。八幡労組は1963年10月の定期大会で日本

協議会参加を正式に決定し、中山製鋼労組も同一

歩調をとった。

鉄鋼労連の一括加盟問題について当時書記長
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だった宮田義二氏は次のように証言している。

「鉄鋼労連が総評に加盟したとき、組織内の意

見調整が十分なされていなかったため、大手の住

友などの組合が鉄鋼労連を脱退した。そうした苦

い経験があったから、IMF加盟を強行して組織の

分裂を招くような事態だけは避けたいと思った」。

八幡製鉄労組書記長だった中村卓彦氏は、「IMF

－JC発足時に鉄鋼労連の一括加盟ができるように

頑張ったが、情勢分析した結果、無理だと判断し

たので“IMF－JC規程案の総則第４条　協議会の

組織は、（原則として）日本の金属産業労働者を

もって組織している労働組合の全国組織を単位と

する。”となっていたのを、文頭に、“原則として”

の字句を挿入。“ただし、全国組織としての加盟

がただちに実現できない場合は暫定措置として単

位組合の加盟を認めることにします。”との但し

書きを付けて、単組加盟の道筋をつけておいた」

と証言している。

鉄鋼労連の一括加盟はIMF－JC発足２年後の

1966年２月の鉄鋼労連登別大会で決定、実現を見

た。

造船総連は1963年５月の第13回定期大会でIMF

への加盟を決定、その時期、方法については国内

金属関係労組の動向とにらみ合わせ執行委員会で

決定することにした。

全国自動車は1962年の第１回大会でIMFとの連

携強化を確認、1963年第２回大会ではIMF加盟に

ついて①IMFに加盟指向する、②日本協議会設置

については賛同し、加入する、③IMF正式加盟の

時期については1964年臨時大会を目標にその徹底

をはかる、ことを決定した。

一方、自動車労連は、1960年６月の定期大会で

IMF加盟指向を正式に決め、同年11月、パリでの

IMF自動車部会にオブ参加したのを機に、塩路一

郎副会長が口答で加盟を申し入れ、IMF本部が先

の全金同盟への回答同様に、他の労組の歩調が揃

うまで待って欲しいとの意向を重ねて伝え、自動

車労連もこれを尊重して単独加盟を一応留保した。

IMFの参加規程は単独加盟の道を拓いており、現

に全米自動車労組が単独加盟していることもあっ

て、IMF－JCへはオブ参加の方針をとっていた。

こうした動きの中で、全労の自動車労連と中立

の全国自動車が、1965年に予定された自動車の貿

易自由化を控えて、1962年10月に自動車労組連絡

会議を結成、1965年の自動車労協発足への一歩を

踏み出したことは注目されることであった。

また新産別翼下の全機金は、1962年７月の京都

大会で早くもIMF－JC結成の方向を確認し、翌

1963年の大会でIMF加盟を正式に決定した。

協議会方式での一本加盟決まる
金属主要単産におけるこのようなIMFへの接近

は、IMF加盟の方式をどのような方向に求めるか

に焦点がしぼられた。IMF本部は、日本の金属労

働戦線の分裂状況を懸念して、現状のままの個別

加盟は諸会議の代表選出その他でその都度トラブ

ルが起こり、IMF本部としても処理しにくいとい

う理由で協議会方式による一本加盟を熱心に呼び

かけた。日本側もまた、本格的な開放経済体制を

迎え、国際舞台で基幹産業であり、戦略産業であ

る金属関係の労働者が発言力を持つためには、一

つにまとまった方が有利であるとの立場から、協

議会としての一本加盟、つまりJC方式とすること

に決まった。

八幡を訪問する全米鉄鋼労組代表（1962年２月）
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しかし、JC方式は、国内労働運動の面からみれ

ば、四分五裂状態にある金属労働戦線の再編 －世

界労連の影響を強く受けている中央金属共闘に対

抗する新組織結成 －を通じ、国を単位としてのひ

とつの発言力確保という立場と結合したなかで、

国際的にはIMF、国内的には組合主義路線に立つ

金属労働戦線の統一というかたちで、総評、全労、

中立労連、新産別のナショナルセンターの枠を越

えたものになる。このような金属労働者の総結集

は、新たな第三勢力となることを懸念した全労の

主力単産である全金同盟のIMF－JC結成準備委員

会の過程での参加中止、あるいはIMF－JC結成後

におけるいわれなき中傷、非難、妨害を招く一因

となった。

IMF－JC結成へ向けて準備進む
IMF－JC結成への準備活動は、以上のような内

外諸情勢の激しい変化の中で進められた。

1962年初頭から、鉄鋼労連、電機労連、造船総連、

全機金、全金同盟、全国自動車、自動車労連など

の各単産有志は、非公式に懇談会を設けて、IMF

－JC結成の具体化を検討しはじめた。1962年10月

には、東京・芝パークホテルに主要単産代表有志

が会合、日本協議会結成についてあらゆる角度か

ら検討を行った結果、一部単独加盟の意思表示を

したことのある単産の同時加盟は困難としても、

会議に参加した大部分の産別は一括加盟の方向へ

動き、①貿易の自由化による、わが国産業自体の

国際関係の拡大、②賃金レベルアップ、近代化を

はじめ時短闘争などの今後の前進と展開に必要な

資料の収集および実情の把握、③技術革新と産業

近代化に対処して国際的視野に立った労働運動の

展開、について大筋の合意をみるに至った。

翌1963年１月16日、２月13日、３月22日と３回

の懇談会を持って検討を加えた結果、①IMF日本

協議会結成準備委員会の構成、②下部組織への啓

蒙活動に重点を置き、５〜６月を目標に金属各単

産に対する宣伝活動を強化する、ことを確認した。

こうした動きに対し、IMF本部は1963年２月の

執行委員会で「日本の金属労組との間に友好にあ

ふれた連帯関係が樹立されつつあり、加盟への準

備がなされていることに満足の意を表明する」こ

とを明らかにした。

1963年４月22日には、芝パークホテルに電機労

連竹花、野口、鉄鋼労連・宮田、畠山、造船総連・

古賀、西本、全機金・大谷、全国自動車・池本の

各氏が参集、第４回懇談会をひらいて当面の実施

目標として、①今後この懇談会の名称を「世話人

会」とする、②５月10日、IMF書記長名によりア

ピールを行う、③今秋を目標に日本協議会結成準

備会を構成する、④日本協議会結成の目標を1964

年３月とする、との４項目を決定した。

そして、1963年５月８日、第５回世話人会で宣

伝活動についての最終打ち合わせを行い、５月10

日付でIMF書記長アドルフ・グラデル、IMF日本

事務所長瀬戸一郎の連名で、「われわれは、国際

金属労連日本協議会（Japanese Section of IMF）

〈仮称〉の結成を提唱し、国際金属労連加盟に向

かって大同団結を強く要請するものである。さら

に加盟実現後においては、日本の金属労働者がア

ジアにおける国際金属労連の中核的存在として、

平和と自由、働くすべての労働者の生活水準向上

のために闘われることを期待する」とのIMF－JC

結成への“グラデル・瀬戸提唱”を行うと同時に、

国際金属労連（IMF）日本協議会運営要綱案を発

表した。

IMF日本協議会結成準備懇談会（1963年１月）
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加盟の方法は一括加盟方式とする、②協議会は国

際交流の統一的窓口であることを目的とし、金属

労働戦線の再編というような問題は、この協議会

の性格とは別なものである、③協議会の機構なら

びに運営は幅の広いものにしていく、④加盟費は

IMF会費、日本協議会の経費を含めて組織人員１

人につき10円程度とする、⑤産業別、業種別部会

については、今後の検討事項とする、であった。

以上の確認事項の上に立って、世話人会は規程

草案の作業に主力を注ぐ一方、1963年11月１日新

橋・第一ホテルで世話人会を開き、①1964年１月

20日に結成準備会を発足させる、②これに伴う準

備委員と世話人を割り当てる、③IMF規約と協議

会の性格との関連を明確にするため、規程案の検

討を行うことを決定し、鉄鋼労連、電機労連、造

船総連、自動車労連、全国自動車、全機金の６単

産代表を準備世話人に選定した。また、準備委員

の割当は全国単産として参加する場合は単産あた

り２〜３名、過渡的に企業連または単位組合とし

て参加する場合は１〜２名とし、準備世話人会は、

準備会結成までの具体的な作業および一般的な呼

びかけの手配、資料作成と教宣活動、財政対策、

規程草案作成にあたることとした。

結成準備会の1964年１月20日発足決定の報に接

して、IMF本部は1963年12月15日、グラデル書記

長、ダンネンバーグ書記次長、瀬戸日本事務所長

三者名で再度、日本協議会結成の提唱を行った。

国際金属労連（IMF）日本協議会運営要綱（案）

 1. 　この協議会は国際金属労連（IMF）日本協議

会と称し、事務所は国際金属労連（IMF）日本

事務所に置くこととする。

 2. 　この協議会の目的は、自由にして民主的な日

本労働運動の育成、強化、発展に寄与する金属

産業労働者の総結集組織をもって国際金属労連

（IMF）加盟のもとで活動することに置くこと

とする。

 3. 　この協議会は国際労働運動の研究および交流

などの連絡、連携活動を国内外において推進す

ることを主要な活動とする。

 4. 　この協議会の組織は原則として、日本の金属

産業労働者をもって組織している労働組合の全

国組織を単位とする。ただし、全国組織として

の加盟がただちに実現できない場合は単位組合

の加盟を認めることにする。

 5.　この協議会につぎの役員を置く。

　議　　長　　１名

　副 議 長　　若干名

　事務局長　　１名

　幹　　事　　若干名

 6.　議長、副議長、事務局長は幹事会で選出する。

 7. 　幹事会は議長、副議長、事務局長、幹事で構

成し、随時開催する。

　会議はすべて議長が招集する。

 8. 　この協議会に加盟する場合は、幹事会の承認

を得なければならない。

 9. 　この協議会の財政は会費および寄付金ならび

に諸収入金でまかなうものとする。会費は実情

に即して幹事会で決める。

10. 　この運営要綱の改廃は幹事会で決めるものと

する。

結成準備世話人会が発足
1963年５月10日時点までに懇談会および世話人

会で確認された事項は、①日本協議会はIMF加盟

または加盟を指向する組合の総結集機構であり、
結成大会の打合せをするダンネンバーグ、宮田、福間の三氏

（1964年３月）
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JC第三勢力論は誤解
明けて1964年１月16日、準備委員、世話人会は

最終打ち合わせを東京ステーションホテルで開い

たが、席上、全金同盟は、日本協議会の性格問題

をとりあげ、従来からの主張を繰り返し、協議会

への参加を中止することを表明、結成準備会発足

直前にその参加を中止することとなった。

全金同盟は、IMF規約も直接加盟の道を閉ざし

ていないことを重ねて強調し、IMFに直接加盟を

行い、その加盟組合をもって国際連帯の窓口とし

ての連絡会議を作る、これが従来の他のITSが行っ

ている常識的な方法であるとした。また、井堀全

金同盟会長によると、「日本協議会の規程案は多

数決制で加盟単産の自主性が強く拘束されている

こと、同盟、総評の枠を越えた第三勢力結集のね

らいを持っている」ことなどが参加中止の理由だ

とされた。これに対し、他労組は、多数決制云々

は事実と全く逆で規程案では全会一致制を採用し

ていること、産別の自主性は尊重されており、第

三勢力云々も全くの誤解であるとしたが、全金同

盟の了解は得られず、全金同盟のIMF－JC加盟ま

でに、なお、８年間を要した。（全金同盟のIMF

－JC加盟は1972年９月に実現）

日本協議会の結成準備会は1964年１月20日午後

３時から東京・新橋第一ホテルで第１回会合を開

き、オブザーバーを含めて45人の労組代表が出席

した。準備会議長に竹花勇吉電機労連委員長、副

議長に大谷徹太郎全機金書記長を選び、宮田義二

鉄鋼労連書記長から経過報告を受け、これを承認、

協議会の性格を定める規程案を説明、日本協議会

の発足は1964年５月とすることを確認した。

その後、1964年２月12日、折から来日中のダン

ネンバーグIMF書記次長をまじえて世話人会が開

かれ、席上、同書記次長は今秋の第20回IMF世界

大会への日本協議会代表参加がきわめて有意義な

ものとなろうとの所信を表明した。次いで３月に

は２回にわたり、世話人会を開き、規程案の再検

討、結成日程、具体的準備、財政措置などの審議

をした上、４月24日午後２時半から東京・芝パー

クホテルで第２回結成準備会を開き、日本協議会

の規程案、会費、予算などを最終的に承認、いよ

いよ５月16日午後２時半から、東京青山・神宮外

苑の日本青年館で関係労組からの代議員約200人

を集め、結成大会を開くことになった。

IMFの加盟単位はIMF－JCと決定
この第２回結成準備会では、先に第１回準備会

で提案された規程案についてその後再検討され、

一部を修正した点を審議、修正どおり承認された。

修正された部分は主として第１条から第３条まで

で、第１条に日本協議会は日本におけるIMF加盟

の単位とすることを明文化したほか、第３条で活

動内容を具体的に明示したことである。

なお、当日の準備会では結成大会参加組合が最

終確認されたが、これによると、正式加盟の機関

決定労組は４産別、２組合、オブザーバー加盟１

単産、10組合、会費納入人員は542,000人と報告さ

れた。

かくて、内外の労働戦線注視のうちに、IMF－

JCはその前途洋々たる船出を待つばかりとなった

が、ここに至る道は決して平坦ではなく、苦難と

忍従そして絶えざる努力に満ちた７年間であっ

た。1957年４月、東京・八重洲口国労会館の一角

に日本事務所が開設されて以来、瀬戸事務所長の

献身的な努力と、これを支えるダンネンバーグ

IMF書記次長の名コンビのもとで、わが国金属労

働者の中に、IMFへの理解と連帯が芽生え、数多

くの労働者の勇気と決断力、そして先見の明ある

同志の指導によってIMF－JC結成へとこぎつけた

のである。





Ⅱ. 結成から30年間の歩み
（1964年５月～1994年８月）

Ⅱ. 結成から30年間の歩み
（1964年５月～1994年８月）
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1. 国際政治・経済情勢の概観
（1964〜1994年）

共産圏と資本主義圏の対立と協調
1964年から1994年までの30年間に、大いに変化

したものと、変化しないものがある。変化しない

ものは、西側の自由・資本主義体制、東側の共産

主義体制であり、あくまでもそれを死守し、でき

れば一国でも多く自分の体制に置こうとすること

である。もちろん、それは“平和共存”と呼ばれる。

武力を用いず、相手に対する抗議も、経済制裁を

主とし、それが第三次世界大戦へと発展させない

ことを、あくまで基本に置くものであるが、自分

の体制内なら武力介入も辞さないものであった。

米国が南ベトナム、カンボジア、ラオスヘ直接

援助（1955年１月）したのは、仏軍がベトナムか

らの撤退（1954年）の後、北ベトナム独立による

共産主義が、インドシナ半島へ拡大することを防

ぐことにあった。それがトンキン湾事件（1964年

８月）となり、米軍の北爆となったが、米国は、

常に北ベトナムの背後にいて、軍事指導団や巨額

の軍需物資で援助しているソ連や中国を、可能な

限り刺激しまいとする、あれこれと制限付きの北

爆であった。もし、最初から、最終段階での無制

限北爆を米国が行っていたら、果たして北ベトナ

ムが耐えることができたかという問題があるが、

ともあれ、米国の人的・物的な莫大な援助の結果

は、ベトナム和平協定（1973年１月）、南ベトナム・

サイゴン政府の降伏（1975年４月）、ベトナム社

会主義共和国樹立と南北ベトナム統一（1976年７

月）で終わる。米国総費用1,450億ドル、米軍270

万投入、直接戦死46,370人、南ベトナム軍民の死

者43万人。ベトナム戦争の米国に与えた影響は、

米国の国際的威信低下はもちろんのこと、国内に

与えた人心の荒廃は計り知れざるものがある。こ

れは経済的にも大打撃であった。

東側においても、ソ連は鉄のタガである共産主

義体制をゆるめることなく、チェコに民主化の風

が吹くや、ハンガリー事件（1956年10月）の当時

と変わることなく、ポーランド、東独、ハンガリー、

ブルガリアの４カ国軍を引きつれてチェコに侵入

した。

まず“2000語宣言”（1968年６月）としてチェ

コの自由派知識人ら70人が、民主化・自由化の停

滞批判をした。ソ連はその宣言を非難し、ワルシャ

ワでソ連・東欧首脳会議を開いたが、チェコ、ルー

マニアは欠席した。ソ連側は東欧諸国との共同書

簡でチェコに警告したが、チェコ党幹部会はその

書簡に反論する始末となった。チェコのチェルナ

でソ連・チェコ首脳会議を持ったが成果はあがら

ず、ソ連はチェコに侵入、ドブチェク第一書記ら

をモスクワに連行するに到るのである。国連安保

理は、ソ連軍のチェコ即時撤兵決議案を上程した

が、ソ連は拒否権行使で否決した。この挙を、中

国はソ連を“社会帝国主義”と非難したが、ソ連

はなりふり構わず、あくまで共産主義体制を守ろ

うとした。

一方、アフガンでは軍部クーデター（1978年４

月）をきっかけに、人民党が政権を掌握、国名も

アフガニスタン民主共和国と改めた。ソ連はこれ
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をいち早く承認した。これに対し反政府勢力が

クーデター（1979年12月）で政府を転覆、民主化

しようとしたのをソ連軍が介入し、反政府ゲリラ

と激戦となった。1980年１月、国連緊急特別総会

は、全外国軍のアフガン即時撤退決議案（非同盟

17カ国提案）を賛成104、反対18で採決したが、

ソ連軍は決議を無視、1989年２月の撤退まで９年

２カ月にわたり、駐留をつづけた。

国連で２回の軍縮特別総会（1977年５月と1982

年６月）が開催され、139カ国と非政府諸組織が

参加して「包括的軍縮計画」が討議されたが、東

西対立のまま合意は見られなかった。

核兵器による人類滅亡からの脱出
進展を見た第一のものは、核兵器の分野で、核

開発競争が人類を滅亡に追いやる以外の何物でも

ないことが認識されてきたことである。核分野で

の交渉は、まず米英ソ三国の部分的核実験停止条

約（1963年８月）、戦略兵器制限条約＝SALTI条

約（1972年５月）、核戦争防止協定（1973年６月）、

SALTⅡ条約（1979年６月）の調印、欧州中距離

核戦力＝INF制限交渉（1981年11月）、戦略兵器削

減＝START交渉の開始など、話し合いに進展が

見られた。中でも核拡散防止条約（1968年７月）

に62カ国が調印するなど成果が見られた。一方で、

国連総会での、核の凍結と不使用の両決議案が採

択されたものの（1982年12月）、英米仏の反対に

あうなど核兵器全廃までには、ほど遠い状態で

あった。

石油ショックと原子力エネルギー
第二の大きな変化は、石炭から石油、そして原

子力というエネルギーの問題である。この20年間、

特に大きくクローズアップされたのは、石油生産

国とメジャーの力関係の変化、及び２回にわたる

石油ショックと省エネ、それによって生じた産業

構造の変化で、これらは、経済問題であると共に、

世界的な政治問題であった。

石油輸出国機構（OPEC）が1960年に、イラン、

イラク、サウジアラビア、クウェート、ベネズエ

ラの５カ国によって結成され、以後カタール、イ

ンドネシア、リビア、アブダビ、アルジェリア、

ナイジェリア、エクアドル、アラブ首長国連邦の

８カ国を加え13カ国が加盟し、米英仏オランダの

国際石油資本に対する発言力を強めた。しかし、

大幅値上げを主張する強硬派（リビア、ナイジェ

リア、アルジェリアなど）と、穏健派（サウジア

ラビア、アラブ首長国連邦、クウェートなど）が

対立を続け、話はなかなかまとまらなかった。

ところが1968年、アラブ諸国の石油化学プラン

トの建設、タンカー修理用ドックの建設など、実

際 の 事 業 を 推 進 す る ア ラ ブ 石 油 輸 出 国 機 構

（OAPEC）がサウジアラビア、クウェート、リビ

アによって創設され、その後、カタール、バーレー

ン、アブダビ、アルジェリア、イラク、シリア、

エジプトが加わり、13カ国間が、生産調整・減産

することで、メジャーに対して強力な発言権を持

つようになり、従来、極めて安価だったものが高

値となり、石油消費国は重大な政策転換を迫られ、

原子力その他、石油の次のエネルギーの模索に真

剣に取り組まなければならなくなった。

ペルシャ湾６カ国は、石油公示価額21％引き上

げを宣言（1973年10月）、OPEC10カ国石油担当相

会議で、米国などイスラエル支持国向けの石油生

産を、９月比で月５％ずつ削減するという“石油

戦略”を発動し、11月には原油生産を９月比25％

減産と発表。10月、エクソン、シェル両社は、原

油価格の30％引き上げを石油消費国に通告、他の

メジャーも追随。メジャーとサウジアラビアは原

油供給量10％削減を通告、第一次石油ショックと

なったのである。そして、1979年１月には、第二

次石油ショックの到来となった。

また、米国スリーマイル島原子力発電所での放

射線漏れ事故発生（1979年３月）は、1986年４月
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のソ連チェルノブイリ原子力発電所での大事故に

先立つこと７年前の事故であるが、原子力汚染の

恐怖の面を如実に示した。

変わる中国・文革から国連復帰へ
第三の大きな変化は、中国である。まず対外的

に米中関係がある。ニクソン米大統領が、非戦略

的物資の直接貿易など５項目の対中国貿易緩和措

置（1971年４月）を発表し、対中接近の姿勢を示し、

キッシンジャー大統領補佐官が、秘密裏に訪中、

周恩来首相と会談。ニクソン大統領の中国訪問

（1972年２月）、平和５原則の適用と、すべての中

国人が台湾を中国の一部と考えていることを、米

国が確認している。1979年１月には米中国交回復、

1984年４月には、レーガン大統領が中国を訪問し、

米国は中国の近代化、中国は米国の軍事力増強を

それぞれ支持すると発表している。

対外的なもう一つの大きな変化は、中国の国連

復帰（1971年10月）である。これは日米など22カ

国の逆重要事項指定決議案を否決、アルバニアな

ど23カ国の中国招請・中華民国（台湾）追放案を

可決、中国の国連復帰が決定すると共に、中華民

国が国連を脱退した。

中国国内では、何よりも文化大革命と、その傷

跡が大きい。文化大革命は毛沢東が、江青による

京劇改革を推進（1964年）して文芸界批判の突破

口を作る一方、中央文化革命小組（江青、王洪文、

桃文元、張春橋）設置（1966年５月）に始まり、

清華大学附属中に紅衛兵組織の結成、中共中央委

員会第11回総会（1966年８月）での、文化大革命

に関する16条を決定、北京天安門広場で「文化大

革命勝利祝賀」の紅衛兵らの100万人集合へと拡

大していった。紅衛兵は４旧（旧思想・旧文化・

旧風俗・旧習慣）打破を要求して街道に進出し、

中共中央工作会議では、林彪が走資派の劉少奇国

家主席と鄧小平総書記を名指しで攻撃、両名は自

己批判を迫られるなど、各地に大波乱を巻き起こ

した。北京天安門広場では、当局の周恩来追悼花

輪撤去から、数万の群衆が抗議し軍警と衝突（1976

年４月）。鄧小平は再び失脚したが、毛沢東中国

共産党主席が没するや（1976年９月）、華国鋒首

相が党主席に就任し、文革派の江青女史ら４人の

政権奪取陰謀による逮捕、鄧小平の党副主席への

復帰（1977年７月）、江青ら４人組は党を除名され、

第11回全国代表者大会で文化大革命終結を宣言、

「四つの近代化」を明記した新党規約が発表され、

「四つの近代化路線、台湾解放」を明記した新憲

法が採択（1978年３月）され、胡耀邦総書記は、

文革を全面否定（1980年12月）、文革中に失脚し

たすべての人が復活した。六中全会では、毛沢東

の功績は認めつつ左傾の誤りを指摘した「歴史問

題に関する決議」（1981年６月）と、「経済体制の

改革に関する決議」を採択して、価格に市場性導

入を決めるに至った。

西側先進国の協力体制進む
第四の大きな変化は、米国の威信の低下に伴っ

て、それを支える西側先進諸国の協力体制が一段

と進んだことである。その大きなものが、フラン

スのジスカールデスタン大統領の提案による主要

先進国首脳会議（サミット）で、1975年11月の第

１回のフランス・ランブイエ城では、日米仏英伊

西独の６カ国、第２回からカナダが加わり７カ国

となり、やがてソ連がオブザーバーで招かれるよ

うになる。サミットは毎年１回開催され、開催地

にちなんだ会議名が付けられている。そこで出さ

れた声明・宣言には、その時々の緊急重要課題打

開のための方策が盛り込まれている。即ち、第１

回（1975年11月）不況克服の国際協調のランブイ

エ宣言、第２回（1976年６月）国際協調確認のサ

ンファン宣言、第３回（1977年５月）貿易・南北

問題のロンドン宣言、第４回（1978年７月）イン

フレなき成長の総合戦略のボン宣言、第５回（1979

年６月）インドシナ難民問題についての特別声明
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と、世界的石油危機に対処する東京宣言、第６回

（1980年６月）アフガニスタンからのソ連軍撤退

などの声明と、インフレ抑制・代替エネルギー増

大などのベネチア宣言、第７回（1981年７月）西

側経済の活性化を提唱するオタワ宣言、第８回

（1982年６月）自由貿易維持のベルサイユ宣言、

第９回（1983年５月）経済回復に関するウイリア

ムズバーク宣言、第10回（1984年６月）民主主義

の諸価値に関するロンドン宣言と続くのである。

ドルショックで変動相場制へ移行
米国の圧倒的な金保有を背景に、英ポンドの地

位低落とも相まって、米ドルは国際通貨として卓

越した地位を占めていたが、欧州の著しい経済成

長に対し、米経済は停滞し、国際収支が急速に悪

化し、金の流出が続いた。GNPで見れば、1955年

に全世界の総生産の46％を占めていたものが1970

年で32％に低下している。金保有率も1955年で全

世界の57.8％を占めていたのが、1970年で26.7％

に低下している。絶対額では依然最高の経済力を

持っているが、ドルの絶対的威信はゆらいできた

のである。その要因は、①ベトナム戦争等の軍事

支出、②国内のインフレで商品の国際的競争力の

低下、③多国籍企業の海外投資（これは他方、投

資収益や輸出増加の黒字要因もある）、④基準通

貨国として、国際流動性供給のため、赤字を続け

ることを、1960年代後半まで黙認、⑤英仏など他

国の通貨レート切下げ等、がある。米国の金準備

高は、1960年においてすでに短期ドル債務残高以

下になり、ドル不安は危機的状態になっていたの

である。

ここで外国為替市場の流れを見てみよう。1971

年８月、ニクソン米大統領は、最後の手段とされ

ていた金とドルの交換を一時的に停止し、10％の

輸入課徴金実施などのドル防衛措置をとり、世界

中にいわゆる“ドルショック”が走った。欧州為

替市場は、混乱回避のため、外為市場を閉鎖。そ

のとき、市場を開いていた日本にドル売りが集中

し、莫大な損害を受けた。日本は円レート堅持の

方針を決定したが、主要諸国より５日遅れて変動

相場制採用となり、実質円相場は、5.47％引き上

げ相当になった。それから４カ月後の12月、ワシ

ントンで10カ国蔵相会議を開催し、金１オンス＝

38ドル・米輸入課徴金撤廃を含めて多角的調整に

ついて“スミソニアン合意”がなり、カナダを除

いて各国は固定相場制に戻った。しかし、この通

貨調整は、各国の国際間の収支不均衡を是正しよ

うというもので、必ずしも多極化した世界経済の

新しい通貨体制そのものの確立ではなかった。し

たがって、この体制は長く続かず、半年後の1972

年６月、英ポンドが急落し、英国は公定歩合を

10％引き上げ、変動相場制へ移行した。そのため

欧州外為市場は６日間閉鎖した。

その半年後の1973年２月、ドル売りが激化、欧

州の外為市場は２日間一斉に閉鎖され、米国はド

ルを10％切り下げ、通貨・貿易・投資に一連の対

策を発表したが、そこでスミソニアン体制は崩壊

し、日本は再び変動相場制に移行した。翌３月、

EC諸国でドル売りが再燃し、スイスを除き欧州

外為市場は17日間閉鎖した。EC ６カ国は共同変

動相場制に移行した。

1978年11月、米国は緊急ドル防衛策を発表、為

替市場への介入を強行した。その時、各国の中央

銀行同士が各国の通貨を預け合い、外為市場の介

入などのために、外貨をそれぞれ確保し合う“ス

ワップ協定”にもとづいて、日本・西独・スイス

がドル買いに介入して、米国を援助していた。

もう一つ、国際流動性増強のための対処策とし

て、1967年９月、IMF（国際通貨基金）・世銀の

総会で、特別引出権（SDR）を創設したことは、

その後の貿易拡大のために大いに役に立った。こ

れはIMFの特別勘定の帳簿に記載されている各国

の当該準備資金を対価に、交換可能通貨を引き出

すことのできる権利で、当初は、金・ドル準備資
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金の補足的な存在であったが、1978年発効の新

IMF協定では、金に代わる中心的資金にすること、

各国通貨の価値基準にすることが決定された。

SDRの価値は１米ドルが純金0.88871グラムに等価

であったが、金交換停止後は、主要５カ国通貨の

標準バスケット方式で毎日計算されるようになっ

ており、金・各国通貨と並んで“新しい国際通貨”

と言われている。1969年７月に発効、1970年１月

に第１回配分が参加国に対して行われた。中国が

IMFに加盟承認されたのは、1980年４月であるが、

1981年３月、IMFは中国に４億5,000万ドルのSDR

の融資を承認している。それが中国の国際機関か

らの初借入である。

石油高騰で消費国会議開き対応
1963年からの20年間の世界経済を考えた場合、

石油が与えた影響は大きなものがある。石油生産

の中心は中東である。それは石油生産国とメ

ジャーの力関係の逆転であり、石油価格の高騰の

もたらした打撃、それは非石油生産開発途上国に

おいて大きかった。そして、石油を戦略に使って、

イスラエルに対しての孤立政策である。この生産

調整と減産は石油ショックとして世界を走った。

ここでは値上げの歴史を見ていくが、1971年２

月、ペルシャ湾沿岸諸国と国際石油資本との原油

価格引き上げ交渉では、公示価格を１バレル35セ

ントの値上げの程度であったが、1972年１月、

OPECとメジャーの交渉では、原油公示価格を

8.49％値上げ、1973年６月には、11.9％値上げ、

その４カ月後の10月には、ペルシャ湾６カ国が

21％引き上げ。1976年２月、更に10％引き上げを

したが、この時は一本化ならず、二本立て値上げ

となった。1978年12月、OPECは、翌1979年の原

油価格を４段階方式で14.5％値上げ。1979年６月

には、OPECは23.75％引き上げと上乗せ（上限１

バレル23.5ドル）の二重価格制を決定、1980年12月、

10％値上げ、1983年３月に至って、初めて34ドル

から５ドル値下げして29ドルとしているが、1963

年当初から比べると、石油は10倍以上に値上げさ

れていた。

石油消費国側もその対策のため、日・米と西欧

13カ国が参加して、石油消費国会議を開催したが、

米仏が対立して、共同声明に仏の少数意見を併記

せざるを得なかった。次の1974年７月の石油消費

国会議は、フランスが参加せず、12カ国で開催さ

れ、緊急時の相互石油融通措置の合意が成った。

EC結成とOECDの活動
世界経済の中での優等生である欧州経済共同体

（EEC）は、1967年、欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）、

欧州原子力共同体（EURATOM）の二つの共同

体執行機関と統合し、欧州共同体（EC）を結成

した。はじめ仏、西独、伊、ベネルクス３国の６

カ国で構成したが、1973年１月、英、デンマーク、

アイルランドが加盟し、拡大ECとなり、1981年

１月、ギリシャが加わり10カ国体制となった。

当初、EEC結成により大陸市場から孤立するこ

とを恐れた英国の主導によって、1960年、英国・

スウェーデン、ノルウェー、デンマーク、オース

トリア、スイス、ポルトガルの７カ国により結成

された経済共同体「欧州自由貿易連合」（EFTA）

は、1966年末までに工業製品の域内関税と輸入制

限数量制限を撤廃したが、英国とデンマークが

ECに加盟して抜けたため、残るEFTA加盟国と

拡大ECが合同して、拡大された欧州自由貿易地

域を結成するようになった。なお、1973年にノル

ウェーが、1974年にフィンランドがEFTAに加盟

し、７カ国体制となった。

ECは共通農業政策、カルテル規制、労働力・

賃金の自由化、域外第三国に対する通商政策の統

一、エネルギー政策、輸送政策、共通通貨と、そ

の目的にむかって目ざましい躍進を続けた。しか

し、その反面、域内第一主義のエゴに陥りやすい

欠点も持っていた。
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経済協力開発機構（OECD）は、欧州復興計画

（マーシャル・プラン）の受け入れ機関であった

欧州経済協力機構（OEEC）に代わる西側の経済

協力のための機構で、1961年に改組、西欧に米・加・

日など自由主義先進工業国23カ国で構成したもの

である。OECDはドル不安に揺れる世界経済の安

定維持と高水準の経済成長、雇用、生活水準の向

上、発展途上国の経済開発の援助、および世界貿

易の多角化、無差別、自由の原則に基づく拡大を

目的に、機能してきた。

1960年代は南北問題の時代
1960年代に入ると、南北問題の時代を迎え、国

連は「第一次開発10年」として、南側発展途上国

の経済に北側先進国の責任認識の上に取り組み、

国際協力の要請がなされ、1970年代に入ると引き

続き「第二次開発10年」として、南側の開発問題

に取り組んできたが、先発発展途上国と後発発展

途上国といった“南の中の南北問題”が生じ、国

際協力は一層多様化・複雑化していった。南北問

題対策の主力を担ってきたのは、米国、EC、そ

して日本であった。

南北問題を検討し対策を勧告するため、1964年

に国連貿易開発会議（UNCTAD）が設置された。

これは1962年の国連総会で新興75カ国が団結し

て欧米の貿易・援助政策を批判、会議の定期開催、

常設の理事会設置を決めたもので、当初４年毎の

開催としていたが、1976年の第４回ナイロビ会議

から３年ごとと改定された。

1968年２月、ニューデリーで開催された第２回

会議では、133カ国（低開発国88カ国）が参加し、

低開発国の一般特恵関税制度を中心議題に討議さ

れたが、合意には至らなかった。第３回のサンチ

アゴ会議は1972年４月、第４回は1976年５月にナ

イロビで開催、一次産品総合計画の決議採択、価

格安定のための共通基金設立を決めている。この

会議が決めた最大のものは、先進国はGNP額の

１％を援助に向けるという協定であった。しかし、

それを達成している国は、どちらかと言えばGNP

額の比較的小さいところで、米国は1966年でGNP

比0.65％、1970年で0.61％であった。日本は1970

年で0.93％であった。

東南アジアの経済協力体制
東南アジアでは、1977年６月、23年間にわたっ

て活動した東南アジア条約機構（SEATO）が解散、

代って、東南アジア諸国連合（ASEAN）（1967年

８月）５カ国を中心に、これと日本、オーストラ

リア、ニュージーランドが組んで経済成長を推進

してきた。

民主化・民族化・市場経済化を軸とした新た
な世界秩序の構築

1979年、イギリスのサッチャー政権誕生をきっ

かけにして、数十年にわたって世界の指導的な原

理であった「大きな政府」の市場介入による経済

コントロールから、市場経済を重視した「小さな

政府」による舵取りへ、世界経済は劇的な転換を

見せた。

市場経済化の流れは、単に自由主義国の問題、

経済の問題にとどまらず、やがて東側諸国をも飲

み込むこととなった。東西ドイツ統一や、ソ連邦

の解体に象徴されるように、共産主義体制は崩壊

し、民主化への道を歩むこととなった。

このような民主化・市場経済化の流れに伴って、

民族意識の高まりが見られたことも、際立った特

徴と言える。

民族化は必然的な流れではあるものの、反面、

イラクのクウェート侵攻、旧ユーゴスラビアでの

内戦など、歪んだ形での民族意識の表出も見られ、

東西対立が解消するなかで、国際関係における新

たな火種として、その後の大きな不安材料とも

なった。

国際関係におけるもうひとつの不安材料は、経
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済摩擦であった。国際収支の不均衡は拡大し、ガッ

ト・ウルグアイラウンド交渉は難航した。一方で

は、EC市場統合、NAFTA（北米自由貿易協定）

のような地域における動きもあったが、これらが

ブロック経済化を促すことにならないか懸念され

るところとなった。

レーガン・ブッシュ政権の12年間
1981年、アメリカでは「強いアメリカの復活と

インフレなき持続的成長」を掲げ、レーガン共和

党政権が誕生した。イランのアメリカ大使館占拠

（1979年）、ソビエトのアフガニスタン侵攻（同）

に見られるように、経済と軍備の弱体化によって、

アメリカの威信は著しく低下しつつあったが、規

制緩和を軸とした経済の強化と、SDI（戦略防衛

構想）の開発に象徴される軍備力の増強によって、

国威の回復をめざしたものであった。

経済面では、厳しいマネーサプライ抑制策に

よって、1980年代初めに２ケタだった消費者物価

上昇率が、1983年には3.2％に鈍化した。規制緩和

政策、大幅減税の実施によって、景気は1982年11

月から1990年７月まで、実に７年８カ月にわたっ

て拡大を続けた。一時は10％を超えていた失業率

も、1987年には完全雇用水準の6.2％に低下し、低

い物価上昇率と低い失業率との両立が達成され

た。

一方、国際的には、レーガン政権第１期目（1981

〜85年）には、ソビエトと厳しい対立状況が生じ

ていたが、第２期目（1985〜89年）には、アメリ

カの軍備力増強に対抗しようとしたソビエト経済

が疲弊の極みに達し、これを断念する状況に追い

込まれたこと、ソビエト共産党書記長にゴルバ

チョフ氏が就任、ペレストロイカ政策を推進した

ことなどにより、米ソ両政権は急速に連携を強め

ることとなった。1987年12月の米ソ首脳会談では、

長い間懸案となっていたINF（中距離核戦力）全

廃条約に調印した。

1988年５月にモスクワを訪問したレーガン大統

領は、ペレストロイカ政策を絶賛、自由の価値を

説いてゴルバチョフ書記長の後押しを行った。

しかしながら、レーガン政権は大幅減税を行う

一方で、歳出削減を進めることができなかったこ

とから、高金利・ドル高政策と相まって、アメリ

カ政府の財政収支、およびアメリカの貿易収支を

急速に悪化させ、いわゆる「双子の赤字」として、

アメリカ経済の病巣を作り出してしまったことも

また事実であった。

1989年にレーガン政権の後を受けて登場した

ブッシュ大統領は、共産主義体制が解体し、冷戦

構造が崩壊するという、世界史的転換点における

激動の中で、巧みに世界の政治・経済をリードし

た。特にイラクによるクウェート侵攻（1990年８

月）に対しては、国連の場を通じて多国籍軍を組

織し、断固これを打ち破るなど、強力な指導力を

発揮した。

しかしながら、このような国際的な成果にもかか

わらず、アメリカ経済は「双子の赤字」の増大によ

り落ち込みを見せ、ブッシュ大統領に対して、「内

政軽視」との批判が高まった。1992年11月に行わ

れた大統領選挙では、ブッシュ大統領は、「変化」

を掲げた民主党のクリントン候補に敗れる結果と

なった。

民主化・市場経済化への模索続けた旧ソビエ
ト・東欧諸国

1985年に登場したソビエト連邦のゴルバチョフ

書記長は、疲弊したソビエトの政治・経済を立て

直すため、グラスノスチ（情報公開）を軸とした

ペレストロイカ（改革）政策に着手したが、これ

によって共産主義体制の矛盾が一挙に噴出した形

となった。

ソビエトのペレストロイカ政策は東欧諸国にも

波及し、さらにそれがソビエト自身にも跳ね返る

という形で、急速な共産主義体制の崩壊が始まっ
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た。

1990年３月には、ソビエト連邦憲法が改正され、

共産党の一党独裁が放棄されると共に、大統領制

が導入され、ゴルバチョフ氏が就任した。同年５

月にはロシア共和国において、急進改革派のエリ

ツィン氏が、元首である最高会議議長に就任、「国

家主権宣言」を採択し、共和国の主権と連邦に対

する優越を宣言した。エリツィン氏は、さらに

1991年６月に国民投票によりロシア共和国大統領

に選出された。

こうした中、改革に反対する保守派は1991年８

月クーデターを敢行したが、エリツィン大統領を

支持する民衆の力によってあえなく失敗、共産党

は解体に追い込まれた。

クーデター後、ソビエト連邦内各国は次々と独

立宣言を行った。12月、各共和国はソビエト連邦

の消滅を決議、共和国の独立と内政不干渉を原則

に、友好連合としてCIS（独立国家共同体）の創

設で合意、これをもって69年間にわたり地球上の

陸地面積の６分の１を支配したソビエト連邦は崩

壊、ゴルバチョフ大統領も退陣した。

ロシア共和国では、1992年１月に価格の自由化

が行われるなど、急速な市場経済化の政策が推進

された。一方、大統領派の急進改革派と、最高会

議を抑える反急進派・保守派との権力闘争がすさ

まじいものとなった。エリツィン大統領は国民投

票でこれを乗り切り、1993年12月、新憲法制定に

こぎつけたが、議会選挙では極右勢力が台頭した。

東欧諸国では、ソビエト経済の疲弊とペレスト

ロイカ政策の推進によって、ソビエトの締め付け

が急速に緩み、民主化・市場経済化へのうねりが

高まった。

その頂点となったのが、ベルリンの壁の崩壊で

ある。1989年９月、ハンガリー政府が西ドイツヘ

の出国を希望して流れ込んだ6,000人の東ドイツ市

民の出国を認めたことから、大量の東ドイツ市民

が東欧諸国を経由して西ドイツに向かい、東ドイ

ツ国内でも大規模なデモが相次いだことから、東

ドイツ政府は11月、東西国境を開放、そのわずか

１年後の1990年10月、東西ドイツは統一されるこ

ととなった。

東欧諸国の中でも、自主管理労組「連帯」の活

動など、改革の芽生えが最も早かったポーランド

では、1989年８月、「連帯」指導者のマゾビエツキ

氏が首相に就任、1990年12月には「連帯」議長でノー

ベル平和賞受賞者のワレサ氏が大統領に就任した。

いくつかの政変を経ながらも、急進的な市場経済

化を進めた結果、一時的な物価高騰や生産の落ち

込みがあったものの、1992年には早くもこれを克

服、経済活動を軌道に乗せることとなった。

チェコスロバキアでは、1989年12月共産党政権

が崩壊し、ハベル大統領のもと改革スピードを加

速させた。民族意識の高まりから、1993年１月に

は、チェコとスロバキアは分離・独立に至った。

ハンガリーでは、東欧の中で最も早く体制内の

経済改革に着手していたが、1989年10月には、社

会主義労働者党はマルクス・レーニン主義の立場

を放棄、ハンガリー動乱33周年の10月23日に、人

民共和国から共和国への転換を宣言した。

ルーマニアでは、共産党のチャウシェスク書記

長が共産主義堅持・改革拒否の姿勢を示していた

が、大規模な反独裁デモが頻発し、これを戦車で

弾圧したことから、市民の怒りが爆発、チャウシェ

スク夫妻が処刑され、24年間におよぶ独裁体制は

崩壊した。ベルリンの壁崩壊（1989年９月）
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こうした中でユーゴスラビアは、宗教と民族が

複雑に錯綜した連邦国家であったために、各共和

国の分裂と共に内戦状態に陥り、凄惨な状況と

なった。

EC諸国における市場経済化と市場統合の動き
イギリスでは1979年、「小さな政府」「市場経済

原理重視」を掲げるサッチャー政権が誕生した。

西ドイツにおいても、1982年10月、コール・キ

リスト教民主同盟・自由党の連立政権が誕生し、

「ドイツの再躍進」を掲げて財政の健全化、経済

活性化の取り組みが進められた。

フランスでは、1981年、社会党のミッテラン大

統領が誕生した。ミッテラン政権は、当初、財政

主導のケインズ主義的な積極的景気拡大策、民間

企業の国有化を推進したが、インフレ高進、財政

赤字拡大、失業増加、国営企業の失敗などの結果

を招くことになり、選挙に大敗したことから、保

守政権でも困難と言われるほどの緊縮政策に180

度転換し、市場経済化に取り組むこととなった。

このような市場重視の活性化政策の結果、EC

主要国は、1980年代にはインフレなき成長を享受

することとなった。

さて、欧州では、日米両経済大国にどのように

対応するかが最大の課題となっていた。1985年に

は域内市場統合白書がまとめられ、1992年に域内

の各種非関税障壁を撤廃して、人、財、資本、サー

ビスの移動を自由化し、経済効率を向上させるこ

ととなった。1988年６月には、EC首脳会議にお

いて、市場統合のみならず、経済・通貨政策、社

会労働政策の分野でも各国の協調・調和を図って

いくことが合意され、1991年にはECの基本法た

るローマ条約の改正案（マーストリヒト条約）が

採択された。EU（欧州連合）の創設、経済・通

貨統合、政治統合の実現、欧州市民権の確立、欧

州議会の強化などを内容とするものであった。

高度経済成長と民主化の進むNIEs、ASEAN諸国
NIEs（新興工業経済地域）、ASEAN諸国では、

欧米各国や日本の景気拡大、海外からの直接投資

の拡大を受けて、10％におよぶ高度経済成長を続

けた。そして同時に、政治面においても民主化の

著しい進展が見られた。

韓国では、全斗換大統領の任期切れを前にした

1987年６月29日、与党・民主正義党の盧泰愚代表

委員が大統領直選制の導入、金大中氏の赦免など

を提案（民主化宣言）、野党もこれを受け入れ、国

民的和解と平和的政権交代が図られた。1987年12

月には、16年ぶりに大統領直接選挙が行われ、盧

泰愚氏が選出され、続く1992年12月の大統領選挙

では金泳三氏が当選、32年ぶりに文民政治が復活

した。

中華民国では、蒋経国総統のもと、民主化の取

り組みが進められ、1987年７月には38年ぶりに戒

厳令が解除された。1988年に蒋総統が死去すると、

後継には李登輝副総統が台湾出身者として初めて

就任した。李総統は1991年、中国共産党との内戦

の終結宣言、1947年以来の国民大会代表の全面改

選を行った。

軍事クーデターが日常茶飯事であったタイで

は、1977年以来経済成長と共にクーデターが影を

潜めていたが、民選のチャチャイ政権の腐敗を理

由に、1991年２月、軍がクーデターを行い、政権

を奪取した。アナン暫定政権は、長年の懸案を次々

と片付け、高い評価を受けたが、クーデターの首

謀者スチンダ国軍最高司令官が自ら首相に就任し

ようとしたことから、1992年５月、市民の怒りが

爆発し、プミポン国王の仲裁により再び民主政権

が誕生した。

マレーシアでは、マハティール首相のもと、ルッ

ク・イースト政策が推進され、従来の欧米重視型

から、日本などの経済発展のあり方に学んでいこ

うとする経済政策をとるようになった。
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中国・北朝鮮の動向
中国では、鄧小平氏の指導のもと、市場経済化

が進められたが、1987年１月、改革派と保守派の

抗争の中で、胡耀邦共産党総書記が急速な改革を

批判されて失脚に追い込まれた。1989年には、胡

耀邦氏の死去をきっかけに、学生、労働者が抗議

行動を展開した。６月４日には天安門広場におい

て多数の学生・労働者が虐殺され（天安門事件）、

ここに改革は後退し、中国の対外的威信は地に堕

ちることとなった。

このような中でも、経済については開放政策が

進められ、急速な拡大が続いた。1992年10月には、

中国は「社会主義市場経済」を打ち出し、市場経

済化を強力に推進していくことを宣言した。しか

し政治的には、民主化・自由化を否定しており、

ポスト鄧小平体制を模索する中で、政治と経済の

矛盾の解決が焦点と見られた。

北朝鮮では核兵器を開発しているものと見られ

ていたが、北朝鮮がIAEAとの対立を深めたこと、

西日本地域が射程内に入るミサイルの存在が明ら

かとなったことなどから、緊張がきわめて高まり、

重大な国際問題となった。

国連における経済制裁の動きが変わる中で、

カーター元アメリカ大統領の訪朝を通じ、北朝鮮

がアメリカとの対話再開の意向を示すと共に、南

北首脳会談を提唱した。これを受けてジュネーブ

で米朝政府高官レベルの交渉が再開された。しか

し、７月に金日成主席が急死したため話し合いは

一時中断した。

国際貿易の動向
1986年９月、ガットはサービス貿易、知的所有

権、農業、関税、非関税措置など15項目について、

1990年末までに交渉を進めるウルグアイラウンド

の開始を宣言した。しかしながら交渉は難航し、

1991年末、1992年末と２度にわたって合意時期の

目標が延期されたが、1994年４月、ようやく調印

に至った。焦点となったのは農業問題で、非関税

障壁を関税に置き換えて、これを徐々に引き下げ

ていこうとする、いわゆる「例外なき関税化」が

目玉となっているが、これについて、各国が基本

的に合意しているのに対し、日本が「コメは一粒

たりとも入れない」という立場から、これに反対

を続け、結局部分開放を行うにとどまった。

ウルグアイラウンドでは、GATTを発展させた

常設機関としてWTO（世界貿易機関）を1995年

に発足させることを決定した。WTOにおいて社

会条項を取り上げるかどうかが焦点となったが、

日本政府はこれに対して賛意を表明した。

こうした中で、アメリカ、カナダ、メキシコは

1991年６月から交渉を行い、1992年８月、関税の

一部撤廃、非関税障壁の削減などで合意した。こ

のNAFTA（北米自由貿易協定）は、さらに南米・

アジアを含めた自由貿易圏として拡大することが

意図されていた。

一方、マレーシアのマハティール首相は、この

ようなアメリカの動きに対抗し、日本・中国・韓国・

中華民国、香港、ASEAN諸国を対象に、経済協

力の枠組を作ろうとするEAEC（東アジア経済協

議体）構想を提案した。

2. 国内政治・経済情勢の概観
（1964〜1994年）

自民党政権下の派閥抗争と汚職
自由民主党（自民党）は、その内部では激烈な

派閥闘争を繰り広げながら、7回の衆院選挙をく

ぐり抜け、２度は過半数に達せず、保守系無所属

議員を追加公認して、辛うじて政権を保つ危機が

あったものの、幾多のスキャンダルにもかかわら

ず、政権を握り続けてきた。

1964年９月から病気入院中の池田勇人首相が、

相当期間療養が必要だとの診断で辞意を表明。

1964年11月、後継者に佐藤栄作氏を指名、佐藤内
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閣が成立。第二次（1967年２月）、第三次（1970

年１月）を経て、1972年７月辞職。後継を争って

田中角栄・福田赳夫・大平正芳・三木武夫の４氏

が総裁選挙に出馬、いわゆる三角大福戦争となり、

決戦投票で、田中角栄282票、福田赳夫190票で、

田中内閣が成立した。佐藤内閣は、ILO87号条約

（1965年４月）、日韓基本条約（1965年11月）、沖

縄施政権返還を成し遂げた。

田中内閣は第二次（1972年12月）改造内閣を経

て、1974年12月、金脈疑惑で退陣した。これは文

芸春秋1974年11月号掲載の立花隆『田中角栄研究

－その金脈と人脈』が口火となり、国会や街頭で

攻撃の矢を放たれ、1974年11月、辞意表明となっ

たものである。

後継総裁選出をめぐって、大平・福田派が対立、

12月、椎名自民党副総裁の裁定案で、三木内閣成

立となった。金権政治のイメージを除去しようと、

清潔でなる三木武夫氏を少数派であるにもかかわ

らず、もってきたのである。

田中内閣は、日中国交正常化（1972年９月29日、

日中共同声明調印）を成し遂げたものの、日本列

島改造論で土地ブームをひきおこし、狂乱物価（卸

売物価指数31.3％、消費者物価指数34.5％）のイ

ンフレをひきおこし、戦後初のマイナス成長（実

質経済成長率10.5％）の責任を負うこととなった

が、退陣以後も、政界のフィクサーとして、田中

派は、次代の内閣成立に力を振るい続けた。

三木内閣では、ロッキード事件が発覚、1976年

５月には、「三木おろし」工作が始まり、７月には、

ロッキード事件で田中前首相逮捕、12月、衆院の

総選挙で自民党は249議席、保守系無所属８人を

追加公認して、ようやく過半数を維持、三木首相

が引責、福田赳夫内閣が成立した。

福田内閣時代の1978年１月、為替は１ドル＝

237.9円の戦後最高値を記録したが、その後10月に

は、175.5円に高騰、年末には195.1円まで戻した

ものの、円高による企業倒産、合理化で国内経済

は振るわなかった。日中関係では、1978年8月12

日に、日中平和友好条約が北京で締結された。

1978年11月の自民党総裁選では、福田・大平・

中曽根・河本の４氏が立侯補、田中派が大平支持

にまわったことで、大差をつけ大平氏が１位とな

り、12月には大平内閣が成立した。しかし党内の

混乱は続き、臨時国会で、自民党三役人事の内紛

から、首相指名の衆参両院本会議が、国会史上初

めて流会、翌日、大平正芳氏が首相の指名を受け

た。

1980年５月、衆院本会議で、社会党提出の大平

内閣不信任案が、全野党の賛成、自民党非主流69

人の欠席により、243対187で可決成立。政府は、

衆院を解散、総選挙になった。ところが、選挙期

間中に大平首相が心臓病で急死、国民の同情が集

まり、衆参初のダブル選挙は、自民党の大勝とな

り、衆院で36増の284議席（社会107）、参院で６

増の69議席（社会22）を獲得した。

1980年７月、自民党最高顧問会議で話し合いに

よる総裁選出を決め、西村副総裁は大平派の鈴木

善幸氏を推薦、特別国会で鈴木内閣が成立した。

1981年５月、渡米した鈴木総理とレーガン米大

統領は、共同声明で「同盟関係」と明記、日本は

積極的に防衛役割を分担、記者会見で初めて海上

交通路（シーレーン）1,000カイリ防衛を表明した。

1982年10月、福田元首相が、鈴木首相は国民の

信頼がないと批判、河本・中川両派が同調、鈴木

首相は退陣を表明した。党首脳による候補一本化

の調整は不調に終わり、自民党総裁選挙には、中

曽根・中川・河本・安倍氏の４人が立候補し、決

定（予備）選挙で中曽根氏が57％を獲得、他侯補

は本選挙辞退で中曽根氏と決まった。これも田中

派の支持によるものである。

この間、野党は、社会党、民社党、共産党のほ

かに、1964年11月に公明党が結成、1976年６月、

河野洋平氏らが自民党から脱党して新自由クラブ

を結成（1986年８月脱党）、1977年４月、革新自
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ル暖房ボイラーの排ガス中の煤煙、アルミ・銅精

錬所の排ガス中の微量重金属、自動車排気ガス中

の一酸化炭素、酸化窒素等。水質汚濁関係では、

紙パルプ工場廃液（ヘドロ源）、化学工場廃水、

洗剤等を含んだ家庭廃水。廃棄物としては、各種

有害物質を含んだ産業廃棄物、都市ゴミ中のプラ

スチック廃棄物、粗大ゴミ、その他薬品公害や、

食品による中毒や発ガン性混入物等で、その種類

は数限りない。

その主なものは、①1958年頃から続いている熊

本水俣病、②新潟水俣病（1967年６月）、③四日

市ぜんそく訴訟（1967年９月）、④北九州市、米

ぬか油中毒事件（1968年10月）、⑤キノホルムに

よるスモン患者事件（1976年３月）、⑥東京文京

区での慢性鉛中毒事件、⑦東京杉並区でのスモッ

グ公害（1970年７月）、⑧田子の浦のヘドロ訴訟

（1970年７月）、⑨富山県のイタイイタイ病訴訟、

⑩東京・大阪両空港騒音規制問題（1971年12月）、

⑪PCBの生産使用禁止（1972年３月）、日本アエ

ロジル四日市工場の塩素流出事故（1974年12月）、

日本化学工業の東京・江戸川区への六価クロム埋

立投棄事件（1976年５月）等である。

日本の政治、特に自民党は、何より生産者側（加

害者側）に立って、それをカバーしようという姿

勢が強いことから、官僚も同様で、ともすれば、

その対策は大幅に遅れがちであった。例えば、

1967年８月、公害対策基本法が公布されたが、企

業の無過失責任は立法過程で削除している。国民

の厳しい抗議にあい、重い腰を上げて、やっと

1972年６月になって、大気汚染防止法・水質汚濁

防止法を改正公布した。いわゆる公害無過失損害

賠償責任法を設定している。しかし、1978年７月

に環境庁は、二酸化窒素の大気汚染基準を、現行

の２〜３倍とするなど企業・産業を保護しようと

した。

環境保全法関係では、公害対策基本法（1967年）、

公害紛争処理法（1970年）、公害に関わる健康被

由連合が発足、1978年３月、社会党から脱党して

社会民主連合結成、1983年５月、サラリーマン新

党の結成を見ている。

野党の奮闘は、国会において何度も見られたが、

その度に、自民党は強行採択で押し切った。

このように、佐藤・田中内閣の時代は、力の政

治が目立った。

跡を絶たない金権汚職
汚職、金権政治も自民党の特色であり、特に田

中派において甚しいものがあった。

吹原産業融資問題（1965年４月）、田中彰治代

議士のマッチポンプの恐喝・詐欺事件（1966年８

月）、共和製糖への不正融資問題（1966年９月）、

そしてロッキード事件（1976年２月）では、田中

前首相、橋本登美三郎元運輸相、佐藤孝行元運輸

次官が逮捕、有罪となった。次いでダグラス・グ

ラマン航空機不正取引疑惑（1979年２月）、これ

は衆院航空機輸入調査特別委員会に、松野頼三元

防衛庁長官が証人喚問され、その後松野議員は辞

職した。次に日本道路公団発注工事で、全国にわ

たる談合事実判明（1981年11月）と続き、ゼネコ

ン談合と政治との結びつきは、構造的・習慣的な

ものであった。

産業優先で公害汚染ひろがる
1960年代から1970年代にかけては、公害、薬害、

食品中毒・発ガン性物質の使用など、経済の高度

成長のひずみが表面化した時代でもあった。

公害防止は、企業にとっては、生産増を伴わな

いコスト・アップとなるので、当面は、自ら公害

防止を積極的に行おうとしなかった。そこで法律

による規正と、裁判による損害賠償、それに伴う

イメージダウンと、後になって、何倍も高いツケ

を払う破目になった。

主な公害汚染物質は、大気汚染関係では、発電

所・製油所の排ガス中の亜硫酸ガス、製鉄所・ビ
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害の救済に関する特別措置法（1971年）、大気汚

染防止法（1968年）、水質汚濁防止法（1968年）、

騒音規制法（1968年）、公共用飛行場周辺におけ

る航空機騒音による障害の防止等に関する法律

（1967年）、悪臭防止法（1971年）、等で1970年末

までに公害関係14法が成立している。しかし、そ

れによって公害が防止できたわけでなく、次から

次に問題が提起され、その対策に追われてきた。

政官財の抵抗で進まぬ行革
臨時行政調査会が設置されたのは1962年２月で

あるが、第二次臨調（土光臨調）が会長の土光敏

夫氏の骨太い行動力もあって、国民に大いに期待

された。1981年３月に発足した第二次臨調は、小

さな政府、増税に頼らぬ実現可能な改革案作成で

一致。７月、老人医療無料制廃止、教科書有料化、

国家公務員定員５％削減、三公社の民営化など、

財政合理化の第一次答申。1982年２月、許認可等

の整理合理化の第二次答申（７月、行政事務簡素

合理化法公布）。1982年７月には、米価引き上げ

決定に怒った土光会長は、行革対応姿勢に激しく

抗議して辞意を表明、政府・財界は、辞任回避に

全力をあげた。1983年３月、土光臨調の最終答申

では、増税なき財政再建を明示。国債依存の脱却、

超緊縮財政の継続、重点政策審議の総合企画会議

の設置をあげた。そして臨時行政改革推進審議会

を設置、会長には引き続き土光敏夫氏が就任した。

しかし、行政改革は、官僚の抵抗、政治の非力も

あって、目立つものは、三公社の民営化ぐらいで、

許認可等の規制緩和は、遅々として進まなかった。

貿易立国日本の実態と特徴
わが国は資源の90％を輸入し、化学工業製品な

どいわゆる、ものづくり製造業による製品を生産

してこれを輸出し、見返りにまた資源を輸入する

といった貿易循環を繰り返してきた。貿易は経済

的に見て利益が大きい。日本の土地・労働資本は、

もっとも高度の生産に集中した方が、日本のため

にも世界全体のためにも利益がある。国内市場ば

かりでは、鉄も自動車もテレビも船も、すぐ需要

が飽和してしまうが、輸出によれば、市場が拡大

し、大規模生産ができ、コストが下がる。また輸

入によって外国との競争にさらされれば、生産・

資本の合理化が行われる。新種の需要も呼び起こ

される。1964年の日本のIMF ８条国移行、OECD

への加盟は、米国やECの利益になるだけでなく、

それによって、1964〜84年の20年間で、日本は貿

易立国としての地位を確立したのである。その特

徴点を幾つか述べてみよう。

国際収支の黒字基調が定着
戦後、国際収支問題は、日本経済成長への制約

要因になっていた。一国の経済は、短期的にはと

もかくとして長期的には、外貨収入を上回る外貨

支払いを必要とするような経済成長を続けること

はできない。国際収支が赤字になれば、金融引き

締め措置がとられ、景気後退、輸入減少を通じて、

国際収支の均衡がはかられるからである。

ところが、1964年以降、国際収支の均衡が、日

本経済の成長の天井を画するという事情はすっか

り変わってしまった。1955年から1965年にかけて、

設備投資の拡大によって産業の近代化がはから

れ、日本の輸出力は急速に強化され、輸出の急増

から貿易収支は大幅な黒字を続け、黒字基調が定

着した。1970年で国際収支は19億7,000万ドルの黒

字、外貨準備高43億9,000万ドル、それが翌1971年

には国際収支57億9,700万ドルの黒字、外貨準備高

152億3,500万ドルと急増している。第一次石油

ショックのあおりを受けて、1973年には１億3,600

万ドルの赤字を出し、1974年の狂乱物価（卸売物

価指数31.3％、消費者物価指数34.5％上昇）の年は、

46億9,300万ドルの赤字を出したが、その時でも外

貨準備高は135億1,800万ドルを保有していた。1975

年も不況でわが国の国際収支は６億8,200万ドルの
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資本自由化について、大蔵大臣への答申を行った。

第１類（50％までの外資導入を自動認可）を33業

種、第２類（100％）17業種の自由化リストを作

成し、政府はその方針で自由化を進めた。この時、

100％自由化（外資が100％出資してよいもの）は

オートバイや普通鋼など、わが国の国際競争力の

強いものか、でなければ、セメントや綿紡績のよ

うな外資導入のあり得ないものであった。

例えば規模・技術力共に世界に誇っていた造船

でも、外資の一番魅力を持っていた超大型船20万

トン以上は１類で、外資は50％しか入れなかった。

20万トン超大型船の建造には外資は50％に制限。

それ以下は100％の２類であったが、10〜20万ト

ン級は効率が悪く注文がなく、10万トン以下の中

小造船は過剰設備で外資の入る余地はなかった。

つまり自由化か、自由化阻止かわからないと言わ

れた。自動車も1971年４月に、資本自由化された

が、外資比は50％までの１類だった。資本自由化

が完了したのは、農林水産関係の例外４業種を除

き、1976年５月であった。

為替の固定相場制から変動相場制へ
１ドル＝360円の為替レートが設定されたのは、

1949年４月で、1952年８月にわが国がIMF（国際

金融機関）に加盟した時は、このレートがそのま

まドルで表した円の平価とされ、以後、固定相場

制で、始めは苦しんだ時期もあったが、ともあれ、

360円で動かないことは、経営方針を立てる上か

らも楽な面があった。ところが、1971年８月のニ

クソン米大統領によるドルショックで、変動相場

制に移行せざるをえなくなった。この時、円の相

場は5.47％切り上げ相当になった。同年12月のス

ミソニアン合意で金１オンス＝38ドルとなり、１

ドル308円に変更された。これは16.88％の切り上

げとなった。これで固定相場制にもどったが、こ

の時、変動上下幅は従来の0.75％から2.25％に拡

大した。このドルショックで、日銀は創業以来初

黒字にとどまったが、1976年から３年間は黒字で、

1978年の外貨準備高は330億1,900万ドルであった。

1979年は第二次石油ショックの年で、国際収支は

87億5,400万ドルの赤字、1980年は107億4,600万ド

ルの赤字を続けたが、それでも外貨準備高は252

億3,200万ドルであった。1981年からは黒字続きで、

1984年が350億3,000万ドルの国際収支黒字、外貨

準備高263億1,300万ドルであった。

わが国のGNP（国民総生産）が1,140億ドルと資

本主義国第３位になったのが、1967年であり、

GNP1,428億ドルで米国に次いで世界第２位になっ

たのは、翌1968年である。1984年には立派な経済

大国になっていた。これには、労使協調、技術革新、

合理化、国民の勤勉さ等と様々な要因はあろうが、

先進国が国家予算の10％を超す国防費を使ってい

た時に、日本はGNPの10％程度ですまし、経済に

力を注ぎこんできたのも大きな要因であった。

貿易自由化と資本自由化
国際経済の自由化は、貿易面における輸入制限

の撤廃、関税引き下げ、非関税障壁の軽減ないし

撤廃、および資本取引自由化、労働力の自由移動

を含むが、ここでは第一に貿易の自由化をとりあ

げよう。

貿易の自由化とは、商品の輸出入の自由化であ

り、1960年６月、政府は「貿易為替自由化計画」

を決定、特に1960年４月から12月までの９カ月間

に、自由化品目数は3,427に及び、自由化率は41％

から70％に至った。OECD８条国に移行した1964

年末には、自由化率は93％弱に至っていた。それ

からが大変で、1971年１月で残存輸入制限品目

40、自由化率94％までこぎつけていた。1972年２

月時点で残存輸入制限品目33、1973年４月で残存

輸入制限品目32、以後漸減して残るは、農漁業４

業種となり、それを米国もECも「早く自由化せよ」

と迫ってきたが、1984年まで進展はなかった。

資本自由化では、1967年６月、外資審議会は、
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めて赤字決算を出した。即ち1971年度下期決算で

1,376億円の赤字、これは円の切り上げで為替差損

4,508億円を出したからである。1972年６月の英ポ

ンドの変動相場制への移行で、1973年２月には、

欧州、日本の外為市場でドル売りが殺倒し、日銀

はドル買支えに出たが、固定相場制は支えきれず、

変動相場制に移行、為替相場は一気に１ドル＝

264円になった。以降、年間平均で見れば、一番

円安になったのが、1975年、1976年で296円、一

番最高になったのが1978年で210円、そして、84

年時点の年平均は237円であった。固定相場制か

ら変動相場制への移行は、1964年から20年の日本

経済を眺めるとき、大変な変化であった。

自主規制で貿易摩擦を緩和
貿易摩擦は主として米国とECと日本の関係で

あって、ソ連圏は、共産主義体制であることから、

国と国との協定にもとづく貿易となり、摩擦は起

きない。もちろん、中国との貿易で、1978年から

新日鉄が上海宝山製鉄所を建設していたが、1981

年１月、中国は宝山製鉄所の第２期工事の中止を

通告、同時に、南京・勝利などの石油化学コンビ

ナートの工事中止を通告し、日本側が3,000億円の

建設資金協力（12月）をすることになったように、

相手にしにくい点があった。また、東南アジアと

の貿易額は多く、問題もあったが、何と言っても

文句を言ってくるのは米国であり、ECであった。

その一つが自主規制であった。

その主なものをとりあげると、鉄鋼は1968年３

月、高炉９社の対米輸出を550万トンに自主規制、

1972年３月、それを更に３年間延長し、1984年12

月の日米政府間交渉で、米市場での日本の市場占

有率を5.8％とすることで合意し、（過去10年間の

平均6.3％）これを５年間実施した。

自動車は1981年５月、年間168万台に自主規制、

６月、カナダに乗用車前年比増10％以内、西ドイツ、

ベネルクス三国、英国とも自主規制した。

カラーテレビは、1977年３月、日米政府間では

自主規制を文書調印し、1976年度輸出台数の60％

で合意。1980年４月には、1977年のダンピング問

題は、和解金7,600万ドルの支払いで決着した。

ビデオテープレコーダーは、ECとの間で摩擦

をおこし、1984年12月、ビデオ自主規制を実施、

1985年より170万台減の225万台で合意した。

輸入の自主規制では、1973年５月、米国産木材

輸入を10％減に自主規制するということがあっ

た。

業務提携・合併で企業大型化
1964年以前の経営では見られなかった大きな変

化の一つは、企業の合併による大型化、業務提携、

販売協定、海外進出などであった。それも銀行、

商社、証券、繊維、工業、化学、海運、スーパー

と多業種に及び、その主なものを歴年順に並べる

と、三菱３重工が合併して三菱重工業（1964年６

月）、日産とプリンスが合併して日産自動車（1966

年８月）、日商と岩井が合併して日商岩井（1968

年５月）、住友機械工業と浦賀重工業が合併して

住友重機械工業（1968年５月）、川崎重工業、川

崎航空機工業、川崎車輌が合併して川崎重工業

（1969年４月）、ニチボー、日本レイヨンが合併し

てユニチカ（1969年４月）、八幡製鉄と富士製鉄

が合併して新日本製鉄（1970年３月）、第一銀行

と日本勧業銀行が合併して第一勧業銀行（1971年

10月）、東亜航空、日本国内航空が合併して東亜

国内航空（1971年５月）、神戸銀行と太陽銀行の

合併で太陽神戸銀行（1973年５月）、王子製紙と

日本パルプ工業が合併して王子製紙（1978年10

月）、トヨタ自動車工業とトヨタ自動車販売が合

併してトヨタ自動車（1982年１月）、京セラとヤ

シカが合併して京セラ（1983年３月）、昭和石油

とシェル石油が合併して昭和シェル石油（1984年

５月）と合併による企業の大型化が続いた。
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に輸入される一方で、中国の製鉄所・石油化学コ

ンビナート建設が始まった。

外需主導の経済成長となった1980年代前半
日本は、第二次石油危機をきっかけとして、

1980年２月より３年間という景気後退過程に入っ

た。日本経済はこの間、「我慢の哲学」という言

葉に象徴されるように、個人消費をはじめとする

国民生活の改善を軽視し、輸出主導・外需依存の

体質を強めた。景気は1983年２月より回復に向

かったが、これも輸出拡大を軸に、輸出関連の設

備投資の伸びに支えられたものであった。

GNP統計で見ると、わが国の輸出は、1970年代

後半にはGNPの11〜12％程度を占めていたもの

が、1980年度には13.4％に跳ね上がり、以後着実

に比率を高めて、1984年度には実に16.2％に達し

た。

この輸出の拡大に引っ張られ、設備投資も1983

年度以降、拡大傾向となった。これに対して個人

消費は、1970年代後半にはGNPの61〜62％程度で

あったのが、1980年代に入ると60％程度に低下し、

1984年度59.4％、1985年度には58.7％となった。

通関統計による貿易収支を見ても、1979、1980

年度には赤字だったものが、1981年度には92億ド

ルの黒字に転換し、1985年度には黒字は526億ドル

に達した。

この間アメリカでは、好調な内需とドル高政策

によって、輸入の拡大、輸出の鈍化が見られ、貿

易収支が急速に悪化した。

このような貿易収支の不均衡の結果、日本の自

動車産業などは、アメリカに対して輸出自主規制に

追い込まれると共に、さらに日本の経済体質そのも

のが、国際的に問われる状況となってきた。

プラザ合意をきっかけに円高不況に突入
こうした中、1985年９月、先進５カ国の蔵相・

中央銀行総裁がニューヨークに極秘裏に集い、い

省エネ・設備投資で合理化
1973年からの20年は石油に振りまわされ、その

ために苦しみつつも、徹底した省エネで、人員の

効率的な配転、自動化・ME化への設備投資など

の合理化に努め、国際競争力維持のための経営体

質の強化・改善に努力した。石油は輸入原油CIF

価格で1973年には１バレル＝３ドル29セントで

あったものが、1979年最高34ドルと実に10倍と

なった。しかも、1973年と1979年の２回、石油

ショックに見舞われた。

日ソ・日中貿易が始動
1965年９月、戦後初の政府派遣の対ソ使節団が、

モスクワでパトリチェク外国貿易相と会談した。

1966年１月、日ソ航空協定に調印、日本航空とソ

連国営航空の共同運航で1967年４月から開業し

た。1968年７月、シベリア森林開発の契約書に日

ソ両国が調印した。これは日本から開発機材と消

費物資を輸出し、ソ連から木材を輸入するという

ものであった。1969年10月には、ココム（対共産

圏輸出統制委員会）リストを改正（戦略物資79品

目緩和、23品目追加）した。1971年９月、日ソ貿

易支払協定に調印した。これは1966年協定を1975

年まで５カ年延長するという内容であった。1972

年12月、ココム・リストを改正し、68禁輸品目の

規制を緩和した。1974年３月、シベリア開発協力

の覚書に日ソで調印した。1980年12月、日本輸出

入銀行とソ連外国貿易省は、第三次極東森林資源

開発・南ヤクート原料炭開発計画への2,088億円借

款に調印した。これが日ソ経済協力再開第１号で

ある。しかし、1982年６月、米国の対ソ経済制裁

強化（アフガニスタン問題）によって、日ソ共同

のサハリン石油・天然ガス開発事業の探査作業の

規模縮小を余儀なくされた。

日中貿易は、1972年、日本と中国の銀行の間で

円元決済が始まり、日中覚書貿易協定から、政府

間通商協定となり、1973年には中国産原油が日本
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プラザ合意の会場となったニューヨークのプラザホテル
（1985年９月）

わゆるG5が開催された。円相場はこれより前、同

年４月ごろから円高傾向に転じていたが、G5では

為替相場に介入し、ドル高を収束させること、そ

して各国はマクロ経済政策について協調行動を行

うことで合意がなされた。会場となったプラザホ

テルに因んでこの合意を「プラザ合意」と呼んで

いる。

このような合意に至った背景には、アメリカ政

府として、日本の製造業の競争力が、労働コスト

の相対的低さに由来するものであるという認識を

持っていたことがある。1985年３月にアメリカ上

下両院合同経済委員会に提出された報告書では、

日本の労働コストはアメリカの60％であり、これ

を解消するためには、為替レートは１ドル＝168

円程度にならなければならないとされていた。

1985年９月には１ドル＝236.95円であった円相

場は、1985年12月には１ドル＝202.83円、プラザ

合意の１年後の1986年９月には１ドル＝154.72円

と急速に円高が進行した。

円高は基本的には、日本の交易条件を改善し、

国民利益の向上につながるものである。しかしな

がら、日本では基幹産業である製造業が輸出依存

体質となっており、円高によって大きな打撃を受

けたため、日本経済全体も落ち込むこととなった。

それまで４％以上であった日本の経済成長率は、

1986年度には2.9％に鈍化した。雇用情勢も悪化し、

完全失業率は一時３％を超える水準に達した。

前川リポートの策定
1985年９月のG5でのプラザ合意で確認したマク

ロ経済政策に関する協調行動は、日本に対しては、

内需主導型の経済成長を促すものであった。

この国際的な合意に基づいて、日本政府は経済

審議会において新しい経済運営目標についての検

討を進め、1986年、いわゆる「前川リポート」と

して国内外に発表した。

これは「経済収支不均衡を国際的に調和のとれ

るよう着実に縮小させることを中期的な国民政策

目標として設定し、国際協調型経済構造への変革

を図る」ため「国民生活の質の向上を目指す」こ

とを宣言したもので、具体的には賃金の適正な配

分、所得税減税、労働時間短縮、産業構造の転換、

国際化時代の農業政策の推進などを内容とするも

のであった。政府は、これを補完し具体化するた

め、さらに1987年に「新前川リポート」、1988年

に経済運営５カ年計画、労働時間短縮推進計画な

どを策定、特に時短については、年間総実労働時

間を1,800時間としていくことを国際公約とした。

これらの基本的な考え方は、1992年に策定された

「生活大国５カ年計画」にも受け継がれた。

長期景気拡大とバブル経済
円高不況を打開するため、政府・日銀は大幅な

金融緩和政策をとることとなった。1987年には、公

定歩合は史上最低の2.5％に低下し、マネーサプラ

イの伸び率は、1990年４〜５月には前年同月比

13.2％増と、第一次石油ショック後以来の高水準と

なった。

金融緩和をきっかけに、1986年11月以降、日本
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を増大させ、円高不況下での落ち込んだ企業収益

を支えた。また土地や株式を保有する個人の購買

力を増して、新しい住宅投資、個人消費を増進さ

せることとなった。

しかしながら一方で、企業と個人、あるいは個

人間の資産格差が拡大し、土地を持たない勤労者

が新たに住宅を一次取得することはきわめて困難

な状況となった。さらに、資産価格の上昇が、イ

トマン事件に代表される様々な経済犯罪を続発さ

せ、わが国経済界の倫理性に対する疑念を白日の

もとにさらすこととなった。

こうした一方で、長期の景気拡大は労働需給を

逼迫させることとなった。かつての高度成長期に

おいては、旺盛な労働需要を第一次産業からの労

働者の移転でまかない、また労働需給の逼迫が、

賃金・労働条件を向上させることに寄与した。し

かしながらこの景気拡大においては、賃金・労働

条件の向上は相対的に少ないものにとどまり、不

法就労者も含めた外国人労働者を導入することに

よって、労働需給の逼迫に対応しようとする動き

が顕著となった。円高によって、これまで以上に

円の価値が高まったこととも相まって、中国、東

南アジア、南アジア、イランなどを中心に、大量

の外国人労働者が流入し、社会的な問題となった。

このような状況を打開すべく、1989年、日銀は

強力な金融引き締め政策に転じた。公定歩合は

1990年には６％に引き上げられ、マネーサプライ

は、1992年９月には前年同月比マイナスという異

例の事態となった。

バブル経済の崩壊と景気後退
日銀の金融引き締めと、折りからの在庫調整、

ストック調整の動きとが相まって、わが国経済は

1991年４月より、景気後退局面に突入した。1991

年度の実質経済成長率は3.6％に鈍化、1992年度に

は0.4％と、第一次石油危機直後の1974年度におけ

るマイナス成長以来の低成長となった。

経済は住宅投資、設備投資に支えられた内需主導

型の急速な回復を見せ、1987年度から1990年度ま

で、４年連続して５％程度の成長を達成した。景

気拡大は実に４年以上におよび、一時、「いざな

ぎ景気」（1965年10月〜1970年７月、４年９カ月）

を超えるかという勢いであった。しかしながら、

この景気拡大は、いわば陰の部分を併せ持つもの

であった。金融当局による大幅な金融緩和政策は、

住宅投資や設備投資を拡大するのに寄与したが、

反面、地価、株価など資産価格の高騰を招くこと

となった。

世界経済における日本の地位が高まり、それと

同時に東京の重要性がクローズアップされるよう

になり、海外の金融機関が東京に多数の拠点を設

けるようになり、国内の企業も東京への一極集中

化を進めた。これをきっかけとして東京でのオ

フィス需要が高まり、都市再開発のためのいわゆ

る「地上げ」なども盛んに行われた。東京都心部

では、すでに1982年ごろから地価上昇の兆しが

あったが、これが金融緩和と相まって、次第に周

辺部、住宅地へ、そして他の大都市、地方住宅建

設は都市周辺地へと波及していった。ピーク時に

は、東京圏の地価は商用地で６〜10倍、住宅地で

３〜８倍に達した。また政府が余暇生活の充実の

ため、リゾート振興を打ち出したこととも相まっ

て、ゴルフ場やリゾート開発が盛んに行われた。

一方、株価は、NTTの株式公開などにより、株

式市場に対する一般の関心が高まっていたが、金

融緩和に伴う金余り、地価上昇による土地保有者

の資産拡大などによる資金が、株式市場に続々と

流入することによって、急激に高騰した。わが国

経済の力強さを反映した外国投資家からの買いが

増大したことも大きく寄与した。証券会社はこの

ようなブームのもと、ウォーターフロント銘柄、

エレクトロニクス銘柄などを中心に、シナリオ相

場に基づく積極的な営業を展開した。

地価や株価の上昇は、企業にとっては含み資産
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強力な金融引き締めによって、いわゆるバブル

経済も崩壊に向かい、資産価格は暴落した。地価

は東京圏でピーク時よりもほぼ５割下落すると共

に、株価は1992年８月には最高値の半分の14,000

円台に落ち込んだ。

こうした状況下にあって企業収益も大幅な落ち込

みを見せた。全国上場企業の収益は、1990年度から

1993年度にかけて、３年連続の減益を記録した。

こうした中で、わが国の貿易黒字は内需の不振

から再び増大し、1992年度には史上最高に達する

こととなった。アメリカにおける貿易赤字の増大

とも相まって、クリントン政権は日本に対して円

高圧力を強め、円相場は1993年８月、一時１ドル

＝100.40円を記録、金属産業を中心に日本経済を直

撃し、さらに景気後退を長びかせることとなった。

政治腐敗と政治改革の動き
リクルートコスモス社の未公開株譲渡をめぐる

疑惑は、政官財界を巻きこむ事件に発展し、1989

年５月、ついに与野党代議士も起訴されることと

なった。通常の政治資金集めの手段であった未公

開株の売買が幅広く大規模に行われたことから、

一般国民の不満が政治全体に対する不信となって

表われた。1989年７月の参議院選挙では、リクルー

ト事件、消費税、女性スキャンダルのいわゆる三

点セットによって、自民党は改選議席をほぼ半減

させ、非改選議席を含めても、過半数を大きく下

回ることとなった。

自民党は翌1990年２月の総選挙、1992年７月の

参議院選挙は乗り切ったものの、1992年１月には

共和事件、２月には東京佐川急便事件がおこり、

10月には佐川事件にからみ金丸自民党副総裁が議

員辞職、翌1993年３月には金丸前副総裁が脱税で

逮捕されるなど、政界をめぐる不祥事が相次いで

発覚した。

38年間続いた自民党政権は一旦終止符
このような不祥事はわが国の政治体制・制度が

もはや正常に機能しなくなっているところに原因

があり、抜本的な政治改革が求められるように

なった。1991年、海部首相のもとで提出された衆

議院への小選挙区比例代表並立制導入を柱とする

政治改革法案は、廃案となったが、金丸事件以降、

政治改革は待ったなしの状況となった。

自民党政権の崩壊と細川内閣の成立
1993年４月、自民党は衆議院に単純小選挙区制

を導入する公職選挙法改正を提出、これに対して、

野党は小選挙区比例代表並用制、そのあと小選挙

区比例代表制を提案し妥協の道を探った。しかし

ながら自民党内では、単純小選挙区制貫徹の姿勢

が強まったため、梶山自民党幹事長は６月、法案

成立を断念、これを継続審議とする方針を固めた。

これに対して野党は猛反発し、内閣不信任案を

提出した。自民党内からも、先に金丸逮捕をきっ

かけに旧竹下派経世会から分裂していた羽田派な

ど一部が不信任案に賛成、欠席に回ったため、不

信任案は可決され、宮澤首相は衆議院解散・総選

挙に追い込まれた。

内閣不信任可決後、羽田派は新生党を結成、こ

の他10人の自民党若手代議士も離党して新党さき

がけを結成し、選挙に臨んだ。

７月18日の総選挙では、自民党は選挙前議席

222に対して223議席にとどまり、過半数256議席

を確保することができなかった。このため８月、

宮澤首相は退陣、細川護熙・日本新党代表を首班

とする新生、社会、民社、公明など非自民八党派

の連立内閣が成立し、ここに38年間続いた自民党

政権は終止符を打った。

細川内閣による政治改革
細川内閣は政治改革を最大課題と位置づけ、選

挙制度改革を中心に、政治責任をかけて取り組ん
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は急速に失われた。

こうした中で、細川首相の資産疑惑も広がりを

見せ、細川首相は1994年４月、ついに退陣に追い

込まれた。

細川首相の後任については、自民党の渡辺美智

雄元副総理を軸に、いわゆる連立の組み替えなど

も模索されたが、結局、連立与党内での政策合意

が成立し、新生党の羽田孜代表が首班に指名され

た。しかし、指名直後、新生党、日本新党、民社

党などが、社会党抜きで院内統一会派・改新を結

成したため、社会党は反発、連立与党から離脱し

た。新党さきがけも閣外協力に止まり、羽田内閣

は少数与党政権として出発した。

羽田内閣は1994年６月、異例に遅れていた1994

年度予算を成立させたが、予算成立後、自民党が

内閣不信任案を提出する中で、総辞職に追い込ま

れた。連立与党と社会党との政策協議も結局不調

に終わり、1994年６月末に村山富市・社会党委員

長を首班とする社会・自民・新党さきがけ三党に

よる連立政権が発足した。

3. 国内労働運動の概観
（1964〜1994年）

労働戦線統一再編の軌跡
戦後日本の労働組合の潮流は別表のような経過

をたどり、1964年５月、産業の国際化と再編に現

実的に対処すべく、わが国の基幹産業である金属

産業（鉄鋼、造船、電機、重工、自動車、機械など）

労働者47万人を結集して国際金属労連日本協議会

（IMF－JC）が結成されたとき、国内労働戦線は

総評（日本労働組合総評議会419万人）、同盟会議

（全日本労働総同盟組合会議134万８千人）、新産

別（全国産業別労働組合連合4万９千人）、中立労

連（中立労働組合連絡会議89万５千人）の４団体

がナショナルセンターとして併立し、無所属の純

中立も加え、金属労組はこれらのもとに四分五裂

だ。野党・自民党はもとより、与党内にも様々な

議論がある中で、国会審議は難航したが、1994年

１月、ついに連立与党と自民党との合意が成立、

小選挙区300議席、比例代表は11ブロックで200議

席の小選挙区比例代表並立制の導入、企業・団体

献金は５年間に限り容認、国民１人あたり250円

の政党への公的助成などを柱とする政治改革関連

4法が成立した。

細川、羽田内閣の退陣と村山政権の誕生
細川内閣は、1993年８月の発足以来、政治改革

と共に、行政改革、経済改革の３改革を国政の柱

に掲げ、積極的に取り組む姿勢を見せた。

こうした中で、まず当面の経済対策としては、

1993年９月に94項目の規制緩和、円高差益還元、

公共投資拡大からなる６兆円規模の緊急経済対策

を発表、1994年２月には６兆円減税を柱とする総

額15兆円規模におよぶ総合経済対策を策定して、

景気底入れを図った。

またガット・ウルグアイラウンドに対しては、

1993年12月、焦点となっていた日本のコメ輸入に

ついて、部分開放に踏み切り、ウルグアイラウン

ドを合意に導いた。

しかしながら、中長期的な日本の経済構造改革

のあり方を検討するために首相の私的諮問機関と

して設けられた、いわゆる平岩研究会は、1993年

12月の最終報告で新鮮・具体的かつ迫力のある指

針を示すことができず、1990年以降、検討を続け

てきた第三次行革審も、1993年10月の最終答申に

おいて実効性ある提言を行うことができなかっ

た。

さらに、細川首相が1994年２月、消費税に代わ

る税率７％の国民福祉税を発表し、ただちに撤回

したり、日米首脳会談の決裂、内閣改造問題、連

立与党の統一会派問題など、混乱が相次ぎ、官僚

主導、小沢一郎新生党代表幹事主導の政策・政局

運営に対して急激に批判が高まり、政権の求心力
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産別会議

新  産  別

新  産  別

総　　評

総  同  盟

’46.8 結成 ’46.8 結成 ’46.10 結成

163万人

全労会議準備会
’49.2結成177万人

’50.7解散、単産ごとに総評加盟

（総同盟・新産別・国労）

総  同  盟
86万人

日労会議 純中立労連
30万人全　　闘

全  労  連
結成
446万人

’47.3

’49.12

’52.7総評脱退

’58.2解散
（1・2万人）

’53.8～11
海員、全繊、
全映演脱退

’50.11総同盟分裂
’51.6再建大会

結成33万人

全労会議
’54.4 結成

84万人

同盟会議

全　　労 総  同  盟

’62.4 結成140万人

同　　盟
’64.11 改組174万人

全民労協
’82.12 結成425万人

金属労協 IMF-JC
’64.5 結成47万人

民間連合
’87.11 結成530万人

連　　合

’89.11 結成800万人

’87.11
解散

統一労組懇
’74.12 結成

全  労  連

全  労  協
’89.11 結成

’89.12

’88.10解散

’94.5
7,819,000人

’94.5
30周年260万人

’84.5
20周年200万人

6,838,000人
（51産別）

2004.5
40周年199万人

2012.9
英文略称JCMに

2014.5
50周年196万人
（5産別）

300,000人

125,000人
（5組合＋α）

856,000人

837,000人
（20組合）

結成

’89.11 解散

’87.11 解散

’56.4 結成

無所属労協
’48.12 結成

全  中  懇
’49.2 名称変更

全  日  労
’49.7 結成50万人

365万人

30万人

中立労連

’59.9結成

’62.4分離 全  官  公

全  官  公

75万人

’56.9 改組
中立労連

4万人

’48.6
総同盟脱退。
その後民同
系労組脱退。

’50.7 結成 ’49年消滅

’50.11総評加盟

民同系労組脱退

’50.8GHQ指令で解散

労働組合の組織戦後変遷図

（注） 結成時の組織人員は、結成大会における発表数である。
 最新の人員は2012年6月現在。

別表　労働組合の組織戦後変遷図
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IMF－JC加盟が決まり、1967年には自動車労連が

IMF－JCへ正式加盟するなど、1968年には100万

人を超える組織に発展、活動領域を着実に広げて

いった。このようなIMF－JCの発展過程は他の労

働組合、特に民間の労働組合に対して、労働４団

体の枠は運動の面で何ら支障にならないことを立

証し、労働戦線統一運動へ大きな役割を果たした。

1967年１月発行の『月刊労働問題』誌上に、宝

樹文彦全逓委員長が「労働戦線統一と社会党政権

樹立のために」と題する論文を発表し、統一論議

の口火を切った。宝樹氏は論文の中で“IMF－JC

は国際的自由労連の手先であるとか、日本の労働

運動の右傾化を示すものであるというような陳腐

な論議は、IMF－JCの結成後、わずか２年にして

ついえ去った。ITS（国際産業別組織）の活動が

国際的に大きく発展している際、総評・同盟・新

産別・中立労連傘下の金属関係労組および純中立

の金属労組が、一つの組織体に結集したことは、

日本の労働運動全体の重要課題である労働戦線統

一の立場から見て、その基盤となる大産業別組織

の再編成に向かって、金属労働者が率先して前進

した姿として、正しく評価されねばならないので

ある。”とした上で“組織のいかんを問わずに、

労働戦線統一の課題について、各産業別、各組織

や各機関のレベルで、相互に真摯な話合いと討論

が開始されねばならない。”と提起した。しかし、

表題が示すように、社共共闘を否定し、共産党を

排除し、社会・民社両党の再統一による社会党政

権樹立をめざすもので、総評内部では太田薫合化

労連委員長、岩井章総評事務局長が反対の意見書

や談話を発表、同盟の中地会長が宝樹氏の勇気を

賞賛するなど論議を呼んだ。

宝樹論文を契機に、電機労連が1967年５月の大

会に、４団体およびその他の組合も含めた戦線統

一の促進を提案、統一の条件としては、①自由に

して民主的な労働運動の確立、②労働組合主義を

基調として、観念的闘争至上主義の排除、③社会

の状況にあった。

このような併立状態はその後も続き、1989年11

月に78組織800万人を擁する連合（日本労働組合

総連合会）として全的統一を果たすまでに、実に

43年の歳月を要したのである。

不発に終わったミラード提案
労働戦線統一の試みは、IMF－JC結成以前の

1958年６月に、来日中の国際自由労連ミラード組

織部長による「労働戦線統一のため総評、全労、

中立労連三者の共同委員会設置」の提案がなされ、

翌1959年に労働戦線統一懇談会世話人会（統一懇

世話人会）の設置を決めたが、60年安保改定をめ

ぐり総評と全労の意見が対立、1958年９月に統一

懇世話人会は打ち切られ、ミラード提案は不発に

終わった。

60年安保改定問題は社会党内にも波紋を投げか

け、右派を代表する西尾末広顧問排斥の動きが強

まる中、1960年１月に西尾新党として民主社会党

（民社党）が結成され、その結果、社会党・総評

ブロックと民社党・全労ブロックに分裂した。そ

の後、1962年４月に組織競合の解消と将来の統一

を目的とした連絡調整機関として全労、総同盟、

全官公で同盟会議を結成、1964年11月には全労と

総同盟が解散して同盟（全日本労働総同盟）を結

成するに及び、社会党・総評ブロック対民社党・

同盟ブロックの対立の図式が確定した。両者の対

立は、その後の労働戦線統一の阻害要因となった

ばかりでなく、IMF－JC結成時の鉄鋼労連（総評）

一括加盟否決の一因ともなった。

第一次統一再編の動き
宝樹提唱から22単産会議の挫折

IMF－JCは結成以来、終始一貫して統一された

産業別組織を基盤とした全国労働組合組織（ナ

ショナルセンター）確立のため、労働戦線の統一

を念願し続けてきたが、1966年２月に鉄鋼労連の
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党・民社党の再統一を願い、政党と労働運動は相

互に独立し協力する、④共産党との共闘提携はし

ない、などほぼ宝樹提唱に沿ったものであった。

総評は、７月大会で、原口幸隆全鉱委員長が「労

戦統一に関する四原則」を提案。この中で、“戦

線統一を論ずる場合、総評以外の組織の問題の内

容について配慮ある言動をすべきだ。特にIMF－

JC等の問題については、少なくともIMF－JCが今

後どのような方向に行くかは私自身若干の問題点

を持っていても、少なくとも大産業別の方向をた

どろうとしている姿は、やはり善意を持って見な

ければならない。”などと述べたうえで、①労働

組合の共通する要求をとらえ、全国組織、産業別

組織を含め共闘体制を推進する、②現存の組織切

崩しを行なわず、未組織労働者の組織化での競争

は認め合う、③各組織の伝統的な政治路線は認め

合う、④共産党を含むあらゆる政党の支配を排除

する、⑤政府・資本からの独立性を組織協力によっ

て確立する。これは当面の戦線統一の統一論でな

く戦線統一の行動のための基準にしたい、という

内容のものであった。

原口提案に対し同盟は、“無条件統一は無意味”

との態度を表明。同年10月には新産別が、産別結

集での戦線統一方針を決定した。

統一の芽育てた労問研
1968年５月、IMF－JC組織人員が100万人を超

えたのを機に、４団体の主要民間単産書記長らが

民間単産書記長懇談会を持ち、８月にはこれら有

力単産書記長による労働問題研究会（労問研）へ

と発展した。労問研には、総評系から全逓、全電通、

鉄鋼労連。同盟系から全繊同盟、海員、電労連、

自動車労連。中立労連から電機労連、全生保の９

単産に新産別書記長（のちに全機金）で発足。当

初参加を予定していた全鉱、私鉄総連、全国ガス、

全石油は欠席した。労問研は「経済の流動化現象

に対応する労働運動のあり方の共同研究および会

員相互の親睦をはかる」ことを目的とするもので

あるが、その活動が発展的には、後の労働戦線統

一の世話人会をつくり出す条件となった。

この時期を同じくして開かれた鉄鋼労連大会

で、委員長に宮田義二、書記長に斉藤安正の両氏

が選出され、鉄鋼労連における宮田－斉藤ライン

が確立し、その後の労戦統一の表舞台で大いに指

導力を発揮することになる。

全国民労協と全民懇
一方、地方においては、1968年２月の神奈川県

民労懇を皮切りに、福岡、山口、大分、和歌山、

愛知の各県に民間労組連絡会議が発足し、地方民

間労組結集のさきがけとなった。

翌1969年11月には、IMF－JC関西地連参加組合

を核とした大阪民労協（大阪地方民間労働組合連

絡協議会）が結成された。正式参加30組合、37万

6,028人（総評７組合、新産別１組合、中立労連11

組合、同盟11組合）とオブ２組合1,260人と４団体

の枠を越えた結集体である。「地方民労協」と呼

ばれる、こうした動きは、地方ごとに全国的な広

がりを見せ、1972年１月には東京で全国民労協（地

方民労協全国連絡協議会）の結成へと発展し、地

域レベルにおける従来の総評、同盟の対立関係に

新たなインパクトをもたらすものとなった。

1970年１月には大阪民労協の代表幹事のひとり

である松下電器労組・高畑敬一委員長は、八幡製

鉄労組・宮田早苗、東洋レーヨン労組・藤井恒男、

トヨタ自動車労組・渡辺武三の各委員長ら16主要

労組の委員長を糾合して大阪で全民懇（全国主要

民間労組委員長懇話会）を発足させた。全民懇は、

従来の産業別組織や地方組織とは別の、直接大企

業労組自体の結集体で、IMF－JC同様、直接労働

戦線の統一をめざしたり、その母体を形成しよう

とするものではないが、「各単産内部および地域

で労働組合運動を革新し、民間労組中心に再編成

を促進、戦線統一を提唱していく。このため、所
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れる「拡大世話人会」に発展し、「実践的な労働組

合主義を基調とする近代的・労働運動の推進」と

する「基調」をまとめ、民間各単産の連絡会議の

設置に向けて積極的な活動を行い、その過程で再

び構成をめぐる対立が起きかけたが、総評、同盟

それぞれ同数の単産代表が参加することで折り合

い、1972年３月に19単産による「統一連絡会議」（労

働戦線統一民間単産連絡会議）の成立にこぎつけ

た。

構成は総評６単産（鉄鋼労連、全鉱、私鉄総連、

合化労連、全国金属、全印総連）、同盟６単産（全

繊同盟、海員組合、全化同盟、全金同盟、電労連、

造船重機労連）、中立労連５単産（電機労連、生

保労連、全国セメント、全建総連、全食品）、新

産別（全機金）、純中立（自動車総連）の19単産で、

これにオブザーバーとして商業労連（無所属）、

新化学（新産別）が加わり、「22単産会議」と俗

称された。22単産会議の成立は、第一次労働戦線

統一の動きの中で最も大きなヤマ場であった。

22単産会議は、路線問題で総評が1972年８月大

会で新たに統一７方針（①共同行動の強化、②労

働組合の主体性の確立、③運動路線の原則的理念、

④組合運動の領域拡大、⑤全的統一、⑥政党との

関係、⑦国際関係）を決め、統一連絡会議に対して、

「官民一体とする全国統一の原則を確認し」、「路

線論議、共同行動、官公労参加の問題をワンセッ

トとして討論する」ことを求めたため、総評の窓

口世話人である三橋私鉄総連委員長が「総評の７

方針決定は信義上から重大問題」として窓口世話

人を辞任。22単産会議は、清田電機労連委員長に

よる「当面、民間産業組合組織を中心として統一

運動を達成する。具体的には１万人以上の産業別

組合に無差別に参加を呼びかけ、民間労組の協議

会として全労協（全国民間産業別労働組合協議会）

を結成、全労協と官公労代表による全的統一に必

要な準備に取り組む」などを内容とした清田メモ

を提案、民間先行の堅持を確認し、路線小委を設

属する単産やナショナルセンターの内部で広く同

志を募って呼びかける」との目的に沿って、正式

名称から「主要」の二文字を削り、621組合の結

集を果たし、４団体の枠や既成概念のもとに隔て

られた人々が同じテーブルに着いたことで、いか

に戦線の分裂が無意味であり労働者の利益になら

ないかを実証した。1970年６月には、「第一段階

は民間単産を中心にして、できるところからゆる

やかな連絡協議会を設置し、国民生活課題等に対

する共同行動を重ねながら、統一へのプログラム

を作成していくことを提唱する。そして次の段階

には官公労も含めたナショナルセンターの結成に

結びつけていくことが望ましい」との民間先行に

よる統一を明確に主張し、1970年９月には単産委

員長に「戦線統一のテーブルを直ちに形成するよ

う求める」要請書を提出するなど、労戦統一のた

めの起爆剤的役割を果たした。

このように労戦統一論議が活発化したのは、

1969年12月の総選挙で社会党が大敗したことにも

よるが、統一運動の原動力となったのは、いずれ

もIMF－JC加盟組合であった。

22単産会議の発足と挫折
中央では、1970年１月に宝樹全逓委員長が『読

売新聞』紙上に、“労働組合主義を基調とした労

働戦線統一再論”を発表、その実現目標を1972年

と明示した。また、全民懇など下からの突き上げ

もあって、1970年10月には主要民間単産首脳が非

公式会議を持ち、①民間先行、②単産主体、③世

話人会設置、で合意。その結果、官公労の宝樹全

逓委員長や同盟の滝田会長らが身を引き、11月に

有力民間６単産委員長＝宮田・鉄鋼労連、原口・

全鉱（総評）、天池・全金同盟組合長、前川・電

労連（同盟）、清田・電機労連（中立労連）、小方・

全機金（新産別）による「統一世話人会」が発足

した。

世話人会は、翌1971年９月には11単産で構成さ
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けて成案を得るよう努力した。しかし、1972年12

月の総選挙で社会・共産両党が躍進、公明・民社

が惨敗、自民が低落したことを受けて、22単産会

議内の総評系単産が民間先行に反発し、全労協の

発足が困難になったため、総評の主張を入れ、①

民間協議会発足後、直ちに官民連絡会議を発足さ

せ、全的統一に必要な業務を行う、②小委は窓口

を４単産の世話人を含め９人で構成し、民間協議

会を５月下旬ごろ発足させる、③全的統一までは

既存全国組織は並存－などの妥協案で合意を見た

が、一部にあった見切り発車論を封じ込める結果

となった。しかし、統一をめぐる論議の中で総評

と同盟の対立点が明確になり、1973年６月に路線

小委の解散が提案され、同年７月の第13回連絡会

議で「これ以上統一問題の話し合いを進めること

は不可能」であると22単産会議を解散、1967年の

宝樹提唱をきっかけに胎動した第一次統一再編運

動は挫折によって幕を閉じた。

第二次統一再編の動き〜共同行動会議から
政策推進労組会議へ

第二次統一再編運動は、22単産会議解散からわ

ずか２週間後の1973年７月26日、全国民労協幹事

会が、労働組合主義に基づく組合の結集により、

生活課題での共闘をめざす共同行動会議の設置を

提唱して幕を開けた。

1973年９月のIMF－JC大会で福間議長に代わっ

て宮田義二鉄鋼労連委員長がIMF－JC第２代議長

に就任、労戦再編に向けてその指導力を発揮し、

1973年11月には、合化労連、鉄鋼労連（総評）、

全金同盟、ゼンセン同盟、全化同盟、造船重機労連、

海員、電労連（同盟）、自動車総連、商業労連（純

中立）と全国民労協の10単産１組織で「民間労組

共同行動会議」（民労会議）を結成。中立労連を

代表する電機労連は22単産会議の経緯から当初参

加を見合わせ、新産別も中立労連と歩調を合わせ

た。そのため戦線統一の母体を自負することはで

きなかったが、代表幹事にのちに戦線統一の指導

的役割を果たした、宮田義二、太田薫、宇佐実忠信、

塩路一郎といった実力者を選出している。

1973年10月に第四次中東戦争に端を発した第一

次オイルショックがはじまり、消費者物価の急騰

を伴うインフレによって、1974年後半からは総需

要抑制政策がとられ、失業を伴う深刻な不況に突

入、1950年代半ば以降続いた高度経済成長は終焉

する。

発足したばかりの民労会議は、1973年12月には

労働４団体に対して、石油ショックに対処するた

めの統一行動の展開を申し入れるなど、戦線統一

の話し合いを中断して、1974年には、政府に対し

インフレ抑制を申し入れるなど、共同行動会議の

名にふさわしい活動を展開した。

企業の経営側は「減量経営」による人員の合理

化に努める一方、1975年春闘では、「雇用か賃金か」

を労働組合に迫ることで賃金上昇の抑圧をはかろ

うとした。こうした状況をいち早く読みとった宮

田鉄鋼労連委員長は1974年８月の大会で「75年春

闘は経済成長に見合った実質賃金向上をめざす闘

争に転換すべきだ」と15％ミニマム論を発表。こ

れが、賃金自粛論と受けとめられ、民労会議で太

田合化労連委員長の見解と対立し、同会議内の足

並みの乱れを露呈した。

一方、民間労組共同行動会議から参加を呼びか

けられていた電機労連は、1974年５月大会で「民

間労組共同行動会議はその構成から見て労働戦線

統一の母体としては不十分」との方針を決定。ま

た執行部答弁の中で「特定グループの集まりであ

り、再編統一への見切り発車とも考えられるので、

現状では、呼びかけがあっても参加しない」と不

参加の態度を表明した。しかし、同大会で清田委

員長からバトンを引き継いだ竪山利文委員長は、

「民間労組共同行動会議が門戸を開放して呼びか

けてくれば参加する」との積極的な態度を持ちな

がらも、大会決定との兼合いもあって、「（同会議
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に際して、「民間労組共同行動会議」は発展的に

解消するという考えに対し、「22単産会議の経験

から、万一の場合の受け皿として開店休業でもよ

いから残しておくべきだ」との宮田義二運営委員

の主張を入れ、凍結の形で存続した。

政推会議の活動は1976年10月の結成直後から始

まり、1976年10月のうちに内閣総理大臣あてに経

済政策、雇用、物価、税制などについて要請書を

提出。11月には「雇用・物価・減税要求」の大衆

集会を、中央をはじめ東北、東海、近畿、中国、

四国、九州の各ブロックで開催。さらに国会対策

として、年末には組織内国会議員との懇談を皮切

りに、社会・公明・民社・新自クの各野党に対す

る協力要請、翌1977年１月には自民党とも懇談を

行うなど、政策要求、国会対策、大衆行動の各方

面にわたって、その後の政推会議の諸活動の原型

ともいうべきものを生み出している。1978年には

紙パ総連、食品労連、全食品同盟、交通労連を加

えて20単産1組織となったのを契機に事務局体制

を強化、事務局長に山田精吾ゼンセン同盟副会長

を迎え、以後、1982年の全民労協結成まで活動を

続けた。

政推会議はそのまま労戦統一の母体とはなり得

なかったが、宮田鉄鋼労連委員長が２年後の1978

年大会で、「（政推会議での）活動の積み重ねが、

結局のところ民間労組の結集基盤となり、結果と

して労戦統一の足がかりとなりうる」と評価した

ように、既存のナショナルセンターを越えた構成

の多様性、315万人の組合員数、さらには中核的

単産幹部の目的意識から見れば、少なくとも「民

間先行統一の胚芽」としての性格を持っていたも

のと言えよう。

統一へのもう一つの柱「賃闘対策会議」
政推会議と並んで労働戦線統一への流れをかも

し出したもう一つの柱は、1977春闘にはじまる「賃

闘対策民間労組連絡会議」（賃闘対策会議）である。

が）労働４団体共闘再構築に努力し、かつ、未加

盟組合に門戸を開放して呼びかけるならば、その

位置づけを含めて参加を検討したい」と、1974年

９月の電機労連中央委員会で態度を表明。同10月

の民間労組共同行動会議の委員長・書記長会議に、

全機金と共にオブザーバーとして参加。会議の性

格を「民間労組の共通課題、国民的課題解決のた

め共同行動を行う組織」とし、労戦統一の母体と

することを見送った。

1975年も労戦統一は休止状態であり、同２月に

鉄鋼労連、ゼンセン同盟、電機労連など書記長に

よる主要民間単産書記長有志懇談会が発足。後に

私鉄総連、全日通、商業労連が参加して共闘の場

にしていく動きを見せたが、統一の機運を盛り上

げるには至らなかった。

1975年闘争では、鉄鋼、造船の２単産による“同

時決着”方式（スクラム・トライ）がとられた。

いわゆるJC春闘のはじまりである。同年12月に竪

山中立労連議長と石垣新産別委員長の間で、中立

労連と新産別の提携強化が合意され、両組織間の

定期的話し合いが持たれるようになり、ゆるやか

な連合「総連合」への一歩を踏み出したことが特

筆されよう。

1976年８月の民労会議代表者会議で、新しい共

同行動組織として「政策推進労組会議」を発足さ

せることを決め、1976年10月に橋本孝一郎電力労

連会長（民間労組共同行動会議代表世話人）と竪

山利文電機労連委員長の連名による呼びかけで、

「政策推進労組会議（政推会議）」が発足。参加組

織は共同行動会議の10単産１組織に加え、新たに

電機労連、全石油、全国ガス（中立労連）、全機金、

新化学（新産別）、ゴム労連（純中立）の６単産

が参加、16単産１組織となった。代表世話人には、

竪山利文、橋本孝一郎の両氏が、また運営委員に

宇佐実忠信ゼンセン同盟、太田薫合化労連、小方

鉄蔵全機金、塩路一郎自動車総連、宮田義二鉄鋼

労連の委員長・会長を選出した。政推会議の発足
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1977年１月の同盟大会で天池会長が「IMF－JC

６単産と同盟４単産による賃闘連絡会議の設置」

を提唱したのがはじまりだが、IMF－JCは、JCプ

ラス同盟といった形では将来の労戦統一に悪影響

を及ぼしかねないとの懸念から、IMF－JCとして

の統一対応はとらず、各単産の自主的対応にゆだ

ねた。同時にこの問題は書記長有志懇談会の場に

移された。1977年３月に実現を見た「77賃闘対策

会議」の構成メンバーは、書記長有志懇の10単産

に海員組合を加えたものであった。提唱した天池

会長が名をあげた10単産に合化労連を加えたもの

であるが、各産別の自主的結集の形をとることに

よって、同盟プラスJCといった同盟主導の色合い

を払拭している。翌1978年の賃闘対策会議は、新

たに９単産を加えて20単産で構成されたが、これ

は政推会議と全く同じ顔ぶれの20単産で構成され

ている。1980年春闘での80賃闘対策会議には私鉄

総連が加わり、22単産会議メンバーのうち17単産

が集まり、1973年の挫折から７年たらずの間に政

推会議、賃闘対策会議、さらに10単産有志書記長

会議と「民間先行による労働戦線統一」の動きを

再構築する条件が整えられていったのである。

この間、1974年11月には共産党系の統一労組懇

が結成されるなど、総評の指導力が大きく低下した。

また、1978年12月から1980年１月にかけて、OPEC

（石油輸出国機構）の石油価格値上げによる第二次

オイルショックは、欧米資本経済に深刻な打撃を与

え、失業率を大幅に増加させたが、日本経済は第

一次オイルショックの際の減量経営などの合理化を

進めたこともあって比較的早く立ち直りを見せた。

統一準備会から全民労協へ
このような背景の中で民間単産の労働戦線の統

一・再編の論議が再浮上してきたのは1978年に

入ってからである。

1978年１月に同盟が「労働組合主義を基調にし

た民間労組中心の再編統一」の方針を打ち出した

のを皮切りに、９月には鉄鋼労連とゼンセン同盟

が相次いで民間先行統一・再編の方針を決定。翌

1979年３月には中立労連と新産別が「労戦統一の

触媒的役割」としての「総連合」（全国労働組合

連合）140万人を結成した。同年５月には総評が

労戦統一についての問題提起を行い、７月には電

機労連が、「①労働戦線統一を1980年代の労働運

動の基本戦略におき、既存ナショナルセンターを

解体して統一ナショナルセンターに結集する統一

実現まで、その努力を放棄しない。②この統一運

動は、全的統一の実現におき、当面は、民間労組

の結集を先行するが、民間労組統一後の一定期間

内に全的統一を図る。この間、官公労組の統一の

条件づくりにも努力する。③統一についての運動

の基調は、1970年代初頭の労働戦線統一民間単産

連絡会議（22単産会議）の路線討議の経過を踏ま

える中で、原則論の繰り返しを避け、最小限の基

調にとどめる。したがって、これらの発展による

運動の位置づけは統一後の民主的決定に委ねる。

④統一の具体的進め方は統一のための運動の基調

の確認の上に立って、全国組織ならびに産業別組

織の民間労組による労働戦線統一準備会を発足さ

せる。統一準備会発足までの進め方、発足の時期、

統一準備会の構成や運営は別途話し合う」などを

内容とする、労働戦線統一に向けての提案を打ち

出した。

この提案に対し、総評は全的統一をめざしつつ、

具体化にあたっては民間先行を認め、民間先行に

あたっては、総評の民間単産会議を中心に意思統

一し、総評として統一して対応する、と民間先行

に柔軟な態度を表明。これを受けて、総評民間単

産会議は、①電機労連＝総連合案には、総評とし

て基本的に賛成し、今後は総連合を媒介として話

し合いに入っていく。②先に発表された鉄鋼労連、

ゼンセン同盟の“労線統一”方針は、今秋から統

一準備会を発足させ、明年秋には新しいナショナ

ルセンターに結集する、ということは、当面、同
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ターはゆるやかな大産別の結集体とする、④統一

の話し合いは産別単産を主体とする、などの方針

を決定。ゼンセン同盟も①統一準備会の年内発足、

②80年賃闘総括時期に新組織発足の合意を得る、

との方針を決定し、「統一を進める会」に賛意を

表明し、単産結集の方向を明確にした。一方、総

連合を触媒とする総評、同盟の労働団体間の協議

がスタートしたが、国際自由労連加盟をめぐって

総評、同盟の意見が対立、1979年12月には早くも

「一時中断」に追い込まれ、総評、同盟路線の違

いを露呈した。

単産結集をめざすグループは、1980年５月に「統

一を進める会」設置のための６人委員会（塩路自

動車総連会長、宇佐美ゼンセン同盟会長、中村鉄

鋼労連委員長、竪山電機労連委員長、橋本電労連

会長、田中全化同盟会長（中川全日通委員長と交

代）を結成、1980年９月に「労働戦線統一推進会」

　（統一推進会）が発足し、「この会は民間労組の

統一を推進することを目的とする。このため統一

準備会の前段の合意形成の場とし、必要な活動を

行う」などの目的、運動方針を確認。委員に前記

６単産代表を選出すると共に、作業委員会を設置

して、①情勢の基本認識、②統一の必要性と目的、

③統一のための運動基調、④民間統一母体の性格

と既成組織の関係－の４項目に絞って1981年の各

単産大会に中間報告を行うことを確認。作業委員

会メンバーに藁科（電機）、梅田（全日通）、山田（ゼ

ンセン）、斉藤（鉄鋼）、野田（電力）、得本（自

動車）の各書記長・事務局長、副会長で構成、運

動路線の論議の場に同席し、討議内容を文章化し

ていった。

統一推進会は翌1981年３月には基本構想第一次

素案をまとめ、1981年６月に「民間先行による労

働戦線統一の基本構想」と準備会への「参加要請」

を発表した。基本構想は、①運動の基調（理念）、

②情勢の基本認識、③統一の必要性と目的、④統

一の進め方、⑤全的統一の展望、から構成されて

盟の解体を前提として考えているものと思われ

る。「個別単産の結集＝新ナショナルセンターづ

くりは、労働戦線の統一ではなく、再編であり、

われわれ総評の態度と異なる。既存のナショナル

センターの解体＝全的統一であるならば考慮の余

地があるが、そのためには、ナショナルセンター

間の労戦統一のための詰めが必要であり、現状に

おける労戦統一の話し合いは、総連合と総評・同

盟間で行うのが当然であり、ナショナルセンター

間の話し合いが基軸とならねばならない」との戦

線統一富塚事務局長試案を打ち出した。

同盟も「これまでの統一運動の経験と反省を踏

まえ、その積み重ねを尊重し、深い決意のもとに

統一の実現を期さねばならない。そのためには路

線を明確にし、労働組合主義を基調とする」など

を内容とする労働戦線統一の今日的意義と同盟の

方針を明らかにした。

このように、第二次労戦統一の開始にあたって

は、単産結集か、労働団体（ナショナルセンター）

間の協議によるか、の二つのコースが想定され、

これは民間先行を認めるかどうかとも密接にかか

わっていた。鉄鋼労連、ゼンセン同盟は第一次統

一運動の中心的組合であり、特に鉄鋼労連はIMF

－JCの中核組合として、“非総評的”と目されて

いた。しかし、こうした傾向は鉄鋼に限らず、

JAFの合化労連や総連合にオブ加盟の方針を打ち

出す電通共闘など、他の民間大手にも拡大。総評

は民間労組への相対的影響力の低下に伴い、総評

内からわき起こる民間先行統一の動きを無視でき

なくなった。

こうした状況を背景に1979年９月、塩路自動車

総連会長が、有志単産による統一準備会のお膳立

てとして「統一を進める会」の年内設置を提唱。

これを受けて鉄鋼労連が、①年内に準備会または

発起人会を発足させ、来秋に民間ナショナルセン

ターを結成、②民間の統一達成後、全的統一を展

望しつつ総評から円満脱退、③新ナショナルセン



53

Ⅰ
結
成
前
史
概
略

結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

Ⅲ
最
近
20
年
間
の
活
動
別
歴
史

Ⅳ
I
M
F
創
成
期
か
ら

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
結
成
へ

Ⅱ
結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

いるが、統一の進め方では、①本年中に準備会を

発足させ、基本構想に沿って民間先行による新た

な協議会の運営要綱案、運動方針案、予算案など

を作成、②協議会結成を1982年とする、③協議会

を連合組織に発展させるまでは既存のナショナル

センターとの関係は現状を維持する、とした。ま

た、全的統一への展望では、民間先行による協議

会発足を統一の第一段階と位置づけ、全的統一へ

向けて官公労働者自身の統一への努力と、民間と

官公労との相互信頼の醸成が必要である、と強調

している。

この基本構想と参加要請に対して、総評は、①

国民春闘路線の追求、②反自民・全野党の結集、

③選別反対、④中小・未組織労働者に対する援助、

⑤企業主義克服、の５項目補強意見を付して、総

評民間は統一して対応するが、準備会は基本構想

の全体的理解と対応を充分に討議してから発足さ

せるよう注文。中立労連は、呼びかけは中立労連

の方針に沿うものであり、各単産の協力と対応を

期待する、と賛意を表明。同盟も同盟民間組合は

準備会参加の方向で一体的に対応する、ことを決

めた。

総評は、総連合を中心に団体間協議や統一推進

会との話し合いを行うなど、総評内民間単産が統

一して準備会に参加できる条件づくりを追求して

いく方針を決めたが、総連合・同盟会談で基本構

想は変えられないことを確認、その旨、総連合が

総評に伝え、柔軟な対応を要請。総評は５項目補

強見解の話し合いを継続するとしながらも、総評

幹事会方針に沿い参加を決めた組合は準備会参加

を保証することを、総連合との会談で合意。1981

年12月に、39単産378万人が参加して「統一準備会」

（民間先行による労働戦線統一準備会）が発足し

た。統一準備会への参加を保留していた総評系の

全国金属、私鉄など７単産も翌1982年３月に第三

陣として参加を申請、５月に参加が認められた。

統一準備会は1982年７月に、協議会の名称を「全

日本民間労働組合協議会」（全民労協）とし、

1982年12月中旬までに発足させる方針を決定。予

定どおり12月14日に全民労協結成総会を開き、議

長に竪山利文（電機労連）、事務局長に山田精吾（ゼ

ンセン同盟）と６人の副議長、９人の幹事からな

る役員を選出。参加単産は準備会参加51単産のう

ち41単産で、総評５、同盟17、中立労連８、新産

別４、純中立７の41単産425万人を結集、翌1983

年３月には私鉄、全国金属など総評８単産が加盟、

49単産480万人、10月には炭労などが加わり、1983

年11月には54単産484万人を数え、1987年の連合体

移行への基礎を固めた。

全民労協から連合へ
一方、同盟は1983年11月に、全民労協の連合体

移行の段階で全官公の加盟の方針を確認するな

ど、全的統一に向けての努力を積み重ねていった。

全民労協は1984年12月、三役組合のゼンセン同

盟、全金同盟、全日通、電機労連、全機金、鉄鋼

労連、自動車総連、商業労連の８単産に、総評か労働戦線統一準備会発足総会（1981年12月）

全民労協結成総会（1982年12月14日）
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役割を持つものとし、中立労連解散も含めて検討

する」と一歩踏み込んだ意見を表明した。

全民労協は「連合組織の進路」を「連合組織へ

の進路」と一部字句を修正した上で、1985年11月

の総会で、1987年11月に民間労組の全的中央組織

としての連合体に移行することを決め、連合組織

移行準備委員会と作業委員会を設け、連合体の綱

領、憲章、規約、運動方針、財政、シンクタンク、

事務局体制、地方組織などの青写真を1986年５月

中にまとめ、夏から秋にかけての各組織の定期大

会討議にかけることにした。この時点で全民労協

は、54加盟組織、１オブ加盟組織、５友好組織の

533万4,603人に拡大した。

1986年５月には、連合組織移行準備委員会と全

民労協代表者会議で、①名称を全日本民間労働組

合連合会（連合）とする、②「進路と役割」に賛

同し、加盟を承認された労組で構成する、③加盟

単位は産業別組織とする、ことなどを規約に明記

するなどの「連合組織全体の姿」を確認・決定した。

その中には財政は年間15億円規模プラス連帯基金

（１人５円）、500万人規模で組合員１人月額25円

プラス５円とすることなども明らかにしている。

1986年９月には全逓が、官公労部門の統一を進

めるために公労協、公務員共闘の「労線統一官公

労準備会」の発足方針を決め、中立労連も発展的

解散のあり方を検討するため、「中立労連在り方

委員会」の設置を決め、新産別も10月大会で、

1980年代中に全体の労働戦線の統一を達成するこ

とに取り組み、具体的に展望した際に発展的に解

散する方針を決定。同盟も12月の中評で、連合移

行後の同盟の基本態度として、①連合発足をもっ

て同盟を解散する、②連合移行後も地方同盟・全

官公との窓口、民社党・核禁会議などの諸団体と

の窓口、原発・行革などの対応のため、友愛会議

を設置することを確認。総評は1987年１月に、

1990年を目標に統一センターの形成に向け４団体

代表、民間代表（全民労協または連合）、官公労

ら私鉄総連、純中立から電力総連を加えた10単産

書記長・事務局長の構成で、連合体検討委員会を

発足させた。同検討委は1985年５月に中間報告を

まとめ、全民労協三役会議で修正の上、①連合体

の性格・位置づけは、民間部門の全国的中央組織

（当初はナショナルセンターと表示）としての機

能・役割を網羅するものとする。②新組織の綱領・

憲章は、基本構想の原則を堅持する。③国際自由

労連には一括加盟する。④地方組織を都道府県単

位に設置する、などを決定。８月には検討委員会

としての最終報告一次案「連合組織の進路」を確

認した。その中で、連合体の性格を民間部門の全

国的中央組織、と規定しながらも、官公労を含む

全体の統一にも理解を示し、「一国一ナショナル

センターの実現を目指す」考えを明確にした。ま

た政党との関係については、①要求、政策、目的

が一致する政党とは必要に応じて協力する、②政

党支援については当面、加盟組織の判断に委ねる、

としながらも③労戦統一は、政治の流れを転換す

るための新たな起爆剤的役割を果たす可能性を持

つ、として政治への影響力を強めていく考えを示

しているが、先の自民党一党支配に代わる連立政

権の実現を見るなど、先見性あるものと言えよう。

総評は、５項目補強見解が連合組織への進路に

取り入れられたとして、全民労協の連合体移行を

承認する考えを表明する一方で、「連合組織は全

的統一の前段組織であり、全的統一に至る過渡的

組織として四ナショナルセンターと共存する」と

位置づけ、同盟、中立労連、新産別、全民労協と

相次いで会談し、全的統一への理解を求めたが、

同盟や中立労連は、既存組織と連合体への二重加

盟論とも受け取れる総評の主張に難色を示し、同

盟は、二重加盟は認められない、団体間協議は全

民労協を中心に行われるべきだとして、総評の申

し入れを拒否した。

また、藁科満治中立労連議長は中立労連の大会

で「連合組織は全国的中央組織にふさわしい機能・
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代表で全的統一準備会を開くよう、同盟、中立労

連、新産別、全民労協に要請、官公労を主力とす

る総評としては総評解散に触れることはできな

かった。

この間、1986年11月の全民労協第５回総会で、

「連合組織の移行について〜提案内容・組織全体

の姿」を採択。提案内容は、全日本民間労働組合

連合会（略称「連合」）を1987年11月20日に結成

することなど、連合へ移行のための具体的方法を

明確にしている。

また「連合組織全体の姿」として次のものを掲

げている。

１．進路と役割では、綱領、基本目的、課題と使

命を掲げ、①民主的な労働運動の継承・発展、

②力と政策の強化、③一国一ナショナルセン

ターの実現へ努力、④国際自由労連への一括加

盟、などを明記。

２．運動領域と活動の在り方では、連合結成大会

に提案する運動の骨子を提起。

３．規約では、①名称を全日本民間労働組合連合

会（連合）とする、②進路と役割に賛同し、加

盟を承認された労組で構成する、③加盟単位は

産業別組織とする、ことなどを明記。

４．財政は、年間15億円規模プラス連帯基金（１

人５円）とする、としている。これは500万人

規模で組合員１人月額に換算すると「25円プラ

ス基金５円＝30円」となる。

５．地方組織については、連合組織移行と同時に

中央に地方組織準備会を設け検討する。

６．シンクタンクについては、検討委員会を設け

11月総会に構想を提示する、としている。

この時点での加盟組織ならびに人数は、正式加

盟56組織533万2,165人。オブ加盟１組織75,778人、

友好６組織19万5,836人、総計63組織560万3,779人

で、役員には竪山議長、山田事務局長を再選して

いる。

1987年１月には人事委員会が発足。専従者の選

出、配置、処遇などを検討。５月の連合移行準備

委で、事務局体制を確認、専従職員は70人。７月

に役員推薦委員会を設置することを決めた。７月

に推薦委員会が初会合をもち委員長に鈴木治（電

力総連）を選出。

連合体移行が着々と進むなかで、総評はついに

1987年７月大会で、全体の統一への他団体との話

し合いに全力をあげ、「1990年に解散」との方針

を決定。1987年９月には官民統一の話し合いの場

として、全民労協と労働４団体の事務局長・書記

長で構成する「労働戦線統一懇談会」を設置。

1987年９月には連合移行への準備を進めていた

全民労協は「欧米並み賃金から、欧米並み生活へ」

の新運動方針を提案。また連合会長に竪山利文、

事務局長に山田精吾の両氏をあてることを了承す

ると共に、11月20日付で国際自由労連加盟を提案

することを決めた。

1987年９月16日には戦線統一へ大きな役割を果

たした総連合が解散、同９月29日には、同年５月

の常幹で連合の結成に伴う発展的解散を決めてい

た中立労連が大会で正式に解散を決定。

連合結成１カ月前の1987年10月に入ると、連合

役員推薦委員会が、副会長16人、中執委員11人、

国際担当を除く副事務局長５人、会計監査４人の

候補を最終決定。20日には中立労連内の連合未加

盟組合の受け皿としての「中立労組連絡会（中連）」

が発足。10月までには全民労協加盟の組合をはじ

めとする民間単産は連合加盟を機関決定し参加の

民間連合結成大会（1987年11月20日）
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進め方についての総評・官公労の考え方」、友愛

会議・全官公の「『進路と役割』に対する補強意見」

を摺り合わせて協議を重ねた結果、1988年12月に、

①1989年秋の統一大会成功に全力をあげる、②

1989年３月を目途に作業委員会を設置し、５月ま

でに統一に必要な具体案を作成する、③作業委員

会の結論に賛同する組合で1989年９月を目途に統

一準備会を設置する、ことなどで合意。この合意

を踏まえて、1988年12月の連合中央委員会で「全

国中央組織の基本方針」を決定した。その骨子は、

①参加組織は機関で加盟提案するにあたり三重要

事項への賛同を明確に決定する、②中央・地方を

通し統一労組懇など反連合組織との二重加盟は認

めない、③名称は「日本労働組合総連合（略称・

連合）」、英語名はJTUCとする、④全体統一を円

滑に進めるために三役会議構成による「連合統一

対策委員会」を設置し、そのもとに、会長・会長

代理・事務局長５人による「小委員会」を設ける、

⑤「基本方針」に賛同する各官公労組との間で「連

合と官公労働組合との統一に関する作業委員会

（仮称）」を設置し、その結論を受けて1989年５月

に「全国中央組織の具体的方針」を明らかにする、

⑥1989年９月には「統一のための準備委員会（仮

称）」を設置する、というものである。

1989年２月の首脳会談で３月に「統一準備作業

委員会を発足させることで合意、これを受けて自

治労、日教組、全逓、全郵政など19組合が同準備

委員会参加の申し入れを行ったが、日教組など３

組合の参加資格に異論が出て、準備委員会の発足

を延期、紆余曲折を経て1989年５月に、官民統一

推進会、統一案起草委員会、実務者委員会が設置

され、委員会には真柄総評・山口友愛会事務局長

が参加、統一準備は大きく進展し、実務者委員会

がまとめた「連合の進路」、「運動領域と活動のあ

り方」、規約、「運動方針の骨格」、財政・予算等

の規模、地方組織結成の手順について－の答申を

統一起草委で了承。各官公労働組合は、この統一

手続きを終えた。

1987年11月に入ると、４日に労戦統一懇談会の

解消と連合発足後に新たに官民統一話し合いの場

を設けることを確認。９日には政策推進労組会議

も解散。19日には同盟が解散大会を開き、翌20日

午前には全民労協総会を開き連合移行を宣言、こ

れを受けて11月20日午後には、民間単産62組織

554万7,618人を結集して「全日本民間労働組合連

合会（連合）」の結成大会が開かれ、会長に竪山

利文、事務局長に山田精吾氏らの役員を選出。比

例投票で国際自由労連一括加盟を決め、直ちに竪

山会長からナラナヤン会長に加盟申請書が手渡さ

れた。このようにして、念願だった一国一ナショ

ナルセンター実現へ大きく前進した。

第三次統一再編の動き
官民の全的統一へ

連合は官民を含む労働界全体の統一の前提条件

として、①「進路と役割」の尊重、②国際自由労

連への加盟、③統一労組懇など反連合組織に対し

ては毅然たる態度で臨むこと、の三重要事項を決

め、1988年２月に総評・官公労、友愛会議・全官

公と個別に会合を持ち、この前提条件を提起、友

愛会議・全官公は全面的に賛成した。一方、総評

は基本的に了承すると共に、全的統一の時期を

1988年２月の総評臨時大会で1989年に繰り上げた

いと表明、７月の定期大会で、統一ナショナルセ

ンター発足・総評解散を1989年中とする方針を正

式に決定し、全的統一へ明るい展望を開いた。

連合は、①統一は連合と官公労組合による連合

体とする、②三重要事項に賛同する産別組織を

もって進める、③基本文書は「進路と役割」とし

官公労分野の部分を補強する、④統一の時期は

1989年までに、⑤新しい地方組織体は中央と同一

の「統一体の姿」とする、などを骨子とした「労

働界全体の統一に関する基本構想」をまとめた。

そして、総評・官公労の「労働戦線の全的統一の
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案をもって1989年夏の大会において批准、決定を

行った上で統一準備会に参加手続きをとることに

なり、６月上旬、全郵政が連合加盟を大会決定、

８月には自治労が、９月には日教組が加盟を決定。

９月18日の統一準備会参加届け日には総評・官公

労12組織、友愛会・全官公７組織、計19官公労働

組合が届け出を済ませ、９月29日に予定どおり統

一準備会が発足。統一準備会は、竪山連合会長を

委員長として、副委員長２人、委員は藁科会長代

理ら34人、それに特別参加の真柄総評、山口友愛

会議事務局長の２人の合計39人で構成された。統

一準備会では、統一大会の準備および運動方針と

予算原案作成のための小委員会（その下に作業委

員会）、役員推薦委員会、事務局人事委員会を設

置し、作業を進めた結果、10月30日の第３回準備

委員会で統一大会に議案として提案する事項につ

いて最終的な確認を行い、11月15日の第４回（最

終）統一準備会で、小委員会および作業委員会、

役員推薦委員会、事務局人事委員会の報告を承認、

各委員会任務の完了を確認して、統一準備会の任

務を終了。

1989年11月20日に連合の第２回定期大会を開き、

「労働界全体の統一について」の第1号議案が提案

され、山田事務局長が、まず統一大会に至る経過

を踏まえて、翌11月21日の「日本労働組合総連合会」

の統一大会は、「連合」と官公労組による統一大会

であることを再確認し、「連合」はこの統一大会に

「連合」として対応する、などの「『日本労働組合

総連合会』の統一にのぞむ基本的態度」を提案、

ついで、連合構成組織の確認、「連合の進路」「運

動領域と活動のあり方」など、統一大会議案が提

案され、満場の拍手をもって確認・決定された。

翌11月21日午前には総評が臨時大会を開いて解

散を決定し、39年４カ月の幕を閉じた。

連合が結成、官民統一成る
官民の全国中央組織としての「日本労働組合総

連合会（連合）」の発足大会は、「連合と官公労組

との統一大会」と銘打って、1989年11月21日午後

２時から東京厚生年金会館に78組織（うち４友好

組織）798万2,398人の代表が参加して開かれた。

これは、戦後43年にわたって再編と分裂と抗争の

歴史を繰り返してきたわが国労働運動にとって、

まさに画期的なことであり、社会的にも政治的に

も経済的にも、さらには、労使関係を含めた労働

運動に大きなインパクトを与えるだけでなく、国

際労働運動の分野でも大きな影響力を持つことに

なった。結成大会で準備委員長として挨拶に立っ

た竪山氏は「本日ここに待望久しかった統一大会

を開催することになった。今次労働戦線統一に当

初から参画した一人として誠に感無量のものがあ

る。新しい連合も完成品ではなく未成熟の要素が

多いと考えるが、新しい執行体制のもとにその発

展のために努力することを本大会で確認しあいた

い」と述べ、新たに山岸章会長（情報通信労連）、

藁科満治会長代行（電機労連）以下、副会長19人、

山田精吾事務局長（ゼンセン同盟）、副事務局長

４人、中央執行委員25人の新役員を選出し、竪山

氏は連合顧問に就任した。大会は「統一大会宣言」

を採択して、新たな出発をした。

なお、新・連合の結成に伴い総評内極左の組合

は統一労組懇を核に全労連（140万人）を1989年

11月に結成、また総評内左派組合は翌12月に全労

協を発足させている。

連合と官公労組との統一大会（1989年11月21日）
@提供：日本労働組合総連合会
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と共に野党の社会党が解散時の83議席から136議

席へと大幅増となる一方、民社党は14議席と結党

以来最低の議席へと後退、連合型候補も落選した。

こうした情勢の変化を受けて野党連合政権協議が

停滞したため、４月に連合内に得本自動車総連会

長を委員長とする「政治委員会」を発足させ、以

降の政治方針の検討を重ねた結果、「①目的と政

策・要求を同じくする政党および政治家と協力し

て政治課題の実現を目指す、②協力関係を推進す

る場として、連合と国会議員との懇談会（仮称・

政治フォーラム）を開催する」ことなどの中間報

告をまとめた。これは、労働４団体時代からの各

産業別組織と政党との支持・協力関係を、「従来

からの取り組みの関係だけに固定せず」に、「新

しい協力関係」を打ち出して行こうとするもので

ある。

なお、産別レベルでは、全逓が民社党との協力

関係を打ち出したほか、自治労が大会に民社党代

表を初めて招請するなど、官民統一の新連合発足

に伴う新しい動きが見られた。

また、労働界の枠組みは、新連合の発足により

1987年まで続いた労働４団体体制、1987年以降の

民間連合と総評の併存体制から連合中心の体制へ

と大きく変化した。

連合は、組織拡大を当面の最大課題と位置づけ、

1,000万人連合の実現と組織加入率30％の回復など

を掲げ、パート、派遣労働者、季節労働者などの組

織化、連合未加盟労組の加盟促進に取り組んだ。

また、1990年、地方連合による地協組織の結成

に取り組み、450組織が結成された。なお、地方

連合は５月の連合長崎の結成で完了した。

連合の対立組織である全労連（公表140万人）は、

200万人全労連の建設と600（現在約400地域）地

域組織の確立を運動方針に掲げ全力を挙げた結

果、30組織、45地方組織の増加を見たと公表した。

全労協（公表50万人）は、100万組織を目指す

との方針を掲げたが、進展は見られなかった。

労戦統一後の国内労働運動
1,000万連合実現へ組織拡大活動

1990年は官民を統一し、一大ナショナルセン

ターとして発足した新「連合」が、その運動の第

一歩を踏み出した年である。

1990年春季生活闘争として、賃上げ、時短、政策・

制度改善を三位一体で取り組む方針で臨み、賃上

げでは前年同様、構成組織の責任と連合の調整を

基本として進めた結果、短期集中決戦となった。

時短闘争では、「1993年度年間総労働時間1,800

時間」の目標に向けての２年目の闘いとなり、国

会および自治体での「ゆとり宣言」の決議を求め

る運動を展開し、多くの地方議会で「ゆとり宣言」

の採択が行われた。

政策・制度闘争については、1989年４月に導入

された消費税問題を中心に展開されることになっ

た。これは、1989年７月の参院選で自民党が過半

数を割る一方で野党勢力が伸展し、特に連合候補

11人が当選するなどの政治情勢の変化に伴うもの

で、連合は消費税の廃止を基本に臨み、社会・公明・

民社・社民連の４野党は消費税廃止4法案を国会

に提出し、1990年２月の衆院選では消費税問題が

与野党の争点となった。しかし、衆院選の結果は、

自民党が安定多数を確保した結果、衆参でのネジ

レ現象が起こり、政府提案の消費税改正法案と野

党提出の両法案共に廃案となり、両院合同協議会

を設置して審議を行うことになった。こうした状

況を踏まえ連合は10月に、「現行消費税の欠陥を

抜本的に是正する論議を行い、平成３年度予算編

成に間に合うよう、11月中・下旬に向け決着をつ

けること」を決め、これまでの廃止から欠陥是正

へと事実上方針を転換した。

連合は、連合の目指す「ゆとり、豊かさ、公正」

な社会の建設のためには、政策・制度課題の実現

への取り組みに対して「政治勢力との協力関係を

築くことが重要である」との認識のもとに政治活

動を進めてきたが、1989年２月の衆院選で自民党
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参加型の運動軌道に乗る
1991年は連合発足２年目に入り、「顔合わせ」

から「心合わせ」を合言葉に連合運動の定着に努

めた。その結果、政策・制度課題を実現した「参

加型」の運動が概ね軌道に乗った年でもある。

春季生活闘争は前年方針を引き継いで闘われ、

賃上げでは、景気拡大を続けながらも湾岸戦争や

アメリカの景気後退の影響など不安要因を抱えた

経済の先行き不透明感もあって、額・率共に僅か

ながらとはいえ、前年を下回った。これは1987年

以降４年ぶりの現象である。

政策・制度課題では、労働者生活の総合的・実

質的向上を目指す視点から、政府申し入れをはじ

め政党への要請、各種集会・シンポジウムを開催

して取り組みを展開した。育児休業法案、消費税

法改正案、地価税法案の国会での成立に対し、一

定の評価を行った。

また、日経連と共同で「共同住宅構想」に基づ

く財団法人「勤労者共同賃貸住宅協会」を6月に設

立したほか、物価対策の強化、老人保険制度の改

善について共同で総理大臣に申し入れを行った。

連合内の政治委員会は1991年11月に、自民党に

代わる二大政党を目指す旨の「連合の政治方針」

についての答申をまとめ、1991年11月の大会に提

案したが、構成組織の合意を完全に得るに至らず、

答申を確認したにとどまり、次期大会に向けて検

討を継続することになった。

確認された政治方針は、①自民党に代わる政権

交代の可能な政治勢力の結集を基本に究極的に二

大政党的体制を目指す、②労働組合は、目的と政

策・要求を同じくする政党及び政治家と協力し政

治課題の実現を目指す、③当面、構成組織は、今

日までの政党・政治家との支持協力関係の強化発

展につとめる、④政党と労働組合がそれぞれ行う

べき役割・活動は、第３回大会（1993年）を目途

に整理する、などである。

この結果、労組と政党との関係は、連合が政党

支持を当面、構成組織の判断に委ねていることも

あって、総評センター＝社会党、友愛会議＝民社

党という枠組みに変化は見られなかった。

ただ、この年1991年、連合構成組織等出身の国

会議員141人を集めて「連合組織内議員懇談会」

を発足させて意見交換を行ったほか、７月には連

合と総評センター、友愛会議、中連との間で「参

院選推進労組会議」を結成して次期参院選へ向け

ての選挙協力について具体的な協議に入った。

組織問題では、連合、全労連、全労協共に目立っ

た変化は見られなかった。

連合は組織拡大と共に産別組織の「再編・統合

のための環境づくりに努める」との方針のもとに

産業別組織において再編成の動きが見られた。

連合結成前の1988年２月には、全金同盟を母体

に全金連合が発足、1989年11月には全機金と全国

金属が組織統合して金属機械となった。

また、1990年９月には、全電線と非鉄金属労連

がIMF－JCに加盟。全林野、建設連合、全化同盟、

日林労、全国一般の５組合によりIFBWW（国際

建設林産労連）日本協議会が結成された。

1991年には、食品労連（旧中連）、全食品同盟（旧

同盟）、全たばこ（旧総評）の３単産が11月に組

織統一して食品連合を結成したのをはじめ、化学

関係では、全化同盟と化労研（ブリヂストンと明

治製菓を除く）が組織統合して全化連合を結成し

たが、化学連協の場での化学関係産別の組織統一

に向けた話し合いは進展のないまま、翌1992年に

持ち越された。全金同盟は、未組織の小松・全矢

崎などと合同して全金連合を結成してきたが、９

月に全金同盟をゼンキン連合に組織を改編し、全

金連合は旧全金同盟を除く小松・全矢崎などによ

るゼンキン連協に改組した上で、ゼンキン連合の

傘下組織となった。

また、従来の産別の枠組みを超えた「複合産別

化」を進める動きも見られ、鉄鋼労連、電機労連、

ゼンキン連合、情報労連などが複合産別化の取り
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あるのか」と批判を展開した。また、国会では

PKO協力法案をめぐり、社会党と公明、民社両党

間に亀裂が生じた。連合はこうした批判に対して、

「国の基本政策に対する連合の態度」をまとめ、

PKO協力法案についての連合の立場を明らかにし

たが、社会党と民社党との調整がつかず、PKO協

力法案の採決にあたり、両党の亀裂は一段と深まっ

た。

こうした状況下で行われた1992年７月の参院選

で、連合型選挙は完敗した。これを契機に、連合

型選挙のあり方、労組と政党の関係、自民党に代

わりうる政治勢力の結集などをめぐり、連合傘下の

主要労組の大会で幹部の様々な発言が見られた。

連合は、「連合の政治方針」について、「政治改革

を求める連合の態度について」を決定すると共に、

その他についてもこれまでの討議経過を踏まえ、

1993年の第３回大会に向けてさらに討議を深めるこ

とにした。衆議院選挙制度改革では、比例代表制・

小選挙区併用型がベターとの見解を打ち出した。

また、総評センター、友愛会議の解散に先立ち

1992年10月に結成された「社会党と連帯する労働

組合会議」には、総評センター加盟組織以外の電

機連合（中連）が参加し、12月結成の「民社党を

支援する労組会議」には、友愛会議加盟組織外の

電機連合（中連）、鉄鋼労連（総評センター）、自

動車総連（純中立）が加盟、オブザーバーとして

全電通（総評センター）が参加するなど、社会党

＝総評センター、民社党＝友愛会議といった従来

のブロック体制に微妙な変化がみられた。

組織問題では、1992年６月の「労働組合基礎調

査」では、連合764万２千人で、これに７月に加

盟したJR連合の７万７千人を加えても771万９千

人で、連合結成後の官公労（自治労、日教組など）

の組織分裂などにより、組織人員は横ばいとなり、

1,000万人連合の実現は困難な状況となった。こう

した状況を打破するため、連合の強化は産業別組

織の強化を通じて実現できるとの認識に立って、

組みを進めた。

一方、連合内の官公労の組織統一については、

官公労協と全官公の長年の相互不信が払拭できず

調整は難航し、話し合いは越年した。

基礎固め終え上昇時代迎える
1992年を連合は、「基礎固めの時代から上昇飛

行を行う重要な時期」と位置づけ、政策・制度要

求への積極的な取り組みがなされたが、連合結成

時からの課題である政治方針の確立をはじめ、７

月の参院選の大敗を受け労働組合と政治との係わ

り方について、様々な論議が広まる中で取り組ま

れ、民間主要企業の平均賃上げ率は4.5％と２年連

続して額・率共、前年を下回った。この年の賃金

闘争のヤマ場の時期が、連合の調整で初めて３月

末に設立され、昨年のゾーン決着から一転して短

期集中型の闘いとなった。

時短については、1993年度1,800時間を目標に、

1992年度には1,900時間水準へ前進するため労働基

準法改正や時短促進法の制定、1992年４月からの

公務部門の完全週休２日制など、政策・制度面か

らの時短の推進に取り組み、５月１日から土曜閉

庁による国家公務員の完全週休２日制が実施され、

地方公務員についても、漸次、週休２日制が導入

されていった。また、時短促進法が1992年６月に

成立し、９月から施行されたほか、「生活大国５カ

年計画」が閣議決定され、その中で、労働時間短

縮は、生活大国の実現をめざす上での最重要課題

として位置づけられ、第７次雇用対策基本計画で

も、1992年度から1996年度の期間中に、年間総実

労働1,800時間を達成することを目標とする、こと

が明記された。

政治活動については、参院選推進労組会議で

1992年７月の参院選に向けての準備を進める一方、

２月の奈良、３月の宮城での参院補選に連合候補

を擁立して取り組み、自民党候補を破り当選を果た

したが、危機感を抱いた自民党は、「連合に政策が
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「産業別組織の力と機能を特に強めるためには産

業別組織の大同結集、統合を図るべきであり、連

合はその環境づくりと調整を行う」などを内容と

する連合の組織方針を決定した。

一方、全労連は同調査では85万９千人となって

いる。全労協に変化は見られなかった。

また、産別では1992年２月に、印刷関連労協と

大日本関連、東京印労が統合して全国印刷関連産

業労働組合（印刷関連）を結成。同10月には、ゴ

ム労連（純中立系）とブリヂストン労組が統合し

てゴム連合を結成したほか、ホテル労連と観光労

連でレジャーサービス連合を、同11月には医薬品

労協が設立されている。

一方、IMF－JC直加盟組合で構成するJCメタル

労働組合会議がJCメタル労協を結成（1992年４

月）、連絡会議から労協体制へ移行したのをはじ

め、７月には電機労連が電機連合（複合産別）に

名称を変更した。

非自民政権で政治活動新局面へ
1993年は戦後労働運動の歴史の中で記念すべき

年となった。７月の総選挙の結果、自民党に代わる

日本新党の細川代表を総理とする８党会派による連

立政権が38年ぶりに誕生し、連合は政権を支援する

立場となり、こうした中で労働運動は展開された。

春闘は、バブル経済の崩壊に伴う景気低迷と急

激な円高が続く厳しい情勢下で取り組まれ、３年連

続して前年を下回る結果となった。特徴的なことを

言えば、国民総生産の６割を占める個人消費を増

やすことが景気につながるとして、賃上げを重視す

る発言が政府、与党サイドから見られたことである。

連合は新政権の細川総理との1993年12月の労政

会議で、低迷する景気の打開策として、新総合経

済対策の執行、５兆円規模の所得減税の年内実施、

雇用調整助成金の拡充など、首相を本部長とする

一元的な緊急雇用対策本部の設置などを求めた。

政治活動では1993年６月に野党から宮澤内閣不

信任案が提出され、これに自民党の羽田派が賛成

し、不信任が可決成立、宮澤総理は直ちに衆議院

を解散。７月の総選挙で自民党が過半数を大きく

下回り、８月に連立政権が誕生した。連合は新政

権に対し、「その定着、発展を期待すると共に、

新政権に対し、改革を中心に協力を進めていく」

との声明を発表、新政権を支援する姿勢を表明し

た。

細川政権は、政治改革関連法案の成立を当面の

最大課題と位置づけ、年内成立に向けて取り組ん

だが衆院での可決にとどまった。

なお、総評センターは1993年３月に解散し、友

愛会議も翌1994年１月に解散することになった。

組織問題では、1,000万連合の実現を1997年大会

までとすると目標年を先送りし、新たな第２次組

織化方針を策定していくことになった。

全労連は85万６千人と若干人員が減少した。

産別段階では、１月にゼンキン連合、金属機械、

全国一般、一般同盟など15単産による「中小連絡

共闘協議会」（中小連協）が発足、1993年９月に

は電労連が電力総連へ改称。10月には全化同盟、

合化労連、化学総連、新化学、化学研の化学関係

５産別が、化学連協を解消して「日本化学産業労

働組合」（化学連合）を結成した。

政策・制度要求に軸足移す運動へ
1994年、連合は春季総合生活闘争前段の取り組

みとして、２月に日経連と懇談会を持ち、春闘や

景気対策などで意見を交換し、「労使雇用安定宣

言」を出したいと提起したが、日経連は難色を示

し、事務局レベルでの検討課題となった。

賃上げでは、連合が実質生活の確保をめざし、

主力労組の集まりである金属労協が個人消費・景

気回復のため消費マインドの好転に結びつく賃上

げを求めたのに対し、経営側は企業の支払い能力

を楯に対立、電機連合が３％以上の妥結目標を示

し、ストを配置して交渉を進めるなど産別自決で
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に組織される労働者を結集し、ここにかかげる諸

目的の推進にあたって、その相互間の協議と協力

のための機関となることをその存在の目的とする。

国際自由労連は、思想・表現・結社の自由の原

則は、労働者の生活やその公私企業の使用者なら

びに国家との関係を規制する現実の諸要件の中に

具現されるべきであるとの確信に基づき、次にか

かげる諸項を要求する権利がすべての個人に属す

ることを宣言する。

社会正義と、完全でかつ人間らしい生活を営む

機会。勤労と雇用選択の自由。その雇用ならびに

これに基づく収入の保障。あらゆる残業における

生命と健康に対する適切な保護。自由交渉の機関

としてその権限を構成自身に由来する労働組合の

結成やこれへの参加による相互利益の擁護。政府

を変更し得る民主的手段」とうたっている。そし

て、その目標に17の項目をかかげ、その第１は、「い

かなる外部の支配をも受けず、全世界の働く人び

との利益を増進し、労働の尊厳を高めることをそ

の使命とする強力で効果的に活動しうる国際的組

織を、全世界ならびに各地域に維持・発展させる」

ことを挙げ、以下考えうる最大限の目標を並べて

いるが、一口に要約すれば、創立宣言スローガン

の「パンと平和と自由」に尽きる。

国際連帯基金設け援助活動を展開
国際自由労連は、いわゆる労働組合主義の立場

に立つ。したがって、マルクス・レーニン主義に

立つ世界労連とは鋭く対立する。世界労連の運動

は、モスクワからの指令による自主性のない共産

主義的、非民主的運動に過ぎないと決めつける。

東西冷戦の中では、西欧諸国の世界政策を支持

し、ILO（国際労働機関）をはじめOECD（経済

協力開発機構）その他国際諸機関の中での発言力

を高め、世界各地域にその組織を積極的に進めて

きた。1964年以降の国際活動では、1968年のチェ

コ事件、1979年のソ連のアフガニスタン侵攻、

闘いを進めた。しかし、民間主要企業290社で前

年比額で195円、率で0.76ポイント減（労働省調べ）

と、1956年の春闘開始以来最低となった。

連合は1995年の賃上げ闘争では要求基準を設定

せず産別自決を強め、連合は政策・制度要求をは

じめとする環境整備に軸足を移す、との方向を打

ち出した。

政治活動では細川、羽田、村山と政権がめまぐ

るしく変わり、連合内労組が支持する社会・民社

両党が与野党に分かれたため、村山政権に対して

は、非自民の方針は変わらないとして、羽田政権

と同様に、政策を中心とした是々非々主義で対処

することとし、連合、社会党、民社党三者で政策

協議機関を設ける構想を明らかにした。

また、1989年の新連合発足以来の提案であった

「連合教育文化協会」を1994年10月に設立するこ

とを決めた。これは、教育・文化・出版を三本柱

としているが、労働運動のリーダーを育てる「連

合大学（仮称）」の設立を重視している。連合の

外郭団体は、既存の調査・研究の「連合総研」と

国際交流の「国際労働財団」を含め三つとなる。

産別ではゼンキン連合と金属機械の組織統一の

ための話し合いが進行していた。

4. 国際労働運動の概観
（1964〜1994年）

1964年、IMF－JCが発足した当時、世界にはナ

ショナルセンターレベルで三つの大きな国際的労

働組合が存在した。即ち、国際自由労連（ICFTU）

と世界労連（WFTU）、そして旧組織名の国際キ

リスト教労連（IFCTU）の後身である国際労連

（WCL）である。

国際自由労連（ICFTU）
国際自由労連は、その規約前文冒頭に「国際自

由労連は、全世界の自由にして民主的な労働組合
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1982年のポーランド「連帯」への弾圧などに対し、

当事国での抵抗運動に援助を与えてきた。その活

動推進のために「国際連帯基金」を置き、共産主

義やファシズムその他の全体主義、植民地制度、

反労働組合的政府や経営者からの圧迫の犠性者に

対する援助、災害、事故、台風などの被害に対す

る救援、その他の国際的な労働組合の連帯活動に

役立ててきた。この点、IMF（国際金属労連）と

全く同じである。

1972年７月に開催された第10回世界大会では、

国際自由労連の今後の活動の重点を人権、労働組

合権の防衛、多国籍企業に対する挑戦など、開発

途上国に共通する課題に置くことを決定したが、

残念ながら、この目的は現在でもそれほど達せら

れていない。1973年２月、ITS（国際産業別組織）

との合同で、多国籍企業作業部会を設置し、多国

籍企業の行動規制のための総合的な国際協定が必

要であるとした。ちょうど国連・OECD・ILO等が、

多国籍企業基準、指針を検討中であったので、そ

こに労働組合の主張を訴えた。

1973年の第一次オイルショック、1979年の第二

次オイルショックにより、世界経済は深刻なイン

フレと不況に直面し、失業の増大による雇用不安

がクローズアップされた。1983年の第13回世界大

会では、「完全雇用と貧困の追放に関する声明」

が採択され、「ILOは世界の先頭に立って、完全雇

用を経済政策の第一目標に改めて掲げるべきであ

る。先進国が経済回復措置を立案する場合には、

雇用創出を最大限とし、新しい技能と新しい雇用

部門への適応を容易にし、これを促進する積極的

な雇用政策と連動させるべきである」と訴えた。

OECD・TUAC（労組諮問委員会）、レーバー・

サミット（先進国労組首脳会議）等の場を活用し

て各国政府や国際機関に対し、雇用の拡大に向け

て、積極的経済政策をとるように申し入れるなど、

雇用問題を重視した活動を展開した。

AFL・CIOの脱退で一時危機に
国際自由労連の組織上での危機は、1969年２月、

米国のAFL・CIO（米国労働総同盟・産業別労働

組合会議）が脱退するという形で訪れた。何といっ

ても、AFL・CIOは大物である。国際自由労連に

与えたダメージは大きい。AFL・CIOの脱退理由

は、①西欧諸国が、「雪どけ」ムードに押し流さ

れていて、共産主義国労組との交流を進めている、

②AFL・CIOを脱退したUAW（全米自動車労組）

の国際自由労連への加盟申請を棚上げしただけで

拒否しなかったこと、をあげた。その後、西欧各

国労組への働きかけもあり、UAW（全米自動車

労組）がAFL・CIOに1981年７月に復帰したこと

もあって、1982年５月、AFL・CIOは国際自由労

連に復帰して、危機を脱した。ICFTUは自主労組

「連帯」の加盟を承認した1990年代に入ると、冷

戦終結を機に、戦後国際労働運動を二分してきた

一方の勢力、世界労連がほとんど機能麻痺に陥っ

たことにより、国際自由労連のポジションは、世

界の労働運動のリード役として、一層重要性を増

してきた。国際自由労連は、いち早くポーランド

の自主労組「連帯」の加盟を認承し、今日では多

くの労働ナショナルセンターを迎え入れて、名実

共に代表的な国際組織へと発展しつつある。

1992年３月、国際自由労連は、ベネズエラのカ

ラカスで、第15回世界大会を開催し、「民主的な

世界秩序形成に向けた国際自由労連の役割：活動

の優先行動」「開発と環境〜労働組合の役割」等

をテーマに討論を展開、33の決議を採択した。

主要声明のひとつは、世界は転換期にあるとし

つつ、①民主主義の勝利はいまだ確実なものと

なっていない、②政治・環境・経済・社会の相互

依存の高まりは、世界の国々と国際協力の拡大と

発展を迫っている、等と指摘し、③国際自由労連

は民主的な秩序の中で社会正義を進展させるため

に、役割を果たさねばならず、また果たしていく、

としている。ちなみにこの声明では、労働組合権・
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るための綱領と行動を決定する。世界労連は、加

盟組織が各国の内部で協力形態を打ち立てている

にせよ、国際組織としては、さまざまな政党や政

府からの独立を維持する」と述べているが、国家

権力は外部勢力ではなく、その組織が政府の一部

局にすぎない点に問題がある。そのことは、チェ

コ事件のときの武力侵攻に賛成した世界労連執行

部の態度の中に、明確に表れている。

しかし、ここでも組織の危機が表面化した。58

年のフルシチョフ・毛沢東会談におけるフルシ

チョフの中国共産党の社会主義建設の総路線、大

躍進、人民公社に対する批判を契機にして、中ソ

対立に発展した。

中ソ対立で組織上の危機表面化
この中ソ対立は、直線的に世界労連に持ち込まれ、

1963年８月に成立した米英ソ３国間における部分核

停止条約の評論をめぐって決定的になった。世界労

連は、この部分核停止条約を高く評価し、中国総工

会は非難を浴びせかけた。そして、同年の原水禁世

界大会では、中ソ代表が激しく対立した。

1965年10月、ワルシャワで開催された第６回世

界労働組合大会では、中国総工会代表は、世界労

連の掲げる平和共存路線を激しく非難した。これ

を受けて、1966年12月の世界労連第16回総評議会

は、中国総工会代表団の代表権を停止させるとい

う決議を採択し、以後、世界労連の場から、中国

総工会を事実上締め出した。その後、中国の文化

大革命の進展の中で、中国総工会の存在自体が明

確でなく、総工会の対外活動は途切れた。再建さ

れたのは1978年10月のことである。

チェコ事件で組織は分裂状態に
1968年８月のチェコ事件は、世界労連を事実上

分裂状態に陥れた。チェコヘの武力侵攻の評価を

めぐって、軍事侵攻反対を主張するフランス労働

総同盟（CGT）、イタリア労働総同盟（CGIL）、ルー

人権の擁護と促進、国際的統合と社会正義、平和、

安全保障、軍縮、環境保護、女性の平等、若年労

働者、国際自由労連の強化などが、その骨子となっ

ていた。

国連の専門機関通じ影響力行使
国際自由労連は、国際産業別組織（ITS）と共に、

国連の専門機関である国際労働機関（ILO）や、

経済協力開発機構（OECD）の労働諮問委員会

（TUAC）における活動に参画して、労働組合と

しての影響力を行使すると共に、さらに広範に、

国連貿易開発会議（UNCTAD）、国連工業開発機

関（UNIDO）、国連教育科学文化機関（UNESCO）、

国連食糧農業機関（FAO）、世界保健機関（WHO）

など、さらには国際通貨基金（IMF）等の諸会議

でも、労働側を代表として発言、政策提言や協議

に尽力している。先進国首脳会議に先立って開く

労 組 首 脳 会 議（ レ ー バ ー・ サ ミ ッ ト ） で も、

OECD労組諮問委員会と共に、声明の策定に調整

役を果たして、サミットの提言をリードしている。

1993年東京サミットには、「失業」対策を声明の

核として提起した。

わが国からは「連合」が結成以後国際自由労連

に加盟しており、加盟費も全納して、責任と役割

を果たしつつある。国際組織への加盟費全納は、

加盟組織としての最低限の義務であり、さらに必

要に応じた連帯資金カンパを要請されるのである。

世界労連（WFTU）
世界労連は、その規約前文の中で、「階級闘争

をめざす民主的大衆的組織である世界労連は、労

働者の願いを勝ち取るための最も効果的手段とし

て、すべての労働者の統一、すべての労働組合の

統一行動、労働組合の国際的統一に、その関心と

行動を集中させる」と、階級闘争を謳っているが、

西側共産党労組の要望に沿い、「世界労連は、外

部からの干渉を一切受けずに、労働者の利益を守
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マニア労働総同盟、賛成の立場をとる全ソ労働評

議会、ブルガリア労働評議会などの間に激しい内

部対立が見られた。

1974年、イタリア、フランス、スペイン３国の

共産党は「民主主義を尊重する社会主義」として

ユーロコミュニズムを提唱し、独自の路線を歩む

ことを決定した。

イタリア労働総同盟は、1973年７月の大会で、

世界労連との関係を、それまでの「加盟」を「准

加盟」に改め、同年１月に結成された欧州労連

（ETUC）に加盟することを決定した。欧州労連

は国際自由労連加盟組織によって組織されたもの

である。ETUC加盟が1974年７月に認められ、イ

タリア労働総同盟は1978年３月、世界労連を脱退

した。こうして世界労連は次第に運動の停滞を招

くが、ソ連の威信とヘゲモニーの低下は、さらに

組織そのものを弱体化させ、運動における混乱の

度は高まっていった。

一党独裁体制の崩壊は、中東欧諸国に共通して

波及したため、各国において、従来の官製労組を

嫌うグループが、新しく自由な民主労組の結成に

走り、旧官製労組もまた自らの内部民主化をはか

らざるを得なくなった。主要加盟組織の大半を

失ったこうした動きの意味するところは、世界労

連の機能麻痺であり、1991年にはプラハに所在し

た本部が、チェコの国外への撤去を命ぜられ、そ

の歴史的役割は、もろくも終焉したのである。

その後、旧中東欧諸国の世界労連傘下の労働組

合がある場合には内側から民主化を遂げ、あるい

は新しい民主化グループとして誕生するなどし

て、かつての一党独裁イデオロギーのトランス

ファー・ベルトの役割から解き放たれ、すでに国

際自由労連に加盟を認められたり、あるいは産業

別レベルでは、関連するITSに加盟または復帰し

ており、組織的には、国際自由労連系の組合は、

大幅に拡大を遂げている。

国際労連（WCL）
世界労連が減衰した後、第二の勢力となった国

際労連（WCL）は、当初「国際キリスト教労連」

（IFCTU）として1920年６月、オランダのハーグ

で結成されたカトリック系の国際組織である。

同じキリスト教といっても、ローマに総本山を

置くカトリック教と新教徒（プロテスタント）と

は大いに違う。新教徒は聖書に中心を置き、その

解釈は各自に任せられる。したがって現在でも百

以上の派があるが、究極的には一人一派の可能性

を持っている。したがって、個人の自我、個性の

確立が大切で、それは民主的労働組合の構成分子

としても適応する。カトリックの場合は、聖書の

解釈は個人に任せられない。その解釈は総て総本

山のローマ法王庁によらなければならない。した

がって、新教徒と同室では、なにかと違和感を生

じるであろう。そこで労働組合も別でということ

ではなかろうか。そこは法王庁の政策によるとこ

ろ大である。

したがって国際キリスト教労連は、カトリック

教徒で始まったが、結成当時から、純粋に労働組

合ではあった。第二次大戦後においては、仏教徒、

回教徒、ヒンズー教徒、無宗教の人も組合員になっ

てきた。そういう状況を踏まえて、「活動の基盤

をキリスト教の社会原則に置く」で始まる原則宣

言を、「信仰、人生観、民族、性別のいかんを問

わず、世界のすべての労働者に呼びかける」と改

め、名称を現在の「国際労働組合連合」（WCL）

と改称したのである。

中心勢力はベルギー、オランダなど西欧諸国の

一部労組、それにラテンアメリカに全体の半数が

おり、アフリカ、アジアではフィリピンなどに拠

点を有するが、その影響力は限定的と言われる。

運動方針は、国際自由労連のそれに類似のもの

となっていて、独自性に乏しいようだ。このこと

から、加盟団体の中には、国際労連の各国際産業

別の合併を主張する動きを見せるものもあり、そ
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のひとつはフランス民主労働総同盟（CFDT）で、

この組合は1920年、国際キリスト教労連結成時か

らのメンバーであるが、国際自由労連系産業別組

織と、国際労連系産業別組織との即時統合等を主

張して、国際労連執行部と対立して、1979年に脱

退した。

1989年、カラカスで開いた第22回大会は、「国

際的無秩序、挑戦、進化と労働組合の責任」がテー

マであった。

国際産業別書記局（ITS）
国際産業別組織のレベルには、国際自由労連、

世界労連、国際労連のそれぞれの領域に組織が存

在してきた。

国際産業別書記局（ITS）は、国際産業別組織

としても知られている。かつての世界労連の機構

と対比して、国際自由労連の下部組織と誤って報

道されることもあるが、国際産業別書記局は、自

ら財政や方針を持つ自主独立の組織である。1993

年時点で世界に16組織が存在した。

国際産業別書記局とは、これら16の各組織を集

合した総称であって、国際産業別組織という固有

の組織があるわけではない。

国際産業別書記局は、いずれも世界労連の結成

以前から存在していたから、〔国際ジャーナリス

ト連盟（IFJ）は、1985年から加わった〕戦後、

世界労連の下部機構に組み入れられることを是と

しなかった。これは前世紀や今世紀始め頃からの

長い歴史的組織的な感覚、あるいは本能がそうさ

せたのかも知れない。ちなみに、世界労連は発足

して短時間のうちに分裂したので、もし、国際産

業別書記局が世界労連の下部組織になっていた

ら、世界労連の分裂と共に、国際産業別書記局も

分裂ということになったであろう。

国際産業別書記局と、国際自由労連との関係に

ついては、1951年の第２回国際自由労連世界大会

（ミラノ）で、国際自由労連と国際産業別書記局

との間で結ばれた、いわゆる「ミラノ協定」で確

定された。すなわち、両者は「相互不可侵、自主

独立性の尊重、協力関係にある。これにより、国

際産業別書記局は、国際自由労連の大会など各機

関に諮問的地位の代表を送り、国際自由労連は、

各国際産業別の諸機関に同様の代表を送って、相

互に協力する」ことにしている。

両者の協力関係は、自由な労働運動の立場から、

例えば、国際自由労連／国際産業別組織合同の多

国籍企業対策部会の活動にその一端を見ることが

できよう。ILO（国際労働機関）は勿論、OECDに

おける多国籍企業の行動規範作りで力を発揮した。

また南アフリカのアパルトヘイト反対の国際キャ

ンペーンや、独裁体制反対のキャンペーンなどに

もその共同行動の成果を見ることができよう。

1990年代に、産業構造変革への対応や、運動の

実効性を高める目的で、若干の国際産業別組織が

組織統合を果たしたりした。

その走りは、国際自由教員労連（IFFTU）で1993

年に、従来独立組織であった世界教職員団体総連

合（WCOTP）と合併して、教育インターナショナ

ルを発足させた。組織勢力は2,000万人で、国際産

業別組織の中で最大級となった。

また、国際化学・エネルギー・一般労連（ICEF）

は、1992年、ボンの第20回世界大会で、国際炭坑

鉱山労連（MIF）との合併を決定、後者は同年ブ

タペストの第57回世界大会で合併を承認した。両

者はブリュッセルで本部を共有している。また国

際食品労連（IUF）は、1993年ストックホルム大

会で、国際農業関連労連（IFDAAW）との合併

を決めた。
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2. 総合的生活闘争の推移（1964 〜1994 年）

「物価値上げ反対・生活危機突破国民大会」（物価

メーデー）を開催し、４月には、公労協・交通共

闘が戦後最大の交通ストを打った年である。IMF

－JC傘下の組合でも、大規模な解雇反対闘争が行

われ、IMF－JC本部をはじめ加盟組合も、総力を

挙げてこれを支援した。このような経過を経て、

IMF－JCの賃金闘争に取り組む組織体制が確立さ

れていった。

＜67年賃金闘争＞

賃金闘争連絡会議を設置
1967年１月、常任幹事会で「賃金闘争連絡会議」

の設置を決め、賃金闘争時には臨時専従を事務局

に配置した。また、賃金闘争、一時金闘争時には

情報、資料の収集・交換をするなど、日常活動が

強化された。

この年４月に、IMF－JCは初めて「賃金闘争ア

ピール」を出した。その要旨は、①鉄鋼、造船、

自動車、電機などは、世界第２、３位を占める経

済成長を成し遂げた、②労働者の賃金水準は、欧

米の水準にはるかに及ばず、国民１人当たり所得

は世界第15位（1965年国連統計）という低さであ

る、③賃金、労働条件など一切の雇用条件が積極

的かつ急速に改善されねばならない、④IMF－JC

傘下の組合は要求貫徹まであらゆる手段をもって

闘う決意である、等であった。67年賃金闘争の結

果は、4,000〜5,000円で妥結した。

＜68年賃金闘争＞

IMF－JCとして初の賃金白書発表
1968年の賃金闘争では、IMF－JCとしての初の

賃金白書「68年賃金闘争のために」を1967年12月

7日の賃金闘争連絡会議で発表した。これは、①

高度工業国にふさわしい賃金の実現、②社会進歩

に見合った国民生活の確保、などの方針の中で金

賃金闘争から総合的闘争へ
＜結成当初1960年代の協力体制＞

IMF－JC結成の1964年当時は、運動の主体は国

際労働問題の窓口に置かれ、労働条件の改善闘争

はかなり控え目なものであった。賃金闘争の主体

は、春闘共闘または同盟に置かれていたが、段々

とIMF－JCの場に比重が移され、1975年に至って、

鉄鋼と造船のスクラム・トライが実現し、76年賃

闘から、本格的なIMF－JCの集中決戦方式がとら

れ、それが成功し、日本全体の賃金闘争を主導す

るに至った。

IMF－JC結成の1964年10月に行われた第２回臨

時協議委員会では、①賃金の要求を中心とする情

報交換を進め、団体交渉の時期に賃金引き上げ要

求を獲得していくための必要な資料交換等を幹事

会をセンターにして進める、②調査部会を設置し、

資料交換、団体交渉の援助活動を進める、③各地

方連絡会議も中央と呼応し同様な活動を進める、

④賃金要求獲得講演会を開き、世論への訴えの活

動を展開する、⑤ニュースを発行する、⑥IMF加

盟の各国組合の情報交換と積極的な連帯を強化

し、国際労働運動の分野での賃金要求獲得のため

の協力体制を作っていく、などの方針を決めた。

1965年春には、経済情勢把握のための講演会な

どを開催し、賃金関係の資料や速報を配布し、７月

の第３回協議委員会で、①賃金、時短を中心とし

た経済要求に取り組んでいく。そのための調査活

動と企画活動を加盟組合の協力を得て活発に行っ

ていく、②各組合の賃金方針や賃金政策の相互理

解を深めるため、中央・地方で交流と協力の場を

設定する、③欧米の金属産業の賃金事情を掌握す

るための資料の発行、④週休２日40時間労働の実

現、などを盛り込んだ1965年度活動方針を決めた。

1966年は、経済不況が浸透し、企業の合理化攻

勢が激しかった。春闘共闘委員会は1965年２月末、
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額7,000円、賃金引き上げ率20％程度の具体的な要

求内容を含むものであった。

68年賃金闘争はポンド・ショックなどの国際経

済悪化の中で闘争を展開し、5,500〜6,000円台を

獲得した。それは67年に比べて金額にして、ほぼ

1,200〜1,500円を積み上げ、率にして２％上回る

ものであった。これは、IMF－JCに結集した全組

織が、これからの賃金闘争の中核であるとの自覚

に立って賃金闘争を進めた結果であった。賃金闘

争のみならず、総ての闘いが、産業別・業種別に

積み上げられた組織の力量によって、その成果が

決まる時代にすでに入っていた。

＜69年賃金闘争＞

各産別独自の要求で取り組む
結成５年目を迎えた1969年の賃金闘争は、8,000

円、20％要求を柱とした賃金白書「69年賃金闘争

のために－最近のわれわれの主張」を発表し始

まった。具体的な要求態度は、①労働力の不足と

合理化の進展にともない、労働密度が一段と高

まっている、②重税や、物価の高騰によって実質

賃金水準が低下している、③生活様式の急速な変

化に対応する家計のゆがみ－などの事情を背景に

①賃金引き上げ8,000円、20％前後の要求、②18歳

高卒男子現業労働者の初任給を4,000〜5,000円程

度引き上げる、③今年度は各産別独自の要求とし

て取り組む、の３点を柱に賃金決定におけるIMF

－JCの主導的役割の自覚のもとに、相互に連帯を

深めつつ行われた。

交渉は、４月14日の鉄鋼回答7,000〜8,000円を

軸に、各組合は、金額にして前年実績を1,000〜

2,000円程度上回る、率にして15〜20％の回答で妥

結した。

IMF－JCは、1969年９月の第８回総会で、わが

国金属産業の賃金制度に見られる主要な問題点

と、その対応策を統一的に打ち出していくために、

「IMF－JC賃金政策研究委員会」を発足させた。

＜70年賃金闘争＞

賃金政策研究委員会の発足
賃金政策研究委員会は、①金属産業の賃金の現

状と問題点に関する総合的な分析・検討、②金属

産業の賃金国際比較に関する研究、③賃金政策と

産業政策との調整、④金属産業の賃金水準・体系・

制度等に関する目標と標準の設定、⑤以上を総合

的に調整した賃金政策の立案、などを検討してい

くことを確認していたが、当面の活動としては、

「70年賃金闘争の推進について最近の情勢とわれ

われの主張」（賃金白書）をまとめた。

1970年は、1966年以来続いた実質２ケタ成長が

中断した年であるが、賃金要求時はまだ、「いざ

なぎ景気」が続いており、労働力不足も一層深刻

化し、闘いを有利に進める材料はそろっていた。

IMF－JCは「20％前後の引き上げ」を求める賃

金要求を掲げ、一段と団体交渉戦術を強化し、４

月下旬、全体で前年実績を1,500〜2,000円上回る

高額回答をとりつけることができた。

＜71年賃金闘争＞

賃金討論集会で理論武装
71年賃金闘争をめぐる経済情勢は、金融引き締

めと超高度経済成長の反動、さらに需要鈍化によ

る一時的かげり現象が出始めた。しかし消費者物

71年闘争ポスター
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価は依然として上昇し、実質賃金は低下していた。

IMF－JCは、物価上昇から生活を防衛し、より

豊かな生活に向け、「20％以上を要求する」態度

を打ち出した。闘争は経営者の極端な不況宣伝の

もとで長期化した。解決は1971年５月下旬まで延

びたが、最終的には前年を多少上回る回答を引き

出して収束した。この71年賃金闘争での新しい展

開は、シンポジウムに代わって行われた「賃金討

論集会」の開催と各地連ごとに開いた決起集会で、

IMF－JCとしての闘争を一歩前進させたところに

あった。

＜72年賃金闘争＞

初のIMF－JC主催の決起大会を開催
72年賃金闘争をめぐる経済情勢は、1970年以降

の景気停滞とドルショック、その後の円の大幅切

り上げなどで、決して恵まれた条件下にはなかっ

た。IMF－JCは不況下の賃金闘争として、思い切っ

た発想の転換を行い、経済の軌道修正を求める中

で“人間性を回復させ、豊かな生活を追求する”

ための闘いとして「20％を中心」とする基準賃金

引き上げと、当面の要求として、①週40時間、週

休２日制の確立、②退職金の大幅引き上げと、企

業年金の内容改善、③産業別最賃制の確立、④労

働災害特別保障額の引き上げ、⑤割増率の引き上

げ等、８項目の要求を掲げ、闘争に取り組んだ。

闘争の進め方にも工夫をこらした。主要単産・

単組委員長構成による「賃金闘争対策委員会」を

設置し、中央においてIMF－JC結成以来初めての

決起大会を開催し、大幅賃上げ獲得と高福祉実現

に向けた決議を採択、市民にアピールする街頭デ

モを行った。

わが国の賃金闘争全体の動きは、IMF－JCに結

集する金属労働者の闘いが焦点になる中で展開さ

れた。IMF－JC各組合は1972年４月末から５月上

旬にかけて、昨年の実績プラス・アルファを獲得

して収束した。

長期賃金政策－MWS特別委員会の設置

IMF－JCは、1972年９月の第11回総会で、賃金

政策研究委員会を中心に討議してまとめた「金属

労働者の賃金政策－西ドイツ並の賃金をめざして

－」と題する長期賃金政策を決定した。

この賃金政策は、これまでにもIMF－JCが掲げ

てきた賃金４目標、①高度な工業国にふさわしい

高い水準の賃金実現、②仕事に結びついた賃率の

実現、③物価の上昇に脅かされない賃金の実現、

④産業別最低賃金制度を確立し、その上に立って

産業別・仕事別横断賃率を確立すること、を長期

基本目標とした。

そして、当面は、1975年を第１期の実践目標と

して、①30歳モデル熟練労働者の一時金を含む年

間総賃金を1975年までには少なくとも西ドイツ金

属労働者並の賃金水準に引き上げる、②成人労働

者産業別最賃として、20歳でその産業における最

低職務に従事する者の産業別共通賃率を確立す

る、③初任給ならびに20歳未満の労働者の産業別

共通賃率を確立する、④25〜45歳までの年齢別最

低保障として産業別共通賃率を確立する、⑤同一

職種内賃金の上下格差は直接生産に従事する生産

労働者の範囲で、欧米先進国に見られる２倍程度

を指向する、とした。その他、諸賃金制度の改善

として、①退職金の引き上げと老齢年金の充実、

②一時金は月々の賃金への組み入れを基本思想と

しながらも現行の社会相場基準から、最低通常賃

金の５カ月分を確保する、③完全週休２日制の実

現と60歳定年制の実現、④労災保険の改善と災害

に対する保証金の増額、⑤地域別最低賃金制の充

実、などの具体的な政策をまとめた。

さらに、この第11回総会で、IMF－JCは、「生

活環境を改善させ、人間性を回復し、社会的進歩

に見合った国民生活を確立する」ための闘いを、

賃金を中心とする労働条件改善の闘いと並行し

て、積極的に取り組むことを決定した。具体的に

は、高福祉社会（MWS=Modern Welfare Society）
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を実現するため、MWS特別委員会を設置し、

MWS長期目標の確立と当面する切実な福祉目標

実現をめざすことになった。委員会では、国内外

の調査・研究を進めると共に、その実現に向けて、

傘下組合と協力し、対政府要求を行うなど、積極

的に展開することとした。

＜73年闘争＞

「賃金闘争」から「73年闘争」へ
73年闘争をとりまく情勢は、1973年２月、変動

相場制に移行、為替相場は１ドル＝264円に急騰

したが、企業は予想をはるかに超える大幅増益を

計上したが、悪質な投機、買い占めなどにより、

インフレは加速され、国民不安が増大していた。

IMF－JCは、73年闘争を西ドイツ金属労組並み

の賃金水準を獲得する、という長期賃金政策実現

の初年度の闘いと位置づけ、具体的には、①30歳

熟練労働者の賃金を95,000円以上に、②基本賃上

げの目標を基準賃金の20％引き上げ、を基本にお

いた。

闘いは、これまでと同様の形で進められたが、

より闘争を強化していく意味で中央賃金闘争連絡

会議を中央賃金闘争委員会に、賃金闘争対策委員

会を賃金闘争戦術委員会に呼称を変更した。そし

て中央賃金闘争委員会は1972年12月19日の第１回

開催から1973年５月21日まで９回、賃金闘争戦術

委員会は４回開催し、要求決定、戦術等について

具体的な施策を打ち出し、IMF－JC賃金闘争がわ

が国の賃金決定を主導する自覚と役割を認識した

中で進められた。

IMF－JCの戦術は、これまでの鉄鋼回答を軸と

するものから、金属労働者の連帯活動による回答

引き出しへと変化した。1973年４月下旬から５月

上旬にかけて、全般的に前年を平均5,000円上回る

MWS活動ポスター

73年闘争ポスター

IMF－JCは関東地連と連携して夜間街頭デモを行い、73賃闘をアピール
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など８項目をとりあげた。

74年闘争では、前段の闘いとして、政府に対し

インフレ沈静化と福祉重点の政策を行うよう要請

するなど賃上げの環境づくりに努めた。

賃金闘争戦術委員会では「同時・同額決着構想」

が話し合われたが、日程調整上の困難から、単産

の集中決戦、集中決着の方針のもとに調整が図ら

れた。

1974年４月８日の鉄鋼労連、造船重機労連の指

定回答日に合わせ、自動車総連、全金同盟の各組

合も集中決戦の方向で進むことができたが、電機

労連各組合は４月10日までに誠意ある回答が得ら

れず、４月11日から72時問、４月18日から48時間

の統一ストを決行、４月24日に中闘組合が回答を

引き出すという極めて苦しい闘いを展開した。

大体において、30％を超える大幅な賃上げに成

功して、狂乱物価のもとで、何とか実質賃金の低

下をもたらさずに済んだ。

＜75年闘争＞

スクラム・トライの決着
結成11年目の75年闘争は、最初の本格的共闘体

制を組んで展開されることになった。1975年は、

長期にわたる高度経済成長から、安定経済成長時

代へ移行する、ちょうど分岐点に位置していた。

産業界はおおむね不況の色合いを濃くし、労働市

場には雇用不安感が蔓延するといった状況下に

あった。

IMF－JCの要求は、①30歳熟練労働者の賃金を

15万円に引き上げる、②最低賃金を15歳70,000円、

18歳85,000円を要求する、③早出・残業の割増率

を35％に、深夜労働割増率を50％に引き上げる、

④定年を60歳まで延長する、⑤労災特別補償の死

亡弔慰金を1,000万円以上に引き上げる、⑥健康保

険料、厚生年金保険料を使用者70％、個人30％に

改める、などとし、当面するインフレ・失業対策

として、①雇用保険法の成立を含め雇用対策の確

金額を獲得した。当初の要求項目である個別賃金

の確立、超過勤務給の引き上げなども獲得するこ

とができたことは、単にIMF－JCの闘いの成果で

あるのみならず、全労働者の賃金決定にも、重要

な影響を与えたとして注目された。

賃金政策では生涯生活という観点から、元気に

働いている時は賃金で、老後と失業・傷病時は社

会保障や福祉政策で生活できるのが先進工業国の

姿だとの認識に立ち、賃金要求にMWS（高福祉

社会の実現）活動を加えた総合的生活闘争の展開

を通年の闘いとして組織することを提起し、闘争

方針はそれまでの『○○年賃金闘争』から『○○

年闘争』に改め73年闘争から実行した。

＜74年闘争＞

狂乱物価を大幅賃上げで防衛
1973年10月には第一次石油ショック、省エネの

時代に入り、1974年は狂乱物価の年で、卸売物価

指数31.3％、消費者物価指数34.05％と上昇、戦後

初のマイナス成長（実質経済成長率－0.5％）、ス

タグフレーションが問題化した年である。

IMF－JCは「74年闘争の推進」の方針のもとに、

①30歳熟練労働者の賃金を、120,000円以上に引き

上げる、②基本賃上げ額は、25％アップまたは

25,000円を目途とする目標を基本に、諸要求では、

前年度未解決の項目と、新しく健康保険料と厚生

年金保険料の負担率の改善、環境改善と公害防止、

74賃金MWS闘争中央総決起集会（1974年３月29日）
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立、②高年齢生活者、生活保護世帯等低所得者対

策の強化、③公共料金の凍結、④インフレによる

実質生活水準の目減り補償と所得税に対する調整

減税の導入、などを要求した。

75年闘争で日経連、経団連と1975年３月に会談

を開き、当面の経済運営を中心に、意見交換を行っ

た。IMF－JCは、①製品価格の自粛、株主配当の

自粛、②雇用安定対策の確立、③成長第一主義か

ら福祉拡充の経済運営へ転換せよ－などを主張し

たが、経営側はIMF－JCの動向が、75年闘争に果

たす役割の重大さに注目し、早くも賃金抑制の動

きを示した。

75年闘争は、俗に“スクラム・トライ”と言わ

れた鉄鋼、造船の“同時決着”方式が大きな特徴

となった。IMF－JCは結成以来初めて加盟組合の

共闘体制を組み、戦術委員会で、1975年４月９日

を鉄鋼、造船の回答指定日として設定し、４月９

日、鉄鋼、造船は、35歳標準労働者で15,000円（定

昇込み18,300円、15.01％）の回答を引き出したが、

組合としては容認できないとして、電機、自動車

と共に「当初の４月上旬解決目標を放棄し、重大

な決意をもって闘争を展開する」旨を宣言した共

同声明を発表して、交渉を継続した。

その後のIMF－JC全体の動きは、結果として４

月９日の回答を基準とする内容で大勢的に収拾し

たが、産業、業種ごとにかなりのバラツキが見られ、

鉄鋼、造船が75年賃闘の上限を画することになっ

た。

なお、春闘共闘は、統一地方選挙後の５月に賃

上げの決着を図りたいとする公労協関係組合と、

４月上・中旬にヤマ場を主張する民間単産と調整

がつかず、官民一体を主張する春闘共闘が二分さ

れ、指導力が低下し、代わってJC共闘が賃金主導

の中核となる前ぶれとなった。

「働くものの生涯生活ビジョン」の策定

IMF－JCは、1973年度に、MWS（高福祉社会）

特別委員会を設置し、当面の福祉三目標として、

①老後の生活保障、②住宅・生活環境の改善、③

障害者の福祉政策、を決定してきた。

一方、長期ビジョンの策定については、1974年

９月の第13回総会で、1975年５月を目標に「生涯

生活ビジョン」の策定を決めた。ビジョンづくり

は、同盟との共同作業で進められ、翌1975年９月

の第14回総会に「働く者の生涯生活ビジョン」と

して報告、承認された。

同「ビジョン」では、①勤労国民の食・衣・住

などの家計の充足、老後生活や医療などの社会保

障、②住宅などの生活環境の整備や老人福祉の拡

充について、ナショナルミニマムを早急に確立す

ること、を基調とした。そして、少なくとも５年

後の1980年頃までに実現を図るべき「人間的なゆ

とりと安定感ある勤労者生活」の具体的な内容と

条件を、私的消費（家計）とそれを支える社会的

消費の両面にわたって描き出し、その５年間にお

ける賃金・生活闘争各領域の目標と方向を具体的

かつ総合的に提示した。

＜76年闘争＞

６単産集中決戦方式を採用
76年闘争では、75年闘争で明らかになった、①

賃金決定が日本経済に与える重要性、そして賃金

と物価論議は避けて通れない、②賃金は個別の労

使で決定されるのでなく、大枠は全国レベルで決

定される、③民間と公労協との体質、賃金決定の75賃金MWS闘争中央総決起集会（1975年３月18日、九段会館）
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パターンの相違点が明確になった、④IMF－JCに

結集する金属労働者が日本の賃金を主導する、と

の反省に立って、76年闘争に取り組むことになっ

た。

1976年の情勢は、ロッキード事件の表面化を機

として、国会は1976年３月８日から４月21日まで

長期空転し、景気は回復基調に入ったというもの

の経済成長率は実質2.7％（1975年度）の低い伸び

となり、依然として雇用情勢は改善されないとい

う厳しい状況にあった。

1976年は、IMF－JCが日本語正式名称を「国際

金属労連日本協議会」から「全日本金属産業労働

組合協議会」と改め、運動の目標に、「賃金をは

じめとする労働諸条件の向上」を規約に明記した

年である。

IMF－JCは初の主要労組代表者懇談会を開き、

JC共闘へ意思統一すると共に、新たな決意のもと

に、金属６単産集中決戦方式という、わが国の民

間労組として最初の大産別共闘を名実共に実現し

た闘いであった。

75年闘争での鉄鋼・造船重機の「スクラム・ト

ライ」を拡大させて、この1976年から春闘共闘委

の戦列を離れて、本格的にJC集中決戦に参加した

電機労連を加えた、鉄鋼、造船重機、自動車の４

単産が同日に一斉回答を求め、これに並んで全金

同盟、全機金が回答を引き出して賃上げの相乗効

果を高め、集中決着を図ろうとするものであった。

76年闘争は13％程度の引き上げをすることに決

定した。経営側は「ゼロまたは１ケタ」の賃上げ

ガイド・ゾーンを設定した。

４単産は、1976年４月14日を集中回答指定日と

して、回答を引き出し、事実上終結へと向かった。

初の試みであった集中決戦方式は、各単産、単

組の交渉力に相乗効果を生み、12,000円基準の回

答を引き出した。この回答は、私鉄、公労協など

への斡旋、調停案となり、社会的水準形成を主導

することとなった。

なお、直加盟労組を含めたIMF－JC集計対象89

組合の加重平均は11,924円＋αとなった。

しかし、この集中決戦方式は、４単産（鉄鋼・

造船・電機・自動車）中心の運営に傾斜するなど、

多くの課題を残し、今後の運営として、回答不満

の場合の共同行動、教宣活動をどうするかなど、

６単産運営を再検討することとした。そのため、

戦術委員会を最高の意思決定の場とし、新しく６

単産書記長・事務局長会議を常設してキメ細かな

情報交換を行い、集中決戦の相互効果を高めてい

くとの方向を明確にし、翌77年闘争時から実施、

JC集中決戦体制の定着をみることとなった。

＜77年闘争＞

初めて妥結基準を設定
IMF－JC ６単産集中決戦として２年目を迎え

た77年闘争は、基本賃金の引き上げ要求として、

①30歳標準労働者（高卒12年勤続、中卒15年勤続）

の賃上げ要求額として18,000円（13％程度）を基

準とする、②金属労働者の最低賃金（18歳）を

83,000円以上に引き上げる、③平均要求方式を採

用する組合の賃上げ要求の基準は13％程度とす

る、ことを決め、取り組みに入った。

また、この1977年の闘争から物価分については、

「過年度消費者物価上昇率」を採用することとし

た。

５回の戦術委を経て、「IMF－JCの集中回答指福田副総理に物価対策を申し入れ（1976年３月、首相官邸）
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＜78年闘争＞

JC共闘の呼称を正式に採用
1978年は新春早々、１ドル＝237.9円と戦後最高

値を更新した「円高の年」であった。構造不況と

循環的不況が重なり合い混迷を続け、産業間、企

業間の格差は拡大した。円高で輸出産業への打撃、

構造不況産業への加速的重圧が予測されるなど楽

観を許されず、雇用不安、物価高の中で経営側が

支払い能力論を持ち出してきた。

78年闘争では、①30歳標準労働者で15,000円

（10％）程度を基準とする、②平均賃上げ要求の

場合は定昇込み12％（18,000円程度）を基準とする、

などの要求案を決定した。

IMF－JCは拡大する産業間格差の排除に重点を

置き、４回の戦術委員会を経て、「IMF－JCの集中

回答指定日を４月13日とする」ことを決めた。妥

結基準は、不況業種（鉄鋼・造船）と好況業種（電

機・自動車）の違いから一つにまとまらず、「今年

は同時決着の方向はとらない。物価上昇分を確保

する」ことで合意した。また物価上昇分以上の確

保が難しい産別は7,000円以上とする歯止めも決め

た。

４月13日の集中回答日には、鉄鋼大手3,700円（別

に定昇3,300円）、造船大手3,700円（別に定昇3,500

定日を４月13日」と決め、妥結基準は今後の情勢

を見ながら結論を出すことにした。1977年４月６

日、第一次回答で造船、自動車がほぼ昨年並みの

回答を受け、４月６、７、８日と連続で戦術委を

開いて検討した結果、JC集中決戦として初めてこ

れ以下では妥結しないという妥結基準を、「昨年

の獲得率を上回る、額では13,000円以上」を決定

した。

注目を集めたJC集中回答指定日の４月13日に

は、鉄鋼大手５社（35歳標労）で13,000円（定昇

込み8.54％）、造船大手８社が１人平均13,100円（定

昇込み8.67％）、電機の総合重電では12,300円前後

（定昇込み9.5％）、家電では13,720円（定昇込み

10.5〜10.93％）、自動車大手は平均13,218円（定昇

込み9.82％）の回答がそれぞれ提示された。

最終結果は、直加盟組合を含めたJC集計対象87

組合の加重平均で12,977円＋αとなり、前年並み

あるいはそれをやや上回るものとなった。

77年闘争は、全金同盟、全機金を含むJC ６単

産集中決戦方式への拡大と初の妥結基準の設定に

より、以降の賃金闘争にIMF－JCが賃金決定の主

導的役割を果たす体制を完成したという点で、77

年闘争の持つ意味は特に重要なものであった。

77賃金MWS闘争中央総決起集会後のデモ行進（1977年3月25日）

78年闘争中央討論集会（1978年１月25日）
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リティー問題を提起し、対政府・経営者団体と折

衝を行った。

また、経済との整合性を重視し、賃金要求とし

て最低でも消費者物価上昇率を確保することを前

提に、実質賃金論に立脚した１ケタ要求を行うこ

ととした。

また、従来、IMF－JCは組合間の賃上げ比較を

容易にするため、標準労働者要求方式をとってき

たが、79年闘争は、IMF－JCが闘争全般に及ぼす

影響力を考慮して、平均賃上げを重視することに

した。

要求は、①平均賃上げとして、最低でも消費者

物価の上昇率（1978年度の対前年比は3.6％）プラ

ス２％とする、②30歳標準労働者の要求額は①に

準じる、③金属労働者の最低賃金として、18歳

85,000円以上、25歳（２人世帯）110,000円以上と

することを決めた。

要求はおおむね８％の線で固まった。

集中回答指定日を1979年４月11日に決め、続い

て妥結基準の論議に入ったが、造船は深刻な不況

に見舞われ自発的に妥結基準論議から外れ、４月

５日「9,000円以上（実質賃金）」を確保するとい

う妥結基準を決定した。

1979年４月11日のIMF－JC集中回答指定日に

は、鉄鋼大手は35歳・勤続12年の標準労働者で定

昇込み8,600円（5.0％）、電機14中闘組合は、平均

8,417〜10,910円（5.97〜7.5％）、自動車は10,347〜

10,700円の回答、全金同盟、全機金翼下組合も６％

前後の回答を引き出し、大勢的には妥結に向かっ

た。造船重機大手は４月末までにベア1,500円プラ

ス定昇3,600円の回答を得た。

IMF－JCの加重平均は9,275円、率で5.5％で、

ほぼ消費者物価上昇率プラス２％であった。

79年闘争では、実質賃金維持よりも、景気好転

の影響を受けて成果配分を争う交渉に重点が置か

れたことと、IMF－JC内の産業間格差（造船を除

いて）が縮小したことや、実質賃金が維持された

円）、電機は重電で9,000円前後、自動車大手が

11,500円の回答を引き出し、大勢は収束方向に向

かった。

78年闘争は、最終的には、IMF－JC集計対象78

組合加重平均で8,609円（5.7％）と、1977年の消

費者物価指数8.1％に及ばなかった。そして企業間

格差の顕現化、２本立て妥結基準などと共に、企

業の支払い能力論の表面化や、実質賃金論（過年

度消費者物価上昇率プラス定昇）が労働界全体に

定着したことなど、多くの課題と特徴を持つ闘争

に終始した。なお「JC共闘」の呼称が正式に用い

られるようになったのは、この78年闘争からであ

る。

金属・化学エネルギー連絡会議が発足

また、1977年９月に、化学エネルギー労協（ICEF

－JAF）が発足したが、同年12月21日、JCとJAF

の三役等が初の会合を持ち、意見交換を行うと共

に、今後、両組織が連携することを確認し、名称

を「金属・化学エネルギー連絡会議」とすること

を決めた。

総合的生活闘争の展開

IMF－JCは、73年闘争時から、「MWS活動」、「生

涯生活ビジョン」実現の活動を賃金闘争と並行し

て展開してきた。しかし、第一次オイルショック

を契機とする資源・環境の制約、経済の安定成長

への移行、高齢化、高学歴化などの社会的条件の

変化にともない、1978年の第17回定期大会では、

「政策・制度要求の重要性・緊急性を再確認する。

IMF－JCは、MWS（高福祉社会）活動、働くも

のの生涯生活ビジョンを基調に『総合的生活闘争』

を推進する」ことを明らかにし、従来方針をさら

に拡大した闘争の展開に意欲を示した。

＜79年闘争＞

経済との整合性を重視
79年闘争では、総合的生活闘争の一環として、

1978年秋に総合的物価対策として、円の購買力パ
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上に、アップ分が上積みされ、1.5から3.5ポイン

トになったことが特徴であった。

＜80年闘争＞

７単産ブリッジ共闘が実現
1980年は自動車生産台数が世界第１位に、粗鋼

生産量も１億1,141万トンで米国を抜いて資本主義

国第１位になった年である。

しかし、一方では、第二次石油ショックの重圧

により、インフレ再燃が危惧され、IMF－JCは対

政府・財界との折衝に昨年以上に力点を置いた。

1979年秋には、日経連の物価特別委員会と懇談

会を持ち、物価問題について日経連と共闘してい

くことを確認したほか、実効ある物価抑制を政府

に対し強力に申し入れた。

賃上げ要求においても、政策課題との結びつき

がいっそう強まり、労働４団体間でも初めて８％

基準で統一が実現した。

一方、それまで総評が取ってきた官民総がらみ

方式が崩れ、IMF－JCを中心とする民間主導の短

期集中決戦方式がいっそう重みを増し、加えて労

働戦線の統一機運を背景に、春闘時における「７

単産ブリッジ共闘」が実現を見るなど、従来の国

民春闘共闘会議、同盟の中央闘争委員会と共に、

ナショナル段階での連絡会議は、多角、重層的に

進行した。

また、80年闘争から、「金属・化学エネルギー

共闘会議」を設置し、いわゆる大産別共闘への足

がかりを作ると共に、賃金闘争のマクロの環境づ

くりを行うべく対政府ならびに日経連、経団連な

ど経営者団体との意見交換の場を定期的に持ちな

がら、要請活動を展開していった。

80年闘争は、①平均賃上げ要求基準は、消費者

物価指数の上昇率プラス生活向上分を基準とし、

８％、13,000円とする、などを骨子とする要求を

決定したが、特に方針では、時短、定年延長など

の制度改善に重点を置き、産別の統一的取り組み

の強化をめざした。

３月に入り、集中回答指定日を４月９日に決め、

４月に入ると、妥結基準を、①実質賃金の維持・

向上を達成する、②各組合は要求獲得に向けて賃

上げ格差の圧縮を図りつつ昨年実績以上を確保す

る、ことを確認した。

４月９日の集中回答指定日には、平均で鉄鋼労

連11,000円、電機労連11,265円、自動車総連11,645

円、造船重機労連8,757円、全金同盟11,420円、全

機金10,862円の回答を引き出し、各産別は逐次解

決に至った。しかし、電機労連の11中闘（関西３

組合を除く）および地闘４組合は、４月10日正午

より12時間スト、以後、時間外拒否、休日出勤拒

否を続け、４月15日までに若干の前進回答を引き

出し収束した。

IMF－JCの80年闘争の結果は、集計対象82組合

加重平均で11,170円、6.7％となった。1979年の消

費者物価指数上昇率は3.6％だったので、要求の

８％には達しなかったが、生活向上分も３％以上

獲得したことになる。

時短統一要求基準の設定

労働時間短縮へIMF－JCとして具体的方針を

持って、本格的に取り組みはじめるきっかけと

なった一つは、1977年10月に行われたIMF第24回

世界大会で『雇用確保・創出のため労働時間短縮

闘争に、従来以上に優先権を与えなければならな

い』ことが決定されたこと、および、1979年８月80年闘争中央総決起集会（1980年４月１日、日比谷）



77

Ⅰ
結
成
前
史
概
略

結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

Ⅲ
最
近
20
年
間
の
活
動
別
歴
史

Ⅳ
I
M
F
創
成
期
か
ら

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
結
成
へ

Ⅱ
結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

間労働、週最高40時間労働）の実現を目指し、

85年までに完全週休２日制と有給休暇の拡大

並びに連続取得方式の確立を実現する。

② 総労働時間の短縮については、（イ）有給休

暇の完全消化と、連続取得方式の確立。（ロ）

超過労働は、当面一人月最高30時間、年で一

人最高200時間の規制。（ハ）超過労働割増率

の大幅引き上げ。（ニ）必要な要員措置。こ

の要求実現に向けて、各組合が闘いを組織す

ることとした。

＜81年闘争＞

初の統一交渉ゾーンを設定
81年闘争は、景気の再下降に伴う企業の経営事

情の悪化と、消費者物価上昇が1980年に８％にな

るなど、実質賃金が目減りして、国家財政の行き

詰まりから行政改革問題もからみ、政治的色彩を

色濃くする中で展開された。

要求は、①９％プラス・アルファ、18,000円を

基準とする、②最低賃金を18歳93,000円以上、25

歳（２人世帯）120,000円以上とする、を骨子とし

た。その外、労働時間短縮、定年延長、総合的物

価対策、その他の諸要求とし、おおむね前年度要

求の拡大、伸長をめざした。

81年闘争では、２年目を迎えた化学エネルギー

労協との共闘も一層強化すると共に、初めて統一

交渉ゾーンを設定して交渉を集中し共闘の相乗効

果を高めた。統一回答日を1981年４月９日に設定

した。

４月９日の回答日には、平均で、電機労連

13,344円、自動車総連13,706円、鉄鋼労連13,500円、

造船重機労連13,500円、全金同盟12,907円、全機

金13,102円の回答を引き出した。IMF－JC戦術委

員会は、「要求あるいは組合員の生活実態から考

えてなお問題は残しているが、極めて厳しい経済

情勢の中で、ほぼ同水準の回答を引き出し、実質

賃金を確保した」と判断し、各単産は自主的方針

に行われたIMF世界時短会議での『労働時問短縮

闘争を世界レベルで展開し、その中核として各国

金属労働者の役割と責任』を明らかにした決議で

ある。IMF－JCはIMF世界時短会議の決議を受け

て1980年闘争から、労働時間短縮要求に『完全週

休二日制の早期実現』等の具体的方針を提起した。

きっかけとなった二つ目は、IMFの時短方針対

応を基本としながらも、段階的取り組みが必要で

あること、IMF－JC加盟組合の労働時間制度の実

態が明らかでないこと、日本が長時間労働と批判

されているが、その比較基準や資料など基礎資料

が不足していることなどが問題となったことに起

因する取り組みである。

IMF－JC加盟組合の実態については『金属産業

の労働時間制度の実態』として調査結果を発表し、

取り組みにあたって参考としてきた。また、国際

比較等の問題に関しては、1981年９－10月にかけ

てIMF－JCとして「ヨーロッパ労働時間制度調査

団」（団長・小野田朝栄IMF－JC事務局次長）を

派遣し、各国の担当スタッフと議論を交わしなが

ら実態把握を行い、その結果を報告書「長時間労

働からの開放から豊かな生活の確立へ」（ヨーロッ

パの労働時間制度）として報告・発表した。この

中で調査団としての討論・総括を行い「労働時間

対策への提言」を行い、①総労働時間短縮への多

面的取り組み、②労働時間短縮・削減への施策、

③交替勤務者への特別の考慮、④要員対策など、

課題と具体化への指標を提起した。このことがそ

の後のIMF－JCの労働時間短縮方針の検討・確立

に引き継がれていった。

IMF－JCは従来、時短の取り組みは賃金政策研

究委員会で検討を進めてきたが、1980年の第19回

定期大会で、経済拡大による雇用機会の創出に加

え、時短問題に対する金属労働者に共通する統一

基準を、中期的展望に立って設定した。IMF－JC

の時短統一要求基準は次の通り。

① IMFの確立した時短要求（週５日、１日８時
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で対処していくことを確認した。

81年闘争の最終集計では、IMF－JC集計対象70

組合の単純平均は13,725円＋α、7.8％＋αになり、

前年度より額で2,376円、率で1.1ポイント上昇し

た。前年度比の消費者物価指数分8.0％にほぼ達し

たと言える。

＜82年闘争＞

１兆円減税要求と共闘強化
82年闘争は、２年続きの実質可処分所得のマイ

ナス、個人消費の伸び悩み、景気の足踏み、輸出

総額も30年ぶりに前年より減少という厳しい経済

実態を踏まえて２〜３月段階は、例年通り政策・

制度要求に対する取り組みが中心だったが、1982

年は特に減税問題に焦点をあて、１兆円減税を政

府に求めた。

具体的要求基準としては、①17,000円または９％

を基準、②労働時間の短縮、③定年延長、④総合

的物価対策、⑤所得減税、不公平税制の是正要求、

⑥賃金以外の諸要求、等をあげた。

IMF－JCは集中決戦を基本として、要求提出の

繰り上げ、二次にわたる統一交渉ゾーンの設定な

ど、従来以上に単産・単組段階を含めた共闘を強

化、相乗効果を高める努力を行った。

集中回答指定日を1982年４月８日とすると共

に、３月29日からの週を第二次統一交渉ゾーンに

設定して、交渉の追い上げを図った。４月２日の

第７回戦術委で「実質賃金および可処分所得の引

き上げを図ることを基調に、昨年実績確保をめざ

す」との確認を行い、各組合は大詰めの交渉に入っ

た。

この間には、IMF－JC、化学エネルギー労協、

82賃闘対策民間労組会議の三組織共催で「82年賃

金闘争勝利中央決起集会」を３月30日に開き、「経

営側の賃上げ抑制に断固反対し、要求貫徹へ不退

転の決意で闘う」との必勝決議を採択した。IMF

－JCはこうした民間労組の中核としての責任と主

導的役割を果たした。

４月８日の回答指定日には、鉄鋼大手に13,100

円、造船重機大手13,100円、自動車のトヨタ13,800

円、 日 産13,550円、 電 機 の 日 立13,158円、 松 下

13,120円などの回答が一斉に提示された。

IMF－JC集計対象69組合の回答は、加重平均で

13,413円＋α、7.2％＋αとなり、実質賃金は向上

した。

賃金以外では、電機労連で労働時間短縮に前進

が見られ、IMF－JCとしての労働時間短縮闘争の

取り組みに、展望が開けたことも今次闘争の一つ

の収穫であった。

「労働時間対策中・長期方針」の決定

1982年の第21回定期大会に「労働時間対策中・

長期方針」を提案、正式に決定した。

その主要なものをとりあげると、当面、金属産

業労働者の年間総実労働時間を2,000時間以下にす

るため、1983年度以降、それぞれの単産・単組で

ねばり強く取り組んでいくと共に、1983年秋、

1985年秋にJC共闘を組織して、①完全週休２日制

を基本として、年間所定労働日を245日または年

間所定労働時間を1,960時間以下とする、②勤続１

年以上有給休暇を最低20日とし、さらに25日へと

拡大に取り組む、③特別休暇の拡充、④超過労働82年闘争ポスター
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84年闘争集中回答日の金属労協事務所（1984年４月11日、八重洲）

また、1983年３月には、IMF－JCとして初の取

り組みである「書記長連絡会議」（集計対象組合

の書記長が出席）を開催し、集中回答指定日に向

けての戦術討議、闘争対策を行う上での交渉展開

のレベル合わせを含め、質的強化を図った。

３月31日には、労組代表者交流集会を開き、要

求貫徹決議を採択。IMF－JC、JAF、および全民

労協共催の83賃闘中央総決起集会では、「賃上げと

減税に関する特別決議」を行い、決意を表明した。

IMF－JCは、その果たすべき役割と責任を自覚

し、集中回答指定日を４月12日とした。４月５日

の第６回戦術委で、「①IMF－JCとして、５％確

保をめざす、②産別自決体制を作りあげておく」

などの確認を行い、最後の追い上げ交渉に入った。

回答は、好不況産業における二極化現象を呈し、

今後のJC共闘での大きな課題を残した。集計対象

72組合加重平均で、8,543円、4.4％であった。

＜84年闘争＞

全民労協も加わり短期集中決戦
米国経済をはじめ先進諸国は、景気回復・拡大

基調にあり、わが国も1984年に入ってから景気は

一段と力強さを増し、闘争をとりまく環境は前年

に比べ好転した。

財界・経営側は相変わらず生産性基準原理をふ

りまわし、前年マイナスアルファの賃上げ抑制姿

勢をもって対応してきた。

規制は月当たり30時間以内、全体平均では年200

時間以内とし、規制を超える場合は、代休制度で、

規制時間を厳守する、⑤超過勤務割増率は、平日

40％以上、休日、深夜50％以上の割増率に、⑥交

替制勤務者は日勤者より短縮、⑦労働基準法改正、

となっている。

時短取り組みについては、83年闘争方針の中で、

時間外労働の割増賃金の改善は春に、制度に関す

る改善は秋に要求することにし、制度改善につい

ては機関会議を開催し、闘争方針を含めてJC共闘

として組織していくことを決めた。

1983年から1984年に積極的に闘いを進め、大体

において週休２日制週40時間制については確立、

または確立の見通しをつけた。

＜83年闘争＞

初の全民労協闘争に協力
1983年は、1980年３月から続いた戦後最長の不

況が終了した年である。1982年後半から1983年に

かけて、世界的なインフレが峠を越し、米国の高

金利政策の是正など、わずかに世界の経済環境は

好転の兆しを見せはじめたが、日本の国内景気は、

内需の停滞に加えて雇用事情など依然として厳し

い環境下にあった。

こうした情勢のもとで、IMF－JCは、平均賃金

の引き上げ要求を７％基準、または13,000円基準

とする。前年度を踏襲して労働時間の短縮、定年

延長をはじめ物価対策、所得税減税を含む不公平

税制の是正、その他の要求を決めた。

83年闘争を進めるに当たって、1982年末に発足

した全民労協が初めて取り組む賃金闘争であるこ

とを考慮して化学エネルギー労協と共に積極的に

協力して、IMF－JC本来の主導的役割を果たして

いくことをめざし、まず前段活動として経営側へ

の共同行動を要請しつつ、１兆円減税を中心とす

る政府申し入れを行うなど、政策・制度要求を強

力に進めた。
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労働側は、民間労働組合のすべての力を結集し、

一致して取り組む体制を作ることを目的に、1983

年11月１日、「84賃闘連絡会」を発足させた。連

絡会は、全民労協、労働４団体で構成され、IMF

－JC、JAF等の大産別共闘が連絡会の必要に応じ

て会議に参加することとした。賃闘連絡会の発足

によって、賃上げの要求基準とその考え方を労働

側の統一見解として確立し、それを基調として各

団体、組織での要求方針を決定することとなった。

IMF－JCは、84年闘争の要求を、①平均賃金の

引き上げ要求は６％基準、または12,000円基準と

する、②35歳標準労働者の最低賃金を18歳105,000

円以上、25歳130,000円とすることを決めた。

84年闘争では、２年目を迎える全民労協の役割

に対する期待感が強まり、全民労協の調整役とし

ての責務も大きなものになった。

IMF－JCは、集中回答日を決めるにあたって、

全民労協などと意見交換を行って決定し、全民労

協もIMF－JCと同じく、集中回答日を４月11日と

し、84年闘争は短期集中決戦となった。

1984年４月11日の回答指定日には、電機労連14

中闘は9,543円、5.0％（単純平均）、自動車総連10

組合は9,734円、4.87％（加重平均）、鉄鋼大手ベ

ア3,200円プラス定昇3,700円、3.11％（加重平均）、

造船重機ベア3,200円プラス定昇3,700円、3.24％（単

純平均）などの回答を引き出した。また全金同盟

18組合は9,253円、4.53％（加重平均）、全機金９

組合9,876円、4.81％（加重平均）の回答が出された。

IMF－JCは、４月11日の戦術委で、①本日引き

出した回答は、各単産が自決体制を強化する中で

最大限の取り組みによって相乗効果を作り出した

結果である、②したがって、各組合は、引き続き交

渉を追い上げ、遅くとも４月月内解決を図ること－

を確認し、４月末までに大勢は終結に向かった。

84年闘争におけるIMF－JC集計対象71組合の加

重 平 均 は8,876円、4.4 ％ で、 額 で は9,000円 台 に

38％の組合が集中し、全体として前年を上回る回

答を引き出した。また、前年に比べて回答状況に

バラツキが小さくなり、全般的に1983年に比べて

分散傾向が圧縮された。

＜85年闘争＞

労働界が一体となり闘争を推進
85年闘争は、輸出の高水準の伸びとそれにとも

なう民間設備投資の好調という外需主導の経済成

長の中、産業・企業のバラツキはあるものの、全

体として企業業績は大幅に改善される中で展開さ

れた。

IMF－JCは85年闘争方針において、①実質賃金、

可処分所得の引き上げを通じ内需拡大をしつつ、

わが国経済を中長期安定軌道に乗せるべきである

こと、②長期にわたった不況の中、立ち遅れた労

働者の生活水準を回復する賃上げを行うべきであ

ると、主張した。

85年闘争においては、「85賃闘連絡会」は、労

働界全体の統一要求基準を「７％」とすると共に、

84年闘争から一歩進めて、労働界が一体となって

闘争を推進するための情報交換、回答、妥結状況

の統一集計などを行い、また、日経連「労働問題

研究委員会報告」に対しても、労働界全体として

の反論を行った。

85年闘争ポスター
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連続して開催し、「①金属労協として要求に盛り

込んだ実質賃金の引き上げを実現する、②IMF－

JC各単産の獲得実績が社会的賃金水準引き上げに

寄与し、実質生活向上が可能となる賃上げを確保

する、③JC共闘強化のもとで産別自決による相乗

効果を高め、全体として格差圧縮が図られるよう

努力する」との戦術方針を決定した。

IMF－JC集計対象72組合の回答は、10,491円、

5.02％となり、前年に比べ、1,610円、0.64ポイン

トの増となった。

「時短共闘対策会議」の設置

1985年は、「労働時間短縮中・長期方針」の当

面の中期到達年にあたった。

IMF－JCは、IMF（国際金属労連）が、1979年

に東京で世界時短会議を開催し、「週最高40時間

労働の世界的な導入」および「週35時間制の要求

を提出している国では早急にこの要求の実現」と

いう方針を打ち出したことを受け、1982年第21回

定期大会において「労働時間短縮中・長期方針」

を策定した。

方針の具体化のため、1983年秋に引き続き、

1985年にJC時短共闘を組織し、1985年時短共闘方

針を1984年12月の第27回協議委員会で決定した。

方針では、各単産・単組が、要求水準に達するまで、

要求として取り上げることを原則とする「統一要

求基準」と、各単産・単組の実態を踏まえて、目

標達成に向けて努力していくこととする「共通目

標基準」を決定した。統一要求基準としては、①

完全週休２日制を基本として、年間所定労働日を

245日以下、または年間所定労働時間を1960時間

以下にする、②年次有給休暇は、勤続１年以上の

年間付与日数を最大20日とし、さらに25日への拡

大および消化促進、③超過労働規制の強化、④超

過労働割増率の引き上げ、を設定した。また、各

産別書記長による「時短共闘対策会議」を設置し

取り組みを行った。

IMF－JCは、85年闘争の要求を、①平均賃金の

引き上げ要求は、７％基準、14,000円基準とする、

②超過労働割増率の要求基準として、平日40％以

上、休日50％以上、深夜50％以上とすること、と

した。

その他、60歳定年制の完全実現、一時金、労災

補償、法定最低賃金水準の引き上げと拡充等につ

いて要求を設定した。

IMF－JCは、85年闘争の準備・強化活動として、

組織化シンポジウム・拡大賃金担当者研修会、中

央討論集会、単産・単組書記長交流集会、労組代

表者交流集会を開催し、闘争をとりまく情勢分析

を行うと共に、各産別代表によるパネルディス

カッション等を行い、相互理解を図った。

1980年に発足した化学エネルギー労協との共闘

会議（JC・JAF共闘）では、賃上げの環境づくり

として、1984年11〜12月と1985年３月に、日経連、

経団連との懇談会を開催し意見を交換した。さら

に、日経連「労働問題研究委員会報告」に対しても、

JC・JAF共闘として反論をまとめた。その中で、

バラツキがある現在の好況を、外需主導でなく、

個人消費を中心とした内需を拡大することによっ

て全産業に波及させるため、働く者の収入を増や

すと共に余暇時間の拡大が必要であることを主張

した。

また、政府に対しても、1985年３月に経済運営、

物価対策、減税、雇用対策、高齢化対策、労働時

間短縮など、総合的生活闘争における政策・制度

の申し入れを行った。

85年闘争では、集中決戦方式を中心とする梯団

方式を取る方向となったため、IMF－JCの集中回

答日が従来に増して関心を集めることとなった。

IMF－JCは、全民労協、JAFと連携しつつ、３月

13日の第３回戦術委員会で、集中回答日を４月10

日と決定し、先行組合は４月５日までに回答引き

出しを図ることとした。

IMF－JCは、４月４日、５日と、戦術委員会を
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＜86年闘争＞

円高デフレの中、内需拡大の闘い
86年闘争は、1985年９月に開催されたG5（先進

５カ国蔵相・中央銀行総裁会議）で合意された為

替協調介入による急激な円高がわが国経済を直撃

し、いわゆる円高デフレに陥った中で取り組まれ

た。

労働側は、要求基準策定にあたって、通商摩擦、

円高進行、経済の先行き不安という情勢を踏まえ、

外需主導経済から内外需均衡経済への転換と、そ

れを実現するための賃上げという位置づけを持っ

て理論構築を行った。

要求基準策定にあたっては、賃闘連絡会、全民

労協、労働４団体の要求基準づくりが先行するの

を避け、産別、単組の討議を先行させるという考

えから、金属労協においても12月の第28回協議委

員会では要求基準の基本的考え方を提示するにと

どめ、12月23日に開催した第２回戦術委員会で具

体的要求基準を決定した。

平均賃金の引き上げ要求は、「７％基準、または、

14,000円基準」とした。

時間短縮は、85年時短共闘を組織し取り組みを

進めていたが、超過労働割増率の引き上げは賃金

要求と共に取り組む事項として、①平日40％以上、

②休日50％以上、③深夜50％以上、とするとの要

求基準とした。

その他には、60歳定年制の完全実現、一時金、

退職金、労災補償、法定最低賃金水準の引き上げ

と拡充、男女雇用機会均等法に伴う差別撤廃に向

けての要求を行うこととした。

JC・JAF共闘では、日経連、経団連との懇談会

を1985年11月に開催し、意見を交換した。

また、金属労協として、「日経連・労働問題研

究委員会報告に対する反論」を発表し、内需拡大

による安定成長軌道への回復のため、賃上げ、労

働時間短縮による個人消費の拡大の必要を強く主

張した。

拡大賃金担当者研修会・組織化シンポジウム、

中央討論集会、単産・単組書記長交流集会を開催

すると共に、重要段階においては労組代表者交流

集会を開催し、情勢把握と相互理解を図ると共に、

体制強化を図った。

３月段階の取り組みでは、JC共闘としての要求

提出時期の統一、産別交渉、単組団体交渉の同一

歩調、二次にわたる統一交渉ゾーンの設定など、

産別自決体制の強化とJC共闘の相乗効果に向けて

の闘争戦術を整えた。

85年闘争に引き続き、86年闘争においても集中

回答日を早期に決定することとし、1986年１月９

日の第３回戦術委員会において４月第２週と枠を

定め、２月26日の第４回戦術委員会で４月９日と

確定した。

４月２〜３日の第８回戦術委員会では、集中回

答日に向け、「産別自決体制強化のもとで、昨年

実績確保をめざしつつ、IMF－JC全体として相互

に努力し合い、最低でも実質生活の向上を果たす

賃上げとする。」との確認を行った。

その結果、IMF－JC集計対象組合70組合で、

8,987円、4.15％となり、昨年実績に比べ1,540円、0.79

ポイントの減となった。86年闘争より開始した全

体集計1,548組合（約174万人）では、8,829円、4.29％

という結果となった。ここ数年来、労働界全体の

結果とIMF－JCの結果がほとんど同水準だった

が、円高の影響が金属産業に強く現われた結果、

86年闘争集中回答日の金属労協事務所（1986年４月９日、八重洲）
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が低い状況のもとでは、大部分の産業別最低賃金

は廃止されている事態に直面することとなったの

である。とりわけ金属産業・業種関係である、電

機機械器具関係や精密機械器具関係、金属製品関

係など早急な取り組みが必要となった。

そこで関係する産別組織が先行して新産業別最

低賃金として残すための取り組みを進め、次の段

階で鉄鋼産業や輸送用機械器具などの、関係する

産別組織を加えて、金属労協を中心とした金属産

業関係の「新産業別最低賃金」への取り組み体制

を確立し、それぞれの取り組みを強化していった

のである。最低賃金だけでなく、自らの産業に係

わる諸問題を、それぞれの産別組織が責任を持っ

て対処するという、共通の認識のもとに討論を重

ねながら具体化を図ってきた。

その結果が、新産業別最低賃金の全件数のうち

60％強が、金属産業関係の件数となっており、そ

の取り組み経過でも他の産別組織の取り組みに影

響を与えていた。

85年時短共闘の結果は厳しさが浮き彫りに

85年時短共闘は、83年時短共闘の延長線上にあ

るものと位置づけ、要求、闘争推進については、

幅を持って対処した。また、時短闘争については

JAFと共闘を組んで進めることとした。

85年時短闘争の結果は、所定労働時間の短縮、

年次有給休暇の付与日数増、年休一斉取得の新設、

交替勤務者の時短等のほか、鉄鋼労連大手労組で

「研究、話し合いの場を設置する」との回答があっ

たが、要求から見れば不十分なものであり、時短

闘争の厳しさが改めて浮き彫りになった。

1986年１月に「JC時短共闘対策委員会としての

85年時短共闘に対するまとめと今後の取り組み」

を確認し、85年JC時短共闘としてのとりまとめを

行った。

労働時間短縮を実現するための世論喚起の活動

として、1986年５月に、「IMF－JC時短シンポジ

ウム」を開催した。そして、「①年間総実労働時

全体の回答結果10,146円、4.55％（労働省調査）

に比べても下回ることとなった。

86年闘争では、第三次産業等共闘、機械金属共

闘など新しい共闘組織の発足が目立った。また、

金属労協としても賃金闘争における全民労協の役

割が増大するという考え方に立ち、加盟単産を通

じて全民労協の場での体制づくりに協力し、連携

を強化してきた。

最低賃金への取り組みの強化

中央最低賃金審議会は、1986年２月14日、1981

年答申に基づき、「現行産業別最低賃金の廃止お

よび新産業別最低賃金への転換等について」を答

申した。これにより、団体交渉を補完するために、

従来の行政主導から関係労使のイニシアチブによ

る基幹的労働者の最賃設定が行われることとなっ

た。

従来、「金属４単産最賃連絡会議」（電機労連、

全金同盟、全機金、全国金属）で進められてきた、

この「60年問題」への対応について、1985年９月、

金属労協、自動車総連、鉄鋼労連、造船重機労連

に対し、参加・協力要請が行われた。これに対応し、

金属労協は「60年問題」を含む法定最賃への取り

組みの一つとして参加・協力することにした。

金属４単産最賃連絡会議は、上記３単産を加え

1986年１月10日に「機械金属関係単産最賃連絡会

議（略称：金属最賃会議）」として発足した。

いわゆる60年（昭和）問題と言われる、新産業

別最低賃金の取り組みが具体化する中で、わが国

の基幹産業の集まりである金属労協が無関心でい

ることは出来ない状況となってきた。それは、法

定産業別最低賃金の設定・決定方式が変わったこ

とである。新しい産業別最低賃金の設定・金額改

正などについて、関係する産業・業種の労働側ま

たは使用者側からの申し出（一定の条件を満たし

て）によって行われることになったのである。

このことは、産業別レベルでの労使関係が確立

されているのが少ない事情や、労働組合の組織率
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間の短縮、②連続休暇（ゴールデンウィーク、年末・

年始、夏期休暇の三大連休）の定着、③所定外労

働時間の規制、④年次有給休暇の消化促進、など

を柱とした法律面での改善を含む諸活動を展開す

ること」を、政府ならびに経営側に対して強くア

ピールした。

＜87年闘争＞

円高危機突破と雇用確保の闘い
87年闘争は、完全失業率が、1986年度平均で2.8％

と戦後最悪となるなど、雇用情勢が悪化し、製造

業各企業において、生産離れと共に円高の進行に

ともなう海外進出が進められつつあり、いわゆる

産業の空洞化が、現実的な危険性を帯び、雇用の

吸収が重大な課題となる中で取り組まれた。

特に製造業における雇用問題は深刻であり、従

来から構造的な問題を抱えていた鉄鋼産業、造船

産業では、出向、早期退職勧奨、定年延長の一時

凍結、臨時休業など大がかりな合理化・人員削減

が行われ、深刻な雇用問題が発生した。電機、自

動車産業でも、時間外規制、パート・臨時工の削

減などが行われた。

こうした情勢の中で、労働側は、個人消費を中

心とした内需拡大を実現することこそが、景気を

回復させてわが国経済を安定した発展軌道に導

き、国民生活を向上させ、あわせて、諸外国との

国際協調を実現する道であるという認識のもと取

り組みを進めた。

87年闘争の要求策定にあたっては、産業間、地

域間での好・不況のバラツキ、雇用危機の進行な

どかつてない状況下の闘いになるという認識か

ら、1986年12月、87賃金闘争連絡会は、賃金闘争

の要求目標を「６％もしくはそれ以上」という弾

力性あるものにし決定した。

金属労協においても、要求設定には従来にも増

して慎重な討議が必要とされることから、学識経

験者から賃金政策委員会を中心に意見聴取を行

い、闘争推進案の策定に際し参考とした。また、

従来要求基準決定後の１月に開催していた中央討

論集会を、1986年12月上旬に開催し、要求目標決

定に向けて意思結集を行った。

1986年12月23日開催の協議委員会では、要求の

基本的な考え方を示すのみとし、1987年１月９日

に開催した第２回戦術委員会で要求を決定した

が、産業間・企業規模間のバラツキが拡大し、画

一的・統一的要求をすることが難しい状況のため、

要求基準とせず、要求目標とした。

また、雇用確保を重点課題と位置づけると共に、

実質生活の維持・向上の立場から、物価、税制に

ついても強力に取り組むこととした。

賃金引き上げについては、「平均賃金の引き上

げについては、置かれている情勢を踏まえ、実質

生活の維持・向上をめざし、各単産・単組におい

て設定する」こととした。

労働時間短縮については、通年闘争として位置

づけ、87年闘争においては、①年次有給休暇など

の付与日数の拡大および取得促進、②超過（時間

外）労働規制の強化、③超過（時間外）労働割増

率の引き上げの３項目について、各単産・単組の

状況にあわせて具体化を図ることとした。

労働条件向上のための要求として、一時金、退

職金・企業年金、労災補償、法定最低賃金水準の

引き上げと拡充についても要求基準を確認した。

87年闘争の取り組みは、当初より困難が予想さ

れたため、従来以上に闘争強化のための取り組み

の充実に努めた。

円高危機突破シンポジウム等の開催

87年闘争の環境づくりの取り組みとしては、組

織内議員による「金属議員懇談会」の開催、「円

高危機突破シンポジウム」の開催、「円高影響調

査」、「円高危機解消のための諸施策の実施に関す

る要請書」を内閣総理大臣に提出、省庁、財界、

各党に対し産業構造、雇用対策の関連法案の早期

成立を要望するなど、精力的な活動を行った。
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＜88年闘争＞

「生活の国際化」掲げ三位一体の闘い
1987年に入って以降わが国経済は、景気回復、

拡大過程に入った。金属産業の企業収益も好転し、

1987年度は、電機、自動車は２ケタ以上の増益と

なり、鉄鋼が黒字転換し、1988年度には、造船重

機も業績好転が予測されることとなった。

1987年11月、民間労働組合の統一母体としての

連合（民間連合）が発足した。

連合は、賃金闘争、労働時間短縮闘争について

は、加盟組織の責任と連合の調整、政策・制度改

善闘争については、連合の責任と加盟組織の参加、

という役割分担を闘いの進め方の基本として明確

にした。

連合は「88春季総合生活改善への取り組み」で、

賃金要求のガイドゾーンを６〜７％程度とするこ

とを決定し、賃金闘争の戦術配置として、JC共闘、

第３次産業別闘争など主力組合の調整を行い、最

大の山場を４月７日を中心として４月第２週に総

力を結集して、要求貫徹をめざすこととした。

総合的生活闘争として取り組む

金属労協は、金属産業各社が業績を好転させる

一方、勤労者の生活が取り残されているという状

況のなかで、「生活の国際化」を掲げ、所得の向上、

労働時間の短縮、生活環境の向上の三位一体と

なった向上をめざして、総合的生活闘争として取

り組むこととした。

従来、金属労協は、賃上げ要求の根拠の一つで

ある物価について、過年度物価上昇率を用いてき

たが、88年闘争では、その適否を整理し、物価の

とらえ方を総合的に判断し、賃上げの中で生活低

下を補う物価上昇補填分として１％程度とみなす

こととした。

具体的要求基準は、1987年12月23日の第30回協

議委員会で決定した。

賃金引き上げについては、「平均賃金の引き上

げは、６％程度を目標とし、構造的な問題を抱え

1987年１月には、日経連「労働問題研究委員会

報告」に対し、①今回の円高は、わが国とアメリ

カの生産コストの差、中でも労働コストの差が原

因の一つであること、②あまりにも過度に輸出に

依存した体制が危機を招いたのであり、企業がそ

の経営基盤を内需に向けてシフトできるような環

境づくりが必要であること、③労働時間短縮が生

産性向上や内需拡大を促すと同時に、生産性向上

の成果、いわば経済発展の成果の一部である、こ

とを主張した。

1987年３月には、単産・単組書記長交流集会を

開催し、「87年闘争の推進で雇用確保、労働・生

活条件の維持向上の実現を」と題した全加盟組合

に対する要請書を発表し、さらに労組代表者交流

集会を開催し共闘強化を図った。

集中回答日は、４月第２週を前提として取り組

みを進めた金属労協およびJAFなどと、統一地方

選とのからみで第３週を主張する第三次産業共闘

の一部との間で調整が生じたが、全民労協が４月

第２週を山場とすることを確認し、金属労協が４

月８日を集中回答日とし、第三次産業共闘の有力

組合も４月８、９日に回答を引き出した。

集計対象71組合平均の結果は6,625円、3.0％、

昨年と比べ、金額で2,318円減、率で1.1ポイント

減となった。また、1,538組合（176万人）を対象

とする全体集計では、6,475円、3.1％となった。

新たに「金属労協労働時間対策指針」決定

金属労協は、1982年に「労働時間対策中・長期

方針」を策定し、それに基づき1983年、1985年と

時短共闘を組織し、取り組みを進めたが、十分な

成果を確保したとは言えなかった。そこで、1986

年９月の第25回定期大会において「金属労協労働

時間対策指針」を新たに決定し、改めて長期目標

を再確認した上で金属労協としての労働時間短縮

の取り組みを展開することとした。
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る単産・単組においてもこの目標を勘案する中で、

総合的に判断し最大限努力する」こととした。

また、一時金、企業福祉の拡充についても取り

組むこととし、労働時間短縮については、「第二

次JC労働時間対策指針」に基づき、取り組みを進

めることとした。

政策・制度については、連合の方針に沿って、

加盟単産を通じて積極的に協力していくこととし

たが、金属産業に働く労働者として、特に雇用の

安定・確保、新物価体系の確立、法定最低賃金水

準の引き上げと拡充について要求をとりまとめた。

各単産・単組は、これに沿って要求決定・提出

を行い、金属労協集計対象組合では、３年ぶりに

全組合でベースアップ要求を行うことができた。

闘争前段の取り組みとして、1987年10月23日に

「第１回生活の国際化シンポジウム」を開催し、

為替差益の還元を組み込んだ新しい物価体系の構

築、直間比率の見直し、地価の引き下げの実現、

労働分配率への配慮、労働時間短縮等について、

アピールした。

また、欧米８都市に派遣されている金属労協加

盟組合の日本人駐在員を対象に、「小売価格調査」、

「駐在員の目から見た現地の平均的勤労者の暮ら

し向き・生活環境についての調査」を行い、「生

活の国際比較調査」としてとりまとめた。

JC・JAF共闘の取り組みとしては、日経連、経

団連との懇談会を行うと共に、情報交換、意思統

一を行い、一定の成果をあげた。

日経連は、1988年１月20日、「労働問題研究委

員会報告」を発表した。これに対し、金属労協は、

輸出関連産業の代表としての金属産業の立場か

ら、①賃金引き上げ、物価水準の引き下げ、減税

によって国民購買力を増強させ、企業が国内市場

を重視した経営に転換できるようにするべきであ

り、円高で名目賃金水準が高くなったから賃金を

抑制すべしという主張はナンセンスである、②年

間総実労働時間1,800時間は、無条件に達成しなけ

ればならない基準であって、コスト問題に触れる

までもないことである、など、特に国際競争力を

めぐる問題、企業理念の問題を中心に、見解をと

りまとめ発表した。

単産・単組書記長交流集会では、「生活の国際

化を実現して勤労者生活の向上、経済の安定成長、

国際協調を達成しよう」と題する「88年闘争団体

交渉にあたって全加盟組合に対する要請」を発表

すると共に、「生活の国際比較調査」を発表した。

さらに、２月25日の戦術委員会では、より一層の

結束を固め、さらに強力な団体交渉を展開するよ

う、加盟組合に対し「88年闘争緊急アピール」を

発表し、不退転の決意を示した。

交渉大詰めの４月１日の戦術委員会では、「産

別自決体制強化のもとで、要求引き上げの主旨を

踏まえて回答を引き出し、最低でも実質賃金の維

持をはかり、さらに生活向上を実現する賃上げを、

積極的に確保する」ことを、４月７日の集中回答

日に向け確認した。

この結果、集計対象組合75組合の平均は、8,804

円、3.9％となり、前年実績と比べ、2,161円、0.9

ポイント増となった。また、５月20日の全体集計

（1,563組合、173万人）では、8,662円、4.0％となっ

た。

第２次労働時間対策指針での取り組み

労働時間短縮は、「第２次JC労働時間対策指針」

にもとづいて取り組みを行った。金属労協は、

1986年に「JC労働時間対策指針」を策定している。

しかし、政府が、1987年に前川リポート、1988年

に新前川リポートを発表し、この中で年間総実労

働時間1,800時間の目標が提示され、さらに、これ

に基づき経済運営５カ年計画、労働省の労働時間

短縮推進計画が策定され、労働基準法が改正され

るなど労働時間をとりまく環境が変化した。金属

労協は、1987年12月の第30回協議委員会において

年間総実労働時間1,800時間程度をめざす「第２次

労働時間対策指針」を決定した。
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求人が上回る状況となり、一部の産業では人手不

足が深刻化した。

89年闘争では、連合が部門連絡会の役割を強化

することとしたため、ここ数年組織された第三次

産業共闘は組織せず、それぞれの部門連絡会での

闘いを展開した。金属部門連絡会は、９月に合同

部門連絡会代表者会議を開催し、その後、書記長・

事務局長構成による企画会議や時短担当者会議を

開催すると共に、３月に89年春季生活闘争「金属

部門連絡会」交流集会を開催するなど積極的に取

り組みを展開した。金属労協は、連合の他の部門

の動向も踏まえ、当面は金属労協の闘争行事と連

合の闘争行事は並行して行い、金属労協としては

引き続き連合に協力をしていくこととした。また、

ICEF－JAF（化学エネルギー労協）との共闘は、

連合内での論議を踏まえて、89年度以降は連絡会

議として位置づけ、闘争の重要時点において事務

局会議を開催するなどの活動を行った。

連合は、賃金闘争の要求目標を、６〜７％のゾー

ンとし、７％程度を中心とすることとした。闘争

の山場は、主要単産と調整の上、４月６日から11

日とした。

金属労協は、数年間、統一的な要求基準を設定

することができず、単産・単組に要求を一任して

きた。しかし、89年闘争では、景気拡大と企業業

績の大幅な改善が見込まれる状況から、３年ぶり

に全単産が統一的に取り組む金属労協の要求基準

を設定することができた。

具体的要求基準は、12月26日の協議委員会で決

定した。平均賃金の引き上げは、６〜７％とした。

また、89年度が、法定新産業別最低賃金の転換年

であることから、各単産・単組が最低賃金の協定

化を含めて要求を行った。

「時短５カ年計画」の決定

労働時間短縮に関しては、「第２次金属労協労

働時間対策指針」をより具体化するため、1988年

９月の定期大会で、「年間総実労働時間1,800時間

「第２次指針」では、年間総実労働時間を1,800

時間程度にするため、完全週休２日制の実施を基

本とする、祝日と週休日が重複した場合、振替休

日を設ける、勤続１年以上の年休付与日数を最低

20日、さらに25日に拡大する、超過労働規制を個

人30時間以内、全体平均年120時間以内とする、

超過労働割増率を平日40％以上、休日・深夜50％

以上に引き上げる、などを具体的目標のポイント

とした。

1987年秋、1988年秋と、各単産では労働時間短

縮の取り組みを行った。鉄鋼労連が1989年度から

の時短実施に向けて具体的な労使検討委員会を設

置したのをはじめ、一部の単産・単組で休日増な

ど時短についての前進回答を引き出した。

また、1988年４月に、労働基準法改正が施行さ

れることから、1987年11月に「労働基準法改正に

伴う諸施策に関する要請」を労働基準局長に対し

行った。その中で、週40時間労働制の早期実現、

変形労働時間制の制限強化、年次有給休暇の付与

日数の拡大・取得促進について施行後の指導監視

強化を、また、年次有給休暇の付与日数の拡大・

完全取得の促進、所定外労働時間の削減、超過労

働割増率の引き上げについて労働基準法の３年以

内の再改正の実現を要請した。さらに、1988年３

月に「労働基準法改正の施行にあたっての金属労

協各単産の方針」をとりまとめた。

＜89年闘争＞

賃上げと時短の二本柱の闘い
89年闘争は、1987年度以降、内需主導の拡大局

面に入った日本経済が、依然として高水準で推移

し、企業収益も大幅に改善され、1988年度の経常

利益は、電機、自動車、鉄鋼、工作・産業機械産

業などでは２ケタ以上の増益となる中で取り組ん

だ。

雇用情勢も回復し、1989年２月には完全失業率

が2.3％となり、有効求人倍率も1.1倍と求職より



JCM50年史88

に向けての５カ年計画」を決定した。「時短５カ

年計画」では、年間総実労働時間の現状を2,126時

間と把握した上で、年平均60時間程度短縮し、

1993年度に年間総実労働時間1,800時間の達成を目

標 に す る こ と と し た。 ま た、1989年、1991年、

1993年を時短強化年として、春を中心として本格

的に取り組むこととした。取り組み項目は、単産・

単組の実情に即して設定し、金属労協としての特

別強化項目を「年間所定労働時間または年間所定

労働日の短縮とする」とした。

1989年が「金属労協時短５カ年計画」の初年度

となることから、10月に、労働時間短縮を通じた

ゆとりの創出をテーマとした第２回生活の国際化

シンポジウムを開催した。

日経連の発表した「労働問題研究委員会報告」

に対して、金属労協は金属産業に働く者の立場か

ら、国際競争力と賃金引き上げ、時間短縮と賃金

パッケージ論、物価水準の引き下げに問題を絞り、

見解を明らかにした。

また、1989年２月28日の中央闘争委員会では、

「適正な賃上げと時短の実現で、勤労者生活の向

上を図り、わが国経済のひずみを正そう」との主

旨で、「89年闘争の本格的団体交渉を迎えてのア

ピール」を発表した。さらに、３月24日に労組代

表者交流集会を開催し、生活の国際化に向けた89

年闘争への決意をアピールした。

1989年４月６日の集中回答日を前に、３月31日

の戦術委員会において、「産別自決体制強化のも

とで、JC共闘としての相乗効果を図り、要求主旨

を踏まえて回答を引き出し、生活向上を実現する

賃金引き上げと時間短縮を確保する。また、今次

闘争の課題でもある格差縮小についても、その実

現を図る。」との確認を行い、最後の追い上げを

図ることとした。

金 属 労 協 集 計 対 象75組 合 の 賃 上 げ 平 均 は、

11,225円、4.80％となり、昨年実績の2,421円、0.92

ポイントの増となった。1,625組合、171万人を対

象とした全体集計では、10,969円、4.93％となった。

賃金引き上げと同時に引き出した時短の回答

は、所定労働時間の短縮や年次有給休暇の拡大、

時短に向けての労使検討委員会の設置など制度と

運用両面での前進が見られた。

金属最賃会議の発足

1989年は、新産業別最低賃金にとっても重要な

年であった。法定産業別最低賃金は、1989年度に

新産業別最賃に転換しなければ、地域別最賃の適

用がなされるため、金属労協としても、機械・金

属関係の新産業別最賃の確立に向けて取り組みを

強化することを確認してきた。1986年に、従来の

「金属４単産最賃連絡会議」を拡大し、金属関係

８単産と金属労協で金属産業としてより幅広い取

り組みを行うこととした。この連絡会議を発展・

継承させ、事務局の設置など組織の整備強化を図

るため、1989年３月７日に第１回総会を開催し「機

械金属関係単産最賃連絡会議（略称：金属最賃会

議）」として新たに事務局を金属労協内に置いて

活動を進めることとした。また、この金属最賃会

議の確認に基づき、金属労協として、日経連、全

国中小企業団体中央会、日商の３団体に対して、

新産業別最賃の転換に向けた理解と協力を要請す

る申し入れを行った。

年金問題についても取り組みを行った。

金属労協傘下の税制適格年金、厚生年金基金導

入労組のうち、27組合について、企業年金の導入

形態、給付内容及び、退職にまつわる諸問題につ

いて調査を行い、「企業年金等調査」としてまと

めた。

＜90年闘争＞

連合の官民統一後の初闘争
90年闘争は、1986年11月を底とした息の長い景

気拡大により、企業体質も一段と強化された中で

の取り組みとなった。

89年闘争の課題であった「規模間格差の縮小」
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に「90年闘争の本格的団体交渉を迎えてのアピー

ル」の発表、３月には労組代表者交流集会を開催

するなど切れ目のない活動を展開した。

日経連の「労働問題研究委員会報告」に対し、

金属産業に働く者の立場から、「わが国の労働分

配率が、国際的に見て低位にあることや、下降傾

向を示していることなどから、その引き上げを

行っていくことは当然」、「適正な賃上げによって

個人消費を支えなければ、外需依存型の経済に逆

戻りするか、景気後退をするしかない」、「日経連

の主張（賃金と時短はパッケージで考えるべき）

は、時短の持つ生産性向上効果を全く考慮しない

ものであり、国際公正労働基準の上からも、着実

に時短の前進を図っていくべき」である、との見

解を明らかにした。

３月30日の第６回戦術委員会において、前段グ

ループが前日までに引き出した回答も踏まえて、

４月４日の集中回答日に向けて「集中回答日には、

JC共闘として要求水準をそろえた意義と、わが国

の賃金決定機構において相場形成の役割を担う立

場とを踏まえ、組合員の生活向上と今次闘争の課

題である『魅力ある製造業づくりと格差の縮小』

のため、全力を傾注する」との確認を行った。

金属労協集計対象82組合の賃上げ結果は、13,946

円、5.77％となり、89年闘争の結果と比べ2,646円、

0.95ポイントの増となった。2,495組合（190万人）

を対象とした全体集計では、13,610円、5.85％となっ

た。

労働時間の短縮は、休日増、年休付与日数増、

リフレッシュ休暇の新設、年休３日連続取得の制

度化など、制度運用面での前進の他、鉄鋼労連で

労使研究委員会の設置など今後の労働時間短縮に

つながる回答があった。

また、電機労連が育児休業制度の導入を一斉に

要求し、獲得した。

90年闘争終了後、金属労協傘下の多くの組合で

賃金制度の改定が行われていること、および賃金

に加えて、理工系学生や若年労働者の製造業離れ

を解決すべく製造業とりわけ金属産業のイメージ

アップや、労働条件の引き上げと労働環境の改善

などによる「魅力ある製造業づくり」が、90年闘

争における重要課題となった。

90年闘争は、連合の官民統一後の初闘争となっ

た。連合は要求目標を「８〜９％を中心」とし、

90年闘争の最大の山場を1990年４月４〜５日に設

定した。さらに、闘争の重要段階である３月中旬

以降、数回にわたる調整会議を開催するなど、闘

争の成功に向けた調整に最大の努力を図ると共

に、各種集会や街頭行動などによる世論形成に努

めた。

金属労協は、連合の官民統一後初の闘争の成功

に向けて、産別を通じて連合の諸活動に積極的に

参加すると共に、連合金属部門連絡会に参画した。

要求基準策定にあたっては、「ゆとりある豊か

な生活」の実現をめざして、賃金引き上げ、労働

時間短縮、政策・制度の改善を三位一体とする闘

争を推進することを基本とし、1989年12月11日の

第32回協議委員会で、闘争方針を決定した。

平均賃金引き上げの具体的要求基準は、「８％

基準」とした。労働時間の短縮については、年間

総実労働時間2,000時間以下を実現する立場で、年

間所定労働時間1,960時間の達成と年次有給休暇の

付与日数の増を中心にしながら、具体的には、単

産・単組で決定した。また、通年闘争として、所

定外労働時間の削減や年次有給休暇の取得率向上

の取り組みを強化することとした。

生活の国際化シンポジウムひらく

90年闘争の環境づくりとして、1989年11月に新

物価体系の構築をテーマに「生活の国際化シンポ

ジウム」の開催、労働省・通産省・経済企画庁へ

の申し入れ、経団連、日経連との懇談、労働時間

で見た賃金購買力の国際比較のレポート提起など

の取り組みを行った。

また、1990年１月に中央討論集会を開催、２月
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体系の相互理解を図ることを目的として、1990年

６月15日、「賃金担当者研修会」を開催した。

＜91年闘争＞

湾岸危機と調整局面での闘い
91年闘争は、日本経済が景気拡大過程から、調

整局面への転換点を迎える一方、1990年８月に始

まった湾岸危機が1991年１月に戦争へと拡大し、

世界経済、日本経済へ及ぼす影響について危機感

が広がる中での取り組みとなった。

また、土地・住宅問題をはじめとした資産格差

の拡大、欧米に比べ大きな差がある長い労働時間、

勤労者の製造業離れの解決が、91年闘争の重要課

題となった。

連合は、賃上げの要求目標を「８〜９％中心」

とし、「全構成組織が93年度年間総実労働時間1,800

時間の達成に向けて、目に見える具体的成果を引

き出すこと」を決定した。1991年２月14日の第１

回闘争委員会において91年闘争の最大の山場を４

月第１週３、４日と第２週９、12日に設定した。さ

らに、各種集会や街頭行動などによる世論形成に

努めた。

金属労協では、1990年９月の第29回定期大会に

おいて、全電線、非鉄金属労連が加盟し、名実共

に金属大産別となり、連合金属部門を代表する取

り組みとなった。

金属労協は、1990年12月３日に開催した第33回

協議委員会で「ゆとりある豊かな生活」と「魅力

ある製造業づくり」の実現をめざして90年闘争方

針を決定した。

平均賃金引き上げの具体的要求基準は、８％基

準とした。

労働時間の短縮については、「JC時短５カ年計

画」強化年として、「①年間総実労働時間1,800時

間の早期実現に向け、労使話し合いの場を設置す

る、②休日増、所定外労働時間の削減、年次有給

休暇の付与日数増を中心にしながら、年間総実労

働時間の60時間以上の短縮を図る」との、要求基

準を決定した。

その他、従来の高齢者雇用の促進および退職後

の生活安定のための要求に加え、育児・介護休業

制度の導入や、円高不況により労働条件面におい

て後退を余儀なくされた福利厚生や職場環境の改

善にも積極的に取り組んでいくこととした。

政策・制度要求は、具体的行動として、「生活

の国際化シンポジウム」を開催し、土地・住宅問

題について理解を深める一方、労働省、通産省、

経済企画庁、経団連、日経連に対し、懇談・要請

活動を行うなどの取り組みを行った。

金属労協は、従前より、社会的横断性を持たせ

た賃金決定が望ましいとして、標準労働者による

賃金引き上げの取り組みを強化してきた。91年闘

争においては、これまでの活動を一歩進めるため、

1990年11月に拡大賃金担当者研修会を開催し、「賃

金体系と処遇」調査結果を発表すると共に、各組

合の賃金体系等について相互理解を図った。

さらに、闘争時の集計は、従来平均賃金を中心

としてきたが、91年闘争以降、集計対象組合の個

別賃金要求・回答の集約を行うこととし、個別賃

金決定の強化を図った。

日経連は、「労働問題研究委員会報告」を1991

年１月に発表したが、これに対し、金属労協は「わ

が国経済の安定成長の持続には、個人消費の回復

が重要である。そのためには、安定的な所得であ

る所定内給与を引き上げることが重要である」、

「賃上げにまさるとも劣らない精力と気迫を傾注

して、年間総実労働時間1,800時間実現への取り組

みを行っていく。また、必要な法制化措置につい

ては、積極的に働きかけを行っていく」などの見

解をまとめた。

さらに、湾岸戦争勃発後、経営側が経済の先行

き不安をことさら強調し、賃金抑制姿勢を強めて

いることに対し、金属労協は、２月に「91年闘争

の本格的交渉段階をむかえてのアピール」を発表
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ての同時要求、同時回答の実現、２段階交渉の定

着をめざした。造船重機労連でも、賃上げと一時

金の同時一括決定が達成された。ゼンキン連合、

金属機械でも、年間総賃金の安定が重要との認識

のもと、春に年間総賃金を決定できるように取り組

んだ。

＜92年闘争＞

バブル崩壊後の時短共闘を強化
92年闘争は、日本経済がバブル経済崩壊後の調

整局面にある中、交渉の本格段階においても、好

転の兆しは見えず、むしろ日を追うごとに景気後

退感が高まると共に金属産業の業績が悪化し、終

盤まできわめて困難な状況下での取り組みとなっ

た。

連合は、「８％中心、20,000円以上」の賃上げ要

求目標と、労働基準法の改正、超過労働割増率の

引き上げ、および中小企業の時短促進に向けて「時

短促進法」の第123通常国会での成立をめざすこ

とを決定し、92年闘争最大の山場を1992年３月

25・26日とした。

金属労協は、1991年12月２日の第34回協議委員

会で具体的要求基準を決定し、平均賃金の引き上

げは、８％基準とした。

超過労働割増率の引き上げを、金属労協として

19年ぶりに統一して取り組むこととし、「当面段

階的な引き上げを図ることとし、92年闘争におい

ては、以下の内容で統一的な取り組みを行うこと

とした。①平日35％以上、②休日45％以上、③深

夜（非重複）45％以上。なお、休日および深夜勤

務の割増率については、上記を基準とするが、各

単産の実態（勤務態様、賃金制度など）を考慮し

た取り組みとする」とした。

また、一時金、退職金、年金、労災付加補償の

ほか、前年に引き続き、育児・介護休業制度の導

入および充実、福利厚生の充実、職場環境の改善

についても要求基準を設定した。

し、強く反論すると共に、適正な賃上げと年間総

実労働時間1,800時間の実現をめざし、総力を結集

して交渉にあたっていくことを宣言した。

３月29日、戦術委員会は、集中回答日前に引き

出された回答を踏まえ、「①賃上げは、『ゆとりあ

る豊かな生活』と『魅力ある製造業づくり』のため、

『昨年実績を上回る回答の引き出し』を基本に、最

大限の努力をつくす、②労働時間の短縮は、年間

総実労働時間1,800時間への早期実現に向け、中期

及び単年度の具体的回答引き出しに向け、さらに

強力な取り組みを展開する」を確認し、４月３日

の集中回答日に向け、最後の追い上げを展開した。

金属労協集計対象92組合の賃上げ集計結果は、

13,658円、5.43％となり、前年に比べ267円、0.34

ポイント下回る最終結果になった。また、JC共闘

参加2,591組合（203万人）による全体集計では、

加重平均で13,341円、5.54％となった。

労働時間短縮の取り組みは、11組合が1,800時間

を目標にした上で労使の話し合いを継続すること

とした他、休日増、所定外労働時間の削減、年次

有給休暇の増等の回答を引き出すことができた。

企業内福祉充実のための要求は、退職金、労災

付加補償などで前進を見た。育児休業制度の導入

は、1991年５月の育児休業法成立を前に、1990年

春の電機労連、秋の自動車総連に続いて、多くの

組合で前進が図られた。

闘争時期の集中化進む

また、91年闘争では、総合的生活闘争の高まり

と共に、闘争時期の集中化が図られ、春に一括し

て取り組む組合が増えた。

自動車総連では、1991年から「年間一時金の、

賃上げ・時短との同時取り組み」をスタートさせた。

特に重点組合では、これらを同一日、一斉要求提

出を行い、金属労協集中回答日に回答を引き出した。

また、鉄鋼労連では、賃上げ、時短、一時金をは

じめとするすべての労働条件を一括して取り組む

「新運動パターン」２年目となり、産業別全体とし
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労働時間短縮については、時短５カ年計画の４

年目として、「①時短５カ年計画の目標である年

間総実労働時間1,800時間の実現に向け、早急に労

使話し合いの場を設置する。また、すでに話し合

いを進めている組合で具体的回答のない組合は、

上記目標にそった回答引き出しを図ることとす

る、②1992年度の要求内容は、５カ年計画で掲げ

た1992年度目標を踏まえ、休日増を中心とする所

定労働時間の短縮、所定外労働時間の削減、年次

有給休暇の付与日数増等を中心としながら、年間

総実労働時間の60時間以上の短縮を図ることとす

る」との要求基準を設定した。

労働時間短縮闘争の環境づくりの一環として、

「生活の国際化シンポジウム」を開催し、労働時

間短縮の推進とそのための社会システムの構築に

向けて、その取り組みを積極的に展開することを

確認した。

また、1991年11月に拡大賃金担当者研修会を開

催し、個別賃金要求方式の意義と取り組みについ

て理解を深めると共に、情勢把握を行った。

闘争推進に向けては、各種闘争機関を設置する

と共に、組織強化活動として、1992年１月に中央討

論集会、３月に労組代表者交流集会を開催した。

日経連「労働問題研究委員会報告」に対し、金

属労協は、国際経済の動向に密接に関わる産業に

働くものの立場から見解を発表した。わが国の経

済力、産業の競争力に比べて、勤労者に対する分

配が不十分であることが、国際摩擦と国民生活に

おけるゆとり・豊かさのなさをもたらしていると

いう認識に立って、「わが国の賃金水準」、「労働

分配率と設備投資および生産性基準原理」、「時短

と賃上げ」の項目について見解を示した。

また、２月には、「92年闘争の本格的交渉段階

を迎えてのアピール」を発表し、分配構造是正の

必要性と年間総実労働時間1,800時間の実現と、そ

のための経済社会システムの転換の実現への決意

をアピールし、さらに、「92年闘争の本格的段階

における現在の情勢と経営側の主張に対するIMF

－JCとしての考え方」を発表した。

1992年３月22日の戦術委員会では、第一次、第

二次交渉ゾーンでの団体交渉を受け、「①賃金の

引き上げは、昨年実績水準を追求し、実質賃金を

確保する、②超過労働割増率は要求の主旨を活か

し、JC共闘としての前進を図る、③労働時間の短

縮は、年間総実労働時間1,800時間の早期実現に向

け、中期および単年度の具体的回答の引き出しを

図る」との確認を行った。

金属労協は、かねてから３月決着を主張してい

たが、連合が最大の山場を３月25・26日に設定し

たことを受け、従来４月第１週としてきた集中回

答日を、１月９日の戦術委員会において、92年闘

争では３月25日とした。連合傘下産別もおおむね

この時期に山場を移行し、年度内決着の流れを作

り出すことができた。

金属労協集計対象87組合の平均は、12,201円、

4.69％、昨年実績に比べて、1,455円、0.74％ポイ

ント下回る結果となった。５月26日のJC共闘参加

2,649組合（210万人）集計では、11,957円、4.80％

で妥結した。

個別賃金の取り組みは、集計対象87組合中60組

合で要求を行い、このうち51組合が個別賃金での

回答を引き出し、個別賃金重視の取り組みを行った。

労働時間短縮の取り組みでは、1,800時間に向け

た時間短縮を労使で合意した組合が、集計対象組

合のうち、昨年の11組合に加え７組合が新たに増

え大きな前進となった。さらに、電機労連、造船

重機労連で年休付与日数初年度20日を獲得した

他、自動車メーカー組合のほとんどで「時間外労

働時間の20％削減、年次有給休暇の取得率90％」

の会社合意を引き出すと共に、中期的課題である

「90年代半ばに1,800時間台を達成する」という自

動車総連中期計画に沿った会社見解を引き出し

た。休日増、多目的休暇の新設、年休付与日数増

などの回答を引き出し、大きな前進を見た。
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７％基準とした。

超過労働割増率の引き上げについては、92年闘

争に引き続き金属労協として統一した取り組みと

した。

労働時間短縮については、時短５カ年計画の最

終年度として、時短５カ年計画の最終目標である

年間総実労働時間1,800時間の実現に向け、取り組

みを進めることとし、具体的な要求は、単産・単

組で決定することとした。

闘争の前段活動としては、労働時間短縮の環境

づくりとして、「第６回生活の国際化シンポジウ

ム」の開催、政策課題解決に向けて経済企画庁、

労働省、通産省、経団連、日経連に対し、懇談・

要請活動を行った。

金属労協は、各種闘争機関を設置すると共に、

闘争推進に向け組織強化活動としての中央討論集

会、労組代表者交流集会などの開催を行った。

中央討論集会においては、日経連が1993年１月

12日に「労働問題研究委員会報告」を発表したの

に対し、金属産業の立場からその問題点を整理し、

７％基準の賃上げと年間総実労働時間1,800時間の

実現を強く主張する見解を発表した。

また、単産・単組の交渉を支える目的で「93年

闘争の本格的段階における現在の情勢と経営側の

主張に対するIMF－JCとしての考え方」を発表す

ると共に、労組代表者交流集会においても「生活

向上分を明確に織り込んだ適正な賃金引き上げを

実現し、個人消費・景気の回復を図る。」ことを訴え、

相場水準づくりのアピールとして緊急記者会見を

設定するなど、要求の実現に向けた各種集会や世

論形成などの取り組みを積極的に展開した。

金属労協傘下の各組合は、93年闘争を「新しい

経済・社会システム」の枠組みづくりの第一歩と

して位置づけ、産業・企業行動のあり方の視点か

ら交渉における主張点を整理し、労働条件向上と

一体のものとして団体交渉を展開した。

３月19日の第６回戦術委員会では、集中回答日

金属労協が19年ぶりに統一して取り組んだ超過

労働割増率の引き上げは、集計対象87組合中67組

合が取り組みを行った。電機労連で休日割増を

45％としたことをはじめ、合計29組合で休日割増

率での具体的回答を引き出すと共に、25組合で労

使検討課題として確認したものの、全体としての

前進回答までには至ることはできなかった。しか

し、この取り組みは、組織内外に大きな波紋を呼

び起こし、「生活大国５カ年計画」にも具体的検

討項目として取り上げられたことは、JC共闘の成

果と言える。

また、育児休業制度が、既設の56組合に加え、

31組合が制度実施の回答を得、介護休業制度も既

設の17組合に加え、30組合で制度実施となった。

＜93年闘争＞

新しいシステムづくりへの第一歩
93年闘争は、日本経済がバブル経済の是正に端

を発した金融引き締めや、ストック調整など厳し

い調整局面での展開となり、さらに交渉の本格的

段階において、１ドル110円台の急激な円高が追

い打ちをかけたため、相場観の見えない状況下で

の取り組みとなった。

このような情勢のもと、連合は「７％を中心、

21,000円以上」の賃上げ要求目標と、２兆円規模

のサラリーマン減税、労働基準法の改正、超過労

働割増率の引き上げ、および「時短促進法」の積

極的活用による中小企業の時短促進を決定し、93

年闘争の最大の山場を1993年３月24・25日に設定

した。

金属労協は、1992年12月１日に開催した第35回

協議委員会で、93年闘争を新しい経済・社会シス

テムヘの転換の第一歩として位置づけ、とりわけ

93年闘争の統一取り組みである「賃金引き上げ、

労働時間短縮、超過労働割増率の引き上げ」に重

点を置き、取り組むこととした。

具体的要求基準では、平均賃金の引き上げは、
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前に回答を引き出した組合の回答を踏まえて、「①

生活向上分を明確に織り込んだ適正な賃金引き上

げを実現し、個人消費・景気の回復を図る、②年

間総実労働時間1,800時間の時短実現に向け、中期

および単年度の具体的回答の引き出しを図る、③

超過労働割増率引き上げについては、着実な前進

を図る」ことを確認し、３月24日の集中回答日に

向けた最後の追い上げを展開した。

金属労協集計対象85組合の闘争結果は、9,734円、

3.64％となり、昨年に比べて2,452円、1.04ポイン

ト下回る結果となった。また、５月24日のJC共闘

参加2,725組合（214万人）集計では、9,470円、3.68％

で妥結した。

個別賃金の取り組みは集計対象組合のうち61組

合で要求を行い、配分交渉で決まる組合も含め、

68組合が個別賃金で回答を引き出した。

さらに超過労働割増率の引き上げは、集計対象

組合のうち70組合が取り組み、１組合で平日割増、

６組合で休日割増、３組合で深夜割増率の増が

あった。また、労働基準法改正が審議中であるこ

となどから、14の組合が秋を目途とする継続協議

となった。

中期の時短で11組合が労使合意

労働時間短縮の取り組みでは、新たに11組合が

中期的な時短を労使で合意すると共に、１組合が

1,800時間のプログラムに合意した。休日増、年休

付与日数増、多目的特別休暇の新設などの回答を

引き出した。

93年闘争は、1989年から取り組んだ「金属労協

時短５カ年計画」の最終年度であったことから、

その「経過と今後の課題」をとりまとめた。

５カ年にわたる取り組みの結果、金属労協集計

対象85組合の中で、27の組合で年間総実労働時間

1,800時間を目標とすることで労使合意をすること

となった。今後も、金属労協として「第２次指針」

に示された労働時間制度・実態の目標に基づき、

傘下の組合のすべてが早急に1,800時間に向けての 94年闘争労組代表者交流集会（1994年３月11日）

労使合意を図り、具体化を進めていくことが重要

であり、さらに1,800時間が日本全体として達成さ

れるよう、労働組合として取り組みを強化してい

くこととした。

＜94年闘争＞

消費マインドの好転への闘い
金属労協は、94年闘争を「新しい経済・社会シ

ステム」を踏まえつつ、円高の是正、所得減税の

実施を含め内需拡大による景気回復への一翼を担

うための闘争として位置づけた。

環境づくりの一環としては、「第１回新しい経

済・社会システムづくりシンポジウム」を開催し、

ゆとりある豊かな生活を実現するための「新しい

経済・社会システム」に関する政党・経済団体の

考え方および世界の視点について理解を深めると

共に、その取り組みを積極的に展開することを確

認した。

雇用対策等で緊急要請行動

悪化する雇用問題については、政府の雇用対策

と経営者団体の強力な指導が重要であるとの認識

のもと、円高の是正、雇用対策の強化、所得税減

税を柱とした内需拡大策の断行、市場開放・規制

緩和など国際的に受け入れられる合理的な経済シ

ステムの構築などを、労働省、大蔵省、経済企画庁、

通産省に要請すると共に、同趣旨で日経連・経団

連と懇談を行った。とくに、12〜１月には連立与
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党（５党・会派）への雇用確保・景気回復に関す

る緊急要請活動を行った。これらの取り組みは、

連合の取り組みとあいまって、1993年12月には労

働省が雇用支援トータルプログラムを策定、1994

年２月には政府が総額5兆4,700億円にのぼる所得

税・住民税減税をはじめ総額約15兆円の総合経済

対策を打ち出すなどの成果が得られた。

さらに、日経連に対しては、賃金引き上げ、雇

用対策、物価引き下げのための共同行動について

緊急申し入れを行い、日経連の考え方を質した。

闘争推進にむけ組織強化活動としては、中央討

論集会、労組代表者交流集会などの開催、地域活

動として地連での各種集会の開催を行った。

さらに、単産・単組の交渉を支える目的で日経

連「労働問題研究委員会報告に対する金属労協の

主張」、「本格的段階における現在の情勢と経営側

の主張に対するIMF－JCとしての考え方」を発表

すると共に、労組代表者交流集会時に「いまここ

で求められているのは、これまでの賃金決定パ

ターンから踏み出し、消費マインドの好転にむす

びつく賃上げと1,800時間の速やかな実現により、

わが国の健全な発展にむけて産業労使の責任をは

たしていくことである。」と訴えると共に、要求

の実現に向けた各種集会やマスコミ対策など世論

形成と、JC共闘の一体感を高めるため金属労協議

長・事務局長による産別激励訪問を実施するなど

の取り組みを積極的に展開した。

具体的賃金引き上げ要求は、実質賃金の維持・

人間尊重のシステムづくり・景気回復への一翼を

担うという要求の基本的な考え方に立って、「連

合の要求目標と金属産業の情勢を踏まえ、５％基

準」とし、あわせて「定期昇給・相当分（２％程度）」

を表記した。

また、労働時間短縮要求は、「休日増を中心と

する所定労働時間の短縮、所定外労働時間の削減、

年次有給休暇の付与日数増等を中心とし、加えて

中長期計画の労使合意の前進を図りながら、年間

総実労働時間1,800時間の実現を達成することとす

る」として積極的に取り組むこととした。

さらに超過（所定外）労働割増率の引き上げに

ついては、「前進回答を引き出した組合への到達

闘争を積極的に行う」とした。

一方、「連合」は、「５〜６％」の賃上げ要求目標、

「20,000円以上」の格差是正要求と、５兆円規模の

所得税減税の1993年内からの実施など総合景気対

策の早期確立・実施、雇用安定施策の全面発動と

一層の強化を求める緊急雇用対策方針を決定した。

集中回答日は、連合が最大の山場を「①先行グ

ループは３月23日まで、②集中決着日を３月24日」

に設定したことを踏まえ、金属労協としての集中

回答日を３月24日に設定した。

1994年３月18日の第８回戦術委員会では、３月

11日に開催した第６回戦術委員会で確認した「①

個人消費・景気回復のため消費マインドの好転に

結びつく賃金引き上げを実現し、実質生活の向上

をはかる、②年間総実労働時間1,800時間の実現に

むけた労使合意とすでに合意した内容の1994年に

おける着実な前進をはかる、③超過労働割増率引

き上げについては、着実な前進へと結びつける成

果を引き出す」ことをあらためて確認し、最後ま

で粘り強い追い上げを展開した。

集中回答日には62組合で、賃金引き上げについ

ては平均7,911円、2.87％、および１日あたりの時

短、休日増、年休増などの回答を引き出した。

従来は、闘争の評価は、次の定期大会において

「評価と課題」としてまとめてきた。しかし、94

年闘争では、４月22日に開催した第11回戦術委員

会において中間まとめを行うと共に、４月25日に

はこの中間まとめをもとに「94年生活改善シンポ

ジウム」を開催し、94年闘争における生活改善の

取り組みと新しい経済・社会システムづくりを

テーマに総合的生活闘争の観点からのまとめを

行った。
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幅広い意味での「産業政策」
産業政策活動は、狭義では金属産業における産

業活動・企業行動・生産体制に対する労働組合の

取り組みと位置づけることができよう。

しかしながら、金属労協（IMF－JC）としては、

これらと合わせ、金属産業の発展と金属産業に働

く者の生活向上を実現するための、政府、地方自

治体、政党などに対する政策・制度の取り組みや、

日経連、経団連など経済団体に対する要請活動な

ども含めた、幅広い意味で産業政策をとらえ、活

動を展開しているところである。したがってここ

でも、「生活の国際化」の取り組みなどを含めた

広義における産業政策活動について、振り返って

いく。

資本自由化対策から産業政策始まる
IMF－JCが「産業政策」を取りあげたのは、

1967年６月に開催した第６回拡大協議委員会提出

の1967年度活動方針においてである。ここで問題

にしているのは、「資本の自由化」による海外資

本の日本への進出による、労働者がこうむる影響

である。資本の自由化とは、別の言葉で言えば、

多国籍企業の進出である。始めは、もっぱら我が

国内に進出する外資系企業についてであったが、

自動車、電機、造船産業など、わが国の企業が海

外に進出する時期になると、海外進出企業のその

国の現地労働者に及ぼす悪い影響をどう排除する

かになるが、1967年当時は、もっぱら国内問題で

あった。その辺の事情を、1967年度活動方針から

紹介する。

「資本の自由化は、わが国の産業経済にかつて

ない大変革を迫るものであり、労働者の雇用や、

労使関係に及ぼす影響は大きかった。こうした情

勢の中で、労働者の利益を守り、国民全体の生活

向上を図っていくためには、政府や経営側の政策

に追随したり、あるいは問題が出されてから取り

組むことでは、われわれの対策は手遅れとなるだ

けである。

労組の産業政策の問題の中心は、それがどのよ

うに産業単位に認められ、結集されていくかであ

る。企業の単位で、いかに立案されても、それは

所詮、産業全体の政策にはなり得ないし、政府や

経営者に対する影響力も持ち得ることにはならな

い。その意味で、金属労働者の主要部分をほとん

ど結集したIMF－JCの役割は大きい。

即ち、現下の産業再編成の焦点に立たされてい

る金属産業の各分野における、労組の産業政策確

立の問題は焦眉の急となっているが、IMF－JCと

しては、IMF－JCの持つ国際性と、組織の特徴を

十分に生かし、IMF－JCの場における情報交流と

調査研究活動を通じて、その促進に効果的な支援

の役割を果たしうると考える。

以上から、IMF－JCの中に新しく産業政策研究

委員会を設ける。

この委員会では、国内外にわたる広い視野で産

業情勢の調査研究を行うと共に、各組合の相互協

力によって全体に共通する課題や、基本的な対処

の方向を確立していく。

また、各分野の専門家や学識経験者の協力を得

て研究活動の幅を広げていく。このような諸活動

によって、金属産業のそれぞれの分野における具

体的な産業政策確立の活動に資していく方向で、

この委員会と活動の内容は、常任幹事会で検討を

加え、早急に実施の方向をとる」。

産業政策研究の進展
産業政策をどの順序で研究していくかは、1969

年９月の第８回総会で、９回に及ぶ研究会の結論

を踏まえ、1969年度活動方針の中で提案、決定し

ている。その要旨は次の通り。

3. 産業政策、政策・制度活動の軌跡（1964 〜1994 年）
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第８回総会で、産業政策第一次報告書を提出した。

1970年度の活動方針では、研究課題は「資本自由

化と公害」となり、1971年度には、「70年代への変

化の対応」を活動の基調として、①国際化への対

応、②労働力不足への対応、③安全・公害問題、

④産業別労使会議のあり方、と幅を広げてきた。

多国籍労組会議の発足

1973年７月には、IMF－JCの呼びかけで、多国

籍企業対策のために、IMF－JC、ゼンセン同盟、

合化労連、全化同盟、外資系労組連絡会議で多国

籍企業労組会議が発足し、これへの対応は、IMF

－JC産業政策研究委員会を中心に進めていくこと

を、1974年度運動方針で確認した。政策目標も「企

業の国境を越えた活動が国の内外において雇用な

らびに労働条件におよぼす悪影響を排除するこ

と、さらに日本企業の投資先における雇用の安定

拡大、労働条件の維持改善、正常な労使関係の確

立を促進し、国際協力を推進することを目的とす

る」とより具体的になった。しかし、この時期に

おいては、雇用の流出までは問題が広がっていな

かった。この年、IMFアジア自動車労組セミナー

が開催され、IMFトヨタ、日産世界協議会が結成

されたが、これも産業政策活動の一つの具体的な

あらわれであった。

三者構成連絡会議の発足

1974年５月、多国籍労組会議、特にIMF－JCの

「第１段階として、まず金属産業の現状と問題

点の把握、および産業政策に対する考え方のとり

まとめを行い、第２段階では金属産業全般、およ

び各産業における問題点の解明と対策を立案の

上、最終の第３段階で、確立した産業政策推進の

ための諸対策を、政府や日経連に対し要求し、実

現を図ろう」というものである。

1968年度は、この方針にもとづいて、各産業の

現状と問題点に関する報告会と、産業政策の研究

に有用な経済・労働問題について、各界の学識経

験者の講義あるいは意見を聴取する研究会とを並

行して開催してきた。そして、その結果をとりま

とめて「金属産業の現状と問題点」に関する第１

次報告書を完成して、本総会に提出することによっ

て、第１段階の研究活動を一応終えることにした。

産業政策の拡大と変化
産業政策は労働者、究極的には国民全体の幸福

のためのものである。始めは資本の拡大から始

まったが、これが多国籍企業対策となり、それも

始めは海外からの資本の進出の及ぼす影響と対策

が中心だったが、次は、日本資本の海外進出の現

地の労働者に及ぼす影響と対策となり、海外進出

によって、国内雇用の流出が問題となった。

そして課題は、技術革新と共に広がり、遂には、

労働組合のもつ要求全体へと広がっていった。ま

た、問題は金属産業だけのものではないから、各

産別全体へと広がって、いろいろと組織が設立さ

れるに到った。また、それは単に、わが国だけの

問題でなく、IMF（国際金属労連）、ILO（国際労

働機関）、国連と広がっていくのであった。

その産業政策も、その協議する相手として、政・

労・使の三者構成と広がっていった。その発展の

あとを、IMF－JCの毎年の運動方針、その他の流

れを見てみよう。

まず産業政策研究委員会を1967年度活動方針

（第６回拡大協議委員会）で設置し、1969年９月の

多国籍労組会議結成式（1973年７月）



JCM50年史98

強い要請により、政・労・使三者構成での多国籍

企業労働問題連絡会議が発足した。政府側は、外務、

大蔵、通産、労働の４省で多国籍企業労働問題各

省連絡懇談会を発足させ、使用者側は７月に、日

本在外企業協会を発足させた。1974年には多国籍

企業労組会議に商業労連が加盟し６組織となり、

また政労使の連絡会議に調査研究企画会議を設置

している。

多国籍企業対策のIMF諸会議

多国籍企業対策では、IMF本部が、1978年度か

ら主要多国籍企業（日系関係は32社）に関する諸

資料を定期的に収集する活動を始めたので、IMF

－JCはこれに協力していった。多国籍労組会議に

は、新しくIUF・JCC（国際食品関連産業労働組

合連合会加盟労組連絡協議会）、全日本ゴム労連

が加わり、８組織300万人の組織となり、政労使三

者構成多国籍企業労働問題連絡会議も定例化し、

活動も行政に生かされていった。ここを通じての

活動、国連、ILO、OECD（経済協力開発機構）

など国際機関を通じての運動も従来通りであった。

1980年は、日本の経済情勢は依然として厳し

かった。ただ自動車生産台数1,104万2,884台で、

台数では世界一、粗鋼生産量１億1,141万トンで、

資本主義国第１位になった。全体として、減速経

済で、省エネ政策が進行した。中高年齢者の雇用

問題は社会問題になった。

1980年は、低成長下での欧米先進国との貿易ア

ンバランスが、深刻な雇用問題を背景として保護

貿易主義の台頭が懸念されてきた。IMF－JCも「日

米加金属労組会議」を1976年に発足させているが、

この場を通じての貿易立国のわが国の立場を守る

べく努力を重ねた。

1981年は、日産自動車が、初の欧州本格進出で、

英国で乗用車生産を始めた年であり、日本が、乗

用車対米輸出自主規制（1981年度は168万台に制

限）を始めた年でもあった。

1982年は、輸出総額が30年ぶりに前年より減少

した年であり、本田技研が米国で小型自動車の生

産を開始した。

わが国は1982年３月末で、海外直接投資残高が

約450億ドル（10兆9,000億円）となり、米・英・

西独に次いで世界第４位の投資大国になった。巨

大化する多国籍企業は、世界の政治・経済・社会

に極めて重大な影響を及ぼしており、このため労

働組合の多国籍企業活動は、産業政策活動や国際

連帯活動の中で重要な分野を占めるに至った。特

に生産拠点の海外進出は、それが輸出促進型でな

く、投資先国の輸入制限措置を緩和ないし克服す

るための輸出代替型の海外直接投資である場合、

雇用機会の輸出として、国内雇用に大きな影響を

及ぼすことになった。日本の労組にとって、海外

に進出した日系企業における組織化の問題や、労

働条件改善面での紛争を解決するための国際連

帯・協力活動も極めて重要となってきた。

IMF－JCは、貿易摩擦問題を含めて、多国籍企

業対策活動に積極的に取り組んできたが、多国籍

労組会議の事務局も1973年発足時から担当し、そ

の中心的役割を果たしてきた。

1980年代の最大の課題一技術革新問題対策

産業政策推進に当たっては、多国籍企業対策を

強化すると共に、「技術革新と労働問題」に関す

る調査研究を進めた。

1982年で、最も力点を置いたのは、技術革新と

労働問題に関する調査研究であった。1980年代に

おけるわが国最大の課題は、高齢化社会が急速に

進行する一方で、技術革新による活力ある産業を

いかに実現するかにあった。

産業用ロボットやOA機器などME化に象徴され

る技術革新の進展は、第三次産業革命の到来とし

て位置づけられ、産業のみならず、広範な分野に

大きく変革をもたらし、雇用問題をはじめ、労使

関係を含む労働問題全体にも重大な影響を及ぼす

ことが懸念された。

IMFの場では、すでに1979年のウィーンでの中
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を得て、文献調査、実態調査など、調査研究に当

たった。

1983年は、戦後最長の不況（1980年３月〜1983

年２月）が終了し、パソコン・ワープロが急速に

普及した時であった。経済低成長が続く中で、産

業間での景気の破行性が拡大すると共に、産業構

造の変化が急速に進展しており、ME化がこれに

拍車をかけた。

IMF－JCは、1982年11月に産業政策委員会のも

とに、技術革新対策小委員会を設置し、技術革新

と労働問題に関する調査研究を進めてきた。

以上で明らかなように、1964年のIMF－JC結成

からの20年間は貿易自由化対策に始まり、技術革

新（ME化）時代を迎えたのであった。

産業政策は、労働組合のすべての重要項目の

バックボーンをなすものであり、狭義には労働者

の立場に立つが、広義には、国民全体の幸福追求

のためのものである。IMF－JCはこの原点に立っ

て、運動を進めた。

以降、産業政策委員会に関連する諸組織につい

て、若干の説明を加えておきたい。

関連組織の産業政策
IMF本部の活動

IMF本部は、ICFTU（国際自由労連）、ILO（国

際労働機関）、OECD（経済協力開発機構）等と

連絡を取り協力し、運動を進めてきたが、ここで

は産業政策に関するものとして、第25回IMF世界

大会（1981年５月、ワシントン）で採択された２

つの決議の要旨を紹介しておく。

多国籍企業に対するIMFの行動計画決議（要旨）
１．IMFは、多国籍企業に対し、労働者に責任あ

る行動を取らせ、民主的なコントロールに応え

るようにするため、その権力とライセンスに相

当な抑制を加えてきたことを確認する。

２．多国籍企業が提起する挑戦に焦点を当てる。

央委員会で、主要討議テーマに「第三次産業革命

－マイクロプロセッサーと産業用ロボット」を設

定し、マイクロプロセッサー応用機器の流れを監

視し、コントロールする政労使三者機関の設置を

訴える決議を採択するなどして、これまで、調査

研究活動を積極的に進めてきた。

IMF－JCは、わが国の基幹産業であり先端技術

であるエレクトロニクス関連産業としての金属産

業を網羅して結集しており、しかも技術革新の供

給産業と需給産業を同時に組織しているだけに、

技術革新の進展と労働問題について、重大な関心

を抱かざるを得ない立場にあった。

わが国の技術革新のテンポは、産業用ロボット

の導入実態に代表されるように、欧米先進国と比

較して急速に進んでおり、この問題に対してIMF

－JCがどのように対処していくかは、世界各国に

おける、モデルケースとして注目される状況に

あった。

IMF－JCは、基本的には技術革新の進展を否定、

あるいは規制するのではなく、それによって得た

成果を、雇用、労働時間、賃金、福祉、物価など

の面で、広範かつ公正に組合員や社会に還元させ

ることを前提に、当面の課題として、技術革新の

雇用に及ぼす影響を中心に、労使関係との関わり

を含めて、調査研究を進めてきた。そのため産業

政策委員会のもとに、作業部会としてのプロジェ

クトチームを設置して、IMF－JC加盟単産の協力

ME化について討議したIMF中央委員会（1979年10月、ウィーン）
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何故なら、

（1 ）多国籍企業が利益を追求するあまり、各国

の労働組合およびIMFの政策と活動にしばし

ば衝突している。

（2 ）ひたすら利潤追求中心で、それぞれの国々

の社会改革と経済計画を無視し、世界経済を

深刻に混乱させている。

（3 ）多国籍企業の本社は、特に投資、工場閉鎖

と生産の移転の分野で、中央集権的かつ独裁

的である。そして先進工業国にあっても、再

訓練、雇用創造にほとんど留意していない。

（4 ）現地の経済・社会に重要な貢献もせずに、

生産を低賃金国へ移動し、自国の価格水準以

上の価格をつけ、技術を独占し、その巨額の

利潤を税金逃れの避難所に集中させて、経済

開発を抑えている。

（5 ）東欧の共産主義諸国は、自国の製品をしば

しばダンピング価格で、自らの経済圏域外で

販売しているが、多国籍企業はその東欧圏諸

国と協力協定を締結している。

（6 ）多国籍企業も自国では労働組合の力を尊重

せざるを得ないが、海外では多くの場合、弾

圧的な独裁政府と協力して、労働者を抑圧し

ている。

（7 ）労働組合に対して、しばしば人権その他の

差別慣行を継続している。

（8 ）労働組合が承認を求めて、苦闘している国

において、多国籍企業はしばしば労働組合を

犠牲にして、政治と協力して労働者を搾取す

る。

３．以上のような挑戦に直面して、IMFは厳しい

闘争における経験によって、強力な労働組合の

みが、多国籍企業による権力の乱用に抵抗でき

ると信じる。

４．労組に力があれば、団体交渉の中でかなり良

い労働条件と福利給付が獲得されていることを

指摘する。

５．多国籍企業に対し、その超国家的な力や、社

会的・経済的・政治的な力の乱用を排除する国

際労働組合の強化を呼びかける。

６．同一の経営者のもとで働いている世界各国の労

働者の連帯を促進するIMFの行動計画を、現実

的かつ適切で時宜を得た計画として再確認する。

７．多国籍企業に関するIMF行動計画について、

次の指針を提起する。

IMF行動計画

（1 ）既存の各IMF世界企業別協議会ならびに作

業委員会を基礎としつつ、IMFは全世界の労

働者の間に、国際的な労働組合連帯活動から

もたらされるメリットに対する認識を広め

る。そして労働組合を完全に承認し、労働組

合権と団体交渉権を保障するよう圧力を増大

する。そのため、各多国籍企業の世界的な機

構をさらに調査し、活動領域を拡大する。

（2 ）一般的な交渉方針を通じて、国境を越えた

多国籍企業に雇用されている労働者の労働・

社会条件を最高のレベルに調和させる方向で

努力する。

具体的なIMFの目標

８．IMFは次の諸目標の実現に向けて努力する。

（1 ）多国籍企業対策における強力な労働組合結

成と、労働組合の結成を免れようと努める企

業に対する決定的な対抗的行動。

（2 ）安全衛生、良好な職場環境の第一優先順位

を確立すること。経営者は総ての工場に対し、

主要な、また新しい危険性、及び安全衛生対

策に関するあらゆるデータを、労働者と労働

組合に提示すること。

（3 ）多国籍企業は、すべての事業所において、

最高の安全衛生基準を適用する義務を負う。

危険な物質を生産し、又は危険な生産工程の

ある企業は、その操業を規則の甘い国に移転

させてはならない。

（4 ）世界中のすべての多国籍企業に１日８時間、
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会社の労働者を代表して、トップ経営陣に介入

する。

13．労働組合は、多国籍企業のあらゆる段階にお

いて、情報、良好な意思疎通の便宜および交渉

権を確保すべきである。そのための機関を設け

ておくこと。

14．IMFの行動と目標の前進を図るため、最も適

切な標的（拠点）多国籍企業に対するIMFの活

動を強化すること。

15．IMFの世界企業別協議会および作業部会に

よって行われてきた基礎作業に留意しつつ、こ

れらの機関は、関連する労働者の利益を効果的

に守る。

16．IMFと多国籍企業の経営者との会合は継続さ

れ、拡大されねばならない。

17．IMF多国籍作業委員会は、現在の計画に概略

規定されている行動の実施面で支援する。

18．IMF多国籍企業対策部は、IMFの他機関、各

加盟組合との緊密な連絡により、行動を調整す

る。

多国籍企業に対して強制しうるコントロール措置

19．この行動計画の重要な目標は、労働組合の要

求に合致した、多国籍企業に対して強制しうる

国際的な規制の確立と、効果的な国内法の確立

と協力調整を実現することである。

20．このような国際的な規制や各国の法律は、多

国籍企業に対する労組の直接行動に最大の支持

を与えるものでなければならない。これら必要

な対抗勢力を開発するにあたって、労働組合に

よって効果的に活用されるものでなければなら

ない。

21．各加盟組合は、多国籍企業に関する行動規範

の違反ケースを適切な機関によって審査を受け

るため、必要な対抗勢力を築くため最大の圧力

をかける。

22．多国籍企業に対する国家の助成金と、外国か

らの投資を促進する対策には、雇用保障、社会

週５日制労働を実施させるべきである。

（5 ）多国籍企業が最新技術のシステムを導入す

ることによって、労働組合は雇用の拡大にそ

れが役立つようにしむけるべきである。そし

て、より一層の労働時間の短縮を求めていく。

（6 ）有給休暇・休日の規定は、その地域の最高条

件を勘案した上で、すでに多国籍企業内で達成

された条件に段階的に合わせるべきである。

（7 ）作業速度と組立ラインの速度について、共

通した漸進的な基準を導入する。

（8 ）適切な休憩時間は拡大の方向で平準化し、

夜間の交替制労働は、可能な限り廃止する。

（9 ）生産の移転に対して、効果的な雇用の保障

を付与されねばならない。

（1 0）人種・性別・皮膚の色・信条・年齢を理

由として、雇用の機会について差別があって

はならない。

（1 1）社会保障、賃金保障、老齢年金および健

康保険による医療保障は、最高のレベルに、

引き続き改善されねばならない。

IMFの対抗勢力の構築

９．IMFは多国籍企業に関する重要な動向につい

て絶えず情報を提供する。多国籍企業を監視す

ることにより、またIMF各協議会、作業部会、

その他の機関を通じて、重要な役割は各国の労

組によっても果たさなければならない。

10．IMFは関係する加盟組合と協力して、必要に

応じて団体交渉に関する実際的な支援を提供す

る。

11．紛争状況において、IMFとその加盟組合は、

精神的および財政的な支援を通じ、多国籍企業

に圧力を加え、連帯のうちに効果的な支援をあ

たえる。

12．IMFならびに多国籍企業の労働者を代表する

労働組合は、IMFの企業別協議会およびその他

のIMFの機関を通じて、労働組合権、解雇、一

時解雇および団体交渉などの問題について、子
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的な保障で、公的権利、労働組合の承認、民主

化の権利に関する義務を含むべきである。

23．IMFは多国籍企業の活動を規制する手段とし

て、国際的な行動規範が効果的に役立ち得る可

能性を強調する。

24．OECDのガイドラインとILOの「多国籍企業

および社会政策に関する原則の政労使の三者宣

言」は、現在の形のままでは不十分である。こ

の早急な改善を要求すると共に、国連の多国籍

企業に関する世界的な規範の研究、その実施機

関には、従来以上の労働組合を参加させるよう

要求する。

25．国連の多国籍企業行動規範の迅速な完成にあ

たり、それぞれの責任に応える行動を要請する。

26．多国籍企業に関する行動規範を実施可能とす

るような各国政府の努力を要請する。

27．団体協約に、多国籍企業に関する国際規範に

規定された責務を実行する具体的な条文を加え

ること。

28．多国籍企業との対決に当たっては、IMFとそ

の加盟組合は、全力をあげて支援する。

29．この諸目標を達成する努力の強化を要請する。

新技術と第三次産業革命決議（要旨）
１．最新技術、特にマイクロプロセッサーをはじ

め、弾力性のある生産方法とロボットの活用の

急速な拡大とが、生産部門の労働者の雇用と技

能、管理とサービス部門に与える影響に関する、

全世界の金属労働者の深い関心を表明する。こ

のため、雇用に対する脅威を増大させつつある。

２．これがもし、労働組合、使用者および各国政

府によって適切な対応策が講ぜられなければ、

大規模な失業と職務機能の変化と技能の低下を

もたらすことを予測する。

３．以上の方針を踏まえ、次のように行動をとる

よう提言する。

（1 ）オルグ活動を拡充することによって、労働

組合の役割を強化する。

（2 ）あらゆるレベルにおける政策決定過程に労

働組合が参加するあらゆる手段を強化する。

（3 ）技術革新に効果的に対処するため、団体交

渉を改善する。

（4 ）新しい雇用を創造し、レジャー時間を活用

する便宜と施設の開発を、政府に求める。

（5 ）新技術のもたらす不当なストレスを排除す

るための手段、不健康かつ不安全な作業を排

除する特別な保障対策の確立。

（6 ）雇用に深刻な影響を与える新技術を監視・

管理する三者構成の全国的な公的機関の設

置。

（7 ）発展途上国の失業と、経済の依存性という

問題の解決に実質的に寄与しないまま、新技

術を輸出する企業の政策と、新技術の及ぼす

影響に対する、労働組合の積極的な調査・教

育活動。

（8 ）IMFを通じての、技術革新に関する国際的

情報交換と、労働組合活動の調整。

（9 ）IMFは、定期に会合する常設の作業委員会

を創設する。

多国籍企業問題対策労組連絡会議
IMF－JCは多国籍企業対策を推進するために

は、金属関係以外の労働組合との連携が必要と認

識し、全繊同盟、合化労連、全化同盟の各組合に

呼びかけ、1973年７月に「多国籍企業問題対策労

組連絡会議」（略称：多国籍労組会議）を結成した。

当初は、IMF－JC（電機労連、自動車総連、鉄鋼

労連、造船重機労連、全金同盟、全機金）に加えて、

全繊同盟、合化労連、全化同盟、外資系企業労組

連絡会議の５組織約280万人で発足した。その後、

組織拡大が進められ、1974年５月、商業労連、

1978年にはIUF・JCC（国際食品労連日本加盟労

組連絡協議会）、全日本ゴム産業労働組合総連合が

加わって、８組織、295万５千人と組織が拡大した。

多国籍労組会議の要項は次の通り。
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定期的に労働省と多国籍労組会議との間に協議の

場を設け、必要に応じて通産省、大蔵省、外務省

など関係当局を含めて話し合いが出来る場を設

け、予算措置もとるよう要請書を出した。これに

対し、協議の場の確立について労働省と多国籍労

組会議との間に随時協議の場を設けると共に、必

要に応じて通産省、外務省など関係当局も含めて

話し合いを行うことを約した。これを受けて、

1973年11月には労働省との間に初の多国籍企業労

働問題連絡会議を開催し、労組側から宮田IMF－

JC議長、塩路・清田IMF－JC副議長、宇佐美全繊

同盟会長、太田合化労連委員長、さらに事務局と

してIMF－JCから瀬戸事務局長、佐々木事務局次

長、全繊同盟から井上の各氏が出席した。席上、

３カ月に１回の定例協議開催など合意した。

なお、1973年10月に政府部内にも「多国籍企業

労働問題各省連絡懇談会」が発足し、経営側の意

見も統一されて1974年４月、「政労使三者構成の

多国籍企業労働問題連絡会議」が発足した。第１

回会合で、協議は定例で３カ月に１回、さらに必

要に応じて随時開催することになった。また、労

働省は、1974年度予算に、新年度新規分で約4,500

万円の予算をとり、労働省労政局労政課に国際労

使協力係を設置した。この予算のうち約3,000万円

は調査費として、日本労働協会に委託され、調査

にあたることになった。

経営側は、経団連、日経連、商工会議所など、

結成目的

特に発展途上国における日本企業の活動が注目

されつつある情勢にかんがみ、「日本企業の投資

先における雇用の安定拡大、労働条件の維持改善、

正常な労使関係の確立」を結成目的とする。

当面の活動目標

１．関係労組間の情報交換、調査研究。

２．国内外資企業の動向点検把握。

３．投資先企業対策。

①労働者の組織化への協力。

②現地労働組合との連帯活動の強化。

③ 労組幹部ならびに労働者代表の招聘と研修会

の開催。

④ 社会労働問題に関する情報の収集と調査団派

遣の企画。

⑤外国労働問題関係法規の収集と整理。

４．多国籍企業の行動基準の作成。

５．多国籍企業問題について政府ならびに経営者

団体との間に協議の場を設置。

その後10年の運動の結果、1983年12月に、組織

機構の改革と運営規定（規約）の改正、国際セミ

ナーの開催と国際連帯活動の推進、医療、子女教

育等、海外勤務者問題への取り組み、TCMニュー

ス（内外における多国籍企業の動向を中心とする

訪問、情報紙）と英文資料の発行など、多国籍労

組会議の組織と活動の強化をはじめ、政労使三者

構成および日本労働協会を場とする多国籍企業対

策事業への対応強化－などをはかり、連絡会議か

ら協議会的組織への性格変更と組織名称の改称

（多国籍企業問題対策労組連絡会議から多国籍企

業対策労働組合会議への改称）、機関の再編成（事

務局をIMF－JCに置いた）、事務局長制の導入と

事務局体制の強化、などを中心とする運営規定を

改正した。

三者構成多国籍企業連絡会議の発足
多国籍労組会議は、1973年８月、労働大臣に、 第13回政労使三者構成多国籍企業労働問題連絡会議（1979年5月）
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経済６団体による「日本在外企業協会」が1974年

７月に発足した。これは1973年末、経済５団体が

まとめた「発展途上国に対する投資行動の基準」

を実際の企業活動に生かすためのもので、会員は、

わが国企業300社が加盟した。

政策推進労組会議
民間労組による政策・制度の改革をめざす「政

策推進労組会議」が1976年10月発足したことも、

運動の場の拡充として、忘れてはなるまい。

同労組会議は政策・制度の抜本的な改革を通じ

労働者の生活を守り安定させることを目的に結成

されたもので、IMF－JC ６単産をはじめ、ゼンセ

ン同盟、合化労連、電力労連など16単産１組織

320万人で構成された。

当面、経済政策、雇用、物価、税制を重点項目

として、政府に対して行動をとることにした。

政策推進労組会議は、1976年10月、政府に対し

経済政策、雇用、物価など41項目にわたって申し

入れを行い、11月には、日比谷野外音楽堂に１万

人を集めて「雇用・物価・減税要求中央総決起集会」

を開催した。この政府への申し入れ、総決起集会

は毎年開催された。

技術革新の進展
1980年代初頭から、わが国では急速なマイクロ

エレクトロニクス（ME）化が進展した。企業では、

コンピュータールームでの大規模な汎用コン

ピューターの利用から、一般のオフィスでのワー

クステーション、パーソナルコンピューター、ワー

ドプロセッサーなどの利用へ（OA化）、工場でも、

FA（ファクトリー・オートメーション）化として、

NC（数値制御）工作機械やMC（多能自動）工作

機械、CAD ／ CAM（コンピューター援用設計・

製造）などの導入が進み、さらにFMS（フレキシ

ブル・マニファクチュアリング・システム）をめ

ざす動きが見られた。

このような技術革新は、作業の効率化に決定的

な役割を果たし、「第三次産業革命」とも位置づ

けられるほどになったが、反面、雇用・労働問題

や人間性に及ぼす影響が、いわゆる「ME化の影」

として、その危険性が指摘されるようになった。

金属産業は、ME機器の製造者でもあり、ユー

ザーでもある立場にあるが、IMFは1978年10月に

開催した第３回世界電機・電子産業会議において、

ME化の影響について強い懸念を持ちながらも、

経済成長と社会進歩に寄与しうるとの見解を示

し、新規雇用機会の創出と生産性向上の公正な配

分を訴えた。

翌1979年には、10月のIMF中央委員会において

「第三次産業革命」を主要討議テーマとして設定

し、新技術が労働者の職務と技能におよぼす影響

について深い関心を表明し、労働組合の役割強化

を打ち出した。

金属労協傘下組合でも、各種調査が行われ、対

応指針がとりまとめられた。電機労連（現電機連

合）の「マイコン導入による雇用への影響」調査、

「ME技術が雇用と労働に与える影響」調査、「ME

導入による労働の質的変化と職場秩序の再編」調

査、「第三次産業政策におけるME化に対する具体

的ガイドライン」、「ME革命下における雇用確保

と労働の人間化をめざすガイドライン」。自動車

総連の「自動車産業におけるME化と自動車総連

としての対応」、「雇用対策指針」、「新技術導入対

応指針」。全金同盟（現ゼンキン連合）の「産業

用ロボット・OA機器の導入にともなう雇用への

影響」調査、「ME技術の導入による肉体的・心理

的影響」調査、「技術革新協定基準」。さらに日産

自動車労使の「新技術導入に関する覚書」などが

それである。

ME化対策指針の策定
こうした中、金属労協では、1982年９月、産業

政策委員会のもとに技術革新対策小委員会を設
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業訓練制度の充実、産業用ロボットヘの接触事故

や眼精疲労など、新しいタイプの労災、職業病に

対応する安全衛生基準の確立、中高齢者・女子・

身障者対策の能力開発と雇用確保、国際公正労働

基準の達成、社会的成果還元など、ME化にとも

なう成果還元のあり方の検討、貿易問題や多国籍

企業の行動基準などに関する国際連帯の強化を掲

げ、ME化対策を積極的に推進していくこと」を

確認した。

その後の技術革新対策
ME化対策指針に基づき、金属労協は1984年12

月、ME化対策シンポジウムを開催し、ME化に対

する政労使の対応について、一層の理解を深めた。

技術革新の流れは加速化し、その普及による市

場拡大、金属産業各企業における経営多角化の傾

向とが相まって、金属労協の組織する組合の中、

および周辺で、ソフト部門の勤労者が増大してく

る状況となってきた。

金属労協としても、その組織化あるいは賃金・

労働条件の向上が、重大な課題となっているとの

認識に基づき、1990年９月、技術革新対策小委員

会に代わって、産業政策委員会の中に情報化対策

小委員会を設け、これらの問題について検討を深

めた。

貿易摩擦の激化
わが国経済は、戦後、高度成長を達成し、第一

置、検討を進め、1984年９月、第23回定期大会に

おいて「IMF－JC技術革新（ME化）対策指針」

を策定し、ME化に対する金属産業の労働組合と

しての対応のあり方をとりまとめた。

ME化対策指針では、まず、「われわれは今後、

ME技術革新の活用にあたっては雇用確保と労働

の人間化をすべてに優先する基本原則として位置

づけると共に、ME化がもたらす影響を事前に予

測・評価しつつ、労働者に対する犠牲を排除し、

技術と労働の調和、労働の人間化を実現するなど、

人間性尊重をはじめ社会的還元、国民的合意、国

際的調和を図ることを原則としてME化の進展に

対応していかなければならない」との基本認識を

示した。

そして、次に、「『働く者の福祉を改善するので

ない限り、生産は無意味である』とのIMFの主張

を踏まえ、ME化を企業側のニーズによってのみ

促進させるのではなく、労働者が十分な能力と尊

厳を保ちつつ働ける条件を保障させ、労働生活の

質的改善を図ること」をME化対応理念として打

ち出した。

まず産業・企業レベルでは、「労働組合として、

ME化実施計画に関連する諸問題について、事前・

事後に十分労使協議を尽くし、あるいは、それぞ

れの実状に応じてME化労使協定を締結するなど、

労使の自主的対応により問題解決を図り、雇用確

保と労働の人間化を実現する」ことを打ち出すと

共に、マクロレベルでは、ME化の進展が、一企業・

一産業・一国の枠内だけでは解決困難な社会的影

響を広範に及ぼすことから、マクロ的視野に立っ

て、①人間性尊重の原則、②社会的還元の原則、

③国民的合意の原則、④国際的調和の原則、を「ME

化対応４原則」として打ち出した。

さらに具体的な対応指針として、「ME化の影響

に関する調査研究体制の強化、企業内の雇用確保

を前提に、国家的見地からの雇用安定・創出機構

の整備、企業内および公的機関における教育・職

ME化対策シンポジウム（1984年12月）
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次石油危機後の世界経済において機関車役を担う

ことなどによって、急速に世界経済におけるその

プレゼンスを高めていった。

その過程の中では、繊維やカラーテレビ、鉄鋼

など、その時々におけるわが国からの主要な輸出

産品が、アメリカなどを中心に貿易摩擦を引き起

こし、わが国はそのつど関係国との協議を進める

ことによってこれを解決してきた。

しかしながら、1979年２月の第二次石油危機以

降、わが国経済が輸出主導・外需依存型の体質を

強め、日本製品が世界市場を席巻するかのような

勢いを見せたこと、特に産業の裾野が広く、しか

もアメリカ産業の象徴ともみなされていた自動車

産業の隆盛が著しかったことから、わが国をとり

まく経済摩擦はきわめて激化し、アメリカを中心

とする諸外国から、わが国の経済体質そのものが

厳しく問われるようになってきた。

こうした中で、金属労協は1980年11月、1985年

２月、1985年10月と３度にわたって、「国際貿易

問題と労組の対応」シンポジウムを開催し、金属

各産業が抱える貿易摩擦問題と労働組合としての

対応について理解を深めた。

1985年２月のシンポジウムでは、加盟各単産よ

り、それぞれ抱えている貿易問題について報告を

受けると共に、黒田真・通産省通商政策局長、居

林次雄・経団連国際経済部長、中村卓彦IMF－JC

議長をパネラーに、国際貿易問題と日本の対応を

めぐるパネルディスカッションを行った。

また同年10月のシンポジウムにおいては、貿易

問題に対するアメリカ政府、日本政府、経済界の

対応について、アメリカ大使館、通産省、（財）

経済広報センターから講演を受けると共に、金属

労協加盟単産の三役をパネラーとして、パネル

ディスカッションを行い、国際公正労働基準の確

立、適正な賃上げによる内需拡大、労組の国際連

帯などについて、その必要性を認識すると共に、

内需主導の安定的経済成長路線、農畜産物をはじ

めとする一層の市場開放、日米両国のあらゆるレ

ベルでの協力をうたったアピールを採択した。

円高が金属産業を直撃
このような努力にもかかわらず、わが国の貿易

黒字は拡大の一途をたどり、さらにアメリカの貿

易赤字は増大に向かったことから、1985年９月、

先進５カ国はG5を開催し、為替相場に介入しドル

高を収束させると共に、各国はマクロ経済政策に

ついて協調行動を行うことを確認した（プラザ合

意）。

為替相場は1985年春ごろより、やや円高傾向と

なってきていたが、このプラザ合意をきっかけと

して、円相場は急騰した。これによって、わが国

として、内需拡大、輸入拡大を迫られることとなっ

た。

金属産業は、いわば輸出産業の代表であったた

めに、円高は金属産業を直撃することとなった。

第1回国際貿易問題と労組の対応シンポジウム（1980年11月）

第3回国際貿易問題シンポジウム（1985年10月、東京）
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企業の将来に禍根を残さないために、海外進出が

秩序あるものとなるようにしなければならない。

労働組合は、内需主導型経済のため、賃上げ、時短、

政策・制度要求を強力に進めていく」などを内容

とする「円高危機突破シンポジウム・アピール」

を採択した。

産業政策指針の策定
２度にわたる「円高の影響と対応に関する調

査」、円高危機突破シンポジウムなどによって、

金属産業における円高危機の状況を掌握した金属

労協は、この情勢に対応するため、ただちに産業

政策指針の策定に取り組んだ。

まず1986年12月、金属労協は、1987年度産業政

策指針を「円高対策緊急提言」として策定した。

指針は、「円高デフレによって金属産業が惨澹た

る状態となり、産業構造を転換させていかざるを

えない状況となっている中で、産業基盤の安定と

雇用確保を最優先の課題として、さらに着実な生

活向上を図るための積極的な対応と行動を進める

必要がある」との基本認識に立って策定された。

具体的な政策要求項目としては、まずマクロ経

済政策に関する要求として、「行き過ぎた円高の

是正、公共投資の拡大や公共事業への民間活力の

導入、大規模減税などによる強力な内需拡大の実

行、電力・ガス料金の本格的な引き下げや農畜産

物輸入の自由化促進など円高メリットの国内経済

への適切な還元、節度ある輸出の励行、発展途上

国援助の拡大、ダンピング輸入への適正な対応な

ど、通商摩擦解消と正常な貿易秩序の確立」など

を掲げた。

次に金属産業対策ならびに産業空洞化対策とし

ては、「過当競争の排除、新技術の開発、新製品

開発、新事業分野の開拓など業界の自助努力、金

属産業向け需要創出策の実行、余剰設備の休廃止

に伴う負担の軽減措置など直接的支援、健全な産

業構造の維持、海外進出における産業・企業・事

　こうした中で、金属労協は1986年10月、1987年

10月と２度にわたって、金属産業における「円高

の影響と対応に関する調査」を行った。

1986年の緊急調査によると、「金属労協主要組

合が組織している企業のうち約６割で輸出数量が

減少し、減産を強いられている。特に従来より構

造問題の対応が迫られていた鉄鋼、造船は、ダブ

ルパンチとなっている。雇用ではすでに企業内配

転の余地は無くなっており、他企業への出向・応

援・派遣が増えている。鉄鋼、造船、機械金属産

業で一時帰休が行われており、造船では希望退職

も考えられている。」などの調査結果となった。

翌1987年の調査では、金属産業における円高デ

フレも底入れの様相を見せはじめたものの、生産、

収益におけるバラツキが一層進んだ。輸出中心か

ら国内市場重視へと企業の行動様式が変わりつつ

あり、海外への生産拠点の移転や設備の増強がさ

らに進んだ。

円高不況突破のための取り組み
このような状況を受けて、金属労協は金属産業

における積極的な需要創出、雇用確保のための取

り組みを展開した。

1986年11月、金属労協は円高危機突破シンポジ

ウムを開催し、産業連関分析の世界的権威である

尾崎巌・慶応義塾大学産業研究所長より、円高が

金属産業に与える影響について講演を受け、さら

に円高デフレ下の各単産の情勢と対応策につい

て、金属労協産業政策委員によるパネルディス

カッションを行った。

そして「政府は、強力な金属産業の存在なしに

国民経済の発展が達成できないことを銘記し、所

得税減税、円高メリット還元、設備投資増進、雇

用ミスマッチ解消、行き過ぎた円レートの是正・

安定を実行すべきである。企業は、為替相場の割

安さと低労働コストに誘引されて、安易な海外進

出を行うべきではない。国内産業の空洞化を招き、
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業所レベルで労使の事前協議、進出先での正常で

安定的な労使関係の確立、政労使の多国籍労働問

題連絡会議の活用」などをとりあげた。

そして雇用・労働問題に関する対策としては、

「企業としての雇用の安定確保、公正労働基準の

確保、雇用不安の高まっている産業・地域に向け

た直接的雇用安定化施策の充実・強化、労働時間

短縮、教育・訓練施策の充実、雇用機会の確保・

創出、中小企業の雇用安定化施策などの必要性」

を訴えた。

さらに金属産業関連地域対策としては、「当該

地域に立地する企業の社会的責任に基づく努力を

強調すると共に、自治体による積極的な企業誘致

の推進、大学、研究機関の設立、下請・関連企業

対策の強化、国による地域活性化政策、国土再開

発計画の策定、推進」を掲げた。

1987年度産業政策指針に基づき政府、省庁、地

方自治体、政党、金属議員団、経済団体への申し

入れ行動を展開した結果、６兆円を超える緊急経

済対策の決定や「産業構造転換円滑化臨時措置法」

「30万人雇用開発プログラム」などの法案を成立

させるなどの成果をあげた。

88年度産業政策指針〜産業構造調整下の雇
用対策

1987年には景気は回復過程に入り、雇用もわず

かながら改善を見せた。しかしながら、造船、鉄

鋼産業などは依然雇用調整が避けられない状況に

あり、また技術革新、情報化、ソフト化、サービ

ス化による就業構造の変化がさらに進むものと思

われ、雇用確保を最優先課題とした的確な産業構

造の転換と産業基盤の安定をめざした産業政策活

動を展開していくことが重要となっていた。

こうした中で1987年11月、金属労協は産業政策

シンポジウムを開催、労働省より雇用の現状と労

働行政について説明を受けると共に、北海道、中

国、九州の各地連より産業・雇用情勢とそれに対

する対応について報告がなされ、地域における情

勢の掌握を行った。そして、加藤譲治・神田外語

大学教授、鶴田俊正・専修大学教授、町田洋次・

長銀調査グループ部長をパネラー、有村産業政策

委員長をコーディネーターとして、「金属産業の

今後と雇用問題」についてパネルディスカッショ

ンを行った。

これらを受けて、1987年12月には、金属労協は、

「1988年度産業政策指針」を策定した。

1988年度産業政策指針の具体的な要求項目とし

ては、1987年度指針を基本的に踏襲した上で、マ

クロ経済政策に関する要求、地域対策、雇用対策、

金属産業の需要創出策と海外進出対策の４点とし

た。

マクロ経済政策としては、「５％程度の経済成長

の実現」、地域対策としては、「東京圏への一極集

中是正」、「リゾート開発の推進」、金属産業の需要

創出策として、「道路整備の推進」、「パソコン教育

の拡大」、「海外進出に関する政府主導による産業

別労使会議の開催」などを新たにつけ加えた。

中期産業政策指針の策定
以後、日本経済は第三次産業の拡大を背景に、

低金利、政府の景気刺激策、地価・株価の高騰に

よるいわゆる資産効果をきっかけとして、内需主

導の強力な景気回復・拡大過程に入った。住宅投

資が大幅に拡大し、個人消費、設備投資に波及し

た。金属産業もその恩恵を受け、企業収益は急速

に改善することとなった。

しかしながら、金属労協は、「構造転換はまだ

緒についたばかりであり、金属産業は引き続きそ

の構造転換の努力を続けていかなければならず、

それにあたっては産業・企業としての社会的責任

を果たし、勤労者に対して最大限の配慮がなされ

なければならず、将来にわたって安定し、かつ魅

力ある産業として発展することが必要であり、あ

わせて国際経済の安定と発展に寄与していかなけ
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保によって雇用ギャップの解消を図ると共に、新

雇用形態への対策を強化し、雇用の安定・確保を

図っていくこと」とした。

政府・省庁に対する取り組み
円高不況の真っ只中で、金属労協は金属産業の

維持・発展と、雇用の確保を図るため、これら産

業政策指針に基づき、対政府の取り組みを強化し

た。

1986年12月、金属労協三役は首相官邸において

後藤田正晴・官房長官、平井卓志・労働大臣らと

会談し、中曽根総理宛てに「円高危機解消のため

の諸施策の実施に関する要請書」を提出した。具

体的には、円レートの適正・安定化、不況産業・

地域、中小企業に対する雇用対策の強化、産業空

洞化の阻止、総合的内需拡大策の実施、円高メリッ

トの還元、海外援助の拡充、などを内容とするも

のである。

また1987年３月には、宮澤喜一・大蔵大臣に宛

て、大規模な為替相場介入を含む断固とした為替

相場安定・適正化政策の実行、早急かつ強力な内

需拡大策の断行、アメリカ政府に対するドル暴落

阻止の要請などを内容とする「円高進行に対する

緊急要請」を行った。

これらに先立って1986年10月、経済企画庁とは

当面の経済対策について、労働省とは産業構造転

換と雇用の確保について、通産省とはわが国の産

業構造のあり方について、それぞれ懇談を行った。

さらに1987年３〜４月には、これら３省庁と再

度懇談を行うと共に、1987年10月には、各大臣宛

てに要請を行った。

円高危機後も引き続き、労働、通産、経済企画

の各省庁に対して、おおむね年に一度のペースで、

定期的に懇談を開催し、時宜に適したテーマにつ

いて意見交換を行い、金属労協としての考え方・

主張に対して理解を求めた。

ればならない」との基本認識から、1988年12月、「中

期産業政策指針」を策定し、金属産業のあるべき

姿を提示すると共に、これに基づいて政府・経営

側に対しさらに働きかけを強め、金属産業の基盤強

化と雇用の安定・確保をめざしていくこととした。

具体的には、まず「マクロ経済政策に関する提

言」として「内外需均衡型安定成長の実現をめざ

して、社会資本の充実、国内投資促進、行政改革、

税制改革、労働時間短縮、住宅・土地政策、物価

水準引き下げによる内需の継続的拡大、自由貿易

体制の維持・発展、為替レートの適正化・安定化、

海外援助の一層の充実、製品輸入の拡大による適

正な輸出体制の確立と輸入の拡大」を掲げた。

「金属産業政策と海外直接投資に関する提言」

としては、高付加価値型産業への一層の発展を図

る金属産業政策として、「国内市場開拓と金属産

業に対する需要の掘り起こしと共に、新製品、新

技術の開発、新分野への進出、研究開発体制の充

実、人材の確保と人材育成、公正競争条件の確立

による供給面での高付加価値化。さらに内外への

十分な配慮を伴った海外直接投資に対する政策と

して、国際化に伴う国内生産体制の維持・発展、

労使事前協議の徹底による国内産業の空洞化の阻

止、現地経済への貢献、現地における組織化対策

の強化、渡り鳥的直接投資の排除、投資摩擦の回

避によって現地における問題発生を防止しなくて

はならない」とした。

「金属産業関連地域対策に関する提言」として

は、「東京への集中是正、産業基盤、交通網など

の整備、地域特性の伸長、魅力ある地域づくり、

地方の自主性拡大のための規制緩和と権限委譲、

企業城下町、輸出産地対策などによって地域経済

の活性化をめざしていくこと」とした。

さらに「雇用対策に関する提言」では、「教育・

再訓練の充実、新技術に対応した技術者の養成、

高齢者就業機会の確保、ワークシェアリングの上

からの労働時間短縮、地方における雇用機会の確
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対政党への要請活動
このような政府・各省庁に対する要請活動と共

に、金属労協では、社会党、民社党のみならず、

自民党や公明党、社民連も含めた与野党各党に対

して、円高危機突破のための要請活動を展開した。

1987年３月には、金属労協三役は与野党各党と、

行き過ぎた円高の是正、強力な内需拡大の実行、

円高メリットの国内経済への適切な還元、発展途

上国への援助などによる通商摩擦解消、円高の衝

撃が特に著しい産業への直接的支援措置、政労使

協議機関の設置など産業空洞化への対策、雇用の

維持に向けて最大限の政策の動員、金属産業関連

地域に対する実効ある地域活性化政策などを要請

した。

翌1988年２月には、特定不況業種雇用安定法が

期限を迎えようとしている中で、自民党、社会党、

公明党、民社党、社民連各党に対し、内需拡大に

対応した産業構造への転換が国是となっており、

雇用への深刻な影響が生じていることから、対象

業種指定の適正化、下請け対策の強化などを軸に

速やかな改正によって、円滑かつ実効ある行政が

推進され、雇用安定施策に遅滞をきたすことのな

いよう、要請を行った。

さらに、政策・制度課題における金属労協とし

ての国会対策を強化するため、金属労協が顧問を

委嘱しているところの加盟単産の組織内国会議員

の参集を図り、1986年10月、新たに金属議員懇談

会を結成し、定期的に金属労協方針の理解を得る

と共に、情報交換その他の活動を展開することと

なった。

対経済団体への懇談・要請活動
金属労協は日経連、経団連と共に定期的に懇談

を行い、わが国経済、経営、労使関係のあり方な

どについて、意見交換を深めてきたが、円高不況

下においても、政策・制度の取り組みの前提とし

て、企業の自助努力がきわめて重要であることか

ら、これら経済団体に対する取り組みを強化した。

1986年には、10月に日経連、12月に経団連とそ

れぞれ懇談を行い、円レートの妥当な水準回復の

ための労働コストの適正化、設備投資意欲の回復、

健全な製造業の確立、国民購買力の増強のための

賃上げ、時短、円高・一次産品価格の下落メリッ

トの波及などを要望した。

円高不況克服の後では、製造業なかんずく金属

産業の賃金・労働条件が、他の産業に比べて低位

にあり、このことから労働市場において、いわゆ

る「製造業離れ」の傾向が見られたことから、「魅

力ある製造業・金属産業づくり」などを中心議題

として、懇談を深めた。

浮体工法による空港・ヘリポート建造の推進
金属産業の国内需要拡大策の目玉として考えら

れたのは、造船技術を応用した浮体工法による空

港・ヘリポートの建造であった。これはその建造

自体が、鉄鋼産業、造船産業、航空機産業など金

属産業の需要拡大となるばかりでなく、国内輸送

事情を改善することによって、わが国の潜在的成

長力を高めることをも狙ったものであった。

金属労協と造船重機労連は、関西新空港建設計

画の際においても、浮体工法の採用を主張してき

たところであった。結局、関西新空港は埋め立て

による造成となったが、着工後の埋め立て地の地

盤沈下に伴う造成費の増大と工期の遅れによっ

て、浮体工法採用の利点は明らかとなった。

金属労協は、産業政策委員会を中心に、造船重

機労連と共に、政府・省庁・地方自治体や政党に

対する要請、経済団体に対する懇談などの場で、

浮体工法の活用による空港・ヘリポートの建造を

訴えていった。

このような金属労協の動きを受けて、1987年７

月にはヘリポート・ハイウェイ600研究会議員連

盟も結成され、数度にわたって勉強会が開催され、

金属労協もオブザーバーとして参加した。
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を開催した。

都内芝パークホテルにおいて開催したシンポジ

ウムでは、まず「欧米と日本、真の豊かさを求めて」

と題してパネルディスカッションを行った。ゲプ

ハルト・ヒールシャー・南ドイツ新聞極東特派員、

マーク・ノーザン・アメリカ大使館労働問題担当

官補佐、島田晴雄・塵応義塾大学教授をパネラー

として、中村卓彦金属労協議長をコーディネー

ターに、賃金、労働時間、住宅、物価、農業など

について、欧米と日本の豊かさを比較すると共に、

日本の勤労者生活を豊かにすることが、国際協調

を築きあげることを確認した。

さらに、藁科満治賃金政策委員長（電機労連委

員長）をコーディネーターとして、「生活の国際

化に向けて労働組合の果たすべき役割」について

討議を深め、最後に農畜産物の完全自由化、EC

型付加価値税の導入、住環境全般の改善、労働分

配率の改善、完全週休二日制の確立などを内容と

する「生活の国際化シンポジウム・アピール」を

採択した。

第２回生活の国際化シンポジウム－時短について

翌1988年には、労働時間短縮をメインテーマに、

労働時間短縮の経済的効果、とくに生産性向上へ

の効果について堀一・経済企画庁総合計画局計画

官より講演を受けると共に、所定外労働時間の削

減、所定労働時間の短縮、年次有給休暇の取得促

進について、それぞれ単組が事例報告を行った。

生活の国際化の取り組み
1985年９月のG5において、先進各国はマクロ経

済政策において協調して取り組んでいくことを合

意したが、わが国にとっては、これは内需主導型

経済への転換を意味するものであった。

1986年４月に策定された前川リポートでは、従

来の経済政策及び国民生活のあり方を歴史的に転

換させるべき時期を迎えているとの認識のもと、

経常収支不均衡を国際的に調和のとれるよう着実

に縮小させることを国民的政策目標として設定

し、この過程を通じて、国民生活の質の向上をめ

ざしていくことを宣言した。具体的には、経済成

長の成果を賃金にも適切に配分すること、欧米先

進国並みの年間総実労働時間の実現と週休二日制

の完全実施などである。

この前川リポート、および1987年４月にまとめ

られた新前川リポート（経済審経済構造調整特別

部会（構造調整指針））を具体化するため、政府

は経済運営５カ年計画、労働時間短縮推進計画な

どを策定したが、金属労協としても、国民生活の

向上と経済の安定成長、そして国際協調を図るた

めには、市場開放、産業構造転換などを通じたマ

クロ経済レベルでの国際的均衡と労働時間短縮、

新価格体系の創出を含む賃金の購買力の増強、社

会資本の整備などを通じた生活の国際的均衡を

図っていく以外に道はないとの基本認識のもと、

わが国の勤労者生活が、わが国の生産力に比べて

見合ったものとなっていない状況の中で、労働組

合として、これを欧米先進国並みのものとすべく、

取り組みを強化していくこととなった。これが「生

活の国際化」の取り組みであり、1987年９月の大

会において、「生活の国際化研究委員会」を設置（構

成は書記長会議メンバー）し、対応していくこと

になった。

第１回「生活の国際化シンポジウム」

真の「生活の国際化」の概念をつかむため、

1987年10月、第１回「生活の国際化シンポジウム」

第1回生活の国際化シンポジウム（1987年10月、芝パークホテル）
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そして、時短は生活の向上の面のみならず、わが

国の発展、国際協調の実現にとって不可欠であり、

年間総実労働時間1,800時間をめざす金属労協の

「時短５カ年計画」の実現に向けて、不退転の決

意で闘っていくことをアピールした。

第３回生活の国際化シンポジウム－物価について

1989年の第３回生活の国際化シンポジウムでは、

物価問題にテーマをしぼり、叶芳和・国民経済研

究協会理事長から流通機構、農業を中心に規制緩

和による物価引き下げについて、岩田規久男・上

智大学教授より、土地・住宅価格の引き下げ方策

について、それぞれ講演を受けた。土地については、

土地保有税制を適正に徴税することによって土地

供給の増大を図り、有効利用を促進すること。農

業については、食管制度の廃止、市場開放によって、

海外の安くて良質な農産物を輸入すると共に、国

内農業の自立を促進していくこと。流通について

は、大規模小売店舗法を廃止し、小売段階におけ

る競争原理を確立すること、などを確認した。

第４回生活の国際化シンポジウム－住宅について

1990年に開催した第４回シンポジウムでは、住

宅問題に焦点を当てて、（財）建設経済研究所常

務理事の長谷川徳之輔氏より、税制調査会におけ

る土地税制見直しの方向について、滋賀県立短期

大学の水原渉教授より、ドイツにおける住宅政策

について、講演を受けた。そして適正な都市計画

の作成と実行、土地の供給促進と有効利用を目的

とした、土地保有、譲渡、相続のすべてにおける

総合的・抜本的な税制の見直し、宅地供給、融資

制度の抜本的改善と優良で低廉な賃貸住宅の建設

を基本とする公的な住宅供給の拡充などの必要性

を訴えた。

第５回生活の国際化シンポジウム－再び時短につ

いて

1991年の第５回生活の国際化シンポジウムで

は、再び労働時間短縮を中心課題として位置づけ、

「ゆとり・豊かさの実現をめざした社会システム

の構築に向けて」と題して朝日新聞編集委員・第

三次行革審豊かなくらし部会専門委員の早房長治

氏より基調講演を受けた。また1,800時間の具体化

に向けて、労使で検討を進めていた松下労組より

「松下労使の『ゆとり創造委員会』における検討

について」、新しい自動車産業のあり方について

産業政策作りを進めていた自動車総連より「自動

車総連の産業政策委員会における1,800時間を所与

とした自動車産業・企業のあり方と対応に関する

検討について」、欧米の労働時間制度・実態につ

いて調査を行った鉄鋼労連から「鉄鋼労連の欧米

労働時間調査について」、それぞれ報告を受けた。

そしてわが国の社会システム、すなわち社会制

度、慣習、社会資本、企業行動、生産体制、勤労

者意識など全体をゆとりある豊かな社会に適合し

たもの、とりわけ1,800時間時代を前提としたもの

に再構築していくため、総合的な将来像について

検討を進め、政府、経済団体、個別企業に対して

改革を求めていくことを確認した。

第６回生活の国際化シンポジウム－新しい経済・

社会システムについて

1992年に開催した第６回生活の国際化シンポジ

ウムでは、政府がそれまでの経済運営５カ年計画

を踏襲して「生活大国５カ年計画」を策定したの

を受けて、安原宣和・経済企画庁総合計画局計画

官より概要説明を受けると共に、生活大国に向け

てめざすべき政策・行政のあり方、産業活動・企

業行動のあり方について、成田淳司・国民経済研

究協会主任研究員、大谷清・日経ビジネス副編集

長、伊藤祐禎産業政策委員長をパネラーとして、

パネルディスカッションを行った。

政策・行政における規制や保護政策、産業・企

業における過度な成長・シェア重視など、市場経

済原理が有効に作用していない部分が、国民生活

の向上を妨げるネック、国際的な摩擦を引き起こ

す原因となっていることから、国民生活の向上こ

そが、経済活動の本来の目的であるということを
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再確認し、生産重視、産業・企業優先の経済・社

会システムを、生活重視、勤労者優先のシステム

に再構築していくことをアピールした。

反響呼んだ生活の国際比較調査
金属労協は、「生活の国際化」の推進のため、わ

が国と欧米先進国の生活実態の相違を把握し、日

本の勤労者生活の問題点を浮き彫りにしていくこ

とを目的として、1987年10〜12月、「生活の国際比

較調査」を行い、1988年２月に調査結果を発表した。

これは、ロンドン（イギリス）、パリ　（フラン

ス）、フランクフルト、デュッセルドルフ（ドイツ）、

トロント（カナダ）、ニューヨーク、ロサンゼル

ス（アメリカ）、ローマ（イタリア）を対象として、

金属労協加盟組合の日本企業から派遣されている

日本人駐在員416人に対し、生活に密接な30にわ

たる商品の小売価格の調査を依頼し、さらに駐在

員の目から見た現地の平均的勤労者の暮らし向

き・生活環境についての印象をアンケートしたも

のである。

ローマを除く７都市、150人の駐在員から回答

を得ることができたが、調査結果としては、まず

小売価格調査としては、日本を100とした各都市

の小売価格指数は、ロンドン84.6、パリ103.4、フ

ランクフルト89.2、デュッセルドルフ74.6、トロ

ント71.1、ニューヨーク83.3、ロサンゼルス62.0と

なって、パリを除く全都市で、日本よりも物価水

準が低くなっていることが確認された。費目別で

は、同じく日本を100として７都市平均で、教養

娯楽が63.9、食料が66.8、交通通信が71.8となって

いるのが、特に日本が高価格となっている分野で

あった。

従来より、国際的に見て日本では食料と公共料

金を中心に物価高となっているのではないかとの

指摘がなされてきたが、この調査結果は、これを

具体的に立証するものとなった。

一方、駐在員の目から見た現地の平均的勤労者

の暮らし向き・生活環境についてのアンケート調

査では、食生活、住生活、衣生活、耐久消費財、

自由時間、医療といった質問項目の中で、どうに

か日本の水準が、質の面からも価格の面からも欧

米先進国に匹敵する、あるいはそれ以上に達して

いるものは、わずかに衣生活と耐久消費財に止

まった。

一方、わが国の水準が劣っているものは、食生

活、住生活、自由時間となった。例えば、食料品

などは、品質、品数などの点では、水準を保って

いるものの、あまりにもその価格が高すぎること

が浮き彫りにされた。これは小売価格調査の結果

を裏づけるものとなった。住生活は、単に個人個

人の住宅に止まらず、公園、道路、下水道といっ

た社会資本全体が立ち遅れている実態が明らかと

なった。また自由時間の過ごし方などを見れば、

日本で完全週休二日制や長期休暇が実現された場

合にやってみたいこと、すなわち、自由時間への

勤労者の希望・理想がそのまま欧米では現実に行

われていることがわかった。

金属労協は、これらの調査結果によって、日本

の勤労者生活の抱えている問題点を改めて確認す

ることができ、世界でトップレベルの国民一人あ

たり国民所得にふさわしい勤労者生活を実現して

いくよう、決意を新たにした。

この「生活の国際比較調査」報告は、マスコミ

などでも大きくとりあげられ、政府関係機関、民

間組織からも注目をあびた。特に指数化による物

価水準の国際比較は、従来、わが国では行われて

こなかったものであり、のちに経済企画庁が「物

価レポート」の中で行うようになった物価水準の

国際比較に影響を与えることとなった。

消費税の導入に対して
大平正芳内閣は、財政再建のため、付加価値税

である間接税として一般消費税の導入を打ち出

し、これを世に問うた。しかしながら、総選挙に
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おいて惨敗を喫し、挫折することとなり、これを

受けた鈴木善幸内閣では、臨調が設置され、「増

税なき財政再建」が旗印として打ち立てられた。

続く中曽根康弘内閣では、税の不公平感を解消

し、将来の高齢化社会に備えるため、再び間接税

の強化に対する機運が高まった。

最初に俎上に上ったのは、製造業者売上税で

あった。これは、蔵出し税とも呼ばれ、工場から

製品が出荷される際に、その時点で売上高に課税

されるというもので、間接税というよりも製造業

に対する第二法人税としての性格が強く、「取り

易いところからとる」というわが国の税制の欠陥

をむしろ助長するものであった。このため金属労

協としても、大蔵大臣をはじめ、通産大臣、運輸

大臣、郵政大臣、労働大臣、経済企画庁長官宛て

に要請活動を行った。

こうした中で、政府は売上税の導入を打ち出す

こととなった。これは付加価値税の間接税である

ことは一般消費税と同様であるが、一般消費税が

業者の帳簿に基づき課税を行うものであるのに対

し、取引ごとに税額票を添付することによって、

取引の流れを厳正に把握しようとするものであっ

た。

売上税に対しては、その仕組み自体は優れてい

るものと考えられたが、中曽根康弘内閣が「いわ

ゆる大型間接税は導入しない」と公約していたこ

とから、公約を破るもの、との批判が高まり、感

情的な反発もあって、87年５月、国会において審

議未了・廃案となった。

こうした中で金属労協・中村卓彦議長は、87年

９月９日に開催した第26回定期大会において、「今

後、わが国が世界一と言われる高齢化社会を迎え

る中で、国民の負担をどう考えていくか、受益と

負担の公正をどう確保していくかが、これまで以

上に重要である。しかし、現在の税制では自営業

者や農業従事者に対する所得捕捉が著しく低い。

そのため、勤労者の負担が極めて過重となってい

る。こうした状況は、やはりEC型付加価値税の

導入などによる直間比率の見直しによって勤労者

に大幅な減税を行い、公正な税負担となるように

しなければならない」と主張し、インボイスを用

いるEC型付加価値税導入を明確に打ち出した。

この中村発言は、マスコミでも大きく報じられ、

多方面に影響を与えることとなった。

1987年11月に発足した竹下登内閣は、大平内閣

の時の一般消費税に近い「消費税」を提案した。

これは、インボイスが用いられず、帳簿によって

課税することから、所得捕捉の向上効果に限度が

あり、また様々な免除があって、いわゆる益税と

言われる部分もあった。しかしながら、このよう

な措置が自営業者の反対を押さえこむことともな

り、野党はこれに反対の立場を取ったものの、

1989年４月より実施され、1991年10月には与野党

一致で一部見直しが行われた。この間、金属労協

加盟産別は、連合の場で積極的に論議に加わって

いった。

その後いわゆる高齢化社会の進展と共に、適正

な福祉と負担のあり方が問われるところとなっ

た。こうした中で、消費税の税率引き上げなども

検討課題となったが、連合は1994年６月、納税者

番号制度による総合課税、益税解消、インボイス

導入などによる国民合意の消費税改革などを内容

とする税制改革基本大綱をとりまとめた。

行政改革の推進
小さな政府と規制緩和を柱とする市場経済化

は、自由主義諸国、旧共産圏を問わず世界的な流

れとなった。わが国としても例外ではなく、政府

は1981年３月、第二臨調（第二次臨時行政調査会）

を設置し、増税なき財政再建を基調にして、行政

改革の推進に向けて審議を進めた。1983年３月に

は最終答申がまとめられ、三公社の民営化・合理

化、地方出先機関の整理、特殊法人の整理、大型

補助金の合理化などが提言され、電電公社・専売
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て、さまざまな汚染問題に関心を持ち、それに関

与し、多くの成果をあげてきたが、これらの活動

の実績を踏まえ、発生しつつある世界的規模での

環境破壊に対しても、全人類的な視点に立ち、連

合、IMFその他の組織との連携を深めつつ、課題

の解決に向け、積極的な行動を展開していく、と

のアピールを採択した。

GATTヘの取り組み
特に発展途上国に生産拠点を設けた多国籍企業

の一部では、不当に低い労働コストによる製品を

輸出しているという事実があり、これはいわゆる

ソーシャル・ダンピングとして、多国間の貿易関

係において絶え間ないあつれきを引き起こしてい

た。

GATT（関税および貿易に関する一般協定）は、

1986年以降、ウルグアイラウンドの取り組みを進

めてきたが、かかる状況を受けて、勤労者の諸権

利・労働条件と貿易の枠組みとを連携させる必要

性が高まった。

金属労協としても、このような情勢を受けて、

IMFの指導のもと、1990年９月、中山太郎・外務

大臣、武藤嘉文・通産大臣に宛てて、「労働者の

諸権利と貿易に関するGATT作業部会設置に関す

る要請」を行い、GATTにおける社会条項（ソー

シャル・クローズ）合意に向けての作業部会の設

置について、日本政府としてこれに特段の配慮を

していくよう要請した。

新経済・社会システムづくりへ
金属労協では、1990年９月の第29回定期大会以

降、「魅力ある製造業・金属産業づくり」をめざ

して、産業政策活動を展開してきた。そして、

1992年には1,800時間時代を踏まえ、「産業・企業

優先から生活重視への転換」などをキーワードに、

「新しい経済・社会システムづくり」を行ってい

かなければならない、との考え方を打ち出し、第

公社の民営化（1985年４月）、国鉄の分割・民営

化（1987年４月）などの成果をあげた。

第二臨調の解散後、第一次から第三次にわたる

臨時行政改革推進審議会が設置され、引き続き検

討が進められたが、三公社の民営化以外には、残

念ながら見るべき成果をあげていないことは否定

できなかった。

金属労協としては、第二臨調に金杉秀信副議長

（造船重機労連委員長）が労働組合の代表として

参加し、行革推進のため多大な貢献を果たした。

また民間からの行政改革の応援団として、金属

労協は同盟（のち友愛会議）、化学エネルギー労協、

学者グループなどと共に、行政改革推進国民運動

会議を組織し、経済団体など他の民間団体を含め

た行革国民会議に参画するなど、積極的に活動を

進めた。

環境問題への取り組み
1980年代にはこれまでの地域的な環境問題に加

えて、オゾン層破壊、酸性雨、地球温暖化など、

地球レベルでの環境破壊がクローズアップされる

ようになった。

IMFでは1988年、世界環境会議を開催し、オピ

ニオン・リーダーたる労働組合は、その知見をもっ

てこの環境問題に貢献しなければならない、と確

認し、1989年の第27回世界大会において、自然と

環境の破壊に終止符を打つための世界的キャン

ペーンの展開を打ち出した。

金属労協は、このようなIMFの方針を受けて、

1990年６月、環境問題シンポジウムを開催した。

深海博明・慶応義塾大学教授より「経済発展と地

球環境保全の調和を求めて」と題して講演を受け

たあと、労働組合として環境問題にどう取り組ん

でいくかに関して、単産の方針を報告し合い、互

いに理解を深めた。

そして、金属産業に働く勤労者は、これまでも

公害および職場の安全衛生をめぐる活動を通し
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31回定期大会以降、産業政策委員会において、「新

しい経済・社会システムづくり」のための検討を

進めてきた。

1993年９月の第32回定期大会に向けてとりまと

めた中間報告では、市場経済化の流れの中で、日

本の経済・社会システムが問われているところで

あり、「個の確立・人間尊重」を前提とした公正

な社会の実現に向けて、労働組合が健全なカウン

ターパワーとしての重責を担っていかなければな

らないとの認識のもとに、まず、産業・企業に対

する勤労者の立場から、金属産業の健全な発展、

人間尊重の経営理念、国民的合意の得られる雇用

システムの提示、生産力に相応しい賃金水準、日

本全体として1,800時間の実現、国際的なソーシャ

ル・ディメンション（社会的側面）の確立などを

主張した。

また、生産者に対する消費者の視点からは、コ

メ市場開放、政府事業や規制の削減、土地の有効

利用・供給促進、PL制度導入などを、さらに国に

対する国民・納税者として、生活のための基盤づ

くり、行政改革、公正な税制の実現などを指摘した。

そして日本が国際社会の中で名誉ある地位を占

めるために、世界からの指摘に対して、わが国の

経済・社会システムを検証し、新しいシステムづ

くりの活動の中で活用していくことを主張した。

この中間報告をもとに、1993年10月には第１回

「新しい経済・社会システムづくり」シンポジウム、

1994年４月には94年生活改善シンポジウムを開催

するなど、さらに検討を深めると共に、新しい経

済・社会システムづくりの具体的方向および金属

労協としての行動などについて、1994年９月の第

33回定期大会における本報告に向けて、産業政策

委員会において討議を進めた。

第１回「新しい経済・社会システムづくり」

シンポジウムの開催

新しい経済・社会システムづくりの中間報告を

受けて、金属労協ではそれまで開催してきた「生

活の国際化シンポジウム」を模様替えし、「新し

い経済・社会システムづくりシンポジウム」とし

て、第１回目を1993年10月に開催した。リチャー

ド・クー・野村総研主任研究員、日野市朗・社会

党前政策審議会長、堤清二・経済同友会幹事を講

師に招き、世界、政治、経済界の視点から、新し

い経済・社会システムづくりに対する考え方につ

いて理解を深めた。

そして、新しい経済・社会システムの構築によっ

てこれまでのシステムにおける弊害・ひずみを根

本的に解決すべく、労働組合として自ら果たすべ

き活動を積極的に展開していくと共に、引き続き

政府、省庁、経済団体など関係組織に対して働き

かけを強化していくというアピールを採択した。

初の生活改善シンポジウムの開催

1994年４月には、春の取り組みが山場を越えた

段階において、これについてとりまとめを行うと

共に、残された政策・制度課題について検討する

場として、初めて「生活改善シンポジウム」を開

催した。

シンポジウムでは、梅原事務局長ならびに単産

代表から、94年闘争の評価と今後の政策・制度の

取り組みについて報告を受けた後、中北徹・東洋

大学助教授より「新しい経済・社会システムづく

りを通じた生活改善の取り組み」をテーマとして、

基調講演を受けた。引き続いて、中北助教授をコー

ディネーターに、河毛二郎・日経連副会長、小島第１回新しい経済・社会システムづくりシンポジウム（1993年10月）
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祥一・経済企画庁総合計画局審議官、伊藤祐禎金

属労協副議長をパネラーとして、特に物価引き下

げと雇用安定を中心にパネルディスカッションを

行った。

長期不況と１ドル＝100円への対応
1986年11月以降、日本経済は４年５カ月におよ

ぶ長期の景気拡大を続けた。しかしながら、この

景気拡大は、円高不況に対応した大幅な金融緩和

政策をきっかけとするものであり、いわゆるバブ

ル経済を発生させ、地価、株価など、資産価格の

高騰や経済犯罪の続発を招いた。

金融当局はバブル経済解消のため、強力な金融

引き締めに転じ、1991年４月以降、日本経済は戦

後最長に並ぶ不況に突入した。

長引く不況に加え、特にアメリカのクリントン

政権は、日米貿易不均衡解消を狙って円高政策を

示唆したために、1993年春以降、円相場は急騰し、

1993年８月には、一時ほぼ１ドル＝100円の水準

に達した。金属産業を中心とした日本経済は、こ

の直撃を受け、雇用問題も深刻化した。

金属労協はこのような状況に対応するため、

1993年９月、三役が坂口力・労働大臣、藤井裕久・

大蔵大臣、久保田真苗・経済企画庁長官、熊谷弘・

通産大臣と懇談し、当面の雇用対策、産業空洞化

対策など雇用対策の強化、所得税減税を柱とした

内需拡大の断行、市場開放や規制緩和、低生産性

分野の生産性向上など国際的に受け入れられる合

理的な経済システムの構築、円相場の適正な水準

への誘導、などを要請した。

さらに、1994年１月には、94年闘争の環境づく

りの観点から、９月における各大臣要請に対する

フォローとして、若林之矩・労働事務次官をはじ

め労働、通産、経企の各省庁の幹部と懇談を行い、

景気対策・雇用対策の一層の強化を訴えた。

一方、各政党に対しては、1993年８月に38年に

およぶ自民党政権が崩壊し、労働組合と協力関係

を持つ細川内閣が誕生したが、細川内閣を支える

連立与党の政策幹事会、および連立与党各党派政

策担当責任者に対して、雇用確保・景気回復に関

する要請活動を行った。1993年12月に、連立与党

政策幹事会および社会党、民社党の政策担当責任

者・金属労協顧問議員と、1994年１月には、公明党、

新党さきがけ・日本新党、新生党の政策担当責任

者と懇談を行い、雇用の安定・確保、消費拡大を

軸とした景気回復と円滑な経済活動の実現を要請

した。

また経済団体に対しては、1993年10月、金属労

協三役が永野健会長以下日経連首脳と、1994年１

月には平岩外四会長以下経団連首脳と懇談を行

い、雇用確保と産業空洞化の回避、所得税減税を

柱とした内需拡大の断行、合理的な経済システム

の構築による内外価格差是正などについて、意見

交換を行った。

さらに、1994年１月には、94年闘争推進の一環

として、日経連に対して、５％程度の着実な賃上

げ、雇用創出のためのプログラムづくり、産業別・

地方別の雇用確保のための労使協議と努力、物価

引き下げのための共同行動について申し入れを

行ったが、永野会長より賃上げの余力はなく、ま

ず雇用の安定に努めるべきだとの回答が示され

た。

坂口労働大臣への要請（1993年９月、労働省）
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1964年（昭和39年）

第20回IMF世界大会でJC正式加盟
1964年４月、日本は、正式にIMF（国際通貨基金）

８条国に移行すると共に、OECD（経済協力開発

機構）に正式加盟し、戦後19年を経て先進国入り

を果たした。しかし、日本の金属産業は、企業の

大型化、技術革新・合理化、そして業界再編と課

題は山積みしていた。

そのことは、労働組合にとっても企業内組合を

基本とする日本では、労働組合の合同・再編を意

味し、上部団体は必ずしも同じではなく、スムー

ズに進むのかという問題をはらんでいた。技術革

新は従来の熟練度を無用とし、合理化が進む中で

雇用を守るためには、従来のように国内だけの対

応では済まない時代を迎えていた。また、貿易の

自由化も進み、特に輸出産業の中核である金属産

業の経営者は国際的な対応を進めざるを得なかっ

た。日本の金属産業労組としても労働組合の立場

で国際組織の一員に加わって、情報交換に協力す

るなど、国際連帯を深める必要性に迫られていた。

IMF（国際金属労連）は、1957年（昭和32年）に

日本事務所を開設して以来、オルグ活動の一環と

して、日本の金属関係労組をIMF大会や各種専門

部会に招待して（海外旅行自由化は1964年から）、

海外金属労組との交流関係を培ってきた。1964年

５月16日に日本国内の金属労組がナショナルセン

ターの枠を越えて結集し、国際金属労連日本協議

会（IMF－JC）が結成された。

そして、同年11月25〜28日、オーストリアの首

都ウィーンで開かれた第20回IMF世界大会でIMF

－JCはIMFへの正式加盟を果たした。同大会で福

間知之議長がアジア地域を代表する執行委員（副

会長）に選出された。

IMF世界大会に集まったのは、47カ国77組織か

ら大会代議員274人であり、IMF－JCからは福間

議長をはじめ40人の代表団が参加した。大会後、

IMF－JC代表団は英国、西ドイツを訪問したが、

各地でIMF加盟組合の歓迎を受け、懇談と工場見

学など視察の機会を得た。

IMF－JCは結成後に同年６月のIMF青年・婦人

部会（ジュネーブ）、11月のIMF第５回自動車部

会（フランクフルト）に代表を送ると共に、結成

後４カ月目の同年９月に早くもIMF－JC第１回国

際賃金セミナーを開き、IGメタルからフリッツ・

ハウザー博士を迎え、西ドイツの最新の賃金事情

について学んだ。

1965年（昭和40年）

IMF造船部会調査団が来日
1965年10月、完成自動車輸入が自由化され、全

体の自由化率は93％となった。不況の年で、加え

て消費者物価が7.4％も上昇した。

４月、欧州原子力共同体、欧州石炭鉄鋼体と

EEC（欧州経済共同体）の一本化条約が成立し、

EC（欧州共同体）へと歩み始めた。IMFは、EC

の動きに対応しその中心地ルクセンブルグで鉄鋼・

アルミ産業部会を開催し、IMF－JCを代表して鉄

鋼労連から代表４人が出席した。アジアでは、８月、

シンガポールがマレーシア連邦から独立した。

全米自動車労組（UAW）のビクター・ルーサー

国際部長が1965年１月に開催された「賃金調査セ

4. 国際連帯活動の軌跡（1964 〜1994 年）

第20回IMF世界大会に出席するJC代表団（1964年11月、ウィーン）
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動車協議会が、５月23〜24日、ワシントンで、多

国籍企業問題を検討するIMFゼネラル・エレクト

リック（GE）関係労組国際会議が開かれた。国

境を越えて拡大する多国籍企業対策を進めるため

に、欧米各国とも、その対応に追われていたので

ある。IMF－JCからもそれぞれ代表を送り、日本

の実情報告をし、今後の対策を協議した。

産別単位の国際交流が、アメリカの各金属関係

労組との間で始まった。1966年１月には、IMF－

JC訪米電機チーム、３月には、IMF－JC訪米造船

機械チーム、全米鉄鋼労組（USWA）大会に鉄鋼

労連代表団を派遣した。

また、1966年には、新たにオーストラリア金属

労組との交流を始め、７月には、金属労組協議会J・

エガートン会長が来日、10月にはオーストラリア

職員労組のメインズ委員長が来日した。IMF執行

委員会、中央委員会の他に、10月にIMF職業訓練

委員会（スイス）、11月にIMF婦人部会（ミュン

ヘン）が開催された。

1967年（昭和42年）

アジア金属労組との交流開始
1967年１月、米国の参戦でベトナム戦争始まる。

７月、資本取引が自由化され、８月にはASEAN（東

南アジア諸国連合）が結成された。アメリカのデ

トロイト市で、史上最大の黒人暴動が発生し、国

内ではミニスカートが大流行した。

ンター」総会に出席するため来日し、IMF－JC本

部や自動車関係労組と交流を深めた。

５月、IMF造船部会から、スウェーデン金属労

組のハンス・ハグネル調査部長とIGメタルのギュ

ンター・コプケ調査担当が日本造船業の視察と調

査のため来日した。当時、世界の造船進水量のトッ

プの座を10年間占め続けてきた日本は、世界の注

目の的であった。1966年２月にはイヴァ・ノーレ

ンIMF造船部会会長も来日した。

受け入れで目立つものは、第２回国際賃金セミ

ナー講師として全米鉄鋼労組（USWA）J・マラ

ザ賃金担当と、UAWのグリーンスパン国際部次

長を招聘し、アメリカの最新の賃金事情と、鉄鋼

産業の職務給について講義を受けた。

ILO第８回金属工業委員会に、IMF－JCから２

人の代表を送った。産別レベルの国際交流も始め

た。

1966年（昭和41年）

ブレナーIMF会長が初来日
1966年、ドイツIGメタル（金属労組）は結成75

周年、アメリカのUAW（全米自動車労組）は結

成30周年を迎えた。国内では２月には物価メー

デーが行われ、庶民は３C（カラーテレビ、カー、

ルームクーラー）を新三種の神器と呼んだ。

オットー・ブレナー IMF会長が、８月22日の第

５回臨時拡大協議委員会にあわせて来日し、1966

年８月20日から約２週間、各加盟組織と各地で交流

を重ねた。同行のアルフレッド・ダンネンバーグ書

記次長は、IMF－JC結成生みの親でおなじみであっ

た。

８月８〜14日の第３回国際賃金セミナーの講師

として、IMFイギリス支部議長であり、合同機械

工労組（AUEW）会長でもあるウイリアム・キャ

ロン卿を迎えて「イギリスの賃金事情」について

講義を受けた。

５月31日〜６月３日、デトロイトでIMF世界自

初来日したブレナー IMF会長：左から2人目（1966年８月）
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７月、EEC関税同盟が発足した。８月、ソ連はチェ

コスロバキアに侵入し、フランスでは５月革命と

称する学生騒動が起こった。

５月27〜31日、IMFは結成の地スイス・チュー

リッヒで75周年記念式典と第21回IMF世界大会を

開催し、IMF－JCからは55人の代表団を派遣した。

世界大会直後の中央委員会で、IMF執行委員（副

会長）に福間IMF－JC議長が再選され、電機・機

械部会より分離新設されたIMF電機・電子部会会

長に、オランダ金属労組委員長と共に、清田電機

労連委員長が、双頭会長の一人として選出された。

この世界大会で採択された決議には、ギリシャ

の軍部クーデターへの抗議、フランコ独裁政権下

のスペインヘの抗議、発展途上国援助、地域別経

済統合への対応、放射能防御、世界企業と組合の

対応、全面軍縮および世界平和に関する決議、フ

ランス情勢対応等がある。チェコ事件に対するソ

連への抗議が入っていないのは、それがIMF世界

大会の８日後のことだからである。

この世界大会では、日本の国際経済進出に対す

る西欧諸国の警戒心が強まっていたのと、アジア

各国が、日本の協力支援を期待する発言があった

ことは注目される。

1968年の国際交流では、IMF自動車部会が５月、

イタリア・トリノで開催され、７月には、IMF－

JCアメリカ賃金闘争事情調査団がアメリカ、カナ

ダを訪問し、11月、鉄鋼労連時短交替制勤務調査

団がアメリカに派遣されている。12月には、IMF

－JC東南アジア労働事情調査団を前年に引き続き

送り、東南アジア、韓国金属労組との交流も、

IMF－JCの年間交流の一つとして組み入れられ

た。３月には、韓国金属労連から、初めて２人の

代表を受け入れた。

９月の第７回拡大協議委員会には、フィリピン、

マレーシア、韓国、香港の労組役員を招待した。

1966年11月には、インド金属機械労連パテル博

士を日本に迎えたが、1967年は、ASEAN（東南

アジア諸国連合）結成にあわせてIMF－JC結成以

来懸案になっていたアジア地域のIMF加盟組合と

の交流が始まった。６月、第６回拡大協議委員会

に、インド金属機械労連（HMS系）デサク書記長、

マレーシア金属労組（MIEU）ラジャセカラン書

記長を招待した。以後、毎年、拡大協議委員会開

催のたびに東南アジアや韓国の代表を招待した。

また12月には韓国金属労連第１回幹部教育講座

に、講師団を派遣した。

IMF－JCは各産別からの混合チームを組み、特

に産業再編成に焦点をあて、欧米先進国に調査団

を派遣した。即ち、４月にIMF－JC訪米自動車労

協チーム、９月に欧州資本自由化調査団、11月に

アメリカ労働事情調査団を派遣した。

５月にイギリス・ニューキャッスルで第６回

IMF造船部会を開催、補助金問題などが討議され

た。９月には、IMF中央委員会でUAW・USWA

スト支援決議などを決定すると共に、婦人部会の

充実と青少年憲章が採択された。また、オランダ・

スケフェニンゲンでIMF電機・機械部会が開催さ

れ、それぞれIMF－JCから代表が参加した。

受け入れで特記すべきは、５月にイギリス合同

機械労組から、キャロン会長以下４人が来日した

ことである。またベルギー金属労組フェルナンド・

デコスタ書記長が、７月に第４回国際労働セミ

ナー（本年から『賃金』を『労働』と改称）の講

師として来日、「EECと労働組合の立場」につい

て講義を行った。全米機械工労組（IAM）のR・

フォープル国際部長やUAWのルーサー国際部長

の来日など、国際交流も一段と活発化した。

1968年（昭和43年）

IMFが75周年記念式典
1968年、日本のGNPは、西側で米国に次いで世

界第２位となり、国際収支の黒字基調が定着した。
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して討議され、９月の中央委では、IMF書記長交

替問題が審議され、健康上の理由で退任したアド

ルフ・グラデル氏に代わって、スウェーデン金属

労組のイヴァ・ノーレン氏が新書記長に選出され

た。

専門部会としては、３月にIMF職業訓練委員会

と青少年委員会がジュネーブで開催、４月には同

じくジュネーブで、IMF第５回婦人対策委員会、

９月にはIMF鉄鋼・アルミニウム・製銅産業部会

が、ベルギー・リエージュでILO鉄鋼委員会に先

立って開かれている。

同じ９月、日米電機産業貿易合同調査小委員会

がハワイ・ホノルルで開催され、カラーテレビの

輸出自主規制なども討議され、日本貿易摩擦の解

消の上で成果を上げた。これには、IMF－JCと電

機労連代表が出席した。

海外派遣では、1969年５月に欧州組織事情調査

団、６月に電機労連日米貿易問題調査団、７月に

は地連代表による東南アジア労働事情調査団、９

月に電機労連欧州賃金調査団、11月に自動車労組

欧州賃金調査団の派遣がそれぞれ実施された。

1970年（昭和45年）

IGメタル長期ストにJCが激励電
国際収支は史上最高の20億ドルの黒字となり、

GNPは72兆7,181円で初めて2,000億ドル台を記録

した。３月大阪で日本万国博覧会が開催された。

同月、八幡製鉄と富士製鉄が合併し、新日本製鉄

が発足した。６月、日米安保条約が自動延長し、

これに反対する反安保統一行動に全国で77万人が

参加した。10月、国勢調査の結果、日本の人口は

１億372万人となる。

米ゼネラル・モーターズ（GM）においては９

月15日から58日間にわたる長期ストが打たれ、

IMFのスト支援要請を受けて、IMF－JCは支援激

励電を送った。またGM製品の不買運動のIMF統

一キャンペーンが行われた。

1969年（昭和44年）

IMFアジア地域会議を東京で初開催
1969年９月、OECDは、日本の国際収支黒字定

着を指摘、自由化促進を迫った。IMF（国際通貨

基金）・世界銀行年次総会でSDR（特別引き出し権）

創設を決定。12月、IMF（国際通貨基金）増資を

決定した。日本の新出資額は第５位になり、常任

理事国に昇格した。国内では２月２日、東大安田

講堂の封鎖解除に機動隊が出動した。

２月11〜14日、東京で第１回IMFアジア地域会

議が開催された。これは、わが国労組の国際会議

としては初めてのもので、IMF本部のグラデル書

記長、ダンネンバーグ書記次長をはじめ、韓国、

中華民国、フィリピン、インド、インドネシア、

マレーシア、シンガポール、オーストラリア、

ニュージーランド、フィージー諸島など、11カ国

の金属労組代表24人、それに日本側代表、オブザー

バーを含め、計110人が出席した。

同地域会議では、①IMFとしてのオルグ活動、

情報宣伝、ストライキ及びロックアウトに対する

援助、②教育および訓練に対しての相互援助、そ

のための会場、機械設備の提供、講師等の派遣を

行うこと、などが確認された。このアジア地域会

議は、以降３年に１回開催されることになった。

この年1969年は問題も多く、IMF中央委員会は、

５月と９月、２回開催された。５月の中央委員会

では、「世界（多国籍）企業対策」が重要議案と

第１回IMFアジア地域会議（1969年２月、東京）
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などドル防衛策を発表した。10月、国連総会は中

国加盟・台湾追放を決議した。12月、スミソニア

ン体制の発足により、１ドル＝308円の新レート

が実施される。

1971年10月26〜29日、スイス・ローザンヌで、

第22回IMF世界大会が開催され、IMF－JCから49

人の代表が参加した。引き続き福間IMF－JC議長

が、IMFアジア地域執行委員（副会長）に選出さ

れた。採択された11の決議は、いずれも重要なも

のであるが、軍縮および世界平和、独裁体制国の

労働者への支援、発展途上諸国援助、多国籍企業

対策、自然環境汚染対策等が注目された。

ILO関係諸会議には、IMF－JCとして可能な限

り参加しているが、ILO金属工業委員会（ジュネー

ブ）には代表団３人を送り、８月にヘルシンキで

開催された造船・修船業における安全衛生に関す

る国際ジンポジウムには、造船から代表団６人を

派遣した。この会議の結論が、ILOの安全コード

の基礎となった。

1971年１月にブレーメンでIMF航空宇宙産業委

員会、３月にロンドンでIMF世界自動車協議会、

６月にジュネーブでIMF婦人労働者委員会、９月

にウィーンで第２回IMF青少年セミナーが開催さ

れ、それぞれ代表を派遣した。

アジアにおける活動は、質量とも一層拡大され

た。２月、オーストラリア・アジア地域交流視察

団を派遣し、オーストラリアから金属労組などの

５幹部が４月、７月、11月と来日し、韓国、中華

民国、フィリピン等アジア各国からの視察団の来

日、技術訓練生の受け入れも盛んになった。パキ

スタン水害に際しては、国際赤十字を通じて、

IMF－JCとしていち早く支援活動を行った。

1972年（昭和47年）

初のアジア青婦人シンポジウム開く
1972年２月、ニクソン米大統領が中国を訪問し、

米中関係が復交した。５月には沖縄の本土復帰が

また韓国金属労組傘下の造船ストライキにも、

IMF－JCとして10万円のカンパを送り、激励した。

早くも、第１回IMFアジア地域会議決議の具体化

が始まったと言える。

また、IMF－JCは同決議の線に沿って、東南ア

ジア労組技術研修制度を設置することになり、そ

の第１回として、韓国から３人、中華民国から２

人の研修生を受け入れた。

1970年５月９日、UAW（全米自動車労組）のルー

サー会長が飛行機事故で亡くなった。５月14日の

葬儀には、IMF－JCを代表して、瀬戸事務局長が

参列した。

10月のIMF中央委員会では、GMストライキ支援

宣言をはじめ、軍事政権下等で抑圧されているブ

ラジル・スペイン金属労組への支援決議を採択し

た。４月、ジュネーブで第６回青少年対策委員会、

６月、フランクフルトで第５回婦人対策委員会、８

月、ストックホルムで職業訓練セミナー、９月、

ILO金属工業労働委員会に先立ち、IMF機械部会

をジュネーブで開催した。同じく９月、ヘーグで

IMF電機電子部会、12月、ジュネーブでIMF航空

機産業委員会が開催され、IMF－JCとしてそれぞ

れ会議に代表を送った。

海外への派遣団は、1970年１月に鉄鋼労連アメ

リカ・ストライキ技術統制調査団、５月にIMF－

JC欧州労働事情視察団とIMF－JC欧州統計調査

団、８月に造船欧州賃金調査団、10月に自動車労

協欧州賃金調査団、11月に第２回自動車労協欧州

視察チームとIMF－JCアメリカ・カナダ・メキシ

コ労働事情視察団などテーマ別の調査団を数多く

派遣した。

1971年（昭和46年）

アジアにおける活動質量共に拡大
対米貿易収支25億ドルの大幅出超で、日米貿易

摩擦が問題化する。1971年８月、ニクソン米大統

領が金とドルの交換一時停止、10％の輸入課徴金
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業訓練委員会、10月にドイツ・スプロックホーフェ

ルで第３回青少年セミナー、12月にロンドンで世界

電機・電子部会を開き、それぞれ代表を送った。

海外派遣では、欧米ならびに東南アジア韓国へ

９チームを送り、海外から受け入れも増加し、特

にアジア地域との交流が本格化した。

また、ILO安全衛生関係専門会議に、造船から

代表を派遣した。東南アジア技術研修生制度もい

よいよ本格化してきて、韓国、中華民国から研修

生を迎え、アジア各地での労働講座にも、講師を

派遣した。

1973年（昭和48年）

IMF東アジア地域事務所に改編
1973年１月、ベトナム和平協定が実現。２月、米、

ドル切下げなどの対外経済政策を発表、スミソニ

アン体制が崩壊し、日本は変動相場制に移行した。

10月、ペルシャ湾６カ国が、原油公示価格を21％

引き上げ、OPECが石油減産措置を決定した（第

一次石油危機）。

３月28〜31日、東京で第７回IMF造船産業部会

が開催された。これは、IMF－JCとして初めて受

け入れた産業別国際会議であった。造船進水量に

おいて、常にトップにあった日本の造船業と、そ

こに働く労働者の実態を、その目で見てもらい、

理解を深めるのに役立った。

７月16日、多国籍企業対策労組会議（TCM）

が発足した。戦後、日本企業の対外直接投資の再

開と共に、海外日系企業における労使紛争も発生

するようになり、情報交換や協議・協力の会議体

として、ナショナルセンターの枠を越えて、民間

労組が結集した。その呼びかけ組織はIMF－JCで

あった。以来、IMF－JCはTCMの事務局を担当

することになった。

９月25〜26日、日本でIMFアジア自動車セミ

ナー、続いて９月27〜28日、日産・トヨタ世界協

議会が開催、14カ国、70人の代表が出席した。こ

実現した。６月、イギリスが変動相場制に移行し

た（ポンドショック）。９月、日中国交が樹立。

12月、東西ドイツが関係正常化基本条約に調印。

国内では２月、連合赤軍が立てこもった浅間山荘

事件があった。

４月15日、これまで11年間IMF会長として組織

の発展に努めた、オットー・ブレナー会長が急死

した。４月20日にフランクフルトのIGメタル本部

で開かれた告別式には、IMF－JC本部を代表して

瀬戸事務局長が出席して弔意を表わした。５月、

IMF特別執行委員会で、IMF会長代行として、デ

ンマーク金属労組のハンス・ラスムッセン氏を選

出した。

第２回IMFアジア地域会議が、1972年10月９〜

12日、オーストラリア・シドニーで開催され、14

カ国24組織140人が参加し、IMF－JCからも39人

が出席した。同会議では、特に、多国籍企業政策、

IMF地域連絡事務所の体制強化などが出された。

２月10〜12日、アジアの婦人と青少年の労働条

件や直面する諸課題を検討し、国際連帯を強化す

る場として、第１回IMFアジア青婦人シンポジウ

ムがマニラで開催された。IMF－JCからは福間議

長、瀬戸事務局長、代表団41人が出席し、会議の

成功に寄与した。

IMF本部主催の諸会議としては、２月にストック

ホルムで造船産業安全対策委員会、３月にウィーン

で第７回婦人委員会、８月にジュネーブで第５回職

第１回IMFアジア青婦人シンポジウム（1972年２月、マニラ）
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れも日本に本拠を持つ多国籍企業で働く金属労働

者の結集体としての情報交換、国際連帯の場とし

て、IMF－JCの役割を果たしたものといえる。

オランダ総同盟金属労組の長期ストに対し、

IMF－JCは激励カンパ１万スイスフランを贈って

支援した。

従来から欧米・アジア地域へテーマ別の調査団

を数多く派遣していたが、６月、IMF－JCとして

公式に初めてソ連の全ソ労組評議会および金属関

係４組合、イスラエル労働総同盟へ視察団を派遣

した。

1957年以来、IMFの地域機関として設けられて

いたIMF日本事務所が、1973年１月からIMF東ア

ジア地域事務所に改編し、活動担当領域は中華民

国、香港、インドネシア、日本、韓国、マレーシア、

フィリピン、シンガポール、タイの９カ国に拡大

された。

ハンス・ラスムッセンIMF会長代行の死去で３

月、ベルギー金属のグスタフ・ワラー氏が会長代

行に任命され、11月のIMF執行委員会で、IGメタ

ル会長のオイゲン・ローデラー氏が、次期会長に

任命され、IMF中央委員会で正式に承認された。

1974年（昭和49年）

IMFローデラー・レブハン体制
1974年は狂乱物価で卸売物価31.3％、消費者物

価34.5％上昇し、戦後初のマイナス成長（実質経

済成長率－0.5％）となり、スタグフレーションが

問題化した。

７月２〜５日、スウェーデン・ストックホルム

で、第23回IMF世界大会が開催され、前年1973年

９月のIMF－JC大会で福間知之前議長の後を継い

だ宮田義二IMF－JC議長を総団長に、IMF－JC代

表団37人が参加した。基調テーマを「人間的労働

環境の確立」に置き、労働組合の自由と民主化の

推進、発展途上国問題、石油危機とエネルギー事

情対応などの決議を採択した。

この大会では、IMF会長にIGメタルのオイゲン・

ローデラー会長を選出、書記長には、勇退するイ

ヴァ・ノーレン書記長の後をうけて、書記長候補

に２名が名乗りをあげ、IMF－JCも支持した

UAWのハーマン・レブハン氏がダン・ベネディ

クト氏を破って、書記長に選出された。

以後IMFは、ローデラー会長・レブハン書記長

体制となる。また、同世界大会で宮田議長がIMF

執行委員（副会長）に選出された。

５月16日、IMF－JCは結成10周年を迎えたが、

記念式典・レセプションは、第13回IMF－JC総会

に併せて、10月３日、東京プリンスホテルで挙行

した。海外から来賓としてIMF本部からレブハン

書記長、トネッセン書記次長をはじめ、アメリカ、

オーストラリア、中華民国、香港、インド、イン

ドネシア、韓国、マレーシア、ニュージーランド、

フィリピン、シンガポールの金属労組代表計22人

を迎え、盛大に執り行われた。

アジア地域では、５月22〜24日、東京で第１回

IMFアジア電機・電子セミナーが開かれ、アジア

地域における日米欧の電機・電子関係の進出企業

の労使関係、労働条件、労働組合諸権利の問題を

中心に討議を行い、今後IMFを中心に情報交換、

連帯行動をしていくことを確認した。

貿易不均衡問題は、繊維産業から鉄鋼・造船・

電機など金属産業へと移ってきたが、IMF－JCは

米国および欧州の金属労組との対話もIMFの枠の

中で実施してきた。

1975年（昭和50年）

東京で初のIMF中央委員会
1975年は戦後最大の不況の年となった。４月、

1967年から続いたベトナム戦争が終結。６月、メ

キシコシティーで国連国際婦人年世界会議を開

催。９月、昭和天皇・皇后が初の訪米を実施した。

11月、第１回先進国首脳会議（サミット）をフラ

ンス・ランブイエ城で開催し、不況克服の国際協
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アジアで初のIMF中央委員会（1975年10月、東京）

調で合意した。

1975年10月８〜９日、東京で初めてのIMF中央

委員会を開催した。アジアで初の開催でもある同

中央委員会には海外代表140人を迎え、IMF東京宣

言として、IMF綱領を承認しない共産主義諸国労

組との二国間交流の承認とそのあり方などを決定

した。

中央委員会に引き続いて10月11〜12日、第３回

IMFアジア地域会議、10月13〜14日、第２回IMF

日産・トヨタ世界自動車協議会が開催され、大挙

100人におよぶ海外代表が来日し、盛況を極めた。

これは取りも直さずIMFの中に占めるIMF－JCの

国際的評価が定まったことを示すものと言える。

この中央委員会の成功は、国内労働運動にも大き

な影響を与えるもので、国内外におけるIMF－JC

の比重が一段と重くなったことを示した。

1975年は「国際婦人年」で、IMF－JCは、1974

年11月にジュネーブで開催されたIMF婦人委員

会、IMF青少年委員会に引き続いて、1975年４月、

ジュネーブで開かれた第４回IMF婦人労働者会議

に代表を派遣した。

国連は、①男女平等の促進、②経済・社会・文

化の発展への婦人の参加、③国際友好と協力への

婦人の貢献、の三つの目標を掲げたが、IMF－JC

もその目標達成のための努力を続けた。

１月には、第４回IMFアジア青婦人シンポジウ

ムを香港で開催したが、国内でも、２月、IMFイ

ルダ・シモナ婦人部長を講師に招請し、IMF－JC

婦人セミナーを開催した。

この他、３月にジュネーブでIMF世界自動車協

議会、５月にシカゴでIMF農機産業委員会、ウィー

ンでIMF機械部会、鋳物産業会議を開催、９月に

は第９回ILO鉄鋼産業労働委員会（ジュネーブ）

に宮田議長ら４人を派遣した。

この年1975年、初めて第１回IMFアジア造船セ

ミナーが５月にシンガポールで開催され、アジア

の造船産業における労働組合権、労働諸条件、安

全・衛生問題について対策を討議した。

IMF－JCは、IMF本部からの要請にもとづき、

IMF－JC職員のIMF本部派遣を決定し、1975年５

月、労働調査部鎌田普職員を派遣した。

1976年（昭和51年）

日米加金属労組会議を初開催
1976年11月のEC首脳会議で対日貿易不均衡是

正の宣言を採択した。

IMF－JCの努力で、1976年５月３〜４日、ホノ

ルルで第１回日米加金属労組会議が開催され、

IMF－JCから宮田義二議長他14人の代表が参加し

た。議題の中心は、貿易不均衡を一因とする失業

問題である。この会議は、今後も継続的に開催す

ることを確認した。

11月23〜24日、 第 １ 回IMF造 船 作 業 部 会 ／

OECD第６回作業部会がパリで開催され、日本か

第１回日米加金属労組会議（1976年５月３〜４日、ホノルル）



JCM50年史126

らもIMF－JC代表が参加し、目前に迫る余剰人員

をはらんだ警戒すべき雇用への脅威が確認され、

OECDにIMFの造船対策を提起した。

６月28〜30日、アメリカ・ピッツバーグでIMF

鉄鋼部会が開催され、IMF－JCから宮田議長をは

じめ鉄鋼労連から５人が参加したが、ここで、政

労使の三者構成による世界的会合を要請、その結

果、1978年にIMF鉄鋼作業部会とOECD鉄鋼グ

ループとの会議がパリで実現した。

IMFは金属産業といっても、その組織の中には

採掘部門も含み、４月、ホノルルで開催された

IMF世界ニッケル会議にも、それが反映されてお

り、鉄鋼・製銅部門にもそれが含まれていた。

３月の第３回IMF多国籍電機・電子企業対策委

員会（ジュネーブ）では、電機・電子企業におい

て労使紛争などの問題が多発しており、その対応

を討議した。自動車産業関係では、５月、ミュン

ヘンで第９回IMFヨーロッパ自動車会議を開催し

た。

アジア地域に対するIMF－JCの役割は、いよい

よ重く、各種の教育講座、シンポジウムの開催に

協力し、積極的に海外労組幹部を受け入れた。

1977年（昭和52年）

IMF東アジア事務所が20周年
国際情勢では、1977年、各国で200カイリ漁業

専管水域を実施、日本は５月、領海法・漁業水域

暫定措置法を公布、200カイリに対応した。

IMF関係では、10月24〜28日、西ドイツのミュ

ンヘンで、第24回IMF世界大会が開催された。IG

メタル受け入れによる世界大会は、第一次世界大

戦前の1913年のベルリン大会以来であった。

今世界大会の基本テーマは、「1980年代へ－向

こう10年におけるIMF」で、①向こう10年の団体

交渉、②労働組合方針と新経済秩序、③労働組合

権と職場における民主主義、をテーマとする３分

科会で討議を進め、15の決議を採択した。

役員改選では、アジアを代表して、宮田義二

IMF－JC議長が執行委員（副会長）に、電機・電

子産業部会の双頭会長の一人に竪山副議長がそれ

ぞれ再選され、さらにIMF本部書記次長として、

瀬戸一郎IMF東アジア地域事務所長（IMF－JC事

務局長）が任命された。

この年、世界大会を含む一連のIMF諸会議への

代表派遣、調査団、視察団等によるIMF－JCから

の海外派遣者は260人を上回った。海外からの労

組代表受け入れは、IMF－JC総会、第２回日米加

金属労組会議、東南アジア、発展途上地域労組か

らの研修生、調査団など合計140人を数えた。

このうち、９月12〜13日、静岡県御殿場での第

３回IMF日産・トヨタ世界自動車協議会には、12

カ国72人の外国代表を招聘し、「日本にある親企

業の労組と、海外に組織されている労組との緊密

な関係を強化し、IMF世界自動車協議会を通じて、

さらに強力な国際協力に訴える」ことなどを結語

として採択した。

９月９日、東京でIMF東アジア地域事務所開設

20周年記念レセプションが開催された。当日、レ

ブハンIMF書記長ら海外来賓をはじめ、石田労働

大臣、藤縄労働事務次官、開設当時の関係者、労

働団体、友誼労組代表など約150人が集まり、

1957年に前身のIMF日本事務所開設以来の20年間

の思い出が語られた。

IMF東アジア事務所20周年レセプション（1977年９月、東京）
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議の途がつけられた。

1979年（昭和54年）

注目集めたIMF世界時短会議
1979年１月に国際石油資本は対日原油供給削減

と値上げを日本に通告、産油国も７月以降、１バ

レル14.5ドルを18ドルに値上げを決めた（第二次

石油ショック）。６月には第５回サミットを東京

で開催、石油ショックに対処する宣言を採択した。

IMF関係で、特に注目を集めた会議は、８月23

〜25日、ジュネーブのILO本部で行われたIMF世

界時短会議である。まずレブハンIMF書記長が基

調報告を行い、世界における時短闘争の歴史とそ

の闘争においてIMF加盟組合が果たした先駆的役

割を評価し、「当面時短がすべての闘いに優先す

る最大の課題だ」と強調した。

ここでは、時短による雇用の拡大、コスト論議

を含めて討議し、IMF加盟組織としての時短の取

り組みを確認した。宣言を採択して世界的な時短

運動の指針とした。

10月、中央委員会がウィーンで開催され、新技

術（マイクロプロセッサー）をめぐる第三次産業

革命に関する決議を中心に討議された。

この他、４月、IMF安全・衛生会議（ジュネーブ）、

IMF鉄鋼作業部会・OECD鉄鋼作業部会（パリ）

は１月、４月、10月と３回開催された。11月には、

第８回IMF世界造船産業会議（コペンハーゲン）

が開催され、造船産業危機の中での今後の展望に

ついて討論、特にOECDレベルにおける討論に、

政労使代表を招請する案を、日本代表から提起し

た。この年１月、IMFタイ協議会（TC）が結成

された。

1980年（昭和55年）

自動車、鉄で世界的対応迫られる
1980年に日本車生産台数は世界第１位となり、

粗鋼生産量も、資本主義国で第１位となった。６

1978年（昭和53年）

アジア労働組合権憲章を採択
国際情勢では、1978年７月の西ドイツ・ボンで

の第４回サミットで、「インフレなき成長」の総

合戦略を採択。８月には日中平和友好条約を調印

した。10月、新日鉄は４製鉄所の９設備休止の合

理化案を組合側に提示した。さらに11月、三菱重

工が２年間で１万人削減の合理化案を、労組に提

示した。

アメリカで、日本製カラーテレビのダンピング

課税問題が起こり、電機労連から竪山利文委員長、

日立、松下、三洋、シャープの委員長、それに瀬

戸IMF－JC事務局長が加わったIMF－JC訪米代表

団が派遣され、全米・電機・ラジオ労組（IUE）、

全米友愛電気工労組（IBEW）、米労働総同盟産別

会議（AFL・CIO）の労組関係者、財務省、国会

議員などと相互理解の場を持った。

さらに10月には、ジュネーブでIMF電機・電子

産業部会が開催され、「電機・電子産業における

新技術が雇用問題に及ぼす影響」、「国際的規模に

おいて新技術が雇用問題に及ぼす影響－特に電機

産業」について報告、討議が行われた。

11月14〜16日、インド・ニューデリーで、第４

回IMFアジア地域会議が開催され、アジア19カ国

から代議員130人が参集した。IMF－JCからは35

人が参加した。ここで懸案になっていた、「アジ

ア労働組合権憲章」を採択したが、これは“世界

人権憲章”の「真正の自由にして独立した労働組

合運動は、基本的人権を保障する体制のもとでの

み発展しうる」との労働組合基本権の確立を確認

したもので、当時のアジア情勢からして、切実に

して最も緊急な課題でもあった。また、IMFでは

毎年９月１日を、アジアにおける「労働組合権

デー」とすることを決定した。

この年1978年、造船と鉄鋼において、OECDと

の関係がさらに強められ、作業部会を通じ、IMF

とOECDで政労使三者が一堂に会しての対策の協
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月、第６回サミットがベネチアで開催され、①ア

フガニスタンからのソ連軍撤退要求、②インフレ

抑制・代替エネルギー増大などの宣言を採択した。

２月26〜28日、パリでIMF鉄鋼作業部会、続い

て政労使三者代表参加によるOECD世界鉄鋼産業

シンポジウムが開催された。三者構成シンポジウ

ムはIMFが提言し、この数年、その実現に努力し

てきた結果、開催されたものである。日本の粗鋼

生産量が、西側でトップに立った年だっただけに、

各国の日本に対する注目度は高かった。

日本の自動車の生産台数が、世界第１位になっ

たのは、自由化された当時からすれば、昔日の感

があるが、２回にわたる石油ショックによるガソ

リン高騰で、省エネの小型車で、品質がよく低価

格の日本車が、世界で歓迎されたからである。

日本側自動車労組も対策に追われ、１月16、17

の両日、御殿場で第４回IMF日産・トヨタ世界自

動車協議会、続いて第１回IMF本田世界自動車協

議会が開かれた。

さらに第２回IMFアジア自動車セミナーも開催

され、急迫する貿易摩擦、多国籍企業問題に対す

る組合サイドの真剣な討議が行われた。さらに２

月になると、UAW（全米自動車労組）のフレーザー

会長、グレイトハウス同副会長、レブハンIMF書

記長の一行が来日、５日間の滞在期間中、精力的

に自動車各社労使首脳や、政府閣僚、IMF－JC三

役等と会談した。

アジア関係では、４月、マレーシアで、反労働

組合的な労働組合関係法が議会を通過し、労働組

合活動が著しく規制されることになり、IMFマ

レーシア協議会はIMFに要請して、特に電子産業

において、産業別労働組合組織の結社の自由を侵

すマレーシア政府をILOに提訴した。こうした動

きは、東南アジアにおいて、労組権の認識はまだ

まだの感があり、IMF－JCとしても強く関心を抱

いて対処してきた。

東欧では８月、ポーランドのグダニスクで造船

労働者など約５万人が民主化を求めてストに突入

し、９月、グダニスクで自主管理労組「連帯」が

設立された。

1981年（昭和56年）

ポーランド「連帯」へ１万ドルカンパ
1981年１月、日産自動車がイギリスでの乗用車

生産を発表し、初の欧州本格進出を開始した。こ

れに対し２月、ECは対日輸入監視制度導入を声

明として発表した。５月、日米政府は、乗用車対

米輸出自主規制で合意、81年度は168万台に制限

した。７月、第７回サミットがオタワで開催され

た。

国際連帯の面では、２月にIMF本部からの要請

にもとづき、ポーランド「連帯」へIMF－JCとし

て１万ドルの支援カンパを行った。

５月24〜29日、ワシントンで第25回IMF世界大

会が開催された。IMF－JCからは60人の代表団を

送ったが、大会代議員500人が世界中から集まり、

オブザーバーを含めると800人が出席して活発な

討論を展開した。

主要テーマは「闘争に参加しよう　平和・正義・

雇用」で、世界平和、人権および経済民主主義、

社会経済問題、多国籍企業、新技術と第三次産業

革命など19の決議を採択した。

さらに規約を改正して、大会開催を従来の３年

ごとから４年ごとに延長、十分に論議が尽くせる

よう日程も従来より延ばした。

役員改選では、満場一致で、ローデラー会長、

レブハン書記長が再選され、IMF－JCからはアジ

第25回IMF世界大会（1981年５月、ワシントン）
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動車産業の危機・労組の対応」をテーマに、自動

車産業労働者をとりまく課題と対応策を討議し

た。日本は自動車の最多輸出国だけに各国の関心

も高かった。塩路自動車総連会長（IMF－JC副議

長）は、「新しい技術革新の導入が必要だが、新

技術が労働者の不幸をもたらすことがあってはな

らない。新技術の導入が、労働者と人間社会に、

より幸せをもたらすように挑戦していきたい」と

報告し、「労働コスト面での大きな国際間格差の

是正」、「労働時間の短縮」、「雇用保障に関する均

衡のとれた基準の設定」、「企業の意思決定に対す

る発言力の強化」、「政労使三者構成による世界自

動車会議の開催」などの決議を採択した。これに

先立って、４月27日、世界自動車サミット、４月

25日に日産・トヨタ・本田世界自動車協議会も連

続して行われた。

この年1982年、IMFホワイトカラー労働者会議、

IMFラテン・アメリカ電機会議、第１回IMF世界

航空宇宙産業会議、IMF世界工作機械・新技術会

議のほか、従来からの鉄鋼、造船の産業別会議も

開催された。

11月、台北で第５回IMFアジア地域会議が開催

され、多くの重要課題と共に、マレーシアにおけ

る労働組合問題に強い関心が集まり、当事国にお

ける抵抗はもちろんであるが、IMFの指導のもと

に、さらに国際連帯を通じて対抗策が講じられる

ことになった。IMF－JCは代表団66人を派遣し会

アを代表する執行委員に宮田議長、電機・電子部

会双頭会長に竪山副議長、IMF書記次長に瀬戸

IMF－JC事務局長が再任した。

この大会で、航空宇宙部会が新設され、以降、

７部会で運営されることになった。

また、次期大会は、東京開催が承認され、IMF

－JCは、その準備に全力をあげることを誓った。

この年1981年の特徴としては、アジア地域でIMF

の産業別セミナーが相次いで開かれたことであ

る。２月に東京で第１回IMFアジア鉄鋼セミナー

が開かれたのを皮切りに、６月にマレーシア・ぺ

タリンジャヤで第３回IMFアジア電機セミナー、

７月には台北で第３回IMFアジア造船セミナーが

開かれ、多国籍企業対策を中心に、アジアの産業

別対策を討議した。

また、安全・衛生作業部会、造船作業部会／

OECD第６作業部会、鉄鋼作業部会／ OECD鉄鋼

作業部会、婦人世界会議などが開催されたが、産

業構造の変化を受けて、11月、アムステルダムで

第１回IMFオーディオ・エレクトロニクス会議を

開催し竪山電機労連委員長ら17人が参加、産業構

造、貿易問題を中心に論議した。

1982年（昭和57年）

東京でIMF世界自動車会議
1982年、日本の輸出総額は30年ぶりに前年より

減少した。11月、本田技研が米国で小型自動車の

生産を開始した。12月、国連総会で核の凍結と不

使用の両決議を採択したが、英米仏は反対した。

「軽薄短小」が流行語となり、ゲートボールが日

本各地ではやった。

国内でも全民労協が結成され、民間先行の労働

戦線統一が大きく前進した。４月28〜30日、東京

で第８回IMF世界自動車会議が開催され、レブハ

ンIMF書記長、フレーザー IMF自動車部会長、ゴ

ンツIMF世界自動車協議会事務局長ら、オブザー

バーなどを含めて23カ国230人が参集、「世界の自

IMF世界自動車会議（1982年４月、東京）
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会の結成、４月、同委員会セミナー、10月、労働

講座開催と、IMF－ROCCの活動はめざましく、

IMF－JCはその協力を惜しまなかった。こうした

動きは、シンガポール、マレーシア、タイ、韓国

のいずれの国においても見られた。

10月、カナダ・モントリオールで第７回日米加

金属労組会議が開かれ、公正貿易政策の支持、関

係国間での生産（活動）の適正な移動の必要性な

どの宣言を採択した。

11月18日、ジュネーブで、IMF臨時中央委員会

を開き、ローデラー IMF前会長の後任として、ハ

ンス・マイヤー会長を選出した。

1984年（昭和59年）

IMF中央委員会で新技術対策など決議
IMFは、６月、アイルランドのダブリンで中央

委員会を開催し、主要テーマ「技術、労働組合お

よび人間のニーズ」について討論された、IGメタ

ルの「週35時間制ストに関する決議」をはじめ、「経

済回復と雇用政策」および「新技術」に関する決

議を採択した。

IMFの産業別の活動では、1984年４月23〜25日、

東京・京王プラザホテルでIMF ／自動車総連世界

自動車協議会が開催された。海外から多数の代表

を迎え、日本側も自動車総連、日産、トヨタ、本田、

マツダの各企連、それに新しく三菱自動車労連が

加わり、オブザーバーを含めて80人が出席した。

議題は「世界の自動車産業の諸問題と進展」で、

討議の結果、「われわれは、各国労働組合の自主

的決定権を堅持する権利に対し、支持を表明する。

しかし、われわれは、一定の日本的慣行－特に労

使協議制と終身雇用制が、良好な労使関係に大変

有効であり、それらが全ての子会社により広く採

用されることを勧告する」、との結語を採択した。

造船産業においては、韓国の進出がめざましく、

６月、ソウルにおいて第４回IMFアジア造船セミ

ナーが開催され、アジア・太平洋地域の造船11カ

議の成功に寄与した。IMF－JCはアジア地域にお

ける最大組織として、その責任と役割はますます

大きくなってきた。

1983年（昭和58年）

ME化対策を国際的に討議
1980年３月から続いた戦後最長の不況から1983

年７月には脱出した。国内にパソコン・ワープロ

が急速に普及した。６月には日産自動車が米国で

小型トラックの生産を開始した。国内ではNHKド

ラマ「おしん」が人気を博した。

1980年10月３〜５日、東京で第４回IMF世界電

機・電子産業会議が開催され、アジア、アフリカ、

ヨーロッパ、北アメリカ、ラテン・アメリカなど

31カ国36組織から130人を超える代表が参加した。

この会議では、ME（Micro Electronics）化など

最新技術の導入に伴う雇用問題を中心に論議が進

められ、ME化協約推進などを盛り込んだ宣言を

採択した。

６月９日、IMF結成90周年記念式典が、IMF結

成ゆかりの地、チューリッヒで開催され、IMF－

JCからも宮田議長をはじめ11人の代表が参加し、

二つの大戦をはさみ、先人達の歩んだ苦闘や、そ

の輝かしいIMFの伝統と事蹟をしのび、将来に向

けての連帯の誓いを新たにした。

引き続き開かれたIMF中央委員会では、ジュ

ネーブ軍縮会議への声明、イタリア金属労連の時

短闘争への支持声明、南アフリカにおける処刑に

対する抗議声明などを採決した。

９月20〜29日、第11回ILO金属工業委員会が開

催され、IMF－JCから代表を送った。ILO代表は

日本金属労組から選出されるが、IMF－JC結成以

来、常にIMF－JCから送り続けて、日本の労働側

の中心的役割を果たしてきた。

９月、IMF中華民国委員会（ROCC）結成10周

年式典が台北で行われ、IMF－JCから宮田議長ほ

か11人が参列した。１月には、ROCC多国籍委員
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アジアで初の第26回IMF世界大会（1985年６月、東京）

は70カ国労組代表870人が世界から東京に参集し

た。

日本のIMF－JC代表も219人参加したこの世界

大会では、平和、経済政策、人権、新技術など13

の決議を採択した。さらに大会５日目には、メイ

ンテーマである「21世紀の労働組合－明日への総

結集」に沿って、世界大会としては、初のパネル

討論を行った。午前は、アメリカ経済ジャーナリ

ストのロバート・カットナー氏が「経済危機から

の脱出」、午後は東アフリカ技術政策研究所長の

デビット・ガチュキ博士が「第三世界の現在」と

いう問題提起を行い、パネラーの一人として中村

卓彦IMF－JC議長が、自由貿易支持の立場に立ち

力強い主張を述べた。

役員改選では、ハンス・マイヤー氏が会長に、

ハーマン・レブハン氏が書記長に再選され、IMF

－JCからは、アジア代表として前年1984年９月の

定期大会で宮田議長の後を継いだ中村卓彦IMF－

JC議長が執行委員に、電機・電子産業部会の双頭

国の代表110人（IMF－JC代表61人）が参加した。

会議では、労働組合権、投資政策、新技術の影響、

受注を求めての過当な競争における助成金、賃金・

労働条件における大幅な格差、労働時間の短縮、

安全・衛生および作業環境、特に公正労働基準確

立に関心が寄せられた。

アジア地域活動では、第13回アジア青婦人シン

ポジウムを２月25〜26日、マレーシア・クアラル

ンプールで開催し、IMF－JCからは、代表59人が

参加したが、時にマレーシアの労働行政について

は、現地の実情に詳しく触れて、抗議の声もあげた。

海外労組への支援・協力としては、７月、IGメ

タル週35時間制スト支援カンパとして750万円、同

月、南アフリカ労組支援カンパで350万円、また11

月には駐日南アフリカ大使館に、南アフリカ金属・

関連労組トランスバール支部書記長マイェキソ氏

逮捕と、組合本部占拠について抗議電報を打った。

多国籍企業労組会議２国間セミナー、日米加金

属労組会議、欧州の金属労組との対話、OECD、

ILOを通じての活動、各種視察団・調査団の派遣、

数多くの来訪者、調査団の受け入れ等、国際労働

運動、とりわけIMFの活動におけるIMF－JCの責

任と役割を十分に果たしたと言える。

1985年（昭和60年）

IMF世界大会を東京で開催
1985年、日本は、西ドイツに代わり世界最大の

工業製品輸出国となる。１月、貿易不均衡問題で

日米次官級会議始まる。また、1984年のODAの

支出額は43億1,900万ドルで世界第２位の援助国と

なった。

結成20周年を前年に迎え、さらなる飛躍に向け出

発したIMF－JCにとって、歴史に残る大事業は、東

京・ホテルニューオータニで、６月９〜14日、第26

回IMF世界大会が開催され、IMF－JCが受け入れ

ホスト組織としてその大役を果たしたことである。

アジア地域で初の開催となったIMF東京大会に
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の目標と行動路線を宣言として採択した。さらに

10月、台北で第４回IMFアジア造船作業部会を産

別部会活動の一環として開催し、雇用防衛、公正

な賃金と漸進的な労働条件の改善、週休二日制の

導入などの具体的声明を採択した。

北欧金属労連との定期交流スタート

先進工業労組への対応では、以前からの要請に

応え、1985年４月23日〜５月２日、ヘルシンキで

北欧金属労連（７カ国897,100人、事務局長ヤン・

ホーダン）との定期協議をスタートさせた。

1986年（昭和61年）

アジア太平洋の時代に向け出発
1986年は円高・ドル安がさらに進んだ。都心で

地価高騰、地上げが社会問題化する。財テクブー

ムで経済のバブル化が進んだ。

1986年度IMF中央委員会は、６月12〜13日、カ

ナダ・モントリオールにおいて開催された。この

中央委員会では、昨年のIMF東京大会後の情勢分

析と対策を協議すると共に、主要討論テーマ「金

属労組とその政治同盟のための、新たな方向づけ」

のもとに、パネル方式で金属の将来方向を討議し

た。また、討論テーマに関する決議、軍備競争、

核エネルギーの３つの決議を採択した。さらに中

央委員会前夜に、南アフリカ政府が、非常事態宣

言を発したことを非難する声明を発表した。

アジアで初の新技術セミナー

１月13〜17日、インドネシアのチバヨンで、第

会長の１人に、藁科満治IMF－JC副議長（電機労

連委員長）が選出された。

IMF新技術会議開く

１月15〜17日、デンマーク・ヨールンデで開催

したIMF新技術会議に産別およびIMF－JCから代

表５人を派遣した。議題は、①工場および事務所

における新技術に対する我々の置かれた立場とこ

れからの方向、②労働者の管理、あるいは労働者

による管理、③第３次産業革命における団体交渉

および新技術協約に関するパネルディスカッショ

ン、④新技術および環境－労働組合の活動計画で、

最後に宣言を採択した。

宣言では、「新技術が雇用を創出し、維持され

ねばならず、企業および産業レベルで、労使合同

の立案および実施の権利がまだ確立されていない

ところでは、その権利は、新しい機械の導入に対

処するため確立されねばならない。新技術導入が

もたらすコストの節約と生産性の成果は、労働者

および社会に配分されるべきであって、資本に独

占させてはならない。同じ観点から、労働者の失

業と所得削減の形で、技術革新の代価を支払わさ

れてはならない。職場から移動される労働者は、

訓練、再訓練を受け、雇用の機会を獲得する権利

を所有する。新技術の導入で、空気、土地および

海などを汚染させてはならず、環境、健康には十

分に留意し、有害な化学物質や慣行を第三世界に、

先進国から輸出させてはならない」など、問題点

を指摘し、具体的に、我々の取るべき行動を決めた。

アジアで産業別政策進む

アジア地域活動では、２月５〜６日、台北で第

14回IMFアジア青婦人シンポジウムが開催、アジ

ア地域の13カ国120人の青婦人並びにその担当者

が参加した。IMF－JCからは、友誼組織からの４

人を含め、64人が出席した。

また、10月、東京で第２回IMFアジア鉄鋼セミ

ナーが開かれ、アジア鉄鋼産業における「公正労

働条件を求める闘争」などについて討議し、今後

第１回北欧金属労連との定期協議（1985年４月、ヘルシンキ）



133

Ⅰ
結
成
前
史
概
略

結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

Ⅲ
最
近
20
年
間
の
活
動
別
歴
史

Ⅳ
I
M
F
創
成
期
か
ら

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
結
成
へ

Ⅱ
結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

１回IMFアジア新技術セミナーが、新興工業国を

中心に13カ国37人が参加して開催され、技術革新

をめぐる雇用問題、技能訓練問題、安全・衛生問

題などをテーマに、団体交渉、労使協議での対応

策をIMF－JCの取り組み事例等も参考にしながら

討議した。

また、２月５〜６日、インドネシアのジャカル

タで第15回アジア青婦人シンポジウムが、アジア

太平洋地域の13カ国から約110人（IMF－JC50人）

の参加のもとに開催され、婦人労働者の権利平等

と機会均等の行動強化や、青少年失業に対する各

国政府への要請などをうたった宣言を採択した。

アジア地域活動では、５月23〜24日、バンコク

で第４回IMFアジア電機・電子セミナーが、IMF

タイ協議会の受け入れで開催された。このセミ

ナーには、アジアの16カ国から120人の代表が出

席し（IMF－JC35人）、アジアの電機・電子産業

情勢についての認識を深め、新技術が新興工業国

に与えるインパクト、多国籍企業と労働組合権、

新技術と作業環境問題、電子産業における長期安

定雇用のための技術訓練等について討議を行っ

た。最後に討議内容をまとめたバンコク宣言を採

択した。

９月23〜25日、ニュージーランド・オークラン

ドで開催された第６回IMFアジア地域会議も重要

であった。IMF－JCからの中村議長はじめとする

35人の代表を含め、アジア・太平洋地域の19カ国

90人が参加した同会議では、“21世紀はアジア太

平洋の時代”と言われる状況を踏まえ、世界経済

の中で、比重を増しつつあるアジア太平洋地域の

金属労働者の連帯強化の方向を確認したオークラ

ンド決議を満場一致で採択した。

1987年（昭和62年）

IMF新会長にシュタインキューラー氏
1987年度IMF中央委員会は、1987年６月４〜５

日、ノルウェー・オスロで開催された。参集した

代議員、傍聴者は62カ国230人で、IMF－JCから

は中村議長をはじめ９人の代表が参加した。この

中央委員会でIMFマイヤー会長の退任にともなう

会長選挙で、フランツ・シュタインキューラー IG

メタル会長を満場一致でIMF会長に選出した。ま

た特別討論として「経済成長・環境およびエネル

ギーへの金属労働者の対応」をテーマに、“原子

力問題”を討議し、「核エネルギーに関する共同

声明」を満場一致で採択した。この声明において、

IMFはチェルノブイリ原発事故の発生を機に、原

子力に特別の注意を払い、エネルギー生産の徹底

的見直しを表明した。

ホワイトカラー委員会で新技術導入を討議

IMF産業別部会・専門委員会の分野では、1987

年４月７〜８日、ジュネーブで、IMFホワイトカ

ラー労働者委員会が開かれた。議題は、「新技術

の動向および事務所における新技術の導入と適

応」で、①ホワイトカラー労働者の作業環境の新

しい問題、②初等および継続的訓練における新技

術の活用、③ホワイトカラー労働者の組織化につ

いての情勢と問題点、について討議した。

５月12〜15日、オートマン87博覧会（新技術博）

に合わせて、イギリス・バーミンガムで、IMF新

技術会議が開催された。25カ国120人の代表が参

加したが、IMF－JC代表としては、IMF－JC欧州

労働事情視察団22人が参加した。

会議では、①新技術導入で、従来の職種から新

職種にどう対応するか、②新技術の展開に労働組

合はどう対応するか、③国際分業をどう見るか、

④新技術は将来にわたって仕事を創出するか、⑤

その仕事は人間的なものであるか、等について活

発な論議が交わされた。「新技術は運用次第では、

社会・経済・文化等に大きく貢献するが、誤れば

大変なことになり、労働組合の役割は重大である。

また、開発途上国の技術の遅れで、真の国際分業

になっておらず、さらに多国籍企業対応が大切で、

技術革新は誤用されると各国間の消耗戦に発展
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1988年（昭和63年）

IMF『貿易と労働者の権利』主張
IMF中央委で社会条項挿入を呼びかける

1988年度IMF中央委員会は、６月９〜10日、ス

ペイン・マドリードで開催された。中央委員会が

スペインで開催されるのは初めてで、この年、ス

ペイン労働総同盟（UGT）結成百年目にあたり、

開会の日、特にIMFが製作したフィルムが上映さ

れた。これは独裁体制下における労働者の闘争や、

亡命、国際連帯によるフランコ体制打破など、民

主化の歴史を中心に作成したものである。

この中央委員会には、57カ国代表、傍聴者など

230人（IMF－JC代表８人）が出席し、スペイン

首相フィリペ・ゴンザレス社会党党首の国際連帯

重視の基調講演を受け、明1989年開催の第27回世

界大会の準備、そのための各種委員会の編成、そ

して主要テーマ「貿易と労働者の権利－今こそ関

連付けの時」をめぐるパネル討論を展開し、

GATTにソーシャルクローズ（社会条項）を呼び

かける声明、軍縮の促進と紛争解決のための平和

交渉の呼びかけを採択して閉会した。

環境問題で初の世界会議

IMF産業別部会・専門委員会の分野では、1988

年２月23〜25日、ストックホルムで、IMF ／ス

ウェーデン金属労組世界環境会議が開催され、30

カ国約300人（IMF－JC ５人）が参加した。この

会議に、労組として環境問題への取り組みに先駆

的役割を果たしてきたスウェーデン金属労組結成

百周年のイベントのひとつとしてIMF本部と共同

で開催したもので、「金属労働者と環境」につい

て討論が行われた。主な講演は、①国際的に大問

題となっているアスベスト（石綿）と高率で発生

するガン、②重金属による地域規模の汚染、③フ

ロンガス等によるオゾン層の破壊、④自動車の排

気ガスの国際的規制の必要性、⑤鉛公害、⑥化学

物質汚染、などである。最後に宣言を採択したが、

その中で「環境問題は、労働組合参加を必須とす

し、貿易秩序を乱し、貧富の差を拡大させる。各

国の関係に無秩序な状態を引き起こさないように

活動を展開する」と宣言した。

９月1〜3日、ヘルシンキで第９回IMF世界造船

会議が開催され、会議には欧米、日本、韓国、ブ

ラジル等26カ国100人を超える代表が参集（IMF

－JCから10人）、長年世界的危機に直面してきた

造船産業の抱えている諸問題について多方面から

考察し、対策を協議した。

IMF－JCが韓国金属労組へ1万ドルカンパ

アジアの中で最大の出来事は、韓国の労働情勢

が激動し、1987年７〜８月の２カ月間に、労使紛

争が累計で34件を超して、世界の耳目を引くとこ

ろとなった。８月、IMF本部は、韓国の民主化ス

ト支援の声明として、「人間的な労働時間、公正

な賃金、そして国際的な労働者の権利確立を求め

る彼らの要求を支持する。韓国は、経済面では相

当に発展を見ているが、政治や労働組合のシステ

ムの面では後進的である。現在多発しているスト

ライキは、この矛盾の当然の帰結である」旨発表

した。IMF－JCは９月開催の大会で、この韓国民

主化に物心両面の支援を送ることを表明し、さら

にIMF本部は、全世界の加盟170組織に対し、韓

国の労使紛争で逮捕された労働者をすべて釈放す

るキャンペーンを展開するよう要請した。また、

12月バンコクで開催されたIMF執行委員会でも、

韓国に対する対策を協議した。９月、IMF－JCは

国際連帯基金より１万ドルのカンパを韓国金属労

連に送った。

もう一つの紛争地南アフリカのIMF南アフリカ

協議会支援カンパには1987年１月、IMF－JCとし

て32,000スイスフランを送金し、マイェキソ南ア

フリカ金属関連労組書記長の釈放要請と本人宛の

激励メッセージを送った。同書記長の釈放は、

1989年12月12日に実現した。
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1989年（平成元年）

グローバル経済時代の労組の対応討議
IMFは第27回世界大会を、６月18〜23日の６日

間、デンマークの首都コペンハーゲンで開催し、

大会には70カ国の金属労組代表約600人（IMF－

JC代表団62人）が参加し、世界平和、社会経済政

策、貿易と労働者の諸権利、新技術、事務技術系

労働者、開発途上国、南アフリカなど、15の決議

を採択した。主要な討論テーマ「グローバル経済

における金属労働者」をめぐるパネル討論が展開

され、経済のグローバル化に対応する金属労働運

動の役割を論じた。役員人事ではフランツ・シュ

タインキューラー会長（IGメタル）を再選し、15

年にわたりIMF書記長をつとめてきた、ハーマン・

レブハン氏（UAW）の退任に伴い、後任にはマ

ルチェロ・マレンタッキ氏（スウェーデン金属労

組）を満場一致で選出した。IMF－JCからは、瀬

戸一郎IMF書記次長、中村卓彦IMF執行委員、な

らびに電機・電子産業部会双頭会長の一人に藁科

満治IMF－JC副議長が再選された。

この世界大会では、“中国情勢に関する声明”

を満場一致で採択して、天安門広場での虐殺を非

難、中国が民主化へのプロセスをとるように要求

すると共に、自由、独立の労組に交渉権、スト権

を与え、労働者の真の利益を守るように訴えた。

EC市場統合に向けIMFの対応を論議

IMF産業別部会・専門委員会の分野では、1992

年１月からのEC市場統合に向けての社会条項を

重視した労働組合の対応に焦点を当てた会議を相

次いで持ち、真剣な討議を行った。

1989年２月14〜15日、アムステルダムで「ヨー

ロッパ1992年、そのグローバル・インパクト」と

題したIMF電機・電子産業会議が開催され、世界

29カ国から代表146人（IMF－JC13人）が参加し、

1992年のEC市場統合の及ぼす地球的影響に関し

て討論を行い、1992年EC市場統合問題を、単に

欧州労働運動への協力のあり方を検討するだけで

る政治問題であり、労働組合が主役として演じな

ければならない役割は大きい。IMFは公害や資源

の無駄使いのない工業生産は可能であると認識し

ており、実行されなければならない。そのために

は、新技術を駆使して、環境を改善し雇用を維持

しなければならない。良好な環境を創造し、清潔

に保つことは新規雇用を創造し、新しい可能性を

開く道である」と謳っている。

IMF事務・技術職労働者の世界会議開く

11月８〜９日、西ドイツ・ハンブルクで、IMF

事務・技術職労働者世界会議を開催し、17カ国60

人（IMF－JC ４人）が参加し、「ホワイトカラー

労働者活動方針」と「構造変化の時代におけるホ

ワイトカラー労働者のための訓練および再訓練」

を議題に、活発な討論を行い、最後に「最優先課

題および労働組合の行動」、「具体的行動のための

措置」等を内容とする17項目の結語を採択し、会

議を終えた。

アジア地域活動では、２月２〜３日、台北にお

いて第17回IMFアジア青婦人シンポジウムが開催

され、アジア太平洋地域13カ国から116人（IMF

－JC60人）が出席した。この年、IMF青年・婦人

委員会は25周年にあたり、盛大であった。

韓国から大型研修団受け入れ

韓国金属労連の要請にこたえて20人の大型研修

団を、1988年８月21日から30日までの10日間受け

入れた。前年６月29日の民主化宣言以降、503組

合にのぼる新組合が結成され、韓国金属労連に加

盟してきた結果、組織は746組合、30万人に拡大

した。こうした動きに対応して、新組合のリーダー

の教育のための訪日研修団が構成されたのであ

る。続いて11月６〜13日の日程で、IMF－JCは第

二次韓国金属労連研修団12人を受け入れている。

1988年９月、ソウルでオリンピックが開催され

たが、その際IMFは、ストライキあるいは独立組

織を組織した罪で、裁判を待って拘留中の34人の

金属労組指導者の釈放を要請した。
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罪判決を勝ち取ったことである。世界中のIMF加

盟組合のキャンペーンや財政支援が実ったもので

ある。

韓国においては、現代グループの中枢企業・現

代重工業（蔚山）において、前年12月から労使紛

争が、流血騒ぎを含めて激化し、３月30日、１万

人以上の警官隊が同社造船所に投入され、政治問

題化した。IMFは直ちに声明を発し、「こうした

暴挙は、韓国の状況が独裁体制時代の慣行に逆戻

りしつつあることを示しているが、現代や三星の

ような有数の企業が、労組を対等のパートナーと

して公正に遇しようとしないのは韓国の民主化を

踏みにじるものである」と抗議した。IMF－JCと

しても韓国大統領宛に抗議文を送付した。

1990年（平成２年）

韓国の民主化求めIMF中央委員会開く
国際情勢では、1990年10月に東西ドイツが統合

し国家統一を回復した。

IMFは1990年度中央委員会を６月７〜８日、

IMF歴史上初めて韓国（ソウル）で開催した。こ

れは韓国の労働情勢に寄せるIMFの関心の深さを

披瀝するものであり、中央委には、60カ国の代表、

傍聴者ら290人（うち韓国金属労連90人）、IMF－

JCからは中村議長をはじめ17人の代表団を送った。

会議では、1990年春派遣したIMF東欧ミッショ

ン報告書『東欧における金属労働者』並びにトル

コヘのミッションによる『トルコ』報告を承認し

た。パネル討論「アジアの金属労組組織化の挑戦」

を行って、今後のアジアにおける運動展開への戦

略を討議し、「大韓民国における政治および労働

組合情勢」決議を満場一致で採択して閉会した。

決議においては、「IMFは韓国労働組合に対し、

国家の民主化を実現するための、そしてまた政府

による抑圧的措置に終止符を打つための闘争に全

面的な支持をしていくことを確約するものであ

る」と宣言した。

なく、金属製造業の世界的展開と、多国籍企業の

権力拡大に、どうIMFとして対応していくかを検

討する産業別部会であり、この会議を皮切りに、

各産業別部会が開催された。

アジア・太平洋地域の連携強まる

アジア地域活動では、第７回IMFアジア地域会

議が、1989年１月24〜25日、オーストラリア・シ

ドニーで開催された。アジア・太平洋地域の20カ

国120人を超える金属労組代表、ホーク首相、ゲ

スト・スピーカーら来賓が参加したが、IMF－JC

は、これまでで最大の55人の代表団を派遣した。

この会議で“シドニー宣言”が採択されたが、そ

の中で①人権および労働組合権の侵害に悩むすべ

ての組合に対し、支援を継続する、②自由な団体

交渉を重視して、アジアの金属労働者が自ら生産

するものを購入できるものにする、③IMFの援助

のもと、未組織労働者の組織化活動を強化する、

④IMFの包括的な教育プログラムを継続拡大して

いく、との優先事項を設定した。

第18回IMFアジア青婦人シンポジウムが、1989

年２月15〜16日、フィリピン・マニラで開催され、

アジア・太平洋地域14カ国120人（IMF－JC50人）

の青年婦人活動担当者が参加した。シンポジウム

では、①IMF活動、特にアジア地域における活動、

②IMFの青婦人活動、③フィリピンの最近の労働

情勢、をテーマに論議し、最後に「人間解放は、

婦人の解放が完全に実現されるまでは実現しない

ことを確信する。後発工業国における失業、教育

の欠如、悪しき住宅事情、劣悪な労働・生活条件、

意識改革の意思の欠如等が、婦人の解放および青

少年の適切な保護にとって障害となっている」な

どを謳った宣言を採択した。

IMFの支援活動実りマイェキソ氏無罪釈放

1989年で、特筆すべきは、南アフリカ政府の不

当な弾圧により、２年間以上拘留され、1988年12

月保釈、公判中であった南アフリカ金属労組のマ

イェキソ書記長が４月24日、裁判の最終結審で無
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人）の代表が参加した。最後に「男女平等の目標

を達成するために、男性組合指導者の全面的な協

力」を求め、また「青年運動をとりあげた教育活

動に力を入れ、青年のために、よりよい未来と、

明日の組合指導者を準備するよう呼びかける」と

の宣言を採択し、幕を閉じた。

IMF－JCは各国における金属労組の争議には、

従来も支援を続けてきたが、1990年には、３月、

南アフリカ全国金属労組（NUMSA）へ激励電報

を発信し、東欧諸国金属支援活動資金カンパとし

て、３月、10,000スイスフラン（約101万円）を、

IMF本部に送金し、また６月、IMF中央委員会開

催時に、60万円を国際連帯基金より拠出し、韓国

金属労組の朴委員長に手交した。11月には、イタ

リア金属労連（FLM）に対し、ゼネスト支援の激

励電報を送付した。

1991年（平成３年）

電機・電子部会長に岩山IMF－JC副議長
1991年８月、ゴルバチョフ・ソ連大統領がソ連

共産党書記長を辞任し、ソ連共産党解散を提唱し

た。９月、バルト三国、12月、ウクライナ共和国

が独立した。独立国家共同体の発足でソ連邦が消

滅した。

IMFは1991年度中央委員会を５月23〜24日、ポ

ルトガルの首都リスボンで開催した。中央委員会

のリスボン開催は、IMF90年以上に及ぶ歴史上初

めてのことであり、1974年の「カーネーション革

命」と呼ばれる無血クーデターで、サラザール体

制に終止符が打たれて以来、民主化の先頭に立っ

てきた労働運動との連帯の精神を示すものとなっ

た。中央委員会は、東欧のチェコスロバキア、ハ

ンガリー、ブルガリアをはじめ、ノルウェー、米

国など11カ国12組織、合計193万人余の新規加盟

を承認した。今回の中央委員会には、東欧諸国か

らの代表を含む傍聴者を合わせて60カ国、240人

（IMF－JC13人）が参加した。中央委員会では「IMF

IMF産業別部会・専門委員会の分野では、第９

回IMF世界自動車会議が、1990年１月23〜25日、

スペイン・バルセロナで開催され、31カ国160人

（IMF－JC ９人）の代表が出席、「2000年の世界

自動車市場」、「1992年以降のヨーロッパ自動車産

業」「自動車と環境」、「作業編成の新方式」の４

議題を中心に討論を展開し、国際連帯の推進を誓

う「宣言」を採択して閉会した。

IMF事務・技術職労働部主催の「組織化の新た

な視点－未来への組合対策」と題する世界会議が、

1990年５月３〜４日、スウェーデン・ストックホ

ルム郊外で開催され、22カ国70人（IMF－JC ６人）

が参加した。会議では、全世界的に減少傾向にあ

る金属労働者の組織率の低下（特に事務・技術の

ホワイトカラー労働者）に焦点をあて、その置か

れている状況や課題等を討論し、今後の組織化お

よび諸活動に反映させた。

10月23日、ジュネーブにおいて、IMF東欧に関

する会議が開催され、IMF－JCからも代表が参加

し、東欧におけるIMF活動、加盟組織の報告、活

動計画、ソ連訪問報告がなされた。ここで、ハン

ガリー、チェコスロバキア、ポーランドの金属労組

と共同で、３日間のワークショップの開催を決めた。

独IGメタルが週35時間制を獲得

この年、IMFの先頭に立って時短を進めてきた

IGメタルが、現行の週37時間から、1993年４月ま

でに36時間と１時間短縮し、1995年10月までに、

最終的に35時間に短縮する協約を獲得したこと

は、全世界で時短を進めているIMF加盟組合や、

その他労組の組合員にとっても朗報であった。な

お、IGメタルは時短と共に６％の賃上げも獲得し

ている。このIGメタルの獲得は、IMF－JC時短闘

争にも大きな影響を与えた。

第19回IMFアジア青婦人シンポジウムが、２月

８〜９日、マレーシア・クアラルンプールで開催

され、アジア・太平洋地域の15カ国105人の活動

家が参加した。IMF－JCからは50人（うち女性16
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で開催され、アジア地域15カ国から110人（IMF

－JC62人）の青年・婦人活動家が参加した。

第１回日韓金属労組トップ定期協議が12月２日、

東京で開催された。討議テーマは、①日韓両国に

おける最近の経済動向と労働運動の展開、②今後

の相互協力のあり方、の２点にしぼって行われた。

1992年（平成４年）

IMF結成100年に向け各種準備委員会
東欧など10カ国142万人がIMFに新規加盟

IMFは1992年度IMF中央委員会を、５月20〜21

日、チェコスロバキアの首都プラハで開いた。中

央委員会のプラハ開催は、第二次大戦前の1938年

に、チェコスロバキア金属労組が世界の民主的労

働運動との連携を断たれてから、実に54年ぶりの

ことであり、1989年「ビロード革命」と呼ばれた

無血クーデターに、主導的役割を果たした同国労

働運動との連帯の精神を示すと共に、中東情勢を

分析、社会的側面の重要性を認識しつつ、今後の

連帯を誓った。中央委員会は、東欧のブルガリア、

ポーランド、ルーマニアをはじめ、アルゼンチン、

スペインなど10カ国12組織、合計142万人強の新

規加盟を承認した。今回の中央委員会には、72カ

国103加盟組織の代表者、傍聴者ら約220人（IMF

－JC11人）が参加した。中央委員会は、明年に控

えた世界大会と、結成100周年記念式典に関する

各種の準備委員会、決議案起草委員会、動議・規

と多国籍企業－IMF世界企業別協議会の役割」を

めぐる討論がなされ、役員の退任にともなって補

充が図られたが、電機・電子部会双頭会長の一人

に藁科満治氏に代わり、岩山保雄氏（電機労連委

員長・IMF－JC副議長）を選出した。

日独金属労組定期協議がスタート

日本労働研究機構（JIL）の招聘で来日したシュ

タインキューラー IGメタル会長（IMF会長）と、

IMF－JC役員との懇談会が、２月19日、IMF－JC

本部で開かれた。IGメタルからは、カリン・ベン

ツ・オーバーハーゲン中執、アルベルト・シュン

ク国際局長が同行した。会長は、その会議で、

1992年EC（欧州共同体）市場統合を展望し、日

本との経済関係の深化を予測しつつ、ECの金属

関係労組とIMF－JCとの、より一層の相互理解の

協力のために、対話を進めようと強調した。そし

てその先頭を切って日独金属労組会議を定期的に

開催することを提起、日本側としても全面的に賛

意を表明した。そして1991年11月25〜26日、ドイ

ツ・フランクフルトのIGメタル本部で、第１回日

独金属労組定期協議が開催され、IMF－JCからは、

得本議長以下副議長ら９人が出席し、IGメタル側

はシュタインキューラー会長以下が出席した。IG

メタル会長は、「EC統合も最終的段階にきており、

社会的、労働的な側面の一環として、欧州労使協

議会の設置を考えている。次に、多国籍企業が重

要である。なかんずく日本の企業行動は脅威で『日

本の新しい挑戦』と受け取られている中で日独の

金属労組が、定期協議の場を持ち、直接に情報交

換、意見交換を行い、相互理解を深める意義は大

きい」と語った。

会議では、賃金政策と国際的環境、欧州に対す

る海外投資およびマネージメント等について協議

した。

日韓金属労組トップ定期協議もスタート

アジア地域活動については、第20回IMFアジア

青婦シンポジウムが、1991年６月12〜13日、香港

第１回日韓金属労組定期協議（1991年12月、東京）
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人権・労働組合権の確立への行動活発化

電機労連結成40周年記念行事とIMFとの共催

で、アジア電機・電子フォーラムが、1992年６月

18日東京で開催された。同フォーラムには11カ国

45人の代表が参加、特にマレーシア政府が、エレ

クトロニクス労働者の産別労組を結成することを

拒否し続けていることに対し、抗議声明を採択し

た。IMF－JCは、IMF東アジア地域事務所、電機

連合と連携・協力しながら、この問題の解決に向

けて努力した。

第８回IMFアジア地域会議は、“経済成長、人権、

労働組合権を求めて”をテーマに、10月26〜27日、

マニラで開催された。アジア・太平洋地域から15

カ国24組織の代表100人（IMF－JC27人）が参加。

アジア・太平洋地域の問題と対策を協議した。

この年韓国金属労連へ支援カンパ１万ドル、ブ

ルガリア機械労連へ５千ドル、南アフリカ全国金

属労組へ１万ドル（自動車総連１万ドル）をIMF

－JC国際連帯基金より拠出した。

第２回日独定期協議で共同プロジェクト発足

第２回日独金属労組定期協議が、1992年12月２

〜３の両日、東京・パシフィックホテルで開催さ

れた。会議では、IMF－JC側から「日本の産業民

主主義と労使関係」、「自動車総連の産業政策と生

産方式」、IGメタル側からは、「EC統合に関わる

労組の社会的影響力」をテーマとして報告・意見

交換し、相互理解を深めた。その結果、国際連帯

約委員会、100周年を機に、具体的な政策を決定

するために設置することになったアクション・プ

ログラム委員会等の編成を行った。

11月20日、IMF執行委員会に引き続いて、第１

回アクション・プログラム委員会がジュネーブで

開催された。構成メンバーは、執行委員、７つの

産業別専門部会長で、日本からは得本IMF執行委

員、岩山IMF電機・電子部会長が参加した。

８年ぶりにIMFトヨタ世界自動車協議会開く

IMF産業別部会、専門委員会の分野では、1992

年４月１〜９日、ジュネーブで第12回ILO鉄鋼労

働委員会が開催された。それに先立ち、２月24〜

25日と３月31日の２回、IMF ／ ILO鉄鋼委員会が、

開催されたが、その議題は、①鉄鋼産業における

職業訓練・再訓練および技能開発、ならびに政府・

使用者および労働者もしくはその組織の役割、②

生産性とその雇用・労働条件に重点を置いたILO

一般報告書の検討、などであった。

第７回IMFトヨタ世界自動車協議会が８年ぶり

に、５月27〜29日、愛知県で開かれた。海外から

トヨタ車生産拠点で働く労働者の代表、当該国の

産業別労組の代表など10カ国19人、またIMF本部

からはマレンタッキ書記長以下３人が参加した。

会議にはトヨタ自動車から豊田達郎社長が出席

し、海外戦略の基本的な考え方を述べると共に、

「システムを生かすのは“人”であり、働く人にとっ

て企業が、自己実現の場であることが大切である」

と語った。

北欧金属労連との定期協議

第６回IMF－JC・北欧金属労連定期協議が、

1992年８月24〜25日、東京で開かれ、①自由貿易（日

本とECのポジション）、②労働組合の国際的役割、

③日本の金属産業における競争力と生産システム、

の３点を中心に活発な論議を行った。この会議には、

北欧側はレイフ・ブロムベルグ会長はじめ６人、

IMF－JC側は得本議長をはじめ三役を中心に18人

が出席した。 第２回日独金属労組定期協議（1992年12月２〜３日、東京）
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IMF書記次長およびIMF東アジア地域事務所長を

務めてきた瀬戸一郎氏は、この大会をもってIMF

の役職を勇退した。IMF東アジア地域事務所の新

所長には、小島正剛副所長（IMF－JC副議長）が

任命された。副所長の後任には、IMF本部からの

要請に基づき、畑恒夫IMF－JC国際局部長が、９

月１日付で、IMF－JCから転籍して、新副所長に

就任し、重要性を増すIMF東アジア地域事務所の

活動充実に備えた。

IMF事務・技術職労働者世界会議が、２月17〜

18日、 東 京 で 開 催 さ れ、22カ 国100人（IMF－

JC58人）の代表が参加した。会議は「勤労生活を

改善する労働組合－未来への結集」のテーマのも

と、金属労働者の減少が続く中で、この傾向を打

破するために、今まで組織化が困難とされた事務・

技術職労働者を組織化するための金属労組の戦略

について、参加組合の活動事例を織りまぜながら、

熱心な討論や意見交換が行われた。

６月２日からジュネーブで開催されたILO総会

は６月９日理事選挙を行い、労働側理事として、

連合推薦の伊藤祐禎造船重機労連委員長（IMF－

JC副議長）が選出された。

第２回IMF松下世界協議会が、７月13〜14日、

大阪で開催され、松下グループで働く、11カ国の

労組代表80人が出席した。そこで、松下本社のトッ

プ経営陣と各国労組代表との話し合いの機会を模

索することなどを決定した。

IMF－JCと韓国金属労連（FKMTU）との第３

回日韓金属労組トップ定期協議が、10月４日、東

京・芝パークホテルで開催され、両国の労働・経済・

政治情勢を報告しあい、意見交換を行った後、今

後の協力の具体的あり方について、①定期協議の

継続開催、②定期的な資料交換、③韓国研修生チー

ムの受け入れ促進、④韓国での教育セミナーへの

講師の派遣、などを行っていくことを確認した。

定期協議を受けて、11月に、IMF－JCは韓国金

属労連の政策セミナーに梅原事務局長を講師とし

活動の新しい展開として日独の労働条件比較と日

本の生産方式研究のための日独共同プロジェクト

を発足させることを確認した。

また、第１回定期協議の合意事項であり、産物

とも言えるJC・IGメタル共催の「ドイツ労使関係

セミナー」も、ドイツ進出予定の日本企業からの

参加も得て、加盟組織の労使・マスコミなど120

人が参加し、第２回協議と並行して開催された。

同セミナーでは、ドイツの労使関係の規範となっ

ている、①経営協議会と共同決定制度、②同制度

とIGメタルの役割、③ECにおける欧州労使協議

会、の三つのテーマについてIGメタル役員から報

告を受け、質疑応答を通して理解を深めた。

1993年（平成５年）

IMF結成100周年迎え、新たな挑戦へ
IMF（国際金属労連）は1893年に結成されて以

来100周年を迎え、1993年に記念世界大会（第28

回世界大会）を、６月13〜18日、結成ゆかりの地

スイス・チューリッヒで開催した。大会には加盟

80カ国180組織1,800万人を代表して代議員、来賓、

傍聴者ら約800人（IMF－JC代表団100人）が出席

した。大会テーマは「連帯の100年－未来を構築

する」で、従来の決議文の採択に代えて、次期大

会まで４年間の具体的なアクション・プログラム

（行動計画）を柱に討論が進められ、“IMFの目標

と役割”“労働組合権”　“雇用と労働時間”“南北

関係”“多国籍企業”“新しい作業編成”“エネル

ギー、環境”“組織化、訓練、コミュニケーション”

などをテーマに100項目からなるアクション・プ

ログラムを初めての試みとして決定した。世界大

会ではIMF新会長に、IGメタルのクラウス・ツ

ヴィッケル氏を選出、書記長にマルチェロ・マレ

ンタッキ氏（スウェーデン金属労組）の再選を決

めた。IMF－JCからは、得本議長がアジアを代表

する執行委員（副会長）、岩山副議長が電機・電

子部会長として再選された。一方、1974年から
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て派遣すると共に、韓国金属労連研修生14人を１

週間の日程で受け入れた。

日独共同プロジェクトが進展

第２回日独金属労組定期協議で合意した日独共

同プロジェクトは、日独双方の国内プロジェクト

の討議を経て、1993年５月24〜25日、東京・IMF

－JC本部で第１回日独金属労組事務レベル会議を

開き、調査項目と今後の進め方について調整を

行った。このあと、日独共同プロジェクトの一環

として、フリードリッヒ・エーベルト財団（FES）

の協力も得て、５月27〜28日、東京・ゆうらいふ

センターで日独労働条件・生産システムに関する

国際比較セミナーを開催した。

第３回日独金属労組定期協議は、10月26〜27日、

フランクフルトのIGメタル本部で開催された。会

議では、IMF－JC側から「日本における円高と景

気低迷に伴う雇用問題とそれへの労組の対策活

動」を、また、IGメタル側からは「東西ドイツ統

合と今後の欧州統合にともなうドイツ経済への影

響、これを背景として強硬な姿勢で迫る経営側と

の厳しい交渉状況と雇用確保のための要求と社会

的取り組み」が報告され、意見交換を行った。

1994年（平成６年）

IMF－JC結成30周年記念国際フォーラム開く
ILO第13回金属工業委員会が、1994年１月ジュ

ネーブのILO本部で開かれ、日本の労働側代表と

して吉井眞之造船重機労連書記長以下４人のIMF

－JCメンバーが参加、「金属工業における雇用・

訓練に関する構造調整の結果」を主要テーマに討

議したほか、労働時間、軍需産業の転換、多国籍

企業、女性労働者、次回委員会議題の５つのテー

マについて決議を採択した。

第23回IMFアジア青婦人シンポジウムが、２月

26〜27日、タイ・バンコクで開かれ、アジア・太

平洋地域のIMF加盟組織から120人の青年・女性

活動家が参加した。1994年が「国際家族年」にあ

たることから、国際家族年の労組にとっての意味

や、男女平等など、とりまく問題について熱心に

討論した。今回はワーキンググループ（分科会）

も復活し、新機軸での運営となったが、IMF－JC

からは市川佳子女性委員長を団長に62人の大型代

表団（うち女性21人）が参加、シンポジウムの成

功に大きく寄与した。「ソーシャル・ディメンショ

ン（社会的側面）すなわち、平等、人権、労働組

合権が完全に根付き、それが働く人々に享受され

なければ、本当の意味でのアジア・太平洋の世紀

は到来しないと考える」「IMFアクション・プロ

グラムに基づいて、平等問題を扱うアジア・太平

洋ネットワーク作業グループを設置する可能性に

ついて検討するようIMFに要望する」等の分科会

での主要意見を集約した『バンコク・レポート』

を満場一致で採択した。

海外から講師招き女性活動委員が研修

IMF－JCに女性活動委員会が設置されたのは

1990年11月である。以来、IMFを通しての国際的

ネットワークを活用して、先進国の男女平等政策

とそれへの労組の対応についての事例を、IMF－

JC「女性の地位向上に関する研修会」の場にIMF

加盟労組女性リーダー等を講師として招請し、講

演、パネル討論、分散会を通して、IMF－JC女性

活動担当者が研修を重ねてきた。その内容をIMF

－JC機関誌・紙で特集して紹介してきた。すなわ

ち、1992年にはスウェーデンから、1993年にはカ

ナダから、そして1994年４月の研修会にはドイツ

金属労組（IGメタル）から講師を招き、女性の参

画促進に向けて「IGメタル女性奨励政策」につい

て学んだ。男女平等社会の実現をめざし、連合の

進めている女性の参加促進活動を国際的側面から

バックアップしてきた。

1993年10月の第３回日独金属労組定期協議で報

告された共同プロジェクトの中間報告をIMF－JC

加盟組織代表ならびに学者・マスコミ等関係者に

報告するために、1994年４月26日に東京・ゆうら
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いふセンターで、IMF－JC・IGメタル・FESの三

者共催で日独共同プロジェクト研究公開フォーラ

ムが開催された。同フォーラムでは日独金属労組

の共同プロジェクト担当メンバーによる、報告、

パネル討論を通じて共同プロジェクトの研究成果

が報告された。共同プロジェクト方式による日独

金属労組の共同作業は、今後の国際連帯活動のあ

り方に新たな一石を投じた。

IMF造船部会に世界22カ国108人が参加

IMFの産業別部会の活動で注目されたのは、造

船産業部会であり、1994年５月10〜12日、千葉・

舞浜のホテル・シェラトンで、IMF－JC、造船重

機労連の受け入れで、７年ぶりに第10回IMF世界

造船会議を開いた。会議には、世界22カ国から

108人の造船労働組合代表者が参加した。今回の

世界造船会議では、メインテーマに「世界の造船

産業－その現在位置」を掲げ、造船労働者自らが

西暦2010年までの造船産業ビジョンを描き、労組

の今後の取り組みを策定すると共に、労働者に

とって最優先事項である「職場と環境の安全問題」

などについて議論を行った。

IMFの1994年度中央委員会は５月26〜27日、フ

ランス・マルセイユで世界70カ国の金属労組代表

が参加して開かれた。IMF－JCからは、得本輝人

議長をはじめ11人が参加した。中央委員会では、

「グローバル経済の中での人権および労働組合権

の尊重」に力点を置きながら、欧米で深刻化して

いる雇用問題を解決するための経済発展を達成す

ることを主要議題として開催された。会議では、

最終的に、社会的条項（ソーシャル・クローズ）

や労働者の諸権利尊重を謳った『社会的・経済的

発展のための金属労働者の憲章』を採択した。ま

た、中央委員会に先立って、同憲章を補強するた

めに、「選択的グローバルな経済・社会発展のた

めの金属労働者のIMFシンポジウム」が開かれた。

21世紀に向けた新たな戦略示す

IMF－JCは、結成30周年を記念し、1994年６月

IMF中央委員会（1994年５月26〜27日、マルセイユ）

30日から７月２日の３日間、北海道洞爺湖畔の洞

爺サンパレスで、30周年記念国際フォーラムを開

催した。フォーラムでは、「金属2000戦略と挑戦

－共生への道を求めて」をメインテーマに掲げ、

アジア、北米、西欧、中東欧の４地域およびIMF

本部から金属労組代表を講師として招請し、地域

からの提言、シンポジウムを通じて、IMF－JCの

今後の国際連帯活動のあり方を討議し、最後に、

海外金属労組との更なる連携の強化、ソーシャル・

クローズ重視の働きかけなどを謳ったアピールを

採択し、21世紀に向けたIMF－JCの国際連帯活動

の新たな戦略と挑戦を内外に示した。

30周年記念国際フォーラム（1994年６月30日〜7月2日、北海道・洞爺）
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1. 組織体制の整備と拡大
（1）IMF－JCの結成とIMF加盟
IMF－JC結成大会

1964年５月16日、五月晴れのもと、東京青山の

日本青年館で挙行されたIMF－JC（IMF日本協議

会）結成大会には、各界代表をはじめ特別来賓と

してIMF本部からグラデル書記長、ダンネンバー

グ書記次長が出席し、正式加盟組合47万人および

オブザーバー組合17万４千人など５単産13組合64

万人らを代表する130人が参加した。

グラデルIMF書記長は、結成大会祝辞の中で

「IMF－JCの結成によって、日本の金属労働者は、

技術革新、経済構造の変化、国際貿易の激化から

もたらされる、困難な諸問題を効果的に解決でき

る立場に立ったと言える。（中略）IMFの使命は、

全世界の金属労働者の大きな流れを集約したもの

である。われわれは、国際的団結のもと、共通の

利害について統一行動をとることを提示し、世界

の平和を守り、その推進のために闘う全世界の金

属労働者の友情のきずなを一層強化していく。そ

のためにもIMF－JCの結成は、日本の金属労働運

動史上に一大エポックを画するものと確信する」

と強調した。さらに大会では、IMF日本協議会規

程ならびに以下のような当面の活動方針を瀬戸

IMF日本事務所長が提案し、原案通り決定した。

「IMF日本協議会は国内外の大きい関心を集め

る中で極めて成功裡に結成された。従ってこれか

らのIMF日本協議会の活動もまた国内外からの注

視の的になるだろう。結成準備会の報告の中にも

あったように、結成大会の時点でかなり多くの金

属労働者で組織されている労働組合が、オブザー

バー参加、あるいは参加の態勢にない現状にある

ことから、当面の活動の重点は、これらの組合に

対する組織化であることは言うまでもない。

いずれにしても、この結成を機会にしてIMF日

本協議会の今後の活動内容を大綱的に明らかにす

る必要があるので、次のように活動の大綱を提示

することにする。

5. 組織強化活動の軌跡（1964 〜1994 年）

規程ならびに当面の活動方針を提案する瀬戸IMF日本事務所長祝辞を述べるグラデルIMF書記長

結成大会ポスター
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【結成大会宣言】

国際貿易の自由化、巨大資本の国際的な技術提

携や資本提携が世界の先進工業国の共通の姿にな

りつつある現在、労働時間の短縮、完全雇用、公

正労働基準の設定などが、EEC（欧州経済共同体）

の発展とそれをめぐる諸情勢の変化によって、働

く者にとって非常に重要な課題となった。

日本の労働運動全体にとって、国際的には開放

経済体制下における賃上げと時間短縮、ILO条約

批准、最低賃金制などいずれも重大な課題がある。

これらの課題はどれ一つをとらえても国際的にも

国内的にも一組織、一団体、あるいは一国のみで

は効果的な解決を期待できない情勢にあることは

言うまでもない。

幸いにして日本の国際的な地位が政治的にもまた

経済的にも向上している現在、労働運動の中核体で

ある金属労働組合の総結集の組織は、国際労働運

動に参加する場合の前提条件である。なぜなら労働

条件の維持改善と経済的地位の向上促進を国際労

働運動の分野で果たす以上、国を単位にした一つ

の発言力を持つことが必要であるからである。

我々が求める国際連帯の場は、日本の置かれて

いる国際的な立場と共に、国内における労働運動

の基本的な方向が一致する働く者の権利と自由が

保障され、民主的な労働組合を持って組織されて

いるIMFにある。IMFの活動がその主力を形成し

ているヨーロッパ諸国の組合が現実にEECに対し

て生産秩序に組み込まれている労働者の利益を守

るために抽象的なイデオロギーや政治思想より、

もっと具体的な取り組み方を要求している点は

IMFの活動の基本的方向を示していると言える。

しかもこのIMFは1957年に日本事務所を設置して

以来、今まで各金属産別との交流と理解を深めて

きている。この結果はIMFを国際連帯の場に求め

ることが極めて当然の方向として、日本の金属労

働者に理解されているところである。

我々は今ここにIMF日本協議会を結成した。そ

【当面の活動方針】

1．組織活動としてはIMF（国際金属労連）行動

綱領に基づき、日本の金属労働者を日本協議会

に結集するために参加組合はその中心となって

組織活動を展開していく。なお発足する幹事会

で具体的な方針を協議して早急に活動を始める

ことにする。

2．日本協議会のIMF加盟日程を来る11月25日か

ら開催されるIMF第20回世界大会に置き、その

実現のための活動を始めることにする。

3．組織活動に必要な機関誌は従来のIMFの月刊

パンフを「IMF日本協議会」の名称にして当面

5,000部を月刊として出版とする。

4．その他の出版活動としてはIMF本部からの資

料の翻訳出版をできるだけ多数組合員に配布で

きるようにする。特に賃金制度の各国の内容に

ついては直ちに出版する。当面出版の重点は賃

金、労働時間、雇用に置き具体的には幹事会で

決める。

5．今夏、国際賃金セミナーを開催する。このセ

ミナーにはスウェーデン及び西ドイツの賃金専

門家を招待して実施する。

6．国際交流としては今秋のIMF自動車部会、お

よび青年婦人部会に参加し、第20回世界大会に

は50名以上の代表派遣を目途にして準備を始め

る。

7．日本協議会の地方組織を、関東、東海、関西

および九州にそれぞれ置くことにする。

以上の大綱的な活動のほか必要に応じて幹事会

で決めていく。日本協議会の前途は実に洋々たる

ものがある。しかし、中傷や非難や妨害も日本協

議会の存在が偉大であるだけに覚悟をしておかね

ばならない。苦難はみんなで克服して正しい労働

運動の前進のために頑張り抜いていこう。」

さらに、大谷全機金書記長が、次のようにIMF

日本協議会「結成大会宣言」を高らかに内外に宣

言し満場の拍手で採択した。
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渡辺安雄（自動車労連）、平山孝司（三菱東自）、

三木幸四郎（新三菱重工）他、日本鋼管、住友金

属労連、日立金属、日立電線、川崎製鉄など。

結成時の組合員数は47万人
結成大会時のIMF－JCの加盟組合員数は、正式

加盟４単産２組合46万9,700人、オブ加盟８組合17

万4,000人の計64万3,700人であり、その内訳は次

のとおりであった。

【正式加盟組合ならびにオブザーバー組合】

＜正式加盟組合＞計46万9,700人

電機労連（中立労連・26万人）、造船総連（総

同盟・５万６千人）、全国自動車（純中立・６万人）、

全機金（新産別・４万３千人）、八幡製鉄労組（鉄

鋼労連・４万８千人）、中山製鋼労組（鉄鋼労連・

２千700人）

＜オブザーバー組合＞計17万4,000人

自動車労連（全労・６万人）、新三菱重工労組（総

同盟・３万３千人）、三菱東京自動車労組（純中立・

４千人）、全日本精工連合（新産別・５千人）、日

本鋼管労連（鉄鋼労連・３万人）、住友金属労連（鉄

鋼労連・１万８千人）、神戸製鋼労連（鉄鋼労連・

１万８千人）、大同製鋼労組（鉄鋼労連・６千人）

以上の単産・組合の代表が結成大会に出席した

ほか、傍聴組合として川崎製鉄、日本光学などの

組合代表も出席した。かくして、IMF日本協議会

（IMF－JC）は内外の労働界の大変な注視の中で船

して遠からずIMFへの加盟をめざして組織拡大の

ための活動を展開することになった。この結成大

会を機会に、日本の全産業労働者は、新たな、し

かも自由な労働組合の結集組織体である日本協議

会を誇りを持って国際舞台に押し出すことになっ

た。我々は、我々の日本協議会が日本の労働運動

の中心的な団結体として確固たる地歩を築き、日

本の労働運動の発展に全力をあげて努力すること

を国内外に高らかに宣言する。　以上

1964年５月16日　IMF日本協議会

初代役員に福間議長・瀬戸事務局長らを選出
結成大会で選出された初代役員は次のとおりで

あった。

【初代役員】

▽議長＝福間知之（電機労連副委員長）▽副議

長＝古賀專（造船総連副委員長）、伊藤一男（全

国自動車委員長）、大谷徹太郎（全機金書記長）、

宮田早苗（八幡製鉄労組組合長）▽事務局長＝瀬

戸一郎（IMF日本事務所長）▽会計監査＝宗本忠

義（全国自動車）、林武雄（中山製鋼）▽幹事＝

野口勝一、桜井一夫、佐川善作、小久保晴弘（以

上電機労連）、西本春三、小笠原努、岡金松（以

上造船総連）、瀬谷正夫、合川久也（以上全国自

動車）、斉藤健次郎、富田弘隆、池田明和（以上

全機金）、宮田義二、中村卓彦（以上八幡製鉄）、

原田菊三（本田技研）、畠山恵次郎（神戸製鋼）、

選出された初代IMF－JC役員満場の拍手で結成大会宣言を採択する参加者
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らない」とする金属労働運動についての一方的規

定だけを行い、あくまで対抗意識を露わにしたの

である。

しかし、これに反して総評ではあえて積極的批

判の立場をとらず、なお事態を静観する方向に終

始した。これはIMF－JC発足から６カ月後に結成

された同盟が、事実上の非難とも受け取られる表

現でJC方式について否定的見解を示したこととむ

しろ対照的とも言うべきであった。しかし、その

後1966年の鉄鋼労連加盟を契機に総評の態度も著

しく硬化した。

このように一部の代表的産別あるいはナショナ

ルセンターの誹謗・中傷とは別に、「朝日ジャー

ナル」の“時の動き”では次のように論評している。

「IMF－JCは金属労働者の経済的利益を守り、西

ヨーロッパ労組の経験を学ぶ組織だし、経済活動

が第一である。また、現に経営者がOECD（経済

協力開発機構）のもとにBIAC（経済産業諮問委

員会）をつくり、国際的に活動している以上、労

働組合としても国際提携は何よりの急務だ。」

（2）基礎固めから200万組織へ
基礎固めの組織・教宣活動

IMF－JCが結成された後、IMF－JCの理念と諸

活動の意義を内外に浸透させていくという基礎固

めと組織拡大に向けての活動が展開された。

発足間もない1964年６月17日には組織専門委員

会（古賀專委員長）が設置され、当面の方針として、

未参加組合の加盟促進、IMF－JCの中央・地方の

組織機構のあり方、規約、組織要綱などが検討さ

れ、さしあたって地方組織の設置を進めることを

決定した。

地方組織は「IMF－JC地方連絡会議（地連）」

とし、当面、関東、東海、関西、九州の四つの地

域の組織化に向けられたが、この準備はそれぞれ

の地域に担当組合を設定し、組織専門委員会との

連携のもとに鋭意進められた。

出した。

IMF－JCの結成は直ちに1964年６月上旬のIMF

中央委員会に報告され、「IMF－JCは日本金属労

働者とIMFの間の緊密な協力関係を約束する将来

基盤を形成するものである」とする多大の期待と

好感を持って迎えられた。

IMF加盟をめぐる批判
結成大会以降、IMF－JC加盟労組は、それぞれ

の組織内の意思統一を図り、IMF一括加盟の方向

に向けおおむね同一歩調をとったが、当初から批

判的ないし反対の立場に立った側では、さらに激

しく論難してこれを牽制した。

IMF加盟を基本としながらも、JC方式による一

括加盟に反対、産別加盟を主張してIMF－JC結成

に加わらなかった全金同盟は、IMF－JC発足直後

の1964年５月26日の全金同盟大会で「IMF－JCと

の間には相当開きがある。当面、IMF－JCに対し

ては我々の主張を反映させながら産別の方針を生

かすような条件を創り出すよう努力する」と独自の

立場を再確認し、さらに1964年９月20日の全金同盟

機関紙では「日本協議会が上部団体の性格を持っ

ていることと、同協議会が金属労働戦線統一という

認識を持って進められた」ものであることを強調

して「見方によっては全金同盟の組織切り崩しと

も見られる行為」であるとする見解発表を行った。

一方、IMF加盟はもちろん、IMF－JC結成につ

いても反対の立場を明らかにしていた全国金属

は、1964年９月30日の大会で、「アメリカ独占は、

日本の中心産業を支配することに関心を高め、日

本の金属関係労働者を御用化し、分裂させる策謀

がここ数年ますます強まっている。国際自由労連

系のIMFの日本における活発な動きはこのことを

示している。我々は日米独占のこのような分裂策

動を排し、金属共闘を舞台とする金属労働者の統

一発展のためにつとめ、総評を中心とする金属労

働戦線の統一のため全力をあげて闘わなければな
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を設置（第５条）、③「専門委員会」の設置（第

10条）、④地連の設置、地連議長・事務局長の総会・

幹事会への出席権、準則の規定、⑤加盟・脱退の

手続きの明確化、などである。

1965年、組織拡大はこの１年間で正式加盟組合

員47万人から65万人へと約18万人の増加を見た。

これはキャタピラー三菱、ヤマハ発動機の各単組

の新規加盟と、各産別における組織拡大の結果で

あった。

1965年９月には、中国地連が結成され、５地連

体制となり、地連代表者による会議も開かれ、横

の連携も強化された。地連は、この後、中央との

有機的な連携を強めながら、1967年３月には北信

越地連が、そして、翌1968年には北海道、東北地

連が結成された。そして、1973年には、関西、中

国両地連の協力の中で進めていた四国地連も結成

され、全国９地連体制が確立した。

1966年、金属産業の総結集への動きは、基礎づ

くりの段階を経て、組織人員は組織拡大目標の

100万人に早くも達することになった。すなわち、

鉄鋼労連のIMF－JC加盟をはじめとして、三菱重

工東京製作所労組、川崎自動車労組、三菱重工労

組西日本連合会、日本鋼管浅野ドックなどの単組

加盟が相次いだ。

そこで1966年の総会では、わが国金属産業労働

者の広範な組織化に向け、改めて200万組織への

方向を確認すると共に、質的充実を期することに

なった。このため、自動車労連、日本鋼管福山労

組などオブ加盟組合への正式加盟の呼びかけが行

われた。

1967年に入ると、IMF－JCへの加盟の動きは急

速に進展した。自動車労連（約13万人）、三菱重

工横浜造船労組（6,000人）の正規加盟などがそれ

である。しかし、このようなIMF－JCの組織の発

展に対し、外部から執拗な攻撃も行われた。

事務局専従体制と新事務所への移転

1968年から74年までの７年間は、IMF－JCの組

そして、1964年10月２日九州、10月26日東海、

11月４日関西、11月９日関東とまず４地連が相次

いで結成された。このことは、IMF－JC拡大への

基礎づくりの段階の中で、中央でのオルグ活動に

呼応する地方の動きとして大きな役割を果たした

と言える。

これらの活動を通じIMF－JCへの理解は深まっ

てきたものの、IMF－JC加盟までにはいたらず、

同年に新規加盟として迎えたのは本田技研労組

（8,000人）１組合にとどまった。

1965年、結成２年目を迎えたIMF－JCは、基礎

固めの完成の年として、組織活動の目標を100万

組織の達成に置き、具体的には、①鉄鋼労連の加

盟促進、②金属産業労組への加盟呼びかけ、③自

動車産業の全国協議会の再結集への協力、④４地

連体制に加え、新たに中国地連の結成、⑤アルミ・

航空機などIMF業種別部会の開催機会を通じての

関連組合への呼びかけ、⑥加盟組合相互の意思疎

通の促進、などを決定した。

これらの活動を推進するためには事務局体制、

財政の確立が急務となり、IMF－JCの機構の整備

を進めていくことになった。そして、活動実態に

あわせて規約の一部を改正した。

規約改正の要点は、①目的に「金属労働者の諸

権利・条件の向上をはかる……」を挿入（第２条）、

②最高決議機関の名称を「協議委員会」から「総会」

に改め、事務局会議を発展させ、「常任幹事会」

九州・中国地連結成総会（1964年10月、八幡）
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完了と同時に解散）の４専門委員会は従来通りと

することとなった。

1968年に三徳八重洲ビルに事務所を移転

事務所移転検討委員会は、活動の拡大と専従役

員の配置によって事務所（国鉄労働会館内）が手

狭となったため、新事務所を国労会館の外堀通り

を挟んで向かいにあった三徳八重洲ビルに移転す

ることを決め、1968年11月24日に移転した。

1968年には三菱重工労組、日本NCR、日本鋼管

清水、全岡村労連、キヤノンの各組合の加入が相

次ぎ、この結果、IMF－JCの組織勢力は６産別10

組合110万人を超えた。

そして翌1969年には、石川島播磨重工労連、全

日本造船機械労働組合川崎造船分会がオブザー

バー加盟し、６産別12組合120万人へと拡大した。

1969年に入ると、国際貿易の自由化問題がク

ローズアップされてきた。IMF－JCは国際連帯の

強化を通じ金属労働者の賃金・労働条件を積極的

に引き上げるとの考えに立って、日本にある外資

系労組との連携にも目を向け、1969年には東京農

林年金会館で「外資系労組連絡会議（代表幹事＝

渡辺新次郎・キャタピラー三菱労組）」を発足さ

せた。

この外資系労組連絡会議の発足までには、IMF

－JC加盟のキャタピラー三菱労組、日本NCR労組、

この時まだ未加盟であった小松インターナショナ

ル製造労組、および神鋼ファウドラー労組の４労

織活動体制の質的強化を図りつつ、200万金属労

働者の結集へ向けて前進、IMF－JCの地位を国内

外に確固なものとした時期である。特に1968年は

専従体制の確立、事務所移転など特記すべき年と

なった。

IMF－JCへの専従役員体制は、1966年３月の賃

闘時に臨時専従体制が敷かれ、桜井一夫常任幹事

（電機労連組織部長）が半専従となったのが初め

てである。

1968年結成５年目を迎えたIMF－JCは、意欲に

燃えた活動を展開し、将来とも政策と力量を持っ

た労働団体として飛躍していくため、組織機構と

活動体制の確立の軸とも言うべき事務局の体制強

化と整備に取り組んだ。すなわち、本部事務局の

専従体制は、鉄鋼労連から中村卓彦氏（1968年３

月１日付）、自動車労連から皆川文雄氏（同３月

18日付）、電機労連から久野治氏（同７月10日付）

の３常幹が専従役員として着任、それぞれ組織、

調査、教宣の各部門を担当、従来の専門委員会は

そのまま存置し専従役員が主査となり運営するこ

とになった。

また、1968年10月から事務局体制の確立と執行

体制の強化のために、総務、国際、組織、労働、

調査、教育宣伝の６専門部が設置され、部員制が

敷かれた。なお、従来の専門委員会のうち、産業

政策研究委員会、国際交流委員会、財政委員会、

事務所移転検討委員会（三徳八重洲ビルへの移転

草創期のIMF－JC事務所（国労会館内）

新会議室での常任幹事会（1968年11月、八重洲新事務所）
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福間知之初代議長が、出身母体である電機労連の

推薦を受けて参院選へ出馬することとなったた

め、これにともない1973年９月の第12回総会で後

任の第２代議長に宮田義二鉄鋼労連委員長を選出

した。以降「ナショナルセンターを含めて、IMF

－JCがヘゲモニーを握った日本の労働運動を作り

上げていきたい」とする宮田新議長のリーダー

シップのもと、さらに一大飛躍を遂げるべく新体

制がスタートした。

10周年記念式典を挙行

翌1974年には東京・芝の東京プリンスホテルに

IMF本部ハーマン・レブハン書記長をはじめ加盟

各国代表24人、労働省渡辺事務次官、総評後藤財

政局長、同盟稲垣副会長、中立労連竪山議長、新

産別大谷書記長の各氏をはじめ、ITS（国際産業

別組織）の代表、社会・公明・民社各党代表、財界、

在日外国大使館代表など多数の来賓を招き、結成

組が世話人となって準備が進められたもので、３

回にわたる世話人会議を経て結成大会にこぎつけ

たものである。

200万組織への前進

IMF－JCの組織人員は、1970年には120万人、

1971年６月には143万人と増え続け、1974年５月

には185万人を突破した。その内訳は、日本鋼管

造船労連（1970年10月５日付）のオブ加盟、翌

1971年正規加盟が実現するなど、分裂状態にあっ

た造船大手がそろってIMF－JC加盟労組として結

集、また、自動車産業労働組合協議会（自動車労協、

1965年８月結成）が、これまで加盟している自動

車労連、全国自動車、三菱自工労組、本田技研労

組に加えて、新たに全国マツダ労連、富士重工労

組、ダイハツ労組、日本気化器労組を含めて一括

加盟（1971年４月１日付）、さらに小松インター

ナショナル製造労組（1971年５月１日付）、東洋

オーチスエレベータ社員組合（同日付）と続き、

1972年には長い間の懸案であった全金同盟をはじ

めとする、三協労組、日本ギア労組の加盟を見る

に至った。一方、造船重機労働者を総結集した造

船重機労連（1972年２月）や自動車労協の自動車

総連への移行（1972年10月）などIMF－JC構成組

合も産別ごとに整備された。

この間、1971年９月の第10回総会において、組

織機構の抜本的検討を進めるために、「組織機構

特別委員会」の設置方針が打ち出され、1972年７

月に第１回会合を開き、委員長に小野龍馬氏を選

び正式に発足した。その後、前述のように、金属

産業組織の再編・統合が活発化したため、組織再

編を待って具体的作業を行うことにし、1973年９

月の第12回総会では中間報告が行われた。その後、

1974年10月の第13回総会までにはまとまらず、

1975年９月の第14回総会へと持ち越された。

福間議長から宮田議長へ交代

逐年実績を積み重ねてきたIMF－JCは、結成以

来９年間余、営々としてその重責を全うしてきた IMF－JC結成10周年祝賀レセプション（1974年10月３日、東京プリンスホテル）

新任挨拶をする宮田第2代議長（1973年９月第12回総会）
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会は常任幹事会の諮問機関として設置し運営す

る。

（4）活動目標については、IMFに加盟する日本

の金属産業労働組合として次の共通課題について

協議し、運動を進める。①国際連帯活動の推進、

②賃金をはじめとする労働諸条件の向上、③組織

の拡大強化、④社会的福祉政策について、⑤国内

外にわたる産業政策について、⑥教育活動につい

て、⑦その他目的達成に必要な事項。

（5）役員については、①役員は、議長、副議長、

事務局長、常任幹事、会計監査とする。必要によ

り事務局次長を置くことができる、②役員の任期

は、２年制とする。欠員が生じた場合、協議委員

会で補充を可能とし、その任期は残任期間とする、

③議長を除く非専従の役員の交代は、出身産別の

判断が優先する－という内容である。

この答申を受けて、1975年12月の第18回協議委

員会は、名称変更を含む規約改正を承認した。

規約改正の特徴としては、名称変更をはじめ、

運動実践の最高機関として三役会議（単産代表者

会議）を明文化したのをはじめ、従来の専門部を

専門局（規約改正では、教育宣伝局は教宣局、調

査局は労働調査局とした）とするなど、事務局体

制と各専門委員会における権限と責任を明確化し

た。活動目標の１つとして「賃金をはじめとする

労働諸条件の向上」を明文化し、JC賃闘の出発点

とした。また、任期を従来の１年制から２年制へ

と改めたことにより、指導力を十二分に発揮でき

る体制を確立し、活動の充実を期したこと、など

があげられる。

また、組織名称の変更に伴い、機関誌、機関紙

の名称を変更した。すなわち、機関誌「IMF日本

協議会」は1975年７〜８月合併号から「JC金属」に、

また、機関紙「IMF日本協議会」は、1975年１月

１日号から「IMF－JC金属」に名称を変更、発行

部数も組織人員の拡大を反映して、月刊8千部、

15万部とそれぞれ増大した。

10周年の記念式典を挙行した。同式典では、10周

年功労表彰を行い、多年の労に謝意を表した。

（3）三次にわたる組織改革
第一次「組織機構特別委員会答申」

名称を全日本金属産業労働組合協議会に改称

1971年９月の第10回総会で、「組織拡大と併せ、

金属産業労働者の役割と任務の重要性に鑑み、さ

らに新たなる観点と認識の上に立って組織機構の

抜本的検討を進める」との趣旨で設置された組織

機構特別委員会（柳澤錬造委員長）は、以降４年

の検討を経て、1975年９月の第14回総会に正式答

申を行った。

組織機構特別委員会答申の要旨は、「IMF－JC

も1974年10月には組織人員も185万人に拡大し、

名実共に、日本における金属産業労働組合の最大

のまとまりとしての地位を占めるに至ったので、

これを機に組織機構を検討し、次のように改正す

る」として、

（1）組織機構のあり方の基本を、①IMF－JCは

ナショナルセンターとしての性格を持ち得ない、

②運動の基調を、自由にして民主的労働組合とし

ての運動を基本とする、③IMF－JCは国際連帯の

強化と金属産業労組の共闘の場である、との基本

的位置づけを明確にした。

（2）名称の改称を行い、従来の「国際金属労連

日本協議会（略称はIMF－JC）」から、「全日本金

属産業労働組合協議会（略称はIMF－JCのまま）」

に改称した。

（3）機構については、①構成は産別加盟を原則

とする。但し現在ある単組加盟はそのままとする、

②機関は大会、協議委員会、常任幹事会とする。

なお、三役会議も明文化する、③本部事務局体制

では、本部事務局に総務局、組織局、教育宣伝局、

調査局、国際局を置く、④日常活動を推進するた

めに、各種専門委員会を設置する。特別委員会は

大会決定により設置し大会に答申する。専門委員
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城地豊司（衆院議員）、岡田正勝（衆院議員）

中村正男（衆院議員）、伊藤英成（衆院議員）

伊藤郁男（参院議員）、田中慶秋（衆院議員）

■顧問選出基準

（1 ）IMF－JC三役（議長、副議長、事務局長）

を３期６年以上経験し、出身単産の推薦を受

けた者。

（2 ）加盟単産の公認を受けて、衆参両議院に席

を有し、出身単産の推薦を受けた者。

76年には197万人へと組織拡大
なお、これまで直加盟であった日本ギア工業労

組は、1978年の大会で自動車総連への加盟を決定

したことにより直加盟を解消し、IMF－JC加盟組

織は６産別７直加盟組合の構成となった。

このようにIMF－JCの組織は、結成時47万人か

らスタートし、５年目で100万人、10年目の1974

年には185万人、そして1976年には197万人へと飛

躍的に組織人員を拡大した。

しかし、その後、1973年の第一次オイルショッ

クによる長期かつ構造的な不況の影響を金属産業

も免れず、４年間にわたり組織人員が減少。一時

は1979年２月時点で190万人を割り込むまでに

なったが、1979年下期には新規採用の増加等によ

り増加傾向に転じ、1983年には190万人台に回復

した。

地連活動の前進
1972年11月の四国地方連絡会議の結成を最後

に、全国９ブロックの地連体制を完成したIMF－

JCは、地連代表者会議などを通じて、IMF－JC活

動の徹底と相互理解に最善を尽くした。

一方、各地連においても、これに呼応して運動

の盛り上げに多大の貢献をなした。例えば、1960

年代の後半から1970年代のはじめにかけて燃え上

がった労働戦線統一運動を地域から支え、全民労

協結成へ導いたことも、IMF－JC地連の活動に負

76年９月新名称のもと第15回定期大会を開催
そして、1976年９月には、これまでの「総会」

呼称を「大会」に改め、新名称のもとに第15回定

期大会を開催、組織強化と連帯活動の推進を図る

ことを決めた。これを受けた以降の組織活動では、

労組代表者交流集会、地連代表者会議、直加盟組

合代表者会議の開催などを行い、各種闘争の盛り

上げを図り、逐年活動内容を充実した。

同時に、新規加盟に向けての活動としても「光

学労協」「全日本アルミ製錬労協」などとの接触

を深めた。また1977年12月には、化学エネルギー

労協（ICEF－JAF）との間に「金属・化学エネ

ルギー連絡会議」を設置し、以後の運動の発展に

大きく寄与することとなった。

なお、これらに先立つ1975年５月には、IMF本

部からの要請にもとづき、IMF－JC職員のIMF本

部派遣を決定し、労働調査局部員鎌田普（かまた・

ひろし）を派遣した。

これは逐年拡大基調にあるIMF－JCのIMFに占

める位置、あるいはアジアにおける立場、IMF本

部との連携強化ならびにIMF加盟組合との国際連

帯などを考慮したものであった。

IMF－JCの日本語略称を「金属労協」と制定
1978年９月の第17回定期大会では、IMF－JCの

日本語略称を「金属労協」と制定（JCの呼称とし

て、英文略称「IMF－JC」はあるが、日本語略称

はまだ定められていなかった）、書記長会議の明

文化、顧問制の新設などを含む規約一部改正を

行った。

1984年４月当時の顧問、ならびに顧問選出基準

は次の通りである。

■顧問に委嘱した各氏

福間知之（参院議員）、古賀　專（前副議長）

田淵哲也（参院議員）、栗林卓司（参院議員）

柳澤錬造（参院議員）、宮田早苗（衆院議員）

玉置一弥（衆院議員）、小渕正義（衆院議員〉
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SSK（佐世保重工）闘争への支援
IMF－JC傘下各労組の中で、造船重機労連に加

盟するそれぞれの組合では、1973年のオイル

ショックを契機とする世界的な海運市況の低迷に

加えて、急激な円高による輸出契約への制約の強

まりなどで非常な逆境にさらされていた。とりわ

け、佐世保重工（SSK）では1978年１月に出され

た人員削減など一連の合理化問題をめぐり紛糾が

続いていたが、1978年7月にいったん労使で合意

を見た。しかし、この間に就任した坪内新社長に

よる企業再建のための合理化５項目の提案が行わ

れたため、組合はこの合意を撤回し、社長退陣を

求めて、1979年12月から1980年１月にかけて、４

波にわたるストを決行し、事態は再び泥沼化した。

この事態を重視したJCは、1979年９月の第18回

定期大会での議長アピールをはじめ、IMF－JC九

州地連を中心とする闘争支援を行うと共に、1980

年１月には、IMF－JC本部に「SSK近代化闘争支

援対策委員会」を設置して傘下単産・単組の協力

を呼びかけるなど、支援体制を整え本格的支援を

実施した。こうして、労働界の幅広い支援とマス

コミのキャンペーンに支えられたSSK闘争は、

1980年２月に組合側の要求が全面的に受け入れら

れるところとなり、収束を迎えた。

なお、IMF－JCが組織した同支援対策委員会は、

宮田義二IMF－JC議長を委員長に、IMF－JC事務

局長、各産別の組織担当責任者およびIMF－JC九

うところが多かった。

また、全国９地連の活動を充実するため、地連

代表者会議での情報交換、さらには、賃金闘争時

には各地連内に地連賃金闘争連絡会議を設置して

情報交換を行うと共に、学習会、決起集会等を実

施、賃金闘争方針の徹底と盛り上げを図る一方、

地方自治体に向けての福祉向上施策の取り組みを

要請するなどの活動を展開した。

このほか、IMF－JC結成15周年を迎えたことを

機に、1979年５月16日の記念日を中心に、地連毎

に、青婦交流集会などのJCデーの催しを行い、地

域の末端組織にまでIMF－JCの根を広げていくこ

とにした。

これら地連組織の充実と強化の取り組みは、

1981年の組織強化特別委員会答申の後、さらに積

極の度を加え、その特徴としては、①賃闘時の地

連活動の充実、②JCデー記念行事の定着化、③地

連間交流の活発化、④地連独自の海外派遣チーム

の増加、等にわたって見られた。

九州地連JCデー

北海道地連JCデー

佐世保造船労働者の不当解雇反対闘争支援のビラをまく宮田IMF－JC議長
（1980年１月、東京駅前）
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特別委員会、20周年記念準備委員会を新設した。

従って、専門局ならびに各種委員会、各種部会

は以下の通りとなった。

〈専 門局〉総務局、国際局、調査局、企画局、

組織局、広報局

〈各 種委員会〉財政委員会、国際委員会、産業

政策委員会、賃金政策委員会、教育・広報

委員会、組織強化特別委員会、20周年記念

準備委員会

〈各種部会〉組織部会、調査部会

組織強化特別委員会の答申（第二次）
組織強化特別委員会（委員長：金杉秀信副議長）

は、1980年12月の初会合以来、９回におよぶ討議

を経て、1981年12月の第24回協議委員会に答申し、

承認を得た。

答申の要旨は、①加盟形態については、産別組

織単位での加盟原則の堅持をさらに徹底する。直

加盟組合は、できるだけ早く（３年を目途）産業

別組織を通して参加できるよう組織整備を図るこ

と、②地連活動の強化については、本部は各地連

との連携のもとに活動の平準化を図っていく、③

常任幹事会、三役会議、書記長会議の定例開催を

する。必要に応じてプロジェクトチームを設置し

て緊急課題に対処していく、④役員選出に関して

規程を設け、それを基にした運営を図る、⑤協議

委員会の運営は、従来の議長団運営ではなく、

IMF－JC議長が行う、などがその主なものである。

なお、諮問事項のうち、中・長期的検討事項の「長

期的展望に立った金属労協のあり方」「金属労協

の国内活動と国際活動のあり方」「政党や政治活

動との関係」などについては改めて特別委員会を

設置し、検討を加えていくこととなった。

答申後の動きとしては、1983年１月に答申の趣

旨を踏まえてIMF－JC直加盟８組合が中心とな

り、「JCメタル労働組合会議」（略称：JCメタル、

34,000人、伊藤昭士議長）を結成し、同年９月第

州地連事務局長ら16人で構成された。ちなみにこ

のときIMF－JC傘下各単産・単組から寄せられた

カンパ金は28,519,667円に達した。

結成15周年祝賀会の開催
IMF－JCは1979年、結成15周年を迎えたのを契

機に、９月11日の第18回定期大会で「金属労協が

抱える組織体制強化に向けての課題について、組

織部会、書記長会議を場に組織強化対策方針の検

討を進める」ことを提案、IMF－JC組織の再度の

脱皮をめざして意欲を示すと共に、大会終了後に

は15周年記念祝賀会を開催した。祝賀会には、大

会来賓の海外代表、大会代議員、IMF－JC功労者・

OB、内外関係者など440人が出席した。

組織強化への取り組み
IMF－JCは、1980年９月の第19回定期大会で、

労働戦線統一の動きに留意しつつ、現状のIMF－

JCに課せられた運動体に即応した組織強化と本部

機構の整備に向けて「組織強化特別委員会」の設

置を決めると共に、規約一部改正を行い、専門局

の拡充等を行った。

これを受けて1980年10月の第１回常任幹事会

で、IMF－JC本部機構の見直しに関して次のよう

に決定した。

①IMF－JC専門局については、教宣局を広報局

と名称変更し、新たに企画局を新設。従来の労働

調査局を調査局と企画局に分け、調査局は主とし

て労働諸条件の調査・分析、企画局は産業政策、

多国籍企業対策などの業務に重点を置くことと

なった。これにより専門局を５局から６局へと充実・

強化した。

②各種部会・委員会については、部会は、従来

の組織部会、調査部会はそのままとし、教宣部会

を教育・広報委員会に統合した。各種委員会では、

従来の賃金・MWS特別委員会を、賃金政策委員

会に変更して発足させた。また、新たに組織強化
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引き続いて行われた記念レセプションは、内外

から約千人の参加者が集い、IMF－JC20年の歩み

を編集したスライドが上映されるオープニングセ

レモニーで始まった。次いで宮田義二議長の挨拶

と乾杯があり、参加者は、IMF－JC20年の歩みに

想いを致し、限りないJCの発展に祈りを込めた。

翌９月12日に開かれた第23回定期大会では、宮

田義二議長が退任し、新たに中村卓彦鉄鋼労連委

員長を、IMF－JC第３代議長に選出した。大会で

は、運動方針の他に、1985年６月に東京で開催す

る「第26回IMF世界大会対策」も決定した。

アジアで初のIMF世界大会を東京で開催
1985年６月には、IMFの歴史上初めてアジアの

地・東京で第26回世界大会を開催したが、IMF－

JCは準備委員会を設置して万全の受け入れ態勢を

組み、大会の成功に寄与した。

労働戦線統一の動きも活発化
労働戦線統一の動きも活発化した。1976年10月

に民間産別を中心にナショナルセンターの枠を越

えて政策・制度要求を研究し推進する機関として

発足した政策推進労組会議が、その活動を推進す

る中で、それを母体に、1982年12月に全民労協が

発足し、徐々に戦線統一が具体化してきた。1987

年11月には、民間統一のナショナルセンター「連

合」が発足し、1989年11月には官民800万人が結

集し、新「連合」が結成され、労働界永年の悲願

である戦線統一が事実上実現した。この戦線統一

の実現に向けて、IMF－JCならびに各加盟産別が

果たした役割は大きいものがあった。

この労働戦線統一に向けて、産別レベルでも組

織再編、統合などの動きがあった。1988年２月、

全金同盟を母体にして全金連合が発足し、IMF－

JC加盟形態を変更した。1989年11月には、全機金

と全国金属が組織合併し、金属機械を結成した。

そして、金属機械としてIMF－JCへの正式加盟を

１回定期大会を開き、活動をスタートさせた。規

約には、その目的として「この会議は、友愛と民

主的労働組合主義を基調として、参加する労働組

合の自主性を尊重しつつIMF－JCの運動理念に基

づき金属労働者の経済的、社会的地位の向上を図

ることを目的とする」と謳っている。

結成20周年を機に中村第３代議長を選出
組織人員200万人を突破

1984年５月、IMF－JCは結成20周年を迎え、組

織人員は200万人を突破した（204万人）。同年９

月11日には、20周年記念式典が、東京・品川のホ

テル・パシフィックで挙行され、功労表彰者、内

外招待者、関係者等約200人が参列し、金杉副議

長の開会の辞ではじまり、主催者を代表して宮田

議長は、IMF－JC20年の歴史を振り返り、今日の

発展を築き上げた諸先輩の労苦を想いつつ、IMF

－JCのさらなる発展に祈りを込め、挨拶した。来

賓からは、ハンス・マイヤー IMF会長をはじめ、

坂本労働大臣、総評・黒川議長、同盟・辻本副会長、

中立労連・田口副議長、新産別・小方委員長がそ

れぞれ、IMF－JCの今日まで果たしてきた役割を

高く評価、今後の発展を期待するとの祝辞を述べ

た。この後、IMF－JC発展に寄与した42人の功労

者の方々に感謝状と記念品が宮田義二議長から手

渡され、功労者を代表して、古賀專元副議長から

お礼の言葉が述べられた。

中村第３代議長を選出（1984年９月第23回大会）
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産別組織による運営）の大産別型運営の事例を挙

げて、日本の連合が80を超える単産による運営を

行っていることの不合理性」を指摘、「連合として、

今後は部門連絡会の充実と大産業別型運営をめざ

すべきことを展望しつつ、答申案をまとめた」と

述べた。

議論では、「ナショナルセンター分裂時代には、

IMF－JC国内活動を四つの活動領域で展開してき

てそれなりの意義があったが、連合時代のIMF－

JCの役割は、国内活動は縮小して、本来の国際連

帯の『窓口』としての役割に徹するべきではない

か」「答申案の中では、部門連絡会の強化をうた

う一方で、IMF－JCの大産別として四つの活動領

域を位置づけしていることはどうもすっきりと腑

に落ちない」「現実問題として、『連合金属部門連

絡会』にIMF－JC加盟単産がすべて入っているの

だから、IMF－JCの国内活動を『金属部門連絡会』

に移行し、IMF－JCの国内活動はこの際縮小すべ

きではないか」等の意見が出された。これに対し、

中村議長は、「連合ができたから、IMF－JCが今

までの国内活動を放棄し、国際連帯の窓口に活動

を縮小した場合に、二つの問題が出てくる。一つ

は、経営側が４業種８社を中心にますます結束を

強めることである。二つは、IMF－JCが国内活動

を止め、バラバラになったら、交通・運輸部門など、

他の部門連絡会の育成の芽を摘み取ってしまうこ

とになる。われわれIMF－JCのためではなく、今

後の日本の労働運動の発展のために答申案を作成

した。連合が発足したからもうこれでよいという

訳ではない。むしろ、大切なのはこれからで、連

合をどういう方向へ持っていくのか真剣に対応し

ていかねばならない。IMF－JCの国内活動を縮小

すべきとの意見であるが、その問題はむしろ逆に

考えるべきである。連合の将来展望として『部門

連絡会』を発展させ、将来は、『大産別協議会』

へ発展させ、連合を大産別を単位にした効率的運

営をしていくことが、先進国の事例から見ても正

決定。IMF－JCとして1989年12月の協議委員会で

全機金から金属機械への名称変更を承認した。ま

た、直加盟組合でも動きがあり、1989年12月には

キャタピラー三菱労連（利根川議長）が造船重機

労連へ加盟し、直加盟方式から産別加盟方式に切

り換えた。同じく、1993年１月には、三協労組（矢

崎委員長）が電機連合に正式加盟し、産別加盟に

切り換えた。

瀬戸初代事務局長が勇退、梅原事務局長に
交代

1988年９月には、結成以来、24年間初代事務局

長を務めてきた瀬戸一郎氏が勇退し、副議長に選

出された。新たな第２代事務局長として、電機労

連から初の単産出身の梅原志朗氏を選出した。

IMF－JCあり方委員会答申（第三次）
1986年９月の第25回定期大会で、全民労協の連

合体移行にともない、連合時代のIMF－JCの大産

業別組織としてのあり方について検討するため、

「IMF－JCあり方委員会」を書記長会議構成メン

バーをもって常任幹事会の諮問機関として、設置

することを決定した。

労働戦線統一の動きを見ながら、検討を進めて

きたIMF－JCあり方委員会は、４年余りの歳月を

かけて検討した結果を、1990年６月の第19回常任

幹事会に「IMF－JCあり方委員会『金属労協のあ

り方』」について答申し、承認された。

これに先立つ同年５月23日に、「あり方委員会

答申案検討会」を開き、あり方委員会答申案に対

する検討の場を持った。中村議長は「今回のあり

方委員会答申は、３回目のIMF－JC組織改革であ

る。今回は、新連合時代におけるIMF－JCの役割、

あり方をいかにしていくかというためにまとめら

れた」とその趣旨を述べ、答申案説明を行った梅

原志朗事務局長は、特に「西ドイツ（DGBは17の

大産別組織による運営）と韓国（FKTUは20の大
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化・拡大をはかる。③直加盟組合については、JC

メタル労働組合会議に参加する直加盟組合は、「連

合」への対応と共に産別加盟の原則を尊重し、そ

のあり方についての検討を促進する。④地連活動

については、中央と地方組織の連携を強化し、地

方連絡会（地連）の活動を充実する。このため、

加盟産別の地方組織は積極的に地連に参加すると

共に、その活動を促進する。⑤都道府県単位の集

まりについては、地方連合の動向も踏まえつつ、

新産業別最低賃金の活動、地域レベルの金属産業

政策の推進などのため、地方連絡会の指導のもと、

必要なところから地区協の性格を持つ「金属労協

加盟組織の都道府県単位の集まり」ができるよう

取り組んでいく。なお、地方連合内に「金属部門協」

的な集まりができる場合は、これをもって対応す

ることも可とする。

（4）総合生活闘争と産業政策活動推進の基本に

ついては、①賃金等の所得の向上、労働時間を中

心とする労働条件の維持・向上などの闘いに積極

的に取り組む。大産別共闘を展開し、その相乗効

果を発揮し、金属労働者の生活向上を実現すると

共に、社会的な役割・責任を果たす。②金属労働

者の雇用の維持・拡大を基本として、産業別組織

に共通する金属産業政策活動の推進、魅力ある金

属産業づくりを行う。また、産業政策課題の一環

として地球環境の保護・改善活動に積極的な取り

組みを進める。

（5）国際労働運動での連帯強化と役割の発揮に

ついては、①IMF路線を基本として推進、国際金

属労働運動の発展のために貢献。金属労協と東ア

ジア地域事務所の関係について、両者の役割と財

政上の分担の明確化を図ると共に、緊密な提携・

協力関係の維持・発展を図る。②金属労協はアジ

アにおける最大の組織として、NIEs（新興工業諸

国）やASEAN（東南アジア諸国連合）諸国の労

働運動の拡大・発展のために、全面的な支援・協

力に努める。

道といえる。そのためにも、IMF－JC国内活動の

充実が重要である」と答えるなど、答申案に対す

る認識を深めた。

【IMF－JCあり方委員会答申内容】

IMF－JCあり方委員会答申の内容は、まず、

（1）金属労協の基本的位置づけと「連合」との

関係については、金属大産別組織として組織の強

化拡大を図る。国内と国外の労働運動の活動を一

体のものとして展開すべきであり、経済大国の労

働組合として、それにふさわしい役割と責任を果

たさねばならない。金属労協は金属大産別として、

「連合」の中核としての認識に立って、その運動

に積極的に協力していく。現在、連合の組織運営

の基本は、産業別組織を単位としているが、連合

の最も力点を置くべき運動が「政策・制度の改善」

にあることからも、効率的かつ効果的な運営のた

めには大産別型運営を導入することが望ましい、

としている。

（2）金属労協の運動領域については、大産別と

しての金属労協は、以下の四つの運動領域を基本

にして、効率かつ効果的な運動を展開していく。

すなわち、①「ゆとりある豊かな生活」をめざす

総合生活闘争。②「魅力ある製造業づくり」のた

めの産業政策活動。③グローバル経済時代におけ

る国際連帯活動。④大産別組織としての役割を果

たすための組織強化活動、の四つである。

（3）金属労協の組織強化・拡大については、①

金属労協本体の組織強化・拡大について、金属労

協は大産別組織として、国内・国際労働運動にお

ける機能・役割を発揮していくため、組織の強化・

拡大を促進する。このため、金属労協に未加盟の

金属産別組織との友好・連帯を深め、早期加盟の

ために努力する。②加盟組織における組織強化・

拡大については、加盟組織においては、産業構造

の変化なども踏まえ、金属関係労組や企業の資本

関係にある労組などの産別加盟を促進すると共

に、未組織労働者の組織化に努め、産別組織の強
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協体制を確認したIMF－JC都道府県別連絡体制に

ついては、各地連に未加盟の単産地方組織の地連

加盟を促進すると共に、各地連の事情を勘案しつ

つ、柔軟に展開していくことを確認している。①

名称：IMF－JC都道府県別連絡組織の名称につい

ては、原則として「地区協議会」の名称を標準と

していく。略称については、JC東京など「JC都道

府県名」とする。②目的と役割：各所属地連と連

携を取りつつ、都道府県内のJC金属グループとの

相互の連携、情報交換、交流を深めることを目的

とする。各地方連合とも有機的な連携を取り、各

地方連合の健全な発展に寄与する。これに基づい

て地連の協力も得て、47都道府県にJC都道府県別

連絡窓口体制を整備した。

すでに、県別単位の活動を行っている千葉、和

歌山、愛知、岐阜、静岡、三重に加えて、1991年６

月にはJC東京、同年10月にはJC神奈川、1992年４

月にはJC栃木、1994年４月にはJC山梨が発足した。

基本政策検討委員会を設置
1991年９月、IMF－JCあり方委員会答申のフォ

ローアップ機関として「基本政策検討委員会」を

設置した。基本政策検討委員会は、常任幹事会の

諮問機関として書記長会議メンバーを委員とし

て、「大産別組織としての金属労協の中・長期基

本政策」について検討し、1994年９月の第33回定

期大会に答申を提出することを目標にした。

（6）組織機構の改善、規約・規程の整備および

事務局運営の改善については、①時代に即応した

委員会の設置に関しては、金属労協として「情報

化対策小委員会」「女性活動委員会」を設置する。

②役割の終わった専門委員会・小委員会について

は、見直しの上、廃止する。

（7）中長期ビジョンの策定と政策指針について

は、①財政の中・長期ビジョンの策定を進める。

②金属労協の運営の基調をなす政策指針である、

「ME化対策指針」「第二次労働時間対策指針」「年

間総実労働時間1,800時間に向けての５カ年計画」

「中期産業政策指針」の実践とフォローアップを

図りつつ、必要に応じて新しい政策の策定を行う。

（8）答申内容の実行とフォローアップについて

は、①具体化にあたっては、定期大会に具体的な

運動（活動）方針として提案・決定し、その実現

を図ると共に、事務局の日常活動において実践。

②あり方委員会はこの答申をもって所期の役割を

終え、解散する。答申内容のフォローアップは書

記長会議で行い、答申事項の実現を促進すると共

に、手直し・修正などについて論議し、機関に付

議していく、としている。

【IMF－JCあり方委員会答申後の動き】

IMF－JCあり方委員会答申後の動きとしては、

1990年９月の第29回定期大会で「あり方委員会答

申」を報告・承認した。また、同大会では、答申

を踏まえて、全電線（市原道博委員長、4万2,000人）、

非鉄金属労連（姫野庄三委員長、1万4,500人）の

IMF－JCへの正式加盟を決定した。これにより、

IMF－JCの組織人員は240万人に達した。

第29回大会で得本第４代議長を選出
1990年９月の同大会では、中村卓彦議長が退任

し、新たに第４代議長として得本輝人自動車総連

会長を選出した。

また、1991年６月の第３回地連代表者会議では、

あり方委員会答申にもとづき、都道府県別の地区

第29回大会終了後の新役員披露パーティーで談笑する４代にわたる
IMF－JC議長（右から福間初代、中村3代、宮田2代、得本4代議長）
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整備を図っていく。②金属労協の組織のあり方は、

連合の組織・運営方式とも密接に関係している。

金属労協は「連合」の組織・運営方式として大産

業別運営を期待している。そのためには、現在の

「産業別部門連絡会」がより一層発展することが

重要であり、金属労協を構成する産業別組織は「連

合」の中核組織として、「連合」の組織・運営方

式の改善に向け努力していく。③連合は1992年秋

の中央委員会で「地方連合」に「産業別部門連絡会」

の設置を決定し、具体化が進んでいる。④金属労

協の地方組織問題は、「連合」時代に対応して「地

方連合」の活動に「金属」として一定のまとまり

を持って参加することが必要との立場から、1989

年９月以来、できるところから都道府県単位の組

織を作り、徐々に活動を深めてきた。⑤金属の都

道府県単位の組織は、現在延べ数で26、金属労協

が12（北海道を含め13）、連合金属部門が14、重

複を除くと22（北海道を含め23）都道府県に設置

された。なお、金属労協としては、未設置の県に

も連絡窓口の組織を特定している。

2. 青年・女性活動の歩み
青婦人対策活動
＜1964年５月〜74年８月＞

IMF－JCとしての青年対策活動は、1964年結成

当初は、各産別・単組レベルでの自主的な活動に

委ねられており、IMF－JCとしては、IMF青少年

委員会への対応が中心であった。結成の翌年1965

年８月に第１回IMF青少年セミナーがオスロで開

かれ、IMF－JC代表団２人を派遣している。その

後、1969年３月にジュネーブで開かれたIMF青少

年委員会にはやはりIMF－JC代表団２人を派遣。

この時には、IMF職業訓練委員会も併せて開かれ、

「青少年の抗議行動」「IMFとしての青少年活動の

将来計画」を中心に討議した。その後も１〜２年

間隔で開かれたIMF青少年委員会にIMF－JC代表

1992年４月には直加盟組合を中心に作っている

JCメタル労働組合会議が連絡会議から労協体制に

移行し、JCメタル労協（桜井武議長）を結成し、

連合化に向けての組織強化・拡大を打ち出した。

産別強化の動きがあり、1991年９月には全金連

合は結成40周年を迎えたのを機に、複合産別化に

より組織拡大・強化を図るべく組織名称を「ゼン

キン連合」に改称した。また、電機労連は、1992

年６月に結成40周年を迎えたのを機に、同年７月

の大会で「電機連合」に名称を変更、複合産別と

して組織化目標100万人体制を掲げ、新たな船出を

した。

生活者重視の新システムづくりに挑戦
1992年９月の第31回定期大会では、「生活者重

視の新社会・経済システム」づくりに挑戦すると

の運動方針を決定。得本輝人議長、梅原志朗事務

局長体制を再選。瀬戸一郎副議長が勇退し、常任

顧問になった。また、IMF－JC直加盟のコニカ労

組（近藤委員長）が、従来から加盟していた連合

傘下の全化同盟一本でいくことを決めたことに伴

いIMF－JCを円満脱退した。IMF－JC組織人員は

260万人に達した。

1993年１月にはIMF－JC直加盟の三協労組が産

別上部団体として電機連合を選択、正式加盟し、

IMF－JCへの加盟形態を直加盟から電機連合を通

しての産別加盟方式に改めた。

1993年９月の第32回定期大会では、基本政策検

討委員会中間報告「『金属労協の地方組織のあり

方』についての中間報告」を発表した。その内容は、

1991年９月に設置されて以来、８回にわたり「あ

り方委員会答申」に基づいて論議されてきた基本

政策のあり方のうち、特に「地方組織の問題」に

ついて討議資料をもって中間報告とした。その内、

基本的な視点と実態については、①金属労協は、

「あり方委員会答申」に基づき、金属大産業別労

働組合をめざして着実な活動を積み重ね、組織の
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婦活動報告」を松下、トヨタ、キャタピラー三菱

の３労組から受けた上で、グループ討議を行った。

このほか、野外交流（ハイキング）や若人の祭典（グ

ループ別スタンツ、もちつき、キャンドルサービ

ス、フォークダンス）などを通して、産別を越え

た交流を深めた。

参加者からは、「IMF－JCがIMFという世界的

な産業別組織の一翼を担っていることがよくわ

かった。またこの集会で、産別の枠を越えて仲間

を知ることができたことは大きな収穫だった」な

どの感想が寄せられた。

以後、1979年まで、毎年５月に１泊２日で開催、

海外の青年・婦人問題の現状と課題も学びながら、

IMF－JC活動の次代を担う青年・婦人代表の学習

交流の場として定着していった。

名称を青婦幹部交流集会に変更

1980年には名称をIMF－JC青婦幹部交流集会と

改め、５月に熱海・岡本ホテルで開催、各単産単

組の青婦リーダー幹部80人が参加して、「80年代

の青婦人活動のあり方」をテーマに研鑚した。

プログラムとしては、報告「IMFの青婦人活動」

（松本功IMF－JC事務局次長）の他、講演として、

「アメリカの青少年の現状と労組の役割」（J.ケ

リー米国大使館労働理事官）、「現在の身障者に対

するボランティア活動のあり方」（大久保純一川

崎市川崎区社会福祉協議会）、「ボランティア活動

の現状と問題点」（加藤一男電機労連神奈川地協）

を受けた上で、分散会でボランティア活動の今後

のあり方などについて意見交換した。

当時、組織局長として青婦活動を担当した松本

功事務局次長は、「労組組織・活動の地殻変動が

起こる中で、IMF－JCが確固たる地位を保ち得て

いるのは、組織と活動の両面における国際性に尽

きると思う。特にアジア青婦人シンポジウムに代

表される青年層を対象にした国際交流は、若者に

IMF－JCへの関心と活動の理解をもたらし、組織

強化の基盤作りを果たしたと言える。シンポジウ

団を派遣するなど、積極的に参加してきた。

＜1974年９月〜84年８月＞

「金属産業職場に働く青年・婦人労働者の相互

経験交流と学習を通じて、相互理解と自らの知識

向上を図ると共に、IMF－JCの組織的発展と共闘

強化に寄与すること」を目的に青婦拡大交流集会

を、各単産青婦担当者を実行委員として年１回開

催するようになった。

青婦拡大交流集会の開催

第１回青婦拡大交流集会は、1976年３月５〜７

日、兵庫県にある松下労組教育センター「ユニト

ピアささ山」で、各単産単組から青婦担当者をは

じめ116人（うち女性25人）が参加し、IMF－JC

の組織強化と連帯の輪を広げた。

第１回のプログラムは、「当面のJCの活動」

（佐々木正典IMF－JC事務局次長）、「IMFの青婦

活動」（樋口恵美子IMF－JC国際局員）、「これか

らの国際労働運動」（小島正剛IMF－JC事務局次

長）というテーマでのIMF－JCやIMFの活動報告

や情勢報告の他、「青年の生きがい」と題した文

屋善明関西セミナーハウス主事による講演を受け

た。また、全員集会（11人の代表による青婦活動

報告）やグループ討議（10グループ）を通じて経

験交流や意見交換の場を持つと共に、全体交流や

屋外交流（ソフトボール、フォークダンス）、朝の

体操、散策、コーラスなどを通じて、交流を深めた。

第２回青婦拡大交流集会は1977年３月11〜13

日、岡山県の友愛の丘で、IMF－JC加盟単産単組

から青婦リーダーら149人を集め開催、「つどえ若

人、語ろう青春」のスローガンのもと、単産の枠

を越えた相互理解と交流を深めた。

プログラムとしては、講演として「IMF－JCの

沿革と運動」（三木幸四郎JC事務局次長）、「青年

のあるべき姿」（文屋善明関西セミナーハウス主

事）、「フィンランドにおける青婦人活動」（カニ

スト・フィンランド金属労組婦人部長）の他、「青
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人活動の事例報告」（全金同盟本部、日産、新日鐵、

松下電器）をはじめ、講演として「婦人労働とそ

の課題について」（佐藤ギン子労働省婦人少年局

婦人労働課長）、「青婦リーダーに求められるもの」

（文屋善明元関西セミナーハウス主事）を聴いた

上で、五つの分科会で意見交換を行った。また、

参加者は東芝富士工場を見学した。その他、木全

ミツ労働省職業訓練局海外技術協力室長から「人

材育成分野における日本の役割－特に開発途上国

の関係において」と題した講演を受けた。

地連レベルでも1979年から、５月16日のJC結成

記念日を記念して開催するJCデー行事として青婦

交流集会を開催し、地連レベルでの青年男女の交

流の場と時代を担う青年組合員にIMF－JCを認識

してもらう場として定着していった。IMF－JC関

西地連では1981年５月に初のJCデー青婦学習交流

集会を、工場見学とIMF－JC活動報告、ボランティ

ア活動などをテーマに開催した。

＜1984年９月〜92年８月＞

以後1991年まで、毎年５〜６月に２泊３日で、

「国際化社会での日本の青年婦人活動の課題」、「ア

ジアの仲間と私たち」など、メインテーマを毎回

変えながら、青婦担当者研修会を開催してきた。

1992年度からは、1990年11月に女性活動委員会

が発足し、女性研修会も開催されるようになった

ことから、従来の青婦担当者研修会を、男女青年

ムに参加したIMF－JCの青年婦人が、外国への旅

道中を通じて加盟産別組織を超えた連帯を創り出

し、またアジア各国の若者との仲間意識を持った

討論や交流で親交の度を深めていく様が、今も目

に焼き付いている」と述解している。

交流集会の名称を青婦担当者研修会に

1981年からは、各地連レベルのIMF－JCデー行

事などで青年男女の交流集会が開かれるように

なった実態を踏まえ、従来の交流集会を青婦担当

者研修会と名称を改め、「各単産・企連・単組か

ら青婦担当役員が参加し、単産の枠を越えて交流

を図ると共に、講演、分科会等を通して研鑚」す

る場として、年１回開催するようになった。

1981年度青婦担当者研修会は、1981年５月12〜

14日、蒲郡の三河ハイツで、IMF－JC加盟単産単

組の青婦担当者63人が参加し開催、「内外の青婦

活動の課題と労組の役割」をテーマに講演と体験

報告中心に認識を深めた。

プログラムは、「第10回IMFアジア青婦人シン

ポジウム報告」（加藤広樹IMF－JC事務局次長）

をはじめ、基調講演として、「わが国における婦

人労働とその課題について」（佐藤ギン子労働省

婦人少年局婦人労働課長）、「わが国青少年の意識

と行動」（金平隆弘労働省年少労働課長）、「労働

組合とボランティア活動」（成田智恵子・成田社

会福祉センター所長）、「西ドイツ青婦人の現状と

労組の活動」（前島巌東海大学助教授）を受けた

上で、「青婦活動の課題とこれからの進め方」を

テーマに分科会で討論を行った。また、参加者は

トヨタ自工元町工場の見学と同労組との懇談も行

い、研鑚を深めた。

1982年度青婦担当者研修会は、1982年６月１〜

３日、静岡県の富士ハイツで、単産単組の青婦担

当者90人が参加し開催、青婦活動の現状と課題に

ついて研鑽した。

プログラムは、報告として「IMF婦人世界会議

報告」（松本惟子電機労連婦人対策部長）、「青婦 84IMF－JC青婦担当者研修会（1984年６月、岐阜）
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ていない。IMF－JC代表団が参加したのは、1970

年６月の第６回IMF女性労働者委員会（フランク

フルト）からで、このとき電機労連傘下の三菱と

松下の両労組から２人の女性が参加した。

1971年６月の 第７回IMF女 性 労 働 者 委 員 会

（ジュネーブ）からはIMF－JC本部からも国際局

の樋口恵美子が一員として参加するようになった。

また、IMF－JCとしての女性に関するセミナー

の開催としては、青年と女性の両方を対象にした

ものであるが、IMF青年婦人・職業訓練部長のイ

ルダ・シモナ女史を講師に招いて開催した1971年

10月の伊豆での第１回国際青年婦人セミナーが最

初である。同セミナーには各単産から93人が参加、

シモナ部長から、ヨーロッパにおける婦人労働者

の雇用状態、賃金、職業訓練、労働条件、組織化

の現状と課題、青少年労働者問題などについて講

演を受けた。

この後、1973年２月に第２回、翌1974年２月に

第３回国際婦人セミナーを、同様にシモナIMF青

婦部長を講師に招き、開催している。

＜1974年９月〜84年８月＞

1974〜84年の期間は、青年と婦人（女性）の活

動を青婦活動としてひとくくりにして取り組んで

きた。

＜1984年９月〜94年８月＞

1990年に入り、同年２月13〜14日、熱海・シャ

トーテル赤根崎で第１回女性研修会を開催した。

女性研修会の正式名称は「女性の地位向上に関す

る研修会」であり、加盟単産・単組の女性担当役

員30人が参加し、ラバールIMF婦人部長の特別講

演「女性の地位向上に向けて－IMFの婦人活動か

ら」、IMF婦人労働者委員会報告、分科会などを

通して、当面する女性問題に対する認識を深める

と共に、金属産業における女性の地位向上に対す

る対策などを論議した。分科会では、「家族政策」

活動家を対象とした青年担当者研修会と名称を改

めて開催するようにした。

1992年度青年担当者研修会は、1992年５月21〜

23日、静岡県御殿場の本田福祉会「パビーラ御殿

場」で、男女青年活動家80人が参加のもと開催し

た。同研修会では「国際連帯と青年の役割」をテー

マに、講演、報告、分散会などを通して、研鑚と

交流を深めた。

内容としては、第21回IMFアジア青婦人シンポ

ジウム報告をはじめ、講演としてはベン・シャー

マンIAM（全米機械工労組）前国際局長からの「グ

ローバル時代の青年リーダーの条件」、平田哲関

西セミナーハウス所長からの「国際連帯と青年の

役割」と題した講演を受けた上で、テーマに基づ

いて班別分散会を通して活発な意見交換を行っ

た。

女性対策活動
＜1964年５月〜74年８月＞

IMFは、女性の経済生活への参加の増加、経済

的・社会的発展の結果、直面している青少年の問

題などに対応するため、1957年から1961年までの

間に女性労働者および青少年労働者のために世界

会議を開催し、当面する課題について対応を協議

してきた。そして、1962年には、IMF本部書記局

に女性労働者と青少年労働者のための特別委員会

と独立の専門部を設置した。ILOは、1962年「同

一労働同一賃金」を決議しているが、その実行と

女性労働者に職業訓練を平等に与えることなどを

推進するための論議をしていた。

このような状況の中で、IMF－JCの女性対策活

動は、1964年のIMF－JC発足当初は、IMF女性労

働者委員会への対応を主な内容としていた。

IMF－JC結成後、1965年10月に第４回IMF女性

労働者委員会及びセミナー（フローレンス）、

1969年４月に第５回IMF女性労働者委員会（ジュ

ネーブ）が開催されたが、IMF－JCからは参加し
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としている。

当面の具体的活動として、①年３〜４回程度の

女性委員会の開催。ただし、連合女性委員会との

活動の重複を避け、むしろ、補強していく立場で、

研究会的、情報交換的な活動から当面は始めてい

く。また、IMFの女性関係諸会議への対応策も検

討していく、②女性研修会の開催。年１回２泊３

日で欧米など先進的な女性活動・政策の事例紹介、

③欧米など先進的な女性活動の事例紹介資料の作

成、を掲げている。

IMF－JC女性活動委員会は、1991年２月20日、

東京でIGメタルの女性中央執行委員カリン・ベン

ツ・オーバーハーゲ女史と懇談の場を持ち、IGメ

タルの先駆的な女性活動の事例について学んだ。

第２回女性研修会は1991年２月17〜18日、京都

の関西セミナーハウスで「職場生活と家庭生活の

両立」などをテーマに、加盟単産・単組の女性担

当役員44人（内男性12人）が参加して開催。女性

の地位向上についての「国際化時代と女性の地位

向上」（山岡煕子都立商科短期大学教授）、「外国

人から見た日本女性の地位向上」（マーサー・メ

ンセンディーク京都YMCA幹事）の２本の講演を

聴いた後、「家庭と職場の両方を楽しもう」をテー

マとした分散会を通して活発な意見交換を行い、

相互理解を深めた。最後に「男女労働者が共に責

任と役割を分かち合い、職場生活と家庭生活の両

立できる社会の実現に向けて、諸制度の充実を求

めると共に、女性自身の参加意識を高めていく」

ことなどを謳ったアピールを採択した。

第３回女性研修会は1992年４月25〜27日、静岡

県裾野市にある富士教育研修所で加盟単産・単組

女性担当役員100人が参加して開催。メインテー

マに「スウェーデン男女平等社会に学ぶ」を掲げ、

IMF加盟組合であるスウェーデン金属労組から男

女２人の役員を招請、基調講演、パネル討論、分

散会を通してスウェーデンの男女平等社会の実態

を学ぶと共に、わが国における課題の克服につい

「セクシャルハラスメント」「労働組合への女性の

参加」の３分科会で討論を行った。

あらゆる分野への女性の参加、実際的な男女平

等の促進を目的に、1975年を国際婦人年と決定し

た国連は、同年メキシコシティーで、「平等」「開

発」「平和」をテーマに国際婦人年世界会議を開催。

1976年から1985年の10年間を「国連婦人の10年」

と決定。1979年、第34回国連総会で女子差別撤廃

条約を採択、1981年９月に同条約が発効。日本で

は条約にあわせて国籍法の一部改正と、雇用機会

均等法を制定した。1980年、コペンハーゲンで「国

際婦人の10年－中間年世界会議」を開催、89年11

月に連合が発足し、連合女性局も本格的に男女平

等政策の実現に向けて活動を開始した。

IMF－JC女性委員会を設置

このような情勢を受けて、連合をバックアップ

する立場からIMF－JCあり方委員会答申を踏ま

え、「IMF本部の婦人委員会への参加と国内活動

との連動、雇用の場における男女平等を推進する

ため『女性活動委員会』を設置する」との1991〜

92年度運動方針に基づいて、1990年11月16日、各

単産の女性対策担当者を構成メンバーにして第１

回女性活動委員会を開催した。IMF－JC女性活動

委員会は、委員長に市川佳子氏（ゼンキン連合）、

副委員長に佐藤悦子氏（電機連合）を選出し、女

性活動委員会の発足を確認すると共に、運営要綱、

活動の基本方針などを確認した。

同委員会は、目的として、①IMF本部の女性労

働者委員会の諸活動に対する活動の推進、②連合

の女性委員会との連携、③金属労働者の男女平等

を実現するための活動推進、を掲げている。また、

活動の基本方針として、①組合諸機関・活動への

女性の参加を促進する、②適正な政策・制度、労

働条件の確立をめざす、③教育・啓蒙および調査

活動を行う、ことを掲げている。

女性委員会の位置づけとしては、「基本的には

組織委員会の所管とし、有機的連携を図っていく」
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CAW女性局長）、「同一価値労働同一賃金の歴史

背景と各国の取り組み状況」（木村愛子日本女子

大学教授）の３本の講演を受けてパネル討論を

行った。パネラーには、中島通子弁護士、岩山保

雄IMF－JC賃金政策委員長、ナッシュ女性局長、

市川佳子女性委員長、アドバイザーに高島順子連

合女性局次長を迎え、木村教授をコーディネー

ターに、フロアーの参加者の積極的な参加を得て、

活発な討論が展開された。これを受けて、参加者

は晩に10班に分かれて分散会を行い、熱心な意見

交換を行った。

第５回女性研修会は、1994年４月23〜25日、富

士教育研修所で、各単産・単組女性担当役員100

人の参加のもとに開催。メインテーマに「IGメタ

ル女性奨励政策に見る女性参画の現状と課題」を

掲げ、IMF加盟最大組織であるIGメタル（ドイツ

金属労組）から女性中執グドゥルーン・ハーマッ

ハー女史および男性国際担当トーマス・クレーベ

氏を講師として招請。参加者は、基調講演、パネ

ル討論、分散会を通して、IGメタルの女性奨励政

策の現状と課題を学ぶと共に、わが国における労

組、職場への女性参画を促進するための対策につ

いて真摯な討論を行った。

基調講演として、「ドイツ女性参画の現状」（ド

イツ人ジャーナリスト・レナーテ・ヘロルド女史）、

「IGメタルの女性奨励政策の現状と課題」（ハー

マッハー女史）、「女性奨励政策の法律的背景」（ク

レーベ氏）の３本の講演を受けて、「女性の参画

促進のために」をテーマにパネル討論を行った。

パネラーには、ハーマッハー女史、クレーベ氏を

はじめ、國吉知子心理カウンセラー、前川忠夫

IMF－JC副議長の４人を迎え、佐藤悦子IMF－JC

女性副委員長をコーディネーターにしたパネル討

論では、フロアーの参加者も積極的に加わり、活

発な討論が展開された。これらを受け、晩には班

別討議を行い、参加者は「女性の参画促進」のた

めに、個人として、労働組合として何をするべき

て意見交換を行った。

基調講演として「男女平等社会の実現をめざし

て」（ヤンソン由美子フリージャーナリスト）、「ス

ウェーデンの社会と労働組合の機能」（スウェー

デン金属労組：ローズマリー・ホーダン平等担当

部長、ヨーラン・ボルグ国際担当部長）を受けた後、

「スウェーデン男女平等社会に学ぶ」をテーマに、

市川佳子女性委員長をコーディネーターに、金谷

千慧子関西大学講師、スウェーデン金属労組代表

２人、得本輝人IMF－JC議長の４人をパネリスト

に迎えたパネル討論では、フロアーの参加者も積

極的に加わり、スウェーデンと日本の社会を比較

しながら、性別役割分業、男女間賃金格差、パー

ト労働問題など多岐にわたる問題について有意義

な討論が展開された。

第４回女性研修会は、1993年４月14〜16日、静

岡県裾野市の富士教育研修所で、女性担当役員

121人（女性７割）が参加して開催。メインテー

マに「カナダの男女平等政策に学ぶ」を掲げ、

IMF加盟組合であるカナダ自動車労組（CAW）

からペギー・ナッシュ女性局長を講師として招請、

基調講演、パネル討論、分散会を通して、カナダ

の男女平等政策と同一価値労働同一賃金の実情に

ついて学んだ。

基調講演として、「日本の働く女性の現状と課

題」（市川佳子IMF－JC女性委員長）、「カナダの

男女平等政策の現状と課題」（ペギー・ナッシュ

第３回女性研修会（1992年４月、静岡・富士教育研修センター）
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教育活動の充実図る

1967年６月の第６回拡大協議委員会での67年度

活動方針では、教育活動については、「具体的内

容を拡大し、従来の『国際賃金ゼミ』を『国際労

働セミナー』として賃金のみならず課題やテーマ

を拡大して労働組合として必要な研究学習活動の

分野を漸次広げていくこととする。（中略）さら

に大学との提携による幹部養成のため教育学習講

座を計画し、すでに『リーダーシップコース』及

び『労働英語ゼミ』などを実施する段階にきてお

り、これらの具体的実施検討については『労働者

教育対策委員会』で細部を含めて対処していきた

い」としている。

労働リーダーシップコースの開設

戦後20数年を経た労働組合運動が社会の中で定

着し、社会的にも大きな勢力として影響を及ぼす

までに至ったが、この中で諸外国と比べて極めて

異なる点は労働者教育であった。IMF－JCはIMF

の仲間との連携の中でこのことを知るや、本格的

な労働者教育の可能性についてIMF－JC労働者教

育対策委員会（斉藤健次郎委員長）を1967年２月

に設置し、検討を始めた。時を同じくして労働者

教育に関心を持っていた明治学院大学の金井信一

郎教授とIMF－JC瀬戸一郎事務局長との出会いを

通じ、IMF－JCから明治学院大学に働きかけると

ころとなった。1967年３月までにIMF－JC事務局

と明治学院大学経済学部長との間に数回の打ち合

わせを行った。３月７日、福間議長、瀬戸事務局

長が大学に赴き、正式に労働リーダーシップコー

ス開催についての提携を申し入れた。この席には、

大学側から武藤学院長、金井経済学部長（産業経

済研究所所長）が出席し、この申し入れを受け積

極的に取り組むことが確認された。

大学側は受け入れに当たって産業経済研究所所

員会議、経済学部教授会、学部長会議、大学評議

会そして学校法人明治学院大学理事会などの機関

承認を得たあと、大学側に労働者教育委員会が設

かを話し合い、最終日に各班別に分散会報告を

行った。分散会まとめで市川女性委員長は「超高

齢化社会を迎える日本にとって、少子化による労

働力不足、税・社会保険などの負担増により女性

が働かざるをえない状況になることは間違いな

い。そのためにも、女性にとって自由な選択がで

きる環境条件の整備、結婚や出産が労働生活上の

キャリアの障害にならないような制度システムづ

くりが重要である。労組活動の面でも、支部、単組、

単産で女性の意見を反映させていくシステムを

作っていくことが重要である。そのために自分の

できる範囲から努力していってほしい」と強調し

た。これらの研修会の内容を、機関誌「IMF－

JC」に特集し、啓蒙活動に努めた。

3. リーダー養成の教育活動
（1964年５月〜94年８月）

1）労働リーダーシップコースの軌跡
労働者教育対策委員会の設置

1967年２月23日の第22回常任幹事会は、労働者

教育対策委員会（斉藤健次郎委員長）の設置を決

めた。３月28日に第１回委員会を開き、第21回常

任幹事会で確認された大学との提携による教育制

度を中心に討議した。具体的には、明治学院大学

との協力による夏季リーダーシップコース講座、

および上智大学の労働英会話セミナー等で、計画

をより一層具体化した。組合幹部養成、高度化す

る社会経済、労務政策等に適切に対処でき、経営

代表にも劣らない人材を養成するという目的に向

かって、一歩前進したと言える。

なお、第２回委員会（1967年５月25日）で最終

的に明治学院大学側と協議した結果、７月６日よ

り３週間にわたって実施することが決定した。ま

た、上智大学での労働英会話ゼミは、６月２日よ

り週２回、２カ月間の予定で開講された。
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産業心理学の各分野に及び、講義内容も現実を踏

まえた上で、激しく変化していく社会全体の現状

にマッチしたものであった。第１回コースは、

IMF－JC加盟の電機、鉄鋼、自動車、造船、機械

金属の中堅組合幹部23人が受講した。以降、年々

改善を加えながら、充実したコース開催を明治学

院大学産業経済研究所とIMF－JC事務局との提携

により実施されてきた。

大学と労働組合との提携による講座は、欧米に

おいてすでに19世紀末から行われており、最近に

おいては数多くその例が見られる。特に、アメリ

カにおいてはごく一般的なこととなっている。し

かし、この労働リーダーシップコースは、日本に

おいて正規の大学が、大学として組織的に労働者

教育に乗り出した初めての試みとして注目され

た。開講直後、「朝日」「東京」の両日刊紙が、そ

して「週刊労働ニュース」などが、わが国におけ

る大学と労働組合の最初の組織的提携による労働

者教育講座として、極めて好意的に報道し、各界

の注目を浴びた。

開設時のマスコミの反響を紹介すると、東京新

聞（1967.7.6夕刊）では、「経営側の“産学協同”

には“労学協同”で対抗しようと、６日から芝白

金の明治学院大学で、若い労働運動家を対象にし

た夏季労働講座『第１回労働リーダーシップコー

ス』が開かれた。IMF－JC（福間知之議長）と明

治学院大学産業経済研究所（金井信一郎所長）が

置され、IMF－JC側の教育委員会と再三にわたる

会議を重ねた結果、この労働リーダーシップコー

スは、明治学院大学産業経済研究所とIMF－JCの

提携によって行われることとなった。大学側が教

授陣、施設などを提供、IMF－JCが運営費を負担

し、社会政策、経済政策、経済学理論、労使関係、

労働運動史、社会心理学、産業心理学など大学水

準の基礎的専門科目を重点に、３週間の集中的教

育を施すというものである。

1967年６月７日に明治学院大学労働者教育委員

会（金井信一郎委員長）とIMF日本協議会教育委

員会（斉藤健次郎委員長）とは、相提携して、労

働者教育講座を開設するために、大要下記の内容

の覚書を交換した。

覚書の内容は、①名称：明治学院大学労働リー

ダーシップコース、②目的：この講座は、複雑な

現代産業社会の動きに対応する労働組合の機能を

強化し、合理的労使関係の確立と労働福祉の増進

を図り、もって産業社会の発展に寄与するために、

わが国における基幹産業たる金属産業に働く中堅

的労働組合員に対して、大学水準の基礎的教育を

行うものとする、③運営主体：明治学院大学産業

経済研究所、④時期：1967年７月６〜26日まで、

日曜を除き毎日９時から16時まで、⑤場所：明治

学院大学構内、⑥科目等：講師、講義内容及び時

間割については別に定める、⑦費用：所要経費に

ついては、大学、組合が別途に協議の上分担する。

なお、カリキュラムの決定及び講師の選定につい

ては、明治学院大学労働者教育委員会がこれを行

う。ただし、この問題については、同委員会は、

組合側委員会の意向をできるだけ取り入れたもの

とする、となっている。

これに基づいて、第１回労働リーダーシップ

コースが、明治学院大学で1967年７月６日から26

日までの３週間実施された。同講座は大学水準の

基礎的な専門科目である社会政策、経済政策、経

済学理論、労使関係、労働運動史、社会心理学、

第１回労働リーダーシップコース（1967年７月、明治学院大学）
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京都の山並みを背景にして、豊かな自然に恵まれ

た環境にあることから、そこを本拠にして、竹中

教授の提言により、当初から３週間合宿制で全人

格的教育を進めることになり、第１回西日本労働

リーダーシップコースを1969年12月に開校した。

西日本労働リーダーシップコースは、理性的に

知識を把握する従来の講義方式の学習に加え、芸

術、文化、そして恵まれた自然環境との出会いを

通して、人間相互の感性、品性そして情操を磨き、

全人格的な成長を図ろうとするものである。

コースは校長制と運営委員長による運営委員会

方式をとっており、初代校長は竹中正夫教授にお

願いした。第２回は1971年１月に開校し、以後、

１月開催となった。

毎年のリーダーシップコースの開校式では、関

西セミナーハウスの職員であった喜多村やよいさ

んによるハープ演奏をもって始めることを伝統と

していたことも感性を重んじる西日本労働リー

ダーシップコースの伝統のひとつであった。

さらに、朝の集いでは、聖書の言葉に触れるこ

ともあるし、隣の蔓珠院に正座して天台の教えに

耳を傾けるときもある。また、早朝に起き、氷雪

を踏んで比叡山に登り、頂上で朝日を受け、新し

い想いをもって下山することも伝統にした。そこ

から、西日本労働リーダーシップコースの研修が

共同の生活における学び合いであり、体験の分か

ち合いであることが理解できる。

主催したもので、翼下の各単組から大学卒を除く

30歳前後の有能な若い指導者23人が集まった。26

日まで日曜を除く毎日、午前と午後に各３時間ず

つ、びっしり講義が詰まっている。内容は労働法

などの技術的なことよりも、労使関係など現実問

題に重点が置かれており、『ハッタリよりも現実

に対する冷徹な認識力を養うのが目的』（金井所

長）とのこと」（コラム『目と耳』より）。また、

朝日新聞（67.7.14夕刊）では、「IMF－JCと明治

学院大学とが提携して運営する『労働リーダー

シップコース』が、この６日から開講されている。

期間は３週間、経済政策、経営学、産業心理学、

労働運動史などの講義が朝９時から午後４時まで

行われる。一般教養が主なようで、受講者は、大

学卒を除く組合役職員。運営経費は組合が負担し、

教授と施設を学院が提供する。大学が関係する労

働教育としては、日本労働協会と東京大学が共催

する長期の講座が古くからあるが、労働組合と大

学が提携して運営する講座は、日本では明治学院

大学とIMF－JCが初めてである。開講式に当たっ

て武藤学院長は『日頃の念願が実現したもの』と

あいさつし、IMF－JCの古賀副議長は『キリスト

教を建学の精神とするこの大学との提携に大きな

意義がある』と述べた」（『今日の問題』より）。

西日本労働リーダーシップコース開設

1969年の初夏、東日本労働リーダーシップコー

スの創設に尽力された明治学院大学の金井信一郎

教授が同道し、IMF－JCの福間議長と瀬戸事務局

長、教育担当の岩崎馨氏が京都の日本クリスチャ

ンアカデミー・関西セミナーハウスを訪問し、西

日本労働リーダーシップコースを開くために竹中

正夫同志社大学教授に協力を依頼した。IMF－JC

側には当初は東日本地区同様、同志社大学を会場

にとの思いもあったが、当時は同志社大学も大学

紛争の最中であり、大学で長期にわたって開催す

ることは困難な状況にあった。幸い関西セミナー

ハウスは、宿泊設備を持った研修所であり、古都

第１回西日本労働リーダーシップコースで挨拶される竹中校長
（1969年12月、京都・関西セミナーハウス）
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というテーマで特別講演をしていただいている。

ちなみに第１回の特別講演には、松下幸之助氏を

講師としてお招きした。また、東日本コースに倣っ

て、ゼミナール方式を導入し、①労働組合と人間、

②労働組合と社会、③労働組合と職場、④労働組

合と世界、の四つのテーマに分かれて、参考テキ

ストを使い討論しながら、最終的に自分の考えを

レポートにまとめることにしている。

これらの３週間にわたる西日本労働リーダー

シップコースの運営にあたっては、同志社大学、

セミナーハウス、IMF－JC本部、IMF－JC関西地

連から成る運営委員会が設けられ、前年度の評価、

次年度の立案、講師の選定、日程の作成、予算の

決定などに当たった。同志社大学名誉教授で（社）

関西国際産業関係研究所所長の中條毅先生に1983

年から運営委員長として尽力いただいた。また、

竹中正夫同志社大学教授には第１回以来、校長を

務めていただき、竹中校長の人間的魅力がコース

の全人格的教育に大きく貢献されてきた。また、

泊まり込みの共同生活による研修の運営に当たっ

ては、関西セミナーハウスの歴代の所長（村山盛

敦氏1968〜76年、シュペルマン・クラウス氏1977

年、平田哲氏1978年以降）ならびにスタッフの方々

には並々ならぬ尽力を受けてきた。例えば、厨房

の中上チーフは、３週間の食事を一度も同じメ

ニューがないよう工夫するなど心を配っていた。

労働リーダーシップコースは、東日本では、開

講以来ゼミナール形式を取り入れて最後にその成

果をレポートにまとめてきた。第８回（1974年11

月）からは、ゼミナール方式をさらに充実。メイ

ンテーマの幾つかを挙げると、「企業と労働組合

の社会的責任」（第８回、1974年）、「労働組合と

経営参加」（第10回、1976年）、「低成長時代にお

ける労組の使命」（第13回、1979年）、「成熟社会

における労組の使命と役割」（第17回、1983年）、

などがある。

肝心の学科課程においては、当初から四つの基

本的柱を立て、前述の全人格的教育の実現を図る

ように努めている。その四つの柱は人間の生活に

とって不可欠の領域であり、それらは相互に影響

し合っている。

第一の柱は、歴史の領域で、経済史、政治思想史、

近代日本史、労働運動史、科学技術史などを骨子

とした。人間は、歴史的存在であり、過去の伝統、

遺産を受け継ぎ、それを新しくして次の世代に伝

える責任を持っている。これを称して「縦」と呼ぶ。

第二の柱は、「自分が働いている場」を考える

という点から、経済・労働の問題を取り上げた。

そこでは、労使関係論、経営経済論、賃金論、産

業構造論、労働法、財政学、社会福祉論などが取

り扱われ、現実の課題を取り上げ、掘り下げて考

えるように努めた。また、随時、外国人労働者の

問題や高齢化社会論などの討論が展開された。こ

の領域を自分の立っている点ということから「点」

と称した。

第三の柱は、「横」と呼ばれ、国を越えた相互

関係、すなわち国際関係を取り扱う。今日は国際

的な相互依存の時代にあり、国際的な現実認識と

視野を養うように努めた。ここでは国際政治学、

国際経済論、国際労働運動論、日米経済関係論な

どが扱われた。第11回（1980年）からは毎朝30分

程であるが英会話の時間を設けたのも、国際化の

時代に生きる指導者養成に資するためであった。

第四の柱は、「深さ」と呼ばれ、人間の文化、

哲学、心理、そして倫理を取り扱うよう努めてい

る。近年時間短縮にともなって、人間の生活のゆ

とりと豊かさが問われるようになっているが、人

間の生きる意味と目的・人間の生き方などについ

て理解を深めることが重要となっている。この領

域では、社会倫理学、哲学、深層心理学、女性論、

そして生涯教育論などが取り上げられてきた。

これらの四つの領域の講義のほかに、毎回関西

方面の優れた経営者の方を招いて、「経営と人間」
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＜84年９月〜94年８月＞

東日本労働リーダーシップコースは、時代を先

取りする研究討論テーマとして「労働組合の再活

性化に向けて」（第20回、1986年）、「労働運動の『社

会的力量』の強化－労働組合の創造的リストラク

チャリングに向けて－」（第22回、1988年）、「労

働組合のアイデンティティの再構築」（第25回、

1991年）、「生活重視型システムヘの労働組合の役

割」（第27回、1993年）などを掲げ、より充実し

たコースとして継続された。

西日本労働リーダーシップコースは、開校以来

論文指導などを通じて研修の成果を最後に小論文

にまとめていたが、1984年１月の第15回から、東

日本労働リーダーシップコースに倣って、従来の

論文指導のためのグループを、それぞれ特定の

テーマを持ったセミナーに変更して共同の研究を

進めるようにした。おおむね四つまたは五つのセ

ミナーグループを設けて自分のテーマを設定し、

それぞれの領域における研鑚を進め、小論文をま

とめるように図った。1986年１月の第17回西日本

労働リーダーシップコースからセミナーのテーマ

として「労働組合と人間」「労働組合と社会」「労

働組合と職場」「労働組合と世界」の四つのテー

マを常設するようになった。

東西労働リーダーシップコースが25周年

1991年11月には東日本労働リーダーシップコー

スの開設25周年記念祝賀会を東京のホテル・エー

上級労働リーダーシップコースの開設

1977年からは、企業連、単組の三役クラスを対

象に労働運動の抱える課題、国内外の情勢などに

ついて認識を深めることを目的に、労働リーダー

シップコースのフォローアップ教育としてその位

置づけも持たせた「上級労働リーダーシップコー

ス」がスタートした。労働リーダーシップコース

が基礎学習に重点を置く講座であるのに対し、上

級労働リーダーシップコースは、「労働運動の現

状と将来について思索すると共に、労働組合をと

りまくその時々の課題を取り上げて理解を深める

こと」を狙いとしている。第１回上級労働リーダー

シップコースは、1977年８月19〜20日、東京・三

田会館で、労働リーダーシップコース卒業生ら40

人が参加。開講に際し、古賀專副議長が「今回の

企画はこれまで懸案になったものを実施に移した

もので、時機を得ている。上級労働リーダーシッ

プコースで修得した知識が判断力を養う上で役立

てば幸いである」と挨拶した。

第１回の講義テーマは、「わが国のエネルギー

問題」（小林惇通産省資源エネルギー庁参事官）、

「国際労働運動の現状と将来」（塩路一郎IMF－JC

副議長）、「今後の労働運動」（宮田義二IMF－JC

議長）であった。

以降毎年１回、時機に合ったテーマを設定して

開催された。

第８回上級労働リーダーシップコース（1984年５月）

第16回東日本労働リーダーシップコース（1982年11月、明治学院大学）
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第２回アドバンス・リーダーシップコースは、

1991年10月16〜18日、東西合同で関西セミナーハ

ウスで「時代は今労働運動に何を期待するか」を

メインテーマに開催した。「労働運動のロマンと

使命」（宮田義二IMF－JC顧問）、「環境変化と労

働組合の社会的役割」（田中博英中京大学教授）、

「豊かさとゆとりの追求と労組の役割」（竹中正夫

同志社大学教授）の３本の講演とパネル討論、分

散会を通して研鑚した。

第３回は、1992年10月26〜28日、東西合同で関

西セミナーハウスにおいて「社会システムづくり

と労働組合－1800時間時代にあたって－」をメイ

ンテーマに課題提起と討論、分散会を通して、「国

際化時代と労働組合」「職場問題と労働組合」「企

業組織と労働組合」「労働組合のライフデザイン

づくり」などについて、認識を深めた。

第４回は、1993年10月、１泊２日で、「未来社

会スウェーデンの徹底検証」をメインテーマに、

超高齢化社会を迎える日本の選択するべき方向に

ついて、山井和則松下政経塾研究員、斉藤弥生大

阪外語大学助手を講師に招き、講演と分散会討論

を通して研鑚した。

2）国際労働セミナーの軌跡
国際労働セミナーの開設

1964年５月16日にIMF－JCが結成されてから、

わず４カ月後、早くもIMF－JCは国際的な視点か

らの教育活動をスタートさせた。即ち、1964年９

月28日から10月１日までの３日間、伊豆熱川で第

１回国際賃金ゼミナールを、IGメタル賃金部長フ

リッツ・ハウザー博士を講師に迎え、「西ドイツ

の賃金事情」をテーマに開催、傘下組合から126

人が参加して、熱心に学習した。

２回目以降は、交通事情も考えより多くの組合

役員が参加できるように、東西両地区で同一内容

のセミナーを開催、第４回（1967年７月）からは、

賃金問題のみならず、より幅広い国際労働情勢を

ス高輪で開催した。東日本労働リーダーシップ

コースの第１〜27回までの修了生総数は705人に

達し、25回時点での追跡調査では、25回までの修

了生633人のうち労組役員現役は218人と現職率は

34.44％であった。

1994年１月西日本労働リーダーシップコースは

第25回を迎え、関西セミナーハウスで開設25周年

祝賀会を開催し、卒業生・来賓など110人が参加し、

西日本労働リーダーシップコースのますますの継

続発展を誓い合った。第１〜25回までの修了生は、

合計で808人に達した。そのうち、474人が現役の

組合役員（議員含む）であり、現職率は60％であ

ることが判明した。また、開設25周年を記念して、

竹中正夫・中條毅両先生の編著による、西日本労

働リーダーシップコースの講師陣を執筆者とする

「労働と人間を考える」と題する本が中央経済社

から３月末出版された。

上級労働の名称をアドバンスに

1990年からは、従来の上級労働リーダーシップ

コースを、労働リーダーシップコースのフォロー

アップ教育と明確に位置づけ、アドバンス・リー

ダーシップコースと名称を変更し、1990年10月に

その第１回アドバンスコースを２泊３日の日程で

東西で開催した。東西ともメインテーマに「豊か

さとは何か」を掲げ、基調講演とパネル討論、分

科会を通して、研鑚を深めた。

西日本労働リーダーシップコース25周年を記念して出版された
「労働と人間を考える」（中央経済社）
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催に改めた。時代の動向を敏感に反映しながらタ

イムリーなテーマの講演を提供してきた国際労働

セミナーも、1993年７月で第30回を数えた。

記念すべき第30回国際労働セミナーは「グロー

バル経済の中の地域経済主義とアジア」をメイン

テーマに、プリーチャー・シーミーサップIMFタ

イ協議会事務局長による「アジアにおける多国籍

企業の労使関係のあるべき姿」、デイビッド・

フォースター USWA第33地本議長から、NAFTA

（北米自由貿易協定）の動向などを含んだ「北米

労働運動の現状と課題」などを研鑚した。

1994年の国際労働セミナーは、1994年がIMF－

JC結成30周年に当たることから、30周年記念行事

の一環として、６月30日から７月２日の３日間の日

程で、加盟単産・単組役員200人が参加して「30周

年記念国際フォーラム」と銘打って「金属2000戦

略と挑戦－共生への道を求めて」をメインテーマ

に掲げ、北海道地連の受け入れのもと、北海道・

洞爺で開催した。

同フォーラムは、西欧、中東欧、米国、アジア

の4地域金属労組代表ならびにIMF本部から講師

を招請。各地域からの提言を受けた後、メインテー

マについてパネル討論を行い、最後に海外労組と

のさらなる連携の強化、ソーシャル・クローズ（社

会条項）の重視などを謳ったアピールを採択した。

また、この国際労働セミナーには、IMF－JCの国

際貢献活動の一環として開設当初から、東南アジ

ア各国から、東南アジア金属労組研修生を招請し

てきた。

4. 広報活動の軌跡
（1964年５月〜94年８月）

教宣活動の充実図る
1967年６月の第６回拡大協議委員会での1967年

度活動方針では、『教育宣伝活動の強化』の項の中

で、情宣活動については「前期において『IMF－

学習すべく、名称を「国際労働セミナー」と改称

した。

国際労働セミナーは、年１回の割合で着実に回

を重ね、主に欧米の国際労働運動の動向について

研修を深めてきた。1974年８月の第11回国際労働

セミナーでは、欧州金属労連デビッド・ファウラー

書記次長に加え、講師に初めて、アジアからマレー

シア金属労組のG.ラジャセカラン書記長を招き

「東南アジアの多国籍企業の研究」をテーマに講

義を受けた。これは、アジアに基盤を置くIMF－

JCとして東南アジアの労働情勢を研究する必要性

の増大と、日本企業の電機、自動車を中心とした

東南アジアの現地生産の増加を背景とした日系企

業の労使関係が注目されてきたことによる。

1982年からは、講師を欧米金属労組から１人、

東南アジア金属労組から１人とし、タイムリーな

テーマで国際労働運動セミナーを継続開催してき

た。

1985年の第22回国際労働セミナーではIMF本部

からデビッド・ファウラー書記次長を講師に招き、

「技術革新への労働組合の対応」に関するIMF並

びにヨーロッパ金属労組の動向について、アジア

地域を代表してIMF西アジア地域事務所のH.

N.ネール所長から「西アジア地域の労働運動情勢」

について、それぞれ講演を受けた。1989年からは、

従来逐語通訳で東西両地区で開催してきたのを、

交通機関の発展等も考慮し、同時通訳で１カ所開

第21回国際労働セミナー（1984年７月）
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きた。

機関誌は月刊でA5判サイズ縦書きでIMF関係

資料、海外労働事情報告、IMF国際会議報告など

の他、座談会、講演録などを掲載してきた。

80年代に入り、広報局に改称
1980年10月の第１回常任幹事会でのIMF－JC本

部機構の見直しの決定の一つとして、専門局のう

ちの従来の教宣局を広報局と名称変更した。また、

部会では従来の教宣部会を教育・広報委員会に統

合した。

広報局では、従来の情宣活動としての機関誌・

紙、その他ニュース速報、ポスター、各種資料等

をさらに充実・強化するべく、定期的に行われて

いる教育・広報委員会の場で徹底論議を行い、教

宣活動の使命に忠実を期した。

1976年には、IMF－JC活動10年間の集大成とし

て年史「IMF－JC10年の歩み」（B5判、366頁）を

出版。

1979年には結成15周年記念事業の一環として、

IMF－JC活動の記録を保存するため「機関紙縮刷

版」（第１巻、1964年12月創刊号〜1979年４月ま

で収録、A4判、560頁）を刊行した。

20年史の発刊
1984年９月には、IMF－JC活動20年間の集大成

として「IMF－JC20年史」（B5判、391頁）を出版。

また、1989年11月には「機関紙縮刷版」（第２巻、

1979年５月〜1989年５月まで収録、A5判633頁）

を刊行した。

機関誌・紙の刷新
1988年、機関誌については、労働運動理論誌と

して、具体的に、①１年毎にメインテーマを決め、

シリーズものを組む、②各単産の特徴ある活動の

紹介、③国際関係資料のタイムリーな紹介、の三

つの編集方針のもとに、企画・編集を行い発行し

JC活動の大衆的浸透を進めるための教宣活動強

化』として新たに新聞による機関紙10万部の発行

を実現した。さらに賃闘ニュースや国際ニュース

なども系統的に発行し、従来の機関雑誌を隔月刊

としてできるだけ資料誌と理論誌の方向へ編集し、

ある程度教宣活動の充実を進めることができ、そ

れらの活動も軌道に乗ってきた。（中略）新年度に

おいてはまず専従体制の確立とあいまって専従の

担当者の配置も可能となったと考えられるので『編

集委員会』との協力のもとに、より充実した機関

紙や機関雑誌の発行を期していくこととする」と

している。

1964年６月機関紙編集委員会を発足。同年７月

に機関誌「IMF日本協議会」を創刊（現機関紙・誌）。

1966年６月の第４回総会の1966年度活動方針で

は、『IMF－JCの大衆的浸透を進めるための教宣

活動の強化』の項で、「IMF－JCの活動は、われ

われの予想を超えて広範に影響を及ぼしてきたの

であるが、まだ、その浸透の度合いは不十分で幹

部段階にとどまっていると見なければならない。

これまで、IMF－JCは各種資料を別にすれば、

6,000部にも満たない月刊の機関誌をもって唯一の

教宣手段としてきたに過ぎなかった。このような

方法のみに依存した大衆的な教宣は、不可能では

ないにしても、限界があることは否定できない。

本年度以降においては、大きな発行部数を予定し

た新聞による教宣手段の飛躍的充実を計画し、可

及的速やかに実現していけるよう努力していくこ

ととする」としている。

1966年12月に機関紙「IMF日本協議会」（B3、

２頁）の新聞形式に変更した。翌1967年３月には、

機関誌「IMF日本協議会」を再発行し、雑誌形式

を復刊させた。

定期教宣資料としては、機関誌・紙の発行を行っ

てきた。機関誌・紙については、「読みやすく、

分かりやすく」の基本姿勢のもと、運動方針にも

とづいたテーマを盛り込み、月刊で定期刊行して



JCM50年史172

た。定期大会用ポスターについては、情宣小委員

会で検討の結果、見直しを図り、代わりに、1990

年８月からキャンペーンポスターとして「環境ポ

スター」の作成に切り換えた。

時短ポスターについても、毎年年末に闘争用と

時短用の２本のポスターを出すことは、掲示板の

制限等もあることから、1994年秋の時短ポスター

の作成は止め、総合生活闘争ポスターに時短も一

括して一本化して発行した。代わりに、1994年が

国連が決めた「国際家族年」であることから、

IMF－JCとして、独自の「国際家族年」ポスター

を1994年２月に発行した。

5. 総務・財政活動の軌跡
（1964年５月〜94年８月）

68年に総務部の業務分掌を明確化
1966年度活動方針では、『財政の確立と活動体

制の強化』の項で、「IMF－JCに託された仕事と

責任は、ますます大きくなってきた今、その活動

の源泉である財政の確立と、活動体制の整備確立

は、絶対の必要に迫られるに至った。これらにつ

いては、各加盟組合の協力を得て実現していくこ

ととする」と打ち出している。

1967年６月第６回拡大協議委員会で決定された

1967年度活動方針の『組織方針』の中では、「各

専門委員会は従来からのものの他に、専門活動を

より広め実践するため必要な委員会を今後も設置

していく」と打ち出している。また、『事務局体

制の強化と整備』の項では、「今回、加盟各組合

の協力で一定の財政確立は整ったものの、今後の

IMF本部会費及びIMF－JC活動の拡大と事業の遂

行のための財政を考慮すると必ずしも十分ではな

い。したがって、今後各級機関で検討を加えてい

くこととする」としている。

1967年11月に開いた第２回組織専門委員会で、

専門委員会の増設について討議され、従来の６専

てきた。また、1988年９月号より機関誌の名称を

「IMF－JC金属」から「IMF－JC」に改め、サイ

ズもA5判からB5判へとやや大きめで、横書き、

表紙のイラスト化など、スタイルを一新し、読者

により一層読みやすく、より一層トレンディーな

話題を提供するよう努めてきた。

機関紙についても、1990年度から文字を一回り

大きくし、読みやすくした。

1992年度から機関誌は、労働運動理論誌として

の特徴をより鮮明にするため、従来の月刊から隔

月刊とし、毎号タイムリーな特集を企画・編集し

てきた。

1994年８月時点の機関誌・紙の発行部数は、機

関誌7,000部、機関紙103,000部である。

IMF－JC紹介小冊子
従来のJC紹介しおり「IMF－JC＆IMF」を、内

容はよりコンパクトに、しかもイラストを多く盛

り込んで、読みやすくわかりやすい「わたしたち

のIMF－JC＆IMF」に一新した。サイズもB5判と

大きくし、新しい感覚のPR誌とした。

視聴覚教材一スライドからビデオへ
1982年には、視聴覚教材として、IMF－JC紹介

用スライド「世界の仲間と共に」を制作し、活発

化する国際交流に伴い海外からの研修生、調査団

等を対象に英語版スライドの制作も行い、以降、

隔年で改訂版を制作してきた。

1992年には、従来のJC紹介スライドに代え、

IMF－JC紹介用ビデオ「THIS IS IMF－JC」（所

要時間19分）を作成した。

ポスターの発行
ポスターについては、従来、定期大会用ポス

ター、春季闘争用ポスターの２本を作成してきた

が、IMF－JC時短闘争の強化に伴い、1989年秋よ

り時短推進ポスターを作成、以降毎秋作成してき
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９月14日〜10月６日の２回、米欧主要金属労組へ

の財政調査団を派遣し、入念な調査活動のもとに

研究素材の収集を行うと共に、これらを分析研究

した結果をまとめ、1978年９月の第17回定期大会

で特別報告「５つの政策提言」として発表した。

「５つの政策提言」は、①組織と財政、②運営

と財政、③組合員サービスと財政、④政策課題と

財政、⑤資産保有の方法、から成っている。

この政策提言を機に、財政政策検討委員会は一

応の使命を終えたとして解散したが、これは財政

委員会の「拡大財政担当者研修会」の場へと引き

継がれた。

第１回拡大財政担当者研修会を開催
1979年２月に、第１回拡大財政担当者研修会が

「財政の基本課題と組合費の見直し」をテーマに開

催、①IMF－JCの政策と展望。②労組財政の基本

課題と政策方向について。の基調講演を受けた後、

６単産代表による事例・経験発表と、「組合費の見

直しと改善プラン」をテーマにパネル討論を行い、

組合財政の重要性を再確認すると共に、今後、継

続的にこの種の研修会を持つことに決めた。

労働組合財政の資産動向調査を実施
このような財政政策と運営の根本的な見直し、

並びに中・長期視点を取り入れた新しい対応を求

門委員会に加え、IMF－JC活動の将来発展を期す

上で、財政強化策および青婦人活動の分野を考慮

する必要があるところから、財政委員会と青婦人

対策委員会（仮称）の設置を常任幹事会に答申す

ることにした。

これを受けて、1968年１月の第34回常任幹事会

で、IMF本部会費値上げに伴う財政問題を検討す

るための財政委員会、事務局専従体制強化と関連

して事務所移転検討委員会の二つの専門委員会の

新設を承認し、総務部が担当することとなった。

結成５年目の1968年に事務局体制の確立と執行

体制強化のため、総務部を含めた６専門部が設置

され、部員制が敷かれた。この時、専従役員体制

が初めて取られたが、当初は組織、調査、教宣に

のみ専従役員が配置され、各部を担当、専門委員

会の主査として運営することになった。総務関係

の専門委員会としては、財政委員会が従来通り設

置されている。

組合財政改革で5つの政策提言
IMF－JCを軸とした急速な労働運動の国際化は

「賃金の欧米水準への計画目標の設定」「組合機能

の経済社会への参画方式の研究」などに大きな役

割を果たした。しかし、一方では世界的なインフ

レ傾向の進む中で、労働組合もまた、財政的圧迫

による活動の低下を憂慮する声が聞かれるように

なった。このため、IMF－JCでは1976年９月第15

回定期大会で、長期財政政策確立のための緊急措

置として、IMF－JCならびに各加盟組合との共同

作業による専門の検討委員会を設置することを提

案し、ここに財政政策検討委員会（委員長：斎藤

健次郎副議長）の発足を見るに至った。

同委員会の目的、性格は、「労組活動と財政のあ

り方を抜本的に検討するための研究諮問機関とし、

研究・調査の成果は労組財政の長期展望として立

案し、今後の財政対策に供する」となっている。

同委員会は、1977年１月26日〜２月16日と同年

「５つの政策提言」を掲載した「財政の中・長期政策と展望」
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める活動の一環として、1979年11月から12月にか

けて「労働組合財政の資産動向調査」を実施した。

これは、戦後30数年来、労働組合に蓄積された保

有財産を把握し、分析しながら、「財政と資産づ

くり」の中・長期政策への基礎資料として活用す

ることを意図したものである。この種の調査はわ

が国の労働組合運動の中でも初めての試みとして

高い評価を受けた。

拡大財政担当者研修会の充実
拡大財政担当者研修会は第２回以降、具体的討

議へと発展する中で、時機にあったテーマを設定

し開催してきた。

1980年５月の第２回拡大財政担当者研修会で

は、「健全財政と基盤づくりのための資産政策」

をメインテーマに、西ドイツと英国の労組の財政

事情と共済事業・公益性事業についての基調講演

の他、「財政資金の出資金投資の意義と展望」を

テーマにした産別代表によるパネル討論を通し、

自動車労連教育センター建設にあたっての労組の

考え方と資金運用、また、電機労連の専従者共済

基金制度、全金同盟の「産別共済および労災共済」

などについて理解を深めた。

1981年５月の第３回拡大財政担当者研修会は

「組合員サービス活動と組合費配分」をメインテー

マに研修した。特に1982年５月の第４回拡大財政

担当者研修会では「技術革新と組合財政」を中心

テーマとする講義につづいてOA機器についての

技術習得など会計処理の機械化から財政の合理化

一般にわたる実務を学習し、押し寄せる技術革新

の波に対応する組合財政のあり方について広くか

つ熱心な研究活動を展開した。

1983年６月の第５回拡大財政担当者研修会は、

「組合財政の合理化」などについて研修した。

1984年６月に第６回拡大財政担当者研修会を、「低

成長下における組合財政の課題」を主要テーマに

開いた。

欧州の組合財政の実態調査
1985年はIMF世界大会の東京開催のため、拡大

財政担当者研修会の開催は見送り、1986年６月に

第７回拡大財政担当者研修会を、「国際時代の組

合財政」などを主要テーマに開いた。

1987年６月に開いた第８回研修会では、全民労

協の連合体移行を目前にして「全民労協の連合体

移行への取り組みと財政のあり方」、円高不況に

直面した金属産業の現状を踏まえて、「円高不況

下における組合財政の課題」などのテーマについ

て研鑚した。

1988年に入り、IMF－JC財政委員会は、前川忠

夫委員長を団長とする「欧州財政調査団」を５月

26日から６月11日までの日程で、IMF本部および

IMF加盟の主要金属労組（スウェーデン金属労組、

西ドイツ金属労組、英国合同機械工労組）を訪問

し、財政調査を行った。

今回の調査目的は、民間統一のナショナルセン

ター「連合」が発足したこの時こそ、組合財政の

中期指針の確立が必要であるとの観点から、「IMF

－JCあり方委員会」で取り組んでいるIMF－JC本

部の組織機構の見直し、および機能強化にむけて

の組織改革との関連によるIMF－JC財政の中・長

期ビジョン立案・検討に当たっての事前調査に

あった。

調査事項については、①組織概要、②役員、職

第３回拡大財政担当者研修会（1981年５月）
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員専従者数、③組合費と徴収基準、④組合費徴収

方法、⑤組合費収入、⑥組合費の配分構成、⑦教

育活動への政府援助金、⑧組合資産について、⑨

IMF本部財政、の９点について調査した。

1988年６月に開いた第９回拡大財政担当者研修

会では、欧州へ派遣したIMF－JC財政調査団の成

果の内容と、国内の各組織における組合財政の効

率的運用をはかる方法やそのやり方について学ん

だ。

1989年５月に開いた第10回拡大財政担当者研修

会では、同年11月の官民統一の「連合」結成を控

えて、IMF－JCとしても、これからの組織のあり

方と、中・長期の財政ビジョンについて検討を進

めており、その点についての研鑚を深めた。基調

講演としては、「組合費の実態と今後の財政課題」

（矢加部勝美労働評論家）、「IMFの国際活動と財

政」（鎌田普IMF特別企画部長）を受けると共に、

単産財政担当者をパネラーとする「各産別共済制

度の現状と今後の課題」をテーマにパネル討論を

行った。

中・長期財政指針の確立へ向けて
1990年６月にソウルで開かれたIMF中央委員会

の「会計報告」では、世界大会を開催した1989年

末現在、IMF財政は約25万スイス・フランの赤字、

連帯基金は95万8,000スイス・フランの黒字となっ

たことが確認されると共に、IMF財政立て直しの

ためには、「加盟労組の実際組織人員に見合った

会費納入人員の登録」が強く望まれるとの指摘が

なされた。

同年５月に開かれた第11回拡大財政担当者研修

会では、「IMF－JC財政の現状と中期ビジョンの

検討」について討議、研鑚を深めた。

1990年９月の第29回定期大会で承認された金属

労協「あり方委員会」答申での財政の中・長期指

針の確立の提言を受け、総務・財政委員会（前川

忠夫委員長）では、専門的な立場から、金属労協

の財政のあり方の検討が精力的に進められた。あ

り方委員会答申の中では、「財政の中・長期ビジョ

ンの策定」について、「『連合』の運動とその財政

展望、IMF本部加盟費の単価が計画レベルに達し

たこと、為替レートが一定の幅に収斂しつつある

ことなどの状況を踏まえ、財政の中・長期ビジョ

ンの策定を進める。この場合の考え方として、

IMF本部加盟費の納入人員については、IMF－JC

の国際社会に果たすべき役割に見合うよう、でき

るだけ早期に一定のレベルを確保するよう、段階

的な引き上げをはかるものとする。このため、金

属労協の会費についても、加盟組織の協力のもと

に登録率の引き上げと平均化、単価の見直しをす

すめるものとする」と記されている。

1991年５月リスボンで開かれたIMF中央委員会

の「1990年会計報告」「会計監査報告」の中では、

IMF財政が約13万9,000スイス・フランの赤字、国

際連帯基金は約38万9,000スイス・フランの黒字と

なり、バランスはやや改善されたことが報告され

ると共に、「一部労組における組織実情と会費納

入人員については、極力圧縮して実情に近づける

努力が必要である」との指摘がなされた。

同年６月に開いた第12回拡大財政担当者研修会

では、前回からの継続テーマである「IMF－JC中・

長期財政ビジョンの確立」に向けて、組合費の現

状、組織率の問題、会費の納入率、また国際的な

視野に立った労働運動と組合財政について、パネ

ル討論や基調講演を通して、今後の組合財政の問

題等について研鑚を深めた。

91年９月「中・長期財政指針」を答申
財政委員会での一年余りの討議の結果を、1991

年９月の第30回定期大会で「大産業別組織として

金属労協の発展をめざす」と題した金属労協「中・

長期財政指針」を答申、これを承認した。

＜中・長期財政指針の概要＞

◎あり方委員会での提起
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IMF加盟費への対応や金属労協の財政基盤を確

立するための中・長期ビジョンを策定する。

◎中・長期指針策定の背景

社会情勢の変化に伴う労働運動の変化とそれを

支える財政の裏付けの必要性や、先進的な運動の

構築に向けても財政の中・長期指針が不可欠であ

るし、あり方委員会の答申もある。

◎財政の現状と問題点

金属労協の会費は1984年以降１人１カ月31円で

推移し、会費納入人員も着実に増加している。し

かし、1978年に承認された第一次財政指針の『1980

年から組織人員比95％の会費納入』については実

施に至らず、1992年度の会費納入率は53％にとど

まっている。

＜中・長期財政指針＞

◎基本的な考え方

1993年度以降の見通しは厳しい状態にあり、７

年間据え置いた会費も引き上げざるを得ない状況

にある。会費の引き上げに着手する以前に、会費

納入率の是正を1996年度をめどに段階的に行い、

その目標を70％とする。

納入率の統一化が完了した後に必要に応じ会費

の引き上げに対処することとし、実施時期は1997

年度以降を考える。

IMF本部加盟費は1992年度で52％の納入率であ

るが、これも段階的に引き上げて当面の目標を

70％（170万人分）まで引き上げていく。

国際活動の一層の充実強化に向けての取り組み

や事務局体制の強化、組織・教育活動の強化と事

務・会計処理の機械化等にも努力していく。

◎具体的な実施計画

第30回定期大会で中・長期財政指針を決定。

1993年度予算（1992.8.1〜1993.7.31）から指針に

基づく予算編成に入る。

第33回定期大会（1994.9）で中間時点の見直し

を行う。

第35回定期大会（1996.9）が最終年度となる（1997

年度予算）。

なお、具体的な会費納入率の算式は、

〔（70％－92年度納入率）÷４〕＋前年度納入率

＝当年度納入率

すでに70％を上回る組織は1996年まで現状維持

とし、1997年度から70％とする。

以上の中・長期財政指針の答申に際して、前川

忠夫総務・財政委員長は「今回の『財政指針』は、

金属労協としての将来展望にもとづき、大産別組

織としての機能の充実、加盟組織の責任の明確化、

国際的な役割の重視などを中心に、金属労協の組

織を一層強化することに主眼を置いている。

（中略）この指針は、金属労協としてのあるべ

き財政について提起したが、『連合』をはじめと

して、産別・単組のそれぞれが、今後の財政につ

いて点検を加え、新しい運動を創造するための裏

付けを行ってもらえれば幸いである」とコメント

している。

初の総務財政担当者研修会を開催
1992年６月には、毎年開催してきた拡大財政担

当者研修会に代えて、初の「総務担当者研修会」

を開き、各産別の総務担当者（25名）を中心に

IMF－JC本部・産別間の担当者同士の連携強化と

総務担当としての資質向上について研鑚を深めた。

1993年６月に開いた第13回拡大財政担当者研修

会では、「大産別組織と効率的な財政」をテーマに、

基調講演とパネル討論を通して、組織と財政の関

わりについて研鑚を深めた。

1994年６月には第14回拡大総務・財政担当者研

修会として、各産別・単組の総務財政担当者を中

心に54名が出席して開催した。研修会では「労働

組合財政の実態」について基調講演等を受けたほ

か、初めての試みとして、総務関係は「職場の活

性化」、財政関係では「組合財政の展望」をテー

マに、二つの分科会による討論を行った。



Ⅲ. 最近20年間の活動別歴史Ⅲ. 最近20年間の活動別歴史
（1994年９月～2014年８月）（1994年９月～2014年８月）
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1. 国内・国際政治、経済情勢
の推移

＜1994年＞
①国内情勢
1993年８月、社会・新生・公明・日本新党・民社・

さきがけ・社民連・民主改革連合の非自民８党派

の連立で発足した細川護熙内閣は、「責任ある変革」

をキャッチフレーズに、政治・行政・経済の３改革

を柱に掲げて国政を進めた。1994年１月には、衆

議院に小選挙区比例代表並立制を導入する政治改

革関連法を成立させた。しかしながら政治改革の

決着以来、細川内閣は急速に求心力を失うこととな

り、唐突な国民福祉税の提案とその撤回など不手

際が続出、政治資金をめぐる疑惑なども広がりを

見せ、細川総理は1994年４月、退陣を表明した。

後継には羽田孜新生党代表が選出されたもの

の、新党さきがけは閣外協力、社会党は政権を離

脱したため、羽田内閣は少数与党に陥り、総辞職

に追い込まれた。1994年６月には、村山富市社会

党委員長を首班とする社会、自民、さきがけの３

党連立政権が発足した。村山内閣は1994年11月に、

1997年４月から消費税率を５％に引き上げる税制

改革関連４法案を成立させた。

新生党、公明党、日本新党、民社党など共産党

を除く野党は1994年12月10日、衆議院178名、参

議院36名を擁する新進党を発足させた。

日本経済は、バブル経済を解消するための金融

引き締めをきっかけとして、1991年２月より景気

後退局面に突入し、以来３年近くにわたって落ち

込みを続けた。とくに1993年春以降は、円相場が

急騰し、わが国基幹産業たる金属産業を中心に企

業収益、雇用情勢は厳しさを増した。

1994年１月に郵便料金、４月に国立大学授業料、

５月に首都高速道路の通行料が引き上げられたの

を皮切りに、高速道路料金や国内電話料金、公団

住宅家賃など、続々と公共料金の値上げが打ち出

された。世論の反発は大きなものとなり、羽田内

閣は5月、申請中ないし申請を検討している公共

料金について、引き上げを1994年内は凍結するこ

とを決定した。

1993年１月に発足したアメリカのクリントン政

権は、急増する貿易赤字の縮小をめざして、円高

誘導政策を展開、円相場は1993年８月17日に１ド

ル＝100.40円の戦後最高値を記録した。その後、

日米首脳会談の決裂などにより、東京市場で戦後

はじめて１ドル＝100円を突破し、その後も円相場

は90円台で推移した。

細川政権のもと、1993年９月より日米包括経済

協議が開始された。日本の黒字削減を軸としたマ

クロ経済政策の追求、日本の市場開放に向けた分

野別交渉、環境・技術などにおける日米協力を柱

とするものであるが、分野別交渉では日米が鋭く

対立し、交渉は決裂した。

②国際情勢
1994年11月に行われたアメリカの中間選挙で

は、野党・共和党がギングリッチ下院院内幹事を

中心にとりまとめた「米国民との契約」を掲げ、

上院で改選・非改選あわせて定員100議席のうち

53議席を獲得、下院では435議席中230議席と、40

Ⅲ. 最近20年間の活動別歴史

1. 最近20年間の金属労協をとりまく諸情勢の推移（1994〜2014年）
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年ぶりに上下両院で過半数を獲得した。

1993年８月、イスラエルとPLO（パレスチナ解

放機構）は、ノルウェーのホルスト外相の仲介の

もと、秘密会談を行い、パレスチナの暫定自治の

原則に関する基本協定について合意した。イスラ

エル占領下のガザ地区およびエリコで、パレスチ

ナ人による自治を先行実施するもので、イスラエ

ルとPLOは相互承認を行い、PLOはイスラエルに

対するテロ行為を放棄、反イスラエル抵抗闘争に

関与するメンバーは処罰することを決定した。

1994年７月には、PLOアラファト議長がエリコに

戻って暫定自治政府が発足し、イスラエルのラビ

ン首相とヨルダンのフセイン国王は、戦争状態終

結をうたうワシントン宣言に調印した。

APEC（アジア太平洋経済協力会議）の非公式

首脳会議が1994年11月、インドネシア・ボゴール

で開催された。貿易・投資の自由化問題を討議す

る中で、域内の途上国がNIEs諸国の経済発展水準

に到達するよう、成長の努力を続けることを確認、

先進国は2010年、途上国は2020年までに貿易・投

資の自由化を成し遂げると共に、域内自由化の成

果を域外にも広げていくことなどを内容とした

「ボゴール宣言」を採択した。

＜1995年＞
①国内情勢
1995年１月17日、神戸、淡路地区を中心に襲っ

た阪神淡路大震災は、死者6,434名、避難生活を送っ

た人31万７千名、物的な被害６兆円、復興費用10

兆円という、戦後最悪の大惨事となった。自衛隊

への派遣要請など、救助・消火活動の初動の遅れ

が問題となり、わが国における危機管理体制の甘

さが露呈することとなった。

３月20日には、都内地下鉄各所において、猛毒

ガス・サリンが噴出され、死者10名、負傷者３千

名以上を出すこととなった。カルト教団オウム真

理教によるものであるが、このような集団の存在

と事件の発生は、わが国の安全神話を大きく揺る

がすこととなった。

1995年２月、グリーンスパンFRB（米連邦準備

制度理事会）議長が金融引き締めの終了を示唆し

たことから、３月、東京市場で１ドル＝80円台と

いう「超円高」に突入、４月19日には一時79円75

銭を記録した。しかしながら４月25日には、G7は

最近の為替の変動を「秩序ある形で反転させるこ

とが望ましい」との声明を発表、５月、日米欧が

２カ月ぶりに協調介入を実施した。G7の合意は、

1985年のプラザ合意以来の円高誘導に歯止めをか

ける「逆プラザ合意」であると目され、為替相場

も反転することとなった。

わが国経済は、1993年10月以降ゆるやかな景気

回復過程に入っていたが、1994年夏の猛暑による

消費拡大効果の一服、阪神淡路大震災による消費

マインドの冷え込み、景気底支えをしてきた住宅

投資の息切れ、超円高の襲来などから、1994年末

から1995年前半にはやや回復が鈍化した。

1995年７月に行われた参議院選挙は、村山内閣

発足後および新進党結成後はじめての国政選挙と

なったが、投票率は国政選挙として初めて５割を

割ることとなった。自民・社会・さきがけの連立

三党は、かろうじて改選議席の過半数を確保する

にとどまり、新進党は改選19議席倍増の目標を上

回って40議席を確保、比例選挙区でも自民党の票

を上回る票を獲得した。

阪神淡路大震災で被災した神戸市内の商店街
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日米包括経済協議は、自動車・同部品の分野別

交渉で難航、アメリカは1995年５月、日本製高級

車13車種に100％の関税を課すことを内容とする

対日制裁の１次リストを発表した。アメリカ政府

の姿勢に対しては、ガット・ウルグアイラウンド

の成果を無視するものであり、WTO（世界貿易

機関）の発足にあたって考えられる最悪のやり方

との批判が高まった。このため1995年６月、アメ

リカは通商法301条に基づく対日制裁を取り下げ、

日本は今後も市場開放に努力し、自動車産業のグ

ローバリゼーションとローカライゼーションが進

むことを期待することで、ようやく合意に達した。

②国際情勢
自由貿易体制の維持・発展のためガットを強化

した常設の国際機関として、WTO（世界貿易機関）

が1995年１月に発足した。

1995年11月、EMI（欧州通貨機構）は、欧州通

貨統合の最終的な実施要綱案を発表した。1998年

はじめに通貨統合参加国を決定、ECB（欧州中央

銀行）の設立、1999年１月に各国通貨と単一通貨

の交換レートを固定して通貨統合を開始、金融政

策はECBに一元化、2002年７月に各国通貨を消滅

させ完全に単一通貨に移行、などを内容とするも

のである。各国の通貨統合への参加条件は、毎年

の財政赤字額がGDPの3.0％以内、政府の債務総額

がGDPの60％以内などとなった。1995年12月の

EU首脳会議では、単一通貨の名称を「ユーロ」

に決定した。

イタリアでは1995年１月、税務調査官への贈賄

疑惑で総辞職に追い込まれたベルルスコーニ首相

に代わって、ディーニ国庫相が首相に就任した。

フランスでは1995年、大統領選挙が行われ、５月

の第２回投票で保守・中道票をまとめたシラク氏

が３度目の挑戦で当選を果たした。

ベトナムは1995年７月、ASEANに加盟、カン

ボジアもオブザーバーとして加わった。ベトナム

は８月にはアメリカと国交を樹立し、完全に国際

社会に復帰した。

中東では、イスラエルとPLOが1995年９月、

1993年に調印された自治協定に続くヨルダン川西

岸地区の自治拡大協定に調印した。しかしながら、

一部イスラエル国民の強い反発を招き、ラビン首

相は11月、ユダヤ教過激派の学生に暗殺された。

＜1996年＞
①国内情勢
わが国経済は、1995年４月の「逆プラザ合意」

をきっかけに為替相場が反転し、長らく落ち込み

の続いていた設備投資が回復、住宅投資も低金利

によって堅調に推移するなど、回復傾向が顕著と

なった。製造業・金属産業の収益も急速に回復した。

1991年のバブル崩壊に伴い、金融機関では総額

100兆円ともいわれる不良債権が生じた。1994年

12月の東京協和・安全両信用組合の経営破綻以来、

破綻する金融機関が相次ぎ、日銀、民間金融機関

の出資、預金保険機構の資金提供などによって処

理が行われた。中でも住専（住宅金融専門会社）

については、破綻処理をめぐって大混乱となった

が、母体行の債権全額放棄、一般行は１兆7千億

円の放棄、政府は6,850億円の財政支出、農林系は

債権の全額返済を前提に5,300億円の贈与などで決

着した。財政支出については、民間金融機関、農

林系、日銀が別に出し、15年間で返済することに

なった。

村山内閣は1994年６月に発足して以来、厚生年

金満額支給開始年齢を段階的に65歳に引き上げる

年金改革、全国300の衆議院小選挙区を定める区

割り法制定、消費税引き上げ、国の責任によって

援護対策を講じる被爆者援護法制定、戦後50年決

議、女性のためのアジア平和国民基金の設立、水

俣病の最終解決、宗教法人法改正、新防衛計画大

綱の決定など、多くの懸案を処理してきた。しか

しながら、住専処理や沖縄米軍基地問題の取り扱

いが困難を極める中、1996年１月、突如退陣を表
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明、自民・社会・さきがけ三党は橋本龍太郎内閣

を発足させた。

50年続いた日本社会党は1996年１月、社会民主

党に衣替えした。1996年９月、衆議院が解散され、

10月、小選挙区比例代表並立制導入後はじめての

総選挙が行われた。総選挙に先立ち、新党さきが

けの鳩山代表幹事と菅厚相を中心に民主党が結成

された。

総選挙後、自民党は社民・さきがけ両党に対し、

連立継続を要請したが、３党連立は解消され、両

党は閣外協力を行っていくこととなった。

1996年11月、橋本首相は所信表明演説を行い、

行政、経済構造、金融システム、社会保障、財政

構造の５つの改革（のちに教育を含めて６大改革）

を「本内閣の最重要課題」と位置づけ、とりわけ

行革については身を燃焼させてでも取り組むとの

決意を表明した。1998年の通常国会で中央省庁再

編関連法案を提出し、2001年１月に新たな中央省

庁体制を実現するスケジュールが明らかにされた。

②国際情勢
1995年10月、アメリカ上下両院は共和党主導の

もと、2002年度に単年度の財政赤字をゼロにする

財政調整法案を可決した。しかしながら、クリン

トン大統領はこれに強く反発、議会が可決する

1996年度予算関連法案に軒並み拒否権を発動し

た。このため、国民の安全・健康、財産保護に関

する分野以外の連邦政府の業務が停止され、職員

80万人が一時帰休という事態に追い込まれた。

1996年１月、政府機関の再開法案が成立し、業務

は正常化したが、大統領と議会の合意の可能性は

なくなり、11月の大統領選挙まで持ち越されるこ

ととなった。大統領選挙では、民主党の現職クリ

ントン大統領が、共和党のドール上院院内総務を

破って再選を果たした。

EUでは1996年１月、1999年の欧州通貨統合に

参加できるかどうか判定する評価期間が始まっ

た。1996年12月のEU首脳会議では、統合参加国

の財政赤字がGDPの３％を超えた場合について、

制裁を発動しない例外規定を決定した。

＜1997年＞
①国内情勢
1989年の導入以来３％だった消費税率が1997年

４月１日、５％に引き上げられた。大蔵省の試算

によれば、年収700万円の標準的な勤労者世帯の

負担増は年間６万７千円であった。消費税率の引

き上げにあたって、益税の解消が重要な課題と

なっていたが、限界控除制度の撤廃、簡易課税制

度適用業者の売上高４億円以下から２億円以下へ

の引き下げなどにとどまった。

わが国経済は、1996年秋から1997年秋にかけて

の総額で８兆６千億円に及ぶ税・社会保障負担増、

とりわけ1997年４月の消費税率引き上げをきっか

けとして、再び不況に突入した。将来の負担増懸

念とも相まって、個人消費など家計の経済活動は

急速に悪化した。1997年秋以降は、拓殖銀行、山

一證券など大手を含む金融機関の破綻が相次ぎ、

金融不安が増大したこと、金融機関の貸し渋りが

本格化したことなどにより、企業の経済活動も急

激に悪化した。

約３年ぶりに復活した自民党単独の第二次橋本

内閣（社民・さきがけは閣外協力）のもと、自民

党の「一強六弱」とも言われる中で、政界再々編

の動きも政権基盤を揺るがすまでには至らず比較

的平穏に推移した。しかし、年末に至り、野党第

一党の新進党で、党首選を機に党内対立が一気に

噴出、解党という事態が発生し、混乱のうちに年

を越した。

政府は1997年３月、大蔵省改革関連法案を国会

に提出、６月に成立した。金融の検査・監督部門

を大蔵省から分離し、総理府の外局として、金融

監督庁を新設することとなった。

1997年12月には介護保険法案が成立、2000年度

から制度がスタートすることとなった。市町村が
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運営主体となり、40歳以上の全国民を加入者とし

て保険料を徴収するもので、保険料は厚生省推計

で制度発足時１人月額2,500円、費用のうち１割が

本人負担、残り９割は保険料と公費の折半でまか

なうことになった。

②国際情勢
1997年６月にアムステルダムで行われたEU首

脳会議は、マーストリヒト条約を見直したアムス

テルダム条約を採択した。域内の統合をさらに進

めるためのパスポート検査廃止、司法・警察の相

互協力強化、雇用に関する統一的戦略と高水準の

雇用確保などが明記され、各国の調印、批准作業

を経て、1999年に発効することとなった。

イギリスでは1997年５月、総選挙が行われ、ブ

レア党首率いる労働党が659議席中419議席を獲

得、メージャー首相の保守党を18年ぶりに破って

政権を奪回した。保守党の自滅に加え、労働党自

身もブレア党首のもと、党綱領から国有化条項を

削除するなど、大胆な路線転換に成功したことが

勝因となった。

フランスのシラク大統領は1997年４月に議会を

解散、５〜６月に総選挙を断行したが、左派が勝

利して社会党のジョスパン第一書記が首相に就

任、フランス第５共和制下で３回目の保革共存政

権が誕生した

1997年７月２日のタイ・バーツ暴落を皮切りと

して、これまで高度成長を続けてきたアジアの

NIEs（新興工業経済地域）、ASEAN（東南アジ

ア諸国連合）諸国が経済危機に陥った。経済危機

の原因は、為替相場においてドルリンクの固定相

場制を採用していたこと、財閥・ファミリービジ

ネスが非効率な投資を行ってきたこと、勤労者へ

の成長成果の配分が軽視され、一方、富裕層が高

級輸入品志向を強め、貿易収支を悪化させたこと、

などによるものである。このため、多くの国で変

動相場制に転換、国際収支の赤字脱却に向けた緊

縮財政が進められることとなった。

韓国では1997年12月、野党・新政治国民会議の

金大中総裁が大統領に当選した。インドネシアで

は、スハルト大統領が1998年５月ついに退陣、32

年間におよぶ長期政権に幕が降ろされた。

1997年７月１日、香港は155年にわたるイギリ

スの統治を離れ、中国に返還された。「一国二制度」

の名のもと、50年間にわたって特別行政区として

高度な自治を確保し、生活様式、自由経済体制を

守り、法治の精神を堅持して民主主義を発展させ

ることとなった。

1997年12月、京都において気候変動枠組条約第

３回締約国会議（COP3）が開催された。最大の焦

点であった温室効果ガス排出量削減率については、

2010年をめどに90年比で日本が６％、アメリカ

７％、EU８％マイナスとすることで合意した。（ア

メリカはその後離脱）

＜1998年＞
①国内情勢
政府は1997年11月および1998年４月に経済対策

を発表したが、金融機関の不良債権に対して、抜

本的かつ最終的な処理の道筋が示されておらず、

また旧来型の公共事業の大幅拡大を中心としたも

のであり、金融市場と国民の支持を得るに至らず、

株式相場の下落と大幅な円安を招くこととなった。

財政構造改革法案が1997年11月に成立したもの

の、不況が深刻化する中で、景気対策の観点から、

見直しを求める声が高まり、赤字国債発行制限停

止の弾力条項、赤字国債発行ゼロの2005年度への

延期が盛り込まれた財政構造改革法改正案が1998

年５月成立した。

1998年４月、衆院93名、参院38名の勢力で、代

表に菅・民主党代表、幹事長を羽田・元首相とす

る新しい民主党が結成された。1998年７月に行わ

れた参議院選挙は、民主党が27議席（改選18議席）

と大躍進したのに対し、自民党は44議席（同60議

席）となり、非改選議席を入れても102議席とい
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う惨敗を喫することとなった。

これを受けて橋本首相は退陣、小渕恵三内閣が

発足した。８月の所信表明演説では、経済再生内

閣として１両年内に経済を回復軌道に乗せるた

め、恒久的な減税実施、事業規模10兆円超の第２

次補正予算、財政構造改革法の凍結などが打ち出

された。

金融機関の不良債権処理については、1998年10

月に金融再生関連８法、金融早期健全化法が成立

し、整理回収機構を創設して不良債権の回収機能

を強化すると共に、公的資金として総額60兆円を

計上し、破綻金融機関の特別公的管理やブリッジ

バンク設立のために18兆円、金融機関の資本注入

に25兆円が用意されることとなった。

②国際情勢
EUは1998年５月、特別首脳会議において、

1999年１月から、ドイツ、フランス、イタリア、

オランダ、ベルギー、ルクセンブルク、オースト

リア、スペイン、ポルトガル、フィンランド、ア

イルランドの11カ国が、単一通貨ユーロを導入す

ることを決定した。

1998年９月、ドイツで総選挙が行われた。与党・

キリスト教民主・社会同盟が基本定数656議席の

うち245議席にとどまったのに対し、野党・社会

民主党が298議席を獲得、冷戦の終結、東西ドイ

ツ統一、欧州統合を主導し、16年間の激動の時代

を乗り切ってきたコール首相は退陣した。ドイツ

では、連立政権の組み替えにより政権交代が行わ

れるのが通例で、選挙結果による政権交代は戦後

はじめてのこととなった。

＜1999年＞
①国内情勢
1999年１月14日に発足した自民党と自由党との

連立による小渕第一次改造内閣のもとで、1999年

度予算、緊急雇用対策を盛り込んだ補正予算、産

業活力再生特別措置法、中央省庁改革関連法、地

方分権一括法等の重要法案が相次いで成立した。

10月５日に自民党、自由党、公明党による小渕第

二次改造内閣が発足した。

公明党が提唱した「期限つき商品券」が「地域

振興券」として1999年１月以降、配布された。当

初は消費刺激策として企画され、その後、減税の

恩恵に属さない人、社会的弱者に対する社会福祉

対策に性格が変化、最後には、地元商店街の振興

策として実施されることとなった。

1999年度予算は1999年３月17日、戦後最速のス

ピードで成立した。歳出は、一般歳出5.3％増、う

ち公共事業費が5.0％増、これに対して歳入は、税

収が19.5％のマイナス、国債が31兆500億円で

99.6％増、うち赤字国債は21兆7,100億円で204.5％

増となり、国債依存度は37.9％、1999年度末国債

残高は327兆円、国と地方を合わせた長期債務残

高は約600兆円に達する見通しとなった。野党は

「やるべき改革をすべて先送りし、既得権益を守

ることに徹した予算」と強く批判、宮澤蔵相も「（横

浜ベイスターズの）大魔神を１回から登板させる

ようなもの」「こんなことを長くやっていられる

とは思わない」と厳しい見方を示した。

1998年６月の「中央省庁改革基本法」成立に基

づき、1999年４月、「中央省庁再編関連17法案」

と「行政スリム化計画」が閣議決定され、関連17

法案は７月に成立した。

・�2001年１月より、１府21省庁を1府12省庁に

再編する。

・�国務大臣を14人以内（特別な場合は17人）と

する。副大臣23人と政務官27人を置く。

・�経済全般の運営、財政運営、予算編成の基本

方針などを調査・審議する経済財政諮問会議

を内閣府に置く。

・�中央省庁の官房・局の数を128から96、課・

室数を1,200から1,000、審議会を211から78に

削減。90機関・業務を独立行政法人に移行。

国家公務員数を10年間で25％削減する。
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などを内容とするものである。郵政三事業は、

2001年１月に郵政事業の実施部門を総務省外局の

郵政事業庁に再編成し、2003年４月には「国営郵

政公社」に移行することとなった。

②国際情勢
1999年１月１日、欧州連合の単一通貨ユーロが

11カ国において導入された。交換比率は、１ユー

ロ＝1.95583マルク、6.55957フラン、1,936.27リラ

などとなった。（ギリシャは2001年より）

1999年６月の欧州議会選挙では、中道左派勢力

が敗北し、保守中道勢力が1979年の第１回選挙以

来はじめて第一党に躍進した。ドイツでも社民党

が敗北、キリスト教民主・社会同盟が過半数を制

したため、シュレーダー首相は同月、これまでの

財政拡大路線から緊縮路線に転換、2000年の歳出

を約300億マルク削減する「財政緊縮・税制改革案」

を打ち出した。年金の賃金スライド２年間停止、

失業手当削減、公務員給与圧縮、増収策としては

1999年４月に導入された環境税の段階的引き上げ

を打ち出す一方、年金保険料率引き下げ、児童手

当引き上げ、児童扶養控除引き上げなども盛り込

まれた。

WTO（世界貿易機関）は1999年11月、シアト

ルで閣僚会議を開催した。2000年１月から開始す

る予定だった新ラウンド交渉の交渉方式、交渉期

間、対象分野を決定する予定であったが、日・米・

欧・途上国が激しく対立、合意に至らなかった。

会議自体についても、135の国・地域が参加して

の全会一致という困難さが浮き彫りとなった。

ロシアでは1999年８月、プーチン安全保障会議

書記が後継首相およびエリツィン大統領の後継候

補として指名された。エリツィン大統領は12月31

日に突如辞任、プーチン首相が大統領代行に就任

した。大統領選挙は2000年３月に前倒し実施され、

プーチン代行が当選した。

インドネシアでは1999年10月、国権の最高機関

である国民協議会が開催された。44年ぶりに行わ

れた自由選挙で当選した462人の国会議員に、38

人の国軍代表、200人の地方・職能団体代表で構

成されたものである。ハビビ大統領が大統領選挙

立候補を辞退、「イスラム導師連盟」のワヒド議

長が大統領に選出され、第一党闘争民主党のメガ

ワティ党首が副大統領に就任した。

＜2000年＞
①国内情勢
1999年度には、1997年３月以来の長期不況を脱

し、ようやく景気回復の兆しを見せるところと

なった。日銀は「デフレ懸念の払拭が展望できた」

として、2000年８月、政府・自民党、IMF（国際

通貨基金）、アメリカ政府、経団連、日経連などの、

騒然たる反対を押し切り、いわゆるゼロ金利を解

除した。これに対しIMF（国際通貨基金）は、「経

済減速の重大な懸念が残る」と厳しく批判、「理

事会は警告を発した」ことを明らかにした。金融

政策が再び引き締め基調に戻ったことから、2000

年夏以降、景気は急速に悪化した。

1999年３月に改正された電気事業法の施行に伴

い、2000年３月から大口需要家向けの電力小売が

自由化された。電気の使用規模が2,000キロワット

以上で、２万ボルト以上の特別高圧電線で受電し

ている需要家、販売電力量全体の３割が自由化の

対象となった。自由化にあたって、電力会社が地

域独占している託送料金（送電線の利用料金）が

焦点となった。電力会社は、当初１キロワット時

あたり３〜４円と算定したが、参入企業の採算確

保ができず自由化が有名無実になるとの指摘が相

次ぎ、0.935円〜2.87円と当初の試算を下回る料金

でスタートした。

小渕内閣の支持率は当初きわめて低かったが、

1999年１月に自由党と連立、10月には公明党も参

加し、政権基盤は安定したかに見えた。しかしな

がら2000年４月、小渕恵三首相は脳梗塞を発症（５

月に死去）し、青木内閣官房長官が首相臨時代理
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となって、内閣は総辞職を行い、森喜朗内閣が発

足した。

森内閣は、小渕後継選出の過程が不透明であっ

たこと、森総理本人の失言が相次いだことなどか

ら、終始、人気が低迷した。2000年６月の総選挙

では、比例代表区定員20名削減という要因はあっ

たものの、自民党として38議席、連立与党として

65議席を失う惨敗を喫した。これに対し、民主党

は32議席増、野党全体で46議席増を果たした。11

月には加藤紘一・元自民党幹事長による倒閣運動

（加藤の乱）も勃発し、政局は混迷を極めた。

②国際情勢
1991年４月から始まったアメリカの景気拡大は、

2000年２月に107カ月に達し、1854年の統計開始以

来の最長記録を更新した。景気拡大の要因として、

IT革命による生産性向上、潜在成長力の上昇を背

景とした「平和の配当」が指摘された。ソ連崩壊、

冷戦終結により、ブッシュ政権下の1991会計年度

予算から、軍事費の民間転用、減税、金融再生、

途上国債務問題の解決が可能となり、クリントン

政権に入ってからも、財政再建による長期金利低

下によって経済再生を果たすべく取り組みが進め

られてきた。財政収支も1993会計年度から赤字幅

が縮小に転じ、1998会計年度からは黒字化した。

中華民国では、2000年３月に総統選挙が行われ

た。外省人（大陸出身者）総統復活に対する警戒

感が強まった結果、民進党の陳水扁・前台北市長

が当選した。建国以来はじめて国民党以外の政権

が成立した。

＜2001年＞
①国内情勢
2001年１月、１府12省庁の中央省庁再編がスター

トした。予算編成の基本方針立案やマクロ政策の

立案・調整を担い、大蔵省支配からの脱却、首相

権限と内閣機能の強化の目玉である経済財政諮問

会議は、首相を議長、官房長官、経済財政担当相、

財務相、経済産業相、総務相、日銀総裁、および

民間人４名をメンバーとして発足した。

2001年２月、愛媛県立宇和島水産高等学校の練

習船「えひめ丸」が、アメリカ海軍の原子力潜水

艦に衝突され、教員５名、生徒４名が死亡した。

事故への対応を巡り、森総理は激しい批判にさら

されることになり、森内閣は４月26日に総辞職し、

小泉純一郎内閣が発足した。

小泉内閣は「聖域なき構造改革」を旗印として、

2001年６月、「今後の経済財政運営及び経済社会

の構造改革に関する基本方針」を策定した。

○�電気通信、エネルギー分野での経済的規制を

抜本的に見直す。「民間でできることは、で

きるだけ民間に委ねる」を原則に、行政改革

を行い、特殊法人、国営施設などの民営化を

進める。郵政三事業についても民営化を含め

た具体的な検討を進める。

○�2002年度予算で国債発行を30兆円以下に抑

え、その後プライマリーバランスを黒字とす

る。歳出構造については、聖域を設けること

なく抜本的に見直し、無駄な歳出を削減する

など徹底した行財政改革を行う。

○�公共投資の規模を見直し、真に必要なものに

集中する。道路等の特定財源について、その

あり方を見直す。

○�年金、医療、介護の重複給付の是正や機能分

担の見直しを進める。

○�市町村合併や広域行政をより強力に促進する。

ことなどを打ち出した。

景気が急速に悪化する中で、日銀は2001年２月、

２度にわたって公定歩合を引き下げた。そして３

月には、金融市場調節の主たる操作目標を、これ

までの無担保コールレートから、日本銀行当座預

金残高に変更し、消費者物価指数の前年比上昇率

が安定的にゼロ％以上となるまで金融緩和を継続

することを決定した。

９月11日、アメリカで同時多発テロが発生した。
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10月にはパキスタンでテロの首謀者オサマ・ビン

ラディンとこれを保護するイスラム過激派組織タ

リバンへの攻撃が開始されるなど、世界情勢はま

さに激動の時代を迎えることとなり、日本経済も

きわめて緊迫した状況となった。

テロの翌日には、日銀として「潤沢な流動性供

給を含め、万全を期していく」ことを発表、9月

18日の金融政策決定会合では、日銀当座預金残高

を「６兆円を上回る」水準とすることに決定、９

月末には12.5兆円まで拡大された。12月には「10

〜15兆円程度」、２月には一層潤沢な資金供給を

行っていくこととした。４月にも大手銀行のコン

ピューターシステムの混乱に対処すべく、一層潤

沢な資金供給を行うことを確認、こうした大幅な

金融緩和により、株価が底支えされ、わが国経済

は当面の危機を回避し、実体経済も緩やかな回復

に向かうこととなった。

②国際情勢
2001年１月、共和党のジョージ・W・ブッシュ

氏が第43代大統領に就任した。

アメリカでは、2000年に景気減速局面に入り、

とりわけ2000年末以降は、非IT部門の落ち込みに

伴い、パソコンをはじめとするIT需要が鈍化し、

IT関連部門が非IT部門に比べてより深刻な調整を

強いられる、いわゆるITバブルの崩壊が発生する

ところとなった。

インドネシアでは、ワヒド大統領の行政能力に

対して疑問が呈され、スキャンダルも明るみとな

る中、国民協議会は2001年７月、ワヒド大統領の

罷免を決議し、メガワティ副大統領の第５代大統

領昇格を満場一致で採択した。

2001年１月、タイの総選挙で愛国党が勝利し、

元実業家のタクシン氏が首相に就任した。タクシ

ン氏は多数派を占める農村寄りの政策を進めたた

め、都市部住民との間で深刻な対立を招き、以降、

軍事クーデターによるタクシン派追放と、総選挙

によるタクシン派の政権掌握が繰り返されること

となった。

フィリピンでは、2001年１月、エストラーダ大統

領に対する辞任要求運動の高まりの中で、閣僚、国

軍、国家警察幹部がエストラーダ支持を相次いで取

り下げ、最高裁が「大統領職は空席となった」と宣

言、アロヨ副大統領が第14代大統領に就任した。

＜2002年＞
①国内情勢
わが国経済は、日銀による量的金融緩和政策を

基調として、中国向けをはじめとする輸出の拡大

も相まって、2002年春以降、景気回復に転じた。

小泉内閣は、財政再建の中期目標として「プラ

イマリーバランスの黒字化」を打ち出す一方、単

年度としては、「新規国債発行額30兆円」の枠を

堅持してきた。しかしながら、2002年度補正予算

では、雇用対策、中小企業対策、都市再生やリサ

イクル促進など2.5兆円の歳出増が盛り込まれ、一

方、税収不足が2.5兆円に及んだことから、５兆円

の国債の追加発行に迫られ、2002年度の国債発行

額は34兆9,680億円となった。

小泉内閣は、６月に「経済運営と構造改革に関

する基本方針2002」を取りまとめ、10月に「改革

加速のための総合対応策」、12月に「改革加速プ

ログラム」を決定するなど「聖域なき構造改革」

を推進した。また、新年度予算をはじめ、健康保

険法等改正法案、郵便関連四法案といった重要法

9.11世界同時多発テロ（2001年９月11日、ニューヨーク）



JCM50年史186

案が成立した。

小泉総理は2002年９月、日本の首相として初め

て北朝鮮を訪問、金正日総書記と会談した。北朝

鮮側は拉致被害者14名の消息を伝えたが、死亡８

名、生存５名、該当なし１名という北朝鮮の発表

は、日本全国に強い衝撃を与えた。生存が確認さ

れた５名は10月に帰国した。

②国際情勢
2002年１月、ブッシュ米大統領は一般教書演説

の中で、大量破壊兵器を入手しようとするテロ支

援国家として北朝鮮、イラク、イランに言及し、

これらの国家とその同盟たるテロリストは、世界

平和に脅威を与えることを意図する「悪の枢軸」

であると位置づけた。

フランスでは、2002年４月に行われた大統領選

挙の第１回投票でル・ペンFN（国民戦線）党首

が２位となり、国民の政治不信と既成政党への不

満の表れが鮮明となった。５月の決選投票ではシ

ラク大統領が再選された。

中国を除くアジア諸国では、ITバブル崩壊、ア

メリカの景気減速により、2001年に入り急速に景

気が悪化したが、2001年末あたりから輸出の減少

幅が縮小し、受注および生産が上向き出すなど、

景気回復の兆しが見られるところとなった。

＜2003年＞
①国内情勢
日本経済は2003年年初、2003年夏にやや減速し

たものの、設備投資に続いて個人消費も拡大に転

じ、引き続き景気回復が続いた。しかしながら、

消費者物価上昇率は依然としてデフレ状態が続

き、一方で、中国における需要の拡大、イラクや

サウジアラビアなど中東地域の混乱などから、原

燃料の輸入価格が高騰した。原燃料価格の高騰に

対応し、日銀は金融引き締めに転じたが、インフ

レとデフレが併存する状況が生じることになっ

た。

小泉総理は2003年９月、自民党総裁選で圧勝、

10月に衆議院を解散した。総裁選では道路関係四

公団の民営化、2007年郵政三事業民営化を公約と

して掲げていたが、「総裁選の公約が、そのまま

総選挙の党の公約になる」との立場から、これら

は党の公約として掲げられた。

民主党は９月、自由党と合併し、衆院137名、

参院67人という旧新進党発足時に迫る大きな勢力

となった。民主党は達成年限や財源、数値目標を

明示した政権公約として「マニフェスト」を掲げ

て総選挙に臨んだ。

11月の総選挙では、定数480議席のうち与党が

自民237、公明34、保守新党４の275議席で、解散

前の287議席は下回ったものの、安定多数を確保

した。これに対し民主党は、解散前137議席を大

きく上回る177議席を獲得した。

②国際情勢
2003年３月、イラク戦争が勃発したが、小泉首

相はアメリカによる武力行使の開始を理解し、支持

することを表明した。また「アメリカは、日本が攻

撃されたら自国への攻撃とみなすただ一つの国」で

あり、「日本を攻撃しようと思ういかなる国にも抑

止力になっている」ことを忘れてはならない、と強

調し、政府の方針に対する国民の支持を求めた。

４月にフセイン政権は崩壊、米英軍は全土を制

圧し、５月、ブッシュ大統領は戦闘終結を宣言した。

６月、小泉内閣はイラク国民への人道・復興支援、

イラク国内での米英軍の治安維持活動への後方支

援を活動内容として自衛隊を派遣するイラク復興

支援法案を国会に提出、7月に成立した。イラクの

大量破壊兵器保有の可能性が開戦理由とされてい

たが、結局、大量破壊兵器は発見されず、ブッシュ

大統領は厳しい批判にさらされることになった。

またイラクは、その後も事実上内戦状態が続いた。

ブラジルでは2003年１月、IMF（国際金属労連）

傘下組織の組合員であったルーラ氏が大統領に就

任した。
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＜2004年＞
①国内情勢
輸入物価・企業物価のインフレと、消費者物価

のデフレとの並存の中で、景気は底堅く、企業収

益も堅調に推移した。

小泉内閣は2004年２月、「国民年金法等の一部

を改正する法律案」を国会に提出した。（いわゆ

る2004年改正）

○基礎年金の国庫負担割合を２分の１とする。

○�厚生年金及び国民年金の将来の保険料水準を

固定した上で、その収入の範囲内で給付水準

を自動的に調整する。（保険料水準固定方式）

○�厚生年金保険料を2004年10月から毎年0.354％

ずつ引き上げ、2017年度以降18.30％とする。

○�国民年金保険料（月額）は、2005年４月から

毎年280円ずつ引き上げ、2017年度以降16,900

円とする。

○�社会全体の保険料負担能力の伸びを年金改定

率に反映させることで、給付水準を調整する。

（マクロ経済スライドの導入）

などを内容とするものである。閣僚や野党党首を

含む国会議員に年金保険料未納があったことが

続々と明らかになったが、結局６月に成立した。

７月には参議院選挙が行われたが、年金改革の

不人気などもあり、小泉内閣の支持率は顕著に低

下、このため自民党は49議席にとどまった。一方、

民主党は、改選38議席を大きく上回る50議席を獲

得、比例区での得票は自民党を430万票上回った。

非改選議席を含む議席数は、定数242に対し、自

民党115、公明党24で与党が139議席、野党が民主

党82、共産党９、社民党５、無所属７となった。

②国際情勢
EUは2004年５月、チェコ、エストニア、キプロス、

ラトヴィア、リトアニア、ハンガリー、マルタ、ポー

ランド、スロヴェニア、スロヴァキアの計10カ国が加

盟し、25カ国体制、EU内の人口は４億５千万人、域

内GDPはアメリカのGDPに匹敵する規模となった。

2004年10月、インドネシア初の国民直接投票に

よる大統領選でユドヨノ前調整相が、第６代大統

領に就任した。これにより、スハルト元政権崩壊

後の民主化プロセスはほぼ終了した。

シンガポールでは2004年８月、14年間首相を務

めたゴー・チョクトン首相より、リー・シェンロ

ン首相が政権を引き継いだ。

＜2005年＞
①国内情勢
2005年４月、郵政民営化関連法案が国会に提出

された。提出前の自民党総務会では、結党以来初

めて多数決で決着がつくという異例の展開となっ

た。自民党執行部は党内の強力な締め付けを行っ

たが、衆議院本会議ではぎりぎりの可決、８月８

日の参議院本会議では、17票差で否決されたため、

小泉首相は直ちに衆議院を解散、衆院採決で反対

票を投じた自民党議員37人を公認せず、対立候補

を擁立した。９月11日の総選挙では、自民党は

296議席を獲得、単独で絶対安定多数の269を大き

く上回り、公明党を合わせた与党全体では81議席

増の327議席で、３分の２の321議席をも上回る結

果となった。一方、民主党は、64議席減の113議

席にとどまり、岡田克也代表は直ちに辞任した。

10月、郵政三事業民営化法案が成立し、当初より

半年遅れの2007年10月より、民営化に着手するこ

ととなった。

1990年代以降、とりわけ1997年のアジア経済危

機を乗り切った中国は、世界経済における存在感

を急激に増すところとなり、世界全体のGDPに占

める中国の比率は、購買力平価で換算すれば、日

本を凌駕するところとなった。低廉な労働コスト

を背景に巨額な設備投資を行う中国に対して、わ

が国では、いわゆる「中国脅威論」が広がる一方、

日本企業も続々と中国に生産拠点を展開し、日本

国内における工場と雇用、技術・技能の喪失がき

わめて懸念される状況となった。2004年度では、
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られることになった。

グローバル経済化がますます進展する中で、飛

躍的な発展を遂げるBRICs（ブラジル、ロシア、

インド、中国）、VISTA（ベトナム、インドネシア、

南ア、トルコ、アルゼンチン）などをはじめとす

る新興諸国と、日本との相互依存関係が強まり、

日本からの輸出も拡大し、景気回復を牽引した。

一方で、産業間・企業間の業績のばらつきが従

来にも増して拡大していること、企業が人件費の

抑制・変動費化によって企業収益改善を図ったこ

となどから、勤労者に対する配分の遅れ、格差の

拡大がクローズアップされるところとなった。

岡田克也代表に代わって就任した民主党の前原

誠司代表は、重要政策には常に対案を出す「対案

路線」を打ち出したものの、党内の支持を広げる

に至らなかった。2006年１月からの第164通常国

会では、民主党は耐震強度偽装問題などで政府追

及を強めようとしたが、「にせメール事件」によ

り攻守が入れ替わり、前原代表は辞任に追い込ま

れた。民主党は結党以来最大の危機に見舞われた

が、代表選で小沢一郎前副代表を選出、直後の衆

議院補選で勝利し、当面の危機を乗り越えた。

国会では、行政改革推進法案、公共サービス改

革法案、医療制度改革関連法案、石綿被害者救済

法案、農政改革関係法案、中小企業ものづくり基

盤技術高度化法案、地球温暖化対策推進法改正案、

男女雇用機会均等法改正案などが成立した。

2006年9月、５年５カ月にわたって政権を担当

してきた小泉総理が退陣、安倍官房長官が総理に

就任した。安倍晋三総理は所信表明演説において、

集団的自衛権の研究、憲法改正、中国・韓国との

信頼関係強化、首相官邸の機能の再編・強化、拉

致問題対策本部の設置、教育基本法改正案の早期

成立、教育再生会議の早期発足、イノベーション

の長期戦略指針の策定、フリーターの縮小、簡素

で効率的な筋肉質の政府の実現、道路特定財源の

見直しなどを打ち出した。

わが国製造業の海外直接投資649件のうち304件は

対中投資となった。

②国際情勢
原燃料の国際市況は、過去20年にわたる価格低

迷の結果、国際的な企業再編や鉱山の閉鎖による

減産などの供給抑制が進んでいた中で、中国をは

じめとする世界的な需要が拡大し、大幅な高騰に

転じた。中国の鉄鉱石輸入量は５年間で３倍にな

り、全世界の輸入量でも３割増となった。原油価

格 の 国 際 指 標 で あ るWTI（West�Texas�

Intermediate）は、2004年前半には30ドル台であっ

たのが、2005年には60ドル台に突入した。

インドネシアのジャカルタで2005年４月、アジ

ア、アフリカ104カ国の首脳・閣僚のほか、国連

事務総長および18の国際・地域機関の代表が参加

し、アジア・アフリカ会議が開催された。同会議

では、首脳宣言「新たなアジア・アフリカ戦略的

パートナーシップ」を採択し、両地域間の投資・

貿易の促進、農林水産業やバイオ分野などの技術

支援などで合意し、同会議を４年に１度開催して

いくことが確認された。

イギリスでは2005年５月、総選挙が行われ、ブ

レア首相率いる労働党が同党史上初めて３期連続

で政権与党に就くこととなった。ドイツでは、

CDU・CSU（キリスト教民主・社会同盟）とSPD

（社会民主党）の左右大連立によるメルケル政権

が、2005年11月に発足した。

＜2006年＞
①国内情勢
2002年１月に回復過程に入った景気は、2006年

11月にはいざなぎ景気の57カ月を抜いて、第２次

世界大戦後最長を記録した。日本銀行は2006年３

月、日銀当座預金残高を操作目標とする金融の量

的コントロール政策から、無担保コールレートを

操作目標とする金利によるコントロール政策に戻

ることを発表し、事実上の金融引き締め政策がと
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②国際情勢
アメリカのブッシュ大統領は2006年１月、一般

教書演説で中国とインドを経済面での「新たな競

争相手」と位置づけ、アメリカが保護主義に回帰

せず、競争力を強化する必要性を訴え、「米競争

力強化構想」として、今後10年間の連邦政府の基

礎研究予算の倍増や、研究開発に関する税制優遇

措置の恒久化を提案した。２月には2007年度の予

算教書を議会に提出したが、財政赤字は2007年度

3,540億ドル、2011年度までの５年間の累積赤字は

1.2兆ドルに膨らむ見込みとなった。

イタリアのナポリターノ大統領は2006年５月、

中道左派連合「団結」の代表、プロディ前欧州委

員長を首相に指名し、５年ぶりに中道左派勢力が

政権を獲得した。

2006年３月、中国で第10期全人代（全国人民代

表大会）第４回会議が開催された。温家宝首相は、

胡錦濤政権では初めての策定となる「第11次５カ

年計画（2010年までの経済運営指針）」を発表し、

経済成長率の目標を年平均7.5％とした上で、「貧

富の格差」を是正し、「調和のとれた社会（和諧

社会）」の実現をめざしていくことを強調した。

＜2007年＞
①国内情勢
日本銀行は、2006年３月に量的金融コントロー

ル政策から転換し、金融引き締め姿勢を明らかに

して以来、2006年７月、2007年２月と２度にわたっ

て政策金利の引き上げを行ったが、これは、資源

価格高騰が消費者物価に波及するのを抑制する一

方で、2008年２月以降の景気後退を招くことに

なった。

安倍内閣のもとで、2006年12月には教育基本法

改正案、官製談合防止法改正案、道州制特区推進

法案、防衛省昇格関連法案、貸金業規制法改正案、

2007年４月には海洋基本法案、５月には国民投票

法案、米軍再編法案、６月には国家公務員法改正

案が成立した。

安倍内閣は歴代２位という高い支持率を得て発

足したが、郵政解散の際の造反議員の復党を認め

たことをきっかけに、支持率は急降下し、閣僚な

どの不祥事・失言による度重なる辞任、格差の拡

大、いわゆる残業代ゼロ法案（ホワイトカラー・

エグゼンプション）の不人気などにより、政権基

盤は著しく弱体化した。中でも、公的年金の基礎

年金番号を導入した際、5,095万件が従来の手帳番

号と未統合のまま放置されていた問題は、安倍内

閣に決定的な打撃を与えた。

７月に行われた参議院選挙では、自民党は改選

前64議席を大きく下回る37議席、公明党も改選前

12議席に対し９議席にとどまった。このため、与

党両党で46議席となり、非改選57議席を足しても

103議席と、過半数122議席に遠く及ばない結果と

なった。これに対し民主党は改選前32議席からほ

ぼ倍増の60議席となり、非改選49議席とあわせて

109議席に達し、一党で自民・公明両党を上回った。

安倍総理は、当初続投の意向を示したものの、体

調不良により結局退陣、９月福田康夫内閣が発足

した。

②国際情勢
2007年１月、EUはルーマニアとブルガリアが

加盟したことで、加盟国数27カ国、人口約

４億９千万人に拡大し、バルカン半島の一部を除

いて、黒海沿岸から大西洋沿岸までヨーロッパ全

域をほぼカバーすることになった。また、スロベ

ニアが中・東欧諸国では初めて「ユーロ」を導入し、

ユーロ圏も13カ国に拡大した。

EU27カ国の首脳は2007年12月、リスボンにお

いて、EU運営の枠組みを定めた新基本条約「リ

スボン条約」に調印した。同条約は、既存の基本

条約を改正するもので、加盟国議会のEU立法へ

の関与強化、意思決定手続きの効率化と簡素化、

EU基本権憲章への法的拘束力の付加、外交政策

のEU外務・安全保障政策上級代表への一本化、
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見られ、2005年には、住宅ローン新規貸出の20％

以上がサブプライムとなっていた。サブプライム

ローンは証券化され、投資家に売却されるため、

貸付機関のリスクが分散され、無理な貸し出しが

行われた。また貸付機関と借手の間のブローカー

の介在により、返済能力を考慮した貸出ではなく、

手数料の高いハイリスクの住宅ローンを販売する

傾向も見られた。

ITバブル崩壊以降、世界的に低金利政策がとら

れてきたが、先進国の高齢化進行によって拡大し

た年金資産、アメリカへの輸出拡大の代金、オイ

ルマネーなどの巨額な投資資金が、アメリカの金

融市場に流れ込み、銀行借り入れやデリバティブ

取引等によって、資金以上の投資が行われていた。

2007年８月、フランスの大手銀行BNPパリバが、

傘下の投資ファンドの償還を凍結するに及び、サ

ブプライム問題が顕在化すると共に、金融市場は

大きく混乱した（パリバショック）。証券化によ

るリスク分散が、かえって投資家の不安をあおり、

証券化商品の価格下落に拍車を駆け、株式市場や

格付けの低い社債市場も冷え込み、金融機関では

リスクの高い資産を保有する金融機関との信用取

引を控えるなどの動きが見られた。このため

FRB、ECBなど各中央銀行は、2007年夏以降、緊

急に大量の資金供給を行った。またアメリカ政府

は、借り換え促進や金利凍結など借手に対する支

援策、政府系の連邦住宅抵当金庫、連邦住宅貸付

抵当公社に対する公的資金投入による一時的支援

などを打ち出した。

こうした中で2008年９月15日、アメリカの大手

証券会社リーマン・ブラザーズが破綻した。金融

機関がサブプライム関連の証券化商品を多く保有

していた欧米では、経済危機が深刻なものとなっ

たが、欧米への輸出を拡大させていたアジア諸国

にも直ちに波及した。各国政府・中央銀行は金融

システムの安定化に向けて、10月８日、G8諸国の

うち、日本とロシアを除く国と地域の中央銀行は、

EU理事会常任議長職（大統領）の創設、などが

主な改正点となった。

イギリスでは2007年６月、ブレア首相が退任し、

ブラウン財務相が首相に就任した。2007年５月、

フランス大統領選の決戦投票において、右派の与

党・国民運動連合（UMP）のサルコジ党首が当

選した。大統領交代は12年ぶり、初の戦後生まれ

の大統領の誕生となった。

＜2008年＞
①�世界的な金融危機（リーマンショック）の
発生
アメリカのサブプライム住宅ローンは、信用力

の低い人、例えば差し押さえから24カ月以内の人、

所得に占める返済比率が50％以上の人などに対す

る住宅ローンである（アメリカでは、信用力回復

のために、まずローンを借りて返済しなければな

らないため、こうしたローンが必要になる）。サ

ブプライムローンは、当初は金利が低く抑えられ、

貸し出しから２年または３年後に変動金利に移行

し、当初の低金利を補う高い金利となるが、返済

を続けることによって信用力が回復し、信用力の

高い人向けのプライムローンに借り換えるのが前

提である。

アメリカでは住宅価格は長期的には上昇するも

のと見られているので、担保となっている住宅価

格が上昇すれば、プライムローンへの借り換えも

容易になる。住宅価格が下落すると、借り換えが

困難になるので、高金利により、延滞、焦げつき

につながる。日本と異なり、担保を差し出せば住

宅ローンが帳消しになるので、ローン返済を続け

るインセンティブが働かず、焦げつきが発生しや

すい。

アメリカでは、住宅価格と所得水準との乖離が

拡大し、住宅価格の調整が避けられない状況にあ

る一方で、住宅ローン貸付機関は融資基準を緩和

し、所得証明が不十分でも貸し出すなどの状況が
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政策金利の協調利下げを実施した。日本は、10月

31日になって、ようやく利下げに踏み切った。

わが国の金融機関は、サブプライム住宅ローン

の組み込まれた証券化商品をあまり保有していな

いと見られていたことから、当初、影響は軽微と

みなされていた。しかしながら、リーマンショッ

ク以前に景気後退が始まっていたこと、資源価格

により企業収益が悪化していたこと、輸出主導・

外需依存が続き、内需が脆弱なままであったこと、

金融緩和が遅れたことなどから、日本経済は急速

に悪化することとなった。

日本経済は、すでに2008年初めよりゼロ成長・

マイナス成長となっていたが、リーマンショック

以降は、主要国の中で最も激しいマイナス成長と

なり、雇用情勢も急速に悪化した。2009年の夏場

に入ると、わが国の基幹産業たるものづくり産業・

金属産業に対する経済危機の打撃は大きく、生産

の大幅な減少、収益の悪化に見舞われ、雇用調整

を余儀なくされた。期間従業員、派遣労働者、請

負労働者など非正規労働者の雇止め・解雇が激増

し、大きな社会問題となった。正社員についても、

交替シフトの変更、非稼働日設定、一時帰休など

が相次ぎ、希望退職や事業所の閉鎖・集約なども

見られた。

②資源価格の高騰
中国をはじめとする新興国経済の拡大に加え、

アメリカで物価が上昇し、原油などの商品がイン

フレに強い投資先として認識され資源市場に資金

が流入したこと、資源・素材関連の企業の巨大化・

寡占化が進んだこと、サブプライムローン問題で

金融資産の価格が下落したこと、などが相まって、

資源価格は実需を超えて上昇するところとなり、

原油価格は2008年７月に１バレル＝147.27ドルに

達した。

しかしながら、原油価格が130ドルを超えた頃

から、サウジアラビアなどで警戒感が高まり、ま

た2008年５月にブッシュ米大統領、奥田・日本国

総理特使が相次いで湾岸諸国を訪れ、増産を要請

した。６月には産油国・消費国会議が開催され、

サウジアラビア、クウェートが増産を表明し、こ

れにより９月に入ると原油価格は100ドル台に下

落した。資源価格が高止まりしたままであれば、

リーマンショックへの対応はより困難なものと

なっていたが、ぎりぎりのタイミングで、資源価

格高騰と金融危機のダブルパンチが回避されるこ

ととなった。

③国内情勢
2008年の通常国会では、日銀人事や道路特定財

源問題をめぐる混乱、そして後期高齢者医療制度

（75歳以上の者を対象とする新たな医療保険）へ

の国民的な反発、年金保険料の横領や相次ぐ汚職

など公務員不祥事の発覚も続き、自民党政治に対

する国民の不信は極限に達した。

福田総理は退陣に追い込まれ、2008年９月、麻

生太郎内閣が発足した。

そうした中で、リーマンショックが発生し、国

内経済も急激に悪化、雇用と生活の不安が急速に

高まる中で、麻生内閣は4次にわたる経済・雇用

対策を打ち出した。

④国際情勢
2008年５月、ロシア連邦ではプーチン大統領の

任期満了を受け、メドヴェージェフ第一副首相が

大統領に就任した。

2008年２月、韓国では保守系政党ハンナラ党の

李明博（イ・ミョンバク）前ソウル市長が大統領

に就任した。４月には総選挙が行われ、与党ハン

ナラ党が過半数を獲得し10年ぶりの保守政権安定

の基盤を固めた。

中華民国では、2008年５月、国民党の馬英九氏

が第12代総統に就任した。独立志向が強い民進党

政権が2000年から続いていたが、対中協調を重視

する国民党が８年ぶりに政権に復帰した。
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「成長を支え、金融システムの信認と信用供給の

流れを回復するため、断固として行動してきた」

ことにより、「最近のデータには、我々の経済の

景気後退速度の鈍化やいくらかの安定化の兆候を

示すものも出てきている」との認識を示した。

ギリシャでは、財政赤字の粉飾が発覚し、2009

年10月、パパンドレウ政権は2009年の財政赤字を

GDP比5.1％から12.7％に大幅に上方修正したこと

で、債務不履行リスクが高まった。ギリシャ国債

の格付けはジャンク債に引き下げられ、価格が暴

落、利回りは急上昇した。ギリシャと同じく財政

赤字、政府債務の多いPIIGS諸国（ポルトガル、

アイルランド、イタリア、ギリシャ、スペイン）

に対しても警戒感が高まった。EUとIMF（国際

通貨基金）は総額1,100億ユーロのギリシャ支援

パッケージを決定、ユーロ防衛基金が創設され、

欧州中央銀行（ECB）はギリシャ国債買い取りに

踏み切った。ギリシャも2010年５月、年金給付引

き下げ、公務員給与減額、公共投資削減など歳出

削減法案を可決し、付加価値税、物品税、合法賭

博課税の引き上げ、徴税漏れの取り締まり強化な

どを行うことにした。

2009年１月、アメリカの第44代大統領に、1776

年建国以来初のアフリカ系アメリカ人大統領とな

る民主党バラク・オバマ氏が就任した。11月、オ

バマ大統領はAPEC首脳会議において、シンガ

ポール、ブルネイ、チリ、ニュージーランドが進

めているTPP（環太平洋パートナーシップ協定）

への参加を表明した。

2009年７月には、インドネシアで大統領選挙が

行われ、経済成長や治安対策、反汚職の取り組み

などにより国民の幅広い層からの支持を集めてい

たユドヨノ大統領が圧勝し再選された。

＜2010年＞
①国内情勢
日本経済は景気悪化に歯止めがかかり、前期は

＜2009年＞
①国内情勢
わが国の名目GDPは、2003年度から2007年度ま

で５年連続でプラス成長となっていたが、世界金

融危機が経済危機、雇用危機へと進んでいく中、

2008年度はマイナス3.7％と大きく落ち込んだ。

2009年の日本経済は、戦後最悪の不況で始まっ

た。第１四半期の実質成長率は、前期比マイナス

3.6％、年率換算でマイナス13.7％を記録し、第一

次石油危機を超える下落率となった。第２四半期

は前期比プラス1.5％となり、１年３カ月ぶりにプ

ラスに転じた。月例経済報告は、生産の回復傾向

を受け、６月に「景気底打ち」を宣言した。

2009年８月に行われた総選挙では、民主党が全

480議席中308議席を獲得する圧勝を遂げ、９月、

民主党、社民党、国民新党の連立による鳩山由紀

夫内閣が成立、歴史的な政権交代となった。鳩山

内閣は、「国民の生活が第一」「コンクリートから

人へ」を掲げたマニフェストに基づき、国の事業

仕分け、八ッ場ダムの建設中止、子ども手当の創

設、公立高校の授業料無償化、雇用調整助成金の

要件緩和、雇用保険の適用対象拡大などの政策を

実施した。また2009年12月に開催されたCOP15の

合意に基づき、ポスト京都議定書の目標について、

「公平かつ実効性ある国際的枠組みの構築と意欲

的な目標の合意」を前提に、「国内の温室効果ガ

スを2020年までに25％削減、2050年までに80％削

減」を目標として打ち出した。

②国際情勢
2009年３月、G20財務大臣・中央銀行総裁会議

は「非伝統的な政策手法を含む、あらゆる金融政

策の手法を活用しながら、必要とされる間、緩和

政策を維持していく」ことで合意、これと前後し

て、イングランド銀行、FRBなど中央銀行が続々

と量的緩和政策を採用し、金融危機はようやく小

康を得ることとなった。2009年４月にワシントン

で開催されたG7財務大臣・中央銀行総裁会議は、
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緩やかな回復基調となった。しかし、その上昇ス

ピードは遅く、デフレ経済が長く続く中、国民の

景気回復の実感は薄かった。第１四半期のGDPは

前期比1.5％増で、年率換算で６％に匹敵する成長

率となった。第２、第３四半期も第１四半期に引

き続き前期比率を維持し、成長率はそれぞれ2.1％

増、3.3％増になった。しかし、第４四半期の成長

率は前期比1.1％減と、１年ぶりに減少に転じた。

政府は2010年６月、「新成長戦略」を策定した。

環境・エネルギー、健康、アジア経済、観光・地

域活性化、科学・技術・情報通信、雇用・人材、

金融を「７つの戦略分野」として打ち出したもの

である。2020年温室効果ガス25％削減目標を踏ま

えたエネルギー分野での新技術の開発や新事業の

展開、医療、介護、年金、子育てなどの社会保障

の不安や不信を解消する「少子高齢社会を克服す

る日本モデル」の確立、若者や女性、高齢者の就

業率向上をめざし、非正規労働者の正規雇用化を

含めた雇用の安定確保、政労使の合意に基づく最

低賃金の引き上げ、ディーセント・ワーク（働き

がいのある人間らしい仕事）の実現などを図るも

のである。

しかしながら、普天間の米軍基地移設問題、「政

治とカネ」の問題などにより、民主党の支持率は

自民党を下回る事態に及び、2010年６月、鳩山総

理は退陣、小沢幹事長も辞任した。これを受けて、

菅直人副総理が民主党代表に選出され、総理に就

任、参議院選挙に臨むこととなった。民主党政権

に対する支持率は急速に回復し、発足直後は64％

（読売新聞調査）に達していたものの、唐突な消

費税率引き上げ提案などにより、支持率は再び低

下した。

2010年７月の参議院選挙では、民主党は44議席

にとどまり、野党・自民党が51議席を確保し改選

第一党となった。非改選を含めた議席数は、与党

が民主党106議席、国民新党３議席で109議席、野

党が自民党84議席、公明党19議席をはじめ133議席

となり、与野党が逆転、衆議院とのねじれに陥った。

2006年にシンガポール、ニュージーランド、チ

リ、ブルネイを原加盟国として発足し、アメリカ、

オーストラリア、ペルー、ベトナム、マレーシア

などの参加に伴い、新しいルールの策定交渉が行

われているTPPに関して、菅内閣は2010年11月、

「包括的経済連携に関する基本方針」を確認し、「国

内の環境整備を早急に進めると共に、関係国との

協議を開始する」ことを打ち出した。

②国際情勢
アメリカでは2010年３月、オバマ大統領が国内

の最優先課題に掲げてきた医療保険改革法案が成

立し、全国民に原則として医療保険への加入を義

務づけ、低所得者向け公的保険（メディケイド）

も拡大されることになった。

2010年１月、EUの初代欧州理事会常任議長（EU

大統領）に元ベルギー首相のヘルマン・ファンロ

ンパイ氏が就任した。

イギリスでは2010年５月、総選挙で勝利した保

守党のキャメロン党首が首相に就任し、中道左派

の自由民主党との連立政権が始動した。第２次世

界大戦以降初めて、保守、労働の二大政党による

単独政権が崩れることとなった。

2010年６月、フィリピンでベニグノ・アキノ大

統領が就任した。新大統領は、アキノ元大統領を

母親に持ち、「汚職がなくなれば貧困もなくなる」

をスローガンに高い支持を受けた。

＜2011年＞
①東日本大震災
2011年３月11日14時46分、三陸沖を震源とする

東日本大震災が発生した。マグニチュード9.0、震

源域は長さ約450km、幅約200km、宮城県北部で

は震度7という巨大なものであった。地震とそれ

に続く津波、余震により、死者１万９千名、行方

不明３千名近く、負傷者６千名余という膨大な人

的被害がもたらされることとなった。また住家被
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が義務づけられることとなり、各社では照明・エ

アコンの調整、エレベーターの間引き運転などは

もとより、自家発電の活用、夜間・早朝操業、土

日の活用、圏外シフト、業界、企業、職場ごとの

輪番休業、夏季休暇の大型化・分散化、使用電力

の大きな機器のピーク時からのシフト、蓄電池の

活用などの対応を余儀なくされた。

東日本大震災の発生に対応し、政府は直ちに緊

急災害対策本部を設置し、４月には大震災からの

復興像を描く東日本大震災復興構想会議を設置、

６月には「復興への提言」がとりまとめられた。

同月には、東日本大震災復興基本法が成立し、「復

興特別区域制度」が設けられると共に、７月には

「復興の基本方針」が策定された。

②国内情勢
2011年の国内政治においても「ねじれ国会」が

続いた。動かない国会を背景に菅内閣の支持率は

低下し、首相自身の指導力も疑問視され、民主党

分裂の動きが生じた。３月11日の東日本大震災と

福島第一原発事故によって状況は一変し、震災か

らの復旧・復興と原発事故への対策が優先された。

しかし、その後も菅首相の指導力への批判はやま

ず、内閣不信任案が提出され、いったんは否決さ

れたものの、結局、菅首相は８月27日に退陣を表

明、辞任した。

９月には野田佳彦内閣が発足したが、震災や原

発事故対策は遅れ、社会保障と税の一体改革によ

る消費税増税、環太平洋経済連携協定（TPP）へ

の参加、沖縄米軍普天間基地の辺野古移設への固

執などが批判を招き、当初６割ほどあった内閣支

持率は低迷し続けた。

わが国経済はリーマンショック以降の不況を乗

り越え、金属産業においても、グローバルな事業

展開における国内生産拠点の重要性が再認識され

るようになってきていた。政府としても、2010年

６月に策定した新成長戦略の実行、TPPへの参加

検討、法人税減税など、国内生産拠点を保持し、

害は全壊13万戸、半壊27万戸、一部破損76万戸、

火災330件に及んだ。避難者は一時47万人に達し

た。ストックの被害総額（原子力事故を含まない）

は、約16兆９千億円と見込まれた。

東日本大震災によって、東京電力福島第一原子

力発電所１〜３号基では、送電線の鉄塔倒壊で外

部電源を、津波により非常用電源も失ったため、

原子炉内部や核燃料プールへの送水による冷却が

不可能となり、核燃料の溶融が発生、原子炉が損

壊する甚大な原発事故が発生した。これにより放

射能汚染が拡大、半径20キロ圏内をはじめ12市町

村、人口８万６千人の地域が避難指示区域とされ、

11万人以上が避難を余儀なくされた。

また、火力発電所も被害を受け、運転停止に追

い込まれるところが少なくなかったため、大震災

の発生直後には、東北電力、東京電力管内では、

輪番で停電させる「計画停電」が実施された。市

民生活に多大な影響を与えると共に、製鉄、半導

体、光ファイバーなど連続操業が不可欠な産業で

は、生産活動が甚大な打撃を受けることとなった。

その後、電力供給不足は解消に向かったものの、

原発事故発生を踏まえ、定期点検中の原子力発電

所の運転再開ができない状況となり、電力消費が

最大となる夏場の需要を賄えないことから、東北

電力、東京電力管内における需要抑制率目標はマ

イナス15％とされた。とりわけ大口需要家につい

ては、電気事業法第27条に基づき、電力使用制限

東日本大震災で被災した施設の復旧に取り組む連合ボランティア
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強化するために有効な政策を推進しようとしてい

たが、そうした矢先に東日本大震災に見舞われる

こととなった。

金属産業では、多くの工場が地震と津波の直撃

を受けただけでなく、電力供給不足により３月中

に計画停電が行われたため、東北・関東の全域で

生産活動が滞ることとなり、ものづくりのサプラ

イチェーンが寸断されたことから、全国的規模で

工場の操業短縮・操業停止に追い込まれた。また、

日本から重要な素材・部品がグローバルに供給さ

れていたが、2011年秋にはタイで大洪水が発生し、

日系企業が甚大な損害を受けたこととも相まっ

て、世界のものづくり現場で混乱をきたすことと

なった。

円レートは、東日本大震災直後に一時76円25銭

の戦後最高値をつけ、その後、協調介入の実施に

よって80円台に戻ったものの、夏場に入ると70円

台定着が懸念される状況となった。

③国際情勢
欧州では、ドイツやフランスなど経済規模の大

きな国の経済が好調に推移する一方で、債務危機

に陥っているギリシャ、ポルトガルなどでは、一

層深刻な状況となった。

ギリシャに対しては、2010年にEUとIMF（国

際通貨基金）が総額1,100億ユーロの支援を決定し

ていたが、ギリシャ政府は、EUとIMFの要請を

受けて、増税、公営企業の大規模な民営化、公務

員人件費や年金の削減などを盛り込んだ中期財政

再建計画を2011年６月、国会に提出した。与野党

合意がならず、大規模なデモやストが繰り返され

る状況となり、与党・全ギリシャ社会主義運動の

パパンドレウ首相は、自らの退陣を条件とし、財

務相の更迭を含む内閣改造によって、財政再建計

画を国会で成立させることとなった。

チュニジアでは、ベンアリ大統領が23年間の独

裁を続けていたが、2010年12月、失業中の若者が

焼身自殺を図ったのをきっかけに、全国的なデモ

が行われるに至り、2011年１月、大統領は出国に

追い込まれ、独裁政権は崩壊した。民主化を求め

る動きは、アラブ諸国に広く波及し（アラブの春）、

多くの国で大規模なデモが行われるようになった。

エジプトでは、反ムバラク大統領のデモが拡大

し、1981年より政権にあった同大統領は、2011年

２月、退陣に追い込まれた。リビアでは、1969年

のクーデター以来、カダフィ大佐の独裁が続いて

いたが、カダフィ大佐は2011年10月に射殺された。

このほか、ヨルダン、シリア、クウェートでは首

相が辞任、バーレーン、イエメンでは非常事態宣

言が発動され、アルジェリア、イラン、サウジア

ラビアでも大規模デモによって死傷者が出る状況

となった。

＜2012年＞
①国内情勢
日本経済は、東日本大震災の復興需要による成

長が期待されたが、世界経済の悪化により失速し

た。第１四半期の実質成長率は、前期比1.5％、年

率換算同6.1％とプラスとなったが、第２四半期は

前期比マイナス0.2％、年率換算同0.9％、第３四

半期も前期比マイナス0.9％、年率換算同3.7％と

マイナスで推移し、第４四半期には前期比0.0％、

年率換算同0.2％となった。12年のGDP成長率は名

目で1.1％、実質で2.0％となってプラスに転じた。

2011年後半以降の１ドル＝70円台という超円

高、その長期化は、国際競争力を低下させ、相次

ぐサプライチェーンの寸断も、国内ものづくり拠

点を脅かした。原発停止による電力供給不足に加

え、火力発電への依存による電力料金の引き上げ

など、ものづくり産業の国内立地維持にとって、

大きな懸念材料となり、生産拠点のみならず研究・

開発拠点、マザー工場すら、海外に移転しかねな

い状況となった。

2012年２月、日本銀行は量的金融緩和の強化策

を決定したが、実効性ある対応は実施されず、市
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策を相次いで打ち出した。

2012年３月、イギリスとチェコを除くEU25カ

国は、毎年の財政赤字をGDPの0.5％以内に抑え、

憲法や法律に財政赤字目標を明記する、目標から

外れた場合、欧州委員会の定める原則に基づいて

修正を求められる、などを内容とする新財政条約

に調印した。

中国では2012年11月、第18回共産党大会におい

て、胡錦濤総書記に代わり、習近平総書記が就任

した。北朝鮮では2012年４月、金正日総書記が急

逝し、次男の金正恩第一書記が政権を掌握した。

＜2013年＞
①国内情勢
日本経済は緩やかな回復傾向を示し、輸出面で

は持ち直しつつもやや勢いに欠ける一方、個人消

費をはじめ国内需要は堅調に推移した。第１四半

期の実質成長率は、前期比1.2％、第２四半期は前

期比1.0％、第３四半期は前期比0.3％、第４四半

期にも前期比0.3％、それぞれプラスを記録した。

安倍内閣は、「強い経済」を取り戻すため、「三

本の矢」として、「大胆な金融政策」「機動的な財

政政策」「民間投資を喚起する成長戦略」を掲げた。

2013年１月には、政府と日銀は「共同声明」を発表、

４月には「量的・質的金融緩和」が導入され、物

価安定の目標を消費者物価上昇率２％とし、２年

程度の期間を念頭に置いて、できるだけ早期に実

現することとなった。

円相場は、2012年10月までは１ドル＝70円台の

超円高が続いていたが、その後、円高是正傾向に

転じ、2013年２月以降は90円台、５月には100円

台となった。対ユーロも2012年６〜８月は１ユー

ロ＝100円を切っていたが、2013年４月以降は130

円を挟む展開となった。

日経平均株価は、2012年10月（月末値）には8,000

円台だったが、2013年１月には１万円台に上昇、

５月には15,000円台に達し、その後も15,000円を

場の失望を招いた。

政府は2012年７月、「新成長戦略」を再編・強

化する「日本再生戦略」を策定した。被災地の復興、

福島の再生を最重要かつ最優先課題とし、「原発

からグリーンへ」のエネルギー構造転換を進める

「グリーン成長戦略」を最重要戦略とする、名目

３％成長、実質２％成長をめざしデフレの克服に

全力で取り組む、などを内容とするものである。

2011年９月、菅内閣に代わって発足した野田佳

彦内閣は、2012年２月、社会保障・税一体改革大

綱を閣議決定し、関連法案を国会に提出、６月に

は野党の自民党・公明党と修正合意に至った。消

費税率を2014年４月に８％、2015年10月に10％に

引き上げると共に、共済年金と厚生年金の一元化、

社会保障制度改革国民会議の設置などを内容とす

るものである。

しかしながら、これに対し民主党内で強い反対

があり、衆議院本会議の採決では50名程度の議員

が反対、その多くが党を除籍されるなど、民主党

は分裂状態に陥った。

野田総理は2012年12月、総選挙に踏み切ったが、

与党・民主党は公示前230議席に対し57議席にと

どまり、政権を失うこととなった。自民党は、公

示前118議席に対し294議席を獲得、公明党は31議

席（公示前21議席）を確保し、自民党・公明党の

連立による第２次安倍内閣が発足した。

②国際情勢
アメリカのオバマ大統領は、2012年11月の大統

領選挙において、共和党のロムニー候補を破り、

再選を果たした。同時に行われた上下両院選挙は、

上院では与党が勝利したが、下院では共和党が引

き続き過半数を制することとなった。

EUは、欧州債務危機に対応するため、ユーロ

加盟国の国債を新たに購入する投資家に対する損

失補填などを行う欧州金融安定基金の拡大、銀行

の資本増強、民間銀行の保有するギリシャ国債の

元本カット、ギリシャへの融資など、包括的な対
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挟む水準で推移した。

2013年６月に閣議決定した「経済財政運営と改

革の基本方針」では、「再生の10年」として、中

長期的に２％以上の労働生産性の向上を実現する

ことを通じて、賃金の伸びが物価上昇率を上回る

と共に、雇用機会が拡大し、広く国民が景気回復

の恩恵を得ることのできる経済を確立することが

打ち出された。

2013年６月、政府は金融政策、財政政策に続く

いわゆる「第３の矢」として、「日本再興戦略」

をとりまとめた。民間の力を最大限引き出すため、

古くなった設備・資産を最新鋭のものに置き換え、

研究開発を促進し、思い切った事業再編、新たな

起業などを促すと共に、コーポレートガバナンス

の見直し、医療・介護・保育、農業、エネルギー、

公共事業などの分野における規制・制度改革、女

性が働きやすい、若者・高齢者が活き活きと働け

る環境づくり、新たなフロンティアでマーケット

を開拓していく国際展開戦略、成果の果実の国民

の暮らしへの反映などを打ち出した。ただし、雇

用・労働分野に関しては、労働移動支援助成金の

大幅拡大、労働時間法制や労働者派遣法の規制緩

和、限定正社員の拡大など、勤労者の雇用の安定

と賃金・労働条件の向上に逆行し、ひいては現場

力を損ないかねない政策が打ち出された。

2013年７月に行われた参議院選挙では、自民党

は65議席、公明党が11議席を確保し、非改選議席

も含めて、242議席中135議席（自民115、公明20）

を連立与党が占めることとなった。民主党は17議

席（非改選を含め59議席）にとどまった。

安倍内閣は2013年３月、TPP交渉参加表明を行

い、７月23日より交渉に参加した。

電気料金については、東京電力で企業向けが

2012年４月から14.9％、家庭向けが９月から8.46％

の値上げが実施されたのに続き、以降、各社で続々

と引き上げが行われた。政府は2013年４月、「電

力システムに関する改革方針」を閣議決定し、広

域系統運用の拡大、小売・発電の全面自由化、法

的分離による送配電部門の中立性の確保を行って

いくこととなり、2013年11月、電気事業法改正案

が成立した。

2013年９月、IOC（国際オリンピック委員会）は、

2020年夏季オリンピック・パラリンピックの東京

開催を決定した。

②国際情勢
アメリカでは、予算管理法によって2013年度に

850億ドルの歳出の強制削減が行われることになっ

ており、「財政の崖」としてその影響が懸念されて

いた。オバマ大統領は2013年３月１日、強制削減

発動の大統領令に署名したが、2013年３月27日に

失効する2013年度暫定予算が年度末の９月末まで

延長されたことにより、政府機関の一部閉鎖など

の事態は回避された。しかしながら、連邦議会は、

2014年度連邦予算が本予算・暫定予算とも2013年

度内（2013年９月末）に成立させることができず、

2013年10月、政府機関の一部閉鎖に追い込まれた。

10月17日には、債務上限引き上げと暫定予算が成

立した。

2013年７月、クロアチアがEUに加盟し、EUは

28カ国となった。欧州債務危機は、小康状態を保っ

ていたが、緊縮財政に対する反発から、イタリア、

スペイン、ポルトガル、ギリシャ、キプロスと、

政情不安が繰り返されるところとなった。

2013年９月、ドイツの総選挙でメルケル首相の

キリスト教民主・社会同盟が630議席中311議席を

確保し大勝した。しかし連立を組む自由民主党が

議席を確保できず、全国一律の最低賃金制度導入

などで合意の上、社会民主党と４年ぶりの大連立

政権を発足させた。

韓国では2013年２月、李明博大統領と同じセヌ

リ党の朴槿恵大統領が就任、中国では、2013年３

月の全国人民代表大会で、習近平総書記が国家主

席、李克強副首相が首相に選出された。
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円台、対ユーロで139円程度、株価は１万６千円

台となっている。

②国際情勢
FRB（アメリカ連邦準備制度理事会）は2014年

１月、雇用情勢の改善を受けて、量的金融緩和政

策の縮小に踏み切った。

ウクライナでは2014年２月、親ロシア派のヤヌ

コビッチ政権が崩壊、ロシアはロシア黒海艦隊が

駐留するクリミア半島に進駐し、その併合を宣言

した。こうした動きは、ウクライナの独立・主権・

国境の尊重を確認した1994年のブタペスト覚書に

反するもので、日米、EUなどはロシアに対し、

経済制裁措置に踏み切った。

シリアでは2013年８月、アサド政権の化学兵器

使用が明らかとなり、アメリカのオバマ大統領は

限定的な攻撃を示唆したが、結局行わず、オバマ

外交への信頼は大いに揺らいだ。シリア、イラク

領内では、アサド政権、反政府側のいずれとも対

立するシーア派過激組織「イスラム国」が一定地

域を支配し、残虐行為を繰り返している。

2014年７月、インドネシア大統領選挙で、清廉

かつ庶民派と言われるジョコ・ウィドド氏が当選

した。タイではタクシン元首相派と反タクシン派

の対立が続いてきたが、2014年５月、タクシン派

のインラック首相と９名の閣僚が失職、国軍が

クーデターに踏み切った。

インドでは2014年４〜５月の下院総選挙の結

果、10年ぶりに国民会議派からインド人民党に政

権交代が行われ、モディ首相が就任した。

2. 国内労働運動の歩み
＜1994年＞
製造業を中心に企業収益の悪化から要員削減な

どの雇用調整問題が発生するなど、厳しい経済情

勢のもとで取り組まれた春季生活闘争において、

連合として要求目標を５〜６%、２万円以上とし

＜2014年＞
①国内情勢
2014年１月、「産業競争力強化法」が施行された。

「日本再興戦略」を具体化するもので、企業単位

で特例的に規制緩和する企業実証特例制度、新規

事業分野で規制の有無を明確化するグレーゾーン

解消制度、事業再編や先端設備投資の促進などが

盛り込まれた。

2014年６月の「経済財政運営と改革の基本方針

2014」は、もはやデフレ状況ではないとの認識を

示し、消費税率引き上げの駆け込み需要の反動減

への対応、経済好循環の拡大、このための政労使

の連携、人口急減・超高齢化の流れを変える改革

などを打ち出した。

「日本再興戦略改訂2014」では、成長志向型の

法人税改革、放課後児童クラブ等の拡充、成果で

評価する労働時間制度の創設、外国人技能実習制

度の拡充、農業委員会・農業生産法人・農業協同

組合の一体的改革、保険外併用療養費制度の大幅

拡大などが、「鍵となる施策」として打ち出された。

労働分野では、日本再興戦略で雇用維持型政策

から労働移動支援型への転換、労働時間法制の見

直し、労働者派遣のあり方の検討、「多様な正社員」

モデルの普及・促進などが打ち出された。2013年

には、雇用調整助成金の支給要件の厳格化・水準

の引き下げ、2014年３月には、26業務とその他の

業務の区分けを廃止し、派遣労働者個人単位の期

間制限（３年）と派遣先の事業所単位の期間制限

（３年、延長可）を設ける労働者派遣法改正案が

国会に提出された（廃案）。

政府は2014年４月、新しいエネルギー基本計画

で、原子力発電は依存度を可能な限り低減する一

方、「重要なベースロード電源」として、原子力

規制委員会の新規制基準に適合した原発再稼働を

進めると共に、「確保していく規模を見極め」て

いくこととなった。

なお、2014年９月現在、円相場は対ドルで109
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て取り組んだ。その結果、民間主要企業の賃上げ

が9,118円、3.13％（労働省調べ）と４年連続前年

を下回り、春闘史上最低の賃上げ率となった。こ

れを受けて、連合内では「春闘リストラ」論が提

起された。

政策・制度課題では、景気対策・大幅な所得税

減税の実施をはじめ、税制改革（消費税率の引き

上げ）、雇用対策、年金制度改正問題などが焦点

となり、対政府・関係省庁申し入れ、各政党・議

員要請行動、集会・デモ、街頭宣伝活動などが実

施された。特に、雇用対策では、連合と日経連と

の間で「雇用の維持・創出に向けて」と題する共

同声明の発表、「新産業・雇用創出共同研究会」

の設置など共同の取り組みが見られた。

＜1995年＞
1995年１月17日の阪神・淡路大震災の発生、３

月以降の急激な円高の進行、厳しさを一層加えた

雇用・失業情勢、さらには金融機関、中でも「住専」

の破綻に伴う不良債権処理をめぐる動向など、激

動が続いた１年で、労働界もこれらへの対応に追

われた。

失業率が年平均で3.2％と史上最高を記録するな

ど、雇用・失業情勢が厳しく、景気も回復途上の

中で取り組まれた春季生活闘争は、民間主要企業

の賃上げが8,376円、2.83％（労働省調べ）と、５

年連続して額・率とも前年を下回った。なお、連

合は平均賃上げ要求目標を14,000円とした。

政策・制度課題では、震災対策と円高対策が当

面の喫緊の課題で、これに雇用対策も加わって、

総じて景気動向に関連する課題が焦点となり、対

政府要請その他の行動が進められた。また、雇用

問題では前年に続く連合・日経連の共同の取組み

も展開された。さらに、年末には、住専の不良債

権処理の問題が大きな焦点となり、連合は、安易

な公的資金投入には反対する立場で、要請その他

の取組みを展開した。

＜1996年＞
雇用・失業情勢は引き続き厳しい（失業率は年

平均3.4％で、史上最悪を更新）ながら、景気は回

復の動きを続ける（年間実質経済成長率3.6％、等）

中で取り組まれた春季生活闘争は、民間主要企業

の賃上げが8,712円、2.86％（労働省調べ）となり、

額・率とも６年ぶりに前年を上回った。なお、連

合は平均で13,000円等の要求目標を掲げた。

政策・制度課題では、引き続き雇用対策が重要

な課題であったものの、年の前半は、国会で審議

されている96年度予算案に盛り込まれた、6,850億

円の住専処理費用が大きな焦点となり、連合は、

政労会見その他で、①情報開示の徹底、②経営責

任・行政責任の明確化、③借り手責任の徹底追及、

などの前提条件が満たされない限り認められない

旨を強く主張した。

非鉄連合が、８月30日に非鉄金属労連、資源労

連、純中立組合の組織統一により結成された。

＜1997年＞
日本経済は、引き続き緩やかな回復基調を示し

たが、消費税率引き上げに伴う消費需要の落ち込

み、金融システム不安などから年央以降足踏み状

態となり、雇用は完全失業率が過去最高水準を記

録するなど厳しい情勢が続いた。こうした中、春

季生活闘争では、連合は平均で13,000円の引き上

げ要求を決定した。賃上げ結果は景気回復を反映

し２年連続で前年実績を上回った（労働省調べで、

8,927円、2.90％）。なお、1967年以来続いてきた、

私鉄大手労使の中央集団労使交渉は、この年から、

個別労使交渉方式に移行した。

＜1998年＞
日本経済は、97年夏頃から景気が減速、98年に

入っても消費需要の落込み、金融機関の経営に対

する信頼低下などから景気の低迷が続き、雇用・

失業情勢も悪化の一途をたどった。失業率は、こ
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発足以来、話し合いが続いてきたが、1999年９月

９日にJAMの結成に結実した。

＜2000年＞
日本経済は、厳しい状況を脱してはいなかった

ものの、政策効果もあって、自律的回復に向けた

動きが継続した。しかしながら、雇用情勢は、年

平均の完全失業者数が320万人と、２年連続で300

万人を超える厳しい状況であった。

こうした中、春季生活闘争では、連合は定昇プ

ラス生活向上分１%などの要求を掲げて取り組み

を進めた。賃上げ結果は6,499円、2.06％（労働省

調べ）と、史上最低の水準を３年連続で更新した。

なお、造船重機労連大手７社は円高不況以来13年

ぶりの「ベアゼロ」となり、電力ならびにNTTの

交渉では初めて「ベアゼロ」で妥結した。

＜2001年＞
日本経済は、バブル崩壊後の厳しい状況を脱し

きれず、1999年初めからの穏やかな景気回復にも

陰りが見え始め、2000年末までには後退に転じ、

2001年は国内総生産が３年ぶりにマイナス成長と

なり、1999年以降改善していた企業収益も、2000

年後半から増加幅が減少し、2001年半ばからは減

少に転じる一方で、雇用・失業情勢は、失業者が

増え続け340万人となり、完全失業率が５％を超

えるなど依然として悪化の一途をたどった。

春季生活闘争では、連合は純ベア分の要求基準

を１%以上とするなどの方針を決定した。その結

果、NTTがベアゼロとなるなど厳しい回答が示さ

れ、賃上げ結果は雇用の悪化から例年を下回り、

賃上げ率では史上最低の上げ幅（厚労省調べ6,328

円、2.01％）となった。

連合と日経連は、10月、①雇用の維持・創出に

関する社会合意の推進、②政府に対する要請と政

労使による社会合意形成の推進、を柱とする「雇

用に関する社会合意」推進宣言を発表した。

の年の４月に４％を超え、統計開始以来の最高値

を記録した。

こうした中、春季生活闘争では、連合は35歳標

準労働者の賃金を9,300円引き上げ、326,000円と

する方針を決定した。賃上げ結果は景気低迷から

前年を下回り史上最低の上げ幅（労働省調べ8,323

円、2.66％）となった。なお、鉄鋼労連は、この年、

初めて「複数年協定」での取り組みを行った。

政策・制度課題について、景気対策、減税要求

を中心に労基法改正、雇用確保・創出問題などが

焦点となった。雇用情勢の悪化を受け、連合と日

経連は、介護・福祉、教育、森林保全の４分野に

おける100万人雇用創出策の実行を政府に要請し

た。

＜1999年＞
日本経済は、1997年夏頃から景気が後退局面に

入り、低迷状態を続けていたものの、1999年には、

財政出動による政策効果やアジア経済の回復の影

響などから、穏やかな改善に向かい、国内総生産

がプラスに転換、企業収益も改善する一方で、雇

用・失業情勢は依然として悪化の一途をたどった。

完全失業率は、６月、７月に過去最高の4.9％を記

録し、その後も高水準が続き、年平均で4.7％を記

録した。

こうした中、春季生活闘争では、連合は35歳標

準労働者の賃金を3,200円引き上げ、323,000円と

する、との方針で取り組んだ。賃上げ結果は雇用

の悪化から例年を下回り史上最低の上げ幅となっ

た（労働省調べ7,005円、2.21％）。

連合と日経連は10月に定期会談を行い、雇用の

安定・創出対策、補正予算等について意見交換を

行い、それぞれが雇用の安定と創出に向けた社会

的役割を果たしていくとの「雇用安定宣言」を共

同で発表した。

ゼンキン連合と金属機械を中心とする機械金属

関係労組の組織統一については、1994年の準備会
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＜2002年＞
国内経済は、バブル崩壊後の厳しい状況を脱し

きれず、長期的な景気停滞が続く中で、年初来か

ら輸出の増加により景気の持ち直しに向けた動き

が見られたものの、年後半以降、国際情勢の緊迫

化などにより輸出の伸びが鈍化し、ほぼ横ばいで

推移した。雇用・失業情勢は完全失業者が過去最

高を更新し359万人、完全失業率5.4％となるなど

悪化の一途をたどった。

こうした中、春季生活闘争では、連合は具体的

な要求額を明示しないで取り組んだ。回答内容は

電機・鉄鋼・造船・電力・NTT・私鉄などがベア

ゼロとなるなど厳しいものとなり、賃上げ結果も

５年連続で史上最低を更新（厚労省調べ5,265円、

1.66％）した。一方、公務員の給与改定については、

初めて俸給表引き下げとなった。また、国営企業

についても初めてのマイナスの仲裁裁定となっ

た。

雇用対策については、政労使雇用対策会議が開

催され、「雇用に関する政労使合意」がまとめら

れた。内容は、①雇用の維持・確保について、経

営側はこれまで以上に最大限の努力を行い、労働

側はこれに対応して雇用維持のために労働条件の

弾力化などにより協力し、政府は労働保険制度の

効率化・重点化を行うと共に、企業雇用維持・確

保努力に対する支援を行う、②就職促進について、

政府は、意欲を持つものが仕事に就けるよう、再

雇用促進体制の整備、雇用創出、雇用保険制度改

革の有機的連携により就職促進体制を構築する、

③労働市場改革について、政労使は、就業形態の

多様化を進めるため、必要な規制改革を推進し、

労働法制の見直しを行う、等となった。

2002年には、連合構成産別における統合が相次

いだ。2002年９月には、ゼンセン同盟、CSG連合、

繊維生活労連の三産別が統合してUIゼンセン同盟

が結成された。同年10月には、化学リーグ21、新

化学、石油労連、全国セメントの4産別とブリッ

ジ加盟する化学総連の５組織が統合して、JEC連

合が結成された。そして、同年11月には、食品連

合と食品労協が組織統合して、フード連合が結成

された。

＜2003年＞
小泉内閣は、２月に総合規制改革会議において

「規制改革推進のためのアクションプラン・12の

重点検討事項」を取りまとめ、６月に「経済財政

運営と構造改革に関する基本計画2003」（骨太の

方針第三弾）を閣議決定するなど、引き続き「聖

域なき構造改革」を推進し、産業再生関連法案、

雇用保険法改正法案、個人情報保護法案、労働者

派遣法改正法案、労働基準法改正法案、次世代育

成支援対策推進法案、担保・執行法見直し法案と

いった重要法案が成立した。

国内経済は、バブル崩壊後の長期的な景気低迷

傾向が続く中で、前半はおおむね横ばいで推移し

たが、2003年後半以降、設備投資の増加、生産活

動の持ち直しなどにより景気が上向く動きが見ら

れた。しかしながら、雇用・失業情勢は、完全失

業者数が年平均で350万人に達し、完全失業率も

５％台で推移するなど依然として厳しい状況が続

いた。

こうした中、春季生活闘争では、連合は具体的

要求基準の設定は行わずに取り組んだ。回答内容

は電機・鉄鋼・造船・電力・NTT・私鉄などがベ

アゼロとなるなど厳しいものとなり、賃上げ結果

も６年連続で史上最低を更新した（厚労省調べ

5,233円、1.63％）。一方、公務員の給与改定につ

いては、２年連続で俸給表引き下げとなった。ま

た、国営企業についても２年連続で賃金引き下げ

となった。

政策・制度課題をめぐる取り組みでは、労働諸

法制改正問題のほか、公務員制度改革、医療費３

割負担問題、税制改革、規制改革問題、イラク戦

争関連法案などが焦点となり、各省庁・政党・議
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＜2005年＞
春季生活闘争では、連合が「全ての組合は『賃

金カーブの確保とカーブ維持分の労使確認』に取

り組む」等として2002年以降４年連続して統一し

た賃金引き上げ要求の設定を見送り、金属労協も

「賃金構造維持分確保」等の要求を決定したこと

などから、主要民間産別の多くはベア要求を行わ

ず、「賃金カーブ・定期昇給確保」等の要求となっ

た。交渉は、３月中旬が最大のヤマ場となり、「賃

金カーブ確保・定期昇給実施」等概ね組合要求ど

おりの回答が示され、３月中には妥結した。賃上

げ結果は、厚労省調べで5,422円、1.71％となった。

政治活動では、郵政民営化の是非を争点として

９月に実施された第44回衆議院選挙にあたり、連

合は、サラリーマン大増税阻止や小泉構造改革路

線の転換、二極化・格差社会の解消等を掲げ、民

主党・社民党と政策協定を締結すると共に、連合

推薦候補等の当選に向け取り組みを進めた。

＜2006年＞
2006年春季生活闘争は、企業収益の大幅改善、

個人消費の緩やかな増加、輸出・生産の持ち直し

等の中で、景気が緩やかに回復して、雇用情勢も、

完全失業率・有効求人倍率が改善傾向を見せる中

で取り組まれた。連合は「賃金カーブ維持分を確

保した上で積極的な『賃金改善』に取り組む」等

として、５年ぶりに賃金改善を求める方針を決め、

新たにパート共闘会議を立ち上げる等の取り組み

を進め、主要産別の多くが具体的賃金改善要求を

掲げた。概ね賃金改善・賃金カーブ維持等の回答

が示され、３月中には妥結、中小・地場組合も、

概ね４月中には妥結した。賃上げ結果は、厚労省

調べで5,661円、1.71％となり、３年連続で額・率

とも前年を上回った。

政策・制度課題では、連合は、「2007年度重点

政策」に基づく関係各省庁要請等の取り組みを

行った。取り組まれた具体的な課題は、経済・構

員への要請行動、集会・デモ、座り込み、街頭宣

伝などが展開された。

連合の評価委員会の最終報告がとりまとめら

れ、運動の再構築のためには、①働く者の意識改

革、②企業別組合主義からの脱却、③全ての働く

者が結集できる新組織戦略、等が必要であるとし

た。

鉄鋼労連、造船重機労連、非鉄連合は、組織統

合に向けた協議を続けてきたが、2003年９月９日、

日本基幹産業労働組合連合会（基幹労連）を結成

した。

＜2004年＞
国内経済は堅調に推移し、雇用失業情勢も改善

傾向にあった。完全失業率は５%弱で推移しなが

らも、失業者は減少傾向にあり、また有効求人倍

率も緩やかな上昇傾向を示していた。

国内政治では、公的年金等社会保障制度のあり

方やイラクへの自衛隊派遣問題等が焦点となっ

た。

春季生活闘争では、景気は回復傾向にあったも

のの、先行きが依然として不透明なこと等から、

連合は具体的要求基準の設定は行わずに取り組ん

だ。連合傘下の大多数の産別・単組は、前年に引

き続きベースアップの要求を見送り、定期昇給実

施、賃金構造維持等の要求を行った。賃上げ結果

は、厚労省調べで5,348円、1.67％となった。また、

連合は春季生活闘争の最重点課題の一つ目に「景

気・雇用、年金を柱とした政策要求の実現」を掲げ、

特に年金改革を中心とした政策課題に重点的に取

り組む姿勢を見せた。

政策・制度課題では、連合は、「労働を中心と

した福祉型社会の実現」を掲げ、良質な雇用創出

と地域経済・中小企業の活性化を最優先した経済

政策への転換、男女雇用機会均等法の抜本改正、

介護保険制度や年金制度の抜本改革等に重点的に

取り組んだ。
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造改革、労働政策（労働契約法制、労働時間法制）、

社会保障（社会保障全体の改革、医療制度改革）、

行政改革（公務員制度改革）、教育基本法等であっ

た。

国際労働運動では、連合も加盟する国際自由労

連（ICFTU）と国際労連（WCL）が組織統合し、

約1億7,000万人が参加する国際労働組合総連合

（ITUC）が結成され、連合もこれに加盟した。

政治面では、2005年の衆院総選挙での敗北を受

け、民主党では岡田代表が辞任し、後任に前原代

表が就任した。2006年２月には、いわゆる偽メー

ル事件等により、民主党では前原代表が辞任し、

小沢代表が就任する中で、髙木連合会長は、10月

に小沢民主党代表と会見し、初めて「格差是正、

政権交代を目指して連携を深めていく」等の「民

主党と連合『ともに生きる社会をつくる宣言』」

に調印するなど、連携を深めた。

＜2007年＞
春季生活闘争は、企業収益は改善、設備投資は

増加、雇用情勢は厳しさが残るものの改善の広が

りが見られ、個人消費・輸出は横ばい、生産は緩

やかに増加する中での取り組みとなった。連合は、

実質１％以上の成果配分を通じて労働分配率の改

善を行う等の基本スタンスのもと、「賃金カーブ

維持分と物価上昇分を確保した上で、前年を上回

る『賃金改善』を行う」との方針を掲げ、傘下産

別の多くも具体的賃金改善を掲げた。連合傘下主

要産別では概ね賃金改善や賃金カーブ維持等の回

答が示された。賃上げ結果は、厚労省調べで5,890

円、1.87％となり、４年連続で額・率とも前年を

上回った。

政策・制度課題では、連合は、「2008年度重点

政策」に基づく関係省庁要請等の取り組みを行っ

た。具体的な政策・制度課題として「経済・構造

改革」「労働政策」「社会保障」「行政改革」など

多岐にわたる諸課題が取り組まれた。

政治活動について、連合は、７月の第21回参議

院選挙で７名の比例代表組織内候補を擁立し、民

主党を全面的に支援するとの方針で取り組んだ。

選挙結果は、民主党が参議院第一党となり、自民

党・公明党の与党は過半数割れし、連合組織内候

補７人は全員が当選した。また、連合は、10月の

定期大会で「政権交代可能な政治体制が現実的に

なったことを踏まえて、この２年間、民主党への

支援を強化する」等の運動方針を決定した。

2007年における法定最低賃金の改定は、成長力

底上げ戦略推進円卓会議の合意を踏まえ、前年に

比べいずれのランクでも大幅な引き上げ額となっ

た。

＜2008年＞
春季生活闘争で、連合は、実質１％以上の配分

の実現を目指す等の基本的スタンスに立ち、具体

的には、「賃金カーブ維持分を確保した上で、ベー

スアップや賃金カーブの是正等により積極的な賃

金改善に取り組む」との方針を掲げ、傘下産別の

多くも具体的賃金改善を掲げた。交渉は３月中旬

が最大のヤマ場となり、連合傘下主要産別では、

概ね賃金改善や賃金カーブ維持等の回答が示さ

れ、中小・地場組合も概ね４月中には決着した。

賃上げ結果は、厚労省調べで6,149円、1.99％とな

り、５年連続で額・率とも前年を上回った。

景気の急速な悪化に伴う雇い止めの急増によ

り、派遣労働者を中心とした非正規労働者が、職

場と共に社宅・寮などの住まいを失うという事態

が大きく報道された。労働団体やNPO、日本労働

弁護団などの参加により、2008年12月から翌年１

月にかけて、東京・日比谷公園で「年越し派遣村」

が開設された。

＜2009年＞
８月に実施された衆議院選挙において、戦後初

めての本格的な政権交代が実現した。衆議院の過
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＜2011年＞
連合は、３月11日に発生した東日本大震災に対

応するため、３月14日に「連合災害対策救援本部」

を設置し、以降半年余りにわたって組織内・街頭

での「災害救援カンパ」を展開し、同時に被災地

への支援物資の提供などを組織内に呼びかけた。

救援カンパには８億円を超える額が寄せられた。

また、３月末からは岩手・宮城・福島の３県に連

合「救援ボランティア」を派遣し、派遣延べ人数

は約3万5,000人を数えた。

春季生活闘争において、連合は、デフレからの

脱却を図り、労働者への配分のゆがみを是正し、

個人消費を喚起、経済の活性化に繋げるというマ

クロ的視点から、全ての労働者のために１％を目

安に配分を求める取り組みを展開した。東日本大

震災の発生により、金属労協が予定していた３月

16日の一斉回答日の回答延期が相次ぎ、金属労協

の集計登録59組合のうち回答が出たのは33組合に

とどまった。回答内容では、いずれも定期昇給を

半数を上回る議席を獲得した民主党を中心に、社

民党・国民新党との三党連立が合意され、鳩山内

閣が発足した。選挙戦を通じ民主党と連合の関係

は強化され、政権発足の翌日には、連合と首相の

首脳会談が行われた。

雇用・失業情勢が深刻化する中で、連合は、「180

万人雇用創出プラン」を発表すると共に、日本経

団連と「雇用安定・創出に向けた労使共同宣言」

を行い、また「日本型ワークシェアリング」に向

けた政労使合意に加わった。

春季生活闘争では、連合は、物価上昇に見合う

ベアの獲得、パートタイム労働者の時給引き上げ、

雇用確保をめざして取り組んだ。連合が統一基準

にベースアップ要求を含めたのは、８年ぶりと

なった。交渉は３月中旬が最大のヤマ場となり、

連合傘下主要産別では、賃金カーブ維持等の回答

が示され、３月中には妥結・妥結方向となり、中小・

地場組合も概ね４月中には決着した。賃上げ結果

は、厚労省調べで5,630円、1.83％となり、５年ぶ

りに減少に転じた。

＜2010年＞
連合と日本経団連は、若年者の雇用問題の深刻

化を受けて、2010年１月26日に「若年者の雇用安

定に関する共同声明」を発表した。また、連合は

日本人材派遣協会、日本生産技能労務協会との間

で、それぞれ労働者派遣のあり方についての共同

宣言を確認した。

春季生活闘争で、連合は厳しい経営状況の中、

最低限の要求として、これ以上の賃金水準の低下

を阻止し、格差是正に重点を置いた取り組みを展

開した。交渉は３月中旬が最大のヤマ場となり、

連合傘下主要産別では、概ね賃金改善や賃金カー

ブ維持等の回答が示され、３月中には妥結・妥結

方向となり、中小・地場組合も概ね４月中には決

着した。賃上げ結果は、厚労省調べで5,516円、1.82％

となり、額・率とも２年続けて前年を下回った。 東日本大震災連合ボランティア
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含む賃金体系の維持で妥結した。賃上げ結果は、

厚労省調べで5,555円、1.83％となり、前年をわず

かに上回った。

＜2012年＞
春季生活闘争において、連合は、危機を乗り越

えるための原動力は人であり、組合員の意欲・活

力を引き出すためにも「人への投資」が必要と訴

え、「労働条件の復元・格差是正」をめざし、１％

を目安に適正な配分を求めることとした。金属労

協は３月14日に集中回答日を迎え、回答を引き出

した41組合すべてで賃金構造維持分を確保した。

賃上げ結果は、厚労省調べで5,400円、1.78％とな

り、額・率とも前年を下回った。

金属労協は、国際産業別組織インダストリー

オールの結成に伴い、９月の定期大会で英文略称

をIMF－JCからJCMに変更した。

UIゼンセン同盟とサービス・流通連合は2012年

11月に統合し、UAゼンセンが結成された。

＜2013年＞
安倍内閣は、デフレ脱却と経済再生のための経

済政策（アベノミクス）の「３本の矢」として、

大胆な金融緩和、機動的な財政政策、投資を喚起

する成長戦略を置いた。アベノミクスによるデフ

レからの脱却に向け、安倍内閣は積極的な賃金の

引き上げを労使に求めるため、９月に政労使会議

を立ち上げ、連合も参加した。政労使会議は12月

に、「賃金の上昇等を通じて経済の好循環を実現

することが必要」との文書をとりまとめた。

消費者物価指数は、2008年を除き、十数年にわ

たり安定的ないしはマイナスで推移してきたが、

2013年は0.4％の上昇に転じた。2014年４月からの

消費税率引き上げ（５→８％）の影響も懸念され

るところとなった。

春季生活闘争において連合は、全ての組合が「傷

んだ雇用・労働条件」を放置することは許されな

いとし、１％を目安に適正な配分を要求すると共

に、未組織、パート労働者を含む全ての働く仲間

たちの闘いの輪を広げるとの方針を決定した。金

属労協は３月13日に集中回答日を迎え、回答を引

き出した39組合すべてで賃金構造維持分を確保し

た。賃上げ結果は、厚労省調べで5,478円、1.80％

となり、額・率とも前年を若干上回った。

＜2014年＞
春季生活闘争において連合は、月例賃金にこだ

わる闘いを進め、底上げ・底支えを図るために、

定昇・賃金カーブ維持相当分（約２％）を確保し、

過年度物価上昇分はもとより、生産性向上分など

を賃上げ（１％以上）として求める、との方針で

臨んだ。金属労協は３月12日に大手組合で回答を

引き出し、ほぼ全ての組合でベア・賃金改善等の

月例賃金の引き上げを獲得し、デフレ脱却と経済

成長を確実なものとするための取り組み趣旨から

見て、一定の役割を果たすことができたと評価し

た。ベアの実施は、自動車・電機・造船重機業界

で６年ぶり、鉄鋼で14年ぶりのこととなった。賃

上げ結果は、厚労省調べで6,711円、2.19%となった。

賃上げ率が２%を超えるのは2001年以来となった。

3. 国際労働運動の歩み

国際機関・組織の活動について

○ILO（国際労働機関）
◦�「三者宣言のフォローアップ」：中核的労働基準・
主要８条約の確立（1998年６月）
1960年代から続けられてきた、ILOによる多国

籍企業の活動を規制し、多国籍企業と受入国との

関係を明確にする国際的な文書の作成努力は、

1977年11月に「多国籍企業及び社会政策に関する

原則の三者宣言（多国籍企業宣言）」のILO理事会

での採択という形で結実した。この多国籍企業宣
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どがある。

さらに、上記の仕組みを補完する制度として、

1950年、労働組合の権利の侵害に関する申立を審

査する特別機構がILOと国連の合意に基づき設立

された。この機構は、中核的労働基準の１項目で

ある、「第87号条約：結社の自由及び団結権保護

条約」と「第98号条約：団結権及び団体交渉権条約」

について、未批准国に対しても違反を申し立てる

ことができる機構である。この機構には「結社の

自由に関する実情調査調停委員会」と「理事会の

結社の自由委員会」があり、特に後者の結社の自

由委員会では申立件数は3,000件に迫っており、日

系企業に関する苦情申立も少なくない。なお、こ

の２つの委員会は、民間団体が政府を相手取って

国際提訴の道を開いたという点で、1966年の国際

人権規約（各A・B・C規約）に先んじている。

◦�日本における中核的労働基準：ILO基本８条約
の批准状況
日本はILO基本８条約のうち２条約が未批准の

ままである。未批准の条約は第105号条約（強制

労働の廃止に関する条約）と111号（雇用及び職

業についての差別待遇に関する条約）である。日

本政府は、これらの条約の未批准の理由について、

105号は「国家公務員法・地方公務員法でストを『企

て、共謀し、そそのかし、若しくはあおった』者

に対する懲役刑を定めているのが条約に抵触」し

ていること、111号は「条約の禁止する７つの根

拠（人種、皮膚の色、性、宗教、政治的見解、国

民的出身、社会的出身）に基づく差別を明確に禁

止する国内法の未整備と、使用者側の心理的抵抗」

を挙げている。

◦�労使対話
上述の基準適用委員会では、近年、使用者側グ

ループの強硬な意見のために、基準適用に関する

個別案件について委員会結論が採択できないとい

言には雇用、訓練、労働条件・生活条件、労使関

係等の分野に関し、各国政労使それぞれにガイド

ラインを提示しており、関連するILO条約・勧告

について言及している。ここで言及されている

ILO条約のうち、「結社の自由及び団体交渉権の効

果的な承認」、「あらゆる形態の強制労働の廃止」、

「児童労働の実効的な廃止」、「雇用及び職業にお

ける差別の排除」の４項目に関する８条約は、

1998年６月のILO総会で採択された「労働におけ

る基本的原則及び権利に関するILO宣言とその

フォローアップ」で、すべてのILO加盟国が条約

の批准の有無にかかわらず尊重・促進・実現する

義務を負うとされる「中核的労働基準」「ILO基本

８条約」として確立することとなった。

◦�結社の自由委員会
ILOには条約・勧告の適用状況について常に審

査を行い、また側面から批准を促進するため種々

の仕組みを持っており、加盟国政府が提出する報

告をもとに審査する「条約勧告適用専門家委員会」

および「基準適用委員会（総会委員会）」が設置

されていると共に、個別批准条約の実施上の問題

点に関する苦情の申立に基づく「憲章第24条及び

第25条に基づく申立」および「憲章第26〜29条及

び第31〜34条に基づく苦情申立」がある。

前者は、使用者団体や労働者団体（労働組合）

がある国がその批准条約を遵守していないという

申立をILOに提起することができる制度であり、

また後者は、ある条約の批准国が、同じ条約を批

准した他の国が条約を遵守していないとの苦情を

申し立てることができる制度である。この後者の

事例としては最近では、「1996年の総会における

労働者代表によるミャンマーの強制労働条約（第

29号）違反に対する苦情申立」、「2003年の総会に

おける労働者代表によるベラルーシの結社の自由

及び団結権保護条約（第87号）、団結権及び団体

交渉権条約（第98号）違反に対する苦情申立」な
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う状況が発生している。2014年では、25件の個別

案件のうち、19件で委員会結論が採択できない結

果となった。使用者側は、結社の自由と団結権保

護に関する87号条約は労働組合のスト権を認めて

いるというこれまでの条約勧告適用専門家委員会

の解釈に挑戦しており、今後、対応を理事会で検

討していくことになった。

○OECD（経済協力開発機構）
◦�多国籍企業行動指針
多国籍企業行動指針は、多国籍企業が営業・生

産活動を行うにあたり、最低限尊重・配慮しなけ

ればならない事項を定めたもので、1976年、「国

際投資と多国籍企業に関するOECD宣言」の一部

として採択された。その後改訂され、NCP（各国

連絡窓口）の設置が規定されており、NCPの役割

としての「行動指針の普及・実施」、および「労

使紛争等、OECD多国籍企業行動指針に違反する

事例が生じた場合、当該企業の親会社がある母国

のNCPに提起でき、NCPは行動指針に則って早期

解決にあたらねばならない」という規定も盛り込

まれている。日本のNCPは現在、外務省、厚生労

働省、経済産業省により構成されている。

この多国籍企業行動指針には、日本を含む

OECD加盟国34カ国のほか、アルゼンチン、ブラ

ジル、エジプト、ラトビア、リトアニア、モロッコ、

ペルー、ルーマニア（計42カ国）が参加している。

2011年の大幅改訂では、「人権」の章が新設され、

「企業には人権を尊重する責任がある」旨が明記

された。また、サプライチェーンに関しても人権

デュー・ディリジェンス※を実施することや、途

上国において適切な生活賃金を保障することなど

が新たに盛り込まれた。さらに、紛争解決機能を

有するNCP手続きも明確化され強化された。
※�人権デュー・ディリジェンス：CSR用語で、組織が及ぼ
すマイナスの影響を回避・緩和することを目的に、事前
に認識・防止・対処するために取引先などを精査するプ
ロセスのこと。

○ITUC（国際労働組合総連合）
◦�WFTUからICFTUへ
1945年、第二次世界大戦後、世界各国の労働組

合ナショナル・センターが加盟する国際組織とし

てWFTU（世界労連）が結成されたが、マーシャ

ル・プランの受け入れを巡って分裂、西側各国の

労働組合を中心に、1949年、ICFTU（国際自由労

連）を結成した。ICFTUは当初欧米中心の組織で

あったが、その組織をアジア、アフリカ、ラテン・

アメリカ地域へと拡大、アジア太平洋地域では

ICFTUアジア太平洋地域組織（APRO）を結成し

ている。

◦�WFTUとICFTUとの関係
1960年代から80年代までWFTUとICFTUは対

立を続けていたが、70年代に一時東西の緊張が緩

んだ頃から、国際レベルでの産業別組織間の交流

が盛んに展開されるようになった。1990年代にな

り、冷戦終結やソビエト連邦の崩壊の中でWFTU

は名目的存在になり、現在に至っている。2000年

には、旧ソ連のナショナル・センターである

FNPR（ロシア独立労働組合連盟）等もICFTUに

加盟し、国際労働運動はICFTUが中心となって展

開されていった。

◦�ITUCの結成
WCL（国際労連）の前身であるIFCTU（国際

キリスト教労連）は、1920年に結成された。

IFCTUは当初、その原則宣言に「活動の基盤をキ

リスト教の社会原則に置く」と唱えていたが、特

に第２次世界大戦以降は、キリスト教以外の宗教

を信仰する人びとも組合員として加盟し、宗教観

にとらわれない純粋な労働組合活動を独自に展開

していた。1968年の第16回大会（ルクセンブルク）

において、その原則宣言に代えて、「信仰、人生観、

民族、性別の如何を問わず、世界のすべての労働

者に呼びかける」という新宣言を採択し、同時に、
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その名称を「国際労連（World� Confederation� of�

Labour：WCL）」と改称した。

2000年に南アフリカ・ダーバンで開催された第

17回ICFTU世界大会で「ミレニアム・レビュー」

が採択され、「グローバルユニオン」としての運

動が本格的にスタートした。2004年12月に日本の

宮崎で、「連帯のグローバル化」をテーマに第18

回ICFTU世界大会が開催された。大会は、WCL

との統合を基礎とした、新しい国際労働組合組織

を創設することを確認した。2006年10月31日、

ICFTU、WCLは共に発展的解散をし、それまで

どちらにも加盟していなかったナショナル・セン

ターも参加して、「国際労働組合総連合（The�

International� Trade� Union� Confederation：

ITUC」が結成された。結成大会は、オーストリ

アのウィーンで11月１〜３日の日程で開催され

た。また地域組織も2008年までに統合が完了した。

○GUF（国際産業別労働組合組織）
◦�組織統合の流れ（UNI等）
1860年代から19世紀末にかけ、欧州各国の職業

別・産業別労働組合が国際的な協力関係を締結し

始め、20世紀初頭には手袋製造工、煙草製造工、

帽子製造工、煙革製造工、製靴工、活版印刷工、

炭鉱夫などの国際労働組合組織が結成された。こ

のような国際組織はほとんどが各国加盟組織書記

局間の連絡・連携の中でその活動を展開していた

が、各国加盟組織から労働協約、労働に関する法

制度、賃金・労働条件などに関する情報を収集、

その情報を各国加盟組織に提供することや、加盟

組織がストライキを行った場合のストライキ破り

の防止、国際支援・連帯活動など、現在のGUF（国

際産業別労働組合組織：Global�Union�Federation）

と同様の活動を行っていた。欧州各国では当時、

ほぼすべての職業を網羅するような国際労働組合

組織が結成され、特に金属や運輸では、当初から

連盟体制を確立し、国際活動を展開していた。こ

のような国際的な産業別労働組合組織はITS（国際

産業別書記局：International�Trade� Secretariats）

と呼ばれてきた。

1951年、イタリア・ミラノで開催された第２回

ICFTU大会で、ICFTUとITSとの間で「ミラノ協定」

が締結された。これは「相互の不可侵、自主独立

性の尊重、協力関係」にあることを、ICFTUと

ITSが確認したものである。その後ITSは産業構造

の変化により、合併や組織統合が進んでいった。

100組織を超えていた職業別・産業別の国際労働組

合組織は、2012年のインダストリオール結成によ

り、2014年には９組織となっている。これは、欧

米先進国において、生産拠点の途上国への流出に

よる労働組合組織人員の減少から、組合費収入減

による財政難や組織力・影響力の低下が現実のも

のとなり、その解決策として先進国の労働組合が

既存の産業の枠を超えた組織統合を行い、それが

国際レベルの労働組合組織の統合へと発展して

いったことが背景にあると言われる。一部には、

このような国際産業別労働組合組織は究極的には

「公務」、「製造業」、「サービス業」の３組織に集約

されるであろうとの見方もある。

◦�IFA ／ GFAの取り組み
1960〜70年代頃より、ITSは、多国籍企業に対し、

事業再編や技術の変化に関するグローバルな交渉

の枠組みを求め、世界従業員協議会（World�

Works� Council）の設立を進めてきた。1970年代

頃になって、多国籍企業の諸活動の開発途上国に

及ぼす影響に関心が集まるようになり、いくつか

第18回ICFTU世界大会開会式（2004年12月、宮崎）
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の不祥事もあいまって、開発途上国の天然資源や

環境保護に関する国家主権の尊重、人権、労働組

合権等の社会正義を尊重した企業経営のあり方に

国際社会の関心が集まるようになってきた。

1980年代の後半になると、いくつかの企業にお

いて�CSR（企業の社会的責任）活動の一環として、

IFA（国際枠組み協約：International� Framework�

Agreement）、もしくはGFA（グローバル枠組み

協定：Global� Frame�Agreements）という、多国

間の取り決めがなされるようになった。最初の枠

組み協約はIUF（国際食品労連）とフランスの多

国籍食品会社BSN（1994年にDanoneに名称変更）

との間の協約であり、1988年８月に締結されてお

り、現在8GUFが延べ104社と締結している。

多国籍企業のグローバルな活動の拡大は、労働

者のみならず、サプライヤー（供給元）、下請け

業者、さらには地域社会など、非常に広範である。

それに伴い労働組合側のグローバルな対応が求め

られている。多国籍企業と労働者の間のグローバ

ルな社会対話の促進、中核的労働基準の遵守とグ

ローバルレベルでの建設的労使関係の構築が主眼

となっている。

国際社会組織の動向

○世界社会フォーラム
世界社会フォーラムは、トービン税の実現を目

指す社会運動団体であるATTACが提唱した

フォーラムで、スイス・ダボスで開催されている

世界経済フォーラムに対抗し、「もう一つの世界

は可能だ」を合言葉に、世界の富の８割が２割の

人々に独占され、残りの人々が貧しいままの現状

に異を唱え、グローバル化の影響を考える国際運

動であるとされている。第１回の世界社会フォー

ラムは2001年１月25日〜30日の日程で、ブラジル

のポルトアレグレで開催された。このフォーラム

は様々な課題について、開かれた形での討議や活

動を行う場である。また開催地に選ばれたポルト

アレグレは、選挙によって選ばれた代表者で構成

される機関と住民の公開会議を組み合わせた、新

たな地方自治のモデルを実践している自治体であ

り、フォーラムは自治体からの部分的な支援を受

けていた。また世界経済フォーラムが１月に開催

されることから、その対抗として世界社会フォー

ラムも１月に開催されることが多い。

◦�その後の動向
第１回開催後、フォーラムを主催する「世界社

会フォーラム国際委員会」が「世界社会フォーラ

ム憲章」を採択、第２回（2002年１月）、第３回（2003

年１月）のフォーラムもポルトアレグレで開催され

た。第４回は、2004年１月にインド・ムンバイで開

催された。第５回は、2005年１月に再びポルトアレ

グレで開催、この回には155,000人が参加登録して

た。第６回は、2006年１月にベネズエラ・カラカス

とマリ・バマコで、３月にパキスタン・カラチで行

われた。３カ所同時開催の予定であったが、パキ

スタン地震の影響によってカラチ開催は２カ月遅れ

た。第７回は、2007年１月に、ケニア・ナイロビで

開催、110カ国、1,400団体、66,000人が参加登録した。

この間、各地域のフォーラムも開催され、アジア

やアフリカなどの地域レベル、日本、イタリア、オ

ランダ、アメリカなどの国レベル、ボストン、リバプー

ル、アメリカ中西部などの地方レベルでの社会フォー

ラムが結成された。第８回（2008年）は特定の都市

での開催ではなく、１月26日を国際行動デーに設定

し、世界で同時行動を実施することとなった。その後、

第９回（2009年）はブラジル・ベレム、第10回（2010

年）は国際行動デーの設定、第11回（2011年）はセ

ネガル・ダカール、第12回（2012年）はブラジル・

ポルトアレグレ、第13回（2013年）はチュニジア・チュ

ニスで開催された。第14回（2014年12月）は南アフ

リカ・ヨハネスブルクで、第15回（2015年３月）はチュ

ニジア・チュニスで開催される予定である。
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各国地域の動向
◦�冷戦の終結
1985年にソビエト共産党書記長に就任したミハ

イル・ゴルバチョフが表明したペレストロイカ、

1989年から始まった、ポーランド、ハンガリー、

チェコスロバキアなど東欧諸国での民主化、東ド

イツ住民の西ドイツへの大量流出とそれに続く11

月９日のベルリンの壁崩壊、ソビエト連邦内でも

バルト三国の独立やソビエト連邦を構成する各共

和国の独立機運の高まりから、1991年12月25日に

は、CIS（独立国家共同体）が結成、ソビエト連

邦が消滅した。1990年代前半の早い時期に、欧州

において冷戦が終結した。

旧東側諸国の労働組合も、共産党政権が率いる

体制に組み込まれていた「官製組合」組織からの

脱却を余儀なくされたと同時に、自由で民主的な

労働組合の設立も相次いだ。IMFの創設組織で

あったハンガリー金属労働組合（当時はオースト

リア・ハンガリー）や、ルーマニア、ブルガリア、

セルビア、チェコスロバキアなどの金属労組が「再

加盟」し、バルト三国やソビエト連邦を構成して

いた各共和国の金属労組が新たにIMFに加盟し

た。これらの国では、社会主義経済から資本主義

経済への移行期にあり、民営化やそれにともなう

賃金・労働条件・福利厚生の削減、労働組合の財

政問題に直面した。

西側諸国でも経済危機や通貨危機による経済不

況、財政赤字、新興国との競争の激化など、取り

巻く環境は厳しく、デンマークやオランダなど、

政労使の合意形成を経た積極的な労働市場政策を

導入する国もあるが、伝統的な市場横断型団体交

渉を基礎とする労使関係が企業個別的な労使関係

へと変容を余儀なくされている国、新自由主義政

策をとる、財政破綻に瀕している国もあった。

一方、アジアにおいては、欧州における冷戦崩

壊以前から、これまでの開発独裁的な政権からの

民主化の波が押し寄せることになった。フィリピ

ン（1986年・マルコス政権崩壊）、韓国（1987年・

民主化宣言）、タイ（1991年・暗黒の５月事件）、

インドネシア（1998年・スハルト政権崩壊）、台

湾（1987年・戒厳令解除）など民主化が加速する

契機となった。これらはその後の労働運動にも大

きな影響を与えた。

アジア地域では、冷戦終結と前後した時期やア

ジア通貨危機が引き金となって、それまでの体制

が崩壊し、民主化へと進み、自由な労働運動が発

展し、労働組合活動も活発化していった。一方で、

1987年に天安門事件が発生した中国、1988年に

8888民主化運動が繰り広げられたミャンマー（旧

ビルマ）など、民主化自体がつぶされた国もある。

2000年代に入ると、北アフリカ・中東諸国にお

いて、アルジェリア（2012年・ジャスミン革命）、

リビア、エジプトなどに民主化の波が押し寄せた。

○欧州
◦�労使関係の分散化の流れ
欧州では、これまで伝統的に産業別に構成され

た労働組合と使用者団体との間の交渉によって団

体協約が締結されてきた。また全国的な団体協約

や地域別の団体協約など、国によって異なるが、

企業の枠を超えた横断的な団体協約によって、賃

金・労働条件が決定されてきた。

1990年代後半から2000年代にかけて、ドイツの

金属産業の団体交渉では、協約の中に「オープン

条項（もしくは開放条項）」が含まれるケースが

増加した。オープン条項は、地域別金属産業団体

協約が適用されるものの、個別企業・事業所レベ

ルでの交渉によって決定されるようになった。さ

らに企業別の団体協約の締結も増加してきてお

り、団体協約が産業横断的なものから個別企業で

の交渉に変化してきていた。

企業別団体交渉・協約の一例として挙げられる

のが、ドイツのフォルクスワーゲンでの交渉であ
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る。これまで長期間にわたって、金属産業の地域

別団体協約ではなくドイツ金属産業労組（IGメタ

ル）と会社側が交渉した企業別団体協約が適用さ

れてきた。2004年のフォルクスワーゲンでの労使

交渉では、会社が雇用保障を認める代わりに労働

組合側が賃金据え置きを受け入れるなど、当時の

国内需要の冷え込みを背景にした業績を反映した

ものとして注目された。

◦�欧州社会憲章とEU拡大
欧州社会憲章は、欧州評議会による国際人権条

約であり、1961年に人権と基本的自由の保護のた

めの条約にはない社会権の保障を補充、明記する

ため採択された。とりわけ、労働権と社会保障の

権利について詳細に規定されており、1999年に発

効した。1995年には憲章に反する人権蹂躙の際に、

労働組合や、障害者団体、非政府組織が欧州社会

権委員会に提訴できる集団訴訟制度を可能にする

議定書も採択された。憲章では、労働権、安全か

つ健康的な労働条件、公平な賃金、労働組合、団

体交渉権（労働争議解決とストライキ権）、社会

保障、雇用と職業の機会均等、尊厳ある労働など

が規定されている。

さらに従業員の経営参加・共同決定について欧

州レベルでは、多国籍企業を対象にして1994年に

制定された欧州従業員代表指令に加え、欧州域内

で広範囲に活動する企業が、域内各国での会社を

設立するのではなく、単一の欧州会社として設立す

る際の規則を定めた欧州会社法（2004年10月施行）

では、労働者関与指令に基づき労働者関与の仕組

みを取り入れることが登記の条件となった。さらに

は各国国内で事業を行う中小企業にも適用される

一般従業員代表指令が2005年３月に施行された。

◦�フレクシキュリティ
フレクシキュリティとは、労働市場の柔軟性（フ

レクシビリティ）と雇用・生活保障（セキュリティ）

の両立を目指す政策体系であり、欧州においては、

2006年の欧州首脳会議で公式に定義された。もと

もとは1990年代にオランダとデンマークで採用さ

れた労働市場改革のことであった。

オランダでは財政危機と失業が進行するという

いわゆるオランダ病という経済危機の克服のため

1982年に政労使で合意した「ワッセナーの合意」

から、労働側は賃金抑制、使用者側は時短と雇用

維持、政府は支出抑制と減税に努めるというもの

で、1996年制定の「労働時間を理由とする処遇差

別禁止法」により、フルタイム労働者とパートタ

イム労働者との間で労働時間数以外の雇用条件は

社会保険加入資格も含めまったく均等になった。

さらに1999年制定の「柔軟性と保障に関する法律」

で派遣労働者の法的地位を強化し、労働者側への

雇用の安定を保障しつつ、有期雇用の契約条件を

明確にし、使用者側の雇用の選択に柔軟性を付与

するというものであり、労働時間によって仕事を

分け合う広義のワークシェアリング型フレクシ

キュリティ政策と言える。

一方、デンマーク・モデルは、①柔軟な労働市

場（解雇規制が緩い）、②手厚いセーフティネッ

ト（失業給付等が充実）、③積極的な雇用政策（次

の仕事に移るための職業教育プログラムが充実）�

の３本柱とそれを支える労使の政策決定・実施へ

の積極的参加から成り立っている。柔軟な労働市

場や手厚いセーフティネットだけでなく、職業紹

介・職業訓練の制度体系の整備と労使の役割が非

常に重要なモデルである。

○アメリカ
◦�AFL－CIOの分裂
2005年７月、AFL－CIO（アメリカ労働総同盟・

産業別労働組合会議）は第25回大会を開催したが、

2004年の大統領選挙での民主党候補敗北に端を発

した組織改革路線をめぐり執行部と一部主要加盟

組織との対立が発生した。2005年６月にはSEIU
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（全米サービス従業員労組）が中心となり、CWC

（勝利のための変革連合）が結成、さらにSEIU、

チームスターズ、UFCW（全米食品商業労組）と

いう主要組織がAFL－CIOからの脱退を表明、

AFL－CIOはこれにより1300万組織人員の35％以

上の400万人の組合員と、年間１億2,600万ドルの組

合費収入のうち2,800万ドルを失った。北米の組織

人員の減少に歯止めをかけるため、執行部が民主

党への献金によって労働組合に有利な政策を引き

出そうとしていたのに対し、CWC側はその手法が

限界であるとし、献金から組織化予算としてAFL

－CIOから加盟組織に戻すべきと主張していた。

◦�Right�to�Work�State（労働権州法）
アメリカ合衆国憲法には労働組合の団結権や社

会権を認めた規定は存在しないが、結社の自由に

ついては、合衆国憲法修正１条および修正14条１

項を根拠に認められていると解釈されている。し

かし19世紀以降、様々な法律が制定され、労働組

合の結成や活動に対する制限や規制が加えられて

きた。1932年のノリス・ラガーディア法でようや

く、労働者が団結の自由および団体交渉のための

代表選出の自由を有し、団体交渉や相互扶助のた

めの団結や団体行動につき使用者の干渉・妨害か

ら自由であるべきことが宣言され、また1933年の

全国産業復興法（1935年、最高裁による違憲判決）

での団結権、団体交渉権、使用者による介入の禁

止、使用者の最長労働時間や最低賃金などの遵守

義務などが規定され、さらには1935年にはワグ

ナー法（全国労働関係法）によって労働者の団結

の権利保障と団体交渉の積極的促進、従業員の選

挙による交渉代表の認証と紛争処理機関という

NRLB（全米労働関係委員会）の任務が規定された。

このワグナー法のもとで労働組合勢力が大きく

伸長したが、これに対し批判的な勢力による支持

のもと、タフト・ハートレー法（労使関係法）が

制定されることになった。タフト・ハートレー法

は、労働者の権利に団結活動を行わないという消

極的な権利を保障、クローズドショップ制の禁止、

ユニオンショップ制への規制の強化、使用者の言

論の自由を保障など、労働組合の活動への規制が

強化された。特にこの法律によって、各州の州法

でユニオンショップ制を禁止することを認める規

定も導入された。これが後の労働権州法（Right�

to�Work�State）につながっていった。

現在アメリカ合衆国内の24州でこの労働権州法

が制定されており、多くは南部に集中しているが、

2012年、自動車産業が集積するデトロイトを擁し、

UAW（全米自動車労組）など労働組合の活動も

活発なミシガン州において、この労働権州法が制

定されたことは、アメリカの労働運動に大きな衝

撃を与えた。労働組合の組織化が大きく阻害され

る要因となることもあり、他の州への波及が懸念

されている。

○アジア
この20年間のアジアの労働運動と取り巻く環境

の特徴は、民主化による労働運動の拡大、経済成

長と社会的格差拡大への対応（社会保障や最低賃

金など）、不安定労働の急増への対応が大きな項

目として挙げられる。一方で急速な賃金・労働コ

ストの上昇も大きな課題として、労働運動の対応

が注目されている。またタイやインドネシア、フィ

リピンなどでは、労働運動が割拠分裂している状

況にあり、弱体化の大きな要因でもある。グロー

バルレベルでの労働組合の統合－特にITUCの結

成やインダストリオールの結成－が契機となっ

て、連携強化や組織統合の動きが期待されている。

○インドネシア
◦�スハルト政権崩壊後の労働運動
1997年のアジア通貨危機はアジア各国に大きな

影響を与え、インドネシアでは1998年にスハルト

政権が崩壊、その後もジャカルタ暴動などの混乱
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した状況がしばらく続いた。政府の労働政策は、

ILO基本８条約すべてを批准し、それまでSPSI（の

ちのKSPSI）しか認められていなかった労働組合

の結成を自由化した。労働者の権利を承認する状

況になったと同時に、その結果80以上の労働組合

組織が新たに結成・登録されたことにより、労働

運動にも混乱した状況がもたらされた。しかし、

新たに結成・承認・登録された労働組合の中には

反体制民主化活動家のムクタール・パクパハン氏

の率いるSBSI（のちのKSBSI）や、SPSIからたも

とを分かったSPSI改革派（レフォルマシ）が中心

となって結成したKSPIなど、その後インドネシ

アの労働運動をけん引する組織が生まれた。

○韓国
◦�1987年労働者大闘争後の労働運動（韓国労総、
民主労総、国民労総）
韓国では1987年６月29日の盧泰愚（ノ・テウ）

大統領による民主化宣言を受けての「労働者大闘

争」を通じて多くの労働組合が結成された。その

中には民主的労働組合という旗印のもと、FKTU

（韓国労働組合総連盟）やFKTU傘下の産別労組と

は一線を画した地域センターや企業グループ連

合、産別組織が結成され、その代表格が、輸出加

工区である馬山昌原地域の金属産業の労働組合が

主体となった、韓国民主金属労働組合連盟、現代

グループの労働組合が結成した現代グループ労働

組合連盟、自動車産業の労働組合が結成した韓国

自動車労働組合連盟などである。それらのグルー

プは韓国民主労働組合総連盟（民主労総）結成の

原動力となり、また現在のKMWUに直接つながっ

ている。

○タイ
◦�労働運動統合へ
タイでは軍部のクーデターによる政権交代が頻

発し、長期の軍政と比較的短期の民政が交互に政

権を担ってきたが、1991年のスチンダーによる

クーデターの後の1992年総選挙の結果、クーデ

ター首謀者であるスチンダーが首相に就任したと

ころ、反発した民主化を望む国民はバンコクを中

心に抗議デモを繰り広げた。軍部はこの抗議デモ

を武力で鎮圧、300名以上の犠牲者を出した（暗

黒の５月事件）。憂慮したプミポン国王がスチン

ダーと民主化運動の指導者に対し事態の鎮静化を

指示し、スチンダー首相の辞任と文民政権が樹立

された。

タイの民主化以降も国内の労働運動は労働組合

組織率２〜３％程度にも関わらず９つのナショナ

ル・センター（現在は14）に分断されているなど、

統合の兆しは見えないままであった。特にLCTと

TTUCは統合計画が俎上に上がっては消えを繰り

返してきた。そのような中、ITUCの結成やイン

ダストリオールの結成によって、ようやく統合の

機運が盛り上がってきた。

○フィリピン
1965年から続いたマルコス政権は、アメリカに

よる支援のもと、「反共の砦」として長期にわた

り政権を維持してきた。1972年にフィリピン全土

に戒厳令を敷き、大統領職と首相職を兼務し独裁

体制を強化した。その後、反体制派の国外追放、

帰国したベニグノ・アキノ氏の暗殺、政権の腐敗

などから、反政権抗議デモが頻発することとなっ

た。1986年２月に実施されたマルコス大統領とコ

ラソン・アキノ候補の一騎打ちによる大統領選挙

の結果、マルコス政権側の不正（開票操作）が明

るみとなり、民主派はもとより、軍部首脳やカト

リック教会、さらにはアメリカ政権も見放した。

２月25日、アキノ大統領就任宣誓日に、マルコス

大統領夫妻は大統領官邸であるマラカニアン宮殿

からアメリカ軍のヘリコプターで脱出、ハワイに

亡命することとなった。

TUCP（フィリピン労働組合会議）はマルコス
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政権との密接な関係と共に、アメリカ政府からの

支援（TUCP会館の建設など）を受けており、マ

ルコス政権崩壊は労働運動にも大きな影響を与え

た。TUCPが最大組織であることに変化はないが、

どのナショナル・センターにも所属していない独

立系（インディペンデント）と呼ばれる組織や、

左派系の組織なども力をつけてきた。

労働組合の国際運動

○発展途上国での労組支援NGOの活動
アメリカ政府は冷戦期から共産主義の伸長に対

抗するため、発展途上国における反共産主義政権

への支援を行ってきていた。その中には労働組合

への支援も含まれており、アメリカ国務省の予算

を得て、アメリカ自由労働開発センター、アジア

＝アメリカ自由労働機構、アフリカ＝アメリカ自

由労働センター、自由労働組合機構などが、第二

次世界大戦後に欧州や発展途上国で活動を展開し

てきた。冷戦終結後は、人身売買の廃絶や民主化

の促進のための労働運動への支援ということか

ら、上述の4機関を母体に1997年、AFL－CIOに

よってアメリカ国際労働連帯センター（ソリダリ

ティ・センター）が開設された。US海外援助資

金からの予算やAFL－CIO加盟組織からの寄付金

で、その活動が賄われており、タイやインドネシ

アなどアジア各国を含む世界各国に事務所を設

置、当地の労働組合の日常活動に深く根差した支

援活動を展開しており、労働組合の会議運営、財

政支援、組織化のためのオルグ派遣、団体交渉支

援、各種教育セミナー開催への支援を行ってきた。

欧州の労組支援組織では、ドイツのFES（フリー

ドリヒ・エーベルト財団）が代表的組織として挙

げられる。1925年に設立されたこの財団は、非営

利政治団体であるとされ、民主主義の基本的価値

に則り、教育・研究・国際協力を通して公共政策

の増進に努めているとしている。世界各地に事務

所を開設、特にアジアでは労働者教育に力を入れ

ており、また支援組織として、労働組合が開催す

る活動に対する支援も実施してきた。

このほか、北欧各国のナショナル・センターに

よる支援組織、オーストラリアの支援組織、オラ

ンダ、ベルギー、スペイン、イギリスの労働組合

による発展途上国の労働組合への直接的な支援な

どが実施されてきた。

各年別の主要項目

＜1994年＞
◦�IUFとIFPAAWの統合
1920年に欧州のパン焼工、菓子製造工、ビール

製造工、製粉工、食肉工の労働組合が結成した

IUF（国際食品労連）は、1958年に国際たばこ労

組と、1961年に国際ホテル・レストラン労組と合

併し、さらに1994年、主にプランテーション労働

者を組織しているIFPAAW（国際農園農業関連労

連）と合併した。2014年２月時点で、IUFは世界

130カ国に396組織、約255万人の労働者を組織し

ている。

◦�南アフリカのアパルトヘイト体制の終焉
1994年４月、南アフリカのアパルトヘイト体制

が崩壊し、ネルソン・マンデラANC議長が大統領

に選出され、新たな南アフリカ共和国が設立した。

南アフリカの民主化の達成は、世界の労働運動の

連帯の長年の成果であり、大きな偉業でもあった。

◦�欧州EWC（従業員代表委員会）指令
1994年、欧州委員会は域内企業における従業員

への情報提供および協議に関する指令を採択し、

その後EU議会の承認を得、法制化された。この

指令はEWCに関する指令を基礎とする労使の情

報共有と協議に関するものであり、欧州で操業す

る多国籍企業は1997年までに従業員と企業経営と

の間で、EWC設置に関する委員会を設けること

が義務付けられ、当該労使で合意に達しない場合
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や経営側が拒否した場合にはEU指令で定められ

る最適基準が適用されることになった。

この指令の主な目的は、EU域内の企業および

企業グループの従業員への情報提供および協議を

改善することにあり、これら企業で、EU域内１

カ国で1,000人以上の従業員を雇用する企業、およ

びEU域内で２カ国以上の各事業所で最低150人以

上の従業員を雇用する場合、適用される。適用さ

れる企業では、従業員に対し、EWCを通じて企

業戦略、企業の財政状況、中短期経営見通し、雇

用情勢などについて正確な情報を提供することが

義務づけられている。このEWCは定期的に開催

されることが義務づけられており、EWCの開催

や従業員代表が出席するための経費、さらには従

業員代表の給与の支給についても会社側が負担す

ることが定められている。

＜1995年＞
◦�中国における労働法の施行
1995年１月１日、中国は労働基本法としての労

働法を施行した。1978年以降の改革開放路線から

の、社会主義市場経済化が進展すると共に、国営

企業の民営化に伴うリストラへの従業員の抗議、

外国資本による労働者の権利侵害行為などから、

労働者と使用者が対立する構図が表れてきた。こ

の労働法はそのような状況に対応するため、現在

の体制に適応する労働監査体制の強化と、労働者

と企業の順法意識の定着にあり、労働者の基本的

権利を規定したものではないとされていた。

中国の労働関連の法律はこの後、「労働者の切

実な権益」や「労働者の合法的な権益」の保護と

いう方向に舵をとり、農民工の流入による格差拡

大と社会的不安定の増大に対応するための、最低

賃金引き上げや団体交渉と団体協約締結促進、労

働契約法の導入による労働者の権利擁護などへと

向かっていった。

＜1996年＞
◦�ICEFとMIFが統合、ICEM結成
ICEM（国際化学エネルギー鉱山一般労連）は、

1996年、ICEF（国際化学エネルギー一般労連）

とMIF（国際炭鉱・鉱山労働者連盟）が合併し結

成した。〔その後2001年、UADW（国際ダイヤモ

ンド労組連盟）もICEMと合併した〕

ICEFは1907年に結成された国際工場労働組合

が前身であり、第二次世界大戦後、化学、製紙、

ガラス、窯業および他のITSに属さない各種産業

を対象として再建された組織である。1964年、

ICF（国際化学一般労連）として再編成し、その

後1976年にICEFと名称を改めた。MIFは1890年

に結成されたもっとも古い国際産業別組織（ITS）

のうちの一つである。この組織の結成にはオース

トリア、ベルギー、フランス、ドイツ、イギリス

の炭鉱労働者の代表が関わっていた。

＜1997年＞
◦�イタリアにおける労働者派遣制度の導入
1997年６月、労働力の弾力的な活用のため、法

律第196号（雇用促進法）が制定され、イタリア

において労働者派遣制度が導入された。労働者派

遣制度の導入が労使合意されたのは商業部門に限

られており、派遣労働者の数は派遣先企業で常用

雇用されている、期間の定めのない労働者の一定

比率を超えてはならず、この比率は派遣先企業に

適用される全国産業別労働協約で定められてい

る。労働者派遣契約は、比較的代表的な労働組合

が締結した全国労働協約が規定する自由に関し、

企業の通常の生産体制が想定していない職種にお

いての一時的な利用を目的とする場合について、

欠勤労働者の代替として、締結できるとされてお

り、一定の制限が設けられている。
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＜1998年＞
◦�ドイツ「雇用のための同盟」
1998年12月、シュレーダー新政権のもと、第１

回雇用のための同盟会談が労働組合と使用者団体

のトップを招いて開催され、労働問題、特に若年・

長期失業者対策、労働時間の柔軟化、労働協約の

運用問題、低資格労働者の雇用・職業訓練、社会

保険の改正などに政労使で取り組むことが確認さ

れ、項目ごとに専門家による作業部会を設置する

ことを決定した。しかしその後、年金制度の問題

で政労使の意見が対立したり、IGメタルの賃上げ

交渉が難航したりしたことから、その後の会談で

使用者団体は、賃金交渉の決裂から労働争議に入

る前に「雇用のための同盟」において調停がなさ

れるべきであると主張し、さらに政労使が協力し

て労働争議に頼らず賃金交渉を解決し、政府の関

与のもとで賃金水準の基本線を労使で設定する制

度をオランダのモデルに習って制定することを提

案した。これに対し、労働組合側はIG－BCE（鉱

業・化学・エネルギー労組）は基本的に賛成したが、

IGメタルが反対するなど、意見が分かれることと

なった。

＜1999年＞
◦�ILO新宣言採択
1977年に採択された「多国籍企業及び社会政策

に関する原則の三者宣言」に対比し、新宣言と呼

ばれることになる「労働における基本的原則及び

権利に関する宣言」が1999年６月のILO総会で採

択された。グローバル化が進み競争が激化する中、

社会的な公正基準や公正競争を確保するために、

すべてのILO加盟国が最低限遵守すべき基本的な

権利とされるものを、４つの分野について中核的

労働基準（コア・レーバー・スタンダード）とし

て設定したものである。第29号、第87号、第98号、

第100号、第105号、第111号、第138号、第182号の

８条約に関しては、条約の批准如何にかかわらず

ILO加盟国であるという事実そのものにより、尊

重し、促進し、実現する義務を負うこととなった。

◦�イギリスにおける最低賃金制度の導入
1999年４月、イギリスにおいて最低賃金制度が

導入された。導入時の水準は22歳以上の労働者に

ついて時間当たり3.60ポンドと設定された。また18

歳から21歳が時間当たり3.00ポンド、22歳以上でも

雇用開始から６カ月以内かつ訓練期間中の労働者

は3.20ポンドに設定されていた。また19歳以下の見

習い工、新見習い工制度のもとで雇用開始12カ月

以内の26歳以下の労働者が適用除外となっていた。

※１ポンド＝191.42円（1999年４月１日現在、TTM）

＜2000年＞
◦�CI、FIET、IGF、MEIの4組織が統合し、UNI
結成
UNI（ユニオン・ネットワーク・インターナショ

ナル）が、CI（国際コミュニケーション労連）、

FIET（国際商業事務技術職労連）、IGF（国際製

版印刷労連）およびMEI（国際メディア・芸術労組）

により結成した。UNIは、本部機構として12の産業

分野を網羅する業種別部会ごとの活動を展開する

と共に、業種別部会をまたがる機構である専門委

員会を、専門職・監督職、女性、青年のそれぞれ

のグループに関して設置した。また米州、アフリカ、

アジア・太平洋、欧州の４地域機構を持ち、アジア・

太平洋地域事務所をシンガポールに置いた。

◦�ドイツ「雇用のための同盟」復活・維持とその後
2000年１月、「雇用のための同盟」第４回会談

が開催され、政労使三者は団体交渉政策に関する

妥協提案書に最終的に合意した。政労使の共同声

明では、長期的な雇用重視型の団体交渉政策を採

用し、生産の伸びに基づいて有効な分配の余地を

計算して主に雇用創出協約に利用すべきこと、関

係者にとって容認できる条件で雇用創出のための

早期退職を実施すること、労使には団体交渉につ

いて部門別・企業別に妥結に至るよう求め、政府
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には早期退職に関する法的枠組みを改善すること

を求めた。

この「雇用のための同盟」は、途中頓挫し、そ

の後復活・維持されてきており、2000年１月の第

５回会議後の共同声明は、その直後の賃金協約交

渉にも影響を与えるなど成果をあげてきたが、

2000年７月の第６回会議後の共同声明では、一般

的な経済状況について、養成工の労働市場のテコ

入れ、若年者緊急雇用計画の延長のみであった。

また、2001年３月の第７回会議後の共同声明では、

使用者側が要求した経営組織法の閣議決定の見直

しについては言及せず、労働側が求めた超過労働

に関する具体的数値目標の確認には至らなかった。

◦�韓国の産別労連の組織転換
不安定労働者の急激な増加により、不安定労働

者が雇用者総数の半分を占めるまでに雇用構造が

不安定化し、常用雇用者を中心とした既存の労働

組合組織人員も減少してきた。韓国の労働組合は

対応を急いでいたが、2000年１月、KMWF（韓

国金属産業労連）は第４回定期大会において、同

年10月をめどに全国規模の産業別単位労働組合へ

と組織機構の転換を提案した。この提案には大企

業労組を中心に反対意見も出たが、大会代議員の

55.5％が賛成票を投じたことにより、産別単位労

働組合へと進むことになった。これは韓国の労働

運動の大きな転換点となった。

◦�インドネシアにおける労働法改正
2000年６月、インドネシアにおいて「解雇手続

き、退職金、勤続報奨金、解雇補償金の決定に関

する2000年労働移住大臣令第150号」が交付され

た。FSPSI出身のボメル・パサリブ労働移住大臣

は、これまでの労働法が経営者寄りであるとして、

労働者に有利な内容のものとなるよう定めたと述

べた。この法令に対し経営者団体はあまりにも労

働者寄りであるとして、反対の姿勢を強め、廃止

もしくは改正するよう圧力をかけた。政府は政労

使三者で協議することを提案したが、協議は暗礁

に乗り上げ、2001年５月になって政府は、この第

150号法令を実質的に改正する労働移住大臣令第

78号を発布した。労働組合はこのような政府の動

きに対し強硬に反発したため、政府はこの第78号

の実施延期を発表したが、その後数カ月にわたっ

て労働組合による抗議デモが繰り広げられた。

◦�フランスでの週労働35時間制度の導入
フランスでは、2000年２月、従業員21名以上規

模の企業すべてに、週労働35時間を適用する「週

35時間制第２法」が施行された。従業員20名以下

規模の企業には2002年１月から適用された。

フランス政府雇用省調査統計局の調査によると、

週労働35時間制度を導入した企業のほとんどすべ

てが従業員の報酬を維持していることが判明した。

この調査は、1998年６月から2000年７月までの期

間、週労働35時間制度に移行した約４万社につい

てのものであり、この期間に労働時間が短縮され

た労働者は140万人、時短によって創出された雇用

は11万5,000人分であったとのことである。

◦�中華民国（台湾）での「体制外」労働組合の結成
中華民国（台湾）では、CFL（中華民国総工会）

の組織内に企業の賃金労働者を中心とする「産業

労働組合」と、自営業者も含む「職業労働組合」

の２種類の組織を擁している。これは、CFL傘下

の労働組合に加入することによって労働災害保険

や雇用保険などの社会保障が適用されることか

ら、自営業者も職業労働組合を結成しCFLに加盟

した経緯からである。このような状況もあり、こ

れまで長らく国民党政権下ではCFL以外のナショ

ナルセンターは認められていなかったが、産業労

働組合でも独自のナショナルセンターを組織しよ

うという動きが、特に市や県など地方において起

きてきていた。このような組織は、非公式であり、

労働組合関連法規に規定がないことから、「体制

外」労働組合と呼ばれていた。

2000年３月の中華民国総統選挙で、野党民進党

が勝利し、中華民国の歴史上初めて選挙による政
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権の交代が実現した。それと共に与党国民党と緊

密な関係にあったナショナルセンター、CFLの４

月の理事長および執行委員選挙後、４組織に分裂

するという事態となった。また５月１日のメー

デーには、これらの体制外の地域労働組合セン

ターが中心になって「全国産業総工会」を結成し

た。当時のIMF加盟組織も多く参加しており、中

華民国（台湾）の労働組合組織機構の大きな転換

点となった。全国産業総工会は民進党との関係が

深い。また、これ以外にも「全国労工総工会」「全

国連合総工会」が結成された。これらのナショナ

ルセンターはCFLが分裂した組織であり、組織人

員はオーバーラップしている状況である。

◦�フィリピンにおける労働組合の連携
フィリピンでは、エストラーダ政権と使用者団

体が団体交渉などの労働者の権利を否定している

ことに対抗し、また、低賃金、就業補償、労働契約、

労働法改正、労働者の権利の向上などの共通課題

について共同戦線を形成するため、フィリピン最

大のナショナル・センターであるTUCP（フィリ

ピン労働組合会議）が中心となって、APL（進歩

的労働者連盟）、NCL（全国労働者連合）、

FEJODAP（フィリピン・ジプニー運転手・経営

者同盟）およびLACC（労働者諮問協議会）と

LSM（労働者連帯運動）を結成した。このような

緩やかな連携は課題ごとに連携関係を形成してい

くという活動であり、必ずしも労働組合組織の統

合などの大きな動きにはならないが、この後も同

様の連携が他組織でも試みられることになった。

◦��シンガポールの労働組合の新たな取り組み
シンガポールのナショナルセンターである

NTUCおよびその傘下の産別・企業別労働組合は、

2000年に労働組合員資格の一種として「シームレ

ス・メンバーシップ」を導入した。これは転職や

再就職の際に労働組合員であることが中断され

ず、継ぎ目なく（シームレス）組合員となる制度

である。一度労働組合に加入すれば、一生涯組合

員資格を保証するもので、頻繁に転職を行う事務

職や、勤務先が一定ではない派遣労働者などの組

織化を目指した制度である。別の業種や企業に転

職しても組合員資格は転職先の組織に自動的に移

転でき、労働組合未組織の職場に転職した場合で

も、団体交渉はできないが、組合員としての福利

厚生を受けることができるようになった。

シンガポールではNTUC傘下すべての労働組合

に共通の基礎組合費９シンガポールドルを、この

制度の対象者は銀行引き落としで納入することに

なるが、労働組合に連絡せずに銀行引き落としを

中止することで未払いが発生することや、転職先

の職場の労働組合に組合員であることを報告しな

いなどの問題が発生した。

◦�基本的権利に関する欧州憲章
2000年12月、EU首脳会議は、「基本的権利に関

する欧州憲章」を採択した。これは欧州市民の市

民的、政治的、社会的および経済的権利を承認す

るもので、法的拘束力を持たない政治宣言である。

この欧州憲章は54カ条から成り、基本的権利に関

する内容が盛り込まれているが、労働や社会保障

に関わる条項には、労働や賃金を含むあらゆる分

野での男女間の平等の保証、情報提供・協議に関

する労働者および労働者代表の権利、団体交渉と

団体行動に関する労使双方の権利、不当解雇に対

する保護、労働者の健康・安全・尊厳を尊重する

労働条件に関する権利、労働時間の上限規制や休

憩時間および年次有給休暇に関する労働者の権

利、児童労働の禁止、強制労働の禁止、有給出産

休暇と育児休業の保証、妊娠・疾病、労働災害・

扶養家族・高齢・失業に際しての社会保障給付と

社会福祉サービスをうける権利の尊重について言

及している。

＜2001年＞
◦�第30回IMF世界大会開催
2001年11月、第30回IMF世界大会がオーストラ
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リア・シドニーで開催された。ツヴィッケル会長

とマレンタッキ書記長が再選された。世界大会で

は、財政的な効率化の視点から中央委員会の開催

回数の削減（年１回を２年に１回に改訂）、執行

委員数の14名から18名への増員、などを内容とす

る規約改正を行った。2002年から４年間の運動方

針であるアクションプログラムを審議・決定した。

＜2002年＞
◦�ITS総会において、GUFへ名称変更
2002年に年１回開催される国際産業別組織すべ

てが集まるITS総会において、これまでの総称で

あるITS（国際産業別書記局）をGUF（グローバル・

ユニオン・フェデレーション）へ改称することを

決定した。

◦�IMFと中国との関係
IMFではこれまで、中国の工会（労働組合）の

政府や政党からの独立性に疑問を呈する加盟組織

からの要請で、中国の工会との関係について深い

議論を行ってこなかった。一方ではICFTUと共に、

中国政府が結社の自由の原則を侵害しているとし

てILO結社の自由委員会に提訴したり、中国の国

家主席と中華全国総工会に抗議文を送付したりす

るなどの活動も行ってきた。しかし、東アジア諸

国の加盟組織を中心に、中国への企業展開や企業

移転の増加など大きな影響を受けるようになり、

IMFに対し中国の工会との接触を要望する声が高

まってきた。

＜2003年＞
◦�インドにおける大規模ストライキ
2003年５月21日、インド政府の国有企業民営化

プログラムに抗議し、5,000万人におよぶ労働者が

1日間のストライキを実施した。ストライキに反

対したINTUCやその加盟組織であるINMFを除く

インドのすべてのIMF加盟組織が参加、一部の新

聞は「インド独立以来、最大の労働行為」と呼んだ。

このストライキに参加した労働組合は「民営化計

画が原因で大量の失業が発生する」と主張し、こ

のプログラムに含まれる労働者の解雇や年金基金

の利率引き下げにも抗議しているが、政府は「イ

ンドの産業が中国をはじめとする国々と競争でき

るようにするには労働改革も必要」と主張した。

◦�アルゼンチン軍事政権時代の問題
1976年から1983年のアルゼンチン軍事政権時代

の実態を明らかにするさまざまな調査が、2003年

に実施された。それらの調査の中には、メルセデ

ス・ベンツ・アルゼンチン工場の労働組合役員14

名が失踪した事件のような、労働組合への影響に

焦点を当てたものもあった。このアルゼンチンの

メルセデス・ベンツの案件では、アルゼンチンの

IMF加盟組織の役員である、IMF執行委員にも軍

事政権に肩入れをし、失踪に関与しているのでは

ないかとの疑いがかけられていた。

◦�ドイツ「アジェンダ2010」
2003年３月にドイツ連邦議会に提出されたドイ

ツ首相の政策プログラムの一つである「アジェン

ダ2010」改革計画が、失業給付を福祉給付と同水

準に引き下げ、支給期間を短縮すること、解雇か

らの保護措置を弱めること、医療費を引き上げる

ことなど、ドイツの社会保障の３大要素を解体す

るものであるとして、IGメタルなどドイツの労働

組合は、「労働組合と社会民主主義が１世紀以上

にわたって協力しながら達成した成果に対する攻

撃」と激しく非難した。

◦�旧東ドイツ地域への週労働35時間制度導入要
求ストライキの失敗
IGメタルは、2003年５月５日、旧東ドイツ地域

の金属・電機産業の組合員を対象に週35時間労働

を段階的に導入することを目指し、フォルクス

ワーゲン３工場とオペル１工場を対象に４つの自

動車工場でストライキを実施した。IGメタルによ

れば、ドイツ再統一から13年が過ぎて、旧東ドイ

ツ地域の組合員の賃金・労働条件を旧西ドイツ地
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域と同水準にするためにより一層取り組みを強化

する時期にあるとしていた。週当たり基本給は東

西両地域とも同水準であったが、週労働時間は旧

西ドイツ地域が35時間であったのに対し、旧東ド

イツ地域は38時間であった。

使用者側は、2005年４月１日から１時間短縮し

て週37時間とする提案以上の譲歩を拒否、IGメタ

ルは数年間かけて段階的に35時間まで短縮するこ

と、もしくは企業が時短か賃上げかどちらかを受

け入れるよう提案したが、労使の溝は埋まらな

かった。IGメタルが旧東ドイツ地域に関する交渉

が決裂すれば、旧西ドイツ地域でもストライキを

拡大するとしていたが、「闘争は失敗に終わった。

これ以上ストライキを維持できる現実的な見込み

はない」とし、６月30日にストライキを中止した。

この結果IGメタル内部では、ストライキ失敗の責

任について組織内の対立が生まれることとなっ

た。

◦�インドネシアにおける労使関係の状況
インドネシア政府が発表した2003年に発生した

ストライキに関する労働組合別集計によれば、金

属産業の労働組合であるFSPMIが関係するストラ

イキが０件であったことが判明した。この間、他

の産業の労働組合が関与するストライキが発生し

ている中、FSPMIはストライキという手段をとら

ず、労使関係の安定を目指し、労使間の問題を調

整している姿勢が見られた。

＜2004年＞
◦�ICFTU宮崎世界大会開催
2004年12月、宮崎県で開催された第18回ICFTU

世界大会において、ICFTUとWCLとの合併が決

定された。今後両組織は解散し新たな国際労働組

合組織を設立する形で合併することとなった。

IMFなどのGUFとはこれまで協力組織として緊密

な連携のもと、国際労働運動を担ってきているが、

合併後の新たな組織との関係はWCLがその内部

に国際産別を部門活動して包含しているため、

GUF全体を統括する評議会を設立し、活動を調整

することとなった。また、この大会では、会長に

シャラン・バロウACFT会長が選出された。

＜2005年＞
◦�USWAとPACEとが統合、北米最大の労組結成
2005年４月、USWA（全米鉄鋼労組）とPACE（製

紙・統合産業・化学・エネルギー国際労組）が合

併し、125万人を擁する北米最大の労働組合が結

成された。それぞれの労働組合は執行委員会を開

催し、この合併を満場一致で採択しており、組合

員投票によって、アメリカ、カナダ、カリブ海地

域の鉄鋼、製紙、林業、ゴム、各種製造業、エネ

ルギー、サービス産業の労働者で構成される労働

組合が誕生した。

◦�第31回IMF世界大会開催
2005年５月、オーストリア・ウィーンにてIMF

は世界大会を開催した。この大会では規約改正に

より、従来の執行委員に加え女性枠６名（各大陸

に１名を配分）を追加で設け、さらに従来の執行

委員の枠内で２名の女性執行委員が選出され、

IMF史上初めて女性執行委員８名が選出された。

IMFアジア太平洋地域からは、オーストラリア、

インド、日本に加え、シンガポールから女性執行

委員が就任することになった。

また、加盟費納入制度と投票権についての規約

第31回IMF世界大会（2005年5月、ウィーン）社会的公正の円卓討議
で発言する古賀議長
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の改正も承認された。各国の経済水準（購買力平

価で算定した一人当たりGDPを基準とする）に合

わせて加盟費水準を設定、それぞれの組織に応分

の負担を求める制度となった。これまでは単一の

加盟費水準を決め、状況に応じて減額や免除とい

う対応であったが、今後は納入免除を内戦や自然

災害などを理由とする例外的な扱いとすること、

加盟費水準が大幅に引き上がる組織については、

４年ないし８年の移行期間を設け段階的に引き上

げていくとした。IMF本部は先進国の組織の中に、

「組織人員を過小にIMFに登録し、加盟費を低く

抑えようとしている」組織もあるとして、組織人

員に見合った加盟費納入を求めた。

◦�AFL－CIOの分裂
2005年６月、AFL－CIOに加盟するLIUNA、チー

ムスターズ、UFCW、UNITE－HERE、SEIU、

UFWの６組織は、AFL－CIOの組織化の取り組

みが不十分であるとし、AFL－CIO組織人員の３

分の１以上の人員をもって、「勝利のための変革

連合」を結成した。７月に開催されたAFL－CIO

年次総会以降、それぞれの組織がAFL－CIOを脱

退し、新組織に合流した。

＜2006年＞
◦�ICFTUとWCLが統合、ITUCを結成
ICFTUはキリスト教系のナショナル・センター

の国際組織として1920年に結成されたWCL（国際

労働組合連合）と�2006�年に合併しITUCが結成さ

れた。

◦ベトナムにおける労使関係の状況
2006年２月、外資系企業で頻発する山猫ストラ

イキへの対策として、ベトナム政府は外資系企業

の最低賃金の引き上げを実施した。しかし、２月

末になって、ベトナム南部の日系企業において10

数件、１万人以上が参加する山猫ストライキが発

生した。この背景には、この最低賃金の引き上げ

によって労働者全体の賃金が底上げされたが、す

でに比較的高い賃金であり、最低賃金引き上げの

恩恵がなかった日系企業の労働者の不満が広がっ

たためであるとされた。

◦フランス「初期雇用契約法」導入の顛末
2006年初頭、フランスでは企業が26歳未満の若

年労働者を採用後２年間は、理由の説明なしに解

雇できるようにするという「初期雇用契約法」を

政府が議会を強引に通過させたことから、３月末

から４月にかけて大規模な抗議行動やストライキ

が全国的に繰り広げられた。労働組合は、この法

律によって労働権が脅かされ、若年層が長期雇用

を見つけることがこれまで以上に困難になると非

難した。４月５日、政労会談では、労働組合側は

さらなる全国的な抗議行動の実施について述べ

た。政府は４月10日、この政労会談を受け法律の

撤回を発表した。

◦�メキシコ鉱山事故と政府による労働組合弾圧
2006年２月19日、メキシコ・コアウィラ州サン

ファン・デ・サビナス近郊のグルポ・メヒコ所有

の炭鉱で発生した事故により、メキシコSNTMMS

組合員を含む65名の炭鉱労働者が坑内に閉じ込め

られ死亡した。坑道内の大量の粉じん、高濃度の

メタンガス、坑内でのハンダ付作業の経営側によ

る強要、坑内運搬車の電気故障、坑内配電盤の水

との接触によるショートの可能性、採鉱面付近の

不十分な換気など、多くの違反報告があったが、

経営側はこれらを無視、また政府の調査も遅れた

ことから、SNTMMSは「産業殺人」であるとして、

メキシコ政府とグルポ・メヒコを非難した。一方、

メキシコ政府はSNTMMSの書記長であり、IMF

執行委員でもあるナポレオン・ゴメス・ウルティ

ア氏を、「労働組合の内部問題に干渉する法律」

に基づき３月１日に解任、ウルティア書記長の後

任を含む労働組合指導部を確認するという行動に

出た。さらに政府は、ウルティア書記長が労働組

合財政5,500万USドルを横領していること、IMF

本部への加盟費の送金を「スイス銀行の秘密口座
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への横領金の送金」というような中傷するような

ことも行った。

◦�韓国における産別労組の組織転換の動向
2006年６月、KMWF加盟の企業別労働組合20

組織がKMWFの産業別単位組織への組織転換に

対する賛否投票を実施した。この結果、韓国自動

車産業のビッグ３である現代自動車、起亜自動車、

大宇自動車を含む13の企業別労働組合、86,985名

の組合員が既存の企業別労働組合を解散し、産業

別単位組織であるKMWUに加入することを賛成

した。13,465名の組合員を擁する７つの企業別労

働組合では承認されなかったが、これらの否決し

た組織や今回投票が行われなかった組織について

は、９月に総会を開催し産業別単位組織への転換

を図り、10月にKMWFを解散し産別労働組合を

完成させる代議員大会を開催するとした。

＜2007年＞
◦�中国における労働契約法の導入
2007年６月、中国において新たな労働法制であ

る労働契約法が成立した。これは、すべての労働

者が最低賃金と安全基準を充たした書面による雇

用契約を締結する権利があることを明確にし、ま

た解雇の際の補償、臨時雇用の制限、および雇用

契約の解除をしにくくすること、などが盛り込ま

れている。さらに、職場において労働者の代表が

中華全国総工会を通じて経営者と団体交渉を行う

ことが明記され、また総工会の組織がない職場に

おいては、職場の従業員は従業員代表を選出し、

総工会の指導のもと、経営者と団体協約交渉を行

うことができると定められている。

＜2008年＞
◦�ドイツにおける工場閉鎖と従業員代表との関係
2008年１月、ドイツ・ボーフムのノキア携帯電

話製造工場前で15,000人以上が、「2008年６月末ま

でに工場を閉鎖し、ハンガリーとルーマニアに生

産を移転する」という会社側の発表に抗議する街

頭デモに参加した。この工場の設立にあたっては、

地元ノルトライン・ヴェストファーレン州はもと

より、ドイツ連邦政府およびEUから１億ユーロ

近くの補助金を受けており、またこの工場閉鎖に

より常用労働者、臨時労働者および地元のサプラ

イヤーへの影響は大きく、労働者、IGメタル、欧

州従業員代表委員会および監査委員会すべてが驚

き激怒した。

◦�中国における工会の組織化活動
2008年６月、中華全国総工会は北京にて「世界

主要500多国籍企業工会設立集中行動会議」を開

催した。総工会が主要多国籍企業への工会組織化

活動を行うことを開始した会議であり、この会議

に出席した工会幹部は「改革開放の結果、中国へ

の外国資本の流入は世界第２位であり、また

フォーチュン・グローバル500などの主要多国籍

企業のうち483社が中国に投資している。しかし、

現在全国の外国資本の企業の工会設立比率は

73.2％であるのに対し、これら500主要多国籍企業

の工会設立割合は50％以下であり、多国籍企業に

おける工会組織化活動は進捗しているとは言えな

い」とし、より一層組織化活動を集中化させると

した。具体的には2008年６月上旬から９月にかけ

て500主要多国籍企業の工会設立割合を80％以上

とする目標を立てた。また工会設立を拒否する企

業について、その企業名を公表するとした。

◦�不安定労働に対抗するIMF世界行動デー
2008年10月、IMFは「不安定労働に対抗する世

界行動デー」を実施、日本を含む世界34カ国の

IMF加盟組織が参加し、キャンペーン活動を展開

した。

＜2009年＞
◦�マレーシアにおける電子産業労働組合の結成
2009年４月、マレーシア政府はこれまで懸案で

あった電子産業の産業別労働組合の結成につい
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て、限定的であるがそれを認めることを決定した。

これは全国的な電子産業の産業別労働組合ではな

く、マレーシアを北部、南部、中央部および東部

の４地域に分け、これら地域別の産業別労働組合

の結成に限定し、認めるものであった。

◦�欧州経済危機に対抗する大規模行動
2009年５月、ETUC（欧州労連）の主催する欧

州経済危機に対する行動デーが、ベルリン、ブ

リュッセル、マドリード、プラハの各都市で総計

35万人以上の人々が参加する街頭デモとして実施

された。この行動は欧州の労働組合による、EU

政府および欧州の各国政府に経済危機に対応する

ための、雇用を守る積極的な政策を求める活動で

あった。街頭デモ参加者は、「人間が最優先」と

のスローガンを揚げ、金融危機を二度と起こすこ

とのないよう求めると共に、失業対策などを要求

した。

◦�第32回IMF世界大会
2009年５月、第32回IMF世界大会がスウェーデ

ン・イェテボリで開催された。ユルゲン・ペーター

ス会長とマルチェロ・マレンタッキ書記長が退任、

新たにベルトホルト・フーバー IGメタル会長を

IMF会長に、ユルキ・ライナ北欧産業労連事務局

長をIMF書記長に選出した。

＜2010年＞
◦�頻発する中国での労使紛争
2010年４月末から中国で事業を展開している日

系企業における労使紛争やストライキが頻発して

いると、日本国内で報道されることが多くなった。

実際はほとんど毎日のように労使紛争は発生して

おり、日系企業のみでなく、台湾系、韓国系、中

国の私営企業や国営企業でも見られる状況になっ

ていた。賃金・労働条件への不満から、広東省の

自動車部品工場で発生した労使紛争が、沿海地域

の他の省や、電子産業などの他の産業にも、短時

間で伝播するなど大きな流れとなった。第一に挙

げられた要因として、農民工と呼ばれる農村から

工場に働きに出てきている労働者の就業形態、就

業産業および意識が、20年余りの間に変化したこ

とが挙げられていた。昔は沿海部で数年働き、そ

の後は故郷に戻って農業に従事するという形だっ

たが、現在では、農村地域から離れ沿海部や地方

の省の都市で働き、その収入を元手に都市部で生

計を立てる傾向があり、賃金・労働条件に敏感で

あることが指摘された。

＜2011年＞
◦�東日本大震災への連帯支援
2011年３月11日の震災発生直後からFSPMI（イ

ンドネシア金属労連）やAWU（オーストラリア

労連）をはじめとして、数多くの海外のIMF加盟

組織より激励や祈りのメッセージがIMF－JCや

IMF本部に寄せられた。IMF本部による義援金の

呼びかけにより、IMF－JC本部には4,800万円以上

の義援金が寄せられた。ブルガリアやチェコなど

の東欧諸国、オランダやフランスなどの西欧諸国、

特にドイツのIGメタルの各支部から、アメリカの

IAM（全米機械工・航空宇宙労組）、北欧は北欧

産業労連だけでなく、各国組織や、ノルウェーの

合同労働組合の各支部から、アジア太平洋地域で

は、FKMTU（韓国金属労連）、AMWU（オース

トラリア製造労組）、中国機械冶金建材工会、中

国国防郵電工会から義援金が寄せられた。また、

タイのTEAMは現地日本大使館に、アメリカの

UAW（全米自動車労組）や台湾のIMF－ROCC

車両委員会は自動車総連に直接義援金を届けた。

◦�OECD多国籍企業ガイドライン改定
2011年にOECDは多国籍企業ガイドラインを改

定した。今回の改定の重要な項目は、「人権」と

いう項目の追加、問題の未然防止に向けた企業の

仲介、「予見される問題に対する事前の対応

（デューディリジェンス：Due�diligence）」という

概念が導入されたことである。企業の仲介につい
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ては、「製品の取引先で児童労働が使われていた

ら、企業はそれを止めさせなければならない」「ま

たその取引先企業において、自社には供給されて

いない別の製品を作っている工場で児童労働が使

われていたら、それについても企業は緩和する方

法を探らなければならない」というような解説が

なされている。

◦�韓国における改正労働法の適用
1996年の労働法改正により定められた「労働組

合専従者の賃金の会社支給禁止」と「１企業内複

数労働組合設立の解禁」はこれまで実施が延期さ

れてきたが、2010年に専従者賃金の会社支給禁止

が、2011年７月に複数労働組合解禁が実施に移さ

れた。企業別労働組合の専従者賃金については、

労働組合活動に関する労働時間とその取り扱いに

ついて労使で取り決めるということであったが、

労働組合側への影響は大きく、専従役員の数の大

幅な減少を受け入れざるを得ない企業別労働組合

が多く発生した。また複数労働組合解禁について

は、今後企業内組織の乱立による労労対立とそれ

に端を発した上部団体間の軋轢、経営側との交渉

窓口の一本化などの問題が懸念された。一方で、

これまで無労働組合政策のもとにある企業や、労

働組合があっても御用組合・幽霊組合と呼ばれて

いる組織のある企業での従業員が望む形での新た

な労働組合設立が実現するなどプラスの側面も見

られた。

＜2012年＞
◦�インドネシアにおける激しい政労使対立
インドネシアにおける（2012年の）最低賃金引

き上げに関する三者構成賃金審議会での議論は、

引き上げ水準の目安となる生計費の算定方法や基

準（算入される生活必需品の品目の数）について

労使間の対立が解消されないままであった。2011

年11月になってようやく政府側の裁定として、最

終的に地域別最低賃金で10％から20％、産業別最

低賃金で最高30％という結論となったが、経営側

委員であるAPINDOが裁判所に異議申し立てと差

し止めを求めて提訴した。労働組合は一斉に反発、

この異議申し立てを行ったAPINDOブカシ地域支

部への抗議行動として、2012年１月には、ブカシ

の工業団地が多く集まる地域の高速道路と工業団

地につながる料金所・出口を数千台のバイクで占

拠した。このことにより周辺の工業団地では長時

間にわたり物流が滞る事態となった。

この最低賃金問題は経済調整大臣による調整を

経て、「上記の水準での地域別最低賃金の実施」

「2013年の最低賃金の算定基準について政労使で

話し合う」「労働組合は高速道路占拠を行わない」

などの内容で労使が合意、最低賃金は実施される

ことになった。その後、労働組合は各企業で最低

賃金が支払われているかどうか監視するために、

工業団地入居企業を中心に調査、支払われていな

い場合には近隣の企業を巻き込むような形（組合

員・従業員の動員）で会社に順守させる取り組み

（スウィーピング）を行った。

◦�インドにおける数百万人を動員した全国的ゼネ
ラルストライキ
2012年２月28日、インドの全てのナショナル・セン

ター、BMS、INTUC、AITUC、HMS、CITU、AIUTUC、

AICCTU、UTUC、TUCC、LPF、SEWAの指令による

ゼネラルストライキは、数百万の労働者が参加し、

全国的に実施された。このストライキで労働組合

は、「物価上昇を抑えるために具体的な措置を講

ずること」「雇用を創出するために具体的な措置

を講ずること」「全ての基本的な労働法を例外・

免除なく厳格に実施し、違反に対して厳しい罰則

を科すこと」「未組織部門労働者に制約のない普

遍的な社会保障を提供し、適切な資源による国家

社会保障基金を設立すること」「社会戦略に基づ

く中央・州レベルの営利国営企業への投資引き上

げを注視すること」「永続的・長期的な仕事の契

約労働化を禁止し、当該産業・事業所の正規労働
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者と同じ金額の賃金・給付を契約労働者に支払う

こと」「最低賃金法を修正して賃金表に関係なく

普遍的な適用を確保し、法定最低賃金を（物価ス

ライド制で）１万ルピー以上に設定すること」

「ボーナスや準備基金の支払いや受給資格の上限

をすべて撤廃し、給与金を増額すること」「すべ

ての人々に年金を保証すること」「45日以内の労

働組合登録を義務づけ、ILO第87号条約と第98号

条約を直ちに批准すること」の10項目の要求を掲

げた。

◦�ILOでの動き
2012年５月28日に実施されたILO事務局長選挙

では９名の候補者の間で６回にわたる投票が行わ

れた結果、ガイ・ライダー ILO国際労働基準総局

長／事務局長代行（前ITUC書記長）が選出された。

労働組合出身者からILO事務局長が選出されるの

はこれまでのILOの歴史上、初めてのことであった。

一方で、基準適用委員会において使用者側のボ

イコットが行われた。ILO総会では、ILO基準適

用委員会において、ILO条約の適用状況に問題が

ある国について個別審査が行われることになって

おり、2012年の個別審査は、専門家委員会におい

て問題があるとされた案件のうち、25件ほどを取

り上げることになっていた。しかし、使用者側は

「三者構成ではない専門家委員会が、ILO条約に明

白な規定のないスト権について、団結権に当然含

まれるものとして取り扱っている」ことに異議を

唱え、この年には個別審査ができないという事態

となった。労働組合側は「個別審査ができなかっ

たのはILO始まって以来であり、条約の適用を進

めるILOのシステムに対する重大な攻撃である」

とコメントした。

2012年の総会では、ビルマ政府が1998年のビル

マに関するILO勧告（①強制労働を規定している

国内法の改正、②軍による強制労働の撤廃、③強

制労働加害者への厳格な処罰）を踏まえた措置を

実施中であり、ビルマ政府とILOが強制労働撲滅３

カ年活動計画について合意したことを報告、これ

らを理由にビルマ制裁の根拠となっている1999年

と2000年のILO総会決議の解除を求めた。総会で

の議論の結果、1999年決議のすべてと2000年決議

の一部、「ILO加盟国政労使はビルマと関係を持つ

ことが強制労働の仕組みの永続化または拡大につ

ながらないよう、その関係を見直し、適当な措置

を講ずる」という項目の１年延長以外を解除した。

◦�IMF、ICEM、ITGLWFが統合、インダストリオー
ル結成
2012年６月、IMF（国際金属労連）、ICEM（国

際化学エネルギー鉱山一般労連）およびITGLWF

（国際繊維被服皮革労働組合同盟）が統合しイン

ダストリオール・グローバルユニオンを結成した。

この統合により、世界140カ国5,000万人の組合員

を組織する世界最大のGUFが誕生した。結成大会

（デンマーク・コペンハーゲン）には、109カ国

354組織から1,046名（内女性参加者234名）が参加

した。結成大会では、会長にベルトホルト・フー

バー氏（ドイツ・IGメタル）、書記長にユルキ・

ライナ氏（北欧・北欧産業労連）をはじめとする

諸機関役員を選出すると共に、今後４年間のアク

ション・プランを審議・決定した。

なお、ITGLWFは、最初にIFTWA（国際繊維

労組同盟）とIGWF（国際被服労組同盟）が1960

年に合併して、ITGWF（国際繊維被服労組同盟）

を結成し、その後ISLWF（国際製靴皮革労組連盟）

インダストリオール結成世界大会（2012年６月）
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と1970年に合併し結成した組織である。IFTWAと

IGWFは共に1893年に結成された国際産業別組織

であり、IGWFは1907年に結成された組織である。

◦�アメリカにおける労働権問題
UAWの本拠地であるデトロイト市を擁する米

国中西部のミシガン州は、伝統的に労働組合が強

いと言われていたが、2012年12月、州知事の署名

により「労働権」法案が成立した。労働権法は、

賃金労働条件の改善を求めて交渉するという労働

者の権利を制限する効果を持ち、この法律のもと

に、労働災害補償金や公共部門の賃金の削減、年

金の廃止・減額、公共部門の団体交渉禁止などが

実施されている。また義務的な協議事項の削除や

仲裁裁定に対する制限、「政治的行為」向けの組

合費徴収・支出の禁止、労働組合によるロビー活

動の禁止、現場組合事務所の禁止など労働組合活

動全般に対する制限が可能となる。すでにアメリ

カ合衆国南部諸州を中心に24州で成立している。

＜2013年＞
◦�インドネシアの労働組合の活動の転換
2011年末より、インドネシアの労働組合は

FSPMIやその上部団体であるナショナルセンター

KSPIを中心に、「工場から公共へ」その活動を広

げる運動を繰り広げてきた。それまで工業団地で

の「スウィーピング」を広範囲に実施してきたが、

2012年の後半から「工場から公共へ」の活動では、

ロビー活動、国会・省庁への申し入れ、タムリン

通りやスディルマン通り、プラザ・インドネシア

や独立記念塔公園などジャカルタ市内での抗議行

動に軸足を移し、労働者の生活レベルの向上を政

府に直接要求する活動を実施してきた。アウト

ソーシングなどの非正規労働の是正、最低賃金の

大幅引き上げ、健康保険や年金などの社会保障の

早期実施・拡充などをその要求の柱としている。

さらに、KSPI、KSBSI、KSPSIという主要ナショ

ナルセンター３組織が、MPBIを結成し、非正規

労働を５業種に限定する内容の大統領令や最低賃

金の30〜40％の大幅引き上げを獲得してきた。

◦�バングラデシュでのラナ・プラザ崩壊事故と国
際労使協定締結
2013年４月、バングラデシュの首都ダッカにあ

る縫製工場が多く入居している雑居ビル、「ラナ・

プラザ」が崩落し、縫製労働者数千名が亡くなる

という凄惨な事故が発生した。また、他の工場で

も同様の事故や火災が発生し、多くの労働者が犠

牲となった。バングラデシュの労働組合は、企業

に安全衛生基準の遵守、政府に監督業務の実施を

要求し、抗議行動を展開した。一方、インダスト

リオールやUNIをはじめとする国際労働運動は、

80社ものブランドや卸売業者と共に、「バングラ

デシュにおける火災・建屋の安全に関する協定」

を締結した。国際レベルで労使で締結されたこの

歴史的な合意は、バングラデシュの繊維産業を安

全で持続可能な産業とするために、安全衛生に関

する適切な監督業務、工場設備や建屋の修理保全、

労働者への安全衛生教育の実施などを盛り込んで

いる。またこの協定には、ラナ・プラザ事故の犠

牲者遺族や被害者に対する補償についても、基金

を立ち上げて支払うことが盛り込まれた。

◦�フィジー軍事政権による労働組合弾圧
2013年１月、フィジー軍事政権は2013年命令第

４号を発布した。これは、労働組合役員も含む「公

務員」が政党の申請、加入、役職就任を行うこと

を禁止し、政党への支持を表明することさえでき

なくなるという、労働組合の政治活動を禁止する

もので、この命令を無視した場合の罰則も規定さ

れている。これに対して、インダストリオールを

はじめ国際労働運動は、フィジー政権への抗議行

動を展開した。

＜2014年＞
◦�ASEAN経済共同体への対応
2015年のAEC（ASEAN経済共同体）の設立に
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対し、ASEAN（東南アジア諸国連合）地域の労

働組合の懸念が広がっている。東南アジア地域全

体が自由貿易地域となることによる競争の激化を

心配してのことである。背景には、2010年に締結

されたASEAN中国経済協定の影響がある。この

経済協定によって、被服、繊維、靴、玩具産業で

競争が激化、コスト削減のために正規雇用が減少

し、契約労働者や実習生が激増、労使関係にも変

化が生じるなど、大きな影響が生じた。

さらに、ASEAN経済共同体によって移民労働

が増加し、外部委託（アウトソーシング）などの

不安定労働が増加するという問題も指摘されてい

る。東南アジアの労働組合はそのような懸念に対

応するため、労働者の立場を弱体化させるような

労働組合同士の対立を避け、労働組合間の連携を

図っていくことが重要であるとの認識を持ってい

る。また、この地域全体で連帯強化のための能力

向上が必要との認識のもと、政府や経営者と対等

に話ができる人材の育成に取り組む必要があると

している。

◦�インドネシア労働組合による大規模抗議行動
2013年９月５日にジャカルタで開かれた大集会

は、インドネシア政府による燃料価格引き上げ後

の生活費上昇を受けて開かれた。政府は現行最低

賃金の最大20％増額を提案しているが、労働組合

は購買力を維持するために少なくとも50％引き上

げるよう要求した。労働組合は、2014年１月から

の強制的な国民皆保険も要求した。政府は2019年

までの段階的実施を計画しているが、組合側は実

施のペースが遅すぎると非難した。

その後、インドネシアの労働組合は2013年10月

31日〜11月１日に、最低賃金の50％引き上げ、健

康保険の実施、外部委託による不安定雇用の撤廃

を要求し、全国的な抗議行動を実施した。この抗

議行動の結果、いくつかの地方の最低賃金は30％

から40％引き上げられたが、ジャカルタ特別州で

はわずか９％にとどまった。

◦�フィリピンにおけるインダストリオール加盟組
織の団結強化
ITGLWF、ICEMおよびIMFがインダストリ

オール・グローバルユニオンを結成したとき、フィ

リピンには多様な産業を対象とする17団体ものイ

ンダストリオール加盟組織があり、団結の文化を

確立するのが難しいとされていた。しかし、2014

年２月26〜27日のインダストリオール主催リー

ダーシップフォーラムでは、フィリピン国内のイ

ンダストリオール加盟組織間の団結をめぐり討議

され、団結強化に向けて前進する方法を見つける

ことに成功した。加盟組織は2014年４月１日に再

び会議を開催、協力体制の確認と共通の課題に関

する行動計画を策定、引き続きインダストリオー

ルによる３カ年組織化プロジェクトを立案するこ

とになった。

◦�タイにおけるインダストリオール加盟組織の団
結強化
2013年９月７〜８日に、バンコクにおいてイン

ダストリオール加盟タイ国内組織の合同会議が開

かれ、TEAM（タイ電子・電気機器・自動車・金

属労働組合総連合会）、TWFT（タイ繊維・被服・

皮革労連）、EGATLU（タイ発電公社労組）、

PTT労働組合、CWUA（化学労組同盟）、PPFT（タ

イ製紙・印刷労連）、PCFT（タイ石油・化学労連）

の労働組合代表が参加し、一致協力への約束を表

明した。ここでは、新しいCILT（タイ産業労働

組合総連合）結成に向けた作業が話し合われた。

CILTはTEAMとALCT（タイ自動車労働組合会

議）、TWFT、それに旧ICEMタイ協議会傘下組

合（EGATLU、PTT労働組合、PPFT、CWUA）

を統合するものである。

CILTは2013年10月６日、結成式典を開催し、

正式に発足した。CILTは、上記のインダストリ

オール加盟組織で構成され、電子、電気機器、自

動車・金属、繊維・衣料、製紙、石油、素材、化学、

ガス、電気各部門で活動する211地方組合の組合
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員14万8,540人を傘下に収めることとなった。

◦�フォルクスワーゲンのアメリカの工場における
組織化
フォルクスワーゲン世界従業員代表委員会は年

１回従業員代表委員会を開いて、国際問題を含む

諸課題を議論し、経営陣からの会社方針に関する

報告を定期的に受けている。世界のフォルクス

ワーゲン工場のうち、アメリカ・チャタヌーガの

工場だけがまだ労働組合が組織化されていない。

この工場の組織化へ向け、UAW（全米自動車労組）

とドイツのIGメタル（ドイツ金属産業労働組合）、

フォルクスワーゲン従業員代表委員会の三者は、

緊密に協力してきた。

2014年２月14日、全国労働関係委員会の監督下

で行われた３日間の認証選挙で、フォルクスワー

ゲン労働者は反対712票、賛成626票を投じ、

UAWは惜敗した。賛成多数であれば従業員代表

委員会が設置され、アメリカ初の労使関係モデル

となることが期待されていた。この結果には、共

和党の政治家と反組合的なグループが主導する脅

迫・威嚇を伴う攻撃的な反対キャンペーンからの

大きな影響があった。テネシー州の共和党議員は、

「労働者が組合代表に対して賛成の投票をすれば、

フォルクスワーゲンに税制上の優遇措置を適用し

ない」と威嚇した。ある共和党上院議員は、労働

者が組合に反対の投票をすれば新規投資を「確信」

していると断言していた。

◦�トルコ最大の炭鉱における災害
2014年５月13日、トルコ最大の炭鉱の一つソマ

炭鉱で事故が発生、280名もの労働者が死亡し、

多くの労働者が炭鉱内に取り残されるという事態

となった。石炭の主な産出国は中国、アメリカ、

インド、オーストラリアなどであるが、トルコの

生産量は世界の２％程度にも関わらず、産出100

万トン当たりの災害被害者は７名以上との統計が

あり、中国の1.7名と比較しても劣悪な安全衛生の

状況と言える。また、このソマ炭鉱は以前から危

険性が指摘されていたが、政府は何の対策も講じ

ておらず、インダストリオールおよびトルコの労

働組合は、「労働者の命と引き換えにして利益を

上げており、災害ではなく産業殺人だ」と、政府

を非難した。トルコの労働組合はこの事故に抗議

する行動を実施した。

◦�南アフリカでの団体交渉をめぐる労使紛争
南アフリカでは2013年８月より自動車産業にお

ける団体交渉にともなうストライキが頻発してい

る。産業レベルでの労使交渉では、労働組合側は

２ケタ台の賃金引き上げを求めており、約６％お

よび消費者物価上昇を勘案する経営側の提示とは

大きくかけ離れたものであった。2013年８月19日

には労働組合側は14％の賃上げを求めてストライ

キに突入した。その後、経営側は11.5％賃上げを

提示、その結果、NUMSA（南アフリカ全国金属

労組）傘下の自動車部門労働者は３週間にわたっ

たストライキを終了し、自動車部門での３年間協

約を合意した。その後、鉱業、炭鉱、繊維、自動

車小売業、自動車部品製造業、燃料小売業などで

も団体交渉にともなうストライキが起こった。ま

た2014年に入ると、機械エンジニアリング部門で

団体交渉にともなうストライキが発生している。

タイCILT結成式典（2013年10月６日、バンコク）
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1. 春季生活闘争の軌跡
＜1995年闘争＞
95年闘争は、1994年９月に取りまとめた「金属

労協の『新しい経済・社会システムづくり』に向

けた取り組みについて」を踏まえ、「所得の向上」

「時間短縮」「生活環境の改善」の三位一体の総合

生活改善闘争に取り組んだ。

賃金引き上げの要求基準は、連合が「個別賃金

重視」「額要求」の方針を打ち出したことを受けて、

金属労協は、産業・企業間の格差を是正し、金属

産業にふさわしい賃金を確立するため、個別賃金

を要求基準の第一に据え、個別銘柄別の賃金決定

による社会的横断化に向けて第一歩を踏み出し

た。また、平均賃上げ方式の弱点を克服するため、

率要求から額要求に切り替えた。具体的には、①

35歳標準労働者の賃金引き上げは、「高卒34歳・

勤続16年の生産労働者の賃金287,000円を、35歳17

年299,000円へ引き上げる」、②平均賃金の引き上

げは、「引き上げ額12,000円（定期昇給・相当分２％

程度を含む）とする」とした。

総合生活改善闘争の前段の取り組みとして、

1994年10月に「第２回新しい経済・社会システム

づくりシンポジウム」を開催し、10〜11月には、

通産省・労働省・経済企画庁・大蔵省に対して、

政策・制度要請を実施した。また、「規制緩和に

関する要請書」を取りまとめ、通産省と総務庁に

提出した。一方、日経連と国内産業の空洞化問題

について共同研究プロジェクトを実施し、日経連

と共同で村山総理に対して「円高・空洞化対策お

よび構造改革に関する緊急要請」を行った。1995

年３月には、「円高阻止緊急集会」を開催し、アピー

ルした。闘争の組織強化活動として、中央討論集

会、労組代表者交流集会、各地域の集会などを開

催した。

交渉では、経営側は、「右肩上がりの成長が困

難と考えられる中、世界最高水準に達した賃金を

従来通り引き上げることは雇用の喪失を招く」な

ど、95年４月には79円台を記録した急激な円高の

中、賃金抑制姿勢を強めた。

金属労協は、３月６日の戦術委員会で「全体で

見れば昨年を上回る水準の獲得をめざす」ことを

確認し、その達成に向けて追い込みを図った。集

計登録組合は、１月17日に発生した阪神・淡路大

震災の影響を受けた１組合を除き、５月８日まで

にすべて決着し、平均賃上げでは7,986円、前年比

406円下回る結果となった。また、電機連合が個

別賃金方式に転換したほか、多くの組合で配分交

渉の前倒しを行うと共に、金額要求によって、労

使間で格差の実態を明確にするなど、賃金体系整

備の必要性についても議論が進むこととなった。

企業内最低賃金協定は、集計登録組合85組合中

65組合が要求し、42組合が引き上げを獲得した。

その他、退職金の引き上げ、労災付加補償は死亡

時3,000万円の回答引き出し、育児休業制度の新設、

休日増、年休付与日数増などの前進があった。

＜1996年闘争＞
96年闘争は、円相場が１ドル100円前後まで戻

したことなどから、景気にもようやく明るさが見

2. 最近20年間の総合生活改善闘争の軌跡（1994〜2014年）

1995年闘争労組代表者交流集会（1995年３月）
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＜1997年闘争＞
97年闘争では、賃金については、賃金水準や賃

金体系が大きく異なるなかで、賃金水準の平準化

をめざし、35歳標準労働者賃上げの取り組みを強

化し、純ベア方式に向けた取り組みに着手した。

具体的には、35歳標準労働者については、高卒34

歳・勤続16年・技能職の賃金292,000円を35歳17年

305,000円に引き上げる、と基準を設定しながら、

30歳については、高卒30歳・勤続12年・技能職の

賃金水準256,000円を262,000円に引き上げるとす

る、ベアを基本とした目安を示した。また、平均

賃上げ要求については、13,000円を中心とすると

の要求基準を設定した。要求は、1995年、1996年

と２年連続で２％成長という経済の回復基調、過

年度物価上昇率がプラスになること、金属産業が

総じて好調であることなどから、前年の要求基準

12,000円から1,000円引き上げた。

労働時間については、「年間総実労働時間1,800

時間台達成を21世紀に持ち越さない」よう、労働

基準法における週40時間労働制の猶予措置撤廃を

踏まえた中小の底上げや、年休取得日数増や所定

外抑制など運用面を含めて取り組みを強化するこ

ととした。

闘争前段の取り組みとして、1996年10月に日経

連との懇談、11月に金属８産業労使会議、12月に

経団連との懇談を行い、11月〜１月には、対省庁

要請を行った。また、12月の協議委員会では、「行

政改革徹底・減税継続緊急アピール」を行った。

一方、1997年３月末で週40時間労働制の猶予措

置が撤廃されることに対して、中小企業団体が政

府に延長を働きかけた。このため、金属労協は、

1996年12月の協議委員会で「週40時間労働制完全

実施を求める緊急決議」を採択、同月、「規制の

整理撤廃と労働法制・労働行政の充実・強化に関

する金属労協の見解」を発表した。また、1997年

２月、中小企業団体が、週40時間制に移行するに

あたり、時間あたり賃金を維持して月例賃金は減

えてきたとの判断に立ち、所得の向上、労働時間

短縮、新しい経済・社会システムづくりの三位一

体の総合生活改善闘争を推進すべく闘争方針を決

定した。

賃上げについては、率から額への切り替え後２

年目として、個別賃上げ要求による賃金決定を重

視し、さらに踏み込むこととし、要求方式につい

ては、個別賃上げ要求と平均賃上げ要求の二本立

て、要求根拠としては、物価動向を踏まえた生活

向上分（ベア）および、定期昇給ならびに相当分

を基本として組み立てた。35歳標準労働者の賃上

げは、34歳・勤続16年の生産労働者の賃金288,000

円を35歳17年300,000円へ引き上げる、平均賃上げ

は12,000円中心とする、との要求基準を設定した。

物価が落ち着きを見せているからこそ、着実な生

活向上を果たすべきとの考え方から、前年と同様

の要求とした。

闘争前段の取り組みとしては、1995年９月に、

日経連との共同プロジェクト「円高是正・空洞化

阻止に向けての労使十大提言」を発表し、村山総

理宛に提出した。12月には、日経連、経団連と懇

談を行い、金属８産業労使会議を行った。10月以

降には、各省庁に政策・制度要請を行った。闘争

の組織強化活動として、「拡大賃金・時短担当者

研修会」「賃金・時短シンポジウム」「中央討論集

会」「労組代表者交流集会」を開催した。

集計対象79組合の賃上げ結果は、平均賃上げ方

式では57組合の加重平均が8,450円となり、昨年同

組合の妥結実績と比較して、405円上回った。過

年度物価上昇率がマイナスとなるなかで、賃上げ

額の低下傾向に歯止めをかけることができた。ま

た、個別賃金方式による賃金決定を重視する中で、

電機連合で初めて個別賃金で回答を引き出すなど

の前進もあった。

労災付加補償では、電機連合が3,200万円の満額

を引き出し、造船重機労連、全電線で退職金引き

上げの回答を引き出した。
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額する、月例賃金は維持して一時金を減額する、

などの方法がある旨を会員に対して文書で示し

た。これに対して、金属労協は、「週40時間労働

制完全実施にともなう経営側による月例賃金減額

の動きに対する金属労協事務局長見解」を発表し、

反論を行った。

日経連は、「労働問題研究委員会報告」において、

長年にわたり掲げてきた「生産性基準原理（賃金

上昇率を就業者１人あたり実質GDP成長率とす

る）」を前面に出さず、「個別企業の名目付加価値

生産性の上昇分の範囲」という考え方を中心に据

え、「横並びの賃金決定」排除の姿勢を強めた。

また、産別交渉、企業別交渉においても、経営側

は一体となって、国際競争力確保、高コスト是正

を前面に押し立て、賃上げ額を前年実績マイナス

とする主張を繰り返した。

経営側主導での低い相場観が憂慮される事態と

なったことから、金属労協は、２月25日の戦術委

員会で「賃上げ要求基準を昨年よりも引き上げた

経過を重視し、その趣旨を反映した回答を引き出

す」「早期の相場観形成をめざす」ことを確認した。

また、３月18日の集中回答日に向けて、３月14日

の戦術委員会では、基本姿勢を堅持すると共に、

回答が受け入れがたいものであった場合の対応に

ついても初めて文書で確認した。

集計対象組合の結果は、平均賃上げ方式の55組

合の加重平均で8,959円となり、前年実績と比較し

て497円上回った。全体集計では、平均賃上げ3,437

組合で加重平均8,023円（前年比488円増）、単純平

均6,958円（前年比428円増）となった。

また、企業内最低賃金協定は、集計対象組合78

組合のうち、44組合が引き上げた。また、労災付

加補償は、鉄鋼労連、造船重機労連で3,200万円を

獲得した。退職金については、造船重機労連、全

電線、非鉄連合で引き上げを獲得した。労働時間

については、中小労組を中心に前進した。

＜1998年闘争＞
98年闘争の要求基準は、1997年９月における「賃

金・労働政策」の決定を受け、個別銘柄別賃上げ

要求による純ベア方式を基本とした。具体的には、

35歳・勤続17年・技能職は、純ベア額7,000円を基

本に到達水準307,000円。30歳・勤続12年・技能職

は、到達目安262,000円とした。また、平均賃上げ

は、純ベア額7,000円中心として、定昇（相当分）

は6,000円（２％）とみなし、定昇込み13,000円中

心とした。要求基準7,000円は、前年と同水準の要

求となったが、1997年４月に消費税が３％から

５％に引き上げられたことなどから、就業者１人

あたりGDP0.3％程度、1997年度の消費者物価上昇

率２％を想定し、純ベアによる実質賃金の維持・

向上という点で、ギリギリの要求となった。

また、労働時間については、年間総実労働時間

1,800時間台に則した所定労働時間の決着を図るべ

く、「時短再前進へのキックオフの年」として、

休日増、１日あたりの時短に取り組み、さらに通

年闘争として、超過労働抑制、年休完全取得に取

り組むこととした。

しかしながら、消費税率引き上げによる消費マ

インドの冷え込みは、当初の想定をはるかに超え、

マイナス成長が確実になると共に、企業業績も急

激に悪化した。経営側は、交渉において、経済成

長の落ち込みや企業業績の悪化を前面に出し、コ

ストアップ要因である賃上げ・時短には応じられ

ないと主張した。

経営側の頑なな賃金抑制姿勢によって、交渉が

膠着状態に陥ったことから、金属労協は、２月26

日の戦術委員会において、「消費不況打破緊急声

明」を発表し、消費不況打破に向けて、経営側は

マクロ経済に対する役割と責任を重く受け止める

べきであること、勤労者の実質生活を守ることは

経営側の最低限の義務であること、などを主張し

た。

しかしながら、経営側は、現実の経済情勢、企
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純ベア額3,000円、到達水準307,000円とし、高卒

30歳・勤続12年・技能職は、純ベア額3,000円、到

達水準264,000円とした。また、平均賃上げ額は、

純ベア額3,000円中心とした。さらに、格差是正の

取り組みとして、金属労協全体として35歳標準労

働者賃金が、到達水準の８割程度を確保できるよ

う、賃金水準の底上げを図ることを、初めて方針

に明記した。

交渉の前段では、1998年９月の定期大会決定に

基づき、「緊急雇用対策本部」を設置し、「緊急雇

用調査」を実施した。11月には、「経済再生に向

けた緊急要請」を作成し、金属労協に集う、2,059

社の企業労使が署名・捺印し、12月には総理に提

出、政府の一刻も早い対応を要請した。

闘争方針決定以降、経済情勢は日々悪化し、

1998年度の実質経済成長率は、政府予測のマイナ

ス2.2％からマイナス幅が悪化する見通しとなっ

た。こうした状況の中、日経連は、労働問題研究

委員会報告で、「総額人件費の引き下げ」を主張し、

各企業の経営側もそうした主張を強めた。また、

多くの企業で、定期昇給についても困難であると

の主張がされた。

これに対して、金属労協では、３月５日の戦術

委員会で、定期昇給を含めた賃金構造維持分につ

いて、「これまで労使が十分な協議を重ね合意・

確立してきたものであり、賃金・処遇制度の根幹

であって、これを一方的に放棄するかの如き経営

側の言動は断じて許されるものではない」と主張

した。

集計対象組合の結果は、平均賃上げ方式の43組

合の加重平均で6,776円となり、前年実績と比較し

て1,620円下回った。また、35歳純ベアは1,114円（45

組合の単純平均）、平均純ベアは1,352円（10組合

の加重平均）となった。全体集計では、平均賃上

げ3,043組合で加重平均5,769円となった。

一時金は、78組合のうち、60組合が年間５カ月

を下回り、このうち11組合が４カ月を下回った。

業業績を優先すべきとの姿勢を崩さず、「実質賃

金維持」を労使の接点とすることはできなかった。

1997年度の消費者物価上昇率は、２％となったが、

1.5％程度は消費税率引き上げ分（経済企画庁）と

見なされることから、経営側は、物価上昇の大部

分は税制の問題であり、企業に負担を求めるべき

ではないと強調し、98年闘争の重要な争点となっ

た。これに対して、金属労協は、消費者物価上昇

率を税率分と物価分に分けることは不可能であ

り、消費者物価上昇分を上回る純ベアによって、

着実に実質賃金の維持・向上を図るべきとの基本

姿勢に立って取り組んだ。

集計対象組合の結果は、平均賃上げ方式の46組

合の加重平均で8,396円となり、前年実績と比較し

て523円下回った。また、35歳純ベアは2,306円（50

組合の単純平均）、平均純ベアは2,563円（19組合

の加重平均）となった。全体集計では、平均賃上

げ3,207組合で加重平均7,376円となった。労働時

間については、集計対象組合のうち、14組合で所

定労働時間の短縮を獲得し、１組合で休日割増率

の引き上げを獲得した。

＜1999年闘争＞
99年闘争は、金融不安やアジア経済危機が重な

り、1997年、1998年と２年続けて実質経済成長が

マイナスとなり、雇用環境が急激に悪化する、か

つてない難局に直面する中での取り組みとなっ

た。金属労協は、闘争方針の第一に「勤労者の雇

用と生活を維持・確保するための取り組み」とし

て、経営側に企業としての雇用の責任を貫徹する

よう強く迫る一方、危機打開のための雇用対策、

景気対策、新しい労使のフレームワーク構築、新

しい経済社会システムづくりなどを政府に強く働

きかけることとした。その上で、「21世紀の生活・

産業・経済を築くための人的投資としての賃金・

労働条件の取り組み」を掲げた。

賃金については、高卒35歳・勤続17年・技能職は、
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全電線、非鉄連合で退職金の引き上げ、非鉄連合

で労災付加補償の死亡・１〜３級で3,200万円に到

達した。

＜2000年闘争＞
2000年闘争では、バブル崩壊以降、ゼロ成長、

マイナス成長が続いており、マクロ的配分論だけ

ではベアを獲得することが困難であること、金属

の賃金水準が相対的に低位になっていること、近

年の金属産業の時間あたり付加価値生産性の伸び

率に比べて、時間あたり人件費の伸び率が低く

なっていることなどから、これまでの要求根拠で

ある「物価動向を踏まえた生活向上分をベアとす

る」との考え方を基本的に堅持しつつ、賃金の産

業間格差圧縮、金属産業で働く者の労働の価値を

より高めていくとの考え方に立って、金属産業の

付加価値生産性、賃金水準、生計費の動向などを

要求根拠の新たな要素として加味し、総合的に判

断して、賃金引き上げの要求を設定した。

具体的には、高卒35歳・勤続17年・技能職は、

純ベア額2,000〜3,000円、到達水準308,000円、高

卒30歳・勤続12年・技能職は、純ベア額2,000〜3,000

円、到達水準263,000円とした。また、平均賃上げ

額は、純ベア額2,000〜3,000円とした。さらに、

格差是正の取り組みとして、金属労協全体として、

到達水準の８割程度を確保できるよう、底上げを

図ることとした。

また、2001年より、厚生年金の満額支給開始年

齢が3年ごとに引き上げられ、2013年には65歳と

なることから、60歳以降の雇用継続を実現すべく、

①働くことを希望する者は勤労者個人の意思によ

り誰でも働けること、②年金満額支給開始年齢と

接続すること、③60歳以降就労するものについて

は、引き続き組織化を図ること、の３つの基本原

則に基づいて取り組みを進めることとした。

闘争の前段では、各省庁に対する政策・制度要

請を行い、1999年11月には、「当面の経済・雇用

対策に関する金属労協としての見解」を取りまと

め、経済企画庁に要請を行った。また、12月には、

「確定拠出型退職給付制度の整備に際しての要請」

を厚労省に要請した。日経連、経団連との懇談、

金属産業労使会議等で見解・要請の考え方を説明

した。

集計対象組合の結果は、平均賃上げ方式の37組

合の加重平均で6,601円となり、前年実績と比較し

て67円下回った。また、35歳純ベアは673円（34

組合の単純平均）となった。全体集計では、平均

賃上げ3,001組合で加重平均5,589円となった。集

計登録組合の一時金は、月数・金額とも昨年を上

回ったのが36組合、下回ったのが26組合となり、

二極化した。60歳以降の就労確保については、39

組合で成果を獲得した。

2000年闘争は、消費者物価上昇率、名目経済成

長率が共にマイナスという、初めての「デフレ下

の春闘」になった。また、経営側が国際競争力確

保のための人件費コスト削減を狙うと共に、国際

会計基準移行・株主重視の企業評価基準の浸透に

伴い、株式市場の評価を高める財務体質の構築を

図ったこと、業績予測が下方修正されたことなど

から、厳しい交渉となった。このため、純ベア

500円を機軸とした回答を引き出す産別と、定昇

実施のみとなる産別に分かれることとなった。一

時金については、年間５カ月以上の組合が13.1％

にとどまり、４カ月未達の組合が46.3％となるな

2000年闘争労組代表者交流集会（2000年3月3日、東京）
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＜2002年闘争＞
2002年闘争では、これまでにない厳しい情勢認

識から、12月の協議委員会に先立ち、10月15日の

三役会議で、「『2002年春季総合生活改善闘争』取

り組みの基本スタンス」を確認した。具体的には、

①「雇用の維持・確保」を第一義におき、あらゆ

る方策について協議を尽くし、雇用保障協定の締

結等を含め、その達成に全力を傾注する、②さら

に、デフレスパイラルへの転落を阻止する観点か

ら、所得の安定確保を果たすため、最低でも賃金

構造維持分を確保する。その上で当該産別の産業

状況を踏まえ「純ベア」に取り組む、とした。

これを受けて、各産別においても、基本スタン

スを整理し、電機連合・鉄鋼労連では、雇用を第

一義としてベア要求を見送ることを決定し、自動

車総連・造船重機労連では、ベア要求を行うこと

を決定した。

「雇用の維持・確保のための基本的枠組みづく

り」では、産業・企業基盤整備に向けた政策・制

度課題、産業政策課題を含めて、従来以上に、産

別レベル、企業連・単組レベルにおける労使協議

の充実を図ることができた。集計対象組合では、

ほとんどの組合において、「経営として雇用の維

持・確保に最大限の努力をしていく」旨の労使確

認を行った。

賃金については、金属産業の賃金水準の維持・

確保を図るため、個別銘柄別の絶対額賃金水準形

成に向けた「標準労働者の到達水準」を重視した

取り組みを進めるため、35歳と30歳の標準労働者

賃金の到達目標と最低到達目標を示した。要求基

準は、すべての組合が賃金構造維持分を確保する

とした上で、当該産別の産業動向を見据えた上で、

純ベア額1,000円を基本に取り組むこととした。交

渉の結果、集計対象組合のほとんどで、賃金構造

維持分を確保することができた。しかしながら、

ベアについては、要求した組合も含めて、ほとん

どの組合でベアの有額回答に至ることができな

ど、厳しい結果となった。一方、60歳以降の就労

確保については、５産別で成果を獲得し、社会全

体の流れの形成・確立に寄与することができた。

＜2001年闘争＞
2001年闘争では、取り組み環境の構造的な変化

を直視し、当面、要求政策の基本スタンスを「中

長期を含めた産業・企業実態をまず重視し、マク

ロ経済動向を勘案」（ミクロ産業事情主軸・マク

ロ経済動向を加味）へと置き換えた。産別の主体

性を認めつつ、共闘としての統一性を確保すると

いう新たな共闘体制のもとで共闘軸を構築すると

いう考え方に基づき、賃金引き上げについては、

金属労協として昨年同様「純ベア2,000〜3,000円」

と要求基準を示し、これを踏まえて、各産別が産

業・企業実態に基づき、主体的な判断によって闘

争方針を決定した。

要求策定時には、金属産業全体としては業績が

回復する状況にあるものの、日本経済の先行きは

楽観できないとの判断から、要求水準を据え置い

た。しかしながら、交渉が進むにつれて、物価が

２年連続で下落し、円安・株安や失業率の悪化な

ど、先行き不透明感の高まりと全体として企業業

績が下方修正を余儀なくされる中で、交渉の接点

を見出し得ない、困難な取り組みとなった。集中

回答日を控えた３月９日の戦術委員会では、「明

確なベア確保をめざす」と確認した。

交渉の結果、「明確なベア額」には至らなかっ

たものの、厳しい環境下においても、集計対象組

合で500円程度のベアを引き出すなど、多くの組

合で一定のベア額を引き出すことができた。一時

金については、全体集計で45.7％が年間４カ月未

満となるなど、厳しい結果となった。60歳以降の

就労確保については、2000年闘争の成果を産別の

取り組みにつなげ、制度導入に向けた労使合意を

獲得することになった。
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かった。

一時金は、年間５カ月を基本としながら、固定

的支出部分が約８割（４カ月）程度あることを念

頭に下支えに取り組むことを方針に明記した。し

かしながら、金属労協全体の回答状況は、年間４

カ月未満の組合が54.2％と前年から増加した。な

お、集計対象組合74組合のうち、前年を上回った

組合が12組合、下回った組合が34組合となった。

60歳以降の就労確保については、鉄鋼労連・造

船重機労連で前進が図られた。また、電機連合で

は、企業内最低賃金協定を1,000円引き上げ、

149,500円とした。全電線では、通勤途上災害を引

き上げ、新たな制度を確立した。

＜2003年闘争＞
金属労協は、中長期的に経済成長の制約が強ま

ることが想定されることや、当面デフレ経済下に

置かれるものと考えられることなどの大きな環境

変化のもとで、「今後のJC共闘の基本的な取り組

み方向」として、①新たな共闘軸の構築による総

合労働条件改善の取り組み、②個別銘柄別の賃金

水準による金属産業勤労者の賃金水準の改善、③

ミニマム運動の強化による賃金水準の下支え、④

大くくり職種別の社会的賃金水準の形成をめざす

取り組み、⑤公正処遇ルールの確立、⑥連合・部

門別共闘強化の観点からのJC共闘のあり方につい

て、の６つの課題に整理した。

2003年闘争は、「基本的な取り組み方向」を見

定めつつ、改革第一ステップの取り組みとして、

個別銘柄別の賃金水準を重視し、金属産業のある

べき賃金水準をめざすと共に、35歳の賃金の最低

到達基準「JCミニマム（35歳）21万円」を新たに

設定し、一時金の最低獲得水準を年間４カ月と明

示するなど、賃金・一時金の下支えの取り組みを

強化した。

要求基準については、JCミニマム運動の推進を

第一に掲げ、①「JCミニマム（35歳）21万円」と

する、②18歳最低賃金の金額水準は、149,500円以

上とし、全単組の締結をめざす、③法定産業別最

低賃金の取り組み強化、の３つの取り組みを推進

することとした。また、賃金については、ベアの

基準を示さず、賃金水準の維持・確保を図るため、

賃金構造維持分確保の取り組みを強力に進めるこ

ととした。賃金水準改善については、産業・企業

の実態を踏まえて、主体的に取り組むこととした。

また、上位平準化のための目標として標準労働者

の到達目標を示し、全単組の到達をめざす水準と

して標準労働者の最低到達目標を示した。

交渉前段では、協議委員会で「デフレの解消に

よって雇用と生活の安定を図り、構造改革を推進

する決議」を行い、対総理要請を行うなどの取り

組みを行った。

また、２月28日の2003年闘争推進集会で「日本

経団連に対する公開質問状」を確認し、文書をもっ

て回答するように申し入れを行った。質問状は以

下の通り。①製造業・生産労働者の賃金水準につ

いて、日本は「実労働時間あたり賃金」、アメリカ・

ドイツは「支払対象時間あたり賃金」で比較し、

日本の賃金水準を「先進諸国の中でもトップレベ

ル」と主張しているのは、アンフェアな比較では

ないか。②労働分配率は、マクロレベルの労働分

配率を見ても、売上高人件費比率を見ても、90年

代後半以降、低下傾向にある。日本経団連がもと

もと上昇傾向を持つ指標を用いて労働分配率の上

昇を喧伝することは、日本経済のミスリードにつ

ながることになる。③賃金制度改定は、通年的に

行うものであり、組合が現行制度に基づいて要求

した機会を捉えて、取ってつけたように制度改定

を唱えるのは労使の信頼関係を根本から損なうも

のと言わざるを得ない。加盟企業に対し、組合が

要求した機会を捉えてこのような手法をとること

のないよう、日常的に労使協議を尽くすべく指導

を強化すべきだと考える。

これに対して、日本経団連は、４月７日、「全
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う次元の問題だけではなく、国際競争力の強化と

いった大きなテーマについて、しかるべき時期、

具体的には春季労使交渉がおおよそ妥結している

と思われる５月下旬を目処に、事務局レベルでの

意見交換をしたいと考えている」との提起がされ

た。

取り組みの結果、集計対象組合は、すべての組

日本金属産業労働組合協議会の質問状に関する見

解」を示した。見解では、「経営労働政策委員会

報告で使用しているデータのとり方は、従来から

一貫した考えのもとで行っている。また、賃金制

度改定については、個別企業の取り組みであり、

個別労使で十分に話し合っていただきたいと考え

ている。」とした上で、「今後、データの評価とい

春闘といえば言うまでもなく1955年（昭和30年）に８単
産（炭労、私鉄、合化、電力、紙パルプ、全国金属、化
学同盟、電機労連）による賃上げ共闘に始まる。その変
遷は詳しくふれないが、この春闘が、折から始まった日本
の高度成長に寄りそうごとく、国民生活の向上に寄与した
功績は大きい。
戦後の貧しい時代には、横並びの平均賃上げ方式で、

みんなが一斉に同じような賃金の引き上げを図ることが理に
かなっており、その成果は著しいものがあった。やがて生活
水準の向上と共に、組合員の心情も少しずつ変化し、一生
懸命に働く人も、何も努力せずに漫然と過ごす人も皆一緒
ということに不満が募り始め、成績による査定の必要性を意
識し始めることになる。それは同時に、企業業績の違いを
考慮しない横並び方式の限界を意味していた。
金属産業が一堂に会するJCは、1964年の結成以来、

その産業が日本経済の基幹産業であることから日本の労
働条件の核になり、ここに賃上げ交渉の相場形成役として
の役割を求められるようになる。春闘と日本経済の密接な
関連性から、その責任は重く、経済環境の変化に敏感に
対応することも期待されることになり、とくに、1974年（昭

和49年）にオイルショックが世界経済を混乱に陥れ、日本
では時の政府をして「狂乱物価」と言わしめた超インフレ
が国民生活を襲った。このとき、JC共闘は、鉄鋼労連の宮
田委員長の主導のもと、生活水準の低下を招くインフレを
一刻も早く収束させるために、それまで繰り返してきた前年
実績プラスα方式から、前年実績を下回る水準の要求を
決断、それによってさしもの狂乱インフレは終息していく。
その後、日本経済は、1991年３月にはバブル崩壊、2008
年にはリーマン・ショックと、未曽有の危機を経験すること
になる。この経済危機は非正規労働者の増大を招き、つい
には全雇用労働者の４割近くに達する引き金となった。
企業内においては非正規社員の増大に合わせ、処遇

制度では成果主義の導入などが進む中、低成長時代には
企業の業績格差は著しくなるから、それは賃金水準の企
業間格差につながっていく。当然のように企業間格差は産
業間格差に及び、JC共闘の在り方も問われることになる。
低成長時代の賃上げはいかにあるべきかが問われ、そ

して業績悪化の中でベア・ゼロが続いている時代、JC議
長に就任することになったわけで、JC共闘をいかに発展さ
せていくのかが与えられた最大のテーマであった。
加盟産別の徹底した討論を経て導いた結論は、「JCミ

ニマム」の確立であった。金属産業の最低基準を決め、
各産別はJCミニマムの上にそれぞれの産別のミニマム、そ
の上に企業ごとの賃金水準を議論していく方式である。金
属産業のミニマムをJC共闘によって確立することによって、
非正規社員を含む最低水準の引き上げを図り、そこから
先はそれぞれの産別の多様性に委ねる。
連合は日本で働くすべての労働者を対象にした最低賃

金の確立に全力を傾け、大産別（JC）は大ぐくり産業全体
の最低賃金を定め、その上に各産業のミニマムと企業別
の賃金を決めていく。このことは同時に、賃金交渉におけ
る連合、大産別、産別、企業別組合の役割と責任を明確
にしていくものと期待されるのである。

JCミニマム論の確立 金属労協顧問
第６代議長

鈴木　勝利

2003年闘争集中回答日の記者会見で質問に答える鈴木議長（当時）。
2003年３月12日、金属労協
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合が賃金構造維持分を確保した。一時金について

は、金属労協全体では、年間４カ月未満の組合が

50.7％となり、若干減少した。集計対象組合の一

時金は、昨年実績を上回った組合が58組合中38組

合となった。

＜2004年闘争＞
2004年闘争は、右肩上がりの経済成長時代に可

能であった全産業を横断的に網羅する一律的な賃

金引き上げは困難であるとの認識に立ちながら

も、日本の基幹産業である金属産業にふさわしい

「総合労働条件の構築」を目指す取り組みと位置

づけ、各産別はこの考え方に基づき、産業・企業

の実態を踏まえた重点取り組み課題を掲げて総合

労働条件の改善に取り組むこととした。

具体的には、従来以上に個別賃金水準を重視し

た取り組みを進めつつ、すべての組合で賃金構造

維持分の確保を図り、さらに産業・企業の状況を

踏まえて、賃金・一時金など総合労働条件の改善

に取り組むこととした。また、「JCミニマム（35

歳）」については、35歳の賃金を勤続年数・職務

評価などにかかわらず「これ以下をなくす」ため

に、将来的に社会的な規範力を発揮できる仕組み

づくりを強めていくこととした。

取り組みの結果、集計対象組合では、すべての

組合が賃金構造維持分を確保した。一時金につい

ては、集計対象組合のうち、31組合が前年実績を

上回った。全体集計では、年間４カ月を下回る組

合は、1,262組合・49.2％となり、前年から改善す

ることができた。

また、電機連合、JAMの傘下組合で、次世代育

成支援対策推進法への対応として労使協議の場を

設置し、電機連合では、配偶者出産休暇５日の実

現、キャリア開発支援のための労使協議の場を設

置した。

＜2005年闘争＞
2005年闘争では、景気回復が続いているものの、

先行き不透明感が増し、デフレ脱却が困難となる

一方で、金属産業の業績は全体として回復してい

る等の情勢認識のもとで、要求策定を行った。

賃金については、賃金構造維持分の確保を基本

としながら、産業間・産業内の賃金格差の実態や、

業績回復に対する組合員の貢献を踏まえ、積極的

に格差改善に取り組むこととした。金属労協や各

産別では、統一的なベアの要求基準を見送ったが、

各単組が自らの賃金実態を分析した上で、主体的

な取り組みによってベア等に取り組んだ。ベア等

の獲得組合数は210組合となり、2004年を上回っ

た。

一時金については、業績の回復を反映して、約

58％の組合で前年実績を上回った。また、年間４

カ月未満の組合についても、41.0％へと大幅に減

少した。

また、雇用形態の多様化が急速に拡大している

ことから、JC共闘として初めて、派遣労働者等の

非正規労働者の受け入れに関わる労使協議を提起

し、非正規労働者の受け入れに関わる具体的な論

議を行う組合が増加した。

＜2006年闘争＞
2006年闘争は、2005年度、2006年度のプラス成

長が見込まれ、デフレ脱却が近づく中で、金属産

業の企業業績も全体として回復する状況のもとで

の取り組みとなった。

こうしたなか、労働条件の維持・向上と競争力

の維持・強化は車の両輪であり、賃金の回復が図

られてこそ、企業の競争力も強化される好循環が

働くとの認識のもと、組合員の活力と意欲を持続

させ、強めていくためにも、低下・立ち遅れてい

る月例賃金の回復が重要であるとの基本スタンス

で要求を策定した。

賃金については、「仕事・役割重視、絶対水準
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へと枠組みを広げたことが、幅広く共闘への参加

を促し、多くの中堅・中小労組を含めた賃金改善

の獲得につながった。また、過去数年、賃金の一

律的な引き上げを否定してきた経営側を論議の土

俵に乗せることになった。

一時金については、業績改善を反映して、

57.3％の組合が昨年実績を上回った。しかしなが

ら、一方では、38.2％の組合が最低獲得水準４カ

月を下回り、二極化が進んだ。また、最低獲得水

準４カ月未満については、902組合・38.2％となり、

前年から改善した。

＜2007年闘争＞
2007年闘争は、マクロ経済的には「いざなぎ景

気」を超えて戦後最長の景気拡大が続くものの、

その成長の幅は小さく、経済成長の成果や好調な

企業収益が国民全体に行き渡らず、所得の二極化

が強まる中での取り組みとなった。また、「格差

問題」への国民的関心が高まりを見せ、従来以上

に闘争の動向が注目されることとなった。

こうした状況を踏まえ、2007年闘争は、賃金改

善による金属産業にふさわしい賃金水準の追求と

労働時間を中心とした取り組みを２本柱に、全体

の取り組みを推進することとした。

賃金については、2006年闘争に引き続き、「産

業間・産業内の賃金格差の実態や業績を踏まえ、

具体的な賃金改善要求を行い、賃金水準の向上と

産業間・規模間の格差是正を図る」こととし、物

価上昇を含めた賃金改善の実現を求め、昨年以上

の成果配分の実現をめざした。また、総合プロジェ

クト会議報告に基づき、産業ごとに「比較指標」

を示しつつ、あるべき水準をめざす取り組みを行

うこととした。企業内最低賃金協定については、

要求基準を1,000円引き上げ、150,500円とした。

労働時間については、過重労働が原因の過労死・

精神障害等の増加や少子化に対して、長時間労働

撲滅など、ワーク・ライフ・バランスを確立する

重視による『大くくり職種別賃金水準形成』によっ

て、産業間・産業内格差を是正し、金属産業の位

置づけにふさわしい賃金水準の実現をめざす」こ

とを基本的考え方として、基幹労働者（技能職35

歳相当）の目標基準と基幹労働者（技能職35歳相

当）の標準到達基準を示した。この基準は、所定

内賃金から通勤交通費、地域手当、出向手当、生

活関連手当（家族手当・住宅手当等）等を除いた

基本賃金とした。

賃金の具体的な要求については、５年ぶりに金

属労協全体として賃金要求に取り組み、「産業間・

産業内の賃金格差の実態や業績を踏まえ、具体的

な賃金改善要求を行い、賃金水準の向上を図る」

こととした。

2006年３月３日には、日本青年館において、1,250

名出席のもと、26年ぶりに「2006年闘争中央総決

起集会」を開き、３月15日の集中回答日に向け、

総意を結集した。集会では、「要求獲得に向け、

不退転の決意で交渉を展開していくことをここに

確認する」との集会アピールを確認した。

取り組みの結果、賃金については、全体集計で、

1,065組合が賃金改善を獲得した。賃金水準を引き

上げる「ベア」の考え方は堅持しつつ、「ベア」

に加えて賃金カーブ是正等を含めた「賃金改善」

2006年闘争ポスター
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ことが喫緊の課題となっていることから、長時間

労働撲滅のために実効性ある取り組みを総合的に

行うこととした。また、男女雇用機会均等法に対

応した労働協約の点検・改善や次世代育成支援対

策推進法への対応などの仕事と家庭の両立支援を

方針に掲げた。

取り組みの結果、賃金については、全体集計で

は、1,056組合が賃金改善を獲得した。賃金改善の

考え方が有効に機能し、中小労組への波及効果も

生まれ、２年連続で賃金改善分を獲得する成果を

生み出した。企業内最低賃金協定は、集計登録組

合で27組合が水準を引き上げた。

労働時間等、ワーク・ライフ・バランスについ

ては、産別の掲げる労働時間基準への到達闘争や、

ワーク・ライフ・バランスについての労使協議な

どに取り組んだ。

一時金については、金属労協全体で51.8％の組

合が2006年の実績を上回った。最低獲得水準であ

る年間４カ月を下回る組合は、金属労協全体で

35.3％へと減少した。

また、雇用形態の多様化への対応として、職場

の安全確保や公正な労働条件確保の観点から、非

正規労働者の受け入れに伴う労使協議の充実を図

り、企業内最低賃金協定水準の確保がされている

か等の点検に取り組んだ。

＜2008年闘争＞
2008年闘争は、緩やかながらも経済成長が見込

まれ、金属産業の業績は全体として好調となり、

労働力の不足感が強まる中での取り組みとなっ

た。また、非正規労働者が増大し、格差是正、均等・

均衡待遇などが課題となっていた。

金属労協は、2008年闘争を、金属産業の魅力を

高めると共に、内需拡大にも寄与する成果に結び

付ける取り組みと位置づけ、日本の基幹産業であ

る金属産業にふさわしい賃金水準の実現と、ワー

ク・ライフ・バランスの実現等を含めた総合労働

条件の改善、同じ職場で働く非正規労働者の労働

条件底上げに取り組むこととした。

賃金については、賃金改善という「人への投資」

によって、労働条件を魅力あるものにしなければ

ならないことを主張の柱に据え、３年目の賃金改

善に取り組むこととした。また、中堅・中小労組

の底上げと格差是正にも注力した。

ワーク・ライフ・バランスの実現については、

喫緊の課題である長時間労働是正のための有効な

施策のひとつとして、時間外労働割増率引き上げ

に取り組むこととした。

非正規労働者の労働条件底上げでは、企業内最

低賃金協定の取り組みによって、未組織労働者を

含めた金属産業全体の労働条件の底上げを図ると

共に、非正規労働者の受け入れに伴う労使協議の

充実を図ることとした。このため、企業内最低賃

金協定の目標を「高卒初任給に準拠する水準」で

あることを明確にし、基準額を1,500円引き上げ、

152,000円以上として取り組んだ。

また、社会的な要請でもある裁判員制度への対

応については、「有給の特別休暇」の取り扱いを

求めることとした。

取り組みの結果、全体集計では、1,445組合が賃

金改善を獲得し、2006年、2007年に引き続き賃金

改善の流れを確かなものとした。中堅・中小労組

においても獲得組合数が増加し、金属産業全体の

底上げにつながった。

時間外労働割増率引き上げ要求については、具

体的な前進回答は一部の組合にとどまったが、多

くの組合で継続協議の回答を引き出した。

非正規労働者の労働条件向上については、企業

内最低賃金協定の締結拡大、水準の引き上げを図

ることができた。また、多くの組合で非正規労働

者の受け入れに関わる労使協議の場を設置した。

裁判員制度への対応は、要求を行った大半の組

合で「有給の特別休暇」として取り扱う回答を引

き出した。
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営側は、「経営は危機的な状況にあり賃金を引き

上げる余地はない」とする頑なな姿勢と共に、一

部では「従来同様に賃金体系を維持すること自体

困難」など、これまでにない異例の主張もあり、

交渉は難航を極めた。

交渉では、回答引き出しが大幅に遅れ、賃金に

ついては、全体集計の賃金改善・賃金構造維持分

が区分できる組合のうち、賃金改善を獲得したと

判断できる組合は216組合となった。賃金構造維

持分は８割強の組合が確保にとどまった。

一時金については、金属労協全体の平均獲得月

数は3.64カ月で前年を0.87カ月下回り、年間４カ

月を下回った組合が半数を超える厳しい結果と

なった。

企業内最低賃金協定については、厳しい環境の

中でも各産別において水準の引き上げと協定締結

の拡大が進み、集計登録組合の20組合で平均903

円の水準引き上げとなった。

＜2010年闘争＞
2010年闘争は、日本経済が最悪期を脱したとは

いえ本格的な回復とはほど遠く、産業・企業ごと

の回復度合いに大きなバラツキのある中での取り

組みとなった。

賃金については、「賃金制度に基づき賃金構造

維持分を確保する組合は、制度の完全実施を図る」

ことを基本に、金属産業の賃金実態や産業内の賃

金格差等を踏まえて賃金改善に取り組むこととし

た。企業内最低賃金協定については、要求基準を

据え置き、154,000円とした。

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けては、

労働基準法の改正で、法定労働時間を月60時間上

回る時間外労働割増率が50％（法定休日を除く）

となったことなどから、法改正の趣旨を踏まえ、

総実労働時間短縮・時間外労働削減に向けて、時

間外労働協定の限度時間超から60時間までの割増

率50％、休日割増率50％への引き上げ、36協定に

＜2009年闘争＞
2009年闘争を取り巻く環境は、連合・金属労協

が要求方針を決定した時点、各産別、企業連・単

組が方針を決定した時点、そして具体的な交渉時

点とでは、全く様相を異にすることとなった。

要求策定段階では、2007年の後半から資源・原

材料高を主因とする物価上昇が顕著になり、その

後沈静化に向かったものの、年度平均で１％台半

ばの上昇見通しにあった。また、外需に支えられ

て長期にわたった経済成長も下降局面に向かいつ

つあり、賃金改善で家計の所得を増やし、内需の

大きな柱である個人消費を拡大することが必要と

された。こうした状況を踏まえ、賃金については、

「実質生活の維持を図るため物価の上昇に見合う

要求を行う」こととした。

また、企業内最低賃金協定については、法定産

業別最低賃金の取り組みを強化する観点から、

2008年11月に「企業内最低賃金協定の締結拡大と

着実な引き上げに向けて」を確認した。その内容

は、「①全企業連・単組が企業内最低賃金協定を

締結する。②企業内最低賃金協定の水準を高卒初

任給に準拠した水準に引き上げる。③各産別は、

協定締結の実態を踏まえて、計画的に①、②の実

現をめざす。④金属労協は、各年の「闘争の推進」

で、具体的な取り組み方針を示す。」とした。こ

の方針に基づき、2009年闘争では、企業内最低賃

金の基準額を2,000円引き上げ、「高卒初任給に準

拠する水準を基本とし、月額154,000円以上」とし

た。

しかしながら、2008年９月のリーマンショック

以降、経済環境と企業業績の悪化は過去に例を見

ない速さで進み、単組が要求案を決定する時点で

は、企業業績の下方修正が相次ぎ大幅な赤字決算

予想の企業が続出する状況となった。さらに、交

渉段階では操業・業績共に落ち込みの底が見えな

い中で、雇用調整・生産時間調整・一時帰休など

緊急諸対策の実施と並行しての交渉となった。経
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おける限度時間の引き下げ、年次有給休暇の付与

日数増・取得促進、長期休暇制度の導入などに、

産別方針のもとで取り組むこととした。割増率の

引き上げについては、猶予措置がとられた300人

未満の中小労組も含めて取り組むこととした。ま

た、子が３歳までの短時間勤務制度の義務化や、

子の看護休暇の拡充、介護休暇の創設など、育児・

介護休業法の改正が行われた趣旨を踏まえ、企業

規模・職種にかかわらず全ての労働者が制度の対

象となるよう協定の締結を行うこととした。

また、労災付加補償については、死亡ならびに

障害等級１〜３級について、2008年に基幹労連が

3,400万円に引き上げたことや、連合調査による資

源・エネルギー産業の中位水準が3,500万円となっ

ていることなどから、金属労協の死亡ならびに障

害等級１〜３級の付加補償水準を3,400万円以上に

引き上げることとした。

取り組みの結果、賃金については、全体集計で

は、267組合が賃金改善を獲得した。企業内最低

賃金協定については、集計登録組合の21組合で平

均1,185円の水準に引き上げた。一時金は、最低獲

得水準である年間４カ月を下回った組合は昨年の

60％から55％へと減少した。

時間外労働割増率引き上げには、電機連合・全

電線が産別全体として取り組んだ。交渉の結果、

割増率の引き上げには至らなかったものの、労働

基準法改正への対応として、労使協定で定めた所

定労働時間以外の全ての労働時間を月60時間超の

時間外労働時間算定対象とすることとなった。

労災・通災付加補償の増額を要求した電機連合

は要求通り労災3,400万円、通災1,700万円への引

き上げを行った。

＜2011年闘争＞
2011年闘争では、日本経済は、2008年９月のリー

マンショックに端を発した世界金融危機・経済危

機を脱し、金属産業の企業業績は着実に改善した

ものの、完全失業率は５％台の高止まりとなり、

消費者物価上昇率は依然としてマイナスが続く中

での取り組みとなった。さらに、2010年７月以降、

急激な円高に見舞われ、先行き不透明感が強まる

と共に、生産拠点の海外展開がさらに加速し、雇

用への影響が懸念される状況となった。

こうした状況を踏まえ、2011年闘争では、勤労

者生活を守り、景気の底支えを図るため、すべて

の組合で賃金構造維持分を確保し、賃金水準を維

持することを基本に、条件が整う組合は賃金改善

に取り組むこととした。企業内最低賃金協定につ

いては、要求基準は154,000円以上に据え置きなが

ら、水準の底上げの観点から月額1,000円以上の引

き上げに取り組むこととした。また、労災付加補

償については、金属産業全体が、先行する組合の

水準へ到達することをめざし、死亡ならびに障害

等級１〜３級の付加補償として、3,400万円以上へ

の引き上げに取り組むこととした。

しかしながら、当初設定した３月16日の集中回

答日を目前にした３月11日に東日本大震災が発生

し、東北・関東地方を中心に多くの組合員とその

家族、事業所が被災することとなった。このため

金属労協では、３月14日に臨時戦術委員会を開催

し、「組合員・ご家族の安否確認と救援体制の確

立を最優先とする」こと、「16日の回答引き出しが

困難な場合は、各産別の判断に委ねる」こと等を

確認するという異例の対応をとることとなった。

2010年３月集中回答日記者会見
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考え方に基づき、取り組むこととした。

取り組みの結果、賃金については、全体集計で

は、賃金改善等を獲得した組合は、351組合となり、

前年を上回った。一時金は、平均獲得月数は年間

4.06カ月となり、前年とほぼ同水準となった。最

低獲得水準年間４カ月を下回った組合は、金属労

協全体で42.6％へと改善した。企業内最低賃金協

定は、集計登録組合では、60組合中15組合が企業

内最低賃金協定を引き上げた。60歳以降の就労確

保については、高年齢者雇用安定法の改正案が成

立していないことなどから、多くの組合で継続協

議となった。

＜2013年闘争＞
2013年闘争は、日本経済が東日本大震災により

生産活動が大きく落ち込んだのち、緩やかな回復

を続けてきたものの、2012年後半以降、先行き不

透明感が強まっている中での方針策定となった。

賃金については、すべての組合で賃金構造維持

分を確保し、賃金水準を維持することを基本に、

条件が整う組合は賃金改善に取り組むこととし

た。

60歳以降の就労については、2013年４月に施行

される改正高年齢者雇用安定法で、希望者全員を

対象とした65歳までの雇用を確保する措置の実施

が義務づけられることから、①経過措置を利用せ

ず、働くことを希望する者全員について、年金満

額支給開始年齢と接続する65歳までの雇用を確保

し、働きがいのある就労制度を構築する、②労働

の価値にふさわしく、かつ生活を維持することの

できる賃金を確保する、③継続雇用制度の場合は、

継続雇用の希望状況を労使で確認し、組合員の

ニーズに合った制度となっているか点検する、④

60歳以降就労者の組合員化を図る、の方針のもと、

取り組むこととした。

金属労協の方針策定後、産別・単組における要

求策定・決定や交渉の段階では、円高是正が進み、

取り組みの結果、賃金改善を獲得した組合数は、

2010年闘争を上回る333組合となった。また、一

時金についても60.2％の組合が前年獲得実績を上

回り、最低獲得水準年間４カ月を下回った組合は、

金属労協全体で45.3％へと改善した。さらに、多

くの組合で企業内最低賃金協定の引き上げを図

り、死亡・障害等級１〜３級の労災付加補償を3,400

万円に引き上げる組合が拡大するなど、産業・企

業の実態を踏まえて労働諸条件の改善が図られ

た。

＜2012年闘争＞
2012年闘争は、東日本大震災による地震・津波

の被害、電力不足やサプライチェーンの寸断など

の影響で生産が大幅に落ち込んだ上に、タイの大

洪水によるサプライチェーンの寸断や超円高・デ

フレ基調の継続、欧州経済危機など、先行きの厳

しさが増す中で、要求を策定した。金属産業は、

超円高をはじめとする国内事業環境の悪化によ

り、金属産業の国内事業基盤の空洞化と雇用の喪

失を阻止するための正念場に立たされる中での取

り組みとなった。

このため、賃金については、勤労者生活を守り、

着実な景気回復を図るため、すべての組合で賃金

構造維持分を確保し、賃金水準を維持することを

基本に、条件が整う場合は、積極的に賃金改善に

取り組むこととした。

また、2013年４月から基礎年金部分に加え報酬

比例部分の支給開始年齢が引き上げられ、65歳ま

での公的年金が段階的にゼロになることから、60

歳以降の就労確保の取り組みを再整理し、①60歳

以降の希望者全員の就労確保のための制度が未整

備の場合は、早期に導入する、②65歳までの公的

年金の支給が段階的にゼロとなることを踏まえ、

ⅰ.希望者全員の雇用を確保するため、就労制度の

改善を図る、ⅱ.労働の価値にふさわしく、かつ生

活を維持することのできる賃金を確保する、との
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株価も上昇、TPP交渉参加に向けて作業が進むな

ど、経済環境に明るい兆しが見え始めた。また、

政府は２月、経営諸団体に対して「報酬の引き上

げ」を要請した。

取り組みの結果、賃金については、全体集計で、

賃金改善等の獲得組合が386組合となり、前年の

351組合を上回った。企業内最低賃金協定につい

ては、集計登録組合では、12組合が500円の引き

上げを獲得した。一時金については、最低獲得水

準年間４カ月未達の組合は、892組合（41.6％）と

なり、前年同時期から若干改善した。60歳以降の

就労確保については、多くの組合で高年齢者雇用

安定法の改正に対応した制度整備を中心とした取

り組みとなったが、制度の見直しによって労働条

件の向上を図った組合なども見られた。

＜2014年闘争＞
2014年闘争は、円高の是正と株価の上昇、金利

の低下が進み、輸出の拡大、投資の回復、銀行貸

出の増加が見られる状況となり、消費者物価上昇

率はプラスに転じると共に、失業率は４％程度に

低下している中での闘争となった。2013年12月20

日には、「経済の好循環実現に向けた政労使会議」

で、「デフレ脱却に向けて経済の好循環を起動さ

せていくためには、労使は十分な議論を行い、企

業収益の拡大を賃金上昇につなげていく」ことを

確認した。マスコミ報道が活発化するなど、2014

年闘争に対する社会の注目が増し、また、組合員

の期待が高まる中での取り組みとなった。

要求にあたっては、デフレ脱却、景気回復の兆

しが見え始め、経済環境が激変する中で、労使も

マインドシフトを図り、自らの社会的責任を果た

していかなければならないとの認識のもと、2014

年闘争では、デフレ脱却と経済成長を確実なもの

とするため、賃金・労働条件の向上と企業発展の

好循環を実現することを基本とした。そのため、

５産別が強固なスクラムを組み、実質生活を維持

し、デフレ脱却と経済成長に資する賃上げとして、

JC共闘全体で「人への投資」として１％以上の賃

上げに取り組むこととした。また、企業内最低賃

金協定については、基準額を2,000円引き上げ、高

卒初任給に準拠する水準に着実に引き上げるた

め、月額156,000円以上の水準、もしくは月額2,000

円以上の引き上げに取り組むこととした。

さらに、デフレ脱却と経済成長を確実なものと

するためにも、非正規労働者の賃金・労働条件改

善は不可欠であるとの認識のもと、非正規労働者

の賃上げに関する交渉・協議を行う組合は、賃金

の底上げの重要性を踏まえて取り組むことや、労

使協議の充実、賃金・労働条件の向上などに取り

組むこととした。また、金属労協として初めて、

職場における男女共同参画推進のためのポジティ

ブ・アクションを方針に掲げ、労使協議の場で、

職場の実態を労使で共有するなどの取り組みを行

うこととした。

全体集計では、1,562組合（回答を引き出した組

合の55.8％）が賃金の引き上げを獲得した。企業

内最低賃金協定の締結組合数は1,644組合・50.2％

となり、18歳最低賃金協定の平均は、月額155,736

円となった。一時金は、68％の組合が前年実績を

上回り、平均獲得月数は年間4.30カ月となった。

最低獲得水準である年間４カ月に到達しない組合

は、32.2％に改善した。

2014年闘争集中回答日（2014年3月12日、金属労協）
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を図る）を通じて、「生活との調和と自己実現を

めざす多様な働き方の実現」をめざすこととした。

また、そのためのJC共闘のあり方として、「JC

ミニマム（35歳）」「最低賃金協定」「法定最低賃金」

の３つを、「JCミニマム運動」として取り組むこ

ととした。また、個別賃金決定の取り組みを進展

させる中で、その決定基準をより絶対水準を重視

し、かつ産業ごとの職種銘柄を志向することに

よって、金属産業の位置づけにふさわしい「大く

くり職種別賃金形成に向けた取り組み」を推進す

ることとした。

4.   特定（産業別）最低賃金の
取り組み

＜金属最賃会議の活動＞
1986年の中央最低賃金審議会は、従来の行政の

諮問による大くくりの産業別最低賃金を見直し、

労使いずれかの申出に基づき審議・決定する新産

業別最低賃金に転換させることとした。

これに対応するため、1985年に、電機労連、全

金同盟、全国金属、全機金の４産別は、「金属４

単産最賃連絡会議」を立ち上げた。1986年には、

金属労協および加盟産別が加わり、「機械金属関

係単産最賃連絡会議（金属最賃会議）」へと名称

も変更した。金属最賃会議では、産業分類調査の

2. 「賃金・労働政策」
1997年９月、第36回定期大会で、「賃金・労働

政策」を確認した。グローバル経済時代の雇用シ

ステムや賃金・処遇制度は、個人の自主性を尊重

し、選択肢を多様なものとする自己実現型のキャ

リアシステムのもとで、生活の充実感を満たすと

共に、勤労者の能力発揮を促し、その成果を勤労

者に適正に配分して内需を創出するという経済全

体のサイクルの観点に立って、構築されなければ

ならない。こうした基本的考え方のもと、「ヒュー

マンな長期安定雇用」の確立と「複線型処遇制度」

の導入を柱とする「賃金・労働政策」を提起した。

雇用のあり方については、職業生活全般におけ

る人間尊重・働きがい増進を実現し、雇用移動が

不利にならない長期安定雇用システムを「ヒュー

マンな長期安定雇用」と位置づけ、その確立に努

めることとした。また、個々の業務遂行能力を的

確に賃金・処遇に結びつけるために、キャリア形

成に応じたグループ区分による「複線型処遇制度」

を提起した。

3. 「第２次賃金・労働政策」
2004年９月、第43回定期大会で、「第2次賃金・

労働政策」を確認した。①ヒューマンな長期安定

雇用の実現（長期安定雇用によって、勤労者の雇

用と生活の安定を図ると共に、技術・技能の継承・

高度化を図ることによって産業・企業基盤の強化

を図る）、②仕事を通じた自己実現（中期的な視

野に立ち主体性を尊重した人材育成によって仕事

の能力と価値を高めると共に、仕事における能力

発揮によって仕事のやりがいを高め、自己実現を

図る）、③仕事・社会・家庭生活の調和（ゆとり

ある生活時間を確保する取り組みと共に、働き方

の選択肢を拡大し、仕事・社会・家庭生活の調和 金属労協最賃センター 2009年度全国会議（2009年１月26日）
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実施や企業内最低賃金協定の締結促進、必要性の

機関決議など、申出要件を確保し、「新産業別最

低賃金」を創設するため、全力を挙げて取り組ん

だ。その結果、転換の最終年度となった1989年に

は、金属産業関係では全国160件の新産業別最低

賃金を設定した。

1989年には、金属労協に事務局を設置するなど

組織の整備・強化を図り、改めて「機械金属関係

単産最賃連絡会議（金属最賃会議）」を発足させた。

金属最賃会議では、産業別最低賃金の強化に向け

て、産業別最低賃金の水準を中期的に企業内最低

賃金協定の水準に引き上げることなどの方針や金

額改正目標を設定するなど共通の取り組みを行

い、制度の継承・発展に大きな役割を果たした。

＜金属労協最賃センターの活動＞
金属最賃会議は、1986年当時、金属労協未加盟

の組織も含めて、金属産業にかかわる産別が連携

して取り組むため、金属労協とは別の組織として

発足した。しかしながら、その後、全産別が金属

労協に加盟したことや、経営者団体が産業別最低

賃金の不要論を強める中で取り組みの一層の強化

が求められることから、金属最賃会議は、2002年

の第15回総会で、金属最賃会議を解散し、金属労

協に活動を移行することを確認した。

金属労協は、2002年９月の第41回定期大会で「最

賃センター」の設置を決定し、金属労協事務局長

をセンター長、中央最低賃金審議会委員を副セン

ター長、各産別の最低賃金担当者を対策委員とす

る体制を整えた。最賃センターは、金属最賃会議

の活動を引き継ぎ、新産業別最低賃金の継承・発

展に向けた運動を更に強化していくこととなっ

た。

金属労協最賃センターでは、毎年１月に、全国

の最低賃金担当者約250名が参集する「全国会議」

を開催し、「産業別最低賃金の取り組み方針」を

決定すると共に、産業別最低賃金の金額改正と新

設に向けて意思結集を図った。また、金属労協の

会議に引き続いて、各産別が全国の最低賃金担当

者を対象とした会議を開催し、地域間の連携と方

針の共有化を図ってきた。

さらに、最賃センターでは、金額改正の審議を

目前にした８月に、金額改正に臨む姿勢や金額改

正目標などを確認事項として発信し、共通の取り

組みを進めてきた。

2003年には、地域の取り組みを支えるため、最

低賃金ガイドブックを作成（2009年改訂）し、最

低賃金と労働組合の役割や、取り組みの基本的な

考え方、具体的な手続き、産業別最低賃金の基礎

となる企業内最低賃金協定の考え方について取り

まとめた。

＜産業別最低賃金制度見直しに対する取り組み＞
2003年12月22日に、総合規制改革会議第３次答

申が発表され、2004年３月19日には「規制改革・

民間開放推進３か年計画」が閣議決定された。そ

の中で、産業別最低賃金について、「産業別に異

なる最低賃金を設定する意義は乏しい」として、

「こうした考え方にも留意し、その在り方を速や

かに検討すべきである」と盛り込まれた。

これに対して、金属労協は、2004年１月13日に

「総合規制改革会議第３次答申における『産業別

最低賃金制度の見直し』に対する金属労協の見解」

を発表し、制度の役割と機能を明らかにしながら、

規制改革の対象とすべきでないとの見解を示し、

金属労協は「産業別最低賃金の継承・発展」の姿

勢を堅持することを確認した。

一方、厚生労働省では、「仕事と生活の調和に

関する検討会議」を設置し、産業別最低賃金の見

直し問題が論議された。これに対して、金属労協

は、産業別最低賃金の見直し問題については、最

低賃金制度を熟知している中央最低賃金審議会に

おける論議を基本とすべきであることなど、「総

合規制改革会議第３次答申における『産業別最低
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賃金制度の見直し』問題の経過と対応」（2004年

６月７日）を発表した。検討会議の報告書（2004

年６月23日）には、産業別最低賃金について、さ

まざまな意見があるとした上で、「しかるべき場

において早急に検討されることが期待される」と

された。

さらに、金属労協は、2004年６月30日、厚生労

働省に対する要請の中で、産業別最低賃金の見直

し論議については、中央最低賃金審議会において

慎重な論議を行うべきことなどを主張した。また、

民主党政策調査会・NCと金属労協との懇談（2004

年９月）、第20回金属労協政治顧問懇談会（2004

年11月18日）、横路孝弘民主党ネクスト厚生労働

大臣との意見交換（2004年11月９日、2005年１月

18日）等で、産業別最低賃金の継承・発展を図る

べきことを主張した。2005年１月26日には、「産

業別最低賃金に対する金属労協の考え方」を取り

まとめ、制度の意義・役割を整理した上で、金属

労協が産業別最低賃金の継承・発展に向けて取り

組むことなどを公表した。

2005年３月31日には、厚生労働省「最低賃金制

度のあり方に関する研究会報告」が取りまとめら

れた。報告は、産業別最低賃金について、「廃止

を含め抜本的な見直しを行う必要がある」として、

公正競争ケースの廃止、労働協約の拡張適用によ

る最低賃金の廃止、労働協約ケースの罰則の撤廃

を方向性として示した。これに対して、金属労協

は、2005年４月27日、「『最低賃金制度のあり方に

関する研究会報告』に対する金属労協の見解」を

発表し、最低賃金制度の意義・役割や制度の実態

について十分な内容とは言えず、この報告を容認

することはできないとの見解を示した。

2005年６月16日には、厚生労働省に、「労働政

策審議会労働条件分科会最低賃金部会」を設置し、

最低賃金制度全体について検討を行うよう諮問さ

れた。最低賃金部会での１年半に及ぶ審議の結果、

2006年12月27日、第19回最低賃金部会で報告が取

りまとめられ、労働政策審議会を通じて厚生労働

大臣に対して答申された。

「報告」では、産業別最低賃金の罰則を外した

ものの、最低賃金法に「特定最低賃金」として明

確に位置づけ、関係労使の申出により決定するも

のであることを明確にした。また、地域別最低賃

金については、決定基準に生活保護にかかわる施

策との整合性に配慮することが盛り込まれ、罰金

額の上限が50万円へと引き上げられた。この「報

告」に基づく改正最低賃金法は、2007年11月に成

立し、2008年７月に施行された。

＜地域別最低賃金の大幅な引き上げ＞
非正規労働者の比率が３割を超え、格差の拡大

が社会問題となったことなどから、政労使会議等

が設置され、地域別最低賃金の引き上げに向けて

合意形成が図られるなどの環境整備が図られた。

まず、2007年７月には、政労使による「成長力底

上げ戦略推進円卓会議」において、最低賃金の中

期的な引き上げに向けた合意が行われた。また、

2008年７月に施行された改正最低賃金法を踏まえ

て、2008年度の地域別最低賃金額改定の目安では、

地域別最低賃金と生活保護水準との乖離額を明示

し、その解消に向けた引き上げが行われることと

なった。2010年６月には、政労使による「雇用戦

略対話」において「できるだけ早期に全国最低

800円を確保し、景気状況に配慮しつつ、全国平

均1,000円をめざす」ことが合意された。2013年度

の目安の諮問では、経済財政運営と改革の基本方

針及び日本再興戦略に配意した審議が求められ

た。こうしたことから、地域別最低賃金の全国平

均は、2006年の673円から2013年には764円へと７

年間で91円引き上げられ、最低額は610円から664

円へと54円の引き上げ、最高額は719円から869円

へと150円引き上げられた。
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＜最低賃金法改正への対応＞
最低賃金法の改正によって、地域別最低賃金と

生活保護の乖離の大きい地域を中心に、地域別最

低賃金が特定（産業別）最低賃金を上回ることが

想定されることとなった。このため、金属労協で

は、2008年11月に「企業内最低賃金協定の締結拡

大と着実な引き上げに向けて」を取りまとめ、全

組合が企業内最低賃金協定を締結すること、企業

内最低賃金協定の水準を高卒初任給に準拠した水

準に引き上げること、などを確認した。また、

2009年12月には、「産業別最低賃金の金額改正に

向けた取り組みの留意点」をまとめ、当該産業の

使用者に対して特定（産業別）最低賃金の理解促

進を強化すること、当該産業労使が参加する専門

部会で決定すべきであることを強く主張するこ

と、最低賃金協定の割合を増やすこと、最低賃金

協定の水準に留意すること、などの具体的な取り

組み方針を示すと共に、必要性審議の取り扱いな

どに関する留意を促した。

＜特定（産業別）最低賃金の新たな取り組み体制＞
金属労協は、2010年９月の第49回定期大会にお

いて、「最賃センター」が行ってきた法定産業別

最低賃金に関わる取り組みについては、必要に応

じて労働政策委員会で取り扱うこととした。これ

に伴い、最賃センターとして確認してきた各年の

「特定（産業別）最低賃金の取り組み方針」は、

常任幹事会による確認とした。また、最賃センター

が開催していた「全国会議」は、「最低賃金連絡

会議」と改め、全国の最低賃金担当者約270名の

出席のもと、毎年開催することとした。

＜地域別最低賃金と特定（産業別）最低賃金の
逆転への対応＞
地域別最低賃金の急激な引き上げによって、生

活保護との乖離が大きい東京都・神奈川県を中心

に、地域別最低賃金が特定（産業別）最低賃金を

上回るケースが出てきた。

2011年度の金額改正審議では、東京都・神奈川

県の使用者側委員は、先に決定する地域別最低賃

金が特定（産業別）最低賃金を上回ったことを理

由に、特定（産業別）最低賃金の金額改正の「必

要性」を認めない姿勢を崩さず、地域別最低賃金

を下回った特定（産業別）最低賃金は、金額改正

ができない状況に陥った。これに対して、金属労

協は、東京都、神奈川県の最低賃金審議会と連携

を図りながら対応したが、公益委員の調整によっ

て一部の業種では金額改正の「必要性あり」とさ

れたものの、東京都の金属産業では２業種、神奈

川県では１業種が「必要性ありに至らず」との結

果となった。

金属労協では、「東京都と神奈川県の2011年度

特定（産業別）最低賃金額改正に対する金属労協

見解（2011年12月21日）」を発表し、東京都、神

奈川県の審議における使用者側の姿勢に遺憾の意

を表明すると共に、「必要性審議」に当該産業労

使が参加していないことによって、その意思が十

分に反映されないという制度上の問題等について

指摘した。また、2012年４月には、「特定（産業別）

最低賃金の2012年度の金額改正に向けた具体的取

り組みの再整理」をまとめ、各年の方針に基づく

取り組みを着実に推進するため、連合、金属労協、

産別、地域の具体的取り組みを整理するなど、取

り組みを強化した。

しかしながら、その後も使用者側は地域別最低

賃金を下回った特定（産業別）最低賃金の金額改

正を認めない姿勢を崩しておらず、必要性審議が

難航し、金額改正ができない状況が続いているこ

とから、当該地域との連携を密にしながら、下回っ

た地域対策に取り組むと同時に、下回ることに至

らぬような取り組みを行っている。
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「新しい経済・社会システムづくり」の提唱
（1994年〜）
金属労協は1992年９月の第31回定期大会におい

て、共産主義体制の崩壊と冷戦の終結という環境

変化の中で、日本の「新しい経済・社会システム」

のあり方について、検討していくことを決定した。

産業政策委員会を中心に検討を積み重ねた結果、

1994年９月の第33回定期大会において、「金属労

協の『新しい経済・社会システムづくり』に向け

た取り組みについて」と題する産業政策委員会報

告を行った。

＊世界では、民主化・民族化・市場経済化を軸と

した新たな秩序の構築が進んでおり、こうした

中で、日本は国連活動や自由貿易体制の維持・

発展などといった点を中心に、国際政治・経済

の両面で積極的な役割を果たしていくことが求

められている。

＊そのような責任を果たすためには、わが国の経

済・社会システムが世界に開かれたものでなく

てはならない。戦後の経済・社会システムは、

複雑で閉鎖的な市場構造、既得権益に縛られ不

明瞭な政策決定など、グローバルな視点から見

て、市場経済にそぐわない、公正・公平さを欠

く部分を内包しており、ひずみや弊害が看過で

きないほどに肥大化し、あつれきが一気に噴き

出す状況となっている。

＊勤労者、消費者、国民・納税者の立場は、企業、

生産者、政府に比べてかなり弱いものであり、

労働分配率の低下、長時間労働、高物価、不公

平税制といった組織や生産拡大を優先するシス

テムが作り上げられてきた。

との基本的な認識に立って、

＊「市場経済に即した、公正で公平、かつ透明で

合理的な経済・社会システム」を構築する。

＊労働組合が勤労者、消費者、国民・納税者の立

場を代表して改革を担う役割を再構築すること

により、経済・社会システムを「産業・組織優

先から人間尊重へ」と転換していく。

ことを主張し、これらを具体化するための政策の

方向性を打ち出した。

金属労協は以降、「新しい経済・社会システム

づくり」の考え方を具体化すべく、強力な政策活

動を展開した。具体化にあたっては、「新しい経済・

社会システムづくりシンポジウム（93年から99年

まで）」、「生活改善シンポジウム」の開催など、

一層の理論構築と政策の中身の充実に努めた。94

年10月の「新しい経済・社会システムづくりシン

ポジウム」では、規制の整理・撤廃によって内外

価格差の是正を図るべく、基本的視点を整理し、

具体的事例の検討を行った。95年４月の「生活改

善シンポジウム」では、デフレを回避し、内外価

格差是正と生産拡大の両立する経済をめざしてい

くことを確認した。

3. 最近20年間の産業政策、政策・制度活動の軌跡（1994〜2014年）

第１回新しい経済・社会システムづくりシンポジウム（1993年10月）

95年生活改善シンポジウム（1995年４月）
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「新しい経済・社会システムづくり」で提唱した具体的な政策の方向（抜粋）
＜勤労者の立場から＞

＊安定した金融政策による堅実な実質成長の達成。

＊規制の整理・撤廃、市場開放による内外価格差是正と、それによる国民の購買力増強を基盤とした

新産業創出、積極的な事業展開促進。

＊これらによる対外不均衡是正、国際協調体制確立、為替レートの安定・適正化。

＊労働組合組織化の推進、労使協議体制の強化、各層における労使会議の充実などによる産業民主主

義の確立。

＊発展途上国における団結権・団体交渉権・争議権の確立。海外拠点における労働問題に関する行動

基準の確立。

＊下請関係における公正取引の確保。

＊長期安定雇用の枠組みの維持。

＊年功賃金を大枠として維持しつつ、適正な評価システムを伴った賃金制度への改革。

＊年間総実労働時間1,800時間への時短。産業活動・企業行動・生産体制を1,800時間時代に即したもの

に。

＜消費者の視点から＞

＊農産物関税の引き下げ、コメの生産・流通の自由化、大規模農家育成、農協改革。

＊既得権の全面的見直し、公共事業の民営化。公共料金の抜本的見直しと総括原価方式からプライス

キャップ方式への転換。

＊土地保有課税の適正化、市街化調整区域制度の抜本的見直し。

＊土地・住宅の取得に関わるローン金利の所得控除。

＊原子力発電の積極的な利用とエネルギー供給のベストミックス確立。

＊CO2排出抑制のための積極的な技術開発と支援措置。クリーンエネルギー自動車の開発・普及。

＜国民・納税者としての参加＞

＊公共投資配分の見直しによる大都市圏の社会資本整備拡充。土地利用における既得権益排除。

＊数値目標を掲げた政府の抜本的な歳出削減。政府事業・特殊法人の整理・民営化。

＊現役世代の生活とのバランスを十分に考慮した年金水準。

＊消費税へのインボイス導入、簡易課税制度、免税点、限界控除制度の廃止。

＊納税者番号制による総合課税。

＊大都市近郊農地・山林の保有課税強化、相続税の強化。
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1990年代前半における円高・空洞化阻止の
取り組み
（1994年〜）
1985年のプラザ合意によって急激に円高が進ん

だのち、1988年ごろには、円相場は小康状態となっ

ていたが、1990年代に入ると再び円高傾向が強ま

り、95年には1ドル＝90円台に達するところとなっ

た。

金属労協は、超円高への急進により、国内製造

業の雇用と技術が失われる産業空洞化の危機にあ

るとの認識のもと、政府の政策展開、公共料金引

き上げの動き、規制の整理・撤廃などに関して、

その考え方をアクション・ペーパーとしてとりま

とめ、政府・各省庁に対して要請活動を展開した。

94年10〜11月には、労働省、大蔵省、通産省、経

済企画庁に対し、産業空洞化阻止の政策展開を要

請すると共に、通産省、総務庁には「規制緩和に

関する要請書」（67項目）を提出し、うち16項目

が政府の「規制緩和推進計画」に反映された。

95年２月には、阪神淡路大震災に対する政府の

対応の遅れ、進まぬ行政改革、相次ぐ公共料金の

引き上げに対し、政府の政策展開を抜本的に転換

すべきとして、「政府の政策展開に対する金属労

協としての考え方」をとりまとめ、これに基づき、

「タクシーおよび都営交通運賃をはじめとする公

共料金引き上げに対する金属労協の見解」（1995

年２月）、「阪神淡路大震災被災事業所に対する緊

急復興対策支援並びに大型災害対策についての要

『20年前と今とでは？』
―金属労協の産業政策活動を顧みて―

かつ、提起された各分野は金属労協構成産別と密接に関
係することもあり、「光ファイバー製造工場」や「風力発電
の実証プラント」「廃棄物処理と資源回収プラント」などを
産業政策委員会メンバーで見学したことが懐かしく思い出
されます。
●流動的な政治情勢
93年８月に38年間続いた自民党政権に代わって誕生し

た細川連立政権は10カ月後の94年６月に、自・社・さ３党
連立の村山政権にとって代わられ、事実上自民政権に逆
戻りした直後でした。野党はと言えば離合集散の状態がし
ばらく続くことになります。
●今、改めて思うこと
金属労協として、当時力を入れていた政策の一つに「規

制改革」もありました。「円高対策」「産業構造の転換」と
合わせて考えると、現在その成り行きが注目されている「ア
ベノミクス」で取り上げられている諸政策と類似しているこ
とに気付きます。加えて、離合集散の様相を呈しつつある
野党勢力の政治情勢までもが似ているように思われます。
ただし、当時金属労協が注力した「規制改革」は、行
財政改革や特殊法人の民営化であって、アベノミクスで
取り上げられている労働者や国民の立場を無視した政策
とは全く異なる内容であることを、強調しておきたいと思い
ます。

●円高と生産拠点の海外移転
私が金属労協の産業政策活動に関わったのは、今から

20年前の1994年から８年間でした。
94年の２月に１ドル＝101円台を記録した為替レートは、

95年３月に90円を突破し、翌４月には70円台を記録する急
速な円高が進み、金属産業はじめ輸出産業は危機的な状
況に陥っていました。そのため、金属労協は経営者団体
（当時の日経連）と共同で「円高是正と空洞化対策」の政
府申し入れをするに至りました。
一方で、個別企業においては、為替リスクを回避すると

共に、人件費コストの低い中進国への生産拠点の移転を
指向する動きが高まり、当該の労働組合は如何に対処す
べきかが求められていました。
当然、金属労協の産業政策委員会においても重要課

題として議論しましたが、「現在雇用されている労働者の
雇用は保証する」ことを前提条件として、個別の労使協議
で決定するとの結論に留まらざるを得ませんでした。
●産業構造転換と雇用対策
政府は99年３月に「情報・通信など４分野で77万人の

雇用創出を図る」として、住宅関連産業、環境関連産業、
福祉・医療関連産業と合わせて21世紀の伸長分野と位
置付け諸施策を講じることを明らかにしました。
私たちが主張してきた政策に共通するところ大であり、

金属労協顧問
元副議長

元産業政策委員長

吉井　眞之
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望」（1995年３月）、「規制緩和推進計画に対する

見解」、「大手私鉄運賃値上げに対する金属労協の

見解」（1995年６月）などを策定、10〜11月には、

「雇用安定、製造業の健全な発展、および日本の

構造改革に関する要請」を政府・政党に対し展開

した。95年３月には、「円高阻止緊急集会」を開

催し、「円高阻止・賃上げアピール」を採択した。

組織内議員に対しては、金属議員懇談会の開催、

「円高阻止緊急集会」への参加など、政策実現に

向けて強力な働きかけを行った。

経営側に対しては、94年10月以降、円高・空洞

化阻止をテーマに、日経連と共同研究プロジェク

トを開始した。12月には円高・空洞化阻止に向け

ての基本的な考え方を整理し、得本輝人・金属労

協議長と永野健・日経連会長は、共同で村山富市

総理大臣に「円高・空洞化対策および構造改革に

関する緊急要請」を行った。その後、規制の整理・

撤廃、消費生活の拡充、新産業分野の創出などの

検討を深め、「円高是正・空洞化阻止に向けての

労使十大提言」を95年７月にとりまとめ、95年９

月、得本議長と根本二郎日経連会長は、野坂浩賢

官房長官を通じて、村山総理大臣に提言を提出し

た。

また94年12月には、金属労協加盟産別の代表者

と、その出身企業の労務担当役員によって構成さ

れる「金属８産業労使会議」を創設した。2002年

には、労使会議メンバー企業の人事課長と金属産

業加盟産別書記長・事務局長からなる「金属産業

労使会議ワーキングチーム」を発足させ、産業の

直面する諸課題について、率直な意見交換を行っ

た。同年11月には、「金属産業の国内生産基盤強

化に向けて」と題する「ワーキングチームまとめ」

を作成し、「産業労使自らがなすべき努力」として、

人材の育成・確保、研究開発投資促進と技術開発

金属労協・日経連共同で「円高・空洞化対策および構造改革に関する
緊急要請」を村山総理大臣に実施（1994年12月、首相官邸）

円高是正・空洞化阻止に向けての労使十大提言（項目のみ）
1995年９月18日金属労協／日経連共同研究報告

＜提言１＞公共投資の拡充

＜提言２＞適正な為替水準の回復に向けての国際協調

＜提言３＞有効な金融政策の発動

＜提言４＞金融機関の不良債権問題の処理

＜提言５＞企業基盤の強化と空洞化回避

＜提言６＞消費生活の拡充

＜提言７＞製造技術の保持及び基礎科学・基礎技術分野における研究開発の促進

＜提言８＞規制の整理・撤廃及び市場開放への取組み

＜提言９＞低生産性分野の改善と新産業分野の創出

＜提言10＞雇用安定及び人的資源の重視と創造的人材の育成



JCM50年史252

「橋本行革」への対応
（1997年〜）
1996年１月に発足した橋本龍太郎内閣は、行政、

経済構造、金融システム、社会保障、財政構造、

教育の６大改革を推進することとなったが、なか

でも省庁再編を柱とするいわゆる「橋本行革」に

対しては、金属労協としても、行政改革推進の立

場で、積極的な活動を展開した。

1997年７月の対政府要請では、行政機構改革に

関し、

①行政機構の整理・統合・簡素化・民営化を進め

ること。中央省庁については、事業の重複・競

合を回避すると共に、経済・社会情勢の変化に

柔軟に対応していくため、整理・統合・簡素化

を図ること。政府現業部門、特殊法人などにつ

いては、整理・統合・簡素化はもとより、民営

化をも視野に入れて総ざらいすること。

②政府の各種審議会・懇談会については、その必

要性を再検討し、重複を避けるべく整理すると

共に、会議・議事録・資料の公開、省庁出身者

の委員選任の禁止など、運営の透明化を図るこ

と。

③東京一極集中を是正し、地域の活性化を図るた

め、地方の自立に向けた中央から地方への権限

と責任、および財源の移譲を進めること。

などの主張を展開した。

1997年９月にとりまとめた「行政改革会議中間

報告と今後の対応」、および11月の「当面の経済

対策およびわが国の構造改革に関する要請」では、

＊民間で可能なことは民間に委ねるという基本姿

勢の徹底。

＊首相官邸の機能強化、内閣府に予算編成機能を。

＊労働市場における労使対等性確保に向けた労働

行政の充実。

＊財政投融資改革、簡保・郵貯の民営化。特殊法

人の原則民営化。

＊新たに導入される「独立行政法人」についても、

徹底的な政府機能の見直しを。

＊省庁再編とあわせて公務員の人事制度改革を。

などの考え方を示した。

さらに1998年の「政策・制度要求」では、97年

12月に行政改革会議が最終報告を行い、98年６月

に「中央省庁等改革基本法」が成立する中で、

＊省庁再編にあたっての抜本的な業務見直し、最

終報告に盛り込まれた部局・人員の削減目標を

超える大幅な削減。

＊金融行政は財務省から切り離す。企画・立案・

監督行政は金融庁に、検査行政は日本銀行に一

本化。

などを主張した。焦点となっていた郵政三事業改革

労働省への政策要請（1997年7月）

力の保持、知的財産戦略の確立などを通じた「金

属産業における高付加価値化の追求」を、また「産

業内だけでは解決できない課題」として「産業イ

ンフラの高コスト是正」について、一定の考え方

を整理した。

金属労協としてこうした取り組みを進める中

で、先進国間でも95年前半のドル安は、明らかに

行き過ぎであったとの認識が深まった。1995年４

月、G7においてドルの下落に対する「秩序ある反

転（orderly� reversal）」が合意される（逆プラザ

合意）ところとなり、1995年前半に対主要通貨で

急落したドルは、年後半から1996年前半にかけて

回復した。



253

Ⅰ
結
成
前
史
概
略

結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

Ⅲ
最
近
20
年
間
の
活
動
別
歴
史

Ⅳ
I
M
F
創
成
期
か
ら

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
結
成
へ

Ⅱ
結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

については、中間報告では、簡易保険は民営化、郵

便貯金は総務省の外局で民営化の準備、とされて

いたが、結局頓挫し、いったん2001年に郵政事業庁

に改組したのち、さらに2003年に郵政公社に移行す

ることとなった。金属労協は、郵政公社化のスケ

ジュールを厳守すると共に、公社化後の事業形態に

ついても引き続き検討していくよう要請した。

1999年１月には「中央省庁等改革大綱」が決定

され、2001年１月の新体制移行をめざして、７月

に「中央省庁等改革関連17法案」が成立する状況

の中で、金属労協としては、1999年、2000年の政策・

制度要求において、抜本的な業務見直し、金融行

政の財務省からの切り離し、政府現業部門・特殊

法人の原則民営化などを引き続き主張しつつ、

＊公務員数25％削減を独立行政法人も含めた純減

ベースで。

＊郵便事業への民間参入を2001年から。

＊一級水系、国道、砂防、港湾の管理、農業農村

整備の地方自治体移管。

など、一層の行政改革推進を主張した。

地球温暖化対策
（1997年〜）
（環境政策）

1992年に「環境と開発に関する国連会議」がブ

ラジル・リオデジャネイロで開催され、それを受

〈対政府〉
①金属資源スクラップの再商品化支援とインフ
ラ整備
②「容器包装リサイクル法」の実効性を確保す
るためストックヤード、リサイクルセンターな
どの増設・運営に対する支援強化
③スチールハウスの普及促進
④グリーン購入、グリーン供給などの促進
⑤環境負荷の低い電線「エコ電線」の普及促進
⑥家電リサイクル法の円滑な導入
⑦海洋汚染防止対策としてのサブスタンダード
船の解撤の促進等

⑧高炉吹き込み用廃プラスチックなどの集荷シ
ステムの構築と脱塩素技術開発の促進

〈対企業〉
①LCA手法の研究促進と標準化
②廃車処理への積極的な取り組み
③廃棄物処理の適切な業者選択

Ⅱ. 廃棄物対策・リサイクルの促進

〈対政府〉
①LCA研究の促進
②各種ガス規制強化に伴う新溶接技術の開発
③メガフロートを利用した公共施設の建設促進
④企業・業界の枠を超えた情報交換の場の設置
⑤ダイオキシン類の実態把握と廃棄物処理炉
支援策

⑥電線の地中化の推進

〈対企業〉
①マルチメディアなど高度情報化・基盤整備の
推進

②ハイテク化による環境汚染物質のチェック
③環境対策推進にあたっての労使の役割
④ISO14000シリーズ取得の積極推進
⑤環境会計基準の定期的な公表など、環境関
連情報の積極的な情報開示

Ⅲ. 技術開発の促進

〈対政府〉
①クリーンエネルギー車の普及促進
②排出ガス規制適合車への買い替え促進と優
遇税制
③中低温排熱有効利用のためのインフラ整備
④ITS、交通容量の拡大、交通需要マネジメント
（TDM）の高度化と積極的な技術開発・導入
の推進
⑤モーダルシフトを視点とした「テクノスーパー
ライナー」の早期就航に向けた環境整備の促
進
⑥太陽光システムへの助成措置拡大
⑦改正省エネ法「工場に係わる措置」に基づく
事業場の省エネ推進と省エネ投資に対する
助成措置

〈対企業〉
①現行フロンに代わる環境負荷の低い冷媒の
開発とフロン回収の促進
②物流の合理化による地球温暖化、大気汚染、
交通渋滞への対応

Ⅰ. 温室効果ガスの排出削減

金属労協「環境政策」
・近年の環境意識の高まり
・金属産業としての取り組み
・持続可能な発展を続けるための環境政策

大気 資源 技術
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けて1997年に京都で開催されたCOP3（気候変動

枠組条約第３回締約国会議）において、京都議定

書が採択され、わが国は温室効果ガスの排出量を

2008〜2012年に1990年比で６％削減することとな

り、これを契機に環境問題への意識が飛躍的に高

まった。金属労協では、1997年の「新分野開拓に

向けた新技術開発促進等に関する要請」において、

各省庁・地方自治体・企業・個人に対するグリー

ン購入の促進、新エネルギー開発支援、低公害車・

安全対策車の普及、スチールハウスの開発・普及

促進、アジア地域の環境保全に向けた支援体制強

化、ITSの開発などを主張していたが、環境問題

が日本の金属産業にとって大きな課題であると同

時に、金属産業が環境保全に貢献できる産業であ

ることから、1999年６月、金属労協として「環境

政策」を策定した。大気（温室効果ガスの排出削

減）、資源（廃棄物対策・リサイクル促進）、技術（技

術開発の促進）を三本柱とし、それぞれ政府・企

業が果たすべき責任や具体的対策を明示したもの

である。

（地球温暖化防止に関する金属労協の考え方）

加えて2001年７月には、「地球温暖化防止に関

する金属労協の考え方」をとりまとめた。2008〜

2012年に温室効果ガスを1990年比で６％削減する

との目標に対し、99年当時において90年比で6.8％

増加する状況となっており、新たな対策を施さな

い場合、2010年には20％増と予想されている状況

の中で、金属労協として、京都議定書における削

減目標値の達成に向けた地球温暖化対策ポリシー

ミックスとして、次の５つの柱を中心に議論を進

めていくことを提案した。

1.�自然エネルギーの導入促進

2.�産業界での自主的取り組みの強化とその促進

3.�インセンティブ効果のある炭素税の導入

4.�効率化・省エネ化を促進する交通体系の整備

5.�国民的な環境意識の向上

（第2次環境政策）

2002年には「第２次環境政策」を策定した。金

属産業は、環境問題と密接な関係にあり、環境と

開発の両立の実現をめざすためには、エコ製品、

Ⅱ.　地球温暖化防止対策
1. 京都議定書の効果的な発効
2. 産業界での自主的取り組みの強化・促進
3. 効率化・省エネ化を促進する交通体系の整備
4. 環境にやさしいエネルギーの導入促進

Ⅲ.　循環型社会形成
1. リサイクル関連法の整備にむけた対策
2. リサイクル産業に向けた施策

Ⅳ.　大気・土壌・海洋汚染防止対策
1. 大気汚染防止に向けた対策
2. 土壌汚染防止に向けた対策
3. 海洋汚染防止に向けた対策

第2次環境政策の概略図

Ⅰ.　国民的な環境意識の向上
1. 環境・省エネ意識の向上
2. 環境対策推進にあたっての労使の役割
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（1997年〜）
（1997〜2001年の取り組み）

金属労協は、1997年５月の第29回IMF世界大会

で決定されたアクション・プログラムに基づき、

「海外事業展開に際しての労働・雇用に関する企

業行動規範」締結の取り組みを推進した。2000年

７月に、「企業行動規範IMF－JC版モデル」を策

定すると共に、「企業行動規範締結のための今後

の進め方」を決定し、各産別はそれぞれその事情

に即した戦術を策定して、2001年11月の第30回

IMF世界大会までに締結することを最初の目標と

して、取り組みを進めた。

この間、金属労協は、2000年９月に関連資料を

網羅した資料集を発行すると共に、2000年12月に

は「企業行動規範セミナー」を開催し、この取り

組みの重要性について、理解促進を図った。また

経営者団体との懇談や、金属産業労使会議などの

場において、企業行動規範の労使締結への理解を

求めた。各産別においても、それぞれ学習会を開

催すると共に、産別労使会議などの場において、

経営側の理解を求める活動を展開した。

2001年４月には、「企業行動規範締結のための

今後の進め方（その２）」を策定、当面の締結目

標をIMF世界大会直前の2001年10月末に置き、各

企業別組合が経営側に申し入れを行い、具体的な

労使協議に入った。また、各企業別組合における

協議状況の掌握と情報交換、締結に向けた取り組

み方針の策定を行うため、金属労協議長を本部長、

副議長・事務局長を委員とする「企業行動規範推

進本部」を設置した。さらに2001年９月には、日

経連（当時）がとりまとめた「企業行動規範に対

する日経連の見解」に対し反論を加え、抗議の申

し入れを行った。

このような取り組みを進める中で、2001年11月

の第30回IMF世界大会（シドニー）を迎えるとこ

ろとなったが、前進に至らず、それ以降も労使協

議を展開したものの、具体的な成果を得るに至ら

なかった。

「海外事業展開に際しての労働・雇用に関する企

業行動規範」（現在のGFA（Global�Frame�Agreement）

…グローバル枠組み協定）は、企業が世界中の事

業拠点においてILO中核的労働基準（結社の自由・

団体交渉権、強制労働の禁止、児童労働の廃止、

差別の排除）などを遵守すること、遵守のための環

境整備を図っていくことを約束し、労使で確認する

ものであるが、IUF（国際食品労連）傘下のダノン

での締結が発端となっており、IMFではやや出遅れ

た感が否定できなかった。しかしながら第29回世界

大会以降、作業部会を設置してIMFモデルの行動

規範を策定するなど、強力な取り組みを展開し、イ

タリアの電機メーカーであるメルローニを皮切りに、

新エネルギー、省エネ技術、リサイクルシステム

など、環境保全のための製品・技術を広く社会に

浸透させていかなくてはならない中で、わが国の

金属産業は、２度のオイルショックや高度成長期

における数々の公害問題に対処してきた経験を有

し、世界的に高度な環境・省エネ技術力を培って

きたことから、内外の環境産業を育成していく重

要な役割を担っているとの観点に立って、環境産

業の育成、環境市場の活性化に向けた政策を打ち

出したものである。

企業行動規範ポスター
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フォルクスワーゲン（独）、ダイムラークライスラー

（米独）、レオニ（独）、GEA（独）、SKF（スウェー

デン）、ラインメタル（独）、ボッシュ（独）と続々

と締結が続くことになった。

（2003〜2004年の取り組み）

金属労協は2003年９月、企業行動規範推進本部

「2004年度第１回推進会議」を開催し、金属労協加

盟産別および企連・単組は、金属労協が2002年11

月に決定した「海外事業展開に際しての労働・雇

用に関する企業行動規範策定に向けた今後の進め

方（その３）」に基づき、「海外事業展開に際しての

労働・雇用に関する企業行動規範」の労使締結を

求め、産別指導のもと、取り組みを再開し、2004

年春を目途として締結をめざすことを決定した。

なお、企業の社会的責任（CSR）に関する社内

体制強化の動きとの関係では、中核的労働基準に

関しては、「CSR全般の取り組み」からは独立し

て取り扱い、「労使署名による企業行動規範」を

締結し、モニタリング、紛争解決など実効性確保

の取り組みを労使連携して行っていくことを基本

とすることを確認した。一方、産別判断によって

は、労働組合がCSRに関する社内体制づくりに参

画し、コンプライアンス（法令遵守）委員会、企

業倫理委員会などといった社内横断的な委員会に

も参加することを前提として、中核的労働基準に

ついても「CSR全般に関する行動指針」の中に盛

り込んだ上で、それを労使連携して厳守していく

こと、およびモニタリングや紛争解決に際して労

働組合が関与していくことを、別途、協約、共同

宣言、確認書などのかたちで労使確認するという

方策もありうべきもの、との考え方についても確

認した。

企連・単組における労使協議後押しのため、金

属労協は2003年11月26日に開催した金属産業労使

会議において、経営側の見解を質すと共に、同じ

く12月の日本経団連との懇談においても、強力な

要請を行った。

IMF本部は、かねてよりセミナーの開催を日本

に対して要請してきていたが、労使協議を促進す

るため、2004年４月、東京の国連大学ウ・タント

国際会議場において、産別、企連・単組三役、

GUF、主要企業の経営側その他、関係者を含め

200名が参加してセミナーを開催した。

金属労協の取り組み再開を受けて、各産別は進

め方に関する単組展開を行ったが、単組からは、

「前回、経営と真摯に議論を行った結果、暗礁に

乗り上げてしまった経緯があり、今回の取り組み

に関しては、業界団体をある程度動かさないと進

展は望めないのではないか」などの意見が出され

た。また、各企業の公表する企業精神、ポリシー、

理念等を集約し、ILO中核的労働基準に対する言

及について調査を行うと共に、グローバル・コン

パクト等の国際基準への参加に関する状況につい

ても調査を行った産別もあった。

金属労協傘下の主要な企連・単組は、経営側と

ねばり強い交渉を展開したが、経営側のスタンス

は前回交渉時同様、厳しいものがあり、結局、具

体的な成果を得ることはできなかった。

（取り組み再構築）

２度にわたり展開した「海外事業展開に際して

の労働・雇用に関する企業行動規範」締結の取り

組みは、具体的な前進を図ることができなかったIMF・IFA（国際枠組み協約）セミナー（2004年４月、東京・国連大学）
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ため、金属労協では、「COC作業グループ」にお

いて、取り組み再構築の方向性を検討した。2007

年7月にとりまとめられた「最終まとめ」では、

＊「自らが、海外も含め関連する事業範囲におい

て中核的労働基準を遵守する取り組みを進める

必要がある」という考え方は、多くの場合、経

営側だけでなく労働組合側にも浸透していると

は言い難い状況にある。

＊締結が先行しているEU諸国では、加盟国内に

おいて一定規模の事業を展開する多国籍企業に

対して欧州従業員代表委員会（EWC）、あるい

は情報提供・協議の手続きの設置が義務づけら

れている。企業によっては、こうした枠組みが

世界レベルで運営されている例もある。国の枠

を超えた労使対話の枠組みがすでに存在するこ

とは、締結交渉を進めるにあたって大きな強み

となっている。従って、まずは欧州で行われて

いるような、海外事業も含めた労使の状況把握

と協議の枠組みを構築するところからスタート

する必要がある。

との反省に立って、

＊まずは、労使が共に「中核的労働基準を海外も

含め自らが関係する事業範囲で遵守することの

必要性と自らの役割・責任」を理解することか

ら改めて取り組みを開始する。

＊その上で、各企業連・単組として自ら海外事業

体の状況を把握する努力をしつつ、経営側にも

情報提供・共有化を申し入れるなど、徐々に労

使共同での取り組みにしていく。

＊こうした基本的な取り組みを実践し、課題があ

れば対応するという経験を労使で一定期間積ん

だ上で、その経験を踏まえ、中核的労働基準遵

守のためのさらなる取り組みの方向性につい

て、企業行動規範締結やその他の方策も含め、

改めて議論をしていく。

＊あわせて、社会的あるいは金属労協内の機運を

高めると共に、経営側に効果的に訴求していく

ため、上記のような取り組みを、一定の期間を

定めて金属労協加盟産別が一斉に進める。

ことが打ち出され、以降、2009年の定期大会まで、

こうした取り組みを推進していくことになった。

金融危機への対応
（1998年〜）
1990年代初頭のバブル崩壊による不良債権膨張

に伴う金融機関の整理は、当初、第２地銀、信用

組合など比較的規模の小さな金融機関にとどまっ

ていたが、97年以降は、大手地銀、長期信用銀行、

大手都銀、生保、大手証券会社の整理や救済も相

次ぐこととなった。

金属労協は、1994年９月の「『新しい経済・社

会システムづくり』に向けた取り組みについて」

において、すでにマネーサプライの安定的な伸び

を主張していたが、こうした考え方のもとで、政

策・制度の要請活動を展開した。

1998年の「政策・制度要求」では、金融機関の

保有する不良債権について、公的資金を活用した

抜本的・最終的な処理スキーム（計画）の早急な

確立、犯罪行為の厳正な摘発と関係者の責任追及、

情報公開の徹底などを要請した。

1998年９月には、金融システムの行き詰まりが、

経済全体に打撃を与え、また金融機関による「貸し

渋り・貸し剥がし」が、金属産業の職場と雇用の喪

失をもたらしている状況の中で、「金融再生と減税

に関する金属労協の考え方」を明らかにし、不良債

権の抜本的・最終的処理に加え、公的資金を活用

した資本注入の新たな制度整備、金融機関の情報

公開とリストラ、および経営責任追及を主張した。

またアジア金融危機（1997年）とも相まって、

経済情勢が急激に悪化する中で、「税制・社会保

障制度など緊急課題に対する金属労協の考え方」

（1998年10月）、「当面の緊急課題に関する要請」

（1998年11月）、「政府の緊急経済対策に対する金

属労協の見解」（同）などをとりまとめ、対政府



JCM50年史258

経済再生に向けた緊急要請（1998年12月）
１.�大規模減税を即刻行うなど、大胆な景気対策を早急に実施すること

◦所得税・住民税、法人税について、大規模制度減税を即刻行うこと。
◦生活インフラ、情報通信インフラを重視した公共投資を行うこと。

２.�金融システム再生と貸し渋り是正を直ちに進めること

◦�金融再生関連法、金融早期健全化法が、金融システムの再生に向けて機能するよう、迅速かつ具
体的な対策を断行すること。

◦�とりわけ公的資金による資本注入が、確実に貸し渋り是正につながるよう、金融機関に対する監
視を強化すると共に、情報公開を進めていくこと。

３.�ものづくり基盤技術振興基本法を早期に制定・具体化すること

◦「ものづくり基本法」を早期に制定・具体化し、ものづくり産業の基盤整備を図ること。
◦�ものづくり基盤技術の研究開発体制の整備、技能者の教育・訓練の拡充、熟練技能者に対する公
的な評価制度の確立と社会的資本としての活用、などを推進すること。

要請活動を展開した。

＊所得税減税は低・中所得者層を重点に、将来の

行政改革を財源として実施する（行革減税）。

教育費支出の所得控除、住宅ローン利子の所得

控除を導入する。

＊厚生年金については、基礎年金部分を税方式化

し、高所得者・高資産保有者への給付制限を検

討する。

＊雇用保険基本手当の給付日数を最長２年間に延

長し、雇用調整助成金については、迅速な対応、

手続きの簡素化、助成率の引き上げを行う。雇

用保険財源は政労使で躊躇なく適切に負担する。

＊地域振興券は、直ちに撤回する。

などを内容とするものである。

完全失業率、有効求人倍率は統計開始以来最悪

を記録、当時としては戦後最悪の大不況の様相を

呈している中で、金属労協は組織内の企業別労働

組合と、その企業の経営者に対し連名で署名・捺

得本議長（左）が野中官房長官（中央）に労使連名の経済再生に向けた
緊急要請を提出（1998年12月、首相官邸）

印を募り、1998年12月、1,942部（対象組合員数

1,737,346名）の要請書「経済再生に向けた緊急要

請」を野中広務官房長官を通じて、小渕恵三総理

大臣に提出した。

なお、労使連名の要請書は、政府への提出後も

金属労協に届けられ、最終的には2,059部（対象組

合員数1,842,055人）に達した。
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確定拠出型退職給付制度導入への対応
（1999年〜）
バブル崩壊以降の株価の低迷の中で、2000年新

会計基準導入に伴って、退職金・企業年金資産に

ついて、巨額の積み立て不足が発生することにな

ることから、「確定拠出型退職給付制度」の導入

論議が盛んとなった。

金属労協は、確定拠出型の場合、退職給付のポー

タビリティー（持ち運び）拡大などの側面はある

ものの、積み立て不足が企業収益を圧迫する中で

の導入は、勤労者にとって、現行制度からの後退

や不利な制度設計となりかねないとの認識に立っ

て、1999年、「確定拠出型年金対策プロジェクト

チーム」を発足させ、具体的な制度設計の中身に

ついて検討を深め、11月、「確定拠出型退職給付

制度の設計にあたっての金属労協の考え方」とし

て整理し、これに基づいて政府に要請活動を行う

と共に、産別・単組への情報提供に努めた。

「金属労協の考え方」は、

①導入に際しては、労使の合意が大前提である

こと。

②公的年金に加え、老後生活の安心・安定を確

保できる制度であること。

③国民生活の安心・安定を自助努力でめざすも

のであり、国の保護・税制優遇があること。

④ポータビリティーが高まり、「移動が不利に

ならない」制度であること。

を基本的な考え方とし、導入にあたって政策・制

度面では、

①勤労者の財産としての受給権の確立。

②過度の投機的運用を防止する運用規制。

③勤労者の利益を最優先するための受託者（企

業および管理・運用機関）責任の明確化。

④受託者の情報開示と投資教育の徹底。

⑤拠出時・運用時非課税、給付時は退職所得課

税または公的年金控除、企業拠出は全額損金

算入。

を要求した。また、導入にあたって労使で整備す

べき課題としては、

①現在価値計算は、新会計基準の考え方を基本

に、合理的に等価転換すること。

②退職給付の水準は、確定給付型ならば、ベア

または退職金交渉により改定されていくこと

を踏まえ、確定拠出型においても、適切な方

法で企業拠出に反映すること。

③企業拠出を勤労者が100％元本保証で運用で

きる選択肢を用意すること。

④管理・運用にかかわる費用は企業負担とする

こと。

などを掲げた。

小泉構造改革への対応
（2001年〜）
2001年４月に発足した小泉純一郎内閣は、同年

６月、「聖域なき構造改革」を旗印に掲げた「基

本方針」を発表したのを皮切りに、９月には「総

合雇用対策」、「改革工程表」、10月には「改革先

行プログラム」を策定した。小泉構造改革の全容

が明らかになる中で、金属労協は11月、金属労協

の「政策・制度要求（2001年）」と「改革工程表」

とを対比・精査し、構造改革の不十分、不徹底、

不適切な部分を中心に、「小泉内閣の構造改革方

針に対する金属労協の見解」をとりまとめた。

具体的には、

＊求職活動のための休暇付与を要件として、離職

者を生じさせる企業に対して行う助成（労働移

動支援助成金）については廃止し、再就職支援

は本人（離職者）助成に特化すべき。

＊「物の製造」の業務における労働者派遣の活用

は、勤労者の技術・技能、情報や知恵の蓄積・

活用、それを支える人材教育・能力開発にとっ

て障害となることから、引き続き禁止すべき。

＊整理解雇の四要件を基礎として、解雇規制を明

確に法制化すると共に、四要件を満たしている
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かどうかに関する立証責任も、使用者が負うよ

うにすべき。

＊有料職業紹介事業に関する求職者からの手数料

徴収は、引き続き制限すべき。

＊特殊法人は民営化を基本、民営化できないもの

については独立行政法人とすることを原則と

し、改革が道路４公団、都市基盤整備公団、住

宅金融公庫、石油公団のみで終わらないように

すべき。

＊「市町村合併推進要綱」を踏まえ、数値目標を

掲げて確実に市町村合併を推進すべき。

＊国債発行30兆円以下への圧縮とプライマリーバ

ランス黒字化というシナリオは、これ以上国の借

金を増やさないためのあくまでも入口を示すもの

にすぎない。これらに続く財政構造改革の道筋

を国民に示し、遅滞なく財政再建に着手すべき。

＊公共事業については、計画段階における過大な

需要予測が特に指摘されており、適切な需要予

測が行われるような仕組みづくりを行っていく

べき。政策効果が顕著なメリハリのある予算と

するために重点的に推進される「重点７分野」

に対して、強力な政策展開を行うべき。「重点

７分野」の名のもとに、従来とほとんど変わら

ない公共事業が盛り込まれないよう、内閣府と

して厳正な判断を行うべき。

＊PFI（民間資金等活用事業）は地方財政の肩代

わりではなく、市場経済原理を活用した社会資

本整備という本来の主旨に則って推進すべき。

特に、完全民営で行えるものをPFIで行うべき

ではない。

＊「規制改革」の最重要課題は、情報・通信分野、

エネルギー分野、流通業・運輸業における参入

規制、営業区域制限、農産物の価格に対する政

府介入、生産調整、輸入制限、関税、および農

産物取引に関する制限など、産業基盤の強化、

国民生活の改善を阻害している規制の整理・撤

廃であり、これらを前面に打ち出し、直ちに実

行していくべき。

＊電力料金については、一刻も早く、家庭向けも

含む大口向け以外の小売の自由化、および電力

託送料金ならびにバックアップのための補給料

金引き下げなどによる新規参入の促進を図るべ

き。

などを内容とするものである。

2000年代初頭の量的金融緩和
（2002年〜）
1995年４月のG7における「逆プラザ合意」以降、

円相場は下落方向に転じていたが、1999年、2000

年には、再び円高方向に振れるところとなった。

また、バブル崩壊以降もプラスで推移していた消

費者物価上昇率が、1998年後半よりマイナスが定

着し、2001年末にはマイナス１％台に達する状況

となっていた。

金属労協は、超党派の議員連盟「デフレストッ

プを実現する会」に参画すると共に、2002年12月

の第45回協議委員会において、「デフレの解消に

よって雇用と生活の安定を図り、構造改革を推進

する決議」を採択し、福田康夫官房長官を通じて、

小泉純一郎総理大臣に提出し、決議に盛り込まれ

ている内容に沿った政策展開を要請した。具体的

には、

＊名目GDP成長率を少なくとも２〜３％に回復させ

るべく、大幅な量的金融緩和政策を継続的に実

施。

＊住宅ローン利子所得控除制度、教育費支出所得

控除制度を導入し、国民購買力を喚起。今後の

行政改革の成果によって、減税財源を捻出する

「行革減税」として実施。

＊財政赤字の拡大が、民間の消費マインド・投資

マインドを冷え込ませる傾向にあることから、

景気回復策として従来型の公共支出拡大を行わ

ない。

＊金属労協の提案している、雇用保険の抜本的拡
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充、「コミュニティ・スキルアップ・カレッジ」

の全国展開、「美しい日本再生事業団」の創設

など、雇用にかかわるセーフティーネット構築。

＊高度熟練の技術・技能の継承・育成、新分野開

発を促進する規制の整理・撤廃、エネルギー・

輸送分野をはじめとする産業インフラコストの

内外価格差是正。

などである。

日銀は2001年３月より、金融市場のコントロー

ル手段を金利から日本銀行当座預金残高に変更

し、金融の量的コントロールに転じていたが、同

時多発テロへの対応、政府に対する議員連盟の働

きかけなどにより、2001年９月、12月、2002年２月、

10月、2003年3月、４月、10月、2004年１月と、立

て続けに量的金融緩和を行った。これによって為

替相場は安定、輸出が拡大し、戦後最長の景気回

復が実現することになったが、一方で賃金の低い

非正規労働者や外国人労働者が拡大するなど、成

長成果が勤労者に広く配分されることにならな

かったため、個人消費など内需が盛り上がりを見

せず、消費者物価上昇率もマイナス傾向が続き、

「実感なき景気回復」にとどまることになった。

サマータイム制度導入への取り組み
（2003年〜）
わが国は京都議定書によって、CO2など温室効

果ガス排出量の2008〜12年での1990年比６％削減

が求められていたが、そのための方策のひとつと

して、サマータイム制度の導入がクローズアップ

されるようになった。2002年３月には、社会経済

生産性本部がサマータイム制度を推進する「生活

構造改革フォーラム」を発足させ、政府・国会議

員への働きかけなども強化した。

サマータイム制度とは、春から秋にかけて、標

準時を１時間早めることを言い、具体的には、例

えば３月の最終日曜日の午前１時に時計の針を１

時間進めて午前２時とし、そして10月の最終日曜

日の午前２時には、時計の針を１時間戻して１時

とすることにより、

＊朝の涼しい時間帯から活動を開始するので、冷

房が節約できる。

＊起床から就寝までの時間帯の中で、太陽が出て

いる時間帯が１時間増えるので、そのぶん、照

明を節約できる。

などといった省エネ効果を狙ったものである。

金属労協は、2003年２月にサマータイム研究会

を設置して検討を進めた結果、「サマータイム制

度は、その実施期間中、明るい夕方の時間が増加

し、活動の選択の幅が拡大することによって、地

域社会とのふれあい機会の増加や、野外活動を通

じた健康的な生活習慣の確立、また国民的な省エ

ネ意識の向上が期待できる新たなライフスタイル

に即した制度」であり、「新たなライフスタイル

の確立と国民的な省エネ意識の向上に寄与する

『きっかけ』となる制度」であると整理した上で、

同年７月、その早期実現に向け、組織内における

本制度の理解促進活動の強化を図りつつ、関係府

省・組織に働きかけを行っていくことを確認した。

2003年７〜９月には、日本で初めて滋賀県がサ

マータイム導入実験を行ったほか、2004年から３

年間、札幌商工会議所で導入実験が行われるなど、

地方における実験的な取り組みも行われた。また、

2004年８月には、超党派議員約130名からなる「サ

サマータイムポスター
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マータイム制度推進議員連盟」が発足し、2005年

の通常国会でのサマータイム導入関連法案の提出

をめざして活動を開始するなど、サマータイム制

度導入を巡る動きは本格化した。

金属労協は2004年12月に開催した第47回協議委

員会において、「サマータイム制度早期導入決議」

を採択、サマータイム制度の導入が、実現に向け

正念場を迎える中で、この機運を逃さぬよう、国

会への働きかけ、世論形成の取り組みなどをさら

に強化し、早期の実現に向け、全力を傾注してい

くことを決議した。

議員連盟も具体的な法律の案文を作成するなど

活動を強化したが、2005年８月の小泉総理による、

いわゆる郵政解散に伴う政局の激変の中で、サ

マータイム制度導入の動きは埋没し、実現はでき

なかった。

内閣府の「地球温暖化対策に関する世論調査」

では、2005年にはサマータイム制度導入に賛成の

者が51.9％と過半数に達していたが、2007年には

56.8％に増加、とりわけ雇用者では61.9％が賛成

する状況となった。サマータイム制度に対する認

知が進んだことを背景に、金属労協は2007年12月、

社会経済生産性本部、日本経団連と共に甘利明経

済産業大臣に対して、また社会経済生産性本部と

共に鴨下一郎環境大臣に対して、サマータイム制

度の早期導入を求める要請活動を展開したが、こ

こでも実現を図ることができなかった。

CSR（企業の社会的責任）に関する取り組み
（2003年〜）
（CSR推進における労働組合の役割に関する提言）

世界的に続発した企業不祥事、続発する多国籍

企業における労使紛争、CO2排出抑制やリサイク

ル促進など環境問題への関心の高まり、消費者意

識の高まりなどをきっかけとして、世界的にコン

プライアンス（法令遵守）経営、企業倫理（ビジ

ネス・エシックス）、環境経営などを中心とする、

「CSR（Corporate� Social� Responsibility＝企業の

社会的責任）」が注目を浴びる状況となった。日

本でも、2003年を「CSR元年」として、各企業と

もその社内体制づくりの動きを加速化させた。

金属労協でも、アメリカにおけるCSRの状況を

調査するなど、実態把握を進めた上で、

＊CSRに関する社内体制の強化は、勤労者にとっ

て健全な労働条件・職場環境を確保し、消費者

利益・株主利益を保護する上できわめて有効で

あり、ひいては企業の永続的な発展にとって不

可欠である。

＊従って労働組合は、労使協議会を通じ、あるい

はCSR取り組みのための社内システムを活用し

て、その推進に積極的に参画していくことが必

要である。また、現場の声を直接反映する組織

として、労働組合の参画があって初めて、CSR

の取り組みが実効性あるものになる。

との観点に立って、2004年３月、「CSR（企業の

社会的責任）推進における労働組合の役割に関す

る提言」をとりまとめ、2005年８月には同改訂版

を策定した。

コンプライアンス経営、ビジネス・エシックス、

従業員重視の経営、環境、社会貢献をCSRとして

実践すべき５つの柱とし、労働・雇用、開発・製造、

販売・流通、企業間取引・貿易・海外投資、会計・

金融市場、地域との関係をCSRの対象分野として

整理した上で、整備すべき社内体制と労働組合の

役割を提案したものである。

サマータイム実現緊急大会（2005年３月18日、東京）
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CSRの5つの柱と6つの分野および労働組合が特に留意すべき具体的項目の事例

労働・雇用

労働組合が積極的に関与すべきCSRの事例

中核的労働
基準の遵守

良質な雇用の
確保・創出　　
　
適正な成果配
分

就職希望者へ
の配慮

官僚出身者の
受け入れ留意

労働組合・従業
員代表の経営
参加

従業員の適正
な処遇・評価制
度

従業員の能力
開発

ファミリーフレンド
リー

仕事とプライ
ベートライフの
両立

安全衛生対策 従業員のボラン
ティア支援

失業者支援ワークルールの
遵守

超過労働時間
の削減、年休の
完全取得

セクハラ、パワハ
ラ、いじめの厳禁

高齢者の就労
確保

偽装請負の根絶

販売・流通
独禁法の遵守

個人データ保護

適正な価格設定

マイナス情報な
どの充実

強引な販売の
排除

交通安全の徹底

モーダルシフト 良質なテレビ番
組の提供

SRIでの資金
運用

海外事業拠点
での環境対策

NPO支援

メセナ

企業間
取引・貿易・
海外投資

贈収賄の厳禁

不正利益供与
の厳禁

反社会的勢力
の排除

取引内容の明
確化、契約書の
作成

価格・納期の適
正な設定

適正な政治献
金、政治・行政と
の適切な関係

スウェット・ショッ
プと取引しない

人権侵害国で
事業をしない

会計・
金融市場

インサイダー取
引の厳禁

反社会的勢力
の排除

株主、役員への
適正な配分

適正な株主総
会の運営

適正な企業年
金制度

地球環境・地域
環境保全

企業施設の開放
地域イベント
災害時住民支援

地域との
関係

住民不安解消 地域雇用確保・
創出

開発・製造

社会的に有害
な分野に進出
しない

勤労者の安全
衛生、健康維
持に留意した
開発・生産体制

適正な発明報
奨制度の確立

有害化学物資
の使用抑制、危
険物管理の徹
底

ユニバーサル・
デザイン

企業活動の
分野 

コンプライアンス
経営

ビジネス・
エシックス

従業員重視の
経営 環　境 社会貢献

労使で確認し、
宣言し、共同で
実効性確保を！

「中核的労働基準
等に関する企業行
動規範」労使締結
の取り組み

注：労働・雇用の分野以外に関しては、市民や地域住民の視点からチェックすべき項目、従業員を犯罪者に
しないための重要事項、海外現地法人や取引先の従業員の労働・雇用に影響する問題、などの観点か
ら、労働組合として積極的に関与すべき事例をピックアップした。代表的な事例のみを記載しており、これ
に限定されるものではない。

CSRは、日本国内では、環境問題への取り組み

や社会貢献、企業不祥事への対応の問題としてと

らえられがちであるが、冷戦終結後のグローバル

経済下におけるCSRは、多国籍企業で発生する労

働問題への対応が発端となっている。従って、中

核的労働基準遵守こそCSRの核心的な部分であ

り、先述のGFAの取り組みとは密接な関係を持っ

ている。金属労協の「提言」も、
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＊中核的労働基準遵守について「労使署名による企

業行動規範」を図る組合に対しては、中核的労働

基準以外の分野・項目に関する、労働組合として

のCSR取り組みの方向性を示すものとして、

＊中核的労働基準遵守についてCSR全般の取り組

みの中で確立を図ろうとする組合に対しては、

そうしたCSR全般に対する労働組合の参画の方

向性を示すものとして、

提起を行ったものである。

なお同提言は、「現代総研記念・21世紀表彰基金」

より、「2004年度労働組合活動表彰・大賞」を受

賞した。

（政府・経営側の動きに対して）

厚生労働省は2004年６月、「労働におけるCSR

のあり方に関する研究会」中間報告書を発表した

が、雇用形態の多様化や能力開発などの促進を中

心的な内容としたもので、CSRのなかで最も重要

なコンプライアンスに関しては、ほとんど触れて

おらず、コンプライアンスができていることを「前

提とした上で、労働に関するCSRについて企業が

考慮することが望まれる事項について概観」した

ものとの位置づけに止まった。

これに対して金属労協は、労働に関するCSRに

は、不払い残業や偽装請負、過重な労働時間、年

休の切り捨て、海外事業拠点における労使紛争な

ど、コンプライアンス、ビジネス・エシックス上

の問題点が、現実に数多く存在しており、コンプ

ライアンスができていることを「前提とした上で」

では済ませられない状況にあることを指摘した。

2008年３月に厚生労働省が新たにとりまとめた

「労働に関するCSR推進研究会報告書」では、「労

働分野の取り組みについて自社の進捗状況を

チェックし、今後の取り組みに活かしていく」た

めの「自主点検チェック項目」が整理され、その

中には、労働基本権、雇用形態、人権、差別禁止、

労働時間などといった項目も盛り込まれており、

「労働CSR」を概観するのに相応しい内容となっ

ていたが、広くこの考え方が普及するには至って

いない。

2003年「CSR元年」と言われるほど、CSRの取

り組みが注目されるようになったことに対応し、

経団連は2004年５月、「企業行動憲章」の改定を

行い、６月、「企業行動憲章実行の手引き（第４版）」

を発表した。４つの中核的労働基準のうち、児童

労働の不使用、強制労働の不使用、差別の排除に

ついては触れられており、国際的な事業活動にお

ける現地取引先の取り組みについても言及されて

いるが、結社の自由、団結権については、盛り込

まれなかった。このため金属労協は、この問題に

関して指摘を行ってきたが、2007年４月の「手引

き（第５版）」では、「従業員が自由に自分達の代

表を選ぶ権利、および労働組合など団体の結成や

使用者と団体交渉を行う権利（結社の自由と団体

交渉権）をはじめとする労働基本権を尊重する」

ことが盛り込まれるところとなっている。

ものづくり人材確保への取り組み
（2003年〜）
（ものづくり教室）

国際競争に勝ち抜く現場力を維持し、将来のも

のづくり産業の基盤強化を図っていくためには、

技術・技能の継承・育成が不可欠である。ものづ

くり人材の育成、とりわけ戦略的なものづくり教

育の構築が必要となっているが、そのためには、

次代を担う子どもたちに「ものづくり」に対する

興味を深めてもらい、将来、ものづくり産業で活

躍しようとの意欲を持ってもらうことがきわめて

重要である。子どもたちの理数科離れ、ものづく

り離れが指摘されて久しいが、一方では、科学実

験教室や工作教室が人気を集めるなど、潜在的な

興味が失われているわけではない。

金属労協は、国および地方自治体に対する政策・

制度要求において、「ものづくり教育の拡充」を
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主張する一方、科学やものづくりの楽しさを子ど

もたちに直接訴えかけ、子どもたちの興味を引き

出すためのきっかけとしていくことを目的に、

2003年以降、労働組合自らが実施する「ものづく

り教室」の取り組みを展開してきた。

金属労協の展開する「ものづくり教室」は、

2003年12月にパイオニア労働組合所沢支部が、近

隣小学校の児童を対象に、「DVDプレーヤーの組

み立て」指導を行ったことにより始まった。同労

組はその後も、全日本中学校技術・家庭科研究会

主催の「全国中学生創造ものづくり教育フェア」

においても、「DVDプレーヤーの組み立て」「ス

ピーカーの組み立て」などの指導を行い、現在は、

和光市総合児童センターにおいて、定期的に「も

のづくり教室」を実施している。

2004年８月には、地方組織としてはじめて北信

越ブロック新潟金属部門連絡会・連合新潟金属部

門連絡会が、「扇風機の組み立て」教室を開催し、

以降、地方連合の金属部門連絡会など、都道府県

別組織による定期的なものづくり教室の実施が、

拡大・定着することとなった。2014年時点では、

金属部門組織のある全国46都道府県のうち、32都

道府県で「ものづくり教室」が定期的に開催され

るところとなっている。

（ものづくり現場の若者雇用に関する状況調査）

「ものづくり日本」の根幹である「現場」を支え

てきた団塊世代が、2007年から60歳を迎え、やが

労働組合の実施する「ものづくり教室」の意義
＊地方公共団体が主催する工作教室は木工、裁縫関係が多く、金属加工、機械組立関係のものは少ない。

＊地方公共団体や企業が主催するものは、多くが「親子」で参加する形式をとっている。労働組合が

実施する場合には、多くの組合員が指導にあたることにより、事故の危険性を最小限とし、子ども

だけの参加で開催することも可能である。

＊労働組合の取り組みによって、全国各地で行われる取り組み事例のプログラムやノウハウを共有化

し、相互活用ができる。

＊指導係の組合員にとっても、子どもたちに教えるという体験は貴重であり、かつ喜びに通じる。

＊文部科学省や地方公共団体に対して、政策・制度要求を行うだけでなく、自ら実践している事実を

示すことにより、要求実現への圧力を強めることができる。

＊地域のマスコミに対し、労働組合の存在感を高める一助ともなる。

群馬ものづくり教室（2013年７月）第１回ものづくり教室（2003年12月、パイオニア労組・所沢）
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て大量に退職し、一方で、若者のものづくり離れ

や超少子化が依然として進行している状況の中で、

多くのものづくり現場では、量的にも質的にも若

手人材を確保できておらず、次世代への技術・技

能の継承・育成が深刻な課題となっている。金属

労協では、若者がものづくり現場を就職先として

積極的に選択し、次代のものづくりの担い手とし

て必要な能力開発が受けられる環境づくりをめざ

しているが、ものづくり現場における若者雇用（求

人・採用・確保・定着）について総合的な実態を

把握すると共に、今後の政策課題を洗い出し、次

代のものづくりを担う若者の確保に向けた具体的

な政策立案・活動の素材として活用するため、

2008年に「ものづくり現場の若者雇用に関する状

況調査」を実施した。調査対象となるモデル事業

所の選定については、若手人材の確保が困難との

声が多く聞かれる中小規模事業所を中心に、幅広

い業種や地方性なども加味し、それぞれの特徴的

な傾向も把握できるよう努めた。

本調査によれば、

＊若手技能者不足が現場の中核を担う中堅技能者

の様々な負担増を招いている。

＊依然として目立つ若者のものづくり離れと、現

場における低い女性比率。

＊有効活用されるべき政府の若者雇用対策がそも

そも認知されていない。

＊現場が求める若手人材は「工業高校新卒」、重

視する資質は「人柄」や「忍耐力」

などが実態として指摘されており、政策課題とし

ては、

＊子どもたちがものづくりに興味を抱き、将来、

ものづくり現場を就職先として積極的に選択し

ていくような教育体制の確立。

＊ものづくり現場の若者が誇りを持って安定的・

継続的に働き、必要な能力開発が十分に受けら

れるための環境整備。

＊正社員としてものづくり現場で働ける雇用機会

の創出。

＊女性やひとり親の積極的な活用を図り、一層活

躍できるような職場環境整備。

があげられている。

（工業高校教育の強化）

こうした調査結果もあり、金属労協として、日

教組とも連携を図り、「工業高校は国の宝・地域

の宝」をスローガンに、「2010〜2011年政策・制

度課題」以降、工業高校教育の強化を国や地方自

治体に対し、強く働きかけている。

主な取り組み項目としては、

＊工業高校と地域のものづくり企業との連携強

化。

＊工業高校生に対する返済不要の給付奨学金制度

の創設。

＊工業高校で実質的にものづくり教育を担ってい

る「実習助手」について、職務に見合った名称

への変更、待遇改善。

＊設備機械の総チェックと更新。

＊実習材料費の公費負担拡充。

などであるが、2014年度より、高校生に対する給

付奨学金制度（高校生等奨学給付金）が創設され

ている。

TPPをはじめとするFTA締結促進
（2003年〜）
世界の自由貿易強化を担うのは、本来WTO（世

界貿易機関）である。しかしながら、多くの国が

加盟する組織の合意形成はきわめて困難で、ドー

ハラウンドは2001年の交渉開始以来、いまだ合意

に至っていない。このため二国間・多国間で自由

貿易強化を図ろうとするのがFTA（自由貿易協定）

である。

資源の乏しいわが国は、戦後の自由貿易体制に

よって多大な恩恵を受けてきたが、FTA締結に関

する日本政府の対応は遅れがちで、このため、国
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内金属産業は、国際競争上、著しく不利な状況に

陥ることとなった。このため、金属労協では2003

年７月にFTA（自由貿易協定）締結促進を打ち出

すなど、FTA、EPA（経済連携協定）締結促進

の取り組みを強化してきた。2008年４月には、日

本が締結するEPAに関して、関税撤廃率が新興国・

発展途上国である相手国よりも低くならないよ

う、経済産業省に改善を要望した。

FTAが閉鎖的なブロック経済にならないよう、

WTOではルールを定めている（GATT第24条）が、

妥当な期間内に実質上のすべての貿易について障

壁を撤廃する、という最も重要なルールがないが

しろにされていた。こうした中で、環太平洋地域

の成長力を高めるために、シンガポールなど４カ

国が2006年、ほぼ10年ですべての関税を撤廃する

というFTAを発足させたのがTPP（環太平洋パー

トナーシップ協定）である。

2009年11月、アメリカのオバマ大統領は、連邦

議会に対しTPP交渉への参加を通告、金属労協と

しても、これをきっかけにTPPに関する検討を本

格化させることとなった。2010年４月策定の「2010

〜2011年政策・制度課題」において、日本のTPP

参加を主張、経済産業省に働きかけを行うなど、

積極的な取り組みを展開してきた。その後も、

2010年11月　�改めて「TPPへの早期参加表明を求

める金属労協見解」を発表

2011年２月�　�「地方議会におけるTPP反対の動き

などに対する金属労協組織内の対

応について」とりまとめ

2011年４月�　機関誌においてTPP特集号発行

2011年10月　�政策レポート第37号「TPPに早期参

加表明を」発行

2011年10月　�「TPP早期参加を求める緊急アピー

ル」とりまとめ

2011年10月　�学識経験者、農業生産者、会社員、

労働組合など400名が出席した「TPP

交渉への早期参加を求める国民会

議」シンポジウムに参画。若松事務

局長がシンポジウムでパネル討論に

参加

2011年11月　�民主党・輿石東幹事長にTPP交渉早

期参加表明を要請

2012年４月�　�「TPP交渉への早期参加を求める国

民会議」シンポジウム参加

2012年６月�　�北海道斜里町において、「日本のも

のづくり産業〜自由貿易体制と今

後の農業」ワークショップを開催

など、意思結集・世論形成の活動を強化してきた。

TPP交渉には、シンガポール、ニュージーラン

ド、チリ、ブルネイの原加盟国に加え、アメリカ、

オーストラリア、ペルー、ベトナム、マレーシア、

メキシコ、カナダが加わった。

政府は、菅直人総理大臣が2010年10月の所信表

明演説においてTPP交渉への参加検討を表明、11

「TPP交渉への早期参加を求める国民会議」シンポジウムで発言する
若松事務局長（左から2人目）（2011年10月）

輿石民主党幹事長にTPP交渉早期参加を要請（2011年11月）
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月、「国内の環境整備を早急に進めると共に、関

係国との協議を開始する」ことを閣議決定した。

野田佳彦総理大臣も、2011年９月の所信表明演説

において、経済連携は世界経済の成長を取り込み、

産業空洞化を防止していくためにも欠かせない課

題との認識のもと、高いレベルの経済連携協定の

締結を戦略的に追求し、TPPへの交渉参加につい

て、しっかりと議論し、できるだけ早期に結論を

出す、との方針を表明した。しかしながらこの間、

東日本大震災、政権交代などもあり、具体的前進

は見られなかった。

2013年３月、安倍内閣はTPP交渉参加を表明、

アメリカなど交渉参加国の国内手続きを経て、７

月より交渉に参加することとなった。合意目標は

2013年末とされていたが、「着地点の大部分につ

いて合意した」ものの、残りの作業の重要な部分

を占める関税撤廃をはじめとする市場アクセスに

ついて、2014年９月現在、合意の見通しは立って

いない。金属労協は、TPPで中核的労働基準や、

環境条項を盛り込むことはもちろん、WTOのルー

ルに則した「実質上のすべての貿易」について関

税を撤廃するレベルの高い「画期的で21世紀型」

のものとするよう、日本政府としての役割発揮を

求めている。

外国人労働者問題への対応
（2006年〜）
2000年代前半には、超高齢化・少子化を背景に、

戦後最長の景気回復とも相まって、労働力不足感

が高まった。とりわけ、ものづくり産業の製造現

場などでは、技術・技能者の高齢化、長期にわたっ

て正社員の削減が行われてきた事情もあり、労働

力不足は深刻となった。一方で、グローバル化へ

の対応を名目とした人件費の抑制・変動費化を図

る経営側の姿勢は強化され、この結果、労働力不

足解決の方策として、製造現場など原則として就

労の認められていない分野での外国人労働者の受

け入れ拡大を主張する声が高まった。2007年５月、

長勢甚遠法務大臣は「外国人労働者受入れに関す

る検討の指示について」を示し、

＊受け入れの目的を現行の国際技能移転に限定せ

ず、国内で必要な労働力確保に転換する。受け

入れ対象者、受け入れ企業について、業種・職種、

技能能力などの区分は行わない。

＊特定要件を備えた受け入れ団体の許可制度を設

け、団体ごとに受け入れ枠を設定する。受け入

れ団体は国内企業に外国人労働者を紹介し、企

業は外国人労働者と雇用契約を締結する。

＊就労期間は３年とし、再就労は認めない。

＊技能実習制度は廃止、研修制度は見直す。企業

単独型、日系人の受け入れはさらに検討する。

などを内容とする、いわゆる「短期外国人就労制

度」を提案した。

金属労協は外国人労働者の働く職場においてヒ

アリングを実施し、実態把握に努めた上で、2006

年４月、「外国人労働者受け入れの新たな問題に

関する考え方」、2007年６月には「外国人研修・

技能実習制度の見直し等に関する法務大臣、並び

に経産省・厚労省の研究会からの提案に対する見

解」を発表した。

受け入れ拡大論については、①少子化、②コス

ト競争力、③日本人が就きたがらない現場がある、

④ダイバーシティ（多様性）、世界的な人材獲得

競争、⑤グローバル経済下におけるヒト・モノ・

「外国人労働者受け入れ問題を考える」をテーマに開いた2006年度
政策シンポジウム（2005年10月）
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カネの自由化、⑥不法就労者が増加しているので、

受け入れを拡大して不法就労者をなくすべき、　

などの論拠が挙げられるが、

＊外国人労働者で就業者数を確保するのは困難。

外国人労働者が定着した場合、結局、超高齢化・

少子化の状態を悪化させる。社会保障制度を外

国人に支えてもらうという発想は適切ではない。

＊外国人労働者の低賃金を前提とするのは、公正

な労働市場、公正な処遇、公正な国際競争とい

う点で極めて問題。

＊「日本人の就きたがらない現場」での外国人労

働者受け入れは、賃金・労働条件の引き上げ、

職場環境の改善、生産性の向上、新技術の導入、

生産システムの改革などの動機を弱める。

＊ダイバーシティ論は、専門的・技術的とみなさ

れていない分野に関しては、あてはまらない。

＊外国人労働者受け入れ枠を拡大すれば、不法就

労者も増加する。

との基本的な考え方に立って、とくに「短期外国

人就労制度」については、

＊日本のものづくり産業の強みは、長期雇用の中

で蓄積される現場の従業員の技術・技能、経験

に裏づけられた判断力と創意工夫にあり、外国

人労働者を短期的なローテーションで安く使う

との発想では、国際競争を勝ち抜いていくこと

はできない。安い外国人労働者のおかげで日本

人の雇用や賃金が守れるというのは幻想である。

＊「外国人研修・技能実習制度」は、団体監理型

を中心に人権侵害、労働法令違反、過酷な仕事

内容、劣悪な職場環境、失踪、中間搾取など深

刻な問題を抱えているが、短期外国人就労制度

に衣替えすれば、特定分野で、外国人労働者だ

けが働いているということになり、格差がさら

に拡大、社会不安を招く。自由な転職が困難な

ら、人権の確保や賃金・労働条件、仕事内容・

職場環境の改善も期待できない。外国人労働者

の帰国後の生活設計についても、何ら考慮せず、

日本の身勝手な都合だけで成り立っている発想

である。

との観点に立って、

＊「短期外国人就労制度」は導入しない。

＊外国人研修・技能実習制度を健全化し、「技術・

技能を発展途上国に移転し、人づくりに寄与す

る」という制度本来の趣旨が機能するよう、制

度整備、運用の改善を図る。

ことを主張した。とりわけ、外国人研修・技能実

習制度については、

＊外国人研修生・技能実習生の受け入れ人数枠は、

企業単独型だけでなく団体監理型も「５％ルール

（常勤職員20名につき研修生１名）」を基本とする。

＊団体監理型では、研修１年間だけで帰国させて

しまう受け入れは認めない。研修生・技能実習

生が自らの意思で受け入れ先を変更できるシス

テムを構築する。

＊研修生も労働者として位置づけ、労働法の適用

対象とする。

＊日本人従業員と同等の賃金水準が実効的に確保

されるよう、具体的な制度を確立する。

＊技能実習終了時の技能検定３級受検を義務づ

け、企業ごとに結果を公表する。

＊不正行為を行った受け入れ企業・団体の受け入

れ禁止期間は５年に延長する。

＊帰国後の再入国・再実習は、厳密な要件を明確

にし、企業単独型に限定して認める。

などを主張した。

連合とも連携し、厚生労働省はもとより、経済

産業省、外務省、法務省など関係各省に要請活動

を展開した結果、「短期外国人就労制度」は導入

に至らず、外国人研修・技能実習制度については、

新しい外国人技能実習制度として、下記のように

衣替えがなされ、2010年７月より実施された。



JCM50年史270

事業仕分けへの対応
（2006年〜）
金属労協は1980年代のいわゆる土光臨調におい

て、これを推進する立場で積極的な役割を果たし

てきた。土光敏夫第２次臨時行政調査会長の呼び

かけに応え、1983年に各界の有識者によって設立

された「行革国民会議」にも参画し、その活動の

一翼を担ってきた。政府は土光臨調、橋本行革以

降も、行政改革に取り組んでいたものの、閉塞感

があることは否定できなかった。これに一石を投

じたのが民間シンクタンク「構想日本」が提唱し

た「事業仕分け」である。

「事業仕分け」とは、国や地方自治体が実施し

ている事業について、

①「そもそも」必要かどうか。

②�必要ならばどこが実施すべきか。（国か県か

市町村か民間か、地方自治体がやるとすれば

直接実施か民間委託か）

③�本来の目的に沿った仕組みとなっているか。

効率化できるか。

などについて、外部の視点で、公開の場で、担当

職員と議論して判断していく、という作業である。

事業の目的が的外れなら廃止、名称や目的が立派

な事業でも、それに見合った仕組みとなっていな

い場合、効果の見られない場合も、廃止や見直し

を求められる。具体的な事業にメスを入れ、本来

の目的を達成するようにしていくのが、「事業仕

分け」の趣旨である。

事業仕分けは、2002年に岐阜県で実施されたの

が最初である。金属労協は「2006年政策・制度要求」

から、国として事業仕分けを行うよう要請活動を

展開してきた。2008年には、自民党の「無駄撲滅

プロジェクトチーム」が構想日本と連携し、「政

策棚卸し」として国の事業について仕分けを実施、

民主党も事業仕分けの手法を用いて事業の精査を

行った。

2009年に民主党政権が発足すると、行政刷新会

議を設置して、国の事業仕分けを政府として実施

外国人技能実習制度の概要（2010年７月以降）
＊入国後１年目に技能を修得する「技能実習１号」と、２、３年目に技能に習熟する「技能実習２号」

の２段階とする。

＊「技能実習１号」の在留資格で入国し、その直後、技能修得活動に入る前に、「技能実習１号」の活

動予定時間の６分の１以上の時間、日本語や生活一般、労働基準法などについて、座学講習を行う。

＊座学講習終了後に雇用契約を締結する。この時点から、労働関係法令、社会保険を適用。

＊「技能実習１号」での全期間の４分の３程度を経過した時点で、66職種123作業については、国の技

能検定基礎２級相当以上の技能等を修得していると認められた場合には、「技能実習２号」に移行する。

＊技能実習１号は滞在期間1年以下、１号と２号の滞在期間を合わせて3年以下。ただし、１号が９カ月

以下の場合、２号の滞在期間は１号の1.5倍以内。

＊技能実習１号の受け入れ枠は、企業単独型の場合、原則として常勤職員総数の20分の１（５％ルール）、

団体監理型の場合は、実習実施機関の常勤職員総数が301名以上の場合は20分の１、50名以下の場合

は３名（ただし、常勤職員の数を超えない）。

＊不正行為を行った機関、企業は、５年、３年または１年の受け入れ停止と再発防止に必要な改善措置

が求められる。
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することになった。2012年12月までに合計６回の

仕分けが実施され、当初は国民の強い支持を得た

が、財政削減効果が期待したほどではなかったこ

となどもあり、次第に注目を失うことになった。

しかしながら、自民党政権に移行後も、政府の

実施する全ての事業（ほぼ5,000事業）について、

事業の目的、予算額・執行額、成果目標と実績、

資金の流れや支出先、評価といった内容が、シー

ト（行政事業レビューシート）にまとめられ、公

開されており、これに基づき「行政事業レビュー」

の名で事業仕分けが実施されている。

非正規労働者問題とリーマンショックへの対応
（2007年〜）
（ネットカフェ難民問題）

1995年に日経連が発表した「新時代の日本的経

営」報告書において、いわゆる雇用のポートフォ

リオ、すなわち無期雇用は幹部社員（管理職、総

合職、技能部門の基幹職）のみ、技能職・一般職

は有期雇用という方針が示されて以来、非正規労

働者が急速に拡大し、雇用の不安定さ、賃金・労

働条件の低さ、それによる生涯生活設計の困難さ

などが懸念されるところとなった。2000年代半ば

に入ると、住居を持たずにネットカフェなどで寝

泊まりする、いわゆるネットカフェ難民問題がク

ローズアップされるようになった。金属労協は

2007年来、高い就労意欲を持ち、安定した職に就

くことを強く希望しているにもかかわらず、経済

的・時間的な余裕がなく、ハローワークに行くこ

とができない日雇派遣労働者、短期雇用契約の請

負で働いている労働者への支援策として、生活資

金支援や住居支援を伴った施策が必要であり、「若

年者トライアル雇用」を拡充して、地方自治体に

よる借り上げ住宅や、生活資金の貸付などを盛り

込んでいくよう主張した。厚生労働省も、「住居

のない不安定就労者等に対する安定的な雇用確保

のための総合的支援」を打ち出し、常用就職へ向

けて就職活動を行うネットカフェなどで寝泊りす

る不安定就労者に対し、職業相談・紹介の強化、

職業訓練期間中の生活費支援、民間住宅入居初期

費用や就職資金の貸与、就職身元保証などを実施

することとなった。

（リーマンショックへの対応）

2008年９月、アメリカのサブプライム住宅ロー

ン問題をきっかけに発生した世界的な金融危機

（リーマンショック）は、わが国の実体経済に対

しても甚大な影響を与え、内外需は急激な落ち込

みを見せ、ものづくり産業・金属産業はきわめて

極端な生産の減少、大幅な収益の悪化に見舞われ、

10月以降、雇用調整も顕著となった。とりわけ、

ものづくり現場で働く期間従業員、派遣労働者、

請負労働者などの非正規労働者については、解雇、

雇い止め、中途解除を受ける者が大幅に増加した。

離職によって収入が断たれるのはもちろん、事業

主や派遣元が用意した寮に入っていた場合には、

住居すら失うこととなった。

金属労協では、政府の実施していた「住居のな

い不安定就労者等に対する安定的な雇用確保のた

めの総合的支援」の抜本的拡充を図ることによっ

て対応すべきと判断すると共に、勤労者の生活の

底支え、需要創出のための政策を政府に対し求め

ることとした。2008年12月に「非正規労働者の雇

用情勢の悪化に対する緊急要請」、2009年３月に

は「雇用危機を打開し、勤労者生活の底支えを図

る緊急的な雇用対策」の要請活動を展開し、雇用

保険制度の強化、失業者に一時的な雇用の場と教

育訓練を提供し、正社員としての就職を斡旋する

システムの導入、環境対応新製品の買い替え・新

規購入促進と新技術開発支援、社会資本の老朽化

くい止めと耐震化促進、農業などグリーン分野に

おける雇用創出、雇用維持の観点に立った金融政

策運営、「雇い止め・解雇された労働者の住宅・

生活対策」の拡充、若年者トライアル雇用やジョ
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非正規労働者への住宅・生活支援
＜金属労協の主な主張＞

＊政府がネットカフェ難民対策として打ち出していた「住居のない不安定就労者等に対する安定的な
雇用確保のための総合的支援」の抜本的拡充で対応すべきと判断。

＊生活資金支援・住居支援の全国展開、民間遊休アパートの借り上げ・転貸制度導入、外国人労働者
への日本人と同等の支援に向けた対応強化を要請。

＜政府の主な対応＞

＊「解雇等による住居喪失者に対する就職安定資金融資」（最高186万円）の創設。
＊雇用促進住宅１万３千戸への入居斡旋。
＊自治体による旅館、空社員寮などの借り上げ支援。
＊外国人労働者に対するハローワークでの母国語対応、市町村でワンストップサービスコーナーの設
置、日本語研修。日系人や外国人研修生・技能実習生の帰国支援。

雇用保険を受給できない失業者への対応策
＜金属労協の主な主張＞

＊雇用保険料率の引き下げとりやめ。
＊雇い止め・解雇された非正規労働者に、臨時・緊急的な給付。
＊法で対象となっている者については、雇用保険の対象とする。
＊相互扶助の観点から、公務員への雇用保険の適用。
＊失業者に一時的な雇用の場と教育訓練を提供し、正社員としての就職を斡旋する「雇用確保・能力
開発システム」の導入。

＊ジョブ・カード制度の委託型訓練受講者に対する「技能者育成資金制度」の改善。
＜政府の主な対応＞

＊週20時間以上の短時間労働者の加入要件である雇用期間見込み「１年」を「６カ月」に短縮。
＊雇い止めなどの「特定理由離職者」について、雇用保険の受給要件である被保険者期間「１年」を「６
カ月」に短縮。

＊緊急雇用創出事業の創設。（予算3,000億円、雇用創出効果30万人）
＊雇用保険を受給できない者に対して、職業訓練を行い、生活費を給付する「緊急人材育成・就職支
援基金」を創設（職業訓練は35万人、生活費給付は30万人を対象）。生活費給付は有扶養の場合、
月12万円（技能者育成資金制度の改善型）。

雇用調整助成金、中小企業助成金の利便性向上による企業内での雇用維持
＜金属労協の主な主張＞

＊支給申請の簡素化、教育訓練の場合の要件緩和、都道府県労働局やハローワークにおける対応強化。
＜政府の主な対応＞

＊対象者拡大、教育訓練の要件緩和、助成率引き上げ、支給限度日数緩和、支給申請の簡素化。
＊ハローワークの人員・組織体制の抜本的充実・強化。

ブ・カード制度の活用促進、非正規労働における

「二重の不安定」の解消、仕分けの実施による行

政改革の徹底と財源の捻出などを訴えた。

金属労協の主な主張と政府の対応は、以下のと

おりである。
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円高是正・デフレ脱却への対応
（2010年〜）
為替相場は、2011年後半〜2012年初めにかけて、

円ドルが１ドル＝70円台の戦後最高値、円ユーロ

が１ユーロ＝100円程度の11年ぶりの高値となっ

た。為替相場は、根本的には、各国との物価水準

の違い、貿易収支などを反映したものに収斂して

いくと考えられるが、短期的な変動を左右するの

は各国の金融政策の違いで、わが国の金融緩和が、

欧米に比べて過少であれば、円高に向かうことに

なる。リーマンショック時点（2008年９月）を

100とした、量的金融緩和の度合は、2012年２月

時点で日本が127.2にすぎないのに対し、アメリカ

は296.2、ユーロ圏は163.1に達しており、円高は

不可避な状況にあった。また、過少な金融緩和は

円高だけでなく、物価の継続的な下落であるデフ

レをももたらすこととなった。

2012年２月、日銀は量的金融緩和の強化策を発

表し、この結果、いったん円相場は下落、株価は

上昇に向かったが、その後の日銀の金融政策は市

場の失望を招くところとなり、超円高・株安の修

正は一時的なものにとどまった。

ものづくり産業は、1ドル＝70円台という超円

高によって、収益に大打撃を受けたが、それだけ

でなく、電力供給不安やFTA・EPA締結の遅れ

などとも相まって、国内生産拠点の海外移転が急

加速、地方を中心に工場閉鎖が続出し、マザー工

場や研究開発拠点なども海外に移転し、国内もの

づくり拠点と国内雇用は壊滅的な状況に陥り、国

内産業の空洞化を招くことが懸念された。また円

高は、投資・消費不振を通じて内需産業にも打撃

を与え、日本経済全体をむしばんだ。

金属労協は円高是正・デフレ脱却を求め、従来

から量的金融緩和の拡大を主張してきたが、こう

環境対応の内需喚起、グリーン分野における雇用の維持・創出
＜金属労協の主な主張＞

＊新車購入促進のための緊急税制優遇・助成措置。
＊太陽光・風力・燃料電池発電の飛躍的普及。
＊家電など省エネ製品への買い替え促進。
＊営農や森林整備の集約化・法人化・株式会社化を通じた雇用創出。
＜政府の主な対応＞

＊最大40万円のエコカー減税・エコカー補助金。
＊全国3.2万の公立小中学校に太陽光パネル設置。
＊エコ家電購入におけるエコポイント制度（最大でエアコン12,000円、冷蔵庫15,000円、テレビ39,000
円相当を給付）。

＊農地法の改正（2009年６月成立）により、企業による出資の規制緩和、農地貸借期間の延長、所有
者不明の耕作放棄地の貸借制度の創設。

＊農地を貸し出す所有者に交付金3,000億円。
＊首都圏近郊を中心に３年間で300万本のスギを植え替え。

金属労協三役と政治顧問との「政策研究会」で円高是正で意見交換
（2012年２月）
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した状況を受けて、

2012年２月　�「円高是正とデフレ脱却に向けた一

層の対策強化を求める金属労協見

解」とりまとめ

2012年２月　�議員連盟「円高・欧州危機等対応研

究会」宮崎岳志事務局長（衆議院議

員）への要請

2012年３月　�民主党・仙谷由人政調会長代行への

要請

2012年６月　�政策レポート第38号「一刻も早い円

高是正・デフレ脱却に向け、量的金

融緩和の実効的かつ迅速な拡大を」

発行

2012年７月　�日本銀行企画局長との初めての政策

懇談

など、積極的な活動を展開した。

安倍政権誕生後の2013年１月、政府と日銀は「共

同声明」を発表し、当面、消費者物価上昇率１％

が見通せるまで強力に金融緩和を推進していく、

としていた日銀の政策スタンスを変更し、消費者

物価上昇率２％を物価安定の目標としていくこと

になった。この共同声明に基づき、４月には「量的・

質的金融緩和」が導入された。具体的には、

＊消費者物価上昇率２％の物価安定の目標を、２

年程度の期間を念頭に置いて、できるだけ早期

に実現する。

＊金融市場調節の操作目標を、無担保コールレー

トからマネタリーベースに変更する。

＊日銀の長期国債保有残高が年間約50兆円ペース

で増加するよう、買い入れを行う。

こととなった。対ドル円相場は、2013年２月以降

は90円台、５月には100円台となり、その後も100

円前後で推移し、2014年９月現在109円台となっ

ている。対ユーロは2013年４月以降、130円を挟

む展開となり、同じく2014年９月現在139円程度

となっている。消費者物価上昇率は2013年６月に

プラスに転じ、その後１％台半ば（2014年４月の

消費税率引き上げ分を除く）で推移している。日

経平均株価も、2012年10月に8,000円台であったの

が、その後上昇傾向となり、2013年１月には１万

円台、５月には１万５千円台に達し、2014年９月

現在１万６千円台で推移している。実体経済面で

も、金利の低下が進み、輸出の回復、投資の拡大、

銀行貸出の増加が見られる状況となった。企業に

よってばらつきはあるものの、企業収益も総じて

改善するところとなっている。議員連盟「円高・欧州危機等対応研究会」への要請（2012年２月）

日本経団連と円高是正等で懇談（2012年４月）

日本銀行企画局長との初めての政策懇談（2012年７月）
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1994年　平成6年（9月〜12月）
結成30周年を迎える
IMF－JCは、1994年５月16日に結成30周年を迎

え、９月６日に結成30周年記念レセプションおよ

び第33回定期大会を東京で開催し、ここには、マ

ルチェロ・マレンタッキIMF書記長、ハーマン・

レブハンIMF元書記長をはじめ、世界17カ国から

総勢27名の海外来賓を迎えた。また、合わせて「ア

ジア・太平洋IMF加盟組合連絡会議」を９月５日

に東京で開催した。会議では、マルセイユでの

IMF中央委員会における討論のフォローアップ、

アジア太平洋地域における社会・経済・政治情勢

に関する情報交換、第９回IMFアジア地域会議に

ついて議論した。

IMFの産業別の活動では、10月18〜20日、ドイツ・

ハンブルグでIMF世界航空宇宙会議を開催し、

IMF－JCから浅井企画局部長ら６名が参加した。

ジョージ・クゥーピアス同部会長（IAM会長）の

基調講演、各国報告が行われ、その後、航空宇宙

部会の将来の活動計画について議論した。

電機電子産業においては、11月11〜15日、タイ

のバンコクで第５回IMF世界電機電子会議が開催

された。会議には世界36カ国から150名の代表が

参加（IMF－JCから同部会長である岩山副議長を

はじめ36名）のもと、「電機・電子産業における

組織化と労働組合権の促進」「電機・電子産業の

グローバル化と社会的側面」「電機電子産業にお

けるIMF企業別協議会の強化」等について議論し、

最後に結語を採択した。また、IMF電機電子運営

グループや電機電子産業の部門作業グループの設

置も確認した。

派遣の面では、1994年後期地連代表東南アジア

労働事情視察団（1994年11月12〜22日、各地連か

ら19名参加）、1994年JC北米労働事情視察団、1994

年11月12〜27日、カナダ、アメリカ訪問、24名参

加を実施した。北米労働事情視察団においては北

米の金属労働者との交流・連絡会議を行い北米金

属労組の労働運動の取り組みについて研修した。

1995年　平成７年
IMFの産業別の活動においては、1995年４月25

〜26日、イギリスのロザハムでIMF世界鉄鋼会議

を開催し、IMF－JCからは衞藤辨一郎副議長（鉄

鋼労連委員長）をはじめ７名が出席した。会議で

は「転換期にある鉄鋼産業」「世界の鉄鋼産業に

おける技術変化が雇用と労働慣行に及ぼす影響」

「鉄鋼産業における安全衛生」「リストラによる社

会的影響への選択的取り組み」などについて意見

が交わされた。

また、５月10〜11日には、フランスのパリで

OECD鉄鋼委員会が開催され、IMF－JCから石塚

拓郎鉄鋼労連中央執行委員が出席した。会議では、

各国の鉄鋼市場の動向についての相互報告と最近

の政策動向を中心に議論が行われた。また、ロシ

ア、ウクライナ等の旧ソ連諸国に続き、大製鉄国

となった中国へのアプローチについても議論され

た。

自動車産業の企業別協議会では、４月６〜７日、

ブラジルのカルティバでIMFボルボ世界企業別協

議会が開催され、IMF－JCから伊東金良自動車総

連事務局次長ら２名が出席した。同協議会では、

賃金、雇用保障、労働条件に対する企業のグロー

バル戦略とその実施に焦点を当てた議論を行い、

「国際的な連帯と協力の推進」「ボルボEWC設立

への支援」「新事業拠点やサプライヤーの組織化

活動支援」等を内容とする結語を採択した。

IMFの機関会議では、５月25〜26日、カナダの

バンクーバーで中央委員会を開催し、世界66カ国

約220人の代議員が出席した。IMF－JCからは得

本議長、阿島事務局長、常任幹事会メンバーであ

4. 最近20年間の国際連帯活動の軌跡（1994〜2014年）
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第９回IMFアジア地域会議（1995年11月、シドニー）

る各産別書記長ら10名が出席した。メインテーマ

に「組織労働者と政治」を取り上げ、国際労働運

動の政治へのコミットメントの可能性について活

発な議論が行われた。また、人権と労働組合権の

擁護・社会正義の観点に立ち、韓国およびインド

ネシアに関する具体的措置を決定したほか、1997

年世界大会対策としてアクションプログラム委員

会の設置を決定した。中央委員会声明として、「現

代自動車において最近発生したストに関する韓国

政府による残忍な行動に衝撃を受けると共に、（そ

の行為を）非難する」として、「韓国の労働諸権

利違反に関するIMF中央委員会声明」を採択した。

1997年世界大会対策として、IMFは10月12〜13

日、米国のワシントンDCで、「グローバル化と経

済の国際化に関するIMF小委員会第１回会議」を

開催し、IMF－JCから岩山副議長ら２名が出席し

た。次回第29回IMF世界大会に提案するアクショ

ンプログラムに反映する「グローバル化とその影

響」に関するIMF本部作成の文書について討議し

た。

第９回IMFアジア地域会議が、11月８〜９日、

オーストラリアのシドニーで、アジア太平洋地域

から約100名の代表が参加して開催された。IMF

－JCからは得本議長をはじめ36名が出席した。地

域会議は、「アジア・太平洋における社会正義を

伴う経済成長」をメインテーマに論議が行われた。

地域機構に関する議論も行われ、IMFアジア太平

洋地域会議のもとに、４つのサブリージョナル委

員会を設置することを執行委員会に提起すること

を確認した。その中で、日本は、韓国、中華民国、

香港と共に東アジアサブリージョナル委員会を形

成することとなった。

定期協議については、４月４日に、フィンラン

ドにおいて、フィンランドの首都ヘルシンキから

スウェーデンの首都ストックホルムに向かう定期

船の船内で、第７回IMF－JC ／北欧金属労連定

期協議を行った。会議にはIMF－JCから得本議長

をはじめ三役らと北欧金属労連代表メンバーが出

席し、双方の政治・経済・社会・労働情勢の最近

の課題について報告・質疑応答を通して相互理解

を深めた。ルンド北欧金属労連委員長から「国境

を越えた資本の自由化（多国籍企業の企業行動）

が労働組合員の雇用を脅かすばかりか、労働組合

にとって数々の難問を引き起こしている」として、

北欧金属労連とIMF－JCの共同提案の形で、社会

条項に関するIMF作業委員会の創設をIMF本部に

提言することが提案され、共同で提言していくこ

とを確認した。

また、10月11日には東京・芝パークホテルで第

５回日韓金属労組定期協議を開催し、「日韓の最

近の経済・社会・政治・労働情勢」について、相

互に報告すると共に、質疑応答、意見・情報交換

を行った。日本側からは、得本議長をはじめ三役

ら14名、韓国側からは朴仁相韓国金属労連委員長

をはじめ13名が出席した。

調査団等の派遣では、５月10〜26日の日程で、

IMF－JC欧州賃金事情視察団を、團野事務局次長

を団長に各産別・単組役員28名が参加して、欧州

各国を訪問し、①環境・都市環境と整備実態、②

欧州の金属労組の賃金・俸給実態の調査を行った。

また、５月15〜25日の日程で、IMF－JC地連代表

東南アジア労働事情視察団を派遣した。
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1996年　平成8年
JCの主催でアジア金属連帯セミナーを初開催
1996年１月10〜12日、シンガポールでIMF－JC

アジア金属連帯セミナーを初開催した。参加者は

マレーシアから６名、シンガポールから10名、

IMF－JCからは阿島征夫事務局長をはじめ11名が

参加した。「発展するアジア・太平洋地域と労働

運動」をメインテーマに３日間にわたり討議を

行った。

このセミナーは、IMF－JCの国際活動を一層充

実させるために、パイロットセミナーとして開催

した。セミナーは、東南アジアの金属労組リーダー

に共通する課題について、７本の基調講演・問題

提起、各国報告と質疑応答を通して、問題意識を

高めた。講演１「アジア・太平洋地域における経

済発展と国際労働運動」（和泉孝ICFTUアジア太

平洋地域事務所書記長）、講演２「IMFの活動と

政策（IMFアクションプラン）」（小島正剛IMF東

アジア地域事務所代表）、講演３「シンガポール

の情勢・IMFシンガポール協議会の活動」（リム・

シン・チュウIMFシンガポール協議会事務局長）、

講演４「マレーシアの金属労働者が直面している

グローバル化した世界では、さまざまな国・地域の労働
組合による協力や連帯が必要です。これは何よりもまずグ
ローバル・ユニオン・フェデレーションを通して表明されま
すが、二者間・地域協力によっても表明されます。
JCMはグローバル・レベルで常に重要な役割を果たし、

特にアジアの域内組合間協力で有力な組織となっていま
す。日本企業による海外投資を受けて、JCMは、他国の
同僚の労働条件を改善すると共に、日本の本社への介入
によって紛争を解決するために、絶えず取り組んでおられ
ます。
2000年代初頭に日本のバブル経済が崩壊し、続いて世
界金融・経済危機が勃発してから、JCMは国内外で積
極的に活動し、労働組合員の権利や労働条件を守ると共
に、新しい成長の基礎を構築しようと努力してこられまし
た。
北欧の組合と日本の組合は、長きにわたって協力してき

ました。金属部門では、北欧産業労連と傘下組織のノル
ディック・メタルが、1980年代からJCMと協力しています。
JCMと北欧産業労連の二者間協力は、経済・産業政策
に関する情報交換としてスタートし、やがて継続的な政治・
経済・労働問題の討論の場になりました。日本と北欧諸国
で定期協議を実施しており、これは常に参加組織にとって
有益な活動となっています。
私たちは長年にわたって、大きな政治的変化と世界経

済の急速なグローバル化にさらされ、世界経済危機にも直
面しました。北欧諸国は、先進的な工業生産プロセス・
技術に関する日本の経験から有益な示唆を得ています。

一方、我々北欧側からは社会福祉や柔軟性、職場にお
けるすべてのグループの幅広い組織化について、私たち
の経験をお伝えすることができました。私たちは一丸となっ
て、経済危機やグローバル化、気候変動に関する戦略を
共有し、策定してきました。
グローバル・ユニオン・フェデレーションにおける協力に
関して言えば、私たちはしばしば同じような意見に立ち、意
見が異なるときでさえ、いつも合意点を見いだすことができ
ました。
JCMは国際活動でよく知られていますが、日本国内でも

春闘の調整にあたって決定的役割を果たしていることを忘
れてはなりません。グローバル化が進む現代の経済におい
て、そのような調整は、交渉プロセスの成功を確保する上
で極めて重要です。
2011年３月に東日本大震災に見舞われたあと、JCM加

盟組合員をはじめとする日本の連合加盟組織の皆さんが
住宅や職場の復旧のためのボランティアに多大な努力を払
われてきた様子を、私たちは最大限の敬意をもって見守っ
てきました。
個人的には、私は1990年代半ばにIMF－JC大会で初

めて日本を訪れ、その後も日本国内外で何度も日本の同僚
の方々にお会いし、共に活動する光栄に浴しました。特に
心に残っているのは、2005年に柔軟性と社会保障に関す
るIMF－JC国際労働セミナーで講演する機会に恵まれた
ことです。この経験は今も懐かしく思い出されます。
今後も強力なJCMが持続的に発展していくことを、確信

をもって期待しております。

JCMと北欧産業労連の長年の二者間協力 北欧産業労連書記長

イェンス・ブンドバッド
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挑戦」（G・ラジャセカランIMFマレーシア協議会

事務局長）、講演５「日本の情勢とIMF－JCの活動」

（阿島征夫IMF－JC事務局長）、講演６「金属産業

における安全衛生」（セア・セン・チュンNTUC

安全衛生局長講演および各国報告）、講演７「付

加価値分析と労働分配率」（問題提起：阿島JC事

務局長）、各国報告「各国の賃金闘争と課題」を

行い活発な質疑応答を通じて理解を深め合った。

また、晩には、夕食交流の時にアジア各国の出し

物も披露しあい文化交流も深めた。IMF－JCに

とって重要なことは、IMFや国際労働運動の中に

あって、特にアジア地域のIMF加盟組織との連帯

を強化することであり、このセミナーの第一の目

的は従って、同地域の労組役員間の交流を通じて、

当該組織の相互理解を図り、国際労働運動と各国

の労働運動の理解・協力を促進することにある。

日系企業のアジア・太平洋地域における直接投

資は、1995年の超円高以来急騰しており、投資国

の労組の組織化強化のための支援協力が益々重要

な課題となっている。同地域において労組の組織

化活動を支援するためにも、IMF－JCに加盟する

組織と投資国にあるIMF組織との継続的・長期的

な安定した情報交換を行うことが重要であるとの

視点から開催された。東アジア地域においては、

IMF東南アジア労働講座が例年開催されていた

が、IMFが財政難を理由にここ数年開催を見送っ

ていることもあり、マレーシアやシンガポールの

労組幹部からはこの種のセミナーを東アジア地域

で開催する声が高かった。IMF－JCとしては、

IMF東南アジア地域事務所およびIMF－JCの地連

事務局との調整の上、引き続きこの連帯セミナー

を開催していくことにした。

IMFの専門委員会の活動では、２月13〜14日、

スイス・ジュネーブで、IMFエコノミスト・調査

担当者会議が開催され、IMF－JCからは浅井茂利

企画局部長が出席した。会議では、経済のグロー

バル化に対し、組合もグローバルな経済・社会分

析を行う必要があるとの認識のもと、「多国籍企

業に関するIMFのデータベース化について」を中

心に議論した。

IMFの産業別の活動では、１月30日、ジュネー

ブでIMF機械産業作業部会が開催された。参加者

による各国の産業動向に関する報告を行うと共

に、世界の工作機械に関する考察について議論し、

IMF機械エンジニアリング部会の目的について話

し合った。また機械エンジニアリング部会のIMF

世界会議の持ち方についても議論した。

電機電子産業においては、４月15〜16日、オー

ストラリア・シドニーで第６回IMFアジア電機電

子セミナーが開催された。セミナーにはアジア・

太平洋地域13カ国から74名の電機電子産業労組の

代表が参加、IMF－JCからは電機電子部会長であ

る岩山保雄副議長（電機連合委員長）をはじめ電

機連合主要単組などから22名が参加した。セミ

ナーでは、「21世紀の電機電子産業－労働組合の

ビジョン」、「電機電子産業のグローバリゼーショ

ンと労働者と労働組合に及ぼす影響」、「アジアの

電機電子産業において国際連帯を発展するための

措置」について講演、各国報告、パネル討論、質

疑応答を通して議論し、最後に、アジア・太平洋

地域における電機電子産業を対象とする具体的な

活動プログラムをまとめた結語を採択した。

自動車産業においては、一連の企業別協議会が

開催された。７月22日には広島でIMFマツダ世界

自動車協議会を海外から５カ国12名が参加して開

催した。７月23日には三重で、IMF本田世界自動

車協議会を８カ国18名が参加して開催した。さら

に７月24日には東京で、IMF三菱世界自動車協議

会を８カ国16名が参加して開催、さらに７月25日

には同じく東京で、IMF本田・三菱・マツダ世界

自動車合同協議会が13カ国46名の海外参加者を得

て開催された。各個別企業別協議会では、企業業

績やグローバルなビジネス展開、労使関係等につ

いて議論を行い、最終日の合同協議会では、「国
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JCM結成50周年を心からお祝い申し上げます！IMF－
SC（シンガポール協議会）を代表して、活発なJCM指導
部に対し、アジア太平洋地域の金属労働者を中心となって
擁護し、インダストリオール・グローバルユニオンを主導し
てくださっていることに感謝したいと思います。
私とJCMとの関係が始まったのは約30年前、1985年６

月、IMF－JCがホスト組織となって東京で開催された国際
金属労連（IMF）第26回世界大会の代議員にシンガポー
ル金属労組の代表として指名され参加したときでした。
東京に新規オープンした５つ星のホテルニューオータニ

に宿泊したことを覚えています。まだ若い組合活動家が、
発展途上国のシンガポールから先進国の日本を訪れ、世
界大会で各国の労働組合代表と顔を合わせたのです。私
にとって、まさに目を見張るような経験でした。
そのときから、IMF－JCとシンガポール金属労組の親交
が始まり、1990年のIMFシンガポール協議会（IMF－
SC）結成でさらに絆が深まりました。IMF－JCとIMF－SC
はたびたび交流しました。JCが多くの活動、特に参加者に
貴重な教訓を与えるIMF－JC東南アジア研修生プログラ
ムで、手厚く支援して研修生を受け入れてくださったことに
感謝しています。
私は1998年に東京への研修旅行でシンガポール代表団

を率いる幸運にも浴し、このときも歓待していただきました。
両協議会の間では、長年の間に頻繁な訪問交流が行わ
れました。数え切れないほどの時間を会議に費やし、食事
を取りながら談笑する中で、多くの素晴らしい絆を築いてき
ました。この経験や思い出は非常に貴重であり、この友好

関係をこれからもずっと大切にしていくつもりです。
私たちは、シンガポールでアジア金属連帯セミナーやアジ

ア金属労組連絡会議など、JCM主催のいくつかの地域会
議を開催するために、喜んでお手伝いしています。光栄に
も、2007年６月にシンガポールのヨーク・ホテルで第１回ア
ジア金属労組連絡会議が開催されました。現在、アジア金
属労組連絡会議は、アジア地域全体から集まるすべての
代議員にとって重要な地域会合であり、金属労働者が直
面する主要問題について議論する意義深い場となってい
ます。これらの会合の成果はアジアの金属労働者に利益を
与え、地域の加盟組織間での合意形成を促進しています。
JCMとIMF－SCとのもう１つの強力な具体的関係は、

ジェシー・ヨー・ホン・チェンIMF－SC書記次長がアジア
太平洋地域の女性を代表して、シンガポールからIMF史上
初の女性執行委員に指名・承認された際に、西原浩一郎
IMF－JC議長が全面的に支援してくださったことです。
シンガポール協議会は、シンガポールがグローバル・ユ
ニオンの国際舞台に上がれるようにするために、IMF－JC
が支援してくださったことに感謝しています。JCMの継続
的なご指導、ご支援により、ASEANの労働組合はインダ
ストリオール・グローバルユニオン執行委員会に常に女性
代表を送ることができています。
両協議会間の長年の関係は依然として堅固な基盤に根

差しており、これは過去30年以上にわたる多くの相互交流
によって強化されています。両協議会の指導部間の国際
連帯、協力および連携が、今後もこれまでどおり繁栄し続
けることを私は確信しており、それを誇りに思っています。

長年の国際連帯、協力、連携に
誇りと感謝

IMF‒SC（シンガポール協議会）議長

シリル・タン

際的な連携・協力を強化し、その活動の改善を図

る」「強力な工場・上部団体の労組組織機構を構

築できるよう、IMFの加盟組織または協議体の支

援を行う」「事業所の活動に関する重大な情報を

可及的速やかに交換し合う」等を内容とする結語

を採択した。

鉄鋼産業においては、10月21〜22日、マレーシ

ア・クアラルンプールで、第５回IMFアジア鉄鋼

セミナーが開催され、IMF－JCから衞藤辨一郎副

議長（鉄鋼労連中央執行委員長）をはじめ17名が

出席した。セミナーでは、アジア太平洋地域の鉄

鋼労働者が直面する課題について討議し、特に、

親企業と子会社、および合弁企業に参画している

企業の従業員間において、安全・衛生、環境保全、

訓練・教育の一定基準を達成しうるよう協力しあ

うことなどを確認した。

1997年　平成9年
IMF世界労働時間会議を東京で開催
1997年２月５日、北欧金属労連のペル＝エリッ

ク・ルンド会長（フィンランド金属労組委員長）

をはじめ11名が来日し、IMF－JCの得本輝人議長
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ら三役と、東京で第８回IMF－JC ／北欧金属労

連定期協議を開催した。協議では、IMF－JCから

は、「最近の日本の社会・経済・労働情勢」につ

いて報告すると共に、「APECの現状と動向」につ

いて通産省から講演を受けた。北欧側からは、「各

国の社会・経済・労働情勢」「欧州連合（EU）、

特に欧州労使協議制（EWC）」に関する報告が行

われ、質疑を交わした。

４月12〜13日には、1996年７月に中国に返還さ

れた香港について、IMF主催による「香港の金属

労働者の将来に関するフォローアップセミナー」

が開催され、IMF－JCから得本輝人議長をはじめ

９名が参加した。セミナーでは1996年７月に中国

への返還が行われた香港の情勢変化や行政府の動

向に基づき、香港の金属労働者の直面する課題な

どについて議論を深めた。

IMFにとって1997年は、４年に１度の世界大会

開催年であり、５月25〜29日、米国・サンフラン

シスコで第29回IMF世界大会が開催された。大会

には世界91カ国174組織から500名が出席、IMF－

JCからは得本議長をはじめ、82名が参加した。前

回の100周年記念大会に初の試みとして採択され

た活動方針「アクションプログラム」の成果と評

価を踏まえ、次回世界大会までの1997〜2000年「ア

クションプログラム」について審議した。その核

をなす「抑制のない世界経済の中の労働者」「未

組織労働者の組織化」「国際連帯」および「労働

者と労働組合の権利」をテーマに討論と質疑・意

見交換を行った後、アクションプログラムを採択

した。また、次回大会までの目標として、特に、

多国籍企業との間で「企業行動規範」締結に努め

ていくことを確認した。役員選挙では、クラウス・

ツヴィッケル会長、マルチェロ・マレンタッキ書

記長が再任された。また得本輝人IMF－JC議長が

執行委員に、鈴木勝利IMF－JC副議長が電機・電

子部会長としてそれぞれ再選された。

世界大会の会期中、５月27日には、第12回日米

加金属労組会議が、サンフランシスコ・グランド・

ハイアット・ホテルで北米金属労組の主催で昼食

会という形式で行われた。北米側からはUSW（全

米鉄鋼労組）会長のジョージ・ベッカー氏および

UAW（全米自動車労組）財政書記長のロイ・ワ

イズ氏、さらにIAM（全米機械工労組）からは副

会長のトーマス・バッフェンバーガー氏らが、カ

ナダ側からはローレンス・マクブリーティ全米鉄

鋼労組カナダ地本会長、CAW（カナダ自動車労組）

会長など13名が参加した。世界大会がアメリカで

開催されたこの機会に日米加の金属労組がお互い

の親睦を深めるためという趣旨のもとに開催され

たものであり、ベッカーUSWA会長は、挨拶の

中でブリジストン・ファイアストン（BFS）の問

題について触れ、「日本の金属労組との緊密な連

携があったからこそ、あのような完全な勝利が得

られた。これからもこの良好な関係を継続させて

いきたい」と述べた。そのBFS問題の解決への感

謝の印として、全米鉄鋼労組より記念の盾がIMF

－JCおよび鉄鋼労連に贈られた。

アジア地域の活動においては、IMF－JCが主催

する第２回アジア金属連帯セミナーが６月23〜25

日、シンガポールの全国労働組合総連合会（NTUC）

所有のオーキッド・カントリークラブで開催され

た。試験的に行われた第１回セミナーに引き続き

シンガポールで開催された第２回セミナーには、

前回より１カ国参加国を増やし、マレーシア、フィ

リピン、シンガポール、および日本から総勢30名

が参加した。参加組織の国内労働事情とIMF加盟

金属労組の活動状況についての報告が、参加４カ

国それぞれについて行われた。小島正剛IMF－JC

副議長からは、アジア全体の労働運動の現状と展

望について講演を受けた。この他、各国報告とい

う形で「安全衛生」と「賃金闘争と課題」をテー

マに、現状の課題と労働組合としての取り組み状

況について報告しあい、討論を行った。

東南アジア労組幹部研修生招請については７月
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９〜18日、香港、インド、インドネシア、マレー

シア、タイ、シンガポールから６名受け入れ、国

際労働セミナーに参加すると共に、IMF－JC加盟

単組の工場見学や労使との懇談の場を持った。

10月15〜16日、東京で「IMF世界労働時間会議」

が開催された。会議には、世界33カ国のIMF加盟

組合55組織から203名が参加した。開会挨拶で、

クラウス・ツヴィッケルIMF会長は「大量失業を

なくし、雇用を確保するための労働時間に関する

新しい戦略・政策を練ること」をこの会議の目的

として述べた。会議では、IMF加盟組合代表や学

識者を講師に迎え、「労働時間に対する多様なア

プローチ」をはじめ、「労働時間と雇用及び所得」

「労働時間と生活の質」そして「グローバリゼー

ションと労働時間」という多角的な視点から「労

働時間」について活発に討論を行い、最後に、「雇

用保障と創出の可能性を重視し、多様な形で労働

時間削減に向け闘争を継続する」など６項目の行

動計画を盛り込んだ「IMF労働時間政策」を採択

した。このIMF世界労働時間会議は、折しも、年

間総実労働時間1800時間台をめざし、時短の取り

組みを推進しているIMF－JC及び加盟産別に、強

い影響を与えた。

定期協議については、10月17日、東京で、ドイ

ツIGメタルからクラウス・ツヴィッケル会長（IMF

会長）をはじめ10名を迎えて、第６回日独金属労

組定期協議を開催した。両国から「最近の政治、

経済、労働、雇用情勢および雇用維持政策」、「団

体交渉における機構の変化」について相互に報告

しあった後、質疑応答、意見交換を行った。IGメ

タルからは、組織の合併・統合問題に触れ、「IG

メタルとして、繊維産業労組と２年以内に合併し、

木材プラスチック労組とも将来の合併を視野に入

れている」との報告があった。

11月28日には、IMF－JCとFKMTU（韓国金属

労連）双方の三役が出席して、第７回日韓金属労

組定期協議が東京・ホテルグランドパレスで開催

された。「日韓両国の最近の経済・社会・政治情

勢に関する報告」を相互に行った後、「雇用政策

と労働行政」について五十畑明労働省大臣官房政

策調査部長から講演を受けた。FKMTU代表から

「韓国の最近の労働情勢と今後の展望」について、

IMF－JCからは阿島事務局長から「日本の最近の

労働情勢と今後の展望」について報告したあと、

相互に意見交換を行った。

1998年　平成10年
1998年４月16〜18日には、中華民国・台北で、

第３回アジア金属連帯セミナーをIMF－JCの主催

で開催し、アジア６カ国から30名、IMF－JCから

は小島正剛副議長をはじめ14名が参加した。アジ

ア通貨危機の影響下、「アジア経済危機と労働運

動への影響」を議題として採り上げ、さらに「ア

ジア地域の労働情勢」「金属産業における安全衛

生」などについて議論した。

IMFの活動としては、前年の第29回世界大会で

確認した多国籍企業の企業行動規範締結への取り

組みへのフォローのために、４月28〜29日、スイ

ス・ジュネーブで「IMF多国籍企業と行動規範に

関する作業部会」が開催された。IMF－JCから浅

井企画局部長が出席した。作業部会では、IMFア

クションプログラムにおける「多国籍企業とIMF

世界協議会」および「企業行動規範の取り決め」

の各項目に基づいて、設置されたものであり、具

体的な「企業行動規範（案）」、「世界協議会のあ

IMF世界労働時間会議（1997年10月、東京）
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りかた」について検討のスタートを切った。

引き続き、10月１〜２日に、ジュネーブで第２

回「IMF多国籍企業と行動規範に関する作業部会」

が開催され、企業行動規範、具体的な多国籍企業

の組織化プロジェクト、IMF世界企業別協議会、

団体協約における国際的な困難への対応、多国籍

企業の本国と受入れ国の労組間の関係強化プログ

ラムなどについて、対応策を議論した。

IMF中央委員会は、５月27〜28日、ドイツのダ

ルムシュタッドで開催し、会議には70カ国、103

組織より、231名が参加した。IMF－JCから得本

議長をはじめ13名が参加した。ツヴィッケルIMF

会長は開会挨拶の中で、「世界は変化と可能性の

時代を迎えている。その中で我々 IMFは主体的に

参画し、枠組みを確立して人権重視・福祉向上・

人間中心の社会構築を目指すべきである。今こそ、

我々の国際連帯が必要である」と述べた。アンゴ

ラ、エストニア、インド、メキシコ、スイスの加

盟申請を承認した。中央委員会テーマ「労働諸権

利確保のための金属労働者の戦い」について議論

した。

IMFアクションプログラムをきちんと実践して

いくために、「第２回IMFアクションプログラム

実践とIMF機構に関する作業部会」が、10月19〜

20日、スイス・ジュネーブで開催され、IMF－JC

から阿島征夫事務局長が出席した。同作業部会で

は、「国際産業別組織（ITS）機構の比較研究」、

「1993〜1997年のIMF執行委員会・中央委員会・

大会の費用」、「作業部会の今後の活動」について

議論した。

さらに、10月27日には、IMFアジア調整委員会

を、インドネシアのジャカルタで開催し、IMF－

JCから得本輝人議長、吉田俊治事務局次長が、ア

ジア各国金属労組役員代表と共に参加した。会議

では、「サブリージョナル会議報告」を行った後、

アジア地域のIMF活動の推進のために「各地域活

動の評価」、「各地域によって行われるフォロー

アップ活動の提案」、「アジア経済危機が各地域に

どのような影響を及ぼしたかに関する各地域報

告」、「IMFがこの地域の組合強化を支援するため

にどのような方策をとることができるか」等につ

いて討議した。

定期協議・定期交流では、９月27日〜10月４日、

イタリア金属労連との定期交流を行い、IMF－JC

から浅井企画局部長をはじめ３名が出席した。

IMF－JC代表はローマ、トリノ、ミラノ、ボロー

ニャを訪問し、イタリア金属労組との意見交換、

工場見学等を行った。

12月11日には、韓国からFKMTU（韓国金属労

連代表）11名を迎えて、東京で第７回日韓金属労

組定期協議を開催した。会議では「最近の経済・

社会・政治情勢」「最近の労働情勢と今後の展望」

を報告しあい、質疑応答・意見交換を行った。また、

「日本の雇用政策と労働行政」と題して、労働省

からの講演も行った。

アジアの女性活動においては、第３回IMF女性

労働者アジア地域ワークショップが、11月10〜13

日の４日間マレーシア・クアラルンプールで開催

された。参加者は、カナダ３名、韓国８名、マレー

シア11名、フィリピン１名、シンガポール２名、日

本５名、IMF本部１名、計31名であった。会議では、

アファーマティブアクションプログラムについて

カナダから報告を受け、その後各国の労働事情お

よび女性活動について報告し合い、理解を深める

と共に、今後アファーマティブアクションをどう

展開していくかについてグループワークを中心に

討議した。そのほか、職場と労働組合における男

女平等にとっての主要な障害、戦略づくりと交渉

方式に関するロールプレイ、各国における具体的

な組合活動についての報告などが行われた。

産業別の活動では、IMF航空機体製造に関する

作業部会が、11月12〜13日、カナダ・モントリオー

ルで開催され、航空機体製造に関して、「将来の

戦略と雇用保障」、「貿易問題と労働者の権利、貿
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易協定」、「新技術の導入と作業編成」「航空機体

製造部門のための活動に関するIMFプログラム」

などについて議論した。

1999年　平成11年
受け入れについては、1999年４月５〜11日、イ・

ビョン・ギュン韓国金属労組連盟（FKMTU）事

務局長を団長とする10名 の 韓国金属労連

（FKMTU）訪日研修団を受け入れた。

定期協議については、５月11日に、デンマーク

のコペンハーゲンで、第９回北欧金属労連との定

期協議を開催し、IMF－JCから得本議長をはじめ

とする三役ら11名が参加した。会議では「政治・

経済・労働情勢」「国際経済（アジア・欧州にお

ける展開を含む）」「各国の年金制度の将来の展望」

などについて相互に報告・意見交換を行った。

10月27日には、ドイツ・フランクフルトで、

IMF－JC、IGメタル両組織の三役ら代表が出席し

て、第７回日独金属労組定期協議を開催した。会

議では、「両国の政治、経済、社会および労働組

合の状況」について報告しあった後、「ドイツ雇

用のための同盟」について、「雇用の維持と創出

のための労働時間削減」、「雇用保障、ドイツにお

けるワークシェアリング・パートタイム」などの

観点からIGメタルから報告を受け質疑応答を行っ

た。この他、「欧州の基準：欧州通貨統合と欧州

団体交渉政策」についてもIGメタルから報告を受

けた。日本報告としては、「日本の雇用・労働情

勢について－労働組合の対応策」「日本における

雇用慣行の変化」などについて報告し、質疑応答・

意見交換を行った。

IMF－JCが主催して実施している第４回アジア

金属連帯セミナーは５月31日〜６月２日、シンガ

ポールのオーキッド・カントリークラブで、日本

働く人たちへの献身と努力で日本労働運動の新たな歴
史を築いてきた金属労協（JCM）の結成50周年、心から
お祝い申し上げます。
私は1969年の大韓造船公社（現在の韓進重工業）の

ストライキの時から、韓国の「全国金属産業労働組合連
盟（FKMTU）」とナショナルセンター「韓国労働組合総連
盟（FKTU）」の委員長として在職36年間、日本の金属労
協とは固い信頼と連帯で結ばれてきました。ゆえに、持続
的な交流や協力の中で、金属労協に対して誰よりも深い愛
着をもっていると自負しています。
日本の金属労協（JCM）は、韓日労組間の業種別交流
の拡大や労働問題交流セミナーなどを通じて、国際的な政
治・経済状況や労組の対応など、労働市場への国際的な
幅広い活動と先進的な制度を根付かせるため絶え間ない
努力を重ねてきました。この努力は日本の産業発展のみなら
ず、世界経済にも多大な影響を与えてきたと高く評価されて
いるものです。
とりわけ、金属労協は、アジアの労働運動が国際労働
運動に隊列を共に組めるように、多くの力と資源を注ぎ込

み、国際労働運動史上において大きな影響を与えました。
「ある時は嵐により、ある時は自分自身により、

か細い縄梯子が揺れたとしても
私は組合員と共に、最後までその縄梯子を登ってきた」

これは私が労働運動に携わった40年以上の歳月を一言
で表した言葉です。また、この言葉には労働組合とは労働
運動に忠実であるべきだとする私の信念が込められていま
す。金属労協はこれを先頭で実践してきたため、この50年
間揺るがずに歩んで来られたのだと思います。
この50周年記念誌を通して、激動の時代を生き抜いて

きた労働運動の先輩たちの汗と希望、そして苦難の道に
ついて後輩たちが学び、将来の労働運動の羅針盤とする
ならば、日本の労働運動にとって大きく資することでしょう。
最後に、この50周年記念誌の発刊が現在の労働運動

の危機を診断し、今後の労働運動の発展の方向性を探る
良い機会となることを願い、韓日労働界がより親しい関係を
維持し、国際連帯の模範となることを希望してやみません。
金属労協（JCM）の益々のご発展と組合員皆様方のご

健勝をお祈り申し上げます。

韓日労働界が親しい関係を維持し、
国際連帯の模範に

韓国「労使発展財団」代表理事長
元 韓国金属労連（FKMTU）委員長

パク・インサン（朴仁相）
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（10名）・シンガポール（10名）・マレーシア（５名）・

フィリピン（５名）・インドネシア（５名、初参加）

から計35名が参加のもと開催された。得本議長の

基調講演の後、「経済危機と社会的セーフティー

ネット」をテーマにパネルディスカッションを

行った。「安全・衛生問題」について畑恒夫IMF

東アジア地域事務所代表のレクチャーの後、日本、

フィリピン、マレーシアから活動事例を報告。質

疑では職業疾病への対応の重要性の指摘があり、

畑代表より「今後、IMFの地域会議で取り上げて

行く」旨提案があった。

IMF中央委員会は、６月23〜24日、フィンラン

ド・ヘルシンキで、73カ国、121組織から241名の

代議員が参加して開催された。IMF－JCからは得

本輝人議長をはじめ12名が出席した。会議では特

に韓国から、現地での雇用確保に向けた懸命な闘

争の報告とさらなる支援要請があり、IMF中央委

員会として彼らの活動を強力に支援すべく、緊急

声明を採択し、各国から韓国政府に抗議文を発信

することを確認した。また、デンマーク金属労組

からは、造船産業が過剰な供給能力により自ら価

格低下を招いている現状を踏まえ「OECDで造船

協定が締結されることを期待している」との発言

があった。議題「新規加盟申請・脱退・除名」に

ついては、７カ国10組織の新規加盟、１カ国１組

織の脱退申請、４カ国４組織の除名を執行委員会

の勧告に基づき、中央委員会として承認した結果、

IMFの現勢は95カ国、185組織、2200万人の陣容

となった。

産業別の活動については、５月16〜19日、東京

で第８回IMFアジア造船作業部会が開催され、ア

ジア地域から日本（８名）、韓国（２名）、中華民

国（２名）、シンガポール（２名）の計14名が参

加した。IMF本部から「IMF造船政策」が提示され、

「アジア各国の現状と今後の見通し（設備投資計

画、船舶スクラッピング政策など）」「各国におけ

る造船業界の雇用の変化、労働時間、賃金、福利

厚生関係の諸取扱い及び安全衛生の取り組み」等

について意見交換を行った。

自動車産業では、７月８〜９日、愛知県で第８

回IMFトヨタ世界協議会を開催し、10カ国24名、

IMF－JCからは11名が参加した。会議では、国際

連帯の重要性を確認すると共に、トヨタ・コンタ

クトネットワークの設立、トヨタ・アクショング

ループの開催等を内容とする結語を採択した。

電機産業では、11月４〜５日に、シンガポール

で「IMF松下アジア太平洋地域協議会」が初めて

開催され、IMF－JCから鈴木利文電機連合副中央

執行委員長をはじめ33名が出席した。全体でアジ

ア地域から75名が参加した。会議では、「IMF松

下アジア太平洋地域協議会」の設置が確認される

と共に、「IMF世界松下協議会」の開催に向けて

取り組むことを確認した。

2000年　平成12年
IMF101カ国193組織、2300万の陣容に
IMFの産業別活動においては、2000年４月10〜

12日、米国のワシントンDCでIMF世界鉄鋼会議

が開催され、IMF－JCから荻野武士副議長はじめ

10名が出席した。５年ぶりの開催となる同会議に

は、世界41カ国154名が参加した。「各国報告」に

続き、「国際貿易協定における労働基準の包括」

をテーマに議論を行った。最後にIMFアクション

プログラムの主眼である組織率上昇と国際労組間

協力の重要性を改めて強調する「ワシントン宣言」

を採択した。

企業行動規範については、第５回IMF多国籍企

業と行動規範に関する作業部会が、４月17日、ス

イスのジュネーブで開催され、カナダ、ドイツ、

日本、南アフリカ、スウェーデン、アメリカから

作業部会メンバーが出席し、「IMF活動の対象と

なる多国籍企業の選定」（草案）に関して検討を

行った。

５月25〜26日には、シンガポールで第７回IMF
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アジア電機・電子セミナーが開催され、IMF－JC

からIMF電機・電子部会長である鈴木勝利副議長

をはじめ35名が出席した。会議では、経済情勢、

産業展望、労使関係システム、労組の対応・戦略

などについて議論を行い、「多国籍企業の中で労

組間のネットワークを構築して、情報交換するこ

と」等を内容とする結語を採択した。

IMF中央委員会は、６月21〜22日、イギリスの

バーミンガムで、75カ国から112組織248人の代表

が出席して開催された。会議では、書記局報告の

あと、「加盟申請／除名について」承認し、IMF

の現有勢力は、2,300万人、加盟国数101カ国、加

盟組織数193組織となった。その他、1999年度財

政報告」、「1999年度会計監査報告」、「アクション

プログラムとIMF機構に関する作業部会報告」、

「2001年世界大会」の件について審議、承認した。

アジア地域の活動については、IMF－JCがIMF

のアジア活動を補完するために主催して行ってい

るアジア金属連帯セミナーは第５回を迎え、６月

28〜30日、横浜の三菱電機労組研修所「メロンディ

アあざみ野」で開催された。今回は東南アジア６

カ国からの参加者に加え、「第37回国際労働セミ

ナー」と同時開催した。会議には日本側の参加者

も含めて70名が参加した。「アジアを知る：アジ

ア諸国の経済・労働情勢の現状と課題」をメイン

テーマに掲げ開催し、サブテーマとして「アジア

地域の社会的セーフティーネットづくり」「アジ

ア地域の中核的労働基準の確立」を掲げ、講演と

パネルディスカッション等で理解を深めた。

IMF太平洋サブリージョナル委員会は、８月14

〜15日、ニュージーランド・ウェリントンで開催

され、オーストラリア、フィジー、ニューカレド

ニア、ニュージーランド、IMF本部からブライア

ン・フレドリクス書記次長、IMF東南アジア事務

製造、金属加工、航空輸送、鉄道輸送、道路輸送、木
工、造船・船舶修理、国防、電子、大型機械をはじめ、
多くの産業で働いている全米機械工・航空宇宙労組
（IAM）の現役・退職組合員60万人以上を代表して、全
日本金属産業労働組合協議会（JCM）結成50周年にあ
たり、お祝いを申し上げます。
IAMとJCMは、順調な時期も厳しい時期も、北米、日本

ならびに世界中で労働者の公正を確保するために協力して
きました。私たちは、長・短期の戦略的な取り組みによって
未組織労働者を組織化し、組合員にとってできるだけ有利
な団体交渉協約を確保するためにも熱心に協力しています。
世界中の他の多くの組合と共に、製造、化学、エネル

ギー、鉱業および繊維各産業の労働者数百万人を代表
するグローバル・ユニオン・フェデレーション、インダストリ
オールを結成したことを、私たちは誇りに思っています。私、
バッフェンバーガーは、インダストリオール副会長ならびに航
空宇宙部会長を務めています。インダストリオールが製造
業労働者の声を代弁する世界有数の機関に成長するうえ
で、JCMは極めて重要な貢献をし、高く評価されています。

IAMとJCMは、絶えず緊密に協力しながら、すでに確
立された強固な基盤を足場に前進するために、労働関係
制度だけでなく、成長している現代のグローバル経済にお
いて課せられる制約も、より深く理解しようとしています。私
たちは、組合員が顔を合わせ、目前の差し迫った問題につ
いて情報を与え合う機会を提供し続けています。
IAMは多国籍企業に対し、国連傘下の三者構成機関

である国際労働機関（ILO）の条約に反映されるグローバ
ルな労働基準の尊重・実施を要求しており、その中で両
組織が直面している課題に取り組むうえでも、JCMと協力
しています。このような基準として、数ある基本的権利の中
でも、組合を結成し、団体交渉を行い、安全かつ健康的
な環境で働く自由や、児童労働、差別および強制・囚人
労働の禁止が挙げられます。場所にかかわらず、すべて
の国 と々企業にこれらの基準を尊重させる革新的な方法
を、私たちは一緒に探し求めています。
結成125年を超えるIAMから、JCM50周年に心よりお

祝いを申し上げます。これからも、行く手に待ち受けるグ
ローバルな課題に一丸となって取り組んでいきましょう。

今後もグローバルな課題に
共に一丸となっての取り組みを

IAM（全米機械工・航空宇宙労組）会長／
インダストリオール・グローバルユニオン副会長

R・トーマス・バッフェンバーガー
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所からアルナサラム代表、IMF－JCからは得本輝

人議長、阿島征夫事務局長が出席した。開会冒頭、

サブリージョナル・コーディネーターのグッ

チャー氏の引退を受け、ジュリアス・ロー氏を後

任のコーディネーターにすることを決定した。会

議では、各国報告を受けた後、機構に関する議論

を行い、東南アジアサブリージョナルと太平洋サ

ブリージョナルの合併については、2001年前半に

開催されるアジア地域会議で正式に議論をするこ

とにしたが、IMF東南アジア事務所が太平洋地域

の加盟組合をカバーすることについては異論はな

かった。

IMFの専門担当者会議関係では、９月16〜20日、

ロシア・サンクトペテルブルグで第11回IMF編集

担当者会議が開催され、IMF－JCから渡辺美知夫

組織局部長が出席した。会議では各国の広報活動

報告を受け、IMFの情報発信方針（新ウェブサイ

ト、新メール・ニュース等）が提案され、方針に

ついての議論が行われた。

自動車産業では、９月26〜27日にドイツ・ウォ

ルフスブルグでIMF世界自動車会議が開催され、

世界33カ国から約250人が参加、IMF－JCからは

９月６日のIMF－JC第39回大会で議長に就任した

ばかりの草野忠義議長をはじめ４名が参加した。

８年ぶりに開催した世界自動車会議では「グロー

バリゼーションに対抗するための労組の協力と戦

略」についてパネルディスカッションを中心に議

論を展開し、IFA（国際枠組み協約）締結の推進、

自動車産業ワーキンググループの設置等を確認

した。

造船産業では、10月12〜13日、米国のニューオ

リンズでIMF造船作業部会が開催された。IMF－

JCから藤村純造船重機労連中央執行委員が出席

し、造船産業及び造船産業労働者に関する課題に

ついて議論した。

11月７〜８日、第６回「IMF多国籍企業と行動

規範に関する作業部会」がスイスのジュネーブで

開催され、IMF企業行動規範の活動のための多国

籍企業の選択、IMF世界自動車協議会報告と企業

の合従連衡の影響、中核的労働基準遵守に関する

多国籍企業基準策定、企業再編（アウトソーシン

グ、雇用維持、下請業者搾取など）に対する戦略

などについて議論した。

12月11〜12日には、インド・ニューデリーで

IMFアジア太平洋地域調整会議を開催し、IMF－

JCからは東アジアサブリージョナル調整委員であ

る草野忠義議長他１名が出席した。会議では、南

アジア、東南アジア、東アジアの各サブリージョ

ン調整委員から担当地域の労働情勢・労働課題な

どについて報告した後、「国際連帯－テスト・ケー

ス・スタディー」、「2002〜2005年IMFアクション

プログラム」、「IMF機構」、「2001年IMFアジア太

平洋地域会議」などについて議論した。

受け入れでは、中華全国総工会（ACFTU）か

ら中国金属工会産別・企業労働組合代表団を10月

22〜29日の日程で、李州中国機械冶金工会副主席

を団長に受け入れた。また、IMF中華民国委員会

（ROCC）中国鉄鋼労組代表団を10月26日〜11月２

日の日程で受け入れ、淀川製鉄所大阪工場と神戸

製鋼所加古川製鉄所を訪問し、それぞれ工場見学

と労使との懇談を行った。

2001年　平成13年
10年ぶりにIMF－JC代表が中国を訪問・交流
2001年３月20〜21日に韓国・木浦で、IMF造船

作業部会が開催された。会議にはIMF－JCから田

中利夫常任幹事（造船重機労連書記長）が出席し、

造船産業及び造船産業労働者が直面する諸課題に

ついて討議した。

事務技術職部会の活動では、４月23〜24日に、

スウェーデンのジュレノセットでIMF/SIFセミ

ナー「ストレスと極度の疲労－深刻化する事務技

術職労働者の問題」が開催され、IMF－JCから小

柳忠久事務局次長ら３名が出席した。近年、先進
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諸国を中心に、ストレスを原因とする長期欠勤や

疾病が増えてきていることを背景にIMFとしてス

トレス問題を初めて取り上げての会議となった。

各国の状況について活動報告を行った後、今後の

対応策などについて意見交換を行った。

アジア地域の活動については、３月27〜28日、

香港でIMF東アジアサブリージョナル委員会が開

催され、中華民国、香港、韓国、日本から金属労

組代表20名が出席した。IMF－JCからは東アジア

サブリージョナル委員会の調整委員である草野忠

義議長が、IMF本部のブライアン・フレドリクス

書記次長、IMF東アジア事務所畑恒夫代表らと共

に出席した。会議では、草野議長から、前回のア

ジア太平洋地域コーディネーター会議の報告を

行った後、東アジア諸国の政治・経済・労働組合

活動に関する加盟組合の報告を行った。次に「香

港の最近の労働組合運動」について講演を受けた。

この後、「アクションプログラムに関する討議」、

「IMF執行委員会（2000年12月６〜７日、ジュネー

ブで開催）報告」（草野議長）、「東アジア地域で

の最近の活動に関する報告」（東アジア事務所畑

代表）、「サブリージョンの労働組合が担うフォ

ローアップ活動に関する討議」等を行った。

定期協議および定期交流については、４月４〜

５日、滋賀県大津プリンスホテルで、第８回日独

金属労組定期協議を開催した。隔年で開催されて

いる定期協議では、日独双方の政治・経済・社会

及び労働組合の情勢について情報交換すると共

に、「IT革命の金属産業に及ぼす影響」、「年金制

度」に焦点を当てて、日独双方の金属労組の取り

組み状況や戦略・方針について報告・意見交換を

通し、相互理解を深め合った。定期協議には、

IMF－JC側から草野忠義議長をはじめとする三

役、事務局次長など13名、IGメタル側からユルゲ

ン・ペータース会長をはじめとする代表５名、そ

してIMF－JC側から国際委員などオブザーバー６

名が出席した。

４月16〜23日の日程でイタリア金属労連（FLM）

との定期交流を行った。1996年からIMF－JC本部

レベルに移行して３回目に当たる今回の定期交流

には関東・中国・東海の３地連から１名ずつ、

IMF－JC本部から長村事務局次長が参加した。今

回の定期交流では、ローマ市内にあるFLM本部で

の意見交換から始まり、北へ400キロ移動したボ

ローニャの中堅企業の工場見学と地元ボローニャ

の地域労組代表との意見交換を行った。その後、

400キロ南下したヴァスト近郊にある日系企業の

DENSOイタリアとHONDAイタリアの工場見学と

労使懇談を行った。

４月24日には、韓国・ソウルで第10回日韓金属

労組定期協議を開催した。IMF－JCからは草野忠

義議長をはじめ三役を含め12名、韓国からは

FKMTU（韓国金属労連）ユウ・ジェスプ委員長、

イ・ビョン・ギュン事務局長以下10名、KMWF

からはムン・スンヒュン委員長、ジョン・ジェフ

アン事務局長以下７名が出席した。会議では、「日

本および韓国の最近の政治・経済・社会情勢と労

働運動の状況」、「外資企業の国内における労使関

係とIMF－JC、KMWFおよびFKMTUの対策」

について両国組織から基調報告と質疑・意見交換

を行った。また、「情報交換の国際ネットワーク

の確立」については、KMWFおよびFKMTUから

の提案を受け、議論した。

４月20〜21日には、マレーシアのスバンジャヤ

で、第10回IMFアジア太平洋地域会議を開催し、

アジア太平洋地域18カ国25組織から127名の代表

が出席した。IMF－JCからは草野忠義議長をはじ

め36名が出席した。会議では、IMFサブリージョ

ナル・コーディネーターによる「各地域の政治と

労働組合の情勢」「2002〜2005年IMFアクション

プログラムについて」「各地域での主なIMF諸活

動報告」「経済のグローバル化とアジア太平洋地

域各国政府と労働者に与える影響」「産業政策チー

ムによる地域活動報告」等の報告、提起が行われ
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対応策について議論を行った。

IMF－JCの主催による第６回アジア金属連帯セ

ミナーは、５月30日〜６月１日、シンガポールで

開催された。セミナーには、インドネシア、マレー

シア、フィリピン、シンガポール、タイ、日本（IMF

－JC ８名）、計44名が参加した。セミナーでは各

国報告を行い、参加国同士の情報交換を行った後、

パネルディスカッションを通して、新しいIMFア

クションプログラムについての討議を行った。今

後のセミナーの運営について、リム・シン・チュー

IMF－SC議長から閉会に際して、「すでに５回の

セミナーをシンガポールで開催しており、運営に

ついての経験は蓄積されているため、今後は議論

をさらに深めていくため、分科会方式など新たな

運営を考えていくべきではないか」との提案があ

り、今後の運営に生かしていくことを確認し、閉

会した。

IMFの専門担当者関係では、第12回IMF編集担

当者会議が、９月７〜10日、韓国・ソウル「タワー

ホテル」で11カ国16組織から50名の広報担当者が

参加して開催された。IMF－JCからはIMF－JC本

部２名、各産別広報担当４名（電機連合、JAM、

造船重機労連、非鉄連合から各１名）合計６名が

参加した。会議では、IMF加盟組織から参加する

編集・広報担当者同士のネットワーク強化と経験

交流を深めることを目的に、前回会議（2000年９

月、ロシア・サンクトペテルブルク）のテーマ「労

働組合のインターネットの活用」の討議のフォ

ローアップとの位置づけで、「新しいメディアは

古いメディアといかに違うか」をテーマに討議し

た。また、次期IMFアクションプログラムに関す

る理解を深め、その中のIMFコミュニケーション

方針に関する展開を中心に討議した。さらに、国

際労働運動で注目を集めている韓国の社会、政治、

経済、産業、そして労働組合の現状と課題につい

て、講演と現地視察、企業訪問を通して理解を深

めあった。

９月12日には、IMF事務技術職作業部会が、ジュ

ネーブのIMF本部で開催され、マリニアン・クラ

ンツ部会長（SIF ／スウェーデン）をはじめ、デ

ンマーク、ドイツ、イギリス、イタリア、スウェー

デン、日本の代表が出席した。会議では、４月の「ス

トレスと極度の疲労－深刻化する事務・技術職の

問題」セミナーの報告書（英文）がほぼ完成し、

11月のシドニー世界大会で報告し承認を得た後に

各国の言語（公用語）に翻訳して配布することを

確認した。また、IMF事務・技術職労働者作業部

会の作業計画として２つの課題（①組織化・勧誘

②ストレス関連活動）に絞り、具体的活動を進め

る本部案について協議し大綱を了承した。

10月22〜29日、中国機械冶金工会との交流のた

め、IMF－JCから阿島征夫事務局長をはじめ５名

が中国を訪問した。これは2001年２月の鉄鋼労連

50周年に招待された中国機械冶金工会よりIMF－

JC代表を招待したい旨の申し出があり、10年ぶり

の中国への交流訪問につながった。IMF－JC代表

一行は、北京、上海、蘇州、西安を訪問し、北京

では中国国防郵電工会と共に懇談会を実施した。

４年毎の第30回IMF世界大会が、11月11〜15日、

オーストラリアのシドニーで世界から737名の参

加のもと、開催された。IMF－JCからは、９月

IMF－JC定期大会で第６代議長に選出された鈴木

勝利議長をはじめ69名が出席した。クラウス・ツ

ヴィッケルIMF会長は開会挨拶の中で、９月11日

に発生した米国同時多発テロに触れ、犠牲者の冥

福を祈ると共に、テロを根絶しなければならない

と訴えた。役員選挙では、クラウス・ツヴィッケ

ル会長、マルチェロ・マレンタッキ書記長を再選

し、鈴木IMF－JC議長が執行委員として承認され

た。今後４年間のアクションプログラムの審議で

は、「第１部：はじめに」「第２部IMFの使命」、

第３部は３つのセクション（①グローバルな課題

に応えるためのグローバルな組織機構、②連帯と

組織化、③経済グローバル化の社会的側面）の５
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つに分けて討議された後、採決された。また、４

つの決議と４つの声明が確認された。そのうち、

「テロリズムとの戦いに関するIMF声明」に関し

ては、アフガニスタンへの軍事力の行使に関する

賛否、難民に対する支援強化などの意見が出され、

修正した上で採択された。会期中の11月13日には、

カタールでのWTOサミット最終日に併せ、オー

ストラリアの労働組合と社会正義擁護団体のメン

バーに、世界大会参加者も加わり、企業のグロー

バリゼーションに反対する集会が開かれた。

2002年　平成14年
アジア地域の活動については、2002年３月22〜

23日、中華民国・台北で第７回IMF東アジア・サ

ブリージョナル委員会が開催され、会議には、

IMF本部２名、東アジア地域事務所１名、中華民

国３名（オブザーバー８名）、香港４名、韓国４

名（FKMTU ２名、KMWF ２名）、IMF－JCか

らは東アジア・サブリージョナル調整委員である

鈴木議長をはじめ３名（オブザーバー４名）計29

名が出席、特に今回の委員会にはIMF本部を含め

11名の女性が参加した。会議では、「最近の台湾

の労働組合情勢」に関する講演を藩世偉助教授か

ら受けた後、「IMF東アジア地域加盟各組織によ

る政治・経済・労働組合活動に関する報告」を参

加４カ国・地域の代表から受けた。「2002〜2005

年IMFアクションプログラムに関する討論」では、

IMF本部からアクションプログラムの紹介と具体

的活動への展開の重要性が説明された後、活動展

開についての討論を行った。続いて、「IMF権利

平等部の活動紹介」がジェニー・ホルドクロフト

IMF権利平等担当部長から行われた後、「加盟各

組織における女性活動報告」が各国女性メンバー

代表から行われた。日本からは電機連合の富樫幸

子書記から、IMF－JC、連合、電機連合の女性活

動について報告した。また、「東アジア事務所の

閉鎖」について、鎌田SEOより、2002年６月末を

もって東アジア事務所の閉鎖が情報として伝えら

れた。東アジアサブリージョナル委員会の活動は

今後も継続し、IMF本部として鎌田SEOが担当す

ることも伝えられた。

なお、７月１日には、東京・芝パークホテルで

IMF東アジア地域事務所の閉所式が行われた。閉

所式には、畑恒夫代表をはじめ、瀬戸・小島顧問な

ど関係者が出席し、IMF日本事務所開設（1975年４

月）から45年余、IMF東アジア地域事務所に改編

（1973年１月）から30年余の歴史に思いをはせた。

５月15日、ジュネーブで第１回IMF国際連帯諮

問グループ会が開催され、IMF－JCから阿島征夫

事務局長をはじめ２名が出席した。同グループ会

議は第31回IMF世界大会で設置が決定されたもの

で、各国の状況に留意しながら、効果的な国際連

帯の戦略や手続きについて議論した。

産業別の活動については、６月16〜19日にフラ

ンス・トゥールーズでIMF航空宇宙産業世界会議

が開催され、IMF－JCから茂呂成夫電機連合中央

執行委員をはじめ６名が出席した。会議では世界

の航空宇宙産業が置かれている雇用の危機的な状

況について問題意識を共有すると共に、対応する

戦略を議論する場として航空宇宙運営委員会、エ

アバス－ボーイング・ワーキング・グループを設

置することなどを決議した。

定期協議では、５月29日、東京・ホテルグラン

ドパレスで、韓国から９名（FKMTU ６名、

KMWF３名）、IMF－JCから鈴木勝利議長をはじ

め三役ら13名、オブザーバー７名が出席して第11

回日韓金属労組定期協議が開催された。冒頭、鈴

木議長をはじめ３組織代表から挨拶を受けた。オ

副委員長からは韓国政府に拘留されていたムン前

委員長釈放の報告とIMF－JCの支援に対する御礼

が述べられた。会議では、「日韓両国の政治・経

済および労働情勢」、「雇用維持・創出に向けて労

組としての取り組み」について、それぞれ両国か

ら情勢と取り組みの報告を受けた後、質疑応答、
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意見交換を行った。まとめとして、FKMTUのイ

委員長からは「中国問題に関する情報交換も大変

有意義であった。次回はこちら側も研究して報告

したい。IMF－JCの諸準備と暖かい対応に感謝す

る」。KMWFのオ副委員長からは「私たち韓国側

もこの機会に久しぶりに顔を合わせることができ

た。今回の議論を生かして実行に結びつけ、次回

には成果を報告できるようにしたい」と述べた。

最後に鈴木IMF－JC議長は、「韓国の両組織のご

協力に感謝する。この日韓の定期協議は大変有意

義であり、今後さらに充実させていきたい」と述

べた。

IMF－JCが主催する東南アジア金属連帯セミ

ナーは第７回を迎え、６月６〜８日、シンガポー

ルのオーキッド・カントリークラブで開催された。

セミナーにはインドネシア５名、マレーシア５名、

フィリピン５名、タイ６名、シンガポール12名、

日本からはIMF－JC代表団８名と鈴木勝利議長、

團野久茂事務局長代行らIMF－JC役員３名ならび

に事務局１名の計45名が参加した。開会式には、

セミナー参加者と共に、シンガポールの労働組合

各組織から30余名の代表を迎えて行われ、主催者

を代表して團野事務局長代行が挨拶、リム・チン・

シュウIMF－SC議長の歓迎挨拶に続いて、チャン・

スー・セン・シンガポール国首相府／地域開発・

体育省国務大臣が来賓挨拶をした。セミナーでは

基調講演Ⅰ「アジア・太平洋地域の経済・労働運

動の動向」（小島正剛IMF－JC顧問）、基調講演Ⅱ

「2002〜2005年IMFアクション・プログラム〜国

際連帯・組織化を中心に」（アルナサラムIMF東

南アジア地域事務所代表）、基調講演Ⅲ「アジア

各国のセーフティーネットの現状と課題につい

て」として①「東南アジア各国の現状と課題につ

いて」〈チン・チャボICFTU－APRO経済・社会

政策部長〉、②「日本の最低賃金と雇用保険制度

について」〈團野久茂IMF－JC事務局長代行〉の

２本の講演を受けた後、質疑応答を行った。続い

て「経済のグローバル化と金属産業の動向」〈鈴

木IMF－JC議長〉と題して問題提起を受けた後、

パネル討論「金属産業の構造転換に対する労働組

合の取り組みと今後の展望」では、「グローバル

化の影響」「中国に関して」「運動を進めるための

国際連帯」の３つについてパネラーの意見発表と

討論を行った。最後に鈴木議長が、まとめのコメ

ントに立ち、「経済のグローバル化で労働組合は

荒波にさらされている。ソーシャル・セーフティ・

ネットの整備も労組に課せられた重要なテーマで

ある。労働組合として、①労組の発言の自由が保

障されること、②労組の主張が社会全体から支持

されること、この２点を銘記して運動を進めてい

ただきたい。国を越えた連帯が更に重要であり、

このセミナーが一助となれば幸いである」と述べ

閉会した。

産業別活動では、９月23〜27日にスイス・ジュ

ネーブで機械・電気産業の生涯学習に関するILO

三者構成会議が開催され、IMF－JCから古賀伸明

副議長（電機連合委員長）をはじめ４名が参加し

た。会議では「ME（マイクロ・エレクトロニクス）

産業の生涯学習：概念と事例生涯学習の各側面を

取り上げる適切なカリキュラム」「ME産業の生涯

学習におけるソーシャル・パートナーと政府の役

割：ILOへの影響」等を議題として議論が行われた。

また、12月10日には、米国・サンディエゴで

IMF産業別部会長会議が開催され、IMF－JCから

鈴木勝利議長が出席した。会議では、本会議を今

後執行委員会の前段で開催すること、国際キャン

ペーンのあり方、産業別部会の会議規模、産業別

部会についてはIMF本部に産業別部会の担当者を

置くこと等を確認した。

引き続き、IMF執行委員会が12月11〜12日、サ

ンディエゴで開催された。会議には執行委員14名

の他、来賓９名、オブザーバー 20名、IMF本部・

地域事務所など合計57名が参加した。IMF－JCか

らは執行委員である鈴木勝利議長が出席した。執
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行委員会では、「国内労働運動を禁止されている

ベラルーシ問題への対策」、「国際枠組み協約」、

「IMF機構における女性代表参加」、「会計監査報

告」、「2003年予算案」、「2003年活動計画」などに

ついて審議・確認した。女性代表参加については、

2003年５月の執行委員会までに女性委員会の再発

足に関する提案を準備することを確認した。

2003年　平成15年
中国金属工会との定期交流で合意
2001年10月に、IMF－JC代表団が中国機械冶金

工会からの招待で10年ぶりに中国を訪問し中華金

属工会との交流を復活させたことをきっかけに、

中国金属工会との定期交流についての中華全国総

工会国際連絡部との会合が、2003年３月４日、東

京・八重洲のIMF－JC会議室で開催された。ここ

には中国側から中華全国総工会国際連絡部の白立

文副部長、王明然同日本処処長ら３名が、IMF－

JCから團野事務局長をはじめ４名、電機連合から

大福書記長他１名が出席した。会議では、「日中

金属労組交流」については、IMF－JCから、「中

国全国総工会国際連絡部を窓口にして、中国機械

冶金建材工会と中国国防郵電工会の金属産業部門

と定期交流を行いたい。交流は１年毎に８名程度

の代表団の相互訪問の形式を取りたい。費用負担

は航空運賃については派遣元組織が負担し、国内

滞在費など国内の費用は受け入れ組織が負担する

こととしたい」との提案を行い、中華全国総工会

はこの提案を了承した。また、電機連合から、電

機連合50周年記念レセプションおよびIMF/電機

連合電機・電子フォーラムへの中国国防郵電工会

の代表団の派遣を要請、中華全国総工会はこれを

了承した。

IMF専門担当者関係では、3月20〜21日、スイス・

ジュネーブでIMF教育担当者会議が開催され、

IMF－JCから渡辺美知夫組織総務局部長を派遣し

た。アクションプログラムに基づき、「IMF本部

の教育についての総括と今後の役割」「教育と組

織化（組織強化）」「労働組合教育の新しい手法と

方向性の変化」「IMF教育担当者マニュアル」等

について事例報告と意見交換を行った。

産業別の活動においては、４月１〜４日には、

コペンハーゲンのデンマーク金属労組会議室で、

IMF事務技術者作業部会が開催され、会議にはデ

ンマーク、ドイツ、イギリス、スウェーデン、日本、

オランダ、IMF本部から７名が参加した。IMF－

JCからは小柳忠久事務局次長が出席した。作業部

会では、「事務・技術職を対象にしたウェブサイ

トの新設について」、「『ストレス予防プロジェク

ト』の進捗状況と今後の対応について」、「地域事

務所単位で実施予定のセミナーの開催要領につい

て」などについて議論した。

定期協議については、４月27〜28日、ドイツ・

ベルリンで第９回日独金属労組定期協議が開催さ

れ、IMF－JCから鈴木勝利議長をはじめ三役ら12

名が、IGメタルからはクラウス・ツヴィッケル会

長、ユルゲン・ペータース副会長をはじめ18名が

出席した。開会に当たり、ペータース副会長が歓

迎挨拶を述べ、「シュレーダー政権が打ち出した

雇用制度改革についてIGメタルは反対しており

メーデーに大規模なデモを行う予定である」こと

などを報告した。鈴木議長からは開催受け入れに

対する感謝を述べた後、グローバル化が進むなか

日独両先進国労組の義務として労働者の連帯を強

化することの重要性、日本経済がアメリカ型市場

主義の道を歩んでいることへの危惧、IGメタル未

来宣言を評価することなどを述べた。定期協議で

は、議題１として「両国の政治・経済・労働組合

の現状に関する一般報告」では相互に報告しあっ

た後、IMF－JCよりIGメタルへ①「雇用のための

同盟」の現状、②失業問題、③高齢化社会への対

応について質問をしてIGメタルから回答があっ

た。議題２では「グローバルな市場経済化の進展

のもと、国際競争力維持のための日独金属労組の
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取り組み」について、自動車・工作機械産業の両

国事例報告を受けた後、質疑応答、意見交換を行っ

た。議題３「労働時間に関する政策」では、特に

両国の労働時間管理に関する見解・取り組みにつ

いて報告し合い、質疑応答、意見交換を行った。

議題４では「多国籍企業行動規範の現在の状況」

について、ドイツ側からフォルクスワーゲン行動

規範締結への経緯について報告した後、IMF－JC

から電機・自動車産業の現在の取り組み状況につ

いて報告し、質疑応答、意見交換した。議題５「IG

メタル“未来宣言”」については、IGメタルから雇

用政策を含め報告を受けた後、質疑、意見交換を

した。最後に今後も４年に一度、また緊急の議題

があればその都度、IMFの枠組みの中で産業ごと

のより緊密な連絡をとっていくことを確認した。

５月６〜８日、韓国・釜山で韓国・日本造船労

組第１回定期協議が開催され、造船重機労連から

田中利夫委員長、他６名が参加した。会議に先立

ち定期協議に関する覚書を取り交わし、今後の定

期交流が確認された。会議では「安全衛生問題」「造

船産業の雇用・労働条件・福利厚生」「将来の船

舶需要や船価の動向」「中国への対応」などにつ

いて話し合われた。また、IMF造船部会の活動に

ついての提案も確認された。

IMFの執行委員会が５月14〜15日、スイス・ジュ

ネーブで開催され、IMF－JCから鈴木勝利議長、

小柳忠久事務局次長（オブザーバー）が出席した。

IMFの作業部会活動については、９月25日、ス

イス・ジュネーブでIMF国際枠組み協約（IFA）

作業部会が開催され、IMF－JCから團野久茂事務

局長が出席した。作業部会では2003年５月の執行

委員会での確認にもとづき、「最新IMFモデル協

約の再考」「IFAへのIMFの参加調印の原則とプ

ロセスに関する討論」「IFAのモニタリングプロ

セスと履行について」等について議論し、結果を

執行委員会に報告することとした。

６月23日、韓国・ソウルで第12回日韓金属労組

定期協議が開催された。IMF－JCから鈴木勝利議

長をはじめ三役、産別役員ら16名が出席した。会

議では、議題１として「両国の金属産業の状況を

含む政治・経済・労働情勢」について①雇用、非

正規労働者などの労働市場の変化、②労働条件、

③労働時間を中心に報告しあった。議題２として

「労使関係および政府との関係と労働組合の対応」

について①労働政策、②三者構成制度の現状と主

要な論点、③労働法の改正問題を中心に報告し

あった。議題３として「2003年度労使交渉・春季

賃金闘争」については2003年度賃金闘争の要求と

結果について報告しあった。議題４として「グロー

バル化の課題、中国問題」について、世界市場へ

の中国の参入の影響、企業進出の行われる主要市

場、企業の海外移転の主要要因などについて両組

織の分析を報告すると共に、労働組合の対応につ

いて意見交換を行った。

11月12日にはスイス・ジュネーブで、IMF事務・

技術職労働者作業部会が開催され、IMF－JCから

小柳忠久事務局次長が出席した。会議ではこの前

段に開催されたワークショップの評価を今後の計

画について議論すると共に、「ストレス問題に取

り組む実験的個別労使の進捗状況と問題点」の取

り組み状況等を確認した。

2004年　平成16年
IMF－JCが結成40周年
産業別活動については、４月５日、スウェーデ

ン・ストックホルムのSIF本部会議室でIMF事務

技術職労働者作業部会が開催され、デンマーク、

ドイツ、日本、スウェーデンから委員が出席した。

IMF－JCから小柳忠久事務局次長が出席した。会

議では、主に2004年５月に開催されるIMF／執行

委員会の場に提案される「IMF事務・技術職労働

者作業部会活動方針（案）」の審議を中心に行い、

今まで活動してきた実績を総括し、新たな環境変

化への対応指針を検討した。具体的には、各国・
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地域へのより広範な活動の推進、全組織への情報

ツールの改善と徹底、雇用の流動化と組織化の強

化策の構築等が重要な活動の柱である。

４月16〜17日、中華民国の台北で、IMF東アジ

アサブリージョナル委員会が開催され、IMF－JC

から東アジアサブリージョナル調整委員である鈴

木勝利議長をはじめ８名が出席した。会議では、

「金属産業における非典型労働者の組織化」、「組織

化・組合構築・連帯活動・女性活動、その他主要

組合活動報告」、「中国問題に関するフォローアッ

プ」、「2005年開催第31回IMF世界大会に向けた準

備」などについて協議した。

４月23日終日、東京・国連大学ウ・タント国際

会議場で、IMFの主催による「IMF国際枠組み協

約（IFA）セミナー」が加盟産別・単組から200

名が参加して開催された。セミナーの開催趣旨と

しては、IMFでは、ILOの中核的労働基準に関して、

その遵守を労使で確認するIFA締結を提唱してお

り、これに基づき、IMF－JCとしても『海外事業

展開に際しての労働・雇用に関する企業行動規範』

を労使で締結する取り組みを展開している。今回

のセミナーでは、IFAの基本的な考え方について、

再度整理を図ると共に、すでに締結した実例に基

づき、今後の進め方を議論した。また、企業行動

に大きな影響を与えるISOの企業責任規格の策定

状況についても理解を深めることも目的に開催し

た。セミナー前半では、国内関係を中心に、講演

１「企業の社会的責任（CSR）とISOの動向」（高

巌麗澤大学教授）、講演２「企業の社会的責任

（CSR）と日本経団連の対応」（讃井暢子日本経済

団体連合会国際労働政策本部長）に続いて日本報

告として團野久茂IMF－JC事務局長から「COCの

取り組みとCSRに対する労働組合としての対応」

について報告した後、産別の取り組み事例（電機

連合、自動車総連）および単組取り組み事例とし

てJAM・シチズン連合会の報告を受けた。後半で

は、IMFおよび海外事例を中心に、ブライアン・

フレドリクスIMF書記次長から講演３「IMF運動

におけるIFA締結の取り組み」、事例報告「IGメ

タルにおけるIFA締結の取り組み」（バート・ティ

エロンIGメタル国際局長）の後、全体のまとめと

して鈴木勝利IMF－JC議長のコーディネーターの

もと、ブライアンIMF書記次長、ティエロンIGメ

タル国際局長、古賀電機連合委員長、加藤自動車

総連会長をパネラーに「世界的なIFAの取り組み

と日本の課題」と題してパネルディスカッション

を行った。

４月28〜30日、シンガポールで、IMFアジア造

船作業部会が開催され、IMF－JCから田中利夫基

幹労連委員長代行をはじめ他６名を派遣した。会

議では「IMFの造船政策」「労働災害、職業性疾

病の発生状況と企業・労働組合の取り組み」「造

船産業の雇用の変化、労働時間、賃金、福利厚生

の実態」等について意見交換を行った。

５月12〜13日には、スイス・ジュネーブでIMF

執行委員会が開催され、IMF－JCから執行委員で

ある鈴木勝利議長、岩井伸哉国際局主任（オブザー

バー）が出席した。会議では、書記局報告を確認

すると共に、「事務・技術職労働者におけるIMF

方針と活動」、「世界大会準備として世界大会議

題」、「中国問題」などについて協議した。

５月27〜28日には、アイスランドのレイキャ

ビックで、第11回IMF－JC ／北欧金属労連定期

協議が開催された。北欧金属労連からはマックス・

ベアリング北欧金属労連委員長をはじめデンマー

ク・フィンランド・ノルウェー・スウェーデン・

アイスランドの北欧５カ国から組織代表11名、

IMF－JCから鈴木勝利議長をはじめ三役ら７名が

参加した。定期協議では、討論に多くの時間が取

れるように事前に双方報告の要約を日英語に翻訳

し事前配布した。「両国の経済・政治・労働組合

情勢」、「多国籍企業とIFA締結に向けたIMFの取

り組み展開」、「金属及び電子産業企業での組織的

構造変化」、「世界の金属産業における新たな地域
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活動」について、報告、質疑応答、意見交換を行っ

た。閉会にあたり、北欧側から「定期的に会合を

持つことは有意義であり、今後とも継続・発展さ

せていきたい。今後は、団体交渉、年金、IFA、

中国問題などについて情報交換を図りたい」と述

べられた。鈴木IMF－JC議長からは、「今後この

定期協議が有効に機能していくことを期待してい

る。今後の課題として、議題を重点項目２点ぐら

いに絞り、徹底的な討論をしてはどうか」と提案

し、閉会した。、

６月３〜５日、マレーシア・クアラルンプール

で、IMF－JCが主催する第８回アジア金属連帯セ

ミナーが開催された。IMF－JCから鈴木勝利議長

をはじめ10名が参加した。今回の特徴としては、

前年が世界的なSARSの発症で中止となり２年ぶ

りの再開であること、開催地が初めてマレーシア

で行ったこと、更には、東アジアと東南アジアの

金属労働者の合同参加で開催されたことである。

会議では、基調講演として、「日本の労働運動の

歴史と労使関係の現状と課題」（團野久茂IMF－

JC事務局長）、「マレーシアの労使関係」（現地弁

護士）、「アジアにおける金属産業の雇用維持に向

けた労組の取り組み」（鈴木勝利IMF－JC議長）

を受けた後、質疑応答、意見交換を行った。次に、

参加９カ国・地域の労働・社会・経済における労

働組合が重視している取り組み報告があり、相互

理解を深めた。終盤では、参加者全員の共通認識

が形成されたことを受け、「アジアの金属産業の

労使関係強化と国際連帯」をテーマにパネルディ

スカッションを行った。最後に、鈴木議長から、「一

層の相互理解と連帯強化や新しい労使関係の構築

が必要であり、社会の改革には労働組合の果たす

役割が重要である」と挨拶を行い閉会した。

６月８〜10日には、米国・デトロイトでIMF世

界自動車会議が開催され、IMF－JCから加藤裕治

副議長（自動車総連会長）をはじめ５名が出席し

た。会議では、「アウトソーシング、下請け契約

など不安定雇用について」「自動車産業再編への

国際労働組合方針の対応」「自動車生産チェーン

を超えた組織化と統一強化」等について議論が展

開された。

６月11日には、東京の電機連合会館で第３回

IMF／電機連合アジア電機・電子フォーラム」が

８カ国14名の海外代表の参加を得て開催された。

フォーラムでは、グローバル化が進む世界の中で、

アジア・太平洋地域の電機・電子・情報産業の現

状を把握すると共に、その将来を展望して、IMF

に結集するアジア・太平洋地域の各国産業別労働

組合としての課題と役割などを共有した。

IMF専門担当者関係では、６月15〜17日には、

カナダ・モントリオールで第13回IMF編集担当者

会議が、11カ国21組織33名の編集・広報担当者が

出席して開催された。IMF－JCからは渡辺美知夫

組織総務局部長が参加した。会議では、「組合員

とグローバリゼーション－国際問題への関心と労

組の広報活動の役割」をテーマに、講演と参加者

報告、質疑応答と意見交換を通じて議論した。

2005年５月の第31回IMF世界大会に向けて、ス

イス・ジュネーブで、６月23〜24日にはIMF動議・

規約委員会が、６月24〜25日にはIMFアクション

プログラム委員会が開催され、IMF－JCから團野

久茂事務局長が委員として出席し、動議・規約案、

アクションプログラム案の作成に参画した。

定期協議では、６月25日に東京・ホテルグラン

ドパレスで、第13回日韓金属労組定期協議が開催

された。韓国側からはFKMTU（韓国金属労連）

とKMWFの２組織から代表９名が、IMF－JCか

らは鈴木勝利議長をはじめ三役ら17名が参加し

た。会議では、「両国の政治・経済・社会・労働

情勢について」、「日韓FTA交渉について」、「非典

型労働者の組織化動向について」、「中国の工会と

の関係について」、「海外で事業展開を行っている

日系／韓国系多国籍企業対策について」を主要議

題に相互の取り組み状況を報告すると共に、質疑
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応答、意見交換を行った。

９月３日、東京の東京プリンスホテルで、第43

回定期大会およびIMF－JC結成40周年記念式典・

レセプションが開催され、海外からはユルゲン・

ペータースIMF会長（IGメタル会長）、マルチェロ・

マレンタッキIMF書記長をはじめ、18カ国から総

勢26名の海外来賓を迎えた。第43回大会では鈴木

議長が勇退し、古賀伸明副議長（電機連合委員長）

が第７代議長に選出された。

2005年５月の第31回IMF世界大会に向けて、ス

イス・ジュネーブで、10月５〜６日にはIMFアク

ションプログラム委員会が、10月６〜７日には

IMF動議・規約委員会が開催され、IMF－JCから

團野久茂事務局長が委員として出席し、議論に加

わった。

引き続き、10月８日には、ジュネーブで第１回

IMF特別中国作業部会が開催された。これは2005

年５月のIMF執行委員会の確認に基づき開催され

た。会議では、加盟組織の中国との交流の現状に

ついてアンケートをもとに各国報告を行い、現状

把握を行った。その上で、「IMF本部レベルの交

流経緯と対応の考え方」について、マレンタッキ

IMF書記長の報告を受けて意見交換を行った。ま

た、「工場レベル労働者とのコンタクト方法」に

ついても議論した。團野事務局長から日本におけ

る中国との交流事例について報告した。

初めての中国金属工会との交流会議開く
10月12日終日、中国の北京において、IMF－JC

の初めての試みとなる中国金属工会との定期交流

会議を行った。中国からは中国機械冶金建材工会

と中国国防郵電工会の両組織の主席をはじめ８名

が、IMF－JCからは古賀伸明議長をはじめ８名が

参加した。会議では、中国側から「中国の経済・

社会の動向」、「海外事業展開を含む金属産業の動

向」および「工会（労働組合）の組織機構と取り

組みの進め方」に関する報告が行われ、その後日

本側からも同様の報告を行った。最後に、中国の

２組織からは「今回の交流は実に有意義なもので

あり、日中の金属労働者の共通の課題があること

が認識できた」と述べ、日本側からは「今回は日

中の金属労働者として意見交換ができた。このよ

うな交流や意見交換が求められている。継続的な

対話の中で関係を深めていく必要がある。今後の

交流の進め方についてはIMF－JCと中華全国総工

会国際連絡部日本処と協議していきたい」と述べ

た。IMF－JC代表団一行は、10月13日は北京の松

下・北京カラーブラウン管公司を訪問し、14日に

は長春に移動し、第一汽車乗用車製造公司を訪問

し、工場見学と労使との懇談を行った。

12月14〜15日には、米国・シアトルでIMF機械

産業会議が開催され、IMF－JCから中野治理事務

局次長をはじめ６名が出席した。８年ぶりの開催

となった同会議では、産業に関わる課題に関する

議論を行い、まとめとして、「日欧米で小規模な

作業グループを設置することと共に、EMF（欧

州金属労連）との連携を構築すること」「情報共

有のためのネットワークを構築すること」などを

確認した。

2005年　平成17年
アジア金属連帯セミナーの参加地域を拡大
産業別部会活動では、2005年２月１日、ドイツ・

フランクフルトでIMF事務・技術職労働者作業部

会が開催され、クランツ・マリ・アンヌ座長（SIF）

をはじめ作業部会メンバー（日本を含む８組織８

名）、ストレスプロジェクト関係者、IMF本部事

務局が出席。IMF－JCからは植松良太事務局次長

が出席。議題１「ストレスプロジェクト評価」では、

欧州企業労使が事務技術職のストレスについて調

査結果を評価するプロジェクトの報告・評価を実

施した。途中でリタイアする企業労使がでるなど、

期待通りの成果に至らなかったが、ここまでの成

果は、報告書全文及びサマリーをHPに掲載し、

今後も引き続きフォローアップすることを確認し
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ラリアの作業部会委員は欠席した。作業部会では、

IMFとして中国との関係の持ち方について種々論

議し、各国委員から意見が出された。IMF－JCか

らは、中国の社会体制に急激な変化が生じており、

資本主義体制に合致した社会体制への変革も求め

られていることを指摘し、そこに民主化の芽も見

て取れるのではないかとの見解を含めるべきと提

案を行った。作業部会では、①今回のアメリカの

不参加を慎重に取り扱い、議論に加わるようIMF

本部として働きかけを行う、②加盟組織の中国と

の交流報告などの情報収集をさらに行い、多国籍

企業の中国における事業所の工会機構の情報をで

きる限り多く収集すること、③中国にIMFを周知

させるための広報活動、特にパンフレットの作成

や中国に関するウェブサイトの制作などの準備を

開始すること、④ヨンソン議長による世界大会で

の発言を、委員からの意見を集約した上で準備し、

該当する円卓討議の際に扱うこと、の４点を取り

まとめた。

第31回IMF世界大会および関連諸会議
第31回IMF世界大会に先立ち、５月21日にIMF

女性会議がオーストリア・ウィーンで各国から約

130名が出席して初めて開催された。IMF－JCか

らは矢田雅子電機連合松下電器産業労組中央執行

委員をはじめ13名が出席した。会議では「グロー

バル化における女性の権利」をテーマに、グロー

バル化が女性に与える悪影響についてのパネル

ディスカッションや、大会に提出する女性に関す

る決議についての議論を行った。

引き続き、５月22〜26日には「第31回IMF世界

大会」がオーストリア・ウィーンで、世界から約

800名の参加のもと開催され、IMF－JCからは古

賀伸明議長をはじめ81名が出席した。開会にあた

り、ルディ・ニュルンベルガー GMT会長ならび

にハインツ・ブィッシャー・オーストリア大統領

が来賓として挨拶を行った。大会では、今後４年

間のアクションプログラムをはじめ、IMF執行委

た。議題２「ブラジルで昨年９月に実施したセミ

ナーのアセスメント」では、この地域で初めて「事

務技術職の組織化の重要性」について提起する有

意義な会議であったこと、さらには、当該地域の

各国組織がこれから５年間のプランを策定し、地

域会議で発表することを確認した旨、報告があっ

た。議題３「2005年の取り組み」では、インドへ

の調査ミッション派遣と中東欧セミナーについて

協議した。各国報告の後、向こう４年間の事務技

術職の取り組みについて協議した。

IMFの機関会議では、IMF特別執行委員会が、

２月22日、スイス・ジュネーブで開催され、IMF

－JCから團野久茂事務局長が代理委員として出席

した。会議では、アクションプログラム案をマレ

ンタッキ書記長から報告し、修正や項目追加に関

する意見を執行委員が表明した。最終的にはアク

ションプログラム案を加盟組織に通達し意見を求

め、今回寄せられた意見を含め必要な修正を行う

ことを確認した。

アジア地域活動においては、３月31日〜４月１

日、タイ・バンコクでIMFアジア太平洋地域会議

を開催し、IMF－JCから古賀伸明議長をはじめ16

名が参加した。会議では、「下請労働とアウトソー

シング」「FTAとWTO」「外国人労働者問題」「自

由貿易地域での労働者の権利の確保」「女性活動」

「地球温暖化対策」について討議すると共に、「中

国に関する討議」を第31回IMF世界大会で行うこ

とをIMF本部に要請すると共に、同大会で確認す

るアジア太平洋地域を代表する執行委員４名（古

賀伸明IMF－JC議長を含む）の推薦を全会一致で

確認した。

中国問題については、IMF特別中国作業部会を

４月22日、ジュネーブで開催した。会議には、カ

ナダ、フランス、ドイツ、イギリス、シンガポール、

スウェーデン、日本の作業部会委員〔IMF－JCか

らは團野久茂事務局長と岩井伸哉国際局主任（オ

ブザーバー）〕が出席した。アメリカ、オースト
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員数の増加と女性執行委員枠の新設、加盟費の算

定基準の変更などを内容とする「IMF規約の改

定」、加盟組織からの提案による10本の決議など

が採択された。また、役員選挙も行われ、ユルゲン・

ペータース会長、マルチェロ・マレンタッキ書記

長を再選した。古賀伸明IMF－JC議長は執行委員

に選出された。なお、大会前に開催された中央委

員会では、これまでIMF本部のシニア・エグゼク

ティブ・オフィサーであった鎌田晋氏を書記次長

に選出した。

アジア地域活動については、IMF－JCが主催し

ているアジア金属連帯セミナーを、名称を参加地

域の拡大にともない、「東・東南アジア金属連帯

セミナー」と変更して、第９回セミナーを６月16

〜18日、タイ・バンコクで開催した。セミナーには、

東・東南アジア８カ国（12組織）より56名とIMF

－JCから14名の参加のもと、「産業動向を見据え

た労働組合の役割と対応」をテーマに、講演、各

国報告、事例報告、パネル討論などを通じて、議

論を展開した。パネルディスカッションでは、グ

ローバル化のプラス面や“生産性”に関する事項、

休業・失業保障、女性対策、FTA、中国問題など

についての討論を行った。参加者も含めて最終的

に「グローバル化は止められるものではなく、そ

のメリットも大きなものがある。その上に立って、

①労働者の権利を守るためのポジティブな行動の

必要性、②労働者に不利益を与える部分の阻止の

ための連帯が重要であること、③FTA締結にあ

たって労働組合の参画をいかに図るか」などを前

向きな雰囲気の中で確認した。セミナーを終える

にあたり古賀議長は、「われわれの運動のキーワー

ドは①コミュニケーション、②ネットワーク、③

学習、④行動である。一層の連帯に向けて邁進し

よう」との言葉でセミナーを締めくくった。

IMFのアジア太平洋地域活動については、10月

25〜27日、インドネシア・ジャカルタでIMFアジ

ア太平洋地域自動車会議が開催され、アジア太平

洋地域から60名が参加。IMF－JCからは團野久茂

事務局長をはじめ21名が出席した。会議では「非

典型労働者の急激な増加」「ネットワークの構築

と連帯」「IFA（国際枠組み協約）」「中国問題」

を中心に議論が展開された。

産業別活動では、11月14〜15日に、東京でIMF

造船アクショングループ会議を開催、海外から５

カ国12人が参加した。会議では、「コミュニケー

ション・ネットワークの展開」「産業政策活動」

「OECDに関して」「中国に関して」について議論

を行った。OECDに関しては議論の活性化に向け

て活動していくことを確認した。

定期協議・交流では、９月15〜16日、東京・ラディ

ソン都ホテル東京で第10回日独金属労組定期協議

を開催、IMF－JCから古賀伸明議長をはじめ三役、

事務局次長、国際局ほか各局・産別からのオブ参

加計25名、IGメタル側からオイゲン・ペータース

会長はじめ計10名が出席した。会議では、議題と

して「政治・経済・労働情勢に関する報告」「雇

用確保と国際競争力の維持・向上について」「教

育制度について」「社会保障制度について－制度

の概要・問題点について」「社会保障制度－労組

の見解と取り組みについて」の各議題について両

組織から状況及び考え方を報告し合った後、活発

な質疑応答、意見交換を行った。最後に、協議の

まとめを両組織代表が行った。ペータースIGメタ

ル会長は、「議題の選択は良かった。日独の共通

点が多いことを再認識した。今後もこの定期協議

を継続することが必要である。今後の定期協議に

ついては、専門家によるワーキンググループでの

毎年開催、全体会議は２、３年に１回開催とした

い」とコメントした。古賀IMF－JC議長は、「今

後の定期協議のあり方は、ペータース会長の提案

通りに対応したい。今回の議題は極めて重要であ

り、意見交換は有意義であった。社会保障制度は、

ヨーロッパ社会全体としてとらえて推進するIGメ

タルの決意を聞くことができた。経済性・効率性
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だけを求める社会から、一人ひとりが尊重・協力

する社会実現に共に努力したい」とコメントした。

第14回日韓金属労組定期協議は、10月10日、韓国・

ソウルで、IMF－JCからは、10月６日、第15回常

任幹事会で古賀伸明議長が連合事務局長に就任し

たことを受け、後任議長となった加藤裕治議長を

はじめ三役ら計９名、韓国側から10名（FKMTU・

イ委員長以下６名、KMWF・チョン委員長以下４

名）合わせて19名が出席して開催された。会議では、

「日韓の最近の政治・経済情勢について」「日韓の

最近の労働運動の動向について」「国内産業の空洞

化の状況とその対策について」の３つの議題につ

いて、相互に報告し合い、意見交換を行った。協

議を終えるにあたって各組織代表がコメントを

行った。IMF－JCの加藤議長は、「グローバル化の

中で新たな現象・課題が生じているが、これらの

解決には、①それぞれの国が経験したことの情報

交換が重要、②各国の得意分野をいかに生かすか、

③利益の再配分の機構を労働組合としていかに確

立するか、という３点を留意する必要がある。そ

ういう意味で今後とも日韓定期協議を通じて相互

の緊密な情報交換を行っていきたい」等と述べた。

FKMTUのイ委員長は、「短い日程の中で、隣同士

の家族という認識で様々な議論を交わした。政府

や企業に行動規範を守らせること、空洞化問題は

労働問題としてとらえるべきだ。韓日金属労組の

今後の一層の連携が重要だ。今後、日・韓・中で

の共同研究をしていきたい」等と述べた。最後に

KMWFのイ副委員長から「労働者としての同一性

を確認できた。空洞化や非典型に対する対応に違

いがあることも確認でき参考になった。今後とも

定期協議を通じて理解を深めあいたい」等とコメ

ントした。

中国金属産業工会とIMF－JCの定期交流は、12

月８日、東京・ラディソン都ホテル東京で開催さ

れ、IMF－JCから加藤裕治議長をはじめ三役、事

務局次長、オブザーバーなど11名が、中国側から

は団長である王玉峰中国機械冶金建材工会主席を

はじめ７名が出席した。会議では「日中の政治・

経済・社会に関する最近の状況」「企業の海外展

開を含む金属産業の状況について」「労働者の現

状と課題」「労働組合活動・機構・労使協議など」

の４つの議題について、日中双方から報告しあっ

た後、活発な質疑応答、意見交換を行った。閉会

挨拶では、王主席は、「今回の交流会議を通じて

中日両国が抱える問題には共通点があることが認

識できた。協議して解決策を見いだすことに意義

がある。各国の意志は尊重されるべきであるが、

連帯することには意味はある。我々はIMF－JCと

の関係を重視している。今後も関係が深まること

を期待し、来年はIMF－JCの皆さんを中国に招待

したい」と述べた。燕副主席は、「今回の意見交

換は成果をあげ、友情を深めることが出来た。今

後の発展を期待する」と述べた。最後に、加藤

IMF－JC議長は、「今回の交流会議は成功との評

価を喜ばしく思う。相互理解もさることながら、

今後の発展のためには基本的な部分の理解が必要

である。社会主義市場経済のACFTUと資本主義

のIMF－JCでは生まれも育ちも違うが、相互理解

がスタートした。世界的に労組の弱体化がみられ、

労働者の諸権利が後退しているなかで、このよう

な状況をはねのけるのは労働者の連帯の力しかな

いと考える。お互いの問題点を指摘しながら前進

していきたい。来年のご招待をありがたく受け止

める」と結んだ。

IMFの中国問題への対応については、９月20日、

第３回IMF中国作業部会がジュネーブで開催され、

IMF－JCから團野久茂事務局長が出席した。これ

まで同作業部会は、特別作業部会として過去２回

開催してきたが、５月執行委員会の確認に基づき、

今回から「中国部会」として取り組みを進めてい

くこととした。同作業部会の進め方について、マ

レンタッキIMF書記長から、「本年の執行委員会

において決定した『中国に関する宣言』を中心に
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議論し、11月執行委員会への具体的提案に向けて

進めていきたい」と述べた。５月世界大会におけ

る討議のフォローアップについて議論した。ヨー

ラン・ヨンソン部会長からは、「中国は、グロー

バルな大きな変化を世界に呼び起こしており、今

後も影響を与え続けるだろう。極めて早い変化で

ある。我々は多国籍企業を通じて組合運動を展開

していく必要がある。例えば結社の自由や団結権

の問題については、現地で討論しなければならな

い」等と述べた。

米国、パキスタンの自然災害への支援
８月末に米国南東部を襲ったハリケーンの被害

に対し、IMF－JCから義援金100万円をAFL－

CIOを通じユニオン・コミュニティ・ハリケーン・

レリーフ・ファンドに送金した。

10月８日発生したパキスタン地震に際し、被災

者への支援のため、IMF－JCからアジアボラン

ティアセンターに100万円を寄付した。

2006年　平成18年
IMF、中国への対応進める
IMFの中国対策については、第４回IMF中国作

業部会を、３月21日、スイス・ジュネーブで開催し、

①中国における多国籍企業に関する加盟組織の経

験交流の相互報告、②欧州金属労連（EMF）の

中国プロジェクト報告、③国際林業・建設業産別

の交流実例報告（アニタ氏）、④作業部会におけ

る今後の作業について：ウェブサイトの開設（５

月執行委員会時に確認）・本ワーキングチームの

まとめ（2006年７月には一定の整理をし、各国へ

送付）・2006年の年末までに中国訪問＆総工会と

の話し合い（IMF行動を説明）・第５回中国作業

部会の開催（2006年９月22日）・2007年には、中

国現地において具体的セミナーを開催できるよう

に準備することを確認した。

定期協議では、第12回IMF－JC ／北欧産業労

連定期協議を５月22〜23日、東京で開催し、「参

加国の最近の政治・経済・労働情勢について」「ワー

ク・ライフ・バランスへの取り組み」「グローバ

ル化における金属産業の現状と労組の取り組みに

ついて」「国際連帯活動への取り組みについて」

の４つの議題について相互に報告、質疑応答およ

び討議を行った。今後の北欧と日本の金属労働者

の定期協議については、３年に１度の開催および

必要に応じて専門家による会合を開催することに

合意し、持ち方については、両組織の事務局で詳

細を詰めることとした。また2009年に開催される

ことになる次回の定期協議について北欧産業労連

から招待するとの申し出があり、これを確認した。

アジアの地域活動については、６月５日、福岡

県北九州市で「第11回IMF東アジアサブリージョ

ナル委員会」の前段に、香港、韓国、シンガポー

ルから９名の参加者を得てIMF東アジアサブリー

ジョナル女性会議が開催された。各国から「労働

組合への女性の参画促進」「非典型労働者問題」

「仕事と家庭の両立支援」等について、活動報告

を行い、質疑・意見交換を行った。

引き続き、６月５〜６日、北九州市で第11回

IMF東アジアサブリージョナル委員会が、中華民

国（台湾）２名、香港２名、韓国（FKMTU６名、

KMWF６名）12名、シンガポール１名、IMF本

部鎌田普書記次長、IMF－JCから加藤裕治議長を

はじめ20名が出席して開催された。会議では、

「2005年・2006年開催のIMF執行委員会の決定に

関する報告」を加藤執行委員（IMF－JC議長）が

報告した後、「アジア太平洋地域調整委員会（2006

年４月３・４日）報告」「事前女性会議」の内容

について、韓国（KMWF）の女性委員チョ・ジェ・

ヒさんより報告し、各国より若干の補足ののち確

認した。「組織化、組合構築、実施された連帯活動、

女性活動と代表、非典型労働者、IFAに関する加

盟組織活動報告と議論」については報告の後、質

疑・意見交換をした。このほか「中国問題に関す

るフォローアップ」については鎌田書記次長より、
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IMFアクションプログラムに基づく、中国に関す

るIMF執行委員会での議論、「中国作業部会」の

内容について説明し、若干の質疑のあと確認した。

「輸出加工区の組織化」については鎌田書記次長

より、執行委員会における確認事項である「EPZ

（輸出加工区）における組織化の重要性」につい

て説明し、組織化の「成功例・失敗例」の事例と

して台湾から報告がなされた。「東アジアサブリー

ジョナル委員会を10年間実施しての評価」につい

ては、各国より議題に基づく感想・意見が述べら

れた。

10回目を迎えた東・東南アジア金属連帯セミ

ナーは、６月15〜17日、ベトナム・ハノイで、11

カ国から73名の参加を得てIMF－JCの主催で開催

した。IMF－JCからは加藤裕治議長をはじめ16名

が参加した。セミナーでは、冒頭、主催者を代表

して、團野久茂事務局長が開会挨拶を行い、10回

目を数える「連帯セミナー」の意義と位置づけ、

そしてアジア各国の経済・社会情勢について詳し

くふれ、アジア地域における労働組合の一層の連

携強化が重要となっていることを強調。そのこと

を踏まえた上で、アジア地域における「連帯・協

議の場」として次回からは名称も一新して「アジ

ア地域連絡会議（仮称）」の設置について提起し、

本セミナーを皮切りとする検討を要請した。受け

入れ組織を代表してベトナム労働総同盟（VGCL）

副主席ダン・ゴック・チェン氏、ベトナム産業労

組（VNUIW）主席ド・ダン・ヒュウ氏から歓迎

挨拶を受けた。セミナーでは、講演１「アクショ

ンプログラムと国際連帯活動」（講師：アルナサ

ラムIMF東南アジア地域代表）、講演２「アジア

労働運動の現状と国際連帯活動」（講師：G・ラジャ

セカランICFTU－APRO会長）、講演３「グロー

バル経済におけるアジア地域の現状と課題、その

対応について」（講師：加藤裕治IMF－JC議長）、

パネルディスカッション「アジア金属産業の将来

と国際連帯」〈コーディネーター〉小島正剛IMF

－JC顧問、〈パネリスト〉P・アルナサラムIMF東

南アジア地域事務所代表、G・ラジャセカラン

ICFTU－APRO会長、クルストファー・ウンUNI

－APRO書記長、團野久茂IMF－JC事務局長］、

３グループに分かれての分科会で、①IMF－JC提

起の「アジア地域連絡会議構想」をいかに受け止

めるか、②グローバル化がもたらした効果と各国

での問題点について、③アジア地域金属労組活性

化のために自らが何をすべきか、④IMFの国際連

帯活動に期待すること、自らがなすべきことなど

について討議した。

IMF中国作業部会は、９月19日、スイス・ジュ

ネーブでIMF－JCから團野久茂事務局長が出席の

もと開催した。作業部会では、「中国における金

属産業の動向、TNCの活動現況」のAMRCから

の報告を受けた後、「IMF本部作成のアンケート

に基づく調査」についての各国労組報告を本会議

に出席した全ての組織から行ったが、現時点にお

いてほとんど調査が進んでいなかった。IMF中国

ミッションおよび中国ワークショップの開催につ

いて本ミッションの実施（2006年10月９日〜13日）

に向けて、中国総工会に対して協力要請をしてき

たが、本日に至るも返答を得られていないことが

IMF本部から報告された。現地ワークショップ開

催の関わりもあり、今後も粘り強く働きかけてい

くことを確認した。IMF中国ミッションは、その

後中国総工会から受け入れるとの連絡があり、予

第10回IMF－JCアジア金属連帯セミナー（2006年6月、ハノイ）
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定通り10月９日から約１週間の行程で訪問が実施

された。

IMF国際枠組み協約世界会議は、９月26〜27日、

ドイツ・フランクフルトで加盟組織133名（欧州

101名、アジア太平洋11名、南米８名、アフリカ

７名、北米６名）、IMF本部および地域事務所13名、

その他オブザーバーを含め約150名が参加して開

催された。会議では、締結されているIFAの問題

点、交渉の進め方、締結後の実施、IFA違反など

について、実態の報告と対応方法の議論が極めて

率直に行われた。今後の対応として、今回の会議

のまとめをIFA世界会議からの「勧告」として11

月末のIMF執行委員会に提起していくことを確認

した。

IMF貿易・財政・開発政策に関する作業部会お

よびIMF貿易・雇用・開発セミナーは、10月11〜

14日、カナダ・トロントで、ブラジル、カナダ、

デンマーク、ドイツ、インド、イタリア、日本、

アメリカの作業部会メンバー９名、カーラ・コレッ

ティ（IMF本部）を含めて10名が出席のもと開催

された。IMF－JCからは浅井茂利政策局部長が出

席した。会議では、議題として、①WTO交渉に

対するIMFの活動について、②FTAに関する各国

報告、③各セクター、各地域における金属労働者

に対する懸念、④IMF活動の優先課題、国内・国

際的・地域的課題、他のGUFとの連携、執行委員

会への勧告について議論した。討議の結果、グロー

バル化、自由貿易、WTOやFTAに対する労働組

合としての捉え方・評価について議論を行ったが、

色々な考え方があるなかで、イデオロギー的な議

論ではなく実際的・現実的な対応について議論を

行っていくことになった。この結果、「自動車産

業は最も重要なファクターであり、重点的に議論

を行っていく」「FTAを含め、具体的な事案の分

析と提案を行っていく」「当面、南部アフリカに

おける中国企業の行動について、ワークショップ

を開催する」ことを結論としてとりまとめた。引

き続きIMF貿易・雇用・開発政策に関するアメリ

カセミナーを、作業部会メンバー９名に加え、中

南米などから合計40名程度が参加して開催した。

12月18〜19日、フランス・パリで「OECD造船

政策に関する非加盟国とのワークショップ」が開

催され、IMF－JCから鈴木幹雄基幹労連事務局次

長が出席した。ワークショップは、主にOECD非

加盟国との対話を促進する目的で開催され、中国

等の非加盟国の参加のもと、2001年以降の「各国

の造船政策」「需給見通し」「安全や環境に関する

基準が造船業界に及ぼす影響」の３セッションで

構成され、議論が展開された。

2007年　平成19年
第１回アジア金属労組連絡会議ひらく
第６回IMF中国作業部会は、2007年３月20日、

ジュネーブで、作業部会メンバー８名の出席のも

と開催された。前回議事録の採択の後、「中国にお

ける金属労働者および多国籍企業に関する情報収

集と報告」が行われ、香港リサーチセンターによ

る「AMRCレポート」と「EMFレポート」の２つ

の報告を受けた。マレンタッキIMF書記長は、「今

回提示したAMRCレポートは、事例毎の比較検証

ができないという問題点があったため、修正を加

えたものである。この２つの報告を見ると、組合

などの社会的パートナーとしての観点から見てい

るのがAMRCレポートであり、産業的観点からの

ものがEMFレポートである。この両方を生かして

いくべきと考えている」と述べた。この後、中国

に関する報告書の作成、中身などについて種々議

論した。マレンタッキIMF書記長は「今後の取り

組みについては、当作業部会の一定の役割は終了

したと考えている。しかし、中国との関係強化の

ためには、今後も継続していく必要がある。総工

会との意思疎通には、今後とも継続して努力をし

ていく。各国が中国との活動を展開しているが、

まだIMFが調整するか否かの段階にはいたってい
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ない。傘下組織の全てが工場の状況を含め中国の

ことを理解しているわけではない。そのためにも、

今後ともセミナーや会議、訓練プログラムを中国

でやることに意義がある」と述べた。最後に、

IMF中国作業部会の将来の取り組みについて、ヨ

ンソン座長は、「2007年10月のIMF中国セミナー開

催を受けて、部会として最終的なレポートを作成

する必要がある。そのためにも、セミナーは明確

な目標に基づいて開催していかねばならない」と

述べた。マレンタッキ書記長は、「10月のセミナー

の成果にかかっている。それに基づいて、今後の

計画を策定できると考えている。中国は巨大であ

り、その変化を追いかけていかねばならない」と

述べ、作業部会を終了した。

３月26〜28日、アメリカ・オレゴンで、IMFボー

イング世界会議が世界７カ国から40名の代表が参

加して、初めて開催された。IMF－JCから發知和

夫三菱重工労組執行委員、他２名が出席した。会

議では「ボーイングおよびボーイング関連労働者

のためのグローバル・コンパクトの展開」「基本

的労働条件および国際的に認知された労働条件を

企業に承認・尊重させるため」等について議論を

行った。

アジア地域の活動においては、３月29〜31日、

香港で「IMF女性と非典型労働に関するアジア地

域ワークショップ」が開催され、IMF－JCから加

藤裕治議長をはじめ11名が出席した。ワーク

ショップでは、「非典型労働者としての女性：地

域からのプロファイル」「非典型女性労働者を組

織化し、状況を改善するために加盟組織が行って

いる戦略」等、アジア地域における非典型労働の

女性への影響について議論した。

ILO三者構成会議では、４月16〜18日、スイス・

ジュネーブでIT産業向け電子部品製造ILO三者構

成会議が、「グローバル経済のもとで要求される

労働力の変化」をテーマに開催された。IMF－JC

から大福真由美電機連合副委員長、他１名が出席

した。会議では「IT産業向け電子部品製造」は、

グローバル化に伴う労働環境の変化の中でどう対

応するべきかについて、情報交換とそれぞれの立

場からの考え方を述べ合い、最終的に政・労・使

による「結語」として確認した。

産業活動においては、６月４〜６日、タイ・バ

ンコクでIMFトヨタ・アクショングループ会議が

開催された。９カ国から代表が参加し、IMF－JC

から團野久茂事務局長をはじめ８名が参加した。

会議では各国報告を受けた後、各国報告のなかで

共通の項目として取り扱われた労使関係、雇用形

態、安全衛生および組織化に関する項目について

議論を行った。

IMF－JCが主催するアジア金属連帯セミナーは

名称と内容を一新して、６月26〜27日、マレーシ

ア・クアラルンプールで、パイロット会議として

「第１回アジア金属労組連絡会議」を開催した。

この会議は、アジアにおけるIMF活動の補完とア

ジア各国の金属関係労組との連携強化を目的に、

IMF－JCが主催して実施するものである。13カ国・

地域、17組織から65名、IMF－JCからは加藤裕治

議長をはじめ11名が参加した。主な議題は「不安

定労働」「10月７日不安定労働に対抗する世界行

動デーでの活動について」「アジア労働運動の展

望と課題」であり、活発な活動報告および意見交

換が行われた。

定期交流では、IMF－JCと中国金属工会（中国

機械冶金建材工会および中国国防郵電工会）との

交流会議は、９月18日、北京・中華全国総工会本

部会議室で開催された。IMF－JCから加藤裕治議

長をはじめ三役ら８名、中国側から馬方成中国機

械冶金建材工会副主席、燕樺中国国防郵電工会副

主席をはじめ７名が出席した。会議では、中国機

械冶金建材工会の馬副主席から、中国の工会の活

動として、中国の労働運動の新たな理論の構築と

実践、合弁企業や外資企業および農民工への組織

化活動の拡大、労働関連の法制度の整備の取り組
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み、企業工会活動の拡充などの説明に加え、中国

機械冶金建材工会（組織人員約3000万人）につい

ても紹介があった。中国国防郵電工会の燕副主席

からは、国防郵電工会についての紹介に加えて、

現在の課題として、労働者参加のメカニズムの確

立、三者構成交渉制度の確立などがあると述べた。

IMF－JCからは、日本の政治・経済状況、労働組

合の活動などについて説明を行った。最後に、次

回の交流会議について、IMF－JCより日本におい

て開催する旨提案し、中国側２組織およびIMF－

JCで確認した。IMF－JC代表団は、翌19日から、

中華全国総工会および金属工会の手配で、北京で

首都鋼鉄総公司工会訪問・工場見学、青島にて海

尓総公司工会訪問・工場見学を行い、大連にて地

方工会との懇談を行った。

海外労使紛争防止国内労使セミナーを初開催
10月９日、IMF－JCは「海外労使紛争防止に関

する国内労使セミナー」を初開催した。IMF－JC

が発足して43年経つが、労使セミナーの形式で開

催するのは初めての試みである。1990年代後半以

降、金属産業を中心とする日系企業の海外事業展

開が急速に進んだ。日系企業が海外で雇用してい

る総トータル人員は2006年ベースで360万人。そ

の内、金属関係の現地雇用者は、約230万人であり、

その70％にあたる170万人が中国を含むアジアで

雇用されている。そういう状況の中で、海外生産

拠点における労使紛争が増加していることも事実

である。グローバル経済時代を生き抜くためには、

国内のみならず、海外での日系企業の労使関係に

対しても日本の労使は目を向けなければならない

時代になってきたとの認識のもと、金属労協とし

てそういう時代のニーズに応えるため、労使セミ

ナーをスタートさせた。第１回セミナーの内容と

しては、本部報告として「海外生産拠点における

労働問題－アジアの事例から」（植松良太事務局

次長）、「CSRの推進における中核的労働基準の確

立」（浅井茂利企画局部長）の２本、パネルディ

スカッションとして「海外生産拠点における中核

的労働基準遵守にむけた労使の役割」と題して、

團野久茂事務局長のコーディネーターのもと、「海

外事業展開とCSRの取り組み」［事例報告：セイ

コーエプソン（株）大野好弘氏、本田技研労組仁

藤康雄氏］、「海外生産拠点とのコミュニケーショ

ンの仕組みと現状」（事例報告：（財）海外職業訓

練協会アドバイザー橋本政彦氏）、「今後、労使が

取り組むべきこととは」（事例報告：（株）日本総

合研究所主席研究員足立英一郎氏）の三部構成で

実施した。

アジアの地域活動では、IMFアジア太平洋地域

調整委員会が10月15〜16日、ベトナム・ハノイで、

オーストラリアのジュリアス・ロー調整委員

（AMWU全国委員長）、インドのサンジャイ・ヴ

ダヴァカールSMEFI書記長、IMF－JCの加藤裕

治議長、IMF本部のマルチェロ・マレンタッキ書

記長、鎌田普書記次長らが出席して開催された。

会議では、「アジア太平洋地域および各サブリー

ジョンにおいて優先的な活動項目に関する報告」

について、サブリージョンの調整委員や地域代表

から報告を受けた上で、その評価について討議し

た。「IFA（国際枠組み協約）締結、実施および

監視」についてオーストラリアのAMWUが欧州

外での初めてのIFA締結について報告を行った。

IMF－JCはこれまでの取り組みを報告し、労使参

加による海外労使紛争防止セミナーの開催につい

て報告し、締結のための活動を継続していること

に触れた。このほか、「強力な全国労働組合構築

のための戦略に関する討議」、「サブリージョン機

構の機構改革」などについて議論した。

定期協議については、日韓金属労組定期協議が

IMF－JCとFKMTUとの間で10月29日、東京九段

下のホテルグランドパレスで開催された。

FKMTUからはチャン・スク・チュン委員長、キム・

マン・ジェ主席副委員長、ジュン・イル・ジン副

委員長ら７名、IMF－JCからは加藤裕治議長をは
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じめ三役ら16名が出席した。会議では、「両国の

政治・経済の状況」、「非典型労働者」、「外国人労

働者」の３つの議題について双方からの報告の後、

質疑応答、意見交換を行い、共通する課題につい

て相互理解を深めた。３つの議題に関する討議が

終了した後、全体討議が行われた。最後にチュン

FKMTU委員長から、「今回の会議では非典型労

働者問題と外国人労働者問題について活発な意見

が交わされたことは、これらの問題が両国の共通

の問題であること、韓国では労使政が共同で解決

にあたっていかなければならないと考えている」

との見解が示された。加藤IMF－JC議長からは、

「討議内容が年を追って充実してきている。当初

は日本から韓国に与える情報が多かったが、現在

では韓国の先進的な対策を日本が参考にするよう

なことが多くなってきている。さまざまな産業分

野で両国間の力が交錯してきており、またアジア

の中における多国籍企業の本社が存在し、直接投

資を行っている国の労働組合として、アジアを基

点として日韓が共同で世界に貢献していけるよう

になったのではないかと考える」との見解が示さ

れた。更に「今回の２組織での協議実施に至る経

過について触れた上で、KMWUを含めた３組織

での協議実施が望ましく、その実現に努力するが、

不可能な場合もFKMTUおよびIMF－JCの２組織

で協議を行いたいとの考え方を示した。IMF－JC

との協議ののち、翌10月30日には、電機連合と

FKMTU電機電子分科会との協議および基幹労連

とFKMTU鉄鋼・造船・非鉄分科会との日韓３産

業別協議が開催された。

2008年　平成20年
国際労働研修プログラムを初開催
IMFの産業別活動については、2008年２月21日、

ドイツ・フランクフルトでIMF自動車作業部会が

開催され、IMF－JCから萩原克彦常任幹事（自動

車総連事務局長）、岩井伸哉国際局主任が出席し

た。この会議は2008年６月にブラジル・サンパウ

ロで開催される予定のIMF世界自動車会議の準備

が主要な目的であり、テーマ、会議運営方法等に

ついて意見交換を行った。

３月31日〜４月２日には、ドイツ・ボパードで

IMF機械産業ワークショップが開催され、IMF－

JCから滑川太一事務局次長、他１名が出席した。

今後この部会をどう発展させていくか、また、部

会を継続するならば次回の会合をどう位置づけて

いくか、という二つの課題について議論を行い、

部会の継続と今後の活動の方向性が確認された。

４月８〜９日には、シンガポールでIMF造船ア

クショングループ会議が開催され、IMF－JCから

鈴木幹夫基幹労連事務局次長、他１名が出席した。

会議では、「雇用に関する課題」、「非正規・移民

労働者に関する課題」、「安全衛生における課題」、

「解撤事業における最新情報」等について議論し、

併せて12月に開催予定のOECD造船ワークショッ

プにIMFとして関与していくことが確認された。

IMF－JCの新たな国際活動として、国際労働運

動を各産別・単組で担う人材育成の場として、第

１回国際労働プログラムを５月11〜18日、マレー

シア、タイで実施した。マレーシアとタイの現地

労組との交流会議、在外日本大使館、日系商工会

議所の訪問、工場見学等を行った。植松良太IMF

－JC事務局次長、岩井伸哉国際局主任らが同行し、

各産別・単組から25名が参加した。

IMF－JCが主催する第２回「海外労使紛争防止

に関する国内労使セミナー」は、６月４日、都内ゆ

うらいふセンターで開催した。セミナーでは、主催

者を代表して加藤裕治IMF－JC議長が挨拶した後、

本部報告として植松良太事務局次長が「アジア労

使紛争ケーススタディ」について報告した。この後、

事例報告として、高倉明日産労連事務局長から「日

産労連の国際活動」について報告を受けた。最後

に植松事務局次長がセミナーのまとめを行い閉会

した。
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６月16日〜18日には、ブラジル・サンパウロで

第12回IMF世界自動車会議が、28カ国、40組織か

ら230名が参加して開催された。IMF－JCからは

西原浩一郎自動車総連副会長をはじめ、９名が出

席した。会議では「雇用慣行、不安定労働と仕事

の質」「ネオリベラルな世界における競争的調達」

「より地球に優しい環境、有利な雇用および安全

な労働の確保」の３テーマについて議論を行い、

取りまとめとして「第12回IMF世界自動車会議提

言」を確認した。

11月５〜７日には、IMF鉄鋼アクショングルー

プ会議を東京の基幹労連本部で開催し、海外から

11名の参加があった。会議では、IMFとしては初

めてとなる環境問題への対応について言及した

「気候変動に関する政策文書」を採択すると共に、

OECD鉄鋼委員会の活動について意見交換を行っ

た。

アジア地域の活動においては、IMF東アジア・

東南アジア太平洋サブリージョナル委員会合同会

議が、4月11〜12日、シンガポールで開催された。

会議では、４月11日午前中に開催された東アジア

と東南アジア太平洋の各サブリージョナル委員会

の解散と、両サブリージョナル委員会の統合につ

いて、それぞれの委員会で確認されたことを受け、

統合された「IMF東アジア・東南アジア太平洋サ

ブリージョナル委員会」の設立が確認された。ま

た、「同委員会の中には、正式な女性会議は設置

しない。ただし、①今後のサブリージョナル委員

会では必ず女性に関する議題を取り上げること、

②各組織は会議に女性を参加させること、③必要

があれば女性だけで議論する時間を確保すること

も可能」とすることを確認した。

６月26〜27日、マレーシア・クアラルンプール

で第１回アジア金属労組連絡会議が開催され、ア

ジア13カ国・地域から代表65名が参加した。会議

では、「不安定労働に対抗する行動」について活

発に議論すると共に、「アジアの金属労働運動の

展望と課題」について基調講演とパネル討論を通

して幅広く討議した。

IMF－JCが主催する第３回「海外労使紛争防止

に関する国内労使セミナー」は、12月１日、都内

ゆうらいふセンターで開催した。セミナーでは、

主催者を代表して2008年９月にIMF－JC議長に就

任した西原浩一郎議長が挨拶した後、講演として

グローバル＆チャイナビジネスコンサルタントの

平沢健一代表から「中国における最近の労務問題

の傾向と労使紛争事例」と題して講演を受けた。

続いて本部報告として浅井茂利IMF－JC政策局次

長から「法令遵守の落とし穴〜中核的労働基準違

反の事例〜」と題して報告を受けた。事例報告と

して、自動車総連の村山恵一中央執行委員から「海

外労使紛争の未然防止に向けた産別・単組の取り

組み事例」について報告を受けた。最後に若松英

幸事務局長からまとめの挨拶を受けて閉会した。

12月19〜20日には、インドネシア・ジャカルタ

で15カ国、26組織より92名が参加してIMFアジア

太平洋地域会議が開催された。IMF－JCからは西

原浩一郎議長はじめ16名が参加した。主に「アジ

ア金属労組連絡会議について」「2005〜2008年に

アジア太平洋地域で行われた国際連帯活動報告と

討論」「未組織労働者の組織化と全国金属労働者

機構の強化」「第32回IMF世界大会準備」につい

て議論した。

2009年　平成21年
３GUF統合論議が実質的にスタート
定期協議・定期交流については、2009年４月４

〜５日に、第11回日独金属労組定期協議がドイツ・

フランクフルトのIGメタル本部会議室で開催され

た。IMF－JCからは西原浩一郎議長をはじめ三役

ら８名、IGメタルからはベルトホルト・フーバー

会長をはじめ13名が出席した。会議では、「両国

の政治・経済・労働組合情勢」、「不安定雇用と労

働組合の取り組み」、「社会政策」、「労働組合員数
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2009年夏、ジャカルタ郊外の
日系企業正門前にテントを建
て、200名を超える組合員がピ
ケを張っていた。緊迫したスト
現場を訪問した我々は、強烈な
陽ざしが照りつける酷暑の中、
マイクを片手に、「貴方達の粘
り強い行動にIMFの仲間とし
て敬意を表する。しかし長引く
闘争で、病院に行くことが出来
ない人や借入金の返済が滞る人など、生活に困窮する人が
多く出ている。一刻も早く紛争を解決して、職場に復帰、元通
りの平穏な生活を取り戻す時ではないか。労使の話し合い
が行われるように我 も々精一杯の努力を行うので、皆さんも
マインドチェンジをして貰いたい」と粘り強く呼び掛けた。
かつてはインドネシアでも模範的な労使関係を築いてい

た工場であったが、労務担当マネージャーの交代を機に、
労働協約の改定交渉などで労使間の話し合いが途絶、現
地組合は労務担当者の異動などを要求して、現場主導で
のストに突入した。経営サイドは、同様な紛争がインドネシア
で多発している状況も踏まえ、現地コンサルタントも入って
の法廷闘争で事態収拾を模索、組合側は国際的なキャン
ペーンに訴えるなど事態は長期化、悪化の一途をたどって
いた。我々は現地の労使代表はもちろん、関係諸機関とも
精力的に話し合いを行い、帰国出発直前になってようやく、
弁護士立会いのもと、労使トップの顔合わせを実現できた。
その後、労使交渉が再開され、双方の懸命な努力により、ラ
マダン（断食月）入り直前に急転直下、４カ月に及ぶ労使紛
争の和解が成立した。
2010年には、中国の日系企業で労働者による争議が頻

発し、マスコミでも報道された。きっかけとなった広東省で発
生した日系部品メーカーの争議では、日系企業が集積する
工業団地の賃金が12,000円位で長期間据え置かれてい
たのに対し、近隣の日系企業では倍近くの水準になってい
た。連休で郷里に帰った多くの労働者が復帰せず、労働力
不足を補うために学生を研修生として雇い、さらに低い賃
金で就労させていたところでの、学生を主体とした争議発
生と言われ、争議は中国沿岸部を中心に急激に拡大して
いった。
グローバル化の進展と共に、海外労使紛争も頻発してい
る。労働組合の認証選挙をめぐって経営側が介入し、組合
指導者の解雇と労働争議に発展、数年に及ぶ法廷闘争に
至っているケースや、現場のライン作業を立ち作業に変更
しようとして労働争議に入ったケース、国自体が国際法に
準拠しない政策で、産業横断的な労働組合結成を認めず

長期紛争に入るケースなど、様々な要因で争議は発生して
いる。労使紛争が発生し長期化すれば、工場の操業停止
や賃金の不支給など、労使双方が甚大な損害を被ること
はもちろん、親企業である日本企業の本社にも抗議行動の
矛先が向けられ、国際世論の非難を浴びることもある。一
方、これらの紛争を未然に、もしくは早期にウォッチし、労使
双方の被害を最小限に抑えて解決に導いたケースも多い。
グローバル化が急速に進展し、金属産業の海外での雇用
が300万人を超える中で、JCMは頻発する海外労使紛争
を未然に防止すべく様々な取り組みを行ってきた。
IMFは1997年の世界大会で、ILO（国際労働機関）の４

つの中核的労働基準（団結権・結社の自由、強制労働の禁
止、児童労働の廃止、差別の撤廃）について、多国籍企業
と労働組合が世界中の事業拠点で遵守していくことを約
束する「企業行動規範COC＝Code of Conduct」に取り組む
ことを決定した。（その後IMFでは、国際枠組み協約IFA＝
International Framework Agreementに改称）
団結権や団体交渉権、団体行動権（争議権）の労働三

権は労働者に与えられるべき権利であり、これらを背景にし
て賃金・福利厚生などの労働諸条件をめぐる労使交渉を
することは当然のことである。特に問題となるのは中核的労
働基準に関わる労使紛争、とりわけ団結権・結社の自由に
関わる労使紛争である。労働組合の結成やストに際して、
会社側が従業員や労働組合指導者を安易に解雇するよう
なことがあれば、これは団結権の侵害にあたり、たとえ現地
の国内法で許容されていたとしても、ILOの中核的労働基
準違反として、企業が国際的な批判にさらされるのは避け
られない。
JCMでは、日本企業の海外拠点において、労使紛争を

未然に防止し、建設的な労使関係を構築するため、次のよ
うな活動を主体的に行ってきた。

①アジア金属労組連絡会議の開催
年に1回、アジア・太平洋地域の金属労働組合が一堂に

会し、それぞれの直面する課題について、情報交換・意見

海外労使紛争防止に向けたJCMの取り組み 金属労協顧問
第5代事務局長

若松　英幸

交換を行う場を設けている。IMFに加盟していない組織も
参加しており、その中には、中華全国総工会も含まれる。こ
の場を通じて、各国・地域の政治・経済・労働情勢を情報交
換し、労使紛争の火種がある場合はいち早く対処するよう
に心がけている。

②建設的な労使関係構築に関する国内労使セミナーの
開催
年に２回、日本国内において、労働組合役員と会社の人

事労務担当者などを対象に、セミナーを開催している。中核
的労働基準遵守に関する基本的な考え方、海外の労働法
制、労使関係の実態、労使紛争の事例紹介など、日本の労
使が果たすべき役割の重要性について、浸透を図っている。

③建設的な労使関係構築に関する海外労使ワークショッ
プの開催
話し合い重視の労使関係を構築すべく、2010年６月に

初めてインドネシア・ジャカルタ、2013年２月にタイ・バンコクに

出向いて労使ワークショップを開催した。現地の労働組合
と日系企業の経営者を対象とし、労働法や日本の労使関
係、IMFの運動方針などを紹介したうえで、双方の考えや
労使関係における問題点を話し合った。日系企業の経営
者は、上部団体指導者との話し合いの機会がなく、まずは
顔を合わせて話し合いのきっかけを作ることで、コミュニ
ケーションの重要さを理解できればと思う。幸いなことにこの
1年、ジャカルタ郊外のブカシで頻発していたストや大規模
なデモは皆無であったが、この活動は一過性ではなく、地
道に継続して取り組むことが重要である。

④多国籍企業ネットワークの構築
企業のグローバル経営に労働組合が対応していくため

には、労働組合としてのグローバルな連携も不可欠であり、
また中核的労働基準に関わるような労使紛争の未然防
止、紛争の早期解決のために、母国の労働組合と海外拠
点の労働組合とが、日常的に情報交換・意見交換をしてい
くことはきわめて重要である。

⑤国際研修プログラムの実施
日本の労働組合役員を対象とした研修プログラムであ

り、海外での工場見学や現地労使との対話、国内での事
前、事後の研修などを通じて、国際労働運動に通じたリー
ダーの育成を目指して実施している。
日本の労働組合は企業別労働組合が基盤にあり、産業
別労働組合（産別）が産業横断的な政策や労働条件向上
の役割を担っている。多くの国が産別を主体とした組織運
営を行っているのに比して、企業独自の生産性向上や雇用
の維持など、きめ細かな労使協議が出来る反面、社会横断
的な課題やグローバルな労働運動への取り組みは弱くなり
がちである。
グローバル経営とサプライチェーン・マネジメントは、いま
や、ものづくり企業が経営の根幹に据えなければならない
基本中の基本であり、労働運動も、サプライヤーを含めたグ
ローバルな国際連帯を基本としたものとしていかなくてはな
らないのは、自明の理である。かつての国際連帯は、労働
組合同士が会って話をすること、そして、労働組合への攻
撃に対して、一緒になって抗議することであった。これから
もそうした行動が重要であることは言うまでもないが、労使
対立型のみの運動からは生活と雇用の安定は生まれな
い。
進出先の日系企業やサプライヤーにおいて、労使対等の

もとで交渉が行われ、自主的に賃金・労働条件が決定でき
る環境、労使で情報が共有化され意思疎通が図られてい
る環境、企業の持続的な発展のために労使が共に力を発
揮し責任を遂行する環境づくりが何より大事である。
近年、経済面での日本の存在感は薄れつつあるが、海

外での日本人に対する信頼は依然として高い。少しでも多
くの世界の仲間と語り、相手を知り、お互いに学び、絆を深く
すること、そのことが一国では物事を解決しにくい、クロス
ボーダー時代における労働運動の歩むべき道であろう。

第1回インドネシア労使ワークショップ（2010年6月、ジャカルタ）

日系企業正門前でピケを張る組合員たちに呼びかける筆者（左写真）

第２回タイ労使ワークショップ（2014年１月、バンコク）

第５回インドネシア労使ワークショップ（2014年６月、ブカシ）
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2009年夏、ジャカルタ郊外の
日系企業正門前にテントを建
て、200名を超える組合員がピ
ケを張っていた。緊迫したスト
現場を訪問した我々は、強烈な
陽ざしが照りつける酷暑の中、
マイクを片手に、「貴方達の粘
り強い行動にIMFの仲間とし
て敬意を表する。しかし長引く
闘争で、病院に行くことが出来
ない人や借入金の返済が滞る人など、生活に困窮する人が
多く出ている。一刻も早く紛争を解決して、職場に復帰、元通
りの平穏な生活を取り戻す時ではないか。労使の話し合い
が行われるように我 も々精一杯の努力を行うので、皆さんも
マインドチェンジをして貰いたい」と粘り強く呼び掛けた。
かつてはインドネシアでも模範的な労使関係を築いてい

た工場であったが、労務担当マネージャーの交代を機に、
労働協約の改定交渉などで労使間の話し合いが途絶、現
地組合は労務担当者の異動などを要求して、現場主導で
のストに突入した。経営サイドは、同様な紛争がインドネシア
で多発している状況も踏まえ、現地コンサルタントも入って
の法廷闘争で事態収拾を模索、組合側は国際的なキャン
ペーンに訴えるなど事態は長期化、悪化の一途をたどって
いた。我々は現地の労使代表はもちろん、関係諸機関とも
精力的に話し合いを行い、帰国出発直前になってようやく、
弁護士立会いのもと、労使トップの顔合わせを実現できた。
その後、労使交渉が再開され、双方の懸命な努力により、ラ
マダン（断食月）入り直前に急転直下、４カ月に及ぶ労使紛
争の和解が成立した。
2010年には、中国の日系企業で労働者による争議が頻
発し、マスコミでも報道された。きっかけとなった広東省で発
生した日系部品メーカーの争議では、日系企業が集積する
工業団地の賃金が12,000円位で長期間据え置かれてい
たのに対し、近隣の日系企業では倍近くの水準になってい
た。連休で郷里に帰った多くの労働者が復帰せず、労働力
不足を補うために学生を研修生として雇い、さらに低い賃
金で就労させていたところでの、学生を主体とした争議発
生と言われ、争議は中国沿岸部を中心に急激に拡大して
いった。
グローバル化の進展と共に、海外労使紛争も頻発してい
る。労働組合の認証選挙をめぐって経営側が介入し、組合
指導者の解雇と労働争議に発展、数年に及ぶ法廷闘争に
至っているケースや、現場のライン作業を立ち作業に変更
しようとして労働争議に入ったケース、国自体が国際法に
準拠しない政策で、産業横断的な労働組合結成を認めず

長期紛争に入るケースなど、様々な要因で争議は発生して
いる。労使紛争が発生し長期化すれば、工場の操業停止
や賃金の不支給など、労使双方が甚大な損害を被ること
はもちろん、親企業である日本企業の本社にも抗議行動の
矛先が向けられ、国際世論の非難を浴びることもある。一
方、これらの紛争を未然に、もしくは早期にウォッチし、労使
双方の被害を最小限に抑えて解決に導いたケースも多い。
グローバル化が急速に進展し、金属産業の海外での雇用
が300万人を超える中で、JCMは頻発する海外労使紛争
を未然に防止すべく様々な取り組みを行ってきた。
IMFは1997年の世界大会で、ILO（国際労働機関）の４

つの中核的労働基準（団結権・結社の自由、強制労働の禁
止、児童労働の廃止、差別の撤廃）について、多国籍企業
と労働組合が世界中の事業拠点で遵守していくことを約
束する「企業行動規範COC＝Code of Conduct」に取り組む
ことを決定した。（その後IMFでは、国際枠組み協約IFA＝
International Framework Agreementに改称）
団結権や団体交渉権、団体行動権（争議権）の労働三

権は労働者に与えられるべき権利であり、これらを背景にし
て賃金・福利厚生などの労働諸条件をめぐる労使交渉を
することは当然のことである。特に問題となるのは中核的労
働基準に関わる労使紛争、とりわけ団結権・結社の自由に
関わる労使紛争である。労働組合の結成やストに際して、
会社側が従業員や労働組合指導者を安易に解雇するよう
なことがあれば、これは団結権の侵害にあたり、たとえ現地
の国内法で許容されていたとしても、ILOの中核的労働基
準違反として、企業が国際的な批判にさらされるのは避け
られない。
JCMでは、日本企業の海外拠点において、労使紛争を

未然に防止し、建設的な労使関係を構築するため、次のよ
うな活動を主体的に行ってきた。

①アジア金属労組連絡会議の開催
年に1回、アジア・太平洋地域の金属労働組合が一堂に

会し、それぞれの直面する課題について、情報交換・意見

海外労使紛争防止に向けたJCMの取り組み 金属労協顧問
第5代事務局長

若松　英幸

交換を行う場を設けている。IMFに加盟していない組織も
参加しており、その中には、中華全国総工会も含まれる。こ
の場を通じて、各国・地域の政治・経済・労働情勢を情報交
換し、労使紛争の火種がある場合はいち早く対処するよう
に心がけている。

②建設的な労使関係構築に関する国内労使セミナーの
開催
年に２回、日本国内において、労働組合役員と会社の人

事労務担当者などを対象に、セミナーを開催している。中核
的労働基準遵守に関する基本的な考え方、海外の労働法
制、労使関係の実態、労使紛争の事例紹介など、日本の労
使が果たすべき役割の重要性について、浸透を図っている。

③建設的な労使関係構築に関する海外労使ワークショッ
プの開催
話し合い重視の労使関係を構築すべく、2010年６月に

初めてインドネシア・ジャカルタ、2013年２月にタイ・バンコクに

出向いて労使ワークショップを開催した。現地の労働組合
と日系企業の経営者を対象とし、労働法や日本の労使関
係、IMFの運動方針などを紹介したうえで、双方の考えや
労使関係における問題点を話し合った。日系企業の経営
者は、上部団体指導者との話し合いの機会がなく、まずは
顔を合わせて話し合いのきっかけを作ることで、コミュニ
ケーションの重要さを理解できればと思う。幸いなことにこの
1年、ジャカルタ郊外のブカシで頻発していたストや大規模
なデモは皆無であったが、この活動は一過性ではなく、地
道に継続して取り組むことが重要である。

④多国籍企業ネットワークの構築
企業のグローバル経営に労働組合が対応していくため

には、労働組合としてのグローバルな連携も不可欠であり、
また中核的労働基準に関わるような労使紛争の未然防
止、紛争の早期解決のために、母国の労働組合と海外拠
点の労働組合とが、日常的に情報交換・意見交換をしてい
くことはきわめて重要である。

⑤国際研修プログラムの実施
日本の労働組合役員を対象とした研修プログラムであ

り、海外での工場見学や現地労使との対話、国内での事
前、事後の研修などを通じて、国際労働運動に通じたリー
ダーの育成を目指して実施している。
日本の労働組合は企業別労働組合が基盤にあり、産業
別労働組合（産別）が産業横断的な政策や労働条件向上
の役割を担っている。多くの国が産別を主体とした組織運
営を行っているのに比して、企業独自の生産性向上や雇用
の維持など、きめ細かな労使協議が出来る反面、社会横断
的な課題やグローバルな労働運動への取り組みは弱くなり
がちである。
グローバル経営とサプライチェーン・マネジメントは、いま
や、ものづくり企業が経営の根幹に据えなければならない
基本中の基本であり、労働運動も、サプライヤーを含めたグ
ローバルな国際連帯を基本としたものとしていかなくてはな
らないのは、自明の理である。かつての国際連帯は、労働
組合同士が会って話をすること、そして、労働組合への攻
撃に対して、一緒になって抗議することであった。これから
もそうした行動が重要であることは言うまでもないが、労使
対立型のみの運動からは生活と雇用の安定は生まれな
い。
進出先の日系企業やサプライヤーにおいて、労使対等の

もとで交渉が行われ、自主的に賃金・労働条件が決定でき
る環境、労使で情報が共有化され意思疎通が図られてい
る環境、企業の持続的な発展のために労使が共に力を発
揮し責任を遂行する環境づくりが何より大事である。
近年、経済面での日本の存在感は薄れつつあるが、海

外での日本人に対する信頼は依然として高い。少しでも多
くの世界の仲間と語り、相手を知り、お互いに学び、絆を深く
すること、そのことが一国では物事を解決しにくい、クロス
ボーダー時代における労働運動の歩むべき道であろう。

第1回インドネシア労使ワークショップ（2010年6月、ジャカルタ）

日系企業正門前でピケを張る組合員たちに呼びかける筆者（左写真）

第２回タイ労使ワークショップ（2014年１月、バンコク）

第５回インドネシア労使ワークショップ（2014年６月、ブカシ）
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の動向と新組合員の組織化」などについて相互に

報告を行うと共に質疑応答、意見交換を行った。

会議翌日の４月６日にはGM／オペル・リュッセ

ルスハイム工場を見学し、従業員代表委員会と懇

談した。

４月５〜10日で中国金属工会訪日代表団を受け

入れ、４月６日、東京九段下のホテルグランドパ

レスでIMF－JC ／中国金属工会交流会議を開催

した。中国側は団長である劉海華・中国機械冶金

建材工会主席をはじめ６名の代表団が出席した。

IMF－JCからは西原浩一郎議長をはじめ三役なら

びにオブザーバーとしてIMF－JC国際委員を中心

に参加した。懇談会では「両国の最近の政治・経済・

社会情勢」、「世界金融危機の影響と労働組合の対

応」について相互に報告したあと、意見交換を行っ

た。質疑応答では、中国側から日本の金融危機対

策、非正規労働者に関するこれまでの動向と現状、

労働組合や政府による非正規労働者対策、年金や

医療保険などの社会保障の現状について質問が

あった。「その他の項目」として、将来のIMFと

の協力および今後の日中両国の金属労働者の交流

について、IMF－JC側からIMFおよびIMF－JCと

の交流の一層の強化を中心に提案を行った。劉主

席は「IMFとの具体的な交流については内部で検

討し後ほど回答する。金融危機への対応について

は日本の労働組合と問題意識を共有しており、今

後は相互に連携し、非正規問題なども解決してい

きたい。また産業政策・産業振興策についても相

互に学びあうことができる。この交流は有意義で

あり、毎年絶えず発展させていきたい」との見解

を示した。４月７日以降、代表団は風力発電機の

製造工程および実機の見学、三菱重工労働組合横

浜製作所支部との交流、自動車リサイクル事業を

行う啓愛社金沢リサイクル工場、および三洋電機

ソーラーアーク見学と三洋電機労働組合岐阜滋賀

支部との懇談を行い、４月10日に関西国際空港よ

り帰国した。

IMF－JCが主催する第４回「海外労使紛争防止

に関する国内労使セミナー」は、７月24日、都内

ゆうらいふセンターで開催された。セミナーでは、

主催者を代表して西原浩一郎議長が挨拶した後、

本部報告として岩井伸哉国際局主任が「海外労使

紛争の未然防止・早期解決に向けた実践例」につ

いて報告した。この後、「海外生産拠点における

健全な労使関係の構築に向けて」と題して、パネ

ルディスカッションを行った。パネラーに、元

JJC（ジャカルタ・ジャパンクラブ）労働問題委

員長の小尾吉弘氏、ベトナム計画投資省外国投資

庁投資アドバイザーの市川匡四郎氏、IMF－JC野

木正弘事務局次長をパネラーに、浅井茂利政策企

画局次長がコーディネーターをして、前半では「労

使紛争発生の背景と解決策〜インドネシア・ベト

ナムの事例」について議論、後半では、「海外労

使紛争防止に向け、今後、労使として取り組むべ

きこと」について議論した。最後に前田雅昭政策

委員長がセミナーのまとめを行い閉会した。

10月13日には、スウェーデン・ストックホルム

で、第13回IMF－JC ／北欧産業労連定期協議を

開催した。IMF－JCからは西原浩一郎議長をはじ

め三役ら８名、北欧産業労連側は、ステファン・

ロフヴェン北欧産業労連会長をはじめ、スウェー

デン３名、デンマーク１名、フィンランド２名、

ノルウェー１名、北欧産業労連１名、計８名、合

計16名が参加した。今回の定期協議では、「両組

織の最近の政治・経済・労働情勢」、「経済危機下

における雇用維持のための労働組合の取り組み」、

「多国籍企業の組織化（IFA締結状況／労働争議

発生の際の取り組み）」、「団体交渉に関する情報

交換」を主な議題に相互に報告しあった後、質疑

応答、討論を行った。また今回はIMFの喫緊の課

題でもある「GUFの将来」について北欧諸国の

現状の考え方について説明を受け、意見交換を

行った。「GUFの将来」についてはIMF－JC内部

ではまだ議論を行っていないが、既にICEMや
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ITGLWFとの組織合併を行っている北欧側から現

状説明を受け、今後の日本国内、アジアにおける

議論の参考とした。前日の13日には終日、イェテ

ボリのIFメタル・ボルボ労組・経営側との懇談、

乗用車・トラック工場見学を実施した。また、10

月14日にフォルスマルク原子力発電所の見学、エ

ネルギー政策に関するセミナーを実施した。「エ

ネルギー政策に関するセミナー」では北欧諸国の

現状説明を受け、日本の労組にとっても環境問題

は重点課題であることから、今後も北欧労組と連

携を取りながら情報交換をしていくこととした。

10月21日、北海道札幌市でIMF－JC／ FKMTU

（韓国金属労連）定期協議が開催された。会議では、

議題「両国の政治・経済情勢」について若松事務

局長による本部報告に引き続き、各産別の状況に

ついて報告を受けた。ジュン局長から韓国報告が

行われた。質疑応答では、韓国側から、「日本の

年金制度の一元化の動向」、「民主党の労働政策と

日本の労働組合の労働政策との関連」について質

問があった。日本側からは「解雇規制の緩和に関

する労働組合の対応」について質問した。議題「両

国の労働情勢」について日本報告は若松事務局長

が非正規労働者問題と雇用維持の取り組みを中心

に本部報告を行った後、各産別の雇用維持の取り

組みについて報告した。ジョン局長から韓国報告

が行われ、労働法の改悪論議、とりわけ非正規法

改正、専従者賃金会社支給禁止および１事業所内

複数労働組合禁止撤廃を中心に報告した。質疑応

答では日本の希望退職制度について韓国側から質

問があった。会議の翌日10月22日には、電機電子、

鉄鋼・造船・非鉄および電線の各産業別協議を開

催した。10月23日には、新日鐵室蘭製鐵所を訪問

し、工場見学と労使との懇談を行った。

IMFの産業別・専門別活動においては、３月24

〜25日に、IMF気候変動ワーキンググループ会議

が、オーストラリア・シドニーで開催された。会

議には、オーストラリア、EMF（欧州金属労連）、

ブラジル、インド、日本２名（基幹労連、IMF－

JC）、マレーシア、ニュージーランド、イギリス、

アメリカ、IMF本部から計18名が参加した。会議

では2008年11月５〜７日のIMF鉄鋼アクショング

ループ会議で合意した気候変動に関する文書に基

づき、IMF本部としての気候変動に関する活動の

可能性を探るべく、関心が高まっているカーボン・

リンケージ（温室効果ガス排出規制の厳しい国か

ら規制の弱い国へと生産活動等がシフトし、結果

として全体の温室効果ガス排出が増加してしまう

現象）を防ぐための手法などについて、参加者間

において鉄鋼・非鉄産業を中心とする状況につい

て報告・質疑応答を通じて理解を深め、セクター

別アプローチの重要性をはじめとする様々な手法

への認識を共有した。会議の結論として、参加者

全員の共通認識として、鉄鋼部門をはじめ、金属

産業労働者全体としての気候変動への対応、国際

会議等の議論への参画の重要性を確認した。今回

の会議は参加国が少なく、鉄鋼部門のみであった

ため、より幅広い参加を募るべきとの意見をIMF

－JCからIMF本部に直接伝えた。

３月26〜27日には、IMFアジア鉄鋼会議が、シ

ドニーのAMW（オーストラリア労働組合）本部

で６カ国およびIMF本部から18名が参加して開催

された。会議では、①グローバル化の流れのなか

で、特に中国を中心にアジア地域における鉄鋼産

業が急速に拡大している状況において、アジア各

国の組織化、団体交渉、安全衛生などの情報交換

を行い、今後のIMFの活動にどのように活かして

いけるのか、②IMFの鉄鋼・非鉄部会の活動がこ

れまで停滞してきたなかで、アジアにおける鉄鋼

労組間のネットワーク作りと活動のあり方、の２

点について議論した。会議の結論としては、「グ

ローバル化の進展、経済危機、気候変動問題、労

働災害の増加など、鉄鋼業界においても厳しい状

況にある。IMFのネットワークを活かし、各国の

鉄鋼・非鉄産業労組の連携を強めていく必要があ
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る。」「特にアジアにおける連携は重要であり、

IMF東南アジア事務所には、情報交換のための

ネットワーク作り（電子メールアドレスのリスト

アップ、アジア各国の鉄鋼関係労組の連絡先の整

備など）を要望する」、「安全衛生のポスターなど、

アジアに必要であると思われる資料等について

は、IMF東南アジア事務所からアジア諸国へ配信・

回覧していく」、「各国は、そのような情報があれ

ばIMF東南アジア事務所へ送付する」、「今後は鉄

鋼業界にとって最も厳しい環境が待ち受けてい

る。IMFの鉄鋼・造船部門の活動の活発的かつ継

続的な活動強化をIMF本部に求める」ことなどを

確認した。

「第32回IMF世界大会」及び関連諸会議に参加
５月21日、スウェーデン・イェテボリでIMF執

行委員会が開催され、IMF－JCから西原浩一郎議

長をはじめ４名が参加した。執行委員会では主に

2009年３月にIMF、ICEM、ITGLWFの代表者が

署名した、製造業グローバル組合構築に向けた活

動に合意したとする文書「製造業統一グローバル

組合機構創設の意思表明」に関する議論が行われ、

検討を進めることが確認された。これにより３

GUF統合議論が実質的にスタートした。

５月22日には、「IMF女性会議」が開催され、

IMF－JCから浦野万里子自動車総連日産労連企画

局部長、他13名が参加した。会議では、「地域での

活動報告」「女性執行委員の活動評価」、ここ数年

のIMF主要取り組み課題である「不安定労働に関

する討論」を主なテーマとして議論が交わされた。

５月25〜27日、スウェーデン・イェテボリで、

第32回IMF世界大会が79カ国、134組織から約700

名の参加のもと開催された。IMF－JCからは西原

浩一郎議長をはじめ74名が参加した。大会では、

ユルゲン・ペータース会長、そして20年の長きに

わたり務めたマルチェロ・マレンタッキ書記長体

制に代わり、ベルトホルト・フーバー会長（ドイ

ツIGメタル出身）、ユルキ・ライナ書記長（北欧

産業労連出身）をはじめとした役員を選出した。

IMF－JCからは西原浩一郎議長が執行委員に、若

松英幸事務局長が執行委員代理に選出された。ま

FSPMIにとって、JCMは日本国内のみならず、世界的
にも非常に強力な労働組合です。特にインドネシアにとっ
て、JCM（旧IMF－JC）は実に有益な役割を果たし、
FSPMIとインドネシアの労働運動に意欲を起こさせてくれ
ています。
FSPMIは多くのJCMセミナーに招待していただき、他国

の労働運動や、労働者とその家族の福祉を向上させる方
法について、知識を高めています。
インドネシアで活動する多国籍企業との労使紛争など、
労使関係をめぐる問題が発生すれば、JCMはいつも積極
的にインダストリオール（旧IMF）を関与させ、当事者全員
が結果を受け入れることができるように問題を解決してくれ
ます。私（サイド・イクバル）はFSPMI会長として、貴重
な支援によって私たちを勇気づけてくれるJCMに、深く感

謝したいと思います。
私とFSPMIならびにその組合員は、JCM執行部全員、

特に、絶えずFSPMIに注意を払って積極的な助言を与え、
私たちがさらに大きく成長できるようにしてくださった西原前
議長に、お礼を申し上げたいと思います。
前事務局長の若松さんにも、厚く感謝の意を申し上げま

す。明るさと知恵にあふれた精力的な方で、インドネシアで
大きな労使問題が発生したときには直接の助言・支援に
よって、いつも労使双方にとって有益な解決策を考え出し
てくださり、同氏の友愛の情は私たちの心に深く染み込ん
でいます。
もう一度、FSPMI組合員とインドネシアの労働者を代表

して、JCM50周年を心からお祝い申し上げます。

インドネシア労働運動の意欲をかきたてる
JCMの貴重な支援

インドネシアFSPMI会長

サイド・イクバル



311

Ⅰ
結
成
前
史
概
略

結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

Ⅲ
最
近
20
年
間
の
活
動
別
歴
史

Ⅳ
I
M
F
創
成
期
か
ら

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
結
成
へ

Ⅱ
結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

た、中村正武副議長（電機連合中央執行委員長）

が電機電子部会の部会長に選出された。「強力な

労働組合の構築」「労働者の諸権利の擁護・保護」

「（TNCネットワークの構築を含む）多国籍企業の

力との対抗勢力の構築」等を柱とするアクション・

プログラムを審議の上、決定した。

第２回アジア金属労組連絡会議は、６月25〜26

日、タイ・バンコクのラディソン・ホテルで、ア

ジア太平洋地域13カ国・地域のIMF加盟組織25組

織の代表72名が参加（タイからの参加者にTEAM

以外の組織からの参加者11名含む）して開催され

た。この会議はIMF－JCが主催するもので、IMF

－JCからは西原議長以下17名が参加した。IMF本

部からは鎌田書記次長、アルナサラムおよびスダ

ルシャン・ラオ両地域代表らが参加した。会議で

は、「世界経済危機とアジア太平洋の労働組合の

対応」、「IMFアクション・プログラムのアジア太

平洋地域における展開」「不安定労働に対抗する

活動に関するフォローアップ－2009年活動提案」

の３つの議題について、課題提起と各国報告の後、

質疑応答と意見交換を行った。

10月14〜15日には、「排出削減と雇用転換」

IMF－ICEM－EMF－EMCEF気候変動会議がド

イツ・IGメタル・バードオーブ研修所で、20カ国

64名（金属系44名、化学エネルギー系20名）が参

加して開催された。IMF－JCからは、瀧澤健二基

幹労連委員長代行、他２名が参加した。会議では、

第32回IMF世界大会で決議された「気候変動－力

を取り戻す（気候変動に関する鉄鋼アクショング

ループ提案）」に基づき、IMF－ICEM－EMF－

EMCEF�の産業横断的な気候変動に関する問題意

識の共有、政策活動に向けた共通の土台作りの第

一歩として開催し、「環境保護」「持続可能な発展」

等について議論を行った。

10月29〜30日、ドイツ・フランクフルトのIGメ

タル本部でIMF事務技術職労働者組織化セミナー

が開催された。会議には欧州各国労組、及びオー

ストラリア、シンガポール、米国・カナダ、日本

（IMF－JCから約50名）が参加した。IMF－JCか

ら石塚自動車総連グループ長と野木IMF－JC事務

局次長が参加した。セミナーの論点としては、「グ

ローバル経済危機を背景とした欧州をはじめ先進

国における金属産業と労働力の構造的変化・危機

に直面し、事務技術職労働者の組織化条件は改善

したか？」「事務技術職の女性の組織化・組織化

へのテコとしての平等政策／若年層への取り組

み」「ICT労働者と自営業者への取り組み」「エン

ジニア＆専門職の組織化－これまでの経験、可能

性、見通し」「ブルーカラーとホワイトカラーの

連帯の構築」「組織化慣行に関する欧州金属労連

の調査研究」「コミュニケーションとネットワー

ク化」について議論した。ライナ書記長は、「ホ

ワイトカラー労働者の組織化」「男女平等政策」

といった産業横断的な課題は今後のIMFセミナー

や諸会議でも継続的に議題に織り込み、推進する

旨表明した。

IMF－JCが新たに国際労働運動を担う人材の育

成を目的に活動をスタートさせた国際労働研修プ

ログラムの第２回は、11月8〜14日、フィリピン・

マニラで、IMF－JC加盟５産別から22名（うち女

性１名）、IMF－JC本部から野木事務局次長・岩

井主任が参加して開催された。研修プログラムの

内容は、①在比国日本大使館訪問：城野一等書記

官によるフィリピンの概況、経済・雇用・労働情勢・

労使関係に関するレクチャー、②フィリピン日本

人商工会議所訪問：経営者の視点からのフィリピ

ン経済や労使関係についての講義・意見交換、③

IMF－PC（フィリピン協議会）との交流会議：「両

組織の機構概要」「日常的な労使間の話し合いの

仕組み」「職場におけるコミュニケーションと労

働組合員の意識」「組織化活動－経験と課題」に

ついて両組織から報告・質疑応答、④PMA（フィ

リピン金属労働者同盟）との交流会議、⑤太平洋

戦争の激戦地コレヒドール島の訪問、⑥フィリピ
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ン・トヨタ自動車工場見学・懇談（改善事例説明

の後、労使紛争以降の人事労務施策等について説

明を受けた）、⑦東芝情報機器フィリピン工場見

学・懇談では、会社概要説明、工場見学の後に質

疑応答で理解を深めた。

IMF－JCが主催する第５回「海外労使紛争防止

に関する国内労使セミナー」は、12月10日、都内

ゆうらいふセンターで開催した。セミナーでは、

主催者を代表して前田雅昭IMF－JC副議長が挨拶

した後、講演１として「最近の労務問題・労使紛

争の傾向と日系企業の対応“インド編”」と題し

て国士舘大学政経学部教授の梅津隆氏から講演を

受けた。続いて講演２として「最近の労務問題・

労使紛争の傾向と日系企業の対応“タイ編”」と

題して、西南学院大学経済学部教授の東茂樹氏か

ら講演を受けた。次に、企連報告として「海外拠

点労使とのネットワーク確立に向けた取り組み－

全トヨタ労連の事例」について全トヨタ労働組合

連合会の千種徳允事務局長から事例報告を受け

た。次に、本部報告として「海外労使紛争の未然

防止・早期解決の最近の事例：なぜ、単組の役割

が重要なのか」と題して浅井茂利IMF－JC政策局

次長から報告を受けた。最後に、若松英幸IMF－

JC事務局長がセミナーまとめを行い、終了した。

2010年　平成22年
初のインドネシア労使ワークショップ開く
2010年２月3日、フィリピン・マニラで、IMF

アジア太平洋地域調整委員会が、オーストラリア、

インドネシア、インドから各１名、日本から若松

英幸事務局長はじめ３名、IMF本部からユルキ・

ライナ書記長、鎌田普書記次長、松崎寛担当部長、

東南アジア太平洋地域代表、南アジア地域代表が

出席して開催された。会議では、IMFアジア太平

洋地域における今後のIMF活動の進め方について

ライナ書記長から①「多国籍企業労働組合ネット

ワークの構築」、②「産業部門活動」、③「アジア

太平洋地域におけるIMFの地域組織のあり方」、④

「中華全国総工会との今後の関係のあり方」の４点

にわたりIMFの考え方と課題を提起した。その他、

IMF南・東南アジア地域事務所代表から、両地域

の組織化の状況と課題について報告を受けた。議

論では若松IMF－JC事務局長から、台湾の組織再

構築、韓国２組織への平等な対応、中国の金属労

働組合との交流継続、他のGUFとの協力関係に関

する協議の透明化と組織の関与、４月開催の東・

東南アジア太平洋サブリージョナル委員会への議

題提案、労使紛争防止のための取り組みなどにつ

いて発言した。

定期交流については、４月４〜８日の日程で、

IMF－JCと中国金属工会との定期交流が行われ、

IMF－JCから西原浩一郎議長をはじめ三役を中心

に中国を訪問した。４月５日には中国機械冶金建

材工会と中国国防郵電工会代表との交流会議を持

ち、日中金属労組の活動の情報交換を行った。会

議のほかに地方の工業都市を訪問し、工場見学及

び労使との懇談などを通して相互理解を深めた。

４月５日の会議には中国側から劉海華中国機械冶

金建材工会主席（女性）、董秀彬中国国防郵電工

会主席をはじめ４名が出席した。冒頭挨拶で劉主

席は昨年の交流において世界経済危機の影響とそ

の対応について議論したことに触れ、日本のJCと

の交流によって国内の取り組みの参考となったと

し、このような交流の継続を要望した。西原議長

も挨拶の中で「このような交流を今後も継続して

いくべきである」と述べ、中国の金属工会のIMF

活動への参加についても触れ、４月14〜15日にシ

ンガポールで開催されるICT・電機電子産業に関

するIMF会議への董主席のオブ参加についても評

価し、またIMF－JCが主催する第３回アジア金属

労組連絡会議への参加を要請した。

IMFの産業別活動については、４月14〜15日、

シンガポールで17カ国から57名が参加して、

ICT・電機電子産業に関するIMF会議が開催され
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た。IMF本部からユルキ・ライナ書記長をはじめ

地域事務所を含め５名、IMF－JCからは電機電子

部会長である中村正武副議長（電機連合中央執行

委員長）をはじめ12名が参加した。同部会として

16年ぶりの世界規模の会議には、今回初めて中国

国防郵電工会からのオブザーバー参加があり、董

秀彬主席他１名が参加した。会議の冒頭、同部会

長として中村副議長、IMF本部を代表しユルキ・

ライナ書記長、そして開催国であるシンガポール

を代表しシリル・タンUWEEI（電機・電子産業

合同労働組合）委員長からそれぞれ挨拶を受けた。

会議では、「現在の世界のICT・電機電子産業の

動向とIMF活動」についてIMF本部から基調報告

を行った後、中村副議長がコーディネーターを務

め、ドイツ、イタリア、タイ、ブラジル、そして

日本から泉田電機連合書記長がパネリストとな

り、パネル討論を通して、「金融危機の影響とそ

れを克服するための労働組合の取り組み」、「組織

化と労働組合の権利」、「気候変動への対応や、持

続可能性」、「サプライチェーンにおける多国籍企

業の役割」などについて、基調講演や各国報告を

交え、質疑応答、意見交換を行った。

引き続き、４月16〜17日にシンガポールでIMF

東・東南アジア太平洋地域サブリージョナル委員

会が、10カ国・地域から12組織55名、IMF本部・

地域事務所から６名、合計61名が参加して開催さ

れた。IMF－JCからは西原議長をはじめ14名が参

加した。今回の会議は東アジア地域と東南アジア

太平洋地域のサブリージョンが合併して初の会議

であった。また2009年の第32回IMF世界大会で採

択されたIMFアクションプログラムの当地域での

具体的な実施について議論する最初の会議となっ

た。会議では2010年のIMF優先活動課題である、

多国籍企業ネットワーク、組合構築、持続可能な

開発、地域活動の推進などについて議論を行った。

GUF統合問題については、アジア地域で初めて

IMF本部から問題提起があり、意見交換を行った。

ジェンダー問題はIMFの優先課題として、今後も

引き続き毎回議題に取り上げ議論していくことも

確認された。また、IMF本部からサブリージョン

の今後のあり方として、現在東南アジアと南アジ

アと２つに分かれているアジア地域を１つにする

提案があり意見交換を行ったが、結論を急がずに

議論していくことにした。

また、７月13〜15日には、タイ・バンコクで「組

織化と強力な全国組合構築」をテーマにIMFアジ

ア４カ国会議が開催され、IMF－JCから野木正弘

事務局次長、他１名が出席した。会議では、東南

アジア地域におけるIMFの活動を検討し、戦略的

な計画を策定していくためのセミナーとして開催さ

れ、東南アジア４カ国（インドネシア、フィリピン、

タイ、ベトナム）でのIMFの活動や支援組織の活

動について情報交換、執行委員組織やイギリスの

労働組合からのこれまでの労働運動の経験につい

ての報告、今後の活動の原則について検討した。

IMFの作業部会活動では、５月11〜12日、ジュ

ネーブでIMF多国籍企業別労組ネットワーク作業

部会が、各国IMF執行委員所属組織を中心に13名、

IMF本部、そしてICEMからオブ参加１名が出席

して開催された。今回は、現在既にネットワーク

が構築され運用されているいくつかのケースにつ

いて参加者間で情報共有すると共に、ネットワー

クのガイドライン案について議論を行った。ネッ

トワークのメンバーには、各国労組でこれまで

ネットワークを構築、運用してきた経験者が多く

含まれており、現実的な地に足のついた議論が行

われた。最終的には12月の執行委員会でガイドラ

インを確認することにした。

６月９日には、IMF航空宇宙運営委員会がドイ

ツ・フランクフルトで開催され、IMF－JCから弥

久末顕基幹労連中央執行委員が出席した。会議で

は「IMF航空宇宙産業に関係する労組ネットワー

クの構築」「IMF航空宇宙会議の議案審議」「中国

への対応に関して」等を議論した。
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３GUF統合に向けての議論については、９月21

日にドイツ・パートミュンダーで、第１回GUFタ

スクフォース会議が３GUF（IMF、ICEM、

ITGLWF）から選出されたタスクフォースメン

バーが参加し開催された。IMF－JCからは同メン

バーである西原浩一郎議長、他１名が出席した。

2012年の新GUF結成大会に向けて、「意思決定機

関」「地域レベルの機構・事務所」「財政」等につ

いて議論を行うと共に、今後の議論スケジュール

を確認した。

第２回GUFタスクフォース会議（合同会議）は、

12月１日、スイス・ジュネーブで、IMFより12カ国、

ICEMより12カ国、ITGLWFより５カ国の代表が

出席して開催された。合同会議の前には、IMF準

備会を開き、合同会議でのIMFとしての対応を協

議した。準備会では、財政作業部会の報告が行わ

れ、合併の相手であるICEMとITGLWFの財政状

況におよび３GUFの職員数等の報告が行われ、今

後、３GUFの共通の書式を作成し、財政状況・人

事状況などを記載することで容易に比較できるよ

うにするための作業を財政作業部会で行い、次回

合同会議で報告することになった。新GUFの規約

については、３GUFの書記長で草案を作成したが、

これはあくまで議論のたたき台であり、ほとんど

の項目については規約作業部会を設置して、そこ

での議論にゆだねることを確認した。IMFとして

は、ドイツIGメタル、アメリカIAM、日本から

IMF－JCから委員を出してほしいと要望し、これ

を確認した。西原議長は、規約の重要性、合併に

ついてのIMF加盟組織の理解をどう得ていくのか

が重要、財政問題についての対応、IMFの活動が

新GUFでいかに担保されるのか、加盟費の問題、

執行機関をいかに機能させるか、部門のアイデン

ティティの重要性などについて、IMF－JCとして

の考えを述べた。

12月１日午後に開かれたGUFタスクフォース合

同会議では、新GUF規約の草案についてフリー討

議をしたが、新GUFの所在地、意思決定機関など、

細目は規約作業部会での議論に委託された。今後

の議論スケジュールについて検討し、2011年２月

に第３回合同会議を開催、2011年５月に３GUF合

同執行委員会を開催、ICEMは2011年11月の大会

で、IMFは同年12月の中央委員会を最終決定の場

とする予定、但し正式に統合するとなればIMFと

しては2012年に臨時大会を開催する必要があるこ

となどが話し合われた。

IMF－JCのアジア地域における活動では、５月

31日〜６月１日に、ベトナム・ハノイでIMF－JC

主催による第３回アジア金属労組連絡会議を開催

した。セミナーにはIMF－JCから西原浩一郎議長

をはじめ13名、IMF本部・地域事務所からユルキ・

ライナ書記長、鎌田普書記次長ら、アジア太平洋

地域のIMF加盟組織より50名、中国金属工会から

オブザーバー１名が参加して開催された。今回は、

2009年５月開催のIMF世界大会においてIMF加盟

を果たしたVUIT（ベトナム全国工業・商業労働

組合）の受け入れ協力のもとで開催された。会議

は基調講演「IMFアクションプログラムに沿って、

2010年の活動の優先項目」（ユルキ・ライナIMF

書記長）を皮切りに各地域報告「危機への対応」

として、アジア太平洋各地域の現状と課題につい

て、IMF南アジア地域事務所、同東南アジア地域

事務所代表および、ポール・セバスチャン

AMWU（オーストラリア製造労働組合）全国委

員長（太平洋）、若松英幸IMF－JC事務局長（東

アジア）がそれぞれ報告した。

報告「不安定労働」については、鎌田普IMF書

記次長から、これまでの取り組みとして「不安定

労働に対抗する世界行動デー」を中心に報告した。

報告「気候変動」については、国際的な取り組み

への問題提起をIMF－JCの活動と合わせて若松事

務局長から報告した。「労働組合ネットワーク、

連帯、組織化」の報告については、日本、インド、

シンガポール、ベトナムの参加者から、多国籍企
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ショップの開催経緯と趣旨説明、参加者紹介、労

使関係に関するIMF－JCの基本姿勢（若松事務局

長）、経営者からの意見表明（丸山JJC労働問題委

員会委員長）、労働組合からの意見表明（サイード・

イクバルFSPMI会長）、パネルディスカッション

形式の意見交換、そして最後にインドネシア労使

およびIMF－JCからワークショップの総括を行

い、会議を終了した。

定期協議では、日韓金属労組定期協議が、10月

１日、韓国・大明洪川で開催された。議題１「日

韓の政治・経済・社会情勢」について、冒頭若松

事務局長からの日本報告に引き続き、各産別の状

況についての報告を行った。続いて韓国側より、

韓国の政治経済情勢、および直近の課題である労

働法改正（労働時間免除制度・複数労組制等）に

ついて説明を受けた。議題２「気候変動への対応」

については、韓国側から基本的な気候変動問題に

ついての課題認識と、韓国各企業におけるCO2削

減の取り組みが紹介された。続いて若松事務局長

より、ポスト京都議定書に対するIMF－JCの主張

を中心に報告を行い、その後、議題１・２を合わ

せて質疑応答を行った。中国の影響の拡大につい

ての認識はほぼ同じであった。その他、韓国側よ

りエコカー補助金の内容、４大河川改修事業への

評価、温暖化対策の内容、自動車使用制限等の政

策の有無、などについての質問があった。

第３回国際労働研修プログラムを５月16〜22日、

インドネシア・ジャカルタで開催した。研修プログ

ラムには、産別・単組から22名、IMF－JC本部か

ら野木事務局長、岩井国際局部長が参加した。一

行は、在インドネシア日本大使館、JJC（ジャカルタ・

ジャパンクラブ）を訪問し、現地の日系企業の労使

関係や労働事情についてレクチャーと質疑応答を通

じて学ぶと共に、17日にはインドネシア金属労働組

合役員30名との交流会議の場を持ち、相互に経験

交流・意見交換を通して現地の労働組合役員の抱

える課題等について学んだ。また、現地の日系企業

業における労働組合ネットワーク構築の取り組み

報告と、インドネシア、マレーシア、タイ、パキ

スタンの参加者から「迅速な連帯行動の取り組み」

報告を受けたのち、小島正剛IMF－JC顧問をコー

ディネーターに、アジア太平洋地域のIMF執行委

員および執行委員代理をパネラーに迎え、またユ

ルキ・ライナIMF書記長をコメンテーターとして、

パネルディスカッションを行った。多国籍企業労

働組合ネットワークの必要性、労使紛争の解決や

組織化のための国際的な協力と連帯、労使紛争を

未然に防ぐための労使のコミュニケーションの重

要性とそのための環境整備の取り組みなどが議論

の中心となり、とりわけ労働組合ネットワーク構

築には本社の労働組合の努力に加え、各国の労働

組合の協力が必須であるとの指摘がなされた。

６月19日、インドネシア・ブカシの工業団地

MM2100内大会議室で、初めての「健全な労使関

係構築に関するインドネシア労使ワークショッ

プ」を開催した。これは現地日系企業労使を対象

に、労使の信頼関係構築に向け、課題を話し合い

で解決するための環境整備の役割を果たす目的で

IMF－JCの主催で開催したものである。ワーク

ショップには、インドネシア現地日系企業労使を

中心とした約70名が参加し議論を展開した。IMF

－JCからは若松英幸事務局長をはじめ３名、イン

ドネシア労働組合からは、サイード・イクバル

FSPMI会長他35名、デディ・スヘンディKSBSI

／ FLOMENIK事務局長他１名、ハルジョノ

KSPSI ／ FSP－LEM会長他２名が参加。インド

ネシア経営者団体からは、丸山尚展ジャカルタ・

ジャパンクラブ労働問題委員会委員長他20名（イ

ンドネシア人人事労務担当者含む）、小尾吉弘

MM2100社長他６名、清水力ジャカルタ・ジャパ

ンクラブ事務局長、川越俊治在インドネシア日本

大使館一等書記官、福島康志JICA労働行政専門

家が参加。IMF本部からは鎌田普書記次長が出席

した。若松事務局長による開会挨拶とワーク
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の工場見学、労働組合地方本部を訪問し、現場で

の労使関係について見識を深めた。

引きつづき、第４回国際労働研修プログラムを

11月21〜27日、ベトナムのハノイおよびホーチミ

ンで開催した。同プログラムには産別・単組代表

19名、IMF－JC本部から野木正弘事務局次長をは

じめ３名が同行した。11月22日には、在ベトナム

日本国大使館との懇談でベトナムにおける総括的

な労働事情の現状を学び、その後、ベトナム日本

商工会との懇談では、日系進出企業が抱えるベト

ナムでの様々な課題についてレクチャーを受け

た。23日にはハノイでの日本・ベトナム金属労組

交流会議を行った。ベトナム側はVUIT（ベトナ

ム全国工業商業労働組合）のド・ダン・ヒュウ主

席をはじめ、38名の労組代表が参加した。会議で

は、ベトナム側から、「VUITの組織機構」、トヨタ・

モーター・ベトナム労働組合とホンダ・ベトナム

労働組合の「組合活動事例」の紹介を受けた。日

本側からはヤマハ発動機労働組合とJFEスチール

倉敷労働組合の組合活動事例を紹介し、質疑応答

を通じて理解を深めあった。24日にはハノイ郊外

にあるトヨタ・モーター・ベトナム社を訪問し工

場見学と労使との懇談を行った。25日には、ホー

チミンで２回目の日本－ベトナム金属労組交流会

議を開催した。ベトナム側からは31名が出席、ベ

トナム側からスズキ・ベトナム労働組合とヨコハ

マ・タイヤ・ベトナム労働組合の事例紹介、日本

側からはパナソニック電工労働組合およびマツダ

労働組合の事例紹介を行った後、質疑応答を行い、

相互理解を深めた。最終日の26日は、ベトナム戦

争の激戦地であるクチの戦跡を視察し、ベトナム

の歴史を学んだ。

2011年　平成23年
東日本大震災に世界からメッセージと義援金
2011年３月11日に発生した東日本大震災に際し、

IMF本部は直ちにJCMへ連帯の書簡を送ると共に、

ホームページ上で日本への連帯を呼びかけ、イン

ダストリオール加盟組織を中心に、多くの連帯メッ

セージと計約4,800万円にのぼる連帯の義援金が連

合災害救援カンパに寄せられた。

IMF本部からの連帯の書簡は以下の通り。

ジュネーブ、2011年３月14日付

IMF－JC議長　西原浩一郎様

日本の金属労働者と連帯して

拝啓　IMFは、世界100カ国の200を超える労働

組合に加入する金属労働者2,500万人を代表して、

2011年３月11日に日本の東北地方が悲惨な地震と

津波に襲われたことを受け、IMF－JCに心からの

哀悼の意と連帯メッセージを送ります。2011年３

月11日の地震と津波がすさまじい荒廃をもたら

し、大勢の方々が亡くなったことに、全世界の人々

がショックを受けています。世界中の金属労働者

が、この悲惨な災害で多大な損失を被った組合員

ならびに労働者とご家族の皆様に連帯と弔意を表

しています。多くの人命が失われただけでなく、

今回の地震は日本のインフラや多くの産業施設に

途方もない損害を与えており、労働者とご家族の

方々に今後ずっと影響を与えるでしょう。IMFは

国際化学エネルギー鉱山一般労連（ICEM）と協

力して、労働者と一般の方々の安全に不安を与え

続けている原子力発電所の被害状況についても、

引き続き監視することにしています。損害の全容

を把握し、この大災害への最善の対策を決定する

のに、少し時間がかかるであろうことは承知して

おります。また、IMF－JCと日本の労働組合が当

面この問題を最優先なさるおつもりであることも

心に留めています。可能な限りご支援できるよう

態勢を整えております。

連帯をこめて、IMF書記長　ユルキ・ライナ
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「IMF多国籍企業労組ネットワーク・コーディネー
タ一会議」
３月24〜25日に、ブラジル・リオデジャネイロ

でIMF多国籍企業労組ネットワーク・コーディ

ネーター会議が開催され、IMF－JCから野木正弘

事務局次長をはじめ５名が出席した。主要議題で

ある「多国籍企業（以下、TNC）労組ネットワー

ク・コーディネーターの経験」「TNC労組ネット

ワークの目的、目標、行動計画」「TNC労組ネッ

トワーク・コーディネーターマニュアルの作成」

等について議論を行った。

3GUF統合に向けての議論本格化
３GUF統合に向けての議論では、５月５日、ド

イツ・フランクフルトのIGメタル本部で、第４回

GUFタスクフォース会議が開催された。合同会議

に先立ち、タスクフォースのIMF委員のみで準備

会議を開き、今回の会議では①新組織の機構、②

加盟費、③IMF資産の取り扱いについてのみを議

論すること、およびそれら３点についてIMFとし

ての合意形成を図り意見を一本化することを確認

した。合同会議ではフーバー会長自らが、新組織

の機構、加盟費、IMFの資産取扱いの３点につい

てIMFの意見を「交渉の余地はない」という言葉

を交えながら主張し、強力なリーダーシップで合

同会議をリードした。

５月12〜13日、オーストラリア・シドニーで

IMFアジア太平洋地域会議が開催され、IMF－JC

から西原浩一郎議長をはじめ17名が出席した。主

な議題は「IMFアクションプログラムのフォロー

アップ」「不安定労働」「IMF－ICEM－ITGLWF

の協力」であり、特に「IMF－ICEM－ITGLWF

の協力」では、３GUF統合に向けた地域の課題等

について議論が行われた。また、前日に開催され

たIMF女性作業部会の議論についても報告された。

IMF－JCが主催する第５回IMF－JC国際労働研

修プログラムが、５月15〜21日の日程で、タイの

バンコクおよびパタヤで実施された。今回は産別

からの参加者20名、IMF－JC本部より野木正弘事

務局次長、岩井伸哉国際局部長が参加した。プロ

グラムでは①在タイ国日本大使館で「タイ経済の

概況とタイ労働運動や労使関係」についてのレク

チャー。②ACILS（ソリダリティ・センター）と

の懇談：ACILS�のタイでの活動、タイの労働運

動への視点、今後の展望などについて報告を受け

た。③工場見学：NHKスプリング社および：タイ・

ホンダ・マニュファクチャリングの工場見学と労

使との懇談・意見交換。④タイのナショナルセン

ターであるALCT本部への訪問・活動についての

レクチャー・質疑応答・意見交換。⑤盤谷日本人

商工会訪問：「タイにおける労使関係や労働運動」

についてのレクチャー・質疑応答・意見交換。⑥

交流会議：日タイの労働組合代表が参加して相互

に活動報告を行い、質疑応答・経験交流を行い相

互理解を深めた。

IMF執行委員会・財政委員会／３GUF合同執行

委員会が、５月25〜26日の日程でスイス・ジュネー

ブのILO本部会議室で開催された。25日午前に

IMF執行委員会、午後に３GUF合同執行委員会を

開き、26日にはIMF財政委員会・執行委員会を開

催した。会議には執行委員17名、執行委員代理４

名、オブザーバー 32名、IMF本部22名、計75名。

IMF－JCからは西原浩一郎議長、高城牧子国際局

主任（オブザーバー）が参加。３GUF合同執行委

員会には日本からはIMF－JCの他、佐藤ICEM－

JAF事務局長、小柳JEC連合会長、島田ITGLWF

会長、郷野TWARO書記長が参加した。

今回のIMF執行委員会は、製造業３GUF統合問

題を主な議題に開催された。会議初日の午前中に

開催したIMF執行委員会では、５月５日にフラン

クフルトで開催された第４回３GUFタスクフォー

ス会議の覚書について議論を行いIMFの見解をま

とめ、午後からの３GUF合同執行委員会に臨んだ。

会議２日目はIMF財政委員会、執行委員会が引き

続き開催された。初日の執行委員会冒頭では、西
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原IMF－JC議長から３月11日の東日本大震災への

世界各国・各組織からのお見舞いと義援金に対す

る謝意を表し、復興へ向けた取り組みについて報

告した。GUF統合議論では、規約と財政について

意見が交わされ、新GUF設立に向けた現時点での

IMF見解を下記の通り確認した。

《IMF見解》【執行委員会】執行委員会は、４年
間の移行期間は60名編成、2016年には40名にする

と規約に明記する。他のGUFから提案された三役

会議や運営委員会ではなく、財政委員会を設置す

る。主要役員構成は、会長１名、副会長３名、書

記長１名、書記次長３名・女性の代表制は30％を

提案。実際の組織構成比率に見合った数値である

べきなので規約委員会で議論していく。【加盟費】

加盟費は移行期間は各GUF現行の金額で会費を納

める。新加盟費は移行期間中に決める。【IMF資

産の取扱い】IMF資産は新GUFに組み込まれるが、

IMF資産にアクセスするには組合員75％の合意を

必要とする。【投票権】投票権は加盟費に基づく

のが望ましいが、移行期間は加盟費で決めるのは

難しいので、「加盟費納入人員ベース」とする。【部

会】部会は13部会に加え女性作業部会と事務技術

職作業部会を設定する。

３GUF合同執行委員会では上記の内容を、座長

を務めたフーバー IMF会長が提案し、他のGUF

から基本的な合意を得ることができた。今後、新

GUF結成に向けて規約作業部会、アクションプラ

ン作業部会を設置して新組織結成準備を進める。

IMFは12月ジャカルタ開催の中央委員会で新GUF

結成について組織としての決議を行う。また2012

年２月末〜３月に２日間の３GUF合同執行委員会

をジュネーブで開催することも確認された。日本

の春闘の時期と重なるため、日程については日本

の３組織で協議の上、希望日程を連絡することと

した。2012年６月18〜20日に北欧労組がホストと

なり、デンマーク・コペンハーゲンで各GUFの解

散大会・新GUF結成大会を開催する日程案も確認

された。

IMF東南アジア広報担当者フォーラム
第５回アジア金属労組連絡会議の前段、６月22

日に、韓国・ソウルの三井ホテルで５カ国７組織

から12名とIMF本部・地域事務所から４名、合計

16名が出席してIMF東南アジア広報担当者フォー

ラムが開催された。IMF－JCからは野木事務局次

長をはじめ３名が参加。会議では、アジア・太平

洋地域の金属労組間のコミュニケーション強化に

ついて論議した。参加者は、アジア・太平洋地域

での金属労組間のコミュニケーションをいかに強

化していくかについて、IMF本部の広報活動につ

いてプレゼンテーションを受けた。地域事例とし

てIMF南地域事務所の広報活動について説明を受

けた上で、全体論議を行った。全体論議では、参

加した各国労組からIMF広報活動への要望が述べ

られたが、IMF－JCからも、IMFのウェブサイト

を中心とする広報活動に対していくつかコメント

した。野木次長からは、緊急連帯要請の一環とし

て、東日本大震災に際し、IMFが直ちにIMFウェ

ブサイトで加盟各国にIMF－JCへの連帯の呼びか

けを行った結果、多くのIMF加盟組織、そして友

誼組織から連帯メッセージと多額の義援金がIMF

－JCに寄せられたことに対して感謝の意を表する

と共に、IMFウェブサイトの影響力の大きさを高

く評価した。

IMF－JCが主催する第４回アジア金属労組連絡

会議は、６月23〜24日、韓国・ソウルで、日本参

加者（15名）、IMF本部・地域事務所（４名）を含

め、12カ国18組織44名が参加して、開催された。

今回は、３GUF統合をメイン議題に論議した。冒頭、

西原議長から、IMF執行委員の立場として、これ

までの合同タスクフォース会議／執行委員会／地

域会議での議論経過、および今後の方向性につい

て基調報告を行った。その後、各国組織がGUF統

合によって受ける影響と課題について、日本（若

松事務局長）・オーストラリア・インドネシア・韓
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「組織化」について、参加者からは各国での組織

化の現状や、不安定労働の問題に対する対応、正

規社員と非正規社員間の同一労働同一賃金の問

題、組織化につなげるための組合の社会的活動の

必要性、などについて意見交換がなされた

７月23〜27日の日程で中国金属工会代表を日本

に受け入れ、７月25日に札幌「京王プラザ札幌」

でIMF－JC ／中国金属工会の交流会議を開催し

た。中国側は、董秀彬中国国防郵電工会主席、毛

迎春中国機械冶金建材工会建材工作部部長ら５

名、IMF－JCからは西原浩一郎議長をはじめ三役

らが出席した。開会挨拶では、西原議長からは、

中国の金属工会２組織からの東日本大震災への義

援金の送付に触れ感謝の意を伝えた。董主席から

は中国四川大地震の際のIMF－JCからの支援への

感謝と工会／労働組合による復興支援の取り組み

状況について触れると共に、現在、中国では経済

成長と社会の発展の間の不均衡が問題になってい

ることに触れ、今回の交流会議での議論に期待を

表明した。今回の交流会議では、議題１「両国の

政治・経済・社会情勢」と議題２「両国の労働情勢」

について報告しあい、意見交換を行った。議題１

の質疑応答では、特に派遣、契約、請負労働者な

ど不安定労働者の問題について議論を行った。議

題２での質疑応答では、団体交渉についてさまざ

まな面から深く議論した。会議終了後、翌日の７

月26日には基幹労連の協力により新日鉄室蘭労働

組合へ、またJAMの協力により日本製鋼所への工

場見学と労使との懇談を行った。

日韓金属労組定期協議は、10月20日、宮崎「シー

ガイア・コンファレンス・センター」で、韓国

（FKMTU）からビュン・ジェ・フアン委員長を

はじめ計33名（産別協議参加者の傍聴含む）、

IMF－JCからは西原浩一郎議長をはじめ三役、36

名（産別協議参加者の傍聴含む）計69名が参加し

て開催された。議題１「両国の政治・経済・社会

情勢」について相互に報告と質疑応答を行った。

国２組織、およびIMF南アジア事務所から報告を

受けた。全体討議では、冒頭西原議長より「この

統合の背景は欧州からのトップダウンであり、欧

米以外でこの統合については十分議論されていな

い。今回の議論の内容をできるだけ多くIMF本部

に伝えていきたい。」「アジア太平洋地域はそれぞ

れの国の文化・歴史・状況・課題が多種多様である。

それを踏まえて新アクションプランにどう落とし

込むかが必要。また、IMF自身が一体になれる形

を地域から作っていかなければならない。」との課

題提起がなされた上で全体討議に入った。各国参

加者からは、３組織統合にあたって、国内の関係

組織が多すぎることやその間に全く連携がとれて

いないことの問題点や不安、ITGLWFやICEMの

活動が全く見えていないことに対する不安や懸念、

３GUF統合後もIMFで行われている活動が継続さ

れるのかどうか、人事はどうなるのか、地域機構

はどうなるのかといった質問、まだ積み上がって

いる問題が多数残っている中での統合スケジュー

ルの問題、執行委員の地域配分の問題などについ

て懸念する意見が多数出された。

これに対し、西原議長、ロペスIMF書記次長お

よび野木IMF－JC事務局次長より現時点での考え

方等について適宜回答した。その後、議論の総括

として西原議長より、「12月の中央委員会に向け

て、統合に関わる期待や課題を共有でき、この会

議は非常に意義のあるものであった。問題はこの

統合を、前向きか後ろ向きか、リスクとするかチャ

ンスとするか、などそれぞれがどのようなスタン

スで捉えるのかということである。今回の議論を

キックオフとして、各国各組織が国内で十分論議

をし、12月の中央委員会に臨んでほしい」とコメ

ントした。その他、「組織化問題」、「TNCネット

ワークの構築」についても基調報告とパネルディ

スカッションを通して意見交換した。各国参加者

からは、日本のTNCネットワーク構築に向けての

今後の進め方についての質問、意見が出された。
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質疑応答では、主に年金問題、格差拡大と改正労

働法の影響、二大ナショナル・センター間の関係

について報告があった。議題２「両国の労働情勢」

については、日本側から東北大震災への労働組合

の対応について報告した。韓国側の報告は「労働

組合専従者賃金の支給禁止問題」「一企業内複数

労働組合の解禁」そして「最低賃金制度」に関す

る現状と問題点を中心に行った。質疑応答では韓

国側報告の内容について、日韓の制度の共通点や

相違点を確認しあう議論が進められた。今後、内

容を精査し、比較の作業を行うことを確認した。

このIMF－JCとFKMTUとの定期協議終了後、

電機電子産業、鉄鋼・造船・非鉄産業、電線産業

それぞれで日韓産別協議を行った。

IMF自動車会議は、10月31日〜11月４日、イン

ドのチェンナイ市で、世界15カ国、IMF本部から

91名（内インド46名）が参加して開催された。

IMF－JCからは自動車総連神戸副事務局長、市ノ

渡国際局長、IMF－JC野木事務局次長の３名が参

加した。会議では、基調報告として「インドの自

動車産業の概況」について報告を受けた後、各国

代表から活動報告を受けた。全体討議では、自動

車部門の各企業別ネットワークとIFAの取り組み

状況について情報交換と推進のための意見交換を

行った。参加者は、会議の合間に、チェンナイ市

とプネ市にある自動車の完成車＆部品メーカーを

訪問し、工場見学を行うと共に、労働組合リーダー

との交流の場を持った。

IMF－JCが主催する第６回国際労働研修プログ

ラムは11月６〜12日の日程で、インドネシアの

ジャカルタ（訪問・懇談）、スラバヤ（金属労組

交流会議、訪問・懇談）およびバタム（エプソン

バタム工場見学と企業労使との懇談）で現地研修

を行った。産別から23名が参加、IMF－JCより野

木正弘事務局次長、岩井伸哉国際局部長が同行し

た。

中華全国総工会とIMF共催による「グローバル

化と労組戦略に関するセミナー」は、11月29〜30

日、上海ミレニアムホテルで開催され、IMF側は

IMF本部のライナ書記長、ロペス書記次長、ジョ

ンストン執行部長をはじめブラジル、ドイツ、ス

ウェーデン、米国、日本（IMF－JC野木事務局次

長、自動車総連市ノ渡国際局長）計10名。総工会

側からは総工会本部の郭民主管理部長、張中国冶

金建材工会副主席他地方代表ら計32名が参加し

た。セミナーでは、セッション１として「グロー

バル化と労働の世界」、セッション２として「グ

ローバル化と労組戦略（各組織の経験）」につい

てパネル形式で論議した。また「労組の発展と展

望」についても論議した。

IMF女性会議は、12月５日、インドネシア・ジャ

カルタで30カ国42組織から109名（うち女性72名）、

IMF本部・地域事務所から20名、オブザーバー７

名、計136名参加。IMF－JCからは冨高裕子常任

幹事（電機連合）、西野ゆかり常任幹事（基幹労連）、

川下明子（自動車総連）、林典子（JAM）、野木正

弘（IMF－JC）、高城牧子（IMF－JC）の６名が

参加。会議では、「IMF女性活動報告」、「女性執

行委員による地域活動・プログラムに関する報告」、

「2009年IMF世界大会：女性と不安定労働に関す

る決議の進捗状況について」、「新しいGUFで女性

の意見を強化する」、「新しいGUFでの優先事項の

確認」の５議題について議論した。IMF－JCから

は冨高裕子常任幹事（電機連合）が「新しいGUF

での優先事項の確認」で、不安定労働、女性労働

者の組織化、ジェンダー平等・同一賃金の促進に

関する日本の現状について報告を行った。新GUF

に関する議題では、ユルキ・ライナ書記長から

GUF統合の議論経過、規約、アクションプランの

ポイントが説明された。新GUFの規約では執行委

員の30％を女性が占めること、この30％は３GUF

の女性労働力の平均比率であること、女性労働者

の部会が設置されること等が説明された。この問

題に関する議論では、新GUFでその組織機構に女
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性を関与させていくことの重要性、全ての意志決

定機関の30％を女性にすることへの賛成意見が多

く出された。新GUFでの優先事項として、新しい

組織にどんな戦略を盛り込むか、グローバルな組

織の課題としてジェンダーを盛り込んでいくこと

など、指針をまとめて、座長を務めたモニカ・ヴェ

ロソが中央委員会で報告を行うことを確認した。

IMF解散大会と新GUF結成大会開催を決議
12月７〜８日、インドネシア・ジャカルタで

IMF中央委員会が開催された。IMF－JCから西原

浩一郎議長をはじめ20名が参加した。中央委員会

では、「労働組合権、労働組合ネットワーク、強

力な組合構築に関する2009〜2013年IMFアクショ

ンプログラムの履行」「不安定労働と社会保障」

「規約に基づく決定」「製造労働者のための新しい

GUF創設について」等について議論を行った。新

GUF創設に関しては投票の結果、2012年６月に

IMF解散大会と新GUF結成大会を開催することが

決議された。

国際連帯支援としては、タイ洪水被害への支援

については９月末から10月にかけて、タイ全土で

豪雨によってチャオプラヤ川やノイ川が氾濫、洪

水が発生し、バンコク北方のアユタヤ市やバトム

タニ県では重大な被害が発生した。この地域には

日系企業の工業団地も多く存在し、工場の冠水も

発生した。IMF加盟組織であるTEAM（タイ電子・

電機機器・自動車・金属労働組合総連合）などタ

イの金属産業労働組合とのこれまでの協力と連携

の関係を強化する意味から、また３月11日の東日

本大震災にはTEAMは在タイ国日本大使館を通じ

義援金を拠出していただいたこともあり、IMF－

JCとして10月18日開催の第15回常任幹事会で、タ

イ洪水被害からの復興のためのTEAMの活動に対

する支援として国際連帯基金から100万円を

TEAMに送ることを確認、直ちにTEAMに送金

した。11月25日にチャーリー・ロイソンTEAM会

長から連帯支援へのお礼のメールを受信した。

2012年　平成24年
３GUFが統合しインダストリオール結成
定期協議については、2012年２月１〜２日、東

京・ホテルグランドパレスで第12回日独金属労組

定期協議が開催された。IGメタルからは、ベルト

ホルト・フーバー会長をはじめ５名が参加、IMF

－JCからは西原議長をはじめ三役・事務局次長９

名の他、産別・IMF－JC本部からオブザーバー

11名が参加した。２日目は自動車総連を中心に12

名、オブザーバー５名が参加した。1991年にフラ

ンクフルトで第１回定期協議を開催して以来、今

回で12回目となる日独金属労組定期協議では、初

日は「両国の政治・経済・労働情勢」「エネルギー

政策」「新GUF結成」の３つの議題について忌憚

のない意見を交わし、議論を深めた。会議２日目

は「労働市場の空洞化、国内雇用の維持」をテー

マに、特に自動車産業に関する両国の現状、政策・

課題について活発な意見交換を行った。「新GUF

結成」の議題では、６月の新GUF結成以降も日独

金属両労組が協力して、新組織の活動に取り組ん

でいくことを確認した。会議の前には、IGメタル

代表団の希望によって、１月30日には大学生や

NGOの学生15名と、日本の若者が就職活動に際し

て抱える問題、将来の希望、また原発問題につい

て意見交換を行った。また、IGメタル一行は１月

31日に仙台で連合宮城金属部門、基幹労連傘下の

JFE条鋼仙台製造所を訪問し、組合幹部らと懇談

を行い、東日本大震災後の現状・今後の課題につ

いて説明を受け、議論を交わした。IGメタルから

は東日本大震災に際し多額の義援金が寄せられ、

被災された方々の支援にあてられている。

国際連帯キャンペーンでは、３月９日にグロー

バルユニオン（ITUC・関係GUF）の共催による

メキシコキャンペーン2012を実施した。連合・

GUF側からICEM－JAF／徳永副事務局長、IMF

－JC／野木事務局次長、ITF東京事務所／田口職

員、UNI日本加盟組織連絡協議会／小川事務局次
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長、連合から竹詰国際局長ら７名が、駐日メキシ

コ大使館を訪問し、ホセ・ルイス・デルガード二

等書記官（政治担当）らと会談し、2011年３月の

第310回ILO理事会において協議されたメキシコ

政府による労働権侵害に対し改善を求めるILO勧

告について、G20ホスト国であるメキシコ政府が

役割を果たすことは、国際社会において今後大き

なポイントとなることを強調し、ILO勧告の実施

を求めると共に、申し立て団体及びITUCが実施

するように求めたを要求書に速やかに回答するよ

う要請した。

IMF－JC主催のアジア金属労組連絡会議の第５

回を５月29〜30日、中華民国（台湾）の高雄で、

IMF－JCからの参加者19名を含め、アジア太平洋

地域のIMF加盟組織、IMF本部、地域事務所から

77名が参加して開催された。同連絡会議の前段に

は時間を区切り、IMFアジア太平洋地域臨時会議

を開催し、インダストリオールのアジア太平洋地域

のIMFグループからの執行委員候補について、こ

れまでの経過と候補者リストを西原IMF－JC議長

が説明した。

第５回アジア金属労組連絡会議では、「2009〜

2013年IMFアクションプログラムのフォローアッ

プ」、「インダストリオール結成への対応」、議題

３「今後のアジア金属労組連絡会議のあり方」に

ついて議論した。インドネシア代表からは「イン

ダストリオール結成にあたって、金属の労働組合

のアイデンティティーを薄めてはならないと考え

ている。少なくともアジア太平洋地域では金属産

業の枠組みを維持すべき。その意味で、この連絡

会議を『アジア金属労連』とし、インダストリオー

ルへの加盟組織ともするべきである」等の意見が

だされた。

IMF－JCが独自に推進する「健全な労使関係構

築に関するインドネシア労使セミナー」の第３回

が、６月12日、インドネシア・ブカシ「MM2100」

内会議室で、インドネシアのFSPMIをはじめとす

る労働組合側から約80名、経営側から約30名、合

計約110名、主催側のIMF－JCからは若松事務局

長、野木事務局次長、岩井国際局部長、市ノ渡自

動車総連国際局長が参加した。最初に、IMF－

JC、日本人経営側、FSPMIの三者代表からの報

告を行った。IMF－JCからは、若松事務局長が報

告を行い、これまで２回の労使ワークショップで

の議論を振り返り、労使が「労使間の緊密なコミュ

ニケーションの重要性」を共有することができた

ことに触れ、それを基礎として、話し合いによる

問題解決など、労使関係を向上させていくことへ

の期待を表明した。日本人経営者からは、倉永

MM2100社長が報告を行い、インドネシアの労働

組合に対しては、「ストライキは労働者の権利で

あると認識していることを示したうえで、安易な

暴力的なストライキや抗議デモなどを行わないで

ほしい」と要請した。経営側に対しては、「労働

組合との対話を大切に、決して怒らないようにし

てほしい」とのメッセージを伝えた。最後に「こ

のような機会が継続的に開催され、本音で意見交

換を行うことは、インドネシアにおける健全な労

使関係につながる」と期待を表明した。FSPMIを

代表してボニー・ディアナント副会長は、「交渉

において、経営者とのコミュニケーションを築い

ていき、建設的な労使関係を構築することが大事

である。このような場で顔をつきあわせて、お互

いが共通の課題があること、同じようなビジョン

を持つことによって、労働者の生活も良くなる」

と強調した。その後のフロアを交えた全体討議で

主題となった項目は、ストライキおよび抗議行動、

アウトソーシング（契約労働）、低賃金、労働組

合つぶしの４項目であった。最後に、倉永

MM2100社長から、労使の緊密なコミュニケー

ションの重要性や、このワークショップの継続開

催の必要性を提言して、閉会した。
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「インダストリオール・グローバルユニオン結成
大会」および関連諸会議
IMF（国際金属労連）は６月18日、デンマーク・

コペンハーゲンで「IMF臨時大会」を開催し、

IMFの119年の歴史に幕を閉じ解散することとし、

正式にインダストリオール・グローバルユニオン

を結成することを決議した。引き続き開催した「合

併大会」では、法的にはまずIMFとICEM（化学

エネルギー鉱山労協）が組織合併し、ITGLWFが

解散しインダストリオールに統合されるが、結成

大会では３組織でインダストリオール・グローバ

ルユニオンを結成することが確認された。両大会

にはIMF－JCから西原浩一郎議長をはじめ三役、

加盟５産別代表ら87名が参加した。

６月18日、IMF・ICEM・ITGLWFの各GUF大

会がそれぞれ終了した後、３GUFのアジア太平洋

地域代表が参加して「アジア太平洋地域会議」が

開催された。IMF－JCからは西原浩一郎議長をは

じめ16名が参加した。会議では、「アジア太平洋

地域のインダストリオール執行委員候補者氏名の

確認」「アジア太平洋地域議長の選出」「アジア太

平洋地域代表財政委員の選出」「今後のアジア太

平洋地域の活動について」の４件について協議、

確認した。会議では西原浩一郎IMF－JC議長がア

ジア太平洋地域議長に選出された。

６月19〜20日には、３GUFが統合する「インダ

ストリオール・グローバルユニオン結成大会」が

開催され、世界109カ国・354組織から1,046人、

IMF－JCからは西原浩一郎議長をはじめ87名が参

加した。結成大会は、フランク・イェンセン・コ

ペンハーゲン市長の歓迎挨拶で始まり、続いてア

ルヴェ・バッケ北欧産業労連会長が北欧でのイン

ダストリオール結成大会開催を歓迎した。引き続

き各GUFを代表してベルトホルト・フーバー

IMF会長、センゼニ・ゾクワナICEM会長、島田

尚信ITGLWF会長が開会挨拶を行った。続いて

オーストラリアのジュリア・ギラード首相、日本

の野田佳彦首相からのインダストリオール・グ

ローバルユニオン結成に対するお祝いのビデオ

メッセージが上映された。

議題「インダストリオール・グローバルユニオ

ン諸機関の選出」では、ベルトホルト・フーバー

会長、ユルキ・ライナ書記長をはじめとした役員

を選出した。IMF－JCからは西原浩一郎議長が執

行委員に、若松英幸事務局長が委員代理に選出さ

れた。また、有野正治副議長（電機連合中央執行

委員長）がICT電機電子部会の部会長に選出され

た。執行委員に関しては、中南米の代表から自分

たちの地域への正当な議席配分がなされていない

との主張が行われ、抗議の意を表して一時退場す

るという騒動が起こった。これについては、執行

委員会で何らかの解決を図る方向で取り扱うこと

となった。その後、新組織の名称「インダストリ

オール・グローバルユニオン」を確認した。続い

て４年間の運動方針「アクションプラン」をユル

キ・ライナ書記長が提案し、会場からの意見・要

望を受けた。「組織化を重点課題とすべき」とす

る発言が多数あり、特に女性・若者の組織化に関

してキャンペーンを展開すべきなどの意見も出さ

れた。また、生活賃金キャンペーン、児童労働・

強制労働撲滅キャンペーンの継続、ILO基準条約

批准の取り組みを推進すべきとの要望も出され

た。アクションプランへの意見と同時に、参加者

からは出身国・労組の窮状を訴える発言も多く見

3GUF統合を決定したIMF世界大会（2012年６月、コペンハーゲン）
インダストリオール結成決議に賛成するIMF－JC代表団
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られた。これら意見が出された後、採決が行われ、

アクションプランは承認された。閉会に際し、フー

バー会長はインダストリオールの優先課題として

「対政府・企業の取り組みを強化」「組合員の代弁

者になる」「不安定労働への取り組み強化」「グ

ローバルな労組ネットワーク構築」「組織化」等

を挙げ、取り組みを強力に進めることを呼び掛け

て結成大会を締めくくった。

定期交流においては、８月７日に、北京の中華

全国総工会本部会議室で、IMF－JCと中国金属工

会との定期交流会議が開催された。会議には、中

国国防郵電工会の董秀彬主席、中国機械冶金建材

工会の架樋副主席ら７名、IMF－JC側から西原浩

一郎議長をはじめ三役ら９名が参加した。両組織

の代表による挨拶では、西原議長から、ILO理事

への労働側代表として中華全国総工会の代表（江

広平国際連絡部部長）が選出されたことに触れた

ところ、彰副部長より、「IMF－JCの協力も得て、

国際労働運動の健全な発展のために尽力していき

たい」との返答があった。会議では、最初に中国

側から中国国防郵電工会の董秀彬主席および中国

機械冶金建材工会の架樋副主席から、それぞれ組

織機構の紹介、重点活動などについて報告を行い、

日本側から、IMF－JCおよび各産別の報告を行っ

た後、質疑応答と意見交換を行った。質疑応答で

は、中国側から労働時間や生産計画への労働組合

の関与、最低賃金の決定の仕組み、賃金引き下げ

の場合の団体交渉の方法、日本側から総工会や産

別による団体交渉への指導の具体的な内容、スト

ライキを行う際の判断の仕組みなどについて質問

があり、意見交換を行った。閉会のあいさつの中

で、架樋副主席は、「この定期交流を今後も継続

する」「政府、経営者、現場を訪問し、実践的な

交流プログラムとしたい」「相互の接触を緊密に

し、それぞれの組織の組合員がどう考えているか

意見交換したい」と提案した。西原議長は、「定

期交流は継続する」「より効果ある交流のプログ

ラム開発していきたい」と返答した。北京での交

流会議終了後、IMF－JC訪中団は翌日四川省成都

に移動し、発電機械製造企業である東方電機公司

を訪問、工場見学と企業工会との意見交換を行っ

た。

英文略称をIMF－JCからJCMに変更
６月にIMFが解散し、新たにインダストリオー

ルが結成されたことに伴い、金属労協（IMF－

JC）も2012年９月の第51回定期大会で、結成以来

使ってきた英文略称IMF－JCを「JCM」と改称し

た（日本語略称「金属労協」はそのまま）。

インダストリオール自動車作業部会が、９月11

〜13日、ロシア・サンクトペテルブルクで、15カ国、

及びIMF本部から代表72名が参加して開催され

た。JCMからは市ノ渡自動車総連副事務局長、佐

藤同国際局長、JCM平川事務局次長が参加した。

自動車部会長であるキングUAW会長は米国大統

領選挙対応のため欠席した。会議では、「自動車

部門におけるTNC労組ネットワークとIFAの取り

組み状況」について代表事例を報告しあった後、

各国報告では、「組織化」、「非正規労働者への対

応」等について取り組みの情報交換を行った。そ

の他、「自動車市場の将来的な見通し」、「電気自

動車が自動車産業に与える影響」、「ロシアの組合

及び、社会、政治状況」等について基調報告と質疑・

意見交換を行った。会議後、参加者は、サンクト

ペテルブルクのGM工場を訪問し、工場見学と労

使との懇談を行った。

10月17〜18日、ドイツ・フランクフルトで、イ

ンダストリオール「グローバル枠組み協約（GFA）

と労働組合ネットワークに関するグローバル会

議」が「過去の見直しと未来へ向けて」をテー

マに開催され、JCMから平川秀行事務局次長を

はじめ４名が参加した。会議では、GFAとMNC

労組ネットワークに関する旧３GUF加盟組織の

取り組み、考え方を整理し、今後インダストリ

オール全部門に適用できるものとするための議論
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を行った。

JCMが主催する国際労働研修プログラムの第７

回は、10月28日〜11月３日、インド・ニューデリー

および近郊で海外実地研修を実施した。今回は産

別から22名が参加、JCM本部から平川事務局次長、

岩井国際局部長の２名が随行した。現地研修では、

①インド日本人商工会議所との懇談。②在インド

日本大使館で塚田経済公使による「インドの政治・

経済・社会状況一般」「在留日本人の安全確保の

取り組みや、日系企業における労使紛争への対応」

についての講演・質疑応答。③日本・インド金属

労働者交流会議：インドからは、INTUC（イン

ド全国労働組合会議）とHMS（ヒンドゥ・マズ

ドゥール・サバ：インド労働者組織）の金属労働

組合を中心とした産別・企業別労働組合の幹部が

参加。「会社との日常的な話し合い」「組合員との

コミュニケーション」についてインドと日本双方

から組合での事例報告を行い、質疑応答・意見交

換を行った。④工場見学では、エスコーツとJCB

の２社の工場見学と労使との懇談を行った。⑤イ

ンダストリオール南アジア地域事務所の新事務所

を訪問し、ラオ地域代表より、南アジア地域事務

所の管轄範囲や主な活動内容とインドの労働運動

の歴史について講演を受け、質疑応答を行った。

定期協議では、第14回北欧産業労連／ JCM金

属労組定期協議が、11月５〜６日、東京・九段下

のホテルグランドパレスで開催された。JCMから

は、11月５日はJCM三役、事務局次長の計10名が

参加、６日はJCM議長、産別書記長・事務局長を

中心に10名が参加。他に産別国際・政策担当がオ

ブ参加した。開会挨拶で西原JCM議長は、今年６

月コペンハーゲンで開催したインダストリオー

ル・グローバルユニオン結成大会をホストした北

欧金属労組代表に感謝の意を伝え、北欧諸国労組

から東日本大震災に際して連帯メッセージや義援

金を頂いたことに改めて感謝した。アルヴェ・バッ

ケ北欧産業労連会長からは「会議での議論を通じ

て相互議論を深めたい、北欧金属労組にとって日

本との協力は重要な位置づけであり、実りある会

議にしたい」と挨拶した。定期協議は３年おきに

開催しているが2009年にストックホルムで開催し

た前回定期協議以降、両組織を取り巻く情勢は、

インダストリオール・グローバルユニオン結成を

はじめ、欧州では財政・金融危機、日本国内では

東日本大震災など非常に大きな変化があった。今

回の定期協議では、これらの状況を踏まえ、「両

国の政治経済労働情勢および女性参画について」

「産業の空洞化と雇用維持について」「インダスト

リオール諸活動への参画について」「環境とエネ

ルギー政策に関する意見交換」の４つの議題を中

心に報告、意見交換、議論を展開した。

定期協議終了後、北欧産業労連代表団は11月７

日には東日本大震災の被災地である仙台市を訪問

し、連合宮城金属部門代表との懇談、東北電機製

造㈱の労使との懇談、事業所見学を行った。

地域活動においては、12月11日にはインダスト

リオール結成後初めてのアジア太平洋地域執行委

員会が、インダストリオール執行委員会前日にス

イス・ジュネーブで開催され、アジア太平洋地域

の組織機構・運営体制について確認した。JCMか

ら西原浩一郎議長はじめ４名が参加した。６月の

インダストリオール結成大会でアジア太平洋地域

議長に選出された西原浩一郎JCM議長が会議議長

を務めた。また、アジア太平洋地域の女性委員会

の設置に向けた議論を行った。

JCMが国内で実施している「海外での建設的な

労使関係構築」国内労使セミナーの第11回が、11

月29日、東京・文京区「全国家電会館」で、金属

労協加盟労使など166人（組合102人、会社47人）

が出席のもと、開催された。今回は国別事例とし

ては、インドネシアをとりあげ、欧州危機以降、

減速するアジア経済のなかで、安定的な成長を続

ける一方、労働組合による大規模なデモや、最低

賃金や派遣労働などがクローズアップされている
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インドネシアの労使関係の状況について理解を深

めた。プログラムでは、主催者を代表して西原浩

一郎金属労協議長の挨拶に続いて、講演「インド

ネシアの経営環境」（小尾吉弘元インドネシア

「MM2100工業団地開発会社」社長）、本部報告「最

近の海外労使紛争事例と海外労使関係、国際労働

運動の動向」（岩井伸哉金属労協国際局部長）を

行い、全体討議をパネル形式で質疑応答・意見交

換（パネリスト小尾吉弘氏、岩井伸哉、モデレー

ター平川秀行金属労協事務局次長）を行った。セ

ミナーのまとめを若松英幸金属労協事務局長が

行った。

2013年　平成25年
初の「建設的な労使関係構築に向けたタイ労
使ワークショップ」開催
2013年２月８日に、JCM主催で「建設的な労使

関係構築に向けたタイ労使ワークショップ」をタ

イ・バンコクで初開催した。これはインドネシア

で行ってきた労使ワークショップを同様に日系企

業の進出が著しいタイで実施したものである。

JCMから若松英幸事務局長をはじめ８名が参加

し、現地労使を中心に約130名が参加のもと、タ

イの日系企業の建設的な労使関係構築に向けた課

題等について現地日系企業の経営者と労働組合の

代表が率直に意見交換を行った。若松JCM事務局

長の挨拶に続き、平川JCM事務局次長が主要参加

者を紹介した。その後若松JCM事務局長、チャー

リー・ロイソンTEAM会長、マニット・プロムカレー

クンALCT事務局長および、経営側から吉原茂充

フジツウ・ゼネラル・タイランド常務よりそれぞ

れ基調報告を受けた後、報告者をパネラーにして

パネル形式で、会場からの質問、意見を受けながら、

日系企業における建設的な労使関係を構築するた

めの課題について率直な意見交換を行った。

国際連帯キャンペーンでは、２月22日に、イン

ダストリオール・メキシコ行動デーに、日本のイ

ンダストリオール加盟３組織を代表して、JCMの

西原浩一郎議長、平川秀行事務局次長、高城牧子

国際局主任の３名がメキシコ大使館を訪問し、ホ

セ・ルイス・デルガード二等書記官（政治・情報

部長）らと面会し、３組織の共同要請書簡を手渡

し、要請行動を行った。

４月21日にはシンガポールのNTUCダウンタウ

ンイーストで、第１回アジア太平洋地域女性委員

会を開催し、JCMから西原浩一郎議長をはじめ８

名が参加した。会議では、「インダストリオール・

グローバル女性委員会機構案に関する報告・議論」

「アジア太平洋地域女性委員会の機構とメンバー

構成」「議長・副議長の指名および選出方法」「イ

ンダストリオールの女性労働者とアジア太平洋地

域に関する活動計画に関する議論」を中心に議論

した。

引き続き、４月22日にインダストリオール・ア

ジア太平洋地域執行委員会が、シンガポールで開

催された。会議にはインダストリオール・アジア

太平洋地域執行委員・代理委員、加盟組織代表、

インダストリオール本部から計47名が出席した。

JCMからは西原議長、若松事務局長をはじめ、加

盟産別代表ら計10名が参加した。会議はアジア太

平洋地域議長の西原JCM議長が座長となり開会、

「アジア太平洋地域機構確認事項」の最終案を配

布し確認した。今後のスケジュールを確認した後、

地域事務所の活動について、東南アジア、南アジ

ア両地域事務所の代表から報告を受け、意見交換

を行った。

４月22〜23日には、シンガポールのダウンタウ

ンイーストでJCMが主催する第６回アジア金属労

組連絡会議が開催された。会議には、アジア太平

洋地域のインダストリオール加盟組織のうち、旧

IMF加盟組織の代表者61名、インダストリオール

本部および地域事務所、オブザーバーが参加した。

会議では、「金属産業の状況及び、各国金属産業

労組の活動について」、「アジア太平洋地域におけ
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ダストリオールの活動の優先事項、特にICT電機・

電子部会における活動を中心に報告と提案を行っ

た。最後に、有野部会長が会議の成果として、「輸

出加工区など労働者の権利や労働組合権が制限さ

れている地区での労働組合強化と組織化促進」、

「労働者の基本的権利や労働組合権に関する調査

拡大」「部会会議への女性参加割合30％を達成す

る」など10項目をまとめ、参加者全員で確認した。

インダストリオール女性委員会は、５月27日、

ドイツ・フランクフルトのIGメタル会議室で行わ

れ、18カ国29組織から38名の女性、インダストリ

オール本部・地域事務所から15名、男性オブザー

バー８名、合計61名が参加。日本からは平川秀行

JCM事務局次長、高城牧子国際局主任、UAゼン

センから郷野晶子国際局長、檀上亜都子国際局副

部長の計４名が参加した。会議では女性委員会の

機構について議論を行い、議長・副議長を選出し、

活動プログラムについて意見交換を行った。女性

委員会議長に南アフリカ金属労組（NUMSA）の

クリスティーナ・オリビエ、副議長にカナダ専門

職従業員労組（COPE）のグウェン・ファレルが

選出された。活動プログラムについては「母性保

護」「暴力の根絶」「リーダーシップ」「生活賃金」

「女性機構の強化」「産業部門へのリンク強化」「同

一賃金」「不安定雇用」等が掲げられ、女性委員

会の世界会議を2015年９月にルーマニアで開催予

定であることが報告された。

インダストリオール財政委員会は、2013年５月

28日、ドイツ・フランクフルト（IGメタル会議室）

で行われ正委員８名、オブザーバー 14名、インダ

ストリオール本部10名、合計32名が参加。目本か

らは西原浩一郎JCM議長、島田尚信UAゼンセン

副会長、他オブザーバー５名の計７名が参加した。

会議ではユルキ・ライナ書記長から「2012年度財

政報告」があり、加盟費収入が約1,540万スイスフ

ラン、支出が約1,520万スイスフラン、加盟費で活

動費を賄える健全な財政状況であったことが報告

る強力な労働組合構築に向けて」、「各国における

組織化の取り組み、及び旧３GUFの状況」につい

てインダスリオール本部報告、各国報告、全体討

議を通して議論を深めた。また、「最低賃金の動

向と課題」では、インドネシア、日本、韓国、マレー

シア、フィリピン、タイから報告を受け、全体討

議を行った。最後に「次回のアジア金属労組連絡

会議」については、若松JCM事務局長から「JCM

としてはアジア太平洋地域の金属部門労組を対象

にしたアジア金属労組連絡会議を引き続き開催し

ていきたい。また、日本のインダストリオール加

盟組織であるインダストリオール・JAF、UAゼ

ンセンにおいても同様のアジア地域での会議を

持っているのでそことの連携の可能性も視野に入

れて取り組んでいきたい」等との提案を行い、次

回に検討することにした。

４月24日にはシンガポールでインダストリオー

ルICT電機・電子運営委員会が開催され、会議に

は同部会長の有野正治JCM副議長（電機連合委員

長）、松崎寛インダストリオールICT電機・電子

部会部長の他、９カ国およびインダストリオール

本部・地域事務所より36名が参加。JCMからは、

若松JCM事務局長、浅沼電機連合書記長をはじめ

４名が出席した。会議では、「セクターにおける

現状およびグローバルな傾向」についてインダス

トリオール本部報告（松崎部長）の後、各国報告

では日本（浅沼電機連合書記長）と欧州の「電機

産業の状況」の報告を受けた。「組織化と不安定

労働に対する闘い」については、オーストラリア、

インドネシア、タイ、フィリピンから、各国の電

機電子産業の労働者や労働組合が直面する課題に

ついて報告した。「持続可能な産業と職場の促進」

については、「インダストリオール産業政策」の

報告（松崎部長）の後、各国報告では、日本から「電

機連合の政策・制度の取り組み」（岡本書記次長）

について報告した。「2013〜2016年に向けた優先

事項と戦略」については、松崎部長が今後のイン
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された。有価証券への投資についても過去４年間

思わしくない結果が続いたが、2012年度は6.32％

の利益が計上された。2012年度の加盟費納入は旧

IMFとICEM加盟組織だけで、旧ITGLWFは2013

年度中に清算を終え、インダストリオールに会計

上も統合されるとの説明があった。

JCMが主催する「建設的な労使関係構築に向け

たインドネシア労使ワークショップ」の第４回は、

７月２日、インドネシア・ブカシ「MM2100会議室」

で、インドネシアの労働組合から54名、日系企業

経営側から64名（うち日本人33名）、JCMなど計

125名が参加して開催された。JCMから若松英幸

事務局長をはじめ４名が出席。主催者を代表して

若松事務局長の挨拶の後、来賓としてハリアニ労

働移住省労使関係局長が挨拶を行い、「労使関係

構築を促進するこのワークショップのような機会

は非常に貴重であり、今後も継続し、金属部門だ

けでなく他の産業分野での労使の枠組みの手本と

なって欲しい」との要望を述べた。基調報告は

JCMより若松事務局長が、経営側より小尾吉弘

BFIE副社長が、労働側を代表しサイード・イク

バルFSPMI会長がそれぞれ行った。質疑応答では、

労働組合側参加者より、市民団体法に対する労働

組合の懸念、一部の日系企業での低賃金問題や違

法アウトソーシングの問題への日本の労働組合の

対応などが提起された。経営側参加者からは、労

使で生産性向上に協力していくことへの呼びかけ

や、違法ストライキ等の法律に違反する労働組合

活動への批判が提起された。また、LOMENIKの

デディ・スヘンディ会長が、このワークショップ

をブカシに加えカラワンなどの他の地域での開催

を検討してもらいたいとの要望を提起した。終わ

りに、若松事務局長が挨拶を行い、このワーク

ショップを今後も継続していくことを確認した。

定期協議では、日韓金属労組定期協議が10月23

日午前、横浜のワークピア横浜で開催された。韓

国側からキム・マン・ジェFKMTU委員長をはじ

め11名、各産業別協議を含めると総計32名が参加

した。JCMからは西原浩一郎議長をはじめ三役、

事務局次長ら16名、産業別協議を含めて総計46名

が参加した。議題１では「両国の政治・経済・労

働情勢」について、JCMから若松事務局長が報告

し、相原副議長が自動車産業について、眞中副議

長が機械産業について補足の報告を行った。韓国

からジョン・ジョン・ドク政策企画本部長が報告

した。質疑応答では、日韓両国の定年制度の比較

の現状と課題などについて意見交換した。議題２

「最低賃金」についての報告を井上JCM事務局次

長とジュン・テ・ギョFKMTU広報次長が行った。

質疑応答では、日韓双方から、最低賃金制度の現

状と課題について数多くの質問が出され、理解を

深め合った。午後は、電機電子産業と鉄鋼・造船・

非鉄産業、電線産業の3つに分かれて日韓産業労

組協議が行われた。

JCMが主催する国際労働研修プログラムの第８

回が、10月27日〜11月２日、タイのバンコク、サ

ムトプラカーンで、JCM加盟組織より31名（うち

女性参加者は、自動車総連、電機連合、JAM、基

幹労連よりそれぞれ１名ずつ計４名）、JCMから

は平川秀行事務局次長、岩井伸哉国際局部長が同

行して、開催された。プログラムでは、①タイの

労働情勢や労使関係について、政府（行政）、経

営者、労働組合それぞれの視点から知るために、

10月28、29の両日で、在タイ日本大使館、JETRO

（日本貿易振興機構）タイ事務所、ACILS（アメ

リカ国際労働連帯センター：ソリダリティセン

ター）タイ事務所、JILAF（国際労働財団）タイ

事務所、ECOT（タイ経営者協会）、タイ労働省

をそれぞれ訪問し、懇談の機会を持った。10月30

日には、タイの金属産業の労働組合であるTEAM

（タイ電子・電機機器・自動車・金属労働者総連合）

とALCT（タイ自動車労働会議）の２組織と共に、

「日タイ金属労組交流会議」をバンコク・バンナー

で開催、「会社とのコミュニケーション：日常的
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た。なお、会議後はトヨタ自動車（株）元町工場

の見学、並びに全トヨタ労連との懇談を実施した。

インダストリオールの女性活動では、アジア太

平洋地域女性委員会が、12月３日、スイス・ジュ

ネーブ（ILO会議室）で開催された。会議にはア

ジア太平洋地域から20名が参加した。４月にシン

ガポールで開催された第１回アジア太平洋地域女

性委員会においてインダストリーアジア太平洋地

域女性委員会議長に日本の郷野晶子UAゼンセン

国際局長、副議長にインドネシアのワティ・アン

ワルFSPMI事務局次長を選出後初の委員会となっ

た。今回の会議では「執行委員会の正委員・代理

委員によって代表されていない地域や部門への対

応」について議論が行われた。アジア太平洋地域

には206の加盟組織があり、そのうち連帯支援を

必要とする途上国が30％という状況報告があり、

どうすれば会議への女性参画率30％を担保出来る

かについて、今後本部と予算の調整を行い、会議

規模・会議参加の条件についてルールを確認して

いくことにした。「今後の女性活動」については、

優先順位の高い活動として「国レベルでの女性委

員会設置」「地域レベルでのリーダーシップ訓練

コース開催」が郷野議長から提案され、議論した。

インダストリオール・アジア太平洋地域執行委

員会は、12月３日、ジュネーブで、アジア太平洋

地域執行委員・代理、オブザーバー、インダスト

リオール本部・地域事務所から合計28名が参加。

日本からは、JCMの西原議長をはじめインダスト

リオール・JAF、UAゼンセンの島田・郷野氏ら

７名が参加。開会挨拶で西原アジア太平洋地域議

長は「インダストリオールが結成されて１年半が

経過し、2016年の大会に向けたこれからの１年間

は戦略的な活動計画を立て、優先順位を絞った活

動を展開して成果を出すことが求められており、

執行委員は加盟組織及び地域の代表として、これ

らの議論に積極的に関与し、アジア太平洋地域の

意見を反映させていく責任を担っている」と述べ

な会社との話し合いの仕組み」および「組合員と

のコミュニケーション：職場におけるコミュニ

ケーションと労働組合員の意識」について、

JCM、TEAM、ALCTそれぞれが報告し、質疑応

答によって理解を深めた。さらに10月31日にパナ

ソニック・タイランド、11月１日にニッサン・モー

ター・タイランドを訪問し、工場見学と労使との

懇談を行った。またタイの金属産業の産別労働組

合の活動について理解を深めるため、TEAMと

ALCTそれぞれの本部を訪問、懇談した。

JCMが半年に１回ずつ開催している「海外での

建設的な労使関係構築」国内労使セミナーの第13

回は、11月15日、東京・八重洲のアットビジネス

センターで、金属労協加盟労使など143人（組合

114人、会社29人）が参加し、開催された。今回は、

東南アジアにおける最低賃金の動向について分析

すると共に、国別事例としては「中国」について

取り上げた。西原議長の挨拶の後、講演①「アジ

アにおける最低賃金の状況」（青山学院大学法学

部教授藤川久昭氏）、講演②「中国の労働法と労

働事情、労使関係の現状」（森・濱田松本法律事

務所弁護士江口拓哉氏）、本部報告「最近の労使

紛争事例」（岩井伸哉国際局部長）を行い、セミナー

のまとめを若松事務局長が行い閉会した。

定期交流では、中国金属工会との交流会議が、

11月22日、名古屋「キャッスルプラザ」で開催さ

れた。西原JCM議長の歓迎の挨拶の後、張波中国

機械冶金建材工会主席は開会挨拶のなかで、2013

年３月の習近平政権の成立について触れ、「習総

書記が就任直後に中華全国総工会を訪問したこと

や中華全国総工会代表大会の開会式に習総書記や

李克強総理が出席したことなどから、習政権の工

会に対する期待は大きい」とし、「工会もその期

待に応えるよう努力している」と述べた。会議で

は、日中双方から「両国の政治、経済、社会、労

働情勢」について報告した。その後質疑応答を行っ

た。最後に日中双方の代表者が閉会の挨拶を行っ
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ヌカーリークン会長から同様のテーマで講演した

後、参加者からの活発な質疑応答、意見交換が行

われた。ワークショップの結論とりまとめとして、

「労使共通の認識として、建設的な労使関係の構

築には、このような機会を継続して実施すること

が重要である」等のコメントが労使代表から述べ

られ終了した。

JCMが主催する第７回アジア金属労組連絡会議

が、４月10〜11日、ベトナム・ホーチミン市でア

ジア太平洋地域15カ国の金属産業労組（インダス

トリオール加盟の旧IMF加盟組織を中心に）20組

織の代表71名が参加して開催された。中華全国総

工会より初めてオブザーバー２名が参加した。「イ

ンダストリオール報告」（松崎部長）では、15部

門ある産業別部会の重点取り組みなどを説明。「地

域の取り組み」として東南アジア・南アジア両地

域事務所長から、組織化や労働者の権利の保護な

どの加盟組織の活動への連帯支援活動や、労使紛

争の状況を中心に報告した。その他、「金属産業

の状況」、「組織化活動」、「不安定労働」、「アジア

太平洋地域大会に向けて」について、各国から報

告を受け、議論した。

インダストリオール・アジア太平洋地域女性委

員会は、５月14日、タイ・バンコクで、アジア太

平洋地域女性執行委員７名、オブザーバー 10名（含

むJCM平川事務局次長、高城国際局主任）、イン

ダストリオール本部／地域事務所13名、計30名が

参加して開催し、委員の確認、アジア太平洋地域

女性会議の準備について議論した。

引き続き、５月14日には、初のインダストリオー

ル・アジア太平洋地域女性会議が、タイ・バンコ

クで、14カ国・42組織から66名、オブザーバー７名、

インダストリオール本部・地域事務所から13名、

計86名が参加して開催された。日本からはJCM

９名、インダストリオール・JAF６名、UAゼン

セン４名の19名が参加した。会議では、「職場に

おける安全衛生」「不安定労働と組織化」「母性保

た。会議では各国・各地域の活動報告を行うと共

に、2014年５月に開催するアジア太平洋地域大会

についても議論した。ユルキ・ライナ書記長が12

月４日から開催する執行委員会で議論する2016年

までの目標と基本戦略（戦略的レビュー）の５つ

の基本戦略（組合構築、グローバル資本への対抗、

労働者権利の擁護、不安定雇用、持続可能な産業）

を各地域大会共通のテーマとしたいとの説明が

あった。

2014年　平成26年
初のアジア太平洋地域大会を開く
JCMが主催する「建設的な労使関係構築に関す

るタイ労使ワークショップ」の第２回は、2014年

１月21日、タイ・バンコクの「メイプルホテル」

で経営側44名（うち日本人28名）、労働組合側53

名（TEAM19名、ALCT34名）、JCM事務局など

総計110名が参加して開催された。冒頭、主催者

を代表して若松JCM事務局長が挨拶した後、引き

続き、基調講演1として「前回の労使ワークショッ

プの振り返りと、建設的な労使関係構築に向けた

タイの日系企業労使に対する期待」と題して講演

した。基調講演２－１ではタイ労働組合TEAMの

チャーリー・ロイソン会長から「労働組合の視点

から見たタイの労使関係と日系企業経営側に対す

る認識と、建設的な労使関係構築に向けたTEAM

の取り組み、及び経営側への期待と要望」につい

て、基調講演２－２としてALCTのマニット・ポ

第7回アジア金属労組連絡会議（2014年４月10〜11日、ホーチミン）
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護」「女性のリーダーシップ」の４つのテーマに

ついてパネルディスカッション、参加者間の意見

交換を行い、「女性に関する決議」を採択した。

５月15日には、インダストリオール・アジア太

平洋地域執行委員会を開催、アジア太平洋地域の

執行委員および代理委員18名、傍聴６名、インダ

ストリオール本部５名および地域事務所８名、計

37名が参加して開催された。会議では、ユルキ・

ライナ書記長から2016年11月開催の第２回インダ

ストリオール世界大会の開催場所は2014年末の執

行委員会で決定すること、この世界大会に向け、

アクションプランの作成や、規約の改正などの準

備作業のために作業部会の設置が必要であるこ

と、加えて、ラテンアメリカ＝カリブ海地域大会

において、インダストリオールの活動において最

低40％の女性代表を割り当てることなどが提案さ

れたこと、また今回の地域大会に２本の決議案が

提出されていること、などが報告された。ラオ・

サルデ南アジア地域事務所所長とアニー・アドビ

エント東南アジア地域事務所所長が各地域の活動

について報告した。各国におけるインダストリ

オール加盟組織間の協力・連携の構築の活動、さ

らにはインダストリオール加盟組織協議会結成に

向けた活動について焦点があてられた。郷野アジ

ア太平洋地域女性委員会議長が、前日に開催され

た地域女性会議の報告を行った。

初のインダストリオール・アジア太平洋地域大

会は、2014年５月15〜16日、タイ・バンコクで、

20カ国166名（うち女性55名）、JCM参加者20名（う

ち女性７名）インダストリオール・JAF参加者16

名（うち女性５名）、UAゼンセン参加者19名（う

ち女性３名）が出席して開催された。開会に先立

ち、バングラデシュのラナ・プラザでの事故の犠

牲者やトルコのソマ炭鉱での事故の犠牲者など、

職場災害の犠牲となった労働者のための黙とうを

行った。開会では、西原浩一郎アジア太平洋地域

議長、ヨンユット・メンタパオCILT（タイ産業

労働総連合）暫定議長、鈴木則之ITUC－AP書記

長、浦本義輝ILO書記次長兼アジア太平洋総局長

が挨拶した。会議では、2013年12月に開催した執

行委員会で確認された５つの優先項目に沿って議

論し、アジア太平洋地域の優先課題を明確にした。

アジア太平洋地域における優先課題として、①労

働運動への女性参画の拡大、②組織化の障害とな

る労働組合つぶしなど労働組合権侵害への対応、

③最低賃金引き上げの取り組み、④ASEAN自由

貿易協定などの二国間・多国間協定およびTPPへ

の対応、⑤効果的な労使対話の構築、⑥各国にお

けるインダストリオール加盟組織間の団結構築と

加盟組織協議会結成の努力、⑦良質で持続可能な

雇用のための労働組合が関与する産業政策立案と

実施、⑧不安定労働の廃絶と非正規労働者の組織

化、が挙げられた。また、2016年に開催予定の第

２回インダストリオール世界大会について本部報

告と今後の進め方をユルキ・ライナ書記長が報告

した。地域大会では、「女性に関する決議」及び「バ

第１回インダストリオール・アジア太平洋地域大会（2014年５月、
バンコク）

第１回アジア太平洋地域大会に出席するJCM代表団
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ンコク宣言」が提案され、賛成多数で採択された。

JCMと中国金属工会との定期交流会議は、６月

12日、北京「職工之家飯店」で開催された。交流

会議は日中双方の代表者による挨拶で開始した。

董主席は挨拶の中で「日中の両組織は、労働者の

権益保護のための活動にそれぞれ懸命に取り組ん

でいる」「両国政府の間では様々なことが起こっ

たが、労働組合間の関係には何ら問題は無い。今

後も友情を深めていきたい」と述べた。西原議長

は、「政治的には国と国の間で動きがあるが、労

働組合としては国民・人民の福利厚生を高めてい

くという共通の目標を目指して連携して取り組ん

でいくことが重要である」と述べた。続いて、日

中双方から「両国の政治、経済、社会、労働情勢

について」および、組織化している産業の抱える

課題を中心に報告した。中国側からは、董主席か

ら中国の全体の状況について及び中国国防郵電工

会について、江主席から中国機械冶金建材工会に

ついての説明があった。JCMからは、若松事務局

長から日本の全体の状況、各産別トップから各産

業の状況や課題について説明を行った。質疑応答・

意見交換では、中国からは中国の抱える産業の課

題（鉄鋼、造船等の過剰生産能力調整、組織化、

非正規労働者や格差問題など）への日本における

対応策についての質問が多く出された。

第５回「建設的な労使関係構築に向けたインド

ネシア労使ワークショップ」は６月17日、インド

ネシア・ブカシで開催された。今回のワークショッ

プには、現地経営側から40名、現地労組代表者70

名、日本から自動車総連車体部品部会18名など合

計150名が参加した。労使ワークショップでは、

若松JCM事務局長、ルモンダン労働移住省労使関

係局長からの挨拶のあと、JCM、インドネシア経

営側、インドネシア労働側代表から、それぞれ建

設的な労使関係構築のための労使の課題について

基調講演を行った。この後、基調講演に対する質

問・意見が活発に行われた。閉会の挨拶の中で若

松事務局長は、「建設的な労使関係構築のために

は、この種のワークショップを10年、20年と継続

して取り組んでいくことが重要である。JCMとし

ては、この運動をインドネシア全土に広げていき

たい。そのため、５回目を１つの区切りとして次

回は日系企業が急速に進出しているカラワンで開

催したい」等と述べた。

第14回「海外での建設的な労使関係構築」国内

労使セミナーは７月４日、電機連合会館で金属労

協加盟労使など150人（組合119人、会社31人）が

参加して開催された。このセミナーは、海外にお

ける中核的労働基準遵守の取り組み推進と海外に

おける建設的な労使関係構築に資するためのもの

で、国別事例としては、現状では政情不安が懸念

されるものの、これまで堅調な経済成長が続き、

また日本からの投資も盛んな「タイ」について取

り上げた。西原議長の挨拶に続いて、元JETROバ

ンコク事務所・海外投資アドバイザーの矢島洋一

氏より、「タイ経済及びタイの労働事情」と題し

た講演を受けた。矢島氏は海外事業立ち上げ、タ

イでの現地法人の経営など、長年のアジア地域で

の経験を踏まえ、国民性、文化、民族性などの観

点からのタイ経済、労使関係、労働組合の現状を

中心に講演した。次いで、金属労協の平川事務局

次長、自動車総連の佐藤国際局局長、全本田労連

の長田事務局次長から、JCM、産別、単組それぞ

れの視点から、自動車産業労組における多国籍企

業労組ネットワーク構築にあたってのこれまでの

JCM・中国金属工会定期交流会議（2014年６月12日、北京）
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取り組み、今後の課題について報告を行った。最

後に、金属労協の岩井国際局部長より、タイにお

ける労使紛争事例を取り上げ、建設的な労使関係

構築の重要性、及び関係構築にあたってのJCMの

これまでの取り組みを紹介した。

インダストリオールGFA作業部会は、６月24日、

スイス・ジュネーブで行われ、作業部会委員17名、

オブザーバー３名、インダストリオール本部13名、

JCMからは西原議長・若松事務局長・高城国際局

主任が参加した。会議では、冒頭、事前に委員か

ら推薦のあった２名の共同議長を選出した。続い

て、ケマル・ウズカン書記次長が、インダストリ

オールが締結している44のGUFについて、産業別

にネットワークの構築の状況と共に説明を行っ

た。会議では主に「GFAの主要項目」「手続き」

について活発な議論が行われた。

インダストリオール執行委員会は、６月25〜26

日、スイス・ジュネーブで執行委員・委員代理50名、

オブザーバー 90名、インダストリオール本部37名、

地域事務所12名、プロジェクト・コーディネーター

７名の合計196名が参加、JCMからは西原浩一郎

議長をはじめ３名が参加して開催された。会議で

は、フーバー会長が開会挨拶冒頭で、「2016年の

大会に向けた目標と基本戦略の議論は、執行委員

会の重要なテーマであり、我々の使命は世界中の

労働者の力を結集することだ」と述べた。また、

「2016年の大会に向けて、新加盟費を決めなけれ

ばならず、全加盟組織が金額に関わらず財政面で

貢献することが重要だ、同時に執行委員会の規模、

女性参画についても建設的に話し合われる時期に

ある。会議の規模を大きくするだけでは目的は達

成されない、インダストリオールを強くできるか

は皆さんと一緒に取り組むことができるかにか

かっている」と述べた。会議では「執行委員会以

降の行動と進展」、「戦略的レビューのフォロー

アップ」、「組織化・グローバル資本への対抗およ

び主要な戦い」、「2016年の第２回大会の準備」で

は、開催地は12月の執行委員会で決定することを

確認した。「将来の行動計画と規約変更案」の議

論では冒頭、ライナ書記長が2016年大会で自らが

書記長選に出るつもりはないと言及した。「財政

問題」、「管理問題」では、新規加盟申請について

報告が行われた。このほか、議題８では、エネル

ギー部会に男女１名ずつの共同部会長を選出した

こと、本部・地域事務所スタッフの退任・新規雇

用が報告された。

JCM50周年行事に17カ国29組織43名が出席
９月２日に、金属労協第53回定期大会を、都内

品川のグランドプリンスホテル新高輪で開催し、

2015〜16年度運動方針を決定すると共に、役員選

挙を行い、西原浩一郎議長、若松英幸事務局長の

勇退に伴い、相原康伸第10代議長（自動車総連会

長）、浅沼弘一第６代事務局長（前・電機連合書

記長）を軸とする新役員体制を承認した。

第53回定期大会につづいて、金属労協50周年記

念行事として、毛利衛氏（宇宙飛行士／日本科学

未来館館長）を講師として「文化としての科学技

術、宇宙からの視点」をテーマとする記念講演の

後、結成50周年記念レセプションを開催した。こ

こには、海外からはベルトホルト・フーバー会長、

ユルキ・ライナ書記長をはじめ、インダストリオー

ル・グローバルユニオンの本部・地域事務所、並

びに加盟組織の代表、更には、友誼組織として中

国金属工会の代表の方々、合わせて17カ国・地域

から29組織、43名が参加した。

金属労協第53回定期大会に参加した海外来賓（2014年９月２日、東京）
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5. 最近20年間の組織強化活動の軌跡（1994〜2014年）

1994年９月第４次「基本政策検討委員会」
答申
1991年９月に基本政策検討委員会を設置し、「あ

り方委員会答申」（1990年９月第29回定期大会に

て報告）をベースに、金属労協の基本政策路線を

策定すべく討議を重ね、結成30周年を迎えた1994

年９月定期大会に「基本政策検討委員会」答申を

承認した。

〈基本政策検討委員会答申の概要〉

1）大産別組織の認識をもとに「協議会」組織として

質・量の充実を図る

（1）「連合」の「産業別部門連絡会」の展開と大

産別組織の関係（略）

（2）「協議会」組織で大産別の機能を強化

①�金属労協を名実共に大産別組織とするために

は、組織原理を「協議会」から「連合会」に

発展させるとの道もあるが、諸条件は未成熟

であり、金属労協は引き続き「協議会」組織

として、その運営において質量の充実を図り、

「大産別」の機能を実質的に果たせるよう前

進していく。

②�金属労協を構成する産業別組織は、自らの産

別機能を充実し組織の強化拡大を図ると共

に、金属労協の運動を通じてさらに産別組織

相互の信頼関係を高め、金属労協の大産別と

しての機能・役割を強めていく。

③�金属労協の主要な運動の一つである生活改善

闘争において、共闘を一層前進させ相乗効果

を発揮するため、構成産別の取り組み方針に

おける共通項を拡大するよう進めていく。

2）金属労協は「連合」の「産業別部門連絡会」の発展

を期待し協力する

金属労協が大産別組織の認識に基づいて運動を

進めるためには、「連合」の「産業別部門連絡会」

1. 組織体制の整備と組織強化
活動の推移

＜1994年＞
結成30年、組織人員268万人でピーク迎える
1994年９月の第33回定期大会では、「新しい経

済・社会システムの推進」、「新しい時代に向けた

金属労協の組織と運営」を掲げた運動方針を決定

した。役員体制では、1988年９月から３期６年間

第２代事務局長を務めた梅原志朗事務局長が勇

退、第３代事務局長に阿島征夫氏（電機連合）を

選出。得本議長・阿島事務局長体制で「システム

改革」への挑戦のスタートを切った。

また、1994年９月の第33回定期大会では、「新

しい時代に向けた金属労協の組織と運動の進め

方」との副題がつけられた「基本政策検討委員会

答申」を承認した。

1994年８月末、金属労協の組織人員は、267万

8,000人へと増加し、ピークを迎えた。この年以降、

企業リストラ、経済のグローバル化の進展による

国内工場の東南アジア等への海外移転などによ

り、金属労協組織人員は減少傾向に入り、2014年

８月現在、196万人となっている。

第33回定期大会（1994年９月）で新役員を代表して挨拶する得本議長
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が強化され、その運動の展開や組織運営において

「産業部門連絡会」を単位として進められること

が望ましいし、それが「連合」の強化・発展につ

ながると考える。したがって、金属労協を構成す

る産別組織はもとより、金属労協としても金属大

産別の立場から、「連合」の運動と「産業別部門

連絡会」の組織的な発展を期待し協力していく。

3）「地方連合」への対応と金属労協の地方組織につ

いて

（1）「地方連合」への対応は「地方連合金属部門

連絡会」を軸として取り組む

都道府県における大産別としての金属組織の設

置は、1989年の金属労協の大会以降、金属労協地

区協（以下都道府県での集まりを地区協と略称す

る）が先行し、「連合」の1992年秋の中央委員会

の確認により、「地方連合」の金属部門連絡会の

設置がこれに続くことになった。1994年５月現在、

延べ数で27、内金属労協地区協が13、「連合」が

14、重複を除くと23都道府県に設置されている。

なお、金属労協は残りのすべての地域に窓口組織

を確認している。

今後の基本的な立場は、金属労協が「連合」に

産業別部門連絡会の強化を求める観点からいっ

て、基本的なあり方としては、「地方連合金属部

門連絡会」を軸として取り組むものとする。

このため、今後の「地方連合」の諸活動を前進

させるため、その運営が産業別部門連絡会を重視

したものになることが望ましい。そのためには、

すべての「地方連合」に産業別部門連絡会が、し

たがって「金属部門連絡会」が設置され、金属労

協構成産別の地方組織がすべてこれに参加し、中

核的な役割を果たすことが期待される。

大産別としての金属労協地方組織の活動分野

は、次の通りとする。

◎�都道府県別単位の政策・制度改善の運動への

積極的な参加

◎金属産業政策の積極的提言と推進

◎産業別最低賃金改善の取り組み

◎金属労組の組織拡大のための協力と調整

◎その他「連合」活動全般への協力

（2）金属労協の「地区協」は「地方連合会金属部

門連絡会」に収斂していく

①�金属労協は「地方連絡会（地連）」の指導の

もとに「地区協」の設置を進めてきた。「地

区協」は、「連合」に先行して都道府県単位

の金属労働運動の場として、「地方連合」の

活動を強化し協力するための組織として設置

してきたものであり、この立場は変わらない。

②�「地方連合」にすでに産業別の部門連絡会が

ある場合は、これに積極的に参加し活動する。

また、近い時期に設置する計画がある場合は

これに協力し設置を促進する。

③�「地方連合」において当分の間、産業別の部

門連絡会の設置が予定されていない府県で地

区協の設置が必要と判断される場合は、その

地連と構成する組織の合意と納得のもとに設

置していく。

④�地方連合に金属部門連絡会があり、金属労協

地区協もある場合は、原則として連合金属部

門連絡会に収斂していくものとする。しかし、

２つの組織の存在が必要と判断される場合は

機関運営や財政において無駄のないように効

率的に運営していく。

⑤�その地方（地連）の地域的な労組の組織事情

や産業構造の実態から、県単位の金属組織を

必要としないと判断される場合は、全国的な

動向を注視し新たな情勢に対応できるよう条

件を整備していくが、窓口機能を維持し組織

づくりについては無理をしない。

⑥�組合財政の現状を踏まえ、経費負担は行事ご

との分担金方式とし、原則として会費の徴収

は行わない。

（3）地方連絡会（地連）の組織は維持し効率的運
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営を図る

①�地連は、当面従来の活動を継承しつつ、「連合」

の組織運営の発展や大産別を指向する金属労

協の組織的な進展を見極めながら、その組織

運営のあり方を検討していく。地連は、都道

府県単位の金属労協組織（金属労協地区協と

連合金属部門連絡会）との密接な連携を行っ

ていく。

②�金属の地方・地域活動の中心が「地方連合」

の金属部門連絡会に確立された段階において

も、地連は広域の活動単位として維持される

が、活動分野は広域的な調整事項に整理して

いく。

③�財政面での本部交付金は、当面現行方式とす

るが、その基準の改善について検討していく。

＜1995年＞
１月、阪神・淡路大震災に連合ボランティア
が始動
1995年１月17日に発生した阪神・淡路大震災に

おける政府の対応は、自衛隊の出動や情報収集な

どの初動で後れを取り、危機管理体制の不備が批

判を浴びたが、テレビというメディアにおける被

災者への配慮を欠いた報道姿勢に対しても警鐘が

鳴らされた。

一方、民間ボランティアの活躍はめざましく、

国内外から被災地に駆け付けた震災救援ボラン

ティアの数は、延べ130万にのぼり、若者も多く

含まれていた。この1995年は「ボランティア元年」

と呼ばれた。

阪神・淡路大震災では、金属労協傘下の工場も、

甚大な被害を受け、関連企業も含めて広範な打撃

を受けた。金属労協は、1995年３月９日から17日

の間、加盟産別である鉄鋼労連、造船重機労連と

連名で、大蔵省、運輸省、および新進党、社会党、

さきがけの各党に対して、「阪神・淡路大震災被

災事業所に対する緊急復興対策支援ならびに大型

被害対策についての要望」を行った。

また連合は、兵庫県内の連合兵庫内に現地対策

本部を設置し、全国から延べ５万人余りのボラン

ティアを受け入れ、行政の手の届かない体育館で

の救援物資の仕分け作業をはじめ、お年寄りなど

への移動風呂の開設と補助作業、飲料水の給水活

動の補助、学校など避難所のトイレ清掃や出入口

での警備、被災者の実態調査など、広範な救援活

動を展開した。連合にとって結成以来初めての本

格的な全国規模でのボランティア活動であり、連

合傘下の組合役員が１週間から２週間交代で救援

活動に参加、改めて、連合の組織力、団結の力を

各人が実感した。連合のボランティア活動には、

連合の主要産別である金属労協加盟産別・単組か

らも5,000人余りが参加し、連合の一員として復興

支援に尽力した。金属労協として被災地でのボラ

ンティア活動の状況を広く知らせるため、２月22

日〜24日、現地に職員を派遣し、現地ルポを機関

紙に特集した。この特集では英文も併記し、各国

のIMF加盟組合に知らせることに努めた。

９月、直加盟５組合が金属労協を脱退
1995年９月第34回定期大会で直加盟５組合が金

属労協からの脱退を申請、承認された。直加盟労

組８組合は金属労協結成時から単組として直接加

盟してきた組合である。金属労協としては、1981

年の「組織強化特別委員会答申」、1991年の「金

阪神淡路大震災連合ボランティア－移動風呂でお年寄りの世話をする
JCグループメンバー（1995年２月、神戸）
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属労協あり方委員会答申」において、「産別加盟」

を原則とする方針を打ち出してきた。金属労協は、

加盟産別と連携して、直加盟労組の既存産別への

加盟を促し、その結果、1989年にキャタピラー三

菱労組が造船重機労連に加盟した。1992年９月に

はコニカ労組が、従来から加盟していた連合傘下

の全化同盟一本でいくことを決定し、金属労協を

円満脱退した。1993年には三協労組が電機連合に

加盟を果たした。直加盟労組みずからも、金属労

協の「産別加盟原則」答申に対応するため、直加

盟組合を中心に作っているJCメタル労組連絡会議

を、1992年４月に連絡会議から労協体制に移行し、

JCメタル労協（桜井武議長）を結成。連合化に向

けて組織強化・拡大を打ち出し、連合体移行をめ

ざし努力してきた。しかし、実現には至らず連合

化を断念し、1995年９月の第34回定期大会で、直

加盟５組合（キヤノン労組、全岡村労連、日本オー

チス労組、小松メック労組、AT＆T情報労組）か

ら脱退申請が出され、これを承認した。

＜1996年＞
８月、非鉄連合が結成
1996年８月30日、金属労協加盟産別である非鉄

金属労連と未加盟の資源労連、三井金属鉱業労連

の３組織が、再び組織統一を果たし、新たな産別

「非鉄連合」を結成した。金属労協加盟を非鉄連

合に変更した。

＜1999年＞
９月、JAMが結成
金属労協加盟産別であるゼンキン連合と金属機

械が、1999年９月９日に組織統合し、新たな産別

「JAM」を結成した。金属労協加盟をJAMに改称

した。JAM初代会長に就任した服部光朗氏は「50

万組織にふさわしい中堅中小の労働組合と長年分

散していた機械金属産業を代表する活動を力強く

進めよう」と挨拶した。

＜2000年＞
９月、得本議長が勇退、草野忠義氏を第５代
議長に選出
2000年９月第39回定期大会で、第４代議長を５

期10年間務めた得本輝人議長が勇退、第５代議長

に草野忠義自動車総連会長が就任。金属労協の機

能と運営の改革をめざし、草野議長・阿島事務局

長の新体制がスタートした。事務局の専門局の見

直しを行い、従来の総務局、組織局、企画局、国

際局を、組織総務局、政策局、労働政策局、国際

局の４局体制に再編成した。この大会で金属労協

が打ち出した「2002年９月までに地連（地方連絡

会）を解散し、地方連合金属部門連絡会に収斂」

との方針は、連合の部門連絡会強化の方向性を受

けて、連合運動の強化・発展に向け、先行的な対

応を行っていくことを意味する。金属労協は、連

合金属部門連絡会の事務局機能を担いつつ、金属

部門の全国展開に向け、各産別との連携を強化し

活動を展開することになった。

＜2001年＞
９月、鈴木勝利氏が第６代議長に
2001年９月５日の第40回定期大会で、2002年度

活動方針を決定した。役員の一部改選では、草野

議長が次期連合事務局長に推薦されたことを受

け、第６代議長に鈴木勝利電機連合委員長を選出。

「労使合意による社会的合意形成」に向けた新しJAM結成大会（1999年９月９日、新高輪プリンスホテル）
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県別金属部門連絡会構築サポートのため地
方ブロックを設置
2002年９月〜11月の地連解散後、金属労協は各

県金属部門連絡会設置に向け、そのサポート拠点

として、金属労協本部直轄の連絡組織である地方

ブロックを全国９地方に設置した（管轄範囲は地

連と同じ）。各地方ブロックの設置年月日は、それ

ぞれの地連解散大会時とした。各地方ブロック代

表・事務局長は、金属労協主催による地方ブロッ

ク代表者会議での確認事項に基づき、地方連合金

属部門連絡会の立ち上げに向けた準備、地方連合

へのオルグ活動、地方連合金属部門連絡会の活動

充実のために、金属労協担当及び県別責任者と連

携しながら、各地方の状況に応じてサポート活動

を展開した。

2003年８月までに47都道府県中、29都道府県で

金属部門連絡会が設置された。金属労協としては、

「金属産別の地方組織が一つでもあるところには全

て金属部門連絡会を設置していく」との方針のも

と、設置に向けた取り組みを連合本部に働きかけ

ると共に、金属労協地方ブロックと連携しながら、

金属部門連絡会設置に向けた取り組みを進めた。

また、金属労協として連合に、「地連解散以後、

部門運営強化の連合方針に沿って地方金属部門連

絡会設置に向けた取り組みを全力で取り組んでい

くので、地方連合に設置促進に向け働きかけてほ

しい」旨要請を行った。

連合本部は、2002年12月６日発で地方連合事務

局長宛に草野事務局長名で、「地方連合会での部門

連絡会設置のお願い」文書を以下の通り発信した。

連合第７回定期大会で『地方連合会でも、可能

なところから産業別部門連絡会の設置を促進す

る』ことが確認されています。

今般、連合金属部門連絡会に参加している構成

組織と金属労協から、連合金属部門連絡会の地方

部門連絡会設置の取り組み要請がありました。

い運動の展開に着手した。

＜2002年＞
９地連が解散
金属労協９地方連絡会（地連）では、2000年９

月第39回定期大会で確認された「2002年９月まで

に地連を解散し、地方連合金属部門連絡会に移行

する」との運動方針に基づき、2002年９月28日の

四国地連を皮切りに11月13日の東北地連に至るま

で、全９地連が解散大会を開催し、金属労協結成

直後に設立された40年近い歴史を持つ地連の活動

に幕をおろした。以降は、地方連合金属部門の設

置と活動充実のサポート活動に特化した金属労協

直轄の地方ブロックに切り替え、これまで地連活

動を通じて培ってきた金属組織の力を各県別の地

方連合金属部門連絡会の中で発揮していくことに

なった。各地連の解散大会の日程・場所・金属労

協本部対応は以下の通り。（すべて2002年）

北海道地連：�10月24日、札幌（團野事務局長）

東 北 地 連：�11月13日、仙台（鈴木議長）

関 東 地 連：�10月28日、横浜（鈴木議長、團野

事務局長）

北信越地連：�11月10日、新潟県南魚沼（團野事

務局長）

東 海 地 連：�11月８日、名古屋（鈴木議長）

関 西 地 連：10月22日、大阪（鈴木議長）

中 国 地 連：10月16日、福山（團野事務局長）

四 国 地 連：９月26日、新居浜（團野事務局長）

九 州 地 連：�11月７日、福岡（團野事務局長）

北信越地連解散大会（2002年11月）
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ついては、下記の内容で、地方連合会での金属

部門連絡会設置への取り組みをお願いします。

記

1.�金属部門構成組織および金属労協から要請があ

れば、地方連合会は、速やかに『金属部門連絡

会』を発足するよう取り組みをお願いする。

2.�設置された『金属部門連絡会』は、当面当該の

構成組織が地方連合会と連携し、具体的な運営

や活動を担う。

3.�そのため、地方連合会は部門連絡会の窓口とな

る担当者を配置する。

以上

各県でものづくり教室の開催が活発化
金属労協は、若者の「ものづくり離れ」「理工

系離れ」が言われる中にあって、子供たちがもの

づくりに魅力を感じるような環境づくりとして、

ものづくり教育の強化・充実を提唱してきた。そ

の中で、具体的にものづくり労働組合自らの取り

組みとして、「ものづくり教室」の開催を提唱した。

2003年12月に第１回ものづくり教室を電機連合

加盟のパイオニア労組の協力のもと開催して以

来、小学生を対象として、各県金属部門連絡会に

よる「ものづくり教室」の開催推進を打ち出して

おり、１件あたり上限10万円の補助金を出して開

催を促進してきた。その結果、県金属部門として

「ものづくり教室」を開催するところが増加し定

着してきた。2014年８月現在、全国32都道府県で

実施しており、参加人数も10,000名を超え、参加者、

関係者より高い評価を得ている。

＜2003年＞
９月、基幹労連結成
2003年９月９日、金属労協加盟産別である鉄鋼

労連、造船重機労連、非鉄連合の３産別は、組織

力と政策力の発揮をめざし「未来を拓く組織統一、

希望ある前進」をスローガンに掲げ、組織統合し、

新たな産別「基幹労連（正式名称：日本基幹産業

労働組合連合会）」を結成した。全国42都道府県

に県本部・県センターを配し、結成時400加盟組

合（760構成組織）、25万５千人が加盟した。

12月、金属労協事務所が八重洲から日本橋
に移転
金属労協は、事務所を結成４年目の1968年11月

に国労会館の一角から外堀通りの向かいにあった

八重洲の三徳八重洲ビルに移転し、36年が経過し

た。結成40周年を翌年に控えた2003年12月、三徳

八重洲ビルから日本橋の宝明治安田ビル４階に移

転し、ワンフロア化で事務所機能の拡充を図った。

三重ものづくり教室（2009年８月） 宮城ものづくり教室（2012年８月）

長野ものづくり教室（2009年７月） 広島ものづくり教室（2014年４月）

基幹労連結成大会（2003年９月）
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＜2004年＞
９月、結成40周年記念式典及び記念レセプ
ション
2004年５月、金属労協は結成40周年を迎え、組

織人員は200万人となった。同年９月３日、東京

プリンスホテルで開催した第43回定期大会では、

2005〜06年度運動方針を決定すると共に、鈴木勝

利議長が退任し、新たに古賀伸明電機連合委員長

を第７代議長に選出した。大会終了後、同ホテル

で、結成40周年記念式典を開催した。式典では、

主催者を代表して古賀伸明議長が挨拶した後、教

育活動の中でも特に労働リーダーシップコースで

功績のあった、２団体（明治学院大学と同志社大

学）と３名の個人（金井信一郎氏、竹中正夫氏、

中條毅氏）に特別功労表彰を行った。

式典では、受賞者の一人である竹中正夫同志社

大学名誉教授から、「労働組合指導者に期待する

もの」と題して特別講演を受けた。

引き続き同ホテル内『鳳風の間』において、海外・

国内来賓、役職員OBを含む700名余りの出席のも

と、結成40周年記念レセプションを開催した。記

念レセプションは、獅子舞&津軽三味線のオープ

ニングで始まり、冒頭、新三役の紹介を行うと共

に代表して古賀議長が挨拶した。来賓として笹森

連合会長、マレンタッキIMF書記長、坂口厚生労

働大臣、矢野日本経連専務理事が祝辞を述べた後、

三役・来賓による鏡開きを行った。鈴木勝利顧問

（前議長）の音頭で乾杯し、全員で結成40周年を

祝い合った。

＜2005年＞
第８代議長に加藤自動車総連会長が就任
2005年12月１日、ホテルイースト21東京で開催

した第48回協議委員会で、中間年ではあるが、連

合役員人事で古賀議長が連合事務局長に選出され

たことを受け、第15回及び第16回常任幹事会で古

賀議長の後任として加藤裕治自動車総連会長を第

８代議長に選出したことを中心とする３名の役員

交代を確認したことを改めて報告した。

＜2006年＞
９月、「総合プロジェクト会議答申」
2006年９月、第45回定期大会で、「改革の実践

による金属労協の機能強化と運動の質的転換」を

主題に掲げた金属労協の機能強化をめざす「総合

プロジェクト会議答申」を報告、承認した。

［総合プロジェクト会議答申概要］

◎金属労協の組織的な位置づけと運動役割に関す

る検討結論

①�金属労協は、環境条件の変化に適合した金属

運動を構築し、推進することに役割と責任が

ある。こうした認識に立ち、必要な改革を実

践し、金属運動をさらに強化していく。

②�一方、金属労協を構成する各産別は、連合直

加盟のもと金属部門の労組として連合運動を

支えており、金属労協の組織発展は連合・金40周年記念レセプションでの鏡開き

40周年記念式典で特別功労表彰を授与する古賀議長（右）
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こうした認識のもと、各専門委員会でまとめた

この検討結論を尊重し、労働分野別の改革内容

を実践し、引き続き金属労働運動の発展を強力

に推進する。

しかし、連合運動が定着した現在、金属労協

は片方では連合・金属部門としての機能や役割

を担って運動を遂行していく必要がある。また、

これは一方で、連合との運動の重複を解消する

ことを不可避にしていると認識する。

2）抜本的な財政支出の削減策について

変化に耐えうる金属運動の確立に向けた運動

内容の見直しは、同時にそれに合った財政基盤

の確立を必要とする。しかし、現在の財政は、

財政基金積立金からの繰り入れを行うことに

よって一般会計予算を編成しており、この状況

は２期目を迎えている。「中期財政施策」では、

当面、財政基金からの繰り入れをもって対応し

ていくことを確認しているが、こうした状況を

そのままにしておくことは、結果として、運動

面への影響が出てくることになると認識する。

金属労協は、そうした観点から下記の予算項

目を中心とした支出削減によって収支バランス

を実現し、中長期的な財政基盤の確立を図る。

①IMF会費登録人員の引き下げについて

金属労協は、各産別からの会費納入人員を

70％で統一整理して以降、IMF本部に対して

170万人分の会費を納めている。しかし、2006

年10月以降の会費納入人員は、125万人となっ

ており、この状況が財政逼迫の大きな要因と

なっている。財政健全化の一環として150万人

登録に向けて、早急に登録人員の変更を行うこ

ととする。

②�定期大会「海外来賓」の招請見直しについて

これまで多くの海外からの来賓を招請し、国

際組織としての大会を開催してきた。特に、ア

ジア各国の労組に対しては、文字通り招待とし

て渡航費や滞在費などの実費を負担してきた

属部門連絡会の発展動向と強く結びついてい

る。わたしたちは連合・金属部門を実質的に

担う組織として、名実共にその役割を果たせ

るよう、組織運営形態についても見直しをす

る。また、同時に、今後早急に「産業部門連

絡会」が連合の組織運営基盤として機能する

よう強力に働きかけ、そうした認識を明確に

打ち出した運動を推進する。

③�民間・ものづくり・金属の観点から、本「答

申」に沿った運動の改革を実践し連合運動を

支えると共に、金属各産別のニーズを糾合し

社会の求めに即した金属運動を確立する。ま

た、同時にその運動遂行にとって必要な機能

を強化する。

④�特に、国際連帯活動については、産別や企業

連・単組との一体的な活動を図るべく、事務

局体制を含めた機能強化を推進する。

⑤�連合や産別との運動の重複を解消するため、

金属労協の運営形態を改革すると同時に、連

合に対し部門運営を前進させるよう働きかけ

る。且つ、本「答申」の運動改革に沿って抜

本的な財政の見直し、均衡ある財政収支基盤

の確立を図る。

◎�改革の実践による金属労協の機能強化と運動の

質的転換

1）連合・金属部門としての役割を踏まえた金

属労働運動の確立

金属労協は結成以来、今日に至るまで、傘下

産別間の意見調整をしながら運動の連携体制を

構築し、一体的な金属労働運動の推進につなげ

てきた。そうした努力が協議体組織でありなが

らも、今日の金属集合体としての運動を確立し

たものと考える。しかし、今、運動を取り巻く

環境は様変わりの状況にある。あらゆる角度か

ら運動的価値を問い直し、必要な改革を確実に

実行していかなければならない。金属労協は、
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＜2010年＞
各県金属部門連絡会の設置が完了
金属労協地方ブロックや産別の協力を得て、

2005〜06年度において、新たに８県で地方連合金

属部門連絡会の設置が完了、46都道府県中、43都

道府県（うち地方連合承認済み33都道府県）で地

方連合金属部門連絡会が設置された。残る大分、

鹿児島、宮崎の３県においても金属労協地方ブ

ロックが側面からサポートしながら、最終的な結

成準備を進めた。

その結果、2007年度には、新たに大分県で連合

大分金属部門連絡会が2006年10月に結成総会を開

き発足した。また、2009年９月には連合鹿児島金

属部門連絡会が結成された。残り１県の宮崎にお

いても、金属労協、関係産別組織担当者、九州ブ

ロックの協力のもと、連合宮崎、宮崎県金属労協

産別地方組織代表で話し合いの結果、2010年９月

に連合宮崎金属部門連絡会結成式を行い、ここに

沖縄を除く46都道府県すべてに地方連合金属部門

連絡会の設置が完了した。

県別金属部門連絡会のサポート活動に力点
金属労協は、2010年12月の地方ブロック代表者

会議において、県別金属部門連絡会の46都道府県

設置が完了したことを受け、県別金属部門連絡会

設置に重点を置いてきた地方ブロックの活動を、

県別部門連絡会の活動充実に向けたサポート活動

の推進に力点を置いていくことを確認した。

が、2007年定期大会を機にそうした出費を廃止

し、必要に応じてその他の運動資金に充当して

いくこととする。

③�「労働リーダーシップコース」東西コースの

一本化について

この労働組合リーダー養成のための教育講座

の開設は、東西それぞれ若干のスタート時期の

違いはあるが、概ね約40年の長きにわたって実

施され大きな評価を得てきた。しかし、近年は

受講生の減少が常態化してきていることから、

東日本コースが40年を迎えるのを契機に、コー

スの一本化に向けた検討を行うこととする。

④�「地方ブロック」への予算配分の変更につい

て

金属労協は、地方連絡会議（地連）を解散し、

県単位を運動母体とする「地方連合・金属部門

連絡会議」の設置に努めると共に、その連絡調

整のための役割を遂行するために、「地方ブロッ

ク」を設けてきた。今後、活動実態を踏まえつ

つ支出費用の削減を追求する。

⑤財政全般の効率化と財政基盤の確立

上記の費用削減に加えてその他の財政支出に

ついても、今後１年間の中でさらなる削減のた

めの検討を詰め、均衡のとれた収支バランスを

実現し、運動に合致した財政基盤を確立する。

以上

＜2008年＞
西原議長・若松事務局長新体制スタート
2008年９月、第47回定期大会では、2009〜10年

度運動方針を決定すると共に、加藤裕治議長の退

任に伴い、第９代議長に西原浩一郎自動車総連会

長、第５代事務局長に若松英幸事務局長代行（電

機連合）を選出、西原議長・若松事務局長による

新体制がスタートした。

連合宮崎金属部門連絡会結成式（2010年９月16日、宮崎市）
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各地方ブロックは、地方連合金属部門連絡会の設

置や活動充実の調整・サポート役として、管轄する

都道府県の金属部門代表が出席する地方ブロック県

別代表者（事務局長）会議等を年間定期的に開催し、

地方ブロック代表者会議で打ち出された金属労協の

方針を伝えると共に、各県における金属部門の活動

状況について情報交換を行っている。

各県の金属部門連絡会は、地域差はあるものの、

地方連合の会議に合わせて金属部門連絡会や幹事

会などを開催し、春季生活闘争、政策・制度、最

低賃金問題などについて学習会や情報交換を行っ

ている。特に政策・制度については、金属部門と

しての政策・制度要求をまとめて、地方連合の政

策・制度要求に反映しているところもある。また、

一部の地方連合金属部門連絡会においては、連絡

会に合わせて、安全研修会を兼ねて県内のものづ

くり工場を見学したり、ものづくり教室を実施し

たりして、活動の充実を図っている。

常任幹事会に２名の女性枠新設
2010年９月の第49回定期大会では、役員改選に

おいて常任幹事に新たに女性枠２名を新設し、常

任幹事を10名から12名に拡大した。金属労協結成

以来初めて常任幹事に女性が選出された。

また、2010年10月から事務局の専門局の編成を、

従来の政策局と労働政策局を統合し政策企画局と

した。これにより、事務局専門局は、組織総務局、

政策企画局、国際局の３局体制となった。

＜2012年＞
９月、「組織運営検討委員会答申」
金属労協は、国内金属ものづくり産業の空洞化

危機、新GUFインダストリオールの結成、連合会

費の引き上げに伴う産別財政の逼迫、などの状況

変化を踏まえ、金属労協として果たすべき役割や

将来的な組織・財政運営のあり方を議論するため

に、2011年度以降、金属労協三役をメンバーとす

る「組織運営検討委員会」、2012年度には、産別

書記長・事務局長をメンバーとする「組織運営検

討小委員会」を設置し、検討を進めてきた。大産

別としての金属労協の役割を明確にし、労働運動

全体としての運動強化を図る観点から、「ものづ

くりの英知と創造が生む、確かな雇用、確かな未

来」を副題とする答申をまとめた。2012年９月の

第51回定期大会で、「組織運営検討委員会答申」

を報告、承認された。

［組織運営検討委員会答申概要］
具体的な改革と将来に向けた財政基盤の確立

国内外で労働運動の環境変化が加速する中に

あって、金属労協の使命はますます大きなものと

なっているが、一方で、長期にわたる経済の低迷、

事業拠点の海外移転、団塊世代の引退、若者のも

のづくり離れなどが相まって、金属産業に従事す

る勤労者、金属労協が組織する組合員の数は減少

傾向となっており、各産別とも厳しい財政事情と

なっている。国内立地基盤の強化や非正規労働者第49回定期大会（2010年９月）

第51回定期大会（2012年９月４日）
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しを行うことを提起する。

◎具体的な取り組み内容

＊会費納入人員の基礎となる組織人員は、厚生

労働省発表の「労働組合基礎調査結果速報」

の人員を基準とする。会費納入人員は、引き

続き組織人員数の70％とする。会費納入人員

による逓減会費は廃止する。

＊会費引き下げに伴い、年間約7,000万円の収入

減が発生するが、2013年度には、現状での支

出削減策を織り込んで、団体加盟費・予備費

を除く管理費・活動費等で約4,000万円の支出

削減を行う。具体的な内容については、2013

年度予算案において提案する。

＊長期安定財政が確立されるまでは、財政積立

基金（2012年度期末残高8.5億円）を活用して

いく。

＊金属労協本部専従者を派遣している産別に対

する産別還元金は現行水準を維持するが、産

別振込としている役員手当は廃止する。あわ

せて産別還元金を産別助成金に変更し金額を

再設定すると共に、金属労協への産別職員の

派遣を可能とするため、派遣職員への助成金

を新設する。

＊すでに実施済の支出削減策も多いが、さらな

る効率化を推進する中で、４年間をめどに抜

本的な支出削減策を実施し、最終的には収支

均衡が図れることとする。

＊通訳費用も含め、海外派遣、国際研修プログ

ラムなどに関する金属労協と産別間での財政

分担の見直しを行う。

＊インダストリオール結成に伴い、当面は国際

会議が増加するものと想定されるが、金属労

協としての参加を精査していく。

＊海外組織の大会については、金属労協として

は、特に関係の深い組織のみ出席する。産別

間の交流が必要とされる組織の大会（USW、

IAM等）については、産別負担で出席するこ

の組織化などにより、金属産業の就業者、組合員

の増加を図っていくことが基本であるが、財政面

では、将来的にも楽観視できる状況にはない。

金属労協は加盟産別の事情なども配慮して、す

でに2012年１月より会費１人月額31円を25円に引

き下げている。当面は、単年度収支赤字の財政運

営となり、繰越金と財政基金積立金の一部を繰り

入れて補填していくが、インダストリオールで運

動・財政統合の移行期間とされている４年間をめ

どとして、活動内容や財政のより詳細な検討と関

係者間の調整も行った上で、業務仕分けによる大

胆なスクラップ＆ビルドと一層の業務の効率化を

進めることにより、収支の均衡を図り、持続可能

な財政基盤を確立する必要がある。

（1）具体的な改革

2012年１月、金属労協はその果たすべき役割と

責任を明確にし、金属労協と産別との役割分担を

見直し、より効率的な組織運営による機能強化を

めざすことを前提に、加盟費の20％引き下げ、具

体的には、それまでの１人月額31円から25円への

引き下げを実施した。組合員の減少に伴う産別の

財政事情の悪化、連合会費の値上げ（一般会費を

2011年１月以降１人月額５円、2012年１月以降５

円値上げし、60円に改定）などにより、加盟産別

の一部から金属労協の会費値下げの要請が出され

ていたことから、委員会答申前ではあるものの、

産別事情への全体の理解に基づき、先行実施した

ものである。

2013年会計年度（2012年７月〜2013年６月）か

らは、引き下げの影響がフルに出てくるため、

2013年度予算以降、健全な財政運営の実現に向け

た取り組みを強化する。財政基盤が安定化するま

では、財政基金積立金の一部を繰り入れて補填し

ていくが、より抜本的な改革の検討を行い、イン

ダストリオールで運動・財政統合の移行期間とさ

れている４年間をめどとして早期に収支均衡を図

ると共に、この時点で再度、金属労協財政の見直
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ととする。同じようにインダストリオール産

業別部会（自動車部会、造船・船舶解撤部会

等）などへの参加も旅費を含めて産別負担と

する。

＊２国間定期協議やインダストリオールの大会

などが数年に１度の開催、金属労協定期大会

の海外来賓受け入れが２年に１度となってお

り、海外派遣および受け入れについては、年

ごとに大きな変動がある。予算の総枠を設け、

可能な限り平準化を図り、支出削減のための

ルールを定める。

＊労働リーダーシップコースについては、関係

先との調整の上、参加しやすい環境づくりの

観点からも期間の短縮および講義数の見直し

を行う。また、財政状況の見通しによっては、

さらに踏み込んだ改革も検討する。

＊地方ブロックに支給する地方活動強化資金に

ついては、事前予算化による厳密な運用で、

さらに総額を絞り込む。

（2）将来に向けた財政基盤の確立

金属労協として、将来に向けた財政基盤を確立

すべく、一層の業務の効率化を進めるため、継続

して以下のような検討を進める。あわせて、事務

局機能の維持強化のため、職員の産別からの派遣

受け入れや新規採用についても検討する必要があ

る。

①組織運営面での検討

連合金属部門連絡会の機能強化と金属労協との

役割分担の明確化、各種会議のあり方の見直し、

人材確保、女性参画の促進などに取り組む必要が

ある。

＊中央・地方双方における連合金属部門連絡会

の機能強化と、金属労協との役割分担の明確

化。

＊協議委員会、常任幹事会、専門委員会など、

各種会議のあり方の見直し。柔軟なワーキン

ググループ制度の導入。

＊事務所移転や、スペース削減などによる事務

所費の削減。

＊産別からの専従者派遣のあり方の再検討、産

別助成金の見直し。

＊運動や海外人脈の継承、マンパワー不足など

に対応し、職員の新規採用や産別職員との

ローテーションによる事務局体制の維持。

＊紙媒体からCD-ROM化など、発行物・印刷物

の見直し。

＊国際局運動に対応した女性連絡会議の充実と

男女共同参画の促進。（金属労協役員、およ

び各種会議への女性参画の推進）

＊地方連合金属部門連絡会の自主的な運営への

サポート。

＊友誼団体への会費支出については、すでに支

出削減済みではあるが、引き続き継続的に点

検・見直し。

②国際活動の面での検討

海外の労働組合との連携、グローバル人材育成、

海外労使紛争未然防止の取り組み、インダストリ

オール国内３組織の連携・協力などを強化しつつ、

コスト削減の徹底が必要である。

＊アジア・太平洋の労働組合を中心とする連携

強化。（連帯・貢献・協働）

＊海外労使紛争未然防止の取り組み強化、日系

多国籍企業の企業別労組ネットワーク強化

＊金属労協本部、産別、企連・単組を通じたグ

ローバル人材の育成。人材育成の観点からの

金属労協・産別との人事ローテーションの検

討、実施

＊インダストリオールにおける組織運営、アク

ションプログラム策定などへの影響力強化と

アジア・太平洋を中心とする運動の強化

＊金属労協として、インダストリオールへの役

員や本部職員派遣のあり方検討

＊インダストリオール結成に伴う国内３組織

（金属労協、化学エネルギー鉱山労協、UAゼ
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替変動が激しさを増しており、そうした大きな変

動要因があった場合には、再度、金属労協の会費

を検討する必要がある。なおインダストリオール

会費納入人員は、IMF会費納入人員を2008年度に

それまでの170万人から、金属労協会費納入人員

に近い150万人に引き下げた経過があり、これ以

上の人員調整は困難であることに留意する必要が

ある。

（4）50周年を節目とした新たな運動に向けて

金属労協は2014年をもって、結成50周年を迎え

た。東京オリンピックが開催され、日本がOECD

に加盟した1964年に、IMFへの加盟単位、国際窓

口として、組織人員47万人で結成した金属労協は、

早くも1967年には賃金闘争連絡会議を設置、1968

年には賃金白書を発表するなど、賃金・労働条件

改善の取り組みを進めてきた。74年闘争では、政

府に対し、インフレ沈静化と福祉重点の政策を行

うよう要請し、政策・制度の取り組みにも着手し

た。また1967年には、明治学院大学と『わが国初

の労学提携講座』である『労働リーダーシップコー

ス』を創設、1972年には全国９つのブロックに地

方連絡会議が設置された。

こうした活動の拡大を受けて、1975年には、国

際連帯活動、賃金・労働諸条件の向上、産業政策

など、日本の金属産業労組の共通課題について、

『協議し、運動を進める』機関であることを明確

にし、名称も『国際金属労連日本協議会（IMF－

JC）』から、『全日本金属産業労働組合協議会（金

属労協／ IMF－JC）』に改称した。

1976年以降、『JC共闘』を構築し、集中決戦方

式のもと、賃上げのパターンセッターとしての役

割を果たすと共に、労働時間短縮に向けて完全週

休２日制の導入に積極的に取り組み、また1986年

の『前川リポート』を具体化する『生活の国際化』

を提案、年間総実労働時間1,800時間台実現に向け

て、先導的な役割を担ってきた。その後も、CSR（企

業の社会的責任）推進、地球温暖化対策、『良質

ンセン）の連携・協力の強化。（インダスト

リオールへの対応窓口の整理や役割分担、業

務の効率化）

＊予算の総枠管理強化による、国際会議や会議

組織大会などへの対応の精査。

＊海外来賓などの受け入れに関するコスト削減

の徹底。

③政策、労働政策面での検討

民間・ものづくり・金属としての政策立案と、連

合政策やインダストリオールの運動への意見反映の

強化を図る。連合金属部門共闘強化のもとでのJC共

闘体制の再構築について、検討する必要がある。

＊民間・ものづくり・金属としての政策立案機

能の維持・強化

＊金属労協全体として、連合政策への意見反映

の強化。

＊インダストリオールにおける国際労働運動に

対する金属労協の政策の展開。

＊政策実現に向けた行動のあり方の検討。

＊連合の部門共闘強化のもとでのJC共闘体制（方

針策定、調査・集計、集会など）の再構築

＊特定（産業別）最低賃金への対応の再検討や

金属労協主催の全国規模での最賃連絡会議な

どの連合や産別開催への移行。

＊会議・集会の持ち方再検討と更なる経費削減

策の検討。

（3）インダストリオール会費への対応

インダストリオール会費については、結成後４

年間は、旧所属GUF（金属労協の場合はIMF）の

基準に基づく会費を納入することになっており、

当面は１人年額1.1スイスフラン（CHF）となる。

しかしながら2016年には、インダストリオールと

しての新しい会費の仕組みを決定することになっ

ており、1.1スイスフランが堅持できるかどうかは

予断を許さない状況であり、現状の会費水準維持

に向け、海外他組織とも連携した取り組みを行っ

ていく。加えて、欧州危機などを要因として、為



347

Ⅰ
結
成
前
史
概
略

結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

Ⅲ
最
近
20
年
間
の
活
動
別
歴
史

Ⅳ
I
M
F
創
成
期
か
ら

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
結
成
へ

Ⅱ
結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

な雇用』の確立、外国人労働者問題、事業仕分け、

FTA・EPAの早期締結などの諸課題について、

先駆けとしての役割を果たすと共に、労働リー

ダーシップコースでは、日本の労働界を担う多く

の人材を輩出した。加えて、アジアを中心とした

国際連帯活動や、労使紛争の早期解決、未然防止

の活動、ものづくりを支える人材のすそ野を拡大

すべく、金属の労働組合が主催する『ものづくり

教室』の開催など、民間・ものづくり・金属の力

を結集した、国内外の運動を展開してきた。

連合結成後すでに20有余年を数え、ものづくり

を網羅した製造業・国際産業別組織として、世界

140カ国5,000万人が結集して『インダストリオー

ル』が結成される中で、金属労協の英文略称も

「JCM」（呼称JCメタル）に改称し、その役割につ

いても、時代の変化に柔軟に対応したものに見直

していかなくてはならない。

そうした中で、

＊わが国は「ものづくり立国」であり、産業の

健全な発展、勤労者生活の向上を実現してい

くためには、引き続き「ものづくり」を中核

に据えた経済発展を果たしていかなければな

らないこと。

＊連合は発足当初、大産業別の部門運営を指向

していたが、産別統合や部門共闘は一定程度

進んだものの、部門運営までには至っておら

ず、連合運動を支え、部門運営を実現する上

でも、金属部門の運動をより充実させる必要

があること。

を十分に認識し、金属労協として、国内外の労

働運動をリードしていくことが重要となってい

る。また連合運動に対しても、中央・地方ブロック・

地方連合における部門運営の強化に資するべく、

「民間・ものづくり・金属」の立場から、サポー

トを行っていく必要がある。

2. 女性参画推進の歩み
（1）�女性委員会の設置と男女平等研修会の

開催
1990年11月に設置された女性活動委員会は、

1995年度は５年目の活動を、「男女共同参画をめ

ざして」年１回開催している男女平等研修会の開

催を中心に活発に行った。

第６回男女平等研修会は、1995年4月12〜14日ま

での２泊３日、静岡県裾野市の富士教育センターで、

各産別・単組から82名（女性が８割）の出席のもと、

開催した。「高齢社会と女性－デンマークの事例に

学ぶ」をテーマに掲げ、デンマーク産業従業員中

央組織（COインダストリー）からヤヌ・コーチャッ

ク平等・社会政策委員長を講師に招き、基調講演「高

齢社会におけるデンマークの男女平等政策－労働

組合の立場から」をはじめ、基調講演「日本の男

女平等の現状と課題」（講師：佐藤悦子金属労協女

性委員会副委員長）、「真の豊かさへの挑戦－デン

マークの事例から見る」（講師：大熊由紀子朝日新

聞社論説委員）を聞くと共に、パネル討論「高齢

化社会と女性」では、市川佳子女性委員会委員長

をコーディネーターに、阿島征夫金属労協事務局

長、カーラ・コレッティ IMF本部機会均等部長、

大熊由紀子朝日新聞論説委員をパネリストに迎え、

フロアーも含めて活発な議論を通して、福祉先進

国であるデンマークの福祉政策や男女平等政策、

女性の社会参画の必要性について学んだ。参加者

は分散会などを通し、活発な意見交換を行った。

女性委員会を独立した委員会に格上げ
1990年に設置された女性活動委員会は、従来組

織委員会のもとに小委員会として位置づけられて

きたが、1996年度から独立した委員会に格上げし、

徳永直規副議長（全電線委員長）を委員長に迎え、

６年目の活動を男女平等研修会の開催を中心に活

発に行った。
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マに、コーディネーターに市川佳子女性委員会委

員長代行、パネリストに中島通子弁護士、杉本貴

代栄長野県短期大学助教授、メレーナ・パークマ

ン、衞藤辨一郎金属労協副議長/鉄鋼労連委員長

を迎えて、日米の機会均等政策の比較検証を行っ

た。アメリカにおける男女均等政策の事例を中心

として、わが国の男女雇用機会均等法の問題点や

男女労働者の家庭的責任などに焦点を当て、男女

共同参画社会の実現に向けての討議を重ねた。各

単産・単組から集った参加者80名（女性６割）は、

10班に分かれての班別分散会などを通して、活発

な意見交換を行った。

第８回男女平等研修会は、1997年４月17〜19日

まで富士教育研修所で、メインテーマに「男女共

同参画社会をめざして」、サブテーマに「社会保

障システムと女性－フィンランドの事例に学ぶ」

を掲げ、フィンランド金属労組からアンニャ・オ

クサ平等部門担当役員を講師に招き、基調講演１

「日本の男女雇用機会均等法の改正」（中島通子弁

護士）、基調講演２「フィンランド金属労組の男

女平等政策への取り組み」（アンニャ・オクサ）、

基調講演３「フィンランド社会と日本社会との比

較」（橋本ライヤ東海大学講師）を受けた後、「フィ

ンランドの男女平等政策に学ぶ」をテーマにパネ

ル討論を行い、市川佳子女性委員会委員長代行を

コーディネーターに、パネリストにアンニャ・オ

クサ女史、早川治子日本フィンランド協会専務理

事、橋本ライヤ東海大学講師、吉井眞之金属労協

副議長（造船重機労連委員長）を迎え、活発な議

論を通して、社会保障先進国であるフィンランド

の社会保障制度や男女平等政策、女性の社会参加

の現状について学んだ。各単産・単組から参集し

た参加者84名は分散会などを通し、産別の枠を越

えて活発な意見交換を行った。

第９回男女平等研修会は、1998年４月23〜25日、

富士教育研修所で加盟産別・単組から男女総勢86

名（内６割が女性）の出席のもと、メインテーマ

◆女性委員会の構成と運営要項

（1）�役員について

委員長：�徳永直規（金属労協副議長/全電線委員長）

委員長代行：市川佳子（ゼンキン連合）

副委員長：佐藤悦子（電機連合）

主査：小松千春（金属労協本部）

委員：各産別から１名ずつ。

事務局：塩本勝治（金属労協本部）

（2）�女性活動委員会運営要項

◎目的

①�IMF本部の権利平等委員会の諸活動に対する

活動の推進

②連合の女性局との連携

③�金属労働者の男女平等を実現するための活動

推進

（3）�当面の具体的活動

①女性委員会の開催

年３〜４回開催。連合との活動の重複を避け、

むしろ補強していく立場で、金属労協の特徴

を生かし、国際的観点を中心に、研究的、情

報交換的な活動を進めていく。また、IMFの

女性関係諸会議への対応策も検討していく。

②国際的観点を重視した男女平等研修会の開催

③�欧米など先進的な男女平等活動の事例紹介資

料の作成

第７回男女平等研修会は、1996年４月10〜12日、

富士教育研修所で、「男女共同参画社会の実現を

目指して－アメリカの機会均等政策に学ぶ」をメ

インテーマに掲げ、USWA（全米鉄鋼労組）のメ

レーナ・パークマン組織化推進部長を講師に招き、

基調講演１「日本の男女雇用機会均等法の検証と

今後の課題」（中島通子弁護士）、基調講演２「ア

メリカの機会均等政策の現状と課題」（メレーナ・

パークマン）、基調講演３「日米の機会均等政策

の比較」（杉本貴代栄長野短期大学助教授）を聞

いた後、パネル討論を「男女共同参画社会をめざ

して〜日米機会均等政策の比較を通して」をテー
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に「男女共同参画社会をめざして」、サブテーマ

に「シンガポールの事例に学ぶ」を掲げ、開催した。

研修会は過去８回欧米の男女平等先進国の事例

を学んできたが、今回は東南アジアに視点を向け、

その代表としてシンガポールの男女平等の実情と

課題について学び、日本の男女共同参画推進活動

の参考とすることにした。

同研修会では、基調講演１「日本の均等法・労

基法改正の内容と課題」（講師：林陽子弁護士）、

事例報告�「シンガポールにおける女性の社会参画

の現状と課題」では、事例報告１「法的整備、職

場における男女平等」（講師：キャシー・リー電子・

電機産業合同労組第一労使関係局長）、事例報告

２「労働組合における男女平等政策〜産別の取り

組み」（講師：オン・キュウ金属産業労組書記次長）

を受けた後、パネル討論「男女共同参画社会をめ

ざして－シンガポールの事例に学ぶ」では、コー

ディネーターに大福真由美電機連合書記長、パネ

リストにキャシー・リー女史、オン・キュウ書記

次長、林弁護士、姫野圧三金属労協副議長（非鉄

連合委員長）を迎え、活発な議論を行った。その

ほか、班別分散会を通して活発な意見交換と自己

研鑚に励んだ。このほか、金属労協女性委員会と

しては、IMF本部の主催するIMFアジア女性サブ

リージョナル会議に積極的に参加した。

第10回男女平等研修会は、1999年４月15〜17日、

富士教育研修所で『男女共同参画の職場と社会づ

くり』をテーマに開催した。これまでの社会諸制

度や平等法など、海外の先進事例を学ぶ「男女共

同参画社会をめざして」に「職場」も視野に加え、

従来通りIMFの国際ネットワークを活かし取り組

んだ。特に、今回10回目を迎えることから、世界

の取り組み状況を認識するために①IMF本部から

カーラ・コレッティ機会均等部長の報告、②職場

活動の活発な組織から先進事例の報告を受け、そ

れぞれ社会・経済システムの違いを理解した上で、

日本の現状と職場活動での課題等、論議を深め共

に考える機会を持つことにした。

内容は、基調講演１「日本の男女共同参画の現

状と課題」（講師：林陽子弁護士）、基調講演２「世

界の男女共同参画の現状と課題」（講師：カーラ・

コレッティ女史）、基調講演３「女性の職場参画

の現状と課題－ドイツの事例」（講師：レナーテ・

ミューラードイツ金属労組評議員）を受けた後、

パネル討論を「男女共同参画の職場と社会をめざ

して」をテーマに、コーディネーターに古川裕子

金属労協女性委員会委員、パネリストに、カーラ・

コレッティ女史、レナーテ・ミューラー氏、林陽

子弁護士、鈴木勝利金属労協副議長（電機連合委

員長）を迎えて、フロアーも交えて活発な議論を

行った。そのほか、グループワークを行い、職場

事例の経験交流等も活発に行った。

第11回男女平等研修会は、2000年４月13〜15日、

三菱電機労働組合MELONDIAあざみ野で、「男女

共同参画の社会と職場づくり－仕事と家庭の両立

－」をテーマに開催した。

1999年６月には「男女共同参画社会基本法」が

制定され、連合では地方連合会に「男女平等参画

推進委員会」を設置し、男女平等へ向けた参画目

標と年次計画を策定するなど積極的な取り組みが

進められている中で開催された。

同研修会では、基調講演１「男女共同参画社会

基本法について」（講師：林陽子弁護士）、基調講

演２「男女共同参画社会に向かって－仕事と家庭

第10回男女平等研修会（1999年４月、静岡・富士教育研修所）
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と」（講師：富士谷あつ子福井県立大学教授）、講

演と実習「ディベー卜の意義と効果」（講師：富

士社会教育センター・川上恕氏）を聞くと共に、「職

場活動の担い手」育成という視点からディベート

大会を、①「男女の敬称は『さん』に統一するべ

きである」、②「家事・育児は女性の役割である」、

③「女性の組合役員を増やすためには女性の活動

組織が必要である」という３つのテーマに基づい

て、初めての試みとして行った。

女性活動委員会を発展的解消
金属労協は1990年10月に女性活動委員会を設置

し、年１回の男女平等研修会を開催し、欧米男女

平等先進国の事例を学ぶことを通じて、国内にお

ける男女平等実現への啓蒙活動を推進してきた

が、改正男女雇用機会均等法の1999年４月からの

施行、男女共同参画社会基本法の1999年６月の施

行など、国内の男女平等に関する法的整備も進み、

海外事例から学ぶという視点でも一定の役割を果

たしたと判断。今後は、政策全体の中に男女平等

の視点を取り入れていくこととし、2000年度（1999

年８月末）を最後として、女性活動委員会を発展

的に解消することとして、今後は、男女共同参画

の政策実現に重点を置く活動へと展開していくこ

とになった。

（2）�女性連絡会の設置と女性参画計画の策定
と実践

＜IMFの女性参画の取り組み＞

IMFは、2005年５月に開催した第31回世界大会

で、初めて執行委員に６名の女性枠を設け、各地

域に１名ずつ割り当てた。また、この女性執行委

員で構成する「IMF女性委員会」を設置し、執行

委員会の前日に開催することとした。これにとも

ない、東アジアサブリージョナル地域にも2005年

４月にバンコクで開催した事前女性会議で、「IMF

東アジアサブリージョナル女性委員会」を設置す

ることを決定した。

＜女性連絡会議を設置＞

IMFの女性委員会への対応を図るため、金属労

協は、2006年４月、各産別の女性活動の情報交換、

女性労働者にかかわる課題についての議論の場と

して、女性連絡会議を設置した。会議では、国際

会議への対応にとどまらず、金属労協諸活動にお

ける女性参画を推進するための「女性参画中期目

標・行動計画」の立案や、女性リーダー育成のた

めの「女性交流集会」の開催、春季生活闘争や政策・

制度課題における女性参画推進のための政策立案

に取り組むなど、活動を充実させている。

＜「女性参画中期目標・行動計画」の策定＞

金属労協は、2010年６月14日第23回常任幹事会

において、「女性参画中期目標・行動計画」を決

定した。IMFの中核組織として、金属労協の諸活

動への女性参画を促進するため、2010年９月〜

2014年８月を達成年次とする具体的な数値目標を

掲げている。IMF主催の会議については、IMFの

目標である２割の女性参画を目標とした。また、

決議機関である定期大会・協議委員会には、女性

組合員比率に見合った女性参画、執行機関である

常任幹事への女性枠の設定、政策立案機関である

専門委員会に必ず女性を選出することなどの目標

を掲げ、その実現に取り組むこととした。

この「女性参画中期目標・行動計画」に基づき、

2010年９月の第49回定期大会では、初の女性の常

任幹事を２名選出し、すべての専門委員会に女性

が参画するなど、金属労協の女性参画が大きく前

進した。なお、女性の常任幹事は、2013年度には

３名、2014年度には４名へと拡大した。

＜インダストリオールの女性参画の取り組み＞

2012年に結成されたインダストリオールは、規

約で大会代議員の少なくとも30％を女性にするこ

と、執行委員の最低３割を女性とすることを定め

ると共に、あらゆるレベルで女性参画の推進を図

ることを運動の重要な柱と位置づけている。また、
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「グローバル女性委員会」が設置され、年２回、

各地域の女性執行委員、女性代表が参集して、女

性労働者の諸課題の解決に向けた議論を行ってい

る。同様に、「アジア太平洋地域女性委員会」が

設置され、４年に１回、アジア太平洋地域の全加

盟組織が参加対象となる「アジア太平洋地域女性

会議」を開催することとした。

＜インダストリオール結成に伴う「女性参画中期

目標・行動計画」の改訂＞

インダストリオールの女性参画の取り組みを踏

まえ、2012年７月24日第24回常任幹事会で「女性

参画中期目標・行動計画」を改訂した。インダス

トリオール主催の機関会議には、金属労協全体で

３割を女性参画目標とし、国内活動においても、

決議機関である定期大会と協議委員会について

は、数値目標を段階的に引き上げ、2016年度から

は女性参画比率を３割へと引き上げることとし

た。

＜「女性参画中期目標・行動計画」の改訂＞

2014年８月に、「女性参画中期目標・行動計画」

の計画期間が終了することから、2014年７月23日

の第24回常任幹事会で、数値目標等を改訂し、

2018年８月までの新たな目標と行動計画を設定し

た。なお、インダストリオールが2016年の第２回

世界大会の規約改定に向けて、女性参画の新たな

目標を検討していることから、規約変更があった

場合は目標を見直すこととした。

1）計画期間

　��2014年９月〜2018年８月

2）当面の目標（各年に達成をめざす目標）

3）計画期間における最終目標

インダストリオールの女性参画基準や、政府の

「第３次男女共同参画基本計画」、連合「第４次男

女平等参画推進計画」の目標を踏まえ、金属労協

の諸活動への女性参画比率を３割とすることをめ

ざす。

＜「女性交流集会」の開催＞

金属労協では、「金属産業で女性がいきいきと

働き続けるために」をテーマに、年１回、「女性

交流集会」を開催している。集会は、金属産業の

インダストリオール・アジア太平洋地域女性委員会（2014年5月、
バンコク）

アジア太平洋地域女性委員会に参加するJCM女性代表

＜女性参画目標＞
金属労協全体で３割の女性参画比
率を達成する。
ただし、2016年に開催するインダスト
リオール第２回世界大会での規約
変更を踏まえて、見直しを行う。

金属労協全体で３割以上をめざす。
ただし、2015年度（第53回定期大会・
第57回協議委員会）は２割とし、
2016年度（第54回定期大会・第58回
協議委員会）から３割とする。

金属労協全体で３割をめざす。

金属労協全体の女性組合員比率に
見合った女性参画率を達成する。

各産別の女性組合員比率に見合っ
た女性参画率を達成する。

金属労協全体の女性組合員比率に
見合った女性参画率をめざし、少な
くとも２名以上の参画を達成する。

①インダストリオー
ル主催の機関
会議

②定期大会、協議
委員会

③常任幹事

④専門委員会

⑤各種シンポジウム、
セミナー、集会等

⑥労働リーダーシップ
コース、国際労働
研修プログラム



JCM50年史352

＜女性参画合同研究会の開催＞

組合活動への女性参画を推進するためには、産

別のリーダーの理解が不可欠であることから、三

役、常任幹事を対象に、女性参画の必要性や具体

的な取り組みを学ぶ研究会を２度にわたり開催し

た。

2012年６月に、三役・専門委員会委員等48名を

対象に、第１回女性参画合同研究会を開催し、冨

高裕子電機連合中央執行委員より、「電機連合の

男女共同参画社会実現の歩み」について講演を受

けた。講演では、電機連合が1950年代から取り組

んできた母性保護などの女性の労働条件改善や男

女雇用機会均等法への対応などの「女性政策」か

ら、「男女」を視野に入れた運動に転換し、「男女

平等政策」へと発展させてきた経過や、組合活動

への女性参画促進の取り組み等について紹介され

た。

2013年１月には、第２回女性参画合同研究会を

開催し、三役・常任幹事等26名参加のもと、「男

女共同参画社会の実現に向けて」をテーマに、鹿

嶋敬実践女子大学人間社会学部教授より講演を受

けた。講演では、ダイバーシティの推進には「男

女平等」の視点が必要であること、ワーク・ライフ・

バランスも含めて女性の労働の質を高めることが

重要であること、機会の平等が確保されても形式

的平等にすぎず、クオータ制の導入を検討すべき

時期に来ていること、などの提起を受けた。

女性リーダーの交流の場をつくり、女性の組合活

動への参画を促進すると共に、「民間・ものづくり・

金属」＋「女性」の視点で働く女性の課題を浮き

彫りにし、金属労協の活動に反映することを目的

に開催している。毎年、産別・単組・支部の女性リー

ダー（執行委員、職場委員等）約50名が参加して

いる。

2010年に開催した第１回の集会は、グループ

ワークを中心に開催し、2011年以降は、事例報告

を聞いた上で、グループワークで働く女性の課題

について討議を行っている。事例報告は、金属労

協の労組・企業から先進的な取り組み事例を中心

に紹介することとし、2011年は日産労組、東芝労

組、不二サッシユニオン、2012年はダイキン工業

（株）、三菱重工労組、日立労組、2013年はパナソ

ニック労連、本田労組、クボタ労連、2014年がト

ヨタ自動車（株）、日立労組から報告を受けた。

2012年の集会からは議長・事務局長、2014年の

集会では、各産別の委員長・会長がグループワー

クを含めて終日参加し、参加者と共に労組・企業

の女性活躍推進の取り組み状況を聞くと共に、女

性労組リーダーの課題提起を受け止めている。グ

ループワーク報告で出された意見は、金属労協の

運動方針や政策・制度課題、各年の闘争方針等に

反映している。また、2014年の集会では、インダ

ストリオール結成を踏まえて、アジア太平洋地域

女性委員会の郷野晶子議長から挨拶を受けた。

女性交流集会（2014年） 第１回女性参画合同研究会（2012年６月）



353

Ⅰ
結
成
前
史
概
略

結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

Ⅲ
最
近
20
年
間
の
活
動
別
歴
史

Ⅳ
I
M
F
創
成
期
か
ら

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
結
成
へ

Ⅱ
結
成
か
ら
30
年
間
の
歩
み

3. 教育活動の軌跡
（1994年９月〜2014年８月）

（1）東日本労働リーダーシップコースの軌跡
東日本コース30周年（1996年11月）
東日本労働リーダーシップコースは、1996年11

月に開設30周年を迎え、明治学院大学で12月６日、

記念国際シンポジウムを行い、「労働者教育と大

学の役割」をテーマにILO本部、イギリス、ドイツ、

アメリカから労働者教育の専門家をパネラーに招

き、欧米の大学と提携しての労働者教育の実態に

ついて認識を深めた。

一方、西日本コースも、1999年１月に開設30周

年を迎え、「21世紀に求められる労組リーダーの

育成と教育活動」をテーマに、労働リーダーシッ

プコース修了生代表、講師代表をパネラーに記念

シンポジウムを行った。

東西両コースの30周年記念シンポジウムでの、

「労働者教育としては、人格的な教育も含めた基

礎教育と、運動推進の専門教育の両輪が不可欠」

「合宿制による全人格的教育の西日本コースは、

労組リーダー基礎教育として定着、今後も金属労

協の中核的な人材を養成するコースとして継続実

施を」等の議論を踏まえ、改革への試みが始まっ

た。

なお、東日本コースは、30周年を期して、明治

学院大学経済産業研究所との提携関係から、明治

学院大学労働リーダーシップコース・プロジェク

ト委員会（田村剛・大平浩二教授）との提携へと

明治学院大学との関係においては、緩やかな協力

関係に切り替えた。

東西コース30周年を契機に、時代のニーズに合

わせて、コース期間、カリキュラム内容をいろい

ろと試行錯誤しながら、受講生がより参加しやす

いコースにと改革を試みた。

最初の改革としては、1998年11月の第32回から、

東日本コースを「スキルアップ専門コース」とし

て開講した。趣旨としては、労働組合リーダーの

スキルアップ専門コースとして、「経営・情報」、

「国際」、「経済・労働」の３コースを設定した。

受講は３コース３週間連続を原則とするが、受講

生がより受講しやすいように１コース１週間単位

の参加も可能とすることにした。

内容は、１週間ずつの各コースとも、講義、ケー

ス実習、研究ワークショップを５日間の完結型で

構成し、発想法・論理的思考・プレゼンテーショ

ン能力を養うこととした。

1998年11月の第32回、1999年11月の第33回と２

回、試験的にスキルアップ専門コースとして、３

週間３コース制（「経営・情報」「国際」「経済・

労働」）で開催した後、2000年11月の第34回は、

スキルアップ専門コースの３回目として、参加者

の少なかった「国際」コースを外し、「経営・情報」

「経済・労働」の２コース、２週間制で実施した。

労働リーダーシップコースは、東日本コースを

中心に更なる改革を試みた。従来の東日本コース

を1998年11月の第32回から2000年11月第34回まで

スキルアップ専門コースとして開催してきたが、

2001年11月の第35回から東日本コースを「上級専

門コース」に改称し、それにともない従来の西日

本コースを2002年１月の第33回から基礎コースに

改革して、それぞれ開催した。改革にともない、

名称を、東日本労働リーダーシップコースは、「労

働リーダーシップ上級コース」に、西日本労働リー
東日本リーダーシップコース30周年国際シンポジウム（1996年12月６
日、明治学院大学）
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その後、第36回（2002年11月）から第39回（2005

年11月）まで第35回と同様のスタイルと場所で、

半年後のフォローアップ研修もセットで開催し

た。受講生数は第36回14名、第37回９名、第38回

８名、第39回８名であった。

特に第39回のフォローアップ研修会では、初の

試みとして、三菱重工業（株）名古屋航空宇宙シ

ステム製作所の飛島工場と小牧南工場史料室の見

学を行った後、修了生活動報告や全体討議を通じ

てフォローアップ研修を行った。

第40回で上級コースを東日本コースにもどす

第40回を迎えたのを機に、名称を上級コースか

ら労働リーダーシップ東日本コースに改め、2006

年11月に２週間の日程で開講した。内容と講義の

中に国会議事堂の見学と金属労協政治顧問による

講演、東京証券取引所見学と経済学者による実務

的な財務分析などを盛り込み、さらに労使の代表

を交えた『日本の雇用を考える』一日討論会など

を新たに入れ、２週目は軽井沢で合宿研修を行っ

た。受講生数は９名であった。

東日本コースが40周年記念

労働リーダーシップ東日本コースは、金属労協

が結成されて３年目の1967年（昭和42年）、日本

初の画期的な試みである大学と労働組合の提携に

よる教育プログラムとして開講して以来40周年を

迎えた。2006年11月の第40回までの研修生は総計

939名に達した。開設40周年を記念してシンポジ

ダーシップコースは、「労働リーダーシップコー

ス」に改称した。

東日本は第35回から労働リーダーシップ上級コー
スに
名称を改めた第35回労働リーダーシップ上級

コースでは、「金属労協の新しい運動の変化を踏

まえ、金属産業の政策づくりを推進し、新たな労

使関係を構築できる人材を養成する」ことを目的

に掲げた。カリキュラム内容としては、「社会・

経済」、「企業」、「金属労協の運動」の３つの大き

な変化について講義を通じて学ぶと共に、「労働

組合組織の将来の課題」についてゼミナールを通

して徹底した討議を行い、考え方を整理して解決

策を探ると共に、政策づくりに必要な専門知識と

創造的テクニックの習得をめざすこととした。

2001年11月19日（月）から12月１日（土）ま

で２週間のコースでは、１週目は品川白金台の明

治学院大学の教室で（通学可、宿舎は五反田ゆう

ぽうと）、２週目は合宿制で、御殿場の日産労連

研修センター「ゆうらいふ御殿場」で開校した。

参加対象は、今後の産別・単組の政策・制度や方

針づくりの中心的役割を担う人材ということで、

金属労協加盟産別役員、企連・単組の役員として、

参加資格は企連・単組役員を最低１期２年以上の

経験者（単産役員の場合は単組役員経験者であれ

ば新人でも参加可）として、募集人員は少数精鋭

ということで、20名としたが、初めての試みでも

あり、12名と少なかったが、受講生は問題意識を

持ち、意欲的に研鑽に励んだ。

この上級コースの大きな特徴の一つは、半年後

に振り返りの１泊２日のフォローアップ研修を最

初からセットしてあることだ。上級コース終了後、

半年後にフォローアップ研修会を行い、受講生各

人がコースで考えた課題解決案への対応について

の活動報告と、その後の新たな課題などについて

ゼミ担当講師のもとに議論しあった。

第40回労働リーダーシップ東日本コース（2006年11月、明治学院大
学）清家慶大教授の講義風景
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ウムを2007年４月27日、修了生、歴代講師、来賓

など関係者120名余が参加のもと、明治学院大学

国際ホールで開催した。基調講演では、「労働リー

ダーシップコース創設に想う」と題し、明治学院

大学元学長金井信一郎氏から創設に至るまでの経

過と目的、運営開始時のエピソードなどを中心に

講演を受けた。記念講演ではNHKエグゼクティブ・

プロデューサー今井彰氏から『プロジェクトX』

の制作秘話や日本のものづくりを支える人々の紹

介を通して、ものづくりに携わる人々が築き上げ

てきた道について講演を受けた。シンポジウム終

了後、会場を八芳園に移し、40周年記念レセプショ

ンを開催した。

東日本コースを休止、東西コース一本化で合意

金属労協は、中長期的な財政基盤の確立を図る

ために、総合プロジェクト会議答申を、2006年９

月大会で承認した。同答申では、抜本的な財政支

出の見直しについて提言しており、その中で、「金

属労協労働リーダーシップコース」の東西コース

の一本化について、「この労働組合リーダー養成

のための教育講座の開設は、東西それぞれ若干の

スタート時期の違いはあるが、概ね約40年の長き

にわたって実施され大きな評価を得てきた。しか

し、近年は受講生の減少が常態化してきているこ

とから、東日本コースが40年を迎えるのを契機に、

コースの一本化に向けた検討を行うこととする」

ことを打ち出した。

これを受けて、金属労協として、2006年10月に

東日本労働リーダーシップコースの提携先であ

る、明治学院大学の労働リーダーシップコース運

営委員会と協議を行い、受講生の減少傾向が続い

ている東日本コースの開催を一旦休止して、当面

は、西日本コースに統合していきたい旨を提案し、

これを了承いただいた。併せて東西労働リーダー

シップコースの統合に際しては、東日本コースの

一部の講義を西日本コースに移して実施していく

ことも確認した。

（2）西日本労働リーダーシップコースの軌跡
第26回西日本コースは、1995年１月10日〜28日、

京都・関西セミナーハウスで全期間合宿制のもと

女性３名を含む34名の受講生が参加して開校され

た。西日本コースは校長制を採用しており、校長

（竹中正人同志社大学名誉教授）、運営委員長（中

條毅関西国際産業関係研究所所長）、副校長（平

田哲関西セミナーハウス所長）、運営委員（香川

孝三神戸大学大学院教授、石田光男同志社大学教

授）、関西セミナーハウス事務局、金属労協事務

局（組織局）、金属労協関西地連事務局長で構成、

カリキュラム等の企画・準備作業にあたっている。

全体のプログラムは、「労働組合の課題と方向」

を総合テーマに掲げ、議長の開講講演を皮切りに、

「①自分の立つ歴史的背景を学ぶ＝縦」、「②自分

の立っている立場について学ぶ＝点」「③自分の

住む世界の広がりについて学ぶ＝横」「④自分の

生きる基礎について学ぶ＝深」の全人格的な人間

形成をめざした４つの柱に基づいて組まれた25講

座に加え、特別講演「経営と人間」では、川上哲

郎住友電工（株）会長から講演を受けた。

受講生は４つのゼミナールに分かれ、「労働組合

と人間」（担当＝竹中正夫）、「労働組合と社会」（担

当＝中條毅）、「労働組合と職場」（担当＝石田光

男）、「労働組合と世界」（担当＝香川孝三）のテー

マのもと、それぞれ自分の職場や組合の課題につ

東日本コース40周年記念シンポジウム（2007年４月27日、明治学院
大学）基調講演をされる金井信一郎先生
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男）、「労働組合と世界」（担当＝香川孝三）、「労

働組合と人権」（担当＝平田哲）の４つのゼミに

分かれて担当教授のもと、４回にわたるゼミで職

場や組合の課題について討議した。ゼミの総括シ

ンポジウム前夜は、各ゼミとも深夜まで総括論議

を行い、その成果をパワーポイントにまとめ発表

した。閉校式では竹中校長から式辞の後、全員に

修了証が授与された。また1,000番目の修了生と

なったコマツユニオンの薮田氏には記念品が贈ら

れた。30回までの修了生は総計1,011名に達した。

西日本30周年記念シンポジウム（1999年１月22日）
金属労協が現代産業社会の動きに対応した労働

組合の機能強化を図るべく、同志社大学の協力を

得て、京都・関西セミナーハウスで、毎年１月、

中堅組合役員を対象に行ってきた西日本労働リー

ダーシップコースが、1999年１月に30回の節目を

迎えた。

これを記念して、第30回コースの最終日1999年

１月22日午後、京都・関西セミナーハウスで開設

30周年記念式典・シンポジウムを開催した。

記念式典では、主催者を代表して得本金属労協

議長が挨拶し、関係各位に感謝を表した後、開校

30回で総計1,011名の修了生を出したことに、「こ

の労働リーダーシップコースが金属労協の運動を

支える財産となっている」と、今後ますますのコー

スの発展を期した。次に、来賓として同コース名

いて討議し、最終的にその成果を各人がレポート

にまとめると共に、成果を全員で分かち合った。

その他、朝の会、英会話、ファンタジー、比叡

山登山といった多彩なプログラムを受けた。

途中、１月17日に阪神淡路大震災が発生、受講

中の４名が職場に戻るなど４人の欠席があった

が、30人での閉校式が１月28日無事終了した。

第27回コースは、1996年１月９日〜27日に女性

２名を含む44名が受講して、同様のプログラムの

もと、開校された。

第28回コースは、1997年１月９日〜25日、44名

の中堅組合役員が受講し、開校された。今回から

受講生増に対応してゼミナールを従来の４ゼミか

ら、「労働組合と人間」ゼミを２つに増やし５ゼ

ミ体制とした。受講生は４つの柱に基づいて、労

働運動史、環境社会論、国際協力論、職場のメン

タルヘルスをはじめとする21講座を受講した。ま

た、特別プログラムとして、７回にわたる米国人

留学生による英会話、音楽をバックに生きる意味

について考えた朝の会、ダイキン工業（株）の井

上礼之社長による「これからの企業経営」と題し

た特別講演、全員で汗を流しながら登った比叡山

登山、皇室ゆかりの曼殊院への訪問、そして、５

つのゼミに分かれての指導教授のもとでの職場や

組合の課題を討議したゼミナールを受講した。

第29回コースは、1998年１月８〜24日、38名が

受講して開校された。初日午後にはグループ形成

のための貿易ゲームを新たに設けた。受講生は４

つの柱に基づいて20の講義を受けると共に、特別

プログラムとして、英会話や討論会、比叡山登山、

またトヨタ自動車副会長の磯村巌氏による「経営

と人間」と題した特別講演や、さらには、５つの

グループに分かれてのゼミナールなどを受講した。

第30回コースは、1999年１月８〜23日、42名の

参加して開校した。受講生は４つの柱に基づく20

の講義を受けると共に、「労働組合と人間」（担当

＝竹中正夫）、「労働組合と職場」（担当＝石田光 西日本リーダーシップコース30周年記念シンポジウム（1999年１月、京都）
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誉校長の八田同志社大学学長から祝辞を頂いた

後、開設以来、西日本コース校長である竹中同志

社大学名誉教授から「労働リーダーシップコース

30周年を振り返って」と題して記念講演を受けた。

竹中校長は、1969年12月の開校以来の30年間を振

り返りつつ、「この30年間に、延べ、1,011名の修

了生を出したことになる。25周年の時にとった統

計では、修了生の内、約６割の人々が現在も労働

運動に何らかの形で携わっているという。まさに

『継続は力なり』ということを実感する」と語り、

時代の要請に応える指導者養成で「めざしたこ

と」、「これからの道への問いかけ」について思い

を述べた。

続いて、記念シンポジウムでは「21世紀に求め

られる労組リーダーの育成と教育活動」をテーマ

にパネルディスカッションを行った。パネリスト

には、得本輝人金属労協議長、石田光男同志社大

学教授、衞藤辨一郎鉄鋼労連常任顧問（第１回修

了生）、古賀伸明松下電器労組委員長（第15回修

了生）、コーディネーターに中條毅同志社大学名

誉教授を招き、「求められる労組リーダー像とそ

のための教育活動」をテーマに論議し、各パネリ

ストから明確な考え方が示された。

この後、記念レセプションを開催した。修了生

や関係者100名余りが参加した。阿島事務局長が

開会の辞を述べた後、来賓として労働省の澤田労

政局長から祝辞を頂いた。参加者は思い出と共に

今後の展望を語り合った。

第31回コースは2000年１月11日〜29日、34名が

参加し開校した。今回から総合テーマを「21世紀

における労働組合の課題と役割」に改めた。総合

テーマを改めた意義について、竹中校長から開校

式の式辞で、「今年は新しい千年に入る大変意義

深い年であり、人類は大きな転換期を迎えている。

とりわけ労働組合自身も世紀の転換点にあたって

新たな役割を担うべき」と期待した。また、主催

者を代表して挨拶した得本議長は、「21世紀を目

前にした、この大きな変化の時代に労働組合はど

う対応していくのか。『21世紀の新しい労働運動

の課題』について大いに議論してほしい」と激励

した。

受講生は４つの柱に基づく21の講座を受講する

と共に、特別講演「経営と人間」では立石信雄（株）

オムロン代表取締役会長から講演を受けた。また、

「労働組合と人間」（担当＝竹中正夫）、「労働組合

と社会」①（担当＝中條毅）、「労働組合と社会」

②（担当＝香川孝三）、「労働組合と職場」（担当

＝石田光男）、「労働組合と世界」（担当＝平田哲）

の５つのゼミに分かれ、職場・組合での課題につ

いて討議した。

第32回コースは2001年１月11日〜27日、34名が

参加し、開校した。受講生は合宿制のもと、４つ

の柱に基づく20講義を受講した。また、指導教授

のもと、５つのゼミナールに分かれて、「労働組

合と人間」（竹中正夫）、「労働組合と社会」（中條

毅）、「労働組合と職場」（石田光男）、「労働組合

と世界－開発と環境」（香川孝三）、「労働組合と

世界－国際理解と国際協力」（平田哲）をテーマ

に４回のゼミナールで討議を深めた。

第33回から西日本の冠を取る（2002年１月より）
2002年１月より、西日本コースを総合的な基礎

コースに改編し、2002年１月第33回から「西日本」

の冠をはずし、「労働リーダーシップコース」に

改称した。第33回労働リーダーシップコース（基

礎コース）は、2002年１月９〜26日、京都・関西

セミナーハウスで32名が参加し、「21世紀におけ

る労働組合の役割」をテーマに開校した。受講生

は４つの柱に基づく20講義を受講した。ゼミでは、

「21世紀における労働組合の役割」を討議テーマ

に、「労働組合と人間」（担当＝竹中正夫）、「労働

組合と社会」（担当＝中條毅）、「労働組合と職場」

（担当＝石田光男）、「労働組合と世界」（担当＝香

川孝三）、「労働組合と社会貢献」（担当＝平田哲）
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の役割」のもと、４つの柱に基づく20講義を受け

ると共に、５つのゼミナールに分かれ、「労働組

合と人間」（竹中正夫校長）、「労働組合と社会貢

献」（平田哲副校長）、「労働組合と世界」（香川孝

三神戸大教授）、「労働組合と職場」（石田光男同

志社大教授）、「労働組合と社会」（中田喜文同志

社大教授）をテーマに、４回のゼミナールで組合

や職場における様々な課題について論議した。

竹中校長は、開校式の式辞の中で、『年々歳々

花相似たり、年々歳々人同じからず』との中国の

格言を引き、「毎年新年を迎えるが、その時に咲

く花はだいたい似た花が咲いている。しかし、そ

こに集い、出会う人は必ずしも同じではないとい

う意味です。このリーダーシップコースも毎年開

催しているが、私たちは、これは一回限りのもの

なのだといつも初心に立ち返って新鮮な思いで

リーダーシップコースを今日から始めていきた

い」と語った。残念ながら竹中校長は、同年2006

年８月17日に、病気のため80歳で急逝された。第

１回目から校長を務められた竹中正夫先生が育て

られた修了生は第１回から第37回の累計で、1,234

人となった。

第38回コースを西日本コースとして開校
2007年１月第２代校長に平田哲氏
東日本コースが、2006年11月に上級コースから

再び東日本コースに名称を戻したことにともな

の５つのゼミに分かれて討議した。

第34回コースは、2003年１月８日〜25日、31名

が参加し、開校した。４つの柱に基づく20講義を

受けると共に、５つのゼミナールに分かれて、４

回のゼミナールで職場や組合における様々な課題

について突っ込んだ論議を行った。その成果をレ

ポートにまとめると共に、ゼミごとに発表した。

コースの総括として、初めての試みとして、「21世

紀における労働組合の役割」をテーマに各ゼミの

代表がパネラーになりシンポジウムを行った。そ

の後、小グループに分かれてのグループディスカッ

ションの場を持ち、これからの労働組合の役割、

労組リーダーとしての使命・役割について話し合っ

た。特別講演「経営と人間」は、井植敏三洋電機

株式会社代表取締役会長から講演を受けた。

第35回コースは、2004年１月８日〜24日、34名

（内女性２名）が参加し、開校した。４つの柱に

基づく全人格的な人間形成をめざしたカリキュラ

ムのもと20講座を受講。指導教授のもとに、５つ

のゼミナールに分かれ、「労働組合と人間」「労働

組合と社会」「労働組合と職場」「労働組合と世界」

「労働組合と社会貢献」をテーマに４回のゼミナー

ルで職場や組合の課題について論議を行った。

コースの総括として、「21世紀における労働組合

の役割」をテーマに各ゼミの代表がパネラーとな

りシンポジウムを行った。特別プログラムとして、

特別講演「経営と人間」では、シャープ株式会社

辻晴雄相談役から講演を受けた。

第36回コースは、2005年１月12〜29日、27名が

参加し、開校した。受講生は４つの柱に基づく多

彩な講義を受けると共に、ゼミでの活発な討議を

はじめ、英会話などに取り組んだ。特別講演「経

営と人間」では、本田技研工業株式会社の吉野浩

行取締役相談役から講演を受けた。

第37回コースは、2006年１月11日〜28日、33名

が参加し、開校した。

受講生は、総合テーマ「時代の求める労働組合

第37回コースで英会話の指導をする竹中校長（2006年１月）
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金属労協50周年記念を迎えましたこと、労働組合役員の方々
の長い間のご努力とご研鑚の成果と心強く存じ、心からお祝い申
し上げます。
側面からご協力申し上げた当方「労働リーダーシップコース」で

したが、金井・竹中両教授の人間教育から始まり、さらに雇用を中
心とする産業社会の問題を広く国際領域まで進展させ、働く人の
組織を基盤とするも、労使官学の視点、史的考察を研究教育面
から外さないこと等を説いたが、同時に当方にとっては、真摯精鋭
の青壮年リーダーたちから貴重な現場の教示を受けて考えさせら
れる等、逆に勉強させられるフィールドワークの場でもあった。大リー
ダー達のスケールの大きさ、人間的魅力に接し、私の半世紀にわ
たる人生は生き生きと甦り感謝で一杯です。ありがとう存じます。産
業社会の基盤組織としてその成果を続けたいと思います。
私の半生を振り返ると、「亜細亜の曙」、「敵中横断三百里」等、

少年誌を貪り読んでいた幼少時代を経て、青年期には満州（現・
中国東北部）に飛び出して満鮮国境の大河「ヤール江」（鴨緑江）
に面した鐘紡・王子製紙合弁の新設中のパルプ大工場で働い
た。（工場長伊藤英雄）正に75年も前、1938年の国境の町・新
義州対岸の安東市（現丹東市）での生活が蘇る。北に向かって
逆に遡って行けば、現2014年の東倉里（ハンチャンリ）には北朝
鮮ミサイルが睨みをきかせている。日清・日露・支那事変にわたっ
て無残にアジアの人が血を流し犠牲となった霊が層になって眠っ
ているところに違いない。大陸に新しい理念と情熱をもって飛び出
した自分には、外地に飛び出した感覚だけがあり、大河を渡った
両岸には、日本関東軍の番兵が銃剣を持って立っていた、あの昭
和史のはじまりに、特に疑念らしいものはなかった。狭い内地で行
き詰まった夢をアジアの大地で生かしたかったのだろうか。
しかし、底辺労務の仕事に接してみて、すぐ外地労働力の背
後に「権力」があることは意識された。
水上勉も『瀋陽』（奉天）において、また、五味川純平の『人

間の条件』においても、下層労働層「苦力（クーリ）」（中国・イン
ドが主）が台頭してくるが、あの昭和初期の満州・ヤール江の河
畔でパルプ原料の葦（ヨシ）を集めて和船に積載する「苦力」の
監督をやったが、思えば、これが私の人生の命題・宿命でもあっ
た労務問題研究の発火点（はしり）でもあったのか、ここで予想も
しない突発事件に遭遇した。
ヤール江を西南に下れば、黄海に出て海岸を西に向かって遼

東半島の旅順・大連に連なるが、大連までの西に向かう海岸線
は当時、金日成（今の北朝鮮の金一族ではない）の名にし負うゲ
リラ部隊・抗日パルチザンの集結地であり、さすがの関東軍もここ
を避けていた危険特別地帯でもあった。
この近辺まで和船で出かけた難所で起こった、ある夜の衝撃
事態（トラウマ）をまとめた古い拙稿が頭を持ち上げてきたのも、
最近の北朝鮮の新しい動きと長生きの歴史的皮肉である。ただ、
自分にとっては日・中・鮮の関係に残る忘れられない貴重な事態
として心に残すのみとして、次の機会に詳説したい。
敗戦時には満鮮からの日本人の引き揚げ者が生死の苦境に追

い込まれた難所であるが、このヤール江岸の大都市「丹東市」の
教会で同志社出身の平松政男牧師に邂逅した。集まりは「王道
楽土」、「漢・満・蒙・鮮・日の五族協和」の話合いが主であったが、

むしろ「日帝」とか「抗日」の意識も現地民の間に広まっており、中
国大陸での泥沼の戦いが展開する頃であって、リットン調査団の
資料は、英国人牧師が民間中国人の中に入って集めたもので、
優勢であると国連の評価を受けていた。結論を先に言えば、平松
牧師、その他釜山教会の識者連の意見は、関東軍という権力の
衣を着る前に日本に帰国し、同志社の神学部に入って今一度出
直すことを説得強調された。これが神学部新設の厚生学科に入
学して「産業関係学」へ、更に「IMF－JC労働リーダーシップコー
ス」への参画と発展した。（『評論・社会科学　第百号』“社会
学部の設立構想とその経緯”、同志社大学社会学会）
人間が生きて行く条件を、あとになって整理したり修正したりして

も、失われた日々 は遂に蘇らない。自分の渡満直後、アジアは大き
く動いた。
1911年、辛亥革命の頃、近代中国の父「孫文」が軍国主義

に傾斜しつつあった日本に「覇道を行くか、王道を行くか」と問い
ただしたことがあったことを想起する。しかし、その後のスピーディ
な世界の変化、つまり私にとって帰国、進学、学徒出陣、米軍と
の太平洋での死闘、敗戦、米留学、日本の経済力復帰の過程で、
中国、韓国との経済協力の歴史を経て、高齢の今、「異質の大国、
習近平時代の中国への対応」が世界の安定にとっても波乱の要
因ともなり、中国は、米国のアジア回帰を望まぬ大国となって、先
進西欧と対立しているが、一方で国民の不平等や格差拡大とい
う大きい問題が台頭している。
中国の上位10％と下位10％の所得格差は18倍となったが、10

年前は10倍、日本は現在6.5倍である。（世界銀行調査）
生まれて一世紀も経ない間に世界そのものが争乱対立の悪夢

の坩禍となっている。通して、人間を考え見つめる休養の境は無
かった。
一方、米国でも上位1％の富裕層が所得全体の四分の一を

稼ぎ、富の40％を占め、25年前は12％と33％であり格差は大きく広
がっている。グローバル化によって、低技能、低賃金の国に、労働
力が流れていく「米国の企業文化」が米国固有のものとなり、労
組も弱体化し、経営者はリストラにより自分の報酬の増大に走った。
企業、銀行の利益優先策がとられる前に、金融規制緩和が筆

頭に出て、経済格差は一段と広がっている。
日本にもこの動きはないとは言えなかったが、しかし、国民の要
望を踏まえた堅実・健全な労使の動きとその教育組織が半世紀
にわたって養成され、反格差運動とその支えとなって根を張り、損
失を社会と国民に負わせ、利益を独り占めにしたウォール街に見た
不公正は阻止調整されている。
つまり、経済が広く底上げされないままで、少数の人々のみが

他をおとしめる形で富を増大させるのは、正当な競争ではなく病巣
の社会であり、米国の中にも政策の偏りを強く批判しデモも拡大し
た。中でも、ノーベル賞受賞の経済学者・コロンビア大学教授のジョ
セフ・スティグリッツは、「米国は、もはや資本主義国ではない」と
厳しい批判を続けた。即ち、「個の確立と責任感、能力の発揮、
そのような人間教育が『国家、社会』を安定させ、発展させるとい
う理念だけは判っているが、民主主義に支えられた市場経済がむ
しろ崩壊を進めている背景は何であるかと訴える米国内の識者の
声は、むしろ広がりつつある。」

労働リーダーシップコースを振り返って 労働リーダーシップコース顧問
（同志社大学名誉教授）

中條　毅
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い、第38回コースは、第38回労働リーダーシップ

西日本コースの名称で2007年１月11日〜27日ま

で、32名が参加し、開校した。

1969年12月の第１回から校長を務めていただい

た竹中正夫同志社大学名誉教授が、2006年８月17

日に80歳で急逝されたことに伴い、第２代校長に

平田哲副校長（アジアボランティアセンター代表）

が、副校長には香川孝三神戸大学大学院教授が就

任した。

開校式の冒頭、竹中正夫先生のご冥福を祈り全

員で黙とうした。コースでは４つの柱に基づく20

講座を受講すると共に、「労働組合と人間」（担当

＝平田哲）、「労働組合と社会」（担当＝中條毅）、

「労働組合と職場」（担当＝石田光男）、「労働組合

と世界」（担当＝香川孝三）の４つのゼミに分か

れて職場や組合の課題について討議した。特別プ

ログラムとして、特別講演「経営と人間」では、

木下光男トヨタ自動車株式会社副社長から「人材

こそ企業の要」との、労使の相互信頼を基本とし

たトヨタの企業理念について講演を受けた。この

ほか、英会話、比叡山登山、茶室体験をはじめ、

出店方式での討論会では、「組合が政治にかかわ

る必要性は？」「私が思う時間管理について」、「職

場の男女格差」など６つのテーマ別のテーブルを

設け、自分の興味のあるテーブルに集まり、活発

な討論を行った。

第39回コースは、2008年１月9〜26日、女性２

名を含む35名が参加し、開校した。４つの柱に基

づく20講座を受けると共に、４つのゼミナールに

分かれて、ものづくり労組・職場での様々な課題

について解決策を求めて討議を行った。特別プロ

グラムとして、特別講演「経営と人間」では、江

川豪雄三菱重工業取締役副社長から講演を受けた

ほか、英会話、ファンタジー、討論会、比叡山登山、

座禅体験、茶室体験などを行った。閉校式、記念

撮影後、受講生の発意で、大会議室南側に紅葉の

若木が記念植樹された。

第40回コースは2009年１月７〜24日、42名が参

加し、開校した。今回の40回で、第１回から40回

までの40年の修了生数は総計1,343名となった。

受講生は、合宿形式で仲間づくりをしながら、

労働組合リーダーとして必要な基礎的・専門的知

識を「歴史的背景」「自分の立つ場」「世界の広が

り」「生きる基礎」という４つの柱に基づく体系

的な20講義を研鑽した。また、「労働組合と人間」

（平田哲校長）、「労働組合と世界」（香川孝三副校

長）、「労働組合と職場」（石田光男同志社大教授）、

「労働組合と社会」（中田喜文同志社大教授）に加

え、新たに「労働組合と働き方」（冨田安信同志

社大教授）を設け、５つのゼミナールに分かれて、

ものづくり労組・職場での課題について徹底した

議論を行い、最後にその課題解決案を個人でレ

ポートにまとめると共に、ゼミ別にその成果を発

表し合った。

その他、特別プログラムとして、グローバルな

資質を養うべく、早朝の７回にわたる英会話講座、

特別講演「経営と人間」（平山喜三郎新日鉄（株）

常務取締役）、コミュニケーションの体験学習

「ファンタジー・グループ」、組合・職場の課題を

自由に話し合う討論会、京都の文化を味わう茶室

体験と、人生の意味を考える早朝座禅、古都散策

では、「鞍馬山の自然に学ぶ」として牛若丸伝説

で有名な鞍馬山を散策した。

西日本コース40周年記念行事（2009年５月）
金属労協が主催する労働リーダーシップコース

（旧西日本コース）が2009年１月で第40回の節目

を迎えた。これを記念して、2009年５月15日午後、

過去10年間の修了生、運営委員、講師、産別・企連・

単組役員160名の出席のもと、記念シンポジウム

を京都市今出川にある同志社大学・寒梅館の地下

「ハーディーホール」で開催した。記念シンポジ

ウムは２部制で開催し、第１部の記念式典は、司

会を務めた若松事務局長の開会の辞でスタート。
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て講演を受けた。第２部は、学生や一般住民にも

公開したところ、学生や主婦ら180人が参加した。

藤原氏は、「これからの日本をよくするためには、

政治家や官僚でなく、国民自身がもっと賢くなる

必要がある」ことを強調した。

記念シンポジウム終了後、ガーデンパレスホテ

ルで、修了生、講師、産別・企連・単組など関係

者170名余の出席のもと、記念レセプションを開

催した。冒頭、主催者を代表して西原議長が挨拶

した後、金属労協三役、来賓代表による鏡開きを

行った。香川副校長の音頭で、労働リーダーシッ

プコース40周年を祝い、ますますの発展を祈り全

員で乾杯した。最後に若松事務局長の音頭で労働

リーダーシップコースのますますの充実・発展を

祈り、全員で一本締めを行った。

40周年記念式典・レセプションを終えた翌５月

16日には、若松事務局長をはじめ金属労協事務局

代表が、労働リーダーシップコースの会場として

過去40年お世話になっている関西セミナーハウス

を訪問し、改めて、40年間にわたる同セミナーハ

ウスの協力に感謝し、40周年記念のもみじの木の

植樹をすると共に、電気洗濯機２台を贈呈した。

第41回コースは、2010年１月7日〜23日、女性

１名を含む39名が参加し、開校した。受講生は４

つの柱に基づく多彩な講義を研鑽すると共に、ゼ

ミナールでは金属ものづくり産業の労組・職場で

の課題について議論を重ねた。また、特別プログ

冒頭、主催者を代表して西原金属労協議長が挨拶

に立ち、40年間にわたり３週間全期間合宿制によ

る本格的な労働組合リーダーの養成機関として、

延べ1,343名の人材を労働界に送り出してきた本労

働リーダーシップコースの歴史と果たしてきた役

割の大きさについて述べた。そして、このコース

を支えてくださった初代校長の竹中正夫先生、運

営委員長の中條毅先生、第２代校長の平田哲先生

をはじめとする歴代の運営委員の先生方、講師の

先生方、最適な教育環境を提供、協力していただ

いている関西セミナーハウス、歴代学長が名誉校

長として側面から支えていただいている同志社大

学、地元組織として支えていただいている関西ブ

ロック、そして何より、受講生を送り出し、留守

を支えてくださっている産別・企連・単組の方々

など、関係者の支えと協力に心から感謝した。

来賓として厚生労働省の小野政策統括官、同志

社大学の田端副学長、連合の古賀伸明会長（第15

回修了生）、金属労協関西ブロックの山口代表か

らそれぞれ祝辞をいただいた。その後、平田哲校

長、中條毅運営委員長をはじめ香川孝三副校長、

石田光男運営委員、中田喜文運営委員、冨田安信

運営委員の各先生方が、40周年を迎えた感想と思

いを込め挨拶した。

第２部では、記念講演として、ベストセラーと

なった『国家の品格』の著者である数学者・作家

である藤原正彦氏から「日本のこれから」と題し

労働リーダーシップコース40周年記念シンポジウム（2009年５月、京
都・同志社大学）運営委員の先生方

開校式で式辞を述べる平田校長（2010年１月、京都）
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ラムでは英会話、討論会、座禅体験、茶室体験、

特別講演「経営と人間」〔中村ブレイス（株）中

村俊郎社長〕等を受けた。

第42回コースは2011年１月12〜29日、女性３名

を含む41名が参加し、開校した。受講生は、「時

代の求める労働組合の役割」を総合テーマに、４

つの柱に基づいて労働法、労使関係論、国際労働

運動論など19に及ぶ体系的な講義を受講すると共

に、「労働組合と人間」（平田哲校長）、「労働組合

と世界」（香川孝三副校長）、「労働組合と職場」（石

田光男同志社大教授）、「労働組合と社会」（中田

喜文同志社大教授）、「労働組合と働き方」（冨田

安信同志社大教授）の５つのゼミに分かれて、５

回にわたるゼミを通して職場・組合における課題

について指導講師のもとで討論を行うなど、同じ

金属の組合の仲間と共に、友情を育みつつ全人格

的な多彩な研修を受けた。

第43回コースは、2012年１月11〜28日、39名が

参加し、開校した。受講生は、「時代の求める労働

組合の役割」をメインテーマに掲げ、４つの柱に

基づく多彩な講義を受けると共に、５つのゼミナー

ルに分かれて、ものづくり職場における組合の課

題についての討議など合宿形式で研鑽に励んだ。

第44回コースは、2013年１月15〜26日、京都・

関西セミナーハウスで、42名が参加し、合宿形式

で開校した。今回から、より受講生が参加しやす

い環境づくりの観点から、従来２週間半であった

コース期間を２週間に短縮して開催した。「時代

の求める労働組合の役割」を総合テーマに掲げて、

４つの柱に基づいた15講義を受けると共に、「労

働組合と世界」（香川孝三副校長）、「労働組合と

職場」（石田光男同志社大教授）、「労働組合と働

き方」（冨田安信同志社大教授）、「労働組合と企

業」（上田眞士同志社大教授）の４つのゼミに分

かれて、５回にわたるゼミを通して、ものづくり

産業における組合・職場で直面する課題について、

その解決に向けて活発な討議を行った。コースの

最後にその成果をゼミ別に発表し、全員で共有し

あった。

この他、特別プログラムとして、特別講演「経

営と人間」では、井上礼之ダイキン工業会長から

「グローバルな企業経営とリーダーの資質」につ

いて講演を受けたのをはじめ、開校講演「これか

らの労働運動とリーダー像」（西原議長）�、金属

労協講演「金属労協の運動課題」（若松事務局長）

を受けた。また、講義の合間には、京都の伝統文

化に触れるプログラムとしてセミナーハウス内の

清心庵での「お茶室体験」や、圓光寺での「座禅

体験」、鞍馬山散策、比叡山登山なども体験した。

第45回から開催が１月から10月に変更、香川孝
三氏が第３代校長に
第45回コースは、従来の１月開催から10月開催

に変更して、2013年10月７〜19日、京都・関西セ

ミナーハウスで開校した。今回から運営委員体制

を変更し、平田校長から交代した香川孝三第３代

校長（大阪女学院大学教授）と石田光男副校長（同

志社大学教授）のもと、２週間のコースで前回同

様のカリキュラムで研鑽した。なお、中條毅前運

営委員長、平田哲前校長は、顧問に就任した。10

月19日の閉校式では、受講生39名全員に香川校長

から修了証が授与された。最後に受講生を代表し

て女性として初めて級長を務めた原村恵子さん

（全トヨタ労連）が、コースで学んだ成果をこれ

閉校式を行う香川孝三校長
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からの活動で活かすと共に、39名の友情の絆を更

に深くしていくことを誓った答辞を述べ閉校し

た。第45回までの修了生は計1,543名となった。

（3）国際労働セミナーの軌跡
第32回国際労働セミナーは、1996年６月５〜７

日、京都市の叡山観光ホテルで、関西地連の受け

入れで、加盟産別・企連・単組の役員137名が参

加して、「少子高齢社会と社会保障－スウェーデ

ンに学び日本の進路を探る」をテーマに開催した。

同セミナーには東南アジア研修生７人、韓国金

属労連研修生10人も参加した。

得本輝人議長の開講講演の後、基調講演Ⅰとし

て「スウェーデン金属労組の国際連帯活動の理念

と実践」と題して、ジョン・フェルナンデス・ス

ウェーデン金属労組国際部長から講演を受けた。

続いて、基調講演Ⅱとして「スウェーデン金属労

組の社会福祉政策と今後の課題」と題して、ト

ニー・ピーターソン・スウェーデン金属労組シニ

アオフィサー（社会福祉政策担当）から講演を受

けた。続いて、基調講演Ⅲとして、「スウェーデ

ンと日本の社会福祉制度の比較」と題して、ス

ウェーデンの社会福祉制度を研究している山井和

則奈良女子大学生活環境学部専任講師から講演を

受けた。

この後、基調講演の３人の講師に加え、厚生省

の渡辺芳樹厚生省保険局保険課長をパネリストに

加え、土田良雄金属労協事務局次長をコーディ

ネーターに、「超少子高齢社会と社会保障－日本

とスウェーデンの比較を通して」をテーマにパネ

ル討論を行った。最後に、小島正剛IMF東アジア

事務所所長から特別講演として「最近の国際労働

運動の焦点」と題して講演を受けた。

第33回国際労働セミナーは、1996年７月８〜10

日、神戸の新神戸オリエンタルホテルで、加盟産

別・単組役員100名の他、東南アジア労組幹部研

修生４名が参加し、関西地連の受け入れで、「メ

ガコンペティション時代の労働組合戦略を探る－

IGメタルとIMF－JCの戦略の比較を通して」を

テーマに開催した。得本議長による開講講演の後、

基調講演Ⅰとして阿島事務局長から「IMF－JCの

労働政策ビジョン」と題して講演を受けた。基調

講演Ⅱとして前島巌東海大学教授から「ドイツ労

使をめぐる諸課題」、基調講演Ⅲとして、ヴォル

フガング・シュレーダー IGメタル労働政策担当（会

長補佐）から「IGメタルの戦略と挑戦」と題して

講演を受けた。

この後、３人の講師に加え、小島正剛IMF東ア

ジア地域事務所所長をパネリストに迎え、阿島事

務局長のコーディネーターでパネル討論「メガコ

ンペティション時代の労働組合の戦略を探る－IG

メタルとIMF－JCの戦略の比較を通して」を行っ

た。その後、特別講演Ⅰ「マルチメディアと企業、

そして労働組合」（大平浩二明治学院大学経済学

部教授）と�特別講演Ⅱ「最近の国際労働運動の

焦点」（小島正剛IMF東アジア地域事務所所長）

を受講した。

第34回国際労働セミナーは、1997年７月10〜12

日、香川県の琴平公会堂で、四国地連の受け入れ

で、東南アジア研修生６名を含めて加盟産別・単

組役員114名が参加して、開催した。「グローバリ

ゼーション下におけるこれからの国際連帯活動の

あり方」をテーマに掲げ、韓国、オーストラリア、

日本、ドイツ、アメリカの各国労組役員から労働

情勢報告として、Ⅰ「韓国の労働情勢－労働法改

定問題を中心に」（講師：童進貴韓国金属労連

（FKMTU）企画室長）、Ⅱ「オーストラリアの労

働情勢－労働法改訂への労組の対応」（講師：ダグ・

キャメロン・オーストラリア金属労組書記長）、

Ⅲ「経済のグローバル化と国際連帯」（講師：阿

島征夫金属労協事務局長）、Ⅳ「ドイツの労働情勢」

（講師：ヴィティッヒ・ロスマン・ドイツ金属労

組ケルン地本役員）、Ⅴ「米国の労働情勢」（講師：

クリスティーン・ピーター全米自動車労組国際担
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労働情勢について」［講師：FNV�（全オランダ総

同盟産業労連）�トン・ウェネクス経済政策顧問］、

Ⅲ「スウェーデンの経済・労働情勢について」（講

師：スウェーデン金属労組ステファン・ロフベン

国際担当部長）、Ⅳ「日本の経済・労働情勢につ

いて」（講師：阿島征夫事務局長）を受けた後、

４人の基調講演講師をパネラーに、小島正剛IMF

書記長アドバイザーをコーディネーターに迎え、

パネル討論「多様化する雇用形態と労働組合の対

応」でさらに議論を深めた。

第37回国際労働セミナーは、第５回アジア金属

連帯セミナーとの合同開催の形で、2000年６月28

〜30日、横浜市の三菱電機労組研修センター「メ

ロンディアあざみ野」で、「アジアを知る〜アジ

ア諸国の経済・労働情勢の現状と課題」をテーマ

に、海外から28名、国内から40名が参加して開催

された。セミナーでは、基調講演を２本、基調講

演１「アジア経済の課題と展望」（香川孝三神戸

大学大学院教授）、基調講演２「アジアの労働情

勢について」（小島正剛顧問）を受けた。

第１部「アジアの実情を知る」と題して、各国

から経済・情勢について報告を受けた。第２部「ア

ジアの課題を知る」では、パネル討論「アジア地

域の社会的セーフティネットづくり」、フォーラ

ム「アジア地域の中核的労働基準の課題と今後の

対応」を行った。ワークショップでは参加者は６

つのグループに分かれ、アジア各国のライフスタ

当）の情勢報告を受けた後、５名の報告者をパネ

リストに迎え、小島正剛IMF東アジア地域事務所

所長のコーディネーターのもと、パネル討論「グ

ローバリゼーション下におけるこれからの国際連

帯活動のあり方」を行い、フロアからの質疑応答

も交えて、議論を深めた。

第35回国際労働セミナーは、1998年６月８〜10

日、福岡の北九州八幡ロイヤルホテルで、九州地

連の受け入れで、加盟産別・単組から102名（ア

ジア研修生６名含む）が参加して、「グローバリ

ゼーション下におけるこれからの国際連帯活動の

あり方PartI－高度情報化時代での労組の対応」を

テーマに開催。得本議長の開講講演の後、３本の

労働情勢報告－I�「カナダの労働情勢」（講師：カ

ナダ自動車労組（CAW）全国代表ハーマン・ロー

ゼンフェルド氏）、Ⅱ「東南アジアの労働情勢」（講

師：IMF東南アジア地域事務所代表アルナサラム

氏）、Ⅲ「ニュージーランドの労働情勢」（講師：

ニュージーランド機械・印刷・製造労組本部最高

顧問アンドリュー・リトル氏）を受けた。

この後、労働情勢報告を行った３人の講師に加

え、阿島事務局長をパネリストに迎え、小島副議

長のコーディネーターのもと、パネル討論「グロー

バリゼーション下におけるこれからの国際連帯活

動のあり方PartI－高度情報化時代での労組の対

応－」を行い、さらに論議を深めた。

第36回国際労働セミナーは、1999年７月１〜３

日、北海道札幌市の「ホテル・モントレ札幌」で、

「多様化する雇用形態と労働組合の対応」をメイ

ンテーマに、北海道地連の受け入れで、加盟産別・

単組から93名（東南アジア研修生６名含む）が参

加して、開催した。今回の労働セミナーは、雇用

問題に焦点をあて、特に多様化する雇用形態を中

心に論議を深めた。得本議長による開講講演の後、

基調講演を４本、Ⅰ「アメリカの経済・労働情勢

について」［講師：IAM（全米機械工労組）デニス・

ヒッチコック国際担当部長］、Ⅱ「オランダの経済・

第36回労働セミナー（1999年７月、札幌市）
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の関係」をメインテーマに、加盟産別・単組から

70名の参加を得て開催した。

セミナーでは、基調講演を５本、Ⅰ「グローバ

ル化における日本の金属産業の現状と今後の中国

との関係」（鈴木勝利金属労協議長）、Ⅱ「中国の

最近の政治・経済・労働情勢と今後の展望につい

て」（張紀痔城西大学経済学部助教授）、Ⅲ「グロー

バル経済下の金属産業とIMFの取り組みについ

て」（鎌田普IMF本部シニア・エグゼクティブ・

オフィサー）、Ⅳ「フォルクスワーゲン社の中国

進出の経緯と現地労組との関係について」（ヴェ

ルナー・ヴィドゥッケルIGメタル経営協議会調整

室長）、Ⅴ「韓国金属産業の動向と中国との関係

について」（金満載FKMTU事務局長）を受けた後、

４人の基調講演海外講師をパネラーに、鈴木議長

の代わりに團野事務局長代行がパネラーを務め、

小島正剛金属労協顧問をコーディネーターに迎

え、中国問題を中心にパネル討論でさらに議論を

深めた。

第40回国際労働セミナーは、2005年７月14〜16

日、京都国際ホテルで、「変革の時代における雇

用戦略」をメインテーマに、加盟産別・単組から

86名（東南アジア研修生10名を含む）の参加を得

て、開催した。

セミナーでは、基調講演４本、1「経済のグロー

バル化における日本の金属産業の現状と労働組合

の課題」（古賀伸明金属労協議長）、2「EU雇用戦

略と労働時間問題」（ペーター・シェラ欧州金属

労連事務局長）、3「雇用形態の多様化と社会保障

の動向」（イェンス・ブンドバッド　デンマーク

産業中央組織国際局長）、4「日本の状況と雇用戦

略について」（團野久茂金属労協事務局長）を受

けた後、小島正剛金属労協顧問をコーディネー

ターに、イェンス・デンマーク産業中央組織国際

局長、石田光男同志社大学教授、團野久茂金属労

協事務局長をパネラーに迎えて、基調講演を踏ま

えて「変革の時代における雇用戦略」についてさ

イル等について経験交流を行った。

日本の金属労働者は「欧米並の賃金・労働条件、

ゆとりある豊かな生活の実現」を目指して、IMF

の欧米先進国労組の取り組みをモデルにひたすら

に走り続けて来た。この37年継続して開催してき

た国際労働セミナーは、金属労協の運動全体にも、

そして加盟産別・単組からの参加者に対しても、

欧米の先進的な労働運動の取り組みを、現地の労

組リーダーを講師に迎え、直に講演とパネル討論

による質疑応答を通して学習する格好の機会とし

て、多大な収穫と影響を与え続けた。国際労働セ

ミナーは、2000年以降は国際局の所管で開催した。

第38回国際労働セミナーは、2002年７月10日〜

12日、岩手・安比高原のホテル安比グランドで、「雇

用の維持・創出に対する各国の取り組みと今後の

展望」をメインテーマに、加盟産別・単組から86

名（含む東南アジア研修生６名）の参加を得て開

催した。

セミナーでは、基調講演を４本、Ⅰ「日本の経済・

社会・労働情勢と金属労協の取り組み」（鈴木勝

利金属労協議長）、Ⅱ「イギリス・ブレア政権で

のニューディールに対する労組の取り組みと見

解」（ダニー・カリガン：AMICUS・AEEU中央

執行委員）、Ⅲ「スウェーデン・モデルにおける

労組の役割」（ラルス・ジョンソン：スウェーデ

ン金属労組調査局EUコーディネーター）、Ⅳ「ド

イツ・雇用のための同盟の動向と労組の取り組み」

（クラウス・ラングIGメタル会長室局長）を受け

た後、３人の基調講演海外講師をパネラーに、鈴

木議長の代わりに團野事務局長代行がパネラーを

務め、小島正剛IMF書記長アドバイザーをコー

ディネーターに迎え、「雇用の構造転換への対応

と新たな働き方の構築に向けて」をテーマにした

パネル討論でさらに議論を深めた。

第39回国際労働セミナーは、2003年７月17〜19

日、北九州市の北九州国際会議場で、「グローバ

ル化における各国金属産業の現状と今後の中国と
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に」（4,700部1995年８月発行）と1996年闘争ポス

ター「我々は道標になる」（4,700部1995年11月発

行）の２種類を作成した。

1997年度広報活動は、①機関紙は、タブロイド

判で月１回１日付けで発行した。②機関誌はB5版

で季刊で年４回発行した。特集テーマについては

「これからの新産業別最低賃金」、「グローバル時

代の日独金属労組の戦略」（1996年秋号）、「金属

労協賃金労働政策をめぐって」（1997年冬号）、「労

働者教育と大学の役割」（1997年春号）、「社会保

障システムと女性」（1997年夏号）を取り上げた。

③時代のニーズに合わせて、金属労協として

ホームページを1997年４月１日に開設した。ホー

ムページの構成内容は、第１部：金属労協の紹介

（議長あいさつ、金属労協とは（本部機構、構成

組織の紹介、歩み、運動方針、IMF紹介）、第２部：

金属労協�NOW（賃金・時短情報、国内労働トピッ

ク、闘争関連以外の金属労協及び加盟単産の特記

事項、国際労働トピック）を掲載。

その他の広報資料として、④組織要覧「1997〜

98年度版」（1997年２月発行2,000部）、⑤金属労協

紹介しおり（日本語版3,000部）、⑥金属労協紹介

ビデオ（英語版、日本語版）�（15分）を発行した。

また、⑦ポスターについては、96年闘争ポスター

「改革へのSTEP�UP」4,050枚を発行した。

1998年度広報活動は、①月刊の機関紙（タブロ

イド判２〜８頁）と②季刊の機関誌の発行に加え、

③ホームページの３つのメディアを中心に行って

きた。機関誌の特集テーマとして「グローバリゼー

ション下での国際連帯活動を問う」（1997年秋号）、

「世界の労働時間の変化と潮流」（1998年冬号）、

「国際ボランティア活動と労働組合」（1998年春

号）、「男女共同参画をめざして－シンガポールの

事例に学ぶ」（1998年夏号）を取り上げた。

また、④闘争時に、初めての試みとして、戦術

委員会確認事項、闘争状況などを中心に、FAX

ニュースを、闘争準備期から山場集約時期に至る

らに議論を深めた。国際労働セミナーは、第40回

をもって開催を終了することになった。

（4）広報活動の軌跡
（1994年９月〜2014年８月）

1995年度広報活動は、①機関紙はタブロイド判

で毎月発行。８月１日号（運動方針号）、11月22

日号（闘争方針号）タブロイド８頁、後の通常号

はタブロイド４頁で発行。②機関誌については、

B5版で労働運動理論誌として、隔月発行で毎号タ

イムリーな特集を企画した。特集では「規制緩和

による新物価体系の構築と雇用の創出」（1994年�

No.10－11）、「高齢化時代における生活重視型シ

ステムの構想」（1995年No. １－２）、「高齢社会と

女性」（1995年No. ５－６）を取り上げた。

③ポスターについては、95年闘争ポスターを「そ

の先の幸せは、この手で」とのキャッチフレーズ

で、94年11月に4,600枚発行した。

④結成30周年を記念して、金属労協30年史「挑

戦」と、写真集として「写真に見る金属労協30年

の歩み1964〜1994」をそれぞれ2,000部発行した。

写真集は日本語・英語併記で30年の歩みを内外に

紹介する内容とした。

1996年度広報活動は、①機関紙は、タブロイド

判で毎月発行した。②機関誌については、労働運

動理論誌として月刊で発行してきたが、1996年春

（４月）から季刊発行にして毎号タイムリーな特

集を企画した。特集テーマとしては「少子・高齢

社会と社会保障」、「男女雇用機会均等法施行10

年」、「青年海外協力隊の役割とこれからの課題」、

「労働運動の変遷と今後の課題」、「どう変わる!こ

れからの日本の雇用」、「日米の機会均等政策の比

較と検証」などを取り上げた。

③金属労協紹介パンフとしてA4版カラー 31頁

ものを1996年４月に発行した。

④ポスターについては、キャンペーンポスター

「モノづくりこそ国の担い手－汗をカテに夢を形
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対応」（1999年秋号）、「2000年闘争シンポジウム」

（2000年冬号）、特集１「東西労働リーダーシップ

コース」、特集２「福間知之氏に捧ぐ」（2000年春

号）、「男女共同参画の社会と職場づくり－仕事と

家庭の両立－」（2000年夏号）�を取り上げた。

③FAXニュースは206カ所に対して計20号発送

した。④ポスターについては2000年闘争ポスター

「社会のひずみを正す�生活の土台をつくる」を

4,150枚、1999年12月１日に発行した。

⑤紹介パンフレッ卜の2000年改訂版を1999年９

月30日に日本語3,000部、英語1,000部を作成した。

⑥ホームページについては、従来の一般向け金

属労協ホームページに加えて、内部（加盟単産・

単組）向けサイトとしてJCネットを2000年３月１

日に新たに開設した。

2001年度広報活動は、①機関紙については、

2001年１月号から従来のタブロイド版縦打ちから

A4変形サイズ横打ちにスタイルを一新して、2001

年１－８月号までは紙印刷とホームページ両方を

月１回発行した。2001年９月以降はホームページ

のみに掲載した。ただし、運動方針号、大会特集号、

新年号、闘争方針号は９月以降も紙印刷で発行す

ることとした。また、②機関誌についても、2001

年１月号からA4変形サイズ縦打ちに変更し、レイ

アウトも合わせてスタイルを一新し、季刊発行し

た。内容については、金属労働運動を推進する特

集を組むと共に、2001年１月号から固定コーナー

の「響き」「フォトエッセー」を整理し、新たに「制

度・政策を中心とする単産の事例コーナー」、「IMF

コーナー」を新設した。特集は「アジアを知る〜

第５回アジア金属連帯セミナー /第37回国際労働

セミナー」（2000年秋号）、「IT革命の展望と企業、

労働組合への影響」（2001年冬号）、「企業行動規

範の締結に向けて」（2001年春号）、「ものづくり

技術発展のためのシステムづくり」（2001年夏号）

を取り上げた。

③FAXニュースも2001年闘争時を中心に、加盟

1997年９月〜1998年４月まで計19回発行、加盟産

別、速報対象組合を中心に送付した。さらに、緊

急アピールも適宜FAXニュースとして送った。

また、⑤ポスターについては98年闘争ポスター

「21世紀への約束〜1,800時間を21世紀に持ち越さ

ない」（1998年12月１日）を4,150枚発行した。

1999年度広報活動は、①機関紙タブロイド判の

月刊発行。②機関誌の季刊年４回発行を行った。

特集については「グローバリゼーション下におけ

るこれからの国際連帯活動のあり方PartⅡ」（1998

年秋号）、「労使がカギを握る経済再生、雇用と生

活」（1999年冬号）、「21世紀に求められる労組リー

ダーの育成と教育活動」（1999年春号）、「男女共

同参画の職場と社会づくり」（1999年夏号）を取

り上げた。

③ポスターについては、99年闘争ポスター「労

使がカギを握る�経済再生、雇用の確保」を�4,150

枚、1999年12月１日に発行した。

④紹介パンフをリニューアルしてコンパクトで

見やすいパンフレットの形に改め日本語版、英語

版を1998年10月にA4版６頁（変形）で初版500部

を発行した。

2000年度広報活動は、①機関紙タブロイド判を

月刊で発行。②機関誌は季刊で４回発行した。特

集については「多様化する雇用形態と労働組合の

200年闘争ポスター
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年秋号）、「雇用の維持・創出への対応と構造改革」

（2002年冬号）、「日本経済の復活－構造改革への

対応」（2002年春号）、「これからの労働運動の方

向性」（2002年夏号）を取り上げた。

③FAXニュースは、加盟産別・単組に対して、

闘争状況に関する情報をタイムリーに伝達するた

めに、205カ所に計17回発行した。

④ホームページについては、一般向けホーム

ページと内部向けホームページ（JCネット）につ

いて、加盟産別・単組のニーズに対応できるよう

改善を行った。一般向けホームページについては、

タイムリーな事項にすぐにアクセスできるよう、

IMF世界大会、国際連帯キャンペーン、ワークシェ

アリング、社会的合意形成等のコーナーを新設す

ると共に、機関紙全文さらに詳細分、機関誌特集

をネット上で見られるようにした。JCネットにつ

いては、闘争状況の直近の詳細情報を、FAXニュー

ス等の内容も含め適時掲載し、活用できるように

した。

⑤ポスターについては、2002年闘争用のポス

ターを作成した。金属労協と産別の両方の名前を

印刷するポスターの共通化は定着し、今回は、前

回同様加盟７産別中４産別（自動車総連、JAM、

造船重機労連、非鉄連合）が共通化を行った。特に、

自動車総連の場合は、共通化を企連のレベルまで

広げ、金属労協と産別名に加え企連名も連記の上、

発行枚数も大幅に増加した。2002年闘争ポスター

「雇用　生活　JC共闘　安心と信頼を」を2001年

12月１日に11,850枚発行した。

⑥紹介パンフレットについては、2002年度改訂

版を2001年９月30日に発行。⑦紹介ビデオ2002年

度改訂版を2001年10月15日に日本語版、英語版、

韓国語版、中国語版で製作した。

金属労協「広報のあり方」を策定
教育広報担当者会議の場で、１年間、「各産別

の広報活動の現状と課題」について事例報告を受

産別・単組に対して、闘争状況に関する情報をタ

イムリーに計15回発行した。

④ホームページについては、一般向けホーム

ページと内部向けホームページ（JCネット）につ

いて、加盟産別・単組のニーズに対応できるよう

改善を行った。一般向けホームページについては、

闘争コーナー、COCコーナー、産業政策コーナー

を新設すると共に、機関紙全文、機関誌の一部を

ネット上で見られるようにした。JCネットについ

ては、闘争状況の直近の詳細情報、JC－FAX

ニュース等を適時掲載し、活用できるようにした。

⑤闘争ポスターについては、工場等の組合掲示

コーナーは限定されており、連合、金属労協、産別、

単組のポスターが重複して来ると、掲示するのが

難しい現状を踏まえ、今後は産別と連携してポス

ターの一本化、共通化を図っていくことを教育・

広報担当者会議で確認した。2001年闘争ポスター

については、自動車総連、JAM、造船重機労連、

非鉄連合の４産別が、金属労協ポスターとの共通

化に同意、金属労協ポスターに各産別名を入れて

発行した。2001年闘争ポスター「新しい経済・社

会システムづくり－新たな共闘軸の構築」は2001

年12月１日に、7,450枚発行した。

⑥紹介パンフレット2001年度改訂版を2000年９

月30日に発行。⑦紹介ビデオの2001年度改訂版を

2000年10月15日に制作した。

2002年度広報活動は、①機関紙「IMF－JC金属」

の発行は、2002年度（2001年９月）より、大会特集、

闘争方針特集、新年特集、運動方針特集の年４回

の特集号のみの発行とし、日常的な広報はホーム

ページの方へシフトした。

②機関誌「IMFJC」については、A4変形サイ

ズ縦打ち形式で、JC運動を推進する特集を組むと

共に、固定コーナーに「政策・制度解説コーナー」

を新設、労働組合役員のための理論雑誌として、

季刊発行した。特集については「労使合意による

社会的合意形成に向けた新たな運動展開」（2001
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推進されている。

金属労協加盟組織の状況を見ると、ほぼ全ての

産別において、独自ホームページを開設、また、

加盟企連・単組のレベルでも徐々にインターネッ

ト化が進みつつある。このような状況のもとで、

可能な限り広報のインターネット化を推進してい

く必要性はあるが、その一方で、広報のインター

ネット化の一律的な過度の推進は、情報格差等の

弊害を生む危険性をはらんでいることも事実であ

る。この弊害を避けるためには、紙媒体とインター

ネット媒体を中心とする情報ツールの使い分け

（選択）のルールづくりが必要である。

そこで、各組織レベルにおいて、的確な情報ツー

ルを選択する際の指標として、「金属労協の広報

のあり方を示し、情報レベルに応じた情報ツール

の選択基準について提起する。」と今回の「広報

活動のあり方」の策定意義について記した。

広報のあり方の項目は次の通り。

Ⅰ.��さまざまな媒体による広報活動のメリット・

デメリット

1.�紙媒体による広報活動

2.�他の媒体による広報活動

3.�インターネット媒体による広報活動

Ⅱ.�金属労協の今後の広報のあり方

1.��情報レベルに応じた情報ツールの選択のあ

り方

2.�情報ツールの将来の方向性

Ⅲ.�金属労協の広報ネットワークの構築に向けて

2003年度広報活動は、①機関紙「IMF－JC金属」

については、2002年度より金属労協ホームページ

上でのニュース掲載に切り替え、紙印刷発行につ

いては、運動方針号（８/1）、大会特集号（10/1）、

闘争方針号（12/1）、新年号（1/1）の年４回発行

した。②機関誌「IMFJC」については、運動推進

のための理論雑誌として年４回季刊発行した。特

集については、「雇用の維持・創出への労組の取

けると共に、広報のインターネット化が進む中で

情報レベルに応じた情報ツールの選択基準のあり

方について論議し、「金属労協の広報のあり方」

にまとめた。組織委員会の議を経て、2002年７月

25日の第25回常任幹事会で確認された。各組織レ

ベルにおいて、的確な情報ツールを選択する際の

指標として活用することにした。

「金属労協の広報のあり方」（概要）
（2002年７月25日策定）

「はじめに」の中で、「インターネット化の進展は、

私たちの生活や仕事の面に、さまざまな影響を及

ぼしている。広報・コミュニケーション活動の面に

おいても、従来の紙媒体を中心とする広報・コミュ

ニケーション活動は抜本的改革を迫られている。

さらに、広報活動だけにとどまらず、文書の発

受信・保存管理、連絡通信体制、資料の作成・保

存管理、スケジュール管理などを含めたコミュニ

ケーション・システム全体に大きな影響を及ぼし

ており、総合的なコミュニケーション・システム

の構築という課題に直面している。労働組合もそ

の例外ではない。また、組合員の減少に伴い、印刷・

郵送費等のコスト削減、OA化によるペーパーレ

ス化は、避けて通れない課題であり、その一環と

して、労働組合の広報活動のインターネット化が

「IMFJC」2003年冬号（270号）
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版および会員用ホームページのリニューアルは12

月15日に実施した。⑤紹介ビデオについては、新

事務所も含めた全面リニューアルを日本語、英語、

韓国語、中国語の４カ国語版で作成、2004年２月

10日に完成した。⑥2004年闘争ポスターについて

は、金属労協本部ならびに各産別向け、合わせて

7,400部を11月28日に発行した。⑦FAXニュースに

ついては、2004年闘争時を中心に、加盟単産・単

組に対して、闘争状況に関する情報をタイムリー

に伝達するために、200カ所に計17回発行した。

2005年度広報活動は、①機関紙「IMF－JC金属」

の年４回発行。②機関誌「IMFJC」の季刊発行、

特集は、「IMF－JC40周年特集」（2004年夏・秋号）、

「“生活の調和と自己実現をめざす多様な働き方”

の実現をめざして」（2005年冬号）、「ものづくり

の競争力と人材活用の課題」（2005年春号）、「格

差拡大下におけるセーフティーネットとしての最

低賃金制度」（2005年夏号）を取り上げた。

③結成40周年記念誌については、2004年12月に

発行した。概要は以下の通り。

◎タイトル：40周年記念誌「ENERGY」、◎発

行部数：2,300部、◎体裁：A4サイズ80頁、

◎編集方針：直近10年の活動に焦点を当て、

その間の歴代議長の座談会も織り交ぜなが

ら、読みやすく見やすくかつ、今後の活動の

糧になることを目指した。

◎掲載内容：クロノスの翼（1995〜2004年度の

活動紹介）、メッセージ、結成40周年記念式

典及びレセプション、挑戦の軌跡（IMF－

JC30年の軌跡）、ポスターで綴る40年、資料

編（組織人員推移、構成組織の変遷図、歴代

役員一覧）

◎企画編集・印刷：太平印刷（株）、プロジェ

クト202

④紹介パンフレットの発行（2005年度改訂版、

2004年11月15日発行）日本語版2,000部、英語版

800部。⑤紹介ビデオの作成（2005年度改訂版、

り組み－欧州の事例」「ものづくり基盤の再強化

に向けて」（2002年秋号）、「JCミニマム運動の推

進」「地連解散と今後の地方活動の展望」（2003年

冬号）、「日本経済の再生とものづくりの復権に向

けて」「NPOと労働組合」（2003年春号）、「企業の

社会的責任とは! !－企業行動規範への対応－」

（2003年夏号）を取り上げた。③FAXニュースに

ついては、2003年闘争時を中心に、加盟単産・単

組に対して、闘争状況に関する情報をタイムリー

に伝達するために、205カ所に計17回発行した。

④紹介パンフレットについては、2003年度改訂版

を日本語版2,000部、英語版800部を2002年10月30

日に発行した。⑤紹介ビデオについては、2003年

度改訂版として日本語版、英語版、韓国語版、中

国語版を2002年10月15日に作成した。⑥2003年闘

争ポスターについては、2002年12月１日に金属労

協本部ならびに各産別向け合わせて7,400部作成し

た。

2004年度広報活動は、①機関紙「IMF－JC金属」

の発行。②機関誌「IMFJC」の季刊発行。特集に

ついては「中国問題の見方－金属産業と労働組合

の視点から」（2003年秋号）、「これからの雇用・働

き方を考える」（2004年冬号）、「企業の社会的責任

と企業行動規範への取り組み」（2004年春号）。③

紹介パンフレットについては、2004年度改訂版と

して日本語版2,000部、英語版�800部を2003年11月

10日に発行。④ホームページについては、1997年

に開設して以来、６年を迎えたが、一般用ホーム

ページのトップページをはじめとした統一性の欠

如、内部用ホームページの更新体制の不備、英語

版ホームページの更新体制の不備など、課題が山

積している。このような不備をなくし、使いやす

く、見やすく、価値のある情報をタイムリーに提

供するために、一般用ホームページ日本語版・英

語版と、内部用ホームページの抜本的なリニュー

アル作業を行った。一般用トップページの全面リ

ニューアルを2003年11月15日に実施、一般用英語
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サイトの充実に取り組んだ。

④2007年闘争ポスターの作成については、“「こ

のまま」では済まされません！〜みんなが安心で

きる社会を！〜”をキャッチフレーズに、金属労

協本部ならびに各産別向け、合わせて13,000部を

2006年11月30日に発行した。

2008年度広報活動は、①春季生活闘争などタイ

ムリーな特記事項については、ホームページのトッ

プページに見やすく、使いやすいように配置やデ

ザインを工夫して闘争情報データを記載した。

②機関紙は年４回発行。③機関誌は季刊で年４

回発行。特集テーマについては、「外国人労働者

の受入れ問題を考える」（2007年秋号）、「海外労

使紛争防止への労使の対応」（2008年冬号）、「地

球を守れ　日本のものづくりパワー」（2008年春

号）、「変化するアジアのものづくり現場と労働運

動の変化」（2008年夏号）を取り上げた。

2009年度広報活動は、①機関紙は年４回発行。

②機関誌は、季刊で年４回発行。特集については、

「不安定労働との闘い」（2008年秋号）、「最低賃金

制度の動向と労働組合の取り組み」（2009年冬号）、

「グローバル危機とものづくり産業再生への道筋」

（2009年春号）、「国際労働運動の潮流と新たな

IMF運動」（2009年夏号）を取り上げた。

また、③広報媒体として重要性を増すホーム

ページについては、教育広報担当者会議の場で、

情報交換すると共に、金属労協ホームページにつ

いても2010年度中の実施を目指して、本格的なリ

ニューアルに向けた論議に着手した。

2010年度広報活動は、①機関紙は年４回発行。

②機関誌は季刊で年４回発行。特集については、

「海外労使紛争の未然防止に向けて」（2009年秋

号）、「『ものづくり大国』日本〜ものづくりの魅

力を伝えるために〜」（2010年冬号）、「日本の成

長戦略とものづくり産業」（2010年春号）、「航空

宇宙産業と日本のものづくり技術」（2010年夏号）

を取り上げた。

2004年11月15日完成）日本語版、英語版、韓国語版、

中国語版。⑥2005年闘争ポスターの作成（2004年

11月30日発行）金属労協本部ならびに各産別向け

合わせて7,000部作成。⑦FAXニュースの発行：

2004年闘争時を中心に、加盟単産・単組に対して、

闘争状況に関する情報をタイムリーに伝達するた

めに、180カ所に対し計15回発行。

2006年度広報活動は、①機関紙は年４回定期発

行した。②機関誌は季刊で年４回発行した。もの

づくり産業の立場から「日本の雇用を考える」に

ついて４回にわたり特集を組んだ。特集は「ヒュー

マンな長期安定雇用の確立に向けて」（2005年秋

号）、「日本の雇用を考える〜雇用形態の多様化へ

の対応」（2006年冬号）、「ワーク・ライフ・バラ

ンスの取組み」（2006年春号）、「外国人労働者問

題を考える」（2006年夏号）を取り上げた。

③ホームページについては、必要な情報をタイ

ムリーにわかりやすく提供できるようウェブペー

ジの充実に取り組んだ。内部用サイトについても、

新たに地方ブロック・県別金属部門データを充実

した。

④2006年闘争ポスターについては、“闘争新時

代－力を合わせて動き出せ！”のキャッチフレー

ズで2005年11月30日に発行し、金属労協本部なら

びに各産別向けに、合わせて7,000部作成した。

2007年度広報活動は、①機関紙は年４回発行。

②機関誌は季刊での年４回発行。特集について

は、「エイジフリー社会と雇用」（2006年秋号）、「も

のづくり現場から若者雇用を考える」（2007年冬

号）、「団塊世代はどこへゆく〜ものづくり現場か

ら団塊雇用を考える（上）」（2007年春号）、「団塊

世代はどこへゆく〜ものづくり現場から団塊雇用

を考える（下）」（2007年夏号）を取り上げた。

③インターネット媒体については、広報の中心

媒体として、必要な情報をタイムリーにわかりや

すく発信していくべく、ウェブサイトの充実に取

り組んだ。特に、海外への情報発信のために英語



JCM50年史372

したことに伴う対応として、広報関係において機

関紙・誌の名称変更、紹介パンフおよび紹介DVD

の一部改訂、ホームページの抜本的改訂を行った。

①機関紙については、第557号（2012年10月１

日付）から機関紙題号を「IMF－JC金属」から「金

属労協JCM」に変更し、年４回発行した。

②機関誌も、2013年春号から機関誌題号を「IMF

－JC」から「JCM」に変更し年２回発行した。特

集については、「インダストリオール結成」（2012

年秋号）、「ものづくり産業の空洞化阻止と国内雇

用の維持に向けて」（2013年春号）を取り上げた。

また、③紹介パンフレットの改訂も行い、英文略

称「JCM」への変更に伴う一部改訂を日英両併記で、

A4判８頁の形で、2013年１月15日に完成した。

④紹介DVDについても、英文略称「JCM」へ

の変更に伴う一部改訂を日本語・英語２カ国語、

約15分ものを2013年１月15日完成した。

さらに、⑤ホームページの改訂についても、英

文略称「JCM」への変更に伴い、ホームページの

トップページをはじめ、一般ウェブサイトの全面

的なリニューアルを2013年２月に行った。

2014年度広報活動は、①機関紙の年４回発行。

②機関誌については、年２回（秋、春号）発行。

特集テーマについては、「躍進する東南アジア」

（2013年秋号）、「変化する世界の賃金」（2014年春

号）を取り上げた。

③ホームページについては、タイムリーな更新

を行った。

③ホームページについては、本格的なリニュー

アルに向けた作業に着手した。

2011年度広報活動は、①機関紙は年４回発行。

②機関誌については2011年度から季刊発行を秋

と冬の年２回発行に改めた。特集は「海外日系企

業の健全な労使関係の構築に向けて」（2010年秋

号）、「TPP推進とものづくり強化〜日本の経済再

生をめざして」（2011年春号）を取り上げた。

③ホームページについては、本格的リニューア

ル作業に向け企画内容について論議を行った。

④紹介パンフレットの発行については、A4判８

頁、日英併記、2,000部印刷で2010年11月に発行し

た。

⑤紹介ビデオの発行については、日本語・英語

２カ国語で約17分もので、2011年５月に完成した。

2012年度広報活動は、①機関紙年４回発行。

②機関誌は年２回秋、春に発行。特集テーマは、

「がんばれ！ものづくり日本〜震災復興へものづ

くり現場の労使の取り組み〜」（2011年秋号）、「日

本の雇用と金属産業の未来」（2012年春号）を取

り上げた。

③ホームページについては、タイムリーに更新

作業を行うと共に、リニューアル作業については、

JCMへの名称変更を機に行うことを念頭に、抜本

的なリニューアル作業の企画を行った。

2013年度広報活動は、2012年９月第51回定期大

会で英文略称を「IMF－JC」から「JCM」へ変更

リニューアルしたJCMウェブサイト
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担当者レベルを委員とする小委員会が組織小委員

会、教育小委員会、情宣小委員会、女性活動委員会、

賃金小委員会、時短小委員会、産業対策小委員会、

情報化対策小委員会の８小委員会体制であった。

95年度は、情報化対策小委員会が廃止となり、

７小委員会体制に。96年度から2000年度までは、

女性活動委員会が専門委員会に格上げされたこと

を受け、６小委員会体制となった。

2001年度からは小委員会の名称を担当者会議に

改めて、教育・広報担当者会議、政策・制度担当者

会議、産業政策担当者会議、労働条件担当者会議、

雇用・労働担当者会議、総務・財政担当者会議の６

担当者会議体制となり、2002年度まで続いた。2003

－2004年度は、産業政策担当者会議と雇用・労働条

件担当者会議を廃止し、教育・広報担当者会議、

政策小委員会、労働条件担当者会議、総務・財政

担当者会議の４会議制で運営した。2005－2006年度

は、政策小委員会は政策委員会に含めることとして、

教育・広報担当者会議、労働条件担当者会議、総務・

財政担当者会議の３担当者会議体制とした。

2007－2010年度は、新たに女性連絡会議、COC

作業グループ会議が加わり、５担当者会議体制と

なった。

2011年度からは、教育・広報、労働条件、総務・

財政の３担当者会議を廃止し、担当者会議は女性

活動委員会とCOC作業グループ会議の２担当者会

議体制となり、現在（2014年度）に至っている。

2.�中期財政施策の流れ
2000年度まで総務・財政委員会として活動してき

たが、2001年度からは総務財政担当者会議に切り替

えた。2001年度において総務・財政担当者会議で中

期財政施策をとりまとめ、2001年８月の常任幹事会

で決定、同９月第40回定期大会で報告・確認した。

（1）2003中期財政施策（2003年度〜2005年度）
＜はじめに＞

金属労協は1997年９月の第36回大会において1993

4. 最近20年間の総務・財政
活動の軌跡

（1994年９月〜2014年８月）

1.�事務局・専門委員会体制の変遷
（1）事務局体制の変遷
事務局における専門部の体制の軌跡について

は、1964年５月結成以降、その時々の状況に応じ

て変化してきた。1987年度（1986年９月）からは、

企画局と調査局を一つにして企画局に統合して、

４専門局体制に変更した。その後、2001年度（2000

年９月）からは、総務局と組織局を統合して、組

織総務局に変更、また、企画局を、政策局と労働

政策局に分けて、組織総務局、政策局、労働政策局、

国際局の４専門局体制とした。

2011年度より、従来の政策局と労働政策局を統

合し政策企画局とした。これにより、事務局専門

局は、組織総務局、政策企画局、国際局の３専門

局体制となり、現在（2014年度）に至っている。

（2）�専門委員会及び小委員会・担当者会議体制の
変遷

【専門委員会の変遷】

専門委員会体制の変遷を見ると、1994〜95年度

は、総務・財政委員会、組織委員会、賃金政策委

員会、時間短縮委員会、産業政策委員会、国際委

員会の６専門委員会体制であった。

1996年度から小委員会に位置づけられていた女

性活動委員会が専門委員会に格上げされて、７委員

会体制となり、2000年度までその体制で運営した。

2001年度からは、総務・財政委員会は担当者会

議に、時間短縮委員会と女性活動委員会は廃止し

て、組織委員会、政策委員会、労働政策委員会、

国際委員会の４専門委員会体制となり現在（2014

年度）に至っている。

【小委員会及び担当者会議の変遷】

小委員会及び担当者会議体制の変遷について見

ると、1994年度はそれぞれの専門委員会のもとに、
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には、直ちに総務・財政担当者会議にて財政施

策の再検討を行う。

8.�この財政施策は2003〜2005年度のものであり、

2006年度以降については2004年度に総務・財政担

当者会議で論議を行い、機関会議にて決定する。

（2）2007中期財政施策（2009〜2011年度）の策定
2007年度（2006年９月〜2007年８月）において

総務・財政担当者会議の場で、第45回定期大会で

確認された「総合プロジェクト会議答申」を受け、

今後の財政運営についての意見交換を行った。ま

た、2011年度までの会費納入人員予測調査を実施

し、収支シミュレーションを検討した。その結果を

もとに2007中期財政施策（2009〜2011年度）の策

定を行い、第46回定期大会（2007年９月４日）で確

認した。2007中期財政施策の概要は以下の通り。

2007中期財政施策（2009年度〜2011年度）概要
＜はじめに＞

金属労協は環境変化に応じた財政基盤確立を図

るべく、定期的に中期財政施策を策定してきた。

具体的には、1978年の定期大会以降、財政の中長

期的な政策と展望を報告すると共に、1993年には

基本政策検討委員会を設置し５年ごとの中期財政

施策を答申、2003年以降は急激な環境変化に対応

した財政基盤確立への提言とすべく、期間を３年

に短縮して答申してきた。本答申は前回答申「2004

中期財政施策（2006〜2008年度）」に続いて、新

たな環境変化に対応する中期財政施策として策定

したものである。

一方、2006年９月開催の第45回定期大会で、「総

合プロジェクト会議・答申」が確認されたことか

ら、今次財政施策の検討にあたっては財政的な見

地から、時代の変化に応じた運動の大胆なスク

ラップ＆ビルドの検討、より効率的な運動推進、

預金やリスクヘッジの有効活用による資金運用な

ど、抜本的な財政基盤確立を図るべく、総合的な

検討を行った。

年から1997年までの中期財政施策を提案し確認を受

けた内容に従って財政運営を行ってきた。その中で

は、2002年度以降は財政内容が支出超過に陥るとし、

会費納入基準の見直しも含めた施策を決定した。

その後、支出部分の大きなウエイトを占めるIMF会

費において、円高の進行により財政的にある程度の余

裕ができ、2000年８月の常任幹事会では産別への還

元金の増額や向こう２年間の会費据え置きを決定し

た。しかし、産業情勢は依然として厳しく、予想を上

回る組織人員の減少が見られるため、現時点で再度

中期的な財政の見直しを行う必要に立たされている。

特に各産別は組織人員の大幅な減少に加え、比重の

大きい連合会費の問題等もあわせて抱えている。

このような中、金属労協は活動の一層の充実と

そのための財政基盤の確立に向け、財政内容の見

直しを行うものとする。

また、会費納入人員の急激な減少が予測される

中で、向こう５年間の財政施策を決定することに

は無理があるとの判断から、今回見直しを行う財

政施策に関しては向こう３年間（2002年８月－

2005年７月）とする。

＜2003中期財政施策のポイント＞

1.�向こう３年間（2003年度－2005年度）は会費の

値上げは行わない。

2.� 2003年度からは規約に則り、申請された組織人

員に基づき会費を決定する。

3.� 2004年度から収支が逆転するが、活動の質を落

とすことなく効率的な運営を行うことで、マイ

ナスの幅を減らす努力を行う。

4.�日常業務の効率化を図る。（OA化による紙の削

減など）

5.�支出超過部分については当面の間、財政基金か

ら補填を行う。

6.� 40周年記念行事については、積立基金を設置す

ると共に、財政状況を勘案し相応な行事を行う

こととする。

7.�財政に影響を及ぼす大きな変化が発生した場合
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④連合金属部門連絡会の効率的運営

　金属労協地方ブロックへの予算配分の変更と

地方連合での金属部門の活動強化。

⑤タイムリーな広報活動と効率化

　IMFメタルワールドやIMFニュースなどを

メール＆ホームページ化。

⑥政策策定の複数年化と諸会議・集会の効率開催

　政策・制度策定の２年化や中央討論集会、政

策セミナーの設営変更。

　中央討論集会や闘争シンポジウムの都市型開

催や期間短縮。

⑦IMF運動への対応と効率化

　アジア金属労組連絡会議への転換と参加費補

助枠の設定、定期協議の開催周期延長（３年

毎）、指名出張時の旅費の金属労協負担、本

部機関会議での日本語対応促進、国際交流受

け入れの効率化など。

⑧財政全般の効率化と財政基盤の確立

　その他の財政支出についても、均衡の取れた

収支バランスを実現し、運動に合致した財政

基盤の確立と支出費用の削減を追求。

5.�連合の部門運営を支える立場での金属運動の機

能強化と、グローバル化の進展に対応した労働

者の国際連帯運動強化など、総合的な金属労協

あり方論については、引き続き検討を行うこと

が財政面からも重要である。

3.�拡大総務・財政担当者研修会の開催
総務・財政委員会の所管で、各産別総務・財政

担当役員を対象に、タイムリーな総務・財政問題

についてのテーマを設定して、講演及び事例紹介

を中心に研修会を、2002年６月の第18回拡大総務・

財政担当者研修会まで、毎年１回開催した。1996

年度からの開催実績は以下の通り。

◎第15回拡大総務・財政担当者研修会

日時：1996年６月14〜15日

場所：�浜名湖ロイヤルホテル

今次の中期財政施策は、2009年度（2008年９月

〜）以降、３年間の中期的な財政施策を検討した

ものであるが、一方で総合プロジェクトの実践に

よる運動の改革も逐次遂行されていることから、

どのように財政的な効果が出てきているかも含

め、別途整理していくこととする。

＜2007中期財政施策のポイント＞

2007中期財政施策（2009－2011年度）のポイン

トは、「会費を据え置く中で、活動の効率化を図り、

支出削減に努めると共に、より時代にあった活動

へのスクラップ＆ビルドを図る」というもので、

その特徴点をあげると以下の項目になる。

1.� 2009年度〜2011年度の３年間（2007中期財政施

策の期間中）は会費の値上げは行わない。

2.�会費納入人員については、組織人員の大幅減少

は一段落するものの、団塊世代の退職や非典型

雇用の増大、組織化の推進などで、変動要因が

あることから、産別からの報告に基づき毎年決

定することとする。

3.�単年度での安定的な黒字化に向け、運動のスク

ラップ＆ビルドを強力に推進し、一層の支出削

減に努める。この間の支出超過分については、

常任幹事会などの機関会議で確認の後、前回施

策に基づき財政基金積立金から拠出する。

4.�総合プロジェクトの答申に沿った運動の効率化

と支出削減策を確実に実施する。

①IMF会費登録人員の引き下げと為替予約によ

るリスクヘッジ

　IMF本部納入会費を170万人から150万人へ削

減、スイスフランの為替予約によるリスク

ヘッジを実施。

②機関会議の効率的運用

　定期大会「海外来賓」の招請見直し、協議委

員会後の懇親会廃止。

③教育研修会の統廃合と効率的運営

　労働リーダーシップ・東西コースの統合化を

見据えた運営の効率化。
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　非鉄連合　　　　西野ゆかり氏

◎第17回拡大総務・財政担当者研修会

金融の自由化へ向けて組合の資金運用につい

て、専門家の講演と産別の特徴的な対応について

事例報告を受けた。

日時：2000年６月２〜３日

場所：東京ドームホテル

内容

①講演１�「金融および経済情勢」

　講演２「金融商品とリスク管理」

　講師：日興証券株式会社金融商品部

　トレーディング室次長　松岡慶起氏

②�産別事例報告１「労働組合の税法との関わり

と適正な対応について」

　電機連合総務財政部長藤田幸三氏

　�産別事例報告２「自動車総連の資金運用につ

いて」自動車総連総務財政局長長村潔氏

　�産別事例報告３「JAMの資金運用について」

　JAM副書記長大野弘二氏

◎第18回拡大総務・財政担当者研修会

2002年度は産別実務担当者を対象に研修会を開

催した。事務所内のOA化が進む中、環境問題・

コスト削減が緊急の課題となっている現状、事務

処理を効率的に行いながら、いかに課題に対応す

べきかを４産別の事例報告から勉強した。

日時：2002年６月10日

場所：金属労協会議室

内容：�事例報告と質疑応答

事例報告①�「ISO14001の導入の検証」…電機

連合

事例報告②�「事務処理の効率化－コスト削減に

向けた取り組み」…JAM

事例報告③�「事務処理の効率化－ネットワーク

構築への取り組み」…全電線

事例報告④�「事務処理の効率化－会計処理効率

化への取り組み」…非鉄連合

出席者：��総務財政委員会北裏委員長・各委員お

よび加盟産別の総務・財政担当者20名

内容：

1.�委員長挨拶　北裏昌興　金属労協副議長

2.�講演①�「連合の財政状況と今後の展望」

　連合総合財政局長　大堀訓啓氏

3.�講演②�「労働組合財政の実態－調査結果報告」

　国際産業労働研究センター事務局長

　岩崎　馨　氏

4.��事例研修「OA化から情報革新への対応を目指

　す取り組み」

　電機連合　　　藤田幸三氏

　自動車総連　　田辺敦生氏

　ゼンキン連合　山田勝俊氏

◎第16回拡大総務・財政担当者研修会

「租税特別措置法の一部を改正する法律改正」

の施行にともなう今後の対応について研修した。

有識者による講義と、各産別のそれぞれの特徴的

な対応について情報交換を行い、総合的な対応力

を養うこととした。

日時：1998年６月14〜15日

場所：MELONDIAあざみ野

内容：

①�講演「租税特別措置法の趣旨と内容、具体的

事例研究と課題」

　講師：�労働者福祉中央協議会組合・共済等業

務サポート研究委員会専門主事

税理士　関口邦興氏

②産別報告「産別の特徴　ポイントと対応」

　電機連合　　　　土方弘之氏

　自動車総連　　　玉手吉明氏

　ゼンキン連合　　橋野田鶴子氏

　河野香氏

　金属機械　　　　平野慈子氏

　鉄鋼労連　　　　斎藤誠氏

　造船重機労連　　西澤昇治郎氏

　全電線　　　　　平川清氏



Ⅳ. IMF創成期から
インダストリオール結成へ

（1893年～2012年６月）

Ⅳ. IMF創成期から
インダストリオール結成へ

（1893年～2012年６月）
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1. IMF結成前夜
19世紀後半に結成された国際金属労連（IMF）

の略史を記述するには、順序として結成前夜の状

況、特に国際労働運動の先行組織の状況を、簡潔

に記述しておく必要があろう。すなわち俗に言う

第一インターと第二インターの流れである。

第一インターナショナル
イギリス産業革命から生まれた労働運動や、そ

れにやや遅れて発足した欧州大陸の労働運動の間

に、国際的な連携が図られたのは19世紀半ばであ

る。そうした国際主義（インターナショナリズム）

を主導したのは社会主義思想であった。

1850年代から1860年代にかけての労働運動の国

際的高揚を背景に、1864年、欧州諸国の社会主義

者や労働運動代表者が団結を強化するため、カー

ル・マルクスの構想を中心とする労働者の国際組

織、「国際労働者協会（IWMA。俗に第一インター

ナショナル）」を創設したことは、世界労働運動史

上初のエポックメイキングな動きであった。組織

的には創立宣言や規約を起草したマルクスやその

盟友フリードリヒ・エンゲルス、彼らに対抗するバ

クーニン派やプルードン派の無政府主義的傾向な

どイデオロギー抗争や、中央集権派と地方分権派

との対立などを孕
はら

みつつも、第一インターは労働運

動の思想的前進に大きなインパクトを与えた。

しかし、時期尚早とされたパリ・コミューンの

蜂起とそれが敗退した後、失速した第一インター

は米国ニューヨークに本部を移し、1872年に解散、

その役割を終焉させた。

この時代は、近代的な労働組合の基礎の確立期

に位置づけられ、経済史的には産業資本主義の形

成・黄金期に符合すると見てよい。

第二インターナショナル
その後1882年、イギリスに産業民主制論を提唱

したシドニー＆ベアトリス・ウェッブ夫妻のフェ

ビアン協会が設立されるなどして労働運動の再活

性化が図られ、労働運動をはじめ労働者政党、社

会主義政党の勢いが高揚する中、新たな国際連帯

組織の必要性が再び高まった。

1889年、パリで開催した国際労働者大会は、ベ

ルギー労働党の尽力でイデオロギー対立を克服

し、従前の政治課題偏重の傾向から、政治課題を

重視しつつもむしろ労働運動課題を重視する新た

な「社会主義インターナショナル（俗に第二イン

ターナショナル）」の結成を決議した。この組織

発足が、後にIMF結成の機会を提供することにな

る。折しもフランス革命100周年の年であった。

2. 創成期（1893〜1918年）

1893年８月４〜11日：IMFの誕生
1891年、第二インター

の 第2回 大 会 が ベ ル

ギー・ブリュッセルで

開催されると、出席し

た金属、木工、繊維な

ど各産業からの労働者

代表は、その機を捉え

それぞれの産業別レベ

ルで会議を開いた。各

国からの金属労働者代

Ⅳ. IMF 創成期からインダストリオール結成へ
―誇りあるグローバル連帯の歴史

IMF結成大会が開催
（1893年８月、チューリッヒ、
ホテル・シュヴァーネン）
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表は、国際的な情報交換や相互支援、連帯のため

のチャネル構築の必要性、その基礎づくりを論議

した。

そうした作業を踏まえ、1893年８月４〜11日、

第１回国際金属労働者大会がスイス・チューリッ

ヒ（ホテル・シュヴァーネン）で開催された。出

席した代表は８カ国からの30人で、スイス、オー

ストリア＝ハンガリー、ドイツ、ベルギー、フラ

ンス、イギリス、デンマーク、アメリカの、合計

６万人の組織労働者を代表した。

かれらは人権や労働組合基本権の確立に自らの

果たすべき役割を確認し、『万国の金属労働者へ

のアピール』を発した。

アピールには次のような文章が見える。「労働

者階級の子弟が最初から物乞いやならず者だと

顰
ひんしゅく

蹙を買い、一方で金持ちの子弟らが生まれなが

らに富裕層の後継者とされるのは正当なことなの

か？」「この格差一つだけでも、労働者階級を覚

醒させ、この屈辱的な束縛から自らを解き放つべ

く立ち上がらせ、天与の人権のために戦う勇気に

火をつけるのだ。」

さらには「機械を生産する諸君たち労働者が、

年々、失業者の群れに加わり、失業の故に現役労

働者を低賃金の犠牲に直面させている状況があ

る。諸君こそ労働組合組織の前進を主導する、偉

大にして神聖な役割を担っている！同志諸君、諸

君の子弟が父親の行動を誇りを持って振り返るこ

とができるよう、自由で断固たる行動をとろうで

はないか！」「合言葉は“前へ、さらに前へ！”

である。組織を拡大しよう！組織は力なのだ！」

などの記述が見える。

各国代表らが大会で報告したところによれば、

１日の労働時間は11時間30分〜15時間におよび、

女性労働者の週労働時間は80〜90時間の幅の中に

あった。ドイツ代表によれば長時間労働にもかか

わらず賃金は年間606〜1,002マルクであり、飢餓

賃金とも言える低水準であった。産業革命で産み

落とされたプロレタリアートが、どの様な状況に

置かれていたか、その一端がしのばれよう。

大会は、通訳上の困難を伴い一時休会を余儀な

くされる中、金属の国際組織結成の必要性、１日

８時間労働制の要求などが動議として提起され、

起草委員会が設置されて対応、以下の事案を含め

満場一致で初の政策が採択された。

その第一は「国際情報ビューロー」（後の書記局）

の設置である。「ビューロー」に各国労働運動の

情報収集・発信の役割を与え、機関紙『国際金属

労働者レヴュー（評論）』を英・独・仏語で編集

して、要求課題や闘争状況、労働法の動きなど各

国労組の貴重な情報源とし、連帯行動の要
かなめ

とする

としたのである。

大会では、さらに各国金属労組は国際担当の代

表を任命し、組織動向、賃金、労働時間、労使関

係動向、闘争状況等について、６カ月ごとに「ビュー

ロー」に報告書を提出することとした。また外国

に移住して就労する組合員への移住労働補助金制

度設定を加盟組織の義務とし、移住先組合は彼ら

を自組織の組合員として扱うなどを決めた。

結成当初の時代は、深刻な労働争議、ストライ

キ、ロックアウトが相次いでいた。当時、イギリ

スで就業していたフランス人移住労働者が、現地

でのストに参加し、その間当該労組から平等にス

ト給付を受けたなどの記録がある。第１回大会の

決定をもとに、「相互支援協定」が具体的に進展

していた様子がうかがえよう。

IMFアーカイヴズには、当時イギリス金属労働

者がドイツのゾーリンゲン刃物製造労働者に資金

カンパしたこと、スイス金属労働者がドイツの鋳

型労働者に資金カンパしたこと、ドイツ金属労働

者がイギリスの機械工、デンマークの鋳造労働者

に資金カンパしたことなど、多くの支援記録が保

管されている。

ちなみに「ビューロー」への会費は１国当たり

50スイス・フランであったが、納入義務を果たせ
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ぬ組織もあり財政事情にはかなりの厳しさが伴っ

ていた。

大会は、次期大会まで「ビューロー」をスイス・

ウィンタートゥールに置くことを決め、初代の

「ビューロー」書記（いまでいう書記長）として

ハインリヒ・フォーゲルザンガー（スイス金属時

計労組）を選出した。（在任1893〜1896年）

IMFはこの1893年をもって組織結成の年として

いる。

第２回大会は1896年、ロンドンで開催され、10

カ国から代議員24人が出席、13万9,000人を代表し

た。第２代書記としてチャールズ・ホブソン（イ

ギリス金属労組、シェフィールド）が選出された。

（在任：1896〜1905年）

大会後の、1897年から1906年にかけて展開され

たイギリス、デンマーク、スウェーデンなどにお

ける大闘争は連帯の中で大きな成功を収めた。例

えば1897年７月から1898年前半に及んだ長期のイ

ギリス合同機械工協会（ASE）の８時間労働闘争

には、10カ国以上の加盟組織が資金カンパをして

連帯の精神を示した。

1900年、パリで開いた第３回国際金属労働者大

会の議題には、次のような案件が見える。すなわ

ち「情報交換」、「８時間労働制の確立」、「組織化

支援」、「国境を越えて事業展開し、またはロック

アウトで脅迫する使用者に対して採るべき超国家

的な産業行動その他の措置、連帯基金、スト破り

対策」、「労働条件の上位平準化」、「若年労働者の

職業訓練と擁護」、「不公正な生産・労働慣行の公

表」などである。こうした議題は、さながら現代

の運動課題を提示しているかのようだ。

大会は、大会開催を原則３年毎とすることを決

定した。この年、IMFの組織勢力は24万人であり、

７年間で４倍になっている。

1904年、規約の規定から１年遅れでオランダ・

アムステルダムで開いた第４回国際金属労働者大

会は、組織の名称を正式に「国際金属労組連盟

（IMF）」とした。これにより、IMFは「ビューロー」

を「書記局」に改組し、書記を中心に中央委員会

を設置するなど、組織的な体制整備を図り、より

機能的な国際連帯活動を推進することになった。

それまで組織はアイアン・インターナショナル（鉄

のインター）とも呼ばれていた。ときに組織勢力

は44万人と記録されている。

IMFはさらに組織拡大を続ける。第一次世界大

戦前の、1913年ベルリン大会（第７回）の時点で、

組織勢力は91万2,000人に達していたが、加盟組織

は労働運動が先行するイギリスや欧州大陸に限ら

れていた。

この間、1905年に第３代書記としてアレクサン

ダー・シュリッケ（ドイツ金属労組委員長）が就

任（在任：1905〜1920年）、IMF書記局もまた同

書記の在任中、ドイツ金属労連本部会館（シュ

トゥットガルト）に置かれた。1906年に機関紙『国

際金属労働者レヴュー』（３カ国語）を創刊して

いる。

1910年代には、金属や鉱山、繊維、運輸など国

際産業別書記局（国際産別、ITS）は32組織存在

した。

第一インター終焉から第一次世界大戦勃発まで

の間は、労働運動の高揚と挫折の時代であり、経

済史的には独占資本主義の時代であって、いわゆ

る帝国主義時代への移行期に符合するとしてよ

い。

第7回IMF大会（1913年、ベルリン）
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第一次世界大戦
1914年、第一次世界大戦勃発で、各国労働運動

は規制され、したがって国際労働運動の活動も停

止を迫られる。一部労働者政党も愛国的色彩を強

め、一時的にせよ労働者の国際連帯を忘却するケー

スも多く、労働者や家族も戦乱に巻き込まれた。

IMFが受けた打撃もまた大きかったが、組織が

崩壊することはなかった。中立国を通じての情報

交換は常に可能であった。注目されるのは、第一

次大戦２年目には組織が拡大したことであり、シュ

リッケIMF書記の呼びかけを受け、全米機械工労

組（IAM）がIMF再加盟を決定し、ノルウェー鋳

型工労組も加盟を決定している。機関紙『国際金

属労働者レヴュー』も継続的に発行されたのであっ

た。

3. 二つの大戦の狭間で
（1919〜1945年）

ファシズムの台頭
第一次世界大戦後初のIMF世界大会（第８回）

は、1920年、デンマーク・コペンハーゲンで開催

され、IMF再建問題を中心に討議がなされた。

IMF書記局は中立国スイスのスイス金属時計製造

労組本部会館（ベルン）に移された。シュリッケ

書記に代わりコンラッド・イルグ（スイス金属時

計労組委員長）が書記に選出され、同時に新たに

４人からなる執行委員会が選出された。この時点

でIMFは216万8,000人を代表した。

1921年中央委員会は、共産主義体制下のロシア

金属労組がIMF再建のイニシアチヴをとるべく

IMF加盟を目指したのに対し、「モスクワ・べー

スの第三インター加盟組織であるロシア金属労組

が、IMFにも加盟するという二重加盟は不可能」

とする声明を発して、同労組が求めた加盟折衝を

打ち切っている。

第一次世界大戦終結と第二次世界大戦勃発まで

の間は、政治的にも経済的にも混乱と不安の時で

あり、特にオーストリアとドイツのインフレは激

しく、失業者は増大した。

1922年のイタリアにおけるファシズムの勝利

は、数年のうちに欧州全土を襲った不幸な動静の

前兆となった。イタリア金属労組はそれまでの社

会的成果、労働協約による労働条件などほとんど

をファシストによって剥
はくだつ

奪された。この間、失業

者はさらに増大した。

IMFはこの間も、国際連帯、団結の精神を示し、

困難に直面する加盟組織の支援に全力をあげた。

加盟組織もまた相互に支援しあった。各国で団体

交渉は難航し、1926〜1928年における労働争議、

ストライキ、ロックアウトに関与した加盟組合員

総数は延べ400万人と推計された。

1929年に発生した世界恐慌期における労組の主

たる要求は、雇用の確保・拡大と賃金カット無し

の時間短縮・週40時間労働制の獲得であったが、

実現はきわめて困難であった。

1930年のコペンハーゲン大会（第12回）では「経

済危機とその影響」が主な討議テーマとなった。

加盟組織の失業者も数十万人を数え、190万の組

織勢力は1932年には130万人に落ち、特にその約

半数を占めていたドイツ金属労組がナチスによっ

て壊滅的な打撃を受けたことにより、1933年には

72万人へと激減した。同年初めに動乱を予見した

コンラッド・イルグIMF書記が全米機械工労組

（IAM）に送った書簡には、「ドイツではナチスが

ナチス突撃隊がドイツ金属労組事務所を占拠（1933年５月、ベルリン）
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恐怖政治を行い、その親衛隊が民主的に選出され

た工場評議会メンバーを追放している。」「諸国が

ヒトラーに放縦な行動を許すなら、疑いもなくド

イツの再軍備は途方もなく拡大し、戦争勃発の可

能性は否めない。」との懸念が示されている。

1938年のチェコスロヴァキア・プラハ大会（第

14回）は、第二次世界大戦前の最後の大会となっ

た。大会は「世界平和の確保」、「労働時間規制」、

「賃金協約」、「社会保障制度の拡大による労働者

の生活の安全」、および「ファシズムの犠牲者に

対する労働組合の連帯」を決議した。

IMFの組織勢力は190万人にまで回復していた。

しかし、1920年代以降、欧州大陸を席巻し始め

ていた国家社会主義（ナチズム）、ファシズム、ファ

ランへ主義などの勢力は、1930年代始めにはドイ

ツをはじめオーストリア、チェコスロヴァキアな

ど主要国の労働組合組織をシステマティックに崩

壊させ、IMFを含む国際産別（ITS）の加盟組織

を抑圧、解体させていった。加えて経営者の労組

敵視の姿勢は不変だった。

　　　

第二次世界大戦と労組試練の時代
1939年、第二次世界大戦の勃発は、再び国際労

働運動の展開を阻害した。特に諸国に侵攻するド

イツ軍は多くの国際産別（ITS）の書記局を閉鎖

させた。一部ITSは中立国やイギリスに亡命し、

苦難に耐えた。IMFは第一次世界大戦の教訓を活

かし、既述したように1920年には本部書記局を中

立国スイスに移しており、第二次大戦中も活動を

中断することはなく、しばしば国際労組連盟

（IFTU）や各国の社会主義グループの代表と緊密

な連携を保持し、困窮する加盟組合に向け財政支

援、亡命援助、活動支援などに努めた。

欧州大陸では多くの金属労働者や活動家がナチ

ズムやファシズムに抵抗するレジスタンスに身を

投じたことが記録されている。連帯の精神のもと、

労組相互の支援協力は密かに、しかし細々と継続

した。IMFの支援、資金カンパ活動の心臓部は、

IMFイギリス支部（ロンドン）がその任にあたっ

た。

亡命を余儀なくされた欧州大陸からの労働運動

家らは、ロンドンに「一夜の宿」を得た。そのため、

例えばこの間に開かれたIMFイギリス支部の年次

大会は、彼らを迎えて国際色が横溢し、さながら

国際会議の様相を呈したほどであった。

1939年２月、IMFはドイツ軍の侵略によって母

国を追われた組合員に毎週手当を支給し始め、

1940年６月まで継続した。

この二つの大戦間の労働運動の時代（1914〜39

年）は、ファシズムによる弾圧、レジスタンスの

犠牲という苦難の時代であり、経済史的には資本

主義の全般的危機、国家独占資本主義の時期に符

合するとしてよい。

4. 第二次世界大戦終結と、
IMFの再建（1945〜1954年）

WFTUの結成
1944年、ILOフィラデルフィア宣言が採択され、

労働の原則が再確認された。終戦も間近な1945年

２月、ロンドンで開いた世界労組会議は、世界各

国の労組を糾合する「世界労連（WFTU）」の結

成を決議。終戦後の同年10月、パリでその結成大

会が開かれた。結集したのは56カ国、65組織、6,700

万人である。

結成にあたっては、IMFをはじめ全ての国際産

別（ITS）は重大な局面に立たされた。すなわち

準備された草案WFTU規約第13条が「全てのITS

はWFTUの産業別部門に切り替えられ、その活動、

財政、人事はWFTUによって統制される」として

いたためである。これに対し、長い歴史と伝統に

培われてきた組織の自主独立性が失われるとし

て、全てのITSが反対したため、この問題は結局

棚上げされてWFTUは発足したのであった。
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その後短時日のうちに、イデオロギー対立を

ベースとする角逐が東西労組間に浮上し、労働組

合の役割、政党との関係などをめぐる抗争が生じ

て、組織運営上の大きな障害となった。

民主的組織と自律性
IMFは、1947年、大戦後初となるコペンハーゲ

ン大会（第15回）でWFTU加盟問題を論議、その

結果、「WFTUとの協力関係を基本的には認める

が、各ITSに大幅な自治権を認め、書記長や書記

を選出する権利ならびに書記局の所在地を決定す

る権利を保証するよう要請する」と、改めて自律

性を強調する決議を採択した。

その後1948年に開いた中央委員会やITS総会は、

この点について変化せぬWFTUとは協力せずとの

決定を下した。トップダウン型の組織機構をよし

とせぬ西側諸国のナショナル・センターもまた

ITS側のポジションを支持したのであった。

そしてさらに、米国による欧州経済復興計画

（マーシャル・プラン）の是非をめぐる東西対立

が生じ、WFTU内部にも対立が浮き彫りになって、

結局西側世界の労組は新組織の結成を構想するに

至る。

ICFTUの発足
1949年11月、ロンドンで「パンと自由と平和」

の「国際自由労連（ICFTU）」が発足した。西側

世界から結集したのは53カ国、59組織、4,800万人

である。そして、この時も、IMFや各ITSは従来

同様の理由でICFTUへの加盟も下部組織としての

統合も承認しなかった。

両者の関係は、結局1951年の第２回ICFTU世界

大会（ミラノ）において最終的に整理されるに至っ

た。すなわち、両者の「自主独立・相互不可侵・

相互連携」を謳った「ミラノ協定」の締結である。

これにより、IMFも各ITSと共に今日のインダス

トリオール結成に至るまで、民主的な自主独立路

線を保持したのである。

組織機構の整備とグローバル展開へ
1947年、既述した大戦後初のIMFコペンハーゲ

ン大会（第15回）の時点で、組織勢力は265万人

となった。

1949年４月、IMFは北米大陸唯一の加盟組織で

あった全米機械工労組（IAM）の招請により、欧

州以外では初めて首都ワシントンで中央委員会を開

催し、北米の全金属労組にIMF加盟を呼びかけた。

早くもその６カ月後には全米鉄鋼労組（USWA）、

全米自動車労組（UAW）が加盟を決め、他の組

織もこれに続いた。

かくして、４年後の1951年スイス・ブルゲンシュ

トック大会（第16回）の開催時には600万人を超

える勢力となった。北米だけでも240万人を数え

たのである。大会は５人構成の諮問評議会設置を

決定した。これが後に執行委員会と改称される。

この大会を契機に、600万組織に相応しい組織

機構の整備が図られ、1949年には形成されていた

造船、自動車、鉄鋼などの「産業別部会」に加え、

金属機械部会が電機産業を含めた形で設置（1952

年）、1967年には中央委員会の決定で電機・電子

産業部会が新設された。また婦人・青少年委員会

（1962年）など各種専門委員会の設置が始まった。

産業別部会は、1950年以降IMFの統一を阻害する

ことなしに、ほぼ３年ごとに定期的に世界会議を

開催し、IMFおよび関係加盟組織間の一層の連携

緊密化、グローバル展開を図った。その流れはイ

ンダストリオールにも部会活動として引き継がれ

ていく。

大戦後、IMFは順調に再建を果たし、欧州中心

主義（ユーロ＝セントリズム）から真にグローバ

ルな組織へと発展した。既述したように1949年に

は史上初めて米国で中央委員会を開催している。

1959年に米国開催が３回目となった中央委員会

は、「完全雇用と社会的地位の向上を目指す経済
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政策」を活動の基本として承認している。また

1960年執行委員会の決定により、1961年にはブラ

ジルに、1962年にはメキシコに地域事務所を開設

して、ラテン・アメリカおよびカリブ海地域にお

ける組織化活動を本格化させた。アフリカ大陸は

少し遅れ、ストックホルム大会を経て1975年、ナ

イロビに最初のアフリカ地域事務所を開設して本

格化した。

日本金属労組との接触
IMFが初めて日本の労組代表と接触したのはそ

れより早く1952年で、第４回ILO金属工業労働委

員会（ジュネーブ）に出席した古賀專総同盟主事

（造船総連書記長）と佐野芳雄全国金属書記長が、

ハリー・ダグラスIMF会長、コンラッド・イルグ

書記長と会談している。1954年には第37回ILO総

会に日本代表顧問として出席した天池清次全金同

盟主事がIMF本部（ベルン）を訪問、同年開催予

定の第17回IMF世界大会（チューリッヒ）への招

請を受けている。この大会には井堀繁雄全金同盟

副会長がオブザーバーとして出席した。

IMFは、戦後急ピッチで復興を遂げつつあった

日本の、金属関係産別との接触・連携を重視して

いた。（後述）

5. 進展する連帯行動と、
IMF－JCの結成（1955〜1968年）

初の会長、書記長選出
1954年チューリッヒ大会（第17回）は、拡大し

た組織（730万人）とその重要性から戦後初めて設

けた会長職にハリー・ダグラスIMFイギリス支部

書記（イギリス鉄鋼労組総連合ISTC議長）を選出

し、同年４月逝去したイルグ書記（在任1920〜

1954年）に代わり初代書記長職には、アドルフ・

グラデル（スイス金属時計労組）を選出した（在任：

1955〜1970年）。同書記長は就任にあたり、グロー

バルな運動展開を展望して、次のように述べてい

る。「ただ努力あるのみ。これまで以上に“国際レ

ベルの活動調整” が求められる－特に労働時間短

縮、社会保障の格差是正と整備、発展途上国労組

への支援、同一価値労働同一賃金のグローバルな

普遍化、国際連帯強化と相互支援推進などである。」

労働時間短縮闘争の推進
翌1955年にドイツ・ケーニヒシュタインで開い

たIMF世界労働時間短縮会議は、チューリッヒ大

会でのグラデル書記長の発言を追うもので、加盟

組合の時間短縮闘争に火をつけた。翌1956年には

ベルギー金属労組が週48時間労働制を45時間制へ

と３時間短縮して最初の成果を上げた。この闘争

はストライキを余儀なくされ、加盟組織からの資

金カンパを含む物心両面の連帯行動が効を奏し

た。するとルクセンブルグ金属労組がスト無しで

週44時間制を獲得。ドイツ金属労組（IGメタル）

も週45時間制を獲得し、1959年初頭には、ドイツ

金属産業全体に週44時間制を導入。1965年からは

週40時間制を勝ち取った（1995年、週35時間制の

獲得に至る。この時レブハンIMF書記長は、「週

40時間制は産業史の屑籠に入った」とコメントし、

世界に配信された）。

地域活動と日本事務所開設
IMF地域活動の基礎固めは、1950年代後半から

草創期のIMF日本事務所（1964年当時、東京八重洲の国労会館内）
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60年代にかけての時期に遡る。

1955年の中央委員会は、戦後急ピッチで復興を

遂げつつあった日本の金属労組との接触を公式に

図るべく、事前調査のために日本に代表を派遣す

る決定をした。そこでICFTUの推薦したジョージ・

ミヤザワ氏（カナダ木材労組調査部次長）を半年

契約で日本駐在員として派遣、その報告を受けて

本部からアルフレッド・ダンネンバーグ書記次長

（アジア地域担当。ドイツ金属労組IGメタル出身）

を派遣して、さらに実情調査を進めた。こうして

1957年４月、東京に「IMF日本連絡事務所」（瀬

戸一郎所長）の開設が実現した（東京・八重洲の

国鉄労働会館）。同年５月には教宣を兼ねた国際

情報誌『国際金属労連ニュース』（月刊）が創刊

されている。

事務所開設をもって日本におけるオルグ活動

は、瀬戸所長とダンネンバーグ書記次長との周到

な連携のもとに進められた。

ちなみに、1957年にはイタリア・ルガーノ大会

（第18回）が、議題の一つ「アジア、アフリカ、

ラテン・アメリカ地域における金属労組の状況と、

IMFの連帯活動」について討議している。当時

IMFの組織勢力は790万人であった。

進展する日本労組との接触
IMF日本事務所を通じて、IMF加盟組織と日本

の組織が接触する局面が広がった。1957年、鉄鋼

労連の11波に及ぶ厳しいストライキ闘争に向け、

全米鉄鋼労組（USWA）からIMFを通じて１万ス

イス・フラン（84万円）の闘争資金カンパが届け

られ、闘争を支援した。すると1959年、USWAの

116日間に及ぶ長期ストに際して、鉄鋼労連が１

人10円カンパ（100万円）を実施、IMF日本事務

所を通じて送金し連帯の精神を示した。これは、

当時日本労組が実践した海外労組との物心両面に

わたる相互支援・国際連帯の嚆
こ う し

矢となった。（ち

なみに、IMFの枠内における日米金属労組連携は

その後、1969年の日米電機産業貿易合同調査委員

会の会合による貿易摩擦・雇用対策や、1970年代

の自動車貿易摩擦、在米日系自動車企業組織化問

題での日米労組協議・連携、日米加金属労組定期

会議などに発展していく。『IMF－JC30年史』参照）

1961年のIMFローマ大会（第19回）には、日本

代表団（竹花勇吉・電機労連委員長、宮田義二・

鉄鋼労連書記長、関野忠義・全機金委員長、瀬戸

一郎IMF日本事務所長）が出席、これを機に日本

労組のIMF加盟への動きが加速化していく。全金

同盟は単独加盟を決定して加盟申請を行い、自動

車労連も加盟を決定したが、IMF本部は日本の労

働戦線が複数のナショナル・センターや純中立系

に分裂する状況下、それぞれに所属する金属単産

の状況を勘案し、こうした単独加盟申請を申請者

了解のもとで保留すると、アドルフ・グラデル書

記長、瀬戸一郎日本事務所長連名で日本側の「IMF

日本協議会結成とその一括加盟方式」（案）を提

唱した。

IMF－JCの結成と、IMF一括加盟
こうして７年に及ぶIMF日本事務所のオルグ活

動は、1964年５月16日、既存のナショナル・セン

ター４団体の枠を超えるIMF日本協議会（IMF－
IMF第19回世界大会にオブ参加した瀬戸一郎はじめ日本代表

（1961年５月、ローマ）
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JC、54万人）結成大会で結実した（東京・日本青

年館）。初代議長に福間知之電機労連副委員長、

事務局長には瀬戸一郎IMF日本事務所長が選出さ

れた。結成大会には、来賓としてIMF本部からア

ドルフ・グラデル書記長、アルフレッド・ダンネ

ンバーグ書記次長が出席、祝意と連帯の挨拶を

行った。その時グラデル書記長はIMF－JC結成を

評し、「日本金属労働運動にエポックを画する」

と評価している。

続いて同年11月には、IMFウィーン大会（第20

回）において、IMFへのIMF－JC一括加盟が満場

一致で承認された。大会論議の中では、欧米に貿

易攻勢をかけ始めていた日本の金属産業の情勢や

賃金水準など労働条件の状況をめぐって討論がな

され、IMF－JCへの期待と連帯が表明された。

この大会を機に、それまでインドが担当してき

たアジア地域を代表するIMF執行委員は日本が交

代して担当、福間知之IMF－JC議長が就任した。

以後、2012年に至るまで、歴代のIMF－JC議長が

継続してアジア代表の執行委員に就任している。

当時のIMF組織勢力は930万人であった。

この大会を機に、日本におけるIMF活動は軌道

南アフリカには特別の想いがある。初めて訪れたのはア
パルトヘイト（人種隔離）政策の圧政下、1986年のことで
あった。白人支配の様相は異常で、非白人はタウンシップ
（黒人居住区）に閉じ込められ、居住区外への移動や就労
には同じ国民なのにパス持参を義務付けられていた。何ら
かの異議申し立てをすれば、たちまち国家反逆罪で逮捕・
拘留され、拷問などは日常茶飯事。アパルトヘイトはまさしく
人道に対する重犯罪だった。
緊張の内にヨハネスブルグ空港に降り立つと、出迎えてく

れたIMF南アフリカ事務所のブライアン・フレデリクス所長
（後にIMF書記次長）にこう言われた。「君はこの地を訪れ
た組合関係者では、最初の日本人だ。」それほどに「遠い
国」と思い知らされたのだった。訪問目的はIMF南アフリカ
協議会の大会出席と、IMFワークショップでアジア労働運
動の情勢報告を担当することであった。
ワークショップで思い起こすのは「労働運動の哲学は何
か」という、試すような質問が出されたことだ。咄嗟に「広い
意味で“社会正義”を追求すること。
具体的には人権、労働組合の基本
権という普遍的価値に視座を据える
ことだと思う。」と常識的に応じた。す
ると質問者は、「自分たちもそう信じて
運動している。だから抑圧される」と
微笑んだのが印象的であった。
反アパルトヘイト運動の故にケープ

タウン沖のロベン島の獄舎に繋がれ、
後にボルスモア刑務所に移送、この

間石灰石採掘場での重労働をも強いられていたあのネル
ソン・マンデラ氏の生きざまは、まさにこの国の社会正義欠
落の証左だった。彼が27年間の獄中生活を経て解放され
たのは、1990年である。
その翌1991年に、再び南アフリカ訪問の機会を得た。南

アフリカ全国金属労組（NUMSA）全国大会出席が主たる
目的であった。思いがけなくも、われわれIMFミッションがマ
ンデラ氏と対談するという珠玉の時間帯に恵まれたのは、
その折だった。「人種間の和解は、過去を忘れることではな
い。」と語った氏は、その時アフリカ民族会議（ANC）議長
になっていた。大会での演説で氏は、反アパルトヘイト運動
や氏の解放を求めて運動したNUMSAを始め、国際キャン
ペーンを張ったIMFや国際労働運動への深い感謝と、全
人種融和という未来への熱い心情を吐露したのであった。
社会正義追求の何たるかを身をもって示したマンデラ氏

は、その３年後、初の全人種総選挙で大統領（第８代）に
当選し、さしものアパルトヘイトも終焉の時を迎えた。

JCM50周年の2014年は、その20周
年の年でもある。
氏は2013年12月５日、95歳でこの

世を去った。「貧困は人が作ったのだ
から人の手で根絶できる。」と語った
マンデラ氏。柔和な笑顔が、「わたし
の長い道のりは、まだ終わっていな
い。」と語りかけてくる。
（筆者は元IMF東アジア地域事務所
所長）

『わたしの長い道のりは、まだ終わっていない。』
―ネルソン・マンデラ

金属労協顧問
元副議長

小島　正剛

NUMSA大会でマンデラ氏と握手する筆者、1991年６月
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に乗る。1966年にはオットー・ブレナー IMF会長

（ドイツIGメタル会長）が初来日し、第５回IMF

－JC臨時大会に出席してIMFにおける日本加盟組

織の役割と責任を強調、関西、九州地連訪問を含

む精力的な交流を果たして、各地でIMFの存在感

を示した。

1969年には第１回IMFアジア地域会議を東京

（赤坂プリンス・ホテル）で開催、「アジアにおけ

る労働組合基本権」をメイン・テーマに討議が進

んだ。これが、それ以降のアジア太平洋地域にお

ける組織活動、連帯行動展開の実質的な原点と

なった。

IMF－JC54万人の加盟により、アジア太平洋地

域のIMF組織勢力は一挙に100万人を超え、1970

年には143万人、1975年には300万人を突破した。

IMF－JCの組織拡大が大きな比重を占めたことは

指摘するまでもない。（備考：アジアではIMF－

JCが議長を務めてきたアジア地域会議を頂点に、

90年代末アジア太平洋地域は東アジア、東南アジ

ア、南アジア、オセアニアの４つのサブ・リージョ

ンの構成となり、各サブ・リージョン内のより緊

密な組織間連携が企図された。）

1970年、IMF書記長職は15年にわたる活動を経

て退任するアドルフ・グラデル書記長（スイス金

属時計労組）から、イヴァ・ノーレン書記長（ス

ウェーデン金属労組）に交代した。

南アフリカ・アパルトヘイト闘争
IMFの連帯行動が挙げた成果は枚挙にいとまが

ないが、南アフリカのアパルトヘイト（人種隔離）

反対闘争は特に記録されるべきであろう。アパル

トヘイト政策は人道に対する犯罪であり、1960年

代以降、南アフリカ国民に深刻な重荷を課してい

た。人口の大多数を占める黒人や有色人は一定の

タウンシップ（居住区）に閉じ込められ、居住区

外への移動や就業にはパス携帯が義務づけられ

て、自由も参政権も否定されていた。労働組合加

入など論外で、体制に異議を申し立てればたちま

ち国家反逆罪で逮捕・拘留されて拷問を受けた。

後に大統領に就任するネルソン・マンデラ氏が

ケープタウン沖合のロベン島の獄舎、次いでボル

スモア刑務所に、合わせて27年間繋がれたのはそ

の典型であった。

1980年６月の、フォルクスワーゲン・ウイテン

ハーゲ工場（南アフリカ）における“生活賃金”

要求のストライキは、南アフリカ労働運動にとっ

て転換点となった。IMFはスト支援の中枢にあり、

ドイツIGメタルはフォルクスワーゲンと不断の連

携を図って、ストライキに参加した労働者の解雇

を防ぎ、警察の関与を排除して成果をあげた。

1987年には、ある居住区で犯罪が多発するのに

対処し、治安保持のため自治会を立ち上げたこと

が体制への反逆罪に問われ、不当にも死刑判決を

受けた南ア全国金属労組（NUMSA）モーゼス・

マイェキソ書記長の無罪・釈放を求めるキャン

ペーンは、IMFを基軸に加盟組織あげてのグロー

バルな展開を見せ、３年を経てついに無罪釈放を

勝ちとった。この勝利もまた、やがてアパルトヘ

イト体制の崩壊に繋がる一因となった。

1991年６月のNUMSA大会には、前年に解放さ

れたネルソン・マンデラANC（アフリカ民族会議）

議長が元気な姿を見せると、NUMSAやIMFへの

感謝を示し、民主化推進の決意を表明している。

同議長は、1994年全人民総選挙で大統領に当選し

た。

多国籍企業対策の嚆
こう し
矢

遡って1966年、自動車部会のIMF世界自動車会

議（部会長ウォルター・P・ルーサー全米自動車

労組UAW会長）の決議を受け、第１回世界自動

車協議会（デトロイト）が開催された。これは世

界企業別労組協議会の嚆矢であり、同一企業の各

国事業所に就業する労働者代表が一堂に会し、情

報・知見・目標を共有し、活動を調整する点にお
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いて画期的な展開であった。IMFは、企業のグロー

バル化に具体的に対応する組織機構を構築した最

初の組織となった。これが後により実践的な「多

国籍企業（MNC）労組ネットワーク」構築へと

繋がる。（後述）

そして1970年３月、IMF執行委員会は、世界自

動車労組協議会、電機電子世界企業対策委員会の

活動強化などを決定した。1972年３月の執行委員

会は、本部書記局に多国籍企業対策小委員会を設

置し、本格的な対策活動が始動した。同年10月の

サンフランシスコ中央委員会でも多国籍企業対策

が焦点となり、多国籍企業に社会的責任を求める

行動基準の策定を訴えた。

こうした意思決定をもとに、1973年にはイニシ

アチヴをとってICFTU・ITS合同作業委員会を設

置、多国籍企業問題に取り組んだ。その第１回会

議でITS側は多国籍企業内の労働者権益の擁護と

拡大、ICFTUは多国籍企業の公的な抑制や規制の

確立に注力する分業体制を確認、後に多国籍企業

のモデル行動規範を策定した。

また1950年代から金属、鉄鋼、輸送機器分野の

専門委員会を通じて連携を深めてきたILOにおい

ては、1977年「ILO多国籍企業および社会政策に

関する三者宣言」採択、それに先行して論議の始

まっていた「OECD多国籍企業行動規範」策定に、

金属産業における知見・政策を生かして重要な役

割を果たした。

75周年記念大会
1968年は、IMF結成75周年にあたった。結成ゆ

かりの地チューリッヒで開催した「75周年記念大

会（第21回）」は、過去を振り返り未来を展望す

る一つの機会となった。大会討議の大きな部分が

南北問題と発展途上国におけるIMFの役割に集中

した。加盟組織の拠出により1952年に設置された

国際連帯基金は主として第三世界における自由に

して民主的な金属労組建設活動に拠出することが

決定された。

採択された青少年労働者に関する決議は、IMF

青少年憲章の推進を強調した。結成75周年を記念

して、『国際金属労連75年の歩み』（フリッツ・オ

ペルIGメタル会長補佐編著）が刊行された。

この時点で、IMFの組織勢力は1,000万人の大台

に乗った。

6. アジアの比重増すIMF
（1970年代）

社会条項
多国籍企業対策の重要な一環として、1973年、

IMFは革新系のスイス政府の支持を取り付け、関

税貿易一般協定（GATT）閣僚会議に向けGATT

に労組基本権を中心とする「社会条項」を挿入す

る提案を行った。

1976年にはIMF本部において、IMF加盟組織を

はじめ、GATT、ILO、ICFTUの代表が参加して、

「社会条項」の制定についてさらに具体的な論議

を行った。以降、すべての通商協定や投資協定に

中核的労働基準（CLC）、「社会条項」を挿入する

ための闘いは、国際労働運動の重要課題となった。

日本事務所の活動領域が拡大
1973年、IMF日本事務所はIMF東アジア地域事

務所に改編され、担当する活動領域は従前の日本、

韓国、台湾、フィリピンの４カ国地域から、香港、

インドネシア、マレーシア、シンガポール、タイを

加えた９カ国地域に拡大した。その活動にはIMF－

JCが従来同様全面的な協力体制を組んで対応した。

（備考：15年後の1998年には既述したサブリージョ

ン方式の発足により、東アジア地域事務所は東ア

ジア・サブリージョン、すなわち日本・韓国・台湾・

香港の４カ国地域を担当とし、隣接する中国のポジ

ションを考慮してIMFの直轄となった。）

同じ1973年には、第１回IMFアジア自動車セミ
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として、IMF日産・トヨタ世界自動車協議会が発

足した。日本企業対策の最初の具体的国際行動

チャネルとして記録されよう。その後、本田・三菱・

ナーが静岡県御殿場で開かれ、世界企業別自動車

協議会（WAC）としては米国系のビッグスリー、

フォルクスワーゲンなどに次ぐ第８番目の協議会

1966年終わりに全日本金属産業労働組合協議会事務
局長（当時）の瀬戸一郎氏によるマレーシア訪問を受けて、
マレーシアの金属労組とJCMとの連帯・友好の強固な基
盤が築かれました。1963年 結 成の金属産業労組
（MIEU）は、初めてマレーシアの金属労働者を代表した
組合です。
1960年代前半から70年代にかけて、精練、電機、自動

車その他の部門で労働者を組織化する部門別組合がいく
つか誕生し、発展しました。マレーシア政府は50年前の工
業化計画で、多くの外国人投資家、特に日本の労働集約
的産業の誘致に成功しました。
低賃金と劣悪な労働条件を改善するために、労働者は

労働組合を結成するようになりました。企業別組合に慣れ
ていた日本企業にとって、マレーシアで一般的な産業別組
合機構は容認できないものでした。これは不調和を招き、
労働争議にまで発展しました。
●1970年代における労働組合連帯の構築
この時期にマレーシアの金属労組は繰り返しJCM指導
部の支援を求め、JCMは日本の親会社と会談することに
よって、目に見える形で有意義な援助を提供してくれまし
た。瀬戸一郎氏と小島正剛IMF－JC国際局長は、調停・
仲裁役を果たしてくれました。1973年の終わりにマレーシア
電機産業労組がシャーアラムで松下電器労働者の組織化
に取り組みましたが、同社から迅速に組合承認を確保しよ
うとしたときに、非常に大きな圧力が会社から加えられまし
た。組合員は時間のかかる通常のプロセスに従う準備が
できていませんでした。

●実用的かつ有意義な援助
当時の福間知之JC議長は、日本の松下電器産業労働
組合の高畑敬一委員長と前川朋久副委員長に話をし、組
合承認問題を解決するためにマレーシアへ行くよう説得し
ました。
高畑、前川両氏はマレーシアに行き、組合承認問題の

取りまとめで現地経営陣と16時間に及ぶ交渉を行い、真
夜中に組合承認を獲得しました。福間氏の後任として
IMF－JC議長に就任された宮田義二氏は、東南アジア諸
国の金属労組間で労働組合連帯を確立・促進するにあ
たって、重要な役割を果たされました。宮田氏は器の大き
さと積極的な取り組みによって大きな影響を及ぼし、日本の
親会社を説得してマレーシア工場でより誠意ある労使関係
方針を採用させたのです。
●東南アジアのリーダーシップ訓練講座
JCMは20年以上にわたって毎年、東南アジア金属労働

者リーダーシップ訓練講座の実施促進に資金を投入して
貴重な貢献を行い、東南アジア諸国の若い組合活動家が
経験を学習・交換できるよう力強く支援し続けてくれました。
JCM指導部によるもう1つの非常に重要な貢献は、年１

回の東南アジア青年婦人シンポジウムの開催で、1972年
から20年以上にわたり年1回アジア全域から80～100人の
若手の男女組合活動家が集まり、重要な活動を計画して
組合の課題について率直な経験交流・意見交換を通じ
て優先課題を決定しました。
●JCMの東南アジア労働事情調査団
30～50人の全国の工場レベル指導者から成るJCM年

次調査団が派遣され、ミッション完了時に綿密な報告が行
われました。これは日本とマレーシアの組合が直面する課
題や、友好的な解決策を見つけるために講じられた措置
の普及を促進し、より深く理解するうえで大いに役立ちまし
た。
JCMの労働組合連帯の構築に対する重要な貢献は、

これからもずっと主要なベンチマークとなるでしょう。

G・ラジャセカラン氏は、マレーシア金属産業労組（MIEU）事務局長
で、1971年から2001年までマレーシア金属労組協議会書記長、1993
年から2010年までマレーシア労働組合会議書記長、2012年まで
ICFTUアジア太平洋地域組織および新設のITUCアジア太平洋地域
組織の会長を務めた。

労働組合連帯構築に対するJCMの重要な貢献 マレーシア金属労働組合書記長

G・ラジャセカラン

瀬戸一郎初代事務局長の功績を顕彰する Seto Room（マレーシア金属労組内）
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マツダ協議会もスタートしている。

1974年５月には、東京で第１回IMFアジア電機・

電子セミナーが開かれ、日米欧を中心とする多国

籍電機企業問題を討議、連帯行動推進を確認した。

その後、IMF松下世界労組協議会が発足している。

1974年、IMFストックホルム大会（第23回）は、

「人間的労働環境」を基調テーマに掲げ、「労働環

境の人間化」、「多国籍企業」、「民主化」など16項

目にわたる決議を採択した。組織勢力は1,240万人、

５人に１人はアジア地域の組合員となった。非現

業・事務部門の組合員も増加し、100万人を突破

していた。

役員選挙では、退任するイヴァ・ノーレン（ス

ウェーデン金属労組）の後任として、ハーマン・

レブハン（全米自動車労組UAW）を選出（〜

1989年）した。欧州域外出身の書記長としては初

である。

翌1975年には、同書記長の強い意向も受け東京

で初のIMF中央委員会（東京プリンス・ホテル）

が開催された。注目すべきは、IMFおよびIMF加

盟組織と、WFTUおよびその産別インターとの関

係についての宣言採択であった。自由で民主的な

組織のあり方が、長い政治的変動の歴史のなかで

正しかったことを確認し、WFTU組織とは「公式

の関係」を持たぬこと、接触するとすれば安全衛

生問題などイデオロギーとは無関係の分野で非公

式とすることなどを確認するものとなった。

同年、造船産業部会のもとで第１回IMF造船作

業部会、次いでIMFとOECD第６作業部会（造船）

との協議が開催され（パリ）、造船不況下の国庫

助成金問題、IMFの5,000総トン（GRT）以上の船

舶の二重船底案など産業政策協議を実施。世界の

造船業でシェアを拡大する韓国のOECD協議参加

への道も開かれた。1978年には第２回IMFアジア

造船セミナーを東京で開催、造船業の世界的なシ

フトを分析、不況下の過剰船舶に関するOECD事

務総長あてIMF書簡の立案に資した。

1977年のIMFミュンヘン大会（第24回）は、大

会 テ ー マ「1980年 代 へ － 向 こ う10年 に お け る

IMF」をもって開催された。

大会には来賓として、ドイツ社民党（SPD）出

身ヘルムート・シュミット首相、ノーベル平和賞

受賞者ヴィリー・ブラント氏、ノーベル経済学賞

受賞者ワシリー・レオンチェフ博士も出席、それ

ぞれ演説を行って大会の成功に寄与し、内外マス

メディアの注目を集めた。

大会では「向こう10年における団体交渉」、「労

働組合方針と新しい経済秩序」、「労働組合権と職

場における産業民主主義」の３テーマの分科会に

分かれて討論を展開し、「多国籍企業に対する

IMFの行動計画」など15の決議を採択した。同時

に多国籍企業対策基金の設置も決定している。

大会に先立つ中央委員会では、1957年、IMF日

本事務所開設以来、所長を務めてきた瀬戸一郎氏

が、日本人初のIMF書記次長の１人に任命され、

従前の所長職、IMF－JC事務局長職を東京在任の

まま兼務することになった。

このミュンヘン大会まで、世界大会は３年ごと

に開催されてきたが、これを機に４年ごとの開催

とする規約改訂があり、それを受けて史上初めて

欧州大陸を離れて開かれた米国ワシントン大会

（第25回）は、1981年の開催となった。（後述）

1979年、中央委員会は、80年代を展望して「コ

ンピュータ化による第三次産業革命と労組の対

応」、「労働時短縮闘争」などの決議を採択した。

7. 1980年代のIMFと、
東京大会

1981年、IMFワシントン大会（第25回）は、「闘

争に参加しよう－平和・正義・雇用」を主要テー

マに開催、依然として重要課題である「新技術と

第三次産業革命」、「労働時間短縮」など19の決議

を採択し、次期大会までの指針とした。
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1983年はIMF結成90周年にあたり、結成ゆかり

の地チューリッヒで記念の中央委員会が開かれ

た。中央委員会は連帯の90年を祝うと共に、「ジュ

ネーブにおける軍縮会議への声明」、「イタリア金

属労連（FLM）の労働時間短縮闘争への支持声明」、

「南アフリカにおける処刑に対する抗議声明」、「チ

リ銅鉱山労働者への激励電報」などを採択した。

1985年１月、IMFはデンマーク・ヨールンデで

新技術および環境世界会議を開催し、「第三次産

業革命における団体交渉」をテーマにパネル討論

を持った。これは同年の東京大会での討論に向け

た会議で、37カ国123人の代表が集中討議した。

1985年6月9〜14日：IMF東京大会
1985年６月９〜14日、アジア太平洋地域では初

のIMF世界大会（第26回）が、IMF－JC組織を挙

げての受け入れのもと、東京（ホテル・ニューオー

タニ）で開催された。基調テーマは「21世紀の労

働組合－明日への総結集」であった。

大会には70カ国の労組代表約870人が出席した。

「書記局報告」で、レブハン書記長は、「労働時間

短縮キャンペーンは今世紀中IMFの最重要課題で

あり続ける」とし、「新技術対策もまた最重要課題」

と位置づけた。

大会では「本部書記局報告」のほか「加盟組合

報告」、「ワシントン大会以降の決議・声明集」、

斬新な「世界経済の動向報告」などの資料が配布

され、討議の展開に寄与した。

また基調テーマに沿って「パネル討議」が実施

され、自由で公正な貿易、世界的不況下における

雇用問題などに論議が集中した。大会は、「新技

術および環境」、「平和」、「経済政策」、「人権」な

ど13の決議を採択して成功裏に閉幕した。ときに

IMFの組織勢力は1,360万人であった。

女性活動（当時は婦人活動）も1957年の第１回

会議（ウィーン）を皮切りに、本部担当者の配置

により展開し、1986年にはジュネーブでIMF婦人

労働者会議を開催、各国情勢報告と共に雇用機会

均等、組合活動や組織決定機構への女性参加など

の課題を討議し、意思結集を図った。

同じく青少年労働者委員会も1957年の第１回会

議（ウィーン）を皮切りに、定期的に諸会議を開

催するようになった。「いかなる社会体制であれ

批判精神の涵養が次世代を担う青少年育成に必須

の課題」とする青少年憲章が確認されている。

1986年のモントリオール中央委員会は、「金属労

組とその政治同盟のための新たな方向付け」を主

要テーマに掲げ、パネル方式で討議すると共に、「軍

拡競争」、「核エネルギー」を含む３決議を採択した。

また「南アフリカに関する声明」を採択し、南アフ

リカの非常事態宣言の即時廃止、ネルソン・マン

デラ氏をはじめ政治的囚人の釈放、すべての政治

団体の合法化などを南アフリカ当局に訴え、IMF

南アフリカ協議会への連帯を表明した。特に1986

年６月から南アフリカ金属労組のモーゼス・マイェ

キソ書記長が南アフリカ当局によって不当に投獄

され、死刑判決を受けたことに対して強く抗議、

世界的な釈放キャンペーンを展開した。（既述）

1987年５月にはバーミンガムでIMF新技術会議

を開催し、「新技術が人間と雇用に及ぼす影響」

を中心に討議した。

同年８月、IMFは６月の盧
ノテウ

泰愚韓国大統領によ

る民主化宣言を受けた韓国労組の民主化、労働者

大闘争支援の声明を発し、逮捕拘留された多数組

合員の即時釈放を求めた。

第26回IMF世界大会でのパネル討議（1985年６月、東京）
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1988年２月、ストックホルムで、スウェーデン

金属労組との共催によるIMF世界環境会議を開

き、「金属労働者と環境」について論議、環境が

労働条件の不可分の一部であること、国境を超え

た取り組みと、次世代の環境に責任を持つ活動の

重要性が訴えられた。

同年６月のIMFマドリード中央委員会は、主要

テーマ「貿易と労働者の諸権利－今こそ関連付け

のとき」をめぐってパネル討論を実施し、GATT

に「社会条項」設定を呼びかける声明を採択した。

また、「軍縮促進と紛争解決のための平和交渉の

呼びかけ」声明も同時に採択した。

1989年、東京大会の後を受けたIMFコペンハー

ゲン大会（第27回）は、「グローバル経済におけ

る金属労働者」を主要テーマにパネル討議を実施、

情勢分析と自らのポジションを再確認、「世界平

和」、「社会経済政策」、「新技術」、「事務技術系労

働者」、「開発途上国」など15の決議を採択した。

人事面では15年の在任を経て退任するレブハン

書記長の後継として、マルチェロ・マレンタッキ

書記長（スウェーデン金属労組）を選任している。

この年４月、既述した南アフリカ金属労組の

モーゼス・マイェキソ書記長はついに死刑を免れ

て釈放され、このコペンハーゲン大会に出席して

盛大な拍手で迎えられ、IMF組織を挙げての連帯

行動に謝意を表した。

8. 冷戦構造崩壊と、
さらなるグローバル化
（1990年代）

20世紀から21世紀に向けて
中東欧への組織拡大

1989年、ベルリンの壁崩壊、冷戦構造の終焉、

そして中東欧の民主化を受けて、1991年５月、ポ

ルトガルの首都リスボンでのIMF中央委員会で

は、チェコスロヴァキア、ハンガリー、旧ドイツ

民主共和国（旧東ドイツ）、ブルガリアの金属労

組がIMFに加盟、または再加盟して、IMFの歴史

に新時代が訪れた。この時点で11カ国、12組織、

193万人が新規加盟した。

同中央委員会の討論テーマは「IMFと多国籍企

業－IMF世界企業別協議会の役割」で、討論を経

て企業別協議会の活動ガイドラインづくりのため

の作業部会設置を決めた。ベルリンの壁崩壊を一

つの転換点として、多国籍企業のグローバル展開

が一層加速化し始めていたのである。

翌1990年にはポーランドとルーマニアの金属労

組が満場一致でIMFに迎えられると、時を経ずし

てその他中東欧諸国の金属労組からの加盟・再加

盟申請が続いた。こうしてIMF組織は中東欧・ロ

シアにまで拡大した。

1992年5月、IMF中央委員会のチェコスロヴァ

キアの首都プラハ開催は、1938年に同国金属労組

が世界の民主的労働運動との連携を絶たれて以来

実に54年ぶりの関係回復を象徴した。同中央委員

会は、100周年記念大会対策として、従来の決議

委員会に替える「アクション・プログラム」委員

会を設置した。

グローバル連帯100周年の記念大会
1993年６月、IMF結成ゆかりの地、スイス・

チューリッヒで、「100周年記念世界大会」（第28

回）が開催され、80カ国から800人の代表が参集

した。主要テーマ「連帯の100年－未来を構築する」

のもとに、大会は100年に及ぶIMFのグローバル

連帯の歴史を振り返り、社会的公正を基盤とする

未来を構築するための論議を展開した。この大会

を機に、次期大会までの運動の基調となるべき「決

議」の採択（「平和」、「地域経済統合」など課題

ごとに十数本）に代わり、「目標達成型」の「ア

クション・プログラム1993〜1997年」が採択され

た。「プログラムの目標は、具体的で、達成可能

であり、評価が可能なもの」とされた。以後、次
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期大会までの４年間、採択した「アクション・プ

ログラム」に沿って運動を展開するようになった。

この「アクション・プログラム」は、IMFのミッ

ション（使命）を明確にすると共に、冷戦構造の

崩壊以降一層進展した経済グローバル化や世界情

勢を分析し、IMFの目標と役割、労働組合権、雇

用と労働時間、南北関係、新しい作業編成、グロー

バル連帯の中での組織拡大強化、団体交渉力強化、

多国籍企業に対する社会的対抗勢力の構築などを

推進することをテーマに、100項目からなる構成

となった。

大会は新会長にクラウス・ツヴィッケル（ドイ

ツIGメタル会長）を選出、書記長にはマルチェロ・

マレンタッキ書記長（スウェーデン金属労組）を

再選した。

開設以来36年有余にわたってIMFアジア地域事

務所所長を務めた瀬戸一郎氏（1964年以降IMF－

JC事務局長、1975年以降IMF書記次長を兼務）が

この大会をもって退任し、小島正剛同事務所副所

長が所長職を後継した。

IMF組織勢力は100周年時点で、84カ国、1,800

万人となり、次の100年を展望しての新たな出発

となった。

この年、100年史『国際金属労連1893〜1993年

－初めの100年』（カール・カザリーニ元IMF書記

次長編著）が刊行されている。

1997年、米国では２度目となるIMFサンフラン

シスコ大会（第29回）は、「アクション・プログ

ラム」に関するパネル討論を中心に開催され、世

界情勢分析をもとに、「アクション・プログラム」

の核をなす「抑制のないグローバル経済の中での

労働者」、「未組織労働者の組織化」、「国際連帯」、

「労働者と労働組合の権利」をテーマにそれぞれ

討論を展開し、さらに「21世紀に向けたIMFアク

ション・プログラムの次なるステップ」を論議、

向こう４年間の「アクション・プログラム1997〜

2001年」を採択した。

大会は、クラウス・ツヴィッケル会長（ドイツ

IGメタル会長）およびマルチェロ・マレンタッキ

書記長（スウェーデン金属労組）をそれぞれ再選

した。この大会をもって、IMF東アジア地域事務

所の小島正剛所長（IMF－JC副議長兼務）が、

1960年以来37年有余にわたるIMF活動から退任し

た。後任には1993年にIMF－JCから転籍していた

畑恒夫同地域事務所副所長が任命された。

この時点でのIMF組織勢力は、1,900万人を超え

ていた。

大会会期中に第12回日米加金属労組会議が開催

され、従来の情勢認識の共有、貿易と雇用問題の

他、在米日系企業の組織化状況、国際連帯推進が

論じられている。

1998年の中央委員会（ダルムシュタット）では、

「労働者の諸権利を確保するために闘う金属労働

者」が主たるテーマであり、パネル討論が持たれ

た。この年、IMF本部書記局の機構再編があり、

組織化・連帯チーム、産業政策・団体交渉チーム

が立ち上げられ、活動の効率化が図られた。

1999年のIMF中央委員会（ヘルシンキ）では、

「ユーロ、そのグローバル経済、産業、および金

属労働者に及ぼす影響」が主要テーマであった。

中央委員会は、進行中の韓国金属労組の闘争に向

けて、韓国支援の「緊急声明」を発し、韓国にお

けるスト権の承認、獄中の組合活動家の即時釈放、

雇用創出のための労働時間短縮、経済再生を含め

100周年記念第28回IMF世界大会（1993年６月、チューリッヒ）
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労組の対政府交渉権の確保などを訴えて、連帯の

精神を示した。

この年、IMFの組織勢力は45カ国、185組織、2,200

万人に拡大していた。

9. 経済グローバル化への
対応（2000年代）

2000年のIMF中央委員会（バーミンガム）は、「貿

易、持続可能な成長および開発」を主要テーマに

開催された。世界の労組を巻き込むべく、ICFTU

大会が計画するミレニアム・ディベートに、IMF

も積極的に参加していく方向で事前討議を行い、

意志結集を図った。

この中央委員会において、アクション・プログ

ラムとIMF組織機構に関する作業部会が、従来の

年１度開催の中央委員会を隔年開催とする案を提

言し、その方向で決定した。

世界社会フォーラム
ダボスの世界経済フォーラム（WEF）に対す

るアンチテーゼの形で、2001年、ブラジルのポル

ト・アレグレを拠点に世界社会フォーラム（WSF）

が発足した。「もう一つの世界は可能だ」のスロー

ガンのもと、世界120カ国以上のNGO、NPO、市

民団体で形成するグローバル・ネットワークであ

る。IMFは遅滞なく、目的を同じくする革新系勢

力との連携を推進するとする「アクション・プロ

グラム」を実践、加盟組合と共にWSFの諸行事に

参画し始めた。

国際枠組み協定（IFA）
グローバル経済を牽引する多国籍企業への取り

組みは、着実に前進した。2001年、IMFは、交渉

力をベースとして多国籍企業を相手とする最初の

「国際枠組み協定（IFA）」を交渉、2002年インデ

シット（メルローニ）との間に締結し、同年フォ

ルクスワーゲンやダイムラー・クライスラーとも

締結して、多国籍企業との超国家的な社会的対話、

団体交渉への道を切り拓いた。その後、相次いで

多くの労使がwin-winのIFAを締結している。ま

た、その関連で2010年には「超国家企業（TNC）

労組ネットワーク」のためのガイドライン作業部

会を開き、ネットワーク構築が進展した。これに

より同一資本下のグローバルな労組連携や労使の

社会的対話が進展し始めた。その延長線上には

IFAの締結が展望された。

2001年、IMFシドニー大会（第30回）は、向こ

う４年間の「アクション・プログラム2001〜2004

年」を決定したが、さらに討論の末、「テロリズ

ムとの戦いに関するIMF声明」や「ゼネラル・エ

レクトリック（GE）に関する声明」など4つの声明、

「国境を越える同情ストに関する決議」、「対キュー

バ経済制裁の解除に関する決議」など４本の決議

を採択した。

役員選挙ではクラウス・ツヴィッケル会長（ド

イツIGメタル会長）、マルチェロ・マレンタッキ

書記長（スウェーデン金属労組）が、それぞれ再

選された。

会期中には、日米加金属労組会議の一環として

中間的なコンタクト・ミーティングが持たれ、経

済・労働情勢報告や連帯推進の確認を行っている。

また会期中、世界貿易機関（WTO）サミットの

最終日にあたる11月13日、オーストラリア労組と

社会正義擁護団体共催の「無規制な企業グローバ

ル化に反対する集会」がシドニー市内で開催され、

各国出席代議員もこれに参加、市内を行進した。

また、IMF－JC議長主催による大会時恒例の「ア

ジアの夕べ」は、IMF本部をはじめアジア太平洋

地域15カ国の代議員等169人が参加してシドニー

湾上のクルージング・ディナーとして催され、友

好と連帯を深めると共に、最終日夕刻には、「大

会さよならパーティー」を、アジアの主要組織と

してIMF－JCが主催。IMF－JCの存在感を高める
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と同時に、オーストラリアをはじめ各国加盟組織

から謝意が表された。

この時点でのIMFの組織勢力は、2,400万人で

あった。

ITSからGUFへ
2002年１月、プラハで開催した国際産業別書記

局（ITS）総会は、ITSの名称をグローバル時代

により適切に対応すべく、グローバル・ユニオン・

フェデレーション（GUF）と改称することを決定

した。

東アジア地域事務所の活動に幕
ロシア、中東欧地域のIMF活動が積極化するの

に伴い、IMF東アジア地域事務所（畑恒夫代表、

在任1997〜2002年）の役割完結が決定され、2002

年７月、1957年開設以来45年に及ぶ広範・多彩な

活動の歴史に、幕が下ろされた。

2003年、IMF中央委員会は南アフリカ・ケープ

タウンで開催、グローバル経済の分析をベースに、

全日本金属労協50周年まことにおめでとうございます。
私が当時のIMF－JCに入局したのは、沖縄が日本に返

還された1972年のことですが、その3年後の1975年には
当時の瀬戸一郎JC事務局長・IMF東アジア事務所長
（2014年5月逝去）の推薦でIMF本部に転籍しました。以
後2010年末に退職するまでの38年間、JCM・加盟組合
の皆さんからのサポートを頂く中で、IMF本部内で各種産
業部会、組織、地域などほぼ全ての部署を担当させてい
ただく機会を得、様々な角度からIMFとそれを取り巻く世
界を間近に見る機会に恵まれました。
振り返れば私がJCM、IMFで働かせていただいた40年

強の期間は、IMFが欧米中心の組織から世界組織へと
変貌を遂げていく時期と重なります。このIMFの組織的変
貌に中心的役割を果たしたのは、1964年のIMF－JC加盟
であることは明白です。IMF－JCのIMF加盟と前後してア
ジア、アフリカ、ラテンアメリカの発展途上国から相次いで
加盟があり、鉄のカーテンが取り払われた90年代以降、中・
東欧諸国の金属労組が雪崩を打つようにIMFの仲間とな
るに至って、IMFは名実共に世界の組織となりました。
このような歴史の流れを見てわかるように、過去50年の
IMFの歴史はJCM抜きには語れません。したがってJCM

が国際労働運動の発展に果たしてきた役割も、IMFの歴
史の中で重要な意味を持っています。JCMは70年代以
降、アジア地域のIMF加盟組合を中心に様々な形での国
際連帯支援活動を行ってきています。JCMのような単一の
IMF加盟組織が数多くのアジア金属労組への連帯支援
活動を行うというモデルは、世界の他の地域にはみられな
い極めて貴重な存在です。今後とも相手国の組合を尊重
する中で、出来うる限りの支援を続けてほしいと思います。
JCMとてその結成前後には、海外の同志からの多大な支
援を受けたことを想起すれば、未来ある同志組合に支援
の手を差し伸べることは、当然のことだとも言えます。
50周年に際し、今日あるJCMがIMF日本協議会として

結成された1964年から現在までの歴史を吟味し、成功と
失敗を学び、謙虚な気持ちで次の50年をスタートさせるこ
とが肝要だと考えます。JCM結成に尽力された諸先輩が、
ビジョンと決意と行動をもって幾多の苦難を乗り越え、今日
のJCMの礎を築いた歴史を紐解き検証することは、
IndustriALL（インダストリオール）が結成された今、現
在のJCMの立ち位置を確認し、今後のあり方を考える上
で非常に重要ではないでしょうか。
JCMの益々の発展を祈念いたします。

歴史を吟味し謙虚な気持ちで
次の50年のスタートを

元IMF書記次長

鎌田　普

IMF東アジア事務所閉所式で挨拶する畑代表（2002年７月、東京）
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「新しい経済システムへの転換」が討論の中心と

なった。人間中心の経済システムへの転換を目指

すには、社会的対抗勢力としての国際労働運動の

役割が必須との意志結集がなされた。また、次回

ウィーン大会対策として準備作業も進め、アク

ション・プログラム委員会、動議・規約委員会な

ど大会各種委員会の構成などを決めた。

また、本部書記局の鎌田普シニア・エグゼクティ

ヴ・オフィサーを、IMF書記次長に任命する提案

が満場一致で決定した。同次長は、IMF－JC本部

スタッフであった当時、「国際組織の書記局には

バランスよくアジアの顔も必要」とするレブハン

書記長の強い意向を受けたIMF－JCの推薦で、

1975年、IMF書記局に転籍、以後着実に実績を重

ねていた。これにより同次長は瀬戸一郎氏以来２

人目の日本出身の書記次長となった。

2005年のIMFウィーン大会前の財政委員会は、

加盟費のあり方をめぐって討論、算定基準改定案

を決定、大会に上程することとした。

社会正義のための闘い
グローバル経済が進展する中で、2005年のIMF

ウィーン大会（第31回）は、必須の課題である「労

働者の諸権利の促進」を主要テーマとして開催さ

れた。大会は「アクション・プログラム2005〜

2009年」を審議決定したが、特に「経済グローバ

ル化の社会的側面」に関する討議、その「社会正

義のための闘い」をテーマとする円卓討議が白熱

した。

また加盟費の算定基準改訂を含む規約改定をお

おむね全会一致で承認した。採択された決議は10

本にのぼった。会期中にはIMF－JC主催の「アジ

アの夕べ」も催された。役員人事ではクラウス・

ツヴィッケル会長（IGメタル）、マレンタッキ書

記長（スウェーデン金属労組）を再選した。

ウィーン大会の時点でIMFの組織勢力は2,500万

人で、史上最大となった。

ITUCの発足
国際労働運動の分野では2006年、進展するグ

ローバリゼーションに効果的に対抗すべく、

ICFTUと国際労連（WCL）がそれぞれ解散し、

新たな統合組織・国際労組総連合（ITUC）を結

成するという、歴史的瞬間が訪れた。結成時点で、

154カ国、306組織、1億6,800万人の勢力である。

その後、ITUCとGUFは連携を図るべくグローバ

ル・ユニオン協議会（CGU）を立ち上げ事務局を

開設するが、屋上屋を重ねる形に消極的なIMFは、

財政効率を重視しつつ当面これには直接加盟せ

ず、オブザーバーとして必要に応じケース・バイ・

ケースで連携する立場を取った。

不安定雇用
2007年、ブラジル・パイーア州サルバドールに

おけるIMF中央委員会の討論の中心は、最優先課

題の一つ「不安定雇用」問題であった。グローバ

ル経済下における底辺への競合などを要因とする

不安定雇用の国際的な拡大への対応は、グローバ

ル・ユニオンズ（GU。ITUC、GUF、OECD－

TUACで構成）と共に取り組む活動の一環であり、

「不安定労働に対抗する世界的行動」を議題とし

て討議、グローバルな不安定労働反対デーの年次

展開につなげた。

同中央委員会は、IMF貿易・雇用・開発作業部

会の提起した決議や米韓FTAなど６本の決議を採

択、閉会後にはサルバドール市内で「不安定労働

への抗議」を表わす街頭デモを展開している。

この年2007年、米国でサブプライムローン危機

が発生、リーマンショックは世界連鎖的な金融危

機を招き、無規制な金融工学の破綻は世界同時不

況を引き起こした。実体経済にも及んだ負のイン

パクトに対処し、グローバル・ユニオンズ（GU）

はG20や雇用・労働大臣会議（労働サミット）に

対し危機克服の政策提言を行った。労働サミット

はこれを受けて「人間を第一に」と題する議長総
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括を行い、危機の人間的側面に共に立ち向かう決

意や、「危機対処のカギとなる戦略」を確認した。

2009年のスウェーデンでのIMFイエテボリ大会

（第32回）は、いまだグローバルな金融・経済危

機の荒波の中でのインダストリオールが結成され

る前の、実質的なIMFとしての最後の大会となっ

た。主要テーマはディーセント・ワークをも念頭

に、「確かな雇用、確かな未来」であった。採択

された「アクション・プログラム2009〜2013年」

は「第１部：IMFの使命」、「第２部：世界の現状」、

「第３部：行動するグローバルな連帯」にまとめ

られた。特に超国家企業（TNC）対策では、さら

なるTNC労組ネットワーク構築を確認した。

役員人事では会長にべルトホルト・フーバー（IG

メタル会長）、副会長にトーマス・バッフェンバー

ガー（全米機械工労組IAM会長）、書記長には退

任するマルチェロ・マレンタッキ書記長（在任：

1989〜2009年）の後任として、ユルキ・ライナ（北

欧産業労連）が、それぞれ選出された。

2010年、鎌田普IMF書記次長は、1975年にIMF

－JCからIMF本部に転籍して以来、35年７カ月に

およぶ広範な活動に従事して定年に達し、退任し

た。

引き続き同年、IMF－JCから松崎寛氏がIMF本

部に派遣され、造船解轍担当部長を拝命した（イ

ンダストリオール発足後は、造船解轍/ICT電機電

子部門担当部長として活動を継続している）。

2011年12月のIMFジャカルタ中央委員会は、翌

2012年６月にIMFを解散し、国際化学エネルギー

鉱山一般労連（ICEM）、国際繊維被服皮革労働組

合同盟（ITLGWF）の解散を経て組織統合し、製

造業を括りとする新GUFを結成すべきかどうかを

決議する、最も重要な会議となった。

主たる議題は「IMF本部書記局報告」、「労働組

合権、労働組合ネットワーク、強力な組合構築に

関する、IMFアクション・プログラム2009〜2013

年」、「不安定労働と社会保障」、「製造労働者のた

めの新しいGUF創設について」など８項目であっ

た。

新GUF結成に関する討議では、フーバー会長、

ライナ書記長によってこれまでの組織内外におけ

る議論経過（後述）の報告、新組織の規約（案）、

アクション・プラン（案）に関する報告がなされ、

会議としての討論が展開された。最終的には挙手

による票決の結果、2012年６月にIMF臨時大会（解

散大会）と新GUF結成大会を開催することが決議

された。

10. 社会的対抗勢力の構築へ
本項では新GUF結成の主要因、組織内外におけ

る組織統合への討議経過について記述する。

GUF共闘の推進
経済グローバル化のもと、実効的な社会的対抗

勢力として国際労働運動を展開するとき、多国籍

企業対策は一貫してその重要な柱の一つである。

特に2000年代に入ってから、多国籍企業対策に

一定のGUF間の連携、または共闘の必要性が高

まった。とりわけ同一企業を相手に団体交渉が難

航し紛争が発生すると、関連する複数GUFが支持

し合い、伝統的な守備範囲を超え連帯して取り組

む必要性が増してきた。それが一つの要因となっ

て労組側の組織統合を模索する動きにも繋がって

いく。

例えば、2012年、IMFとICEMが共闘した世界

鉱業第３位のリオ・ティント闘争（カナダ）の成

功は、そうした動きをさらに促進する実績となっ

た。

組織統合の要因
組織統合の要因としては、

① 既述したGUF共闘のニーズの高まりがあり、

加えて、以下のような分析が浮上する。すな
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わち、

② グローバル化の進展により産業構造に相互乗

り入れなど変化が現れ、業際のファジー化が

顕著になってきた状況がある。

③ 一部GUFによっては、産業構造・貿易構造変

容のため、先進工業国においては資本や技術

の発展途上国への移転が著しく、雇用問題を

抱えるようになり、したがって組織員数の減

退が生じ、いきおい財政問題を抱えるケース

も出てきた。組織統合により、財政面でも効

率的な組織運営が期待され、重複する活動領

域を整理しつつシナジー効果が予見できる。

④ 一国の組合が複数のGUFに加盟しているケー

スが多数ある。例えば、全米鉄鋼労組（USW）

はIMFのほか、その鉱山・化学部門を代表し

てICEMにも加盟している、などである。欧

州でもドイツ金属労組は近年繊維、木材労組

と統合している。

北欧５カ国では、各国で近年、金属を含む製造

業労組が統合しており、すでに国境を越えて産別

で結成していた北欧金属労連（ノルディック・メ

タル）と北欧化学・製紙・繊維労連（ノルディッ

クIF）が、2002年に統合して北欧産業労連（ノル

ディックIN。５カ国、22組織、120万人）を結成

して一体化し、特に政策面で地域台の運動を展開

している先行事例もある。このような動向は、グ

ローバル・レベルにも大きな影響を与えた。

関連する要因はまだあろうが、概ね以上のよう

な状況を背景に、グローバルに鉱山・エネルギー

部門や、金属・化学・繊維の製造業部門３GUFが

組織統合を果たし、サプライチェーン部門まで同

一組織の傘下に配置する、いわば川上から川下に

至る強力な連帯行動が取れるなら、多少の温度差

はあるにせよ、それはどのGUFも望むところで

あったと言えよう。

11. インダストリオール誕生
IMF（国際金属労連）は、2012年６月18日、デ

ンマーク・コペンハーゲンにおいて臨時解散大会

を開催し、119年の歴史に幕を閉じ、ICEM（国際

化学エネルギー鉱山一般労連）、ITGLWF（国際

繊維被服皮革労働組合同盟）との統合による製造

系国際産業別組織〔グローバル・ユニオン・フェ

デレーション（GUF）〕としてのインダストリオー

ル・グローバルユニオンの結成を決議した。

そして翌19日・20日の両日にわたる結成大会を

もって世界140カ国、5,000万人の組合員を擁する

新たなGUFとしてインダストリオール・グローバ

ルユニオンが、国際労働運動における新たなチャ

レンジの一歩を踏み出すこととなった。

これに伴い、2012年９月、金属労協は第51回定

期大会において英文略称を1964年以来慣れ親しん

だIMF－JCからJCMへと変更した。

統合論議のスタート〜３書記長の合意〜
新組織設立に向けた動きは、2009年３月にIMF

を含む３GUFの会長、書記長が「３GUFの協力関

係の強化に向けて検討を進める」旨の合意書にサ

インをしたことから実質的に始まった。金属労協

をはじめ多くの加盟組織にとってこれは想定外の

事態であり、「この意思決定は不透明だ」等、激

しい批判もあった。しかし結局は同年５月のス

ウェーデン・イエテボリでの第31回IMF世界大会

インダストリオール結成大会（2012年６月、コペンハーゲン）
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前の執行委員会において、今後の協力強化の可能

性を模索していくことで合意を見た。

こうしたGUF間の統合は珍しいものではない。

1910年時点においては30以上の国際産別組織が活

動していたが、徐々に統合が進み、今回統合され

た３GUFを含む11組織に収斂されてきたという経

緯がある。

この３GUF統合の背景は、前項にて詳しく述べ

られているが、一言で表すと「経済のグローバル

化」である。つまり「先進国から途上国、新興国

への生産拠点の流出」、「各産業・企業の業容の変

化」などに対応し、各国労組が最適な組織のあり

方を検討し再編を進めた影響がIMFにも及んでき

たのである。具体的には、ドイツ、北欧諸国、北

米等の各国において「金属」、「化学・エネルギー」、

「繊維」の各産業別組織間での統合が進んだこと

により、「GUFレベルでも金属、化学エネルギー、

繊維の組織を一つに統合すべきではないか」との

考えが醸成され、それが今回のIMF、ICEM、

ITGLWFの統合論議に発展してきた。

第31回IMF世界大会以降、３GUFの書記長間で

統合に向けた準備作業が開始され、その後2010年

９月には３GUFの執行委員から選任された「合同

タスクフォース会議」を設置、第１回会議を開催し、

具体的に新組織についての検討が進められること

となった。同年12月の第２回会議、翌2011年２月

の第３回会議を経て、同年５月の第４回会議及び

３GUF合同執行委員会で統合に向けて大枠の合意

に至った。

その後は、新組織の規約、アクション・プラン

の詳細を検討する「３GUF合同規約アクション・

プラン作業部会」が設置され、2011年８月に会議

を行い、同年12月のIMF中央委員会、そして2012

年２月の３GUF合同執行委員会の場での議論を経

て結成大会を迎えることとなった。

金属労協では議論過程において、西原浩一郎議

長が執行委員およびタスクフォース・メンバーと

して、また若松英幸事務局長が規約アクション・

プラン作業部会のメンバーとして、金属労協三役

会議・常任幹事会での確認を踏まえ積極的な意見

反映に努めてきた。また、定期大会や協議委員会

等を通じて検討状況を随時、組織内に報告すると

共に、対応方向の合意形成に努めてきた。併せて、

IMFのアジア太平洋州地域加盟組織への理解促進

に向け、金属労協独自の説明資料に基づき、金属

労協主催のアジア金属労組連絡会議等のさまざま

な国際会議の場を活用して、地域全体の対応方向

の共有化に向けたリーダーシップを発揮してきた。

新組織に向けた議論
議論が進む中では、３GUF間で直面する問題・

課題への認識の共有化が深まると共に、新GUFの

使命と目標が集約され、それらは規約、アクショ

ン・プラン等に反映されることとなった。

世界の製造系労働組合が直面する問題や新GUF

が取り組むべき課題、そして活動の方向性につい

ては、３GUFのこれまでの活動経過や国毎の、あ

るいは産業セクター毎の重点の置き方等により、

多少の差異はあるものの、大きな対立はなかった

ものと考える。

さて、アクション・プランは、その使命を３GUF

統合で、多国籍企業の力に対峙して世界レベルで

交渉能力のあるグローバル組織を創出し、新たな

グローバル化モデルを求めること。また、各国政府

３GUF合同執行委員会（2011年５月、ジュネーブ）
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および国際機関が主導するネオリベラル主義（新

自由主義）に対抗し、国内および各国間において

民主主義と社会経済的公正を基礎に「人」を最優

先する新しい経済的・社会的モデルを求める、と

明記した。

さらに、製造業を国家経済の原動力として、さ

らには持続可能性の高い雇用を提供する産業とし

て振興するための強力な産業政策を提言するこ

と。力の結集により各国政府が適正な賃金・労働

条件、社会的保護、適切な訓練・技能開発と評価、

機会均等および安全衛生に基づき、常に労働者の

権利と環境への責務を尊重する雇用創出策を採用

するよう要求していくこととした。

そして今日の経済体制がもたらす不平等と高水

準の失業・貧困への闘いと共に、平等、民主主義

および社会経済的公正のために力を結集し、より

よい世界への希望をもたらす統一勢力になると宣

言した。

そして使命を果たすために「より強力な労働組合

の構築」、「組織化と組合員数の拡大」、「労働組合

権を求める闘い」、「不安定雇用との闘い」、「グロー

バル資本に立ち向かうための労働組合の力の強化」、

「産業政策と持続可能性の促進」、「社会的公正とグ

ローバル化」、「権利平等と女性の参加」「安全な職

場」、「民主主義と包括性」が目標に設定された。

一方、検討過程で主に意見が対立したのは、意

思決定機関のあり方、加盟費も含めた財政問題、

さらにはジェンダーバランスの問題等であった。

これらはいずれも重要な問題だが、検討にあまり

にも多くの時間を費やした結果、本質的な活動内

容の深堀りや組織運営のあり方の検討が不十分な

まま結成大会を迎えたことは認めざるを得ない。

以下では結成大会でどのような決定がなされた

のかを中心に記載する。

◆三役体制

結成大会では、新組織の会長としてIMF会長の

ベルトホルト・フーバー氏（IGメタル会長）が、

書記長としてIMF書記長のユルキ・ライナ氏（北

欧産業労連）がそれぞれ選出された。副会長、書

記次長については３GUFからそれぞれ１名ずつが

選出された。大変革に際して必要な強力なリー

ダーシップを備え、すでに繊維関連の組織を統合

したIGメタルの会長を務めるフーバー氏がインダ

ストリオールの会長となり、また、ICEM系の組

織における経験が長いことに加え、金属、化学、

繊維の組織を統合した北欧組織「ノルディックイ

ン」の事務局長も経験しているユルキ・ライナ氏

が書記長に選出されたことで、産業間のバランス

のとれた、新組織の船出においては理想的な布陣

となった。

◆執行委員会

結成大会当日まで持ち越した最大の対立案件

は、主要意思決定機関となる執行委員会の定数と

その地域配分であった。金属労協は、民主的で実

質的な論議を通して意思決定するために、加えて

財政負担軽減の観点から執行委員定数は、IMFが

執行委員25名であることに鑑み、40名の案をIGメ

タルと共に主張したが、多様な意見の集約を求め

大幅な定数増を主張する組織もあり、結果は執行

委員定数40名を規約に明記するものの、次回大会

までの４年間は60名とすることで決着した。

なお、地域への執行委員枠の配分は公平で透明

性が高い会費納入人員比を基準に割り振られた

が、中南米・カリブ海地域は当面４年間の６議席

の大幅増員を要求し、この問題は結成大会当日ま

で持ち越された。

中南米・カリブ海地域は結成大会初日の新役員

選出にあたり、改めて12名への増員を主張し、規

約に基づく６名分の執行委員候補リストを提出し

なかったため、中南米・カリブ海地域の執行委員

リストを空席とした上で、その扱いを執行委員会

に委ねることを前提に他の新役員体制を多数決で
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承認した直後、該当地域の大会参加者全員が会場

から一時、一斉に退席するという騒ぎもあった。

なお、アジア太平洋地域では、金属労協がリー

ダーシップを取って地域に割り振られた12名の執

行委員枠の配分について、早期合意形成を期して

調整を行い、西原議長をはじめとした地域選出の

執行委員についての地域の合意を得、結成大会で

確認された。

◆加盟費

加盟費については、規約には「2012年開催の結

成大会では基本年次加盟費を1.1スイスフランとす

る。基本年次加盟費は、以降の大会で修正される

場合がある。」と記載されたが、一方で政治的合

意文書の中で「加盟組織は2013〜2016年の間、年

次加盟費納入レベルを少なくとも維持」すると共

に、「インダストリオールの新しい加盟費制度を

考案するために執行委員会が作業部会を設置する

ことを約束する。」と確認された。すなわち、結

成大会以降2016年の第２回世界大会までの間、規

約では基本年次会費として１人当たり1.1スイスフ

ラン、つまり旧３GUFの中で最も低いIMFの水準

が規定されているが、加盟組織は３GUFそれぞれ

の水準の加盟費を支払うことが合意されたと同時

に、作業部会を設置し、第２回世界大会に向けて

加盟費水準を含む新しい加盟費制度のあり方につ

いて議論することとなった。

◆地域機構

地域機構については、IMFの形態を継続するこ

ととなった。また、東南アジア地域事務所はマレー

シアからシンガポールに移すことが決まった。

一方、地域議長を各地域に置くこと、世界大会

と世界大会との中間年に地域大会を開催すること

等を除けば、地域の運営の具体的あり方等はこれ

からの各地域での検討に任されている。また、第

２回世界大会までは暫定的に３GUFの地域の活動

の枠組みを維持しながら移行期間として調整を図

ることとなった。

なお、西原議長がインダストリオール・アジア

太平洋地域議長に就任することが、結成大会の前

段に開催されたアジア太平洋地域会議で確認され

た。

◆産業別部会

各産業別部会は、IMFとICEMの各部会はその

まま継続となり、ITGLWFが組織する分野（繊維・

皮革・衣料・靴および繊維関連サービス）で一つ

の部会を形成することとなった。

産業部会長については、結成大会に提案された

産業部会長リストは承認されたが、そのジェン

ダーと地域のバランスについては引き続き調整を

行うこととなった。

◆ジェンダーバランス

大会などへの女性参加目標はIMFでは20％以上

となっていたが、2011年５月のIMFアジア太平洋

地域会議における「30％以上」との主張を受け、

それが全体の意見となり、インダストリオールの

規約にも大会代議員および執行委員の30％以上を

女性に割り当てることが織り込まれることになっ

た。

また、第２回大会で女性参画の促進のための規

約の改正を行うことが政治的合意文書の中で確認

された。

結成大会での金属労協の発言
なお、結成大会では、これまでの議論状況も踏

まえ、西原議長が金属労協を代表して意見表明に

立ち、中南米の執行委員議席配分の問題に関して

は、「透明性を保った民主主義が担保されなけれ

ばならない、少数意見を尊重し多様な意見を取り

まとめ、決めたことを推進するよう本部がリー

ダーシップを発揮するべきだ」と述べた。
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その上で、「新組織結成により産業労働者の運

動を強化し、これまで以上の力を発揮し得る枠組

みを得たことを歓迎する。」また「新組織結成自

体が目標ではなく」、「今後４年間は統合から本格

的な活動一本化に向けた重要な移行期間」である

ことについても言及した。

さらに、新組織の優先課題として「製造業労働

者の意見を政府間会合・国際機関に反映させるこ

と」、「組合ネットワークの強化」、「女性労働組合

幹部の育成」等をあげ、金属労協としてインダス

トリオールの活動を全力で支えていく意思を明確

に示した。

2016年　第２回大会に向けて
これまで述べてきた通り、インダストリオール

の結成にあたっては世界の製造労働者を取り巻く

情勢、そして新組織が取り組むべき課題について

の認識には３GUF間での大きな隔たりはなく、一

方で組織のあり方については激しい対立もあった。

これは、新組織結成の必要性については各組織

が強く認識しているからこそ、具体的な組織のあ

り方についての検討では、それぞれ独自の歴史、

価値観、運動のあり方を持つ中で、それぞれが叡

智を持ち寄り、より良い形を目指そうとしたゆえ

であり、必要な対立であったとも言えるであろう。

西原議長の発言の通り、インダストリオールの

結成はそれ自体がゴールなのではなく、新たなス

タート地点であり、多くの課題について2016年の

第２回大会までの議論、取り組みに委ねられてい

ることを考えれば、この移行期間にこそ新組織結

成の成否がかかっていると言える。

2014年５月には、タイ・バンコクで初のインダ

ストリオール・アジア太平洋地域女性会議および

地域大会が開催された。会議開催にあたり、金属

労協はアジア太平洋地域の議長組織として、イン

ダストリオール本部、地域事務所および地域の執

行委員、加盟組織と連携しながら取り組んだ。女

性会議では、地域における女性に関わる諸課題に

ついて議論すると共に、2016年の第２回世界大会

において、あらゆるレベルで女性の参画を最低

40％と高める内容にインダストリオールの規約改

正を求める「女性に関する決議」を採択した。地

域大会の中では、インダストリオール結成以来の

地域活動を振り返ると共に、第２回世界大会に向

けて、地域における取り組みの優先課題として「組

合の力の構築と組織化努力の拡大」、「GFA、組合

ネットワーク、共同行動の強化を含んだグローバ

ル資本への対応」、「労働者の権利擁護」、「不安定

雇用との闘い」、「持続可能な産業関連雇用の確

保」、「女性の参画とリーダーシップの強化」、「イ

ンダストリオールの組織構造が、各組織、地域の

多様性を真に代表する」の７つを確認し、これら

を網羅した「バンコク宣言」を採択した。

このアジア太平洋地域大会を含め、インダスト

リオールは今後も様々な試行錯誤を行いながら、

第２回大会に向けて、３GUFの真の統合の達成と

その結成の意義の具現化を果たすべく進んでいく

こととなるであろう。

金属労協は、インダストリオールの結成によっ

て「産業労働者の運動を強化し、これまで以上の

力を発揮し得る」ことを確信し、残された課題の

解決に向けた議論へ積極的に参画していくことは

もちろんのこと、インダストリオールの活動の充

実・強化に向けて取り組んでいく。

インダストリオール世界大会で意見表明する西原議長
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ＪＣ共闘の特徴と要求基準の推移（1967年～2014年） 

 

 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

1964 ＩＭＦ－ＪＣ発足 

1965  

1966  

1967 ＩＭＦ－ＪＣ初の賃金闘争連絡会議設置 

1968 ＩＭＦ－ＪＣ初の賃金白書「68年賃金闘争のために」発表 

賃金引き上げ目標 20％ 7,000円   

1969 20％前後 8,000円   

1970 ＩＭＦ－ＪＣは、1967年から賃金闘争へのとりくみを始めて以来、一貫して20％前後の平均要求基準のもとで、賃

金闘争を推進してきた。そして、1969年の賃金闘争では、賃金体系の近代化と水準の計画的な上昇のためには、平均

要求によるよりも、むしろ個別賃金決定に対応しうる要求基準の策定が必要であることを認め、1969年９月の第８回

総会の決議により、賃金政策研究委員会を発足させた。 

しかし、発足早々のことであり、賃金政策委員会による個別賃金の要求基準を打ち出すにはいたらないので、今後

も引き続き検討をすすめることにし、70年賃金闘争では、従来どおり20％前後を要求基準として、各組合とも討議に

はいることとした。 

賃金政策研究委員会の設置 1969年10月 

20％前後   

1971 ＩＭＦ－ＪＣとして、技術革新にともなう作業内容の質・量の変化、労働者の意識変化、労働需給関係の変化等に

よって賃金制度近代化の要請のなかでベース・アップ要求は、その矛盾を露呈しつつあり、個別賃金決定の方向で対

処すべく長期賃金政策研究委員会を発足させ検討をすすめている。 

金属産業間における賃金水準、体系は今日賃金がすべての面で平準化の方向にあるとはいえ、各産業、各企業の歴

史、環境の違いから熟練度、年功度ともに賃金との対比においては、いちじるしく相違があり、直ちに一致点を見出

すまでに至らなかった。そのため、ＩＭＦ－ＪＣとして要求の基準をベース賃金に求めることにしたが、賃金政策研

究委員会としては、その設置目的にしたがい作業を並行的にすすめ、71年賃金闘争の段階においても各産業間、各企

業間で相互に熟練度、年功度ごとの賃金が個別に比較検討できるよう努力する。  

20％以上   

1972 ＭＷＳ（高福祉社会の実現）活動の推

進を大会で決定 1972年９月 

  

20％を中心に基準賃金の引き上げ ①週40時間、週休２日制の確立 

②休日・時間外労働・深夜労働の割増

率の引き上げ 

③休暇日数の引き上げと連続取得方

式の確立 

①老後の生活保障のため退職金の大

幅引き上げと企業年金の内容改善 

②産業別最賃制の確立 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

④環境改善の要求実現 
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ＪＣ共闘の特徴と要求基準の推移（1967年～2014年） 

 

 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

1964 ＩＭＦ－ＪＣ発足 

1965  

1966  

1967 ＩＭＦ－ＪＣ初の賃金闘争連絡会議設置 

1968 ＩＭＦ－ＪＣ初の賃金白書「68年賃金闘争のために」発表 

賃金引き上げ目標 20％ 7,000円   

1969 20％前後 8,000円   

1970 ＩＭＦ－ＪＣは、1967年から賃金闘争へのとりくみを始めて以来、一貫して20％前後の平均要求基準のもとで、賃

金闘争を推進してきた。そして、1969年の賃金闘争では、賃金体系の近代化と水準の計画的な上昇のためには、平均

要求によるよりも、むしろ個別賃金決定に対応しうる要求基準の策定が必要であることを認め、1969年９月の第８回

総会の決議により、賃金政策研究委員会を発足させた。 

しかし、発足早々のことであり、賃金政策委員会による個別賃金の要求基準を打ち出すにはいたらないので、今後

も引き続き検討をすすめることにし、70年賃金闘争では、従来どおり20％前後を要求基準として、各組合とも討議に

はいることとした。 

賃金政策研究委員会の設置 1969年10月 

20％前後   

1971 ＩＭＦ－ＪＣとして、技術革新にともなう作業内容の質・量の変化、労働者の意識変化、労働需給関係の変化等に

よって賃金制度近代化の要請のなかでベース・アップ要求は、その矛盾を露呈しつつあり、個別賃金決定の方向で対

処すべく長期賃金政策研究委員会を発足させ検討をすすめている。 

金属産業間における賃金水準、体系は今日賃金がすべての面で平準化の方向にあるとはいえ、各産業、各企業の歴

史、環境の違いから熟練度、年功度ともに賃金との対比においては、いちじるしく相違があり、直ちに一致点を見出

すまでに至らなかった。そのため、ＩＭＦ－ＪＣとして要求の基準をベース賃金に求めることにしたが、賃金政策研

究委員会としては、その設置目的にしたがい作業を並行的にすすめ、71年賃金闘争の段階においても各産業間、各企

業間で相互に熟練度、年功度ごとの賃金が個別に比較検討できるよう努力する。  

20％以上   

1972 ＭＷＳ（高福祉社会の実現）活動の推

進を大会で決定 1972年９月 

  

20％を中心に基準賃金の引き上げ ①週40時間、週休２日制の確立 

②休日・時間外労働・深夜労働の割増

率の引き上げ 

③休暇日数の引き上げと連続取得方

式の確立 

①老後の生活保障のため退職金の大

幅引き上げと企業年金の内容改善 

②産業別最賃制の確立 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

④環境改善の要求実現 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

1976 75年闘争での鉄鋼、造船重機のスクラム・トライを発展させ、集中決戦方式による大産別共闘を実現。 

要求基準立案にあたって共闘推進上、それまで30歳個別ポイント賃金要求を絶対額で設定してきたことによる平均

賃金への影響等から個別賃金要求をはずし、水準引き上げのみを設定。 

基本賃上げ 

13％程度の引き上げを基準 

①完全週休２日制の確立 

②超過勤務・深夜労働割増率の引き上

げ 

早出・残業 30％以上 

深夜    50％以上 

③休暇日数の引き上げと連続取得方

式の確立 

 

①定年制の延長 

60歳までの定年延長 

②退職金の大幅引き上げと企業年金

の内容改善 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金1,200万円以上 

通災にも適用へ内容改善 

④健康保険料、厚生年金保険料の負担

率の改善 

⑤全国一律最低賃金制の確立 

⑥環境改善と公害防止 

1977 77年闘争で30歳個別ポイン卜による要求基準を設定したが、前年の経過もあり、引き上げ額、率でおこなうことに

しその扱いも基準とした。  

①30歳標準労働者(高卒12年勤続、中

卒15年勤続)の賃上げ要求額として

18,000円(13％程度)を基準とする。 

②最低賃金 

18歳 83,000円以上 

③平均賃金 

13％程度 

 

 

①完全週休２日制の確立 

②超過勤務・深夜労働割増率の引き上

げ 

早出・残業 30％以上 

深夜    40％以上 

③休暇日数の引き上げと連続取得方

式の確立 

 

①定年制の延長 

60歳までの定年延長 

②退職金の大幅引き上げと企業年金

の内容改善 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金1,500万円以上 

通災にも適用へ内容改善 

④健康保険料、厚生年金保険料の負担

率の改善 

⑤全国一律最低賃金制の確立 

⑥環境改善と公害防止 

1978 「ＪＣ共闘」の表現使用。 

①30歳標準労働者(高卒12年勤続、中

卒15年勤続)の賃金引き上げ要求額

として15,000円(10％程度)を基準

とする。 

②平均賃金 

定昇込み12％(18,000円程度)を基

準とする 

③最低賃金 

18歳 85,000円以上 

①時短、有給休暇の増加  

②超過労働給の引き上げと残業規制 

早出・残業 30％以上 

深夜    40％以上 

①60歳定年制実現 

②退職金の増額  

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金1,500万円以上 

通災にも適用へ内容改善 

④健康保険料、厚生年金保険料の負担

率の改善 

⑤全国一律最低賃金制の確立 

⑥公的職業訓練の充実 

⑦環境改善と公害防止 

1979 ＩＭＦ－ＪＣ総合的生活闘争の考え打ち出す。 

①平均賃金 

最低でも消費者物価の上昇率(78年

度の対前年度比)プラス２％とする。 

②30歳標準労働者(高卒12年勤続、中

卒15年勤続)の要求額は①に準じ決

定する。 

③最低賃金 

18歳      85,000円以上 

25歳(2人世帯) 111,000円以上 

①時短、有給休暇の増加要求  

②超過労働給の引き上げと残業規制 

早出・残業 35％以上 

深夜    40％以上 

①60歳定年制実現 

②退職金の増額 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金2,000万円 

通災にも適用へ内容改善 

④健康保険料、厚生年金保険料の抜本

的改善 

⑤全国一律最低賃金制の確立  

⑥公的職業訓練の充実 

⑦環境改善と公害防止 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

1973 賃金政策研究委員会“金属労働者の賃金政策”答申 1972年７月 

個別賃金要求のポイン卜として、 30歳熟練労働者をもちいているのは、賃金政策の第一期実践目標によって次の

通り規定しているため  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①30歳熟練労働者の賃金を95,000円

以上に引き上げる。  

②基本賃上げの目標は基準賃金の

20％引き上げを基準とする。 

 

 

 

①完全週休２日制の確立 

②休日・時間外労働・深夜労働の割増

率を当面35％以上に引き上げる。 

③休暇日数の引き上げと連続取得方

式の確立 

①定年制の延長 

60歳までの定年延長 

②退職金の大幅引き上げと企業年金

の内容改善 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金1,000万円 

④地域別最賃制の充実と産業別最賃

の確立 

⑤環境改善 

1974 ①30歳熟練労働者の賃金を120,000円

以上に引き上げる。 

②基本賃上げ額は基準賃金の25％ま

たは25,000円を目途とする。 

 

 

 

①完全週休２日制の確立 

②休暇日数の引き上げと連続取得方

式の確立 

①定年制の延長 

60歳までの定年延長 

②退職金の大幅引き上げと企業年金

の内容改善 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金1,000万円以上 

④健康保険料、厚生年金保険料の負担

率の改善 

⑤地域別最賃制の充実と産業別最賃

の確立 

⑥環境改善と公害防止の要求実現 

1975 “働くものの生涯生活ビジョン”を大会で決定 1975年９月 

鉄鋼、造船重機のスクラム・トライによる同時決着  

①30歳熟練労働者(勤続年数中卒15年

高卒12年)の賃金を150,000円に引

き上げる。 

②最低賃金 

15歳 70,000円 

18歳 85,000円 

③平均要求方式を採用する組合は、30

歳熟練労働者の引き上げ額を基準

に 

①完全週休２日制の確立 

②超過勤務・深夜労働割増率の引き上

げ 

早出・残業 35％、深夜50％ 

③休暇日数の引き上げと連続取得方

式の確立 

 

①定年制の延長 

60歳までの定年延長 

②退職金の大幅引き上げと企業年金

の内容改善  

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金1,200万円 

通災にも適用へ内容改善 

④健康保険料、厚生年金保険料の負担

率の改善 

⑤最賃制の充実と産業別最賃の確立 

⑥環境改善と公害防止 

<1975年までに西ドイツ金属労働者なみ> 

30歳熟練労働者モデルの賃金所得を1975年までに少なくとも西ドイツ金属労働者なみの賃金水準に引き上

げる。その場合、わが国の特殊事情も考慮しつつ対処することにする。  

30歳モデル賃金方式を採用したのは、わが国の賃金体系は一部の例外を除き年功賃金を採用しており、もち

ろん金属産業も例外ではなく、単なる平均賃金の比較だけでは妥当ではないと判断したからである。このこと

は経過の中で指摘するところであるが、産業間・企業間の賃金格差を単なる平均賃金で機械的に比較すること

は無意味である。 

それは戦前からの産業・企業と戦後高度成長の過程で急速に発展を遂げた産業・企業の間には、労働力構成

上の相違から、労働者の平均年齢に開きがあり、われわれが現在追求しようとしている個別賃金の確立をめざ

すことを基本にしている以上、企業別平均賃金水準が問題ではなく、銘柄、条件別の賃金水準こそ検討対象と

なるからである。 

さらに、モデル者として30歳を採用したのは、労働者として熟練度も身につけ、一応職場における中堅労働

者として役割を果たし得る年齢であると判断し、しかもＩＭＦ－ＪＣ加盟組合の平均年齢が29.97歳(ＩＭＦ－

ＪＣ71年度労働諸条件一覧から)であることから、平均的基幹労働者としてモデル化する十分であると推定で

きるからである。 
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1976 75年闘争での鉄鋼、造船重機のスクラム・トライを発展させ、集中決戦方式による大産別共闘を実現。 

要求基準立案にあたって共闘推進上、それまで30歳個別ポイント賃金要求を絶対額で設定してきたことによる平均

賃金への影響等から個別賃金要求をはずし、水準引き上げのみを設定。 

基本賃上げ 

13％程度の引き上げを基準 

①完全週休２日制の確立 

②超過勤務・深夜労働割増率の引き上

げ 

早出・残業 30％以上 

深夜    50％以上 

③休暇日数の引き上げと連続取得方

式の確立 

 

①定年制の延長 

60歳までの定年延長 

②退職金の大幅引き上げと企業年金

の内容改善 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金1,200万円以上 

通災にも適用へ内容改善 

④健康保険料、厚生年金保険料の負担

率の改善 

⑤全国一律最低賃金制の確立 

⑥環境改善と公害防止 

1977 77年闘争で30歳個別ポイン卜による要求基準を設定したが、前年の経過もあり、引き上げ額、率でおこなうことに

しその扱いも基準とした。  

①30歳標準労働者(高卒12年勤続、中

卒15年勤続)の賃上げ要求額として

18,000円(13％程度)を基準とする。 

②最低賃金 

18歳 83,000円以上 

③平均賃金 

13％程度 

 

 

①完全週休２日制の確立 

②超過勤務・深夜労働割増率の引き上

げ 

早出・残業 30％以上 

深夜    40％以上 

③休暇日数の引き上げと連続取得方

式の確立 

 

①定年制の延長 

60歳までの定年延長 

②退職金の大幅引き上げと企業年金

の内容改善 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金1,500万円以上 

通災にも適用へ内容改善 

④健康保険料、厚生年金保険料の負担

率の改善 

⑤全国一律最低賃金制の確立 

⑥環境改善と公害防止 

1978 「ＪＣ共闘」の表現使用。 

①30歳標準労働者(高卒12年勤続、中

卒15年勤続)の賃金引き上げ要求額

として15,000円(10％程度)を基準

とする。 

②平均賃金 

定昇込み12％(18,000円程度)を基

準とする 

③最低賃金 

18歳 85,000円以上 

①時短、有給休暇の増加  

②超過労働給の引き上げと残業規制 

早出・残業 30％以上 

深夜    40％以上 

①60歳定年制実現 

②退職金の増額  

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金1,500万円以上 

通災にも適用へ内容改善 

④健康保険料、厚生年金保険料の負担

率の改善 

⑤全国一律最低賃金制の確立 

⑥公的職業訓練の充実 

⑦環境改善と公害防止 

1979 ＩＭＦ－ＪＣ総合的生活闘争の考え打ち出す。 

①平均賃金 

最低でも消費者物価の上昇率(78年

度の対前年度比)プラス２％とする。 

②30歳標準労働者(高卒12年勤続、中

卒15年勤続)の要求額は①に準じ決

定する。 

③最低賃金 

18歳      85,000円以上 

25歳(2人世帯) 111,000円以上 

①時短、有給休暇の増加要求  

②超過労働給の引き上げと残業規制 

早出・残業 35％以上 

深夜    40％以上 

①60歳定年制実現 

②退職金の増額 

③労働災害特別補償額の引き上げ 

死亡弔慰金2,000万円 

通災にも適用へ内容改善 

④健康保険料、厚生年金保険料の抜本

的改善 

⑤全国一律最低賃金制の確立  

⑥公的職業訓練の充実 

⑦環境改善と公害防止 
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1980 化学エネルギー労協との共闘会議発足。 

1980年の定期大会で、時短問題に対する金属労働者に共通する統一要求基準を、中期的展望に立って設定し、この

要求基準に向けて、各組合が要求を組織することとした。 

①平均賃金 

８％、13,000円 

②30歳標準労働者(高卒12年勤続、中

卒15年勤続)の要求額は①に準じる 

③最低賃金 

18歳             90,000円以上 

25歳 (２人世帯) 115,000円以上 

 

①完全週休２日制の早期実現 

②年休最低20日の実現 

③年休連続取得方式の早期確立 

④交替労働等の職場の時短の実現 

⑤超過労働規制および超過労働割増

給の引き上げ 

 

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②一時金 ５カ月分程度を基準  

③退職金の増額 

④労災補償 

死亡弔慰金1,800万円以上  

⑤全国一律最低賃金制の確立  

⑥公的職業訓練の充実 

⑦環境改善と公害防止 

1981 81年闘争を取り組むにあたり、労務構成が高まり、平均年齢が30歳から、35歳に近づいたため、個別賃金ポイント

を35歳に移行する検討を行ったが結論が出ず、81年、82年とも、個別賃金要求を要求基準からはずすこととなった。

①賃金引き上げ 

９％ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ、18,000円を基準 

②最低賃金 

18歳      93,000円以上 

25歳(2人世帯) 120,000円以上 

ＩＭＦの時短方針を基本とした労

働時間短縮の基本方針の早期実現を

基調とする。 

当面する重点課題として、 

①有給休暇の完全消化と計画取得、連

続取得の具体化 

②超過労働規制の具体化 

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②総合的物価対策 

③一時金 ５カ月分程度を基準  

④退職金の増額  

⑤労災補償 

死亡弔慰金1,800万円以上  

⑥全国一律最低賃金制の確立 

1982 ＩＭＦ－ＪＣとして初めての統一交渉ゾーンの設定。 

1982年の定期大会で「労働時間対策中・長期方針を提案」を決定した。 

①賃金引き上げ 

17,000円または９％を基準 

②最低賃金 

18歳      100,000円以上 

25歳 (2人世帯) 125,000円以上  

 

①1985年までに、完全週休２日制と有

給休暇の拡大、並びに連続取得方式

の確立 

②総労働時間の短縮 

A.年休完全消化のための具体策 

B.超過労働規制 

C.超過労働割増率 

    早出・残業 35％以上、深夜 40％

以上、休日 40％以上 

D.要員配置  

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②総合的物価対策  

③所得減税、不公平税制是正要求  

④一時金 年間５カ月分程度  

⑤退職金の増額  

⑥労災補償の要求  

死亡弔慰金2,000万円以上 

⑦全国一律最低賃金制の確立 

1983 83年闘争を取り組むにあたり、個別賃金要求の具体化を検討し、35歳標準労働者の到達目標水準の設定を行った。

その取扱いは単産・単組に一任することとした。 

全民労協発足。 

①平均賃金 

７％基準、または13,500円基準 

②35歳標準労働者(４人世帯、高卒勤

続17年、中卒勤続20年、生産労働者) 

労働時間対策中・長期方針の具体化

を基本として労働時間短縮への取り

組みを強化する。 

具体的には、通年で取り組む。 

 

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②総合的物価対策  

③不公平税制是正、所得税減税要求 

1984 全民労協、労働4団体による「84賃闘連絡会」の発足。ＩＭＦ－ＪＣ、化学エネルギー労協も論議に参加。 

①平均賃金 

６％基準、または12,000円基準 

②35歳標準労働者(４人世帯、高卒勤

続17年、中卒勤続20年、生産労働者、

男子)を月額232,000円への水準到

達をめざす。 

③最低賃金 

18歳 105,000円以上 

25歳 130,000円以上  

①労働時間対策中・長期方針の具体化

を基本として、 83年ＪＣ時短共闘

を組織し、取り組みを推進。 

②超過労働割増率 

平日 40％以上 

休日 50％以上 

深夜 50％以上 

 

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②一時金 年間５カ月分程度を基準 

③退職金の増額 

④労災補償の要求 

死亡弔慰金2,000万円以上 

⑤法定最低賃金水準の引き上げと拡

充  

⑥総合的物価対策 
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1985 労働者の生活水準回復、内需拡大による中成長安定軌道にのせるための賃上げを主張。 

①平均賃金  

７％基準、14,000円基準 

②35歳標準労働者(４人世帯、高卒勤

続17年、中卒勤続20年、生産労働者、

男子)を月額241,000円への水準到

達をめざす。 

③最低賃金 

18歳 108,000円以上 

25歳 132,000円以上  

①労働時間対策中・長期方針の具体化

を基本として、85ＪＣ時短共闘を組

織 

②賃金要求とともに取り組む事項と

して、超過割増率の引き上げを要求

する。 

平日 40％以上 

休日 50％以上 

深夜 50％以上 

①定年延長 60歳定年制の完全実現 

②一時金 年間５カ月程度を基準  

③退職金の増額 

④労災補償の要求 

死亡弔慰金2,000万円以上 

⑤法定最低賃金水準の引き上げと拡

充 

⑥総合的物価対策 

1986 第３次産業等共闘、機械金属共闘の発足。 

金属最賃会議の発足。 

①平均賃金  

７％基準または14,000円基準 

②35歳標準労働者 (４人世帯、高卒勤

続17年、中卒勤続20年、生産労働者

男子)を月額246,000円への水準到

達をめざす。 

③最低賃金 

18歳 112,000円以上 

25歳 134,000円以上 

①労働時間対策中・長期方針の具体化

を基本として、85ＪＣ時短共闘を組

織 

②超過労働割増率は、賃金要求ととも

に取り組む。 

平日 40％以上 

休日 50％以上 

深夜 50％以上 

①定年延長 60歳定年制の完全実現 

②一時金 年間５カ月程度を基準  

③退職金の増額 

④労災補償の要求 

死亡弔慰金2,200万円以上 

⑤法定最低賃金水準の引き上げと拡

充  

⑥男女雇用機会均等法施行に伴う要

求 

1987 1987年定期大会において「ＩＭＦ－ＪＣ労働時間対策指針」を決定。 

民間労組の統一母体としての連合が発足（1987年11月）。 

①平均賃金 

おかれている情勢をふまえ、実質生

活の維持・向上をめざし、各単産・

単組において設定する。  

②35歳標準労働者(高卒勤続17年、中

卒勤続20年、生産労働者、男子)の

賃金引き上げ要求は、①に準じ設定

する。 

③最低賃金 

18歳 113,000円以上  

25歳 135,000円以上 

労働時間短縮闘争を通年闘争とし

て強化するとともに、賃金要求と並行

して取り組むこととする。 

A.年次有給休暇などの付与日数の拡

大および取得促進 

B.超過労働規制の強化 

C.超過労働割増率の引き上げ 

①一時金 年間５カ月程度を基準 

②雇用確保・創出 

③物価 

④税制 

⑤退職金の増額および企業年金制度

の整備・充実 

⑥労災補償 

死亡弔慰金2,200万円以上 

通災補償制度の確立  

⑦法定最低賃金水準の引き上げと拡

充 

1988 ＩＭＦ－ＪＣは、「生活の国際化」を掲げ、所得の向上、労働時間の短縮、生活環境の向上の三位一体の取り組み。

物価のとらえ方を、従来の過年度物価上昇率から、総合的に判断することとした。 

「第２次ＪＣ労働時間対策指針」を策定し、年間総実労働時間1,800時間程度をめざすこととした。 

1988年定期大会で「年間総実労働時間1,800時間にむけての５カ年計画」を決定した。 

①平均賃金 

６％程度を目標とし、構造的な問題

を抱える単産・単組においてもこの

目標を勘案するなかで、総合的に判

断し最大限努力する。 

②35歳標準労働者(高卒勤続17年・中

卒勤続20年、生産労働者、世帯主)

を、月額248,000円への水準到達を

めざす。 

③最低賃金 

18歳 114,000円以上 

25歳 135,500円以上 

①休日制度の確立 

②年次有給休暇の付与日数の拡大お

よび取得促進 

③連続休日・休暇の実施・拡充 

④超過労働規制の強化 

⑤超過労働割増率の引き上げ 

平日40％以上、休日50％以上、深夜

50％以上 

⑥交替制勤務 

①一時金 年間５カ月程度を基準 

②高齢者生活の安定 

③労災補償 

死亡弔慰金2,400万円以上 

通災補償制度の確立  

④雇用の安定、確保 

⑤新物価体系の確立 

⑥法定最低賃金水準の引き上げと拡

充 
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1980 化学エネルギー労協との共闘会議発足。 

1980年の定期大会で、時短問題に対する金属労働者に共通する統一要求基準を、中期的展望に立って設定し、この

要求基準に向けて、各組合が要求を組織することとした。 

①平均賃金 

８％、13,000円 

②30歳標準労働者(高卒12年勤続、中

卒15年勤続)の要求額は①に準じる 

③最低賃金 

18歳             90,000円以上 

25歳 (２人世帯) 115,000円以上 

 

①完全週休２日制の早期実現 

②年休最低20日の実現 

③年休連続取得方式の早期確立 

④交替労働等の職場の時短の実現 

⑤超過労働規制および超過労働割増

給の引き上げ 

 

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②一時金 ５カ月分程度を基準  

③退職金の増額 

④労災補償 

死亡弔慰金1,800万円以上  

⑤全国一律最低賃金制の確立  

⑥公的職業訓練の充実 

⑦環境改善と公害防止 

1981 81年闘争を取り組むにあたり、労務構成が高まり、平均年齢が30歳から、35歳に近づいたため、個別賃金ポイント

を35歳に移行する検討を行ったが結論が出ず、81年、82年とも、個別賃金要求を要求基準からはずすこととなった。

①賃金引き上げ 

９％ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ、18,000円を基準 

②最低賃金 

18歳      93,000円以上 

25歳(2人世帯) 120,000円以上 

ＩＭＦの時短方針を基本とした労

働時間短縮の基本方針の早期実現を

基調とする。 

当面する重点課題として、 

①有給休暇の完全消化と計画取得、連

続取得の具体化 

②超過労働規制の具体化 

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②総合的物価対策 

③一時金 ５カ月分程度を基準  

④退職金の増額  

⑤労災補償 

死亡弔慰金1,800万円以上  

⑥全国一律最低賃金制の確立 

1982 ＩＭＦ－ＪＣとして初めての統一交渉ゾーンの設定。 

1982年の定期大会で「労働時間対策中・長期方針を提案」を決定した。 

①賃金引き上げ 

17,000円または９％を基準 

②最低賃金 

18歳      100,000円以上 

25歳 (2人世帯) 125,000円以上  

 

①1985年までに、完全週休２日制と有

給休暇の拡大、並びに連続取得方式

の確立 

②総労働時間の短縮 

A.年休完全消化のための具体策 

B.超過労働規制 

C.超過労働割増率 

    早出・残業 35％以上、深夜 40％

以上、休日 40％以上 

D.要員配置  

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②総合的物価対策  

③所得減税、不公平税制是正要求  

④一時金 年間５カ月分程度  

⑤退職金の増額  

⑥労災補償の要求  

死亡弔慰金2,000万円以上 

⑦全国一律最低賃金制の確立 

1983 83年闘争を取り組むにあたり、個別賃金要求の具体化を検討し、35歳標準労働者の到達目標水準の設定を行った。

その取扱いは単産・単組に一任することとした。 

全民労協発足。 

①平均賃金 

７％基準、または13,500円基準 

②35歳標準労働者(４人世帯、高卒勤

続17年、中卒勤続20年、生産労働者) 

労働時間対策中・長期方針の具体化

を基本として労働時間短縮への取り

組みを強化する。 

具体的には、通年で取り組む。 

 

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②総合的物価対策  

③不公平税制是正、所得税減税要求 

1984 全民労協、労働4団体による「84賃闘連絡会」の発足。ＩＭＦ－ＪＣ、化学エネルギー労協も論議に参加。 

①平均賃金 

６％基準、または12,000円基準 

②35歳標準労働者(４人世帯、高卒勤

続17年、中卒勤続20年、生産労働者、

男子)を月額232,000円への水準到

達をめざす。 

③最低賃金 

18歳 105,000円以上 

25歳 130,000円以上  

①労働時間対策中・長期方針の具体化

を基本として、 83年ＪＣ時短共闘

を組織し、取り組みを推進。 

②超過労働割増率 

平日 40％以上 

休日 50％以上 

深夜 50％以上 

 

①定年延長 60歳定年制の早期実現 

②一時金 年間５カ月分程度を基準 

③退職金の増額 

④労災補償の要求 

死亡弔慰金2,000万円以上 

⑤法定最低賃金水準の引き上げと拡

充  

⑥総合的物価対策 
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1985 労働者の生活水準回復、内需拡大による中成長安定軌道にのせるための賃上げを主張。 

①平均賃金  

７％基準、14,000円基準 

②35歳標準労働者(４人世帯、高卒勤

続17年、中卒勤続20年、生産労働者、

男子)を月額241,000円への水準到

達をめざす。 

③最低賃金 

18歳 108,000円以上 

25歳 132,000円以上  

①労働時間対策中・長期方針の具体化

を基本として、85ＪＣ時短共闘を組

織 

②賃金要求とともに取り組む事項と

して、超過割増率の引き上げを要求

する。 

平日 40％以上 

休日 50％以上 

深夜 50％以上 

①定年延長 60歳定年制の完全実現 

②一時金 年間５カ月程度を基準  

③退職金の増額 

④労災補償の要求 

死亡弔慰金2,000万円以上 

⑤法定最低賃金水準の引き上げと拡

充 

⑥総合的物価対策 

1986 第３次産業等共闘、機械金属共闘の発足。 

金属最賃会議の発足。 

①平均賃金  

７％基準または14,000円基準 

②35歳標準労働者 (４人世帯、高卒勤

続17年、中卒勤続20年、生産労働者

男子)を月額246,000円への水準到

達をめざす。 

③最低賃金 

18歳 112,000円以上 

25歳 134,000円以上 

①労働時間対策中・長期方針の具体化

を基本として、85ＪＣ時短共闘を組

織 

②超過労働割増率は、賃金要求ととも

に取り組む。 

平日 40％以上 

休日 50％以上 

深夜 50％以上 

①定年延長 60歳定年制の完全実現 

②一時金 年間５カ月程度を基準  

③退職金の増額 

④労災補償の要求 

死亡弔慰金2,200万円以上 

⑤法定最低賃金水準の引き上げと拡

充  

⑥男女雇用機会均等法施行に伴う要

求 

1987 1987年定期大会において「ＩＭＦ－ＪＣ労働時間対策指針」を決定。 

民間労組の統一母体としての連合が発足（1987年11月）。 

①平均賃金 

おかれている情勢をふまえ、実質生

活の維持・向上をめざし、各単産・

単組において設定する。  

②35歳標準労働者(高卒勤続17年、中

卒勤続20年、生産労働者、男子)の

賃金引き上げ要求は、①に準じ設定

する。 

③最低賃金 

18歳 113,000円以上  

25歳 135,000円以上 

労働時間短縮闘争を通年闘争とし

て強化するとともに、賃金要求と並行

して取り組むこととする。 

A.年次有給休暇などの付与日数の拡

大および取得促進 

B.超過労働規制の強化 

C.超過労働割増率の引き上げ 

①一時金 年間５カ月程度を基準 

②雇用確保・創出 

③物価 

④税制 

⑤退職金の増額および企業年金制度

の整備・充実 

⑥労災補償 

死亡弔慰金2,200万円以上 

通災補償制度の確立  

⑦法定最低賃金水準の引き上げと拡

充 

1988 ＩＭＦ－ＪＣは、「生活の国際化」を掲げ、所得の向上、労働時間の短縮、生活環境の向上の三位一体の取り組み。

物価のとらえ方を、従来の過年度物価上昇率から、総合的に判断することとした。 

「第２次ＪＣ労働時間対策指針」を策定し、年間総実労働時間1,800時間程度をめざすこととした。 

1988年定期大会で「年間総実労働時間1,800時間にむけての５カ年計画」を決定した。 

①平均賃金 

６％程度を目標とし、構造的な問題

を抱える単産・単組においてもこの

目標を勘案するなかで、総合的に判

断し最大限努力する。 

②35歳標準労働者(高卒勤続17年・中

卒勤続20年、生産労働者、世帯主)

を、月額248,000円への水準到達を

めざす。 

③最低賃金 

18歳 114,000円以上 

25歳 135,500円以上 

①休日制度の確立 

②年次有給休暇の付与日数の拡大お

よび取得促進 

③連続休日・休暇の実施・拡充 

④超過労働規制の強化 

⑤超過労働割増率の引き上げ 

平日40％以上、休日50％以上、深夜

50％以上 

⑥交替制勤務 

①一時金 年間５カ月程度を基準 

②高齢者生活の安定 

③労災補償 

死亡弔慰金2,400万円以上 

通災補償制度の確立  

④雇用の安定、確保 

⑤新物価体系の確立 

⑥法定最低賃金水準の引き上げと拡

充 
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1989 連合が結成、官民統一成る（1989年11月） 
「ＪＣ時短５カ年計画」初年度の取り組み 
金属最賃会議事務局をＩＭＦ－ＪＣが担当 。 

①平均賃金 
６～７％ 
時短の取扱いは､単産・単組にゆだねる｡ 

②35歳標準労働者 
高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産
労働者、世帯主の労働者の賃金は月
額256,000円への水準到達をめざす。 

③最低賃金 
18歳最低賃金を116,000円以上と
し、協定の締結を図る。 
25歳については、単産・単組の実情
に応じて取り組む。 

年間総実労働時間2,066時間内達成

へ向け、制度・運用面での改善を図る

ＪＣとしての特別強化項目は、年間

所定労働時間または年間所定労働日

の短縮とする。 

①一時金 年間５カ月を基準  

②高齢者生活の安定 

③労災補償 

死亡弔慰金2,500万円  

④雇用の安定・確保 

⑤新物価体系の構築 

1990 連合の官民統一後、初の闘争。 

平均賃金の具体的要求基準を４年ぶりに一本化。 

①平均賃金 

８％基準 

②35歳標準労働者 

高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産

労働者かつ世帯主の労働者の賃金

は、月額264,000円への到達をめざす。 

③最低賃金 

18歳最低賃金を123,000円以上と

し、協定の締結化を図る。 

25歳については、単産・単組の実情

に応じて取り組む。     

年間総実労働時間2,000時間以下を

実現する立場で、年間所定労働時間

1,960時間の達成と年次有給休暇の付

与日数の増を中心にする。 

通年闘争として、所定外労働時間の

削減や年次有給休暇の取得率向上の

取り組みをする。 

①一時金 年間５カ月を基準  

②退職後の生活安定  

③労災補償 

④雇用の安定、確保 

⑤新物価体系の確立 

1991 時短５カ年計画強化年として1,800時間の早期実現にむけ強力な取り組みを展開し、11組合で1,800時間合意の回答

を引き出す。 

①平均賃金 

８％基準 

②35歳標準労働者 

高卒勤続17年・中卒勤続20年の生

産労働者でかつ世帯主の賃金を月

額275,000円への到達めざす。  

③最低賃金 

18歳最低賃金を130,000円以上とし、

協定の締結化を強化する｡ 

25歳については､単産・単組の実情に

応じて取り組む。    

時短５カ年計画の強化年として、次

の強化項目を積極的に取り組む。 

A.年間総実労働時間1,800時間の早期

実現に向け、労使話し合いの場を設

置する。 

B.休日増、所定外労働時間の削減、年

次有給休暇の付与日数増等を中心

に年間総実労働時間の60時間以上

の短縮を図る。 

①一時金 最低５カ月を基準 

②高齢者雇用の促進および退職後の

生活安定 

③労災(通災)補償 

死亡弔慰金2,600万円以上  

④育児休暇・看護休暇制度の導入 

⑤福利厚生の充実、職場環境の改善 

1992 超過労働割増率を19年ぶりに統一して取り組む。 

従来４月上旬としてきた集中回答日を３月25日とし、３月決着の流れが定着。 

個別賃金闘争の集計をはじめる。  

①平均賃金 

８％基準 

②35歳標準労働者 

高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産

労働者の賃金を月額288,000円と

し、これへの到達めざす。  

③最低賃金 

18歳最低賃金を134,000円以上とし、

協定締結化の取り組みを強化する。 

25歳については、単産・単組の実情

に応じて取り組む。 

①超過労働割増率 

平日35％以上、休日45％以上、深夜

45％以上。休日・深夜については各

単産の実態を考慮。 

②労働時間短縮 

A.年間総実労働時間1,800時間の実現に

向け、早急に労使の話し合いの場を設

置する。目標にそった回答引き出しを

図る。 

B.休日増を中心とする所定労働時間

の短縮、所定外労働時間の削減、年

次有給休暇の付与日数増等を中心

にしながら、年間総実労働時間の60

時間以上の短縮をはかる。 

①一時金 最低５カ月を基準  

②高齢者雇用の促進および退職後の

生活安定 

③労災(通災)補償 

死亡弔慰金2,800万円 

④育児・介護休業制度の導入および充

実  

⑤福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑥生活環境の改善 
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1993 「新しい経済・社会システムづくり」の第一歩として、産業・企業行動のあり方の視点からも主張。  

①平均賃金 

７％基準 

②35歳標準労働者 

高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産

労働者の賃金を291,000円とし、こ

れへの到達をめざす。 

③最低賃金 

18歳最低賃金を140,000円以上と

し、協定締結化の取り組みをめざ

す。 

25歳については、単産・単組の実情

に応じて取り組む。  

 

①超過労働割増率 

平日35％以上、休日45％以上、深夜

45％以上。休日・深夜については各

単産の実態を考慮。 

②労働時間短縮 

A.年間総実労働時間1,800時間の実現

に向け、早急に労使の話し合いの場

を設置する。目標にそった回答引き

出しを図る。 

B.休日増を中心とする所定労働時間

の短縮、所定外労働時間の削減、年

次有給休暇の付与日数増等を中心

にしながら、年間総実労働時間の60

時間以上の短縮をはかる。   

①一時金 最低５カ月を基準  

②高齢者雇用の促進および退職後の

生活安定 

③労災(通災)補償 

死亡弔慰金2,900万円以上 

④育児・介護休業制度の導入及び充実

⑤福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑥生活環境の改善   

1994 実質賃金の維持・人間尊重のシステムづくり・景気回復への一翼を担うという観点から要求。 

①平均賃金 
５％基準ただし定期昇給・相当分
(２％程度)を含むこととする。 

②35歳標準労働者の賃金 
高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産
労働者の賃金を292,000円とし、こ
れへの到達めざす。 

③最低賃金 
金属産業労働者の最低賃金は、18歳
最低賃金を143,000円以上とし、協
定締結化の取り組みを強化する。 
25歳については、単産・単組の実情
に応じて取り組む。 

①超過労働割増率 
平日35％以上、休日45％以上、深夜
45％以上の要求主旨を十分にふま
え、前進回答を引き出した組合への
到達闘争を積極的に行う。 

②労働時間短縮 
休日増を中心とする所定労働時間
の短縮、所定外労働時間の削減、年
次有給休暇の付与日数増等とし、加
え長期計画の労使合意の前進を図
りながら、年間総実労働時間1,800
時間の実現を達成することとする。

 

①一時金 最低５カ月を基準  
②高齢者雇用の促進および退職後の
生活安定  

③労災(通災)補償 
死亡弔慰金 3,000万円以上 

④育児・介護休業制度の導入および充
実 

⑤福利厚生の充実、職場環境の改善 
⑥生活環境の改善 

1995 公正で公平、かつ透明で合理的な「新しい経済・社会システムの構築」に向けた第一歩の取り組み。「所得の向上」、

「時間短縮」、「生活環境の改善」の三位一体の取り組み。個別賃金のもと、産業・企業間の格差是正に向け、新たな

取り組みを展開。率要求から、額要求へと要求方式を変更。    

①35歳標準労働者の賃金引き上げ 

高卒34歳・勤続16年の生産労働者の

賃金287,000円を、35歳17年299,000

円へ引き上げることとし､これへの

到達をめざす。 

②平均賃金の引き上げ 

引き上げ額12,000円（定期昇給相当

分２％含む） 

③18歳最低賃金を146,000円以上。 

①年間総実労働時間1,800時間をＩＭ

Ｆ－ＪＣ全体で達成するため、底上

げをめざして取り組む。 

②超過（所定外）労働割増率の引き上

げの具体的内容については、産別方

針に基づく到達闘争とする。 

 

 

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②高齢者雇用の促進と退職後生活の

安定 

③労災（通災）付加補償 

 死亡弔慰金3,000万円以上 

④福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑤生活環境の改善 

1996 「所得の向上」、「労働時間短縮」、「新しい経済・社会システムづくり」の三位一体の総合生活改善闘争を推進。 

①35歳標準労働者の賃金引き上げ 

高卒34歳・勤続16年の生産労働者の

賃金288,000円を、35歳17年300,000

円へ引き上げることとし､これへの

到達をめざす｡ 

②平均賃金の引き上げ 

金属産業の実態を踏まえ、引き上げ

額12,000円中心とする。 

年齢軌跡維持分をはじめとする定

期昇給は、各産別に一任。 

③18歳最低賃金を146,000円以上。 

①年間総実労働時間1,800時間をＩＭ

Ｆ－ＪＣ全体で達成するため、到達

闘争として取り組み、底上げを図

る。 

②超過（所定外）労働割増率引き上げ

についても、同様の考え方に立って

取り組む。 

  

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②高齢者雇用の促進と退職後生活の

安定 

③労災（通災）付加補償 

 死亡弔慰金3,000万円以上 

④福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑤新しい経済・社会システムづくり 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

1989 連合が結成、官民統一成る（1989年11月） 
「ＪＣ時短５カ年計画」初年度の取り組み 
金属最賃会議事務局をＩＭＦ－ＪＣが担当 。 

①平均賃金 
６～７％ 
時短の取扱いは､単産・単組にゆだねる｡ 

②35歳標準労働者 
高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産
労働者、世帯主の労働者の賃金は月
額256,000円への水準到達をめざす。 

③最低賃金 
18歳最低賃金を116,000円以上と
し、協定の締結を図る。 
25歳については、単産・単組の実情
に応じて取り組む。 

年間総実労働時間2,066時間内達成

へ向け、制度・運用面での改善を図る

ＪＣとしての特別強化項目は、年間

所定労働時間または年間所定労働日

の短縮とする。 

①一時金 年間５カ月を基準  

②高齢者生活の安定 

③労災補償 

死亡弔慰金2,500万円  

④雇用の安定・確保 

⑤新物価体系の構築 

1990 連合の官民統一後、初の闘争。 

平均賃金の具体的要求基準を４年ぶりに一本化。 

①平均賃金 

８％基準 

②35歳標準労働者 

高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産

労働者かつ世帯主の労働者の賃金

は、月額264,000円への到達をめざす。 

③最低賃金 

18歳最低賃金を123,000円以上と

し、協定の締結化を図る。 

25歳については、単産・単組の実情

に応じて取り組む。     

年間総実労働時間2,000時間以下を

実現する立場で、年間所定労働時間

1,960時間の達成と年次有給休暇の付

与日数の増を中心にする。 

通年闘争として、所定外労働時間の

削減や年次有給休暇の取得率向上の

取り組みをする。 

①一時金 年間５カ月を基準  

②退職後の生活安定  

③労災補償 

④雇用の安定、確保 

⑤新物価体系の確立 

1991 時短５カ年計画強化年として1,800時間の早期実現にむけ強力な取り組みを展開し、11組合で1,800時間合意の回答

を引き出す。 

①平均賃金 

８％基準 

②35歳標準労働者 

高卒勤続17年・中卒勤続20年の生

産労働者でかつ世帯主の賃金を月

額275,000円への到達めざす。  

③最低賃金 

18歳最低賃金を130,000円以上とし、

協定の締結化を強化する｡ 

25歳については､単産・単組の実情に

応じて取り組む。    

時短５カ年計画の強化年として、次

の強化項目を積極的に取り組む。 

A.年間総実労働時間1,800時間の早期

実現に向け、労使話し合いの場を設

置する。 

B.休日増、所定外労働時間の削減、年

次有給休暇の付与日数増等を中心

に年間総実労働時間の60時間以上

の短縮を図る。 

①一時金 最低５カ月を基準 

②高齢者雇用の促進および退職後の

生活安定 

③労災(通災)補償 

死亡弔慰金2,600万円以上  

④育児休暇・看護休暇制度の導入 

⑤福利厚生の充実、職場環境の改善 

1992 超過労働割増率を19年ぶりに統一して取り組む。 

従来４月上旬としてきた集中回答日を３月25日とし、３月決着の流れが定着。 

個別賃金闘争の集計をはじめる。  

①平均賃金 

８％基準 

②35歳標準労働者 

高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産

労働者の賃金を月額288,000円と

し、これへの到達めざす。  

③最低賃金 

18歳最低賃金を134,000円以上とし、

協定締結化の取り組みを強化する。 

25歳については、単産・単組の実情

に応じて取り組む。 

①超過労働割増率 

平日35％以上、休日45％以上、深夜

45％以上。休日・深夜については各

単産の実態を考慮。 

②労働時間短縮 

A.年間総実労働時間1,800時間の実現に

向け、早急に労使の話し合いの場を設

置する。目標にそった回答引き出しを

図る。 

B.休日増を中心とする所定労働時間

の短縮、所定外労働時間の削減、年

次有給休暇の付与日数増等を中心

にしながら、年間総実労働時間の60

時間以上の短縮をはかる。 

①一時金 最低５カ月を基準  

②高齢者雇用の促進および退職後の

生活安定 

③労災(通災)補償 

死亡弔慰金2,800万円 

④育児・介護休業制度の導入および充

実  

⑤福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑥生活環境の改善 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

1993 「新しい経済・社会システムづくり」の第一歩として、産業・企業行動のあり方の視点からも主張。  

①平均賃金 

７％基準 

②35歳標準労働者 

高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産

労働者の賃金を291,000円とし、こ

れへの到達をめざす。 

③最低賃金 

18歳最低賃金を140,000円以上と

し、協定締結化の取り組みをめざ

す。 

25歳については、単産・単組の実情

に応じて取り組む。  

 

①超過労働割増率 

平日35％以上、休日45％以上、深夜

45％以上。休日・深夜については各

単産の実態を考慮。 

②労働時間短縮 

A.年間総実労働時間1,800時間の実現

に向け、早急に労使の話し合いの場

を設置する。目標にそった回答引き

出しを図る。 

B.休日増を中心とする所定労働時間

の短縮、所定外労働時間の削減、年

次有給休暇の付与日数増等を中心

にしながら、年間総実労働時間の60

時間以上の短縮をはかる。   

①一時金 最低５カ月を基準  

②高齢者雇用の促進および退職後の

生活安定 

③労災(通災)補償 

死亡弔慰金2,900万円以上 

④育児・介護休業制度の導入及び充実

⑤福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑥生活環境の改善   

1994 実質賃金の維持・人間尊重のシステムづくり・景気回復への一翼を担うという観点から要求。 

①平均賃金 
５％基準ただし定期昇給・相当分
(２％程度)を含むこととする。 

②35歳標準労働者の賃金 
高卒勤続17年・中卒勤続20年の生産
労働者の賃金を292,000円とし、こ
れへの到達めざす。 

③最低賃金 
金属産業労働者の最低賃金は、18歳
最低賃金を143,000円以上とし、協
定締結化の取り組みを強化する。 
25歳については、単産・単組の実情
に応じて取り組む。 

①超過労働割増率 
平日35％以上、休日45％以上、深夜
45％以上の要求主旨を十分にふま
え、前進回答を引き出した組合への
到達闘争を積極的に行う。 

②労働時間短縮 
休日増を中心とする所定労働時間
の短縮、所定外労働時間の削減、年
次有給休暇の付与日数増等とし、加
え長期計画の労使合意の前進を図
りながら、年間総実労働時間1,800
時間の実現を達成することとする。

 

①一時金 最低５カ月を基準  
②高齢者雇用の促進および退職後の
生活安定  

③労災(通災)補償 
死亡弔慰金 3,000万円以上 

④育児・介護休業制度の導入および充
実 

⑤福利厚生の充実、職場環境の改善 
⑥生活環境の改善 

1995 公正で公平、かつ透明で合理的な「新しい経済・社会システムの構築」に向けた第一歩の取り組み。「所得の向上」、

「時間短縮」、「生活環境の改善」の三位一体の取り組み。個別賃金のもと、産業・企業間の格差是正に向け、新たな

取り組みを展開。率要求から、額要求へと要求方式を変更。    

①35歳標準労働者の賃金引き上げ 

高卒34歳・勤続16年の生産労働者の

賃金287,000円を、35歳17年299,000

円へ引き上げることとし､これへの

到達をめざす。 

②平均賃金の引き上げ 

引き上げ額12,000円（定期昇給相当

分２％含む） 

③18歳最低賃金を146,000円以上。 

①年間総実労働時間1,800時間をＩＭ

Ｆ－ＪＣ全体で達成するため、底上

げをめざして取り組む。 

②超過（所定外）労働割増率の引き上

げの具体的内容については、産別方

針に基づく到達闘争とする。 

 

 

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②高齢者雇用の促進と退職後生活の

安定 

③労災（通災）付加補償 

 死亡弔慰金3,000万円以上 

④福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑤生活環境の改善 

1996 「所得の向上」、「労働時間短縮」、「新しい経済・社会システムづくり」の三位一体の総合生活改善闘争を推進。 

①35歳標準労働者の賃金引き上げ 

高卒34歳・勤続16年の生産労働者の

賃金288,000円を、35歳17年300,000

円へ引き上げることとし､これへの

到達をめざす｡ 

②平均賃金の引き上げ 

金属産業の実態を踏まえ、引き上げ

額12,000円中心とする。 

年齢軌跡維持分をはじめとする定

期昇給は、各産別に一任。 

③18歳最低賃金を146,000円以上。 

①年間総実労働時間1,800時間をＩＭ

Ｆ－ＪＣ全体で達成するため、到達

闘争として取り組み、底上げを図

る。 

②超過（所定外）労働割増率引き上げ

についても、同様の考え方に立って

取り組む。 

  

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②高齢者雇用の促進と退職後生活の

安定 

③労災（通災）付加補償 

 死亡弔慰金3,000万円以上 

④福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑤新しい経済・社会システムづくり 
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1997 「所得の向上」、「労働時間短縮」、「新しい経済・社会システムづくり」の三位一体の総合生活改善闘争を推進。純

ベア要求を模索し、目安基準としての30歳標労は純ベアで目標水準を設定。    

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒34歳・勤続16年・技能職の賃金

292,000円を、35歳17年 305,000円

に引き上げる。 

高卒30歳･勤続12年･技能職の賃金

水準256,000円を､262,000円に引き

上げることを目安｡ 

②平均賃金の引き上げ 

13,000円中心。定期昇給（相当）分

は、各産別に一任。 

③18歳最低賃金を147,500円以上。全

従業員に適用される最低賃金協定

締結の取り組みを強化し、当面、別

途協定。 

①金属労協全体として、年間総実労働

時間1,800時間台達成を21世紀に持

ち越さないよう、強力な時短の取り

組みを展開する。 

まず、週40時間労働制の猶予措置撤

廃も踏まえ、中小組合を中心として

底上げを図る。 

97年度は、所定労働時間の短縮など

を中心に、運用面の労働時間削減も

含め、年間総実労働時間短縮の取り

組みを強化する。 

 

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②高齢者雇用の促進 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④福利厚生・職場環境の改善 

⑤新しい経済・社会システムづくり 

1998 97年４月に消費税率が３％から５％に引き上げられたこと等により、実質可処分所得が圧迫される状況。「所得の

向上」、「年間総実労働時間1,800時間台の達成」、「新しい経済・社会システムづくり」の三位一体の総合生活改善闘

争を推進。個別銘柄別賃上げを一層強化し、純ベア額、到達水準での要求策定・回答引き出しをめざす観点から、個

別銘柄別賃上げ要求による「純ベア方式」を基本。物価動向を踏まえた生活向上分を純ベアとする。 

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒35歳・勤続17年・技能職300,000

円を、純ベア額7,000円基本とし、

307,000円に引き上げる。 

高卒30歳・勤続12年･技能職の現行

水準256,000円を262,000円への引

き上げを目安。 

②平均賃金の引き上げ 

純ベア額7,000円中心。 

定昇(相当)分は6,000円(２％)とみ

なし、定昇込み13,000円中心。 

③18歳最低賃金を149,500円以上。全

従業員に適用される最低賃金協定

締結の取り組みを強化し、当面、別

途協定。 

①金属労協全体として、年間総実労働

時間1,800時間台達成を21世紀に持

ち越さないよう、強力な取り組みを

展開する。 

 ＊年間総実労働時間1,800時間台に

対応した労働時間制度の確立。とり

わけ、休日増、１日あたりの時短に

取り組む。 

 ＊超過労働の抑制、年休完全取得 

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②60歳以降の就労確保 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④福利厚生・職場環境の改善 

⑤「新しい経済・社会システムづくり」

と金属産業の健全な発展をめざす

活動 

1999 従来の「物価動向を踏まえた生活向上分を純ベアとする」との考え方を基本的に堅持しつつ、「21世紀の生活・産

業・経済を築くための人的投資」という視点に重点を置く。格差是正のため、到達水準の８割程度の水準を確保する

方針を打ち出す。 

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒35歳・勤続17年・技能職304,000

円を、純ベア額3,000円引き上げ、

307,000円への水準到達。 

高卒30歳・勤続12年・技能職261,000

円を、純ベア額3,000円引き上げ、

264,000円への水準到達。 

②平均賃金の引き上げ 

純ベア額3,000円中心。 

定昇(相当)分は２％(6,000円)程度

とし、産別ごとに対応。 

③格差是正：金属労協全体として到達

水準の８割程度を確保。 

④18歳最低賃金を149,500円以上。全従

業員に適用される最低賃金協定締結

の取り組みを強化し、当面、別途協定。 

 

①「年間総実労働時間1,800時間台達

成を21世紀に持ち越さない」ため、

99年闘争では、所定労働時間短縮、

年次有給休暇付与日数増、超過労働

割増率引き上げなど、1,800時間台

を達成するための労働時間制度の

確立に向けて、到達闘争を展開する

とともに、「総実」労働時間削減の

観点から、超過労働の抑制、年次有

給休暇完全取得の取り組みを強化

する。 

  

①雇用と生活を維持・確保するための

大金属産別としての責任と役割 

 ＊危機打開の取り組み 

 ＊新しい労使のフレームワーク構築

 ＊新しい経済・社会システムづくり

②一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④福利厚生・職場環境の改善 

⑤60歳以降の就労確保 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2000 経済全体の情勢を勘案した「物価動向を踏まえた生活向上分をベアとする」という考え方を堅持しつつ、賃金の産

業間格差圧縮、金属産業で働く勤労者の労働の価値をより高めるとの考え方に立って、金属産業の付加価値生産性、

賃金水準、生計費の動向などを要求根拠の新たな要素として加味し、総合的に判断して要求を設定。厚生年金の満額

支給開始年齢が2001年度から引き上げられることに対応した60歳以降の就労確保の取り組み。 

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒35歳・勤続17年・技能職306,000

円を純ベア額で2,000～3,000円引き

上げ、308,000円以上への水準到達。 

高卒30歳・勤続12年・技能職261,000

円を純ベア額で2,000～3,000円引き

上げ、263,000円以上への水準到達。 

②平均賃金の引き上げ 

純ベア額2,000～3,000円。 

定昇(相当)分は２％(6,000円)程度

とし、産別ごとに対応。 

③格差是正：到達水準の８割程度

(246,000円程度)を確保。 

④18歳最低賃金を149,500円以上。全

従業員に適用される最低賃金協定

締結の取り組みを強化し、当面、別

途協定。 

 

 

 

①年間総実労働時間1,800時間台の達

成 

＊年間総実労働時間1,800時間台を

達成するための労働時間制度確立

に向けた到達闘争。 

＊戦後最悪の大不況下でも超過労

働は相当な長さとなっていること

から、少しでも雇用につなげるため

の超過労働の削減、年次有給休暇の

完全取得。 

 

 

 

 

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②60歳以降の就労確保 

 以下を基本原則とする。 

 ＊働くことを希望する者は誰でも

働けること。 

 ＊年金満額支給開始年齢と接続す

ること。 

 ＊60歳以降就労するものについて

は、引き続き組織化を図ること。 

③労災付加補償(死亡・１～３級) 

3,200万円 

④福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑤ヒューマンな長期安定雇用と金属

産業の基盤強化 

⑥わが国の新たな発展軌道を構築す

るための政策・制度課題 

2001 要求政策の基本スタンスを「中長期を含めた産業・企業実態をまず重視し、マクロ経済動向を勘案」（ミクロ産業

事情主軸・マクロ経済環境を加味）へと置き換え。産別の主体性を認めつつ、共闘としての統一性を確保するという

新たな共闘体制のもとで共闘軸を構築するという考え方に基づいた取り組みのスタート。 

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒35歳・勤続17年・技能職306,000

円を、純ベア額で2,000～3,000円引

き上げ、308,000円以上への水準到

達。 

高卒30歳・勤続12年・技能職261,000

円を、純ベア額で2,000～3,000円引

き上げ、266,000円以上への水準到

達。 

②最低到達目標水準：到達水準の８

割。 

③平均賃金の引き上げ 

純ベア額2,000～3,000円。 

定昇(相当)分は２％(6,000円)程度

とし、産別ごとに対応。 

④最低賃金協定 

＊ 18歳最低賃金の金額水準は

149,500円以上とする。全従業員を

対象とした企業内最低賃金協定の

締結をめざす。 

 

 

 

 

 

①｢1,800時間台達成を21世紀に持ち

越さない｣との基本姿勢を堅持し、

金属労協全体で1,800時間台を達成

すべく、所定労働時間短縮・年次有

給休暇の付与日数増・超過労働割増

率の引き上げなど、労働時間制度確

立の取り組みを粘り強く進める。各

産別ごとに先行組合への到達闘争

としてこれを展開する。 

②超過労働の削減、年次有給休暇の完

全取得によって、少しでも雇用につ

なげていく取り組みをすすめてい

く。各産別は、超過労働時間の「年

間上限枠の設定」などについても検

討を深めていく。 

 

①一時金 

 年間５カ月基準を堅持 

②60歳以降の就労確保 

 ①働くことを希望するものは、勤労

者個人の意思により誰でも働ける

こと、②年金満額支給開始年齢と接

続すること、③60歳以降就労するも

のについては、引き続き組織化を図

ること、の３原則が実質的に確保さ

れるよう、さらに取り組みを推進す

る。 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④福利厚生・職場環境の改善 

⑤「新しい経済・社会システムづくり」

のための社会的合意形成の取り組

みの推進 

⑥わが国の新たな発展軌道を構築す

るための政策・制度課題 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

1997 「所得の向上」、「労働時間短縮」、「新しい経済・社会システムづくり」の三位一体の総合生活改善闘争を推進。純

ベア要求を模索し、目安基準としての30歳標労は純ベアで目標水準を設定。    

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒34歳・勤続16年・技能職の賃金

292,000円を、35歳17年 305,000円

に引き上げる。 

高卒30歳･勤続12年･技能職の賃金

水準256,000円を､262,000円に引き

上げることを目安｡ 

②平均賃金の引き上げ 

13,000円中心。定期昇給（相当）分

は、各産別に一任。 

③18歳最低賃金を147,500円以上。全

従業員に適用される最低賃金協定

締結の取り組みを強化し、当面、別

途協定。 

①金属労協全体として、年間総実労働

時間1,800時間台達成を21世紀に持

ち越さないよう、強力な時短の取り

組みを展開する。 

まず、週40時間労働制の猶予措置撤

廃も踏まえ、中小組合を中心として

底上げを図る。 

97年度は、所定労働時間の短縮など

を中心に、運用面の労働時間削減も

含め、年間総実労働時間短縮の取り

組みを強化する。 

 

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②高齢者雇用の促進 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④福利厚生・職場環境の改善 

⑤新しい経済・社会システムづくり 

1998 97年４月に消費税率が３％から５％に引き上げられたこと等により、実質可処分所得が圧迫される状況。「所得の

向上」、「年間総実労働時間1,800時間台の達成」、「新しい経済・社会システムづくり」の三位一体の総合生活改善闘

争を推進。個別銘柄別賃上げを一層強化し、純ベア額、到達水準での要求策定・回答引き出しをめざす観点から、個

別銘柄別賃上げ要求による「純ベア方式」を基本。物価動向を踏まえた生活向上分を純ベアとする。 

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒35歳・勤続17年・技能職300,000

円を、純ベア額7,000円基本とし、

307,000円に引き上げる。 

高卒30歳・勤続12年･技能職の現行

水準256,000円を262,000円への引

き上げを目安。 

②平均賃金の引き上げ 

純ベア額7,000円中心。 

定昇(相当)分は6,000円(２％)とみ

なし、定昇込み13,000円中心。 

③18歳最低賃金を149,500円以上。全

従業員に適用される最低賃金協定

締結の取り組みを強化し、当面、別

途協定。 

①金属労協全体として、年間総実労働

時間1,800時間台達成を21世紀に持

ち越さないよう、強力な取り組みを

展開する。 

 ＊年間総実労働時間1,800時間台に

対応した労働時間制度の確立。とり

わけ、休日増、１日あたりの時短に

取り組む。 

 ＊超過労働の抑制、年休完全取得 

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②60歳以降の就労確保 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④福利厚生・職場環境の改善 

⑤「新しい経済・社会システムづくり」

と金属産業の健全な発展をめざす

活動 

1999 従来の「物価動向を踏まえた生活向上分を純ベアとする」との考え方を基本的に堅持しつつ、「21世紀の生活・産

業・経済を築くための人的投資」という視点に重点を置く。格差是正のため、到達水準の８割程度の水準を確保する

方針を打ち出す。 

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒35歳・勤続17年・技能職304,000

円を、純ベア額3,000円引き上げ、

307,000円への水準到達。 

高卒30歳・勤続12年・技能職261,000

円を、純ベア額3,000円引き上げ、

264,000円への水準到達。 

②平均賃金の引き上げ 

純ベア額3,000円中心。 

定昇(相当)分は２％(6,000円)程度

とし、産別ごとに対応。 

③格差是正：金属労協全体として到達

水準の８割程度を確保。 

④18歳最低賃金を149,500円以上。全従

業員に適用される最低賃金協定締結

の取り組みを強化し、当面、別途協定。 

 

①「年間総実労働時間1,800時間台達

成を21世紀に持ち越さない」ため、

99年闘争では、所定労働時間短縮、

年次有給休暇付与日数増、超過労働

割増率引き上げなど、1,800時間台

を達成するための労働時間制度の

確立に向けて、到達闘争を展開する

とともに、「総実」労働時間削減の

観点から、超過労働の抑制、年次有

給休暇完全取得の取り組みを強化

する。 

  

①雇用と生活を維持・確保するための

大金属産別としての責任と役割 

 ＊危機打開の取り組み 

 ＊新しい労使のフレームワーク構築

 ＊新しい経済・社会システムづくり

②一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④福利厚生・職場環境の改善 

⑤60歳以降の就労確保 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2000 経済全体の情勢を勘案した「物価動向を踏まえた生活向上分をベアとする」という考え方を堅持しつつ、賃金の産

業間格差圧縮、金属産業で働く勤労者の労働の価値をより高めるとの考え方に立って、金属産業の付加価値生産性、

賃金水準、生計費の動向などを要求根拠の新たな要素として加味し、総合的に判断して要求を設定。厚生年金の満額

支給開始年齢が2001年度から引き上げられることに対応した60歳以降の就労確保の取り組み。 

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒35歳・勤続17年・技能職306,000

円を純ベア額で2,000～3,000円引き

上げ、308,000円以上への水準到達。 

高卒30歳・勤続12年・技能職261,000

円を純ベア額で2,000～3,000円引き

上げ、263,000円以上への水準到達。 

②平均賃金の引き上げ 

純ベア額2,000～3,000円。 

定昇(相当)分は２％(6,000円)程度

とし、産別ごとに対応。 

③格差是正：到達水準の８割程度

(246,000円程度)を確保。 

④18歳最低賃金を149,500円以上。全

従業員に適用される最低賃金協定

締結の取り組みを強化し、当面、別

途協定。 

 

 

 

①年間総実労働時間1,800時間台の達

成 

＊年間総実労働時間1,800時間台を

達成するための労働時間制度確立

に向けた到達闘争。 

＊戦後最悪の大不況下でも超過労

働は相当な長さとなっていること

から、少しでも雇用につなげるため

の超過労働の削減、年次有給休暇の

完全取得。 

 

 

 

 

①一時金 

 年間一括方式。要求は最低５カ月を

基準。 

②60歳以降の就労確保 

 以下を基本原則とする。 

 ＊働くことを希望する者は誰でも

働けること。 

 ＊年金満額支給開始年齢と接続す

ること。 

 ＊60歳以降就労するものについて

は、引き続き組織化を図ること。 

③労災付加補償(死亡・１～３級) 

3,200万円 

④福利厚生の充実、職場環境の改善 

⑤ヒューマンな長期安定雇用と金属

産業の基盤強化 

⑥わが国の新たな発展軌道を構築す

るための政策・制度課題 

2001 要求政策の基本スタンスを「中長期を含めた産業・企業実態をまず重視し、マクロ経済動向を勘案」（ミクロ産業

事情主軸・マクロ経済環境を加味）へと置き換え。産別の主体性を認めつつ、共闘としての統一性を確保するという

新たな共闘体制のもとで共闘軸を構築するという考え方に基づいた取り組みのスタート。 

①標準労働者の賃金引き上げ 

高卒35歳・勤続17年・技能職306,000

円を、純ベア額で2,000～3,000円引

き上げ、308,000円以上への水準到

達。 

高卒30歳・勤続12年・技能職261,000

円を、純ベア額で2,000～3,000円引

き上げ、266,000円以上への水準到

達。 

②最低到達目標水準：到達水準の８

割。 

③平均賃金の引き上げ 

純ベア額2,000～3,000円。 

定昇(相当)分は２％(6,000円)程度

とし、産別ごとに対応。 

④最低賃金協定 

＊ 18歳最低賃金の金額水準は

149,500円以上とする。全従業員を

対象とした企業内最低賃金協定の

締結をめざす。 

 

 

 

 

 

①｢1,800時間台達成を21世紀に持ち

越さない｣との基本姿勢を堅持し、

金属労協全体で1,800時間台を達成

すべく、所定労働時間短縮・年次有

給休暇の付与日数増・超過労働割増

率の引き上げなど、労働時間制度確

立の取り組みを粘り強く進める。各

産別ごとに先行組合への到達闘争

としてこれを展開する。 

②超過労働の削減、年次有給休暇の完

全取得によって、少しでも雇用につ

なげていく取り組みをすすめてい

く。各産別は、超過労働時間の「年

間上限枠の設定」などについても検

討を深めていく。 

 

①一時金 

 年間５カ月基準を堅持 

②60歳以降の就労確保 

 ①働くことを希望するものは、勤労

者個人の意思により誰でも働ける

こと、②年金満額支給開始年齢と接

続すること、③60歳以降就労するも

のについては、引き続き組織化を図

ること、の３原則が実質的に確保さ

れるよう、さらに取り組みを推進す

る。 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④福利厚生・職場環境の改善 

⑤「新しい経済・社会システムづくり」

のための社会的合意形成の取り組

みの推進 

⑥わが国の新たな発展軌道を構築す

るための政策・制度課題 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2002 基本スタンスを「勤労者の雇用を確保し、生活の安定を確立する」ための取り組みと位置づけ、「雇用の維持･確保」

を第一義におき、「雇用の維持・確保」のための労使協議の充実に取り組んだ。賃金は、最低でも賃金構造維持分を

確保した上で、可能な限り適正な成果配分を求めることとした。ベア要求への対応は産別ごとにわかれた。 

①賃金構造維持分 

すべての組合は、賃金構造維持分確

保の取り組みを進める。 

②賃金引上げ 

産業動向を見据えた上でベア1,000

円を基本。定昇(相当)分は２％

(6,000円)程度とし、産別ごとに対

応。 

③標準労働者賃金 

＊高卒35歳・勤続17年・技能職

309,000円以上。 

＊高卒30歳・勤続12年・技能職

266,000円以上。 

④標準労働者の最低到達目標水準 

標準労働者の到達目標の８割。 

⑤最低賃金 

＊ 18歳最低賃金の金額水準は

149,500円以上とする。全従業員を

対象とした企業内最低賃金協定の

締結をめざす。 

⑥産業別最低賃金 

①金属労協全体で1,800時間台を達成

すべく、所定労働時間短縮、年次有

給休暇の付与日数増、超過労働割増

率の引き上げなど、労働時間制度確

立の取り組みを粘り強く進める。ま

た、超過労働の削減、年次有給休暇

の完全取得により、総実労働時間の

削減を目指して取り組む。 

 

 

 

 

 

 

①雇用の維持・確保のための基本的枠

組づくり 

 ＊雇用の維持確保のための労使協

議の充実  

②一時金 

 年間５カ月を基本とする。一時金に

占める固定的支出部分が約８割（４

カ月）程度あることを念頭に下支え

の取り組みを強化する。 

③60歳以降の就労確保 

 ３原則を基本に粘り強く取り組み

を展開する。①働くことを希望する

ものは、誰でも働けること、②年金

満額支給年齢と接続すること、③60

歳以降就労する者については、引き

続き組織化を図ること。 

④労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

⑤福利厚生・職場環境の改善 

2003 個別銘柄による絶対額賃金水準を重視し、金属産業のあるべき賃金水準を追求する取り組み。賃金の引き上げ基準

を示さず、賃金構造維持分確保に取り組む。雇用と生活不安払拭の取り組みとして、35歳の賃金の最低到達基準を「Ｊ

Ｃミニマム（35歳）」として新たに設定し、一時金の最低獲得水準を明示するなど、賃金・一時金の下支えの取り組

みを強化。 

①「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円。 

②企業内最低賃金協定 

18歳以上の最低賃金を締結し、月額

149,500円以上とし、全単組での締

結をめざす。 

③産業別最低賃金 

④賃金水準の維持・確保 

すべての組合は賃金構造維持分確

保の取り組みを強力に進める。 

定昇(相当)分込みで取り組む組合

は産別指導のもと実態を踏まえて

対応。定昇(相当)分は２％(6,000円

程度)。 

⑤金属産業にふさわしい賃金水準の

実現 

賃金水準改善は、産業・企業の実態

を踏まえて、主体的に取り組む。 

⑥標準労働者の到達目標 

＊高卒35歳・勤続17年・技能職

309,000円以上。 

＊高卒30歳・勤続12年・技能職

266,000円以上。 

⑦標準労働者の最低到達目標 

標準労働者の到達目標の８割程度。 

①年間総実労働時間1,800時間台達成

に向けた対応 

 ＊これまでの基本的考え方を堅持

し、各産別･単組の実態を踏まえて

取り組みをすすめる。 

②雇用の維持･確保に向けた年間総実

労働時間の削減 

 ＊超過労働の問題を交渉のテーブ

ルにのせることにより、産業･企業

の実態を踏まえた具体的な取り組

みをはかることとする。 

  

  

  

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低獲得水

準年間４カ月を確保。 

②60歳以降の就労確保 

 ３原則を基本に粘り強く取り組み

を展開する。①働くことを希望する

ものは、誰でも働けること、②年金

満額支給年齢と接続すること、③60

歳以降就労する者については、引き

続き組織化を図ること。 

③退職給付の制度整備 

④労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

⑤政策・制度、産業政策の取り組み 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2004 「ものづくり産業」「金属産業」という共通の基盤に立ちながら、競争力の源泉である「人」への投資という観点

から、日本の基幹産業である金属産業にふさわしい総合労働条件をめざすという考え方を共通のものとした。この考

え方を踏まえて、産別ごとの主体的な取り組みによって、産業・企業の実態を踏まえた重点課題を掲げて、総合労働

条件の改善に取り組むこととした。 

①「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

②企業内最低賃金協定 

18歳最低賃金の金額水準は、149,500

円以上とし、全単組での締結をめざす。 

③産業別最低賃金 

④賃金構造維持分の確保と賃金制度確

立 

賃金構造維持分確保の取り組みを

強力に進める。 

定昇(相当)分込みで取り組む組合は、

産別指導のもと実態を踏まえて対応。

定昇(相当)分は２％・6,000円程度。 

⑤金属産業にふさわしい賃金水準の

実現 

賃金格差の改善は、産業・企業の状

況を踏まえて、主体的に賃金水準の

引き上げの取り組みを行う。 

⑥標準労働者の到達目標 

＊高卒35歳・勤続17年・技能職

309,000円以上 

＊高卒30歳・勤続12年・技能職

266,000円以上 

⑦標準労働者の最低到達目標 

標準労働者の到達目標の８割 

①年間総実労働時間短縮を通じた雇

用の維持・確保の取り組みの推進 

 ＊これまでの基本的考え方を堅持

し、各産別･単組の実態を踏まえて、

年間総実労働時間1,800時間台実現

に向けた取り組みをすすめる。 

 ＊出退勤管理の方法や労働時間の

把握方法について労使協議をはか

るなど、労働時間管理徹底の取り組

みを行う。 

  

  

  

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低でも年

間４カ月を確保。 

②60歳以降の就労確保 

 ３原則に基づく取り組みを図る。①

働くことを希望するものは、誰でも

働けること、②年金満額支給年齢と

接続すること、③60歳以降就労する

者については、引き続き組織化を図

ること。 

③退職給付制度の整備 

④労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

⑤仕事と家庭の両立支援 

⑥政策・制度、産業政策の取り組み 

2005 日本経済の成長や企業業績回復の成果を職場実態に応じた総合労働条件へ反映し、あるべき労働条件の指標を示す

ことによる未組織労働者を含めた社会全体への波及をめざす闘争と位置づけ。統一的なベア要求基準を見送ったが、

各組合が自らの賃金実態を分析した上で、主体的な取り組みによって、ベアに取り組む組合が大幅に増加。 

①大くくり職種別賃金形成に向けて、

仕事・役割重視、絶対水準重視の個

別賃金決定に向けた取り組みを推

進する。 

②産業間・産業内の賃金格差の実態や、

業績回復に対する組合員の貢献を踏

まえ、積極的に格差改善に取り組む。 

すべての組合は賃金構造維持分確

保の取り組みを強力に進める。定昇

（相当）分込みで取り組む組合は産別

指導のもと実態を踏まえて対応、定昇

（相当）分は２％、6,000円程度。 

③標準労働者の到達目標 

＊高卒35歳・勤続17年・技能職

309,000円以上 

＊高卒30歳・勤続12年・技能職

266,000円以上 

④標準労働者の最低到達目標 

標準労働者の到達目標の８割 

⑤「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

⑥企業内最低賃金協定 

18歳最低賃金の金額水準は、

149,500円以上とし、全単組での締

結をめざす。 

⑦産業別最低賃金 

①生活との調和を図り、雇用の維持・

確保を図る観点から、年休取得促進

や超過労働の削減等によって、金属

産業で働くすべての労働者につい

て、年間総実労働時間1,800時間台

の実現をめざす。 

②2005年闘争では、不払い残業を撲滅

すべく労働時間管理の徹底を図る

とともに、36協定特別条項の見直し

に伴い、要員確保を含めた取り組み

を強化する。 

③今後、割増率引き上げの取り組みに

向けて、労働時間法制や労働時間政

策のあり方を早急に論議する。 

 

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低獲得水

準年間４カ月を確保。 

②60歳以降の就労確保 

 ３原則に基づく取り組みを図る。①

働くことを希望するものは、誰でも

働けること、②年金満額支給年齢と

接続すること、③60歳以降就労する

者については、引き続き組織化を図

ること。 

③仕事と家庭の両立支援 

 次世代育成支援対策推進法に基づ

く「行動計画」への意見反映 

＊育児・介護に関する制度の充実 

＊実労働時間の短縮 

④労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

⑤退職給付制度の整備 

⑥派遣労働者等の非典型労働者の受

け入れに関わる労使協議 

⑦政策・制度の取り組み 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2002 基本スタンスを「勤労者の雇用を確保し、生活の安定を確立する」ための取り組みと位置づけ、「雇用の維持･確保」

を第一義におき、「雇用の維持・確保」のための労使協議の充実に取り組んだ。賃金は、最低でも賃金構造維持分を

確保した上で、可能な限り適正な成果配分を求めることとした。ベア要求への対応は産別ごとにわかれた。 

①賃金構造維持分 

すべての組合は、賃金構造維持分確

保の取り組みを進める。 

②賃金引上げ 

産業動向を見据えた上でベア1,000

円を基本。定昇(相当)分は２％

(6,000円)程度とし、産別ごとに対

応。 

③標準労働者賃金 

＊高卒35歳・勤続17年・技能職

309,000円以上。 

＊高卒30歳・勤続12年・技能職

266,000円以上。 

④標準労働者の最低到達目標水準 

標準労働者の到達目標の８割。 

⑤最低賃金 

＊ 18歳最低賃金の金額水準は

149,500円以上とする。全従業員を

対象とした企業内最低賃金協定の

締結をめざす。 

⑥産業別最低賃金 

①金属労協全体で1,800時間台を達成

すべく、所定労働時間短縮、年次有

給休暇の付与日数増、超過労働割増

率の引き上げなど、労働時間制度確

立の取り組みを粘り強く進める。ま

た、超過労働の削減、年次有給休暇

の完全取得により、総実労働時間の

削減を目指して取り組む。 

 

 

 

 

 

 

①雇用の維持・確保のための基本的枠

組づくり 

 ＊雇用の維持確保のための労使協

議の充実  

②一時金 

 年間５カ月を基本とする。一時金に

占める固定的支出部分が約８割（４

カ月）程度あることを念頭に下支え

の取り組みを強化する。 

③60歳以降の就労確保 

 ３原則を基本に粘り強く取り組み

を展開する。①働くことを希望する

ものは、誰でも働けること、②年金

満額支給年齢と接続すること、③60

歳以降就労する者については、引き

続き組織化を図ること。 

④労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

⑤福利厚生・職場環境の改善 

2003 個別銘柄による絶対額賃金水準を重視し、金属産業のあるべき賃金水準を追求する取り組み。賃金の引き上げ基準

を示さず、賃金構造維持分確保に取り組む。雇用と生活不安払拭の取り組みとして、35歳の賃金の最低到達基準を「Ｊ

Ｃミニマム（35歳）」として新たに設定し、一時金の最低獲得水準を明示するなど、賃金・一時金の下支えの取り組

みを強化。 

①「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円。 

②企業内最低賃金協定 

18歳以上の最低賃金を締結し、月額

149,500円以上とし、全単組での締

結をめざす。 

③産業別最低賃金 

④賃金水準の維持・確保 

すべての組合は賃金構造維持分確

保の取り組みを強力に進める。 

定昇(相当)分込みで取り組む組合

は産別指導のもと実態を踏まえて

対応。定昇(相当)分は２％(6,000円

程度)。 

⑤金属産業にふさわしい賃金水準の

実現 

賃金水準改善は、産業・企業の実態

を踏まえて、主体的に取り組む。 

⑥標準労働者の到達目標 

＊高卒35歳・勤続17年・技能職

309,000円以上。 

＊高卒30歳・勤続12年・技能職

266,000円以上。 

⑦標準労働者の最低到達目標 

標準労働者の到達目標の８割程度。 

①年間総実労働時間1,800時間台達成

に向けた対応 

 ＊これまでの基本的考え方を堅持

し、各産別･単組の実態を踏まえて

取り組みをすすめる。 

②雇用の維持･確保に向けた年間総実

労働時間の削減 

 ＊超過労働の問題を交渉のテーブ

ルにのせることにより、産業･企業

の実態を踏まえた具体的な取り組

みをはかることとする。 

  

  

  

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低獲得水

準年間４カ月を確保。 

②60歳以降の就労確保 

 ３原則を基本に粘り強く取り組み

を展開する。①働くことを希望する

ものは、誰でも働けること、②年金

満額支給年齢と接続すること、③60

歳以降就労する者については、引き

続き組織化を図ること。 

③退職給付の制度整備 

④労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

⑤政策・制度、産業政策の取り組み 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2004 「ものづくり産業」「金属産業」という共通の基盤に立ちながら、競争力の源泉である「人」への投資という観点

から、日本の基幹産業である金属産業にふさわしい総合労働条件をめざすという考え方を共通のものとした。この考

え方を踏まえて、産別ごとの主体的な取り組みによって、産業・企業の実態を踏まえた重点課題を掲げて、総合労働

条件の改善に取り組むこととした。 

①「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

②企業内最低賃金協定 

18歳最低賃金の金額水準は、149,500

円以上とし、全単組での締結をめざす。 

③産業別最低賃金 

④賃金構造維持分の確保と賃金制度確

立 

賃金構造維持分確保の取り組みを

強力に進める。 

定昇(相当)分込みで取り組む組合は、

産別指導のもと実態を踏まえて対応。

定昇(相当)分は２％・6,000円程度。 

⑤金属産業にふさわしい賃金水準の

実現 

賃金格差の改善は、産業・企業の状

況を踏まえて、主体的に賃金水準の

引き上げの取り組みを行う。 

⑥標準労働者の到達目標 

＊高卒35歳・勤続17年・技能職

309,000円以上 

＊高卒30歳・勤続12年・技能職

266,000円以上 

⑦標準労働者の最低到達目標 

標準労働者の到達目標の８割 

①年間総実労働時間短縮を通じた雇

用の維持・確保の取り組みの推進 

 ＊これまでの基本的考え方を堅持

し、各産別･単組の実態を踏まえて、

年間総実労働時間1,800時間台実現

に向けた取り組みをすすめる。 

 ＊出退勤管理の方法や労働時間の

把握方法について労使協議をはか

るなど、労働時間管理徹底の取り組

みを行う。 

  

  

  

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低でも年

間４カ月を確保。 

②60歳以降の就労確保 

 ３原則に基づく取り組みを図る。①

働くことを希望するものは、誰でも

働けること、②年金満額支給年齢と

接続すること、③60歳以降就労する

者については、引き続き組織化を図

ること。 

③退職給付制度の整備 

④労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

⑤仕事と家庭の両立支援 

⑥政策・制度、産業政策の取り組み 

2005 日本経済の成長や企業業績回復の成果を職場実態に応じた総合労働条件へ反映し、あるべき労働条件の指標を示す

ことによる未組織労働者を含めた社会全体への波及をめざす闘争と位置づけ。統一的なベア要求基準を見送ったが、

各組合が自らの賃金実態を分析した上で、主体的な取り組みによって、ベアに取り組む組合が大幅に増加。 

①大くくり職種別賃金形成に向けて、

仕事・役割重視、絶対水準重視の個

別賃金決定に向けた取り組みを推

進する。 

②産業間・産業内の賃金格差の実態や、

業績回復に対する組合員の貢献を踏

まえ、積極的に格差改善に取り組む。 

すべての組合は賃金構造維持分確

保の取り組みを強力に進める。定昇

（相当）分込みで取り組む組合は産別

指導のもと実態を踏まえて対応、定昇

（相当）分は２％、6,000円程度。 

③標準労働者の到達目標 

＊高卒35歳・勤続17年・技能職

309,000円以上 

＊高卒30歳・勤続12年・技能職

266,000円以上 

④標準労働者の最低到達目標 

標準労働者の到達目標の８割 

⑤「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

⑥企業内最低賃金協定 

18歳最低賃金の金額水準は、

149,500円以上とし、全単組での締

結をめざす。 

⑦産業別最低賃金 

①生活との調和を図り、雇用の維持・

確保を図る観点から、年休取得促進

や超過労働の削減等によって、金属

産業で働くすべての労働者につい

て、年間総実労働時間1,800時間台

の実現をめざす。 

②2005年闘争では、不払い残業を撲滅

すべく労働時間管理の徹底を図る

とともに、36協定特別条項の見直し

に伴い、要員確保を含めた取り組み

を強化する。 

③今後、割増率引き上げの取り組みに

向けて、労働時間法制や労働時間政

策のあり方を早急に論議する。 

 

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低獲得水

準年間４カ月を確保。 

②60歳以降の就労確保 

 ３原則に基づく取り組みを図る。①

働くことを希望するものは、誰でも

働けること、②年金満額支給年齢と

接続すること、③60歳以降就労する

者については、引き続き組織化を図

ること。 

③仕事と家庭の両立支援 

 次世代育成支援対策推進法に基づ

く「行動計画」への意見反映 

＊育児・介護に関する制度の充実 

＊実労働時間の短縮 

④労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

⑤退職給付制度の整備 

⑥派遣労働者等の非典型労働者の受

け入れに関わる労使協議 

⑦政策・制度の取り組み 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2006 労働条件の維持・向上と競争力の維持・強化は車の両輪であり、賃金の回復が図られてこそ、企業の競争力も強化

される好循環が働くとの考え方の下、月例賃金の回復と雇用形態や企業規模等による格差の改善に注力することとし

た。このため、５年ぶりに、ＪＣ共闘全体で、具体的な「賃金改善」要求を行った。 

①各産別は、産業間・産業内の賃金格

差の実態や実績を踏まえ、具体的な

賃金改善要求を行い、賃金水準の向

上を図る。 

②賃金実態の把握から、賃金水準の低

下が明らかになった職場について

は、低下した賃金水準の回復や制度

のあり方も含め賃金の改善を図る。 

③大くくり職種別賃金水準の形成 

＊基幹労働者の目標基準：基本賃金

338,000円 

＊基幹労働者の標準到達基準：基本

賃金310,000円 

④「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

⑤企業内最低賃金協定 

18歳最低賃金の金額水準は、

149,500円以上とし、全単組での締

結をめざす。 

⑥産業別最低賃金 

 

 

 

 

①労働時間設定改善法、改正労働安全

衛生法への対応を含め、生活との調

和を図り、雇用の維持･確保を図る

観点から、年休取得促進や超過労働

の削減等によって、金属産業で働く

すべての労働者について年間総実

労働時間1,800時間台の実現をめざ

す。 

②労働時間管理の徹底と36協定の特

別条項の厳格化によって過重労働

を削減する。 

③割増率は、産別基準へ全組合が到達

を図る。 

 

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低獲得水

準年間４カ月を確保。 

②60歳以降の就労確保 

 ３原則に基づく取り組みを図る。①

働くことを希望するものは、誰でも

働けること、②年金満額支給年齢と

接続すること、③60歳以降就労する

者については、引き続き組織化を図

ること。 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④退職給付制度の整備 

⑤有期雇用･パート、派遣労働者、請

負の受け入れに伴う労使協議の充

実 

⑥政策・制度の取り組み 

2007 「人への投資と働き方の見直しによって、ワーク・ライフ・バランスと産業の発展を実現する」との観点からの取

り組み。物価上昇がプラスに転じたことなどから、金属労協全体で物価上昇を含めた賃金改善に取り組む。 

①物価上昇を含めた賃金改善の取り

組みを行う。 

②各産別は､産業間･産業内の賃金格

差や業績を踏まえ､具体的な賃金改

善要求を行い､賃金水準の向上と格

差是正を図る｡ 

③【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊標準到達基準：基本賃金310,000

円 

＊最低到達基準：到達基準の80％程

度 

④「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

⑤企業内最低賃金協定 

18歳以上の最低賃金を締結し、月額

150,500円以上。時間額950円以上。 

⑥産業別最低賃金 

 

 

 

 

 

 

①長時間労働撲滅のために実効性あ

る取り組みを総合的に行い、次年度

以降の統一闘争の下地作りを行う。

 ＊所定労働時間1,800時間台の実現

 ＊労働時間の現状と課題を労使で

確認 

 ＊労働時間管理の徹底、36協定の特

別条項の厳格な運用 

 ＊割増率の産別基準への到達 

②男女雇用機会均等法改正への対応

と仕事と家庭の両立支援 

 ＊均等法改正に対応して、労働協約

の点検・改善 

＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

＊育児・介護に関する制度の充実 

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低獲得水

準年間４カ月を確保。 

②60歳以降就労確保の３原則に基づ

く取り組み 

 ①働くことを希望するものは、誰で

も働けること、②年金満額支給年齢

と接続すること、③60歳以降就労す

る者については、引き続き組織化を

図ること。 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④産業・企業実態を踏まえた退職金水

準の引き上げ 

⑤有期雇用･パート、派遣労働者、請

負の受け入れに伴う労使協議の充

実 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2008 金属産業が日本経済を支え続けるために、賃金改善という「人」への投資によって、労働条件を魅力あるものにし

なければならないことを主張の柱とする。  

①賃金水準の向上と格差是正のため

の賃金改善に取り組む。 

②【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊標準到達基準：基本賃金310,000

円 

＊最低到達基準：到達基準の80％程

度 

③「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

④企業内最低賃金協定 

＊全企業連単組が18歳以上の労働

者の企業内最低賃金協定の締結を

めざす。 

＊高卒初任給に準拠する水準を基

本とし、月額152,000円以上。時間

額960円以上。 

⑤産業別最低賃金 

①年間総実労働時間短縮のための具

体的な施策の実施 

 ＊労働時間管理の徹底を図る。 

 ＊年休付与増･取得促進、長期休暇

制度の導入など総実労働時間削減

の具体的施策に取り組む。 

 ＊休日増、１日の所定労働時間の短

縮などによる所定労働時間1,800時

間台の実現を図る。 

②長時間労働是正の実効ある施策の

一つとして、労働基準法改正が求め

られた背景や連合の取り組み方針、

産別企業連単組の実態等を踏まえ、

時間外労働割増率の引き上げに取

り組む。 

③仕事と家庭の両立支援の充実 

 ＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

 ＊育児・介護に関する制度の充実と

活用促進  

 

 

 

①一時金 

 要求は、年間５カ月を基本とし、最

低獲得水準年間４カ月を確保する。

②非正規労働者の労働条件改善 

③60歳以降の就労確保 

 ①働くことを希望するものは、誰で

も働けること、②年金満額支給年齢

と接続すること、③60歳以降就労す

る者については、引き続き組織化を

図ること。 

④安全衛生体制の検証ならびに労災

付加補償 

⑤退職金･企業年金制度への対応 

⑥裁判員制度への対応 

2009 年度平均１％台半ばの物価上昇見通しにあったことから、物価上昇に見合う賃金改善が求められた。しかし、2008

年９月のリーマンショック後、経済環境と企業業績が急激に悪化し、雇用調整・生産時間調整など緊急対策の実施と

並行しての困難な交渉となった。 

①賃金水準の向上と格差是正のため

の賃金改善に取り組む。 

②実質生活の維持を図るため物価の

上昇に見合う要求を行う。 

③【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊標準到達基準：基本賃金310,000

円 

＊最低基準：到達基準の80％程度 

④「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

⑤企業内最低賃金協定 

＊全組合が18歳以上を対象とする

企業内最低賃金協定の締結と水準

の引き上げを図るため計画的に取

り組む。 

＊高卒初任給に準拠する水準に着

実に引き上げるため月額154,000円

以上。時間額975円以上。 

⑥産業別最低賃金 

 

 

 

 

①労働時間管理の徹底を図る。 

②年次有給休暇の付与日数増･取得促

進、長期休暇制度の導入など総実労

働時間短縮のための具体的な施策

に取り組む。 

③休日の増加、１日の労働時間短縮な

どによって所定労働時間1,800時間

台の実現を図る。 

④時間外労働割増率引き上げ要求は

連合共闘方針に沿って取り組む。 

⑤時間外労働割増率引き上げの継続

協議は法律改正の動向なども勘案

し産別方針に基づき取り組む。 

⑥仕事と家庭の両立支援の充実 

 ＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

 ＊育児・介護に関する制度の充実と

活用促進 

  

①一時金 

 ＊要求の基本は、年間５カ月。 

 ＊最低獲得水準 年間４カ月。 

②非正規労働者の労働条件改善 

 ＊非正規労働者の受け入れに関す

る労使協議の強化 

 ＊非正規労働者の労働条件改善と

組織化の取り組み 

③60歳以降の就労と労働条件確保 

 ①働くことを希望するものは、誰で

も働けること、②年金満額支給年齢

と接続すること、③60歳以降就労す

る者については、引き続き組織化を

図ること。④企業内最低賃金協定以

上の賃金確保。 

④安全衛生体制の充実と労災付加補

償 

⑤退職金･企業年金制度への対応 

⑥裁判員制度への対応 

⑦政策・制度課題への取り組み 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2006 労働条件の維持・向上と競争力の維持・強化は車の両輪であり、賃金の回復が図られてこそ、企業の競争力も強化

される好循環が働くとの考え方の下、月例賃金の回復と雇用形態や企業規模等による格差の改善に注力することとし

た。このため、５年ぶりに、ＪＣ共闘全体で、具体的な「賃金改善」要求を行った。 

①各産別は、産業間・産業内の賃金格

差の実態や実績を踏まえ、具体的な

賃金改善要求を行い、賃金水準の向

上を図る。 

②賃金実態の把握から、賃金水準の低

下が明らかになった職場について

は、低下した賃金水準の回復や制度

のあり方も含め賃金の改善を図る。 

③大くくり職種別賃金水準の形成 

＊基幹労働者の目標基準：基本賃金

338,000円 

＊基幹労働者の標準到達基準：基本

賃金310,000円 

④「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

⑤企業内最低賃金協定 

18歳最低賃金の金額水準は、

149,500円以上とし、全単組での締

結をめざす。 

⑥産業別最低賃金 

 

 

 

 

①労働時間設定改善法、改正労働安全

衛生法への対応を含め、生活との調

和を図り、雇用の維持･確保を図る

観点から、年休取得促進や超過労働

の削減等によって、金属産業で働く

すべての労働者について年間総実

労働時間1,800時間台の実現をめざ

す。 

②労働時間管理の徹底と36協定の特

別条項の厳格化によって過重労働

を削減する。 

③割増率は、産別基準へ全組合が到達

を図る。 

 

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低獲得水

準年間４カ月を確保。 

②60歳以降の就労確保 

 ３原則に基づく取り組みを図る。①

働くことを希望するものは、誰でも

働けること、②年金満額支給年齢と

接続すること、③60歳以降就労する

者については、引き続き組織化を図

ること。 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④退職給付制度の整備 

⑤有期雇用･パート、派遣労働者、請

負の受け入れに伴う労使協議の充

実 

⑥政策・制度の取り組み 

2007 「人への投資と働き方の見直しによって、ワーク・ライフ・バランスと産業の発展を実現する」との観点からの取

り組み。物価上昇がプラスに転じたことなどから、金属労協全体で物価上昇を含めた賃金改善に取り組む。 

①物価上昇を含めた賃金改善の取り

組みを行う。 

②各産別は､産業間･産業内の賃金格

差や業績を踏まえ､具体的な賃金改

善要求を行い､賃金水準の向上と格

差是正を図る｡ 

③【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊標準到達基準：基本賃金310,000

円 

＊最低到達基準：到達基準の80％程

度 

④「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

⑤企業内最低賃金協定 

18歳以上の最低賃金を締結し、月額

150,500円以上。時間額950円以上。 

⑥産業別最低賃金 

 

 

 

 

 

 

①長時間労働撲滅のために実効性あ

る取り組みを総合的に行い、次年度

以降の統一闘争の下地作りを行う。

 ＊所定労働時間1,800時間台の実現

 ＊労働時間の現状と課題を労使で

確認 

 ＊労働時間管理の徹底、36協定の特

別条項の厳格な運用 

 ＊割増率の産別基準への到達 

②男女雇用機会均等法改正への対応

と仕事と家庭の両立支援 

 ＊均等法改正に対応して、労働協約

の点検・改善 

＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

＊育児・介護に関する制度の充実 

①一時金 

 要求は年間５カ月基本。最低獲得水

準年間４カ月を確保。 

②60歳以降就労確保の３原則に基づ

く取り組み 

 ①働くことを希望するものは、誰で

も働けること、②年金満額支給年齢

と接続すること、③60歳以降就労す

る者については、引き続き組織化を

図ること。 

③労災付加補償（死亡・１～３級）

3,200万円 

④産業・企業実態を踏まえた退職金水

準の引き上げ 

⑤有期雇用･パート、派遣労働者、請

負の受け入れに伴う労使協議の充

実 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2008 金属産業が日本経済を支え続けるために、賃金改善という「人」への投資によって、労働条件を魅力あるものにし

なければならないことを主張の柱とする。  

①賃金水準の向上と格差是正のため

の賃金改善に取り組む。 

②【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊標準到達基準：基本賃金310,000

円 

＊最低到達基準：到達基準の80％程

度 

③「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

④企業内最低賃金協定 

＊全企業連単組が18歳以上の労働

者の企業内最低賃金協定の締結を

めざす。 

＊高卒初任給に準拠する水準を基

本とし、月額152,000円以上。時間

額960円以上。 

⑤産業別最低賃金 

①年間総実労働時間短縮のための具

体的な施策の実施 

 ＊労働時間管理の徹底を図る。 

 ＊年休付与増･取得促進、長期休暇

制度の導入など総実労働時間削減

の具体的施策に取り組む。 

 ＊休日増、１日の所定労働時間の短

縮などによる所定労働時間1,800時

間台の実現を図る。 

②長時間労働是正の実効ある施策の

一つとして、労働基準法改正が求め

られた背景や連合の取り組み方針、

産別企業連単組の実態等を踏まえ、

時間外労働割増率の引き上げに取

り組む。 

③仕事と家庭の両立支援の充実 

 ＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

 ＊育児・介護に関する制度の充実と

活用促進  

 

 

 

①一時金 

 要求は、年間５カ月を基本とし、最

低獲得水準年間４カ月を確保する。

②非正規労働者の労働条件改善 

③60歳以降の就労確保 

 ①働くことを希望するものは、誰で

も働けること、②年金満額支給年齢

と接続すること、③60歳以降就労す

る者については、引き続き組織化を

図ること。 

④安全衛生体制の検証ならびに労災

付加補償 

⑤退職金･企業年金制度への対応 

⑥裁判員制度への対応 

2009 年度平均１％台半ばの物価上昇見通しにあったことから、物価上昇に見合う賃金改善が求められた。しかし、2008

年９月のリーマンショック後、経済環境と企業業績が急激に悪化し、雇用調整・生産時間調整など緊急対策の実施と

並行しての困難な交渉となった。 

①賃金水準の向上と格差是正のため

の賃金改善に取り組む。 

②実質生活の維持を図るため物価の

上昇に見合う要求を行う。 

③【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊標準到達基準：基本賃金310,000

円 

＊最低基準：到達基準の80％程度 

④「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

⑤企業内最低賃金協定 

＊全組合が18歳以上を対象とする

企業内最低賃金協定の締結と水準

の引き上げを図るため計画的に取

り組む。 

＊高卒初任給に準拠する水準に着

実に引き上げるため月額154,000円

以上。時間額975円以上。 

⑥産業別最低賃金 

 

 

 

 

①労働時間管理の徹底を図る。 

②年次有給休暇の付与日数増･取得促

進、長期休暇制度の導入など総実労

働時間短縮のための具体的な施策

に取り組む。 

③休日の増加、１日の労働時間短縮な

どによって所定労働時間1,800時間

台の実現を図る。 

④時間外労働割増率引き上げ要求は

連合共闘方針に沿って取り組む。 

⑤時間外労働割増率引き上げの継続

協議は法律改正の動向なども勘案

し産別方針に基づき取り組む。 

⑥仕事と家庭の両立支援の充実 

 ＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

 ＊育児・介護に関する制度の充実と

活用促進 

  

①一時金 

 ＊要求の基本は、年間５カ月。 

 ＊最低獲得水準 年間４カ月。 

②非正規労働者の労働条件改善 

 ＊非正規労働者の受け入れに関す

る労使協議の強化 

 ＊非正規労働者の労働条件改善と

組織化の取り組み 

③60歳以降の就労と労働条件確保 

 ①働くことを希望するものは、誰で

も働けること、②年金満額支給年齢

と接続すること、③60歳以降就労す

る者については、引き続き組織化を

図ること。④企業内最低賃金協定以

上の賃金確保。 

④安全衛生体制の充実と労災付加補

償 

⑤退職金･企業年金制度への対応 

⑥裁判員制度への対応 

⑦政策・制度課題への取り組み 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2010 賃金水準の維持を図るため全組合で賃金構造維持分を確保する取り組みに全力を傾注し、その上で、賃金改善につ
いては個々の産別の判断で取り組むこととした。また、労働基準法の改正によって、法定労働時間を月60時間上回る
時間外労働割増率が50％（法定休日を除く）となったことから、法の趣旨を踏まえて時間外労働割増率の引き上げに
取り組んだ。労災付加補償についても、死亡・障害１～３級を3,400万円以上へ引き上げることとした。 

①賃金構造維持分を確保する。 
②賃金構造維持分を確保した上で、賃
金体系上の諸課題、格差是正などの
課題解決に向けて、条件の整う組合
は、金属労協のめざす絶対水準重視
による「あるべき水準」を踏まえ、
積極的な賃金改善に取り組む。 

③【基幹労働者（技能職35歳相当）の
あるべき水準】 
＊目標水準：基本賃金338,000円 
＊到達基準：基本賃金310,000円 
＊最低基準：到達基準の80％程度 

④「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 
⑤企業内最低賃金協定 
＊全企業連単組が18歳以上を対象
とする企業内最低賃金協定の締結
と水準の引き上げを図るため計画
的な取り組みを行う。 
＊高卒初任給に準拠する水準に着
実に引き上げるため月額154,000円
以上。時間額975円以上。 

⑥産業別最低賃金 

①労働時間管理の徹底を図る。 
②時間外労働の削減に向けて、限度時
間超～60時間までの割増率50％、休
日割増率50％への引き上げ、36協定
における限度時間の引き下げ、年休
の付与日数増･取得促進、長期休暇
制度の導入等に取り組む。 

③300人未満の中小労組も含め全組合
で総実労働時間短縮と労働基準法
改正への対応に取り組む。 

④月60時間超の時間外労働算定対象
時間は労使協定で定めた所定労働
時間を上回る全ての労働時間とす
る。 

⑤時間外労働割増率が法定水準に止
まっている組合は割増率の引き上
げに取り組む。 

⑥時間単位の有給休暇、代替休暇等への
対応は産別方針に基づき取り組む。

⑦休日の増加、１日の労働時間短縮な
どによって、所定労働時間1,800時
間台の実現を図る。 

⑧仕事と家庭の両立支援の充実 
 ＊改正育児･介護休業法への対応 
 ＊次世代育成支援対策法に基づく
「行動計画」策定への意見反映 

①一時金 
 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間
５カ月分とする。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月
分とする。 

②非正規労働者の労働条件改善 
 ＊非正規労働者の受け入れに関す
る労使協議の強化 

 ＊非正規労働者の労働条件改善と
組織化の取り組み 

③安全衛生体制の充実と労災付加補
償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400
万円以上 

④60歳以降の就労確保 
 ３原則に加え、企業内最低賃金以上
の賃金水準確保 

⑤60歳以降の就労と労働条件確保 
 ①働くことを希望するものは、誰で
も働けること、②年金満額支給年齢
と接続すること、③60歳以降就労す
る者については、引き続き組織化を
図ること。④企業内最低賃金協定以
上の賃金確保。 

⑥退職金･企業年金制度への対応 
⑦政策･制度課題への取り組み 

2011 賃金・労働条件の向上と企業の発展が好循環するとの考え方の下、それを支える「人」への投資として、日本の基
幹産業である金属産業の位置づけにふさわしい賃金水準をめざす。中堅・中小企業を含めた金属産業の総合力を高め
る観点から、条件の整う組合は賃金改善に取り組む。2013年４月からの厚生年金報酬比例部分の支給開始年齢引き上
げを見据え、60歳以降の就労確保の取り組み強化。集中回答日直前、2011年３月11日に東日本大震災発生。 

①賃金構造維持分を確保する。 
②中堅・中小企業を含めた金属産業の
総合力を高める観点から、基幹産業
にふさわしい賃金水準確立に向け
た適正な成果配分、産業間･産業内
の賃金格差解消等をめざす組合は、
賃金改善に取り組む。 

③賃金水準が長期的に低下している
組合は、その是正に取り組む。 

④【基幹労働者（技能職35歳相当）の
あるべき水準】 
＊目標水準：基本賃金338,000円 
＊到達基準：基本賃金310,000円 
＊最低基準：到達基準の80％程度 

⑤企業内最低賃金協定の締結拡大と
水準の引き上げ 
＊すべての組合が企業内最低賃金
協定を締結する。 
＊企業内最賃協定の水準を高卒初
任給に準拠する水準に着実に引き
上げる。154,000円以上の水準、も
しくは月額1,000円以上の引き上
げ。時間額975円以上。 

⑥産業別最低賃金 
⑦「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

①年間総実労働時間1,800時間台の実
現に向け取り組む。 

②時間外労働割増率の60時間超の時
間外労働算定対象時間は、所定労働
時間を上回るすべての労働時間と
する。 

③労働時間管理の徹底を図る。 
④年次有給休暇の完全取得に向けて
取り組む。当面取得率70％未満をな
くす取り組みを推進する。このた
め、年次有給休暇の取得状況を労使
で確認するなど取り組みを行う。 

⑤仕事と家庭の両立支援の充実 
 ＊育児・介護休業法改正への対応 
 ＊次世代育成支援対策法に基づく
「行動計画」策定への意見反映 

  
  

①一時金 
 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間
５カ月分以上とする。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月
分以上を確保する。 

②非正規労働者の労働条件改善 
 ＊非正規労働者の受け入れに関す
る労使協議強化と法令遵守の徹底 

 ＊組織化の取り組み 
③60歳以降の就労確保 
 ＊希望者全員の就労確保の制度が
未整備の場合は、早期に導入する。

 ＊希望者全員の安定雇用を確保す
るため、就労制度の一層の改善を図
る。 

 ＊労働の価値にふさわしく、かつ生
活を維持することのできる賃金を
確保する。 

④安全衛生体制の充実と労災付加補
償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400
万円以上 

⑤退職金･企業年金 
⑥政策･制度課題への取り組み 

－416－

 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2012 2011年３月の東日本大震災の被害、超円高・デフレの継続、欧州財政危機、電力供給不安などによって先行き不透
明感が強まり、生産拠点の海外移転が加速する中で、「危機を乗り越える力は『人』であり、『人』への投資が不可欠」
「震災からの復興・再生を図り、デフレの進行に歯止めをかけるには、『生活不安、雇用不安、将来不安』の払拭が
不可欠」と訴えた。  

①賃金構造維持分を確保する。 

②中堅・中小企業を含めた金属産業の

総合力を高める観点から、基幹産業

にふさわしい賃金水準確立に向け

た適正な成果配分、産業間･産業内

の賃金格差解消等をめざす組合は、

積極的に賃金改善に取り組む。 

③賃金水準が長期的に低下している

組合は、その是正に取り組む。 

④【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊到達基準：基本賃金310,000円 

＊最低基準：到達基準の80％程度 

⑤企業内最低賃金協定の締結拡大と

水準の引き上げ 

＊すべての組合が企業内最低賃金

協定を締結する。 

＊企業内最賃協定の水準を高卒初

任給に準拠する水準に着実に引き上

げる。154,000円以上の水準、もし

くは月額1,000円以上の引き上げ。

時間額975円以上。この水準を前提

に非正規労働者を含めた協定締結。 

⑥特定（産業別）最低賃金 

⑦「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

①総実労働時間の短縮 

 ＊年間総実労働時間1,800時間台の

実現に向け取り組む。 

 ＊労働時間管理の徹底を図る。 

 ＊時間外労働割増率の60時間超の

時間外労働算定対象時間は、所定労

働時間を上回るすべての労働時間

とする。 

 ＊年次有給休暇の完全取得に向け

て、具体的な取り組みを行う。 

②仕事と家庭の両立支援制度 

 ＊育児・介護休業法改正への対応 

 ＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

  

①一時金 

 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間

５カ月分以上。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月

分以上を確保。 

②非正規労働者の労働条件改善 

 ＊非正規労働者の受け入れに関す

る労使協議強化と法令遵守の徹底 

 ＊組織化の取り組み 

③60歳以降の就労確保 

 ＊希望者全員の就労確保の制度が

未整備の場合は、早期に導入する。

 ＊希望者全員の安定雇用を確保す

るため、就労制度の一層の改善を図

る。 

 ＊労働の価値にふさわしく、かつ生

活を維持することのできる賃金を

確保する。 

④安全衛生体制の充実と労災付加補

償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400

万円以上 

⑤退職金･企業年金 

⑥政策･制度課題への取り組み 

2013 ものづくり産業を取りまく環境が厳しい中で、金属労協の要求を決定した。その後、円高是正が進み、株価が上昇
するなど、経済に明るい兆しが見えたが、その効果は産業・企業ごとに異なる状況。２月には、政府から経営諸団体
に対して、「報酬の引き上げ」を要請。 

①賃金構造維持分を確保する。 
②中堅・中小企業を含めた金属産業の
総合力を高める観点から、基幹産業
にふさわしい賃金水準確立に向け
た適正な成果配分、産業間･産業内
の賃金格差解消等をめざす組合は、
積極的に賃金改善に取り組む。 

③賃金水準が長期的に低下している
組合は、その是正に取り組む。 

④【基幹労働者（技能職35歳相当）の
あるべき水準】 
＊目標水準：基本賃金338,000円 
＊到達基準：基本賃金310,000円 
＊最低基準：到達基準の80％程度 

⑤企業内最低賃金協定の締結拡大と
水準の引き上げ 
＊すべての組合が企業内最低賃金
協定を締結する。 
＊企業内最賃協定の水準を高卒初
任給に準拠する水準に着実に引き
上げる。154,000円以上の水準、も
しくは月額1,000円以上の引き上げ。
時間額975円以上。この水準を前提に
非正規労働者を含めた協定締結。 

⑥特定（産業別）最低賃金 
⑦「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

①総実労働時間の短縮 
 ＊年間総実労働時間1,800時間台の
実現に向け取り組む。 

 ＊労働時間管理の徹底を図る。 
 ＊時間外労働割増率の60時間超の
時間外労働算定対象時間は、所定労
働時間を上回るすべての労働時間
とする。 

 ＊年次有給休暇の完全取得に向け
て、具体的な取り組みを行う。 

②仕事と家庭の両立支援制度 
 ＊仕事と家庭の両立支援制度の充
実 

 ＊育児・介護休業法改正への対応 
 ＊次世代育成支援対策法に基づく
「行動計画」策定への意見反映 

  

①一時金 
 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間
５カ月分以上とする。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月
分以上を確保する。 

②非正規労働者の労働条件改善 
③60歳以降の就労確保 
 ＊経過措置を利用せず、65歳までの
雇用を確保し、働きがいのある就労
制度を構築する。 

 ＊労働の価値にふさわしく、かつ生
活を維持できる賃金を確保する。 

 ＊組合員のニーズに合った制度に
なっているか点検する。 

 ＊60以降就労者の組合員化を図る。
④安全衛生体制の充実と労災付加補
償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400
万円以上 

⑤退職金･企業年金 
⑥政策･制度課題への取り組み 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2010 賃金水準の維持を図るため全組合で賃金構造維持分を確保する取り組みに全力を傾注し、その上で、賃金改善につ
いては個々の産別の判断で取り組むこととした。また、労働基準法の改正によって、法定労働時間を月60時間上回る
時間外労働割増率が50％（法定休日を除く）となったことから、法の趣旨を踏まえて時間外労働割増率の引き上げに
取り組んだ。労災付加補償についても、死亡・障害１～３級を3,400万円以上へ引き上げることとした。 

①賃金構造維持分を確保する。 
②賃金構造維持分を確保した上で、賃
金体系上の諸課題、格差是正などの
課題解決に向けて、条件の整う組合
は、金属労協のめざす絶対水準重視
による「あるべき水準」を踏まえ、
積極的な賃金改善に取り組む。 

③【基幹労働者（技能職35歳相当）の
あるべき水準】 
＊目標水準：基本賃金338,000円 
＊到達基準：基本賃金310,000円 
＊最低基準：到達基準の80％程度 

④「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 
⑤企業内最低賃金協定 
＊全企業連単組が18歳以上を対象
とする企業内最低賃金協定の締結
と水準の引き上げを図るため計画
的な取り組みを行う。 
＊高卒初任給に準拠する水準に着
実に引き上げるため月額154,000円
以上。時間額975円以上。 

⑥産業別最低賃金 

①労働時間管理の徹底を図る。 
②時間外労働の削減に向けて、限度時
間超～60時間までの割増率50％、休
日割増率50％への引き上げ、36協定
における限度時間の引き下げ、年休
の付与日数増･取得促進、長期休暇
制度の導入等に取り組む。 

③300人未満の中小労組も含め全組合
で総実労働時間短縮と労働基準法
改正への対応に取り組む。 

④月60時間超の時間外労働算定対象
時間は労使協定で定めた所定労働
時間を上回る全ての労働時間とす
る。 

⑤時間外労働割増率が法定水準に止
まっている組合は割増率の引き上
げに取り組む。 

⑥時間単位の有給休暇、代替休暇等への
対応は産別方針に基づき取り組む。

⑦休日の増加、１日の労働時間短縮な
どによって、所定労働時間1,800時
間台の実現を図る。 

⑧仕事と家庭の両立支援の充実 
 ＊改正育児･介護休業法への対応 
 ＊次世代育成支援対策法に基づく
「行動計画」策定への意見反映 

①一時金 
 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間
５カ月分とする。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月
分とする。 

②非正規労働者の労働条件改善 
 ＊非正規労働者の受け入れに関す
る労使協議の強化 

 ＊非正規労働者の労働条件改善と
組織化の取り組み 

③安全衛生体制の充実と労災付加補
償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400
万円以上 

④60歳以降の就労確保 
 ３原則に加え、企業内最低賃金以上
の賃金水準確保 

⑤60歳以降の就労と労働条件確保 
 ①働くことを希望するものは、誰で
も働けること、②年金満額支給年齢
と接続すること、③60歳以降就労す
る者については、引き続き組織化を
図ること。④企業内最低賃金協定以
上の賃金確保。 

⑥退職金･企業年金制度への対応 
⑦政策･制度課題への取り組み 

2011 賃金・労働条件の向上と企業の発展が好循環するとの考え方の下、それを支える「人」への投資として、日本の基
幹産業である金属産業の位置づけにふさわしい賃金水準をめざす。中堅・中小企業を含めた金属産業の総合力を高め
る観点から、条件の整う組合は賃金改善に取り組む。2013年４月からの厚生年金報酬比例部分の支給開始年齢引き上
げを見据え、60歳以降の就労確保の取り組み強化。集中回答日直前、2011年３月11日に東日本大震災発生。 

①賃金構造維持分を確保する。 
②中堅・中小企業を含めた金属産業の
総合力を高める観点から、基幹産業
にふさわしい賃金水準確立に向け
た適正な成果配分、産業間･産業内
の賃金格差解消等をめざす組合は、
賃金改善に取り組む。 

③賃金水準が長期的に低下している
組合は、その是正に取り組む。 

④【基幹労働者（技能職35歳相当）の
あるべき水準】 
＊目標水準：基本賃金338,000円 
＊到達基準：基本賃金310,000円 
＊最低基準：到達基準の80％程度 

⑤企業内最低賃金協定の締結拡大と
水準の引き上げ 
＊すべての組合が企業内最低賃金
協定を締結する。 
＊企業内最賃協定の水準を高卒初
任給に準拠する水準に着実に引き
上げる。154,000円以上の水準、も
しくは月額1,000円以上の引き上
げ。時間額975円以上。 

⑥産業別最低賃金 
⑦「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

①年間総実労働時間1,800時間台の実
現に向け取り組む。 

②時間外労働割増率の60時間超の時
間外労働算定対象時間は、所定労働
時間を上回るすべての労働時間と
する。 

③労働時間管理の徹底を図る。 
④年次有給休暇の完全取得に向けて
取り組む。当面取得率70％未満をな
くす取り組みを推進する。このた
め、年次有給休暇の取得状況を労使
で確認するなど取り組みを行う。 

⑤仕事と家庭の両立支援の充実 
 ＊育児・介護休業法改正への対応 
 ＊次世代育成支援対策法に基づく
「行動計画」策定への意見反映 

  
  

①一時金 
 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間
５カ月分以上とする。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月
分以上を確保する。 

②非正規労働者の労働条件改善 
 ＊非正規労働者の受け入れに関す
る労使協議強化と法令遵守の徹底 

 ＊組織化の取り組み 
③60歳以降の就労確保 
 ＊希望者全員の就労確保の制度が
未整備の場合は、早期に導入する。

 ＊希望者全員の安定雇用を確保す
るため、就労制度の一層の改善を図
る。 

 ＊労働の価値にふさわしく、かつ生
活を維持することのできる賃金を
確保する。 

④安全衛生体制の充実と労災付加補
償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400
万円以上 

⑤退職金･企業年金 
⑥政策･制度課題への取り組み 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2012 2011年３月の東日本大震災の被害、超円高・デフレの継続、欧州財政危機、電力供給不安などによって先行き不透
明感が強まり、生産拠点の海外移転が加速する中で、「危機を乗り越える力は『人』であり、『人』への投資が不可欠」
「震災からの復興・再生を図り、デフレの進行に歯止めをかけるには、『生活不安、雇用不安、将来不安』の払拭が
不可欠」と訴えた。  

①賃金構造維持分を確保する。 

②中堅・中小企業を含めた金属産業の

総合力を高める観点から、基幹産業

にふさわしい賃金水準確立に向け

た適正な成果配分、産業間･産業内

の賃金格差解消等をめざす組合は、

積極的に賃金改善に取り組む。 

③賃金水準が長期的に低下している

組合は、その是正に取り組む。 

④【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊到達基準：基本賃金310,000円 

＊最低基準：到達基準の80％程度 

⑤企業内最低賃金協定の締結拡大と

水準の引き上げ 

＊すべての組合が企業内最低賃金

協定を締結する。 

＊企業内最賃協定の水準を高卒初

任給に準拠する水準に着実に引き上

げる。154,000円以上の水準、もし

くは月額1,000円以上の引き上げ。

時間額975円以上。この水準を前提

に非正規労働者を含めた協定締結。 

⑥特定（産業別）最低賃金 

⑦「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

①総実労働時間の短縮 

 ＊年間総実労働時間1,800時間台の

実現に向け取り組む。 

 ＊労働時間管理の徹底を図る。 

 ＊時間外労働割増率の60時間超の

時間外労働算定対象時間は、所定労

働時間を上回るすべての労働時間

とする。 

 ＊年次有給休暇の完全取得に向け

て、具体的な取り組みを行う。 

②仕事と家庭の両立支援制度 

 ＊育児・介護休業法改正への対応 

 ＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

  

①一時金 

 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間

５カ月分以上。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月

分以上を確保。 

②非正規労働者の労働条件改善 

 ＊非正規労働者の受け入れに関す

る労使協議強化と法令遵守の徹底 

 ＊組織化の取り組み 

③60歳以降の就労確保 

 ＊希望者全員の就労確保の制度が

未整備の場合は、早期に導入する。

 ＊希望者全員の安定雇用を確保す

るため、就労制度の一層の改善を図

る。 

 ＊労働の価値にふさわしく、かつ生

活を維持することのできる賃金を

確保する。 

④安全衛生体制の充実と労災付加補

償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400

万円以上 

⑤退職金･企業年金 

⑥政策･制度課題への取り組み 

2013 ものづくり産業を取りまく環境が厳しい中で、金属労協の要求を決定した。その後、円高是正が進み、株価が上昇
するなど、経済に明るい兆しが見えたが、その効果は産業・企業ごとに異なる状況。２月には、政府から経営諸団体
に対して、「報酬の引き上げ」を要請。 

①賃金構造維持分を確保する。 
②中堅・中小企業を含めた金属産業の
総合力を高める観点から、基幹産業
にふさわしい賃金水準確立に向け
た適正な成果配分、産業間･産業内
の賃金格差解消等をめざす組合は、
積極的に賃金改善に取り組む。 

③賃金水準が長期的に低下している
組合は、その是正に取り組む。 

④【基幹労働者（技能職35歳相当）の
あるべき水準】 
＊目標水準：基本賃金338,000円 
＊到達基準：基本賃金310,000円 
＊最低基準：到達基準の80％程度 

⑤企業内最低賃金協定の締結拡大と
水準の引き上げ 
＊すべての組合が企業内最低賃金
協定を締結する。 
＊企業内最賃協定の水準を高卒初
任給に準拠する水準に着実に引き
上げる。154,000円以上の水準、も
しくは月額1,000円以上の引き上げ。
時間額975円以上。この水準を前提に
非正規労働者を含めた協定締結。 

⑥特定（産業別）最低賃金 
⑦「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

①総実労働時間の短縮 
 ＊年間総実労働時間1,800時間台の
実現に向け取り組む。 

 ＊労働時間管理の徹底を図る。 
 ＊時間外労働割増率の60時間超の
時間外労働算定対象時間は、所定労
働時間を上回るすべての労働時間
とする。 

 ＊年次有給休暇の完全取得に向け
て、具体的な取り組みを行う。 

②仕事と家庭の両立支援制度 
 ＊仕事と家庭の両立支援制度の充
実 

 ＊育児・介護休業法改正への対応 
 ＊次世代育成支援対策法に基づく
「行動計画」策定への意見反映 

  

①一時金 
 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間
５カ月分以上とする。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月
分以上を確保する。 

②非正規労働者の労働条件改善 
③60歳以降の就労確保 
 ＊経過措置を利用せず、65歳までの
雇用を確保し、働きがいのある就労
制度を構築する。 

 ＊労働の価値にふさわしく、かつ生
活を維持できる賃金を確保する。 

 ＊組合員のニーズに合った制度に
なっているか点検する。 

 ＊60以降就労者の組合員化を図る。
④安全衛生体制の充実と労災付加補
償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400
万円以上 

⑤退職金･企業年金 
⑥政策･制度課題への取り組み 
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 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2014 デフレ脱却、景気回復の兆しが見え始め、経済環境が激変する中で、労使もまたマインドシフトを図り、自らの社

会的責任を果たしていかなければならないとの認識の下、デフレ脱却と経済成長を確実なものとするため、５産別が

強固なスクラムを組み、５年ぶりにＪＣ共闘全体で「人への投資」として１％以上の賃金の引き上げに取り組んだ。

①ＪＣ共闘全体で「人への投資」とし

て１％以上の賃上げに取り組む。 

②賃金制度に基づき賃金構造維持分

を確保した上で、実質生活を維持

し、デフレ脱却と経済成長に資する

賃上げに取り組む。 

③中堅・中小企業を含めた金属産業の

総合力を高める観点から、基幹産業

にふさわしい賃金水準確立に向け

た適正な成果配分、産業間・産業内

の賃金格差等の解消をめざす組合

は、積極的に賃上げに取り組む。 

④賃金水準が低下している組合は、そ

の是正に取り組む。 

⑤【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊到達基準：基本賃金310,000円 

＊最低基準：到達基準の80％程度 

⑥企業内最低賃金協定の締結拡大と

水準の引き上げ 

＊すべての組合が企業内最低賃金

協定を締結する。 

＊企業内最低賃金協定を、高卒初任

給に準拠する水準に着実に引き上

げる。そのため、月額156,000円以

上の水準、もしくは月額2,000円以

上。時間額987円以上。 

⑦特定（産業別）最低賃金 

⑧「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

①総実労働時間の短縮 

 ＊年間総実労働時間1,800時間台の

実現に向け取り組む。 

 ＊所定労働時間1,800時間台の実現

 ＊労働時間管理の徹底を図る。 

 ＊時間外労働割増率の60時間超の

時間外労働算定対象時間は、所定労

働時間を上回るすべての労働時間

とする。 

 ＊年次有給休暇の完全取得に向け

て、具体的な取り組みを行う。 

②仕事と家庭の両立支援制度 

 ＊仕事と家庭の両立支援制度の充

実 

 ＊制度を利用しやすい環境整備の

ため、労使協議を充実 

 ＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

 ＊育児・介護休業法改正への対応 

①一時金 

 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間

５カ月分以上とする。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月

分以上を確保する。 

②非正規労働者への取り組み 

 ＊賃上げに関する交渉・協議を行う

組合は、賃金の底上げの重要性を踏

まえて取り組む。 

 ＊非正規労働者の雇用に関する労

使の確認・協議と法令遵守の徹底。

 ＊賃金・労働条件など実態に応じた

取り組み 

 ＊組織化の取り組み 

③60歳以降の賃金・労働条件 

 ＊経過措置を利用せず、65歳までの

雇用を確保し、働きがいのある就労

制度を構築する。 

 ＊労働の価値にふさわしく、かつ生

活を維持できる賃金を確保する。 

 ＊組合員のニーズに合った制度に

なっているか点検する。 

 ＊60以降就労者の組合員化を図る。

④安全衛生体制の充実と労災付加補

償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400

万円以上 

⑤退職金・企業年金 

⑥職場における男女共同参画のため

のポジティブ・アクション 

⑦政策・制度課題への取り組み 
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1960
年代

1970
年代

1980
年代

1990
年代

2000
年代

ポ
ス
タ
ー
で
綴
る
50
年

 賃   金 労働時間、ワーク・ライフ・バランス そ の 他 

2014 デフレ脱却、景気回復の兆しが見え始め、経済環境が激変する中で、労使もまたマインドシフトを図り、自らの社

会的責任を果たしていかなければならないとの認識の下、デフレ脱却と経済成長を確実なものとするため、５産別が

強固なスクラムを組み、５年ぶりにＪＣ共闘全体で「人への投資」として１％以上の賃金の引き上げに取り組んだ。

①ＪＣ共闘全体で「人への投資」とし

て１％以上の賃上げに取り組む。 

②賃金制度に基づき賃金構造維持分

を確保した上で、実質生活を維持

し、デフレ脱却と経済成長に資する

賃上げに取り組む。 

③中堅・中小企業を含めた金属産業の

総合力を高める観点から、基幹産業

にふさわしい賃金水準確立に向け

た適正な成果配分、産業間・産業内

の賃金格差等の解消をめざす組合

は、積極的に賃上げに取り組む。 

④賃金水準が低下している組合は、そ

の是正に取り組む。 

⑤【基幹労働者（技能職35歳相当）の

あるべき水準】 

＊目標水準：基本賃金338,000円 

＊到達基準：基本賃金310,000円 

＊最低基準：到達基準の80％程度 

⑥企業内最低賃金協定の締結拡大と

水準の引き上げ 

＊すべての組合が企業内最低賃金

協定を締結する。 

＊企業内最低賃金協定を、高卒初任

給に準拠する水準に着実に引き上

げる。そのため、月額156,000円以

上の水準、もしくは月額2,000円以

上。時間額987円以上。 

⑦特定（産業別）最低賃金 

⑧「ＪＣミニマム(35歳)」月額21万円 

①総実労働時間の短縮 

 ＊年間総実労働時間1,800時間台の

実現に向け取り組む。 

 ＊所定労働時間1,800時間台の実現

 ＊労働時間管理の徹底を図る。 

 ＊時間外労働割増率の60時間超の

時間外労働算定対象時間は、所定労

働時間を上回るすべての労働時間

とする。 

 ＊年次有給休暇の完全取得に向け

て、具体的な取り組みを行う。 

②仕事と家庭の両立支援制度 

 ＊仕事と家庭の両立支援制度の充

実 

 ＊制度を利用しやすい環境整備の

ため、労使協議を充実 

 ＊次世代育成支援対策法に基づく

「行動計画」策定への意見反映 

 ＊育児・介護休業法改正への対応 

①一時金 

 ＊要求の基本は、基準内賃金の年間

５カ月分以上とする。 

 ＊最低獲得水準として、年間４カ月

分以上を確保する。 

②非正規労働者への取り組み 

 ＊賃上げに関する交渉・協議を行う

組合は、賃金の底上げの重要性を踏

まえて取り組む。 

 ＊非正規労働者の雇用に関する労

使の確認・協議と法令遵守の徹底。

 ＊賃金・労働条件など実態に応じた

取り組み 

 ＊組織化の取り組み 

③60歳以降の賃金・労働条件 

 ＊経過措置を利用せず、65歳までの

雇用を確保し、働きがいのある就労

制度を構築する。 

 ＊労働の価値にふさわしく、かつ生

活を維持できる賃金を確保する。 

 ＊組合員のニーズに合った制度に

なっているか点検する。 

 ＊60以降就労者の組合員化を図る。

④安全衛生体制の充実と労災付加補

償の増額 

 死亡・障害１～３級付加補償：3,400

万円以上 

⑤退職金・企業年金 

⑥職場における男女共同参画のため

のポジティブ・アクション 

⑦政策・制度課題への取り組み 
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造 船 重 機 労 連 非 鉄 金 属 労 連 全 電 線 直 加 盟 組 合 金 属 労 協 平 均 年 

ベア18,000円＋定昇 

3,000円 

（－） 

－ － 

19,840円 

 

15.5％ 

19,679円 

 

－ 

要求

1976
ベア9,300円＋定昇 

3,000円 

（8.9％） 

－ － 

12,652円 

 

10.5％ 

11,754円+α 

 

9.2％ 

妥結

標労30歳 

18,000円 

（－） 

－ － 

22,051円 

 

15.13％ 

20,576円 

 

－ 

要求

1977
ベア9,800円＋定昇 

3,300円 

（8.70％） 

－ － 

12,611円 

 

8.9％ 

12,825円+α 

 

9.21+α％ 

妥結

標労30歳 

15,000円 

（－） 

－ － 

18,095円 

 

12.1％ 

－ 

 

－ 

要求

1978
ベア3,700円＋定昇 

3,500円 

（4.40％） 

－ － 

9,264円 

 

6.0％ 

8,575円 

 

5.7％ 

妥結

ベア7,000円＋定昇 

3,600円 

（－） 

－ － 

12,412円 

 

7.7％ 

11,788円 

 

－ 

要求

1979
ベア1,500円＋定昇 

3,600円 

（2.97％） 

－ － 

9,616円+α 

 

6.0+α％ 

9,275円 

 

5.5％ 

妥結

ベア9,000円＋定昇 

4,000円 

（－） 

－ － 

14,099円 

 

8.51％ 

13,892円 

 

8.4％ 

要求

1980
ベア5,500円＋定昇 

4,000円 

（5.34％） 

－ － 

11,950円 

 

7.21％ 

11,170円 

 

6.7％ 

妥結

ベア13,500円＋定昇 

4,500円 

（9.5％） 

－ － 

19,418円 

 

10.9％ 

18,219円 

 

10.4％ 

要求

1981
ベア9,000円＋定昇 

4,500円 

（7.14％） 

－ － 

14,774円 

 

8.3％ 

13,725円+α 

 

7.8+α％ 

妥結

ベア13,500円＋定昇 

3,700円 

（8.7％） 

－ － 

17,642円 

 

9.3％ 

17,257円 

 

9.3％ 

要求

1982
ベア9,500円＋定昇 

3,600円 

（6.64％） 

－ － 

14,627円 

 

7.9％ 

13,413円+α 

 

7.2+α％ 

妥結

ベア10,000円＋定昇 

3,600円 

（6.5％） 

－ － 

14,089円 

 

7.0％ 

13,785円 

 

7.0％ 

要求

1983
ベア3,200円＋定昇 

3,600円 

（3.26％） 

－ － 

11,304円 

 

5.7％ 

8,543円 

 

4.4％ 

妥結

  

－421－

金属労協各産別の賃金要求・回答一覧（1976年～2014年） 
 

（注）要求・妥結欄の上段は金額。下段は賃上げ率。各年の集計登録組合の平均。 

年 電 機 労 連 自 動 車 総 連 全 金 同 盟 金 属 機 械 鉄 鋼 労 連

1976 

要求 

19,193円 

 

16.69％ 

17,183円 

 

14.03％ 

22,250円 

 

16.9％ 

21,628円 

 

16.6％ 

標労31歳13年 

ベア18,000円＋定昇

3,000円（15.4％）

妥結 

11,522円+α 

 

10.0％ 

11,326円+α 

 

9.2+α％ 

11,937円+α 

 

9.1+α％ 

11,621円+α 

 

8.9％ 

標労35歳12年 

ベア9,000円＋定昇

3,000円（8.5％） 

1977 

要求 

19,691円 

 

15.6％ 

19,767円 

 

14.9％ 

22,495円 

 

15.7％ 

22,350円 

 

16.04％ 

標労31歳13年 

ベア18,000円＋定昇

3,300円（14.6％）

妥結 

11,952円+α 

 

9.43+α％ 

12,976円 

 

9.80％ 

12,991円+α 

 

9.5+α％ 

12,889円 

 

9.1％ 

標労35歳12年 

ベア9,800円＋定昇

3,200円（8.5％） 

1978 

要求 

17,495円 

 

12.61％ 

17,277円 

 

12.0％ 

19,375円 

 

12.2％ 

19,615円 

 

－ 

標労30歳12年 

ベア15,000円＋定昇

3,500円（12.1％）

妥結 

9,127円 

 

6.6％ 

11,186円 

 

7.80％ 

10,255円 

 

6.7％ 

8,700円 

 

5.7％ 

標労35歳12年 

ベア3,700円＋定昇

3,300円（4.2％） 

1979 

要求 

12,014円 

 

8.14％ 

12,300円 

 

8.0％ 

12,709円 

 

8.1％ 

14,170円 

 

9.1％ 

標労30歳12年 

ベア8,000円＋定昇

3,500円（7.1％） 

妥結 

9,570円 

 

6.5％ 

10,267円 

 

6.7％ 

9,751円 

 

6.0％ 

9,871円 

 

6.3％ 

標労35歳12年 

ベア5,200円＋定昇

3,400円（5.0％） 

1980 

要求 

13,253円 

 

8.46％ 

13,000円 

 

8％ 

14,814円 

 

8.76％ 

17,212円 

 

10.08％ 

標労30歳12年 

ベア9,000円＋定昇

4,000円（8.0％） 

妥結 

11,265円 

 

7.2％ 

11,650円 

 

7.1％ 

11,840円 

 

6.96％ 

12,153円 

 

7.12％ 

標労35歳12年 

ベア7,500円＋定昇

3,500円（6.1％） 

1981 

要求 

17,294円 

 

10.45％ 

17,191円 

 

10％ 

18,045円 

 

10.2％ 

20,453円+α 

 

11.6+α％ 

標労35歳15年 

ベア14,500円＋定昇

3,500円（9.3％） 

妥結 

13,344円 

 

8.07％ 

13,611円 

 

7.99％ 

13,659円 

 

7.7％ 

13,945円 

 

7.9％ 

標労35歳15年 

ベア10,000円＋定昇

3,500円（7.0％） 

1982 

要求 

16,586円 

 

9.45％ 

16,200円 

 

9.0％ 

17,039円 

 

9.1％ 

17,039円 

 

9.1％ 

標労35歳15年 

ベア13,500円＋定昇

3,700円（8.4％） 

妥結 

13,072円+α 

 

7.45+α％ 

13,223円 

 

7.37％ 

13,447円 

 

7.2％ 

13,447円 

 

7.2％ 

標労35歳15年 

ベア9,500円＋定昇

3,600円（6.36％）

1983 

要求 

14,126円 

 

7.6％ 

13,176円 

 

7％ 

13,640円 

 

6.9％ 

15,155円 

 

7.6％ 

標労35歳15年 

ベア10,000円＋定昇

3,600円（6.3％） 

妥結 

9,049円 

 

4.9％ 

8,955円 

 

4.77％ 

9,133円 

 

4.6％ 

8,863円 

 

4.5％ 

標労35歳15年 

ベア3,200円＋定昇

3,600円（3.14％）
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造 船 重 機 労 連 非 鉄 金 属 労 連 全 電 線 直 加 盟 組 合 金 属 労 協 平 均 年 

ベア18,000円＋定昇 

3,000円 

（－） 

－ － 

19,840円 

 

15.5％ 

19,679円 

 

－ 

要求

1976
ベア9,300円＋定昇 

3,000円 

（8.9％） 

－ － 

12,652円 

 

10.5％ 

11,754円+α 

 

9.2％ 

妥結

標労30歳 

18,000円 

（－） 

－ － 

22,051円 

 

15.13％ 

20,576円 

 

－ 

要求

1977
ベア9,800円＋定昇 

3,300円 

（8.70％） 

－ － 

12,611円 

 

8.9％ 

12,825円+α 

 

9.21+α％ 

妥結

標労30歳 

15,000円 

（－） 

－ － 

18,095円 

 

12.1％ 

－ 

 

－ 

要求

1978
ベア3,700円＋定昇 

3,500円 

（4.40％） 

－ － 

9,264円 

 

6.0％ 

8,575円 

 

5.7％ 

妥結

ベア7,000円＋定昇 

3,600円 

（－） 

－ － 

12,412円 

 

7.7％ 

11,788円 

 

－ 

要求

1979
ベア1,500円＋定昇 

3,600円 

（2.97％） 

－ － 

9,616円+α 

 

6.0+α％ 

9,275円 

 

5.5％ 

妥結

ベア9,000円＋定昇 

4,000円 

（－） 

－ － 

14,099円 

 

8.51％ 

13,892円 

 

8.4％ 

要求

1980
ベア5,500円＋定昇 

4,000円 

（5.34％） 

－ － 

11,950円 

 

7.21％ 

11,170円 

 

6.7％ 

妥結

ベア13,500円＋定昇 

4,500円 

（9.5％） 

－ － 

19,418円 

 

10.9％ 

18,219円 

 

10.4％ 

要求

1981
ベア9,000円＋定昇 

4,500円 

（7.14％） 

－ － 

14,774円 

 

8.3％ 

13,725円+α 

 

7.8+α％ 

妥結

ベア13,500円＋定昇 

3,700円 

（8.7％） 

－ － 

17,642円 

 

9.3％ 

17,257円 

 

9.3％ 

要求

1982
ベア9,500円＋定昇 

3,600円 

（6.64％） 

－ － 

14,627円 

 

7.9％ 

13,413円+α 

 

7.2+α％ 

妥結

ベア10,000円＋定昇 

3,600円 

（6.5％） 

－ － 

14,089円 

 

7.0％ 

13,785円 

 

7.0％ 

要求

1983
ベア3,200円＋定昇 

3,600円 

（3.26％） 

－ － 

11,304円 

 

5.7％ 

8,543円 

 

4.4％ 

妥結

  

－421－

金属労協各産別の賃金要求・回答一覧（1976年～2014年） 
 

（注）要求・妥結欄の上段は金額。下段は賃上げ率。各年の集計登録組合の平均。 

年 電 機 労 連 自 動 車 総 連 全 金 同 盟 金 属 機 械 鉄 鋼 労 連

1976 

要求 

19,193円 

 

16.69％ 

17,183円 

 

14.03％ 

22,250円 

 

16.9％ 

21,628円 

 

16.6％ 

標労31歳13年 

ベア18,000円＋定昇

3,000円（15.4％）

妥結 

11,522円+α 

 

10.0％ 

11,326円+α 

 

9.2+α％ 

11,937円+α 

 

9.1+α％ 

11,621円+α 

 

8.9％ 

標労35歳12年 

ベア9,000円＋定昇

3,000円（8.5％） 

1977 

要求 

19,691円 

 

15.6％ 

19,767円 

 

14.9％ 

22,495円 

 

15.7％ 

22,350円 

 

16.04％ 

標労31歳13年 

ベア18,000円＋定昇

3,300円（14.6％）

妥結 

11,952円+α 

 

9.43+α％ 

12,976円 

 

9.80％ 

12,991円+α 

 

9.5+α％ 

12,889円 

 

9.1％ 

標労35歳12年 

ベア9,800円＋定昇

3,200円（8.5％） 

1978 

要求 

17,495円 

 

12.61％ 

17,277円 

 

12.0％ 

19,375円 

 

12.2％ 

19,615円 

 

－ 

標労30歳12年 

ベア15,000円＋定昇

3,500円（12.1％）

妥結 

9,127円 

 

6.6％ 

11,186円 

 

7.80％ 

10,255円 

 

6.7％ 

8,700円 

 

5.7％ 

標労35歳12年 

ベア3,700円＋定昇

3,300円（4.2％） 

1979 

要求 

12,014円 

 

8.14％ 

12,300円 

 

8.0％ 

12,709円 

 

8.1％ 

14,170円 

 

9.1％ 

標労30歳12年 

ベア8,000円＋定昇

3,500円（7.1％） 

妥結 

9,570円 

 

6.5％ 

10,267円 

 

6.7％ 

9,751円 

 

6.0％ 

9,871円 

 

6.3％ 

標労35歳12年 

ベア5,200円＋定昇

3,400円（5.0％） 

1980 

要求 

13,253円 

 

8.46％ 

13,000円 

 

8％ 

14,814円 

 

8.76％ 

17,212円 

 

10.08％ 

標労30歳12年 

ベア9,000円＋定昇

4,000円（8.0％） 

妥結 

11,265円 

 

7.2％ 

11,650円 

 

7.1％ 

11,840円 

 

6.96％ 

12,153円 

 

7.12％ 

標労35歳12年 

ベア7,500円＋定昇

3,500円（6.1％） 

1981 

要求 

17,294円 

 

10.45％ 

17,191円 

 

10％ 

18,045円 

 

10.2％ 

20,453円+α 

 

11.6+α％ 

標労35歳15年 

ベア14,500円＋定昇

3,500円（9.3％） 

妥結 

13,344円 

 

8.07％ 

13,611円 

 

7.99％ 

13,659円 

 

7.7％ 

13,945円 

 

7.9％ 

標労35歳15年 

ベア10,000円＋定昇

3,500円（7.0％） 

1982 

要求 

16,586円 

 

9.45％ 

16,200円 

 

9.0％ 

17,039円 

 

9.1％ 

17,039円 

 

9.1％ 

標労35歳15年 

ベア13,500円＋定昇

3,700円（8.4％） 

妥結 

13,072円+α 

 

7.45+α％ 

13,223円 

 

7.37％ 

13,447円 

 

7.2％ 

13,447円 

 

7.2％ 

標労35歳15年 

ベア9,500円＋定昇

3,600円（6.36％）

1983 

要求 

14,126円 

 

7.6％ 

13,176円 

 

7％ 

13,640円 

 

6.9％ 

15,155円 

 

7.6％ 

標労35歳15年 

ベア10,000円＋定昇

3,600円（6.3％） 

妥結 

9,049円 

 

4.9％ 

8,955円 

 

4.77％ 

9,133円 

 

4.6％ 

8,863円 

 

4.5％ 

標労35歳15年 

ベア3,200円＋定昇

3,600円（3.14％）

－420－



JCM50年史422

年 電 機 労 連 自 動 車 総 連 ゼ ン キ ン 連 合 金 属 機 械 鉄 鋼 労 連

1984 

要求 

12,512円 

 

6.5％ 

11,768円 

 

6％ 

12,245円 

 

6.0％ 

15,342円 

 

7.5％ 

標労35歳15年 

ベア8,000円＋定昇 

3,700円（5.3％） 

妥結 

9,543円 

 

5.0％ 

9,400円 

 

4.8％ 

9,253円 

 

4.53％ 

9,876円 

 

4.81％ 

標労35歳15年 

ベア3,200円＋定昇 

3,700円（3.11％） 

1985 

要求 

14,805円 

 

7.5％ 

14,161円 

 

7％ 

14,939円 

 

7.16％ 

17,877円 

 

8.27％ 

標労35歳17年 

ベア10,000円＋定昇

3,800円（5.93％） 

妥結 

10,802円 

 

5.5％ 

11,236円 

 

5.54％ 

10,802円+α 

 

5.62％ 

11,623円 

 

5.55％ 

標労35歳17年 

ベア5,200円＋定昇 

3,800円（3.87％） 

1986 

要求 

15,236円 

 

7.5％ 

14,872円 

 

7％ 

15,210円 

 

7.05％ 

17,967円 

 

8.35％ 

標労35歳17年 

ベア10,000円＋定昇

3,900円（5.8％） 

妥結 

9,821円+α 

 

4.85+α％ 

9,735円 

 

4.60％ 

9,916円 

 

4.71％ 

10,025円 

 

4.61％ 

標労35歳17年 

ベア2,600円＋定昇 

3,800円（2.66％） 

1987 

要求 

11,430円 

 

5.5％ 

10,880円 

 

5％ 

10,502円 

 

4.69％ 

13,370円 

 

5.80％ 

標労35歳17年 

定昇3,800円＋α 

（1.55％+α） 

妥結 

7,348円+α 

 

3.58+α％ 

6,990円 

 

3.22％ 

7,276円 

 

3.29％ 

7,056円 

 

3.19％ 

標労35歳17年 

定昇3,800円 

（1.55％） 

1988 

要求 

13,948円 

 

6.5％ 

13,326円 

 

6％ 

13,351円 

 

5.84％ 

14,528円 

 

6.50％ 

標労35歳17年 

ベア5,000円＋定昇 

3,000円（3.25％） 

妥結 

9,824円 

 

4.59％ 

9,165円 

 

4.13％ 

9,696円 

 

4.24％ 

10,311円 

 

4.62％ 

標労35歳17年 

ベア1,300円＋定昇 

3,100円（1.79％） 

1989 

要求 

15,536円 

 

7.0％ 

16,080円 

 

7％ 

16,023円 

 

6.77％ 

17,660円 

 

7.68％ 

標労35歳17年 

ベア9,000円＋定昇 

3,100円（4.84％） 

妥結 

11,958円 

 

5.4％ 

11,776円 

 

5.13％ 

12,011円 

 

5.08％ 

13,088円 

 

5.70％ 

標労35歳17年 

ベア3,000円＋定昇 

3,100円（2.44％） 

1990 

要求 

18,427円 

 

8％ 

19,087円 

 

8％ 

18,995円 

 

7.85％ 

21,838円 

 

8.60％ 

標労35歳17年 

ベア17,000円＋定昇

3,200円（7.91％） 

妥結 

13,621円 

 

5.93％ 

14,229円 

 

5.97％ 

14,118円 

 

5.83％ 

16,094円 

 

6.325％ 

標労35歳17年 

ベア8,800円＋定昇 

3,200円（4.7％） 

1991 

要求 

19,121円 

 

8％ 

19,697円 

 

8％ 

19,813円 

 

7.84％ 

23,001円 

 

8.70％ 

標労35歳17年 

ベア18,000円＋定昇

3,400円（8.05％） 

妥結 

13,239円 

 

5.55％ 

13,811円 

 

5.62％ 

13,758円 

 

5.44％ 

15,860円 

 

6.00％ 

標労35歳17年 

ベア8,100円＋定昇 

3,400円（4.33％） 

(注) 全金同盟を母体に1988年に全金連合を結成、1991年にゼンキン連合に名称変更。 

全電線、非鉄金属労連は、1990年に金属労協に加盟。 

 

 

－422－

造 船 重 機 労 連 全 電 線 非 鉄 金 属 労 連 直 加 盟 組 合 金 属 労 協 平 均 年 

ベア8,000円＋定昇 

3,700円 

（5.4％） 

－ － 

12,658円 

 

6.1％ 

12,193円 

 

6.0％ 

要求

1984
ベア3,300円＋定昇 

3,700円 

（3.24％） 

－ － 

10,972円 

 

5.31％ 

8,876円 

 

4.4％ 

妥結

ベア10,000円＋定昇 

3,800円 

（6.16％） 

－ － 

14,472円 

 

6.92％ 

14,444円 

 

6.91％ 

要求

1985
ベア5,200円＋定昇 

3,800円 

（4.02％） 

－ － 

12,452円 

 

5.83％ 

10,491円 

 

5.02％ 

妥結

ベア10,000円＋定昇 

3,900円 

（5.97％） 

－ － 

15,146円 

 

6.80％ 

14,886円 

 

6.87％ 

要求

1986
ベア1,940円＋定昇 

3,900円 

（2.49％） 

－ － 

10,950円 

 

4.92％ 

8,987円 

 

4.15％ 

妥結

ベア2,500円＋定昇 

3,900円 

（2.67％） 

－ － 

10,844円 

 

4.69％ 

9,798円 

 

4.41％ 

要求

1987
定昇3,900円 

 

（1.65％） 

－ － 

8,110円 

 

3.51％ 

6,625円 

 

3.0％ 

妥結

ベア5,000円＋定昇 

4,000円 

（3.76％） 

－ － 

13,307円 

 

5.58％ 

12,625円 

 

5.6％ 

要求

1988
6,529円 

 

（2.72％） 

－ － 

10,735円 

 

4.50％ 

8,804円 

 

3.9％ 

妥結

ベア10,000円＋定昇 

5,000円 

（6.08％） 

－ － 

16,877円 

 

6.86％ 

15,457円 

 

6.6％ 

要求

1989
ベア5,500円＋定昇 

5,000円 

（4.25％） 

－ － 

13,394円 

 

5.44％ 

11,225円 

 

4.80％ 

妥結

ベア16,000円＋定昇 

5,000円 

（8.18％） 

－ － 

20,095円 

 

7.97％ 

19,411円 

 

8.03％ 

要求

1990
ベア9,000円＋定昇 

5,000円 

（5.45％） 

－ － 

16,215円 

 

6.43％ 

13,946円 

 

5.77％ 

妥結

ベア17,000円＋定昇 

5,000円 

（8.26％） 

19,954円 

 

8.27％ 

23,000円 

 

9.74％ 

20,936円 

 

8.00％ 

20,310円 

 

8.08％ 

要求

1991
ベア9,000円＋定昇 

5,000円 

（5.26％） 

13,417円 

 

5.56％ 

13,831円 

 

5.82％ 

15,674円 

 

5.99％ 

13,658円 

 

5.43％ 

妥結
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423

年 電 機 労 連 自 動 車 総 連 ゼ ン キ ン 連 合 金 属 機 械 鉄 鋼 労 連

1984 

要求 

12,512円 

 

6.5％ 

11,768円 

 

6％ 

12,245円 

 

6.0％ 

15,342円 

 

7.5％ 

標労35歳15年 

ベア8,000円＋定昇 

3,700円（5.3％） 

妥結 

9,543円 

 

5.0％ 

9,400円 

 

4.8％ 

9,253円 

 

4.53％ 

9,876円 

 

4.81％ 

標労35歳15年 

ベア3,200円＋定昇 

3,700円（3.11％） 

1985 

要求 

14,805円 

 

7.5％ 

14,161円 

 

7％ 

14,939円 

 

7.16％ 

17,877円 

 

8.27％ 

標労35歳17年 

ベア10,000円＋定昇

3,800円（5.93％） 

妥結 

10,802円 

 

5.5％ 

11,236円 

 

5.54％ 

10,802円+α 

 

5.62％ 

11,623円 

 

5.55％ 

標労35歳17年 

ベア5,200円＋定昇 

3,800円（3.87％） 

1986 

要求 

15,236円 

 

7.5％ 

14,872円 

 

7％ 

15,210円 

 

7.05％ 

17,967円 

 

8.35％ 

標労35歳17年 

ベア10,000円＋定昇

3,900円（5.8％） 

妥結 

9,821円+α 

 

4.85+α％ 

9,735円 

 

4.60％ 

9,916円 

 

4.71％ 

10,025円 

 

4.61％ 

標労35歳17年 

ベア2,600円＋定昇 

3,800円（2.66％） 

1987 

要求 

11,430円 

 

5.5％ 

10,880円 

 

5％ 

10,502円 

 

4.69％ 

13,370円 

 

5.80％ 

標労35歳17年 

定昇3,800円＋α 

（1.55％+α） 

妥結 

7,348円+α 

 

3.58+α％ 

6,990円 

 

3.22％ 

7,276円 

 

3.29％ 

7,056円 

 

3.19％ 

標労35歳17年 

定昇3,800円 

（1.55％） 

1988 

要求 

13,948円 

 

6.5％ 

13,326円 

 

6％ 

13,351円 

 

5.84％ 

14,528円 

 

6.50％ 

標労35歳17年 

ベア5,000円＋定昇 

3,000円（3.25％） 

妥結 

9,824円 

 

4.59％ 

9,165円 

 

4.13％ 

9,696円 

 

4.24％ 

10,311円 

 

4.62％ 

標労35歳17年 

ベア1,300円＋定昇 

3,100円（1.79％） 

1989 

要求 

15,536円 

 

7.0％ 

16,080円 

 

7％ 

16,023円 

 

6.77％ 

17,660円 

 

7.68％ 

標労35歳17年 

ベア9,000円＋定昇 

3,100円（4.84％） 

妥結 

11,958円 

 

5.4％ 

11,776円 

 

5.13％ 

12,011円 

 

5.08％ 

13,088円 

 

5.70％ 

標労35歳17年 

ベア3,000円＋定昇 

3,100円（2.44％） 

1990 

要求 

18,427円 

 

8％ 

19,087円 

 

8％ 

18,995円 

 

7.85％ 

21,838円 

 

8.60％ 

標労35歳17年 

ベア17,000円＋定昇

3,200円（7.91％） 

妥結 

13,621円 

 

5.93％ 

14,229円 

 

5.97％ 

14,118円 

 

5.83％ 

16,094円 

 

6.325％ 

標労35歳17年 

ベア8,800円＋定昇 

3,200円（4.7％） 

1991 

要求 

19,121円 

 

8％ 

19,697円 

 

8％ 

19,813円 

 

7.84％ 

23,001円 

 

8.70％ 

標労35歳17年 

ベア18,000円＋定昇

3,400円（8.05％） 

妥結 

13,239円 

 

5.55％ 

13,811円 

 

5.62％ 

13,758円 

 

5.44％ 

15,860円 

 

6.00％ 

標労35歳17年 

ベア8,100円＋定昇 

3,400円（4.33％） 

(注) 全金同盟を母体に1988年に全金連合を結成、1991年にゼンキン連合に名称変更。 

全電線、非鉄金属労連は、1990年に金属労協に加盟。 
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造 船 重 機 労 連 全 電 線 非 鉄 金 属 労 連 直 加 盟 組 合 金 属 労 協 平 均 年 

ベア8,000円＋定昇 

3,700円 

（5.4％） 

－ － 

12,658円 

 

6.1％ 

12,193円 

 

6.0％ 

要求

1984
ベア3,300円＋定昇 

3,700円 

（3.24％） 

－ － 

10,972円 

 

5.31％ 

8,876円 

 

4.4％ 

妥結

ベア10,000円＋定昇 

3,800円 

（6.16％） 

－ － 

14,472円 

 

6.92％ 

14,444円 

 

6.91％ 

要求

1985
ベア5,200円＋定昇 

3,800円 

（4.02％） 

－ － 

12,452円 

 

5.83％ 

10,491円 

 

5.02％ 

妥結

ベア10,000円＋定昇 

3,900円 

（5.97％） 

－ － 

15,146円 

 

6.80％ 

14,886円 

 

6.87％ 

要求

1986
ベア1,940円＋定昇 

3,900円 

（2.49％） 

－ － 

10,950円 

 

4.92％ 

8,987円 

 

4.15％ 

妥結

ベア2,500円＋定昇 

3,900円 

（2.67％） 

－ － 

10,844円 

 

4.69％ 

9,798円 

 

4.41％ 

要求

1987
定昇3,900円 

 

（1.65％） 

－ － 

8,110円 

 

3.51％ 

6,625円 

 

3.0％ 

妥結

ベア5,000円＋定昇 

4,000円 

（3.76％） 

－ － 

13,307円 

 

5.58％ 

12,625円 

 

5.6％ 

要求

1988
6,529円 

 

（2.72％） 

－ － 

10,735円 

 

4.50％ 

8,804円 

 

3.9％ 

妥結

ベア10,000円＋定昇 

5,000円 

（6.08％） 

－ － 

16,877円 

 

6.86％ 

15,457円 

 

6.6％ 

要求

1989
ベア5,500円＋定昇 

5,000円 

（4.25％） 

－ － 

13,394円 

 

5.44％ 

11,225円 

 

4.80％ 

妥結

ベア16,000円＋定昇 

5,000円 

（8.18％） 

－ － 

20,095円 

 

7.97％ 

19,411円 

 

8.03％ 

要求

1990
ベア9,000円＋定昇 

5,000円 

（5.45％） 

－ － 

16,215円 

 

6.43％ 

13,946円 

 

5.77％ 

妥結

ベア17,000円＋定昇 

5,000円 

（8.26％） 

19,954円 

 

8.27％ 

23,000円 

 

9.74％ 

20,936円 

 

8.00％ 

20,310円 

 

8.08％ 

要求

1991
ベア9,000円＋定昇 

5,000円 

（5.26％） 

13,417円 

 

5.56％ 

13,831円 

 

5.82％ 

15,674円 

 

5.99％ 

13,658円 

 

5.43％ 

妥結
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JCM50年史424

年 
電 機 連 合 

（電 機 労 連） 
自 動 車 総 連 ゼ ン キ ン 連 合 金 属 機 械 鉄 鋼 労 連

1992 

要求 

19,692円 

 

8％ 

20,516円 

 

8％ 

20,415円 

 

7.84％ 

22,678円 

 

8.18％ 

標労35歳17年 

ベア18,000円＋定昇

3,500円（7.80％） 

妥結 

11,568円 

 

4.7％ 

12,526円 

 

4.89％ 

12,172円 

 

4.67％ 

14,153円 

 

5.11％ 

標労35歳17年 

ベア6,500円＋定昇 

3,500円（3.63％） 

1993 

要求 

17,686円 

 

7％ 

18,530円 

 

7％ 

18,215円 

 

7％ 

19,535円 

 

6.98％ 

標労35歳17年 

ベア16,000円＋定昇

3,500円（6.89％） 

妥結 

9,084円 

 

3.6％ 

10,148円 

 

3.84％ 

9,827円 

 

3.68％ 

11,479円 

 

4.05％ 

標労35歳17年 

ベア4,000円＋定昇 

3,500円（2.65％） 

1994 

要求 

12,957円 

 

5.0％ 

13,499円 

 

5％ 

13,390円 

 

4.9％ 

16,719円 

 

5.73％ 

標労35歳17年 

ベア9,000円＋定昇 

3,500円（4.33％） 

妥結 

7,893円 

 

3.05％ 

8,156円 

 

3.02％ 

8,536円 

 

3.11％ 

9,517円 

 

3.26％ 

標労35歳17年 

ベア1,000円＋定昇 

3,500円（1.56％） 

1995 

要求 

標労定昇込 

 

13,500円 

平均定昇込 

 

12,000円 

平均定昇込 

 

13,606円 

平均定昇込 

 

14,349円 

標労ベア2,000円＋ 

 

定昇3,500円 

妥結 

平均定昇込 

 

7,850円 

平均定昇込 

 

7,791円 

平均定昇込 

 

8,287円 

平均定昇込 

 

9,099円 

標労定昇 

 

3,500円 

1996 

要求 

標労定昇込 

 

12,500円 

平均定昇込 

 

12,000円 

平均定昇込 

 

12,760円 

平均定昇込 

 

13,151円 

標労ベア3,000円＋ 

 

定昇3,500円 

妥結 

標労定昇込 

 

8,827円 

平均定昇込 

 

8,091円 

平均定昇込 

 

8,605円 

平均定昇込 

 

9,429円 

標労ベア1,000円＋ 

 

定昇3,500円 

1997 

要求 

標労定昇込 

 

13,000円 

平均定昇込 

 

13,000円 

平均定昇込 

 

13,163円 

平均定昇込 

 

12,989円 

標労ベア3,000円＋ 

 

定昇3,600円 

妥結 

標労定昇込 

 

9,027円 

平均定昇込 

 

8,805円 

平均定昇込 

 

8,975円 

平均定昇込 

 

9,715円 

標労ベア1,000円＋ 

 

定昇3,000円 

1998 

要求 

標労ベア 

 

7,000円 

平均定昇込 

 

13,000円 

平均定昇込 

 

12,891円 

平均定昇込 

 

12,631円 

標労ベア 

98年5,000円 

99年5,000円 

妥結 

標労ベア 

 

1,500円 

平均定昇込 

 

8,232円 

平均定昇込 

 

8,029円 

平均定昇込 

 

9,033円 

標労ベア 

98年1,500円 

99年1,500円 

1999 

要求 

標労ベア 

 

3,000円 

平均定昇込 

 

9,000円 

平均定昇込 

 

9,000円 

平均定昇込 

 

9,000円 

－ 

妥結 

標労ベア 

 

500円 

平均定昇込 

 

6,626円 

平均定昇込 

 

6,632円 

平均定昇込 

 

7,036円 

－ 

(注) 1992年に、電機労連から電機連合に名称変更。 

1999年に、非鉄金属労連から非鉄連合に名称変更。 

1995年に、直加盟組合脱退。 

 

－424－

造 船 重 機 労 連 全 電 線 
非 鉄 連 合

（非鉄金属労連）
直 加 盟 組 合 金 属 労 協 平 均 年 

ベア17,000円＋定昇 

5,000円 

（7.93％） 

20,371円 

 

8.24％ 

22,386円 

 

9.55％ 

21,844円 

 

8.07％ 

20,773円 

 

7.98％ 

要求

1992
ベア9,000円＋定昇 

5,000円 

（5.05％） 

11,897円 

 

4.82％ 

11,773円 

 

4.83％ 

13,780円 

 

5.09％ 

12,201円 

 

4.69％ 

妥結

ベア15,000円＋定昇 

5,000円 

（7.01％） 

18,227円 

 

7.22％ 

20,770円 

 

8.44％ 

19,716円 

 

7.02％ 

18,664円 

 

7.0％ 

要求

1993
ベア7,200円＋定昇 

5,000円 

（4.27％） 

9,493円 

 

3.76％ 

9,133円 

 

3.71％ 

10,747円 

 

3.83％ 

9,734円 

 

3.64％ 

妥結

ベア9,000円＋定昇 

5,000円 

（4.77％） 

13,288円 

 

5.17％ 

12,325円 

 

5.0％ 

14,790円 

 

5.05％ 

13,525円 

 

4.93％ 

要求

1994
定昇込 9,700円 

 

（3.30％） 

7,992円 

 

3.11％ 

6,734円 

 

2.68％ 

9,417円 

 

3.21％ 

8,005円 

 

2.92％ 

妥結

平均ベア7,000円＋ 

 

定昇5,000円 

平均定昇込 

 

13,004円 

平均定昇込 

 

10,142円 

－ － 要求

1995
中軸値平均ベア 

2,700円＋定昇 

5,000円 

平均定昇込 

 

7,234円 

平均定昇込 

 

6,144円 

－ － 妥結

平均ベア6,000円＋ 

 

定昇6,000円 

平均定昇込 

 

12,296円 

平均定昇込 

 

12,202円 

－ － 要求

1996
中軸値平均ベア 

2,400円＋定昇 

6,000円 

平均定昇込 

 

7,543円 

平均定昇込 

 

7,730円 

－ － 妥結

平均ベア7,000円＋ 

 

定昇6,000円 

平均定昇込 

 

12,881円 

平均定昇込 

 

13,000円 

－ － 要求

1997
中軸値平均ベア 

2,700円＋定昇 

6,000円 

平均定昇込 

 

7,742円 

平均定昇込 

 

8,317円 

－ － 妥結

平均ベア 

 

7,000円 

平均定昇込 

 

12,787円 

平均定昇込 

 

13,000円 

－ － 要求

1998
平均ベア 

 

2,600円 

平均定昇込 

 

7,445円 

平均定昇込 

 

8,383円 

－ － 妥結

平均ベア 

 

3,000円 

平均定昇込 

 

8,700円 

平均定昇込 

 

9,000円 

－ － 要求

1999
平均ベア 

 

1,300円 

平均定昇込 

 

6,004円 

平均定昇込 

 

5,890円 

－ － 妥結
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425

年 
電 機 連 合 

（電 機 労 連） 
自 動 車 総 連 ゼ ン キ ン 連 合 金 属 機 械 鉄 鋼 労 連

1992 

要求 

19,692円 

 

8％ 

20,516円 

 

8％ 

20,415円 

 

7.84％ 

22,678円 

 

8.18％ 

標労35歳17年 

ベア18,000円＋定昇

3,500円（7.80％） 

妥結 

11,568円 

 

4.7％ 

12,526円 

 

4.89％ 

12,172円 

 

4.67％ 

14,153円 

 

5.11％ 

標労35歳17年 

ベア6,500円＋定昇 

3,500円（3.63％） 

1993 

要求 

17,686円 

 

7％ 

18,530円 

 

7％ 

18,215円 

 

7％ 

19,535円 

 

6.98％ 

標労35歳17年 

ベア16,000円＋定昇

3,500円（6.89％） 

妥結 

9,084円 

 

3.6％ 

10,148円 

 

3.84％ 

9,827円 

 

3.68％ 

11,479円 

 

4.05％ 

標労35歳17年 

ベア4,000円＋定昇 

3,500円（2.65％） 

1994 

要求 

12,957円 

 

5.0％ 

13,499円 

 

5％ 

13,390円 

 

4.9％ 

16,719円 

 

5.73％ 

標労35歳17年 

ベア9,000円＋定昇 

3,500円（4.33％） 

妥結 

7,893円 

 

3.05％ 

8,156円 

 

3.02％ 

8,536円 

 

3.11％ 

9,517円 

 

3.26％ 

標労35歳17年 

ベア1,000円＋定昇 

3,500円（1.56％） 

1995 

要求 

標労定昇込 

 

13,500円 

平均定昇込 

 

12,000円 

平均定昇込 

 

13,606円 

平均定昇込 

 

14,349円 

標労ベア2,000円＋ 

 

定昇3,500円 

妥結 

平均定昇込 

 

7,850円 

平均定昇込 

 

7,791円 

平均定昇込 

 

8,287円 

平均定昇込 

 

9,099円 

標労定昇 

 

3,500円 

1996 

要求 

標労定昇込 

 

12,500円 

平均定昇込 

 

12,000円 

平均定昇込 

 

12,760円 

平均定昇込 

 

13,151円 

標労ベア3,000円＋ 

 

定昇3,500円 

妥結 

標労定昇込 

 

8,827円 

平均定昇込 

 

8,091円 

平均定昇込 

 

8,605円 

平均定昇込 

 

9,429円 

標労ベア1,000円＋ 

 

定昇3,500円 

1997 

要求 

標労定昇込 

 

13,000円 

平均定昇込 

 

13,000円 

平均定昇込 

 

13,163円 

平均定昇込 

 

12,989円 

標労ベア3,000円＋ 

 

定昇3,600円 

妥結 

標労定昇込 

 

9,027円 

平均定昇込 

 

8,805円 

平均定昇込 

 

8,975円 

平均定昇込 

 

9,715円 

標労ベア1,000円＋ 

 

定昇3,000円 

1998 

要求 

標労ベア 

 

7,000円 

平均定昇込 

 

13,000円 

平均定昇込 

 

12,891円 

平均定昇込 

 

12,631円 

標労ベア 

98年5,000円 

99年5,000円 

妥結 

標労ベア 

 

1,500円 

平均定昇込 

 

8,232円 

平均定昇込 

 

8,029円 

平均定昇込 

 

9,033円 

標労ベア 

98年1,500円 

99年1,500円 

1999 

要求 

標労ベア 

 

3,000円 

平均定昇込 

 

9,000円 

平均定昇込 

 

9,000円 

平均定昇込 

 

9,000円 

－ 

妥結 

標労ベア 

 

500円 

平均定昇込 

 

6,626円 

平均定昇込 

 

6,632円 

平均定昇込 

 

7,036円 

－ 

(注) 1992年に、電機労連から電機連合に名称変更。 

1999年に、非鉄金属労連から非鉄連合に名称変更。 

1995年に、直加盟組合脱退。 
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造 船 重 機 労 連 全 電 線 
非 鉄 連 合

（非鉄金属労連）
直 加 盟 組 合 金 属 労 協 平 均 年 

ベア17,000円＋定昇 

5,000円 

（7.93％） 

20,371円 

 

8.24％ 

22,386円 

 

9.55％ 

21,844円 

 

8.07％ 

20,773円 

 

7.98％ 

要求

1992
ベア9,000円＋定昇 

5,000円 

（5.05％） 

11,897円 

 

4.82％ 

11,773円 

 

4.83％ 

13,780円 

 

5.09％ 

12,201円 

 

4.69％ 

妥結

ベア15,000円＋定昇 

5,000円 

（7.01％） 

18,227円 

 

7.22％ 

20,770円 

 

8.44％ 

19,716円 

 

7.02％ 

18,664円 

 

7.0％ 

要求

1993
ベア7,200円＋定昇 

5,000円 

（4.27％） 

9,493円 

 

3.76％ 

9,133円 

 

3.71％ 

10,747円 

 

3.83％ 

9,734円 

 

3.64％ 

妥結

ベア9,000円＋定昇 

5,000円 

（4.77％） 

13,288円 

 

5.17％ 

12,325円 

 

5.0％ 

14,790円 

 

5.05％ 

13,525円 

 

4.93％ 

要求

1994
定昇込 9,700円 

 

（3.30％） 

7,992円 

 

3.11％ 

6,734円 

 

2.68％ 

9,417円 

 

3.21％ 

8,005円 

 

2.92％ 

妥結

平均ベア7,000円＋ 

 

定昇5,000円 

平均定昇込 

 

13,004円 

平均定昇込 

 

10,142円 

－ － 要求

1995
中軸値平均ベア 

2,700円＋定昇 

5,000円 

平均定昇込 

 

7,234円 

平均定昇込 

 

6,144円 

－ － 妥結

平均ベア6,000円＋ 

 

定昇6,000円 

平均定昇込 

 

12,296円 

平均定昇込 

 

12,202円 

－ － 要求

1996
中軸値平均ベア 

2,400円＋定昇 

6,000円 

平均定昇込 

 

7,543円 

平均定昇込 

 

7,730円 

－ － 妥結

平均ベア7,000円＋ 

 

定昇6,000円 

平均定昇込 

 

12,881円 

平均定昇込 

 

13,000円 

－ － 要求

1997
中軸値平均ベア 

2,700円＋定昇 

6,000円 

平均定昇込 

 

7,742円 

平均定昇込 

 

8,317円 

－ － 妥結

平均ベア 

 

7,000円 

平均定昇込 

 

12,787円 

平均定昇込 

 

13,000円 

－ － 要求

1998
平均ベア 

 

2,600円 

平均定昇込 

 

7,445円 

平均定昇込 

 

8,383円 

－ － 妥結

平均ベア 

 

3,000円 

平均定昇込 

 

8,700円 

平均定昇込 

 

9,000円 

－ － 要求

1999
平均ベア 

 

1,300円 

平均定昇込 

 

6,004円 

平均定昇込 

 

5,890円 

－ － 妥結
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JCM50年史426

造 船 重 機 労 連 全 電 線 非 鉄 連 合 金 属 労 協 平 均 年 

平均ベア 

 

2,000円 

平均定昇込 

 

7,547円 

平均ベア 

 

2,000円 

－ 要求

2000
平均ベア 

 

0円 

平均定昇込 

 

5,760円 

平均ベア 

 

0円 

－ 妥結

平均ベア 

 

2,000円 

標労到達水準 

 

293,550円 

平均ベア 

 

2,000円 

－ 要求

2001
平均ベア 

 

600円 

標労到達水準 

 

291,762円 

平均ベア 

 

500円 

－ 妥結

平均ベア 

 

1,000円 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇相当分確保 － 要求

2002
 

定昇制度に基づき実施 

 

定昇相当分確保 

 

 

定昇制度に基づき実施 － 妥結

 

定昇相当分実施 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

賃金カーブ維持分確保 － 要求

2003
 

定昇制度に基づき実施 

 

定昇相当分確保 

 

平均定昇込 

 

8,317円 

－ 妥結

 

定昇相当分実施 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇相当分確保 － 要求

2004 
 

定昇制度に基づき実施 

 

定昇相当分確保 

 

 

定昇制度に基づき実施 － 妥結

 

定昇相当分実施 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

賃金カーブ維持分確保 － 要求

2005 
 

定昇制度に基づき実施 

 

定昇相当分確保 

 

 

定昇制度に基づき実施 － 妥結

 

 

 

  

－427－

年 電 機 連 合 自 動 車 総 連 Ｊ Ａ Ｍ 鉄 鋼 労 連

2000 

要求 

標労ベア 

 

2,000円 

平均定昇込 

 

8,473円 

標労到達318,616円 

標労ベア3,743円 

平均定昇込8,619円 

標労ベア 

2000年度3,000円 

2001年度3,000円 

妥結 

標労ベア 

 

500円 

平均定昇込 

 

6,494円 

標労到達316,321円 

標労ベア555円 

平均定昇込6,316円 

標労ベア 

2000～2001年度 

1,000円 

2001 

要求 

標労ベア 

 

2,000円 

平均定昇込 

 

8,282円 

標労到達324,081円 

標労ベア2,090円 

平均定昇込8,867円 

－ 

妥結 

標労ベア 

 

500円 

平均定昇込 

 

6,495円 

標労到達315,236円 

標労ベア600円 

平均定昇込6,766円 

－ 

2002 

要求 

 

賃金水準確保 

賃金カーブ維持分 

 

＋ベア1,000円 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇２年間実施 

妥結 

 

賃金体系維持 

平均総額 

 

5,917円 

平均定昇込 

 

5,489円 

 

定昇制度に基づき実施 

2003 

要求 

 

賃金水準確保 

賃金カーブ維持分 

 

＋α 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

 

賃金体系維持 

平均総額 

 

5,948円 

平均定昇込 

 

5,813円 

 

定昇制度に基づき実施 

2004 

要求 

 

賃金水準確保 

賃金カーブ維持分 

 

＋α 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇２年間実施 

妥結 

 

賃金体系維持 

平均総額 

 

5,976円 

標労到達 

 

326,030円 

 

定昇制度に基づき実施 

2005 

要求 

 

賃金水準確保 

賃金カーブ維持分 

 

＋積極的にベア分設定 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

 

賃金体系維持 

平均総額 

 

5,989円 

標労到達 

 

326,890円 

 

定昇制度に基づき実施 

(注) 1999年に、ゼンキン連合と金属機械が組織統一してＪＡＭを結成。 

2003年に、鉄鋼労連、造船重機労連、非鉄連合が組織統一して、基幹労連を結成。 
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427

造 船 重 機 労 連 全 電 線 非 鉄 連 合 金 属 労 協 平 均 年 

平均ベア 

 

2,000円 

平均定昇込 

 

7,547円 

平均ベア 

 

2,000円 

－ 要求

2000
平均ベア 

 

0円 

平均定昇込 

 

5,760円 

平均ベア 

 

0円 

－ 妥結

平均ベア 

 

2,000円 

標労到達水準 

 

293,550円 

平均ベア 

 

2,000円 

－ 要求

2001
平均ベア 

 

600円 

標労到達水準 

 

291,762円 

平均ベア 

 

500円 

－ 妥結

平均ベア 

 

1,000円 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇相当分確保 － 要求

2002
 

定昇制度に基づき実施 

 

定昇相当分確保 

 

 

定昇制度に基づき実施 － 妥結

 

定昇相当分実施 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

賃金カーブ維持分確保 － 要求

2003
 

定昇制度に基づき実施 

 

定昇相当分確保 

 

平均定昇込 

 

8,317円 

－ 妥結

 

定昇相当分実施 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇相当分確保 － 要求

2004 
 

定昇制度に基づき実施 

 

定昇相当分確保 

 

 

定昇制度に基づき実施 － 妥結

 

定昇相当分実施 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

賃金カーブ維持分確保 － 要求

2005 
 

定昇制度に基づき実施 

 

定昇相当分確保 

 

 

定昇制度に基づき実施 － 妥結
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年 電 機 連 合 自 動 車 総 連 Ｊ Ａ Ｍ 鉄 鋼 労 連

2000 

要求 

標労ベア 

 

2,000円 

平均定昇込 

 

8,473円 

標労到達318,616円 

標労ベア3,743円 

平均定昇込8,619円 

標労ベア 

2000年度3,000円 

2001年度3,000円 

妥結 

標労ベア 

 

500円 

平均定昇込 

 

6,494円 

標労到達316,321円 

標労ベア555円 

平均定昇込6,316円 

標労ベア 

2000～2001年度 

1,000円 

2001 

要求 

標労ベア 

 

2,000円 

平均定昇込 

 

8,282円 

標労到達324,081円 

標労ベア2,090円 

平均定昇込8,867円 

－ 

妥結 

標労ベア 

 

500円 

平均定昇込 

 

6,495円 

標労到達315,236円 

標労ベア600円 

平均定昇込6,766円 

－ 

2002 

要求 

 

賃金水準確保 

賃金カーブ維持分 

 

＋ベア1,000円 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇２年間実施 

妥結 

 

賃金体系維持 

平均総額 

 

5,917円 

平均定昇込 

 

5,489円 

 

定昇制度に基づき実施 

2003 

要求 

 

賃金水準確保 

賃金カーブ維持分 

 

＋α 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

 

賃金体系維持 

平均総額 

 

5,948円 

平均定昇込 

 

5,813円 

 

定昇制度に基づき実施 

2004 

要求 

 

賃金水準確保 

賃金カーブ維持分 

 

＋α 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇２年間実施 

妥結 

 

賃金体系維持 

平均総額 

 

5,976円 

標労到達 

 

326,030円 

 

定昇制度に基づき実施 

2005 

要求 

 

賃金水準確保 

賃金カーブ維持分 

 

＋積極的にベア分設定 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

 

賃金体系維持 

平均総額 

 

5,989円 

標労到達 

 

326,890円 

 

定昇制度に基づき実施 

(注) 1999年に、ゼンキン連合と金属機械が組織統一してＪＡＭを結成。 

2003年に、鉄鋼労連、造船重機労連、非鉄連合が組織統一して、基幹労連を結成。 
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JCM50年史428

年 自 動 車 総 連 電 機 連 合 Ｊ Ａ Ｍ 基 幹 労 連

2006 

要求 

賃金カーブ維持分 

 

＋賃金改善分 

賃金水準改善 

 

2,000円 

賃金構造維持分 

 

＋2,000円以上 

賃金改善２年をひとつの

 

単位として3,000円 

妥結 

平均総額 

 

6,384円 

賃金改善 

 

1,000円・500円 

賃金改善額 

 

1,215円 

賃金改善実施 

 

(新規財源投入) 

2007 

要求 

 

賃金改善分設定を基本 

賃金水準改善 

 

2,000円以上 

賃金改善分 

 

2,500円以上 

 

(２年サイクルの２年目)

 

妥結 

平均総額 

 

6,420円 

賃金改善 

 

1,000円相当 

賃金改善額 

 

1,197円 

 

(２年サイクルの２年目)

 

2008 

要求 

1,000円以上の 

 

賃金改善分設定を基本 

賃金水準改善 

 

2,000円以上 

賃金改善分 

 

2,500円以上 

賃金改善２年をひとつの

 

単位として3,000円 

妥結 

平均総額 

 

6,573円 

賃金改善 

 

1,000円相当 

賃金改善額 

 

1,181円 

鉄鋼総合※１ 

 

総合重工、非鉄総合※２

2009 

要求 

4,000円以上の 

 

賃金改善分設定を基本 

賃金水準改善 

 

4,500円以上 

賃金改善分 

 

4,500円以上 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

平均総額 

 

5,855円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

 

(２年サイクルの２年目)

 

2010 

要求 

 

賃金カーブ維持分確保 

 

 

賃金体系維持 

 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇実施､定昇相当分確保

 

妥結 

平均総額 

 

5,825円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

 

制度に基づき定昇実施 

 

2011 

要求 

 

賃金カーブ維持分確保 

 

 

賃金体系維持 

 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

平均総額 

 

5,928円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

 

(２年サイクルの２年目)

 

2012 

要求 

 

賃金カーブ維持分確保 

 

 

賃金体系維持 

 

 

賃金構造維持分の確保 

 

定昇相当分確保＋ 

 

部会ごとの賃金改善 

妥結 

平均総額 

 

5,920円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

定昇相当分確保＋ 

 

話し合いの場設置 

2013 

要求 

 

賃金カーブ維持分確保 

 

 

賃金体系維持 

 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

平均総額 

 

5,940円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

 

(２年サイクルの２年目)

 

2014 

要求 

賃金カーブ維持分＋ 

 

賃金改善分 

水準改善 

 

4,000円以上 

賃金水準の引き上げ額 

4,500円。是正が必要な場

合は＋1,500円。 

２年分の賃金改善要求 

2014年度3,500円 

2015年度3,500円 

妥結 

賃金カーブ維持分＋ 

賃金改善分 

（平均2,008円） 

水準改善 

 

2,000円 

賃金水準の引き上げ額 

 

2,014円 

2014年度1,000円、2015

年度1,000円を中心に２

年分の財源投入を行う 

※１ ２年をひとつの単位として1,500円  ※２ ２年をひとつの単位として2,000円  

－428－

全 電 線 金 属 労 協 平 均 年 

賃金構造維持分＋ 

 

賃金改善 

－ 要求

2006
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

賃金構造維持分＋ 

 

賃金改善 

－ 要求

2007
定昇相当分確保、 

 

賃金改善実施 

－ 妥結

賃金構造維持分＋ 

 

賃金改善 

－ 要求

2008
定昇相当分確保、 

 

賃金改善実施 

－ 妥結

賃金構造維持分＋ 

 

賃金改善 

－ 要求

2009
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

 

賃金構造維持分の確保 

 

－ 要求

2010 
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

 

賃金構造維持分の確保 

 

－ 要求

2011 
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

 

賃金構造維持分の確保 

 

－ 要求

2012 
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

 

賃金構造維持分の確保 

 

－ 要求

2013 
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

賃金構造維持分確保＋ 

 

個別賃金１％以上 

－ 要求

2014 
賃金構造維持分確保＋ 

賃金引き上げ額 

平均750円 

－ 妥結
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429

年 自 動 車 総 連 電 機 連 合 Ｊ Ａ Ｍ 基 幹 労 連

2006 

要求 

賃金カーブ維持分 

 

＋賃金改善分 

賃金水準改善 

 

2,000円 

賃金構造維持分 

 

＋2,000円以上 

賃金改善２年をひとつの

 

単位として3,000円 

妥結 

平均総額 

 

6,384円 

賃金改善 

 

1,000円・500円 

賃金改善額 

 

1,215円 

賃金改善実施 

 

(新規財源投入) 

2007 

要求 

 

賃金改善分設定を基本 

賃金水準改善 

 

2,000円以上 

賃金改善分 

 

2,500円以上 

 

(２年サイクルの２年目)

 

妥結 

平均総額 

 

6,420円 

賃金改善 

 

1,000円相当 

賃金改善額 

 

1,197円 

 

(２年サイクルの２年目)

 

2008 

要求 

1,000円以上の 

 

賃金改善分設定を基本 

賃金水準改善 

 

2,000円以上 

賃金改善分 

 

2,500円以上 

賃金改善２年をひとつの

 

単位として3,000円 

妥結 

平均総額 

 

6,573円 

賃金改善 

 

1,000円相当 

賃金改善額 

 

1,181円 

鉄鋼総合※１ 

 

総合重工、非鉄総合※２

2009 

要求 

4,000円以上の 

 

賃金改善分設定を基本 

賃金水準改善 

 

4,500円以上 

賃金改善分 

 

4,500円以上 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

平均総額 

 

5,855円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

 

(２年サイクルの２年目)

 

2010 

要求 

 

賃金カーブ維持分確保 

 

 

賃金体系維持 

 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

定昇実施､定昇相当分確保

 

妥結 

平均総額 

 

5,825円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

 

制度に基づき定昇実施 

 

2011 

要求 

 

賃金カーブ維持分確保 

 

 

賃金体系維持 

 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

平均総額 

 

5,928円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

 

(２年サイクルの２年目)

 

2012 

要求 

 

賃金カーブ維持分確保 

 

 

賃金体系維持 

 

 

賃金構造維持分の確保 

 

定昇相当分確保＋ 

 

部会ごとの賃金改善 

妥結 

平均総額 

 

5,920円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

定昇相当分確保＋ 

 

話し合いの場設置 

2013 

要求 

 

賃金カーブ維持分確保 

 

 

賃金体系維持 

 

 

賃金構造維持分の確保 

 

 

(２年サイクルの２年目)

妥結 

平均総額 

 

5,940円 

 

賃金体系維持 

 

(賃金構造維持分) 

 

 

(２年サイクルの２年目)

 

2014 

要求 

賃金カーブ維持分＋ 

 

賃金改善分 

水準改善 

 

4,000円以上 

賃金水準の引き上げ額 

4,500円。是正が必要な場

合は＋1,500円。 

２年分の賃金改善要求 

2014年度3,500円 

2015年度3,500円 

妥結 

賃金カーブ維持分＋ 

賃金改善分 

（平均2,008円） 

水準改善 

 

2,000円 

賃金水準の引き上げ額 

 

2,014円 

2014年度1,000円、2015

年度1,000円を中心に２

年分の財源投入を行う 

※１ ２年をひとつの単位として1,500円  ※２ ２年をひとつの単位として2,000円  
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全 電 線 金 属 労 協 平 均 年 

賃金構造維持分＋ 

 

賃金改善 

－ 要求

2006
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

賃金構造維持分＋ 

 

賃金改善 

－ 要求

2007
定昇相当分確保、 

 

賃金改善実施 

－ 妥結

賃金構造維持分＋ 

 

賃金改善 

－ 要求

2008
定昇相当分確保、 

 

賃金改善実施 

－ 妥結

賃金構造維持分＋ 

 

賃金改善 

－ 要求

2009
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

 

賃金構造維持分の確保 

 

－ 要求

2010 
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

 

賃金構造維持分の確保 

 

－ 要求

2011 
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

 

賃金構造維持分の確保 

 

－ 要求

2012 
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

 

賃金構造維持分の確保 

 

－ 要求

2013 
 

定昇相当分確保 

 

－ 妥結

賃金構造維持分確保＋ 

 

個別賃金１％以上 

－ 要求

2014 
賃金構造維持分確保＋ 

賃金引き上げ額 

平均750円 

－ 妥結
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JCM50年史430

金属労協における政策・制度の諸活動の歩み 

（主要な方針と見解、政府・政党への働きかけ、集会など） 

年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

1994年 

９月６日 

 

10月18日 

10月20日 

 

 

 

10月28日 

10月28日 

11月10日 

11月11日 

 

11月14日 

 

12月16日 

 

1995年 

２月22日 

 

 

２月22日 

 

３月９日 

３月10日 

 

 

３月10日 

３月10日 

３月16日 

３月16日 

３月17日 

３月31日 

４月24日 

 

 

６月９日 

 

９月18日 

 

９月18日 

 

 

 

10月25日 

 

10月30日 

11月13日 

11月15日 

11月17日 

12月４日 

 

「金属労協の『新しい経済・社会システムづく

り』に向けた取り組みについて」とりまとめ 

通商産業省との懇談 堤産業政策局長ほか 

第２回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

テーマ「公正・公平で、透明かつ合理的な経済・

社会システムを構築するために」 

労働省との懇談 七瀬労政局長ほか 

経済企画庁との懇談 河出調整局審議官ほか 

大蔵省との懇談 石井政務次官 

日経連「産業別最低賃金廃止要請」に関する申

し入れ 日経連 

「規制緩和に関する要請書」を通商産業省、総

務庁に提出 

「円高・空洞化対策および構造改革に関する緊

急要請」（日経連と共同） 村山総理 

 

「タクシーおよび都営交通運賃をはじめとす

る公共料金引き上げに対する金属労協の見解」

とりまとめ 

「政府の政策展開に対する金属労協としての

考え方」とりまとめ 

大蔵大臣への要請 武村大蔵大臣 

「阪神・淡路大震災被災事業所に対する緊急復

興対策支援並びに大型災害対策についての要

望」とりまとめ 

運輸大臣への要請 亀井運輸大臣 

円高阻止緊急集会（サンケイホール） 

新進党への要請 中野政策審議会長 

新党さきがけへの要請 菅政策調査会長 

日本社会党への要請 関山政策審議会長 

「規制緩和推進計画に対する見解」とりまとめ

生活改善シンポジウム（池之端文化センター）

テーマ「規制の整理・撤廃を通じた内外価格差

是正と異常な円高の解消」 

「大手私鉄運賃値上げに対する金属労協の見

解」とりまとめ 

「金属労協／日経連共同研究プロジェクト報

告」とりまとめ 

「円高是正・空洞化阻止に向けての要請」とし

て、「円高是正・空洞化阻止に向けての労使十

大提言」を村山総理に提出（日経連と共同） 野

坂官房長官ほか 

「雇用安定、製造業の健全な発展、および日本

の構造改革に関する要請」とりまとめ 

経済企画庁との懇談 河出審議官ほか 

通商産業省との懇談 牧野産業政策局長ほか 

大蔵省との懇談 梶原政務次官 

労働省との懇談 七瀬労政局長ほか 

通商産業省・大畠政務次官との懇談 大畠政務

 

12月20日

 

1996年 

６月14日

 

 

 

10月28日

11月12日

11月13日

11月28日

1997年 

１月23日

 

１月28日

６月17日

 

 

６月26日

 

 

７月10日

７月15日

７月17日

７月17日

７月25日

７月25日

９月25日

 

10月７日

 

10月23日

 

10月31日

11月６日

11月27日

 

 

1998年 

６月19日

 

 

６月25日

７月９日

７月10日

７月17日

８月４日

８月４日

８月18日

９月24日

次官ほか 

「政府の住専処理策に対する金属労協の見解」

とりまとめ 

 

第３回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

テーマ「金属産業における期待される新産業分

野創出、新規事業開拓、新商品開発」 

「当面の政策運営に関する要請」とりまとめ 

労働省との懇談 松原労政局長ほか 

経済企画庁との懇談 小林調整局審議官ほか 

通商産業省との懇談 渡辺産業政策局長ほか 

 

「行政・財政・税制に関する課題と認識」とり

まとめ 

大蔵省との懇談 西田政務次官 

第４回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（池之端文化センター） 

テーマ「環境問題の現状と産業のあるべき姿」

「当面の政策運営に関する要請」「新分野開拓

に向けた新技術開発促進等に関する要請」とり

まとめ 

大蔵省との懇談 西田政務次官 

経済企画庁との懇談 小林調整局審議官ほか 

労働省との懇談 澤田労政局長ほか 

民主党との懇談 仙谷政策調査会長ほか 

新進党との懇談 野田政策審議会長ほか 

通商産業省との懇談 江崎産業政策局長ほか 

「行政改革会議中間報告と今後の対応」とりま

とめ 

「２兆円所得税減税の実施に向けた金属労協

の見解」とりまとめ 

「財政構造改革に対する金属労協の考え方と

今後の対応」とりまとめ 

民主党との懇談 枝野政策調査会長ほか 

新進党との懇談 野田政策審議会長ほか 

経済企画庁への要請「当面の経済対策およびわ

が国の構造改革に関する要請」 小林調整局審

議官ほか 

 

第５回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

テーマ「日常生活と環境問題」 

「政策・制度要求」とりまとめ 

経済企画庁との懇談 川本調整局審議官ほか 

通商産業省との懇談 江崎産業政策局長ほか 

大蔵省との懇談 藤井主計局次長ほか 

環境庁との懇談 岡田企画調整局長ほか 

労働省との懇談 澤田労政局長ほか 

民主党との懇談 岡田政策調査会長代理ほか 

「金融再生と減税に関する金属労協の考え方」
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年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

 

10月22日 

 

11月24日 

 

11月26日 

 

11月26日 

 

12月24日 

 

1999年 

３月26日 

６月15日 

６月16日 

 

 

 

７月13日 

７月14日 

７月21日 

７月21日 

７月23日 

８月５日 

11月19日 

 

 

 

 

 

11月26日 

12月９日 

 

12月10日 

12月15日 

2000年 

３月15日 

 

３月30日 

 

４月４日 

 

６月15日 

７月21日 

７月21日 

 

７月26日 

７月27日 

７月27日 

 

 

 

９月22日 

10月11日 

 

とりまとめ 

「税制・社会保障制度など緊急課題に対する金

属労協の考え方」とりまとめ 

経済企画庁長官に対し「当面の緊急課題に関す

る要請」 堺屋経済企画庁長官ほか 

労働大臣に対し「当面の緊急課題に関する要

請」 甘利労働大臣ほか 

「政府の緊急経済対策に対する金属労協の見

解」とりまとめ 

小渕総理に対し2,059労使が署名した「経済再

生に向けた緊急要請」 野中官房長官ほか 

 

企業年金学習会（三徳八重洲ビル会議室） 

「政策・制度要求」「環境政策」とりまとめ 

第６回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（ホテルラングウッド） 

テーマ「35兆円の巨大産業 環境ビッグビジネ

ス」 

民主党との懇談 中野政策調査会長ほか 

大蔵省との懇談 福田大臣官房審議官ほか 

経済企画庁との懇談 川本審議官ほか 

労働省との懇談 澤田労政局長ほか 

通商産業省との懇談 江崎産業政策局長ほか 

環境庁との懇談 太田企画調整局長ほか 

「当面の経済・雇用対策に関する金属労協とし

ての見解」「確定拠出型退職給付制度の設計に

当たっての金属労協の考え方」「確定拠出型退

職給付制度の設計に当たっての補足論点」「確

定拠出型退職給付制度の制度整備に際しての

要請」とりまとめ 

経済企画庁との懇談 川本調整局審議官ほか 

民主党政策調査会への要請 菅政策調査会長

ほか 

大蔵省への要請 尾原主税局長 

労働省への要請 澤田労政局長ほか 

 

「チェックオフ制度禁止を狙う自民党の動向

に関する金属労協の見解」とりまとめ 

「自民党のチェックオフ制度禁止方針に関す

る金属労協事務局長見解」とりまとめ 

「確定拠出年金法案に対する金属労協の見解」

とりまとめ 

「政策・制度要求」とりまとめ 

経済企画庁との懇談 薦田調整局審議官ほか 

産業政策学習会（ホテルラングウッド） 

テーマ「ものづくり産業の基盤強化」 

労働省への要請 金子労政局労働組合課長ほか

通商産業省への要請 村田産業政策局長ほか 

「海外事業展開に際しての労働・雇用に関する

企業行動規範（ＩＭＦ－ＪＣ版モデル）」「海外

事業展開に際しての労働・雇用に関する企業行

動規範締結のための今後の進め方」とりまとめ

大蔵省への要請 尾原主税局長 

民主党政策調査会への要請 岡田政策調査会

長ほか 

10月12日

10月18日

 

 

11月10日

 

11月29日

12月19日

 

2001年 

２月16日

 

４月26日

 

 

７月25日

 

９月３日

 

９月18日

９月26日

 

９月26日

 

９月26日

９月26日

９月28日

10月12日

11月５日

 

11月19 

～20日

12月５日

 

12月７日

12月14日

12月18日

2002年 

７月１日

 

 

７月22日

 

 

７月25日

９月２日

10月３日

10月４日

 

10月９日

 

10月18日

 

10月30日

10月31日

労働省への要請 澤田労政局長ほか 

「当面の経済運営に関する金属労協の見解」

「神奈川県における自動車税の超過課税措置

実施案に関する金属労協の見解」とりまとめ 

2001年度政策・制度シンポジウム（池之端文化

センター） 

経済企画庁への要請 薦田調整局審議官ほか 

第２回企業行動規範（ＣＯＣ）セミナー（池之

端文化センター） 

 

「民主党参議院選挙政策に対する金属労協の

見解」とりまとめ 

「海外事業展開に際しての労働・雇用に関する

企業行動規範締結のための今後の進め方（その

２）」とりまとめ 

「政策・制度要求」「地球温暖化防止に関する

金属労協の考え方」とりまとめ 

日経連に対し「社会・労働分野における企業行

動規範に関する申し入れ」 讃井国際部長ほか

文部科学省への要請 西阪専門教育課長ほか 

民主党政策調査会との懇談 岡田政策調査会

長ほか 

経済産業省への要請 桑田経済産業政策局審

議官ほか 

厚生労働省への要請 坂本政策統括官ほか 

内閣府への要請 薦田大臣官房審議官ほか 

環境省への要請 小島大臣官房審議官ほか 

財務省への要請 大武主税局長 

「小泉内閣の構造改革方針に対する金属労協

の見解」とりまとめ 

2002年度政策・制度シンポジウム（湯本富士屋

ホテル） 

民主党政策調査会との懇談 岡田政策調査会

長ほか 

厚生労働省への要請 坂本政策統括官ほか 

内閣府への要請 梅村大臣官房審議官ほか 

企業行動規範交流集会（池之端文化センター）

 

2002年度産業政策シンポジウム（ホテルラング

ウッド） 

テーマ「21世紀の我が国製造業のあり方」 

2002年環境シンポジウム（芝パークホテル） 

テーマ「今後の環境ビジネスにおける金属産業

の可能性」など 

「政策・制度要求」とりまとめ 

「新産業政策」「第２次環境政策」とりまとめ

財務省への要請 大武主税局長 

文部科学省への要請 関根生涯学習政策局学

習情報政策課課長補佐ほか 

経済産業省への要請 桑田経済産業政策局審

議官ほか 

民主党政策調査会・ＮＣとの懇談 海江田政策

調査会長ほか 

厚生労働省への要請 青木政策統括官ほか 

環境省への要請 炭谷総合環境政策局長ほか 
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金属労協における政策・制度の諸活動の歩み 

（主要な方針と見解、政府・政党への働きかけ、集会など） 

年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

1994年 

９月６日 

 

10月18日 

10月20日 

 

 

 

10月28日 

10月28日 

11月10日 

11月11日 

 

11月14日 

 

12月16日 

 

1995年 

２月22日 

 

 

２月22日 

 

３月９日 

３月10日 

 

 

３月10日 

３月10日 

３月16日 

３月16日 

３月17日 

３月31日 

４月24日 

 

 

６月９日 

 

９月18日 

 

９月18日 

 

 

 

10月25日 

 

10月30日 

11月13日 

11月15日 

11月17日 

12月４日 

 

「金属労協の『新しい経済・社会システムづく

り』に向けた取り組みについて」とりまとめ 

通商産業省との懇談 堤産業政策局長ほか 

第２回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

テーマ「公正・公平で、透明かつ合理的な経済・

社会システムを構築するために」 

労働省との懇談 七瀬労政局長ほか 

経済企画庁との懇談 河出調整局審議官ほか 

大蔵省との懇談 石井政務次官 

日経連「産業別最低賃金廃止要請」に関する申

し入れ 日経連 

「規制緩和に関する要請書」を通商産業省、総

務庁に提出 

「円高・空洞化対策および構造改革に関する緊

急要請」（日経連と共同） 村山総理 

 

「タクシーおよび都営交通運賃をはじめとす

る公共料金引き上げに対する金属労協の見解」

とりまとめ 

「政府の政策展開に対する金属労協としての

考え方」とりまとめ 

大蔵大臣への要請 武村大蔵大臣 

「阪神・淡路大震災被災事業所に対する緊急復

興対策支援並びに大型災害対策についての要

望」とりまとめ 

運輸大臣への要請 亀井運輸大臣 

円高阻止緊急集会（サンケイホール） 

新進党への要請 中野政策審議会長 

新党さきがけへの要請 菅政策調査会長 

日本社会党への要請 関山政策審議会長 

「規制緩和推進計画に対する見解」とりまとめ

生活改善シンポジウム（池之端文化センター）

テーマ「規制の整理・撤廃を通じた内外価格差

是正と異常な円高の解消」 

「大手私鉄運賃値上げに対する金属労協の見

解」とりまとめ 

「金属労協／日経連共同研究プロジェクト報

告」とりまとめ 

「円高是正・空洞化阻止に向けての要請」とし

て、「円高是正・空洞化阻止に向けての労使十

大提言」を村山総理に提出（日経連と共同） 野

坂官房長官ほか 

「雇用安定、製造業の健全な発展、および日本

の構造改革に関する要請」とりまとめ 

経済企画庁との懇談 河出審議官ほか 

通商産業省との懇談 牧野産業政策局長ほか 

大蔵省との懇談 梶原政務次官 

労働省との懇談 七瀬労政局長ほか 

通商産業省・大畠政務次官との懇談 大畠政務

 

12月20日

 

1996年 

６月14日

 

 

 

10月28日

11月12日

11月13日

11月28日

1997年 

１月23日

 

１月28日

６月17日

 

 

６月26日

 

 

７月10日

７月15日

７月17日

７月17日

７月25日

７月25日

９月25日

 

10月７日

 

10月23日

 

10月31日

11月６日

11月27日

 

 

1998年 

６月19日

 

 

６月25日

７月９日

７月10日

７月17日

８月４日

８月４日

８月18日

９月24日

次官ほか 

「政府の住専処理策に対する金属労協の見解」

とりまとめ 

 

第３回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

テーマ「金属産業における期待される新産業分

野創出、新規事業開拓、新商品開発」 

「当面の政策運営に関する要請」とりまとめ 

労働省との懇談 松原労政局長ほか 

経済企画庁との懇談 小林調整局審議官ほか 

通商産業省との懇談 渡辺産業政策局長ほか 

 

「行政・財政・税制に関する課題と認識」とり

まとめ 

大蔵省との懇談 西田政務次官 

第４回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（池之端文化センター） 

テーマ「環境問題の現状と産業のあるべき姿」

「当面の政策運営に関する要請」「新分野開拓

に向けた新技術開発促進等に関する要請」とり

まとめ 

大蔵省との懇談 西田政務次官 

経済企画庁との懇談 小林調整局審議官ほか 

労働省との懇談 澤田労政局長ほか 

民主党との懇談 仙谷政策調査会長ほか 

新進党との懇談 野田政策審議会長ほか 

通商産業省との懇談 江崎産業政策局長ほか 

「行政改革会議中間報告と今後の対応」とりま

とめ 

「２兆円所得税減税の実施に向けた金属労協

の見解」とりまとめ 

「財政構造改革に対する金属労協の考え方と

今後の対応」とりまとめ 

民主党との懇談 枝野政策調査会長ほか 

新進党との懇談 野田政策審議会長ほか 

経済企画庁への要請「当面の経済対策およびわ

が国の構造改革に関する要請」 小林調整局審

議官ほか 

 

第５回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

テーマ「日常生活と環境問題」 

「政策・制度要求」とりまとめ 

経済企画庁との懇談 川本調整局審議官ほか 

通商産業省との懇談 江崎産業政策局長ほか 

大蔵省との懇談 藤井主計局次長ほか 

環境庁との懇談 岡田企画調整局長ほか 

労働省との懇談 澤田労政局長ほか 

民主党との懇談 岡田政策調査会長代理ほか 

「金融再生と減税に関する金属労協の考え方」
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年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

 

10月22日 

 

11月24日 

 

11月26日 

 

11月26日 

 

12月24日 

 

1999年 

３月26日 

６月15日 

６月16日 

 

 

 

７月13日 

７月14日 

７月21日 

７月21日 

７月23日 

８月５日 

11月19日 

 

 

 

 

 

11月26日 

12月９日 

 

12月10日 

12月15日 

2000年 

３月15日 

 

３月30日 

 

４月４日 

 

６月15日 

７月21日 

７月21日 

 

７月26日 

７月27日 

７月27日 

 

 

 

９月22日 

10月11日 

 

とりまとめ 

「税制・社会保障制度など緊急課題に対する金

属労協の考え方」とりまとめ 

経済企画庁長官に対し「当面の緊急課題に関す

る要請」 堺屋経済企画庁長官ほか 

労働大臣に対し「当面の緊急課題に関する要

請」 甘利労働大臣ほか 

「政府の緊急経済対策に対する金属労協の見

解」とりまとめ 

小渕総理に対し2,059労使が署名した「経済再

生に向けた緊急要請」 野中官房長官ほか 

 

企業年金学習会（三徳八重洲ビル会議室） 

「政策・制度要求」「環境政策」とりまとめ 

第６回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（ホテルラングウッド） 

テーマ「35兆円の巨大産業 環境ビッグビジネ

ス」 

民主党との懇談 中野政策調査会長ほか 

大蔵省との懇談 福田大臣官房審議官ほか 

経済企画庁との懇談 川本審議官ほか 

労働省との懇談 澤田労政局長ほか 

通商産業省との懇談 江崎産業政策局長ほか 

環境庁との懇談 太田企画調整局長ほか 

「当面の経済・雇用対策に関する金属労協とし

ての見解」「確定拠出型退職給付制度の設計に

当たっての金属労協の考え方」「確定拠出型退

職給付制度の設計に当たっての補足論点」「確

定拠出型退職給付制度の制度整備に際しての

要請」とりまとめ 

経済企画庁との懇談 川本調整局審議官ほか 

民主党政策調査会への要請 菅政策調査会長

ほか 

大蔵省への要請 尾原主税局長 

労働省への要請 澤田労政局長ほか 

 

「チェックオフ制度禁止を狙う自民党の動向

に関する金属労協の見解」とりまとめ 

「自民党のチェックオフ制度禁止方針に関す

る金属労協事務局長見解」とりまとめ 

「確定拠出年金法案に対する金属労協の見解」

とりまとめ 

「政策・制度要求」とりまとめ 

経済企画庁との懇談 薦田調整局審議官ほか 

産業政策学習会（ホテルラングウッド） 

テーマ「ものづくり産業の基盤強化」 

労働省への要請 金子労政局労働組合課長ほか

通商産業省への要請 村田産業政策局長ほか 

「海外事業展開に際しての労働・雇用に関する

企業行動規範（ＩＭＦ－ＪＣ版モデル）」「海外

事業展開に際しての労働・雇用に関する企業行

動規範締結のための今後の進め方」とりまとめ

大蔵省への要請 尾原主税局長 

民主党政策調査会への要請 岡田政策調査会

長ほか 

10月12日

10月18日

 

 

11月10日

 

11月29日

12月19日

 

2001年 

２月16日

 

４月26日

 

 

７月25日

 

９月３日

 

９月18日

９月26日

 

９月26日

 

９月26日

９月26日

９月28日

10月12日

11月５日

 

11月19 

～20日

12月５日

 

12月７日

12月14日

12月18日

2002年 

７月１日

 

 

７月22日

 

 

７月25日

９月２日

10月３日

10月４日

 

10月９日

 

10月18日

 

10月30日

10月31日

労働省への要請 澤田労政局長ほか 

「当面の経済運営に関する金属労協の見解」

「神奈川県における自動車税の超過課税措置

実施案に関する金属労協の見解」とりまとめ 

2001年度政策・制度シンポジウム（池之端文化

センター） 

経済企画庁への要請 薦田調整局審議官ほか 

第２回企業行動規範（ＣＯＣ）セミナー（池之

端文化センター） 

 

「民主党参議院選挙政策に対する金属労協の

見解」とりまとめ 

「海外事業展開に際しての労働・雇用に関する

企業行動規範締結のための今後の進め方（その

２）」とりまとめ 

「政策・制度要求」「地球温暖化防止に関する

金属労協の考え方」とりまとめ 

日経連に対し「社会・労働分野における企業行

動規範に関する申し入れ」 讃井国際部長ほか

文部科学省への要請 西阪専門教育課長ほか 

民主党政策調査会との懇談 岡田政策調査会

長ほか 

経済産業省への要請 桑田経済産業政策局審

議官ほか 

厚生労働省への要請 坂本政策統括官ほか 

内閣府への要請 薦田大臣官房審議官ほか 

環境省への要請 小島大臣官房審議官ほか 

財務省への要請 大武主税局長 

「小泉内閣の構造改革方針に対する金属労協

の見解」とりまとめ 

2002年度政策・制度シンポジウム（湯本富士屋

ホテル） 

民主党政策調査会との懇談 岡田政策調査会

長ほか 

厚生労働省への要請 坂本政策統括官ほか 

内閣府への要請 梅村大臣官房審議官ほか 

企業行動規範交流集会（池之端文化センター）

 

2002年度産業政策シンポジウム（ホテルラング

ウッド） 

テーマ「21世紀の我が国製造業のあり方」 

2002年環境シンポジウム（芝パークホテル） 

テーマ「今後の環境ビジネスにおける金属産業

の可能性」など 

「政策・制度要求」とりまとめ 

「新産業政策」「第２次環境政策」とりまとめ

財務省への要請 大武主税局長 

文部科学省への要請 関根生涯学習政策局学

習情報政策課課長補佐ほか 

経済産業省への要請 桑田経済産業政策局審

議官ほか 

民主党政策調査会・ＮＣとの懇談 海江田政策

調査会長ほか 

厚生労働省への要請 青木政策統括官ほか 

環境省への要請 炭谷総合環境政策局長ほか 
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10月31日 

11月６日 

 

11月11日 

 

11月12日 

 

11月13 

～14日 

11月20日 

 

11月21日 

 

 

11月25日 

 

 

12月３日 

 

 

 

 

2003年 

５月８日 

 

６月20日 

 

 

 

６月25日 

 

 

７月25日 

 

９月12日 

９月25日 

 

 

10月６日 

 

10月７日 

 

10月８日 

10月15日 

 

10月27日 

10月28日 

 

10月29日 

11月10日 

11月13日 

 

11月19日 

 

11月20日 

内閣府への要請 谷内大臣官房審議官ほか 

農林水産省への要請 三浦総合食料局国際調

整課課長補佐ほか 

民主党政策調査会事務局との懇談 永田政策

調査会部長代理ほか 

国土交通省への要請 宮石大臣官房技術調査

課技術開発官ほか 

2003年度政策・制度シンポジウム（湯本富士屋

ホテル） 

総務省への要請 藤原自治行政局行政課理事

官ほか 

「海外事業展開に際しての労働・雇用に関する

企業行動規範策定に向けた今後の進め方（その

３）」とりまとめ 

金属産業労使会議ワーキングチームまとめ「金

属産業の国内生産基盤強化に向けて」とりまと

め 

「デフレの解消によって雇用と生活の安定を

図り、構造改革を推進するための要請」「デフ

レの解消によって雇用と生活の安定を図り、構

造改革を推進する決議」を小泉総理に提出 福

田官房長官 

 

2003年企業行動規範（ＣＯＣ）セミナー（国連

大学エリザベス・ローズ会議場） 

2003年産業政策シンポジウム（ゆうらいふセン

ター） 

テーマ「日本のものづくりの競争優位を支える

企業戦略」など 

「企業の社会的責任（ＣＳＲ）に関する各企業

の社内体制づくりに際しての、金属労協の考え

方」とりまとめ 

「2003年政策・制度要求」「サマータイム制度

導入に関する考え方」とりまとめ 

社会経済生産性本部との懇談 元石理事ほか 

「企業行動規範労使締結の取り組み再開に際

しての企業行動規範推進本部の活動について」

とりまとめ 

国土交通省への要請 下野大臣官房官庁営繕

部営繕計画課課長補佐ほか 

文部科学省への要請 内山生涯学習政策局社

会教育課専門官ほか 

財務省への要請 大武主税局長 

総務省への要請 阿部情報通信政策局総合政

策課課長補佐ほか 

環境省への要請 松本総合環境政策局長ほか 

農林水産省への要請 福永経営局構造改善課

課長補佐ほか 

内閣府への要請 村瀬大臣官房審議官ほか 

厚生労働省への要請 青木政策統括官ほか 

経済産業省への要請 桑田経済産業政策局審

議官ほか 

「温暖化対策税導入に関する金属労協の考え

方」とりまとめ 

環境省への要請 松本総合環境政策局長 

12月15日

 

12月17日

 

12月20日

 

 

2004年 

１月９日

３月17日

 

４月21 

～22日

４月23日

 

４月26日

５月21日

５月25日

 

５月27日

 

５月31日

 

 

６月１日

 

６月９日

６月22日

 

６月30日

６月30日

７月９日

 

８月６日

９月22日

 

 

 

 

 

 

 

９月30日

 

11月18日

 

 

12月２日

2005年 

４月15日

４月27日

６月１日

６月３日

 

 

「公的年金制度改革に対する金属労協の見解」

とりまとめ 

民主党政策調査会との政策懇談 枝野政策調

査会長ほか 

パイオニア労働組合所沢支部による「ものづく

り教室」の開催（ラーク所沢） 

金属労協組織内ではじめてのものづくり教室 

 

厚生労働省への要請 木倉年金局年金課長ほか 

「ＣＳＲ（企業の社会的責任）推進における労

働組合の役割に関する提言」とりまとめ 

2004年度政策・制度中央討論集会（新横浜プリ

ンスホテル） 

2004年ＩＭＦ「ＩＦＡ（国際枠組み協約）」セ

ミナー（国連大学ウ・タント国際会議場） 

「2004年政策・制度要求」とりまとめ 

財務省への要請 大武主税局長 

国土交通省への要請 下野大臣官房官庁営繕

部計画課課長補佐ほか 

農林水産省への要請 小坂大臣官房企画評価

課企画官ほか 

産業政策シンポジウム（池之端文化センター）

テーマ「ものづくりエクセレントカンパニーの

行動スタイル」 

総務省への要請 羽渕統計局調査企画課課長

補佐ほか 

内閣府への要請 村瀬大臣官房審議官ほか 

文部科学省への要請 児島高等教育局専門教

育課課長補佐ほか 

厚生労働省への要請 青木政策統括官ほか 

環境省への要請 松本総合環境政策局長ほか 

経済産業省への要請 舟木経済産業政策局審

議官ほか 

サマータイム制度推進議員連盟発足 

「金属労協2004年『政策・制度要求』を踏まえ

た地方における政策・制度活動の展開に向けた

素材提供について」とりまとめ 

金属労協の「政策・制度要求」のうち、地方が

密接に関わる項目について、金属労協地方ブロ

ックを通じて地方連合金属部門連絡会が、地方

連合の政策策定に働きかけるための素材を、メ

ニューとして提供した。 

民主党政策調査会・ＮＣとの政策懇談 仙谷政

策調査会長ほか 

「金属労協『政策・制度要求』の見直し 基本

的な考え方」、企業行動規範推進本部「2005年

度第２回推進会議確認事項」とりまとめ 

「サマータイム制度早期導入決議」とりまとめ

 

2005年政策・制度中央討論集会（笹川記念会館）

「2005年政策・制度要求」とりまとめ 

財務省への要請 松元主計局次長 

2005年産業政策シンポジウム（ラディソン都ホ

テル東京） 

テーマ「本当はどうなのか、中国ものづくり産
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６月７日 

 

６月13日 

 

６月14日 

 

６月16日 

 

６月22日 

 

６月22日 

６月23日 

 

 

６月28日 

７月６日 

 

７月７日 

８月25日 

 

 

10月28日 

 

2006年 

４月13 

～14日 

４月14日 

 

４月27日 

 

５月25日 

 

 

５月26日 

５月30日 

 

５月31日 

 

６月５日 

６月19日 

６月19日 

 

６月20日 

 

６月26日 

７月５日 

 

７月５日 

 

７月12日 

７月14日 

 

 

８月７日 

業事情」 

農林水産省への要請 小林企画評価課課長補

佐ほか 

国土交通省への要請 高橋総合政策局政策課

課長補佐ほか 

内閣官房副長官への要請 山崎内閣官房副長

官 

総務省への要請 阿部情報通信政策局総合政

策課課長補佐ほか 

文部科学省への要請 西田生涯学習政策局政

策課課長補佐ほか 

厚生労働省への要請 太田政策統括官ほか 

「金属労協2005年『政策・制度要求』を踏まえ

た地方における政策・制度活動の展開に向けた

素材提供について」とりまとめ 

内閣府への要請 薄井大臣官房審議官ほか 

経済産業省への要請 舟木経済産業政策局審

議官ほか 

環境省への要請 寺田大臣官房審議官ほか 

「ＣＳＲ（企業の社会的責任）推進における労

働組合の役割に関する提言（改訂版）」とりま

とめ 

2006年度政策シンポジウム(ゆうらいふセンター)

テーマ「外国人労働者受け入れ問題を考える」

 

2006年政策・制度中央討論集会（新横浜プリン

スホテル） 

ＣＯＣ・ＣＳＲセミナー（新横浜プリンスホテ

ル） 

「2006年政策・制度要求」「外国人労働者受け

入れの新たな問題に関する考え方」とりまとめ

「金属労協『2006年政策・制度要求』を踏まえ

た地方における政策・制度活動の展開に向けた

素材提供について」とりまとめ 

財務省への要請 藤井主計局長ほか 

「金属労協の政策・制度要求立案の流れの見直

しについて」とりまとめ 

総務省への要請 菊池郵政行政局信書便事業

課企画調査係長ほか 

内閣府への要請 薄井大臣官房審議官ほか 

厚生労働省への要請 太田政策統括官ほか 

内閣官房行政改革推進事務局への要請 中里

行政改革推進調整室参事官補佐ほか 

文部科学省への要請 筒井生涯学習政策局社

会教育課企画調査係長ほか 

環境省への要請 笹谷大臣官房審議官ほか 

農林水産省への要請 仲田国際部国際経済課

課長補佐ほか 

国土交通省への要請 見坂道路局有料道路課

課長補佐ほか 

経済産業省への要請 立岡大臣官房審議官ほか

「法務省『今後の外国人の受入れに関するプロ

ジェクトチーム』の報告書に対する金属労協の

意見」とりまとめ 

小坂文部科学大臣に対し「小学校・中学校学習

 

 

10月31日

 

 

11月30日

 

12月20日

 

2007年 

１月17日

 

１月25日

１月29日

２月１日

２月８日

４月26日

 

 

 

５月25日

 

６月７日

６月12日

 

 

６月14日

 

６月15日

６月22日

 

６月22日

 

６月25日

６月25日

６月27日

 

７月５日

７月５日

 

７月26日

 

10月９日

 

10月22日

 

 

12月４日

 

12月７日

 

12月７日

 

12月26日

 

指導要領に付加すべき『ものづくり』の観点に

関する要請」 銭谷初等中等教育局長ほか 

2007年度政策セミナー（ゆうらいふセンター）

テーマ「ものづくり現場の最前線から若者雇用

を考える」 

民主党政策調査会・ＮＣとの政策懇談 松本政

策調査会長ほか 

民主党ＮＣ農林水産大臣との懇談 篠原ＮＣ

農林水産大臣 

 

民主党・外国人労働者問題作業チームとの懇談

津田参議院議員ほか 

外務省への要請 岩瀬領事局外国人課長ほか 

厚生労働省への要請 金子政策統括官ほか 

法務大臣への要請 長勢法務大臣 

経済産業省への要請 立岡大臣官房審議官ほか

「2007年政策・制度要求重点取り組み項目」「金

属労協の『政策・制度要求』を踏まえた地方に

おける政策・制度活動の展開に向けた素材提供

について」とりまとめ 

民主党・外国人労働者問題作業チームとの懇談

中川衆議院議員ほか 

財務省への要請 津田主計局長ほか 

「外国人研修・技能実習制度の見直し等に関す

る法務大臣、並びに経産省・厚労省の研究会か

らの提案に対する見解」とりまとめ 

国土交通省への要請 針谷大臣官房技術調査

課研究評価係長ほか 

経済産業大臣への要請 甘利経済産業大臣ほか

内閣官房行政改革推進事務局への要請 福澤

行政改革推進調整担当参事官補佐 

農林水産省への要請 仲田国際部国際経済課

国際専門官ほか 

内閣府への要請 斉藤政策統括官ほか 

厚生労働省への要請 金子政策統括官ほか 

文部科学省への要請 田中初等中等教育局教

育課程課企画調査係長ほか 

環境省への要請 谷津大臣官房審議官ほか 

経済産業省への要請 守本経済産業政策局産

業人材参事官室参事官ほか 

「中核的労働基準遵守の取り組み再構築」とり

まとめ 

海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

電機連合会館 

2008年度政策セミナー ゆうらいふセンター 

テーマ「ものづくり現場における若手人材確保

と育成」など 

経済産業大臣への要請（社会経済生産性本部、

日本経団連と共同） 甘利経済産業大臣ほか 

環境大臣への要請（社会経済生産性本部と共

同） 鴨下環境大臣ほか 

民主党政策調査会長への要請 直嶋政策調査

会長 

民主党ＮＣへの要請 増子ＮＣ経済産業大臣

ほか 
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年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

10月31日 

11月６日 

 

11月11日 

 

11月12日 

 

11月13 

～14日 

11月20日 

 

11月21日 

 

 

11月25日 

 

 

12月３日 

 

 

 

 

2003年 

５月８日 

 

６月20日 

 

 

 

６月25日 

 

 

７月25日 

 

９月12日 

９月25日 

 

 

10月６日 

 

10月７日 

 

10月８日 

10月15日 

 

10月27日 

10月28日 

 

10月29日 

11月10日 

11月13日 

 

11月19日 

 

11月20日 

内閣府への要請 谷内大臣官房審議官ほか 

農林水産省への要請 三浦総合食料局国際調

整課課長補佐ほか 

民主党政策調査会事務局との懇談 永田政策

調査会部長代理ほか 

国土交通省への要請 宮石大臣官房技術調査

課技術開発官ほか 

2003年度政策・制度シンポジウム（湯本富士屋

ホテル） 

総務省への要請 藤原自治行政局行政課理事

官ほか 

「海外事業展開に際しての労働・雇用に関する

企業行動規範策定に向けた今後の進め方（その

３）」とりまとめ 

金属産業労使会議ワーキングチームまとめ「金

属産業の国内生産基盤強化に向けて」とりまと

め 

「デフレの解消によって雇用と生活の安定を

図り、構造改革を推進するための要請」「デフ

レの解消によって雇用と生活の安定を図り、構

造改革を推進する決議」を小泉総理に提出 福

田官房長官 

 

2003年企業行動規範（ＣＯＣ）セミナー（国連

大学エリザベス・ローズ会議場） 

2003年産業政策シンポジウム（ゆうらいふセン

ター） 

テーマ「日本のものづくりの競争優位を支える

企業戦略」など 

「企業の社会的責任（ＣＳＲ）に関する各企業

の社内体制づくりに際しての、金属労協の考え

方」とりまとめ 

「2003年政策・制度要求」「サマータイム制度

導入に関する考え方」とりまとめ 

社会経済生産性本部との懇談 元石理事ほか 

「企業行動規範労使締結の取り組み再開に際

しての企業行動規範推進本部の活動について」

とりまとめ 

国土交通省への要請 下野大臣官房官庁営繕

部営繕計画課課長補佐ほか 

文部科学省への要請 内山生涯学習政策局社

会教育課専門官ほか 

財務省への要請 大武主税局長 

総務省への要請 阿部情報通信政策局総合政

策課課長補佐ほか 

環境省への要請 松本総合環境政策局長ほか 

農林水産省への要請 福永経営局構造改善課

課長補佐ほか 

内閣府への要請 村瀬大臣官房審議官ほか 

厚生労働省への要請 青木政策統括官ほか 

経済産業省への要請 桑田経済産業政策局審

議官ほか 

「温暖化対策税導入に関する金属労協の考え

方」とりまとめ 

環境省への要請 松本総合環境政策局長 

12月15日

 

12月17日

 

12月20日

 

 

2004年 

１月９日

３月17日

 

４月21 

～22日

４月23日

 

４月26日

５月21日

５月25日

 

５月27日

 

５月31日

 

 

６月１日

 

６月９日

６月22日

 

６月30日

６月30日

７月９日

 

８月６日

９月22日

 

 

 

 

 

 

 

９月30日

 

11月18日

 

 

12月２日

2005年 

４月15日

４月27日

６月１日

６月３日

 

 

「公的年金制度改革に対する金属労協の見解」

とりまとめ 

民主党政策調査会との政策懇談 枝野政策調

査会長ほか 

パイオニア労働組合所沢支部による「ものづく

り教室」の開催（ラーク所沢） 

金属労協組織内ではじめてのものづくり教室 

 

厚生労働省への要請 木倉年金局年金課長ほか 

「ＣＳＲ（企業の社会的責任）推進における労

働組合の役割に関する提言」とりまとめ 

2004年度政策・制度中央討論集会（新横浜プリ

ンスホテル） 

2004年ＩＭＦ「ＩＦＡ（国際枠組み協約）」セ

ミナー（国連大学ウ・タント国際会議場） 

「2004年政策・制度要求」とりまとめ 

財務省への要請 大武主税局長 

国土交通省への要請 下野大臣官房官庁営繕

部計画課課長補佐ほか 

農林水産省への要請 小坂大臣官房企画評価

課企画官ほか 

産業政策シンポジウム（池之端文化センター）

テーマ「ものづくりエクセレントカンパニーの

行動スタイル」 

総務省への要請 羽渕統計局調査企画課課長

補佐ほか 

内閣府への要請 村瀬大臣官房審議官ほか 

文部科学省への要請 児島高等教育局専門教

育課課長補佐ほか 

厚生労働省への要請 青木政策統括官ほか 

環境省への要請 松本総合環境政策局長ほか 

経済産業省への要請 舟木経済産業政策局審

議官ほか 

サマータイム制度推進議員連盟発足 

「金属労協2004年『政策・制度要求』を踏まえ

た地方における政策・制度活動の展開に向けた

素材提供について」とりまとめ 

金属労協の「政策・制度要求」のうち、地方が

密接に関わる項目について、金属労協地方ブロ

ックを通じて地方連合金属部門連絡会が、地方

連合の政策策定に働きかけるための素材を、メ

ニューとして提供した。 

民主党政策調査会・ＮＣとの政策懇談 仙谷政

策調査会長ほか 

「金属労協『政策・制度要求』の見直し 基本

的な考え方」、企業行動規範推進本部「2005年

度第２回推進会議確認事項」とりまとめ 

「サマータイム制度早期導入決議」とりまとめ

 

2005年政策・制度中央討論集会（笹川記念会館）

「2005年政策・制度要求」とりまとめ 

財務省への要請 松元主計局次長 

2005年産業政策シンポジウム（ラディソン都ホ

テル東京） 

テーマ「本当はどうなのか、中国ものづくり産
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年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

 

６月７日 

 

６月13日 

 

６月14日 

 

６月16日 

 

６月22日 

 

６月22日 

６月23日 

 

 

６月28日 

７月６日 

 

７月７日 

８月25日 

 

 

10月28日 

 

2006年 

４月13 

～14日 

４月14日 

 

４月27日 

 

５月25日 

 

 

５月26日 

５月30日 

 

５月31日 

 

６月５日 

６月19日 

６月19日 

 

６月20日 

 

６月26日 

７月５日 

 

７月５日 

 

７月12日 

７月14日 

 

 

８月７日 

業事情」 

農林水産省への要請 小林企画評価課課長補

佐ほか 

国土交通省への要請 高橋総合政策局政策課

課長補佐ほか 

内閣官房副長官への要請 山崎内閣官房副長

官 

総務省への要請 阿部情報通信政策局総合政

策課課長補佐ほか 

文部科学省への要請 西田生涯学習政策局政

策課課長補佐ほか 

厚生労働省への要請 太田政策統括官ほか 

「金属労協2005年『政策・制度要求』を踏まえ

た地方における政策・制度活動の展開に向けた

素材提供について」とりまとめ 

内閣府への要請 薄井大臣官房審議官ほか 

経済産業省への要請 舟木経済産業政策局審

議官ほか 

環境省への要請 寺田大臣官房審議官ほか 

「ＣＳＲ（企業の社会的責任）推進における労

働組合の役割に関する提言（改訂版）」とりま

とめ 

2006年度政策シンポジウム(ゆうらいふセンター)

テーマ「外国人労働者受け入れ問題を考える」

 

2006年政策・制度中央討論集会（新横浜プリン

スホテル） 

ＣＯＣ・ＣＳＲセミナー（新横浜プリンスホテ

ル） 

「2006年政策・制度要求」「外国人労働者受け

入れの新たな問題に関する考え方」とりまとめ

「金属労協『2006年政策・制度要求』を踏まえ

た地方における政策・制度活動の展開に向けた

素材提供について」とりまとめ 

財務省への要請 藤井主計局長ほか 

「金属労協の政策・制度要求立案の流れの見直

しについて」とりまとめ 

総務省への要請 菊池郵政行政局信書便事業

課企画調査係長ほか 

内閣府への要請 薄井大臣官房審議官ほか 

厚生労働省への要請 太田政策統括官ほか 

内閣官房行政改革推進事務局への要請 中里

行政改革推進調整室参事官補佐ほか 

文部科学省への要請 筒井生涯学習政策局社

会教育課企画調査係長ほか 

環境省への要請 笹谷大臣官房審議官ほか 

農林水産省への要請 仲田国際部国際経済課

課長補佐ほか 

国土交通省への要請 見坂道路局有料道路課

課長補佐ほか 

経済産業省への要請 立岡大臣官房審議官ほか

「法務省『今後の外国人の受入れに関するプロ

ジェクトチーム』の報告書に対する金属労協の

意見」とりまとめ 

小坂文部科学大臣に対し「小学校・中学校学習

 

 

10月31日

 

 

11月30日

 

12月20日

 

2007年 

１月17日

 

１月25日

１月29日

２月１日

２月８日

４月26日

 

 

 

５月25日

 

６月７日

６月12日

 

 

６月14日

 

６月15日

６月22日

 

６月22日

 

６月25日

６月25日

６月27日

 

７月５日

７月５日

 

７月26日

 

10月９日

 

10月22日

 

 

12月４日

 

12月７日

 

12月７日

 

12月26日

 

指導要領に付加すべき『ものづくり』の観点に

関する要請」 銭谷初等中等教育局長ほか 

2007年度政策セミナー（ゆうらいふセンター）

テーマ「ものづくり現場の最前線から若者雇用

を考える」 

民主党政策調査会・ＮＣとの政策懇談 松本政

策調査会長ほか 

民主党ＮＣ農林水産大臣との懇談 篠原ＮＣ

農林水産大臣 

 

民主党・外国人労働者問題作業チームとの懇談

津田参議院議員ほか 

外務省への要請 岩瀬領事局外国人課長ほか 

厚生労働省への要請 金子政策統括官ほか 

法務大臣への要請 長勢法務大臣 

経済産業省への要請 立岡大臣官房審議官ほか

「2007年政策・制度要求重点取り組み項目」「金

属労協の『政策・制度要求』を踏まえた地方に

おける政策・制度活動の展開に向けた素材提供

について」とりまとめ 

民主党・外国人労働者問題作業チームとの懇談

中川衆議院議員ほか 

財務省への要請 津田主計局長ほか 

「外国人研修・技能実習制度の見直し等に関す

る法務大臣、並びに経産省・厚労省の研究会か

らの提案に対する見解」とりまとめ 

国土交通省への要請 針谷大臣官房技術調査

課研究評価係長ほか 

経済産業大臣への要請 甘利経済産業大臣ほか

内閣官房行政改革推進事務局への要請 福澤

行政改革推進調整担当参事官補佐 

農林水産省への要請 仲田国際部国際経済課

国際専門官ほか 

内閣府への要請 斉藤政策統括官ほか 

厚生労働省への要請 金子政策統括官ほか 

文部科学省への要請 田中初等中等教育局教

育課程課企画調査係長ほか 

環境省への要請 谷津大臣官房審議官ほか 

経済産業省への要請 守本経済産業政策局産

業人材参事官室参事官ほか 

「中核的労働基準遵守の取り組み再構築」とり

まとめ 

海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

電機連合会館 

2008年度政策セミナー ゆうらいふセンター 

テーマ「ものづくり現場における若手人材確保

と育成」など 

経済産業大臣への要請（社会経済生産性本部、

日本経団連と共同） 甘利経済産業大臣ほか 

環境大臣への要請（社会経済生産性本部と共

同） 鴨下環境大臣ほか 

民主党政策調査会長への要請 直嶋政策調査

会長 

民主党ＮＣへの要請 増子ＮＣ経済産業大臣

ほか 
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年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

11月１日 

 

11月26日 

 

2012年 

２月27日 

 

２月29日 

 

３月２日 

 

３月２日 

 

３月８日 

 

４月10 

～11日 

４月25日 

 

７月６日 

 

７月27日 

７月31日 

７月31日 

７月31日 

 

７月31日 

2013年 

３月13日 

４月10日 

 

４月26日 

 

６月18日 

６月20日 

 

民主党幹事長にＴＰＰ交渉早期参加表明を要

請 輿石幹事長 

第９回労使紛争の未然防止に関する労使セミ

ナー（電機連合会館） 

 

「円高是正とデフレ脱却に向けた一層の対策

強化を求める金属労協見解」とりまとめ 

議員連盟「円高・欧州危機等対応研究会」への

要請 宮崎岳志事務局長 

民主党「円高・デフレ対策特別チーム」座長と

の懇談 直嶋座長 

経団連専務理事と円高是正・デフレ脱却につい

て懇談 久保田専務理事 

民主党政策調査会長代行への要請 仙谷民主

党政策調査会長代行 

2012年政策・制度中央討論集会（ワークピア横

浜） 

「2012～2013年政策・制度課題」「地方におけ

る政策・制度課題2012」とりまとめ 

第10回海外労使紛争の未然防止に関する労使

セミナー（電機連合会館） 

日本銀行との政策懇談 内田企画局長ほか 

厚生労働省との政策懇談 中野政策統括官ほか

財務省との政策懇談 佐藤総括審議官 

経済産業省との政策懇談 西山経済産業政策

局審議官ほか 

内閣府との政策懇談 梅渓政策統括官ほか 

 

「地方における政策・制度課題2013」とりまとめ

政策セミナー（電機連合会館） 

テーマ「ものづくり日本の将来像」 

「2013年政策・制度課題重点取り組み項目」と

りまとめ 

財務省との政策懇談 佐藤総括審議官 

日本銀行との政策懇談 岩田副総裁、内田企画

局長ほか 

６月25日

６月25日

７月10日

 

７月12日

７月22日

 

８月28日

2014年 

１月８日

 

４月16日

 

４月23日

 

６月３日

 

７月９日

７月29日

 

７月30日

 

７月31日

 

８月19日

８月19日

 

８月19日

８月19日

 

 

８月26日

 

８月27日

 

10月20日

環境省との政策懇談 三好大臣官房審議官ほか

厚生労働省との政策懇談 熊谷政策統括官ほか

内閣府との政策懇談 河越政策統括官付参事

官ほか 

ＴＰＰ政府対策本部に対する意見提出 

経済産業省との政策懇談 小川経済産業局審

議官ほか 

文部科学省との政策懇談 大槻総括審議官ほか

 

経済産業省との意見交換 小川経済産業政策

局審議官 

2014年政策・制度中央討論集会（ワークピア横

浜） 

「2014～2015年政策・制度課題」「地方におけ

る政策・制度課題2014」とりまとめ 

エネルギー政策懇談会（福島第一原子力発電所

激励訪問） 

環境省との政策懇談 田中大臣官房審議官ほか

経済産業省との政策懇談 平井経済産業政策

局審議官ほか 

法務省との政策懇談 東郷入国管理局総務課

企画室補佐官ほか 

財務省との政策懇談 迫田大臣官房総括審議

官ほか 

日本銀行との政策懇談 内田企画局長ほか 

公正取引委員会との政策懇談 山田経済取引

局取引部取引企画課課長補佐ほか 

内閣府との政策懇談 前川政策統括官ほか 

外務省・防衛省との政策懇談 田島外務省経済

局政策課長、石垣防衛省防衛政策局調査課防衛

事務官ほか 

文部科学省との政策懇談 徳久大臣官房総括

審議官ほか 

国土交通省との政策懇談 山本大臣官房技術

調査課調整官ほか 

厚生労働省との政策懇談 石井政策統括官ほか

 

－435－

年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

2008年 

４月10 

～11日 

４月24日 

 

５月20日 

５月21日 

６月２日 

６月４日 

 

６月９日 

６月12日 

 

６月12日 

６月16日 

６月17日 

 

６月17日 

６月18日 

６月20日 

 

６月20日 

９月１日 

 

10月７日 

12月１日 

 

12月５日 

 

 

2009年 

１月19日 

 

２月26日 

３月２日 

３月５日 

 

３月５日 

３月５日 

３月６日 

３月９日 

３月17日 

 

４月１日 

 

４月28日 

 

５月14日 

５月18日 

６月10日 

６月17日 

６月23日 

６月23日 

 

６月23日 

 

2008年政策・制度中央討論集会（新横浜国際ホ

テル） 

「2008～2009年政策・制度要求」「地方におけ

る政策・制度要求2008」とりまとめ 

環境省への要請 谷津大臣官房審議官ほか 

国土交通省への要請 

外務省への要請 松永領事局外国人課長ほか 

第２回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター） 

文部科学省への要請 

経済財政担当大臣への要請 太田経済財政担

当大臣ほか 

財務省への要請 杉本主計局長 

法務省への要請 中山法務専門官ほか 

経済産業省への要請 瀬戸経済産業政策局審

議官ほか 

総務省への要請 

厚生労働省への要請 小野政策統括官ほか 

内閣官房行政改革推進事務局への要請 佐藤

企画官ほか 

農林水産省への要請 

「ものづくり現場の若者雇用に関する状況調

査」とりまとめ 

厚生労働省への要請 村木総括審議官ほか 

第３回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー ゆうらいふセンター 

厚生労働省に対し「非正規労働者の雇用情勢の

悪化に対する緊急要請」 酒光労使関係担当参

事官 

 

「雇用危機を打開し、勤労者生活の底支えを図

る緊急的な雇用対策」とりまとめ 

総務省への要請 

民主党政策調査会への要請 直嶋政策調査会長

内閣府への要請 藤岡経済財政運営担当審議

官ほか 

農林水産省への要請 

国土交通省への要請 

環境省への要請 森谷大臣官房審議官ほか 

厚生労働省への要請 小野政策統括官ほか 

経済産業省への要請 石黒経済産業政策局審

議官ほか 

2009年度政策セミナー（電機連合会館） 

テーマ「ものづくり産業再生への道筋」 

「2009年政策・制度要求重点取り組み項目」と

りまとめ 

環境省への要請 森谷大臣官房審議官ほか 

「地方における政策・制度課題2009」とりまとめ

総務省への要請 

外務省への要請 松井領事局外国人課長ほか 

厚生労働省への要請 小野政策統括官ほか 

内閣府への要請 藤岡経済財政運営担当審議

官ほか 

法務省への要請 

６月23日

６月30日

７月13日

 

７月14日

７月24日

 

10月26日

 

 

11月25日

 

12月10日

 

2010年 

４月４日

４月19 

～20日

４月23日

５月30日

 

 

 

６月11日

 

６月30日

７月16日

 

７月26日

10月29日

 

11月５日

 

12月８日

 

12月10日

 

2011年 

２月23日

 

 

３月30日

 

 

 

３月31日

７月１日

 

10月20日

 

10月24日

 

 

10月26日

 

財務省への要請 丹呉主計局長 

農林水産省への要請 

経済産業省への要請 石黒経済産業政策局審

議官ほか 

文部科学省への要請 

第４回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター） 

2010年度政策セミナー（幕張テクノガーデン）

テーマ「工業高校を軸とした『人づくり』と地

域活性化」など 

「鳩山内閣の政策展開にあたっての金属労協

としての考え方」とりまとめ 

第５回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター） 

 

「地方における政策・制度課題2010」とりまとめ

2010年政策・制度中央討論集会（ワークピア横

浜） 

「2010～2011年政策・制度課題」とりまとめ 

金属労協九州ブロック「ものづくり教室」（こ

のみクラブ） 

九州ブロックを対象としたパイロット・プロジ

ェクト 

第６回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（電機連合会館） 

厚生労働省との政策懇談 中野政策統括官ほか

経済産業省との政策懇談 川本経済産業政策

局審議官ほか 

環境省との政策懇談 森谷大臣官房審議官ほか 

政策セミナー（ゆうらいふセンター） 

テーマ「ものづくりを中核に据えた国づくり」

「ＴＰＰへの早期参加表明を求める金属労協

見解」とりまとめ 

「地球温暖化対策・現下の状況に関する金属労

協見解」とりまとめ 

第７回海外労使紛争の未然防止に関する労使

セミナー（ゆうらいふセンター） 

 

「地方議会におけるＴＰＰ反対の動きなどに

対する金属労協組織内の対応について」とりま

とめ 

「東日本大震災に伴う雇用問題への対応に関

する考え方」「電力供給不足への対応に関する

考え方」「地方における政策・制度課題2011」

とりまとめ 

厚生労働省との政策懇談 中野政策統括官ほか

第８回海外労使紛争の未然防止に関する労使

セミナー（電機連合会館） 

「ＴＰＰへの早期参加表明を求める金属労協

緊急アピール」とりまとめ 

政策セミナー（電機連合会館） 

テーマ「今後のエネルギー・環境対応とわが産

業」など 

「ＴＰＰ交渉への早期参加を求める国民会議」

シンポジウム参加（ＫＫＲホテル東京） 
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年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

11月１日 

 

11月26日 

 

2012年 

２月27日 

 

２月29日 

 

３月２日 

 

３月２日 

 

３月８日 

 

４月10 

～11日 

４月25日 

 

７月６日 

 

７月27日 

７月31日 

７月31日 

７月31日 

 

７月31日 

2013年 

３月13日 

４月10日 

 

４月26日 

 

６月18日 

６月20日 

 

民主党幹事長にＴＰＰ交渉早期参加表明を要

請 輿石幹事長 

第９回労使紛争の未然防止に関する労使セミ

ナー（電機連合会館） 

 

「円高是正とデフレ脱却に向けた一層の対策

強化を求める金属労協見解」とりまとめ 

議員連盟「円高・欧州危機等対応研究会」への

要請 宮崎岳志事務局長 

民主党「円高・デフレ対策特別チーム」座長と

の懇談 直嶋座長 

経団連専務理事と円高是正・デフレ脱却につい

て懇談 久保田専務理事 

民主党政策調査会長代行への要請 仙谷民主

党政策調査会長代行 

2012年政策・制度中央討論集会（ワークピア横

浜） 

「2012～2013年政策・制度課題」「地方におけ

る政策・制度課題2012」とりまとめ 

第10回海外労使紛争の未然防止に関する労使

セミナー（電機連合会館） 

日本銀行との政策懇談 内田企画局長ほか 

厚生労働省との政策懇談 中野政策統括官ほか

財務省との政策懇談 佐藤総括審議官 

経済産業省との政策懇談 西山経済産業政策

局審議官ほか 

内閣府との政策懇談 梅渓政策統括官ほか 

 

「地方における政策・制度課題2013」とりまとめ

政策セミナー（電機連合会館） 

テーマ「ものづくり日本の将来像」 

「2013年政策・制度課題重点取り組み項目」と

りまとめ 

財務省との政策懇談 佐藤総括審議官 

日本銀行との政策懇談 岩田副総裁、内田企画

局長ほか 

６月25日

６月25日

７月10日

 

７月12日

７月22日

 

８月28日

2014年 

１月８日

 

４月16日

 

４月23日

 

６月３日

 

７月９日

７月29日

 

７月30日

 

７月31日

 

８月19日

８月19日

 

８月19日

８月19日

 

 

８月26日

 

８月27日

 

10月20日

環境省との政策懇談 三好大臣官房審議官ほか

厚生労働省との政策懇談 熊谷政策統括官ほか

内閣府との政策懇談 河越政策統括官付参事

官ほか 

ＴＰＰ政府対策本部に対する意見提出 

経済産業省との政策懇談 小川経済産業局審

議官ほか 

文部科学省との政策懇談 大槻総括審議官ほか

 

経済産業省との意見交換 小川経済産業政策

局審議官 

2014年政策・制度中央討論集会（ワークピア横

浜） 

「2014～2015年政策・制度課題」「地方におけ

る政策・制度課題2014」とりまとめ 

エネルギー政策懇談会（福島第一原子力発電所

激励訪問） 

環境省との政策懇談 田中大臣官房審議官ほか

経済産業省との政策懇談 平井経済産業政策

局審議官ほか 

法務省との政策懇談 東郷入国管理局総務課

企画室補佐官ほか 

財務省との政策懇談 迫田大臣官房総括審議

官ほか 

日本銀行との政策懇談 内田企画局長ほか 

公正取引委員会との政策懇談 山田経済取引

局取引部取引企画課課長補佐ほか 

内閣府との政策懇談 前川政策統括官ほか 

外務省・防衛省との政策懇談 田島外務省経済

局政策課長、石垣防衛省防衛政策局調査課防衛

事務官ほか 

文部科学省との政策懇談 徳久大臣官房総括

審議官ほか 

国土交通省との政策懇談 山本大臣官房技術

調査課調整官ほか 

厚生労働省との政策懇談 石井政策統括官ほか
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年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 年月日 金属労協における政策・制度の諸活動 

2008年 

４月10 

～11日 

４月24日 

 

５月20日 

５月21日 

６月２日 

６月４日 

 

６月９日 

６月12日 

 

６月12日 

６月16日 

６月17日 

 

６月17日 

６月18日 

６月20日 

 

６月20日 

９月１日 

 

10月７日 

12月１日 

 

12月５日 

 

 

2009年 

１月19日 

 

２月26日 

３月２日 

３月５日 

 

３月５日 

３月５日 

３月６日 

３月９日 

３月17日 

 

４月１日 

 

４月28日 

 

５月14日 

５月18日 

６月10日 

６月17日 

６月23日 

６月23日 

 

６月23日 

 

2008年政策・制度中央討論集会（新横浜国際ホ

テル） 

「2008～2009年政策・制度要求」「地方におけ

る政策・制度要求2008」とりまとめ 

環境省への要請 谷津大臣官房審議官ほか 

国土交通省への要請 

外務省への要請 松永領事局外国人課長ほか 

第２回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター） 

文部科学省への要請 

経済財政担当大臣への要請 太田経済財政担

当大臣ほか 

財務省への要請 杉本主計局長 

法務省への要請 中山法務専門官ほか 

経済産業省への要請 瀬戸経済産業政策局審

議官ほか 

総務省への要請 

厚生労働省への要請 小野政策統括官ほか 

内閣官房行政改革推進事務局への要請 佐藤

企画官ほか 

農林水産省への要請 

「ものづくり現場の若者雇用に関する状況調

査」とりまとめ 

厚生労働省への要請 村木総括審議官ほか 

第３回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー ゆうらいふセンター 

厚生労働省に対し「非正規労働者の雇用情勢の

悪化に対する緊急要請」 酒光労使関係担当参

事官 

 

「雇用危機を打開し、勤労者生活の底支えを図

る緊急的な雇用対策」とりまとめ 

総務省への要請 

民主党政策調査会への要請 直嶋政策調査会長

内閣府への要請 藤岡経済財政運営担当審議

官ほか 

農林水産省への要請 

国土交通省への要請 

環境省への要請 森谷大臣官房審議官ほか 

厚生労働省への要請 小野政策統括官ほか 

経済産業省への要請 石黒経済産業政策局審

議官ほか 

2009年度政策セミナー（電機連合会館） 

テーマ「ものづくり産業再生への道筋」 

「2009年政策・制度要求重点取り組み項目」と

りまとめ 

環境省への要請 森谷大臣官房審議官ほか 

「地方における政策・制度課題2009」とりまとめ

総務省への要請 

外務省への要請 松井領事局外国人課長ほか 

厚生労働省への要請 小野政策統括官ほか 

内閣府への要請 藤岡経済財政運営担当審議

官ほか 

法務省への要請 

６月23日

６月30日

７月13日

 

７月14日

７月24日

 

10月26日

 

 

11月25日

 

12月10日

 

2010年 

４月４日

４月19 

～20日

４月23日

５月30日

 

 

 

６月11日

 

６月30日

７月16日

 

７月26日

10月29日

 

11月５日

 

12月８日

 

12月10日

 

2011年 

２月23日

 

 

３月30日

 

 

 

３月31日

７月１日

 

10月20日

 

10月24日

 

 

10月26日

 

財務省への要請 丹呉主計局長 

農林水産省への要請 

経済産業省への要請 石黒経済産業政策局審

議官ほか 

文部科学省への要請 

第４回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター） 

2010年度政策セミナー（幕張テクノガーデン）

テーマ「工業高校を軸とした『人づくり』と地

域活性化」など 

「鳩山内閣の政策展開にあたっての金属労協

としての考え方」とりまとめ 

第５回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター） 

 

「地方における政策・制度課題2010」とりまとめ

2010年政策・制度中央討論集会（ワークピア横

浜） 

「2010～2011年政策・制度課題」とりまとめ 

金属労協九州ブロック「ものづくり教室」（こ

のみクラブ） 

九州ブロックを対象としたパイロット・プロジ

ェクト 

第６回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（電機連合会館） 

厚生労働省との政策懇談 中野政策統括官ほか

経済産業省との政策懇談 川本経済産業政策

局審議官ほか 

環境省との政策懇談 森谷大臣官房審議官ほか 

政策セミナー（ゆうらいふセンター） 

テーマ「ものづくりを中核に据えた国づくり」

「ＴＰＰへの早期参加表明を求める金属労協

見解」とりまとめ 

「地球温暖化対策・現下の状況に関する金属労

協見解」とりまとめ 

第７回海外労使紛争の未然防止に関する労使

セミナー（ゆうらいふセンター） 

 

「地方議会におけるＴＰＰ反対の動きなどに

対する金属労協組織内の対応について」とりま

とめ 

「東日本大震災に伴う雇用問題への対応に関

する考え方」「電力供給不足への対応に関する

考え方」「地方における政策・制度課題2011」

とりまとめ 

厚生労働省との政策懇談 中野政策統括官ほか

第８回海外労使紛争の未然防止に関する労使

セミナー（電機連合会館） 

「ＴＰＰへの早期参加表明を求める金属労協

緊急アピール」とりまとめ 

政策セミナー（電機連合会館） 

テーマ「今後のエネルギー・環境対応とわが産

業」など 

「ＴＰＰ交渉への早期参加を求める国民会議」

シンポジウム参加（ＫＫＲホテル東京） 

－434－



JCM50年史436

国 際 交 流 1994年９月～2014年８月 

 

 

1964年５月16日の結成以来、2014年９月２日50周年記念レ

セプションまでの50年間の国際交流の実績は、海外への派遣

数は総計14,572名、海外からの受入れ数は総計7,945名に及ん

でいる。ここでは、1994年９月から2014年９月２日50周年記

念レセプションまで、最近20年間の国際交流の主なものを掲

載する。なお、紙面の都合で代表者１名のみを記載し、他は

人数のみの記載とした。 

 

 

1995年度（1994年９月～1995年８月） 

【派 遣】（215名） 

＜1994年＞ 

９月10－21日 ＩＭＦ中国ミッション 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

９月９－14日 デンマーク金属労組第48回定期大会 （デ

ンマーク・コペンハーゲン） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他３名 

９月14－19日 イギリス運輸・一般労組(ＴＧＷＵ)ＩＭ

Ｆ－ＪＣ交流団（イギリス〉 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他３名 

10月18－20日 ＩＭＦ世界航空宇宙会議（ドイツ・ハン

ブルグ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長、他５名 

10月20日 ＩＭＦ中国ミッション報告書調整会議（スイ

ス・ジュネーブ） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

10月26日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＩＭＦ－ＲＯＣＣ)第

22回定期大会（中華民国・台中市） 

塩本勝治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月２－４日 ＯＥＣＤ鉄鋼セミナー（フランス・パリ） 

毛頭和則鉄鋼労連副委員長 

11月12－22日 1994年後期地連代表東南アジア労働事情

視察団 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長、他18名 

11月12－27日 1994年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団

（カナダ・米国） 

土田良雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他23名 

11月15－17日 第５回ＩＭＦ世界電機電子会議（タイ・

バンコク） 

岩山保雄ＩＭＦ－ＪＣ副議長/ＩＭＦ電機電

子部会長/電機連合委員長、他35名 

11月17－19日 阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長東南アジ

ア諸国歴訪（マレーシア、シンガポール） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月30日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月１－２日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月12日 第４回日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

＜1995年＞ 

１月23－26日 国際労働財団（ＪＩＬＡＦ）／ＳＰＳＩ

金属部門「日本セミナー」（インドネシア・

ボゴール） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長 

１月23－24日 ＯＥＣＤ第６作業部会(造船)（フラン

ス・パリ） 

筒井英雄造船重機労連中央執行委員 

２月７日 ＩＭＦ事務技術職作業部会（スイス・ジュネ

ーブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月４－７日 第７回北欧金属労連との定期協議 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

４月６－７日 ＩＭＦボルボ世界企業別協議会（ブラジ

ル・カルティバ） 

伊東金良自動車総連事務局次長、他１名 

４月20－21日 ＩＭＦ電機・電子産業部会運営委員会(ス

イス・ジュネーブ) 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事/電機連合書

記長、他１名 

４月25－26日 ＩＭＦ世界鉄鋼会議（イギリス・ロザハ

ム） 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長/鉄鋼労連委

員長、他６名 

４月27－28日 ＩＭＦ／ＦＩＥＴ/ＥＭＦ共催「作業編成

の新様式に関する国際セミナー」（スイス・

ジュネーブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月９日 ＩＭＦ・ＯＥＣＤ鉄鋼委員会対策会議（フラ

ンス・パリ） 

石塚拓郎鉄鋼労連中央執行委員 

５月10－11日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（フランス・パリ） 

石塚拓郎鉄鋼労連中央執行委員 

５月10－26日 1995年ＩＭＦ－ＪＣ欧州賃金事情調査団 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他28名 

５月12日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

５月15－25日 1995年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア

労働事情視察団（ベトナム、マレーシア、シ

ンガポール） 

堀口利一三菱重工労組名機支部執行委員、他

14名 
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５月19－23日 スウェーデン金属労組第35回定期大会

（スウェーデン・ストックホルム） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月23日 ＩＭＦ財政委員会（カナダ・バンクーバー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月24日 ＩＭＦ執行委員会（カナダ・バンクーバー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月23－29日 ＩＭＦ中央委員会（カナダ・バンクーバー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

５月25日 ＩＭＦアジア・太平洋の加盟組合連絡会議（カ

ナダ・バンクーバー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

５月25日 ＩＭＦ中国に関する会議（カナダ・バンクー

バー） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月24－31日 日本労働研究機構(ＪＩＬ)インド調査団

（インド・ニューデリー，バンガロール） 

土田良雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長/多国籍労

組会議運営委員 

６月22日 ＩＭＦ航空機エンジン製造作業委員会（スイ

ス・ジュネーブ） 

津志田旭造船重機労連産業政策部門局長 

７月８日 ＩＭＦシンガポール協議会(ＩＭＦ－ＳＣ)造

船・海洋機器労組(ＳＭＥＥＵ)年次記念式典

〈シンガポール〉 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

７月25日－28日 南アメリカ治金・機械・鉱山労連(ＦＬ

ＡＴＩＭ)第２回定期大会および運輸・自動

車労組(ＳＭＡＴＡ)結成50周年記念式典（ア

ルゼンチン・ブエノスアイレス） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長、他１名 

７月23日－８月２日 全米自動車・航空宇宙・農機労組

(ＵＡＷ)ウオールター&メイ・ルーサー奨学

金国際労働運動家プログラム海外労組奨学

金プログラム（米国・ミシガン州） 

羽澄幹夫自動車総連全トヨタ労連トヨタ労

組中央執行委員他、１名 

８月27日－９月２日 ＩＭＦ韓国調査ミッション 

高倉明自動車総連国際局長 

９月６日 ＩＭＦ造船作業部会（デンマーク・コペンハー

ゲン） 

小出弘造船重機労連産業政策部門部長 

 

【受入れ】（215名） 

＜1994年＞ 

９月３－７日 ＩＭＦ－ＪＣ結成30周年記念レセプショ

ン・第33回定期大会 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

26名 

９月14日 鉄鋼労連定期大会海外来賓受入 

ファン・チン・チャイＩＭＦ中華民国委員会

鉄鋼委員会、他６名 

11月１－４日 第４回日独定期協議 

クラウス・ツヴィッケル ドイツ金属労組

(ＩＧメタル)会長、他５名 

11月４日 韓国大字電子労使委員会訪日団 

パク・ヒュン・スー労使協力部労使協力部長、

他18名 

11月21日 ＩＭＦシンガポール協議会（ＳＣ）シンガポ

ール金属産業労組（ＭＩＷＵ）ミッション 

オン・チン・アン執行書記長、他５名 

11月22日 自動車総連招聘中国機械冶金工会訪日代表団 

張祥中国機械冶金工会副主席、他３名 

11月29日－12月５日 スウェーデン金属労組(スベンス

カ・メタル)ボルボ・ミッション 

ジョン・フェルナンデス スウェーデン金属

労組国際部長、他17名 

12月15日 ＩＭＦ中華民国委員会リー・チー=フェン氏 

 

＜1995年＞ 

１月13日 ドイツ金属産業経営者連盟(ゲザムトメタル)

視察団 

ゴットショル会長、他30名 

１月14日 スウェーデン労組韓国ミッション 

ベングト・ヤコブソン スウェーデン金属労

組国際局長、他１名 

２月10日 イギリス『メタル・ブリテン』東京特派員ラ

ッセル・マッカロック氏 

２月21日 日本労働研究機構招聘ドイツ労働総同盟(Ｄ

ＧＢ)・ドイツ金属労組(ＩＧメタル)トップ

労組指導者 

ハインツ・ディーター・マールベルクＤＧＢ

ノルトライン=ヴェストファーレン地区議長、

他３名 

３月15日 日本労働研究機構招聘『ノルウェー労働総同

盟(ＬＯ) トップ・リーダー』 

コーレ・ミュルヴォルＬＯ局長、他２名 

３月27日 在外日本大使館一等書記官(就任挨拶) 

浜口桂一郎欧州共同体日本政府代表部、他４

名 

４月10－16日 第６回ＩＭＦ－ＪＣ男女平等研修会海外

講師団 

カーラ・コレッテイＩＭＦ機会均等部長、他

３名 

４月11－19日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＩＭＦ－ＲＯＣ

Ｃ)若手研修生 

陳文梼国瑞汽車労働組合常務理事、他５名 

４月20日 ビル・ジョーダンＩＣＦＴＵ書記長(前ＩＭＦ

執行委員・元イギリス合同機械・電機工労組

－ＡＥＥＵ会長) 

６月３－10日 第32回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミナー海

外講師団 

ジョン・フェルナンデス スウェーデン金属

労組国際部長、他１名 

６月４日－13日 ＩＭＦ－ＪＣ招聘アジアの金属労組教

育訓練プログラム 

J. エドモンド・アントニー・ケネディーＩ

ＭＦインド協議会(ＩＣ)ＴＶＳスズキ従業 

員労組執行委員・労働者教育担当、他５名 

６月４－11日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)訪日研修団 

崔雄吉韓国金属労連副委員長、他９名 
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国 際 交 流 1994年９月～2014年８月 

 

 

1964年５月16日の結成以来、2014年９月２日50周年記念レ

セプションまでの50年間の国際交流の実績は、海外への派遣

数は総計14,572名、海外からの受入れ数は総計7,945名に及ん

でいる。ここでは、1994年９月から2014年９月２日50周年記

念レセプションまで、最近20年間の国際交流の主なものを掲

載する。なお、紙面の都合で代表者１名のみを記載し、他は

人数のみの記載とした。 

 

 

1995年度（1994年９月～1995年８月） 

【派 遣】（215名） 

＜1994年＞ 

９月10－21日 ＩＭＦ中国ミッション 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

９月９－14日 デンマーク金属労組第48回定期大会 （デ

ンマーク・コペンハーゲン） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他３名 

９月14－19日 イギリス運輸・一般労組(ＴＧＷＵ)ＩＭ

Ｆ－ＪＣ交流団（イギリス〉 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他３名 

10月18－20日 ＩＭＦ世界航空宇宙会議（ドイツ・ハン

ブルグ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長、他５名 

10月20日 ＩＭＦ中国ミッション報告書調整会議（スイ

ス・ジュネーブ） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

10月26日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＩＭＦ－ＲＯＣＣ)第

22回定期大会（中華民国・台中市） 

塩本勝治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月２－４日 ＯＥＣＤ鉄鋼セミナー（フランス・パリ） 

毛頭和則鉄鋼労連副委員長 

11月12－22日 1994年後期地連代表東南アジア労働事情

視察団 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長、他18名 

11月12－27日 1994年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団

（カナダ・米国） 

土田良雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他23名 

11月15－17日 第５回ＩＭＦ世界電機電子会議（タイ・

バンコク） 

岩山保雄ＩＭＦ－ＪＣ副議長/ＩＭＦ電機電

子部会長/電機連合委員長、他35名 

11月17－19日 阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長東南アジ

ア諸国歴訪（マレーシア、シンガポール） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月30日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月１－２日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月12日 第４回日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

＜1995年＞ 

１月23－26日 国際労働財団（ＪＩＬＡＦ）／ＳＰＳＩ

金属部門「日本セミナー」（インドネシア・

ボゴール） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長 

１月23－24日 ＯＥＣＤ第６作業部会(造船)（フラン

ス・パリ） 

筒井英雄造船重機労連中央執行委員 

２月７日 ＩＭＦ事務技術職作業部会（スイス・ジュネ

ーブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月４－７日 第７回北欧金属労連との定期協議 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

４月６－７日 ＩＭＦボルボ世界企業別協議会（ブラジ

ル・カルティバ） 

伊東金良自動車総連事務局次長、他１名 

４月20－21日 ＩＭＦ電機・電子産業部会運営委員会(ス

イス・ジュネーブ) 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事/電機連合書

記長、他１名 

４月25－26日 ＩＭＦ世界鉄鋼会議（イギリス・ロザハ

ム） 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長/鉄鋼労連委

員長、他６名 

４月27－28日 ＩＭＦ／ＦＩＥＴ/ＥＭＦ共催「作業編成

の新様式に関する国際セミナー」（スイス・

ジュネーブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月９日 ＩＭＦ・ＯＥＣＤ鉄鋼委員会対策会議（フラ

ンス・パリ） 

石塚拓郎鉄鋼労連中央執行委員 

５月10－11日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（フランス・パリ） 

石塚拓郎鉄鋼労連中央執行委員 

５月10－26日 1995年ＩＭＦ－ＪＣ欧州賃金事情調査団 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他28名 

５月12日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

５月15－25日 1995年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア

労働事情視察団（ベトナム、マレーシア、シ

ンガポール） 

堀口利一三菱重工労組名機支部執行委員、他

14名 
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５月19－23日 スウェーデン金属労組第35回定期大会

（スウェーデン・ストックホルム） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月23日 ＩＭＦ財政委員会（カナダ・バンクーバー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月24日 ＩＭＦ執行委員会（カナダ・バンクーバー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月23－29日 ＩＭＦ中央委員会（カナダ・バンクーバー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

５月25日 ＩＭＦアジア・太平洋の加盟組合連絡会議（カ

ナダ・バンクーバー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

５月25日 ＩＭＦ中国に関する会議（カナダ・バンクー

バー） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月24－31日 日本労働研究機構(ＪＩＬ)インド調査団

（インド・ニューデリー，バンガロール） 

土田良雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長/多国籍労

組会議運営委員 

６月22日 ＩＭＦ航空機エンジン製造作業委員会（スイ

ス・ジュネーブ） 

津志田旭造船重機労連産業政策部門局長 

７月８日 ＩＭＦシンガポール協議会(ＩＭＦ－ＳＣ)造

船・海洋機器労組(ＳＭＥＥＵ)年次記念式典

〈シンガポール〉 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

７月25日－28日 南アメリカ治金・機械・鉱山労連(ＦＬ

ＡＴＩＭ)第２回定期大会および運輸・自動

車労組(ＳＭＡＴＡ)結成50周年記念式典（ア

ルゼンチン・ブエノスアイレス） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長、他１名 

７月23日－８月２日 全米自動車・航空宇宙・農機労組

(ＵＡＷ)ウオールター&メイ・ルーサー奨学

金国際労働運動家プログラム海外労組奨学

金プログラム（米国・ミシガン州） 

羽澄幹夫自動車総連全トヨタ労連トヨタ労

組中央執行委員他、１名 

８月27日－９月２日 ＩＭＦ韓国調査ミッション 

高倉明自動車総連国際局長 

９月６日 ＩＭＦ造船作業部会（デンマーク・コペンハー

ゲン） 

小出弘造船重機労連産業政策部門部長 

 

【受入れ】（215名） 

＜1994年＞ 

９月３－７日 ＩＭＦ－ＪＣ結成30周年記念レセプショ

ン・第33回定期大会 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

26名 

９月14日 鉄鋼労連定期大会海外来賓受入 

ファン・チン・チャイＩＭＦ中華民国委員会

鉄鋼委員会、他６名 

11月１－４日 第４回日独定期協議 

クラウス・ツヴィッケル ドイツ金属労組

(ＩＧメタル)会長、他５名 

11月４日 韓国大字電子労使委員会訪日団 

パク・ヒュン・スー労使協力部労使協力部長、

他18名 

11月21日 ＩＭＦシンガポール協議会（ＳＣ）シンガポ

ール金属産業労組（ＭＩＷＵ）ミッション 

オン・チン・アン執行書記長、他５名 

11月22日 自動車総連招聘中国機械冶金工会訪日代表団 

張祥中国機械冶金工会副主席、他３名 

11月29日－12月５日 スウェーデン金属労組(スベンス

カ・メタル)ボルボ・ミッション 

ジョン・フェルナンデス スウェーデン金属

労組国際部長、他17名 

12月15日 ＩＭＦ中華民国委員会リー・チー=フェン氏 

 

＜1995年＞ 

１月13日 ドイツ金属産業経営者連盟(ゲザムトメタル)

視察団 

ゴットショル会長、他30名 

１月14日 スウェーデン労組韓国ミッション 

ベングト・ヤコブソン スウェーデン金属労

組国際局長、他１名 

２月10日 イギリス『メタル・ブリテン』東京特派員ラ

ッセル・マッカロック氏 

２月21日 日本労働研究機構招聘ドイツ労働総同盟(Ｄ

ＧＢ)・ドイツ金属労組(ＩＧメタル)トップ

労組指導者 

ハインツ・ディーター・マールベルクＤＧＢ

ノルトライン=ヴェストファーレン地区議長、

他３名 

３月15日 日本労働研究機構招聘『ノルウェー労働総同

盟(ＬＯ) トップ・リーダー』 

コーレ・ミュルヴォルＬＯ局長、他２名 

３月27日 在外日本大使館一等書記官(就任挨拶) 

浜口桂一郎欧州共同体日本政府代表部、他４

名 

４月10－16日 第６回ＩＭＦ－ＪＣ男女平等研修会海外

講師団 

カーラ・コレッテイＩＭＦ機会均等部長、他

３名 

４月11－19日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＩＭＦ－ＲＯＣ

Ｃ)若手研修生 

陳文梼国瑞汽車労働組合常務理事、他５名 

４月20日 ビル・ジョーダンＩＣＦＴＵ書記長(前ＩＭＦ

執行委員・元イギリス合同機械・電機工労組

－ＡＥＥＵ会長) 

６月３－10日 第32回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミナー海

外講師団 

ジョン・フェルナンデス スウェーデン金属

労組国際部長、他１名 

６月４日－13日 ＩＭＦ－ＪＣ招聘アジアの金属労組教

育訓練プログラム 

J. エドモンド・アントニー・ケネディーＩ

ＭＦインド協議会(ＩＣ)ＴＶＳスズキ従業 

員労組執行委員・労働者教育担当、他５名 

６月４－11日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)訪日研修団 

崔雄吉韓国金属労連副委員長、他９名 
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６月12日 非鉄金属労連招聘中国機械冶金工会訪日団 

高忠謙中国機械冶金工会主席、他４名 

６月19日 鉄鋼労連招聘ロシア金属鉱山労組代表団 

ミスニク・ボリス・グリゴリエピッチ ロシ

ア金属鉱山労組委員長、他３名 

６月30日 韓国労総中央研究院調査団 

差益求韓国労働組合総連盟(労総)中央研究

院委託研究員、他２名 

７月５日 電機連合第43固定期大会海外来賓 

ロナルド・ギリヴィン全米電子・電機・俸給・

機械・家具労組(ＩＵＥ)ＧＭ委員会議長 

７月６日 シリル・タンＩＭＦシンガポール協議会(Ｓ

Ｃ)電子・電機合同労組(ＵＷＥＥＩ)書記長 

７月11日 デンマーク女性労組(ＫＩＤ)訪日代表団 

エレン・ホフマンＫＩＤオデンセ支部長、他

４名 

７月13日 キム・テヒュン韓国労働組合会議(ＫＣＴＵ)

結成準備委員会政策担当局長・韓国病院労組

政策局長 

７月25日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＩＭＦ－ＲＯＣＣ)中

国鉄鋼労働組合幹部訪日団 

宋青林理事長、他26名 

８月18－20日 ＩＭＦマレーシア協議会(ＭＣ)代表団 

アネ・べンジャミン マレーシア金属産業従

業員労組(ＭＩＥＵ)、他３名 

８月24－26日 ドイツ金属労組(ＩＧメタル)ロベルト・

シュタイアート 

 

 

1996年度（1995年９月～1996年８月） 

【派 遣】（207名） 

＜1995年＞ 

９月６日 ＩＭＦ造船部会作業部会（デンマーク・コペ

ンハーゲン） 

小出弘造船重機労連産業政策部長 

９月27－28日 ＩＭＦ作業編成部会（スイス・ ジュネーブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月11－13日 インドネシア金属・電子・機械（ＬＥＭ）

労組組第１回全国大会（インドネシア・中央

ジャワ・セマラン・ウンガラン） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

10月18－20日 多国籍企業労組（ＴＣＭ）第23回国際セ

ミナー【日本フィリピン二国間セミナー】（フ

ィリピン・セブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月12－13日 ＩＭＦ世界大会：グローバル化と経済の

国際化に関するＩＭＦ小委員会第１回会議

(米国・ワシントンＤＣ) 

岩山保雄ＩＭＦ－ＪＣ副議長／電機連合委

員長／ＩＭＦ電機電子部会長、他１名 

10月29日－11月４日 ドイツ金属労組（ＩＧＭ）第18回

定期大会（ドイツ・ベルリン） 

塩本勝治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

11月８－９日 第９回ＩＭＦアジア地域会議（オースト

ラリア・シドニー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他36名 

11月９日 オーストラリアの金属労組との会議（オース

トラリア・シドニー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

11月11－12日 韓国労働組合会議（ＫＣＴＵ）結成大会

（韓国・ソウル） 

土田良雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月12－29日 ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団（カナ

ダ、米国） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他12名 

11月17日 ＩＭＦ中華民国委員会（ＲＯＣＣ）年次大会

(中華民国・台北) 

服部光朗ＩＭＦ－ＪＣ副議長／ゼンキン連

合会長 

11月21－24日 ＩＭＦ女性アジア・サブ・リージョナル・

ワークショップ（タイ・バンコク） 

市川佳子ＩＭＦ－ＪＣ女性委員会委員長代

行、他４名 

11月23－24日 第５回日独金属労組定期協議（ドイツ・

フランクフルト） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

11月28日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会ＩＭＦ対策会議（フラン

ス・パリ） 

小栗啓豊ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

11月22日－12月２日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（フランス・

パリ） 

小栗啓豊ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

12月６日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月７－８日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月14日 ＩＭＦ造船作業委員会（スイス・ジュネーブ） 

小出弘造船重機労連産業政策部門部長 

12月11－21日国際協力機構（ＪＩＣＡ）主催青年海外協

力隊現地視察（フィリピン、ラオス） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長、他２名 

 

＜1996年＞ 

１月10－12日 ＩＭＦ－ＪＣアジア連帯セミナー 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他10名 

１月30日 ＩＭＦ機械産業に関する作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

関根甫ゼンキン連合副書記長 

２月13－14日 ＩＭＦエコノミスト・調査担当者会議（ス

イス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

２月15－16日 ＩＭＦ世界大会：グローバル化と経済の

国際化に関するＩＭＦ小委員会第２回会議

（スイス・ジュネーブ） 

岩山保雄ＩＭＦ－ＪＣ副議長／ＩＭＦ電機

電子部会長／電機連合委員長、他１名 
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３月７－14日 ＩＭＦインドネシア調査ミッション 

鎌倉泰彦ＩＭＦ－ＪＣ国際局部長 

４月15－16日 第６回アジア電機電子セミナー（オース

トラリア・シドニー） 

岩山保雄ＩＭＦ－ＪＣ副議長／電機連合委

員長／ＩＭＦ電機電子部会長、他21名 

４月15－19日 ＩＭＦ作業編成部会小委員会（スイス・

ジュネーブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月24－26日 第７回ＩＭＦアジア造船作業部会（中華

民国・台北） 

吉井眞之ＩＭＦ－ＪＣ副議長／造船重機労

連委員長、他６名 

５月８－24日 ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団（スウ

ェーデン、ドイツ、スイス、スペイン） 

塩本勝治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他13名 

５月26－29日（フィンランド・カムベレ）フィンランド

金属労組定期大会 

塩本勝治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月13－14日 ＩＭＦ労働者教育に関する 作業委員会

（ノルウェー） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長 

５月11－21日 ＩＭＦ－ＪＣ地連代表南アジア・東南ア

ジア労働事情視察団（インド、タイ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局、他25名 

５月11－25日 ＩＭＦ－ＪＣ賃金ミッション（米国） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他５名 

５月15日 韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）定期大会（韓国・

ソウル） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月20日 ＩＭＦ電機電子部会運営委員会（スイス・ジ

ュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・電機連合書

記長、他１名 

６月11日 ＩＭＦ財政委員会（スウェーデン・イェテボ

リ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

６月11日 ＩＭＦ「労働時間に関する世界会議」準備会

議（スウェーデン・イェテボリ） 

鎌倉泰彦ＩＭＦ－ＪＣ国際局部長 

６月11日 ＩＭＦ執行委員会（スウェーデン・イェテボ

リ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

６月13日 ＩＭＦ中央委員会（スウェーデン・イェテボ

リ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

６月13日 ＩＭＦ中国ミッションのフォローアップ会議

（スウェーデン・イェテボリ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

６月13日 ＩＭＦアジア・太平洋運営委員会（ＩＭＦ－

ＡＰＲＥＣ)コーディネーター第１回会議

（スウェーデン・イェテボリ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

 

 

【受入れ】（121名） 

＜1995年＞ 

９月４－８日 第34回定期大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長,他

18名 

９月４－13日 イタリア金属労連（ＦＬＭ）代表団 

ジアコモ・バルビエーリ イタリア金属労連

（ＦＬＭ)ＦＩＯＭ－ＣＧＩＬ国際担当、他

３名 

９月12日 ドイツ・プレーメン大学ウルフガング・ドイ

ブラー教授 

９月18日 ドイツ金属労組（ＩＧメタル）プレーメン支

部ハインツ・ブローアー 

９月19日 ＩＭＦ本部経済・調査担当アンヌ＝マリー・

ミュロー 

９月24－10月１日 韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）訪日研

修団 

鄭昌永韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）事務局長、

他９名 

10月10－14日 第５回日韓金属労組定期会議：韓国金属

労連（ＦＫＭＴＵ）代表団 

朴仁相韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）委員長、

他11名 

10月17－24日 ベトナム労働総同盟（ＶＧＣＬ）代表団 

ヴ・ファン・カアット ベトナム労働総同盟

（ＶＧＣＬ）執行委員・ベトナム全国金属・

機械工労組委員長、他３名 

10月26日 95連合中央女性集会海外来賓 

リム・アイチョー マレーシア労働組合会議

（ＭＴＵＣ）女性委員会副事務局長／マレー

シア金属産業従業員労組（ＭＩＥＵ)、他１名 

10月27日 オーストラリア労働組合評議会（ＡＣＴＵ）

代表 

Ｂ・マンスフィールド オーストラリア労働

組合評議会（ＡＣＴＵ）副書記長 

11月13－15日 ＩＭＦアジア電機電子セミナ一打ち合わ

せ 

鎌田普ＩＭＦシニア・エグゼクティブ・オフ

ィサー 

11月30日－12月９日 スウェーデン金属労組訪日代表団 

ジャン＝アケ・オルソン スウェーデン 金

属労組国際担当、他７名 

12月４日 ジョージ・ベッカー全米鉄鋼労組(ＵＳＷＡ）

会長 

12月14日 日本労働研究機構（ＪＩＬ）招聘ドイツ労働

総同盟(ＤＧＢ）・金属労組(ＩＧメタル）若

手訪日団 

クラウス・ヘルマンＩＧメタル国際部、他２

名 

 

＜1996年＞ 

１月31日 オーストラリア自動車・食品・金属・機械工

労組（ＡＦＭＥＵ）代表団 

ポール・ノアック 自動車部門南オーストラ

リア支部書記長、他３名 
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６月12日 非鉄金属労連招聘中国機械冶金工会訪日団 

高忠謙中国機械冶金工会主席、他４名 

６月19日 鉄鋼労連招聘ロシア金属鉱山労組代表団 

ミスニク・ボリス・グリゴリエピッチ ロシ

ア金属鉱山労組委員長、他３名 

６月30日 韓国労総中央研究院調査団 

差益求韓国労働組合総連盟(労総)中央研究

院委託研究員、他２名 

７月５日 電機連合第43固定期大会海外来賓 

ロナルド・ギリヴィン全米電子・電機・俸給・

機械・家具労組(ＩＵＥ)ＧＭ委員会議長 

７月６日 シリル・タンＩＭＦシンガポール協議会(Ｓ

Ｃ)電子・電機合同労組(ＵＷＥＥＩ)書記長 

７月11日 デンマーク女性労組(ＫＩＤ)訪日代表団 

エレン・ホフマンＫＩＤオデンセ支部長、他

４名 

７月13日 キム・テヒュン韓国労働組合会議(ＫＣＴＵ)

結成準備委員会政策担当局長・韓国病院労組

政策局長 

７月25日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＩＭＦ－ＲＯＣＣ)中

国鉄鋼労働組合幹部訪日団 

宋青林理事長、他26名 

８月18－20日 ＩＭＦマレーシア協議会(ＭＣ)代表団 

アネ・べンジャミン マレーシア金属産業従

業員労組(ＭＩＥＵ)、他３名 

８月24－26日 ドイツ金属労組(ＩＧメタル)ロベルト・

シュタイアート 

 

 

1996年度（1995年９月～1996年８月） 

【派 遣】（207名） 

＜1995年＞ 

９月６日 ＩＭＦ造船部会作業部会（デンマーク・コペ

ンハーゲン） 

小出弘造船重機労連産業政策部長 

９月27－28日 ＩＭＦ作業編成部会（スイス・ ジュネーブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月11－13日 インドネシア金属・電子・機械（ＬＥＭ）

労組組第１回全国大会（インドネシア・中央

ジャワ・セマラン・ウンガラン） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

10月18－20日 多国籍企業労組（ＴＣＭ）第23回国際セ

ミナー【日本フィリピン二国間セミナー】（フ

ィリピン・セブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月12－13日 ＩＭＦ世界大会：グローバル化と経済の

国際化に関するＩＭＦ小委員会第１回会議

(米国・ワシントンＤＣ) 

岩山保雄ＩＭＦ－ＪＣ副議長／電機連合委

員長／ＩＭＦ電機電子部会長、他１名 

10月29日－11月４日 ドイツ金属労組（ＩＧＭ）第18回

定期大会（ドイツ・ベルリン） 

塩本勝治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

11月８－９日 第９回ＩＭＦアジア地域会議（オースト

ラリア・シドニー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他36名 

11月９日 オーストラリアの金属労組との会議（オース

トラリア・シドニー） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

11月11－12日 韓国労働組合会議（ＫＣＴＵ）結成大会

（韓国・ソウル） 

土田良雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月12－29日 ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団（カナ

ダ、米国） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他12名 

11月17日 ＩＭＦ中華民国委員会（ＲＯＣＣ）年次大会

(中華民国・台北) 

服部光朗ＩＭＦ－ＪＣ副議長／ゼンキン連

合会長 

11月21－24日 ＩＭＦ女性アジア・サブ・リージョナル・

ワークショップ（タイ・バンコク） 

市川佳子ＩＭＦ－ＪＣ女性委員会委員長代

行、他４名 

11月23－24日 第５回日独金属労組定期協議（ドイツ・

フランクフルト） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

11月28日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会ＩＭＦ対策会議（フラン

ス・パリ） 

小栗啓豊ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

11月22日－12月２日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（フランス・

パリ） 

小栗啓豊ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

12月６日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月７－８日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月14日 ＩＭＦ造船作業委員会（スイス・ジュネーブ） 

小出弘造船重機労連産業政策部門部長 

12月11－21日国際協力機構（ＪＩＣＡ）主催青年海外協

力隊現地視察（フィリピン、ラオス） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長、他２名 

 

＜1996年＞ 

１月10－12日 ＩＭＦ－ＪＣアジア連帯セミナー 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他10名 

１月30日 ＩＭＦ機械産業に関する作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

関根甫ゼンキン連合副書記長 

２月13－14日 ＩＭＦエコノミスト・調査担当者会議（ス

イス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

２月15－16日 ＩＭＦ世界大会：グローバル化と経済の

国際化に関するＩＭＦ小委員会第２回会議

（スイス・ジュネーブ） 

岩山保雄ＩＭＦ－ＪＣ副議長／ＩＭＦ電機

電子部会長／電機連合委員長、他１名 
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３月７－14日 ＩＭＦインドネシア調査ミッション 

鎌倉泰彦ＩＭＦ－ＪＣ国際局部長 

４月15－16日 第６回アジア電機電子セミナー（オース

トラリア・シドニー） 

岩山保雄ＩＭＦ－ＪＣ副議長／電機連合委

員長／ＩＭＦ電機電子部会長、他21名 

４月15－19日 ＩＭＦ作業編成部会小委員会（スイス・

ジュネーブ） 

森敏雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月24－26日 第７回ＩＭＦアジア造船作業部会（中華

民国・台北） 

吉井眞之ＩＭＦ－ＪＣ副議長／造船重機労

連委員長、他６名 

５月８－24日 ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団（スウ

ェーデン、ドイツ、スイス、スペイン） 

塩本勝治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他13名 

５月26－29日（フィンランド・カムベレ）フィンランド

金属労組定期大会 

塩本勝治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月13－14日 ＩＭＦ労働者教育に関する 作業委員会

（ノルウェー） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長 

５月11－21日 ＩＭＦ－ＪＣ地連代表南アジア・東南ア

ジア労働事情視察団（インド、タイ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局、他25名 

５月11－25日 ＩＭＦ－ＪＣ賃金ミッション（米国） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他５名 

５月15日 韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）定期大会（韓国・

ソウル） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月20日 ＩＭＦ電機電子部会運営委員会（スイス・ジ

ュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・電機連合書

記長、他１名 

６月11日 ＩＭＦ財政委員会（スウェーデン・イェテボ

リ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

６月11日 ＩＭＦ「労働時間に関する世界会議」準備会

議（スウェーデン・イェテボリ） 

鎌倉泰彦ＩＭＦ－ＪＣ国際局部長 

６月11日 ＩＭＦ執行委員会（スウェーデン・イェテボ

リ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

６月13日 ＩＭＦ中央委員会（スウェーデン・イェテボ

リ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

６月13日 ＩＭＦ中国ミッションのフォローアップ会議

（スウェーデン・イェテボリ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

６月13日 ＩＭＦアジア・太平洋運営委員会（ＩＭＦ－

ＡＰＲＥＣ)コーディネーター第１回会議

（スウェーデン・イェテボリ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

 

 

【受入れ】（121名） 

＜1995年＞ 

９月４－８日 第34回定期大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長,他

18名 

９月４－13日 イタリア金属労連（ＦＬＭ）代表団 

ジアコモ・バルビエーリ イタリア金属労連

（ＦＬＭ)ＦＩＯＭ－ＣＧＩＬ国際担当、他

３名 

９月12日 ドイツ・プレーメン大学ウルフガング・ドイ

ブラー教授 

９月18日 ドイツ金属労組（ＩＧメタル）プレーメン支

部ハインツ・ブローアー 

９月19日 ＩＭＦ本部経済・調査担当アンヌ＝マリー・

ミュロー 

９月24－10月１日 韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）訪日研

修団 

鄭昌永韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）事務局長、

他９名 

10月10－14日 第５回日韓金属労組定期会議：韓国金属

労連（ＦＫＭＴＵ）代表団 

朴仁相韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）委員長、

他11名 

10月17－24日 ベトナム労働総同盟（ＶＧＣＬ）代表団 

ヴ・ファン・カアット ベトナム労働総同盟

（ＶＧＣＬ）執行委員・ベトナム全国金属・

機械工労組委員長、他３名 

10月26日 95連合中央女性集会海外来賓 

リム・アイチョー マレーシア労働組合会議

（ＭＴＵＣ）女性委員会副事務局長／マレー

シア金属産業従業員労組（ＭＩＥＵ)、他１名 

10月27日 オーストラリア労働組合評議会（ＡＣＴＵ）

代表 

Ｂ・マンスフィールド オーストラリア労働

組合評議会（ＡＣＴＵ）副書記長 

11月13－15日 ＩＭＦアジア電機電子セミナ一打ち合わ

せ 

鎌田普ＩＭＦシニア・エグゼクティブ・オフ

ィサー 

11月30日－12月９日 スウェーデン金属労組訪日代表団 

ジャン＝アケ・オルソン スウェーデン 金

属労組国際担当、他７名 

12月４日 ジョージ・ベッカー全米鉄鋼労組(ＵＳＷＡ）

会長 

12月14日 日本労働研究機構（ＪＩＬ）招聘ドイツ労働

総同盟(ＤＧＢ）・金属労組(ＩＧメタル）若

手訪日団 

クラウス・ヘルマンＩＧメタル国際部、他２

名 

 

＜1996年＞ 

１月31日 オーストラリア自動車・食品・金属・機械工

労組（ＡＦＭＥＵ）代表団 

ポール・ノアック 自動車部門南オーストラ

リア支部書記長、他３名 
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２月１日 婦人少年協会『グラス・シーリング』代表団 

工リザベス・フォールハイム、他４名 

２月１日 電機連合招聘中国全国総工会代表団 

李華中華全国総工会執行委員、他５名 

２月２日 日本政府在外公館労務担当官候補（４名） 

２月21日 ドイツ連邦共和国大使館モニカ・Ｍ・ゾンマ

一参事官（労働社会担当） 

３月22－28日 デンマーク金属労組若手研修生 

パレ・ダイレ・ニールソン組合員・養成工、

他１名 

４月８－13日 マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、

鎌田普ＩＭＦシニア・エグゼクティブ・オフ

ィサー 

４月10日 第７回ＩＭＦ－ＪＣ男女平等研修会 

メレーネ・バークマン全米鉄鋼労組(ＵＳＷ

Ａ)組織部長 

４月17日 中華全国総工会代表団 

高忠謙中華機械冶金工会主席、他２名 

４月18－21日 ピーター・ウンターベーガーＩＭＦ自動

車部長 

５月９日 ＩＭＦ東アジアに関するサブ・リージョナル

委員会第１回会議 

鎌田普ＩＭＦシニア・エグゼクティブ・オフ

ィサー、他７名 

５月22日 トルコ金属労組 

ピーザット・エルダール副会長、他５名 

５月22－29日 ＩＭＦ中華民国委員会（ＲＯＣＣ）研修

生 

蕭木蘭台湾省機械業労連・国産自動車労組中

央執行委員、他４名 

７月１日 電機連合定期大会海外来賓 

ケン・ジャクソン イギリス合同機械工労組

（ＡＥＥＵ）書記長、他１名 

７月６－12日 ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミナー海外講師 

ウルフガング・シュレイダー ドイツ金属労

組(ＩＧメタル）基本政策担当部長 

７月７－17日 ＩＭＦ－ＪＣ招聘東南アジア労組幹部研

修生 

アグス・リドホ・プラセトヤ インドネシア

金属・電子・電機・機械労組ジャカルタ地本

（ＬＥＭジャカルタ）ホンダ・アストラ・エ

ンジン製造労組副委員長、３名 

７月17－19日 スウェーデン金属労組代表団 

ジョン・フェルナンデス スウェーデン金属

労組国際部長、他１名 

 

 

1997年度（1996年９月～1997年８月） 

【派 遣】（312名） 

＜1996年＞ 

９月22－28日 全米機械工労組(ＩＡＭ)定期大会（米

国・シカゴ） 

関根甫ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・ゼンキン連合

副書記長、他１名 

９月23－26日 ＩＭＦ電機・電子運営委員会/ＩＭＦ家電

製造部門に関する作業グループ/ＩＭＦ通信

機器製造部門に関する作業グループ 

直理勝也ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・電機連合書記長、

他３名 

９月29日－10月９日 イタリア金属労連との定期交流 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

10月16－18日 多国籍労組会議(ＴＣＭ)日本・マレーシ

ア２国間セミナー（マレーシア・クアラルン

プール） 

大内一憲ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他７名 

10月21－22日 第５回ＩＭＦ鉄鋼セミナー（マレーシ

ア・クアラルンプール） 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長・鉄鋼労連委

員長、他16名 

10月26－27日 ＩＭＦ香港の金属労働者の将来に関する

セミナー（香港） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他４名 

10月29日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期大会 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長・鉄鋼労連委

員長 

10月29日－11月１日 ＩＭＦ女性労働者のためのアジア

サブリージョナルワークショップ（韓国・ソ

ウル） 

武田朱美 電機連合書記、他５名 

11月３－５日 ＪＩＬＡＦ後援イスラエル総同盟(ヒス

タドルート)国際学院労働講座講師派遣(イ

スラエル・テルアビブ) 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

11月９－24日 1996年ＩＭＦ－ＪＣ米国労働事情視察団

（米国・カナダ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他13名 

11月19日 第６回日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

11月21日 ＩＭＦ機械エンジニアに関する作業部会（ス

イス・ジュネーブ） 

関根甫ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・ゼンキン連合

副書記長 

12月３－７日 ＩＭＦ財政委員会（オランダ・アムステ

ルダム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月３－７日 ＩＭＦ執行委員会／アクションプログラ

ム委員会（オランダ・アムステルダム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

12月11－12日 ＩＭＦ特別プロジェクト「女性と団体交

渉」評価会議 

蓮見淳子電機連合中央執行委員、他１名 

 

＜1997年＞ 

４月２－３日 第11回ＩＭＦ世界造船会議（デンマー

ク・コぺンハーゲン） 

若月一昭ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・造船重機労

連書記長、他10名 

４月９－14日 第２回アジア連帯セミナー現地打ち合わ

せ（シンガポール） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 
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４月12－13日 第２回ＩＭＦ東アジア・サブリージョナ

ル委員会／ＩＭＦ香港の金属労働者の将来

に関するフォローアップセミナー（香港） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

５月８－18日 1997年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア

労働事情調査団（マレーシア、タイ） 

吉原義仁全トヨタ労連対外政策部長、他18名 

５月16日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

５月25－29日 第29回ＩＭＦ世界大会（米国・サンフラ

ンシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他81名 

５月22日 ＩＭＦ動議規約委員会（米国・サンフランシ

スコ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月22日 ＩＭＦ財政委員会（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月22日 ＩＭＦ世界労働時間会議準備会（米国・サン

フランシスコ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月23日 ＩＭＦ執行委員会（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月24日 ＩＭＦ中央委員会（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他12名 

５月24日 ＩＭＦ－ＡＰＲＥＣ会議調整委員会（米国・

サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

５月24日 アジアの夕べ（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

５月25日 ニューカレドニア労組との懇談（米国・サン

フランシスコ） 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長・鉄鋼労連委

員長、他３名 

５月27日 第12回日米加金属労組会議（米国・サンフラ

ンシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他11名 

５月28日 第29回ＩＭＦ世界大会後のＩＭＦ中央委員会

（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

６月８－22日 1997年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団

（スイス、イタリア、ドイツ、スウェーデン、

ベルギー） 

大内一憲ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他19名 

６月23－25日 第２回アジア金属連帯セミナーＩＭＦ－

ＪＣ代表団（シンガポール） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

 

【受入れ】（113名） 

＜1996年＞ 

９月１－５日 第35回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他19名 

９月２日 ＩＭＦ－ＡＰＲＥＣのための調整委員会 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

６名 

９月10日 第87回鉄鋼労連定期大会海外来賓 

クラウディア・ラーマンＩＧメタル国際局ア

ジア担当、他７名 

10月９日 国際労働財団招請海外労組指導者アフリカ代表 

オズボーン・ガレニ南アフリカ全国労組(Ｃ

ＯＳＡＴＵ)全国オルガナイザー 

10月16－23日 ＩＭＦ－ＪＣ招請韓国金属労連(ＦＫＭ

ＴＵ)研修生 

崔雄吉韓国金属労連副委員長、他９名 

10月23日 韓国山本労組代表 

ユン・ジョン・ヒョン韓国山本労組前委員長､

他１名 

11月13－21日 スウェーデン金属労組訪日研修団 

マルガレータ・ペターソン スウェーデン金

属労組団体交渉役員、他８名 

11月15日 日本労働研究機構招請フィンランド労働組合

中央組織トップ指導者 

ラウリ・イハライネン フィンランド労働組

合中央組織委員長、他２名 

12月４－９日 労働リーダーシップコース開設30周年記

念国際シンポジウム(12月６日、明治学院大

学で開催) 

講師 

エレーヌ・バーナード米ハーバード大学労働

組合講座事務局長、他３名 

12月５日 日本労働研究機構招請イギリス労働組合会議

(ＴＵＣ)若手チーム 

マイケル・J・リーキー イギリス鉄鋼労働

組合連合書記次長、他３名 

12月５日 日本労働研究機構招請ＤＧＢ・ＩＧメタルト

ップ労組指導者 

ギュンター・ディックハウゼン ＤＧＢ執行

委員、他３名 

12月９日 第２回電機労働者の意識と各国労使関係に関

する国際シンポジウム海外参加者 

フランシスコ・コンソリ ローマ大学統計学

部教授、他１名 

 

＜1997年＞ 

１月22日 在日韓国大使館姜応大労務官 

２月２－９日 第８回日北欧金属労連との定期協議北欧

代表団 

ペール＝エリック・ルンド 北欧金属労連委

員長/フィンランド金属労組委員長、他10名 

３月６日 労働省出身・在外公館へのレーバーアタッシ

ェ赴任挨拶 

塚本勝利（在インドネシア日本大使館へ赴

任）、他２名 

４月16－23日 第８回男女平等研修会海外講師 

アンニャ・オクサ フィンランド金属労組組

織・平等部門担当役員 

６月17日 自動車総連受入れ中国機械冶金工会代表団 

高忠謙 中国機械冶金工会主席、他４名 

６月27日 韓国民主労総(ＫＣＴＵ)国際金属協議会(ＩＭ

Ｃ)韓国自動車労組連盟大字自動車労組調査団 

ムン・ギ・ミョン 大字自動車労組調査メン
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２月１日 婦人少年協会『グラス・シーリング』代表団 

工リザベス・フォールハイム、他４名 

２月１日 電機連合招聘中国全国総工会代表団 

李華中華全国総工会執行委員、他５名 

２月２日 日本政府在外公館労務担当官候補（４名） 

２月21日 ドイツ連邦共和国大使館モニカ・Ｍ・ゾンマ

一参事官（労働社会担当） 

３月22－28日 デンマーク金属労組若手研修生 

パレ・ダイレ・ニールソン組合員・養成工、

他１名 

４月８－13日 マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、

鎌田普ＩＭＦシニア・エグゼクティブ・オフ

ィサー 

４月10日 第７回ＩＭＦ－ＪＣ男女平等研修会 

メレーネ・バークマン全米鉄鋼労組(ＵＳＷ

Ａ)組織部長 

４月17日 中華全国総工会代表団 

高忠謙中華機械冶金工会主席、他２名 

４月18－21日 ピーター・ウンターベーガーＩＭＦ自動

車部長 

５月９日 ＩＭＦ東アジアに関するサブ・リージョナル

委員会第１回会議 

鎌田普ＩＭＦシニア・エグゼクティブ・オフ

ィサー、他７名 

５月22日 トルコ金属労組 

ピーザット・エルダール副会長、他５名 

５月22－29日 ＩＭＦ中華民国委員会（ＲＯＣＣ）研修

生 

蕭木蘭台湾省機械業労連・国産自動車労組中

央執行委員、他４名 

７月１日 電機連合定期大会海外来賓 

ケン・ジャクソン イギリス合同機械工労組

（ＡＥＥＵ）書記長、他１名 

７月６－12日 ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミナー海外講師 

ウルフガング・シュレイダー ドイツ金属労

組(ＩＧメタル）基本政策担当部長 

７月７－17日 ＩＭＦ－ＪＣ招聘東南アジア労組幹部研

修生 

アグス・リドホ・プラセトヤ インドネシア

金属・電子・電機・機械労組ジャカルタ地本

（ＬＥＭジャカルタ）ホンダ・アストラ・エ

ンジン製造労組副委員長、３名 

７月17－19日 スウェーデン金属労組代表団 

ジョン・フェルナンデス スウェーデン金属

労組国際部長、他１名 

 

 

1997年度（1996年９月～1997年８月） 

【派 遣】（312名） 

＜1996年＞ 

９月22－28日 全米機械工労組(ＩＡＭ)定期大会（米

国・シカゴ） 

関根甫ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・ゼンキン連合

副書記長、他１名 

９月23－26日 ＩＭＦ電機・電子運営委員会/ＩＭＦ家電

製造部門に関する作業グループ/ＩＭＦ通信

機器製造部門に関する作業グループ 

直理勝也ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・電機連合書記長、

他３名 

９月29日－10月９日 イタリア金属労連との定期交流 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

10月16－18日 多国籍労組会議(ＴＣＭ)日本・マレーシ

ア２国間セミナー（マレーシア・クアラルン

プール） 

大内一憲ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他７名 

10月21－22日 第５回ＩＭＦ鉄鋼セミナー（マレーシ

ア・クアラルンプール） 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長・鉄鋼労連委

員長、他16名 

10月26－27日 ＩＭＦ香港の金属労働者の将来に関する

セミナー（香港） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他４名 

10月29日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期大会 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長・鉄鋼労連委

員長 

10月29日－11月１日 ＩＭＦ女性労働者のためのアジア

サブリージョナルワークショップ（韓国・ソ

ウル） 

武田朱美 電機連合書記、他５名 

11月３－５日 ＪＩＬＡＦ後援イスラエル総同盟(ヒス

タドルート)国際学院労働講座講師派遣(イ

スラエル・テルアビブ) 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

11月９－24日 1996年ＩＭＦ－ＪＣ米国労働事情視察団

（米国・カナダ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他13名 

11月19日 第６回日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

11月21日 ＩＭＦ機械エンジニアに関する作業部会（ス

イス・ジュネーブ） 

関根甫ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・ゼンキン連合

副書記長 

12月３－７日 ＩＭＦ財政委員会（オランダ・アムステ

ルダム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月３－７日 ＩＭＦ執行委員会／アクションプログラ

ム委員会（オランダ・アムステルダム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

12月11－12日 ＩＭＦ特別プロジェクト「女性と団体交

渉」評価会議 

蓮見淳子電機連合中央執行委員、他１名 

 

＜1997年＞ 

４月２－３日 第11回ＩＭＦ世界造船会議（デンマー

ク・コぺンハーゲン） 

若月一昭ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・造船重機労

連書記長、他10名 

４月９－14日 第２回アジア連帯セミナー現地打ち合わ

せ（シンガポール） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 
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４月12－13日 第２回ＩＭＦ東アジア・サブリージョナ

ル委員会／ＩＭＦ香港の金属労働者の将来

に関するフォローアップセミナー（香港） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

５月８－18日 1997年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア

労働事情調査団（マレーシア、タイ） 

吉原義仁全トヨタ労連対外政策部長、他18名 

５月16日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

５月25－29日 第29回ＩＭＦ世界大会（米国・サンフラ

ンシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他81名 

５月22日 ＩＭＦ動議規約委員会（米国・サンフランシ

スコ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月22日 ＩＭＦ財政委員会（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月22日 ＩＭＦ世界労働時間会議準備会（米国・サン

フランシスコ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月23日 ＩＭＦ執行委員会（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月24日 ＩＭＦ中央委員会（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他12名 

５月24日 ＩＭＦ－ＡＰＲＥＣ会議調整委員会（米国・

サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

５月24日 アジアの夕べ（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

５月25日 ニューカレドニア労組との懇談（米国・サン

フランシスコ） 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長・鉄鋼労連委

員長、他３名 

５月27日 第12回日米加金属労組会議（米国・サンフラ

ンシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他11名 

５月28日 第29回ＩＭＦ世界大会後のＩＭＦ中央委員会

（米国・サンフランシスコ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

６月８－22日 1997年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団

（スイス、イタリア、ドイツ、スウェーデン、

ベルギー） 

大内一憲ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他19名 

６月23－25日 第２回アジア金属連帯セミナーＩＭＦ－

ＪＣ代表団（シンガポール） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

 

【受入れ】（113名） 

＜1996年＞ 

９月１－５日 第35回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他19名 

９月２日 ＩＭＦ－ＡＰＲＥＣのための調整委員会 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

６名 

９月10日 第87回鉄鋼労連定期大会海外来賓 

クラウディア・ラーマンＩＧメタル国際局ア

ジア担当、他７名 

10月９日 国際労働財団招請海外労組指導者アフリカ代表 

オズボーン・ガレニ南アフリカ全国労組(Ｃ

ＯＳＡＴＵ)全国オルガナイザー 

10月16－23日 ＩＭＦ－ＪＣ招請韓国金属労連(ＦＫＭ

ＴＵ)研修生 

崔雄吉韓国金属労連副委員長、他９名 

10月23日 韓国山本労組代表 

ユン・ジョン・ヒョン韓国山本労組前委員長､

他１名 

11月13－21日 スウェーデン金属労組訪日研修団 

マルガレータ・ペターソン スウェーデン金

属労組団体交渉役員、他８名 

11月15日 日本労働研究機構招請フィンランド労働組合

中央組織トップ指導者 

ラウリ・イハライネン フィンランド労働組

合中央組織委員長、他２名 

12月４－９日 労働リーダーシップコース開設30周年記

念国際シンポジウム(12月６日、明治学院大

学で開催) 

講師 

エレーヌ・バーナード米ハーバード大学労働

組合講座事務局長、他３名 

12月５日 日本労働研究機構招請イギリス労働組合会議

(ＴＵＣ)若手チーム 

マイケル・J・リーキー イギリス鉄鋼労働

組合連合書記次長、他３名 

12月５日 日本労働研究機構招請ＤＧＢ・ＩＧメタルト

ップ労組指導者 

ギュンター・ディックハウゼン ＤＧＢ執行

委員、他３名 

12月９日 第２回電機労働者の意識と各国労使関係に関

する国際シンポジウム海外参加者 

フランシスコ・コンソリ ローマ大学統計学

部教授、他１名 

 

＜1997年＞ 

１月22日 在日韓国大使館姜応大労務官 

２月２－９日 第８回日北欧金属労連との定期協議北欧

代表団 

ペール＝エリック・ルンド 北欧金属労連委

員長/フィンランド金属労組委員長、他10名 

３月６日 労働省出身・在外公館へのレーバーアタッシ

ェ赴任挨拶 

塚本勝利（在インドネシア日本大使館へ赴

任）、他２名 

４月16－23日 第８回男女平等研修会海外講師 

アンニャ・オクサ フィンランド金属労組組

織・平等部門担当役員 

６月17日 自動車総連受入れ中国機械冶金工会代表団 

高忠謙 中国機械冶金工会主席、他４名 

６月27日 韓国民主労総(ＫＣＴＵ)国際金属協議会(ＩＭ

Ｃ)韓国自動車労組連盟大字自動車労組調査団 

ムン・ギ・ミョン 大字自動車労組調査メン
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【受入れ】（264名） 

＜1997年＞ 

８月31日－９月４日 第36回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

25名 

９月５日 韓国民主金属労組連盟(ＫＦＭＵ)訪日調査団 

ノ・ジェ・ヨルＫＦＭＵ第２政策局長、他３

名 

９月28日－10月４日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)研修生 

金純鏑韓国金属労組連盟(ＦＫＭＴＵ)副委

員長、他９名 

10月９日 韓国経済研究院客員研究員 

キム・フン氏、他２名 

10月14－17日 ＩＭＦ世界労働時間会議海外代表 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

125名 

10月16－18日 第６回日独金属労組定期協議ＩＧメタル

代表団 

クラウス・ツヴィッケルＩＧメタル会長、他

９名 

11月４－12日 ＩＭＦ－ＪＣ／イタリア金属労連との定

期交流・イタリア代表団受入れ 

カルロス・スブレアヒコ イタリア金属労連

労働組合連盟(ＦＩＭ－ＣＩＳＬ)ロンバル

ディア州地域事務所事務局長、他４名 

11月18日 日本労働研究機構招請ドイツ労働総同盟(Ｄ

ＧＢ)・ドイツ金属産業労組（ＩＧメタル)卜

ップチーム 

ユルゲン・ヴァイスバッハＤＧＢザクセン・

アンハルト州支部委員長、他２名 

11月26－29日 第７回日韓金属労組定期協議韓国代表団 

涉柳在 韓国金属労働組合連盟（ＦＫＭＴＵ）

委員長、他11名 

12月３日 日本労働研究機構招請英国労働組合会議(Ｔ

ＵＣ)・国際自由労連(ＩＣＦＴＵ)合成トッ 

ジェームス・Ｅ・ベーカー国際自由労連(Ｉ

ＣＦＴＵ)プライオリティー・グループ(多国

籍企業・組織化担当)代表、他３名 

12月３日 “スター" (ドイツ雑誌) パトリシア・ドール

記者 

12月４日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招請パレスチナ・

ヨルダンチーム 

モハメッド・ジャ・アブナジイナ パレスチ

ナ労働組合一般同盟中央執行委員、他３名 

12月４－８日 韓国フコク労組代表 

イ・シジョンＫＣＴＵ－ＩＭＣ韓国民主金属

連盟(ＫＦＭＵ)京幾南部支部事務局長、他２

名 

 

＜1998年＞ 

１月25－30日 イギリス運輸一般労組(Ｔ＆Ｇ)訪日代表

団 

ビル・モリスＴ＆Ｇ書記長、他２名 

１月25－30日 日本労働研究機構招請フランス民主労働

総同盟(ＣＦＤＴ)トップチーム 

ロベール・ボナンＣＦＤＴ中央本部委員・金

属労連(ＦＧＭＭ)書記長、他２名 

３月12日 英国カーディフ国立大学 

ジョン・サルモン助教授 

４月７日 ドイツ商工会議所招請ドイツ金属産業労組

(ＩＧメタル)代表 

ハンス・ヨーゼフ・ルグランＩＧメタル共同

決定部 

４月21－28日 第９回ＩＭＦ－ＪＣ男女平等研修会海外

講師 

オン・キャウ シンガポール金属産業労組

(ＭＩＷＵ)書記次長、他１名 

５月10－17日 1998年ＩＭＦ中華民国委員会（ＲＯＣＣ）

訪日研修生 

黄棟梁台湾省電工器材産業労連台湾松下労

組理事、他10名 

６月６－13日 第35回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミナー海

外講師 

ハーマン・ローゼンフェェルド カナダ全国

自動車・航空宇宙・輸送・一般労組(ＣＡＷ)

教育・国際部門担当全国代表、他２名 

６月７－16日 1998年ＩＭＦ－ＪＣ招聘東南アジア労組

幹部研修生 

リー・フォン・チン香港ＨＫＴＵＣ金属労組

調整委員会(ＭＣＣ)宝石産業従業員労組 

執行委員、他５名 

６月11日 ＩＭＦ／電機連合第2回アジア電機・電子フォ

ーラム 

ラッセル・ウィルソン オーストラリア通信

電機配管工労組(ＣＥＰＵ)、14名 

６月24日 カッテ・アキレシュ日本労働研究機構招請研

究員 

６月30日 駐日英国大使館書記官 

コリン・ロバートソン貿易政策部二等書記官 

７月３日 国際労働財団招聘インドネシア労組代表 

ハルジョノ インドネシア東ジャカルタ地

区金属・電機・機械労働者組合(ＬＥＭ)議長、

１名 

７月23日 エレーヌ・バーナード ハーバード大学労働

組合講座代表 

７月24日 イタリア金属労連労働組合連盟(ＦＩＯＭ) 

エンリコ・チェコッティ 代表 

 

 

1999年度（1998年９月～1999年８月） 

【派 遣】（166名） 

＜1998年＞ 

９月22日 弾力的労働市場制が機械・電機電子産業に及

ぼす影響に関するＩＬＯ政労使三者構成会

議ＩＭＦ準備会議（スイス・ジュネーブ） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事/ゼンキン連

合副書記長、他１名 

９月27日－10月４日 （イタリア・ローマ、トリノ、ミ
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バ一、他４名 

７月７－12日 ＪＩＬＡＦ招請韓国労働組合総連盟(Ｆ

ＫＴＵ)研修生 

廬進貴 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)企画室長 

７月10－12日 第34回国際労働セミナー海外講師 

ダグ・キャメロン オーストラリア製造労組

全国書記長､３名 

７月９－18日 1997年ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジア労組

幹部研修生 

コー・ワイ・コン 香港金属産業労組委員会

執行委員､他５名 

８月14日 日本労働研究機構・米国フェロー受入れ 

リサ・フェレル アーカンソー州下院議員 

 

 

1998年度（1997年９月～1998年８月） 

【派 遣】（124名） 

＜1997年＞ 

９月13－19日 第49回デンマーク金属労組定期大会（デ

ンマーク・コペンハーゲン） 

吉井眞之ＩＭＦ－ＪＣ副議長／造船重機労

連委員長 

10月21－22日 第25回二国間多国籍企業セミナー（ベト

ナム・ハノイ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任、他８名 

10月26－30日 ＩＬＯ鉄鋼委員会／ＩＭＦ準備会議（ス

イス・ジュネーブ） 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長・鉄鋼労連委

員長、他３名 

11月７日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期大会

（中華民国・高雄） 

姫野庄三ＩＭＦ－ＪＣ副議長・非鉄連合委員長 

11月８－23日 1997年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団

（米国、カナダ） 

土田良雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他17名 

11月26－28日 ＩＭＦ・ＩＬＯ世界機械産業会議－グロ

ーバル化、雇用そして新しい企業戦略（スイ

ス・ジュネーブ） 

関根甫ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・ゼンキン連合

書記長、他２名 

12月１日 ＩＭＦ作業編成に関する作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月２日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月３－４日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月５－９日 アジア生産性機構(ＡＰＯ)スリランカ生

産性会議講師派遣(スリランカ) 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

 

＜1998年＞ 

２月10日 ＩＭＦ電機・電子部会運営委員会(スイス・ジ

ュネーブ) 

直理勝也ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／電機連合

書記長、他１名 

２月15日 韓国民主労総(ＫＣＴＵ)金属労組統一大会

（韓国・ソウル） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

３月23－26日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)／インドネシ

ア金属ＬＥＭ共催特別教育プロジェクト講

師派遣（インドネシア・ボゴール） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

４月７－８日 ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会

（中華民国・台北） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

４月16－18日 第３回アジア金属連帯セミナー（中華民

国・台北） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長、他13名 

４月28－29日 ＩＭＦ多国籍企業(ＴＮＣ)と行動規範に

関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

５月６－20日 1998年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団（ベ

ルギー、スイス、フランス、イギリス、ドイツ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他19名 

５月10日－22日 1998年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表太平洋諸国

労働事情調査団（オーストラリア・ソロモン） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長、他14名 

５月11日 ＩＭＦアクションプログラム実践とＩＭＦ機

構に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月19－21日 台湾行政院労公工委員会/労使関係推進

会共催「自由貿易と労働者の権利に関する国

際会議」講師派遣（中華民国・台北） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

５月21日 1998年韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会

（韓国・ソウル） 

大内一憲ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月21日 ＩＭＦ財政委員会（ドイツ・ダルムシュタット） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月25日 ＩＭＦ作業編成に関する作業部会（ドイツ・

ダルムシュタット） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月26日 ＩＭＦ執行委員会（ドイツ・ダルムシュタッ卜） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

５月27－28日 ＩＭＦ中央委員会（ドイツ・ダルムシュ

タッ卜） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他12名 

５月31日－６月３日 イタリア労働組合連盟(ＣＩＳＬ)

レッコ支部訪問（イタリア・レッコ県） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

７月12日 ＩＭＦ東南アジア地域事務所開所式（マレー

シア・クアラルンプール） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

８月10－13日 第29回全米鉄鋼労組(ＵＳＷＡ)定期大会

（米国・ラスベガス） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長、他１名 
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【受入れ】（264名） 

＜1997年＞ 

８月31日－９月４日 第36回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

25名 

９月５日 韓国民主金属労組連盟(ＫＦＭＵ)訪日調査団 

ノ・ジェ・ヨルＫＦＭＵ第２政策局長、他３

名 

９月28日－10月４日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)研修生 

金純鏑韓国金属労組連盟(ＦＫＭＴＵ)副委

員長、他９名 

10月９日 韓国経済研究院客員研究員 

キム・フン氏、他２名 

10月14－17日 ＩＭＦ世界労働時間会議海外代表 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

125名 

10月16－18日 第６回日独金属労組定期協議ＩＧメタル

代表団 

クラウス・ツヴィッケルＩＧメタル会長、他

９名 

11月４－12日 ＩＭＦ－ＪＣ／イタリア金属労連との定

期交流・イタリア代表団受入れ 

カルロス・スブレアヒコ イタリア金属労連

労働組合連盟(ＦＩＭ－ＣＩＳＬ)ロンバル

ディア州地域事務所事務局長、他４名 

11月18日 日本労働研究機構招請ドイツ労働総同盟(Ｄ

ＧＢ)・ドイツ金属産業労組（ＩＧメタル)卜

ップチーム 

ユルゲン・ヴァイスバッハＤＧＢザクセン・

アンハルト州支部委員長、他２名 

11月26－29日 第７回日韓金属労組定期協議韓国代表団 

涉柳在 韓国金属労働組合連盟（ＦＫＭＴＵ）

委員長、他11名 

12月３日 日本労働研究機構招請英国労働組合会議(Ｔ

ＵＣ)・国際自由労連(ＩＣＦＴＵ)合成トッ 

ジェームス・Ｅ・ベーカー国際自由労連(Ｉ

ＣＦＴＵ)プライオリティー・グループ(多国

籍企業・組織化担当)代表、他３名 

12月３日 “スター" (ドイツ雑誌) パトリシア・ドール

記者 

12月４日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招請パレスチナ・

ヨルダンチーム 

モハメッド・ジャ・アブナジイナ パレスチ

ナ労働組合一般同盟中央執行委員、他３名 

12月４－８日 韓国フコク労組代表 

イ・シジョンＫＣＴＵ－ＩＭＣ韓国民主金属

連盟(ＫＦＭＵ)京幾南部支部事務局長、他２

名 

 

＜1998年＞ 

１月25－30日 イギリス運輸一般労組(Ｔ＆Ｇ)訪日代表

団 

ビル・モリスＴ＆Ｇ書記長、他２名 

１月25－30日 日本労働研究機構招請フランス民主労働

総同盟(ＣＦＤＴ)トップチーム 

ロベール・ボナンＣＦＤＴ中央本部委員・金

属労連(ＦＧＭＭ)書記長、他２名 

３月12日 英国カーディフ国立大学 

ジョン・サルモン助教授 

４月７日 ドイツ商工会議所招請ドイツ金属産業労組

(ＩＧメタル)代表 

ハンス・ヨーゼフ・ルグランＩＧメタル共同

決定部 

４月21－28日 第９回ＩＭＦ－ＪＣ男女平等研修会海外

講師 

オン・キャウ シンガポール金属産業労組

(ＭＩＷＵ)書記次長、他１名 

５月10－17日 1998年ＩＭＦ中華民国委員会（ＲＯＣＣ）

訪日研修生 

黄棟梁台湾省電工器材産業労連台湾松下労

組理事、他10名 

６月６－13日 第35回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミナー海

外講師 

ハーマン・ローゼンフェェルド カナダ全国

自動車・航空宇宙・輸送・一般労組(ＣＡＷ)

教育・国際部門担当全国代表、他２名 

６月７－16日 1998年ＩＭＦ－ＪＣ招聘東南アジア労組

幹部研修生 

リー・フォン・チン香港ＨＫＴＵＣ金属労組

調整委員会(ＭＣＣ)宝石産業従業員労組 

執行委員、他５名 

６月11日 ＩＭＦ／電機連合第2回アジア電機・電子フォ

ーラム 

ラッセル・ウィルソン オーストラリア通信

電機配管工労組(ＣＥＰＵ)、14名 

６月24日 カッテ・アキレシュ日本労働研究機構招請研

究員 

６月30日 駐日英国大使館書記官 

コリン・ロバートソン貿易政策部二等書記官 

７月３日 国際労働財団招聘インドネシア労組代表 

ハルジョノ インドネシア東ジャカルタ地

区金属・電機・機械労働者組合(ＬＥＭ)議長、

１名 

７月23日 エレーヌ・バーナード ハーバード大学労働

組合講座代表 

７月24日 イタリア金属労連労働組合連盟(ＦＩＯＭ) 

エンリコ・チェコッティ 代表 

 

 

1999年度（1998年９月～1999年８月） 

【派 遣】（166名） 

＜1998年＞ 

９月22日 弾力的労働市場制が機械・電機電子産業に及

ぼす影響に関するＩＬＯ政労使三者構成会

議ＩＭＦ準備会議（スイス・ジュネーブ） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事/ゼンキン連

合副書記長、他１名 

９月27日－10月４日 （イタリア・ローマ、トリノ、ミ
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バ一、他４名 

７月７－12日 ＪＩＬＡＦ招請韓国労働組合総連盟(Ｆ

ＫＴＵ)研修生 

廬進貴 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)企画室長 

７月10－12日 第34回国際労働セミナー海外講師 

ダグ・キャメロン オーストラリア製造労組

全国書記長､３名 

７月９－18日 1997年ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジア労組

幹部研修生 

コー・ワイ・コン 香港金属産業労組委員会

執行委員､他５名 

８月14日 日本労働研究機構・米国フェロー受入れ 

リサ・フェレル アーカンソー州下院議員 

 

 

1998年度（1997年９月～1998年８月） 

【派 遣】（124名） 

＜1997年＞ 

９月13－19日 第49回デンマーク金属労組定期大会（デ

ンマーク・コペンハーゲン） 

吉井眞之ＩＭＦ－ＪＣ副議長／造船重機労

連委員長 

10月21－22日 第25回二国間多国籍企業セミナー（ベト

ナム・ハノイ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任、他８名 

10月26－30日 ＩＬＯ鉄鋼委員会／ＩＭＦ準備会議（ス

イス・ジュネーブ） 

衞藤辨一郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長・鉄鋼労連委

員長、他３名 

11月７日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期大会

（中華民国・高雄） 

姫野庄三ＩＭＦ－ＪＣ副議長・非鉄連合委員長 

11月８－23日 1997年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団

（米国、カナダ） 

土田良雄ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他17名 

11月26－28日 ＩＭＦ・ＩＬＯ世界機械産業会議－グロ

ーバル化、雇用そして新しい企業戦略（スイ

ス・ジュネーブ） 

関根甫ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事・ゼンキン連合

書記長、他２名 

12月１日 ＩＭＦ作業編成に関する作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月２日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月３－４日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月５－９日 アジア生産性機構(ＡＰＯ)スリランカ生

産性会議講師派遣(スリランカ) 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

 

＜1998年＞ 

２月10日 ＩＭＦ電機・電子部会運営委員会(スイス・ジ

ュネーブ) 

直理勝也ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／電機連合

書記長、他１名 

２月15日 韓国民主労総(ＫＣＴＵ)金属労組統一大会

（韓国・ソウル） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

３月23－26日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)／インドネシ

ア金属ＬＥＭ共催特別教育プロジェクト講

師派遣（インドネシア・ボゴール） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

４月７－８日 ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会

（中華民国・台北） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

４月16－18日 第３回アジア金属連帯セミナー（中華民

国・台北） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長、他13名 

４月28－29日 ＩＭＦ多国籍企業(ＴＮＣ)と行動規範に

関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

５月６－20日 1998年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団（ベ

ルギー、スイス、フランス、イギリス、ドイツ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他19名 

５月10日－22日 1998年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表太平洋諸国

労働事情調査団（オーストラリア・ソロモン） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長、他14名 

５月11日 ＩＭＦアクションプログラム実践とＩＭＦ機

構に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月19－21日 台湾行政院労公工委員会/労使関係推進

会共催「自由貿易と労働者の権利に関する国

際会議」講師派遣（中華民国・台北） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長 

５月21日 1998年韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会

（韓国・ソウル） 

大内一憲ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月21日 ＩＭＦ財政委員会（ドイツ・ダルムシュタット） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月25日 ＩＭＦ作業編成に関する作業部会（ドイツ・

ダルムシュタット） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月26日 ＩＭＦ執行委員会（ドイツ・ダルムシュタッ卜） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

５月27－28日 ＩＭＦ中央委員会（ドイツ・ダルムシュ

タッ卜） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他12名 

５月31日－６月３日 イタリア労働組合連盟(ＣＩＳＬ)

レッコ支部訪問（イタリア・レッコ県） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

７月12日 ＩＭＦ東南アジア地域事務所開所式（マレー

シア・クアラルンプール） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

８月10－13日 第29回全米鉄鋼労組(ＵＳＷＡ)定期大会

（米国・ラスベガス） 

小島正剛ＩＭＦ－ＪＣ副議長、他１名 
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ラノ、ボローニャ） 

イタリア金属労連との定期交流代表団 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長、他２名 

10月１－２日 第２回ＩＭＦ多国籍企業(ＴＮＣ)と行動

規範に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

10月19－20日 第２回ＩＭＦアクションプログラム実践

とＩＭＦ機構に関する作業部会（スイス・ジ

ュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月25日 第２回ＩＬＯ機械・電機電子産業三者構成会

議ＩＭＦ準備会議（スイス・ジュネーブ） 

服部光朗ＩＭＦ－ＪＣ副議長・ゼンキン連合

会長、他３名 

10月26－30日 ＩＬＯ機械・電機電子産業三者構成会議

（スイス・ジュネーブ） 

服部光朗ＩＭＦ－ＪＣ副議長・ゼンキン連合会長、

他３名 

10月27日 ＩＭＦアジア調整委員会（インドネシア・ジ

ャカルタ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

10月28－29日 ＩＭＦインドネシア金属労働者との合同

意見交換会（インドネシア・ジャカルタ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月３－５日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会／ＩＭＦ準備会議

（フランス・パリ） 

兼子昌一郎鉄鋼労連書記長 

11月６日 第26回ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期

大会（中華民国・台中） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月７－21日 1998年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団

（米国、カナダ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他20名 

11月10－13日 第３回ＩＭＦ女性労働者アジア地域ワー

クショップ（マレーシア・クアラルンプール） 

大澤智子電機連合・松下電器産業労組通信支

部執行委員、他４名 

11月12－13日 ＩＭＦ航空機体製造に関する作業部会

（カナダ・モントリオール） 

鈴木幹雄造船重機労連次長、他４名 

11月17－18日 ＴＣＭ２国間(中国)セミナー（中国・上

海） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

11月24－26日 ＩＭＦ電機電子部会運営委員会／ＩＭＦ

家電部門作業部会 

若林秀樹電機連合中央執行委員、他１名 

12月２日 ＩＭＦ作業編成に関する作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月２日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月３－４日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月11日 第８回日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他13名 

 

＜1999年＞ 

２月６日 韓国金属産業労組連盟(ＫＭＷＦ)定期大会

（韓国・ソウル） 

渡部智ＩＭＦ－ＪＣ副議長/非鉄連合委員長 

４月７－８日 ＩＭＦ作業編成に関する作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月12－13日 ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会

（韓国・ソウル） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

４月15－16日 第３回ＩＭＦ多国籍企業と行動規範に関

する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

４月20－21日 ＩＭＦアクションプログラム実践とＩＭ

Ｆ機構に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月８－22日 1999年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団

（ベルギー、スイス、オランダ、ドイツ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他20名 

５月11日 第９回北欧金属労連との定期協議（デンマー

ク・コペンハーゲン） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

５月10－20日 1999年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東アジア労

働事情視察団（中華民国、香港、パラオ） 

小池宣仁ＩＭＦ－ＪＣ企画局員、他12名 

５月20日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会(韓国・ソ

ウル) 

園野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月31日－６月２日 第４回アジア金属連帯セミナーＩ

ＭＦ－ＪＣ代表団（シンガポール） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他14名 

５月31日－６月１日 ＯＥＣＤ造船小委員会（フラン

ス・パリ） 

小出弘造船重機労連産業政策部門部長 

６月21日 ＩＭＦ財政委員会（フィンランド・ヘルシンキ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

６月22日 ＩＭＦ執行委員会（フィンランド・ヘルシンキ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

６月23－24日 ＩＭＦ中央委員会（フィンランド・へル

シンキ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他11名 

 

【受入れ】（151名） 

＜1998年＞ 

８月31日－９月４日 第37回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

22名 

９月10日 鉄鋼労連第89回定期大会海外来賓 

トーマス・コンウェイ全米鉄鋼労組(ＵＳＷ

Ａ)基礎鉄鋼部門局長、他６名 

10月７－15日 スウェーデン金属労組訪日研修団 

カリーナ・ヘドルンド ボリデン=ロンスカ

ール社支部労組、他６名 

10月20日 ＩＬＯ労働法労使関係部 
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イ・チャン・ヒ 

10月26日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招聘南アジアチーム 

インドラ・デオ・ミシュラ ネパール工場労

働会議議長 

11月10－14日 ＩＭＦシンガポール協議会訪日代表団 

シリル・タン・スー・レンＩＭＦシンガポー 

ル協議会事務局長／電子・電機産業合同労組 

(ＵＷＥＥＩ)事務局長、他７名 

11月17日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招請海外若手労組

指導者南米・南部チーム 

クラウジオ・グラン ブラジル労働者の力

(ＦＳ)クリチバ地区金属労働者組合書記長 

11月24日 日本カール・デュイスベルグ協会招請98年度

ドイツ企業内教育訓練指導者訪日視察団 

プルクハルト・イーセン コメルツ銀行トレ

ーナー、他15名 

12月15日 中華全国総工会国際部 

白立文副部長 

 

＜1999年＞ 

２月１日 ＩＬＯアベべ・アパテ多国籍企業局長 

２月４日 日本労働研究機構招請ドイツＤＧＢ／ＩＧメ

タル若手労組指導者 

ウーリッヒ・エケルマン ＩＧメタル経済・

技術・環境対策部部長、他３名 

２月22日 ＩＭＦ太平洋サブリージョナル委員会 

ジュリアス・ロー コーディネータ代理 

４月５－11日 韓国金属労組連盟(ＦＫＭＴＵ)訪日研修団 

イ・ビョン・ギュン韓国金属労組連盟(ＦＫ

ＭＴＵ)事務局長、他９名 

４月13－19日 第10回ＩＭＦ－ＪＣ男女平等研修会海外

講師 

カーラ・コレッティＩＭＦ権利平等部部長、

他１名 

５月16－19日 第８回ＩＭＦアジア造船作業部会海外代

表・参加者 

レン・パウエルＩＭＦ造船部会部長、他７名 

６月７－13日 1999年ＩＭＦ中華民国委員会（ＩＭＦ－

ＲＯＣＣ)訪日研修団 

謝世民台湾飛浦(フィリップス) 

建元電子労組常務理事(副委員長)、他５名 

６月24日 日本労働研究機構(ＪＩＬ)招請全米電機労組

(ＩＵＥ)若手チーム 

ジョン・ペイヴィ919支部委員長、他４名 

６月24日 中華民国行政院労働委員会 

越俊人労働保険部専門委員 

６月28日－７月６日 1999年ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジ

ア労組幹部研修生 

リー・プイ・サンＨＫＴＵＣ金属労組調整委員

会(ＭＣＣ)香港電機労働組合執行委員、他５名 

６月29日－７月６日 第36回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミ

ナー海外講師 

デニス・ヒッチコック全米機械工・航空宇宙

労組(ＩＡＭ)国際担当部長、他２名 

７月６日 日産-ルノーに関する会議フランス代表 

ミシェル・バルビエ「労働者の力」金属労組

総連合(ＦＯ)、他２名 

７月８－９日 第８回ＩＭＦトヨタ世界協議会 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

24名 

８月３－９日 スウェーデン金属労組訪日代表団 

ヨーラン・ヨンソン スウェーデン金属労組

委員長、他２名 

８月31日－９月１日 ＩＭＦ－ＡＰＲＥＣ調整委員会 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

７名 

 

 

2000年度（1999年９月～2000年８月） 

【派 遣】（205名） 

＜1999年＞ 

10月３－９日 第19回１Ｇメタル定期大会（ドイツ・ハ

ンブルグ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

10月16－30日 1999年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他16名 

10月27日 第７回日独金属労組定期協議ＩＭＦ－ＪＣ代

表団（ドイツ・フランクフルト） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

10月26－27日 第４回ＩＭＦ多国籍企業と行動規範に関

する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

10月28－29日 ＩＭＦアクションプログラム実践とＩＭ

Ｆ機構に関する作業部会（スイス・ジュネー

ブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月５日 第27回ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期

大会（中華民国・台北） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月４－５日 ＩＭＦ松下アジア太平洋地域協議会（シ

ンガポール） 

鈴木利文電機連合副中央執行委員長、他33名 

11月16－17日 第27回ＴＣＭ日韓二国間セミナー（韓

国・ソウル） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任、他４名 

11月30日 ＩＭＦ財政委員会（チリ・サンチャゴ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

11月30日－12月１日 ＩＭＦ執行委員会（チリ・サンチ

ャゴ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月２－３日 ＩＭＦ教育作業部会（チリ・サンチャゴ） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長 

12月６－11日 ＩＭＦ造船作業部会（インド) 

武井英樹造船重機労連産業政策局長、他１名 

 

＜2000年＞ 

１月22日 第４回韓国金属産業労連(ＫＭＷＦ)定期大会

（韓国・慶州） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月２－５日 ＩＭＦ－ＪＣインドネシア労働事情調査
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ラノ、ボローニャ） 

イタリア金属労連との定期交流代表団 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長、他２名 

10月１－２日 第２回ＩＭＦ多国籍企業(ＴＮＣ)と行動

規範に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

10月19－20日 第２回ＩＭＦアクションプログラム実践

とＩＭＦ機構に関する作業部会（スイス・ジ

ュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月25日 第２回ＩＬＯ機械・電機電子産業三者構成会

議ＩＭＦ準備会議（スイス・ジュネーブ） 

服部光朗ＩＭＦ－ＪＣ副議長・ゼンキン連合

会長、他３名 

10月26－30日 ＩＬＯ機械・電機電子産業三者構成会議

（スイス・ジュネーブ） 

服部光朗ＩＭＦ－ＪＣ副議長・ゼンキン連合会長、

他３名 

10月27日 ＩＭＦアジア調整委員会（インドネシア・ジ

ャカルタ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

10月28－29日 ＩＭＦインドネシア金属労働者との合同

意見交換会（インドネシア・ジャカルタ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月３－５日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会／ＩＭＦ準備会議

（フランス・パリ） 

兼子昌一郎鉄鋼労連書記長 

11月６日 第26回ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期

大会（中華民国・台中） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月７－21日 1998年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団

（米国、カナダ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他20名 

11月10－13日 第３回ＩＭＦ女性労働者アジア地域ワー

クショップ（マレーシア・クアラルンプール） 

大澤智子電機連合・松下電器産業労組通信支

部執行委員、他４名 

11月12－13日 ＩＭＦ航空機体製造に関する作業部会

（カナダ・モントリオール） 

鈴木幹雄造船重機労連次長、他４名 

11月17－18日 ＴＣＭ２国間(中国)セミナー（中国・上

海） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

11月24－26日 ＩＭＦ電機電子部会運営委員会／ＩＭＦ

家電部門作業部会 

若林秀樹電機連合中央執行委員、他１名 

12月２日 ＩＭＦ作業編成に関する作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月２日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月３－４日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月11日 第８回日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他13名 

 

＜1999年＞ 

２月６日 韓国金属産業労組連盟(ＫＭＷＦ)定期大会

（韓国・ソウル） 

渡部智ＩＭＦ－ＪＣ副議長/非鉄連合委員長 

４月７－８日 ＩＭＦ作業編成に関する作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月12－13日 ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会

（韓国・ソウル） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

４月15－16日 第３回ＩＭＦ多国籍企業と行動規範に関

する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

４月20－21日 ＩＭＦアクションプログラム実践とＩＭ

Ｆ機構に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月８－22日 1999年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団

（ベルギー、スイス、オランダ、ドイツ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他20名 

５月11日 第９回北欧金属労連との定期協議（デンマー

ク・コペンハーゲン） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

５月10－20日 1999年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東アジア労

働事情視察団（中華民国、香港、パラオ） 

小池宣仁ＩＭＦ－ＪＣ企画局員、他12名 

５月20日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会(韓国・ソ

ウル) 

園野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月31日－６月２日 第４回アジア金属連帯セミナーＩ

ＭＦ－ＪＣ代表団（シンガポール） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他14名 

５月31日－６月１日 ＯＥＣＤ造船小委員会（フラン

ス・パリ） 

小出弘造船重機労連産業政策部門部長 

６月21日 ＩＭＦ財政委員会（フィンランド・ヘルシンキ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

６月22日 ＩＭＦ執行委員会（フィンランド・ヘルシンキ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

６月23－24日 ＩＭＦ中央委員会（フィンランド・へル

シンキ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他11名 

 

【受入れ】（151名） 

＜1998年＞ 

８月31日－９月４日 第37回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

22名 

９月10日 鉄鋼労連第89回定期大会海外来賓 

トーマス・コンウェイ全米鉄鋼労組(ＵＳＷ

Ａ)基礎鉄鋼部門局長、他６名 

10月７－15日 スウェーデン金属労組訪日研修団 

カリーナ・ヘドルンド ボリデン=ロンスカ

ール社支部労組、他６名 

10月20日 ＩＬＯ労働法労使関係部 
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イ・チャン・ヒ 

10月26日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招聘南アジアチーム 

インドラ・デオ・ミシュラ ネパール工場労

働会議議長 

11月10－14日 ＩＭＦシンガポール協議会訪日代表団 

シリル・タン・スー・レンＩＭＦシンガポー 

ル協議会事務局長／電子・電機産業合同労組 

(ＵＷＥＥＩ)事務局長、他７名 

11月17日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招請海外若手労組

指導者南米・南部チーム 

クラウジオ・グラン ブラジル労働者の力

(ＦＳ)クリチバ地区金属労働者組合書記長 

11月24日 日本カール・デュイスベルグ協会招請98年度

ドイツ企業内教育訓練指導者訪日視察団 

プルクハルト・イーセン コメルツ銀行トレ

ーナー、他15名 

12月15日 中華全国総工会国際部 

白立文副部長 

 

＜1999年＞ 

２月１日 ＩＬＯアベべ・アパテ多国籍企業局長 

２月４日 日本労働研究機構招請ドイツＤＧＢ／ＩＧメ

タル若手労組指導者 

ウーリッヒ・エケルマン ＩＧメタル経済・

技術・環境対策部部長、他３名 

２月22日 ＩＭＦ太平洋サブリージョナル委員会 

ジュリアス・ロー コーディネータ代理 

４月５－11日 韓国金属労組連盟(ＦＫＭＴＵ)訪日研修団 

イ・ビョン・ギュン韓国金属労組連盟(ＦＫ

ＭＴＵ)事務局長、他９名 

４月13－19日 第10回ＩＭＦ－ＪＣ男女平等研修会海外

講師 

カーラ・コレッティＩＭＦ権利平等部部長、

他１名 

５月16－19日 第８回ＩＭＦアジア造船作業部会海外代

表・参加者 

レン・パウエルＩＭＦ造船部会部長、他７名 

６月７－13日 1999年ＩＭＦ中華民国委員会（ＩＭＦ－

ＲＯＣＣ)訪日研修団 

謝世民台湾飛浦(フィリップス) 

建元電子労組常務理事(副委員長)、他５名 

６月24日 日本労働研究機構(ＪＩＬ)招請全米電機労組

(ＩＵＥ)若手チーム 

ジョン・ペイヴィ919支部委員長、他４名 

６月24日 中華民国行政院労働委員会 

越俊人労働保険部専門委員 

６月28日－７月６日 1999年ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジ

ア労組幹部研修生 

リー・プイ・サンＨＫＴＵＣ金属労組調整委員

会(ＭＣＣ)香港電機労働組合執行委員、他５名 

６月29日－７月６日 第36回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミ

ナー海外講師 

デニス・ヒッチコック全米機械工・航空宇宙

労組(ＩＡＭ)国際担当部長、他２名 

７月６日 日産-ルノーに関する会議フランス代表 

ミシェル・バルビエ「労働者の力」金属労組

総連合(ＦＯ)、他２名 

７月８－９日 第８回ＩＭＦトヨタ世界協議会 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

24名 

８月３－９日 スウェーデン金属労組訪日代表団 

ヨーラン・ヨンソン スウェーデン金属労組

委員長、他２名 

８月31日－９月１日 ＩＭＦ－ＡＰＲＥＣ調整委員会 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

７名 

 

 

2000年度（1999年９月～2000年８月） 

【派 遣】（205名） 

＜1999年＞ 

10月３－９日 第19回１Ｇメタル定期大会（ドイツ・ハ

ンブルグ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

10月16－30日 1999年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情視察団 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他16名 

10月27日 第７回日独金属労組定期協議ＩＭＦ－ＪＣ代

表団（ドイツ・フランクフルト） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

10月26－27日 第４回ＩＭＦ多国籍企業と行動規範に関

する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

10月28－29日 ＩＭＦアクションプログラム実践とＩＭ

Ｆ機構に関する作業部会（スイス・ジュネー

ブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月５日 第27回ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期

大会（中華民国・台北） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月４－５日 ＩＭＦ松下アジア太平洋地域協議会（シ

ンガポール） 

鈴木利文電機連合副中央執行委員長、他33名 

11月16－17日 第27回ＴＣＭ日韓二国間セミナー（韓

国・ソウル） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任、他４名 

11月30日 ＩＭＦ財政委員会（チリ・サンチャゴ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

11月30日－12月１日 ＩＭＦ執行委員会（チリ・サンチ

ャゴ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月２－３日 ＩＭＦ教育作業部会（チリ・サンチャゴ） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長 

12月６－11日 ＩＭＦ造船作業部会（インド) 

武井英樹造船重機労連産業政策局長、他１名 

 

＜2000年＞ 

１月22日 第４回韓国金属産業労連(ＫＭＷＦ)定期大会

（韓国・慶州） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月２－５日 ＩＭＦ－ＪＣインドネシア労働事情調査
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ミッション 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

３月２日 ＩＭＦ世界鉄鋼会議運営委員会（イギリス・

ロンドン） 

石塚拓郎鉄鋼労連執行委員 

３月29－30日 ＩＭＦ東南アジアサブリージョナル委員 

会（インドネシア・ジャカルタ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

４月10－12日 ＩＭＦ世界鉄鋼会議（米国・ワシントン

ＤＣ） 

荻野武士ＩＭＦ－ＪＣ副議長/鉄鋼労連委員

長、他９名 

４月17日 ＩＭＦ多国籍企業と行動規範に関する作業部

会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

４月18－19日 ＩＭＦアクションプログラム実践とＩＭ

Ｆ機構に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

４月25－26日 第１回ＩＬＯ輸送機器製造産業三者構成

会議ＩＭＦ準備会議（スイス・ジュネーブ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任、他１名 

５月７日 第２回ＩＬＯ輸送機器製造産業三者構成会議

ＩＭＦ準備会議（スイス・ジュネーブ） 

高倉明自動車総連事務局次長、他３名 

５月８－12日 ＩＬＯ輸送機器製造産業三者構成会議

（スイス・ジュネーブ） 

高倉明自動車総連事務局次長、他３名 

５月14－17日 第18回フィンランド金属労組定期大会

（フィンランド・タンペレ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月13－27日 2000年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団

（デンマーク、フランス、ドイツ、イギリス、

スイス） 

大内一憲ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他24名 

５月15－25日 2000年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア

労働事情視察団（インド、マレーシア） 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ国際局、他17名 

５月24日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

舟橋博ＩＭＦ－ＪＣ副議長／全電線委員長 

５月25－26日 第７回ＩＭＦアジア電機・電子セミナー

（シンガポール） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ副議長/電機連合委員

長、他34名 

６月20日 ＩＭＦ財政委員会（英国・バーミンガム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

６月20日 ＩＭＦ執行委員会（英国・バーミンガム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

６月21－22日 ＩＭＦ中央委員会（英国・バーミンガム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他４名 

７月24－25日 ＩＭＦインドネシアソニー緊急会議（イ

ンドネシア・ジャカルタ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

８月７－10日 第30回全米鉄鋼労組定期大会（米国・ラ

スヴェガス） 

兼子昌一郎ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事/鉄鋼労連

書記長、他５名 

８月14－15日 ＩＭＦ太平洋サブリージョナル委員会

（ニュージーランド・ウエリントン） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

 

【受入れ】（120名） 

＜1999年＞ 

８月31日－９月４日 第38回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長､他

23名 

９月３日 ＩＭＦ－ＪＣ多国籍企業行動規範に関するセ

ミナー海外講師 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長､他

１名 

９月26日－10月３日 イタリア金属労連との定期交流 

イタリア金属労連代表団 

ジョルジオ･カアプリオリ イタリア労働組

合連盟金属機械労連(ＦＩＭ－ＣＩＳＬ)書

記長､他４名 

10月18日 イタリア労働組合連盟レッコ地域事務所(Ｃ

ＩＳＬ－ＬＥＣＣＯ)訪日代表団 

カルロ・スプレフィコ イタリア労働組合連

盟レッコ地域事務所(ＣＩＳＬ－ＬＥＣＣ

Ｏ)事務局長､他７名 

11月12日 ＩＧメタル国際部バート・ティエロン氏 

12月13日 第９回日韓金属労組定期協議韓国代表団 

チェ・ウン・ギルＦＫＭＴＵ常任顧問､他11名 

 

＜2000年＞ 

１月10日 ＩＧメタル共同決定部トーマス・クレーべ 

２月２日 日本労働研究機構招請ドイツ労働総同盟(Ｄ

ＧＢ)・ドイツ金属産業労組(１ＧＭ)トップ

指導者 ハインツ・ブッツハマー、他５名 

４月５－８日 第５回ＩＭＦ東アジアサブリージョナル

委員会海外参加者 

廬天麟ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)漢

翔航空工業労働組合委員長、他７名 

５月23日 スウェーデン金属ボルボ労組経営協議会日

本・韓国視察団 

オーレ・ルドヴィグソン ボルボ・トラック

出身(ヨーテボリ)ボルボ労使協議会議長・金

属労組・ボルボ・トラック・ヨーテボリ支部

議長・ボルボ・トラックおよびＡＢボルボ理

事会委員、他16名 

６月２日 ＩＬＯ労働法労使関係課 尾崎宗人課長 

６月26日－７月１日 第５回アジア金属連帯セミナー/

第37回国際労働セミナー海外講師・参加者 

タムリン・モシイ インドネシア金属労組

(ＳＰＭＩ)委員長、他27名 

７月７日 ロバート・シュタイアートＩＭＦ産業政策チ

ーム部長 

７月11－18日 ＩＭＦ－ＪＣ招請ＩＭＦ中華民国委員会

(ＲＯＣＣ)研修生 

許進忠中国鉄鋼労組組長(部長)、他５名 
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2001年度（2000年９月～2001年８月） 

【派 遣】（189名） 

＜2000年＞ 

９月９－14日 第50回デンマーク金属労組定期大会（デ

ンマーク・コぺンハーゲン） 

渡部智ＩＭＦ－ＪＣ副議長／非鉄連合委員

長、他１名 

９月11－15日 第35回ＩＡＭ定期大会（米国・サンフラ

ンシスコ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

９月16－20日 第11回ＩＭＦ編集担当者会議（ロシア・

サンクトペテルスブルグ） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長 

９月26－27日 ＩＭＦ世界自動車会議（ドイツ・ウォル

フスブルグ） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

９月23－28日 ＩＭＦ－ＪＣ／ＪＩＬＡＦ共催インドネ

シアセミナー（インドネシア・チサルア） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

10月６日 ＩＭＦ鉄鋼運営委員会（スイス・ジュネーブ） 

石塚拓郎ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

10月12－13日 ＩＭＦ造船作業部会（米国・ニューオリ

ンズ） 

藤村純造船重機労連中央執行委員 

10月26－27日 ＩＭＦ動議・規約委員会（スイス・ジュ

ネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月１日 第ｌ回ＩＭＦシンガポール協議会(８Ｃ)定期

大会（シンガポール） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月７－８日 第６回多国籍企業と行動規範に関する作

業部会(スイス・ジュネーブ) 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

11月12－25日 2000年ＩＭＦ－ＪＣ北・中米労働事情調

査団(アメリカ・カナダ・メキシコ) 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他16名 

11月14－15日 第28回日夕イ２国間セミナー（タイ・バ

ンコク） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任、他１名 

11月14－15日 ＩＭＦアクションプログラムとＩＭＦ機

構に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月17日 第28回ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期

大会（中華民国・高雄） 

荻野武士ＩＭＦ－ＪＣ副議長／鉄鋼労連委

員長 

11月20日 ＩＭＦ電機・電子運営委員会(スイス・ジュネ

ーブ) 

廣末康二電機連合書記次長 

11月28日－12月１日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会ＩＭＦ準備会

議／ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（フランス・パリ） 

石塚拓郎ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

12月５日 ＩＭＦ教育作業部会(スイス・ジュネーブ) 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月６日 ＩＭＦ財政委員会(スイス・ジュネーブ) 

派遣日程2000年12月５－15日 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月６－７日 ＩＭＦ執行委員会(スイス・ジュネーブ) 

派遣日程2000年12月4-15日 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月10日 タイ自動車労連(ＴＡＷ)新事務所聞き（タ

イ・バンコク） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

12月11－12日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整会議（イン

ド・ニューデリー） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

 

＜2001年＞ 

１月８日－２月16日 ハーバード大学労働組合プログラ

ム（アメリカ・ボストン） 

高城牧子ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

１月18－20日 ＪＩＬＡＦ／ＪＣ共催インドネシアセミ

ナー(鉄鋼)（インドネシア・ジャカルタ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

１月25－26日 ＩＭＦ情報通信技術(ＩＣＴ)タスクフォ

ース会議（スイス・ジュネーブ） 

矢木孝幸電機総研 

２月８－９日 日韓国金属産業労連(ＫＭＷＦ)定期大会

（韓国） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

３月20日 ＩＭＦ動議・規約委員会（スイス・ジュネー

ブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

３月20－21日 ＩＭＦ造船作業部会（韓国・木浦） 

田中利夫ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／造船重機労

連書記長 

３月21－22日 ＩＭＦアクションプログラムと機構に関

する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

３月27－28日 ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会

（香港） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他４名 

４月16－23日 イタリア金属労連との定期交流 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他３名 

４月19日 ＩＭＦ東南アジアサブリージョナル委員会

（マレーシア・スパンジャヤ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

４月20－21日 第10回ＩＭＦアジア太平洋地域会議（マ

レーシア・スパンジャヤ） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他35名 

４月22－23日 ＩＭＦアジア教育・広報・組織化会議（マ

レーシア・スパンジャヤ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他５名 

４月23－24日 第７回ＩＭＦ多国籍企業と行動規範に関

する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

４月24日 第10回日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 
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ミッション 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

３月２日 ＩＭＦ世界鉄鋼会議運営委員会（イギリス・

ロンドン） 

石塚拓郎鉄鋼労連執行委員 

３月29－30日 ＩＭＦ東南アジアサブリージョナル委員 

会（インドネシア・ジャカルタ） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

４月10－12日 ＩＭＦ世界鉄鋼会議（米国・ワシントン

ＤＣ） 

荻野武士ＩＭＦ－ＪＣ副議長/鉄鋼労連委員

長、他９名 

４月17日 ＩＭＦ多国籍企業と行動規範に関する作業部

会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ企画局部長 

４月18－19日 ＩＭＦアクションプログラム実践とＩＭ

Ｆ機構に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

４月25－26日 第１回ＩＬＯ輸送機器製造産業三者構成

会議ＩＭＦ準備会議（スイス・ジュネーブ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任、他１名 

５月７日 第２回ＩＬＯ輸送機器製造産業三者構成会議

ＩＭＦ準備会議（スイス・ジュネーブ） 

高倉明自動車総連事務局次長、他３名 

５月８－12日 ＩＬＯ輸送機器製造産業三者構成会議

（スイス・ジュネーブ） 

高倉明自動車総連事務局次長、他３名 

５月14－17日 第18回フィンランド金属労組定期大会

（フィンランド・タンペレ） 

吉田俊治ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月13－27日 2000年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団

（デンマーク、フランス、ドイツ、イギリス、

スイス） 

大内一憲ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他24名 

５月15－25日 2000年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア

労働事情視察団（インド、マレーシア） 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ国際局、他17名 

５月24日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

舟橋博ＩＭＦ－ＪＣ副議長／全電線委員長 

５月25－26日 第７回ＩＭＦアジア電機・電子セミナー

（シンガポール） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ副議長/電機連合委員

長、他34名 

６月20日 ＩＭＦ財政委員会（英国・バーミンガム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長 

６月20日 ＩＭＦ執行委員会（英国・バーミンガム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

６月21－22日 ＩＭＦ中央委員会（英国・バーミンガム） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他４名 

７月24－25日 ＩＭＦインドネシアソニー緊急会議（イ

ンドネシア・ジャカルタ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

８月７－10日 第30回全米鉄鋼労組定期大会（米国・ラ

スヴェガス） 

兼子昌一郎ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事/鉄鋼労連

書記長、他５名 

８月14－15日 ＩＭＦ太平洋サブリージョナル委員会

（ニュージーランド・ウエリントン） 

得本輝人ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

 

【受入れ】（120名） 

＜1999年＞ 

８月31日－９月４日 第38回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長､他

23名 

９月３日 ＩＭＦ－ＪＣ多国籍企業行動規範に関するセ

ミナー海外講師 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長､他

１名 

９月26日－10月３日 イタリア金属労連との定期交流 

イタリア金属労連代表団 

ジョルジオ･カアプリオリ イタリア労働組

合連盟金属機械労連(ＦＩＭ－ＣＩＳＬ)書

記長､他４名 

10月18日 イタリア労働組合連盟レッコ地域事務所(Ｃ

ＩＳＬ－ＬＥＣＣＯ)訪日代表団 

カルロ・スプレフィコ イタリア労働組合連

盟レッコ地域事務所(ＣＩＳＬ－ＬＥＣＣ

Ｏ)事務局長､他７名 

11月12日 ＩＧメタル国際部バート・ティエロン氏 

12月13日 第９回日韓金属労組定期協議韓国代表団 

チェ・ウン・ギルＦＫＭＴＵ常任顧問､他11名 

 

＜2000年＞ 

１月10日 ＩＧメタル共同決定部トーマス・クレーべ 

２月２日 日本労働研究機構招請ドイツ労働総同盟(Ｄ

ＧＢ)・ドイツ金属産業労組(１ＧＭ)トップ

指導者 ハインツ・ブッツハマー、他５名 

４月５－８日 第５回ＩＭＦ東アジアサブリージョナル

委員会海外参加者 

廬天麟ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)漢

翔航空工業労働組合委員長、他７名 

５月23日 スウェーデン金属ボルボ労組経営協議会日

本・韓国視察団 

オーレ・ルドヴィグソン ボルボ・トラック

出身(ヨーテボリ)ボルボ労使協議会議長・金

属労組・ボルボ・トラック・ヨーテボリ支部

議長・ボルボ・トラックおよびＡＢボルボ理

事会委員、他16名 

６月２日 ＩＬＯ労働法労使関係課 尾崎宗人課長 

６月26日－７月１日 第５回アジア金属連帯セミナー/

第37回国際労働セミナー海外講師・参加者 

タムリン・モシイ インドネシア金属労組

(ＳＰＭＩ)委員長、他27名 

７月７日 ロバート・シュタイアートＩＭＦ産業政策チ

ーム部長 

７月11－18日 ＩＭＦ－ＪＣ招請ＩＭＦ中華民国委員会

(ＲＯＣＣ)研修生 

許進忠中国鉄鋼労組組長(部長)、他５名 
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2001年度（2000年９月～2001年８月） 

【派 遣】（189名） 

＜2000年＞ 

９月９－14日 第50回デンマーク金属労組定期大会（デ

ンマーク・コぺンハーゲン） 

渡部智ＩＭＦ－ＪＣ副議長／非鉄連合委員

長、他１名 

９月11－15日 第35回ＩＡＭ定期大会（米国・サンフラ

ンシスコ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

９月16－20日 第11回ＩＭＦ編集担当者会議（ロシア・

サンクトペテルスブルグ） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織局部長 

９月26－27日 ＩＭＦ世界自動車会議（ドイツ・ウォル

フスブルグ） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

９月23－28日 ＩＭＦ－ＪＣ／ＪＩＬＡＦ共催インドネ

シアセミナー（インドネシア・チサルア） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

10月６日 ＩＭＦ鉄鋼運営委員会（スイス・ジュネーブ） 

石塚拓郎ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

10月12－13日 ＩＭＦ造船作業部会（米国・ニューオリ

ンズ） 

藤村純造船重機労連中央執行委員 

10月26－27日 ＩＭＦ動議・規約委員会（スイス・ジュ

ネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月１日 第ｌ回ＩＭＦシンガポール協議会(８Ｃ)定期

大会（シンガポール） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月７－８日 第６回多国籍企業と行動規範に関する作

業部会(スイス・ジュネーブ) 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

11月12－25日 2000年ＩＭＦ－ＪＣ北・中米労働事情調

査団(アメリカ・カナダ・メキシコ) 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他16名 

11月14－15日 第28回日夕イ２国間セミナー（タイ・バ

ンコク） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任、他１名 

11月14－15日 ＩＭＦアクションプログラムとＩＭＦ機

構に関する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月17日 第28回ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期

大会（中華民国・高雄） 

荻野武士ＩＭＦ－ＪＣ副議長／鉄鋼労連委

員長 

11月20日 ＩＭＦ電機・電子運営委員会(スイス・ジュネ

ーブ) 

廣末康二電機連合書記次長 

11月28日－12月１日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会ＩＭＦ準備会

議／ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（フランス・パリ） 

石塚拓郎ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

12月５日 ＩＭＦ教育作業部会(スイス・ジュネーブ) 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月６日 ＩＭＦ財政委員会(スイス・ジュネーブ) 

派遣日程2000年12月５－15日 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月６－７日 ＩＭＦ執行委員会(スイス・ジュネーブ) 

派遣日程2000年12月4-15日 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月10日 タイ自動車労連(ＴＡＷ)新事務所聞き（タ

イ・バンコク） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

12月11－12日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整会議（イン

ド・ニューデリー） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

 

＜2001年＞ 

１月８日－２月16日 ハーバード大学労働組合プログラ

ム（アメリカ・ボストン） 

高城牧子ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

１月18－20日 ＪＩＬＡＦ／ＪＣ共催インドネシアセミ

ナー(鉄鋼)（インドネシア・ジャカルタ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

１月25－26日 ＩＭＦ情報通信技術(ＩＣＴ)タスクフォ

ース会議（スイス・ジュネーブ） 

矢木孝幸電機総研 

２月８－９日 日韓国金属産業労連(ＫＭＷＦ)定期大会

（韓国） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

３月20日 ＩＭＦ動議・規約委員会（スイス・ジュネー

ブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

３月20－21日 ＩＭＦ造船作業部会（韓国・木浦） 

田中利夫ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／造船重機労

連書記長 

３月21－22日 ＩＭＦアクションプログラムと機構に関

する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

３月27－28日 ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会

（香港） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他４名 

４月16－23日 イタリア金属労連との定期交流 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他３名 

４月19日 ＩＭＦ東南アジアサブリージョナル委員会

（マレーシア・スパンジャヤ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

４月20－21日 第10回ＩＭＦアジア太平洋地域会議（マ

レーシア・スパンジャヤ） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他35名 

４月22－23日 ＩＭＦアジア教育・広報・組織化会議（マ

レーシア・スパンジャヤ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他５名 

４月23－24日 第７回ＩＭＦ多国籍企業と行動規範に関

する作業部会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

４月24日 第10回日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 
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４月25日 第３回日韓鉄鋼労組定期協議（韓国・ソウル） 

荻野武士ＩＭＦ－ＪＣ副議長／鉄鋼労連委員

長、他５名 

４月23－24日 ＩＭＦ／ＳＩＦセミナー:ストレスと極

度の疲労-深刻化する事務技術職労働者の問

題（スウェーデン・ジュレノセット） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

４月25日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（スウェ

ーデン・ジュレノセット） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月８－９日 ＩＭＦ自動車産業作業部会（スイス・ジ

ュネーブ） 

橋本博自動車総連国際部長 

５月12－26日 2001年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団

(スイス、ドイツ、ハンガリー、ポーランド) 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他21名 

５月13－23日 2001年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア

労働事情調査団（タイ・中華民国） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他13名 

５月22日 ＩＭＦ財政委員会（イタリア・ベニス） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月22－23日 ＩＭＦ執行委員会（イタリア・ベニス） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月25日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月30日－６月１日 第６回アジア金属連帯セミナー

（シンガポール） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他13名 

８月17日 ＩＭＦ動議・規約委員会特別会議（スイス・

ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

８月30日－９月２日 インドネシア金属労組(ＳＰＭＩ)

定期大会（インドネシア・バンドン） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

 

【受入れ】（163名） 

＜2000年＞ 

９月４－８日 第39回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓受

入 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他23名 

10月５日 日本労働研究機構招請全米機械工・航空宇宙

労組(ＩＡＭ)若手指導者チーム 

スコット・ランドール・ジャクソン オンタ

リオ州協議会議長、他３名 

10月22－29日 中華全国総工会(ＡＣＦＴＵ)中国産別・

企業労働組合代表団 

李州中国機械冶金工会副主席、他12名 

10月26日－11月２日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)

中国鉄鋼労組代表団 

呉清賓中国鉄鋼労組委員長、他22名 

11月１－10日 ベルギー金属労組中央組織(ＣＭＢ)アン

トワープ県金属労働者雇用・訓練(ＦＴＭＡ)

訪日代表団 スタッフ・ゴーヴァエルト ベ

ルギー金属産業使用者連盟(ＦＡＢＲｌＭＥ

ＴＡＬ)アントワープ県本部副部長、他10名 

11月２日三菱マテリアル桶川製作所訪問 

11月９日ＩＭＦ－ＪＣ本部訪問 

11月17日 造船重機労連招請第13次韓国金属労組連盟

(ＦＫＭＴＵ)造船分科研修団 

文昌洙ＦＫＭＴＵ造船分科議長、他４名 

 

＜2001年＞ 

１月23日－２月２日 スウェーデン金属労組ヨーテボリ

支部訪日団 ラグネ・ラーソン、他６名 

２月19日 鉄鋼労連50周年記念式典海外来賓来所 

ユウ・ジェ・スプ韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)

委員長／東部鉄鋼労組委員長、他６名 

３月７日 韓国起亜自動車労組訪日研修団(27名) 

３月14日 ヴェジャラガヴァン・ゴパール マレーシア

電機産業労組(ＥＩＷＵ)書記長、他３名 

４月４－８日 第８回日独金属労組定期協議 

ユルゲン・ペータース、他４名 

４月11日 非鉄連合招請中国機械冶金工会訪日代表団 

何金城中国機械冶金工会全国委員会副主席、

他４名 

４月13日 日本労働研究機構(ＪＩＬ)招請ドイツ金属労

組(ＩＧメタル) 

エッケルド・ショルツ組織部長 

６月17日 造船重機労連招請中華全国総工会国防工業工

会訪日代表団 

燕樺中国国防工業工会副主席、他５名 

７月１－８日 ＩＭＦ－ＪＣ招請ＩＭＦ中華民国委員会

訪日研修団 

許振輝中国鋼鉄鎮業労働組合常務幹事(執行

委員)、他５名 

７月10－18日 ＩＭＦ－ＪＣ招請韓国金属労連(ＦＫＭ

ＴＵ)/韓国金属産業連盟(ＫＭＷＦ)訪日研

修団 

ジュン・サンヨン韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)

副委員長／ＨＹＮＩＸ電子労組委員、他９名 

７月17日 国際労働財団招請中米・カリブチーム 

デニチェル・フェリス・サンタナ ドミニカ

労組全国センター執行委員/全国金属労連教

育担当、他２名 

８月２日 スウェーデン金属労組 

ヨーラン・ヨンソン委員長 

８月24日 大阪市立大学チャールズ・ウェザーズ教授 

 

 

2002年度（2001年９月～2002年８月） 

【派 遣】（206名） 

＜2001年＞ 

８月30日 インドネシア金属労組(ＳＰＭＩ)定期大会

（インドネシア・バンドン） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

９月７－８日 ＩＭＦ編集担当者会議（韓国・ソウル） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織総務局部長、他

５名 
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９月12日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

９月17－19日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会／ＩＭＦ準備会議

（フランス・パリ） 

石塚拓郎ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

10月１－２日 ＩＭＦ教育作業部会（スイス・ジュネー

ブ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月22日－29日 中国機械冶金工会との交流 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他４名 

11月７日 ＩＭＦ動議・規約委員会（オーストラリア・

シドニー） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月８日 ＩＭＦアクション・プログラム委員会（オー

ストラリア・シドニー） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月９日 ＩＭＦ財政委員会（オーストラリア・シドニ

ー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

11月９日 ＩＭＦ執行委員会（オーストラリア・シドニ

ー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月10日 ＩＭＦ中央委員会（オーストラリア・シドニ

ー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月10日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（オース

トラリア・シドニー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月11－15日 ＩＭＦ世界大会（オーストラリア・シド

ニー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他68名 

11月12日 日米金属労組コンタクトミーティング（オー

ストラリア・シドニー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他16名 

11月23日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期大会

（中華民国・台中） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月25日 タイ自動車労連(ＴＡＷ)大会/行動規範セミ

ナー（タイ・バンコク） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

11月29日－12月２日 第38回スウェーデン金属労組定期

大会（スウェーデン・ストックホルム） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

 

＜2002年＞ 

１月18日 連合主催日系多国籍企業に関するアジア労組

会議（マレーシア・クアラルンプール） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

２月15－17日 ＩＭＦ－ＪＣ／ＪＩＬＡＦ共催インドネ

シアセミナー（インドネシア・チサルア） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

３月21－23日 第７回ＩＭＦ東アジア・サブリージョナ

ル委員会（中華民国・台北） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

５月10日 韓国金属労働組合連盟(ＦＫＭＴＵ)定期大会

（韓国・ソウル） 

渡部智ＩＭＦ－ＪＣ副議長／非鉄連合委員長 

５月12－26日 2002年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団

(社会的合意形成専門調査団)（ベルギー、オ

ランダ、フランス、ドイツ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他22名 

５月13－23日 2002年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東・東南ア

ジア労働事情調査団（韓国、マレーシア、シ

ンガポール） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他15名 

５月15日 第１回ＩＭＦ国際連帯諮問グループ会議（ス

イス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月16－17日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

６月２－９日 ＩＭＦ－ＪＣ欧州環境エネルギー調査団

（スウェーデン、デンマーク、ドイツ） 

大福真由美ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／電機連

合書記長、他７名 

６月６－８日 第７回ＩＭＦ－ＪＣ東南アジア金属連帯

セミナー（シンガポール） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他12名 

６月13－15日 ＩＧメタル将来に関する会議（ドイツ・

ライプチヒ） 

茂呂成夫電機連合中央執行委員、他９名 

６月16－19日 ＩＭＦ航空宇宙産業世界会議（フラン

ス・トウールーズ） 

茂呂成夫電機連合中央執行委員、他５名 

８月21－22日 ＩＭＦ自動車産業ワーキング・グループ

（スイス・ジュネーブ） 

橋本博自動車総連国際局部長 

 

【受入れ】（76名） 

＜2001年＞ 

９月３－７日 第40回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他20名 

９月18日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招聘アフリカ南部

チーム 

モディリ・ボンツェツェ ボツワナ労働組合

連盟安全衛生コーディネーター、他３名 

９月23－28日 タイ自動車労連(ＴＡＷ)訪日代表団 

ヴィワット・パントスラ タイ自動車・電

機・金属労連(ＴＥＡＭ)副委員長／タイ自動

車労連、他２名 

９月27日 ＵＮＩ－ＡＰＲＯテレコム部会ダン・ドワイ

ヤー部長 

12月27日 在日韓国大使館李在潤労務官 

 

＜2002年＞ 

２月６日 マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長／鎌

田普ＩＭＦシニアエグゼクティブオフィサー 

４月３－７日 第10回北欧金属労連との定期協議北欧金

属労連代表団 

マックス・ベアリング北欧金属労連委員長/
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４月25日 第３回日韓鉄鋼労組定期協議（韓国・ソウル） 

荻野武士ＩＭＦ－ＪＣ副議長／鉄鋼労連委員

長、他５名 

４月23－24日 ＩＭＦ／ＳＩＦセミナー:ストレスと極

度の疲労-深刻化する事務技術職労働者の問

題（スウェーデン・ジュレノセット） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

４月25日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（スウェ

ーデン・ジュレノセット） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月８－９日 ＩＭＦ自動車産業作業部会（スイス・ジ

ュネーブ） 

橋本博自動車総連国際部長 

５月12－26日 2001年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団

(スイス、ドイツ、ハンガリー、ポーランド) 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他21名 

５月13－23日 2001年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア

労働事情調査団（タイ・中華民国） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他13名 

５月22日 ＩＭＦ財政委員会（イタリア・ベニス） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月22－23日 ＩＭＦ執行委員会（イタリア・ベニス） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月25日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月30日－６月１日 第６回アジア金属連帯セミナー

（シンガポール） 

草野忠義ＩＭＦ－ＪＣ議長、他13名 

８月17日 ＩＭＦ動議・規約委員会特別会議（スイス・

ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

８月30日－９月２日 インドネシア金属労組(ＳＰＭＩ)

定期大会（インドネシア・バンドン） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

 

【受入れ】（163名） 

＜2000年＞ 

９月４－８日 第39回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓受

入 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他23名 

10月５日 日本労働研究機構招請全米機械工・航空宇宙

労組(ＩＡＭ)若手指導者チーム 

スコット・ランドール・ジャクソン オンタ

リオ州協議会議長、他３名 

10月22－29日 中華全国総工会(ＡＣＦＴＵ)中国産別・

企業労働組合代表団 

李州中国機械冶金工会副主席、他12名 

10月26日－11月２日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)

中国鉄鋼労組代表団 

呉清賓中国鉄鋼労組委員長、他22名 

11月１－10日 ベルギー金属労組中央組織(ＣＭＢ)アン

トワープ県金属労働者雇用・訓練(ＦＴＭＡ)

訪日代表団 スタッフ・ゴーヴァエルト ベ

ルギー金属産業使用者連盟(ＦＡＢＲｌＭＥ

ＴＡＬ)アントワープ県本部副部長、他10名 

11月２日三菱マテリアル桶川製作所訪問 

11月９日ＩＭＦ－ＪＣ本部訪問 

11月17日 造船重機労連招請第13次韓国金属労組連盟

(ＦＫＭＴＵ)造船分科研修団 

文昌洙ＦＫＭＴＵ造船分科議長、他４名 

 

＜2001年＞ 

１月23日－２月２日 スウェーデン金属労組ヨーテボリ

支部訪日団 ラグネ・ラーソン、他６名 

２月19日 鉄鋼労連50周年記念式典海外来賓来所 

ユウ・ジェ・スプ韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)

委員長／東部鉄鋼労組委員長、他６名 

３月７日 韓国起亜自動車労組訪日研修団(27名) 

３月14日 ヴェジャラガヴァン・ゴパール マレーシア

電機産業労組(ＥＩＷＵ)書記長、他３名 

４月４－８日 第８回日独金属労組定期協議 

ユルゲン・ペータース、他４名 

４月11日 非鉄連合招請中国機械冶金工会訪日代表団 

何金城中国機械冶金工会全国委員会副主席、

他４名 

４月13日 日本労働研究機構(ＪＩＬ)招請ドイツ金属労

組(ＩＧメタル) 

エッケルド・ショルツ組織部長 

６月17日 造船重機労連招請中華全国総工会国防工業工

会訪日代表団 

燕樺中国国防工業工会副主席、他５名 

７月１－８日 ＩＭＦ－ＪＣ招請ＩＭＦ中華民国委員会

訪日研修団 

許振輝中国鋼鉄鎮業労働組合常務幹事(執行

委員)、他５名 

７月10－18日 ＩＭＦ－ＪＣ招請韓国金属労連(ＦＫＭ

ＴＵ)/韓国金属産業連盟(ＫＭＷＦ)訪日研

修団 

ジュン・サンヨン韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)

副委員長／ＨＹＮＩＸ電子労組委員、他９名 

７月17日 国際労働財団招請中米・カリブチーム 

デニチェル・フェリス・サンタナ ドミニカ

労組全国センター執行委員/全国金属労連教

育担当、他２名 

８月２日 スウェーデン金属労組 

ヨーラン・ヨンソン委員長 

８月24日 大阪市立大学チャールズ・ウェザーズ教授 

 

 

2002年度（2001年９月～2002年８月） 

【派 遣】（206名） 

＜2001年＞ 

８月30日 インドネシア金属労組(ＳＰＭＩ)定期大会

（インドネシア・バンドン） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

９月７－８日 ＩＭＦ編集担当者会議（韓国・ソウル） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織総務局部長、他

５名 
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９月12日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

９月17－19日 ＯＥＣＤ鉄鋼委員会／ＩＭＦ準備会議

（フランス・パリ） 

石塚拓郎ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／鉄鋼労連

書記次長 

10月１－２日 ＩＭＦ教育作業部会（スイス・ジュネー

ブ） 

長谷川俊ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月22日－29日 中国機械冶金工会との交流 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他４名 

11月７日 ＩＭＦ動議・規約委員会（オーストラリア・

シドニー） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月８日 ＩＭＦアクション・プログラム委員会（オー

ストラリア・シドニー） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月９日 ＩＭＦ財政委員会（オーストラリア・シドニ

ー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

11月９日 ＩＭＦ執行委員会（オーストラリア・シドニ

ー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月10日 ＩＭＦ中央委員会（オーストラリア・シドニ

ー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月10日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（オース

トラリア・シドニー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月11－15日 ＩＭＦ世界大会（オーストラリア・シド

ニー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他68名 

11月12日 日米金属労組コンタクトミーティング（オー

ストラリア・シドニー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他16名 

11月23日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期大会

（中華民国・台中） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月25日 タイ自動車労連(ＴＡＷ)大会/行動規範セミ

ナー（タイ・バンコク） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

11月29日－12月２日 第38回スウェーデン金属労組定期

大会（スウェーデン・ストックホルム） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

 

＜2002年＞ 

１月18日 連合主催日系多国籍企業に関するアジア労組

会議（マレーシア・クアラルンプール） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

２月15－17日 ＩＭＦ－ＪＣ／ＪＩＬＡＦ共催インドネ

シアセミナー（インドネシア・チサルア） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

３月21－23日 第７回ＩＭＦ東アジア・サブリージョナ

ル委員会（中華民国・台北） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

５月10日 韓国金属労働組合連盟(ＦＫＭＴＵ)定期大会

（韓国・ソウル） 

渡部智ＩＭＦ－ＪＣ副議長／非鉄連合委員長 

５月12－26日 2002年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団

(社会的合意形成専門調査団)（ベルギー、オ

ランダ、フランス、ドイツ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他22名 

５月13－23日 2002年ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東・東南ア

ジア労働事情調査団（韓国、マレーシア、シ

ンガポール） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他15名 

５月15日 第１回ＩＭＦ国際連帯諮問グループ会議（ス

イス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月16－17日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

阿島征夫ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

６月２－９日 ＩＭＦ－ＪＣ欧州環境エネルギー調査団

（スウェーデン、デンマーク、ドイツ） 

大福真由美ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／電機連

合書記長、他７名 

６月６－８日 第７回ＩＭＦ－ＪＣ東南アジア金属連帯

セミナー（シンガポール） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他12名 

６月13－15日 ＩＧメタル将来に関する会議（ドイツ・

ライプチヒ） 

茂呂成夫電機連合中央執行委員、他９名 

６月16－19日 ＩＭＦ航空宇宙産業世界会議（フラン

ス・トウールーズ） 

茂呂成夫電機連合中央執行委員、他５名 

８月21－22日 ＩＭＦ自動車産業ワーキング・グループ

（スイス・ジュネーブ） 

橋本博自動車総連国際局部長 

 

【受入れ】（76名） 

＜2001年＞ 

９月３－７日 第40回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他20名 

９月18日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招聘アフリカ南部

チーム 

モディリ・ボンツェツェ ボツワナ労働組合

連盟安全衛生コーディネーター、他３名 

９月23－28日 タイ自動車労連(ＴＡＷ)訪日代表団 

ヴィワット・パントスラ タイ自動車・電

機・金属労連(ＴＥＡＭ)副委員長／タイ自動

車労連、他２名 

９月27日 ＵＮＩ－ＡＰＲＯテレコム部会ダン・ドワイ

ヤー部長 

12月27日 在日韓国大使館李在潤労務官 

 

＜2002年＞ 

２月６日 マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長／鎌

田普ＩＭＦシニアエグゼクティブオフィサー 

４月３－７日 第10回北欧金属労連との定期協議北欧金

属労連代表団 

マックス・ベアリング北欧金属労連委員長/
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デンマーク産業中央組織(ＣＯインダスト

リ)委員長、他７名 

５月19－27日 イタリア金属労組との定期交流 イタリ

ア金属労連(ＦＬＭ)代表団 

アントニオ・ゾルチ イタリア金属機械工同

盟(ＦＩＭ)書記長、他４名 

５月29日 第11回日韓金属労組定期協議 

イ・ビョン・ギュンＦＫＭＴＵ委員長(大宇

電子出身)、他８名 

６月４日 李在潤在日韓国大使館労務官 

６月10日 ＪＡＭ招聘中国機械・冶金・建材工会代表団 

王玉峰中国機械・冶金・建材工会主席、他４名 

６月16－23日 ＩＭＦ－ＪＣ招請ＩＭＦ中華民国委員会

(ＲＯＣＣ)労組幹部研修生 

陳正盛中華工程公司労働組合理事長、他５名 

７月10－12日 第38回国際労働セミナー海外講師 

ダニー・カリガンＩＭＦイギリス支部ＡＭＩ

ＣＵＳ・ＡＥＥＵ中央執行委員、他２名 

７月９－19日 ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジア労組幹部研

修生 

サンジャイ・スルヤカント・ヴァダヴカール 

インド鉄鋼・金属・機械労連(ＳＭＥＦＩ)書

記、他６名 

 

 

2003年度（2002年９月～2003年８月） 

【派 遣】（107名） 

＜2002年＞ 

９月14－20日 連合／中国全国総工会日中国交正常化30

周年記念式典金属産別代表団 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ副議長／自動車総連

会長、他８名 

９月19日 ＩＭＦ会費と投票権に関する作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長代行 

９月23－27日 機械・電気工業産業の生涯学習に関する

ＩＬＯ三者構成会議（スイス・ジュネーブ） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ副議長/電機連合委員

長、他３名 

10月８－９日 ＩＭＦ事務・技術職労働者の組織化に関

するセミナー（イギリス・イーストボーン） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

10月10日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（イギリ

ス・イーストボーン） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月９－11日 ＩＭＦアジア太平洋地域自動車会議（タ

イ・バンコク） 

萩原克彦自動車総連事務局長、他９名 

10月14－18日 ＪＩＬＡＦ／ＩＭＦ－ＪＣインドネシア

安全衛生セミナー講師派遣（インドネシア・

チサルア） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

10月19日－11月２日 2002年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情

調査団 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、16名 

11月６－10日 第30回ＩＭＦ中華民国委員会定期大会

（中華民国・新竹） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月11－16日 第29回連合二国間セミナー:フィリピン

における日系多国籍企業の労使関係（フィリ

ピン・マニラ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

11月25－26日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（タ

イ・バンコク） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月９－11日 第２回ＡＰＯグリーン・プロダクティピ

ティー世界大会（フィリピン・マニラ） 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局 

12月10日 ＩＭＦ産業別部会長会議（米国・サンディエゴ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月11日 ＩＭＦ財政委員会（米国・サンディエゴ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月11－12日 ＩＭＦ執行委員会（米国・サンディエゴ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

 

＜2003年＞ 

２月８－16日 社会経済生産性本部米国企業倫理・コン

ブライアンス実践経営プログラム（米国・ニ

ューヨーク） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

３月３－６日 ＦＳＰＭＩ／ＪＩＬＡＦ／ＩＭＦ－ＪＣ

インドネシア安全衛生セミナー(電機・電子

産業)（インドネシア・チサルア） 

福田和男三洋電機労組大東支部執行委員長 

３月20－21日 ＩＭＦ教育担当者会議（スイス・ジュネ

ーブ） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織総務局部長 

３月27－28日 ＩＭＦアジア造船作業部会/造船重機労

連・韓国造船労組との２国間定期協議会開催

打ち合わせ（韓国・釜山） 

小池和春造船重機労連総務部門局長、他１名 

４月２日 ＩＭＦ会費と投票権制度に関する作業部会

（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

４月２日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（デンマ

ーク・コペンハーゲン） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月26－28日 第９回日独金属労組定期協議ＩＭＦ－Ｊ

Ｃ代表団派遣（ドイツ・ベルリン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他12名 

５月６－８日 韓国日本造船労組第１回定期協議（韓

国・釜山） 

田中利夫造船重機労連委員長、他６名 

５月14日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月14－15日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月22日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

大郎） 
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團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

６月23日 第12回日韓金属労組定期協議ＩＭＦ－ＪＣ代

表団（韓国・ソウル） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

６月30日 ＩＭＦ造船作業部会（スウェーデン・ストッ

クホルム） 

田中利夫ＩＭＦ－ＪＣ副議長／造船重機労

連委員長 

 

【受入れ】（110名） 

＜2002年＞ 

８月31日－９月４日 第41回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

24名 

10月28日－11月15日 日独職業訓練・若手社員交流事業

2002年度日本カール・デュイスペルク協会招

請ドイツ人職業訓練生 

スザンネ・ヴェルツＺＦ操業システム社(Ｉ

Ｇメタル加盟) 

10月29日－11月４日 中華全国総工会主催中国地方労組

訪日研修団 

楊漢平中国労働運動学院法律系主任、他22名 

11月10－13日 ＩＭＦシンガポール協議会訪日研修団 

タン・ソー・レン・シリルＩＭＦシンガポー

ル協議会（ＩＭＦ－ＳＣ）事務局長／合同電

子・電機産業労組（ＵＷＥＥＩ)書記長、他

14名 

11月17－24日 ＩＭＦ－ＪＣ招請韓国金属労連(ＦＫＭ

ＴＵ)／韓国金属産業労連(KMWF) 労組幹部

研修生 

キム・マンジェＦＫＭＴＵ事務局長(ハイニ

ックス半導体労組出身)、他11名 

 

＜2003年＞ 

１月21日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)傘下豊山労使訪日

研修団 

エン・ジン・ソン豊山労組委員長、他12名 

２月14日 インドネシア金属労連(ＦＳＰＭＩ)代表受入 

タムリン・モシイＦＳＰＭＩ会長、他２名 

３月４日 中華全国総工会国際連絡部代表 

白立文国際連絡部副部長、他２名 

３月31日 マレーシア労働組合会議(ＭＴＵＣ)代表 

Ｇ・ラジャセカラン金属産業労組(ＭＩＥＵ)

執行書記長／マレーシア労働組合会議(ＭＴ

ＵＣ)書記長、他１名 

６月５日 日本労働研究機構(ＪＩＬ)招請ドイツ労働総

同盟(ＤＧＢ)代表団 

ギュンター・パルベックＤＧＢ本部人事部長、

他３名 

６月６日 電機連合50周年記念レセプション海外来賓Ｉ

ＭＦ本部代表 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

１名 

６月16日 韓国金属産業労連(ＫＭＷＦ) 

シク・ハ・ジュン副委員長 

７月15－20日 第39回国際労働セミナー(７/17－19・北

九州開催)海外講師 

鎌田普ＩＭＦシニアエグゼクティブオフィ

サー、他５名 

 

 

2004年度（2003年９月～2004年８月） 

【派 遣】（149名） 

＜2003年＞ 

９月24日 ＩＭＦ会費と投票権に関する作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

團野久茂ＪＣ事務局長 

９月25日 ＩＭＦ国際枠組み協約(ＩＦＡ)作業部会（ス

イス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月５－11日 ＩＭＦ本部IMF中華民国委員会(ＲＯＣ

Ｃ)現地調査 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月６－８日 ＩＭＦアジア太平洋自動車会議（タイ・

バンコク） 

早川勝治自動車総連副会長／三菱自動車労

連会長、他13名 

10月12－25日 2003年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情調査団

（アメリカ・メキシコ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、13名 

10月14－18日 第20回ドイツ金属産業労組(ＩＧメタル)

全国大会一第二部出席（ドイツ・ハノーファ

ー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

10月19－26日 イタリア金属労連との定期交流ＩＭＦ－

ＪＣ代表団 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

10月23日 ＩＭＦ女性委員会（スイス・ジュネーブ） 

高城牧子ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

10月30－31日 東アジア女性労働者組織化セミナー/第

８回ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員

会（韓国・ソウル） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

11月10－11日 ＩＭＦ事務・技術職労働者に関するセミ

ナー（スイス・ジュネーブ） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他３名 

11月12日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月19日 第31回ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（中華

民国・高雄） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月１日 ＩＭＦ産業別部会長会議（南アフリカ・ケー

プタウン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月２日 ＩＭＦ財政委員会（南アフリカ・ケープタウ

ン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 
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デンマーク産業中央組織(ＣＯインダスト

リ)委員長、他７名 

５月19－27日 イタリア金属労組との定期交流 イタリ

ア金属労連(ＦＬＭ)代表団 

アントニオ・ゾルチ イタリア金属機械工同

盟(ＦＩＭ)書記長、他４名 

５月29日 第11回日韓金属労組定期協議 

イ・ビョン・ギュンＦＫＭＴＵ委員長(大宇

電子出身)、他８名 

６月４日 李在潤在日韓国大使館労務官 

６月10日 ＪＡＭ招聘中国機械・冶金・建材工会代表団 

王玉峰中国機械・冶金・建材工会主席、他４名 

６月16－23日 ＩＭＦ－ＪＣ招請ＩＭＦ中華民国委員会

(ＲＯＣＣ)労組幹部研修生 

陳正盛中華工程公司労働組合理事長、他５名 

７月10－12日 第38回国際労働セミナー海外講師 

ダニー・カリガンＩＭＦイギリス支部ＡＭＩ

ＣＵＳ・ＡＥＥＵ中央執行委員、他２名 

７月９－19日 ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジア労組幹部研

修生 

サンジャイ・スルヤカント・ヴァダヴカール 

インド鉄鋼・金属・機械労連(ＳＭＥＦＩ)書

記、他６名 

 

 

2003年度（2002年９月～2003年８月） 

【派 遣】（107名） 

＜2002年＞ 

９月14－20日 連合／中国全国総工会日中国交正常化30

周年記念式典金属産別代表団 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ副議長／自動車総連

会長、他８名 

９月19日 ＩＭＦ会費と投票権に関する作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長代行 

９月23－27日 機械・電気工業産業の生涯学習に関する

ＩＬＯ三者構成会議（スイス・ジュネーブ） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ副議長/電機連合委員

長、他３名 

10月８－９日 ＩＭＦ事務・技術職労働者の組織化に関

するセミナー（イギリス・イーストボーン） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

10月10日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（イギリ

ス・イーストボーン） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月９－11日 ＩＭＦアジア太平洋地域自動車会議（タ

イ・バンコク） 

萩原克彦自動車総連事務局長、他９名 

10月14－18日 ＪＩＬＡＦ／ＩＭＦ－ＪＣインドネシア

安全衛生セミナー講師派遣（インドネシア・

チサルア） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

10月19日－11月２日 2002年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情

調査団 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、16名 

11月６－10日 第30回ＩＭＦ中華民国委員会定期大会

（中華民国・新竹） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月11－16日 第29回連合二国間セミナー:フィリピン

における日系多国籍企業の労使関係（フィリ

ピン・マニラ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

11月25－26日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（タ

イ・バンコク） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月９－11日 第２回ＡＰＯグリーン・プロダクティピ

ティー世界大会（フィリピン・マニラ） 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局 

12月10日 ＩＭＦ産業別部会長会議（米国・サンディエゴ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月11日 ＩＭＦ財政委員会（米国・サンディエゴ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月11－12日 ＩＭＦ執行委員会（米国・サンディエゴ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

 

＜2003年＞ 

２月８－16日 社会経済生産性本部米国企業倫理・コン

ブライアンス実践経営プログラム（米国・ニ

ューヨーク） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

３月３－６日 ＦＳＰＭＩ／ＪＩＬＡＦ／ＩＭＦ－ＪＣ

インドネシア安全衛生セミナー(電機・電子

産業)（インドネシア・チサルア） 

福田和男三洋電機労組大東支部執行委員長 

３月20－21日 ＩＭＦ教育担当者会議（スイス・ジュネ

ーブ） 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織総務局部長 

３月27－28日 ＩＭＦアジア造船作業部会/造船重機労

連・韓国造船労組との２国間定期協議会開催

打ち合わせ（韓国・釜山） 

小池和春造船重機労連総務部門局長、他１名 

４月２日 ＩＭＦ会費と投票権制度に関する作業部会

（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

４月２日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（デンマ

ーク・コペンハーゲン） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月26－28日 第９回日独金属労組定期協議ＩＭＦ－Ｊ

Ｃ代表団派遣（ドイツ・ベルリン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他12名 

５月６－８日 韓国日本造船労組第１回定期協議（韓

国・釜山） 

田中利夫造船重機労連委員長、他６名 

５月14日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月14－15日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月22日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

大郎） 
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團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

６月23日 第12回日韓金属労組定期協議ＩＭＦ－ＪＣ代

表団（韓国・ソウル） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

６月30日 ＩＭＦ造船作業部会（スウェーデン・ストッ

クホルム） 

田中利夫ＩＭＦ－ＪＣ副議長／造船重機労

連委員長 

 

【受入れ】（110名） 

＜2002年＞ 

８月31日－９月４日 第41回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

24名 

10月28日－11月15日 日独職業訓練・若手社員交流事業

2002年度日本カール・デュイスペルク協会招

請ドイツ人職業訓練生 

スザンネ・ヴェルツＺＦ操業システム社(Ｉ

Ｇメタル加盟) 

10月29日－11月４日 中華全国総工会主催中国地方労組

訪日研修団 

楊漢平中国労働運動学院法律系主任、他22名 

11月10－13日 ＩＭＦシンガポール協議会訪日研修団 

タン・ソー・レン・シリルＩＭＦシンガポー

ル協議会（ＩＭＦ－ＳＣ）事務局長／合同電

子・電機産業労組（ＵＷＥＥＩ)書記長、他

14名 

11月17－24日 ＩＭＦ－ＪＣ招請韓国金属労連(ＦＫＭ

ＴＵ)／韓国金属産業労連(KMWF) 労組幹部

研修生 

キム・マンジェＦＫＭＴＵ事務局長(ハイニ

ックス半導体労組出身)、他11名 

 

＜2003年＞ 

１月21日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)傘下豊山労使訪日

研修団 

エン・ジン・ソン豊山労組委員長、他12名 

２月14日 インドネシア金属労連(ＦＳＰＭＩ)代表受入 

タムリン・モシイＦＳＰＭＩ会長、他２名 

３月４日 中華全国総工会国際連絡部代表 

白立文国際連絡部副部長、他２名 

３月31日 マレーシア労働組合会議(ＭＴＵＣ)代表 

Ｇ・ラジャセカラン金属産業労組(ＭＩＥＵ)

執行書記長／マレーシア労働組合会議(ＭＴ

ＵＣ)書記長、他１名 

６月５日 日本労働研究機構(ＪＩＬ)招請ドイツ労働総

同盟(ＤＧＢ)代表団 

ギュンター・パルベックＤＧＢ本部人事部長、

他３名 

６月６日 電機連合50周年記念レセプション海外来賓Ｉ

ＭＦ本部代表 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

１名 

６月16日 韓国金属産業労連(ＫＭＷＦ) 

シク・ハ・ジュン副委員長 

７月15－20日 第39回国際労働セミナー(７/17－19・北

九州開催)海外講師 

鎌田普ＩＭＦシニアエグゼクティブオフィ

サー、他５名 

 

 

2004年度（2003年９月～2004年８月） 

【派 遣】（149名） 

＜2003年＞ 

９月24日 ＩＭＦ会費と投票権に関する作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

團野久茂ＪＣ事務局長 

９月25日 ＩＭＦ国際枠組み協約(ＩＦＡ)作業部会（ス

イス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月５－11日 ＩＭＦ本部IMF中華民国委員会(ＲＯＣ

Ｃ)現地調査 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月６－８日 ＩＭＦアジア太平洋自動車会議（タイ・

バンコク） 

早川勝治自動車総連副会長／三菱自動車労

連会長、他13名 

10月12－25日 2003年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情調査団

（アメリカ・メキシコ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、13名 

10月14－18日 第20回ドイツ金属産業労組(ＩＧメタル)

全国大会一第二部出席（ドイツ・ハノーファ

ー） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

10月19－26日 イタリア金属労連との定期交流ＩＭＦ－

ＪＣ代表団 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

10月23日 ＩＭＦ女性委員会（スイス・ジュネーブ） 

高城牧子ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

10月30－31日 東アジア女性労働者組織化セミナー/第

８回ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員

会（韓国・ソウル） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

11月10－11日 ＩＭＦ事務・技術職労働者に関するセミ

ナー（スイス・ジュネーブ） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他３名 

11月12日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月19日 第31回ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（中華

民国・高雄） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月１日 ＩＭＦ産業別部会長会議（南アフリカ・ケー

プタウン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月２日 ＩＭＦ財政委員会（南アフリカ・ケープタウ

ン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 
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12月２日 ＩＭＦ執行委員会（南アフリカ・ケープタウ

ン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月３－４日 ＩＭＦ中央委員会（南アフリカ・ケープ

タウン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

12月３日 ＩＭＦ女性幹部会（南アフリカ・ケープタウン） 

武田朱美電機連合賃金政策部専門部長、他１名 

12月１－４日 連合第30回国際セミナー:日系多国籍企

業の労使関係に関する日本・マレーシア２国

間セミナー（マレーシア・クアラルンプール） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月15日 ＩＭＦ－ＲＯＣＣ組織再編セミナー講師派遣

（中華民国・台北） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

 

＜2004年＞ 

１月12日－２月20日 ハーバード大学労働組合プログラ

ム受講 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局 

１月13－23日 第４回世界社会フォーラム（インド・ム

ンバイ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

１月18－28日 2004年ＩＭＦ－ＪＣ東南アジア労使関係

専門調査団（マレーシア・タイ・インドネシ

ア） 

羽澄幹夫自動車総連国際局長、他２名 

４月５日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（スウェ

ーデン・ストックホルム） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月７－９日 ＩＭＦマレーシア協議会(ＭＣ)との懇談 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

４月16日 ＩＭＦ東アジア事前女性会議（中華民国・台

北） 

渡会つや子電機連合産業政策部専門部長、他

３名 

４月16－17日 第９回ＩＭＦ東アジアサブリージョナル

委員会（中華民国・台北） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

４月19日 第２回ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)組織

強化ワークショップ講師派遣（中華民国・高

雄） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月28－30日 ＩＭＦアジア造船作業部会（シンガポー

ル） 

田中利夫基幹労連委員長代行、他６名 

５月９－23日 2004年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他14名 

５月12日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月12－13日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月20日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

テグ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月27－28日 第11回北欧金属労連との定期協議ＩＭ

Ｆ－ＪＣ代表団（アイスランド・レイキャ

ビク） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

６月３－５日 第８回ＩＭＦ－ＪＣ東・東南アジア金属

連帯セミナー（マレーシア・クアラルンプー

ル） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

６月８－10日 ＩＭＦ世界自動車会議 (アメリカ・デト

ロイト) 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ副議長／自動車総連

会長､他４名 

６月７－18日 ＩＭＦサマースクール (スイス・ニヨン/

ジュネーブ) 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長､他２名 

６月15－17日 ＩＭＦ編集担当者会議(カナダ・モントリ

オール) 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織総務局部長 

６月23－24日 第２回ＩＭＦ動議・規約委員会(スイス・

ジュネーブ) 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

６月24－25日 第２回ＩＭＦアクション・プログラム委

員会(スイス・ジュネーブ) 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

６月29日－７月１日 イギリス鉄鋼労組総連合(ＩＳＴ

Ｃ)全国代表者会議(イギリス･南デヴオン・

トーキー) 

酒井一基幹労連事務局次長 

８月５－６日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会(ニ

ュージーランド・ウエリントン) 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長､他１名 

８月16－18日 ＩＭＦ特別財政委員会(フィンランド・リ

エクサ) 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長，他１名 

 

【受入れ】（95名） 

＜2003年＞ 

９月３日 ＩＭＦ中華民国委員会傘下中国鉄鋼労使訪日

代表団 

呉清賓理事長(委員長)、他30名 

９月13日 基幹労連結成大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

１名 

９月22日－10月17日 中華全国総工会国際部研修生 

邱麗珍 

11月３－６日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会海外

参加者 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

６名 

11月２－７日 ＩＭＦ機関誌「メタルーワールド」取材 

ジェスパー・ニルソンＩＭＦ広報・編集担当 

 

＜2004年＞ 

４月12日 電機連合招請ブルガリア・メタルエレクトロ

代表団 

アセン・アセノフ メタルエレクトロ委員長 
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４月21－25日 ＩＭＦ国際枠組み協約(ＩＦＡ)セミナー

海外講師・傍聴者 

ブライアン・フレドリクスＩＭＦ書記次長、

他10名 

６月８日 ＪＩＬＡＦ招請東南アジア・オセアニアチー

ム代表 

モハマッド・ハムダン・ピン・ドルハリム マ

レーシア労働組合会議(ＭＴＵＣ)青年委員

会副委員長・電機産業労組(ＥＩＷＵ)委員長 

６月10日 ドイツベルクシュタット・エコノミー研究所

代表他 

キャロライン・ホイヤー ベルクシュタッ

ト・エコノミー研究員、他２名 

６月11日 第３回ＩＭＦ／電機連合アジア電機・電子フ

ォーラム海外参加者 

ブライアン・フレドリクスＩＭＦ書記次長、

他13名 

６月12日 電機連合招聘中華全国総工会訪日団 

許文斌中国国防郵電工会主席、他３名 

６月24－27日 第13回日韓金属労組定期協議韓国代表団 

ジュン・チャン・ヨン事務局長(起亜特殊鋼

労働組合)、他８名 

７月11-18日 ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジア労組幹部研

修生 

チュウ・ユク・チン香港金属産業労働組合委

員会(ＣＭＩＵ)香港・九龍電機機械・機器労

働組合書記、他７名 

 

 

2005年度（2004年９月～2005年８月） 

【派 遣】（238名） 

＜2004年＞ 

９月１－２日 ＩＭＦ ＩＣＴタスクフォース／電機・電

子産業運営委員会（ドイツ・フランクフフル

ト） 

藤田幸三電機連合福祉共催センター常務理事 

９月19－24日 第36回全米機械工・航空宇宙労組(１Ａ

Ｍ)全国大会（米国・オハイオ） 

宮園哲郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長／基幹労連委

員長 

９月20－24日 ＩＭＦ造船作業部会（ドイツ・ハンブルグ） 

西澤昇治郎基幹労連委員長代行、他１名 

10月５－６日 第３回ＩＭＦアクションプログラム委員

会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月６－７日 第３回ＩＭＦ動議・規約委員会（スイス・

ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月８日 ＩＭＦ特別中国作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月11－15日 日中金属労組交流ＩＭＦ－ＪＣ代表団派遣 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長／電機連合委員

長、他７名 

10月19－21日 ＩＭＦ航空宇宙産業運営委員会／エアパ

ス・ボーイング作業部会（アメリカ・シアト

ル） 

藤次淳基幹労連中央執行委員、他３名 

10月22－23日 ＩＭＦ中華民国委員会重工業委員会(Ｈ

ＩＣ)金属労働者セミナー講師派遣（中華民

国・高雄） 

石塚拓郎基幹労連事務局次長、他３名 

10月31日－11月13日 2004年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情

調査団 

高比良芳紀ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他13名 

11月４－５日 ＩＭＦ貿易・財政・開発政策に関する作

業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月11日 ＩＭＦ女性委員会（スイス・ジュネーブ） 

高城牧子ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

11月14－25日 2004年ＩＭＦ－ＪＣ東南アジア労使関係

調査団 

町田正延電機連合富士通労働組合長野支部

執行委員長、他５名 

11月25－26日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期大

会／セミナー（台湾・台中） 

高比良芳紀ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月14－15日 ＩＭＦ機械産業会議（アメリカ・シアト

ル） 

中野治理ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他５名 

12月15－16日 ＩＭＦ財政委員会/執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

 

＜2005年＞ 

１月10－12日 ＩＬＯ輸送機器製造業における雇用・社

会対話・仕事における権利、労使関係三者構

成会議ＩＭＦ－ＪＣ代表団（スイス・ジュネ

ーブ） 

添田幹夫正代表自動車総連副会長、他３名 

１月12－13日 「ＩＭＦ女性執行委員選出j他、韓国との

調整訪問（韓国・ソウル） 

團野茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月１日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（ドイツ・

フランクフルト） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月１－９日 ＩＬＯ鉄鋼業安全衛生行動規範改訂専門

家会合（スイス・ジュネーブ） 

伊藤彰英基幹労連組織グループ主査 

２月16日 第１回ＩＭＦマレーシア協議会(ＭＣ)代議員

大会（マレーシア・クアラルンプール） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月21－22日 ＩＭＦ特別財政委員会/特別執行委員会

（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

３月23－24日 ＩＭＦ女性執行委員選出調整のための韓

国訪問 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

３月29－30日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（タ

イ・バンコク） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 
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12月２日 ＩＭＦ執行委員会（南アフリカ・ケープタウ

ン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

12月３－４日 ＩＭＦ中央委員会（南アフリカ・ケープ

タウン） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

12月３日 ＩＭＦ女性幹部会（南アフリカ・ケープタウン） 

武田朱美電機連合賃金政策部専門部長、他１名 

12月１－４日 連合第30回国際セミナー:日系多国籍企

業の労使関係に関する日本・マレーシア２国

間セミナー（マレーシア・クアラルンプール） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月15日 ＩＭＦ－ＲＯＣＣ組織再編セミナー講師派遣

（中華民国・台北） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

 

＜2004年＞ 

１月12日－２月20日 ハーバード大学労働組合プログラ

ム受講 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局 

１月13－23日 第４回世界社会フォーラム（インド・ム

ンバイ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

１月18－28日 2004年ＩＭＦ－ＪＣ東南アジア労使関係

専門調査団（マレーシア・タイ・インドネシ

ア） 

羽澄幹夫自動車総連国際局長、他２名 

４月５日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（スウェ

ーデン・ストックホルム） 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月７－９日 ＩＭＦマレーシア協議会(ＭＣ)との懇談 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

４月16日 ＩＭＦ東アジア事前女性会議（中華民国・台

北） 

渡会つや子電機連合産業政策部専門部長、他

３名 

４月16－17日 第９回ＩＭＦ東アジアサブリージョナル

委員会（中華民国・台北） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

４月19日 第２回ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)組織

強化ワークショップ講師派遣（中華民国・高

雄） 

長村潔ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

４月28－30日 ＩＭＦアジア造船作業部会（シンガポー

ル） 

田中利夫基幹労連委員長代行、他６名 

５月９－23日 2004年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団 

小柳忠久ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他14名 

５月12日 ＩＭＦ財政委員会（スイス・ジュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月12－13日 ＩＭＦ執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月20日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

テグ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月27－28日 第11回北欧金属労連との定期協議ＩＭ

Ｆ－ＪＣ代表団（アイスランド・レイキャ

ビク） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

６月３－５日 第８回ＩＭＦ－ＪＣ東・東南アジア金属

連帯セミナー（マレーシア・クアラルンプー

ル） 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長、他９名 

６月８－10日 ＩＭＦ世界自動車会議 (アメリカ・デト

ロイト) 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ副議長／自動車総連

会長､他４名 

６月７－18日 ＩＭＦサマースクール (スイス・ニヨン/

ジュネーブ) 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長､他２名 

６月15－17日 ＩＭＦ編集担当者会議(カナダ・モントリ

オール) 

渡辺美知夫ＩＭＦ－ＪＣ組織総務局部長 

６月23－24日 第２回ＩＭＦ動議・規約委員会(スイス・

ジュネーブ) 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

６月24－25日 第２回ＩＭＦアクション・プログラム委

員会(スイス・ジュネーブ) 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

６月29日－７月１日 イギリス鉄鋼労組総連合(ＩＳＴ

Ｃ)全国代表者会議(イギリス･南デヴオン・

トーキー) 

酒井一基幹労連事務局次長 

８月５－６日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会(ニ

ュージーランド・ウエリントン) 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長､他１名 

８月16－18日 ＩＭＦ特別財政委員会(フィンランド・リ

エクサ) 

鈴木勝利ＩＭＦ－ＪＣ議長，他１名 

 

【受入れ】（95名） 

＜2003年＞ 

９月３日 ＩＭＦ中華民国委員会傘下中国鉄鋼労使訪日

代表団 

呉清賓理事長(委員長)、他30名 

９月13日 基幹労連結成大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

１名 

９月22日－10月17日 中華全国総工会国際部研修生 

邱麗珍 

11月３－６日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会海外

参加者 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

６名 

11月２－７日 ＩＭＦ機関誌「メタルーワールド」取材 

ジェスパー・ニルソンＩＭＦ広報・編集担当 

 

＜2004年＞ 

４月12日 電機連合招請ブルガリア・メタルエレクトロ

代表団 

アセン・アセノフ メタルエレクトロ委員長 
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４月21－25日 ＩＭＦ国際枠組み協約(ＩＦＡ)セミナー

海外講師・傍聴者 

ブライアン・フレドリクスＩＭＦ書記次長、

他10名 

６月８日 ＪＩＬＡＦ招請東南アジア・オセアニアチー

ム代表 

モハマッド・ハムダン・ピン・ドルハリム マ

レーシア労働組合会議(ＭＴＵＣ)青年委員

会副委員長・電機産業労組(ＥＩＷＵ)委員長 

６月10日 ドイツベルクシュタット・エコノミー研究所

代表他 

キャロライン・ホイヤー ベルクシュタッ

ト・エコノミー研究員、他２名 

６月11日 第３回ＩＭＦ／電機連合アジア電機・電子フ

ォーラム海外参加者 

ブライアン・フレドリクスＩＭＦ書記次長、

他13名 

６月12日 電機連合招聘中華全国総工会訪日団 

許文斌中国国防郵電工会主席、他３名 

６月24－27日 第13回日韓金属労組定期協議韓国代表団 

ジュン・チャン・ヨン事務局長(起亜特殊鋼

労働組合)、他８名 

７月11-18日 ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジア労組幹部研

修生 

チュウ・ユク・チン香港金属産業労働組合委

員会(ＣＭＩＵ)香港・九龍電機機械・機器労

働組合書記、他７名 

 

 

2005年度（2004年９月～2005年８月） 

【派 遣】（238名） 

＜2004年＞ 

９月１－２日 ＩＭＦ ＩＣＴタスクフォース／電機・電

子産業運営委員会（ドイツ・フランクフフル

ト） 

藤田幸三電機連合福祉共催センター常務理事 

９月19－24日 第36回全米機械工・航空宇宙労組(１Ａ

Ｍ)全国大会（米国・オハイオ） 

宮園哲郎ＩＭＦ－ＪＣ副議長／基幹労連委

員長 

９月20－24日 ＩＭＦ造船作業部会（ドイツ・ハンブルグ） 

西澤昇治郎基幹労連委員長代行、他１名 

10月５－６日 第３回ＩＭＦアクションプログラム委員

会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月６－７日 第３回ＩＭＦ動議・規約委員会（スイス・

ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月８日 ＩＭＦ特別中国作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月11－15日 日中金属労組交流ＩＭＦ－ＪＣ代表団派遣 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長／電機連合委員

長、他７名 

10月19－21日 ＩＭＦ航空宇宙産業運営委員会／エアパ

ス・ボーイング作業部会（アメリカ・シアト

ル） 

藤次淳基幹労連中央執行委員、他３名 

10月22－23日 ＩＭＦ中華民国委員会重工業委員会(Ｈ

ＩＣ)金属労働者セミナー講師派遣（中華民

国・高雄） 

石塚拓郎基幹労連事務局次長、他３名 

10月31日－11月13日 2004年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情

調査団 

高比良芳紀ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他13名 

11月４－５日 ＩＭＦ貿易・財政・開発政策に関する作

業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月11日 ＩＭＦ女性委員会（スイス・ジュネーブ） 

高城牧子ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

11月14－25日 2004年ＩＭＦ－ＪＣ東南アジア労使関係

調査団 

町田正延電機連合富士通労働組合長野支部

執行委員長、他５名 

11月25－26日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)定期大

会／セミナー（台湾・台中） 

高比良芳紀ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月14－15日 ＩＭＦ機械産業会議（アメリカ・シアト

ル） 

中野治理ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他５名 

12月15－16日 ＩＭＦ財政委員会/執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

 

＜2005年＞ 

１月10－12日 ＩＬＯ輸送機器製造業における雇用・社

会対話・仕事における権利、労使関係三者構

成会議ＩＭＦ－ＪＣ代表団（スイス・ジュネ

ーブ） 

添田幹夫正代表自動車総連副会長、他３名 

１月12－13日 「ＩＭＦ女性執行委員選出j他、韓国との

調整訪問（韓国・ソウル） 

團野茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月１日 ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（ドイツ・

フランクフルト） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月１－９日 ＩＬＯ鉄鋼業安全衛生行動規範改訂専門

家会合（スイス・ジュネーブ） 

伊藤彰英基幹労連組織グループ主査 

２月16日 第１回ＩＭＦマレーシア協議会(ＭＣ)代議員

大会（マレーシア・クアラルンプール） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月21－22日 ＩＭＦ特別財政委員会/特別執行委員会

（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

３月23－24日 ＩＭＦ女性執行委員選出調整のための韓

国訪問 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

３月29－30日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（タ

イ・バンコク） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 
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３月30日 ＩＭＦ東アジアサプリージョナル委員会・事

前女性会議（タイ・バンコク） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

３月31日－４月１日 ＩＭＦアジア太平洋地域会議（タ

イ・バンコク） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

４月22日 ＩＭＦ中国特別作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月11日 2005年韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会

（韓国・太田） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月９－16日 連合主催/第31回国際セミナー・日系多国

籍企業の労使関係に関する日本・ベトナム２

国間セミナー（ベトナム） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

５月９－19日 連合主催/地球温暖化に関するヨーロッ

パ調査チーム（ドイツ、イギリス） 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局主任 

５月19日 ＩＭＦ動議・規約委員会（オーストリア・ウ

ィーン） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月19日 ＩＭＦアクション・プログラム委員会（オー

ストリア・ウィーン） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月20日 ＩＭＦ財政委員会/執行委員会（オーストリ

ア・ウィーン） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月21日 ＩＭＦ中央委員会（オーストリア・ウィーン） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

５月21日 ＩＭＦ女性会議（オーストリア・ウィーン） 

矢田雅子電機連合松下電器産業労組中央執

行委員、他12名 

５月22－26日 第31回ＩＭＦ世界大会（オーストリア・

ウィーン） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他80名 

６月16－18日 第９回ＩＭＦ－ＪＣ東・東南アジア金属

連帯セミナーＩＭＦ－ＪＣ代表団（タイ・バ

ンコク） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他13名 

７月６－８日 ニューカレドニア労組(ＵＳＯＥＮＣ)招

請ニューカレドニア・ニッケル産業国際討論

会（ニューカレドニア・ヌメア） 

田尾邦雄基幹労連住友金属鉱山労連中央執

行委員長、他１名 

 

【受入れ】（167名） 

＜2004年＞ 

９月１－５日 第43回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会/40周年記

念レセプション海外来賓 

ユルゲン・ペータースＩＭＦ会長／ドイツ金

属産業労組(ＩＧメタル)会長、他25名 

９月７日 ＩＭＦマレーシア協議会(ＭＣ)代表 

ジエイコブ・エンカテソＭＣ副議長、他１名 

11月11日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招請韓国労働財団

(ＫＯＩＬＡＦ)代表団 

パク・インサンＫＯＩＬＡＦ理事長、他２名 

12月10日 リン・ウィリアムズ元全米鉄鋼労組(ＵＳＷ

Ａ)会長 

 

＜2005年＞ 

１月５日 イェンス・ブンドバッド デンマークＣＯイ

ンダストリ国際局長ＩＭＦ－ＪＣ表敬訪問 

１月23－30日 ＩＭＦ－ＪＣ招請韓国金属労連(ＦＫＭ

ＴＵ)／韓国金属産業労連(ＫＭＷＦ)労組幹

部訪日研修生 

イ・ジュン・スクＫＭＴＵ事務局長(起亜特

殊鋼労働組合出身)、他９名 

３月７－10日 全米機械工・航空宇宙労組(ＩＡＭ)ボー

イング支部訪日代表団 

オーウェン・Ｅ・ヘルンシュタットＩＡＭ貿

易・グローバル化部門部長、他２名 

４月14日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)・ＬＧ電子労使訪

日代表団 

チョ・ヨン・レＬＧ電子労働組合昌原支部支

部長、他３名 

４月18日 ＪＡＭ招請セイコーエプソンインドネシア

(ＩＥＩ)労使代表団 

タムリン・モシイＳＰＭＩ会長、他３名 

５月11日 シンガポール全国労働組合会議(ＮＴＵＣ)

「モデル・ワーカーズ・アワード」訪日代表団 

シリル・タンＵＷＥＥＩ書記長、他５名 

７月12－19日 第40回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミナー海

外講師 

ペーター・シエラ欧州金属労連(ＥＭＦ)事務

局長、他１名 

７月13－21日 ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジア労組幹部研

修生 

ライ・ユエン・ルンＣＭＩＵ(金属産業労働

組合委員会)香港・九龍電子産業一般労組教

育部長、他９名 

８月22－26日 フィリピン・トヨタに関する４労組会議

参加者 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

４名 

 

 

2006年度（2005年９月～2006年８月） 

【派 遣】（121名） 

＜2005年＞ 

９月20日 ＩＭＦ中国作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月10日 第14回日韓金属労組定期協議ＩＭＦ－ＪＣ代

表団（韓国・ソウル） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

10月19日 ＩＭＦ貿易・金融・開発政策作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

10月20－21日 ＩＭＦ航空宇宙運営委員会/エアバス・ボー

イング作業部会（フランス・ツールーズ） 
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鈴木幹雄基幹労連事務局次長、他１名 

10月25－27日 ＩＭＦアジア太平洋地域自動車会議（イ

ンドネシア・ジャカルタ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他20名 

11月２－３日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月４－７日 ＩＭＦ中華民国委員会重工業委員会(Ｈ

ＩＣ)金属労働者セミナー講師派遣（中華民

国・高雄） 

鈴木幹雄基幹労連事務局次長、他１名 

11月６－19日 2005年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情調査団 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他14名 

11月７－10日 ＩＭＦラテンアメリカ・カリブ海地域鉄鋼

産業会議（アルゼンチン・ブエノスアイレス） 

石塚拓郎基幹労連事務局次長、他１名 

12月６日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)40周年記念誌発行

レセプション（韓国・ソウル） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

12月12日 フィリピン・トヨタ打ち合わせ（フィリピン・

マニラ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

12月16－18日 ＪＩＬＡＦタイ電機・電子・自動車・金

属労組総連合(ＴＥＡＭ)ワークショップ（タ

イ・パタヤ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

 

＜2006年＞ 

２月３－５日 フィリピン・トヨタ打ち合わせ（フィリ

ピン・マニラ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

２月14日 ＩＭＦ事務技術職労働者作業部会（イタリ

ア・ローマ） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月15－17日 ＩＭＦボッシュ世界会議（ドイツ・シュ

トゥットガルト） 

山口晴生ＪＡＭボッシュ労働組合連合会ボ

ッシュ労働組合副書記長 

３月16－17日 トヨタ・モーター・フィリピンにおける

労使紛争に関するＩＭＦ会議（フィリピン・

マニラ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

３月21日 第４回ＩＭＦ中国作業部会（スイス・ジュネ

ーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

４月３－４日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（シ

ンガポール） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

４月５－６日 ＩＭＦ東南アジアサブリージョナル委員

会（シンガポール） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

４月19－30日 ＩＭＦ－ＪＣ南アジア労働事情調査団 

村上求電機連合書記、他11名 

５月14－26日 2006年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団 

高比良芳紀ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他17名 

５月18－19日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会（ノルウ

ェー・オスロ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

６月15－17日 第10回ＩＭＦ－ＪＣアジア金属連帯セミ

ナー（ベトナム・ハノイ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

 

【受入れ】（70名） 

＜2005年＞ 

９月７日 第44回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

鎌田普ＩＭＦ書記次長 

９月13－18日 第10回日独金属労組定期協議ＩＧメタル

代表団 

ユルゲン・ベータースＩＧメタル会長、他９

名 

11月14－15日 ＩＭＦ造船アクショングループ 

鎌田普ＩＭＦ書記次長、他17名 

12月２－９日 中国金属産業工会との交流中国代表団 

王玉峰中国機械冶金建材工会主席／団長、他

６名 

 

＜2006年＞ 

２月27日 デンマーク金属労組訪日代表団 

トーベン・ポールセン デンマーク金属労組

財政局長、他２名 

５月21－26日 第12回北欧産業労連との定期協議北欧代

表団 

ケェル・ビヨンダーレン北欧産業労連委員長

／ノルウェ一合同産業労連会長、他６名 

６月４－７日 ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会

／事前女性会議海外参加者 

鎌田普ＩＭＦ書記次長、他18名 

７月10－14日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)自動車産業調

査団(自費チーム) 

ホン・チャン・ビョ釜慶大学経済学部教授、

他７名 

７月20日 エド・クベロ トヨタ自動車フィリピン労働

者組合(ＴＭＰＣＷＡ)委員長 

７月28日 ドイツ大使館マーティン・ポール社会労働部

長 

７月28日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)傘下韓国山本労組

代表 ジョン・イル・ジンＦＫＭＴＵ副委員

長、他１名 

 

 

2007年度（2006年９月～2007年８月） 

【派 遣】（76名） 

＜2006年＞ 

９月19日 ＩＭＦ中国作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

９月26－27日 ＩＭＦ国際枠組み協約世界会議ＩＭＦ－

ＪＣ代表団（ドイツ・フランクフルト） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他５名 

10月11－14日 ＩＭＦ貿易・財政・開発政策に関する作
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３月30日 ＩＭＦ東アジアサプリージョナル委員会・事

前女性会議（タイ・バンコク） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

３月31日－４月１日 ＩＭＦアジア太平洋地域会議（タ

イ・バンコク） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

４月22日 ＩＭＦ中国特別作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月11日 2005年韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会

（韓国・太田） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月９－16日 連合主催/第31回国際セミナー・日系多国

籍企業の労使関係に関する日本・ベトナム２

国間セミナー（ベトナム） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

５月９－19日 連合主催/地球温暖化に関するヨーロッ

パ調査チーム（ドイツ、イギリス） 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局主任 

５月19日 ＩＭＦ動議・規約委員会（オーストリア・ウ

ィーン） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月19日 ＩＭＦアクション・プログラム委員会（オー

ストリア・ウィーン） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

５月20日 ＩＭＦ財政委員会/執行委員会（オーストリ

ア・ウィーン） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月21日 ＩＭＦ中央委員会（オーストリア・ウィーン） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

５月21日 ＩＭＦ女性会議（オーストリア・ウィーン） 

矢田雅子電機連合松下電器産業労組中央執

行委員、他12名 

５月22－26日 第31回ＩＭＦ世界大会（オーストリア・

ウィーン） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他80名 

６月16－18日 第９回ＩＭＦ－ＪＣ東・東南アジア金属

連帯セミナーＩＭＦ－ＪＣ代表団（タイ・バ

ンコク） 

古賀伸明ＩＭＦ－ＪＣ議長、他13名 

７月６－８日 ニューカレドニア労組(ＵＳＯＥＮＣ)招

請ニューカレドニア・ニッケル産業国際討論

会（ニューカレドニア・ヌメア） 

田尾邦雄基幹労連住友金属鉱山労連中央執

行委員長、他１名 

 

【受入れ】（167名） 

＜2004年＞ 

９月１－５日 第43回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会/40周年記

念レセプション海外来賓 

ユルゲン・ペータースＩＭＦ会長／ドイツ金

属産業労組(ＩＧメタル)会長、他25名 

９月７日 ＩＭＦマレーシア協議会(ＭＣ)代表 

ジエイコブ・エンカテソＭＣ副議長、他１名 

11月11日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)招請韓国労働財団

(ＫＯＩＬＡＦ)代表団 

パク・インサンＫＯＩＬＡＦ理事長、他２名 

12月10日 リン・ウィリアムズ元全米鉄鋼労組(ＵＳＷ

Ａ)会長 

 

＜2005年＞ 

１月５日 イェンス・ブンドバッド デンマークＣＯイ

ンダストリ国際局長ＩＭＦ－ＪＣ表敬訪問 

１月23－30日 ＩＭＦ－ＪＣ招請韓国金属労連(ＦＫＭ

ＴＵ)／韓国金属産業労連(ＫＭＷＦ)労組幹

部訪日研修生 

イ・ジュン・スクＫＭＴＵ事務局長(起亜特

殊鋼労働組合出身)、他９名 

３月７－10日 全米機械工・航空宇宙労組(ＩＡＭ)ボー

イング支部訪日代表団 

オーウェン・Ｅ・ヘルンシュタットＩＡＭ貿

易・グローバル化部門部長、他２名 

４月14日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)・ＬＧ電子労使訪

日代表団 

チョ・ヨン・レＬＧ電子労働組合昌原支部支

部長、他３名 

４月18日 ＪＡＭ招請セイコーエプソンインドネシア

(ＩＥＩ)労使代表団 

タムリン・モシイＳＰＭＩ会長、他３名 

５月11日 シンガポール全国労働組合会議(ＮＴＵＣ)

「モデル・ワーカーズ・アワード」訪日代表団 

シリル・タンＵＷＥＥＩ書記長、他５名 

７月12－19日 第40回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働セミナー海

外講師 

ペーター・シエラ欧州金属労連(ＥＭＦ)事務

局長、他１名 

７月13－21日 ＩＭＦ－ＪＣ招請東南アジア労組幹部研

修生 

ライ・ユエン・ルンＣＭＩＵ(金属産業労働

組合委員会)香港・九龍電子産業一般労組教

育部長、他９名 

８月22－26日 フィリピン・トヨタに関する４労組会議

参加者 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

４名 

 

 

2006年度（2005年９月～2006年８月） 

【派 遣】（121名） 

＜2005年＞ 

９月20日 ＩＭＦ中国作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

10月10日 第14回日韓金属労組定期協議ＩＭＦ－ＪＣ代

表団（韓国・ソウル） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

10月19日 ＩＭＦ貿易・金融・開発政策作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

10月20－21日 ＩＭＦ航空宇宙運営委員会/エアバス・ボー

イング作業部会（フランス・ツールーズ） 
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鈴木幹雄基幹労連事務局次長、他１名 

10月25－27日 ＩＭＦアジア太平洋地域自動車会議（イ

ンドネシア・ジャカルタ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他20名 

11月２－３日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

11月４－７日 ＩＭＦ中華民国委員会重工業委員会(Ｈ

ＩＣ)金属労働者セミナー講師派遣（中華民

国・高雄） 

鈴木幹雄基幹労連事務局次長、他１名 

11月６－19日 2005年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情調査団 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他14名 

11月７－10日 ＩＭＦラテンアメリカ・カリブ海地域鉄鋼

産業会議（アルゼンチン・ブエノスアイレス） 

石塚拓郎基幹労連事務局次長、他１名 

12月６日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)40周年記念誌発行

レセプション（韓国・ソウル） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

12月12日 フィリピン・トヨタ打ち合わせ（フィリピン・

マニラ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

12月16－18日 ＪＩＬＡＦタイ電機・電子・自動車・金

属労組総連合(ＴＥＡＭ)ワークショップ（タ

イ・パタヤ） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

 

＜2006年＞ 

２月３－５日 フィリピン・トヨタ打ち合わせ（フィリ

ピン・マニラ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

２月14日 ＩＭＦ事務技術職労働者作業部会（イタリ

ア・ローマ） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月15－17日 ＩＭＦボッシュ世界会議（ドイツ・シュ

トゥットガルト） 

山口晴生ＪＡＭボッシュ労働組合連合会ボ

ッシュ労働組合副書記長 

３月16－17日 トヨタ・モーター・フィリピンにおける

労使紛争に関するＩＭＦ会議（フィリピン・

マニラ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

３月21日 第４回ＩＭＦ中国作業部会（スイス・ジュネ

ーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

４月３－４日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（シ

ンガポール） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

４月５－６日 ＩＭＦ東南アジアサブリージョナル委員

会（シンガポール） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

４月19－30日 ＩＭＦ－ＪＣ南アジア労働事情調査団 

村上求電機連合書記、他11名 

５月14－26日 2006年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団 

高比良芳紀ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他17名 

５月18－19日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会（ノルウ

ェー・オスロ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

６月15－17日 第10回ＩＭＦ－ＪＣアジア金属連帯セミ

ナー（ベトナム・ハノイ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

 

【受入れ】（70名） 

＜2005年＞ 

９月７日 第44回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

鎌田普ＩＭＦ書記次長 

９月13－18日 第10回日独金属労組定期協議ＩＧメタル

代表団 

ユルゲン・ベータースＩＧメタル会長、他９

名 

11月14－15日 ＩＭＦ造船アクショングループ 

鎌田普ＩＭＦ書記次長、他17名 

12月２－９日 中国金属産業工会との交流中国代表団 

王玉峰中国機械冶金建材工会主席／団長、他

６名 

 

＜2006年＞ 

２月27日 デンマーク金属労組訪日代表団 

トーベン・ポールセン デンマーク金属労組

財政局長、他２名 

５月21－26日 第12回北欧産業労連との定期協議北欧代

表団 

ケェル・ビヨンダーレン北欧産業労連委員長

／ノルウェ一合同産業労連会長、他６名 

６月４－７日 ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会

／事前女性会議海外参加者 

鎌田普ＩＭＦ書記次長、他18名 

７月10－14日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)自動車産業調

査団(自費チーム) 

ホン・チャン・ビョ釜慶大学経済学部教授、

他７名 

７月20日 エド・クベロ トヨタ自動車フィリピン労働

者組合(ＴＭＰＣＷＡ)委員長 

７月28日 ドイツ大使館マーティン・ポール社会労働部

長 

７月28日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)傘下韓国山本労組

代表 ジョン・イル・ジンＦＫＭＴＵ副委員

長、他１名 

 

 

2007年度（2006年９月～2007年８月） 

【派 遣】（76名） 

＜2006年＞ 

９月19日 ＩＭＦ中国作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

９月26－27日 ＩＭＦ国際枠組み協約世界会議ＩＭＦ－

ＪＣ代表団（ドイツ・フランクフルト） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他５名 

10月11－14日 ＩＭＦ貿易・財政・開発政策に関する作
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業部会/ＩＭＦ貿易・雇用・開発セミナー:Ｉ

ＭＦアメリカ加盟組織の戦略（カナダ・トロ

ント） 浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

10月24－25日 ＩＭＦキャリア開発と生涯学習に関する

セミナー（フランス・パリ） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

10月29日－11月１日 トヨタ・フィリピン労使紛争現地

打ち合わせ 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

11月12－24日 2006年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情調査団 

米内顕二ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他11名 

11月23日 第６回ＩＭＦシンガポール協議会代議員大会

（シンガポール） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

11月24日 第３回インドネシア金属労連(ＦＳＰＭＩ)定

期大会（インドネシア・バンドン） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

11月28－29日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月18－19日 ＯＥＣＤ造船政策に関する非加盟国との

ワークショップ（フランス・パリ） 

鈴木幹雄基幹労連事務局次長 

 

＜2007年＞ 

１月28－30日 第32回国際セミナー「日本‐インドネシ

ア２国間多国籍企業セミナー」(インドネシ

ア・スラバヤ) 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局主任 

３月20日 ＩＭＦ中国作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

３月26－28日 ＩＭＦボーイング世界会議（アメリカ・

オレゴン） 

愛知和夫三菱重工労組執行委員、他２名 

３月29－31日 ＩＭＦ女性と非典型労働に関するアジア

地域ワークショップ／ＩＭＦ東アジアサブ

リージョナル女性会議／第12回ＩＭＦ東ア

ジアサブリージョナル委員会 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

４月16－18日 ＩＴ産業向け電子部品製造ＩＬＯ三者構

成会議:グローバル経済のもとで要求される

労働力の変化（スイス・ジュネーブ） 

大福真由美電機連合副委員長、他１名 

４月18日 ＩＭＦ国際枠組み協約プランニンググループ

会議（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

５月10日 第２回ＩＭＦマレーシア協議会代議員大会

（マレーシア・クアラルンプール） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月10－11日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会（スペイ

ン・セビリア） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月22日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

驪州郡） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

６月４－６日 ＩＭＦトヨタアクショングループ会議

（タイ・バンコク） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他７名 

6月21－22日 アジア金属労組連絡会議パイロット会議

ＩＭＦ－ＪＣ代表団（シンガポール） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

６月26－28日 ＩＭＦ造船アクショングループ会議（イ

ンド・ムンバイ） 

小出弘基幹労連中央執行委員 

８月30日 ＩＭＦ臨時財政委員会（スウェーデン・イエ

テボリ） 團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

 

【受入れ】（57名） 

＜2006年＞ 

９月３－７日 第45回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他24名 

９月12日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)ジョン・イルジン

副委員長 

11月13日 ＵＮＩ－ＩＢＩＴＳ(ユニオン・ネットワー

ク・インターナショナル／工業・ビジネス・

情報通信部門)訪日代表団工場見学手配 

カリン・レトヴイクＨＫプリヴァット(デン

マーク商業・事務職労働組合民間部門)会長

／ＵＮＩ－ＩＢＩＴＳ部会会長、他４名 

11月17日 ドイツ労働総同盟(ＤＧ Ｂ)代表*厚労省との

会議のため来日 

クラウス・マテキＤＧＢ執行委員、他２名 

 

＜2007年＞ 

３月８日 厚生労働省在外公館レーバーアタッシェ赴任

挨拶 中山理ＥＵ代表部、他２名 

３月９日 インドネシア金属労組（ＦＳＰＭＩ）代表 

ボニー・ディアナントＦＳＰＭＩ筆頭副会長

／東芝ＣＰＩ労働組合書記長、他１名 

４月13日 チャールズ・ボッファーディングＩＦＰＴＥ 

(全米専門職・技術職労働組合連合会)副会長

(ＵＮＩの会議で来日)  

５月14日 ＩＭＦシンガポール協議会金属産業労組 (Ｍ

ＩＷＵ)訪日代表団 

トー・ホック・ポー金属産業労働組合(ＭＩ

ＷＵ)委員長、他６名 

６月１日 厚生労働省在外公館レーバーアタッシェ赴任

挨拶 

石津克己在イギリス日本大使館、他２名 

８月19－25日 ＩＭＦ機械産業ワークショップ海外参加

者 ルドルフ・ニュルンベルガー オースト

リアＧＭＴＮ(金属・繊維・食品労働組合)会

長、他６名 
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2008年度（2007年９月～2008年８月） 

【派 遣】（101名） 

＜2007年＞ 

９月18－23日 中華全国総工会金属労組との交流ＩＭＦ

－ＪＣ代表団派遣 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

９月19－22日 ＩＭＦ中華民国委員会との懇談 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

９月25－29日 インドネシアヤマハ労使紛争現地調査 

泉田和洋電機連合書記長、他２名 

10月15－16日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（ベ

トナム・ハノイ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

10月20－21日 第13回ソーシャルアジアフォーラム（中

国・北京） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月４－10日 第21回ドイツ金属産業労組(ＩＧメタル)

全国大会 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長 

11月26日 不安定労働に関するＩＭＦ女性ワークショッ

プ（ブラジル／サルパドル・デ・バイーア） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月27日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会（ブラジル／

サルバドル・デ・バイーア） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

11月28－29日 ＩＭＦ中央委員会（ブラジル／サルバド

ル・デ・バイーア） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

11月30日－12月１日 ＩＭＦ中華民国委員会重工業委員

会主催セミナー講師派遣（台湾・台南） 

鈴木幹雄基幹労連事務局次長、他１名 

 

＜2008年＞ 

ｌ月27日－２月１日 第ｌ回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修

プログラム現地打ち合わせ（タイ、マレーシ

ア） 岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

２月21日 ＩＭＦ自動車作業部会（ドイツ・フランクフ

ルト）萩原克彦自動車総連事務局長、他１名 

３月３－７日 ＩＭＦ規約委員会／アクション・プログラ

ム委員会／特別小委員会（スイス・モントルー） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

３月26－28日 第１回ＩＭＦインド鉄鋼会議（インド・

コルカタ） 石塚拓郎基幹労連事務局次長 

３月31日－４月２日 ＩＭＦ機械産業運営委員会（ドイ

ツ・コブレンズ） 

滑川太一ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

４月８－10日 ＩＭＦ造船産業アクショングループ会議

（シンガポール） 

鈴木幹雄基幹労連事務局次長、他１名 

４月11－12日 ＩＭＦ東アジア・東南アジア太平洋地域

サブリージョナル委員会合同会議（シンガポ

ール） 加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

５月11－16日 第１回ＩＦメタル大会・国際会議（スウ

ェーデン・ストックホルム） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月11－18日 第１回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム（マレーシア、タイ） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他24名 

５月25－28日 第20回フィンランド金属労組定期大会

（フィンランド・タンベレ） 

内藤純朗ＩＭＦ－ＪＣ副議長/基幹労連委員長 

６月16－18日 第12回ＩＭＦ世界自動車会議（ブラジ

ル・サンパウロ） 

西原浩一郎自動車総連副会長、他８名 

６月26－27日 第１回アジア金属労組連絡会議（マレー

シア・クアラルンプール） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

６月30日－７月３日 全米鉄鋼労組(ＵＳＷ)大会（アメ

リカ・ラスベガス） 

石塚拓郎基幹労連事務局次長 

８月26－28日 連合２国間セミナー(フィリピン)（フィ

リピン・マニラ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局次長 

 

【受入れ】（140名） 

＜2007年＞ 

９月10－11日 スウェーデン事務技術職労組(ＳＩＦ)訪

日代表団 マリーアン・クランツＳＩＦ会長

／ＩＭＦ執行委員／ＩＭＦ事務技術職作業

部会部会長、他３名 

10月13日 韓国金属産業労連(ＦＫＭＴＵ)高年齢者の処

遇に関する調査団受入 

ジョン・イル・ジンＦＫＭＴＵ副委員長、他２名 

10月10－11日 連合大会海外来賓受入 

Ｇ.ラジャセカラン マレーシアＭＴＵＣ書

記長、他２名 

10月28日－11月１日 ＩＭＦ－ＪＣとＦＫＭＴＵとの協

議および産業別協議 

チャン・スク・チュンＦＫＭＴＵ委員長(Ｌ

Ｇ電子労働組合出身)、他22名 

11月８日 高雄市機械産業工会傘下台湾石油労組第一支

部訪日代表団 

陳振忠高雄市機械産業工会議長、他21名 

 

＜2008年＞ 

２月６－８日 ＩＭＦマレーシア協議会(ＩＭＦ－ＭＣ)

／電機産業労組(ＥＩＷＵ)訪日調査団 

マニアム・プーヴァンＩＭＦ－ＭＣ議長／Ｅ

ＩＷＵ書記長、他３名 

２月12日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)ＬＧ電子労使代表

訪日打ち合わせ 

ジョン・イル・ジンＦＫＭＴＵ副委員長、他２名 

４月20－26日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)訪日研修団 

ソン・ジョンフンＦＫＭＴＵ事務局長、他10名 

４月24日 フィリピン金属労働者同盟(ＰＭＡ) 

訪問日時訪問者名: フランク・メロＰＭＡ会

長／ミツビシ・モーター・フィリピン労働 

組合委員長 

５月28日 ＩＭＦ特別小委員会 
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業部会/ＩＭＦ貿易・雇用・開発セミナー:Ｉ

ＭＦアメリカ加盟組織の戦略（カナダ・トロ

ント） 浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

10月24－25日 ＩＭＦキャリア開発と生涯学習に関する

セミナー（フランス・パリ） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

10月29日－11月１日 トヨタ・フィリピン労使紛争現地

打ち合わせ 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

11月12－24日 2006年ＩＭＦ－ＪＣ北米労働事情調査団 

米内顕二ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他11名 

11月23日 第６回ＩＭＦシンガポール協議会代議員大会

（シンガポール） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

11月24日 第３回インドネシア金属労連(ＦＳＰＭＩ)定

期大会（インドネシア・バンドン） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

11月28－29日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月18－19日 ＯＥＣＤ造船政策に関する非加盟国との

ワークショップ（フランス・パリ） 

鈴木幹雄基幹労連事務局次長 

 

＜2007年＞ 

１月28－30日 第32回国際セミナー「日本‐インドネシ

ア２国間多国籍企業セミナー」(インドネシ

ア・スラバヤ) 

松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局主任 

３月20日 ＩＭＦ中国作業部会（スイス・ジュネーブ） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

３月26－28日 ＩＭＦボーイング世界会議（アメリカ・

オレゴン） 

愛知和夫三菱重工労組執行委員、他２名 

３月29－31日 ＩＭＦ女性と非典型労働に関するアジア

地域ワークショップ／ＩＭＦ東アジアサブ

リージョナル女性会議／第12回ＩＭＦ東ア

ジアサブリージョナル委員会 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

４月16－18日 ＩＴ産業向け電子部品製造ＩＬＯ三者構

成会議:グローバル経済のもとで要求される

労働力の変化（スイス・ジュネーブ） 

大福真由美電機連合副委員長、他１名 

４月18日 ＩＭＦ国際枠組み協約プランニンググループ

会議（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局部長 

５月10日 第２回ＩＭＦマレーシア協議会代議員大会

（マレーシア・クアラルンプール） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月10－11日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会（スペイ

ン・セビリア） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月22日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

驪州郡） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

６月４－６日 ＩＭＦトヨタアクショングループ会議

（タイ・バンコク） 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他７名 

6月21－22日 アジア金属労組連絡会議パイロット会議

ＩＭＦ－ＪＣ代表団（シンガポール） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

６月26－28日 ＩＭＦ造船アクショングループ会議（イ

ンド・ムンバイ） 

小出弘基幹労連中央執行委員 

８月30日 ＩＭＦ臨時財政委員会（スウェーデン・イエ

テボリ） 團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長 

 

【受入れ】（57名） 

＜2006年＞ 

９月３－７日 第45回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他24名 

９月12日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)ジョン・イルジン

副委員長 

11月13日 ＵＮＩ－ＩＢＩＴＳ(ユニオン・ネットワー

ク・インターナショナル／工業・ビジネス・

情報通信部門)訪日代表団工場見学手配 

カリン・レトヴイクＨＫプリヴァット(デン

マーク商業・事務職労働組合民間部門)会長

／ＵＮＩ－ＩＢＩＴＳ部会会長、他４名 

11月17日 ドイツ労働総同盟(ＤＧ Ｂ)代表*厚労省との

会議のため来日 

クラウス・マテキＤＧＢ執行委員、他２名 

 

＜2007年＞ 

３月８日 厚生労働省在外公館レーバーアタッシェ赴任

挨拶 中山理ＥＵ代表部、他２名 

３月９日 インドネシア金属労組（ＦＳＰＭＩ）代表 

ボニー・ディアナントＦＳＰＭＩ筆頭副会長

／東芝ＣＰＩ労働組合書記長、他１名 

４月13日 チャールズ・ボッファーディングＩＦＰＴＥ 

(全米専門職・技術職労働組合連合会)副会長

(ＵＮＩの会議で来日)  

５月14日 ＩＭＦシンガポール協議会金属産業労組 (Ｍ

ＩＷＵ)訪日代表団 

トー・ホック・ポー金属産業労働組合(ＭＩ

ＷＵ)委員長、他６名 

６月１日 厚生労働省在外公館レーバーアタッシェ赴任

挨拶 

石津克己在イギリス日本大使館、他２名 

８月19－25日 ＩＭＦ機械産業ワークショップ海外参加

者 ルドルフ・ニュルンベルガー オースト

リアＧＭＴＮ(金属・繊維・食品労働組合)会

長、他６名 
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2008年度（2007年９月～2008年８月） 

【派 遣】（101名） 

＜2007年＞ 

９月18－23日 中華全国総工会金属労組との交流ＩＭＦ

－ＪＣ代表団派遣 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他６名 

９月19－22日 ＩＭＦ中華民国委員会との懇談 

團野久茂ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

９月25－29日 インドネシアヤマハ労使紛争現地調査 

泉田和洋電機連合書記長、他２名 

10月15－16日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（ベ

トナム・ハノイ） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

10月20－21日 第13回ソーシャルアジアフォーラム（中

国・北京） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月４－10日 第21回ドイツ金属産業労組(ＩＧメタル)

全国大会 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長 

11月26日 不安定労働に関するＩＭＦ女性ワークショッ

プ（ブラジル／サルパドル・デ・バイーア） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月27日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会（ブラジル／

サルバドル・デ・バイーア） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

11月28－29日 ＩＭＦ中央委員会（ブラジル／サルバド

ル・デ・バイーア） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

11月30日－12月１日 ＩＭＦ中華民国委員会重工業委員

会主催セミナー講師派遣（台湾・台南） 

鈴木幹雄基幹労連事務局次長、他１名 

 

＜2008年＞ 

ｌ月27日－２月１日 第ｌ回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修

プログラム現地打ち合わせ（タイ、マレーシ

ア） 岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

２月21日 ＩＭＦ自動車作業部会（ドイツ・フランクフ

ルト）萩原克彦自動車総連事務局長、他１名 

３月３－７日 ＩＭＦ規約委員会／アクション・プログラ

ム委員会／特別小委員会（スイス・モントルー） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

３月26－28日 第１回ＩＭＦインド鉄鋼会議（インド・

コルカタ） 石塚拓郎基幹労連事務局次長 

３月31日－４月２日 ＩＭＦ機械産業運営委員会（ドイ

ツ・コブレンズ） 

滑川太一ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

４月８－10日 ＩＭＦ造船産業アクショングループ会議

（シンガポール） 

鈴木幹雄基幹労連事務局次長、他１名 

４月11－12日 ＩＭＦ東アジア・東南アジア太平洋地域

サブリージョナル委員会合同会議（シンガポ

ール） 加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他８名 

５月11－16日 第１回ＩＦメタル大会・国際会議（スウ

ェーデン・ストックホルム） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長 

５月11－18日 第１回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム（マレーシア、タイ） 

植松良太ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他24名 

５月25－28日 第20回フィンランド金属労組定期大会

（フィンランド・タンベレ） 

内藤純朗ＩＭＦ－ＪＣ副議長/基幹労連委員長 

６月16－18日 第12回ＩＭＦ世界自動車会議（ブラジ

ル・サンパウロ） 

西原浩一郎自動車総連副会長、他８名 

６月26－27日 第１回アジア金属労組連絡会議（マレー

シア・クアラルンプール） 

加藤裕治ＩＭＦ－ＪＣ議長、他10名 

６月30日－７月３日 全米鉄鋼労組(ＵＳＷ)大会（アメ

リカ・ラスベガス） 

石塚拓郎基幹労連事務局次長 

８月26－28日 連合２国間セミナー(フィリピン)（フィ

リピン・マニラ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局次長 

 

【受入れ】（140名） 

＜2007年＞ 

９月10－11日 スウェーデン事務技術職労組(ＳＩＦ)訪

日代表団 マリーアン・クランツＳＩＦ会長

／ＩＭＦ執行委員／ＩＭＦ事務技術職作業

部会部会長、他３名 

10月13日 韓国金属産業労連(ＦＫＭＴＵ)高年齢者の処

遇に関する調査団受入 

ジョン・イル・ジンＦＫＭＴＵ副委員長、他２名 

10月10－11日 連合大会海外来賓受入 

Ｇ.ラジャセカラン マレーシアＭＴＵＣ書

記長、他２名 

10月28日－11月１日 ＩＭＦ－ＪＣとＦＫＭＴＵとの協

議および産業別協議 

チャン・スク・チュンＦＫＭＴＵ委員長(Ｌ

Ｇ電子労働組合出身)、他22名 

11月８日 高雄市機械産業工会傘下台湾石油労組第一支

部訪日代表団 

陳振忠高雄市機械産業工会議長、他21名 

 

＜2008年＞ 

２月６－８日 ＩＭＦマレーシア協議会(ＩＭＦ－ＭＣ)

／電機産業労組(ＥＩＷＵ)訪日調査団 

マニアム・プーヴァンＩＭＦ－ＭＣ議長／Ｅ

ＩＷＵ書記長、他３名 

２月12日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)ＬＧ電子労使代表

訪日打ち合わせ 

ジョン・イル・ジンＦＫＭＴＵ副委員長、他２名 

４月20－26日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)訪日研修団 

ソン・ジョンフンＦＫＭＴＵ事務局長、他10名 

４月24日 フィリピン金属労働者同盟(ＰＭＡ) 

訪問日時訪問者名: フランク・メロＰＭＡ会

長／ミツビシ・モーター・フィリピン労働 

組合委員長 

５月28日 ＩＭＦ特別小委員会 
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マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

13名 

５月29－30日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会 マルチ

ェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他47名 

７月16日 韓国金属産業労組(ＫＭＷＵ)韓国シチズン精

密労組代表 

オ・サンヨＦＫＭＴＵ副委員長、他３名 

 

 

2009年度（2008年９月～2009年８月） 

【派 遣】（209名） 

＜2008年＞ 

９月７－13日 第37回全米機械工・航空宇宙労組(ＩＡ

Ｍ)全国大会（米国・フロリダ・オーランド） 

河野和治ＪＣ副議長／ＪＡＭ会長、他１名 

10月６日 ＩＭＦ－ＪＣ／ＦＫＭＴＵとの協議（韓国・

ヤンヤン） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

10月10－13日 ＩＭＦ－ＪＣ議長・事務局長ＩＧメタル/

ＩＭＦ本部との打ち合わせ（ドイツ・フラン

クフルト、スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

10月15－16日 ＩＭＦアクションプログラム委員会／規

約委員会（スイス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

10月17日 ＩＭＦ規約委員会（スイス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

11月17日 ＩＭＦ執行委員会特別小委員会（スイス・ジ

ュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月18－19日 ＩＭＦ財政委員会/執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月15－16日 ＯＥＣＤ鉄鋼作業部会(ＩＭＦ代表団と

して参加)（マレーシア・クアラルンプール） 

井出智則基幹労連中央執行委員 

12月19日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（インド 

ネシア・ジャカルタ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

12月19－20日 ＩＭＦアジア太平洋地域会議（インドネ

シア・ジャカルタ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他16名 

 

＜2009年＞ 

２月４－６日 第11回日独金属労組定期協議（ドイツ・

フランクフルト） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

２月17日 ＩＭＦ規約委員会（スイス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月18日 ＩＭＦアクション・プログラム委員会（スイ

ス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月19日 ＩＭＦ臨時執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

３月24－27日 ＩＭＦアジア鉄鋼会議/気候変動作業部

会（オーストラリア・シドニー） 

井出智則基幹労連執行委員、他１名 

３月30－31日 ＩＭＦ貿易・雇用・開発作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局次長 

３月27－30日 ＩＭＦ世界大会に向けたＦＳＰＭＩ(イ

ンドネシア金属労連)との調整（インドネシ

ア・ジャカルタ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

５月７日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月12－14日 ＩＭＦ世界大会に向けたインドネシア金

属労連(ＦＳＰＭＩ)との調整（インドネシ

ア・ジャカルタ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月19日 ＩＭＦ決議委員会（スウェーデン・イェテポリ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

５月19日 ＩＭＦ規約委員会（スウェーデン・イェテボリ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

５月20日 アクション・プログラム委員会（スウェーデ

ン・イェテボリ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

５月21日 財政委員会／執行委員会（スウェーデン・イ

ェテボリ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

５月22日 ＩＭＦ女性会議（スウェーデン・イェテボリ） 

浦野万里子自動車総連日産労連企画局部長、

他13名 

５月23日 ＩＭＦ中央委員会（スウェーデン・イェテボリ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

５月24－27日 第32回ＩＭＦ世界大会／中央委員会（ス

ウェーデン・イェテボリ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他74名 

６月25－26日 第２回アジア金属労組連絡会議ＩＭＦ－

ＪＣ代表団（タイ・バンコク） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他16名 

７月22－26日 インドネシア金属労組(ＦＳＰＭＩ)との 

打ち合わせ（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

７月22日－８月６日 第２回ＩＴＵＣ－ＡＰ／ＯＴＣシ

ンガポール労働機構／ＪＩＬＡＦ青年リー

ダーコース（シンガポール） 

安藤正樹ＩＭＦ－ＪＣ労働政策局主任 

８月19－20日 第14回ソーシャルアジアフォーラム（韓

国・ソウル） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

８月21日 日韓金属労組定期協議事前調整会議（韓国・

釜山） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

 

【受入れ】（54名） 

＜2008年＞ 

８月31日－９月４日 第47回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 
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マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他21名 

９月12日 ＩＦメタルＡＢボルボ労組代表 

オレ・ルドゥヴィングソン委員長、他１名 

９月29日 スウェーデンＩＦメタル副会長・国際局長Ｉ

ＭＦ－ＪＣ表敬訪問 

アンダース・フェルベ副会長、他１名 

10月20日 タイ労働情勢情報交換 

アムナート・ティーラポンピパット日・タイ

通訳 

11月３－８日 ＩＭＦ鉄鋼アクショングループ会議海外

参加者 鎌田普ＩＭＦ書記次長、他10名 

12月８－12日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)訪日調査団 

ジョン・イル・ジンＦＫＭＴＵ常任副委員長、

他３名 

 

＜2009年＞ 

４月５－10日 ＩＭＦ－ＪＣ／中国金属工会懇談会中国

代表団 

劉海華中国機械冶金建材工会主席、他５名 

４月７－10日 ベトナム全国工業商業労組(ＶＵＩＴ)代

表団 

ドー・ダン・ヒューＶＵＩＴ委員長、他４名 

４月10日 タムリン・モシイ インドネシア労働組合総

連合(ＣＩＴＵ)会長 

 

 

2010年度（2009年９月～2010年８月） 

【派 遣】（149名） 

＜2009年＞ 

９月12－15日 第54回デンマーク金属労組定期大会（デ

ンマーク・オールボー） 前田雅昭ＩＭＦ－

ＪＣ副議長・全電線委員長、他１名 

９月17－18日 ＩＭＦ労働組合構築・団体交渉セミナー

（スイス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

10月13日 第13回北欧産業労連との定期協議ＩＭＦ－Ｊ

Ｃ代表団（スウェーデン・ストックホルム） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

10月14－15日 「排出削減と雇用転」ＩＭＦ－ＩＣＥＭ

－ＥＭＦ－ＥＭＣＥＦ気候変動会議（ドイ

ツ・パートオーブ） 

瀧澤健二基幹労連委員長代行、他２名 

10月16日 ＩＭＦ電機・電子会議準備会議（スイス・ジ

ュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

10月29－30日 ＩＭＦ事務技術職労働者組織化セミナー

（ドイツ・フランクフルト） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月８－14日 第２回国際労働研修プログラム（フィリ

ピン・マニラ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他23名 

11月11日 第７回ＩＭＦシンガポール協議会代表者会議

（シンガポール） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月11－12日 ＩＭＦ造船アクショングループ会議（ベ

トナム・ハノイ）鈴木幹雄基幹労連書記次長 

12月６－11日 連合主催:多国籍企業の労使関係に関す

る日中２国間セミナー（中国・杭州） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月15－16日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会（スイ

ス・ジュネーブ） 若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事

務局長、他１名 

 

＜2010年＞ 

２月３－５日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会/Ｉ

ＭＦフィリピン調査ミッション（フィリピ

ン・マニラ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

２月１－11日 ＩＭＦ－ＪＣ日系企業海外労使ワークシ

ョップ開催現地調査（インドネシア・ジャカ

ルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

２月10－12日 ＩＭＦ貿易・雇用・開発政策作業部会／

ＩＭＦ・ＩＴＧＬＷＦ共催「貿易自由化と投

資がインドの雇用、開発および労働者の権利

に及ぼす影響に関するセミナー」（インド・

ニューデリー） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局次長 

４月４－８日 中国金属工会との交流（中国・北京、ウ

ルムチ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

４月12日 日系企業海外労使ワークショップ現地打合わ

せ(ジャカルタ・ジャパンクラブとの打合せ)

（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

４月14－15日 ＩＣＴ・電機・電子産業に関するＩＭＦ

会議（シンガポール） 

中村正武ＩＭＦ－ＪＣ副議長／ＩＭＦ電機

電子部会長／電機連合委員長、他11名 

４月16－17日 ＩＭＦ東・東南アジア太平洋地域サブリ 

ージョナル委員会（シンガポール） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他13名 

４月26－29日 北欧産業労連主催マルチェロ・マレンタ

ッキ国際青年コース（デンマーク・コペンハ

ーゲン） 松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局主任 

４月28－29日 ＩＭＦキャタピラーネットワーク会議

（フランス・グレノーブル） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月５－15日 連合均等・均等処遇および最低賃金実務

調査団（イギリス、フランス、オランダ） 

諏訪美千代ＩＭＦ－ＪＣ労働政策局主任 

５月11－12日 ＴＮＣにおける労働組合ネットワークに

関するＩＭＦ作業部会（スイス・ジュネーブ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月16－22日 第３回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム（インドネシア・ジャカルタ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他21名 

５月31日－６月１日 第３回アジア金属労組連絡会議Ｉ

ＭＦ－ＪＣ代表団（ベトナム・ハノイ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他11名 
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マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他

13名 

５月29－30日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会 マルチ

ェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他47名 

７月16日 韓国金属産業労組(ＫＭＷＵ)韓国シチズン精

密労組代表 

オ・サンヨＦＫＭＴＵ副委員長、他３名 

 

 

2009年度（2008年９月～2009年８月） 

【派 遣】（209名） 

＜2008年＞ 

９月７－13日 第37回全米機械工・航空宇宙労組(ＩＡ

Ｍ)全国大会（米国・フロリダ・オーランド） 

河野和治ＪＣ副議長／ＪＡＭ会長、他１名 

10月６日 ＩＭＦ－ＪＣ／ＦＫＭＴＵとの協議（韓国・

ヤンヤン） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

10月10－13日 ＩＭＦ－ＪＣ議長・事務局長ＩＧメタル/

ＩＭＦ本部との打ち合わせ（ドイツ・フラン

クフルト、スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

10月15－16日 ＩＭＦアクションプログラム委員会／規

約委員会（スイス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

10月17日 ＩＭＦ規約委員会（スイス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

11月17日 ＩＭＦ執行委員会特別小委員会（スイス・ジ

ュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月18－19日 ＩＭＦ財政委員会/執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月15－16日 ＯＥＣＤ鉄鋼作業部会(ＩＭＦ代表団と

して参加)（マレーシア・クアラルンプール） 

井出智則基幹労連中央執行委員 

12月19日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（インド 

ネシア・ジャカルタ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

12月19－20日 ＩＭＦアジア太平洋地域会議（インドネ

シア・ジャカルタ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他16名 

 

＜2009年＞ 

２月４－６日 第11回日独金属労組定期協議（ドイツ・

フランクフルト） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

２月17日 ＩＭＦ規約委員会（スイス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月18日 ＩＭＦアクション・プログラム委員会（スイ

ス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月19日 ＩＭＦ臨時執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

３月24－27日 ＩＭＦアジア鉄鋼会議/気候変動作業部

会（オーストラリア・シドニー） 

井出智則基幹労連執行委員、他１名 

３月30－31日 ＩＭＦ貿易・雇用・開発作業部会（スイ

ス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局次長 

３月27－30日 ＩＭＦ世界大会に向けたＦＳＰＭＩ(イ

ンドネシア金属労連)との調整（インドネシ

ア・ジャカルタ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

５月７日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月12－14日 ＩＭＦ世界大会に向けたインドネシア金

属労連(ＦＳＰＭＩ)との調整（インドネシ

ア・ジャカルタ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月19日 ＩＭＦ決議委員会（スウェーデン・イェテポリ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

５月19日 ＩＭＦ規約委員会（スウェーデン・イェテボリ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

５月20日 アクション・プログラム委員会（スウェーデ

ン・イェテボリ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

５月21日 財政委員会／執行委員会（スウェーデン・イ

ェテボリ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他３名 

５月22日 ＩＭＦ女性会議（スウェーデン・イェテボリ） 

浦野万里子自動車総連日産労連企画局部長、

他13名 

５月23日 ＩＭＦ中央委員会（スウェーデン・イェテボリ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他15名 

５月24－27日 第32回ＩＭＦ世界大会／中央委員会（ス

ウェーデン・イェテボリ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他74名 

６月25－26日 第２回アジア金属労組連絡会議ＩＭＦ－

ＪＣ代表団（タイ・バンコク） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他16名 

７月22－26日 インドネシア金属労組(ＦＳＰＭＩ)との 

打ち合わせ（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

７月22日－８月６日 第２回ＩＴＵＣ－ＡＰ／ＯＴＣシ

ンガポール労働機構／ＪＩＬＡＦ青年リー

ダーコース（シンガポール） 

安藤正樹ＩＭＦ－ＪＣ労働政策局主任 

８月19－20日 第14回ソーシャルアジアフォーラム（韓

国・ソウル） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

８月21日 日韓金属労組定期協議事前調整会議（韓国・

釜山） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

 

【受入れ】（54名） 

＜2008年＞ 

８月31日－９月４日 第47回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外

来賓 
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マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ書記長、他21名 

９月12日 ＩＦメタルＡＢボルボ労組代表 

オレ・ルドゥヴィングソン委員長、他１名 

９月29日 スウェーデンＩＦメタル副会長・国際局長Ｉ

ＭＦ－ＪＣ表敬訪問 

アンダース・フェルベ副会長、他１名 

10月20日 タイ労働情勢情報交換 

アムナート・ティーラポンピパット日・タイ

通訳 

11月３－８日 ＩＭＦ鉄鋼アクショングループ会議海外

参加者 鎌田普ＩＭＦ書記次長、他10名 

12月８－12日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)訪日調査団 

ジョン・イル・ジンＦＫＭＴＵ常任副委員長、

他３名 

 

＜2009年＞ 

４月５－10日 ＩＭＦ－ＪＣ／中国金属工会懇談会中国

代表団 

劉海華中国機械冶金建材工会主席、他５名 

４月７－10日 ベトナム全国工業商業労組(ＶＵＩＴ)代

表団 

ドー・ダン・ヒューＶＵＩＴ委員長、他４名 

４月10日 タムリン・モシイ インドネシア労働組合総

連合(ＣＩＴＵ)会長 

 

 

2010年度（2009年９月～2010年８月） 

【派 遣】（149名） 

＜2009年＞ 

９月12－15日 第54回デンマーク金属労組定期大会（デ

ンマーク・オールボー） 前田雅昭ＩＭＦ－

ＪＣ副議長・全電線委員長、他１名 

９月17－18日 ＩＭＦ労働組合構築・団体交渉セミナー

（スイス・ジュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

10月13日 第13回北欧産業労連との定期協議ＩＭＦ－Ｊ

Ｃ代表団（スウェーデン・ストックホルム） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

10月14－15日 「排出削減と雇用転」ＩＭＦ－ＩＣＥＭ

－ＥＭＦ－ＥＭＣＥＦ気候変動会議（ドイ

ツ・パートオーブ） 

瀧澤健二基幹労連委員長代行、他２名 

10月16日 ＩＭＦ電機・電子会議準備会議（スイス・ジ

ュネーブ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

10月29－30日 ＩＭＦ事務技術職労働者組織化セミナー

（ドイツ・フランクフルト） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月８－14日 第２回国際労働研修プログラム（フィリ

ピン・マニラ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他23名 

11月11日 第７回ＩＭＦシンガポール協議会代表者会議

（シンガポール） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

11月11－12日 ＩＭＦ造船アクショングループ会議（ベ

トナム・ハノイ）鈴木幹雄基幹労連書記次長 

12月６－11日 連合主催:多国籍企業の労使関係に関す

る日中２国間セミナー（中国・杭州） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月15－16日 ＩＭＦ財政委員会／執行委員会（スイ

ス・ジュネーブ） 若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事

務局長、他１名 

 

＜2010年＞ 

２月３－５日 ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会/Ｉ

ＭＦフィリピン調査ミッション（フィリピ

ン・マニラ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

２月１－11日 ＩＭＦ－ＪＣ日系企業海外労使ワークシ

ョップ開催現地調査（インドネシア・ジャカ

ルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

２月10－12日 ＩＭＦ貿易・雇用・開発政策作業部会／

ＩＭＦ・ＩＴＧＬＷＦ共催「貿易自由化と投

資がインドの雇用、開発および労働者の権利

に及ぼす影響に関するセミナー」（インド・

ニューデリー） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策局次長 

４月４－８日 中国金属工会との交流（中国・北京、ウ

ルムチ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

４月12日 日系企業海外労使ワークショップ現地打合わ

せ(ジャカルタ・ジャパンクラブとの打合せ)

（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

４月14－15日 ＩＣＴ・電機・電子産業に関するＩＭＦ

会議（シンガポール） 

中村正武ＩＭＦ－ＪＣ副議長／ＩＭＦ電機

電子部会長／電機連合委員長、他11名 

４月16－17日 ＩＭＦ東・東南アジア太平洋地域サブリ 

ージョナル委員会（シンガポール） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他13名 

４月26－29日 北欧産業労連主催マルチェロ・マレンタ

ッキ国際青年コース（デンマーク・コペンハ

ーゲン） 松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局主任 

４月28－29日 ＩＭＦキャタピラーネットワーク会議

（フランス・グレノーブル） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月５－15日 連合均等・均等処遇および最低賃金実務

調査団（イギリス、フランス、オランダ） 

諏訪美千代ＩＭＦ－ＪＣ労働政策局主任 

５月11－12日 ＴＮＣにおける労働組合ネットワークに

関するＩＭＦ作業部会（スイス・ジュネーブ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

５月16－22日 第３回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム（インドネシア・ジャカルタ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他21名 

５月31日－６月１日 第３回アジア金属労組連絡会議Ｉ

ＭＦ－ＪＣ代表団（ベトナム・ハノイ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他11名 
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６月９日 ＩＭＦ航空宇宙運営委員会（ドイツ・フラン

クフルト） 

弥久末顕基幹労連中央執行委員 

６月10－11日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会（ドイツ・

フランクフルト） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

６月19日 健全な労使関係構築に関する労使ワークショ

ップ:インドネシア・パイロット・ワーク 

ショップ（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

６月18－19日 ＩＣＥＭ／ＩＭＦ持続可能性に関する世

界会議（カナダ・トロント） 内藤純朗ＩＭＦ

－ＪＣ副議長／基幹労連委員長、他１名 

６月21－25日 第２回ＩＴＵＣ世界大会（カナダ・バン

クーバー） 松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局主任 

７月13－15日 ＩＭＦアジア４カ国会議(組織化と強力

な全国組合構築)（タイ・バンコク） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

 

【受入れ】（64名） 

＜2009年＞ 

８月29日－９月１日 ＩＭＦ－ＪＣ第48回定期大会海外

来賓 ユルキ・ライナＩＭＦ書記長、他１名 

10月７日 連合大会来賓Ｇ・ラジャセカラン マレーシ

ア労働組合会議(ＭＴＵＣ) 事務局長 

10月20－25日 ＩＭＦ－ＪＣとＦＫＭＴＵとの協議およ

び産別協議ＦＫＭＴＵ代表団 ピョン・ジ

ェ・フワンＦＫＭＴＵ委員長、他24名 

11月15－21日 ベトナム全国工業・商業労働組合(ＶＵＩ

Ｔ)との交流ＶＵＩＴ代表団 

ゴ・フイ・トアンＶＵＩＴ副主席、他５名 

11月23日－12月２日 マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ

前書記長 

12月６－９日 ＩＬＯ自動車産業に関するアジア地域ワ

ークショップＩＭＦ参加者 

ロブ・ジョンストンＩＭＦエグゼクティブ・

ディレクター、他９名 

 

＜2010年＞ 

２月22日 ＪＩＬＰＴ招請ドイツ・ハンスペックラー財団

ハルトムート・ザイフェルト経済研究所顧問 

２月23日 第14回ＪＩＬＡＦ国際活動家養成コース受講

者３名 

４月21－23日 韓国キョンウォン大学社会事業・雇用研

究院「日本の複数労働組合制度に関する調査」 

パク・ホ・ファン アジョウ大学校経営学部

教授、他３名 

７月７日 ＪＴ精密(旧韓国シチズン精密)日本遠征闘争団 

陳昌根(チン・チャン・グン) ＫＭＷＵ慶南

支部副支部長、他３名 

７月21日 在日本ドイツ大使館クラウス・アイルリッヒ

参事官 

７月26日 次回日韓定期協議開催打合せ韓国金属労連

(ＦＫＭＴＵ)代表 ジョン・イル・ジンＦＫ

ＭＴＵ常任副委員長、他１名 

７月27日 ＪＴ精密(旧韓国シチズン精密)日本遠征闘争団 

ホ・ジュ・ウＫＭＷＵ副委員長、他３名 

 

 

2011年度（2010年９月～2011年８月） 

【派 遣】（168名） 

＜2010年＞ 

９月21日 第１回ＧＵＦタスクフォース会議（ドイツ・

パートミュンダー） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

９月23－24日 ＩＭＦ機械エンジニア作業部会（ベルギ

ー・ブリュッセル） 

大谷直子ＪＡＭ企画・渉外室次長 

９月28－29日 ＩＭＦアジア４カ国会議フォローアップ

会議（フィリピン・マニラ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

市ノ渡雅彦自動車総連国際局長 

10月１日 日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他26名 

10月３－４日 第56回ＴＷＡＲＯ執行委員会（カンボジ

ア・プノンペン） 

高城牧子ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

10月６日 ＩＭＦ事務技術職労働者作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月６－７日 ＩＭＦ航空宇宙会議（米国・シアトル） 

弥久末顕基幹労連事務局次長、他３名 

10月23－24日 連合・多国籍企業の労使関係に関する２

国間セミナー（タイ・バンコク） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局部長 

10月26－27日 第２回ＩＭＦ多国籍企業別労組ネットワ

ーク構築に関する作業部会（スイス・ジュネ

ーブ） 野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月８－９日 ＩＭＦ自動車企画会議（米国・デトロイト） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月11－12日 第15回ソーシャル・アジア・フォーラム

（中華民国・台北） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策企画局次長、他２名 

11月21－27日 第４回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム（ベトナム） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他21名 

12月１日 第２回ＧＵＦタスクフォース会議（スイス・

ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月２－３日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

12月12日 タイＴＥＡＭ10周年記念総会（タイ・バンコク） 

神津里季生ＩＭＦ－ＪＣ副議長／基幹労連委員

長、他１名 

12月13日（タイ・バンコク） ＴＥＡＭ－ＡＬＣＴ会議 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月13－14日 ＩＭＦ造船アクショングループ会議（韓

国・ソウル） 
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弥久末顕基幹労連事務局次長、他１名 

 

＜2011年＞ 

１月19－24日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)タイプロジェ

クト講師派遣（タイ・バンコク） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月５－７日 インドネシア金属労組連合(ＦＳＰＭＩ)

大会（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月13－17日 オーストラリア労組(ＡＷＵ)125周年記

念大会（オーストラリア・ゴールドコースト） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月21－24日 基幹労連海外研修生受入に関するＵＡ

Ｗ・ＩＡＭとの調整（米国・ワシントン） 

岩井伸哉国際局部長 

３月24－25日 ＩＭＦ多国籍企業ネットワーク・コーデ

ィネーター会議（ブラジル・リオデジャネイ

ロ） 野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他

３名 

５月５日 第４回ＧＵＦタスクフォース会議（ドイツ・

フランクフルト） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月10－11日 ＩＭＦ貿易・雇用・開発に関する作業部

会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策企画局次長 

５月12－13日 ＩＭＦアジア太平洋地域会議／女性作業

部会（オーストラリア・シドニー） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他16名 

５月15－21日 第５回国際労働研修プログラム（タイ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他21名 

５月18日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月18－19日 ＩＭＦグローバル機械エンジニアリング

会議（米国・シンシナティー） 

滑川太一ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月25－26日 ＩＭＦ執行委員会・財政委員会／３ＧＵ

Ｆ合同執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

６月１日 第２回健全な労使関係構築に関する労使ワー

クショップ（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

６月17－20日 第２回ＩＦメタル定期大会（スウェーデ

ン・ストックホルム） 海老ヶ瀬豊ＩＭＦ－Ｊ

Ｃ副議長／全電線委員長、他１名 

６月21－22日 ＩＭＦ航空宇宙運営委員会（フランス・

パリ） 吉田浩二基幹労連事務局次長 

６月22日 ＩＭＦ広報担当者フォーラム（韓国・ソウル） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

６月23－24日 第４回アジア金属労組連絡会議（韓国・

ソウル） 西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他

14名 

８月８－９日 連合多国籍企業の労使関係に関する２国

間セミナー（ベトナム） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局部長 

８月15－18日 全米鉄鋼労組(ＵＳＷ)大会（米国・ラス

ベガス） 神津里季生ＩＭＦ－ＪＣ副議長／

基幹労連委員長、他１名 

 

【受入れ】（87名） 

＜2010年＞ 

９月５－９日 第49回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

ユルキ・ライナＩＭＦ書記長、他26名 

10月５日 自動車総連招請ロシアＡＦＷ・ＥＷＵ代表 

フェフエロフ・アンドレイＡＦＷ会長、他６名 

10月23－30日 ＩＧメタルとの自動車産業に関する情報

共有の取り組み ペーター・ドナートＩＧメ

タル企業政策・共同決定局長、他６名 

11月17日 「朴仁相元韓国金属労働組合連盟委員長を囲

む会」韓国参加者 

朴仁相国際労働協力院運営委員長、他４名 

11月21－27日 イタリア金属労連金属機械工同盟労働組

合連盟(ＦＩＭ－ＣＩＳＬ)自動車訪日調査団 

ブルーノ・ヴィターリＦＩＭ－ＣＩＳＬ全国

書記、他２名 

12月７日 ＩＭＦ鎌田書記次長を囲む会 

鎌田普ＩＭＦ書記次長(奥様も同席) 

12月８日 ＫＭＷＵ韓国サンケン支会訪日代表団 

ホ・ジェ・ウＫＭＷＵ副委員長、他４名 

 

＜2011年＞ 

２月８－10日 製造業３ＧＵＦタスクフォース会議ＩＭ

Ｆ参加者 

ユルキ・ライナＩＭＦ書記長、他13名 

６月15日 ＫＭＷＵ韓国サンケン支会訪日代表団 

ホ・ジェ・ウＫＭＷＵ副委員長、他３名 

７月23－27日 中国金属工会との交流中国代表団 

董秀彬中国国防郵電工会主席、他５名 

７月28日 ＪＩＣＡインドネシア研修生 

受入日程氏名:アルアン・レイトマン人的資

源・移民省労使関係・社会保障局法律・国際

協力課課長、他６名 

 

 

2012年度（2011年９月～2012年８月） 

【派 遣】（222名） 

＜2011年＞ 

９月７－10日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)現状調査 

若松英幸ＪＣ事務局長、他１名 

９月11－15日 ＩＭＦ－ＥＭＦ第１回合同造船・解撤グ

ローバル会議／安全衛生セミナー（トルコ・

イスタンブール） 

弥久末顕基幹労連事務局次長 

９月21－23日 ＩＭＦテナリス・ネットワーク会議（ル

ーマニア・ザラウ） 

沖中博基幹労連事務局次長、他１名 

９月28－29日 ＩＭＦフィリピン全国ワークショップ

（フィリピン・マニラ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 
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６月９日 ＩＭＦ航空宇宙運営委員会（ドイツ・フラン

クフルト） 

弥久末顕基幹労連中央執行委員 

６月10－11日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会（ドイツ・

フランクフルト） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

６月19日 健全な労使関係構築に関する労使ワークショ

ップ:インドネシア・パイロット・ワーク 

ショップ（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

６月18－19日 ＩＣＥＭ／ＩＭＦ持続可能性に関する世

界会議（カナダ・トロント） 内藤純朗ＩＭＦ

－ＪＣ副議長／基幹労連委員長、他１名 

６月21－25日 第２回ＩＴＵＣ世界大会（カナダ・バン

クーバー） 松崎寛ＩＭＦ－ＪＣ政策局主任 

７月13－15日 ＩＭＦアジア４カ国会議(組織化と強力

な全国組合構築)（タイ・バンコク） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

 

【受入れ】（64名） 

＜2009年＞ 

８月29日－９月１日 ＩＭＦ－ＪＣ第48回定期大会海外

来賓 ユルキ・ライナＩＭＦ書記長、他１名 

10月７日 連合大会来賓Ｇ・ラジャセカラン マレーシ

ア労働組合会議(ＭＴＵＣ) 事務局長 

10月20－25日 ＩＭＦ－ＪＣとＦＫＭＴＵとの協議およ

び産別協議ＦＫＭＴＵ代表団 ピョン・ジ

ェ・フワンＦＫＭＴＵ委員長、他24名 

11月15－21日 ベトナム全国工業・商業労働組合(ＶＵＩ

Ｔ)との交流ＶＵＩＴ代表団 

ゴ・フイ・トアンＶＵＩＴ副主席、他５名 

11月23日－12月２日 マルチェロ・マレンタッキＩＭＦ

前書記長 

12月６－９日 ＩＬＯ自動車産業に関するアジア地域ワ

ークショップＩＭＦ参加者 

ロブ・ジョンストンＩＭＦエグゼクティブ・

ディレクター、他９名 

 

＜2010年＞ 

２月22日 ＪＩＬＰＴ招請ドイツ・ハンスペックラー財団

ハルトムート・ザイフェルト経済研究所顧問 

２月23日 第14回ＪＩＬＡＦ国際活動家養成コース受講

者３名 

４月21－23日 韓国キョンウォン大学社会事業・雇用研

究院「日本の複数労働組合制度に関する調査」 

パク・ホ・ファン アジョウ大学校経営学部

教授、他３名 

７月７日 ＪＴ精密(旧韓国シチズン精密)日本遠征闘争団 

陳昌根(チン・チャン・グン) ＫＭＷＵ慶南

支部副支部長、他３名 

７月21日 在日本ドイツ大使館クラウス・アイルリッヒ

参事官 

７月26日 次回日韓定期協議開催打合せ韓国金属労連

(ＦＫＭＴＵ)代表 ジョン・イル・ジンＦＫ

ＭＴＵ常任副委員長、他１名 

７月27日 ＪＴ精密(旧韓国シチズン精密)日本遠征闘争団 

ホ・ジュ・ウＫＭＷＵ副委員長、他３名 

 

 

2011年度（2010年９月～2011年８月） 

【派 遣】（168名） 

＜2010年＞ 

９月21日 第１回ＧＵＦタスクフォース会議（ドイツ・

パートミュンダー） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

９月23－24日 ＩＭＦ機械エンジニア作業部会（ベルギ

ー・ブリュッセル） 

大谷直子ＪＡＭ企画・渉外室次長 

９月28－29日 ＩＭＦアジア４カ国会議フォローアップ

会議（フィリピン・マニラ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

市ノ渡雅彦自動車総連国際局長 

10月１日 日韓金属労組定期協議（韓国・ソウル） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他26名 

10月３－４日 第56回ＴＷＡＲＯ執行委員会（カンボジ

ア・プノンペン） 

高城牧子ＩＭＦ－ＪＣ国際局主任 

10月６日 ＩＭＦ事務技術職労働者作業部会（スイス・

ジュネーブ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月６－７日 ＩＭＦ航空宇宙会議（米国・シアトル） 

弥久末顕基幹労連事務局次長、他３名 

10月23－24日 連合・多国籍企業の労使関係に関する２

国間セミナー（タイ・バンコク） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局部長 

10月26－27日 第２回ＩＭＦ多国籍企業別労組ネットワ

ーク構築に関する作業部会（スイス・ジュネ

ーブ） 野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

11月８－９日 ＩＭＦ自動車企画会議（米国・デトロイト） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

11月11－12日 第15回ソーシャル・アジア・フォーラム

（中華民国・台北） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策企画局次長、他２名 

11月21－27日 第４回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム（ベトナム） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他21名 

12月１日 第２回ＧＵＦタスクフォース会議（スイス・

ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

12月２－３日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会（スイス・

ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

12月12日 タイＴＥＡＭ10周年記念総会（タイ・バンコク） 

神津里季生ＩＭＦ－ＪＣ副議長／基幹労連委員

長、他１名 

12月13日（タイ・バンコク） ＴＥＡＭ－ＡＬＣＴ会議 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月13－14日 ＩＭＦ造船アクショングループ会議（韓

国・ソウル） 
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弥久末顕基幹労連事務局次長、他１名 

 

＜2011年＞ 

１月19－24日 国際労働財団(ＪＩＬＡＦ)タイプロジェ

クト講師派遣（タイ・バンコク） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月５－７日 インドネシア金属労組連合(ＦＳＰＭＩ)

大会（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月13－17日 オーストラリア労組(ＡＷＵ)125周年記

念大会（オーストラリア・ゴールドコースト） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

２月21－24日 基幹労連海外研修生受入に関するＵＡ

Ｗ・ＩＡＭとの調整（米国・ワシントン） 

岩井伸哉国際局部長 

３月24－25日 ＩＭＦ多国籍企業ネットワーク・コーデ

ィネーター会議（ブラジル・リオデジャネイ

ロ） 野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他

３名 

５月５日 第４回ＧＵＦタスクフォース会議（ドイツ・

フランクフルト） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

５月10－11日 ＩＭＦ貿易・雇用・開発に関する作業部

会（スイス・ジュネーブ） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策企画局次長 

５月12－13日 ＩＭＦアジア太平洋地域会議／女性作業

部会（オーストラリア・シドニー） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他16名 

５月15－21日 第５回国際労働研修プログラム（タイ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他21名 

５月18日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)定期大会（韓国・

ソウル） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

５月18－19日 ＩＭＦグローバル機械エンジニアリング

会議（米国・シンシナティー） 

滑川太一ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月25－26日 ＩＭＦ執行委員会・財政委員会／３ＧＵ

Ｆ合同執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

６月１日 第２回健全な労使関係構築に関する労使ワー

クショップ（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他３名 

６月17－20日 第２回ＩＦメタル定期大会（スウェーデ

ン・ストックホルム） 海老ヶ瀬豊ＩＭＦ－Ｊ

Ｃ副議長／全電線委員長、他１名 

６月21－22日 ＩＭＦ航空宇宙運営委員会（フランス・

パリ） 吉田浩二基幹労連事務局次長 

６月22日 ＩＭＦ広報担当者フォーラム（韓国・ソウル） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

６月23－24日 第４回アジア金属労組連絡会議（韓国・

ソウル） 西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他

14名 

８月８－９日 連合多国籍企業の労使関係に関する２国

間セミナー（ベトナム） 

岩井伸哉ＩＭＦ－ＪＣ国際局部長 

８月15－18日 全米鉄鋼労組(ＵＳＷ)大会（米国・ラス

ベガス） 神津里季生ＩＭＦ－ＪＣ副議長／

基幹労連委員長、他１名 

 

【受入れ】（87名） 

＜2010年＞ 

９月５－９日 第49回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

ユルキ・ライナＩＭＦ書記長、他26名 

10月５日 自動車総連招請ロシアＡＦＷ・ＥＷＵ代表 

フェフエロフ・アンドレイＡＦＷ会長、他６名 

10月23－30日 ＩＧメタルとの自動車産業に関する情報

共有の取り組み ペーター・ドナートＩＧメ

タル企業政策・共同決定局長、他６名 

11月17日 「朴仁相元韓国金属労働組合連盟委員長を囲

む会」韓国参加者 

朴仁相国際労働協力院運営委員長、他４名 

11月21－27日 イタリア金属労連金属機械工同盟労働組

合連盟(ＦＩＭ－ＣＩＳＬ)自動車訪日調査団 

ブルーノ・ヴィターリＦＩＭ－ＣＩＳＬ全国

書記、他２名 

12月７日 ＩＭＦ鎌田書記次長を囲む会 

鎌田普ＩＭＦ書記次長(奥様も同席) 

12月８日 ＫＭＷＵ韓国サンケン支会訪日代表団 

ホ・ジェ・ウＫＭＷＵ副委員長、他４名 

 

＜2011年＞ 

２月８－10日 製造業３ＧＵＦタスクフォース会議ＩＭ

Ｆ参加者 

ユルキ・ライナＩＭＦ書記長、他13名 

６月15日 ＫＭＷＵ韓国サンケン支会訪日代表団 

ホ・ジェ・ウＫＭＷＵ副委員長、他３名 

７月23－27日 中国金属工会との交流中国代表団 

董秀彬中国国防郵電工会主席、他５名 

７月28日 ＪＩＣＡインドネシア研修生 

受入日程氏名:アルアン・レイトマン人的資

源・移民省労使関係・社会保障局法律・国際

協力課課長、他６名 

 

 

2012年度（2011年９月～2012年８月） 

【派 遣】（222名） 

＜2011年＞ 

９月７－10日 ＩＭＦ中華民国委員会(ＲＯＣＣ)現状調査 

若松英幸ＪＣ事務局長、他１名 

９月11－15日 ＩＭＦ－ＥＭＦ第１回合同造船・解撤グ

ローバル会議／安全衛生セミナー（トルコ・

イスタンブール） 

弥久末顕基幹労連事務局次長 

９月21－23日 ＩＭＦテナリス・ネットワーク会議（ル

ーマニア・ザラウ） 

沖中博基幹労連事務局次長、他１名 

９月28－29日 ＩＭＦフィリピン全国ワークショップ

（フィリピン・マニラ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 
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10月５－10日 国際労働財団現地支援事業ポーランド労

使関係・生産性セミナー講師派遣（ポーラン

ド・グダンスク／ワルシャワ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月９－15日 第22回ＩＧメタル定期大会（ドイツ・カ

ールスルーエ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

10月24－25日 ＩＭＦ事務技術職組織化ワークショップ

／事務技術職労働者作業部会（イギリス・イ

ーストボーン） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

11月１－４日 ＩＭＦ自動車会議（インド・プネ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

11月６－12日 第６回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム（インドネシア・ジャカルタ／スラバヤ

／バタム） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他24名 

11月29－30日 ＩＭＦ／ＡＣＦＴＵセミナー「グローバ

ル化に関する労組戦略」（中国・上海） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

12月４日 ＩＭＦインドネシアプロジェクト会議 

（インドネシア・ジャカルタ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月５日 ＩＭＦ女性会議（インドネシア・ジャカルタ） 

冨高裕子ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／電機連合

中央執行委員、他５名 

12月５日 ＩＭＦシンガポール協議会との懇談（シンガ

ポール） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

12月６日 ＩＭＦ財政委員会/執行委員会（インドネシ

ア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

12月７－８日 ＩＭＦ中央委員会 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他20名 

 

＜2012年＞ 

１月24－29日 メキシコ日系企業労使関係調整ミッショ

ン（メキシコ・グアダラハラ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

２月８－15日 「ＩＭＦ－ＪＣ／ＩＧメタルとの自動車

産業に関する情報共有の取組み」自動車総連

代表団 

金子晃浩自動車総連副事務局長、他２名 

２月14－15日 ＩＭＦ貿易・雇用・開発に関する作業部

会／インドとＥＵの貿易関係に関係するワ

ークショップ（インド・ニューデリー） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策企画局次長 

２月27日 新ＧＵＦ規約作業部会・財政作業部会(スイ

ス・ジュネーブ) 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月28－29日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会／３ＧＵ

Ｆ合同執行委員会(スイス・ジュネーブ) 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

３月21日 ＩＭＦキャタピラー運営委員会（ベルギー・

エレヴィートセンター） 

武井英樹基幹労連キャタピラージャパン労

組中央執行委員長、他１名 

３月21－23日 ＩＭＦボッシュネットワーク会議（ドイ

ツ・アルプシュタット） 

谷内聡ＪＡＭボッシュ労組委員長 

４月６－９日 新ＧＵＦアジア地域執行委員選出調整

（韓国、シンガポール） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

４月20－22日 新組織における団結構築に関するリーダ

ーシップ・フォーラム（タイ・バンコク） 

野木ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

４月22－28日 第７回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム事前調整 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月28日 日台電機協議（中華民国・台北） 

有野正治電機連合委員長／ＩＭＦ－ＪＣ副

議長、他５名 

５月29－30日 第５回アジア金属労組連絡会議 

（中華民国・高雄） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他18名 

５月31日 中華民国の製造・化学・エネルギー・鉱山労働者

の今後の協力に関する会議（中華民国・高雄） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

６月18－20日 ＩＭＦ大会・統合大会／インダストリオ 

ール結成大会ＩＭＦ－ＪＣ代表団（デンマー 

ク・コペンハーゲン） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他87名 

７月10－11日 航空宇宙会議（イギリス・ロンドン） 

吉田浩二基幹労連事務局次長 

８月７－12日 ＩＭＦ－ＪＣと中国金属工会との交流Ｉ

ＭＦ－ＪＣ代表団 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

 

【受入れ】（61名） 

＜2011年＞ 

10月20日 日韓金属労組定期協議/産別協議 

ビョン・ジェ・フワンＦＫＭＴＵ､他34名 

11月16日 ＩＭＦ中華民国委員会 陶育忠事務局次長 

 

＜2012年＞ 

１月30日－２月３日 第12回日独金属労組定期協議ＩＧ

メタル代表団 ベルトホルト・フーバーＩＧ

メタル会長／ＩＭＦ会長、他４名 

２月13－17日 ＩＡＭ訪日団 マーク・ブロンディンＩ

ＡＭ副会長／航空宇宙部門担当、他１名 

４月20日 ＯＥＣＤ労組諮問委員会(ＴＵＡＣ) 

カースティン・ドリュー 

５月17－18日 インドネシアＭＭ2100訪日研修団 

ダルウォトＰＴメガロポリス・マヌンガル・

インダストリアル・ディベロップメント(工

業団地経営企業)、他７名 

７月２日 ヘルムート・レンゼ インダストリオール自

動車産業担当部長 

８月６－10日 ＶＧＣＬ電機電子産業の労使関係に関す

る訪日調査団 

マイ・ドゥク・チンＶＧＣＬ副会長、他７名 

－462－

 

2013年度（2012年９月～2013年８月） 

【派 遣】（135名） 

＜2012年＞ 

９月８－９日 第55回デンマーク金属労組大会（デンマ

ーク・オールボー） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他１名 

９月９－14日 第38回全米機械工・航空宇宙労組（ＩＡ

Ｍ）定期大会（カナダ・トロント） 

眞中行雄ＪＣＭ副議長／ＪＡＭ会長、他１名 

９月10－12日 タイ労使ワークショップ開催事前調整

（タイ・バンコク） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他２名 

９月11－13日 インダストリオール自動車作業部会（ロ

シア・サンクトペテルブルク） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他２名 

９月16－18日 第６回テナリスネットワーク会議（コロ
ンビア・カルタヘナ） 
伊藤彰英基幹労連中央執行委員、他１名 

10月４－５日 インダストリオール・フィリピン・リー 

ダーシップフォーラム（フィリピン・マニラ） 

市ノ渡雅彦自動車総連副事務局長 

10月17－18日 インダストリオール労働組合ネットワー

クとグローバル枠組み協約に関するグロー

バル会議（ドイツ・フランクフルト）   

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他３名 

10月28日－11月３日 第７回ＪＣＭ国際労働研修プログ

ラム（インド） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他23名 

11月７－８日 インダストリオール・インドネシア・リ

ーダーシップフォーラム（インドネシア・ジ

ャカルタ） 

岩井伸哉ＪＣＭ国際局部長、他２名 

11月８－９日 インダストリオール建設・採掘機器および

農業機械に関する会議（スイス・ジュネーブ） 

本多康浩ＪＡＭ産業政策副グループ長、他２

名 

11月19－23日 インダストリオール造船・船舶解撤作業

部会（ブラジル） 

弥久末顕基幹労連事務局次長 

12月５－７日 ＩＧメタル国際会議「良い暮らしへ向け

て方向転換」（ドイツ・ベルリン） 

浅井茂利ＪＣＭ政策企画局次長、他２名 

12月11日 インダストリオール・アジア太平洋地域特別

執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他３名 

12月11日 インダストリオール女性会議（スイス・ジュ

ネーブ） 高城牧子ＪＣＭ国際局主任 

12月12－13日 インダストリオール財政委員会・執行委

員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他３名 

 

＜2013年＞ 

２月４－６日 第４回建設的な労使関係構築に向けたイ

ンドネシア労使ワークショップ事前調査／ 

ＦＳＰＭＩ全国セミナー参加（インドネシ

ア・ジャカルタ） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他２名 

２月８日 第１回建設的な労使関係構築に向けたタイ労

使ワークショップ（タイ・バンコク） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他５名 

４月18－19日 インダストリオール繊維衣料皮革部門労

働組合戦略会議（シンガポール） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他１名 

４月20－21日 ＵＡゼンセン・アジア太平洋地域繊維衣

料皮革産業部門ニーズアセスメントワーク

ショップ（シンガポール） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他１名 

４月21日 インダストリオール・アジア太平洋地域女性

委員会（シンガポール） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他７名 

４月22日 インダストリオール・アジア太平洋地域執行

委員会（シンガポール） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他９名 

４月22－23日 第６回アジア金属労組連絡会議（シンガ 

ポール） 西原浩一郎ＪＣＭ議長、他16名 

４月24－25日 インダストリオールＩＣＴ・電機・電子

運営委員会（シンガポール） 有野正治ＪＣ

Ｍ副議長／電機連合委員長、他４名 

５月26－28日 インダストリオール・キャタピラーネッ

トワーク会議（イギリス・イーストボーン） 

向井伸行基幹労連中央執行委員、他１名 

５月27日 インダストリオール・グローバル女性委員会

（ドイツ・フランクフルト） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他１名 

５月28－29日 インダストリオール財政委員会・執行委

員会（ドイツ・フランクフルト） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

６月10－11日 インダストリオール鉄鋼アクショングル

ープ会議（米国・ピッツバーグ） 

伊藤彰英基幹労連中央執行委員 

６月17日 マルチェロ・マレンタッキ元ＩＭＦ書記長葬

儀参列（フランス・メスリー） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長 

６月17－18日 インダストリオール航空宇宙運営委員会

（フランス・パリ） 

吉田浩二基幹労連事務局次長、他２名 

６月27日－７月４日 第４回建設的な労使関係構築に関

するインドネシア労使ワークショップ開催

／第２回タイ労使ワークショップ開催現地

打合せ（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他３名 

７月15－17日 インダストリオール東南アジア地域事務

所設置問題現地調査（シンガポール） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他１名 

７月25日 インダストリオール台湾リーダーシップフォ

ーラム（中華民国・台北） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他１名 

７月25日 自動車総連アジア自動車労組会議（タイ・バ

ンコク） 平川秀行ＪＣＭ事務局次長 
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10月５－10日 国際労働財団現地支援事業ポーランド労

使関係・生産性セミナー講師派遣（ポーラン

ド・グダンスク／ワルシャワ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

10月９－15日 第22回ＩＧメタル定期大会（ドイツ・カ

ールスルーエ） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

10月24－25日 ＩＭＦ事務技術職組織化ワークショップ

／事務技術職労働者作業部会（イギリス・イ

ーストボーン） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

11月１－４日 ＩＭＦ自動車会議（インド・プネ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

11月６－12日 第６回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム（インドネシア・ジャカルタ／スラバヤ

／バタム） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他24名 

11月29－30日 ＩＭＦ／ＡＣＦＴＵセミナー「グローバ

ル化に関する労組戦略」（中国・上海） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

12月４日 ＩＭＦインドネシアプロジェクト会議 

（インドネシア・ジャカルタ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

12月５日 ＩＭＦ女性会議（インドネシア・ジャカルタ） 

冨高裕子ＩＭＦ－ＪＣ常任幹事／電機連合

中央執行委員、他５名 

12月５日 ＩＭＦシンガポール協議会との懇談（シンガ

ポール） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他１名 

12月６日 ＩＭＦ財政委員会/執行委員会（インドネシ

ア・ジャカルタ） 

若松英幸ＩＭＦ－ＪＣ事務局長、他２名 

12月７－８日 ＩＭＦ中央委員会 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他20名 

 

＜2012年＞ 

１月24－29日 メキシコ日系企業労使関係調整ミッショ

ン（メキシコ・グアダラハラ） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他１名 

２月８－15日 「ＩＭＦ－ＪＣ／ＩＧメタルとの自動車

産業に関する情報共有の取組み」自動車総連

代表団 

金子晃浩自動車総連副事務局長、他２名 

２月14－15日 ＩＭＦ貿易・雇用・開発に関する作業部

会／インドとＥＵの貿易関係に関係するワ

ークショップ（インド・ニューデリー） 

浅井茂利ＩＭＦ－ＪＣ政策企画局次長 

２月27日 新ＧＵＦ規約作業部会・財政作業部会(スイ

ス・ジュネーブ) 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長 

２月28－29日 ＩＭＦ財政委員会・執行委員会／３ＧＵ

Ｆ合同執行委員会(スイス・ジュネーブ) 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他２名 

３月21日 ＩＭＦキャタピラー運営委員会（ベルギー・

エレヴィートセンター） 

武井英樹基幹労連キャタピラージャパン労

組中央執行委員長、他１名 

３月21－23日 ＩＭＦボッシュネットワーク会議（ドイ

ツ・アルプシュタット） 

谷内聡ＪＡＭボッシュ労組委員長 

４月６－９日 新ＧＵＦアジア地域執行委員選出調整

（韓国、シンガポール） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他１名 

４月20－22日 新組織における団結構築に関するリーダ

ーシップ・フォーラム（タイ・バンコク） 

野木ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

４月22－28日 第７回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プログ

ラム事前調整 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

５月28日 日台電機協議（中華民国・台北） 

有野正治電機連合委員長／ＩＭＦ－ＪＣ副

議長、他５名 

５月29－30日 第５回アジア金属労組連絡会議 

（中華民国・高雄） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他18名 

５月31日 中華民国の製造・化学・エネルギー・鉱山労働者

の今後の協力に関する会議（中華民国・高雄） 

野木正弘ＩＭＦ－ＪＣ事務局次長、他２名 

６月18－20日 ＩＭＦ大会・統合大会／インダストリオ 

ール結成大会ＩＭＦ－ＪＣ代表団（デンマー 

ク・コペンハーゲン） 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他87名 

７月10－11日 航空宇宙会議（イギリス・ロンドン） 

吉田浩二基幹労連事務局次長 

８月７－12日 ＩＭＦ－ＪＣと中国金属工会との交流Ｉ

ＭＦ－ＪＣ代表団 

西原浩一郎ＩＭＦ－ＪＣ議長、他７名 

 

【受入れ】（61名） 

＜2011年＞ 

10月20日 日韓金属労組定期協議/産別協議 

ビョン・ジェ・フワンＦＫＭＴＵ､他34名 

11月16日 ＩＭＦ中華民国委員会 陶育忠事務局次長 

 

＜2012年＞ 

１月30日－２月３日 第12回日独金属労組定期協議ＩＧ

メタル代表団 ベルトホルト・フーバーＩＧ

メタル会長／ＩＭＦ会長、他４名 

２月13－17日 ＩＡＭ訪日団 マーク・ブロンディンＩ

ＡＭ副会長／航空宇宙部門担当、他１名 

４月20日 ＯＥＣＤ労組諮問委員会(ＴＵＡＣ) 

カースティン・ドリュー 

５月17－18日 インドネシアＭＭ2100訪日研修団 

ダルウォトＰＴメガロポリス・マヌンガル・

インダストリアル・ディベロップメント(工

業団地経営企業)、他７名 

７月２日 ヘルムート・レンゼ インダストリオール自

動車産業担当部長 

８月６－10日 ＶＧＣＬ電機電子産業の労使関係に関す

る訪日調査団 

マイ・ドゥク・チンＶＧＣＬ副会長、他７名 
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2013年度（2012年９月～2013年８月） 

【派 遣】（135名） 

＜2012年＞ 

９月８－９日 第55回デンマーク金属労組大会（デンマ

ーク・オールボー） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他１名 

９月９－14日 第38回全米機械工・航空宇宙労組（ＩＡ

Ｍ）定期大会（カナダ・トロント） 

眞中行雄ＪＣＭ副議長／ＪＡＭ会長、他１名 

９月10－12日 タイ労使ワークショップ開催事前調整

（タイ・バンコク） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他２名 

９月11－13日 インダストリオール自動車作業部会（ロ

シア・サンクトペテルブルク） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他２名 

９月16－18日 第６回テナリスネットワーク会議（コロ
ンビア・カルタヘナ） 
伊藤彰英基幹労連中央執行委員、他１名 

10月４－５日 インダストリオール・フィリピン・リー 

ダーシップフォーラム（フィリピン・マニラ） 

市ノ渡雅彦自動車総連副事務局長 

10月17－18日 インダストリオール労働組合ネットワー

クとグローバル枠組み協約に関するグロー

バル会議（ドイツ・フランクフルト）   

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他３名 

10月28日－11月３日 第７回ＪＣＭ国際労働研修プログ

ラム（インド） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他23名 

11月７－８日 インダストリオール・インドネシア・リ

ーダーシップフォーラム（インドネシア・ジ

ャカルタ） 

岩井伸哉ＪＣＭ国際局部長、他２名 

11月８－９日 インダストリオール建設・採掘機器および

農業機械に関する会議（スイス・ジュネーブ） 

本多康浩ＪＡＭ産業政策副グループ長、他２

名 

11月19－23日 インダストリオール造船・船舶解撤作業

部会（ブラジル） 

弥久末顕基幹労連事務局次長 

12月５－７日 ＩＧメタル国際会議「良い暮らしへ向け

て方向転換」（ドイツ・ベルリン） 

浅井茂利ＪＣＭ政策企画局次長、他２名 

12月11日 インダストリオール・アジア太平洋地域特別

執行委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他３名 

12月11日 インダストリオール女性会議（スイス・ジュ

ネーブ） 高城牧子ＪＣＭ国際局主任 

12月12－13日 インダストリオール財政委員会・執行委

員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他３名 

 

＜2013年＞ 

２月４－６日 第４回建設的な労使関係構築に向けたイ

ンドネシア労使ワークショップ事前調査／ 

ＦＳＰＭＩ全国セミナー参加（インドネシ

ア・ジャカルタ） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他２名 

２月８日 第１回建設的な労使関係構築に向けたタイ労

使ワークショップ（タイ・バンコク） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他５名 

４月18－19日 インダストリオール繊維衣料皮革部門労

働組合戦略会議（シンガポール） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他１名 

４月20－21日 ＵＡゼンセン・アジア太平洋地域繊維衣

料皮革産業部門ニーズアセスメントワーク

ショップ（シンガポール） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他１名 

４月21日 インダストリオール・アジア太平洋地域女性

委員会（シンガポール） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他７名 

４月22日 インダストリオール・アジア太平洋地域執行

委員会（シンガポール） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他９名 

４月22－23日 第６回アジア金属労組連絡会議（シンガ 

ポール） 西原浩一郎ＪＣＭ議長、他16名 

４月24－25日 インダストリオールＩＣＴ・電機・電子

運営委員会（シンガポール） 有野正治ＪＣ

Ｍ副議長／電機連合委員長、他４名 

５月26－28日 インダストリオール・キャタピラーネッ

トワーク会議（イギリス・イーストボーン） 

向井伸行基幹労連中央執行委員、他１名 

５月27日 インダストリオール・グローバル女性委員会

（ドイツ・フランクフルト） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他１名 

５月28－29日 インダストリオール財政委員会・執行委

員会（ドイツ・フランクフルト） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

６月10－11日 インダストリオール鉄鋼アクショングル

ープ会議（米国・ピッツバーグ） 

伊藤彰英基幹労連中央執行委員 

６月17日 マルチェロ・マレンタッキ元ＩＭＦ書記長葬

儀参列（フランス・メスリー） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長 

６月17－18日 インダストリオール航空宇宙運営委員会

（フランス・パリ） 

吉田浩二基幹労連事務局次長、他２名 

６月27日－７月４日 第４回建設的な労使関係構築に関

するインドネシア労使ワークショップ開催

／第２回タイ労使ワークショップ開催現地

打合せ（インドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他３名 

７月15－17日 インダストリオール東南アジア地域事務

所設置問題現地調査（シンガポール） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他１名 

７月25日 インダストリオール台湾リーダーシップフォ

ーラム（中華民国・台北） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他１名 

７月25日 自動車総連アジア自動車労組会議（タイ・バ

ンコク） 平川秀行ＪＣＭ事務局次長 
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【受入れ】（66名） 

＜2012年＞ 

９月２－６日 第51回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

ユルキ・ライナ インダストリオール書記長、

他30名 

11月４－９日 第14回北欧産業労連／ＪＣＭ金属労組定

期協議北欧代表団 

アルヴェ・バッケ北欧産業労連会長／ノルウ

ェー合同産業労組会長、他８名 

11月５－７日 ＵＡゼンセン結成大会海外来賓 

ユルキ・ライナ インダストリオール書記長 

11月14日 韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）慶南地域本部訪

日団 イ・サン・チョルＦＫＭＴＵ慶南地域

本部議長、他16名 

11月27日 第37回ＩＣＥＭ－ＪＡＦ総会海外来賓 

ケマル・ウズカン インダストリオール書記

次長、他１名 

12月６日 2012年ＪＩＬＡＦ－ＫＯＩＬＡＦ定期交流Ｋ

ＯＩＬＡＦ代表団 

朴仁相労使発展財団代表理事長、他３名 

 

＜2013年＞ 

６月13日 ＩＭＦシンガポール協議会（ＩＭＦ－ＳＣ）

代表 オン・チン・アンＩＭＦ－ＳＣ顧問／

ＳＰＷＵ（シンガポール港湾労働組合）執行

書記長、他１名 

 

 

2014年度（2013年９月～2014年８月） 

【派遣】（170名） 

＜2013年＞ 

９月16－19日 自動車総連インド実態調査（インド） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長 

９月30日－10月３日 インダストリオール自動車部会メ

キシコセミナー（メキシコ・メキシコシティ

ー） 佐藤崇生自動車総連国際局長、他２名 

10月27－11月2日 第8回ＪＣＭ国際労働研修プログラム

（タイ・バンコク） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他32名 

11月４－９日 インダストリオール造船・船舶解撤南ア

ジア調査ミッション（パキスタン、バングラ

デシュ、インド） 

弥久末顕基幹労連事務局次長 

11月６－８日 インダストリオール第７回テナリスグル

ープ会議（アルゼンチン・カンパーナ） 

伊藤彰英基幹労連中央執行委員、他1名 

11月８－９日 第17回ソーシャル・アジア・フォーラム

（中国・北京） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他１名 

11月12－14日 インダストリオール造船・船舶解撤アク

ショングループ会議（デンマーク・ヨーラン

デ） 弥久末顕基幹労連事務局次長 

12月３日 インダストリオール・アジア太平洋地域女性

委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月３日 インダストリオール・アジア太平洋地域執行

委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月３日 インダストリオール・グローバル女性委員会

（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月４日 インダストリオール・新加盟費制度構築のた

めの作業部会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月４日 インダストリオール・財政委員会（スイス・ 

ジュネーブ）西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月４－５日 インダストリオール・執行委員会（スイ

ス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

 

＜2014年＞ 

１月13－17日 インダストリオールＩＣＴ・電機・電子

中国調査ミッション 

斉藤牧人電機連合特別執行委員 

１月15－17日 インド各種調整及び実態調査（インド・

ニューデリー） 平川秀行ＪＣＭ事務局次長 

１月18－20日 第5回建設的な労使関係構築に向けたイ

ンドネシア労使ワークショップ等打合せ（イ

ンドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他２名 

１月21日 第2回建設的な労使関係構築に向けたタイ労

使ワークショップ（タイ・バンコク） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他６名 

２月８－11日 インダストリオール・インド船舶解撤産

業調査（インド・ムンバイ、バーブナガール） 

弥久末顕基幹労連事務局次長 

２月26－27日 インダストリオール・フィリピン協議会

設置に関する調整会議（フィリピン・マニラ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他１名 

４月２－３日 インダストリオール・キャタピラー・ネ

ットワーク会議（アメリカ・フロリダ） 

向井伸行基幹労連中央執行委員、他１名 

４月８－９日 インダストリオールＩＣＴ電機・電子運

営委員会（ベトナム・ホーチミン） 

有野正治ＪＣＭ副議長、他６名 

４月10－11日 第7回アジア金属労組連絡会議（ベトナ

ム・ホーチミン） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他18名 

５月14日 インダストリオール・アジア太平洋地域女性

委員会 （タイ・バンコク） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他１名 

５月14日 インダストリオール・アジア太平洋地域女性

会議（タイ・バンコク） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他８名 

５月15日 インダストリオール・アジア太平洋地域執行

委員会（タイ・バンコク） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他４名 

５月15－16日 インダストリオール・アジア太平洋地域

大会（タイ・バンコク） 
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西原浩一郎ＪＣＭ議長、他19名 

５月15－16日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)全国大会（韓

国・京畿道） 西原浩一郎ＪＣＭ議長 

６月８－12日 中国金属工会との交流（中国・大連、哈

爾浜、黒河、北京） 

西原浩一郎ＪＣＭ 議長、他７名 

６月17日 第5回建設的な労使関係構築に向けたインド

ネシア労使ワークショップ（インドネシア・

ジャカルタ） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他５名 

６月24日 インダストリオール・ＧＦＡに関する作業部

会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

６月24日 インダストリオール・新加盟費制度を構築す

るための作業部会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

６月25日 インダストリオール・財政委員会（スイス・

ジュネーブ）西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

６月26日 インダストリオール・執行委員会（スイス・

ジュネーブ）西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

７月16－17日 インダストリオール・航空宇宙運営委員

会（イギリス・エッシャー） 

吉田浩二基幹労連事務局次長 

８月５－８日 インダストリオール・自動車部会インド

ワークショップ（インド・チェンナイ） 

佐藤崇生自動車総連国際局長、他１名 

 

【受入れ】（156名） 

＜2013年＞ 

９月24日 インドネシア経営者協会(ＡＰＩＮＤＯ)訪日

団 

アントニウス・ジュヌス・スピットＡＰＩＮ

ＤＯ理事、他10名 

10月３日 サイド・イクバル インドネシア金属労連(Ｆ

ＳＰＭＩ)会長 

10月４日 邱麗珍中華全国総工会国際連絡部アジア太平

洋処副所長 

10月22－25日 日韓金属労組定期協議ＦＫＭＴＵ代表団 

キム・マン・ジェＦＫＭＴＵ委員長、他31名 

11月20－24日 中国金属工会との交流中国代表団 

張波中国機械冶金建材工会主席、他５名 

 

＜2014年＞ 

１月31日 欧州経済社会評議会(ＥＥＳＣ)訪日代表団 

クリストフ・パテールＥＥＳＣ 日本連絡委

員会委員長／ＥＥＳＣ社会組織グループ代

表委員／労働市場研究機構副理事、他５名 

３月５日 在日ドイツ大使館参事官 クラウス・アイル

リッヒ夫妻 

４月15日 モニカ・ゾンマー在日ドイツ大使館参事官／

社会厚生労働部長 

６月23日 インドネシア労使代表団受入 ボブ・アザム 

トヨタ・モーター・マニュファクチュアリン

グ・インドネシア人事部、他21名 

７月２日 海外産業人材育成協会ＥＲＰＭ（労働関係・

人事労務管理専門家）コース受入 

ファクラル・ハッサン （バングラデシュ）ス

クエア・ファーマセウティカルズ社、他22名 

７月８－10日 シンガポール造船・海洋機器従業員労組

(ＳＭＥＥＵ）代表団 

ゴー・ホック・ワーＳＭＥＥＵ委員長、他７名 

８月31日－９月４日 第53回ＪＣＭ定期大会／50周年記念

レセプション海外来賓ベルトホルト・フーバ・

インダストリオール会長はじめ、17カ国29組織

43名 
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【受入れ】（66名） 

＜2012年＞ 

９月２－６日 第51回ＩＭＦ－ＪＣ定期大会海外来賓 

ユルキ・ライナ インダストリオール書記長、

他30名 

11月４－９日 第14回北欧産業労連／ＪＣＭ金属労組定

期協議北欧代表団 

アルヴェ・バッケ北欧産業労連会長／ノルウ

ェー合同産業労組会長、他８名 

11月５－７日 ＵＡゼンセン結成大会海外来賓 

ユルキ・ライナ インダストリオール書記長 

11月14日 韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）慶南地域本部訪

日団 イ・サン・チョルＦＫＭＴＵ慶南地域

本部議長、他16名 

11月27日 第37回ＩＣＥＭ－ＪＡＦ総会海外来賓 

ケマル・ウズカン インダストリオール書記

次長、他１名 

12月６日 2012年ＪＩＬＡＦ－ＫＯＩＬＡＦ定期交流Ｋ

ＯＩＬＡＦ代表団 

朴仁相労使発展財団代表理事長、他３名 

 

＜2013年＞ 

６月13日 ＩＭＦシンガポール協議会（ＩＭＦ－ＳＣ）

代表 オン・チン・アンＩＭＦ－ＳＣ顧問／

ＳＰＷＵ（シンガポール港湾労働組合）執行

書記長、他１名 

 

 

2014年度（2013年９月～2014年８月） 

【派遣】（170名） 

＜2013年＞ 

９月16－19日 自動車総連インド実態調査（インド） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長 

９月30日－10月３日 インダストリオール自動車部会メ

キシコセミナー（メキシコ・メキシコシティ

ー） 佐藤崇生自動車総連国際局長、他２名 

10月27－11月2日 第8回ＪＣＭ国際労働研修プログラム

（タイ・バンコク） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他32名 

11月４－９日 インダストリオール造船・船舶解撤南ア

ジア調査ミッション（パキスタン、バングラ

デシュ、インド） 

弥久末顕基幹労連事務局次長 

11月６－８日 インダストリオール第７回テナリスグル

ープ会議（アルゼンチン・カンパーナ） 

伊藤彰英基幹労連中央執行委員、他1名 

11月８－９日 第17回ソーシャル・アジア・フォーラム

（中国・北京） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他１名 

11月12－14日 インダストリオール造船・船舶解撤アク

ショングループ会議（デンマーク・ヨーラン

デ） 弥久末顕基幹労連事務局次長 

12月３日 インダストリオール・アジア太平洋地域女性

委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月３日 インダストリオール・アジア太平洋地域執行

委員会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月３日 インダストリオール・グローバル女性委員会

（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月４日 インダストリオール・新加盟費制度構築のた

めの作業部会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月４日 インダストリオール・財政委員会（スイス・ 

ジュネーブ）西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

12月４－５日 インダストリオール・執行委員会（スイ

ス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

 

＜2014年＞ 

１月13－17日 インダストリオールＩＣＴ・電機・電子

中国調査ミッション 

斉藤牧人電機連合特別執行委員 

１月15－17日 インド各種調整及び実態調査（インド・

ニューデリー） 平川秀行ＪＣＭ事務局次長 

１月18－20日 第5回建設的な労使関係構築に向けたイ

ンドネシア労使ワークショップ等打合せ（イ

ンドネシア・ジャカルタ） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他２名 

１月21日 第2回建設的な労使関係構築に向けたタイ労

使ワークショップ（タイ・バンコク） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他６名 

２月８－11日 インダストリオール・インド船舶解撤産

業調査（インド・ムンバイ、バーブナガール） 

弥久末顕基幹労連事務局次長 

２月26－27日 インダストリオール・フィリピン協議会

設置に関する調整会議（フィリピン・マニラ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他１名 

４月２－３日 インダストリオール・キャタピラー・ネ

ットワーク会議（アメリカ・フロリダ） 

向井伸行基幹労連中央執行委員、他１名 

４月８－９日 インダストリオールＩＣＴ電機・電子運

営委員会（ベトナム・ホーチミン） 

有野正治ＪＣＭ副議長、他６名 

４月10－11日 第7回アジア金属労組連絡会議（ベトナ

ム・ホーチミン） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他18名 

５月14日 インダストリオール・アジア太平洋地域女性

委員会 （タイ・バンコク） 

平川秀行ＪＣＭ事務局次長、他１名 

５月14日 インダストリオール・アジア太平洋地域女性

会議（タイ・バンコク） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他８名 

５月15日 インダストリオール・アジア太平洋地域執行

委員会（タイ・バンコク） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他４名 

５月15－16日 インダストリオール・アジア太平洋地域

大会（タイ・バンコク） 
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西原浩一郎ＪＣＭ議長、他19名 

５月15－16日 韓国金属労連(ＦＫＭＴＵ)全国大会（韓

国・京畿道） 西原浩一郎ＪＣＭ議長 

６月８－12日 中国金属工会との交流（中国・大連、哈

爾浜、黒河、北京） 

西原浩一郎ＪＣＭ 議長、他７名 

６月17日 第5回建設的な労使関係構築に向けたインド

ネシア労使ワークショップ（インドネシア・

ジャカルタ） 

若松英幸ＪＣＭ事務局長、他５名 

６月24日 インダストリオール・ＧＦＡに関する作業部

会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

６月24日 インダストリオール・新加盟費制度を構築す

るための作業部会（スイス・ジュネーブ） 

西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

６月25日 インダストリオール・財政委員会（スイス・

ジュネーブ）西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

６月26日 インダストリオール・執行委員会（スイス・

ジュネーブ）西原浩一郎ＪＣＭ議長、他２名 

７月16－17日 インダストリオール・航空宇宙運営委員

会（イギリス・エッシャー） 

吉田浩二基幹労連事務局次長 

８月５－８日 インダストリオール・自動車部会インド

ワークショップ（インド・チェンナイ） 

佐藤崇生自動車総連国際局長、他１名 

 

【受入れ】（156名） 

＜2013年＞ 

９月24日 インドネシア経営者協会(ＡＰＩＮＤＯ)訪日

団 

アントニウス・ジュヌス・スピットＡＰＩＮ

ＤＯ理事、他10名 

10月３日 サイド・イクバル インドネシア金属労連(Ｆ

ＳＰＭＩ)会長 

10月４日 邱麗珍中華全国総工会国際連絡部アジア太平

洋処副所長 

10月22－25日 日韓金属労組定期協議ＦＫＭＴＵ代表団 

キム・マン・ジェＦＫＭＴＵ委員長、他31名 

11月20－24日 中国金属工会との交流中国代表団 

張波中国機械冶金建材工会主席、他５名 

 

＜2014年＞ 

１月31日 欧州経済社会評議会(ＥＥＳＣ)訪日代表団 

クリストフ・パテールＥＥＳＣ 日本連絡委

員会委員長／ＥＥＳＣ社会組織グループ代

表委員／労働市場研究機構副理事、他５名 

３月５日 在日ドイツ大使館参事官 クラウス・アイル

リッヒ夫妻 

４月15日 モニカ・ゾンマー在日ドイツ大使館参事官／

社会厚生労働部長 

６月23日 インドネシア労使代表団受入 ボブ・アザム 

トヨタ・モーター・マニュファクチュアリン

グ・インドネシア人事部、他21名 

７月２日 海外産業人材育成協会ＥＲＰＭ（労働関係・

人事労務管理専門家）コース受入 

ファクラル・ハッサン （バングラデシュ）ス

クエア・ファーマセウティカルズ社、他22名 

７月８－10日 シンガポール造船・海洋機器従業員労組

(ＳＭＥＥＵ）代表団 

ゴー・ホック・ワーＳＭＥＥＵ委員長、他７名 

８月31日－９月４日 第53回ＪＣＭ定期大会／50周年記念

レセプション海外来賓ベルトホルト・フーバ・

インダストリオール会長はじめ、17カ国29組織

43名 
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JCM50年史466

  

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長  常任幹事 会計監査 事務局 

1965年度
1964年５月 

▼ 

1965年６月 

福間 知之(電機労連) 

（初代） 

古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

大谷徹太郎(全機金) 

宮田 早苗(八幡製鉄労組) 

瀬戸 一郎(本部) 

（初代） 

  野口 勝一(電機労連) 

桜井 一夫(電機労連) 

佐川 善作(電機労連) 

小久保晴弘(電機労連) 

西本 春三(造船総連) 

小笠原 務(造船総連) 

岡  金松(造船総連) 

 瀬谷 正夫（全国自動車）

合川 久也（全国自動車）

斎藤健次郎（全機金） 

富田 弘隆（全機金） 

池田 明和（全機金） 

中村 卓彦（八幡製鉄労組）

宮田 義二（八幡製鉄労組）

原田 菊三(本田技研労組) 

畠山恵次郎(神戸製鋼労組) 

渡辺 安雄(自動車労連) 

平山 孝司(三菱東自労組) 

三木幸四郎(三菱重工労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

宗本 忠義(全国自動車) 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

瀬戸スミ子 

1966年度 
1965年７月 

▼ 

1966年５月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

宮田 早苗(八幡製鉄労組) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

瀬谷 正夫(全国自動車)

大谷徹太郎(全機金) 

西本 春三(造船総連) 

田辺  進(八幡製鉄労組)

原田 菊三(本田技研労組)

浅岡  真(全日精労組)

 赤木 省三(自動車労連)

三木幸四郎(三菱重工労組)

八木  正(住友金属労組)

平山 孝司(三菱東自労組)

畠山恵次郎(神戸製鋼労組)

  畝岡  衛(本田技研労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

【総務部】板倉 邦子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

瀬戸スミ子 

1967年度 

1966年６月 

▼ 

1967年５月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

宮田早苗(八幡製鉄労組)* 

*'66.11.8～交代 

*北詰  駿(鉄鋼労連) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

瀬谷 正夫(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

赤木 省三(自動車労連)

宮川 和也(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

 三木幸四郎(三菱重工労組)

太田俊司(ヤマハ労組)* 

*'66.11.8～交代 

吉田 順一(ヤマハ労組)

補充'66.11.8～ 

長谷川正次郎(三菱東製労組)

平山 孝司(三菱川自労組)

 畝岡  衛(本田技研労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

【総務部】板倉 邦子 吉田美奈子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛 

1968年度 

1967年６月 

▼ 

1968年８月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

北詰  駿(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

柳畑 虎雄(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

三枝 守親(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

三木幸四郎(三菱重工労組)

 宮地 忠孝(三菱西協議会)

宮川 和也(本田技研労組)

小野 龍馬(三菱横船) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

吉田 順一(ヤマハ労組)

平山 孝司(三菱川自労組)

長谷川正次郎(三菱東製労組)

高橋 正男(浅野ドック労組) 中嶋 貢一(鉄鋼労連) 

畝岡  衛(本田技研労組) 

【総務部】吉田美奈子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1969年度 

1968年９月 

▼ 

1969年８月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

亀野  進(三菱重工労組) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 卓彦(鉄鋼労連) 

久野  治(電機労連) 

皆川 文雄(自動車労連) 

前田 一夫(電機労連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

三枝 守親(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

赤木 省三(自動車労連)

南條 利雄(三菱重工労組)

 鈴木誠一郎(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

永田 敬次(ヤマハ労組)

小松  茂(鋼管福山労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

渡  輝雄(日本NCR労組)

  椛山 行雄(鉄鋼労連) 

加川  敏(本田技研労組) 

【総務部】吉田美奈子 満田 典子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1970年度 
1969年９月 

▼ 

1970年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

西本 春三(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

小野 龍馬(三菱重工労組) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 卓彦(鉄鋼労連) 

久野  治(電機労連) 

皆川 文雄(自動車労連) 

前田 一夫(電機労連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

三枝 守親(全国自動車)

近藤 栄一(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

南條 利雄(三菱重工労組)

 丸山 幸秀(本田技研労組)

末松 新弥(キヤノン労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

小松  茂(鋼管福山労組)

永田 敬次(ヤマハ発動機労組)

新津  仁(鋼管清水労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 

渡  輝雄(日本NCR労組) 

椛山 行雄(鉄鋼労連) 

八島 道雄(本田技研労組) 

【総務部】満田 典子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1971年度 
1970年９月 

▼ 

1971年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

西本 春三(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

小野 龍馬(三菱重工労組) 

柳沢 錬造(石播労連) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労連) 

野村  崇(全国自動車) 

佐川 善作(電機労連) 

武田  等(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

矢島 和夫(全国自動車)

林  重幸(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

三谷二美男(三菱重工労組)

 小藤 武久(三菱自労組)

丸山 幸秀(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

長谷田隆次(キヤノン労組)

鈴木 康正(ヤマハ労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

新津  仁(鋼管清水労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 

渡  輝雄(日本NCR労組) 

園田 節生(川崎重工労組) 

田中 行雄(鉄鋼労連) 

小室  勲(本田技研労組) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 

【国際部】藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1972年度
1971年９月 

▼ 

1972年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労協) 

伊藤 一男(自動車労協) 

古賀  専(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

田中 清美(同盟三菱) 

柳沢 錬造(石播労連) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労協) 

野村  崇(自動車労協) 

佐川 善作(電機労連) 

武田  等(鉄鋼労連) 

坂本 光彦(自動車労協)

時原八千男(自動車労協)

西本 春三(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

近長  正(同盟三菱協)

 山田 勝清(同盟三菱協)

石脇 基次(石播労連) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

家村 敏夫(キヤノン労組)

鈴木 康正(ヤマハ労組)

高橋 正男(鋼管造船労連)

佐藤 敬治(全岡村労連)

山崎誠一郎(日本NCR労組) 

園田 節生(川崎重工労組) 

最上 武二(小松インター労組) 

竹生 英久(東洋オーチス労組) 

田中 行雄(鉄鋼労連) 

小室  勲(自動車労協) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 鎌田 普 

【国際部】藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子 白山美知子

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1973年度 
1972年９月 

▼ 

1973年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労協) 

小野 龍馬(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

田中 清美(同盟三菱協) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  専(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労協) 

野村  崇(自動車労協) 

西本 春三(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

桜井 輝雄(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

時原八千男(自動車労協)

丸山 幸秀(自動車労協)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

小方 鉄蔵(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

石井 六郎(同盟三菱協)

近長  正(同盟三菱協)

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組) 

中里  仁(キヤノン労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

大崎 勝司(自動車労協) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 鎌田 普 村岡 悦子 

【国際部】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛(副所長)

       安齋 智子 

金属労協歴代役職員一覧（1964年５月～2014年９月） 

－466－

  

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長  常任幹事 会計監査 事務局 

1965年度
1964年５月 

▼ 

1965年６月 

福間 知之(電機労連) 

（初代） 

古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

大谷徹太郎(全機金) 

宮田 早苗(八幡製鉄労組) 

瀬戸 一郎(本部) 

（初代） 

  野口 勝一(電機労連) 

桜井 一夫(電機労連) 

佐川 善作(電機労連) 

小久保晴弘(電機労連) 

西本 春三(造船総連) 

小笠原 務(造船総連) 

岡  金松(造船総連) 

 瀬谷 正夫（全国自動車）

合川 久也（全国自動車）

斎藤健次郎（全機金） 

富田 弘隆（全機金） 

池田 明和（全機金） 

中村 卓彦（八幡製鉄労組）

宮田 義二（八幡製鉄労組）

原田 菊三(本田技研労組) 

畠山恵次郎(神戸製鋼労組) 

渡辺 安雄(自動車労連) 

平山 孝司(三菱東自労組) 

三木幸四郎(三菱重工労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

宗本 忠義(全国自動車) 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

瀬戸スミ子 

1966年度 
1965年７月 

▼ 

1966年５月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

宮田 早苗(八幡製鉄労組) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

瀬谷 正夫(全国自動車)

大谷徹太郎(全機金) 

西本 春三(造船総連) 

田辺  進(八幡製鉄労組)

原田 菊三(本田技研労組)

浅岡  真(全日精労組)

 赤木 省三(自動車労連)

三木幸四郎(三菱重工労組)

八木  正(住友金属労組)

平山 孝司(三菱東自労組)

畠山恵次郎(神戸製鋼労組)

  畝岡  衛(本田技研労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

【総務部】板倉 邦子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

瀬戸スミ子 

1967年度 

1966年６月 

▼ 

1967年５月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

宮田早苗(八幡製鉄労組)* 

*'66.11.8～交代 

*北詰  駿(鉄鋼労連) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

瀬谷 正夫(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

赤木 省三(自動車労連)

宮川 和也(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

 三木幸四郎(三菱重工労組)

太田俊司(ヤマハ労組)* 

*'66.11.8～交代 

吉田 順一(ヤマハ労組)

補充'66.11.8～ 

長谷川正次郎(三菱東製労組)

平山 孝司(三菱川自労組)

 畝岡  衛(本田技研労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

【総務部】板倉 邦子 吉田美奈子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛 

1968年度 

1967年６月 

▼ 

1968年８月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

北詰  駿(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

柳畑 虎雄(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

三枝 守親(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

三木幸四郎(三菱重工労組)

 宮地 忠孝(三菱西協議会)

宮川 和也(本田技研労組)

小野 龍馬(三菱横船) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

吉田 順一(ヤマハ労組)

平山 孝司(三菱川自労組)

長谷川正次郎(三菱東製労組)

高橋 正男(浅野ドック労組) 中嶋 貢一(鉄鋼労連) 

畝岡  衛(本田技研労組) 

【総務部】吉田美奈子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1969年度 

1968年９月 

▼ 

1969年８月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

亀野  進(三菱重工労組) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 卓彦(鉄鋼労連) 

久野  治(電機労連) 

皆川 文雄(自動車労連) 

前田 一夫(電機労連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

三枝 守親(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

赤木 省三(自動車労連)

南條 利雄(三菱重工労組)

 鈴木誠一郎(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

永田 敬次(ヤマハ労組)

小松  茂(鋼管福山労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

渡  輝雄(日本NCR労組)

  椛山 行雄(鉄鋼労連) 

加川  敏(本田技研労組) 

【総務部】吉田美奈子 満田 典子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1970年度 
1969年９月 

▼ 

1970年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

西本 春三(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

小野 龍馬(三菱重工労組) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 卓彦(鉄鋼労連) 

久野  治(電機労連) 

皆川 文雄(自動車労連) 

前田 一夫(電機労連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

三枝 守親(全国自動車)

近藤 栄一(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

南條 利雄(三菱重工労組)

 丸山 幸秀(本田技研労組)

末松 新弥(キヤノン労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

小松  茂(鋼管福山労組)

永田 敬次(ヤマハ発動機労組)

新津  仁(鋼管清水労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 

渡  輝雄(日本NCR労組) 

椛山 行雄(鉄鋼労連) 

八島 道雄(本田技研労組) 

【総務部】満田 典子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1971年度 
1970年９月 

▼ 

1971年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

西本 春三(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

小野 龍馬(三菱重工労組) 

柳沢 錬造(石播労連) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労連) 

野村  崇(全国自動車) 

佐川 善作(電機労連) 

武田  等(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

矢島 和夫(全国自動車)

林  重幸(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

三谷二美男(三菱重工労組)

 小藤 武久(三菱自労組)

丸山 幸秀(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

長谷田隆次(キヤノン労組)

鈴木 康正(ヤマハ労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

新津  仁(鋼管清水労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 

渡  輝雄(日本NCR労組) 

園田 節生(川崎重工労組) 

田中 行雄(鉄鋼労連) 

小室  勲(本田技研労組) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 

【国際部】藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1972年度
1971年９月 

▼ 

1972年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労協) 

伊藤 一男(自動車労協) 

古賀  専(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

田中 清美(同盟三菱) 

柳沢 錬造(石播労連) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労協) 

野村  崇(自動車労協) 

佐川 善作(電機労連) 

武田  等(鉄鋼労連) 

坂本 光彦(自動車労協)

時原八千男(自動車労協)

西本 春三(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

近長  正(同盟三菱協)

 山田 勝清(同盟三菱協)

石脇 基次(石播労連) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

家村 敏夫(キヤノン労組)

鈴木 康正(ヤマハ労組)

高橋 正男(鋼管造船労連)

佐藤 敬治(全岡村労連)

山崎誠一郎(日本NCR労組) 

園田 節生(川崎重工労組) 

最上 武二(小松インター労組) 

竹生 英久(東洋オーチス労組) 

田中 行雄(鉄鋼労連) 

小室  勲(自動車労協) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 鎌田 普 

【国際部】藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子 白山美知子

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1973年度 
1972年９月 

▼ 

1973年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労協) 

小野 龍馬(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

田中 清美(同盟三菱協) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  専(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労協) 

野村  崇(自動車労協) 

西本 春三(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

桜井 輝雄(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

時原八千男(自動車労協)

丸山 幸秀(自動車労協)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

小方 鉄蔵(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

石井 六郎(同盟三菱協)

近長  正(同盟三菱協)

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組) 

中里  仁(キヤノン労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

大崎 勝司(自動車労協) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 鎌田 普 村岡 悦子 

【国際部】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛(副所長)

       安齋 智子 

金属労協歴代役職員一覧（1964年５月～2014年９月） 
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長  常任幹事 会計監査 事務局 

1965年度
1964年５月 

▼ 

1965年６月 

福間 知之(電機労連) 

（初代） 

古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

大谷徹太郎(全機金) 

宮田 早苗(八幡製鉄労組) 

瀬戸 一郎(本部) 

（初代） 

  野口 勝一(電機労連) 

桜井 一夫(電機労連) 

佐川 善作(電機労連) 

小久保晴弘(電機労連) 

西本 春三(造船総連) 

小笠原 務(造船総連) 

岡  金松(造船総連) 

 瀬谷 正夫（全国自動車）

合川 久也（全国自動車）

斎藤健次郎（全機金） 

富田 弘隆（全機金） 

池田 明和（全機金） 

中村 卓彦（八幡製鉄労組）

宮田 義二（八幡製鉄労組）

原田 菊三(本田技研労組) 

畠山恵次郎(神戸製鋼労組) 

渡辺 安雄(自動車労連) 

平山 孝司(三菱東自労組) 

三木幸四郎(三菱重工労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

宗本 忠義(全国自動車) 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

瀬戸スミ子 

1966年度 
1965年７月 

▼ 

1966年５月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

宮田 早苗(八幡製鉄労組) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

瀬谷 正夫(全国自動車)

大谷徹太郎(全機金) 

西本 春三(造船総連) 

田辺  進(八幡製鉄労組)

原田 菊三(本田技研労組)

浅岡  真(全日精労組)

 赤木 省三(自動車労連)

三木幸四郎(三菱重工労組)

八木  正(住友金属労組)

平山 孝司(三菱東自労組)

畠山恵次郎(神戸製鋼労組)

  畝岡  衛(本田技研労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

【総務部】板倉 邦子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

瀬戸スミ子 

1967年度 

1966年６月 

▼ 

1967年５月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

宮田早苗(八幡製鉄労組)* 

*'66.11.8～交代 

*北詰  駿(鉄鋼労連) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

瀬谷 正夫(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

赤木 省三(自動車労連)

宮川 和也(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

 三木幸四郎(三菱重工労組)

太田俊司(ヤマハ労組)* 

*'66.11.8～交代 

吉田 順一(ヤマハ労組)

補充'66.11.8～ 

長谷川正次郎(三菱東製労組)

平山 孝司(三菱川自労組)

 畝岡  衛(本田技研労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

【総務部】板倉 邦子 吉田美奈子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛 

1968年度 

1967年６月 

▼ 

1968年８月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

北詰  駿(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

柳畑 虎雄(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

三枝 守親(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

三木幸四郎(三菱重工労組)

 宮地 忠孝(三菱西協議会)

宮川 和也(本田技研労組)

小野 龍馬(三菱横船) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

吉田 順一(ヤマハ労組)

平山 孝司(三菱川自労組)

長谷川正次郎(三菱東製労組)

高橋 正男(浅野ドック労組) 中嶋 貢一(鉄鋼労連) 

畝岡  衛(本田技研労組) 

【総務部】吉田美奈子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1969年度 

1968年９月 

▼ 

1969年８月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

亀野  進(三菱重工労組) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 卓彦(鉄鋼労連) 

久野  治(電機労連) 

皆川 文雄(自動車労連) 

前田 一夫(電機労連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

三枝 守親(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

赤木 省三(自動車労連)

南條 利雄(三菱重工労組)

 鈴木誠一郎(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

永田 敬次(ヤマハ労組)

小松  茂(鋼管福山労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

渡  輝雄(日本NCR労組)

  椛山 行雄(鉄鋼労連) 

加川  敏(本田技研労組) 

【総務部】吉田美奈子 満田 典子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1970年度 
1969年９月 

▼ 

1970年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

西本 春三(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

小野 龍馬(三菱重工労組) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 卓彦(鉄鋼労連) 

久野  治(電機労連) 

皆川 文雄(自動車労連) 

前田 一夫(電機労連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

三枝 守親(全国自動車)

近藤 栄一(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

南條 利雄(三菱重工労組)

 丸山 幸秀(本田技研労組)

末松 新弥(キヤノン労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

小松  茂(鋼管福山労組)

永田 敬次(ヤマハ発動機労組)

新津  仁(鋼管清水労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 

渡  輝雄(日本NCR労組) 

椛山 行雄(鉄鋼労連) 

八島 道雄(本田技研労組) 

【総務部】満田 典子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1971年度 
1970年９月 

▼ 

1971年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

西本 春三(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

小野 龍馬(三菱重工労組) 

柳沢 錬造(石播労連) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労連) 

野村  崇(全国自動車) 

佐川 善作(電機労連) 

武田  等(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

矢島 和夫(全国自動車)

林  重幸(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

三谷二美男(三菱重工労組)

 小藤 武久(三菱自労組)

丸山 幸秀(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

長谷田隆次(キヤノン労組)

鈴木 康正(ヤマハ労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

新津  仁(鋼管清水労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 

渡  輝雄(日本NCR労組) 

園田 節生(川崎重工労組) 

田中 行雄(鉄鋼労連) 

小室  勲(本田技研労組) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 

【国際部】藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1972年度
1971年９月 

▼ 

1972年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労協) 

伊藤 一男(自動車労協) 

古賀  専(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

田中 清美(同盟三菱) 

柳沢 錬造(石播労連) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労協) 

野村  崇(自動車労協) 

佐川 善作(電機労連) 

武田  等(鉄鋼労連) 

坂本 光彦(自動車労協)

時原八千男(自動車労協)

西本 春三(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

近長  正(同盟三菱協)

 山田 勝清(同盟三菱協)

石脇 基次(石播労連) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

家村 敏夫(キヤノン労組)

鈴木 康正(ヤマハ労組)

高橋 正男(鋼管造船労連)

佐藤 敬治(全岡村労連)

山崎誠一郎(日本NCR労組) 

園田 節生(川崎重工労組) 

最上 武二(小松インター労組) 

竹生 英久(東洋オーチス労組) 

田中 行雄(鉄鋼労連) 

小室  勲(自動車労協) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 鎌田 普 

【国際部】藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子 白山美知子

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1973年度 
1972年９月 

▼ 

1973年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労協) 

小野 龍馬(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

田中 清美(同盟三菱協) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  専(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労協) 

野村  崇(自動車労協) 

西本 春三(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

桜井 輝雄(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

時原八千男(自動車労協)

丸山 幸秀(自動車労協)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

小方 鉄蔵(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

石井 六郎(同盟三菱協)

近長  正(同盟三菱協)

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組) 

中里  仁(キヤノン労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

大崎 勝司(自動車労協) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 鎌田 普 村岡 悦子 

【国際部】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛(副所長)

       安齋 智子 

金属労協歴代役職員一覧（1964年５月～2014年９月） 
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長  常任幹事 会計監査 事務局 

1965年度
1964年５月 

▼ 

1965年６月 

福間 知之(電機労連) 

（初代） 

古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

大谷徹太郎(全機金) 

宮田 早苗(八幡製鉄労組) 

瀬戸 一郎(本部) 

（初代） 

  野口 勝一(電機労連) 

桜井 一夫(電機労連) 

佐川 善作(電機労連) 

小久保晴弘(電機労連) 

西本 春三(造船総連) 

小笠原 務(造船総連) 

岡  金松(造船総連) 

 瀬谷 正夫（全国自動車）

合川 久也（全国自動車）

斎藤健次郎（全機金） 

富田 弘隆（全機金） 

池田 明和（全機金） 

中村 卓彦（八幡製鉄労組）

宮田 義二（八幡製鉄労組）

原田 菊三(本田技研労組) 

畠山恵次郎(神戸製鋼労組) 

渡辺 安雄(自動車労連) 

平山 孝司(三菱東自労組) 

三木幸四郎(三菱重工労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

宗本 忠義(全国自動車) 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

瀬戸スミ子 

1966年度 
1965年７月 

▼ 

1966年５月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

宮田 早苗(八幡製鉄労組) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

瀬谷 正夫(全国自動車)

大谷徹太郎(全機金) 

西本 春三(造船総連) 

田辺  進(八幡製鉄労組)

原田 菊三(本田技研労組)

浅岡  真(全日精労組)

 赤木 省三(自動車労連)

三木幸四郎(三菱重工労組)

八木  正(住友金属労組)

平山 孝司(三菱東自労組)

畠山恵次郎(神戸製鋼労組)

  畝岡  衛(本田技研労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

【総務部】板倉 邦子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

瀬戸スミ子 

1967年度 

1966年６月 

▼ 

1967年５月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

宮田早苗(八幡製鉄労組)* 

*'66.11.8～交代 

*北詰  駿(鉄鋼労連) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

瀬谷 正夫(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

赤木 省三(自動車労連)

宮川 和也(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

 三木幸四郎(三菱重工労組)

太田俊司(ヤマハ労組)* 

*'66.11.8～交代 

吉田 順一(ヤマハ労組)

補充'66.11.8～ 

長谷川正次郎(三菱東製労組)

平山 孝司(三菱川自労組)

 畝岡  衛(本田技研労組) 

林  武雄(中山製鋼労組) 

【総務部】板倉 邦子 吉田美奈子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛 

1968年度 

1967年６月 

▼ 

1968年８月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

北詰  駿(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部)   桜井 一夫(電機労連) 

柳畑 虎雄(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

三枝 守親(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

三木幸四郎(三菱重工労組)

 宮地 忠孝(三菱西協議会)

宮川 和也(本田技研労組)

小野 龍馬(三菱横船) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

吉田 順一(ヤマハ労組)

平山 孝司(三菱川自労組)

長谷川正次郎(三菱東製労組)

高橋 正男(浅野ドック労組) 中嶋 貢一(鉄鋼労連) 

畝岡  衛(本田技研労組) 

【総務部】吉田美奈子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1969年度 

1968年９月 

▼ 

1969年８月 

福間 知之(電機労連) 古賀  專(造船総連) 

宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

斎藤健次郎(全機金) 

亀野  進(三菱重工労組) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 卓彦(鉄鋼労連) 

久野  治(電機労連) 

皆川 文雄(自動車労連) 

前田 一夫(電機労連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

三枝 守親(全国自動車)

西本 春三(造船総連) 

大谷徹太郎(全機金) 

赤木 省三(自動車労連)

南條 利雄(三菱重工労組)

 鈴木誠一郎(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

永田 敬次(ヤマハ労組)

小松  茂(鋼管福山労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

渡  輝雄(日本NCR労組)

  椛山 行雄(鉄鋼労連) 

加川  敏(本田技研労組) 

【総務部】吉田美奈子 満田 典子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1970年度 
1969年９月 

▼ 

1970年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

西本 春三(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

小野 龍馬(三菱重工労組) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 卓彦(鉄鋼労連) 

久野  治(電機労連) 

皆川 文雄(自動車労連) 

前田 一夫(電機労連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

三枝 守親(全国自動車)

近藤 栄一(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

南條 利雄(三菱重工労組)

 丸山 幸秀(本田技研労組)

末松 新弥(キヤノン労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

小松  茂(鋼管福山労組)

永田 敬次(ヤマハ発動機労組)

新津  仁(鋼管清水労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 

渡  輝雄(日本NCR労組) 

椛山 行雄(鉄鋼労連) 

八島 道雄(本田技研労組) 

【総務部】満田 典子 

【国際部】中鉢美智子 藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1971年度 
1970年９月 

▼ 

1971年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労連) 

伊藤 一男(全国自動車) 

西本 春三(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

小野 龍馬(三菱重工労組) 

柳沢 錬造(石播労連) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労連) 

野村  崇(全国自動車) 

佐川 善作(電機労連) 

武田  等(鉄鋼労連) 

赤木 省三(自動車労連)

矢島 和夫(全国自動車)

林  重幸(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

三谷二美男(三菱重工労組)

 小藤 武久(三菱自労組)

丸山 幸秀(本田技研労組)

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

長谷田隆次(キヤノン労組)

鈴木 康正(ヤマハ労組)

高橋 正男(鋼管浅野労組)

新津  仁(鋼管清水労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 

渡  輝雄(日本NCR労組) 

園田 節生(川崎重工労組) 

田中 行雄(鉄鋼労連) 

小室  勲(本田技研労組) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 

【国際部】藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1972年度
1971年９月 

▼ 

1972年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労協) 

伊藤 一男(自動車労協) 

古賀  専(造船総連) 

斎藤健次郎(全機金) 

田中 清美(同盟三菱) 

柳沢 錬造(石播労連) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労協) 

野村  崇(自動車労協) 

佐川 善作(電機労連) 

武田  等(鉄鋼労連) 

坂本 光彦(自動車労協)

時原八千男(自動車労協)

西本 春三(造船総連) 

小方 鉄蔵(全機金) 

近長  正(同盟三菱協)

 山田 勝清(同盟三菱協)

石脇 基次(石播労連) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

家村 敏夫(キヤノン労組)

鈴木 康正(ヤマハ労組)

高橋 正男(鋼管造船労連)

佐藤 敬治(全岡村労連)

山崎誠一郎(日本NCR労組) 

園田 節生(川崎重工労組) 

最上 武二(小松インター労組) 

竹生 英久(東洋オーチス労組) 

田中 行雄(鉄鋼労連) 

小室  勲(自動車労協) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 鎌田 普 

【国際部】藤田 敬子 畑 恒夫 樋口恵美子 白山美知子

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛  

安齋 智子 

1973年度 
1972年９月 

▼ 

1973年８月 

福間 知之(電機労連) 宮田 義二(鉄鋼労連) 

塩路 一郎(自動車労協) 

小野 龍馬(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

田中 清美(同盟三菱協) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  専(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車労協) 

野村  崇(自動車労協) 

西本 春三(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

桜井 輝雄(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

時原八千男(自動車労協)

丸山 幸秀(自動車労協)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

小方 鉄蔵(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

石井 六郎(同盟三菱協)

近長  正(同盟三菱協)

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組) 

中里  仁(キヤノン労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

大崎 勝司(自動車労協) 

【総務部】満田 典子 

【労働調査部】竹内 信子 鎌田 普 村岡 悦子 

【国際部】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF日本事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛(副所長)

       安齋 智子 

金属労協歴代役職員一覧（1964年５月～2014年９月） 
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1974年度 
1973年９月 

▼ 

1974年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 

（第２代） 

清田 晋亮(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

小野 龍馬(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車総連) 

時原八千男(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

桜井 輝雄(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

小方 鉄蔵(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

日色 秀幸(キヤノン労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 森重  清(鉄鋼労連) 

大崎 勝司(自動車総連) 

【総務部】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査部】鎌田 普 松永 裕彦  村岡 悦子 

【教宣部】小林 真弓 

【国際部】畑 恒夫(総務部兼務) 樋口恵美子 青木 忍

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

1975年度 

1974年９月 

▼ 

1975年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  專(本部) 

清田 晋亮(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 正男(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

新田 尊士(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

西守 博実(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

関口  博(自動車総連) 

【総務部】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査部】松永 裕彦 関口真由美 

【教宣部】小林 真弓 

【国際部】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 1975.5.19赴任 

1976年度 
1975年９月 

▼ 

1976年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

斎藤健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

清田 晋亮(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 正男(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

新田 尊士(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

安室 秀夫(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

関口  博(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 関口真由美 

【教宣部】小林 真弓 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1977年度 
1976年９月 

▼ 

1977年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

小松  茂(鉄鋼労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

野口平三郎(キャタ三菱労組)

木村 克己(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 関口真由美 渡辺美知夫 

【教宣局】小林 真弓 川口 慶子 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普     

【嘱託】松本 博 

1978年度 
1977年９月 

▼ 

1978年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

土居 山義(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

小松  茂(鉄鋼労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

斉藤 和夫(キャタ三菱労組)

木村 克己(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

1979年度 
1978年９月 

▼ 

1979年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

土居 山義(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

斉藤 和夫(キャタ三菱労組)

新妻  武(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

木全 充男(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 高橋 有子 

【教宣局】渡辺美知夫 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普    【嘱託】松本 博 

1980年度 
1979年９月 

▼ 

1980年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 久富 忠好(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

長谷川 進(キャタ三菱労組)

新妻  武(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

木全 充男(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 高橋 有子  浅井 茂利 

【組織局】浮ヶ谷典子   【教宣局】渡辺美知夫 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普   

【嘱託】松本 博 末嵜 武 

1981年度 
1980年９月 

▼ 

1981年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

原田 邦男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

木村 治郎(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

高野  守(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【企画局】松永 裕彦 高橋 有子(調査局兼務) 

【調査局】浅井 茂利     

【組織局】渡辺美知夫 

【広報局】浮ヶ谷典子 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 末嵜 武 1982年度 
1981年９月 

▼ 

1982年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

原田 邦男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

木村 治郎(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

高野  守(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

－469－

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1974年度 
1973年９月 

▼ 

1974年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 

（第２代） 

清田 晋亮(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

小野 龍馬(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車総連) 

時原八千男(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

桜井 輝雄(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

小方 鉄蔵(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

日色 秀幸(キヤノン労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 森重  清(鉄鋼労連) 

大崎 勝司(自動車総連) 

【総務部】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査部】鎌田 普 松永 裕彦  村岡 悦子 

【教宣部】小林 真弓 

【国際部】畑 恒夫(総務部兼務) 樋口恵美子 青木 忍

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

1975年度 

1974年９月 

▼ 

1975年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  專(本部) 

清田 晋亮(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 正男(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

新田 尊士(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

西守 博実(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

関口  博(自動車総連) 

【総務部】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査部】松永 裕彦 関口真由美 

【教宣部】小林 真弓 

【国際部】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 1975.5.19赴任 

1976年度 
1975年９月 

▼ 

1976年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

斎藤健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

清田 晋亮(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 正男(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

新田 尊士(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

安室 秀夫(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

関口  博(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 関口真由美 

【教宣部】小林 真弓 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1977年度 
1976年９月 

▼ 

1977年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

小松  茂(鉄鋼労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

野口平三郎(キャタ三菱労組)

木村 克己(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 関口真由美 渡辺美知夫 

【教宣局】小林 真弓 川口 慶子 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普     

【嘱託】松本 博 

1978年度 
1977年９月 

▼ 

1978年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

土居 山義(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

小松  茂(鉄鋼労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

斉藤 和夫(キャタ三菱労組)

木村 克己(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

1979年度 
1978年９月 

▼ 

1979年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

土居 山義(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

斉藤 和夫(キャタ三菱労組)

新妻  武(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

木全 充男(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 高橋 有子 

【教宣局】渡辺美知夫 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普    【嘱託】松本 博 

1980年度 
1979年９月 

▼ 

1980年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 久富 忠好(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

長谷川 進(キャタ三菱労組)

新妻  武(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

木全 充男(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 高橋 有子  浅井 茂利 

【組織局】浮ヶ谷典子   【教宣局】渡辺美知夫 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普   

【嘱託】松本 博 末嵜 武 

1981年度 
1980年９月 

▼ 

1981年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

原田 邦男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

木村 治郎(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

高野  守(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【企画局】松永 裕彦 高橋 有子(調査局兼務) 

【調査局】浅井 茂利     

【組織局】渡辺美知夫 

【広報局】浮ヶ谷典子 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 末嵜 武 1982年度 
1981年９月 

▼ 

1982年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

原田 邦男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

木村 治郎(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

高野  守(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1974年度 
1973年９月 

▼ 

1974年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 

（第２代） 

清田 晋亮(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

小野 龍馬(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車総連) 

時原八千男(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

桜井 輝雄(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

小方 鉄蔵(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

日色 秀幸(キヤノン労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 森重  清(鉄鋼労連) 

大崎 勝司(自動車総連) 

【総務部】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査部】鎌田 普 松永 裕彦  村岡 悦子 

【教宣部】小林 真弓 

【国際部】畑 恒夫(総務部兼務) 樋口恵美子 青木 忍

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

1975年度 

1974年９月 

▼ 

1975年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  專(本部) 

清田 晋亮(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 正男(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

新田 尊士(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

西守 博実(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

関口  博(自動車総連) 

【総務部】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査部】松永 裕彦 関口真由美 

【教宣部】小林 真弓 

【国際部】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 1975.5.19赴任 

1976年度 
1975年９月 

▼ 

1976年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

斎藤健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

清田 晋亮(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 正男(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

新田 尊士(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

安室 秀夫(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

関口  博(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 関口真由美 

【教宣部】小林 真弓 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1977年度 
1976年９月 

▼ 

1977年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

小松  茂(鉄鋼労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

野口平三郎(キャタ三菱労組)

木村 克己(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 関口真由美 渡辺美知夫 

【教宣局】小林 真弓 川口 慶子 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普     

【嘱託】松本 博 

1978年度 
1977年９月 

▼ 

1978年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

土居 山義(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

小松  茂(鉄鋼労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

斉藤 和夫(キャタ三菱労組)

木村 克己(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

1979年度 
1978年９月 

▼ 

1979年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

土居 山義(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

斉藤 和夫(キャタ三菱労組)

新妻  武(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

木全 充男(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 高橋 有子 

【教宣局】渡辺美知夫 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普    【嘱託】松本 博 

1980年度 
1979年９月 

▼ 

1980年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 久富 忠好(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

長谷川 進(キャタ三菱労組)

新妻  武(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

木全 充男(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 高橋 有子  浅井 茂利 

【組織局】浮ヶ谷典子   【教宣局】渡辺美知夫 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普   

【嘱託】松本 博 末嵜 武 

1981年度 
1980年９月 

▼ 

1981年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

原田 邦男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

木村 治郎(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

高野  守(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【企画局】松永 裕彦 高橋 有子(調査局兼務) 

【調査局】浅井 茂利     

【組織局】渡辺美知夫 

【広報局】浮ヶ谷典子 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 末嵜 武 1982年度 
1981年９月 

▼ 

1982年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

原田 邦男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

木村 治郎(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

高野  守(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

－469－

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1974年度 
1973年９月 

▼ 

1974年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 

（第２代） 

清田 晋亮(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

小野 龍馬(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 久野  治(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車総連) 

時原八千男(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

桜井 輝雄(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

小方 鉄蔵(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

日色 秀幸(キヤノン労組)

佐藤 敬治(全岡村労連) 森重  清(鉄鋼労連) 

大崎 勝司(自動車総連) 

【総務部】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査部】鎌田 普 松永 裕彦  村岡 悦子 

【教宣部】小林 真弓 

【国際部】畑 恒夫(総務部兼務) 樋口恵美子 青木 忍

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

1975年度 

1974年９月 

▼ 

1975年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

斎藤健次郎(全機金) 

木下 真吉(全金同盟) 

古賀  專(本部) 

清田 晋亮(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 正男(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

石川 幸雄(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

新田 尊士(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

宮野 高治(全金同盟) 

藤原  巌(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

西守 博実(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

関口  博(自動車総連) 

【総務部】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査部】松永 裕彦 関口真由美 

【教宣部】小林 真弓 

【国際部】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 1975.5.19赴任 

1976年度 
1975年９月 

▼ 

1976年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

斎藤健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

清田 晋亮(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 中村 正男(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

松原 恒次(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 亀谷  隆(造船重機労連)

新田 尊士(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

渡辺新次郎(キャタ三菱労組)

安室 秀夫(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

森重  清(鉄鋼労連) 

関口  博(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 関口真由美 

【教宣部】小林 真弓 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1977年度 
1976年９月 

▼ 

1977年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

柳沢 錬造(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

小松  茂(鉄鋼労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

野口平三郎(キャタ三菱労組)

木村 克己(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 関口真由美 渡辺美知夫 

【教宣局】小林 真弓 川口 慶子 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 青木 忍 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普     

【嘱託】松本 博 

1978年度 
1977年９月 

▼ 

1978年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

土居 山義(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

古賀  專(本部) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

小松  茂(鉄鋼労連) 

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

海老原 隆(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

高橋 正男(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

斉藤 和夫(キャタ三菱労組)

木村 克己(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

矢田 慶助(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

1979年度 
1978年９月 

▼ 

1979年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

土居 山義(造船重機労連) 

宮野 高治(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連)

 永井 昭二(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

高橋貞次郎(全金同盟) 

安達 三郎(全機金) 

金子 瀧雄(全機金) 

斉藤 和夫(キャタ三菱労組)

新妻  武(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

木全 充男(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 高橋 有子 

【教宣局】渡辺美知夫 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普    【嘱託】松本 博 

1980年度 
1979年９月 

▼ 

1980年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 松本  功(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

佐々木正典(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

中村 正男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 久富 忠好(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

長谷川 進(キャタ三菱労組)

新妻  武(キヤノン労組)

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

木全 充男(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【労働調査局】松永 裕彦 高橋 有子  浅井 茂利 

【組織局】浮ヶ谷典子   【教宣局】渡辺美知夫 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子  岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普   

【嘱託】松本 博 末嵜 武 

1981年度 
1980年９月 

▼ 

1981年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

原田 邦男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

木村 治郎(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

高野  守(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 

【企画局】松永 裕彦 高橋 有子(調査局兼務) 

【調査局】浅井 茂利     

【組織局】渡辺美知夫 

【広報局】浮ヶ谷典子 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 岩崎 理恵 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長)  安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 末嵜 武 1982年度 
1981年９月 

▼ 

1982年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 竪山 利文(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

後藤 公一(自動車総連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

三木幸四郎(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

原田 邦男(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

斎藤 安正(鉄鋼労連) 

千葉  登(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

木村 治郎(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

高野  守(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1983年度 
1982年９月 

▼ 

1983年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 小林 幸男(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

竹本  允(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

吉本  寿(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

田村 金吾(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

黒岩 仲春(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 磯谷 摂子(調査局兼務) 

【調査局】浅井 茂利    

【組織局】渡辺美知夫 

【広報局】浮ヶ谷典子 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 鎌倉 泰彦 高城 牧子

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 西本 春三 末嵜 武 1984年度 
1983年９月 

▼ 

1984年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 小林 幸男(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

竹本  允(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

吉本  寿(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

田村 金吾(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

黒岩 仲春(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

1985年度 
1984年９月 

▼ 

1985年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

（第３代） 

藁科 満治(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 新田 正季(電機労連) 

小寺 秀俊(自動車総連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

奥村 博信(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

高張  繁(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

小比木栄二(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 磯谷 摂子(調査局兼務) 諏訪美千代

【調査局】浅井 茂利   

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛(副所長)

 安齋 智子 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 西本 春三 末嵜 武 

1986年度 
1985年９月 

▼ 

1986年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 新田 正季(電機労連) 

小寺 秀俊(自動車総連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

高張  繁(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

小比木栄二(自動車総連) 

1987年度 
1986年９月 

▼ 

1987年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 米倉 重作(電機労連) 

中川 隆志(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

山口  勇(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

加園 良久(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普    

【嘱託】松本 博 

1988年度 
1987年９月 

▼ 

1988年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 米倉 重作(電機労連) 

中川 隆志(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

奥村 博信(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

山口  勇(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

加園 良久(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

1989年度 
1988年９月 

▼ 

1989年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金連合) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

（第２代） 

小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

井藤 隆俊(自動車総連)

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

森  英昭(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(全金連合) 

今泉  昭(全金連合) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

菅原  晃(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

松本 宣雄(コニカ労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

直嶋 正行(自動車総連) 

佐々木 毅(全金連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1990年度 
1989年９月 

▼ 

1990年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金連合) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 

  小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

塩本 勝治(全金連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

井藤 隆俊(自動車総連)

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

森  英昭(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(全金連合) 

今泉  昭(全金連合) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

菅原  晃(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

松本 宣雄(コニカ労組) 

矢崎 勝美(三協労組) 

桜井  武(全岡村労組) 

直嶋 正行(自動車総連) 

佐々木 毅(全金連合) 

1991年度 
1990年９月 

▼ 

1991年９月 

得本 輝人(自動車総連) 

（第４代） 

岩山 保雄(電機労連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

前川 忠夫(金属機械) 

市原 道博(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

米田  清(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野 敬三(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

伊東 金良(自動車総連)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(ゼンキン連合)

今泉  昭(ゼンキン連合)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

横山 勝利(全電線) 

野崎 民二(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

太田 考一(キヤノン労組) 

松本 宣雄(コニカ労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

浅貝  稔(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

－470－

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1983年度 
1982年９月 

▼ 

1983年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 小林 幸男(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

竹本  允(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

吉本  寿(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

田村 金吾(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

黒岩 仲春(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 磯谷 摂子(調査局兼務) 

【調査局】浅井 茂利    

【組織局】渡辺美知夫 

【広報局】浮ヶ谷典子 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 鎌倉 泰彦 高城 牧子

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 西本 春三 末嵜 武 1984年度 
1983年９月 

▼ 

1984年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 小林 幸男(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

竹本  允(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

吉本  寿(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

田村 金吾(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

黒岩 仲春(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

1985年度 
1984年９月 

▼ 

1985年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

（第３代） 

藁科 満治(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 新田 正季(電機労連) 

小寺 秀俊(自動車総連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

奥村 博信(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

高張  繁(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

小比木栄二(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 磯谷 摂子(調査局兼務) 諏訪美千代

【調査局】浅井 茂利   

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛(副所長)

 安齋 智子 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 西本 春三 末嵜 武 

1986年度 
1985年９月 

▼ 

1986年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 新田 正季(電機労連) 

小寺 秀俊(自動車総連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

高張  繁(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

小比木栄二(自動車総連) 

1987年度 
1986年９月 

▼ 

1987年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 米倉 重作(電機労連) 

中川 隆志(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

山口  勇(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

加園 良久(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普    

【嘱託】松本 博 

1988年度 
1987年９月 

▼ 

1988年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 米倉 重作(電機労連) 

中川 隆志(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

奥村 博信(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

山口  勇(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

加園 良久(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

1989年度 
1988年９月 

▼ 

1989年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金連合) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

（第２代） 

小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

井藤 隆俊(自動車総連)

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

森  英昭(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(全金連合) 

今泉  昭(全金連合) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

菅原  晃(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

松本 宣雄(コニカ労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

直嶋 正行(自動車総連) 

佐々木 毅(全金連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1990年度 
1989年９月 

▼ 

1990年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金連合) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 

  小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

塩本 勝治(全金連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

井藤 隆俊(自動車総連)

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

森  英昭(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(全金連合) 

今泉  昭(全金連合) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

菅原  晃(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

松本 宣雄(コニカ労組) 

矢崎 勝美(三協労組) 

桜井  武(全岡村労組) 

直嶋 正行(自動車総連) 

佐々木 毅(全金連合) 

1991年度 
1990年９月 

▼ 

1991年９月 

得本 輝人(自動車総連) 

（第４代） 

岩山 保雄(電機労連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

前川 忠夫(金属機械) 

市原 道博(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

米田  清(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野 敬三(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

伊東 金良(自動車総連)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(ゼンキン連合)

今泉  昭(ゼンキン連合)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

横山 勝利(全電線) 

野崎 民二(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

太田 考一(キヤノン労組) 

松本 宣雄(コニカ労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

浅貝  稔(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 
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471

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1983年度 
1982年９月 

▼ 

1983年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 小林 幸男(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

竹本  允(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

吉本  寿(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

田村 金吾(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

黒岩 仲春(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 磯谷 摂子(調査局兼務) 

【調査局】浅井 茂利    

【組織局】渡辺美知夫 

【広報局】浮ヶ谷典子 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 鎌倉 泰彦 高城 牧子

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 西本 春三 末嵜 武 1984年度 
1983年９月 

▼ 

1984年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 小林 幸男(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

竹本  允(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

吉本  寿(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

田村 金吾(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

黒岩 仲春(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

1985年度 
1984年９月 

▼ 

1985年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

（第３代） 

藁科 満治(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 新田 正季(電機労連) 

小寺 秀俊(自動車総連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

奥村 博信(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

高張  繁(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

小比木栄二(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 磯谷 摂子(調査局兼務) 諏訪美千代

【調査局】浅井 茂利   

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛(副所長)

 安齋 智子 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 西本 春三 末嵜 武 

1986年度 
1985年９月 

▼ 

1986年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 新田 正季(電機労連) 

小寺 秀俊(自動車総連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

高張  繁(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

小比木栄二(自動車総連) 

1987年度 
1986年９月 

▼ 

1987年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 米倉 重作(電機労連) 

中川 隆志(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

山口  勇(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

加園 良久(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普    

【嘱託】松本 博 

1988年度 
1987年９月 

▼ 

1988年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 米倉 重作(電機労連) 

中川 隆志(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

奥村 博信(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

山口  勇(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

加園 良久(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

1989年度 
1988年９月 

▼ 

1989年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金連合) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

（第２代） 

小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

井藤 隆俊(自動車総連)

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

森  英昭(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(全金連合) 

今泉  昭(全金連合) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

菅原  晃(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

松本 宣雄(コニカ労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

直嶋 正行(自動車総連) 

佐々木 毅(全金連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1990年度 
1989年９月 

▼ 

1990年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金連合) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 

  小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

塩本 勝治(全金連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

井藤 隆俊(自動車総連)

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

森  英昭(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(全金連合) 

今泉  昭(全金連合) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

菅原  晃(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

松本 宣雄(コニカ労組) 

矢崎 勝美(三協労組) 

桜井  武(全岡村労組) 

直嶋 正行(自動車総連) 

佐々木 毅(全金連合) 

1991年度 
1990年９月 

▼ 

1991年９月 

得本 輝人(自動車総連) 

（第４代） 

岩山 保雄(電機労連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

前川 忠夫(金属機械) 

市原 道博(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

米田  清(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野 敬三(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

伊東 金良(自動車総連)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(ゼンキン連合)

今泉  昭(ゼンキン連合)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

横山 勝利(全電線) 

野崎 民二(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

太田 考一(キヤノン労組) 

松本 宣雄(コニカ労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

浅貝  稔(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

－470－

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1983年度 
1982年９月 

▼ 

1983年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 小林 幸男(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

竹本  允(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

吉本  寿(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

田村 金吾(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

黒岩 仲春(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 宇佐美ヨシイ 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 磯谷 摂子(調査局兼務) 

【調査局】浅井 茂利    

【組織局】渡辺美知夫 

【広報局】浮ヶ谷典子 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 鎌倉 泰彦 高城 牧子

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 西本 春三 末嵜 武 1984年度 
1983年９月 

▼ 

1984年８月 

宮田 義二(鉄鋼労連) 小林 幸男(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

金杉 秀信(造船重機労連) 

長岡 房男(全金同盟) 

齋籐健次郎(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 小野田朝栄(電機労連) 

加藤 広樹(自動車総連) 

竹本  允(自動車総連) 

高津 暁生(鉄鋼労連) 

吉本  寿(造船重機労連) 

小島 正剛(本部) 

藁科 満治(電機労連) 

田村 金吾(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

永井 昭二(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

藤原  巌(全金同盟) 

笠井  稔(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

黒岩 仲春(キヤノン労組)

長谷川 進(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

榎本 良雄(自動車総連) 

1985年度 
1984年９月 

▼ 

1985年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 

（第３代） 

藁科 満治(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 新田 正季(電機労連) 

小寺 秀俊(自動車総連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

奥村 博信(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

高張  繁(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

小比木栄二(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 磯谷 摂子(調査局兼務) 諏訪美千代

【調査局】浅井 茂利   

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 樋口恵美子 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長) 小島 正剛(副所長)

 安齋 智子 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

【嘱託】松本 博 西本 春三 末嵜 武 

1986年度 
1985年９月 

▼ 

1986年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

塩路 一郎(自動車総連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 新田 正季(電機労連) 

小寺 秀俊(自動車総連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

林田 賢二(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

安達 三郎(全機金) 

高張  繁(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

伊藤 昭士(三協労組) 

佐藤 敬治(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

小比木栄二(自動車総連) 

1987年度 
1986年９月 

▼ 

1987年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 米倉 重作(電機労連) 

中川 隆志(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

坂本 光彦(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

山口  勇(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

加園 良久(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普    

【嘱託】松本 博 

1988年度 
1987年９月 

▼ 

1988年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金同盟) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 米倉 重作(電機労連) 

中川 隆志(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金同盟) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

奥村 博信(自動車総連)

千葉  登(鉄鋼労連) 

山口  勇(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

今泉  昭(全金同盟) 

佐々木 毅(全金同盟) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

加園 良久(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

三橋 米人(小西六労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

藤野  勝(電機労連) 

築島幸三郎(自動車総連) 

1989年度 
1988年９月 

▼ 

1989年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金連合) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 

（第２代） 

小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

津田 和良(全金連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

井藤 隆俊(自動車総連)

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

森  英昭(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(全金連合) 

今泉  昭(全金連合) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

菅原  晃(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

松本 宣雄(コニカ労組) 

松尾 智延(三協労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

直嶋 正行(自動車総連) 

佐々木 毅(全金連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1990年度 
1989年９月 

▼ 

1990年８月 

中村 卓彦(鉄鋼労連) 藁科 満治(電機労連) 

得本 輝人(自動車総連) 

新沼  行(鉄鋼労連) 

有村 利範(造船重機労連) 

藤原  巌(全金連合) 

前川 忠夫(全機金) 

瀬戸 一郎(本部) 

  小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

福島 政男(造船重機労連) 

塩本 勝治(全金連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野田朝栄(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

井藤 隆俊(自動車総連)

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

森  英昭(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(全金連合) 

今泉  昭(全金連合) 

金子 瀧雄(全機金) 

高村  豊(全機金) 

菅原  晃(キヤノン労組)

利根川貞明(キャタ三菱労組)

松本 宣雄(コニカ労組) 

矢崎 勝美(三協労組) 

桜井  武(全岡村労組) 

直嶋 正行(自動車総連) 

佐々木 毅(全金連合) 

1991年度 
1990年９月 

▼ 

1991年９月 

得本 輝人(自動車総連) 

（第４代） 

岩山 保雄(電機労連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

前川 忠夫(金属機械) 

市原 道博(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

米田  清(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野 敬三(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

伊東 金良(自動車総連)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(ゼンキン連合)

今泉  昭(ゼンキン連合)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

横山 勝利(全電線) 

野崎 民二(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

太田 考一(キヤノン労組) 

松本 宣雄(コニカ労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

浅貝  稔(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1992年度 
1991年９月 

▼ 

1992年９月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機労連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

橋村 良夫(金属機械) 

市原 道博(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

米田  清(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野 敬三(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

伊東 金良(自動車総連)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(ゼンキン連合)

今泉  昭(ゼンキン連合)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

菊池 邑允(全電線) 

長谷川 洋(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

太田 考一(キヤノン労組) 

松本 宣雄(コニカ労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

浅貝  稔(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1993年度 
1992年９月 

▼ 

1993年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

橋村 良夫(金属機械) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

岡田  勝(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

阿島 征夫(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

今泉  昭(ゼンキン連合)

高橋 文男(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

中川 幹雄(造船重機労連)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

斎藤 常夫(全電線) 

長谷川 洋(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

野口 一彦(キヤノン労組) 

矢崎 勝美(三協労組)☆ 

桜井  武(全岡村労連) 

☆印は、三協労組が93.1

に電機連合に加盟したこと

にともない退任 

山尾  悟(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 丸岡 直子 小松 千春 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】鎌倉 泰彦 高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(1993.7.31退任)  

小島 正剛(所長1993.8.1～) 

安齋 智子(1993.12.31退職) 

畑 恒夫(副所長1993.9.1～) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1994年度 
1993年９月 

▼ 

1994年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

前川 忠夫(金属機械) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

岡田  勝(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

阿島 征夫(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

中川 幹雄(造船重機労連)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

野口 一彦(キヤノン労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

山尾  悟(鉄鋼労連) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

1995年度 
1994年９月 

▼ 

1995年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

前川 忠夫(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 

（第３代） 

森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

今井 正広(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄連合) 

佐々木俊一(非鉄連合) 

尾崎 善之(キヤノン労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子＊ 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 小松 千春 

【企画局】松永 裕彦＊ 浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁

【国際局】鎌倉 泰彦＊ 高城 牧子 岩井 伸哉 青山 智洋

【IMF東アジア事務所】小島 正剛(所長) 畑 恒夫(副所長)

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1996年に退職 

1996年度 
1995年９月 

▼ 

1996年９月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

今井 正広(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

大山 勝也(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

※直加盟組合脱退 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

1997年度 
1996年９月 

▼ 

1997年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄連合) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

直理 勝也(電機連合) 

小野 敬三(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 瀬川 信行(鉄鋼労連) 

金子 瀧雄(金属機械) 

大山 勝也(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

松本 久司(全 電 線) 

高木 幹人(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

高橋  実(非鉄連合) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 小松 千春＊ 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 青山 智洋＊ 松崎 寛

【IMF東アジア事務所】小島 正剛(所長)＊ 畑 恒夫(副所長)

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1998年に退職 

1998年度 
1997年９月 

▼ 

1998年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄連合) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

直理 勝也(電機連合) 

小野 敬三(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

関根  甫(ゼンキン連合)

小柳 忠久(ゼンキン連合)

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

瀬川 信行(鉄鋼労連) 

小山 正樹(金属機械) 

 高村  豊(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

高木 幹人(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

高橋  実(非鉄連合) 

  津田弥太郎(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

1999年度 
1998年９月 

▼ 

1999年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

北浦 昌興(金属機械) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

関根  甫(ゼンキン連合)

小柳 忠久(ゼンキン連合)

小山 正樹(金属機械) 

 高村  豊(金属機械) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

瀬川 信行(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

伊藤 誠享(非鉄連合) 

津田弥太郎(ゼンキン連合) 

宮崎 武士(非鉄連合) 

 

 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁＊ 安藤 正樹

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 松崎 寛 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1999年に退職 

－472－

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1992年度 
1991年９月 

▼ 

1992年９月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機労連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

橋村 良夫(金属機械) 

市原 道博(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

米田  清(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野 敬三(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

伊東 金良(自動車総連)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(ゼンキン連合)

今泉  昭(ゼンキン連合)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

菊池 邑允(全電線) 

長谷川 洋(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

太田 考一(キヤノン労組) 

松本 宣雄(コニカ労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

浅貝  稔(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1993年度 
1992年９月 

▼ 

1993年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

橋村 良夫(金属機械) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

岡田  勝(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

阿島 征夫(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

今泉  昭(ゼンキン連合)

高橋 文男(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

中川 幹雄(造船重機労連)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

斎藤 常夫(全電線) 

長谷川 洋(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

野口 一彦(キヤノン労組) 

矢崎 勝美(三協労組)☆ 

桜井  武(全岡村労連) 

☆印は、三協労組が93.1

に電機連合に加盟したこと

にともない退任 

山尾  悟(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 丸岡 直子 小松 千春 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】鎌倉 泰彦 高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(1993.7.31退任)  

小島 正剛(所長1993.8.1～) 

安齋 智子(1993.12.31退職) 

畑 恒夫(副所長1993.9.1～) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1994年度 
1993年９月 

▼ 

1994年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

前川 忠夫(金属機械) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

岡田  勝(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

阿島 征夫(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

中川 幹雄(造船重機労連)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

野口 一彦(キヤノン労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

山尾  悟(鉄鋼労連) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

1995年度 
1994年９月 

▼ 

1995年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

前川 忠夫(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 

（第３代） 

森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

今井 正広(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄連合) 

佐々木俊一(非鉄連合) 

尾崎 善之(キヤノン労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子＊ 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 小松 千春 

【企画局】松永 裕彦＊ 浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁

【国際局】鎌倉 泰彦＊ 高城 牧子 岩井 伸哉 青山 智洋

【IMF東アジア事務所】小島 正剛(所長) 畑 恒夫(副所長)

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1996年に退職 

1996年度 
1995年９月 

▼ 

1996年９月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

今井 正広(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

大山 勝也(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

※直加盟組合脱退 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

1997年度 
1996年９月 

▼ 

1997年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄連合) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

直理 勝也(電機連合) 

小野 敬三(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 瀬川 信行(鉄鋼労連) 

金子 瀧雄(金属機械) 

大山 勝也(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

松本 久司(全 電 線) 

高木 幹人(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

高橋  実(非鉄連合) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 小松 千春＊ 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 青山 智洋＊ 松崎 寛

【IMF東アジア事務所】小島 正剛(所長)＊ 畑 恒夫(副所長)

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1998年に退職 

1998年度 
1997年９月 

▼ 

1998年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄連合) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

直理 勝也(電機連合) 

小野 敬三(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

関根  甫(ゼンキン連合)

小柳 忠久(ゼンキン連合)

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

瀬川 信行(鉄鋼労連) 

小山 正樹(金属機械) 

 高村  豊(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

高木 幹人(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

高橋  実(非鉄連合) 

  津田弥太郎(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

1999年度 
1998年９月 

▼ 

1999年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

北浦 昌興(金属機械) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

関根  甫(ゼンキン連合)

小柳 忠久(ゼンキン連合)

小山 正樹(金属機械) 

 高村  豊(金属機械) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

瀬川 信行(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

伊藤 誠享(非鉄連合) 

津田弥太郎(ゼンキン連合) 

宮崎 武士(非鉄連合) 

 

 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁＊ 安藤 正樹

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 松崎 寛 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1999年に退職 

－473－
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1992年度 
1991年９月 

▼ 

1992年９月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機労連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

橋村 良夫(金属機械) 

市原 道博(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

米田  清(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野 敬三(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

伊東 金良(自動車総連)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(ゼンキン連合)

今泉  昭(ゼンキン連合)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

菊池 邑允(全電線) 

長谷川 洋(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

太田 考一(キヤノン労組) 

松本 宣雄(コニカ労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

浅貝  稔(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1993年度 
1992年９月 

▼ 

1993年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

橋村 良夫(金属機械) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

岡田  勝(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

阿島 征夫(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

今泉  昭(ゼンキン連合)

高橋 文男(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

中川 幹雄(造船重機労連)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

斎藤 常夫(全電線) 

長谷川 洋(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

野口 一彦(キヤノン労組) 

矢崎 勝美(三協労組)☆ 

桜井  武(全岡村労連) 

☆印は、三協労組が93.1

に電機連合に加盟したこと

にともない退任 

山尾  悟(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 丸岡 直子 小松 千春 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】鎌倉 泰彦 高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(1993.7.31退任)  

小島 正剛(所長1993.8.1～) 

安齋 智子(1993.12.31退職) 

畑 恒夫(副所長1993.9.1～) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1994年度 
1993年９月 

▼ 

1994年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

前川 忠夫(金属機械) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

岡田  勝(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

阿島 征夫(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

中川 幹雄(造船重機労連)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

野口 一彦(キヤノン労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

山尾  悟(鉄鋼労連) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

1995年度 
1994年９月 

▼ 

1995年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

前川 忠夫(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 

（第３代） 

森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

今井 正広(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄連合) 

佐々木俊一(非鉄連合) 

尾崎 善之(キヤノン労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子＊ 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 小松 千春 

【企画局】松永 裕彦＊ 浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁

【国際局】鎌倉 泰彦＊ 高城 牧子 岩井 伸哉 青山 智洋

【IMF東アジア事務所】小島 正剛(所長) 畑 恒夫(副所長)

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1996年に退職 

1996年度 
1995年９月 

▼ 

1996年９月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

今井 正広(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

大山 勝也(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

※直加盟組合脱退 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

1997年度 
1996年９月 

▼ 

1997年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄連合) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

直理 勝也(電機連合) 

小野 敬三(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 瀬川 信行(鉄鋼労連) 

金子 瀧雄(金属機械) 

大山 勝也(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

松本 久司(全 電 線) 

高木 幹人(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

高橋  実(非鉄連合) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 小松 千春＊ 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 青山 智洋＊ 松崎 寛

【IMF東アジア事務所】小島 正剛(所長)＊ 畑 恒夫(副所長)

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1998年に退職 

1998年度 
1997年９月 

▼ 

1998年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄連合) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

直理 勝也(電機連合) 

小野 敬三(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

関根  甫(ゼンキン連合)

小柳 忠久(ゼンキン連合)

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

瀬川 信行(鉄鋼労連) 

小山 正樹(金属機械) 

 高村  豊(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

高木 幹人(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

高橋  実(非鉄連合) 

  津田弥太郎(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

1999年度 
1998年９月 

▼ 

1999年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

北浦 昌興(金属機械) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

関根  甫(ゼンキン連合)

小柳 忠久(ゼンキン連合)

小山 正樹(金属機械) 

 高村  豊(金属機械) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

瀬川 信行(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

伊藤 誠享(非鉄連合) 

津田弥太郎(ゼンキン連合) 

宮崎 武士(非鉄連合) 

 

 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁＊ 安藤 正樹

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 松崎 寛 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1999年に退職 

－472－

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

1992年度 
1991年９月 

▼ 

1992年９月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機労連) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

橋村 良夫(金属機械) 

市原 道博(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

瀬戸 一郎(本部) 

梅原 志朗(電機労連) 小島 正剛(本部)＊事務局

長代理 

山本 修己(自動車総連) 

米田  清(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

鈴木 勝利(電機労連) 

小野 敬三(電機労連) 

草野 忠義(自動車総連)

伊東 金良(自動車総連)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

森内 光彦(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

 中川 幹雄(造船重機労連)

中條 蔵實(ゼンキン連合)

今泉  昭(ゼンキン連合)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

菊池 邑允(全電線) 

長谷川 洋(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

太田 考一(キヤノン労組) 

松本 宣雄(コニカ労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

浅貝  稔(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 内田 善美 丸岡 直子 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】畑 恒夫 鎌倉 泰彦 高城 牧子 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(所長)  

小島 正剛(副所長) 安齋 智子

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1993年度 
1992年９月 

▼ 

1993年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

江口  亨(ゼンキン連合) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

橋村 良夫(金属機械) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

岡田  勝(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

阿島 征夫(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

今泉  昭(ゼンキン連合)

高橋 文男(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

中川 幹雄(造船重機労連)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

斎藤 常夫(全電線) 

長谷川 洋(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

野口 一彦(キヤノン労組) 

矢崎 勝美(三協労組)☆ 

桜井  武(全岡村労連) 

☆印は、三協労組が93.1

に電機連合に加盟したこと

にともない退任 

山尾  悟(鉄鋼労連) 

相馬 末一(ゼンキン連合) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子 

【組織局】渡辺美知夫 丸岡 直子 小松 千春 

【企画局】松永 裕彦 浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】鎌倉 泰彦 高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF東アジア事務所】瀬戸 一郎(1993.7.31退任)  

小島 正剛(所長1993.8.1～) 

安齋 智子(1993.12.31退職) 

畑 恒夫(副所長1993.9.1～) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

1994年度 
1993年９月 

▼ 

1994年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

鷲尾 悦也(鉄鋼労連) 

伊藤 祐禎(造船重機労連) 

前川 忠夫(金属機械) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

梅原 志朗(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

岡田  勝(鉄鋼労連) 

小島 吉蔵(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

阿島 征夫(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連)

中川 幹雄(造船重機労連)

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

野口 一彦(キヤノン労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

山尾  悟(鉄鋼労連) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

1995年度 
1994年９月 

▼ 

1995年８月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

前川 忠夫(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

菊地 邑允(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 

（第３代） 

森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

今井 正広(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

嶋田 一夫(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄連合) 

佐々木俊一(非鉄連合) 

尾崎 善之(キヤノン労組) 

桜井  武(全岡村労連) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

【総務局】満田 典子 大内 孝子＊ 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 小松 千春 

【企画局】松永 裕彦＊ 浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁

【国際局】鎌倉 泰彦＊ 高城 牧子 岩井 伸哉 青山 智洋

【IMF東アジア事務所】小島 正剛(所長) 畑 恒夫(副所長)

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1996年に退職 

1996年度 
1995年９月 

▼ 

1996年９月 

得本 輝人(自動車総連) 岩山 保雄(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄金属労連) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 森  敏雄(自動車総連) 

塩本 勝治(ゼンキン連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

鈴木 勝利(電機連合) 

今井 正広(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

檜皮谷壹保(鉄鋼労連) 

 小栗 啓豊(鉄鋼労連) 

大山 勝也(金属機械) 

金子 瀧雄(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

斎藤 常夫(全電線) 

福田  修(全電線) 

藤原 順孚(非鉄金属労連) 

佐々木俊一(非鉄金属労連) 

※直加盟組合脱退 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

1997年度 
1996年９月 

▼ 

1997年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄連合) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

直理 勝也(電機連合) 

小野 敬三(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

加藤 裕治(自動車総連)

相馬 末一(ゼンキン連合)

関根  甫(ゼンキン連合)

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 瀬川 信行(鉄鋼労連) 

金子 瀧雄(金属機械) 

大山 勝也(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

松本 久司(全 電 線) 

高木 幹人(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

高橋  実(非鉄連合) 

笹川  博(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 小松 千春＊ 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 青山 智洋＊ 松崎 寛

【IMF東アジア事務所】小島 正剛(所長)＊ 畑 恒夫(副所長)

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1998年に退職 

1998年度 
1997年９月 

▼ 

1998年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

衞藤辨一郎(鉄鋼労連) 

北浦 昌興(金属機械) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

徳永 直規(全電線) 

姫野 庄三(非鉄連合) 

小島 正剛(本部) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

土田 良雄(造船重機労連) 

直理 勝也(電機連合) 

小野 敬三(電機連合) 

高橋 由夫(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

関根  甫(ゼンキン連合)

小柳 忠久(ゼンキン連合)

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

瀬川 信行(鉄鋼労連) 

小山 正樹(金属機械) 

 高村  豊(金属機械) 

若月 一昭(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

高木 幹人(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

高橋  実(非鉄連合) 

  津田弥太郎(ゼンキン連合) 

斎藤  誠(鉄鋼労連) 

1999年度 
1998年９月 

▼ 

1999年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連) 

服部 光朗(ゼンキン連合) 

北浦 昌興(金属機械) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

関根  甫(ゼンキン連合)

小柳 忠久(ゼンキン連合)

小山 正樹(金属機械) 

 高村  豊(金属機械) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

瀬川 信行(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

伊藤 誠享(非鉄連合) 

津田弥太郎(ゼンキン連合) 

宮崎 武士(非鉄連合) 

 

 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 小池 宣仁＊ 安藤 正樹

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 松崎 寛 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は1999年に退職 
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

2000年度 
1999年９月 

▼ 

2000年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 瀬川 信行(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

伊藤 誠享(非鉄連合) 

  大野 弘二(ＪＡＭ) 

宮崎 武士(非鉄連合) 

 

 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 松崎 寛 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

 

2001年度 
2000年９月 

▼ 

2001年９月 

草野 忠義(自動車総連) 

（第５代） 

鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

吉田 俊治(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

福井 健志(非鉄連合) 

  元永 喜紀(全電線) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

【組織総務局】渡辺美知夫 満田 典子 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉  脇坂 育子 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2002年度 
2001年９月 

▼ 

2002年９月 

鈴木 勝利(電機連合) 

（第６代） 

加藤 裕治(自動車総連) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

吉田 俊治(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

福井 健志(非鉄連合) 

  元永 喜紀(全電線) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

【組織総務局】渡辺美知夫 満田 典子 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 脇坂 育子＊ 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は2002年退職 

2003年度 
2002年９月 

▼ 

2003年９月 

鈴木 勝利(電機連合) 古賀 伸明(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連) 

福田 良雄(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

（第４代） 

若松 英幸(電機連合) 

長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

矢野 博美(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

児玉 洋二(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

内藤 純朗(造船重機労連)

山口 一郎(造船重機労連)

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

  吉田 潤一(全電線) 

馬見塚重利(非鉄連合) 

 

 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 満田 典子＊ 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

 

＊印は2003年退職 

2004年度 
2003年９月 

▼ 

2004年９月 

＊03.09.09 

基幹労連結成 

鈴木 勝利(電機連合) 古賀 伸明(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

矢野 博美(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

 石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  吉田 潤一(全電線) 

馬見塚重利(基幹労連) 

 

 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2005年度 
2004年９月 

▼ 

2005年９月 

古賀 伸明(電機連合) 

（第７代） 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

植松 良太(自動車総連) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

高比良芳紀(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

 石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

吉田 潤一(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2006年度 
2005年９月 

▼ 

2006年９月 

(05.10.28常

幹で確認) 

加藤 裕治(自動車総連) 

（第８代） 

中村 正武(電機連合) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

植松 良太(自動車総連) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

高比良芳紀(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

河野 和治(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

 内藤 純朗(基幹労連) 

石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

吉田 潤一(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2007年度 
2006年９月 

▼ 

2007年９月 

加藤 裕治(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 植松 良太(自動車総連) 

若松 英幸(電機連合) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

萩原 克彦(自動車総連)

久保秀一郎(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

古川  栄(全 電 線) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2008年度 
2007年９月 

▼ 

2008年９月 

(07.12.６協議

委員会で確認) 

加藤 裕治(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 

＊代行 

植松 良太(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

萩原 克彦(自動車総連)

久保秀一郎(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

古川  栄(全 電 線) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

－474－

  

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

2000年度 
1999年９月 

▼ 

2000年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 瀬川 信行(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

伊藤 誠享(非鉄連合) 

  大野 弘二(ＪＡＭ) 

宮崎 武士(非鉄連合) 

 

 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 松崎 寛 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

 

2001年度 
2000年９月 

▼ 

2001年９月 

草野 忠義(自動車総連) 

（第５代） 

鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

吉田 俊治(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

福井 健志(非鉄連合) 

  元永 喜紀(全電線) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

【組織総務局】渡辺美知夫 満田 典子 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉  脇坂 育子 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2002年度 
2001年９月 

▼ 

2002年９月 

鈴木 勝利(電機連合) 

（第６代） 

加藤 裕治(自動車総連) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

吉田 俊治(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

福井 健志(非鉄連合) 

  元永 喜紀(全電線) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

【組織総務局】渡辺美知夫 満田 典子 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 脇坂 育子＊ 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は2002年退職 

2003年度 
2002年９月 

▼ 

2003年９月 

鈴木 勝利(電機連合) 古賀 伸明(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連) 

福田 良雄(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

（第４代） 

若松 英幸(電機連合) 

長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

矢野 博美(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

児玉 洋二(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

内藤 純朗(造船重機労連)

山口 一郎(造船重機労連)

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

  吉田 潤一(全電線) 

馬見塚重利(非鉄連合) 

 

 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 満田 典子＊ 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

 

＊印は2003年退職 

2004年度 
2003年９月 

▼ 

2004年９月 

＊03.09.09 

基幹労連結成 

鈴木 勝利(電機連合) 古賀 伸明(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

矢野 博美(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

 石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  吉田 潤一(全電線) 

馬見塚重利(基幹労連) 

 

 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2005年度 
2004年９月 

▼ 

2005年９月 

古賀 伸明(電機連合) 

（第７代） 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

植松 良太(自動車総連) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

高比良芳紀(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

 石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

吉田 潤一(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2006年度 
2005年９月 

▼ 

2006年９月 

(05.10.28常

幹で確認) 

加藤 裕治(自動車総連) 

（第８代） 

中村 正武(電機連合) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

植松 良太(自動車総連) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

高比良芳紀(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

河野 和治(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

 内藤 純朗(基幹労連) 

石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

吉田 潤一(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2007年度 
2006年９月 

▼ 

2007年９月 

加藤 裕治(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 植松 良太(自動車総連) 

若松 英幸(電機連合) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

萩原 克彦(自動車総連)

久保秀一郎(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

古川  栄(全 電 線) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2008年度 
2007年９月 

▼ 

2008年９月 

(07.12.６協議

委員会で確認) 

加藤 裕治(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 

＊代行 

植松 良太(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

萩原 克彦(自動車総連)

久保秀一郎(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

古川  栄(全 電 線) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

－475－
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

2000年度 
1999年９月 

▼ 

2000年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 瀬川 信行(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

伊藤 誠享(非鉄連合) 

  大野 弘二(ＪＡＭ) 

宮崎 武士(非鉄連合) 

 

 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 松崎 寛 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

 

2001年度 
2000年９月 

▼ 

2001年９月 

草野 忠義(自動車総連) 

（第５代） 

鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

吉田 俊治(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

福井 健志(非鉄連合) 

  元永 喜紀(全電線) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

【組織総務局】渡辺美知夫 満田 典子 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉  脇坂 育子 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2002年度 
2001年９月 

▼ 

2002年９月 

鈴木 勝利(電機連合) 

（第６代） 

加藤 裕治(自動車総連) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

吉田 俊治(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

福井 健志(非鉄連合) 

  元永 喜紀(全電線) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

【組織総務局】渡辺美知夫 満田 典子 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 脇坂 育子＊ 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は2002年退職 

2003年度 
2002年９月 

▼ 

2003年９月 

鈴木 勝利(電機連合) 古賀 伸明(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連) 

福田 良雄(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

（第４代） 

若松 英幸(電機連合) 

長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

矢野 博美(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

児玉 洋二(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

内藤 純朗(造船重機労連)

山口 一郎(造船重機労連)

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

  吉田 潤一(全電線) 

馬見塚重利(非鉄連合) 

 

 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 満田 典子＊ 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

 

＊印は2003年退職 

2004年度 
2003年９月 

▼ 

2004年９月 

＊03.09.09 

基幹労連結成 

鈴木 勝利(電機連合) 古賀 伸明(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

矢野 博美(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

 石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  吉田 潤一(全電線) 

馬見塚重利(基幹労連) 

 

 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2005年度 
2004年９月 

▼ 

2005年９月 

古賀 伸明(電機連合) 

（第７代） 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

植松 良太(自動車総連) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

高比良芳紀(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

 石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

吉田 潤一(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2006年度 
2005年９月 

▼ 

2006年９月 

(05.10.28常

幹で確認) 

加藤 裕治(自動車総連) 

（第８代） 

中村 正武(電機連合) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

植松 良太(自動車総連) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

高比良芳紀(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

河野 和治(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

 内藤 純朗(基幹労連) 

石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

吉田 潤一(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2007年度 
2006年９月 

▼ 

2007年９月 

加藤 裕治(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 植松 良太(自動車総連) 

若松 英幸(電機連合) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

萩原 克彦(自動車総連)

久保秀一郎(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

古川  栄(全 電 線) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2008年度 
2007年９月 

▼ 

2008年９月 

(07.12.６協議

委員会で確認) 

加藤 裕治(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 

＊代行 

植松 良太(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

萩原 克彦(自動車総連)

久保秀一郎(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

古川  栄(全 電 線) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

－474－

  

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

2000年度 
1999年９月 

▼ 

2000年９月 

得本 輝人(自動車総連) 鈴木 勝利(電機連合) 

草野 忠義(自動車総連) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 大内 一憲(電機連合) 

吉田 俊治(自動車総連) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

添田 幹夫(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 瀬川 信行(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

唐澤  満(非鉄連合) 

伊藤 誠享(非鉄連合) 

  大野 弘二(ＪＡＭ) 

宮崎 武士(非鉄連合) 

 

 

【総務局】満田 典子 上口 智子 

【組織局】渡辺美知夫 脇坂 育子 

【企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 松崎 寛 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

 

2001年度 
2000年９月 

▼ 

2001年９月 

草野 忠義(自動車総連) 

（第５代） 

鈴木 勝利(電機連合) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連)

吉田 俊治(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

福井 健志(非鉄連合) 

  元永 喜紀(全電線) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

【組織総務局】渡辺美知夫 満田 典子 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉  脇坂 育子 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2002年度 
2001年９月 

▼ 

2002年９月 

鈴木 勝利(電機連合) 

（第６代） 

加藤 裕治(自動車総連) 

服部 光朗(ＪＡＭ) 

荻野 武士(鉄鋼労連) 

吉井 眞之(造船重機労連) 

舟橋  博(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

阿島 征夫(電機連合) 長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

長谷川 俊(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

吉田 俊治(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

兼子昌一郎(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連)

渡辺 三郎(造船重機労連)

大澤 保信(全 電 線) 

森  祐起(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

福井 健志(非鉄連合) 

  元永 喜紀(全電線) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

【組織総務局】渡辺美知夫 満田 典子 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 脇坂 育子＊ 

【IMF東アジア事務所】畑 恒夫(代表) 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

＊印は2002年退職 

2003年度 
2002年９月 

▼ 

2003年９月 

鈴木 勝利(電機連合) 古賀 伸明(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(鉄鋼労連) 

田中 利夫(造船重機労連) 

福田 良雄(全電線) 

渡部  智(非鉄連合) 

團野 久茂(鉄鋼労連) 

（第４代） 

若松 英幸(電機連合) 

長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

矢野 博美(造船重機労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

津田弥太郎(ＪＡＭ) 

児玉 洋二(鉄鋼労連) 

 石塚 拓郎(鉄鋼労連) 

内藤 純朗(造船重機労連)

山口 一郎(造船重機労連)

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

船木 孝治(非鉄連合) 

藤山 信裕(非鉄連合) 

  吉田 潤一(全電線) 

馬見塚重利(非鉄連合) 

 

 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 満田 典子＊ 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

 

＊印は2003年退職 

2004年度 
2003年９月 

▼ 

2004年９月 

＊03.09.09 

基幹労連結成 

鈴木 勝利(電機連合) 古賀 伸明(電機連合) 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

長村  潔(自動車総連) 

小柳 忠久(ＪＡＭ) 

矢野 博美(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

武石  忠(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

 石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  吉田 潤一(全電線) 

馬見塚重利(基幹労連) 

 

 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2005年度 
2004年９月 

▼ 

2005年９月 

古賀 伸明(電機連合) 

（第７代） 

加藤 裕治(自動車総連) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

植松 良太(自動車総連) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

高比良芳紀(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

大山 勝也(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

 石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

吉田 潤一(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2006年度 
2005年９月 

▼ 

2006年９月 

(05.10.28常

幹で確認) 

加藤 裕治(自動車総連) 

（第８代） 

中村 正武(電機連合) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

宮園 哲郎(基幹労連) 

福田 良雄(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 若松 英幸(電機連合) 

植松 良太(自動車総連) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

高比良芳紀(基幹労連) 

大福真由美(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

萩原 克彦(自動車総連)

近藤 治郎(自動車総連)

河野 和治(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

 内藤 純朗(基幹労連) 

石塚 拓郎(基幹労連) 

前田 雅昭(全 電 線) 

矢吹 智将(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

吉田 潤一(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2007年度 
2006年９月 

▼ 

2007年９月 

加藤 裕治(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

小出 幸男(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

團野 久茂(基幹労連) 植松 良太(自動車総連) 

若松 英幸(電機連合) 

中野 治理(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

萩原 克彦(自動車総連)

久保秀一郎(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

古川  栄(全 電 線) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2008年度 
2007年９月 

▼ 

2008年９月 

(07.12.６協議

委員会で確認) 

加藤 裕治(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 

＊代行 

植松 良太(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

萩原 克彦(自動車総連)

久保秀一郎(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

石村 龍治(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

古川  栄(全 電 線) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

－475－
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

2009年度 
2008年９月 

▼ 

2009年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 

（第９代） 

中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 

（第５代） 

野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

濱口  誠(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

中條 弘之(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2010年度 
2009年９月 

▼ 

2010年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

濱口  誠(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

中條 弘之(全 電 線) 

  河野 哲也(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2011年度 
2010年９月 

▼ 

2011年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 有野 正治(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

金子 晃浩(自動車総連)

浅沼 弘一(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

冨高 裕子(電機連合)＊

斉藤  常(ＪＡＭ) 

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 工藤 智司(基幹労連) 

沖中  博(基幹労連) 

西野ゆかり(基幹労連)＊

中條 弘之(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 

【IMF本部派遣】松崎 寛 

※2012年６月にｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾕﾆｵﾝ結成 

2012年度 
2011年９月 

▼ 

2012年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

金子 晃浩(自動車総連)

浅沼 弘一(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

冨高 裕子(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

早川 行雄(ＪＡＭ) 

 工藤 智司(基幹労連) 

沖中  博(基幹労連) 

西野ゆかり(基幹労連)＊

中條 弘之(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

2013年度 
2012年９月 

▼ 

2013年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 相原 康伸(自動車総連) 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 平川 秀行(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

堀  秀成(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

浅沼 弘一(電機連合) 

岡本 昌史(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 早川 行雄(ＪＡＭ) 

工藤 智司(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

伊藤  清(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【政策企画局】浅井 茂利 石本 秀彦 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 安藤 正樹＊ 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

＊印は2012年退職 

2014年度 

2013年９月 

▼ 

2014年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 相原 康伸(自動車総連) 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

澤田 和男(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 平川 秀行(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

堀  秀成(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

浅沼 弘一(電機連合) 

岡本 昌史(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 川野 英樹(ＪＡＭ) 

秋元みゆき(ＪＡＭ)＊ 

工藤 智司(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

市川 雅朗(全 電 線) 

阿曽 正之(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【財務・会計担当】岩本真知子 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 石本 秀彦 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

2015年度 

2014年９月 

▼ 

2015年９月 

相原 康伸(自動車総連) 

（第10代） 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

工藤 智司(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

浅沼 弘一(電機連合) 

（第６代） 

藤冨 健一(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

光田 篤史(自動車総連)

野中 孝泰(電機連合) 

矢木 孝幸(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 川野 英樹(ＪＡＭ) 

秋元みゆき(ＪＡＭ)＊ 

神田 健一(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

岩本  潮(全 電 線) 

佐藤 裕二(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

石井 直樹(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【財務・会計担当】岩本真知子＊ 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 石本 秀彦  

横田 康人 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

＊印は2015年３月退職 

－476－

 

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

2009年度 
2008年９月 

▼ 

2009年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 

（第９代） 

中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 

（第５代） 

野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

濱口  誠(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

中條 弘之(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2010年度 
2009年９月 

▼ 

2010年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

濱口  誠(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

中條 弘之(全 電 線) 

  河野 哲也(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2011年度 
2010年９月 

▼ 

2011年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 有野 正治(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

金子 晃浩(自動車総連)

浅沼 弘一(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

冨高 裕子(電機連合)＊

斉藤  常(ＪＡＭ) 

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 工藤 智司(基幹労連) 

沖中  博(基幹労連) 

西野ゆかり(基幹労連)＊

中條 弘之(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 

【IMF本部派遣】松崎 寛 

※2012年６月にｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾕﾆｵﾝ結成 

2012年度 
2011年９月 

▼ 

2012年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

金子 晃浩(自動車総連)

浅沼 弘一(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

冨高 裕子(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

早川 行雄(ＪＡＭ) 

 工藤 智司(基幹労連) 

沖中  博(基幹労連) 

西野ゆかり(基幹労連)＊

中條 弘之(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

2013年度 
2012年９月 

▼ 

2013年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 相原 康伸(自動車総連) 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 平川 秀行(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

堀  秀成(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

浅沼 弘一(電機連合) 

岡本 昌史(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 早川 行雄(ＪＡＭ) 

工藤 智司(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

伊藤  清(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【政策企画局】浅井 茂利 石本 秀彦 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 安藤 正樹＊ 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

＊印は2012年退職 

2014年度 

2013年９月 

▼ 

2014年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 相原 康伸(自動車総連) 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

澤田 和男(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 平川 秀行(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

堀  秀成(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

浅沼 弘一(電機連合) 

岡本 昌史(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 川野 英樹(ＪＡＭ) 

秋元みゆき(ＪＡＭ)＊ 

工藤 智司(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

市川 雅朗(全 電 線) 

阿曽 正之(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【財務・会計担当】岩本真知子 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 石本 秀彦 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

2015年度 

2014年９月 

▼ 

2015年９月 

相原 康伸(自動車総連) 

（第10代） 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

工藤 智司(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

浅沼 弘一(電機連合) 

（第６代） 

藤冨 健一(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

光田 篤史(自動車総連)

野中 孝泰(電機連合) 

矢木 孝幸(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 川野 英樹(ＪＡＭ) 

秋元みゆき(ＪＡＭ)＊ 

神田 健一(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

岩本  潮(全 電 線) 

佐藤 裕二(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

石井 直樹(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【財務・会計担当】岩本真知子＊ 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 石本 秀彦  

横田 康人 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

＊印は2015年３月退職 

－477－
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期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

2009年度 
2008年９月 

▼ 

2009年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 

（第９代） 

中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 

（第５代） 

野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

濱口  誠(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

中條 弘之(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2010年度 
2009年９月 

▼ 

2010年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

濱口  誠(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

中條 弘之(全 電 線) 

  河野 哲也(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2011年度 
2010年９月 

▼ 

2011年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 有野 正治(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

金子 晃浩(自動車総連)

浅沼 弘一(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

冨高 裕子(電機連合)＊

斉藤  常(ＪＡＭ) 

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 工藤 智司(基幹労連) 

沖中  博(基幹労連) 

西野ゆかり(基幹労連)＊

中條 弘之(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 

【IMF本部派遣】松崎 寛 

※2012年６月にｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾕﾆｵﾝ結成 

2012年度 
2011年９月 

▼ 

2012年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

金子 晃浩(自動車総連)

浅沼 弘一(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

冨高 裕子(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

早川 行雄(ＪＡＭ) 

 工藤 智司(基幹労連) 

沖中  博(基幹労連) 

西野ゆかり(基幹労連)＊

中條 弘之(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

2013年度 
2012年９月 

▼ 

2013年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 相原 康伸(自動車総連) 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 平川 秀行(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

堀  秀成(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

浅沼 弘一(電機連合) 

岡本 昌史(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 早川 行雄(ＪＡＭ) 

工藤 智司(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

伊藤  清(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【政策企画局】浅井 茂利 石本 秀彦 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 安藤 正樹＊ 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

＊印は2012年退職 

2014年度 

2013年９月 

▼ 

2014年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 相原 康伸(自動車総連) 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

澤田 和男(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 平川 秀行(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

堀  秀成(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

浅沼 弘一(電機連合) 

岡本 昌史(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 川野 英樹(ＪＡＭ) 

秋元みゆき(ＪＡＭ)＊ 

工藤 智司(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

市川 雅朗(全 電 線) 

阿曽 正之(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【財務・会計担当】岩本真知子 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 石本 秀彦 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

2015年度 

2014年９月 

▼ 

2015年９月 

相原 康伸(自動車総連) 

（第10代） 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

工藤 智司(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

浅沼 弘一(電機連合) 

（第６代） 

藤冨 健一(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

光田 篤史(自動車総連)

野中 孝泰(電機連合) 

矢木 孝幸(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 川野 英樹(ＪＡＭ) 

秋元みゆき(ＪＡＭ)＊ 

神田 健一(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

岩本  潮(全 電 線) 

佐藤 裕二(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

石井 直樹(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【財務・会計担当】岩本真知子＊ 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 石本 秀彦  

横田 康人 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

＊印は2015年３月退職 

－476－

 

期 議長 副議長 事務局長 事務局次長   常任幹事 会計監査 事務局 

2009年度 
2008年９月 

▼ 

2009年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 

（第９代） 

中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 

（第５代） 

野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

濱口  誠(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

大野 弘二(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

中條 弘之(全 電 線) 

  小山 正樹(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2010年度 
2009年９月 

▼ 

2010年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 中村 正武(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

内藤 純朗(基幹労連) 

前田 雅昭(全電線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

米内 顕二(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

濱口  誠(自動車総連)

泉田 和洋(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

斉藤  常(ＪＡＭ) 

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

 沖中  博(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

中條 弘之(全 電 線) 

  河野 哲也(ＪＡＭ) 

高橋 英人(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策局】浅井 茂利 松崎 寛 

【労働政策局】諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】高城 牧子 岩井 伸哉 

【IMF本部派遣】鎌田 普 

2011年度 
2010年９月 

▼ 

2011年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 有野 正治(電機連合) 

河野 和治(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

金子 晃浩(自動車総連)

浅沼 弘一(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

冨高 裕子(電機連合)＊

斉藤  常(ＪＡＭ) 

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 工藤 智司(基幹労連) 

沖中  博(基幹労連) 

西野ゆかり(基幹労連)＊

中條 弘之(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

【組織総務局】渡辺美知夫 上口 智子 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 安藤 正樹 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 

【IMF本部派遣】松崎 寛 

※2012年６月にｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾕﾆｵﾝ結成 

2012年度 
2011年９月 

▼ 

2012年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 野木 正弘(自動車総連) 

滑川 太一(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

相原 康伸(自動車総連)

金子 晃浩(自動車総連)

浅沼 弘一(電機連合) 

中島 武士(電機連合) 

冨高 裕子(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

早川 行雄(ＪＡＭ) 

 工藤 智司(基幹労連) 

沖中  博(基幹労連) 

西野ゆかり(基幹労連)＊

中條 弘之(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

2013年度 
2012年９月 

▼ 

2013年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 相原 康伸(自動車総連) 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

神津里季生(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 平川 秀行(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

堀  秀成(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

浅沼 弘一(電機連合) 

岡本 昌史(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 早川 行雄(ＪＡＭ) 

工藤 智司(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

伊藤  清(全 電 線) 

市川 雅朗(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【政策企画局】浅井 茂利 石本 秀彦 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 安藤 正樹＊ 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

＊印は2012年退職 

2014年度 

2013年９月 

▼ 

2014年９月 

西原浩一郎(自動車総連) 相原 康伸(自動車総連) 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

澤田 和男(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

若松 英幸(電機連合) 平川 秀行(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

堀  秀成(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

浅沼 弘一(電機連合) 

岡本 昌史(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 川野 英樹(ＪＡＭ) 

秋元みゆき(ＪＡＭ)＊ 

工藤 智司(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

市川 雅朗(全 電 線) 

阿曽 正之(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

川瀬 良彦(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【財務・会計担当】岩本真知子 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 石本 秀彦 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

2015年度 

2014年９月 

▼ 

2015年９月 

相原 康伸(自動車総連) 

（第10代） 

有野 正治(電機連合) 

眞中 行雄(ＪＡＭ) 

工藤 智司(基幹労連) 

海老ヶ瀬豊(全 電 線) 

浅沼 弘一(電機連合) 

（第６代） 

藤冨 健一(自動車総連) 

遠藤  勝(ＪＡＭ) 

井上 昌弘(基幹労連) 

郡司 典好(自動車総連)

冨田 珠代(自動車総連)＊

光田 篤史(自動車総連)

野中 孝泰(電機連合) 

矢木 孝幸(電機連合) 

半沢 美幸(電機連合)＊

宮本 礼一(ＪＡＭ) 

 川野 英樹(ＪＡＭ) 

秋元みゆき(ＪＡＭ)＊ 

神田 健一(基幹労連) 

近藤  之(基幹労連) 

袈裟丸暢子(基幹労連)＊

岩本  潮(全 電 線) 

佐藤 裕二(全 電 線) 

 

＊女性 

  吉沢 勇次(基幹労連) 

石井 直樹(全電線) 

 

 

【組織総務局】上口 智子 渡辺美知夫 

【財務・会計担当】岩本真知子＊ 

【政策企画局】浅井 茂利 諏訪美千代 

【国際局】岩井 伸哉 高城 牧子 石本 秀彦  

横田 康人 

【ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｵｰﾙ派遣】松崎 寛 

＊印は2015年３月退職 
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議長(代表) 所属 事務局長 所属 議長(代表) 所属 事務局長 所属

1964 昭和 39

1965 40

1966 41

1967 42 【北海道地連】1968年１月16日結成 【東北地連】1968年３月２日結成

1968 43 上西　　清 鉄鋼労連 加藤徳治郎 鉄鋼労連 黒滝　　勇 鉄鋼労連 後藤　　操 鉄鋼労連

1969 44 上西　　清 鉄鋼労連 加藤徳治郎 鉄鋼労連 黒滝　　勇 鉄鋼労連 後藤　　操 鉄鋼労連

1970 45 上西　　清 鉄鋼労連 加藤徳治郎 鉄鋼労連 佐々木健介 鉄鋼労連 後藤　　操 鉄鋼労連

1971 46 佐藤　道雄 鉄鋼労連 大野吉三郎 鉄鋼労連 佐々木健介 鉄鋼労連 今沢　武男 鉄鋼労連

1972 47 佐藤　道雄 鉄鋼労連 大野吉三郎 鉄鋼労連 佐々木健介 鉄鋼労連 今沢　武男 鉄鋼労連

1973 48 大広　　清 鉄鋼労連 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 今沢　武男 鉄鋼労連

1974 49 大広　　清 鉄鋼労連 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 酒井　　宏 鉄鋼労連

1975 50 大広　　清 鉄鋼労連 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 酒井　　宏 鉄鋼労連

1976 51 大広　　清 鉄鋼労連 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1977 52 大広　　清 鉄鋼労連 中東　三好 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 千葉　茂人 鉄鋼労連

1978 53 大広　　清 鉄鋼労連 中東　三好 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 千葉　茂人 鉄鋼労連

1979 54 大野吉三郎 鉄鋼労連 高橋　一栄 鉄鋼労連 高橋　　豪 鉄鋼労連 石山　義憲 鉄鋼労連

1980 55 大野吉三郎 鉄鋼労連 高橋　一栄 鉄鋼労連 高橋　　豪 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1981 56 大野吉三郎 鉄鋼労連 仲川亮四郎 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1982 57 大野吉三郎 鉄鋼労連 仲川亮四郎 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1983 58 大野吉三郎 鉄鋼労連 仲川亮四郎 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1984 59 大野吉三郎 鉄鋼労連 高橋　一栄 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1985 60 米田　　清 鉄鋼労連 高山　秋夫 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1986 61 米田　　清 鉄鋼労連 高山　秋夫 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1987 62 米田　　清 鉄鋼労連 石本　雅史 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1988 63 米田　　清 鉄鋼労連 石本　雅史 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1989 平成 １ 米田　　清 鉄鋼労連 石本　雅史 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1990 ２ 米田　　清 鉄鋼労連 石本　雅史 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1991 ３ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 我妻　静夫 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 引地　　智 電機連合

1992 ４ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 我妻　静夫 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 引地　　智 電機連合

1993 ５ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 我妻　静夫 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 引地　　智 電機連合

1994 ６ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 高橋　一栄 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 引地　　智 電機連合

1995 ７ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 渡部　正寿 鉄鋼労連 後藤　　潔 電機連合 引地　　智 電機連合

1996 ８ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 渡部　正寿 鉄鋼労連 後藤　　潔 電機連合 引地　　智 電機連合

1997 ９ 高橋　一栄 鉄鋼労連 大柄恵司郎 鉄鋼労連 遠藤　清逸 電機連合 引地　　智 電機連合

1998 10 高橋　一栄 鉄鋼労連 大柄恵司郎 鉄鋼労連 遠藤　清逸 電機連合 引地　　智 電機連合

1999 11 高橋　一栄 鉄鋼労連 渡辺　敏明 自動車総連 遠藤　清逸 電機連合 引地　　智 電機連合

2000 12 高橋　一栄 鉄鋼労連 渡辺　敏明 自動車総連 遠藤　清逸 電機連合 引地　　智 電機連合

2001 13 高橋　一栄 鉄鋼労連 清水　　香 電機連合 遠藤　清逸 電機連合 大友　勝彦 自動車総連

2002 14 高橋　一栄 鉄鋼労連 清水　　香 電機連合 遠藤　清逸 電機連合 大友　勝彦 自動車総連

2003 15 － － 大柄恵司郎 鉄鋼労連 － － 樂山　　勲 自動車総連

2004 16 渡部　正寿 基幹労連 大柄恵司郎 鉄鋼労連 遠藤　清逸 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2005 17 渡部　正寿 基幹労連 大柄恵司郎 鉄鋼労連 遠藤　清逸 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2006 18 渡部　正寿 基幹労連 大柄恵司郎 基幹労連 遠藤　清逸 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2007 19 菅原　　登 基幹労連 荒川　孝志 基幹労連 小野寺正志 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2008 20 菅原　　登 基幹労連 荒川　孝志 基幹労連 小野寺正志 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2009 21 菅原　　登 基幹労連 岩本　尚典 自動車総連 塚本　静男 電機連合 小松　政春 電機連合

2010 22 菅原　　登 基幹労連 岩本　尚典 自動車総連 塚本　静男 電機連合 小松　政春 電機連合

2011 23 菅原　　登 基幹労連 仙石　　章 電機連合 菅野　健司 電機連合 小松　政春 電機連合

2012 24 菅原　　登 基幹労連 仙石　　章 電機連合 菅野　健司 電機連合 小松　政春 電機連合

2013 25 岩本　尚典 自動車総連 高野　聖久 ＪＡＭ 菅野　義雄 電機連合 佐藤　勝彦 ＪＡＭ

2014 26 岩本　尚典 自動車総連 高野　聖久 ＪＡＭ 菅野　義雄 電機連合 佐藤　勝彦 ＪＡＭ

2015 27 岩本　尚典 自動車総連 平田　　豊 基幹労連 菅野　義雄 電機連合 佐藤　勝彦 ＪＡＭ

【北海道ブロック】2002年10月24日設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

北海道 東　北

金属労協地連及び地方ブロック歴代代表・事務局長一覧

【東北ブロック】2002年11月13日設置。

年度
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1964 昭和 39

1965 40

1966 41

1967 42

1968 43

1969 44

1970 45

1971 46

1972 47

1973 48

1974 49

1975 50

1976 51

1977 52

1978 53

1979 54

1980 55

1981 56

1982 57

1983 58

1984 59

1985 60

1986 61

1987 62

1988 63

1989 平成 １

1990 ２

1991 ３

1992 ４

1993 ５

1994 ６

1995 ７

1996 ８

1997 ９

1998 10

1999 11

2000 12

2001 13

2002 14

2003 15

2004 16

2005 17

2006 18

2007 19

2008 20

2009 21

2010 22

2011 23

2012 24

2013 25

2014 26

2015 27

金属

年度 議長(代表) 所属 事務局長 所属 議長(代表) 所属 事務局長 所属

【関東地連】1964年11月９日結成

白石　　勇 電機労連 永井　章三 電機労連

白石　　勇 電機労連 近藤　正己 電機労連

中堂　　弘 自動車労連 近藤　正己 電機労連 【北信越地連】1967年３月25日結成

西野　正平 電機労連 近藤　正己 電機労連 佐藤　　進 電機連合 岡村　達雄 津上製作所

工藤　文一 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 佐藤　　進 電機連合 岡村　達雄 津上製作所

多田　　弘 金属機械 浅野　　浩 電機神奈川 片口　修三 日本鋼管富山 遠藤　武芳 富士通長野

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 片口　修三 日本鋼管富山 遠藤　武芳 富士通長野

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 片口　修三 日本鋼管富山 遠藤　武芳 富士通長野

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 岡村　達雄 津上製作所 磯野　信之 日本鋼管富山

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 岡村　達雄 津上製作所 磯野　信之 日本鋼管富山

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 沢山　孟彦 電機労連 米田　　実 不二越富山

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 沢山　孟彦 電機労連 米田　　実 不二越富山

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 磯野　信之 日本鋼管富山 佐野　利男 日本鋼管富山

小野　誠治 自動車労連 浅野　　浩 電機神奈川 磯野　信之 日本鋼管富山 佐野　利男 日本鋼管富山

小野　誠治 自動車労連 浅野　　浩 電機神奈川 遠藤　武芳 富士通長野 原田　美登 電機信越

小野　誠治 自動車労連 浅野　　浩 電機神奈川 遠藤　武芳 富士通長野 原田　美登 電機信越

斉藤　親生 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 高橋　昭二 津上製作所 的山　勇治 不二越富山

斉藤　親生 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 高橋　昭二 津上製作所 的山　勇治 不二越富山

高井　　勝 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 若月　二郎 日本鋼管新潟 荒木　泰行 日重化高岡

高井　　勝 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 若月　二郎 日本鋼管新潟 荒木　泰行 日重化高岡

山岸　八郎 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 鈴木　孝雄 電機労連 原田　美登 電機信越

山岸　八郎 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 鈴木　孝雄 電機労連 原田　美登 電機信越

平下　　勝 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 米田　　実 不二越富山 的山　勇治 不二越富山

平下　　勝 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 米田　　実 不二越富山 的山　勇治 不二越富山

平下　　勝 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 大滝　寿一 日本高周波 荒木　重司 日本高周波

平下　　勝 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 大滝　寿一 日本高周波 荒木　重司 日本高周波

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機神奈川 高橋　恒夫 電機北陸 深井　清作 電機北陸

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機神奈川 高橋　恒夫 電機北陸 深井　清作 電機北陸

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機神奈川 板橋　直也 金属機械新潟 下方　久夫 金属機械富山

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機神奈川 板橋　直也 金属機械新潟 下方　久夫 金属機械富山

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 板橋　直也 金属機械新潟 下方　久夫 金属機械富山

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 大滝　寿一 鉄鋼労連 高藤　林蔵 金属機械

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 高藤　林蔵 鉄鋼労連 加藤　重雄 鉄鋼労連

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 西原　英昭 ゼンキン連合 津田弥太郎 ゼンキン連合

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 西原　英昭 ゼンキン連合 佐藤　　豊 ゼンキン連合

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 石川　安彦 電機連合 深井　清作 電機連合

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 石川　安彦 電機連合 深井　清作 電機連合

白石　俊雄 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 高藤　林蔵 鉄鋼労連 深井　清作 電機連合

白石　俊雄 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 高藤　林蔵 鉄鋼労連 阿部　幸夫 電機連合

－ － 実野　輝男 電機連合 － － 阿部　幸夫 電機連合

田辺　順一 自動車総連 － － － － 阿部　幸夫 電機連合

田辺　順一 自動車総連 遠藤　　勝 ＪＡＭ － － 阿部　幸夫 電機連合

須田　　孝 基幹労連 稲泉健太郎 電機連合 滝沢　一夫 電機連合 斉藤　　茂 電機連合

須田　　孝 基幹労連 稲泉健太郎 電機連合 滝沢　一夫 電機連合 斉藤　　茂 電機連合

須田　　孝 基幹労連 青木　美仁 自動車総連 永田　正則 電機連合 斉藤　　茂 電機連合

須田　　孝 基幹労連 中村　哲也 自動車総連 松田　秀孝 電機連合 与沢　　誠 電機連合

須田　　孝 基幹労連 中村　哲也 自動車総連 松田　秀孝 電機連合 与沢　　誠 電機連合

青木　美仁 自動車総連 村内美都次 基幹労連 鈴木　直也 自動車総連 古田　政敏 ＪＡＭ

青木　美仁 自動車総連 村内美都次 基幹労連 鈴木　直也 自動車総連 古田　政敏 ＪＡＭ

安藤　哲雄 自動車総連 村内美都次 基幹労連 吉田　啓三 自動車総連 古田　政敏 ＪＡＭ

安藤　哲雄 自動車総連 村内美都次 基幹労連 辻　　博文 電機連合 古田　政敏 ＪＡＭ

安藤　哲雄 自動車総連 橋本　光正 ＪＡＭ 小池　政和 電機連合 山口　正巳 電機連合

【関東ブロック】2002年10月28日設置。 【北信越ブロック】2002年11月10日設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

関　東 北信越
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議長(代表) 所属 事務局長 所属 議長(代表) 所属 事務局長 所属

1964 昭和 39

1965 40

1966 41

1967 42 【北海道地連】1968年１月16日結成 【東北地連】1968年３月２日結成

1968 43 上西　　清 鉄鋼労連 加藤徳治郎 鉄鋼労連 黒滝　　勇 鉄鋼労連 後藤　　操 鉄鋼労連

1969 44 上西　　清 鉄鋼労連 加藤徳治郎 鉄鋼労連 黒滝　　勇 鉄鋼労連 後藤　　操 鉄鋼労連

1970 45 上西　　清 鉄鋼労連 加藤徳治郎 鉄鋼労連 佐々木健介 鉄鋼労連 後藤　　操 鉄鋼労連

1971 46 佐藤　道雄 鉄鋼労連 大野吉三郎 鉄鋼労連 佐々木健介 鉄鋼労連 今沢　武男 鉄鋼労連

1972 47 佐藤　道雄 鉄鋼労連 大野吉三郎 鉄鋼労連 佐々木健介 鉄鋼労連 今沢　武男 鉄鋼労連

1973 48 大広　　清 鉄鋼労連 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 今沢　武男 鉄鋼労連

1974 49 大広　　清 鉄鋼労連 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 酒井　　宏 鉄鋼労連

1975 50 大広　　清 鉄鋼労連 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 酒井　　宏 鉄鋼労連

1976 51 大広　　清 鉄鋼労連 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1977 52 大広　　清 鉄鋼労連 中東　三好 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 千葉　茂人 鉄鋼労連

1978 53 大広　　清 鉄鋼労連 中東　三好 鉄鋼労連 藤平　幸一 鉄鋼労連 千葉　茂人 鉄鋼労連

1979 54 大野吉三郎 鉄鋼労連 高橋　一栄 鉄鋼労連 高橋　　豪 鉄鋼労連 石山　義憲 鉄鋼労連

1980 55 大野吉三郎 鉄鋼労連 高橋　一栄 鉄鋼労連 高橋　　豪 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1981 56 大野吉三郎 鉄鋼労連 仲川亮四郎 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1982 57 大野吉三郎 鉄鋼労連 仲川亮四郎 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1983 58 大野吉三郎 鉄鋼労連 仲川亮四郎 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1984 59 大野吉三郎 鉄鋼労連 高橋　一栄 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 日下　　一 鉄鋼労連

1985 60 米田　　清 鉄鋼労連 高山　秋夫 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1986 61 米田　　清 鉄鋼労連 高山　秋夫 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1987 62 米田　　清 鉄鋼労連 石本　雅史 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1988 63 米田　　清 鉄鋼労連 石本　雅史 鉄鋼労連 菊池　利雄 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1989 平成 １ 米田　　清 鉄鋼労連 石本　雅史 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1990 ２ 米田　　清 鉄鋼労連 石本　雅史 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 杉内　四郎 電機連合

1991 ３ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 我妻　静夫 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 引地　　智 電機連合

1992 ４ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 我妻　静夫 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 引地　　智 電機連合

1993 ５ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 我妻　静夫 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 引地　　智 電機連合

1994 ６ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 高橋　一栄 鉄鋼労連 及川　　好 鉄鋼労連 引地　　智 電機連合

1995 ７ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 渡部　正寿 鉄鋼労連 後藤　　潔 電機連合 引地　　智 電機連合

1996 ８ 鈴木雄太郎 鉄鋼労連 渡部　正寿 鉄鋼労連 後藤　　潔 電機連合 引地　　智 電機連合

1997 ９ 高橋　一栄 鉄鋼労連 大柄恵司郎 鉄鋼労連 遠藤　清逸 電機連合 引地　　智 電機連合

1998 10 高橋　一栄 鉄鋼労連 大柄恵司郎 鉄鋼労連 遠藤　清逸 電機連合 引地　　智 電機連合

1999 11 高橋　一栄 鉄鋼労連 渡辺　敏明 自動車総連 遠藤　清逸 電機連合 引地　　智 電機連合

2000 12 高橋　一栄 鉄鋼労連 渡辺　敏明 自動車総連 遠藤　清逸 電機連合 引地　　智 電機連合

2001 13 高橋　一栄 鉄鋼労連 清水　　香 電機連合 遠藤　清逸 電機連合 大友　勝彦 自動車総連

2002 14 高橋　一栄 鉄鋼労連 清水　　香 電機連合 遠藤　清逸 電機連合 大友　勝彦 自動車総連

2003 15 － － 大柄恵司郎 鉄鋼労連 － － 樂山　　勲 自動車総連

2004 16 渡部　正寿 基幹労連 大柄恵司郎 鉄鋼労連 遠藤　清逸 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2005 17 渡部　正寿 基幹労連 大柄恵司郎 鉄鋼労連 遠藤　清逸 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2006 18 渡部　正寿 基幹労連 大柄恵司郎 基幹労連 遠藤　清逸 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2007 19 菅原　　登 基幹労連 荒川　孝志 基幹労連 小野寺正志 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2008 20 菅原　　登 基幹労連 荒川　孝志 基幹労連 小野寺正志 電機連合 樂山　　勲 自動車総連

2009 21 菅原　　登 基幹労連 岩本　尚典 自動車総連 塚本　静男 電機連合 小松　政春 電機連合

2010 22 菅原　　登 基幹労連 岩本　尚典 自動車総連 塚本　静男 電機連合 小松　政春 電機連合

2011 23 菅原　　登 基幹労連 仙石　　章 電機連合 菅野　健司 電機連合 小松　政春 電機連合

2012 24 菅原　　登 基幹労連 仙石　　章 電機連合 菅野　健司 電機連合 小松　政春 電機連合

2013 25 岩本　尚典 自動車総連 高野　聖久 ＪＡＭ 菅野　義雄 電機連合 佐藤　勝彦 ＪＡＭ

2014 26 岩本　尚典 自動車総連 高野　聖久 ＪＡＭ 菅野　義雄 電機連合 佐藤　勝彦 ＪＡＭ

2015 27 岩本　尚典 自動車総連 平田　　豊 基幹労連 菅野　義雄 電機連合 佐藤　勝彦 ＪＡＭ

【北海道ブロック】2002年10月24日設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

北海道 東　北

金属労協地連及び地方ブロック歴代代表・事務局長一覧

【東北ブロック】2002年11月13日設置。

年度
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1964 昭和 39

1965 40

1966 41

1967 42

1968 43

1969 44

1970 45

1971 46

1972 47

1973 48

1974 49

1975 50

1976 51

1977 52

1978 53

1979 54

1980 55

1981 56

1982 57

1983 58

1984 59

1985 60

1986 61

1987 62

1988 63

1989 平成 １

1990 ２

1991 ３

1992 ４

1993 ５

1994 ６

1995 ７

1996 ８

1997 ９

1998 10

1999 11

2000 12

2001 13

2002 14

2003 15

2004 16

2005 17

2006 18

2007 19

2008 20

2009 21

2010 22

2011 23

2012 24

2013 25

2014 26

2015 27

金属

年度 議長(代表) 所属 事務局長 所属 議長(代表) 所属 事務局長 所属

【関東地連】1964年11月９日結成

白石　　勇 電機労連 永井　章三 電機労連

白石　　勇 電機労連 近藤　正己 電機労連

中堂　　弘 自動車労連 近藤　正己 電機労連 【北信越地連】1967年３月25日結成

西野　正平 電機労連 近藤　正己 電機労連 佐藤　　進 電機連合 岡村　達雄 津上製作所

工藤　文一 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 佐藤　　進 電機連合 岡村　達雄 津上製作所

多田　　弘 金属機械 浅野　　浩 電機神奈川 片口　修三 日本鋼管富山 遠藤　武芳 富士通長野

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 片口　修三 日本鋼管富山 遠藤　武芳 富士通長野

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 片口　修三 日本鋼管富山 遠藤　武芳 富士通長野

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 岡村　達雄 津上製作所 磯野　信之 日本鋼管富山

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 岡村　達雄 津上製作所 磯野　信之 日本鋼管富山

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 沢山　孟彦 電機労連 米田　　実 不二越富山

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 沢山　孟彦 電機労連 米田　　実 不二越富山

安田豊治郎 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 磯野　信之 日本鋼管富山 佐野　利男 日本鋼管富山

小野　誠治 自動車労連 浅野　　浩 電機神奈川 磯野　信之 日本鋼管富山 佐野　利男 日本鋼管富山

小野　誠治 自動車労連 浅野　　浩 電機神奈川 遠藤　武芳 富士通長野 原田　美登 電機信越

小野　誠治 自動車労連 浅野　　浩 電機神奈川 遠藤　武芳 富士通長野 原田　美登 電機信越

斉藤　親生 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 高橋　昭二 津上製作所 的山　勇治 不二越富山

斉藤　親生 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 高橋　昭二 津上製作所 的山　勇治 不二越富山

高井　　勝 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 若月　二郎 日本鋼管新潟 荒木　泰行 日重化高岡

高井　　勝 造船重機労連 浅野　　浩 電機神奈川 若月　二郎 日本鋼管新潟 荒木　泰行 日重化高岡

山岸　八郎 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 鈴木　孝雄 電機労連 原田　美登 電機信越

山岸　八郎 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 鈴木　孝雄 電機労連 原田　美登 電機信越

平下　　勝 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 米田　　実 不二越富山 的山　勇治 不二越富山

平下　　勝 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 米田　　実 不二越富山 的山　勇治 不二越富山

平下　　勝 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 大滝　寿一 日本高周波 荒木　重司 日本高周波

平下　　勝 鉄鋼労連 浅野　　浩 電機神奈川 大滝　寿一 日本高周波 荒木　重司 日本高周波

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機神奈川 高橋　恒夫 電機北陸 深井　清作 電機北陸

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機神奈川 高橋　恒夫 電機北陸 深井　清作 電機北陸

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機神奈川 板橋　直也 金属機械新潟 下方　久夫 金属機械富山

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機神奈川 板橋　直也 金属機械新潟 下方　久夫 金属機械富山

平下　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 板橋　直也 金属機械新潟 下方　久夫 金属機械富山

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 大滝　寿一 鉄鋼労連 高藤　林蔵 金属機械

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 高藤　林蔵 鉄鋼労連 加藤　重雄 鉄鋼労連

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 西原　英昭 ゼンキン連合 津田弥太郎 ゼンキン連合

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 西原　英昭 ゼンキン連合 佐藤　　豊 ゼンキン連合

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 石川　安彦 電機連合 深井　清作 電機連合

岡田　　勝 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 石川　安彦 電機連合 深井　清作 電機連合

白石　俊雄 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 高藤　林蔵 鉄鋼労連 深井　清作 電機連合

白石　俊雄 鉄鋼労連 実野　輝男 電機連合 高藤　林蔵 鉄鋼労連 阿部　幸夫 電機連合

－ － 実野　輝男 電機連合 － － 阿部　幸夫 電機連合

田辺　順一 自動車総連 － － － － 阿部　幸夫 電機連合

田辺　順一 自動車総連 遠藤　　勝 ＪＡＭ － － 阿部　幸夫 電機連合

須田　　孝 基幹労連 稲泉健太郎 電機連合 滝沢　一夫 電機連合 斉藤　　茂 電機連合

須田　　孝 基幹労連 稲泉健太郎 電機連合 滝沢　一夫 電機連合 斉藤　　茂 電機連合

須田　　孝 基幹労連 青木　美仁 自動車総連 永田　正則 電機連合 斉藤　　茂 電機連合

須田　　孝 基幹労連 中村　哲也 自動車総連 松田　秀孝 電機連合 与沢　　誠 電機連合

須田　　孝 基幹労連 中村　哲也 自動車総連 松田　秀孝 電機連合 与沢　　誠 電機連合

青木　美仁 自動車総連 村内美都次 基幹労連 鈴木　直也 自動車総連 古田　政敏 ＪＡＭ

青木　美仁 自動車総連 村内美都次 基幹労連 鈴木　直也 自動車総連 古田　政敏 ＪＡＭ

安藤　哲雄 自動車総連 村内美都次 基幹労連 吉田　啓三 自動車総連 古田　政敏 ＪＡＭ

安藤　哲雄 自動車総連 村内美都次 基幹労連 辻　　博文 電機連合 古田　政敏 ＪＡＭ

安藤　哲雄 自動車総連 橋本　光正 ＪＡＭ 小池　政和 電機連合 山口　正巳 電機連合

【関東ブロック】2002年10月28日設置。 【北信越ブロック】2002年11月10日設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

関　東 北信越
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年度 議長(代表) 所属 事務局長 所属 議長(代表) 所属 事務局長 所属

【東海地連】1964年10月24日結成 【関西地連】1964年11月４日結成

久野　　治 三菱電機 沢田　　寿 トヨタ自動車 高畑　敬一 松下電器 安藤　　清 早川電機

久野　　治 三菱電機 沢田　　寿 トヨタ自動車 高畑　敬一 松下電器 安藤　　清 早川電機

沢田　　寿 トヨタ自動車 八木　良三 三菱電機名古屋 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

沢田　　寿 トヨタ自動車 八木　良三 三菱電機名古屋 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 鈴木　定雄 三菱重工名航 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 佐野　永徳 三菱重工名航 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 佐野　永徳 三菱重工名航 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 吉川　治夫 三菱重工名航 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 長崎　敏男 電機愛知地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 長崎　敏男 電機愛知地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 杉野　力久 全トヨタ労連 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 大橋　　博 全トヨタ労連 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 佐藤　友章 新日鉄名古屋 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 佐藤　友章 新日鉄名古屋 北条　元晴 住友金属 向井　幸雄 三洋電機

八木　良三 三菱電機名古屋 野田　雄紀 造船三岐地協 北条　元晴 住友金属 向井　幸雄 三洋電機

八木　良三 三菱電機名古屋 野田　雄紀 造船三岐地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

八木　良三 三菱電機名古屋 祖父江　鎮 電機愛知地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

八木　良三 三菱電機名古屋 祖父江　鎮 電機愛知地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

鈴鹿　三郎 全トヨタ労連 河村　松茂 全トヨタ労連 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

鈴鹿　三郎 全トヨタ労連 河村　松茂 全トヨタ労連 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

鈴鹿　三郎 全トヨタ労連 手塚　恒雄 新日鉄名古屋 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

鈴鹿　三郎 全トヨタ労連 手塚　恒雄 新日鉄名古屋 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

大村　勝治 電機愛知地協 井高　康博 造船三岐地協 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

大村　勝治 電機愛知地協 井高　康博 造船三岐地協 前川　朋久 松下電器 岡本　　功 シャープ

大村　勝治 電機愛知地協 土居　　隆 電機愛知地協 前川　朋久 松下電器 岡本　　功 シャープ

大村　勝治 電機愛知地協 土居　　隆 電機愛知地協 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

小田切　勝 全トヨタ労連 永坂　英幸 全トヨタ労連 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

小田切　勝 全トヨタ労連 永坂　英幸 全トヨタ労連 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

萩野　武士 新日鉄名古屋 渡辺　　功 新日鉄名古屋 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

萩野　武士 新日鉄名古屋 渡辺　　功 新日鉄名古屋 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

萩野　武士 新日鉄名古屋 渡辺　　功 新日鉄名古屋 前川　朋久 電機連合 坂本　　勝 ゼンキン連合

井高　康博 造船重機 熊谷　哲雄 造船重機 松浦　敬一 鉄鋼労連 坂本　　勝 ゼンキン連合

小見山敏明 造船重機 熊谷　哲雄 造船重機 松浦　敬一 鉄鋼労連 林田　勝憲 ゼンキン連合

梅村　正春 自動車総連 土居　　隆 電機連合 湯口　安彦 自動車総連 林田　勝憲 ゼンキン連合

梅村　正春 自動車総連 土居　　隆 電機連合 中世古幸治 電機連合 高橋　宣久 鉄鋼労連

植本　俊一 自動車総連 石鍋　寿久 自動車総連 中世古幸治 電機連合 川崎　安幸 自動車総連

植本　俊一 自動車総連 石鍋　寿久 自動車総連 中世古幸治 電機連合 川崎　安幸 自動車総連

田口　武久 ＪＡＭ 西尾　利夫 ＪＡＭ 中世古幸治 電機連合 川崎　安幸 自動車総連

田口　武久 ＪＡＭ 西尾　利夫 ＪＡＭ 中世古幸治 電機連合 川崎　安幸 自動車総連

田口　武久 ＪＡＭ 西尾　利夫 ＪＡＭ 中世古幸治 電機連合 － －

田口　武久 ＪＡＭ 西尾　利夫 ＪＡＭ 中世古幸治 電機連合 － －

今井　　満 基幹労連 井手窪　績 基幹労連 中世古幸治 電機連合 石橋　親典 電機連合

今井　　満 基幹労連 井手窪　績 基幹労連 中世古幸治 電機連合 石橋　親典 電機連合

細江　鉄男 電機連合 河井　正光 電機連合 中世古幸治 電機連合 石橋　親典 電機連合

細江　鉄男 電機連合 河井　正光 電機連合 中世古幸治 電機連合 石橋　親典 電機連合

土手　新吾 自動車総連 田境　　毅 自動車総連 山口　芳彦 電機連合 石橋　親典 電機連合

土手　新吾 自動車総連 田境　　毅 自動車総連 山口　芳彦 電機連合 石橋　親典 電機連合

長谷川浩一 ＪＡＭ 鈴木　　裕 ＪＡＭ 山口　芳彦 電機連合 篠原　　浩 電機連合

朝日　綱芳 ＪＡＭ 鈴木　　裕 ＪＡＭ 山口　芳彦 電機連合 篠原　　浩 電機連合

持田　和之 基幹労連 浜崎　正樹 基幹労連 山﨑　弦一 電機連合 篠原　　浩 電機連合

持田　和之 基幹労連 浜崎　正樹 基幹労連 山﨑　弦一 電機連合 篠原　　浩 電機連合

棚橋　孝二 電機連合 田所　慎也 電機連合 山本　一志 電機連合 太田　　淳 電機連合

【東海ブロック】2002年11月８日に設置。 【関西ブロック】2002年10月22日に設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

東　海 関　西

－480－

1964 昭和 39

1965 40

1966 41

1967 42

1968 43

1969 44

1970 45

1971 46

1972 47

1973 48

1974 49

1975 50

1976 51

1977 52

1978 53

1979 54

1980 55

1981 56

1982 57

1983 58

1984 59

1985 60

1986 61

1987 62

1988 63

1989 平成 １

1990 ２

1991 ３

1992 ４

1993 ５

1994 ６

1995 ７

1996 ８

1997 ９

1998 10

1999 11

2000 12

2001 13

2002 14

2003 15

2004 16

2005 17

2006 18

2007 19

2008 20

2009 21

2010 22

2011 23

2012 24

2013 25

2014 26

2015 27

金属

年度 議長(代表) 所属 事務局長 所属 議長(代表) 所属 事務局長 所属

【中国地連】1965年９月10日結成

山本　　頼 呉造船 石脇　基次 呉造船

山本　　頼 呉造船 石脇　基次 呉造船

山本　　頼 呉造船 石脇　基次 呉造船

山本　　頼 呉造船 石脇　基次 呉造船

山本　　頼 呉造船 竹本　輝雄 呉造船

小原　　悟 三菱重工広島 畝本　昭光 石播呉

小原　　悟 三菱重工広島 畝本　昭光 石播呉 【四国地連】1972年11月18日結成

玉野　　晃 石播呉 畝本　昭光 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 堂園　吉男 川鉄水島 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 堂園　吉男 川鉄水島 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 戸上　健一 川鉄水島 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 戸上　健一 川鉄水島 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 日野　達朗 住重愛媛 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 日野　達朗 住重愛媛 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 日野　達朗 住重愛媛 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 日野　達朗 住重愛媛 三谷　　修 川重坂出

杉山　　寛 電機連合中国 河上　友一 電機連合中国 江頭　昌道 三菱電機丸亀 三谷　　修 川重坂出

杉山　　寛 電機連合中国 河上　友一 電機連合中国 江頭　昌道 三菱電機丸亀 三谷　　修 川重坂出

杉山　　寛 電機連合中国 河上　友一 電機連合中国 江頭　昌道 三菱電機丸亀 吉川　秀紀 電機連合四国

杉山　　寛 電機連合中国 河上　友一 電機連合中国 江頭　昌道 三菱電機丸亀 吉川　秀紀 電機連合四国

岡田　秀憲 造船重機 江原　君雄 造船重機労連 江頭　昌道 三菱電機丸亀 吉川　秀紀 電機連合四国

岡田　秀憲 造船重機 江原　君雄 造船重機労連 水野　　惇 ゼンキン連合 高木　和昭 ゼンキン連合

岡田　秀憲 造船重機 江原　君雄 造船重機労連 水野　　惇 ゼンキン連合 高木　和昭 ゼンキン連合

岡田　秀憲 造船重機 江原　君雄 造船重機労連 高木　和昭 ゼンキン連合 山田　文士 ゼンキン連合

御前千代美 鉄鋼労連 藤村　秋生 鉄鋼労連 高木　和昭 ゼンキン連合 山田　文士 ゼンキン連合

御前千代美 鉄鋼労連 藤村　秋生 鉄鋼労連 高木　和昭 ゼンキン連合 山田　文士 ゼンキン連合

御前千代美 鉄鋼労連 山近　和浩 鉄鋼労連 川崎　　等 造船重機 杉林　利夫 造船重機

御前千代美 鉄鋼労連 山近　和浩 鉄鋼労連 川崎　　等 造船重機 三好　洋司 造船重機

市川　正美 電機連合 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 松木竹千代 造船重機

市川　正美 電機連合 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 松木竹千代 造船重機

－ － 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 － －

－ － 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 － －

－ － 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 松木竹千代 造船重機

－ － 河上　友一 電機連合 山口　　壙 電機連合 江原　　尚 電機連合

伊丹　幸男 自動車総連 村田　敦夫 自動車総連 山口　　壙 電機連合 江原　　尚 電機連合

伊丹　幸男 自動車総連 村田　敦夫 自動車総連 山口　　壙 電機連合 江原　　尚 電機連合

吉武　申二 自動車総連 天野　雲外 自動車総連 大谷　宣彰 電機連合 江原　　尚 電機連合

吉武　申二 自動車総連 天野　雲外 自動車総連 大谷　宣彰 電機連合 江原　　尚 電機連合

吉武　申二 自動車総連 宗藤　裕之 自動車総連 越智　雄悟 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

吉武　申二 自動車総連 宗藤　裕之 自動車総連 安河内賢弘 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

沖田　　肇 基幹労連 善積　昭之 基幹労連 安河内賢弘 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

沖田　　肇 基幹労連 善積　昭之 基幹労連 安河内賢弘 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

西山　　裕 電機連合 角　　直樹 電機連合 安河内賢弘 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

【中国ブロック】2002年10月16日に設置。 【四国ブロック】2002年９月26日に設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

中　国 四　国
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年度 議長(代表) 所属 事務局長 所属 議長(代表) 所属 事務局長 所属

【東海地連】1964年10月24日結成 【関西地連】1964年11月４日結成

久野　　治 三菱電機 沢田　　寿 トヨタ自動車 高畑　敬一 松下電器 安藤　　清 早川電機

久野　　治 三菱電機 沢田　　寿 トヨタ自動車 高畑　敬一 松下電器 安藤　　清 早川電機

沢田　　寿 トヨタ自動車 八木　良三 三菱電機名古屋 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

沢田　　寿 トヨタ自動車 八木　良三 三菱電機名古屋 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 鈴木　定雄 三菱重工名航 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 佐野　永徳 三菱重工名航 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 佐野　永徳 三菱重工名航 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 吉川　治夫 三菱重工名航 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 長崎　敏男 電機愛知地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 長崎　敏男 電機愛知地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 杉野　力久 全トヨタ労連 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 大橋　　博 全トヨタ労連 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 佐藤　友章 新日鉄名古屋 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

石垣　卯一 全機金 佐藤　友章 新日鉄名古屋 北条　元晴 住友金属 向井　幸雄 三洋電機

八木　良三 三菱電機名古屋 野田　雄紀 造船三岐地協 北条　元晴 住友金属 向井　幸雄 三洋電機

八木　良三 三菱電機名古屋 野田　雄紀 造船三岐地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

八木　良三 三菱電機名古屋 祖父江　鎮 電機愛知地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

八木　良三 三菱電機名古屋 祖父江　鎮 電機愛知地協 高畑　敬一 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

鈴鹿　三郎 全トヨタ労連 河村　松茂 全トヨタ労連 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

鈴鹿　三郎 全トヨタ労連 河村　松茂 全トヨタ労連 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

鈴鹿　三郎 全トヨタ労連 手塚　恒雄 新日鉄名古屋 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

鈴鹿　三郎 全トヨタ労連 手塚　恒雄 新日鉄名古屋 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

大村　勝治 電機愛知地協 井高　康博 造船三岐地協 前川　朋久 松下電器 向井　幸雄 三洋電機

大村　勝治 電機愛知地協 井高　康博 造船三岐地協 前川　朋久 松下電器 岡本　　功 シャープ

大村　勝治 電機愛知地協 土居　　隆 電機愛知地協 前川　朋久 松下電器 岡本　　功 シャープ

大村　勝治 電機愛知地協 土居　　隆 電機愛知地協 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

小田切　勝 全トヨタ労連 永坂　英幸 全トヨタ労連 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

小田切　勝 全トヨタ労連 永坂　英幸 全トヨタ労連 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

萩野　武士 新日鉄名古屋 渡辺　　功 新日鉄名古屋 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

萩野　武士 新日鉄名古屋 渡辺　　功 新日鉄名古屋 前川　朋久 松下電器 坂本　　勝 ゼンキン連合

萩野　武士 新日鉄名古屋 渡辺　　功 新日鉄名古屋 前川　朋久 電機連合 坂本　　勝 ゼンキン連合

井高　康博 造船重機 熊谷　哲雄 造船重機 松浦　敬一 鉄鋼労連 坂本　　勝 ゼンキン連合

小見山敏明 造船重機 熊谷　哲雄 造船重機 松浦　敬一 鉄鋼労連 林田　勝憲 ゼンキン連合

梅村　正春 自動車総連 土居　　隆 電機連合 湯口　安彦 自動車総連 林田　勝憲 ゼンキン連合

梅村　正春 自動車総連 土居　　隆 電機連合 中世古幸治 電機連合 高橋　宣久 鉄鋼労連

植本　俊一 自動車総連 石鍋　寿久 自動車総連 中世古幸治 電機連合 川崎　安幸 自動車総連

植本　俊一 自動車総連 石鍋　寿久 自動車総連 中世古幸治 電機連合 川崎　安幸 自動車総連

田口　武久 ＪＡＭ 西尾　利夫 ＪＡＭ 中世古幸治 電機連合 川崎　安幸 自動車総連

田口　武久 ＪＡＭ 西尾　利夫 ＪＡＭ 中世古幸治 電機連合 川崎　安幸 自動車総連

田口　武久 ＪＡＭ 西尾　利夫 ＪＡＭ 中世古幸治 電機連合 － －

田口　武久 ＪＡＭ 西尾　利夫 ＪＡＭ 中世古幸治 電機連合 － －

今井　　満 基幹労連 井手窪　績 基幹労連 中世古幸治 電機連合 石橋　親典 電機連合

今井　　満 基幹労連 井手窪　績 基幹労連 中世古幸治 電機連合 石橋　親典 電機連合

細江　鉄男 電機連合 河井　正光 電機連合 中世古幸治 電機連合 石橋　親典 電機連合

細江　鉄男 電機連合 河井　正光 電機連合 中世古幸治 電機連合 石橋　親典 電機連合

土手　新吾 自動車総連 田境　　毅 自動車総連 山口　芳彦 電機連合 石橋　親典 電機連合

土手　新吾 自動車総連 田境　　毅 自動車総連 山口　芳彦 電機連合 石橋　親典 電機連合

長谷川浩一 ＪＡＭ 鈴木　　裕 ＪＡＭ 山口　芳彦 電機連合 篠原　　浩 電機連合

朝日　綱芳 ＪＡＭ 鈴木　　裕 ＪＡＭ 山口　芳彦 電機連合 篠原　　浩 電機連合

持田　和之 基幹労連 浜崎　正樹 基幹労連 山﨑　弦一 電機連合 篠原　　浩 電機連合

持田　和之 基幹労連 浜崎　正樹 基幹労連 山﨑　弦一 電機連合 篠原　　浩 電機連合

棚橋　孝二 電機連合 田所　慎也 電機連合 山本　一志 電機連合 太田　　淳 電機連合

【東海ブロック】2002年11月８日に設置。 【関西ブロック】2002年10月22日に設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

東　海 関　西
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金属

年度 議長(代表) 所属 事務局長 所属 議長(代表) 所属 事務局長 所属

【中国地連】1965年９月10日結成

山本　　頼 呉造船 石脇　基次 呉造船

山本　　頼 呉造船 石脇　基次 呉造船

山本　　頼 呉造船 石脇　基次 呉造船

山本　　頼 呉造船 石脇　基次 呉造船

山本　　頼 呉造船 竹本　輝雄 呉造船

小原　　悟 三菱重工広島 畝本　昭光 石播呉

小原　　悟 三菱重工広島 畝本　昭光 石播呉 【四国地連】1972年11月18日結成

玉野　　晃 石播呉 畝本　昭光 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

玉野　　晃 石播呉 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 横田　勝信 石播呉 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 堂園　吉男 川鉄水島 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 堂園　吉男 川鉄水島 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 戸上　健一 川鉄水島 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

田岡　嘉一 川鉄水島 戸上　健一 川鉄水島 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 小荒田政信 川重阪出 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 日野　達朗 住重愛媛 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 日野　達朗 住重愛媛 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 日野　達朗 住重愛媛 三谷　　修 川重坂出

市原　隼人 マツダ労連 森川　武志 マツダ労連 日野　達朗 住重愛媛 三谷　　修 川重坂出

杉山　　寛 電機連合中国 河上　友一 電機連合中国 江頭　昌道 三菱電機丸亀 三谷　　修 川重坂出

杉山　　寛 電機連合中国 河上　友一 電機連合中国 江頭　昌道 三菱電機丸亀 三谷　　修 川重坂出

杉山　　寛 電機連合中国 河上　友一 電機連合中国 江頭　昌道 三菱電機丸亀 吉川　秀紀 電機連合四国

杉山　　寛 電機連合中国 河上　友一 電機連合中国 江頭　昌道 三菱電機丸亀 吉川　秀紀 電機連合四国

岡田　秀憲 造船重機 江原　君雄 造船重機労連 江頭　昌道 三菱電機丸亀 吉川　秀紀 電機連合四国

岡田　秀憲 造船重機 江原　君雄 造船重機労連 水野　　惇 ゼンキン連合 高木　和昭 ゼンキン連合

岡田　秀憲 造船重機 江原　君雄 造船重機労連 水野　　惇 ゼンキン連合 高木　和昭 ゼンキン連合

岡田　秀憲 造船重機 江原　君雄 造船重機労連 高木　和昭 ゼンキン連合 山田　文士 ゼンキン連合

御前千代美 鉄鋼労連 藤村　秋生 鉄鋼労連 高木　和昭 ゼンキン連合 山田　文士 ゼンキン連合

御前千代美 鉄鋼労連 藤村　秋生 鉄鋼労連 高木　和昭 ゼンキン連合 山田　文士 ゼンキン連合

御前千代美 鉄鋼労連 山近　和浩 鉄鋼労連 川崎　　等 造船重機 杉林　利夫 造船重機

御前千代美 鉄鋼労連 山近　和浩 鉄鋼労連 川崎　　等 造船重機 三好　洋司 造船重機

市川　正美 電機連合 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 松木竹千代 造船重機

市川　正美 電機連合 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 松木竹千代 造船重機

－ － 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 － －

－ － 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 － －

－ － 河上　友一 電機連合 木原　忠幸 造船重機 松木竹千代 造船重機

－ － 河上　友一 電機連合 山口　　壙 電機連合 江原　　尚 電機連合

伊丹　幸男 自動車総連 村田　敦夫 自動車総連 山口　　壙 電機連合 江原　　尚 電機連合

伊丹　幸男 自動車総連 村田　敦夫 自動車総連 山口　　壙 電機連合 江原　　尚 電機連合

吉武　申二 自動車総連 天野　雲外 自動車総連 大谷　宣彰 電機連合 江原　　尚 電機連合

吉武　申二 自動車総連 天野　雲外 自動車総連 大谷　宣彰 電機連合 江原　　尚 電機連合

吉武　申二 自動車総連 宗藤　裕之 自動車総連 越智　雄悟 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

吉武　申二 自動車総連 宗藤　裕之 自動車総連 安河内賢弘 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

沖田　　肇 基幹労連 善積　昭之 基幹労連 安河内賢弘 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

沖田　　肇 基幹労連 善積　昭之 基幹労連 安河内賢弘 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

西山　　裕 電機連合 角　　直樹 電機連合 安河内賢弘 ＪＡＭ 山中　　功 ＪＡＭ

【中国ブロック】2002年10月16日に設置。 【四国ブロック】2002年９月26日に設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

中　国 四　国
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1964 昭和 39

1965 40

1966 41

1967 42

1968 43

1969 44

1970 45

1971 46

1972 47

1973 48

1974 49

1975 50

1976 51

1977 52

1978 53

1979 54

1980 55

1981 56

1982 57

1983 58

1984 59

1985 60

1986 61

1987 62

1988 63

1989 平成 １

1990 ２

1991 ３

1992 ４

1993 ５

1994 ６

1995 ７

1996 ８

1997 ９

1998 10

1999 11

2000 12

2001 13

2002 14

2003 15

2004 16

2005 17

2006 18

2007 19

2008 20

2009 21

2010 22

2011 23

2012 24

2013 25

2014 26

2015 27

金属

年度 議長(代表) 所属 事務局長 所属

【九州地連】1964年10月２日結成

宮田　早苗 八幡製鐵 晴気　健三 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 晴気　健三 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 中村　卓彦 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 斉藤　親生 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 永野　博明 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 永野　博明 八幡製鐵

野口　真道 八幡製鐵 柿原　哲雄 八幡製鐵

野口　真道 八幡製鐵 柿原　哲雄 八幡製鐵

小渕　正義 三菱長船 衞藤辨一郎 新日鉄八幡

小渕　正義 三菱長船 衞藤辨一郎 新日鉄八幡

小渕　正義 三菱長船 高山日出徳 新日鉄八幡

小渕　正義 三菱長船 高山日出徳 新日鉄八幡

国竹　七郎 佐世保労愛会 大島　忠義 新日鉄八幡

国竹　七郎 佐世保労愛会 大島　忠義 新日鉄八幡

国竹　七郎 佐世保労愛会 硴野九州男 新日鉄八幡

国竹　七郎 佐世保労愛会 硴野九州男 新日鉄八幡

大井　末松 三菱長船 山田征士郎 新日鉄八幡

大井　末松 三菱長船 山田征士郎 新日鉄八幡

柳原　　仁 三菱長船 大島　忠義 新日鉄八幡

柳原　　仁 三菱長船 大島　忠義 新日鉄八幡

清水　是一 安川電機 大島　忠義 新日鉄八幡

清水　是一 安川電機 大島　忠義 新日鉄八幡

清水　是一 安川電機 中村　太良 新日鉄八幡

清水　是一 安川電機 中村　太良 新日鉄八幡

萩　　雄二 三菱長船 大井　文晴 新日鉄八幡

細谷　明雄 日立造船有明 大井　文晴 新日鉄八幡

緒方　安雄 三菱長船 泊　　正明 新日鉄八幡

緒方　安雄 三菱長船 泊　　正明 新日鉄八幡

石口　義和 安川電機 中村　太良 新日鉄八幡

有川　　勝 三菱長船 中村　太良 新日鉄八幡

石口　義和 鉄鋼労連 中村　太良 鉄鋼労連

森　　忠邦 鉄鋼労連 宮崎　和彦 鉄鋼労連

森　　忠邦 鉄鋼労連 宮崎　和彦 鉄鋼労連

森　　忠邦 鉄鋼労連 髙田　幸一 鉄鋼労連

森　　忠邦 鉄鋼労連 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 加藤　　猛 電機連合

山口　正三 電機連合 加藤　　猛 電機連合

井上　　浩 電機連合 加藤　　猛 電機連合

井上　　浩 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 尾川　一志 電機連合

田井　孝二 電機連合 尾川　一志 電機連合

田井　孝二 電機連合 尾川　一志 電機連合

角田　昭一 電機連合 尾川　一志 電機連合

角田　昭一 電機連合 尾川　一志 電機連合

【九州ブロック】2002年11月７日に設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

九　州
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年   表 

１．結成前（1957年４月～1964年４月） 
 

（注）結成前の国際交流は、ＪＣ結成に至る重要なステップであるので、本文と重複するが、あえて年表に加えた。 

年月日 ＩＭＦ及び国内金属労組関係の活動 年月日 ＩＭＦ及び国内金属労組関係の活動 

1957 
4.    1 

 

5.    1 

 

 

8. 

 

9. 17～21 

 

 

10. 

11.   25 

12. 

 

国際金属労連（ＩＭＦ）日本事務所設置 

所長 瀬戸一郎

「国際金属労連ニュース」第１号発行 

ＩＭＦグラデル書記長「日本と全世界の金属労働

者の連帯強化を希望する」のメッセージ寄せる 

K.フリードリックス・ドイツ金属労組調査部長来

日、電機労連幹部と交流 

第18回ＩＭＦ世界大会（スイス・ルガノ） 

代表（オブ）新家（全金同盟）、寺村（電機労連）、

瀬戸（本部） 

R.フォープルＩＡＭ国際部長来日 

鉄鋼大手４労組、第10波ストに突入 

金属関係労組幹部懇談会 

10.4～11. 9

 

 

11. 11～ 12

28～30

 

鉄鋼労連訪米代表団 

竹本（鉄鋼労連）、宮田早苗（八幡）、瀬戸（本

部） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ自動車部会（パリ） 

代表（オブ）宮家（自動車労連）、塩路（日産）

1961 
4. 14～ 26

 

 

 

5.  9～ 12

 

 

 

 

9. 18～ 30

 

 

10.5～11.3

 

20

30～

11.   17

 

 

11. 6～ 10

 

 

 

電機労働者国際交流会議（東京） 

ＩＭＦダンネンバーグ書記次長、ＩＵＥコリン

ズ会長代理、ＩＡＭフォープル国際部長来日、

電機労連と共同声明発表 

第19回ＩＭＦ世界大会（ローマ） 

代表（オブ）宮田（鉄鋼労連）竹花（電機労連）

関野（全機金）瀬戸（本部）役員 会長オット

ー・ブレナー （西独金属）書記長アドルフ・グ

ラデル（スイス・時計工労組）選出 

ルクセンブルグ鉄鋼労組・クリエール委員長、

カナダ地区鉄鋼労組・セフトン議長来日、鉄鋼

労連10周年記念大会、同第21回定期大会に出席

電機労連訪米代表団 野口（電機労連）樋口（沖）

小堀（東芝堀川町）池内（日電） 

ＩＭＦ中央委員会（チューリッヒ） 

イギリス造船労組代表団来日 

ジム・マシューズ造船機械工組合会長Ｗ・Ｍ・

クロン合同機械工労組執委、全造船中央委員会

（11.１）に出席 

ＩＭＦ婦人労働者会議（コペンハーゲン） 

ＩＭＦ青年労働者会議（コペンハーゲン） 

代表 斉藤（八幡） 

1958 
2.  3～4 

3. 

 

 

7.  8～11 

 

 

10.   13 

 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ、鉄鋼労連の闘争に１万スイス・フラン（84

万円）をおくる 

（鉄鋼労連第12回大会） 

ＩＭＦ機械産業・電機機器部会（ストックホルム）

代表（オブ）竪山（電機労連）、杉浦（全機金）

ＩＭＦ中央委員会（ブラッセル）、瀬戸（本部）

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

 

1959 
3. 19～20 

10.   18 

 

19～23 

 

11. 25～27 

12. 

 

ＩＭＦ鉄鋼部会（ウィーン） 

ＩＭＦ執行委員会（ワシントン） 

瀬戸（本部） 

ＩＭＦ中央委員会（ワシントン） 

米鉄鋼ストに支援を決議。瀬戸（本部） 

ＩＭＦ鋳造産業部会（西独・ムルハイム） 

鉄鋼労連、米鉄鋼ストに100万円をカンパし全米

鉄鋼労組におくる 

 

1962 
2. 9～3. 2

 

 

20～21

4.  22～25

5.  3～  5

 

26～30

 

 

28～29

 

7. 17～ 18

 

8.  1～  9

6～7

 

全米鉄鋼労組代表団来日 

クラウズ国際部次長、ラニー賃金対策担当、鉄

鋼労連第22回臨時大会（２.14）に出席 

ＩＭＦ執行委員会（西ベルリン） 

オーストラリア鉄鋼労連・ハレル書記次長来日

ＩＭＦ鉄鋼部会（西独・ドゥイスブルグ） 

代表（オブ）埴岡（鉄鋼労連） 

ＩＵＥ代表来日（ジェームズ・ケアリー会長、

コリンズ地区副議長） 

電機労連結成10周年記念大会に出席 

ＩＭＦ航空機産業労働者会議 

（仏・トゥールーズ） 

全機金第13回定期大会「ＩＭＦ－ＪＣ結成準備

の活動決定」 

オーストラリア鉄鋼労連・シーザー地区議長来

日 

ＩＭＦ執行委員会（オスロ）瀬戸（本部） 

1960 
1. 11～13 

2. 

3. 24～26 

 

 

 

5. 6～6. 5 

 

6. 

 

全米機械工労組ピーターソン元書記長夫妻来日 

オーストラリア鉄鋼労組ショート書記長来日 

全米鉄鋼労組バーンスティン国際部長来日 

ＩＭＦ造船産業部会（ハンブルグ） 

代表（オブ）浜口（造船総連）、西方（全造船）、

瀬戸（本部） 

全米鉄鋼労組第31地区（シカゴ）ジェルマノ議長、

ソーントン副議長来日 

全造船、造船総連、全金同盟、全機金、自動車労

連、モロッコ地震に資金カンパおくる 
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1966 41
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1977 52
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2014 26

2015 27

金属

年度 議長(代表) 所属 事務局長 所属

【九州地連】1964年10月２日結成

宮田　早苗 八幡製鐵 晴気　健三 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 晴気　健三 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 中村　卓彦 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 斉藤　親生 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 永野　博明 八幡製鐵

宮田　早苗 八幡製鐵 永野　博明 八幡製鐵

野口　真道 八幡製鐵 柿原　哲雄 八幡製鐵

野口　真道 八幡製鐵 柿原　哲雄 八幡製鐵

小渕　正義 三菱長船 衞藤辨一郎 新日鉄八幡

小渕　正義 三菱長船 衞藤辨一郎 新日鉄八幡

小渕　正義 三菱長船 高山日出徳 新日鉄八幡

小渕　正義 三菱長船 高山日出徳 新日鉄八幡

国竹　七郎 佐世保労愛会 大島　忠義 新日鉄八幡

国竹　七郎 佐世保労愛会 大島　忠義 新日鉄八幡

国竹　七郎 佐世保労愛会 硴野九州男 新日鉄八幡

国竹　七郎 佐世保労愛会 硴野九州男 新日鉄八幡

大井　末松 三菱長船 山田征士郎 新日鉄八幡

大井　末松 三菱長船 山田征士郎 新日鉄八幡

柳原　　仁 三菱長船 大島　忠義 新日鉄八幡

柳原　　仁 三菱長船 大島　忠義 新日鉄八幡

清水　是一 安川電機 大島　忠義 新日鉄八幡

清水　是一 安川電機 大島　忠義 新日鉄八幡

清水　是一 安川電機 中村　太良 新日鉄八幡

清水　是一 安川電機 中村　太良 新日鉄八幡

萩　　雄二 三菱長船 大井　文晴 新日鉄八幡

細谷　明雄 日立造船有明 大井　文晴 新日鉄八幡

緒方　安雄 三菱長船 泊　　正明 新日鉄八幡

緒方　安雄 三菱長船 泊　　正明 新日鉄八幡

石口　義和 安川電機 中村　太良 新日鉄八幡

有川　　勝 三菱長船 中村　太良 新日鉄八幡

石口　義和 鉄鋼労連 中村　太良 鉄鋼労連

森　　忠邦 鉄鋼労連 宮崎　和彦 鉄鋼労連

森　　忠邦 鉄鋼労連 宮崎　和彦 鉄鋼労連

森　　忠邦 鉄鋼労連 髙田　幸一 鉄鋼労連

森　　忠邦 鉄鋼労連 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 髙田　幸一 鉄鋼労連

山口　正三 電機連合 加藤　　猛 電機連合

山口　正三 電機連合 加藤　　猛 電機連合

井上　　浩 電機連合 加藤　　猛 電機連合

井上　　浩 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 加藤　　猛 電機連合

田井　孝二 電機連合 尾川　一志 電機連合

田井　孝二 電機連合 尾川　一志 電機連合

田井　孝二 電機連合 尾川　一志 電機連合

角田　昭一 電機連合 尾川　一志 電機連合

角田　昭一 電機連合 尾川　一志 電機連合

【九州ブロック】2002年11月７日に設置。

2002年９月～11月に地連を解散し、金属労協本部直轄の地方ブロックを設置。

九　州
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年   表 

１．結成前（1957年４月～1964年４月） 
 

（注）結成前の国際交流は、ＪＣ結成に至る重要なステップであるので、本文と重複するが、あえて年表に加えた。 

年月日 ＩＭＦ及び国内金属労組関係の活動 年月日 ＩＭＦ及び国内金属労組関係の活動 

1957 
4.    1 

 

5.    1 

 

 

8. 

 

9. 17～21 

 

 

10. 

11.   25 

12. 

 

国際金属労連（ＩＭＦ）日本事務所設置 

所長 瀬戸一郎

「国際金属労連ニュース」第１号発行 

ＩＭＦグラデル書記長「日本と全世界の金属労働

者の連帯強化を希望する」のメッセージ寄せる 

K.フリードリックス・ドイツ金属労組調査部長来

日、電機労連幹部と交流 

第18回ＩＭＦ世界大会（スイス・ルガノ） 

代表（オブ）新家（全金同盟）、寺村（電機労連）、

瀬戸（本部） 

R.フォープルＩＡＭ国際部長来日 

鉄鋼大手４労組、第10波ストに突入 

金属関係労組幹部懇談会 

10.4～11. 9

 

 

11. 11～ 12

28～30

 

鉄鋼労連訪米代表団 

竹本（鉄鋼労連）、宮田早苗（八幡）、瀬戸（本

部） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ自動車部会（パリ） 

代表（オブ）宮家（自動車労連）、塩路（日産）

1961 
4. 14～ 26

 

 

 

5.  9～ 12

 

 

 

 

9. 18～ 30

 

 

10.5～11.3

 

20

30～

11.   17

 

 

11. 6～ 10

 

 

 

電機労働者国際交流会議（東京） 

ＩＭＦダンネンバーグ書記次長、ＩＵＥコリン

ズ会長代理、ＩＡＭフォープル国際部長来日、

電機労連と共同声明発表 

第19回ＩＭＦ世界大会（ローマ） 

代表（オブ）宮田（鉄鋼労連）竹花（電機労連）

関野（全機金）瀬戸（本部）役員 会長オット

ー・ブレナー （西独金属）書記長アドルフ・グ

ラデル（スイス・時計工労組）選出 

ルクセンブルグ鉄鋼労組・クリエール委員長、

カナダ地区鉄鋼労組・セフトン議長来日、鉄鋼

労連10周年記念大会、同第21回定期大会に出席

電機労連訪米代表団 野口（電機労連）樋口（沖）

小堀（東芝堀川町）池内（日電） 

ＩＭＦ中央委員会（チューリッヒ） 

イギリス造船労組代表団来日 

ジム・マシューズ造船機械工組合会長Ｗ・Ｍ・

クロン合同機械工労組執委、全造船中央委員会

（11.１）に出席 

ＩＭＦ婦人労働者会議（コペンハーゲン） 

ＩＭＦ青年労働者会議（コペンハーゲン） 

代表 斉藤（八幡） 

1958 
2.  3～4 

3. 

 

 

7.  8～11 

 

 

10.   13 

 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ、鉄鋼労連の闘争に１万スイス・フラン（84

万円）をおくる 

（鉄鋼労連第12回大会） 

ＩＭＦ機械産業・電機機器部会（ストックホルム）

代表（オブ）竪山（電機労連）、杉浦（全機金）

ＩＭＦ中央委員会（ブラッセル）、瀬戸（本部）

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

 

1959 
3. 19～20 

10.   18 

 

19～23 

 

11. 25～27 

12. 

 

ＩＭＦ鉄鋼部会（ウィーン） 

ＩＭＦ執行委員会（ワシントン） 

瀬戸（本部） 

ＩＭＦ中央委員会（ワシントン） 

米鉄鋼ストに支援を決議。瀬戸（本部） 

ＩＭＦ鋳造産業部会（西独・ムルハイム） 

鉄鋼労連、米鉄鋼ストに100万円をカンパし全米

鉄鋼労組におくる 

 

1962 
2. 9～3. 2

 

 

20～21

4.  22～25

5.  3～  5

 

26～30

 

 

28～29

 

7. 17～ 18

 

8.  1～  9

6～7

 

全米鉄鋼労組代表団来日 

クラウズ国際部次長、ラニー賃金対策担当、鉄

鋼労連第22回臨時大会（２.14）に出席 

ＩＭＦ執行委員会（西ベルリン） 

オーストラリア鉄鋼労連・ハレル書記次長来日

ＩＭＦ鉄鋼部会（西独・ドゥイスブルグ） 

代表（オブ）埴岡（鉄鋼労連） 

ＩＵＥ代表来日（ジェームズ・ケアリー会長、

コリンズ地区副議長） 

電機労連結成10周年記念大会に出席 

ＩＭＦ航空機産業労働者会議 

（仏・トゥールーズ） 

全機金第13回定期大会「ＩＭＦ－ＪＣ結成準備

の活動決定」 

オーストラリア鉄鋼労連・シーザー地区議長来

日 

ＩＭＦ執行委員会（オスロ）瀬戸（本部） 

1960 
1. 11～13 

2. 

3. 24～26 

 

 

 

5. 6～6. 5 

 

6. 

 

全米機械工労組ピーターソン元書記長夫妻来日 

オーストラリア鉄鋼労組ショート書記長来日 

全米鉄鋼労組バーンスティン国際部長来日 

ＩＭＦ造船産業部会（ハンブルグ） 

代表（オブ）浜口（造船総連）、西方（全造船）、

瀬戸（本部） 

全米鉄鋼労組第31地区（シカゴ）ジェルマノ議長、

ソーントン副議長来日 

全造船、造船総連、全金同盟、全機金、自動車労

連、モロッコ地震に資金カンパおくる 
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年月日 ＩＭＦ及び国内金属労組関係の活動 年月日 ＩＭＦ及び国内金属労組関係の活動 

8～10 

23～9. 

 

9.    3～8 

11. 15～24 

 

28 

ＩＭＦ中央委員会（オスロ）瀬戸（本部） 

鉄鋼労連訪米代表団（全米鉄鋼労組第11回大会に

出席） 

ＩＧメタル第７回定期大会 瀬戸（本部） 

ＵＡＷ代表団来日（ウォルター・ルーサー会長、

ビクター・ルーサー国際部長） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

7. 19～ 20

 

8. 22～ 24

9.  9～ 10

11～13

20～ 

 

10.     19

11.      1

25

12.     15

全機金第14回定期大会「ＩＭＦ－ＪＣ加盟」決

定 

ＩＭＦ鋳造部会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

ＵＳＷＡ訪日代表団 ヘイグ副会長、クラウズ

国際部次長  

八幡製鉄労組第37回定例大会「ＪＣ加盟」決定

ＩＭＦ日本協議会結成準備世話人会（第６回） 

ＩＭＦ日本協議会結成準備世話人会（第７回）

本部グラデル書記長、ダンネンバーグ書記次長、

瀬戸事務所長「ＩＭＦ日本協議会総成」を再度

提唱 

 

1963 
1.      16 

20～ 

2.14 

 

2.      13 

23～24 

3.      22 

4.      19 

21 

22 

5.       8 

 

10 

 

12 

29～6.1 

 

ＩＭＦ－ＪＣ結成準備懇談会（第１回） 

ＵＳＷＡ代表団来日 

クルーツ地区議長、ラニー賃金担当、鉄鋼労連第

25回臨時大会に出席 

ＩＭＦ－ＪＣ結成準備懇談会（第２回） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ－ＪＣ結成準備懇談会（第３回） 

第１回ＩＭＦ婦人労働者専門委員会（ウイーン）

第１回ＩＭＦ年少労働者専門委員会（ウィーン）

ＩＭＦ－ＪＣ結成準備懇談会（第４回） 

ＩＭＦ日本協議会結成準備世話人会（第５回懇談

会） 

ＩＭＦ－ＪＣ結成を提唱、本部グラデル書記長、

瀬戸日本事務所長 

ＩＭＦ執行委員会（ロンドン） 

電機労連第11回定期大会「ＩＭＦ－ＪＣ加盟」決

定 

1964 
1.       1

 

16

20

 

2.      12

3.       6

4.    1～3

3～4

24

 

ＩＭＦオットー・ブレナー会長「金属労働者の

国際連帯強化」の年頭メッセージ寄せる 

ＩＭＦ日本協議会結成準備会世話人会（第８回）

ＩＭＦ日本協議会第１回結成準備会（東京第一

ホテル） ＩＵＥスワイヤー福祉対策部長出席 

結成準備世話人会（第９回） 

第１回ＩＭＦ職業訓練委員会（ジュネーブ）  

ＩＭＦ造船部会（ゼノア）古賀（造船総連） 

ＩＭＦ執行委員会（ブラジル）  

ＩＭＦ日本協議会第２回結成準備会 

２．結成後の30年（1964年５月～1994年12月） 
（注）国際交流は本文と重複するので、年表から除いた。 

年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

1964 
5.      13 

16 

 

 

 

 

20 

27～29 

6.   4～ 5 

 

 

21 

 

23～27 

7.      15 

24 

8.       9 

9.   4～ 6 

 

10～12 

 

 

全国自動車中央委員会「ＪＣ加盟」決定 

国際金属労連日本協議会(ＩＭＦ－ＪＣ)結成大会

(日本青年館)ＩＭＦ本部グラデル書記長､ダン

ネンバーグ書記次長臨席、５単産13組合130人出

席 

中山製鋼労組、神戸製鋼労組、ＪＣに加盟 

鉄鋼労連欧州賃金調査団 

造船総連第14回定期大会「ＪＣ加盟」決定 

ＩＭＦ中央委員会（フランクフルト）、鉄鋼労連

賃金調査団がオブ参加 

ＩＭＦ－ＪＣの結成を確認  

三菱重工東京自動車労組臨時大会「ＪＣオブ加

盟」決定 

ＩＭＦ青年婦人部会（ジュネーブ） 

｢ＩＭＦ日本協議会｣機関紙64-７号(創刊号)発行

自動車産業労働組合協議会第１回準備委員会 

本田労組第３回定期大会「ＪＣ加盟」決定  

全国自動車第３回定期大会「ＪＣ加盟」決定、Ｕ

ＳＷＡバーンステイン国際部長出席 

電機労連第35回中央委員会「ＪＣのＩＭＦ加盟」

を承認 

14～17

 

21

28～10.1

 

 

10.      2

2

5

26

30

 

 

 

11.      1

4

5～6

9

17～19

鉄鋼労連第29回定期大会「ＪＣ加盟は早い時期に

決着つける」ことを決定 

ＩＵＥ定期大会 電機労連代表出席 

第１回国際賃金セミナー（熱川） 

講師フリッツ・ハウザー博士（ＩＧメタル）「西

独の賃金構造・制度」 

九州・中国地連結成大会 議長宮田早苗（八幡製

鉄） 

九州賃金セミナー ハウザー博士 

関西賃金セミナー ハウザー博士 

東海地連結成大会 議長久野治（電機労連） 

ＩＭＦ－ＪＣ第２回臨時協議委員会（都市センタ

ー） 

「ＩＭＦ加盟」を承認。「本田労組のＪＣ加盟」

を承認、調査部設置（賃金要求の資料交換等）

住友金属労組 ＪＣにオブ加盟 

関西地連結成大会 議長高畑敬一（大阪） 

自動車労連10周年記念大会（第７回大会） 

関東地連結成大会 議長白石勇（電機労連） 

第５回ＩＭＦ自動車部会（フランクフルト） 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

24 

 

25～28 

 

 

 

 

12.     24 

26 

ＩＭＦ中央委員会「ＩＭＦ－ＪＣのＩＭＦ加盟」

を承認 

第20回ＩＭＦ世界大会（ウィーン） 

団長福間議長、代表団40人 

47カ国77組織、274人出席 

ＩＭＦ－ＪＣのＩＭＦ加盟を承認、福間議長を

ＩＭＦ執行委員（副会長）に選出  

三菱重工労組 ＪＣに加盟 

電機労連三役、ＩＭＦ加盟問題で社会党成田書記

長と会見 

23

24

三菱重工労働組合協議会結成 

三菱重工西日本連合結成 

1966 
1.      13

2.      1

5

10

17～18

18～19

25～26

 

3.     11

12

22～24

25

 

4.     21

25

5.     10

12～18

16～20

23～24

30～6.2

 

6.  3～ 4

14

15～16

 

7.     17

27

8.  8～14

20～9.8

 

22

 

 

26

 

9.     1

2

 

5～9

12

19～23

20～21

9. 22～24

30

 

10.     1

1

 

関西地連第２回総会 

関東地連特別講演会(ＩＭＦ中央委員会報告など)

ＩＭＦ造船部会イヴァ・ノーレン部会長来日 

三菱重工４労組で「組織統一準備委員会」設置

鉄鋼労連第33回臨時大会（登別）「ＩＭＦ－ＪＣ

加盟」決定 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＪＣ社会保障研究会（熱海）ノーレン造船部会長

講演「スウェーデンの社会保障の現状」 

ＪＣ訪米造船機械チーム 代表団６人 

ヤマハ発動機労組大会「ＪＣ加盟」決定  

賃金調査センター国際会議 

ＪＣ・自動車労協主催 賃金問題講演会 

 ＵＡＷルーサー国際部長 

電機労連24時間スト  

全機金島津労組スト 

第１回地連代表者会議  

瀬戸事務局長訪韓 

ＵＡＷ第20回定期大会 ＩＭＦ－ＪＣ代表団４人

ＧＥ関係労組国際会議（ワシントン） 

ＩＭＦ世界自動車協議会（デトロイト）代表団３

人 

ＩＧメタル75周年記念大会 代表団３人 

ＩＭＦ－ＪＣ第４回総会（健保会館） 

三菱重工労組西日本連合第４回大会「ＪＣオブ加

盟」決定 

中国地連第２回総会 

全造船浅野ドック分会大会｢ＪＣオブ加盟｣決定

第３回国際賃金セミナー 

ＩＭＦオットー・ブレナー会長、ダンネンバーグ

書記次長来日 

ＩＭＦ－ＪＣ第５回臨時拡大協議委員会 ブレ

ナー会長特別講演「世界の金属産業とＩＭＦの任

務」 

ブレナー会長、労働大臣、経営者団体と会見（26

日～２日）各単産・単組・地連と交流 

キャタピラー三菱労組結成大会 

九州地連第２回総会 ブレナー会長、ダンネンバ

ーグ書記次長出席 

ＩＵＦ第12回大会（マイアミ・ビーチ） 

日本鋼管福山労組第２回定期大会「ＪＣオブ加

盟」決定 

ＵＳＷＡ第13回大会 

ＩＭＦ執行委員会 福間、瀬戸（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

社会党主催「国民会議」（札幌）、野々山労働局長、

ＪＣを誹謗 

三菱重工東京製作所労組創立大会「ＪＣ加盟」決

定 

自動車労協第２回協議委員会 

 

1965 
1.     21 

2.   6～7 

 

9 

16 

20 

 

23 

 

26 

4.  2～ 3 

6.      1 

 

28～7.1 

 

7.  2～ 3 

7 

 

 

23～ 

 

8～15 

 

8. 15～22 

 

 

24～27 

 

25～27 

 

26 

9.     10 

19 

10.    16 

 

11.     9 

11 

18～19 

21 

 

26～27 

28～29 

12. 6～17 

 

代表、石田労働大臣と会見 

九州・中国地連「ＩＭＦ世界大会報告会」（山口・

光）  

第１回地連代表者会議（東京・虎ノ門） 

関東地連「ＩＭＦ世界大会報告会」（品川公会堂）

東海地連「ＩＭＦ世界大会報告」「賃金講演会」

＜講師＝金子義雄氏（名古屋）＞ 

関東地連「賃金問題講演会」 

＜講師：大河内一男氏（東京）＞ 

関西地連「ＩＭＦ世界大会報告」「賃金講演会」

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）  

ＩＭＦ造船代表、労働大臣、運輸大臣（２日）と

会見 

ＩＭＦ鉄鋼・アルミ産業部会（ルクセンブルグ）

鉄鋼労連代表４人出席 

ＩＭＦ執行委員会  

ＩＭＦ－ＪＣ第３回協議委員会（東京・全国たば

こ会館）「大産業別連合の実現に努力」の方針決

定 

東海地連代表欧米視察団 

韓国金属労組代表来日 

第１回ＩＭＦ青少年セミナー（オスロ） 

安島（電機・日立）、佐藤（同・三菱） 

第２回国際賃金セミナー（15～18日関東、東海）

（19～22日関西、九州・中国）「アメリカの賃金

事情」 

鉄鋼労連第32回定期大会「ＩＭＦ－ＪＣ加盟方

針」決定 

同盟三菱労組第23回定期大会「三菱４労組統一準

備」決定 ＩＭＦダンネンバーグ書記次長出席 

自動車労協結成大会（議長 塩路一郎） 

中国地連結成総会 議長山本頼（呉造船） 

本田労協結成大会 

ＩＭＦ女子労働者委員会及びセミナー（フローレ

ンス） 

関東地連第２回総会 

東海地連第２回総会 

ＩＭＦ教宣活動委員会（ジュネーブ） 

キャタピラー三菱労組第１回定期大会「ＪＣ加

盟」を決定 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

第８回ＩＬＯ金属工業委員会（ジュネーブ） 
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年月日 ＩＭＦ及び国内金属労組関係の活動 年月日 ＩＭＦ及び国内金属労組関係の活動 

8～10 

23～9. 

 

9.    3～8 

11. 15～24 

 

28 

ＩＭＦ中央委員会（オスロ）瀬戸（本部） 

鉄鋼労連訪米代表団（全米鉄鋼労組第11回大会に

出席） 

ＩＧメタル第７回定期大会 瀬戸（本部） 

ＵＡＷ代表団来日（ウォルター・ルーサー会長、

ビクター・ルーサー国際部長） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

7. 19～ 20

 

8. 22～ 24

9.  9～ 10

11～13

20～ 

 

10.     19

11.      1

25

12.     15

全機金第14回定期大会「ＩＭＦ－ＪＣ加盟」決

定 

ＩＭＦ鋳造部会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

ＵＳＷＡ訪日代表団 ヘイグ副会長、クラウズ

国際部次長  

八幡製鉄労組第37回定例大会「ＪＣ加盟」決定

ＩＭＦ日本協議会結成準備世話人会（第６回） 

ＩＭＦ日本協議会結成準備世話人会（第７回）

本部グラデル書記長、ダンネンバーグ書記次長、

瀬戸事務所長「ＩＭＦ日本協議会総成」を再度

提唱 

 

1963 
1.      16 

20～ 

2.14 

 

2.      13 

23～24 

3.      22 

4.      19 

21 

22 

5.       8 

 

10 

 

12 

29～6.1 

 

ＩＭＦ－ＪＣ結成準備懇談会（第１回） 

ＵＳＷＡ代表団来日 

クルーツ地区議長、ラニー賃金担当、鉄鋼労連第

25回臨時大会に出席 

ＩＭＦ－ＪＣ結成準備懇談会（第２回） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ－ＪＣ結成準備懇談会（第３回） 

第１回ＩＭＦ婦人労働者専門委員会（ウイーン）

第１回ＩＭＦ年少労働者専門委員会（ウィーン）

ＩＭＦ－ＪＣ結成準備懇談会（第４回） 

ＩＭＦ日本協議会結成準備世話人会（第５回懇談

会） 

ＩＭＦ－ＪＣ結成を提唱、本部グラデル書記長、

瀬戸日本事務所長 

ＩＭＦ執行委員会（ロンドン） 

電機労連第11回定期大会「ＩＭＦ－ＪＣ加盟」決

定 

1964 
1.       1

 

16

20

 

2.      12

3.       6

4.    1～3

3～4

24

 

ＩＭＦオットー・ブレナー会長「金属労働者の

国際連帯強化」の年頭メッセージ寄せる 

ＩＭＦ日本協議会結成準備会世話人会（第８回）

ＩＭＦ日本協議会第１回結成準備会（東京第一

ホテル） ＩＵＥスワイヤー福祉対策部長出席 

結成準備世話人会（第９回） 

第１回ＩＭＦ職業訓練委員会（ジュネーブ）  

ＩＭＦ造船部会（ゼノア）古賀（造船総連） 

ＩＭＦ執行委員会（ブラジル）  

ＩＭＦ日本協議会第２回結成準備会 

２．結成後の30年（1964年５月～1994年12月） 
（注）国際交流は本文と重複するので、年表から除いた。 

年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

1964 
5.      13 

16 

 

 

 

 

20 

27～29 

6.   4～ 5 

 

 

21 

 

23～27 

7.      15 

24 

8.       9 

9.   4～ 6 

 

10～12 

 

 

全国自動車中央委員会「ＪＣ加盟」決定 

国際金属労連日本協議会(ＩＭＦ－ＪＣ)結成大会

(日本青年館)ＩＭＦ本部グラデル書記長､ダン

ネンバーグ書記次長臨席、５単産13組合130人出

席 

中山製鋼労組、神戸製鋼労組、ＪＣに加盟 

鉄鋼労連欧州賃金調査団 

造船総連第14回定期大会「ＪＣ加盟」決定 

ＩＭＦ中央委員会（フランクフルト）、鉄鋼労連

賃金調査団がオブ参加 

ＩＭＦ－ＪＣの結成を確認  

三菱重工東京自動車労組臨時大会「ＪＣオブ加

盟」決定 

ＩＭＦ青年婦人部会（ジュネーブ） 

｢ＩＭＦ日本協議会｣機関紙64-７号(創刊号)発行

自動車産業労働組合協議会第１回準備委員会 

本田労組第３回定期大会「ＪＣ加盟」決定  

全国自動車第３回定期大会「ＪＣ加盟」決定、Ｕ

ＳＷＡバーンステイン国際部長出席 

電機労連第35回中央委員会「ＪＣのＩＭＦ加盟」

を承認 

14～17

 

21

28～10.1

 

 

10.      2

2

5

26

30

 

 

 

11.      1

4

5～6

9

17～19

鉄鋼労連第29回定期大会「ＪＣ加盟は早い時期に

決着つける」ことを決定 

ＩＵＥ定期大会 電機労連代表出席 

第１回国際賃金セミナー（熱川） 

講師フリッツ・ハウザー博士（ＩＧメタル）「西

独の賃金構造・制度」 

九州・中国地連結成大会 議長宮田早苗（八幡製

鉄） 

九州賃金セミナー ハウザー博士 

関西賃金セミナー ハウザー博士 

東海地連結成大会 議長久野治（電機労連） 

ＩＭＦ－ＪＣ第２回臨時協議委員会（都市センタ

ー） 

「ＩＭＦ加盟」を承認。「本田労組のＪＣ加盟」

を承認、調査部設置（賃金要求の資料交換等）

住友金属労組 ＪＣにオブ加盟 

関西地連結成大会 議長高畑敬一（大阪） 

自動車労連10周年記念大会（第７回大会） 

関東地連結成大会 議長白石勇（電機労連） 

第５回ＩＭＦ自動車部会（フランクフルト） 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

24 

 

25～28 

 

 

 

 

12.     24 

26 

ＩＭＦ中央委員会「ＩＭＦ－ＪＣのＩＭＦ加盟」

を承認 

第20回ＩＭＦ世界大会（ウィーン） 

団長福間議長、代表団40人 

47カ国77組織、274人出席 

ＩＭＦ－ＪＣのＩＭＦ加盟を承認、福間議長を

ＩＭＦ執行委員（副会長）に選出  

三菱重工労組 ＪＣに加盟 

電機労連三役、ＩＭＦ加盟問題で社会党成田書記

長と会見 

23

24

三菱重工労働組合協議会結成 

三菱重工西日本連合結成 

1966 
1.      13

2.      1

5

10

17～18

18～19

25～26

 

3.     11

12

22～24

25

 

4.     21

25

5.     10

12～18

16～20

23～24

30～6.2

 

6.  3～ 4

14

15～16

 

7.     17

27

8.  8～14

20～9.8

 

22

 

 

26

 

9.     1

2

 

5～9

12

19～23

20～21

9. 22～24

30

 

10.     1

1

 

関西地連第２回総会 

関東地連特別講演会(ＩＭＦ中央委員会報告など)

ＩＭＦ造船部会イヴァ・ノーレン部会長来日 

三菱重工４労組で「組織統一準備委員会」設置

鉄鋼労連第33回臨時大会（登別）「ＩＭＦ－ＪＣ

加盟」決定 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＪＣ社会保障研究会（熱海）ノーレン造船部会長

講演「スウェーデンの社会保障の現状」 

ＪＣ訪米造船機械チーム 代表団６人 

ヤマハ発動機労組大会「ＪＣ加盟」決定  

賃金調査センター国際会議 

ＪＣ・自動車労協主催 賃金問題講演会 

 ＵＡＷルーサー国際部長 

電機労連24時間スト  

全機金島津労組スト 

第１回地連代表者会議  

瀬戸事務局長訪韓 

ＵＡＷ第20回定期大会 ＩＭＦ－ＪＣ代表団４人

ＧＥ関係労組国際会議（ワシントン） 

ＩＭＦ世界自動車協議会（デトロイト）代表団３

人 

ＩＧメタル75周年記念大会 代表団３人 

ＩＭＦ－ＪＣ第４回総会（健保会館） 

三菱重工労組西日本連合第４回大会「ＪＣオブ加

盟」決定 

中国地連第２回総会 

全造船浅野ドック分会大会｢ＪＣオブ加盟｣決定

第３回国際賃金セミナー 

ＩＭＦオットー・ブレナー会長、ダンネンバーグ

書記次長来日 

ＩＭＦ－ＪＣ第５回臨時拡大協議委員会 ブレ

ナー会長特別講演「世界の金属産業とＩＭＦの任

務」 

ブレナー会長、労働大臣、経営者団体と会見（26

日～２日）各単産・単組・地連と交流 

キャタピラー三菱労組結成大会 

九州地連第２回総会 ブレナー会長、ダンネンバ

ーグ書記次長出席 

ＩＵＦ第12回大会（マイアミ・ビーチ） 

日本鋼管福山労組第２回定期大会「ＪＣオブ加

盟」決定 

ＵＳＷＡ第13回大会 

ＩＭＦ執行委員会 福間、瀬戸（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

社会党主催「国民会議」（札幌）、野々山労働局長、

ＪＣを誹謗 

三菱重工東京製作所労組創立大会「ＪＣ加盟」決

定 

自動車労協第２回協議委員会 

 

1965 
1.     21 

2.   6～7 

 

9 

16 

20 

 

23 

 

26 

4.  2～ 3 

6.      1 

 

28～7.1 

 

7.  2～ 3 

7 

 

 

23～ 

 

8～15 

 

8. 15～22 

 

 

24～27 

 

25～27 

 

26 

9.     10 

19 

10.    16 

 

11.     9 

11 

18～19 

21 

 

26～27 

28～29 

12. 6～17 

 

代表、石田労働大臣と会見 

九州・中国地連「ＩＭＦ世界大会報告会」（山口・

光）  

第１回地連代表者会議（東京・虎ノ門） 

関東地連「ＩＭＦ世界大会報告会」（品川公会堂）

東海地連「ＩＭＦ世界大会報告」「賃金講演会」

＜講師＝金子義雄氏（名古屋）＞ 

関東地連「賃金問題講演会」 

＜講師：大河内一男氏（東京）＞ 

関西地連「ＩＭＦ世界大会報告」「賃金講演会」

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）  

ＩＭＦ造船代表、労働大臣、運輸大臣（２日）と

会見 

ＩＭＦ鉄鋼・アルミ産業部会（ルクセンブルグ）

鉄鋼労連代表４人出席 

ＩＭＦ執行委員会  

ＩＭＦ－ＪＣ第３回協議委員会（東京・全国たば

こ会館）「大産業別連合の実現に努力」の方針決

定 

東海地連代表欧米視察団 

韓国金属労組代表来日 

第１回ＩＭＦ青少年セミナー（オスロ） 

安島（電機・日立）、佐藤（同・三菱） 

第２回国際賃金セミナー（15～18日関東、東海）

（19～22日関西、九州・中国）「アメリカの賃金

事情」 

鉄鋼労連第32回定期大会「ＩＭＦ－ＪＣ加盟方

針」決定 

同盟三菱労組第23回定期大会「三菱４労組統一準

備」決定 ＩＭＦダンネンバーグ書記次長出席 

自動車労協結成大会（議長 塩路一郎） 

中国地連結成総会 議長山本頼（呉造船） 

本田労協結成大会 

ＩＭＦ女子労働者委員会及びセミナー（フローレ

ンス） 

関東地連第２回総会 

東海地連第２回総会 

ＩＭＦ教宣活動委員会（ジュネーブ） 

キャタピラー三菱労組第１回定期大会「ＪＣ加

盟」を決定 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

第８回ＩＬＯ金属工業委員会（ジュネーブ） 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

6 

 

17～22 

 

22 

 

28 

29 

11. 3～ 5 

7 

8 

 

 

 

9 

17～19 

21～12.13 

12.    1 

 

7 

ＩＭＦ－ＪＣ、社会党本部に公開質問状提出、

（13日）声明発表 

ＩＭＦ職業訓練委員会（スイス・ビツナク）代

表団２人 

三菱東自第８回大会、名称「三自労組」に改称

（25日）「ＪＣ加盟」決定 

同盟三菱協議会結成大会 

三菱東京製作所労組第１回大会 

三菱重工労連結成大会 

関西地連第３回総会 

ＩＭＦ－ＪＣ第７回協議委員会（東京・たばこ

会館） 

「三菱重工東京労組、三菱重工川崎自動車労組

の加盟」承認 

関東地連第３回総会 

ＩＭＦ第４回婦人部会（ミュンヘン） 

ＪＣ欧州労働時間調査団出発 

ＩＭＦ－ＪＣ機関紙「ＩＭＦ日本協議会」創刊

号（89号）発行 

ＩＡＭフォープル国際部長来所 

16～18

19～21

22～25

10.   17

17～11.2

25～12.15

12.     7

 

16

18

ＩＭＦ執行委員会(アムステルダム)､瀬戸(本部) 

ＩＭＦ中央委員会（スケフェニンゲン） 

ＩＭＦ電機・機械部会（スケフェニンゲン）、代

表団７人 

ＩＭＦ－ＪＣ第９回協議委員会（南大井・鉄鋼

労連会館） 

「一時金・賃闘に重点」活動方針決定 

東南アジア労働事情調査団、代表団14人  

アメリカ労働事情調査団16人 

第１回賃金闘争連絡会議「20％（7,000円）の賃

上げ」など初の賃金白書決定  

東北地連結成準備委員会 

北海道地連結成準備委員会 

1968 
1.     16

2. 11～12

23～24

27～29

3.      2

27

27

4.      3

5

8

15

19

20

24

24

 

5.   8～9

10

16～19

22～23

5. 24～26

27～31

 

 

 

6. 17～20

 

12～8.24

31～8.3

8.   6～9

20～21

 

9.     10

 

 

14～10.3

10.     7

11～12

 

北海道地連結成大会 議長上西清（鉄鋼労連） 

北海道地連「賃闘討論集会」 

第５回地連代表者会議 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

東北地連結成大会 議長黒滝勇（鉄鋼労連）  

関東地連賃闘勝利の集い 

関西地連賃闘勝利の集い 

第４回賃金闘争連絡会議 

東海地連賃闘勝利の集い 

関西地連和歌山地区会議結成 

第５回賃金闘争連絡会議 

電機労連72時間スト  

キヤノン労組第38回定期大会｢ＪＣオブ加盟｣決

定 

電機労連第２波72時間スト  

第６回賃金闘争連絡会議 

「ＪＣ賃闘」の勝利にマスコミにぎわす 

第６回地連代表者会議 

ＩＭＦ－ＪＣ第10回協議委員会｢キヤノン労組

のオブ加盟｣承認 

第６回ＩＭＦ自動車部会（トリノ） 

ＩＭＦ執行委員会（チューリッヒ） 

ＩＭＦ中央委員会（チューリッヒ） 

ＩＭＦ75周年記念第21回世界大会（チューリッ

ヒ）、福間団長以下55人出席、新設の電機電子部

会双頭会長に清田氏（電機労連）選出。ＩＭＦ

加盟人員1,018万人 

電機労連第16回定期大会「金属共闘整理の方向」

決定 

アメリカ賃金闘争事情調査団（代表６人） 

第５回国際労働セミナー（東日本） 

第５回国際労働セミナー（西日本） 

ＩＭＦ東南アジア地域第１回教育講座(香港）瀬

戸 

ＩＭＦ－ＪＣ第７回拡大協議委員会（健保会館）

「事務局次長制を採択、次回より総会に改める」

組織人員の100万人達成 

ＩＵＥ大会出席 代表清田（電機労連） 

日本ＮＣＲ労組「ＪＣ加盟」決定 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

1967 
1.     9 

30 

 

31～2.2 

2.    24 

3.  4～5 

6 

11～12 

14～24 

25 

30 

 

 

4.     4 

7～8 

14 

22 

5.     2 

8～10 

22～25 

 

6.     6 

 

8 

12～13 

23～24 

7. 6～26 

 

 

26～29 

31～8.3 

16～10.9 

 

東海地連沢田議長、西独研修生として出発  

賃金闘争連絡会議設置決定 

機関誌「ＩＭＦ日本協議会」雑誌形式を復刊  

鉄鋼労連春闘討論集会 

自動車労連中央委員会「ＪＣ加盟」決定  

第３回全国地連代表者会議  

ＪＣ、関東地連共催「賃闘講演会」  

三菱重工横船労組第22回大会「ＪＣ加盟」決定 

瀬戸事務局長東南アジア交流 

北信越地連結成大会 議長佐藤進（電機労組）

ＩＭＦ－ＪＣ第８回協議委員会「自動車労連、

三菱重工横浜造船労組のＪＣ加盟」承認。「200

万人大結集への前進」の方針 

賃金闘争連絡会議「賃金闘争アピール」発表 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、瀬戸 

賃金闘争連絡会議 

賃金闘争連絡会議 

全金同盟から申し入れ（加盟問題） 

賃金共同調査センター国際委員会 

第６回ＩＭＦ造船産業部会（ニューキャッス

ル）、代表団３人 

ＩＭＦ－ＪＣ第６回拡大協議委員会（国労会館）

産業政策研究委員会設置決定 

自動車労連日産労組プリンス部門労組統合大会

第４回ＩＭＦ青少年対策委員会（ジュネーブ）

第４回地連代表者会議 

第１回労働リーダーシップコース（明治学院大）

始まる。日本初の労学提携の労働講座に25人が

受講 

第４回国際労働セミナー（東日本） 

同 （西日本） 

ＪＣ欧州資本自由化調査団（代表団17人） 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

28～29 

11.    3 

23 

24 

28 

 

12. 2～21 

 

3～20 

10～12 

17～18 

17～22 

第１回地連代表者会議 

日本鋼管清水分会大会「ＪＣ加盟」決定 

全岡村産業労連第４回定期大会｢ＪＣ加盟｣決定 

国労会館より三徳八重洲ビルに事務所移転 

第１回賃金闘争連絡会議発足「高度工業国にふ

さわしい賃金」白書発表 

第２回労働リーダーシップコース29人が受講

（東京・鉄鋼労連／大磯アカデミーハウス） 

東南アジア労働事情調査団（15人参加） 

オルグ研修講座（40人参加） 

三菱重工労組第４回臨時大会「ＪＣ加盟」決定

韓国金属労組講習会（瀬戸） 

17

21～12.14

23

23～29

27

12. 1～20

 

2～19

 

 

4～19

16

外資系労組連絡会議第１回代表者会議 代表幹

事渡辺（キャタ三菱） 

日豪鉄鋼労連交流 宮田(鉄鋼労連)､瀬戸(本部) 

全造船川崎造船第31回大会「ＪＣオブ加盟」決

定 

関西地連東南アジア視察団（15名参加） 

非鉄金属労組連絡会議世話人会 

第３回東日本労働リーダーシップコース23人が

受講（電機労連／大磯アカデミーハウス） 

第１回西日本労働リーダーシップコース17人が

受講（京都・関西セミナーハウス) 

中堅幹部の育成講座として発足 

ＩＭＦヨーロッパ地域自動車連絡会議 

ＩＭＦ－ＪＣ第12回協議委員会「石播労連のオ

ブ加盟」承認、「賃上げ20％前後基準」決定「産

業政策第１次報告書」確認 

1969 
1. 12～14 

10 

 

 

 

 

11～14 

 

 

2.    15 

 

25 

29～30 

5. 9～11 

9～10 

 

6. 6～29 

7.21～8.7 

24～26 

8.  7～9 

11～13 

18 

9.    11 

 

14～17 

26 

27 

 

 

 

29～10.10 

10.13～21 

23 

24 

 

27 

27～11.5 

11.    9 

 

14 

 

中華民国金属労組結成大会（瀬戸） 

ＩＭＦ－ＪＣ第11回協議委員会。ＩＭＦグラデ

ル書記長、ダンネンバーグ書記次長臨席 

「日本鋼管清水造船分会、全岡村産業労連、

同盟三菱重工労組のＪＣ加盟を承認」「賃上げ

8,000円20％前後の引き上げ要求」決定 

第１回ＩＭＦアジア地域会議（赤坂プリンス・

ホテル）12カ国18組織110人出席、アジア金属労

働者の発展誓い合う  

キヤノン労組第36回定期大会「ＪＣ正規加盟」

決定 

韓国金属労組教育講座（瀬戸） 

第５回ＩＭＦ婦人対策委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（代表団５人） 

第９回産業政策研究会「金属産業の現状と問題

点」第一次報告書発表 

電機労連日米貿易問題調査団  

東南アジア労働事情調査団（地連代表16人） 

全機金20周年記念20回定期大会 

第６回国際労働セミナー（東日本） 

第６回国際労働セミナー（西日本） 

外資系労組連絡会議結成大会（11組合参加） 

ＩＭＦ－ＪＣ第８回総会（農林年金会館）「200

万金属労働者結集」の活動方針決定 

日米電機産業貿易合同調査小委員会（ハワイ）

ＩＭＦ執行委員会（ブラッセル） 

ＩＭＦ中央委員会（ブラッセル） 

アドルフ・グラデルＩＭＦ書記長退任しスウェ

ーデン金属労組のイヴァ・ノーレン氏が新書記

長に選任される。 

ＩＬＯ鉄鋼委員会（ジュネーブ） 

電機産業日米労組小委員会（ハワイ） 

石播労連第９回定期大会「ＪＣオブ加盟」決定

東海地連第６回総会 

北海道地連第３回総会 

ＧＥ長期ストライキに突入 

韓国、中華民国労働事情調査団  

鋼管清水労組第35回定期大会「全造船機械脱退」

決定 

全岡村労連120時間スト 

1970 
1.10～2.3

28～29

29

2.     10

12

12

3. 11～12

23

24

4.     22

25～5.2

5.  1～24

5～6.29

8～7.7

9

 

10～18

6.   3～5

4～7

 

5～29

7.   1～2

10～30

8.  1～28

9～14

18～21

 

24～26

27～9.7

28～30

9.  9～12

10

15

30～10.2

 

鉄鋼労連アメリカ・ストライキ技術統制調査団

直接加盟組合委員長・書記長会議 

ＧＥ長期スト（14週間）解決 

関西地連第６回総会 

地連事務局長会議 

全造船川崎造船分会、ＪＣにオブ加盟 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

賃闘シンポジウム(東日本)賃闘決起集会を変更 

賃闘シンポジウム（西日本）    同 

電機労連48時間スト 

韓国金属労組大会、向井事務局長（関西地連）

初の欧州労働事情視察団（19人） 

欧州統計調査団、団長中村（本部）６人 

第25回フィリピン大学アジア労働教育講座 

ＵＡＷウォルター・フィリップ・ルーサー会長

飛行機事故死（14日）ＵＡＷ葬、瀬戸（本部）

韓国、香港、中華民国視察団 

第５回ＩＭＦ婦人委員会（フランクフルト） 

造船総連第20回定期大会「造船重機労組協議会

設置」を決める 

欧州統計調査団、団長中村（本部）６人 

地連事務局長・組織部合同会議 

初のＩＭＦ東南アジア技術研修生受け入れ  

欧州賃金調査団（造船チーム）、９人 

第２回ＩＭＦ職業セミナー(ストックホルム)､４人

同盟三菱重工労組第７回臨時大会、第８回定期

大会「三菱自工労組の分離独立」を決定 

第７回国際労働セミナー（東日本） 

東南アジア技術研修生受け入れ 

第７回国際労働セミナー（西日本） 

ＩＭＦ機械部会（ジュネーブ）代表団２人 

ＩＭＦ－ＪＣ第９回総会（農林年金会館）「戦線

統一・加盟単産が中核に」「組織機構の抜本的検

討」の方針決定、組織人員144万人 

ＧＭ長期ストに突入 

第１回ＩＭＦ電機･電子部会(ハーグ)､代表団６

人 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

6 

 

17～22 

 

22 

 

28 

29 

11. 3～ 5 

7 

8 

 

 

 

9 

17～19 

21～12.13 

12.    1 

 

7 

ＩＭＦ－ＪＣ、社会党本部に公開質問状提出、

（13日）声明発表 

ＩＭＦ職業訓練委員会（スイス・ビツナク）代

表団２人 

三菱東自第８回大会、名称「三自労組」に改称

（25日）「ＪＣ加盟」決定 

同盟三菱協議会結成大会 

三菱東京製作所労組第１回大会 

三菱重工労連結成大会 

関西地連第３回総会 

ＩＭＦ－ＪＣ第７回協議委員会（東京・たばこ

会館） 

「三菱重工東京労組、三菱重工川崎自動車労組

の加盟」承認 

関東地連第３回総会 

ＩＭＦ第４回婦人部会（ミュンヘン） 

ＪＣ欧州労働時間調査団出発 

ＩＭＦ－ＪＣ機関紙「ＩＭＦ日本協議会」創刊

号（89号）発行 

ＩＡＭフォープル国際部長来所 

16～18

19～21

22～25

10.   17

17～11.2

25～12.15

12.     7

 

16

18

ＩＭＦ執行委員会(アムステルダム)､瀬戸(本部) 

ＩＭＦ中央委員会（スケフェニンゲン） 

ＩＭＦ電機・機械部会（スケフェニンゲン）、代

表団７人 

ＩＭＦ－ＪＣ第９回協議委員会（南大井・鉄鋼

労連会館） 

「一時金・賃闘に重点」活動方針決定 

東南アジア労働事情調査団、代表団14人  

アメリカ労働事情調査団16人 

第１回賃金闘争連絡会議「20％（7,000円）の賃

上げ」など初の賃金白書決定  

東北地連結成準備委員会 

北海道地連結成準備委員会 

1968 
1.     16

2. 11～12

23～24

27～29

3.      2

27

27

4.      3

5

8

15

19

20

24

24

 

5.   8～9

10

16～19

22～23

5. 24～26

27～31

 

 

 

6. 17～20

 

12～8.24

31～8.3

8.   6～9

20～21

 

9.     10

 

 

14～10.3

10.     7

11～12

 

北海道地連結成大会 議長上西清（鉄鋼労連） 

北海道地連「賃闘討論集会」 

第５回地連代表者会議 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

東北地連結成大会 議長黒滝勇（鉄鋼労連）  

関東地連賃闘勝利の集い 

関西地連賃闘勝利の集い 

第４回賃金闘争連絡会議 

東海地連賃闘勝利の集い 

関西地連和歌山地区会議結成 

第５回賃金闘争連絡会議 

電機労連72時間スト  

キヤノン労組第38回定期大会｢ＪＣオブ加盟｣決

定 

電機労連第２波72時間スト  

第６回賃金闘争連絡会議 

「ＪＣ賃闘」の勝利にマスコミにぎわす 

第６回地連代表者会議 

ＩＭＦ－ＪＣ第10回協議委員会｢キヤノン労組

のオブ加盟｣承認 

第６回ＩＭＦ自動車部会（トリノ） 

ＩＭＦ執行委員会（チューリッヒ） 

ＩＭＦ中央委員会（チューリッヒ） 

ＩＭＦ75周年記念第21回世界大会（チューリッ

ヒ）、福間団長以下55人出席、新設の電機電子部

会双頭会長に清田氏（電機労連）選出。ＩＭＦ

加盟人員1,018万人 

電機労連第16回定期大会「金属共闘整理の方向」

決定 

アメリカ賃金闘争事情調査団（代表６人） 

第５回国際労働セミナー（東日本） 

第５回国際労働セミナー（西日本） 

ＩＭＦ東南アジア地域第１回教育講座(香港）瀬

戸 

ＩＭＦ－ＪＣ第７回拡大協議委員会（健保会館）

「事務局次長制を採択、次回より総会に改める」

組織人員の100万人達成 

ＩＵＥ大会出席 代表清田（電機労連） 

日本ＮＣＲ労組「ＪＣ加盟」決定 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

1967 
1.     9 

30 

 

31～2.2 

2.    24 

3.  4～5 

6 

11～12 

14～24 

25 

30 

 

 

4.     4 

7～8 

14 

22 

5.     2 

8～10 

22～25 

 

6.     6 

 

8 

12～13 

23～24 

7. 6～26 

 

 

26～29 

31～8.3 

16～10.9 

 

東海地連沢田議長、西独研修生として出発  

賃金闘争連絡会議設置決定 

機関誌「ＩＭＦ日本協議会」雑誌形式を復刊  

鉄鋼労連春闘討論集会 

自動車労連中央委員会「ＪＣ加盟」決定  

第３回全国地連代表者会議  

ＪＣ、関東地連共催「賃闘講演会」  

三菱重工横船労組第22回大会「ＪＣ加盟」決定 

瀬戸事務局長東南アジア交流 

北信越地連結成大会 議長佐藤進（電機労組）

ＩＭＦ－ＪＣ第８回協議委員会「自動車労連、

三菱重工横浜造船労組のＪＣ加盟」承認。「200

万人大結集への前進」の方針 

賃金闘争連絡会議「賃金闘争アピール」発表 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、瀬戸 

賃金闘争連絡会議 

賃金闘争連絡会議 

全金同盟から申し入れ（加盟問題） 

賃金共同調査センター国際委員会 

第６回ＩＭＦ造船産業部会（ニューキャッス

ル）、代表団３人 

ＩＭＦ－ＪＣ第６回拡大協議委員会（国労会館）

産業政策研究委員会設置決定 

自動車労連日産労組プリンス部門労組統合大会

第４回ＩＭＦ青少年対策委員会（ジュネーブ）

第４回地連代表者会議 

第１回労働リーダーシップコース（明治学院大）

始まる。日本初の労学提携の労働講座に25人が

受講 

第４回国際労働セミナー（東日本） 

同 （西日本） 

ＪＣ欧州資本自由化調査団（代表団17人） 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

28～29 

11.    3 

23 

24 

28 

 

12. 2～21 

 

3～20 

10～12 

17～18 

17～22 

第１回地連代表者会議 

日本鋼管清水分会大会「ＪＣ加盟」決定 

全岡村産業労連第４回定期大会｢ＪＣ加盟｣決定 

国労会館より三徳八重洲ビルに事務所移転 

第１回賃金闘争連絡会議発足「高度工業国にふ

さわしい賃金」白書発表 

第２回労働リーダーシップコース29人が受講

（東京・鉄鋼労連／大磯アカデミーハウス） 

東南アジア労働事情調査団（15人参加） 

オルグ研修講座（40人参加） 

三菱重工労組第４回臨時大会「ＪＣ加盟」決定

韓国金属労組講習会（瀬戸） 

17

21～12.14

23

23～29

27

12. 1～20

 

2～19

 

 

4～19

16

外資系労組連絡会議第１回代表者会議 代表幹

事渡辺（キャタ三菱） 

日豪鉄鋼労連交流 宮田(鉄鋼労連)､瀬戸(本部) 

全造船川崎造船第31回大会「ＪＣオブ加盟」決

定 

関西地連東南アジア視察団（15名参加） 

非鉄金属労組連絡会議世話人会 

第３回東日本労働リーダーシップコース23人が

受講（電機労連／大磯アカデミーハウス） 

第１回西日本労働リーダーシップコース17人が

受講（京都・関西セミナーハウス) 

中堅幹部の育成講座として発足 

ＩＭＦヨーロッパ地域自動車連絡会議 

ＩＭＦ－ＪＣ第12回協議委員会「石播労連のオ

ブ加盟」承認、「賃上げ20％前後基準」決定「産

業政策第１次報告書」確認 

1969 
1. 12～14 

10 

 

 

 

 

11～14 

 

 

2.    15 

 

25 

29～30 

5. 9～11 

9～10 

 

6. 6～29 

7.21～8.7 

24～26 

8.  7～9 

11～13 

18 

9.    11 

 

14～17 

26 

27 

 

 

 

29～10.10 

10.13～21 

23 

24 

 

27 

27～11.5 

11.    9 

 

14 

 

中華民国金属労組結成大会（瀬戸） 

ＩＭＦ－ＪＣ第11回協議委員会。ＩＭＦグラデ

ル書記長、ダンネンバーグ書記次長臨席 

「日本鋼管清水造船分会、全岡村産業労連、

同盟三菱重工労組のＪＣ加盟を承認」「賃上げ

8,000円20％前後の引き上げ要求」決定 

第１回ＩＭＦアジア地域会議（赤坂プリンス・

ホテル）12カ国18組織110人出席、アジア金属労

働者の発展誓い合う  

キヤノン労組第36回定期大会「ＪＣ正規加盟」

決定 

韓国金属労組教育講座（瀬戸） 

第５回ＩＭＦ婦人対策委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（代表団５人） 

第９回産業政策研究会「金属産業の現状と問題

点」第一次報告書発表 

電機労連日米貿易問題調査団  

東南アジア労働事情調査団（地連代表16人） 

全機金20周年記念20回定期大会 

第６回国際労働セミナー（東日本） 

第６回国際労働セミナー（西日本） 

外資系労組連絡会議結成大会（11組合参加） 

ＩＭＦ－ＪＣ第８回総会（農林年金会館）「200

万金属労働者結集」の活動方針決定 

日米電機産業貿易合同調査小委員会（ハワイ）

ＩＭＦ執行委員会（ブラッセル） 

ＩＭＦ中央委員会（ブラッセル） 

アドルフ・グラデルＩＭＦ書記長退任しスウェ

ーデン金属労組のイヴァ・ノーレン氏が新書記

長に選任される。 

ＩＬＯ鉄鋼委員会（ジュネーブ） 

電機産業日米労組小委員会（ハワイ） 

石播労連第９回定期大会「ＪＣオブ加盟」決定

東海地連第６回総会 

北海道地連第３回総会 

ＧＥ長期ストライキに突入 

韓国、中華民国労働事情調査団  

鋼管清水労組第35回定期大会「全造船機械脱退」

決定 

全岡村労連120時間スト 

1970 
1.10～2.3

28～29

29

2.     10

12

12

3. 11～12

23

24

4.     22

25～5.2

5.  1～24

5～6.29

8～7.7

9

 

10～18

6.   3～5

4～7

 

5～29

7.   1～2

10～30

8.  1～28

9～14

18～21

 

24～26

27～9.7

28～30

9.  9～12

10

15

30～10.2

 

鉄鋼労連アメリカ・ストライキ技術統制調査団

直接加盟組合委員長・書記長会議 

ＧＥ長期スト（14週間）解決 

関西地連第６回総会 

地連事務局長会議 

全造船川崎造船分会、ＪＣにオブ加盟 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

賃闘シンポジウム(東日本)賃闘決起集会を変更 

賃闘シンポジウム（西日本）    同 

電機労連48時間スト 

韓国金属労組大会、向井事務局長（関西地連）

初の欧州労働事情視察団（19人） 

欧州統計調査団、団長中村（本部）６人 

第25回フィリピン大学アジア労働教育講座 

ＵＡＷウォルター・フィリップ・ルーサー会長

飛行機事故死（14日）ＵＡＷ葬、瀬戸（本部）

韓国、香港、中華民国視察団 

第５回ＩＭＦ婦人委員会（フランクフルト） 

造船総連第20回定期大会「造船重機労組協議会

設置」を決める 

欧州統計調査団、団長中村（本部）６人 

地連事務局長・組織部合同会議 

初のＩＭＦ東南アジア技術研修生受け入れ  

欧州賃金調査団（造船チーム）、９人 

第２回ＩＭＦ職業セミナー(ストックホルム)､４人

同盟三菱重工労組第７回臨時大会、第８回定期

大会「三菱自工労組の分離独立」を決定 

第７回国際労働セミナー（東日本） 

東南アジア技術研修生受け入れ 

第７回国際労働セミナー（西日本） 

ＩＭＦ機械部会（ジュネーブ）代表団２人 

ＩＭＦ－ＪＣ第９回総会（農林年金会館）「戦線

統一・加盟単産が中核に」「組織機構の抜本的検

討」の方針決定、組織人員144万人 

ＧＭ長期ストに突入 

第１回ＩＭＦ電機･電子部会(ハーグ)､代表団６

人 

－487－



JCM50年史488
 

 

年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

30 

12. 1～15 

三協労組12時間スト  

東南アジア研修生受け入れ（６人） 

31～9.1

9.  3～4

7～9

12～13

 

 

 

 

 

18～21

10.     3

 

3～4

 

9～12

18

24～28

 

11.     6

7

 

 

16

24～12.6

 

27～28

27～12.16

 

27～12.18

29～12.1

12.     1

5

12

 

13～15

第５回ＩＭＦ職業訓練委員会（ジュネーブ） 

全国自動車大会－解散記念式典 

造船重機労連第２回定期大会「造船労使会議の

機能強化」の方針決定 

ＩＭＦ－ＪＣ第11回総会（上野池之端文化セン

ター）「全金同盟」「日本ギア労組」「三協労組」

「造船重機労連」の加盟を承認､｢ＭＷＳをめざ

す活動強化｣の方針決定､ＭＷＳ特別委員会設

置、「金属労働者の賃金政策－西独並みの賃金め

ざして」承認、組織人員178万人  

ＵＳＷＡ（全米鉄鋼労組）30周年記念大会  

ＪＣ、田村労働大臣に「福祉政策に関する要請」

提出 

自動車総連結成大会、海外代表 ＵＡＷウッド

コック会長 他３人 

第２回ＩＭＦアジア地域会議（シドニー） 

四国地連結成大会 議長小荒田政信（造船） 

ＩＭＦ青少年セミナー（スプロックホーフェ

ル）、代表団５人  

単産代表者会議 

ＪＣ、外務省に対し「アジア地域会議開催時に

おける日本大使館（オーストラリア）の在り方

について」善処を申し入れ  

電機労連24時間スト 

地連代表、香港・中華民国・韓国・フィリピン

交流視察団代表団、25人 

ＩＭＦ執行委員会（サンフランシスコ）  

第６回東日本労働リーダーシップコース17人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

アメリカ、メキシコ労働事情視察団、21人 

ＩＭＦ中央委員会（サンフランシスコ）  

ＩＬＯ安全衛生関係専門家会議、亀谷（造船）

ソ連冶金労組コスチコフ議長他1人来日 

ＩＭＦ－ＪＣ第15回協議委員会（青山会館）、「賃

上げ20％基準」を決定 

ＩＭＦ世界電機・電子企業対策委員会（ロンド

ン）、 代表団４人 

1972 
1.11～28 

 

26 

 

2.  2～3 

7～9 

10～12 

19 

24～25 

3.  4～5 

9 

29～30 

4.     3 

4～5 

8 

11 

11 

 

 

16 

18 

5.    12 

14 

 

15 

 

20 

21 

26 

11 

18～19 

25～26 

 

 

29～30 

6.  2～9 

5～12 

22 

 

26 

27～7.30 

 

8. 5～14 

18 

19～20 

21 

21～23 

 

23～26 

 

 

 

第３回西日本労働リーダーシップコース19人が受講

（京都・関西セミナーハウス） 

造船総連第22回臨時大会「組織の発展的解消」

決定 

造船重機労連結成大会「ＪＣ加盟」決定 

ＩＭＦ造船部会安全衛生専門会議 

第１回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム 

全国自動車10周年記念式典 

第３回地連代表者会議 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＪＣ｢結社の自由に違反｣をスペイン大使館に抗議

第７回ＩＭＦ婦人委員会（ウィーン） 

全民懇拡大幹事会と交流 

第４回地連代表者会議 

東北地連決起集会（仙台）、北信越地連（長野）

72年賃金闘争総決起中央大会（日比谷公会堂）

北海道地連決起集会（室蘭）、東海地連決起集会

（名古屋）、関西地連決起集会（大阪）、中国地

連決起集会（福山） 

九州地連決起集会（北九州） 

九州地連決起集会（長崎） 

電機労連12時間スト 

ＪＣ、竹下官房長官、塚原労働大臣に「福祉重

点の施策推進」を要請  

オットー・ブレナーＩＭＦ会長死去告別式（フ

ランクフルト）（20日）、瀬戸（本部） 

単産単組書記長会議 

電機労連24時間スト 

電機労連48時間スト、全機金12～48時間スト 

単産書記長会議 

直接加盟労組三役合同会議 

ＩＭＦ特別執行委員会、会長代行Ｋ・ハンス・

ラスムッセン（デンマーク金属労組）任命、福

間（本部） 

全金同盟第３回中央委員会「ＪＣ加盟」決定 

地連代表韓国交流視察団（釜山）、代表団 ９人

東南アジア技術研修生受入 

海員組合に対する支援を表明(80日におよぶ長

期スト) 

日本ギアエ業労組、ＪＣに加盟 

アメリカ貿易事情視察団、韓国金属労組幹部教

育講座 

東南アジア技術研修生受入、７人 

中華民国総工会、廖団長以下７人来日 

第５回地連代表者会議 

新日鐵労連結成大会 

第９回国際労働セミナー（東日本）、（28～30日

西日本） 

鉄鋼労連第47回定期大会「ＪＣを組織体へ」の

方針決定 

 

1973 
1 .   1  

9～26

 

13～2.27

30～2.1

 

2.  4～10

8～9

 

8～14

3.   1～2

7～9

28～31

 

ＩＭＦ日本事務所をＩＭＦ東アジア地域事務所

に改編 

第４回西日本労働リーダーシップコース19人が

受講（京都） 

ＭＳＷ調査団、代表団５人 

第２回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム 

（クアラルンプール）、福間議長他47人出席 

ＩＭＦ統済専門担当者・調査部長会議 

第２回国際青婦人セミナー 

ＩＭＦシモナ青婦人部長来日 

中華民国技術研修生受け入れ（４人）  

ＩＭＦ執行委員会、福間（本部）瀬戸（同） 

賃金・ＭＷＳ中央研究集会 

第７回ＩＭＦ造船産業部会（東京）、ＩＭＦレー

ニン書記長、トネッセン書記次長、カザリーニ

調査部長26カ国80人出席 

－489－
 

 

年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

10.    2 

4 

5 

 

14～15 

16～17 

 

16 

 

22～24 

 

25 

 

27～29 

 

11.   11 

17 

22 

 

24～12.3 

11.28～  

12.22 

30～12.19 

 

12. 7～8 

11 

 

 

 

自動車労協欧州賃金調査団  

ダイハツ労組第18回定期大会｢ＪＣ加盟促進｣決定 

日本鋼管造船労組連合会第６回定期大会「ＪＣ

オブ加盟」決定  

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ）、代表団7人 

ＩＭＦ自動車部会長にＵＡＷウッドコック会長選出 

自動車労協第６回協議委員会「ＪＣ一括加盟」

「労協の連合体移行」の方針決定 

石播労連定期大会、「造船重機労連結成促進」「Ｊ

Ｃ加盟」決定 

小松インターナショナル製造労組大会「ＪＣ加

盟」決定 

自動車労連第10回定期大会「自動車労協を連合

体移行」方針決定 

ＧＭスト解決（８週間） 

電機労連24時間スト 

川崎重工労組第32回定期大会「ＪＣ加盟」「全造

船脱退」決定 

第２次韓国、香港、中華民国交流視察団 

アメリカ、カナダ、メキシコ労働事情視察団18人

 

第４回東日本労働リーダーシップコース24人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

ＩＭＦ航空機産業委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ－ＪＣ第13回協議委員会「高度工業国に

ふさわしい賃金水準をめざして賃上20％以上要

求」方針決定。「石播労連、 川崎重工、造機労

組ＪＣ加盟、日本鋼管労連オブ加盟」承認 

7

10

15～18

 

29～30

 

7. 26～29

 

8.   5～7

 

22～24

 

 

 

23～27

28

26～28

30～9.2

9.   5～8

 

9

 

 

 

9

 

18

30～10.13

10. 2～31

5

5

6～7

 

14～15

 

22～23

24～25

26～29

 

 

 

 

30～11.1

11.12～15

 

16

22～12.3

24～25

27～12.6

29～12.18

30

産建車輌労組連絡協議会結成大会  

小松インターナショナル製造労組、東洋オーチ

スエレベーター社員労組ＪＣに加盟 

電機労連第19回定期大会「労働戦線統一促進」

方針決定 

欧州金属労連結成（第１回大会）、議長グスタ

フ・ワラート（ベルギー金属労組） 

全機金第22回定期大会「金属大産別結集」の方

針決定 

鉄鋼労連第45回定期大会「ＪＣ強化、中央金属

共闘との関係解消」の方針決定 

第８回国際労働セミナー（東日本地区）講師Ｕ

ＳＷＡ、ソーントン氏、エーベルト研究所ビー

レンシュタイン東京事務所長、駐日英大使館ゲ

スト労働担当官 

韓国金属労組結成10周年式典、代表２人 

関西地連四国地区連絡会議結成大会  

第８回国際労働セミナー（西日本地区） 

造船産業国際シンポジウム（ヘルシンキ） 

全国自動車第10回定期大会「自動車労協の連合

体移行」方針決定 

ＩＭＦ－ＪＣ第10回総会（農林年金会館）「自動

車労協」「小松インター労組」「東洋オーチスエ

レベーター社員組合」の加盟を承認、「組織機構

の抜本的検討」方針、 組織人員144万人 

「救急医療体制の改善」につき、竹下官房長官

に要請書提出 

三協労組大会「ＪＣオブ加盟」決定  

ＩＭＦ本部イルダ・シモナ青婦人部長来日 

電機労連第３次賃金労働事情調査団７人 

単産委員長、書記長会議 

「ドル防衛問題」で竹下官房長官へ要請書提出

第１回国際青年・婦人セミナー（７日）、東海地

連婦人セミナー 

自動車労協第７回総会「72年10月に連合体移行」

方針決定 

ＩＭＦ執行委員会（ローザンヌ） 

ＩＭＦ中央委員会（ローザンヌ） 

第22回ＩＭＦ世界大会（ローザンヌ）  

団長竪山利文（電機労連）、ＩＭＦ－ＪＣ代表

団49人出席、会長オットー・ブレナー、書記

長イヴァ・ノーレン（ダンネンバーグ書記次

長引退）  

第１回地連代表者会議 

造船重機共闘第２回拡大代表者会議「造船重機

労連結成」方針決定 

電機労連２時間スト（19日）12時間スト 

地連代表（西日本）東南アジア交流視察団 

第２回地連代表者会議 

ＩＭＦ幹部研修会、畑（本部） 

第５回東日本労働リーダーシップコース20人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

ＩＭＦ－ＪＣ第14回協議委員会「三協労組オブ

加盟」承認、「賃上げ20％要求」決定 

1971 
1. 12～29 

 

14～15 

18～29 

25～26 

2. 6～4.7 

10 

25～3.18 

3. 19～20 

23～25 

25 

4.     1 

23 

28 

5. 8～22 

10 

11 

13～14 

17 

19～21 

25～6.10 

6.  3～4 

4～7 

 

 

第２回西日本労働リーダーシップコース21人が

受講（京都・関西セミナーハウス） 

第３回ＩＭＦ航空宇宙産業委員会（ブレーメン） 

第９回ＩＬＯ金属工業委員会（ジュネーブ） 

第２回地連代表者・事務局長・組織合同会議 

第27回フィリピン大学アジア労働教育講座 

造船重機共闘会議発足 議長古賀 

オーストラリア、アジア地域交流視察団 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ世界自動車協議会（ロンドン） 

外資系労組合同研修会 

自動車労協ＪＣ加盟申請 

電機労連24時間スト 

電機労連24時間スト 

東南アジア技術研修生受け入れ 

電機労連24時間スト 

自動車労協ＪＣへ加盟 

電機労連48時間スト 

産業・運搬車輌労組協議会結成準備会 

電機労連、連日２時間スト 

東南アジア技術研修生受け入れ 

ＩＭＦ婦人労働者委員会（ジュネーブ） 

造船総連第21回定期大会「造船重機労連に発展

させる」方針決定 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

30 

12. 1～15 

三協労組12時間スト  

東南アジア研修生受け入れ（６人） 

31～9.1

9.  3～4

7～9

12～13

 

 

 

 

 

18～21

10.     3

 

3～4

 

9～12

18

24～28

 

11.     6

7

 

 

16

24～12.6

 

27～28

27～12.16

 

27～12.18

29～12.1

12.     1

5

12

 

13～15

第５回ＩＭＦ職業訓練委員会（ジュネーブ） 

全国自動車大会－解散記念式典 

造船重機労連第２回定期大会「造船労使会議の

機能強化」の方針決定 

ＩＭＦ－ＪＣ第11回総会（上野池之端文化セン

ター）「全金同盟」「日本ギア労組」「三協労組」

「造船重機労連」の加盟を承認､｢ＭＷＳをめざ

す活動強化｣の方針決定､ＭＷＳ特別委員会設

置、「金属労働者の賃金政策－西独並みの賃金め

ざして」承認、組織人員178万人  

ＵＳＷＡ（全米鉄鋼労組）30周年記念大会  

ＪＣ、田村労働大臣に「福祉政策に関する要請」

提出 

自動車総連結成大会、海外代表 ＵＡＷウッド

コック会長 他３人 

第２回ＩＭＦアジア地域会議（シドニー） 

四国地連結成大会 議長小荒田政信（造船） 

ＩＭＦ青少年セミナー（スプロックホーフェ

ル）、代表団５人  

単産代表者会議 

ＪＣ、外務省に対し「アジア地域会議開催時に

おける日本大使館（オーストラリア）の在り方

について」善処を申し入れ  

電機労連24時間スト 

地連代表、香港・中華民国・韓国・フィリピン

交流視察団代表団、25人 

ＩＭＦ執行委員会（サンフランシスコ）  

第６回東日本労働リーダーシップコース17人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

アメリカ、メキシコ労働事情視察団、21人 

ＩＭＦ中央委員会（サンフランシスコ）  

ＩＬＯ安全衛生関係専門家会議、亀谷（造船）

ソ連冶金労組コスチコフ議長他1人来日 

ＩＭＦ－ＪＣ第15回協議委員会（青山会館）、「賃

上げ20％基準」を決定 

ＩＭＦ世界電機・電子企業対策委員会（ロンド

ン）、 代表団４人 

1972 
1.11～28 

 

26 

 

2.  2～3 

7～9 

10～12 

19 

24～25 

3.  4～5 

9 

29～30 

4.     3 

4～5 

8 

11 

11 

 

 

16 

18 

5.    12 

14 

 

15 

 

20 

21 

26 

11 

18～19 

25～26 

 

 

29～30 

6.  2～9 

5～12 

22 

 

26 

27～7.30 

 

8. 5～14 

18 

19～20 

21 

21～23 

 

23～26 

 

 

 

第３回西日本労働リーダーシップコース19人が受講

（京都・関西セミナーハウス） 

造船総連第22回臨時大会「組織の発展的解消」

決定 

造船重機労連結成大会「ＪＣ加盟」決定 

ＩＭＦ造船部会安全衛生専門会議 

第１回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム 

全国自動車10周年記念式典 

第３回地連代表者会議 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＪＣ｢結社の自由に違反｣をスペイン大使館に抗議

第７回ＩＭＦ婦人委員会（ウィーン） 

全民懇拡大幹事会と交流 

第４回地連代表者会議 

東北地連決起集会（仙台）、北信越地連（長野）

72年賃金闘争総決起中央大会（日比谷公会堂）

北海道地連決起集会（室蘭）、東海地連決起集会

（名古屋）、関西地連決起集会（大阪）、中国地

連決起集会（福山） 

九州地連決起集会（北九州） 

九州地連決起集会（長崎） 

電機労連12時間スト 

ＪＣ、竹下官房長官、塚原労働大臣に「福祉重

点の施策推進」を要請  

オットー・ブレナーＩＭＦ会長死去告別式（フ

ランクフルト）（20日）、瀬戸（本部） 

単産単組書記長会議 

電機労連24時間スト 

電機労連48時間スト、全機金12～48時間スト 

単産書記長会議 

直接加盟労組三役合同会議 

ＩＭＦ特別執行委員会、会長代行Ｋ・ハンス・

ラスムッセン（デンマーク金属労組）任命、福

間（本部） 

全金同盟第３回中央委員会「ＪＣ加盟」決定 

地連代表韓国交流視察団（釜山）、代表団 ９人

東南アジア技術研修生受入 

海員組合に対する支援を表明(80日におよぶ長

期スト) 

日本ギアエ業労組、ＪＣに加盟 

アメリカ貿易事情視察団、韓国金属労組幹部教

育講座 

東南アジア技術研修生受入、７人 

中華民国総工会、廖団長以下７人来日 

第５回地連代表者会議 

新日鐵労連結成大会 

第９回国際労働セミナー（東日本）、（28～30日

西日本） 

鉄鋼労連第47回定期大会「ＪＣを組織体へ」の

方針決定 

 

1973 
1 .   1  

9～26

 

13～2.27

30～2.1

 

2.  4～10

8～9

 

8～14

3.   1～2

7～9

28～31

 

ＩＭＦ日本事務所をＩＭＦ東アジア地域事務所

に改編 

第４回西日本労働リーダーシップコース19人が

受講（京都） 

ＭＳＷ調査団、代表団５人 

第２回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム 

（クアラルンプール）、福間議長他47人出席 

ＩＭＦ統済専門担当者・調査部長会議 

第２回国際青婦人セミナー 

ＩＭＦシモナ青婦人部長来日 

中華民国技術研修生受け入れ（４人）  

ＩＭＦ執行委員会、福間（本部）瀬戸（同） 

賃金・ＭＷＳ中央研究集会 

第７回ＩＭＦ造船産業部会（東京）、ＩＭＦレー

ニン書記長、トネッセン書記次長、カザリーニ

調査部長26カ国80人出席 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

10.    2 

4 

5 

 

14～15 

16～17 

 

16 

 

22～24 

 

25 

 

27～29 

 

11.   11 

17 

22 

 

24～12.3 

11.28～  

12.22 

30～12.19 

 

12. 7～8 

11 

 

 

 

自動車労協欧州賃金調査団  

ダイハツ労組第18回定期大会｢ＪＣ加盟促進｣決定 

日本鋼管造船労組連合会第６回定期大会「ＪＣ

オブ加盟」決定  

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ）、代表団7人 

ＩＭＦ自動車部会長にＵＡＷウッドコック会長選出 

自動車労協第６回協議委員会「ＪＣ一括加盟」

「労協の連合体移行」の方針決定 

石播労連定期大会、「造船重機労連結成促進」「Ｊ

Ｃ加盟」決定 

小松インターナショナル製造労組大会「ＪＣ加

盟」決定 

自動車労連第10回定期大会「自動車労協を連合

体移行」方針決定 

ＧＭスト解決（８週間） 

電機労連24時間スト 

川崎重工労組第32回定期大会「ＪＣ加盟」「全造

船脱退」決定 

第２次韓国、香港、中華民国交流視察団 

アメリカ、カナダ、メキシコ労働事情視察団18人

 

第４回東日本労働リーダーシップコース24人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

ＩＭＦ航空機産業委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ－ＪＣ第13回協議委員会「高度工業国に

ふさわしい賃金水準をめざして賃上20％以上要

求」方針決定。「石播労連、 川崎重工、造機労

組ＪＣ加盟、日本鋼管労連オブ加盟」承認 

7

10

15～18

 

29～30

 

7. 26～29

 

8.   5～7

 

22～24

 

 

 

23～27

28

26～28

30～9.2

9.   5～8

 

9

 

 

 

9

 

18

30～10.13

10. 2～31

5

5

6～7

 

14～15

 

22～23

24～25

26～29

 

 

 

 

30～11.1

11.12～15

 

16

22～12.3

24～25

27～12.6

29～12.18

30

産建車輌労組連絡協議会結成大会  

小松インターナショナル製造労組、東洋オーチ

スエレベーター社員労組ＪＣに加盟 

電機労連第19回定期大会「労働戦線統一促進」

方針決定 

欧州金属労連結成（第１回大会）、議長グスタ

フ・ワラート（ベルギー金属労組） 

全機金第22回定期大会「金属大産別結集」の方

針決定 

鉄鋼労連第45回定期大会「ＪＣ強化、中央金属

共闘との関係解消」の方針決定 

第８回国際労働セミナー（東日本地区）講師Ｕ

ＳＷＡ、ソーントン氏、エーベルト研究所ビー

レンシュタイン東京事務所長、駐日英大使館ゲ

スト労働担当官 

韓国金属労組結成10周年式典、代表２人 

関西地連四国地区連絡会議結成大会  

第８回国際労働セミナー（西日本地区） 

造船産業国際シンポジウム（ヘルシンキ） 

全国自動車第10回定期大会「自動車労協の連合

体移行」方針決定 

ＩＭＦ－ＪＣ第10回総会（農林年金会館）「自動

車労協」「小松インター労組」「東洋オーチスエ

レベーター社員組合」の加盟を承認、「組織機構

の抜本的検討」方針、 組織人員144万人 

「救急医療体制の改善」につき、竹下官房長官

に要請書提出 

三協労組大会「ＪＣオブ加盟」決定  

ＩＭＦ本部イルダ・シモナ青婦人部長来日 

電機労連第３次賃金労働事情調査団７人 

単産委員長、書記長会議 

「ドル防衛問題」で竹下官房長官へ要請書提出

第１回国際青年・婦人セミナー（７日）、東海地

連婦人セミナー 

自動車労協第７回総会「72年10月に連合体移行」

方針決定 

ＩＭＦ執行委員会（ローザンヌ） 

ＩＭＦ中央委員会（ローザンヌ） 

第22回ＩＭＦ世界大会（ローザンヌ）  

団長竪山利文（電機労連）、ＩＭＦ－ＪＣ代表

団49人出席、会長オットー・ブレナー、書記

長イヴァ・ノーレン（ダンネンバーグ書記次

長引退）  

第１回地連代表者会議 

造船重機共闘第２回拡大代表者会議「造船重機

労連結成」方針決定 

電機労連２時間スト（19日）12時間スト 

地連代表（西日本）東南アジア交流視察団 

第２回地連代表者会議 

ＩＭＦ幹部研修会、畑（本部） 

第５回東日本労働リーダーシップコース20人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

ＩＭＦ－ＪＣ第14回協議委員会「三協労組オブ

加盟」承認、「賃上げ20％要求」決定 

1971 
1. 12～29 

 

14～15 

18～29 

25～26 

2. 6～4.7 

10 

25～3.18 

3. 19～20 

23～25 

25 

4.     1 

23 

28 

5. 8～22 

10 

11 

13～14 

17 

19～21 

25～6.10 

6.  3～4 

4～7 

 

 

第２回西日本労働リーダーシップコース21人が

受講（京都・関西セミナーハウス） 

第３回ＩＭＦ航空宇宙産業委員会（ブレーメン） 

第９回ＩＬＯ金属工業委員会（ジュネーブ） 

第２回地連代表者・事務局長・組織合同会議 

第27回フィリピン大学アジア労働教育講座 

造船重機共闘会議発足 議長古賀 

オーストラリア、アジア地域交流視察団 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ世界自動車協議会（ロンドン） 

外資系労組合同研修会 

自動車労協ＪＣ加盟申請 

電機労連24時間スト 

電機労連24時間スト 

東南アジア技術研修生受け入れ 

電機労連24時間スト 

自動車労協ＪＣへ加盟 

電機労連48時間スト 

産業・運搬車輌労組協議会結成準備会 

電機労連、連日２時間スト 

東南アジア技術研修生受け入れ 

ＩＭＦ婦人労働者委員会（ジュネーブ） 

造船総連第21回定期大会「造船重機労連に発展

させる」方針決定 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

4.  1～6 

 

7 

 

17 

5.  3～4 

10～11 

 

22 

 

28～6.3 

29～30 

6. 16～26 

28 

7.    16 

 

19～21 

8.     6 

6 

16 

19～28 

26～28 

 

9. 10～11 

 

11～12 

 

 

 

18 

 

 

19～20 

19 

 

25～26 

27～28 

27～10.21 

10.9～13 

14 

23 

24～11.21 

 

11.   l4 

26～12.15 

 

27～12.10 

12.   10 

 

 

13～22 

17～20 

韓国労働事情調査、トネッセンＩＭＦ書記次長、

小島（本部） 

ＪＣ、官房長官、労働大臣に「福祉政策、物価

抑制策について」要請 

電機労連24時間スト、全機金統一スト 

第８回ＩＭＦ婦人労働者委員会（ヘルシンキ）

ＩＭＦ世界自動車協議会・クライスラー対策会

議（ジュネーブ） 

ＩＭＦ執行委員クルスターマン氏（アルゼンチ

ン自動車機械関連労組書記長）暗殺される 

地連代表近隣諸国労働事情視察団 

第７回ＩＭＦ青少年委員会（ジュネーブ） 

東南アジア技術研修生受け入れ（韓国３人） 

多国籍企業問題対策関連単産代表者会議 

多国籍企業問題対策労組連絡会議（多国籍労組

会議ＴＣＭ）発足（ＪＣ、ゼンセン、合化） 

第10回国際労働セミナー（東日本）  

第１回多国籍労組会議代表幹事会 

単産代表者会議 

多国籍企業問題で労働事務次官と会見 

中華民国技術研修生受け入れ（４人） 

フィリピン(26)､中華民国(28)でＩＭＦ協議会

結成 

第６回ＩＭＦ職業訓練委員会（コペンハーゲン）

代表団 ＩＭＦ中央委出席者 

ＩＭＦ－ＪＣ第12回総会（日本都市センター）、

福間議長が退任し宮田義二第２代議長を選出 

海外代表 オーストラリア鉄鋼労連ショート

書記長 他９人出席 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、ＩＭＦ会長に

ローデラーＩＧＭ会長、執行委員（副会長）に

宮田ＩＭＦ－ＪＣ議長選出。瀬戸（本部） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ－ＪＣ代表、来日中のブレナン米労働長

官と会見 

ＩＭＦアジア自動車セミナー 

ＩＭＦ日産、トヨタ世界自動車協議会結成 

アメリカ・メキシコ労働事情視察団、24人 

ＩＭＦ中華民国協議会労働講座 

三協労組定期大会「ＪＣ正規加盟」決定 

第４回多国籍労組会議代表幹事会 

ＩＭＦ－ＪＣ自動車総連アメリカ・カナダ労働

事情視察団、18人 

第２回多国籍労組会議幹事会（政府と初会合）

第７回東日本労働リーダーシップコース23人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

地連代表東南アジア交流視察団  

ＩＭＦ－ＪＣ第16回協議委員会「三協労組の加

盟」を承認、「賃上げ25％、25,000円要求」の方

針決定 

東南アジア多国籍企業調査 

ＩＭＦ鉄鋼作業委員会・ＯＥＣＤ作業委員会、

宮田、小島（本部） 

1974 
1. 9～25

21

29

30～2.1

2.  7～8

11～27

19

26～28

3.      4

18～29

29

30～4.7

4.      4

11～13

18

19

5.  1～11

7～16

16

20～21

21～24

24

6.  4～11

10～16

12～13

7.   2～6

8. 19～21

22～24

9～13

17

10.     3

4

5

14～15

 

第５回西日本労働リーダーシップコース10人が

受講（京都） 

直接加盟労組三役会議 

ＩＭＦフォード世界自動車協議会 

第３回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム  

ＩＭＦ執行委員会、宮田（本部）瀬戸（同） 

電機労連第３次東南アジア調査団、９人 

多国籍労組会議、政府と第２回目会合 

賃金・物価中央研究集会 

第２回直加盟組合三役会議 

ＩＭＦ鋳物産業委員会、石川（本部） 

74年賃金・ＭＷＳ闘争中央決起集会 

 ＵＡＷレブハン国際部長出席 

ＩＭＦマレーシア協議会と交流 

「物価抑制、福祉政策」を政府に申し入れ 

電機労連72時間スト 

電機労連48時間スト 

多国籍企業労働問題連絡会議発足（政労使三者

構成） 

東南アジア交流（マレーシア）  

地連代表、東南アジア労働事情視察団、12人 

ＩＭＦ－ＪＣ結成10周年、組織人員185万人 

第１回ＩＭＦ機械部会・時計産業作業会議（ウ

ィーン）代表団３人 

ＩＭＦアジア電機・電子労組セミナー（東京）

ＩＭＦベネディクト書記次長、バームスティ

カー双頭部会長、ジェニングス電機・電子部

会多国籍企業対策部長、11カ国60人参加 

第３回多国籍労組会議幹事会 

ＩＭＦフィリピン協議会労働講座に講師を派遣 

地連代表労働事情視察団（韓国、中華民国） 

東北地連幹事会および東北・北海道地連交流幹

事会 

第23回ＩＭＦ世界大会（ストックホルム） 

「人間的労働環境」を大会の基調テーマとし、

①労働環境の人間化、②多国籍企業、③民主化

など16項目にわたる決議を採択、ＩＭＦ－ＪＣ

より宮田、瀬戸等出席。新書記長にハーマン・レ

ブハン（ＵＡＷ）選出 

第11回国際労働セミナー（東日本） 

マレーシア金属ラジャセカラン書記長、ＥＭＦ

ファウラー書記次長来日（国際ゼミ講師） 

第11回国際労働セミナー（西日本） 

全米電機ラジオ労組(ＩＵＥ)結成25周年記念大会 

生涯生活ビジョン委員会 

ＩＭＦ－ＪＣ10周年記念式典・レセプション（東

京プリンスホテル） 

ＩＭＦ－ＪＣ第13回総会（日本都市センター）

「200万金属労働者の結集」「生涯生活ビジョン

の策定」方針決定 

ＩＭＦアジア小委員会 

ＩＭＦ日産世界自動車協議会 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

22 

24～25 

 

31 

11. 5～6 

6 

7～8 

9 

25～12.14 

 

25～12.16 

26～27 

26～12.9 

12. 7～20 

9 

10 

16 

多国籍企業労働問題連絡会議事務折衝（労働省）

ＩＭＦコンピューター産業対策作業会議（ジュ

ネーブ） 

中南米チーム研修会 

第９回婦人委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ－ＪＣ第17回協議委員会 

第８回ＩＭＦ青少年委員会（ジュネーブ） 

東南アジア技術研修生受け入れ 

第８回東日本労働リーダーシップコース 

（明治学院大学） 23人が受講 

アメリカ・中南米視察団派遣 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

地連代表東南アジア視察団派遣 

ＩＭＦ－ＪＣインド労働事情調査団派遣 

政労使多国籍企業労働問題連絡会議 

第１回組織機構特別委員会 

関東地連10周年記念式典 

6.  2～3

7.     8

14～16

17～19

8.      3

28

9.      2

   9

13

16～26

10.  6～7

8～9

11～12

13～14

15

30

11.14～12.15

19～20

25～12.13

12.    10

14

日本・マレーシア二国間多国籍企業問題労組セミナー 

75年闘争総括討論集会 

第12回国際労働セミナー（東日本） 

第12回国際労働セミナー（西日本） 

レブハンＩＭＦ書記長、瀬戸ＩＭＦ－ＪＣ事務

局長東南アジアヘオルグのため出発 

鉄鋼労連大会で第2期賃金政策確立 

多国籍労組会議東京セミナー 

ＩＭＦ－ＪＣ第14回総会（都市センター）、「組

織機構特別委員会答申」、「生涯生活ビジョン」

を承認 

12月の第18回協議委員会で組織名称をＩＭＦ日

本協議会から「全日本金属産業労働組合協議会」

に改めることを決定 

キャタピラー三菱労組10周年記念式典 

第９回ＩＬＯ鉄鋼産業委員会（ジュネーブ）、宮

田、瀬戸 

ＩＭＦ執行委員会（東京プリンスホテル） 

ＩＭＦ中央委員会（東京プリンスホテル） 

第３回ＩＭＦアジア地域会議（御殿場） 

第２回ＩＭＦ日産・トヨタ世界自動車協議会（御

殿場） 

中国地連第11回総会・10周年記念式典 

九州地連第11回総会・10周年記念式典 

ＩＭＦ－ＪＣアメリカ国際問題調査団、４人 

在外企業労使セミナー 

第９回東日本労働リーダーシップコース26人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

ＩＭＦ－ＪＣ第18回協議委員会､「賃上げ要求13％

程度基準」76年闘争方針決定 

フィリピン労働組合会議（ＴＵＣＰ）結成大会

1975 
1.     8 

13 

14～31 

 

16～18 

27～28 

29～31 

 

2.     1 

 

2 

6 

6 

6 

25 

26 

3.     9 

10 

 

11 

18 

24 

24 

26 

29 

30 

4.  3～4 

4 

14 

 

 

16 

16 

17～18 

21～23 

28～30 

 

雇用対策など７項目、長谷川労相へ要請書手渡す

第８回生涯生活ビジョン委員会 

第６回西日本労働リーダーシップコース開講

30人が受講。（京都・関西セミナーハウス） 

賃金・ＭＷＳ中央研究集会 

ＩＭＦ－ＪＣ直接加盟組合代表者会議 

第４回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウムに日本

代表48人参加（香港） 

川鉄労連、日本鋼管福山、住友鹿島が、鉄鋼労

連に加盟、同労連の組織人員25万人に拡大 

第１回アジア電機・電子産業会議（マニラ） 

自動車労連結成20周年祝賀会 

ＩＭＦ－ＪＣ婦人セミナー（松下電器労館） 

ＩＭＦ中華民国委員会鉄鋼部会結成大会 

関西地連第11回総会ならびに10周年記念式典 

全米鉄鋼労組バーク書記長ほか来日 

九州地連賃闘決起集会 

日経連、経団連（3・11）と初の懇談会、インフ

レ、雇用問題、福祉促進で意見交換 

東海地連賃闘決起集会  

75賃金・ＭＷＳ闘争中央総決起集会（九段会館）

多国籍企業問題企画委員会 

電機労連１万人決起集会 

関西地連賃闘決起集会 

中国地連賃闘決起集会 

四国地連賃闘決起集会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、瀬戸 

九州地連決起集会、北海道地連決起集会  

対政府交渉(経済企画庁）。日経連との会談（工

業倶楽部）。経団連との会談（ホテル グランド

パレス）。 

政労使多国籍企業労働問題連絡会議 

75年闘争で鉄鋼・造船がスクラムトライ  

第４回ＩＭＦ婦人労働者会議（ジュネーブ） 

ＩＭＦ機械部会・鋳物産業会議（ウィーン） 

第１回ＩＭＦアジア造船セミナー（シンガポール）

1976 
1.      8

13～30

23

3.      1

3

8～10

11～12

14

17

18

20

5.   3～4

10～13

23

25～27

28～30

7.  6～8

 

三菱重工労組本部事務所開設式 

第７回西日本労働リーダーシップコース31人が

受講（京都） 

ＩＭＦ東南アジア訓練講座開講（３週間） 

鉄鋼労連25周年記念  

初の主要労組代表者懇談会（鉄道会館）  

76闘争でＪＣ共闘へ意思統一 

第３回ＩＭＦ多国籍電機・電子企業対策委員会

（ジュネーブ） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、瀬戸 

九州地連総決起集会 

東北地連総決起集会 

政府に物価対策申し入れ 

賃金・ＭＷＳ中央総決起集会（芝公園23号地） 

初めてＪＣ共闘、集中決戦方式を採用 

第１回日米加金属労組会議（ホノルル） 

第９回ＩＭＦヨーロッパ自動車会議(ミュンヘン) 

松下電器労組30周年記念式典 

韓国金属労組婦人幹部教育講座、中村 

第７回ＩＭＦ鉄鋼会議（ピッツバーグ） 

第５回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム(シドニー) 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

4.  1～6 

 

7 

 

17 

5.  3～4 

10～11 

 

22 

 

28～6.3 

29～30 

6. 16～26 

28 

7.    16 

 

19～21 

8.     6 

6 

16 

19～28 

26～28 

 

9. 10～11 

 

11～12 

 

 

 

18 

 

 

19～20 

19 

 

25～26 

27～28 

27～10.21 

10.9～13 

14 

23 

24～11.21 

 

11.   l4 

26～12.15 

 

27～12.10 

12.   10 

 

 

13～22 

17～20 

韓国労働事情調査、トネッセンＩＭＦ書記次長、

小島（本部） 

ＪＣ、官房長官、労働大臣に「福祉政策、物価

抑制策について」要請 

電機労連24時間スト、全機金統一スト 

第８回ＩＭＦ婦人労働者委員会（ヘルシンキ）

ＩＭＦ世界自動車協議会・クライスラー対策会

議（ジュネーブ） 

ＩＭＦ執行委員クルスターマン氏（アルゼンチ

ン自動車機械関連労組書記長）暗殺される 

地連代表近隣諸国労働事情視察団 

第７回ＩＭＦ青少年委員会（ジュネーブ） 

東南アジア技術研修生受け入れ（韓国３人） 

多国籍企業問題対策関連単産代表者会議 

多国籍企業問題対策労組連絡会議（多国籍労組

会議ＴＣＭ）発足（ＪＣ、ゼンセン、合化） 

第10回国際労働セミナー（東日本）  

第１回多国籍労組会議代表幹事会 

単産代表者会議 

多国籍企業問題で労働事務次官と会見 

中華民国技術研修生受け入れ（４人） 

フィリピン(26)､中華民国(28)でＩＭＦ協議会

結成 

第６回ＩＭＦ職業訓練委員会（コペンハーゲン）

代表団 ＩＭＦ中央委出席者 

ＩＭＦ－ＪＣ第12回総会（日本都市センター）、

福間議長が退任し宮田義二第２代議長を選出 

海外代表 オーストラリア鉄鋼労連ショート

書記長 他９人出席 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、ＩＭＦ会長に

ローデラーＩＧＭ会長、執行委員（副会長）に

宮田ＩＭＦ－ＪＣ議長選出。瀬戸（本部） 

ＩＭＦ中央委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ－ＪＣ代表、来日中のブレナン米労働長

官と会見 

ＩＭＦアジア自動車セミナー 

ＩＭＦ日産、トヨタ世界自動車協議会結成 

アメリカ・メキシコ労働事情視察団、24人 

ＩＭＦ中華民国協議会労働講座 

三協労組定期大会「ＪＣ正規加盟」決定 

第４回多国籍労組会議代表幹事会 

ＩＭＦ－ＪＣ自動車総連アメリカ・カナダ労働

事情視察団、18人 

第２回多国籍労組会議幹事会（政府と初会合）

第７回東日本労働リーダーシップコース23人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

地連代表東南アジア交流視察団  

ＩＭＦ－ＪＣ第16回協議委員会「三協労組の加

盟」を承認、「賃上げ25％、25,000円要求」の方

針決定 

東南アジア多国籍企業調査 

ＩＭＦ鉄鋼作業委員会・ＯＥＣＤ作業委員会、

宮田、小島（本部） 

1974 
1. 9～25

21

29

30～2.1

2.  7～8

11～27

19

26～28

3.      4

18～29

29

30～4.7

4.      4

11～13

18

19

5.  1～11

7～16

16

20～21

21～24

24

6.  4～11

10～16

12～13

7.   2～6

8. 19～21

22～24

9～13

17

10.     3

4

5

14～15

 

第５回西日本労働リーダーシップコース10人が

受講（京都） 

直接加盟労組三役会議 

ＩＭＦフォード世界自動車協議会 

第３回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム  

ＩＭＦ執行委員会、宮田（本部）瀬戸（同） 

電機労連第３次東南アジア調査団、９人 

多国籍労組会議、政府と第２回目会合 

賃金・物価中央研究集会 

第２回直加盟組合三役会議 

ＩＭＦ鋳物産業委員会、石川（本部） 

74年賃金・ＭＷＳ闘争中央決起集会 

 ＵＡＷレブハン国際部長出席 

ＩＭＦマレーシア協議会と交流 

「物価抑制、福祉政策」を政府に申し入れ 

電機労連72時間スト 

電機労連48時間スト 

多国籍企業労働問題連絡会議発足（政労使三者

構成） 

東南アジア交流（マレーシア）  

地連代表、東南アジア労働事情視察団、12人 

ＩＭＦ－ＪＣ結成10周年、組織人員185万人 

第１回ＩＭＦ機械部会・時計産業作業会議（ウ

ィーン）代表団３人 

ＩＭＦアジア電機・電子労組セミナー（東京）

ＩＭＦベネディクト書記次長、バームスティ

カー双頭部会長、ジェニングス電機・電子部

会多国籍企業対策部長、11カ国60人参加 

第３回多国籍労組会議幹事会 

ＩＭＦフィリピン協議会労働講座に講師を派遣 

地連代表労働事情視察団（韓国、中華民国） 

東北地連幹事会および東北・北海道地連交流幹

事会 

第23回ＩＭＦ世界大会（ストックホルム） 

「人間的労働環境」を大会の基調テーマとし、

①労働環境の人間化、②多国籍企業、③民主化

など16項目にわたる決議を採択、ＩＭＦ－ＪＣ

より宮田、瀬戸等出席。新書記長にハーマン・レ

ブハン（ＵＡＷ）選出 

第11回国際労働セミナー（東日本） 

マレーシア金属ラジャセカラン書記長、ＥＭＦ

ファウラー書記次長来日（国際ゼミ講師） 

第11回国際労働セミナー（西日本） 

全米電機ラジオ労組(ＩＵＥ)結成25周年記念大会 

生涯生活ビジョン委員会 

ＩＭＦ－ＪＣ10周年記念式典・レセプション（東

京プリンスホテル） 

ＩＭＦ－ＪＣ第13回総会（日本都市センター）

「200万金属労働者の結集」「生涯生活ビジョン

の策定」方針決定 

ＩＭＦアジア小委員会 

ＩＭＦ日産世界自動車協議会 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

22 

24～25 

 

31 

11. 5～6 

6 

7～8 

9 

25～12.14 

 

25～12.16 

26～27 

26～12.9 

12. 7～20 

9 

10 

16 

多国籍企業労働問題連絡会議事務折衝（労働省）

ＩＭＦコンピューター産業対策作業会議（ジュ

ネーブ） 

中南米チーム研修会 

第９回婦人委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ－ＪＣ第17回協議委員会 

第８回ＩＭＦ青少年委員会（ジュネーブ） 

東南アジア技術研修生受け入れ 

第８回東日本労働リーダーシップコース 

（明治学院大学） 23人が受講 

アメリカ・中南米視察団派遣 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

地連代表東南アジア視察団派遣 

ＩＭＦ－ＪＣインド労働事情調査団派遣 

政労使多国籍企業労働問題連絡会議 

第１回組織機構特別委員会 

関東地連10周年記念式典 

6.  2～3

7.     8

14～16

17～19

8.      3

28

9.      2

   9

13

16～26

10.  6～7

8～9

11～12

13～14

15

30

11.14～12.15

19～20

25～12.13

12.    10

14

日本・マレーシア二国間多国籍企業問題労組セミナー 

75年闘争総括討論集会 

第12回国際労働セミナー（東日本） 

第12回国際労働セミナー（西日本） 

レブハンＩＭＦ書記長、瀬戸ＩＭＦ－ＪＣ事務

局長東南アジアヘオルグのため出発 

鉄鋼労連大会で第2期賃金政策確立 

多国籍労組会議東京セミナー 

ＩＭＦ－ＪＣ第14回総会（都市センター）、「組

織機構特別委員会答申」、「生涯生活ビジョン」

を承認 

12月の第18回協議委員会で組織名称をＩＭＦ日

本協議会から「全日本金属産業労働組合協議会」

に改めることを決定 

キャタピラー三菱労組10周年記念式典 

第９回ＩＬＯ鉄鋼産業委員会（ジュネーブ）、宮

田、瀬戸 

ＩＭＦ執行委員会（東京プリンスホテル） 

ＩＭＦ中央委員会（東京プリンスホテル） 

第３回ＩＭＦアジア地域会議（御殿場） 

第２回ＩＭＦ日産・トヨタ世界自動車協議会（御

殿場） 

中国地連第11回総会・10周年記念式典 

九州地連第11回総会・10周年記念式典 

ＩＭＦ－ＪＣアメリカ国際問題調査団、４人 

在外企業労使セミナー 

第９回東日本労働リーダーシップコース26人が

受講（明学／大磯アカデミーハウス） 

ＩＭＦ－ＪＣ第18回協議委員会､「賃上げ要求13％

程度基準」76年闘争方針決定 

フィリピン労働組合会議（ＴＵＣＰ）結成大会

1975 
1.     8 

13 

14～31 

 

16～18 

27～28 

29～31 

 

2.     1 

 

2 

6 

6 

6 

25 

26 

3.     9 

10 

 

11 

18 

24 

24 

26 

29 

30 

4.  3～4 

4 

14 

 

 

16 

16 

17～18 

21～23 

28～30 

 

雇用対策など７項目、長谷川労相へ要請書手渡す

第８回生涯生活ビジョン委員会 

第６回西日本労働リーダーシップコース開講

30人が受講。（京都・関西セミナーハウス） 

賃金・ＭＷＳ中央研究集会 

ＩＭＦ－ＪＣ直接加盟組合代表者会議 

第４回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウムに日本

代表48人参加（香港） 

川鉄労連、日本鋼管福山、住友鹿島が、鉄鋼労

連に加盟、同労連の組織人員25万人に拡大 

第１回アジア電機・電子産業会議（マニラ） 

自動車労連結成20周年祝賀会 

ＩＭＦ－ＪＣ婦人セミナー（松下電器労館） 

ＩＭＦ中華民国委員会鉄鋼部会結成大会 

関西地連第11回総会ならびに10周年記念式典 

全米鉄鋼労組バーク書記長ほか来日 

九州地連賃闘決起集会 

日経連、経団連（3・11）と初の懇談会、インフ

レ、雇用問題、福祉促進で意見交換 

東海地連賃闘決起集会  

75賃金・ＭＷＳ闘争中央総決起集会（九段会館）

多国籍企業問題企画委員会 

電機労連１万人決起集会 

関西地連賃闘決起集会 

中国地連賃闘決起集会 

四国地連賃闘決起集会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、瀬戸 

九州地連決起集会、北海道地連決起集会  

対政府交渉(経済企画庁）。日経連との会談（工

業倶楽部）。経団連との会談（ホテル グランド

パレス）。 

政労使多国籍企業労働問題連絡会議 

75年闘争で鉄鋼・造船がスクラムトライ  

第４回ＩＭＦ婦人労働者会議（ジュネーブ） 

ＩＭＦ機械部会・鋳物産業会議（ウィーン） 

第１回ＩＭＦアジア造船セミナー（シンガポール）

1976 
1.      8

13～30

23

3.      1

3

8～10

11～12

14

17

18

20

5.   3～4

10～13

23

25～27

28～30

7.  6～8

 

三菱重工労組本部事務所開設式 

第７回西日本労働リーダーシップコース31人が

受講（京都） 

ＩＭＦ東南アジア訓練講座開講（３週間） 

鉄鋼労連25周年記念  

初の主要労組代表者懇談会（鉄道会館）  

76闘争でＪＣ共闘へ意思統一 

第３回ＩＭＦ多国籍電機・電子企業対策委員会

（ジュネーブ） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、瀬戸 

九州地連総決起集会 

東北地連総決起集会 

政府に物価対策申し入れ 

賃金・ＭＷＳ中央総決起集会（芝公園23号地） 

初めてＪＣ共闘、集中決戦方式を採用 

第１回日米加金属労組会議（ホノルル） 

第９回ＩＭＦヨーロッパ自動車会議(ミュンヘン) 

松下電器労組30周年記念式典 

韓国金属労組婦人幹部教育講座、中村 

第７回ＩＭＦ鉄鋼会議（ピッツバーグ） 

第５回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム(シドニー) 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

16 

 

18～20 

22～24 

27 

 

28 

8.     4 

6～27 

 

 

16～19 

21 

9.     1 

9～10 

 

 

11 

10.    7 

 

13 

 

11.    2 

 

11 

11～22 

 

17～18 

23～24 

24～12.15 

 

29～12.18 

 

12.   14 

 

16～17 

欧州金属労連書記長ギュンター・コプケ氏来日

（国際労働セミナー講師） 

第13回国際労働セミナー（東日本） 

第13回国際労働セミナー（西日本） 

日米労働交流クラブ（ＪＡＬＥＣ）建国二百年

祝賀の集い 

三者構成多国籍企業労働問題連絡会議 

第１回外資系労組連絡会議 

多国籍企業労働問題連絡会議ナイジェリア調査

団に参加。帰途全米電機ラジオ労組（ＩＵＥ）

大会に出席（竪山・9.20～24） 

ＩＭＦ安全衛生会議（オスロ） 

キヤノン労組30周年記念式典 

「ＩＭＦ－ＪＣ10年史」発刊 

ＩＭＦ－ＪＣ第15回定期大会（池之端）、総会を

大会に改称、組織人員197万人、「長期財政政策

確立の検討」方針（財政政策検討委員会設置） 

ＩＭＦアジア小委員会（東京・芝パークホテル）

政策推進労組会議発足（自動車労連会館） 

ＩＭＦ－ＪＣ６単産も参加 

労働大臣に対し雇用対策を含む当面の政策・制

度改善について申し入れ 

初の労組代表者交流集会（池之端） 

共闘強化へ情報交換 

第１回外資系企業労働問題セミナー 

ＩＭＦ執行委員会、ＩＭＦ中央委員会（18～19）、

瀬戸 

在外企業労働問題セミナー 

ＩＭＦ造船作業部会、ＯＥＣＤ第６作業部会（パリ）

ＩＭＦ－ＪＣアメリカ、カナダ、メキシコ労働

事情視察団、18人 

第10回東日本労働リーダーシップコース24人が

受講（明治学院大学／大磯アカデミーハウス）

第19回ＪＣ協議委員会（都市センター） 

標労、13％程度の賃上げ要求決定 

ＩＭＦ青少年・職業訓練合同委員会（ジュネーブ）

24～4.6

25

27

4.     5

13

13

20～28

5.  5～7

13

7. 11～12

16～18

18

19

21～23

8.      5

19～20

9.      9

9

12～13

14～10.6

30～10.1

10.19～23

24～28

31～11.1

11.28～12.17

 

12.    14

21

ＩＭＦ航空機産業会議（ロンドン） 

77賃金ＭＷＳ闘争中央総決起集会  

中国地連決起集会 

第４回地連代表者会議 

ＩＭＦ鉄鋼作業部会（西ドイツ）、小島 

77年闘争集中回答指定日  

第10回ＩＬＯ金属工業委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ・ＲＯＣＣ労働講座講師派遣 

第５回地連代表者会議 

第２回日米加金属労組会議（高輪プリンスホテル）

「内需拡大と雇用創出」へ向け、事前協議で問

題解決を確認 

第14回国際労働セミナー（東日本） 

講師ハンス・アダム・フロム西ドイツ金属労組

企画室長、全米鉄鋼労組ディーン・クラウズ政

治・国際担当 

電機労連25周年式典 

第６回地連代表者会議  

第14回国際労働セミナー（西日本） 

論説委員と造船・鉄鋼懇談会 

第１回上級労働リーダーシップコース（三田会館） 

ＩＭＦ－ＪＣ第16回定期大会（池之端）賃金・

雇用・物価問題対策など78年度運動方針決定 

ＩＭＦ東アジア地域事務所開設20周年記念レセ

プション（池之端文化センター）  

第３回ＩＭＦ日産、トヨタ世界自動車協議会（御

殿場） 

第２次ＪＣ財政事情調査団 

ＩＭＦ青少年委員会（シェリエルシェー） 

ＩＭＦ執行委（19～20）、中央委員会（21～22）、

アジア小委員会（23日）（ミュンヘン） 

第24回ＩＭＦ世界大会（ミュンヘン）、80年代の

ＩＭＦの役割討議、瀬戸事務局長をＩＭＦ書記

次長に選出 

第３回ＩＭＦ世界アルミニウム会議（ミュンヘン）

第11回東日本労働リーダーシップコース25人が

受講（明学／自動車労連教育センター） 

ＩＭＦ－ＪＣ第20回協議委員会（池之端）「30

歳15,000円要求」など決定 

ＪＣとＪＡＦ（化学エネルギー労協）との連絡

会議開始 

1977 
1. 11～28 

 

25～27 

26～2.16 

31～2.1 

2.  3～5 

 

8～9 

15～28 

3.     6 

11～13 

 

17 

18 

19～4.6 

 

24 

 

第８回西日本リーダーシップコース32人が受講

（京都） 

77闘争中央討論集会 

第１次財政事情調査団出発  

地連代表者・組織部会合同会議 

第６回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（シン

ガポール） 

ＴＣＭ第４回国際労組セミナー（マニラ） 

第３次ＩＭＦ－ＪＣインド労働事情調査団派遣

ＩＭＦ多国籍問題作業部会（ジュネーブ） 

青婦拡大交流集会、Ｔ・カニスト フィンラン

ド金属労組婦人部長出席（岡山） 

関西地連決起集会 

東海地連決起集会 

ＩＭＦ造船作業部会／ＯＥＣＤとの会議に参加

するＪＣ代表団派遣（パリ） 

物価に関する政府要請 

1978 
1. 10～27

25

28～2.4

29～2.7

30～31

2.   2～4

14～15

22～23

 

第９回西日本労働リーダーシップコース30人受

講（京都） 

78年闘争中央討論集会 

第５回多国籍労組会議セミナーＪＣ代者団派

遣、13人 

第７回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウムＩＭＦ

－ＪＣ代表団派遣、53人 

第５回多国籍労組会議国際労組セミナー(バンコク)

第７回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マニラ）

ＩＭＦ鉄鋼作業部会とＯＥＣＤ鉄鋼グループと

の会議（パリ）  

ＩＭＦ執行委員会（カラカス） 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

22～23 

3.    25 

26 

27 

28 

31 

4.     2 

4 

6 

13 

5. 19～20 

30～6.1 

30～6.1 

 

6. 8～10 

 

6.25～27 

29～7.1 

7. 10～11 

 

26～27 

8.  7～8 

11 

17～18 

22～23 

9.     8 

 

 

 

18 

27～28 

29～30 

 

10. 24～26 

 

25～28 

 

31～11.1 

 

11.   13 

14～16 

 

27～12.16 

 

29 

12. 4～6 

 

7～8 

15 

九州地連78年賃闘学習討論集会 

中国地連決起集会 

東北地連決起集会 

東海地連決起集会 

関西地連決起集会 

賃闘中央総決起集会 

四国地連決起集会 

全金同盟決起集会 

九州地連決起集会 

78年闘争ＪＣ集中回答指定日 

九州・中国地連合同青婦集会 

第７回ＩＭＦ世界自動車会議（デトロイト） 

第２回ＩＭＦアジア造船セミナー（東京・高輪

プリンスホテル） 

第２回ＩＭＦアジア電機・電子セミナー（シン

ガポール） 

第15回国際労働セミナー（東日本） 

第15回国際労働セミナー（西日本） 

第３回ＩＭＦ造船作業部会、ＯＥＣＤ第６回作

業部会との会議（パリ） 

第２回上級労働リーダーシップコース  

ＩＭＦ多国籍企業作業会議（西ドイツ）  

ＪＣ・ＪＡＦ懇談会 

第３回日米加会属労組会議（カナダ・トロント）

九州地連幹事会 

ＩＭＦ－ＪＣ第17回定期大会（池之端）。「総合

的生活闘争の推進」など79年度運動方針決定。

「労働組合財政の中・長期政策と展望」承認、

日本語略称を「金属労協」に決定  

第３回金属化学エネルギー連絡会議 

ＩＭＦ執行委員会（ヘルシンキ） 

ＩＭＦ中央委員会（ヘルシンキ）、エネルギー問

題中心に 

ＩＭＦ電機・電子産業部会（ジュネーブ）、雇用

と核エネルギーで討議 

「東南アジア労働者教育セミナー」、関西セミナ

ーハウス主催 

第６回多国籍労組会議国際労組セミナー（ジャ

カルタ）  

ＩＭＦアジア小委員会（ニューデリー） 

第４回ＩＭＦアジア地域会議（ニューデリー）

「アジア労働組合権憲章」を採択  

第12回東日本労働リーダーシップコース29人受講

（明学／自動車労連教育センター） 

第１回経済セミナー（講師：香西泰氏） 

ＩＭＦエコノミスト会議／労働時間短縮世界会

議準備会議（ドイツ） 

ＩＭＦ多国籍企業対策作業会議（ドイツ） 

金属労協第21回協議委員会（池之端）「最低、物

価プラス２％」79年闘争方針決定 

1979 
1.     8

9～26

10

12

21

25～27

28～29

28～2.5

2.  7～9

20～22

3.   8～9

20

23

23

25

28

29

30

4.      2

3～4

5～6

10

11

23～24

5. 16～17

16～17

22～24

29

29

6.   6～8

7

8

10～16

12

16

18～19

21

24～26

28～30

7.      9

16

 

金属労協旗びらき 

第10回西日本労働リーダーシップコース25人受

講。10周年記念講座（13日） 

第３回産業政策委員会 

対政府交渉（首相官邸） 

ＩＭＦタイ協議会結成大会、瀬戸 

79年闘争中央討論集会 

ＯＥＣＤ／ＩＭＦ鉄鋼作業部会（パリ） 

宮田議長、小島事務局次長、インド訪問ミッシ

ョンとして出発  

第８回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（台北）

初の拡大財政担当者研修会（伊豆下田） 

労組財政を見直し 

ＩＭＦ執行委員会（スペイン・マドリード） 

関西地連決起集会 

東海地連決起集会 

英国労働組合会議(ＴＵＣ)代表団との懇談会 

中国地連決起集会 

第２回青婦担当者会議 

79年闘争労組代表者交流集会 

第３回地連代表者会議 

九州地連決起集会 

ＩＭＦ安全・衛生会議（ジュネーブ）、２人 

ＩＭＦアスベスト対策作業会議(ジュネーブ)､２人 

対政府交渉（首相官邸） 

79年闘争ＪＣ集中回答指定日 

ＯＥＣＤ／ＩＭＦ鉄鋼作業部会（パリ） 

青婦幹部交流集会（熱海）「青婦人労働者の現状

と今後のあり方」で研鑽 

中国地連初のＪＣデー「安全衛生シンポジウム」

（倉敷） 

ＩＭＦ世界航空宇宙会議（アメリカ・シアトル）、

４人 

金属労協・日経連との懇談会 

関西地連初のＪＣデー記念講演会（森の宮）講

師に芦村庸介氏 

韓国金属労組婦人労働講座（ソウル） 

古賀專顧問叙勲祝賀会 

九州地連初のＪＣデー、青婦交流集会（雲仙）

ＩＭＦ青少年セミナー（フランス・ストラスプール）

第３回経済セミナー（講師：藤田至孝氏） 

北海道地連初のＪＣデー、若者の集い（洞爺湖）

第４回日米加金属労組会議（高輪プリンスホテ

ル）「失業の解消」を最優先課題に討議 

レブハンＩＭＦ書記長・日経連・日本在外企業

協会懇談会 

第16回国際労働セミナー（東日本地区） 

第16回国際労働セミナー（西日本地区） 

リン・ウイリアムズ全米鉄鋼労組（ＵＳＷＡ）

書記長、アルベルト・シュンク西ドイツ金属労

組（ＩＧＭ）国際部長 

金属労協と政策推進労組会議懇談会 

東南アジア労組幹部研修生受け入れ 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 

16 

 

18～20 

22～24 

27 

 

28 

8.     4 

6～27 

 

 

16～19 

21 

9.     1 

9～10 

 

 

11 

10.    7 

 

13 

 

11.    2 

 

11 

11～22 

 

17～18 

23～24 

24～12.15 

 

29～12.18 

 

12.   14 

 

16～17 

欧州金属労連書記長ギュンター・コプケ氏来日

（国際労働セミナー講師） 

第13回国際労働セミナー（東日本） 

第13回国際労働セミナー（西日本） 

日米労働交流クラブ（ＪＡＬＥＣ）建国二百年

祝賀の集い 

三者構成多国籍企業労働問題連絡会議 

第１回外資系労組連絡会議 

多国籍企業労働問題連絡会議ナイジェリア調査

団に参加。帰途全米電機ラジオ労組（ＩＵＥ）

大会に出席（竪山・9.20～24） 

ＩＭＦ安全衛生会議（オスロ） 

キヤノン労組30周年記念式典 

「ＩＭＦ－ＪＣ10年史」発刊 

ＩＭＦ－ＪＣ第15回定期大会（池之端）、総会を

大会に改称、組織人員197万人、「長期財政政策

確立の検討」方針（財政政策検討委員会設置） 

ＩＭＦアジア小委員会（東京・芝パークホテル）

政策推進労組会議発足（自動車労連会館） 

ＩＭＦ－ＪＣ６単産も参加 

労働大臣に対し雇用対策を含む当面の政策・制

度改善について申し入れ 

初の労組代表者交流集会（池之端） 

共闘強化へ情報交換 

第１回外資系企業労働問題セミナー 

ＩＭＦ執行委員会、ＩＭＦ中央委員会（18～19）、

瀬戸 

在外企業労働問題セミナー 

ＩＭＦ造船作業部会、ＯＥＣＤ第６作業部会（パリ）

ＩＭＦ－ＪＣアメリカ、カナダ、メキシコ労働

事情視察団、18人 

第10回東日本労働リーダーシップコース24人が

受講（明治学院大学／大磯アカデミーハウス）

第19回ＪＣ協議委員会（都市センター） 

標労、13％程度の賃上げ要求決定 

ＩＭＦ青少年・職業訓練合同委員会（ジュネーブ）

24～4.6

25

27

4.     5

13

13

20～28

5.  5～7

13

7. 11～12

16～18

18

19

21～23

8.      5

19～20

9.      9

9

12～13

14～10.6

30～10.1

10.19～23

24～28

31～11.1

11.28～12.17

 

12.    14

21

ＩＭＦ航空機産業会議（ロンドン） 

77賃金ＭＷＳ闘争中央総決起集会  

中国地連決起集会 

第４回地連代表者会議 

ＩＭＦ鉄鋼作業部会（西ドイツ）、小島 

77年闘争集中回答指定日  

第10回ＩＬＯ金属工業委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ・ＲＯＣＣ労働講座講師派遣 

第５回地連代表者会議 

第２回日米加金属労組会議（高輪プリンスホテル）

「内需拡大と雇用創出」へ向け、事前協議で問

題解決を確認 

第14回国際労働セミナー（東日本） 

講師ハンス・アダム・フロム西ドイツ金属労組

企画室長、全米鉄鋼労組ディーン・クラウズ政

治・国際担当 

電機労連25周年式典 

第６回地連代表者会議  

第14回国際労働セミナー（西日本） 

論説委員と造船・鉄鋼懇談会 

第１回上級労働リーダーシップコース（三田会館） 

ＩＭＦ－ＪＣ第16回定期大会（池之端）賃金・

雇用・物価問題対策など78年度運動方針決定 

ＩＭＦ東アジア地域事務所開設20周年記念レセ

プション（池之端文化センター）  

第３回ＩＭＦ日産、トヨタ世界自動車協議会（御

殿場） 

第２次ＪＣ財政事情調査団 

ＩＭＦ青少年委員会（シェリエルシェー） 

ＩＭＦ執行委（19～20）、中央委員会（21～22）、

アジア小委員会（23日）（ミュンヘン） 

第24回ＩＭＦ世界大会（ミュンヘン）、80年代の

ＩＭＦの役割討議、瀬戸事務局長をＩＭＦ書記

次長に選出 

第３回ＩＭＦ世界アルミニウム会議（ミュンヘン）

第11回東日本労働リーダーシップコース25人が

受講（明学／自動車労連教育センター） 

ＩＭＦ－ＪＣ第20回協議委員会（池之端）「30

歳15,000円要求」など決定 

ＪＣとＪＡＦ（化学エネルギー労協）との連絡

会議開始 

1977 
1. 11～28 

 

25～27 

26～2.16 

31～2.1 

2.  3～5 

 

8～9 

15～28 

3.     6 

11～13 

 

17 

18 

19～4.6 

 

24 

 

第８回西日本リーダーシップコース32人が受講

（京都） 

77闘争中央討論集会 

第１次財政事情調査団出発  

地連代表者・組織部会合同会議 

第６回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（シン

ガポール） 

ＴＣＭ第４回国際労組セミナー（マニラ） 

第３次ＩＭＦ－ＪＣインド労働事情調査団派遣

ＩＭＦ多国籍問題作業部会（ジュネーブ） 

青婦拡大交流集会、Ｔ・カニスト フィンラン

ド金属労組婦人部長出席（岡山） 

関西地連決起集会 

東海地連決起集会 

ＩＭＦ造船作業部会／ＯＥＣＤとの会議に参加

するＪＣ代表団派遣（パリ） 

物価に関する政府要請 

1978 
1. 10～27

25

28～2.4

29～2.7

30～31

2.   2～4

14～15

22～23

 

第９回西日本労働リーダーシップコース30人受

講（京都） 

78年闘争中央討論集会 

第５回多国籍労組会議セミナーＪＣ代者団派

遣、13人 

第７回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウムＩＭＦ

－ＪＣ代表団派遣、53人 

第５回多国籍労組会議国際労組セミナー(バンコク)

第７回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マニラ）

ＩＭＦ鉄鋼作業部会とＯＥＣＤ鉄鋼グループと

の会議（パリ）  

ＩＭＦ執行委員会（カラカス） 
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年月日 ＩＭＦ－ＪＣ及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

22～23 

3.    25 

26 

27 

28 

31 

4.     2 

4 

6 

13 

5. 19～20 

30～6.1 

30～6.1 

 

6. 8～10 

 

6.25～27 

29～7.1 

7. 10～11 

 

26～27 

8.  7～8 

11 

17～18 

22～23 

9.     8 

 

 

 

18 

27～28 

29～30 

 

10. 24～26 

 

25～28 

 

31～11.1 

 

11.   13 

14～16 

 

27～12.16 

 

29 

12. 4～6 

 

7～8 

15 

九州地連78年賃闘学習討論集会 

中国地連決起集会 

東北地連決起集会 

東海地連決起集会 

関西地連決起集会 

賃闘中央総決起集会 

四国地連決起集会 

全金同盟決起集会 

九州地連決起集会 

78年闘争ＪＣ集中回答指定日 

九州・中国地連合同青婦集会 

第７回ＩＭＦ世界自動車会議（デトロイト） 

第２回ＩＭＦアジア造船セミナー（東京・高輪

プリンスホテル） 

第２回ＩＭＦアジア電機・電子セミナー（シン

ガポール） 

第15回国際労働セミナー（東日本） 

第15回国際労働セミナー（西日本） 

第３回ＩＭＦ造船作業部会、ＯＥＣＤ第６回作

業部会との会議（パリ） 

第２回上級労働リーダーシップコース  

ＩＭＦ多国籍企業作業会議（西ドイツ）  

ＪＣ・ＪＡＦ懇談会 

第３回日米加会属労組会議（カナダ・トロント）

九州地連幹事会 

ＩＭＦ－ＪＣ第17回定期大会（池之端）。「総合

的生活闘争の推進」など79年度運動方針決定。

「労働組合財政の中・長期政策と展望」承認、

日本語略称を「金属労協」に決定  

第３回金属化学エネルギー連絡会議 

ＩＭＦ執行委員会（ヘルシンキ） 

ＩＭＦ中央委員会（ヘルシンキ）、エネルギー問

題中心に 

ＩＭＦ電機・電子産業部会（ジュネーブ）、雇用

と核エネルギーで討議 

「東南アジア労働者教育セミナー」、関西セミナ

ーハウス主催 

第６回多国籍労組会議国際労組セミナー（ジャ

カルタ）  

ＩＭＦアジア小委員会（ニューデリー） 

第４回ＩＭＦアジア地域会議（ニューデリー）

「アジア労働組合権憲章」を採択  

第12回東日本労働リーダーシップコース29人受講

（明学／自動車労連教育センター） 

第１回経済セミナー（講師：香西泰氏） 

ＩＭＦエコノミスト会議／労働時間短縮世界会

議準備会議（ドイツ） 

ＩＭＦ多国籍企業対策作業会議（ドイツ） 

金属労協第21回協議委員会（池之端）「最低、物

価プラス２％」79年闘争方針決定 

1979 
1.     8

9～26

10

12

21

25～27

28～29

28～2.5

2.  7～9

20～22

3.   8～9

20

23

23

25

28

29

30

4.      2

3～4

5～6

10

11

23～24

5. 16～17

16～17

22～24

29

29

6.   6～8

7

8

10～16

12

16

18～19

21

24～26

28～30

7.      9

16

 

金属労協旗びらき 

第10回西日本労働リーダーシップコース25人受

講。10周年記念講座（13日） 

第３回産業政策委員会 

対政府交渉（首相官邸） 

ＩＭＦタイ協議会結成大会、瀬戸 

79年闘争中央討論集会 

ＯＥＣＤ／ＩＭＦ鉄鋼作業部会（パリ） 

宮田議長、小島事務局次長、インド訪問ミッシ

ョンとして出発  

第８回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（台北）

初の拡大財政担当者研修会（伊豆下田） 

労組財政を見直し 

ＩＭＦ執行委員会（スペイン・マドリード） 

関西地連決起集会 

東海地連決起集会 

英国労働組合会議(ＴＵＣ)代表団との懇談会 

中国地連決起集会 

第２回青婦担当者会議 

79年闘争労組代表者交流集会 

第３回地連代表者会議 

九州地連決起集会 

ＩＭＦ安全・衛生会議（ジュネーブ）、２人 

ＩＭＦアスベスト対策作業会議(ジュネーブ)､２人 

対政府交渉（首相官邸） 

79年闘争ＪＣ集中回答指定日 

ＯＥＣＤ／ＩＭＦ鉄鋼作業部会（パリ） 

青婦幹部交流集会（熱海）「青婦人労働者の現状

と今後のあり方」で研鑽 

中国地連初のＪＣデー「安全衛生シンポジウム」

（倉敷） 

ＩＭＦ世界航空宇宙会議（アメリカ・シアトル）、

４人 

金属労協・日経連との懇談会 

関西地連初のＪＣデー記念講演会（森の宮）講

師に芦村庸介氏 

韓国金属労組婦人労働講座（ソウル） 

古賀專顧問叙勲祝賀会 

九州地連初のＪＣデー、青婦交流集会（雲仙）

ＩＭＦ青少年セミナー（フランス・ストラスプール）

第３回経済セミナー（講師：藤田至孝氏） 

北海道地連初のＪＣデー、若者の集い（洞爺湖）

第４回日米加金属労組会議（高輪プリンスホテ

ル）「失業の解消」を最優先課題に討議 

レブハンＩＭＦ書記長・日経連・日本在外企業

協会懇談会 

第16回国際労働セミナー（東日本地区） 

第16回国際労働セミナー（西日本地区） 

リン・ウイリアムズ全米鉄鋼労組（ＵＳＷＡ）

書記長、アルベルト・シュンク西ドイツ金属労

組（ＩＧＭ）国際部長 

金属労協と政策推進労組会議懇談会 

東南アジア労組幹部研修生受け入れ 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

18～19 

 

8. 6～19 

 

20 

21～23 

 

23 

9.     5 

11 

 

18～19 

26～29 

 

10. 9～10 

16～17 

18～19 

 

30～31 

11. 7～8 

 

8 

9～10 

20 

22 

26～12.15 

 

27～29 

 

12.    6 

12 

11 

12 

13 

14 

 

 

16～17 

第３回上級労働リーダーシップコース（品川）

「80年代の労働運動」テーマに講義 

多国籍企業問題連絡会議（三者構成）調査団（東

南アジア班）を派遣 

第15回ＪＣ三役・マスコミ論説委員懇談会 

ＩＭＦ世界時短会議（ジュネーブ）、世界規模で

時短と雇用確保の推進確認 

浮体空港期成協議会結成大会・シンポジウム 

レブハンＩＭＦ書記長と三田クラブ代表の懇談会 

金属労協第18回定期大会。結成15周年祝賀会 

｢総合的生活闘争の推進｣など80年度運動方針決定 

ＩＭＦ安全衛生作業部会（ブラッセル） 

第７回多国籍労組会議二カ国間セミナー（マレ

ーシア・クアランプール）  

ＯＥＣＤ／ＩＭＦ鉄鋼作業部会（パリ） 

ＩＭＦ執行委員会（ウィーン） 

ＩＭＦ中央委員会（ウィーン）、産業革命と時短

など５決議採択 

拡大賃金担当者研修会  

ＩＭＦホワイトカラー委員会（ストックホル

ム）、２人 

九州地連第15回定期大会・同15周年記念式典 

ＩＭＦ婦人委員会（ストックホルム）、２人  

第３回賃金・ＭＷＳ特別委員会 

金属労協・日経連物価問題特別委員会懇談会 

第13回東日本労働リーダーシップコース25人が

受講（明学／都荘／自動車労連教育センター）

第８回ＩＭＦ世界造船産業会議（コペンハーゲ

ン）、 13人 

対政府要請（首相官邸） 

第４回金属・化学エネルギー連絡会議 

第７回多国籍労組会議拡大幹事会 

第14回多国籍企業労働問題三者構成連絡会議 

浮体空港対推進で政府要請 

金属労協第22回協議委員会「８％、13,000円要

求」など80年闘争方針決定、ＪＣ・ＪＡＦ共闘

会議発足確認 

光学関係労組との懇談会 

26～28

26

3. 1～15

1～10

4

19

23

25～26

26

27

4.      1

4

5

7

7

9

5.      7

12～13

13～14

16

27～28

6. 10～11

13

18～19

7.   2～3

4

9～11

13～15

30～31

8.     18

20～21

26

9.     10

25～26

30～10.6

10.     6

15～16

15

17

20～22

22

ＩＭＦ鉄鋼作業会議／ＯＥＣＤ鉄鋼委員会 世

界鉄鋼産業シンポジウム（パリ）、中村卓彦 

北信越地連賃闘学習会 

第４次ＪＣインド労働事情調査団 

ニュージーランド公式訪問ミッション、宮田、小島

労働研究所構想懇談会発足（金属労協、同盟、

化学工ネルギー労協、政推会議） 

東海地連決起集会  

中国地連決起集会 

ＩＭＦ執行委員会（イスラエル・テルアビブ）、

瀬戸 

第５回金属・化学エネルギー連絡会議（第１回

金属・化学エネルギー共闘会議） 

関西地連決起集会 

80年賃闘中央総決起集会（日比谷） 

第６回直加盟組合代表者会議、九州地連決起集会

光学・精密労組連絡会議 

第６回金属・化学エネルギー連絡会議（第２回

金属・化学エネルギー共闘会議） 

物価対策について対政府申し入れ 

80年賃闘ＪＣ集中回答指定日 

第15回三者構成多国籍労働問題連絡会議 

第５回日米加金属労組会議（ピッツバーグ） 

第２回拡大財政担当者研修会（三重・湯ノ山）

中国地連ＪＣデー、九州地連ＪＣデー 

金属労協青婦幹部交流集会（熱海）、「80年代の

青婦人活動のあり方」討議 

光学・精密労組連絡会議  

ＩＭＦ中央委員会（ロンドン）、平和経済危機へ

国際連帯強化で対処確認 

第１回ＩＭＦ編集担当者会議（ジュネーブ）  

第８回地連代表者会議 

第５回経済セミナー（講師：南整氏） 

第17回国際労働セミナー（東日本） 

第17回国際労働セミナー（西日本） 

第４回上級労働リーダーシップコース 

第７回金属・化学エネルギー連絡会議 

ＩＭＦ鉄鋼作業会議（西ドイツ・ヘネフ） 

金属労協三役とマーシャル米国労働長官との朝

食会（ホテルオークラ） 

金属労協第19回定期大会（池之端）、今大会より

役員任期、運動方針２年制となる。組織機構特

別委を設置、時短統一要求基準設定 

ＩＭＦ造船作業部会及びＯＥＣＤ造船作業部会

（パリ） 

ＩＭＦ本部ハーマン・レブハン書記長還暦レセ

プション（ジュネーブ） 

金属労協三役と韓国金属労連との懇談会 

ＩＭＦ国際連帯行動に関する作業部会（ジュネ

ーブ）森光 

ＪＣとＪＡＦが物価対策で政府に申し入れ 

第１回産業政策委員会  

ＩＭＦ鋳物作業部会出席（ストックホルム） 

日経連との懇談会 

1980 
1.     8 

10～26 

 

17～18 

 

21 

 

21～23 

29 

 

2.  6～8 

 

15 

 

19 

 

金属労協旗開き 

第11回西日本労働リーダーシップコース27人が

受講（京都） 

第４回ＩＭＦ日産、トヨタおよび第１回本田世界自

動車協議会／第２回ＩＭＦアジア自動車セミナー 

金属労協にＳＳＫ（佐世保重工）近代化闘争支

援対策委員会設置 

80年闘争中央討論集会 

第２回金属・化学エネルギー賃金調査担当者合

同会議 

第９回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（バン

コク） 

全米自動車労組（ＵＡＷ）フレーザー会長一行

と金属労協三役との交流会議 

対政府物価対策申し入れ 

－494－
 

 

年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

23 

23～31 

11.    3 

4 

5～6 

11 

14 

 

19 

20 

 

25～12.13 

 

 

26 

28～29 

28 

12.    8 

 

11 

12 

 

組織強化特別委員会設置 

多国籍労組会議第８回労組国際セミナー 

中国冶金工会代表団受け入れ 

金属労協・経団連懇談会 

拡大賃金担当者研修会（熱海） 

アドルフ・グラデル元ＩＭＦ書記長死去  

ローデラーＩＧメタル会長（ＩＭＦ会長）ら一

行歓迎レセプション  

第１回ＪＣ・ＪＡＦ賃金調査担当合同会議 

第１回「国際貿易問題と労組の対応」シンポジ

ウム 

第14回東日本リーダーシップコース 27人が受講

（明学／三菱金属高輪会館／自動車労連教育セン

ター） 

第６回経済セミナー  

第１回ＩＭＦアジア多国籍セミナー（ジャカルタ）

佐世保重工労使代表来所 

第８回金属・化学エネルギー連絡会議、第16回

政労使三者構成多国籍企業労働問題連絡会議 

金属労協三役と論説委員懇談会 

金属労協第23回協議委員会「９％プラスアルファ、

18,000円」賃上げ要求決定 

10～14

12～13

16～18

18～29

23

24～29

29

6. 15～16

25～26

7.   2～4

15～17

18

19～21

8.     25

26～28

9.      7

10

17～18

20～10.11

10.  5～6

13～22

19～28

27～28

11.  5～6

16～17

24～12.12

25～27

27～12.10

12.     2

3

18

ＩＭＦ鉄鋼作業部会／ＯＥＣＤ鉄鋼作業部会

（パリ）千葉 

第３回拡大財政担当者研修会（熱海）  

九州地連ＪＣデー・青婦交流集会  

ＩＭＦ世界大会決議委員会、ＩＭＦ世界大会動

議・規約委員会（18～19）、ＩＭＦ執行委員会（20

～21）、 ＩＭＦ中央委員会（22～23）、ＩＭＦア

ジア作業部会（23）（ワシントン） 

中国地連ＪＣデー・安全衛生シンポジウム 

第25回ＩＭＦ世界大会（ワシントン）、テーマ「平

和・正義・雇用」 

ＩＭＦ中央委員会（ワシントン） 

第３回ＩＭＦアジア電機セミナー（マレーシ

ア・ペタリンジャヤ）、23人 

第５回上級労働リーダーシップコース 

第３回ＩＭＦアジア造船セミナー（台北） 

第18回東日本国際労働セミナー（北海道）  

キヤノン労組結成35周年記念式典 

第18回西日本国際労働セミナー（宮崎） 

韓国金属労連20周年記念式典 

ＩＭＦ鉄鋼作業会議（西ドイツ） 

マスコミ論説委員との懇談会 

金属労協第20回定期大会（池之端）、組織強化特

別委員会最終答申 

第５回ＩＭＦ婦人世界会議(ジュネーブ）、婦人

のための平等権利・地位向上の行動計画を採択

ヨーロッパ労働時間調査団 

多国籍労組会議第９回労組国際セミナー(台北) 

第10回ＩＬＯ鉄鋼労働委員会（ジュネーブ） 

第６回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップ訓練講

座（ジャカルタ） 

ＩＭＦ執行委員会（ケニア・ナイロビ） 

第２回ＩＭＦ編集担当者会議（スペイン） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ）、ＩＭＦ／ＯＥＣＤ

鉄鋼会議（パリ）千葉 

第15回東日本リーダーシップコース34人が受講

（明学／三菱金属高輪会館） 

第１回ＩＭＦオーディオ・ビデオ・エレクトロ

ニクス会議（アムステルダム）  

ＩＭＦ－ＪＣインド／パキスタン訪問代表団  

第７回経済セミナー  

金属・化学エネルギー賃金調査担当者合同会議

金属労協第24回協議委員会（池之端）、組織強化

特別委員会答申承認 

1981 
1.     7 

13～31 

 

14～15 

16～17 

22～24 

2.  3～4 

17～19 

25～26 

 

27～28 

 

3.     2 

16～18 

18 

22 

23 

24 

25 

25 

 

26 

31 

 

 

4.     1 

9 

9 

5.  8～9 

10 

 

金属労協旗びらき（芝パークホテル） 

第12回西日本労働リーダーシップコース31人が

受講（京都） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、宮田、瀬戸 

ＩＭＦ世界大会決議委員会（ジュネーブ） 

81年闘争中央討論集会（伊東） 

ＩＭＦ安全衛生作業部会（ジュネーブ）、２人 

第10回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マニラ）

第１回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（東京・ホテ

ル・パフィシック）、各国代表25人来日 

第64回鉄鋼労連臨時大会、鉄鋼労連結成30周年

記念祝賀会 

第２回ＪＣ・ＪＡＦ賃金調査担当者合同会議 

ＩＭＦ造船作業部会／ＯＥＣＤ第六作業部会（パリ）

物価問題で政府申し入れ（ＪＣ・ＪＡＦ共闘）

中国地連決起集会 

東海地連決起集会 

関東地連東京地区決起集会 

第３回地連代表者会議 

行政改革推進国民運動会議発足（ＪＣ、ＪＡＦ、

友愛会議）  

関西地連決起集会 

第10回金属・化学エネルギー連絡会議。第３回

金属・ 化学エネルギー共闘会議。81年闘争拡大

労組代表者交流集会 

九州地連決起集会 

81年闘争ＪＣ集中回答指定日 

第３回ＪＣ・ＪＡＦ賃金調査担当者合同会議 

関西地連ＪＣデー・青婦学習交流会 

東海地連ＪＣデー・第10回青楽祭 

 

1982 
1.      7

11

12～30

21

25

 

金属労協旗びらき（芝パークホテル） 

金属・化学エネルギー共闘会議、物価対策、所

得減税について日経連と懇談 

第13回西日本リーダーシップコース39人が受講

（京都） 

ＩＭＦ－ＪＣ、ポーランド難民救済に支援金100

万円を送る（第16回常幹）  

金属・化学エネルギー共闘会議、経団連と懇談
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

18～19 

 

8. 6～19 

 

20 

21～23 

 

23 

9.     5 

11 

 

18～19 

26～29 

 

10. 9～10 

16～17 

18～19 

 

30～31 

11. 7～8 

 

8 

9～10 

20 

22 

26～12.15 

 

27～29 

 

12.    6 

12 

11 

12 

13 

14 

 

 

16～17 

第３回上級労働リーダーシップコース（品川）

「80年代の労働運動」テーマに講義 

多国籍企業問題連絡会議（三者構成）調査団（東

南アジア班）を派遣 

第15回ＪＣ三役・マスコミ論説委員懇談会 

ＩＭＦ世界時短会議（ジュネーブ）、世界規模で

時短と雇用確保の推進確認 

浮体空港期成協議会結成大会・シンポジウム 

レブハンＩＭＦ書記長と三田クラブ代表の懇談会 

金属労協第18回定期大会。結成15周年祝賀会 

｢総合的生活闘争の推進｣など80年度運動方針決定 

ＩＭＦ安全衛生作業部会（ブラッセル） 

第７回多国籍労組会議二カ国間セミナー（マレ

ーシア・クアランプール）  

ＯＥＣＤ／ＩＭＦ鉄鋼作業部会（パリ） 

ＩＭＦ執行委員会（ウィーン） 

ＩＭＦ中央委員会（ウィーン）、産業革命と時短

など５決議採択 

拡大賃金担当者研修会  

ＩＭＦホワイトカラー委員会（ストックホル

ム）、２人 

九州地連第15回定期大会・同15周年記念式典 

ＩＭＦ婦人委員会（ストックホルム）、２人  

第３回賃金・ＭＷＳ特別委員会 

金属労協・日経連物価問題特別委員会懇談会 

第13回東日本労働リーダーシップコース25人が

受講（明学／都荘／自動車労連教育センター）

第８回ＩＭＦ世界造船産業会議（コペンハーゲ

ン）、 13人 

対政府要請（首相官邸） 

第４回金属・化学エネルギー連絡会議 

第７回多国籍労組会議拡大幹事会 

第14回多国籍企業労働問題三者構成連絡会議 

浮体空港対推進で政府要請 

金属労協第22回協議委員会「８％、13,000円要

求」など80年闘争方針決定、ＪＣ・ＪＡＦ共闘

会議発足確認 

光学関係労組との懇談会 

26～28

26

3. 1～15

1～10

4

19

23

25～26

26

27

4.      1

4

5

7

7

9

5.      7

12～13

13～14

16

27～28

6. 10～11

13

18～19

7.   2～3

4

9～11

13～15

30～31

8.     18

20～21

26

9.     10

25～26

30～10.6

10.     6

15～16

15

17

20～22

22

ＩＭＦ鉄鋼作業会議／ＯＥＣＤ鉄鋼委員会 世

界鉄鋼産業シンポジウム（パリ）、中村卓彦 

北信越地連賃闘学習会 

第４次ＪＣインド労働事情調査団 

ニュージーランド公式訪問ミッション、宮田、小島

労働研究所構想懇談会発足（金属労協、同盟、

化学工ネルギー労協、政推会議） 

東海地連決起集会  

中国地連決起集会 

ＩＭＦ執行委員会（イスラエル・テルアビブ）、

瀬戸 

第５回金属・化学エネルギー連絡会議（第１回

金属・化学エネルギー共闘会議） 

関西地連決起集会 

80年賃闘中央総決起集会（日比谷） 

第６回直加盟組合代表者会議、九州地連決起集会

光学・精密労組連絡会議 

第６回金属・化学エネルギー連絡会議（第２回

金属・化学エネルギー共闘会議） 

物価対策について対政府申し入れ 

80年賃闘ＪＣ集中回答指定日 

第15回三者構成多国籍労働問題連絡会議 

第５回日米加金属労組会議（ピッツバーグ） 

第２回拡大財政担当者研修会（三重・湯ノ山）

中国地連ＪＣデー、九州地連ＪＣデー 

金属労協青婦幹部交流集会（熱海）、「80年代の

青婦人活動のあり方」討議 

光学・精密労組連絡会議  

ＩＭＦ中央委員会（ロンドン）、平和経済危機へ

国際連帯強化で対処確認 

第１回ＩＭＦ編集担当者会議（ジュネーブ）  

第８回地連代表者会議 

第５回経済セミナー（講師：南整氏） 

第17回国際労働セミナー（東日本） 

第17回国際労働セミナー（西日本） 

第４回上級労働リーダーシップコース 

第７回金属・化学エネルギー連絡会議 

ＩＭＦ鉄鋼作業会議（西ドイツ・ヘネフ） 

金属労協三役とマーシャル米国労働長官との朝

食会（ホテルオークラ） 

金属労協第19回定期大会（池之端）、今大会より

役員任期、運動方針２年制となる。組織機構特

別委を設置、時短統一要求基準設定 

ＩＭＦ造船作業部会及びＯＥＣＤ造船作業部会

（パリ） 

ＩＭＦ本部ハーマン・レブハン書記長還暦レセ

プション（ジュネーブ） 

金属労協三役と韓国金属労連との懇談会 

ＩＭＦ国際連帯行動に関する作業部会（ジュネ

ーブ）森光 

ＪＣとＪＡＦが物価対策で政府に申し入れ 

第１回産業政策委員会  

ＩＭＦ鋳物作業部会出席（ストックホルム） 

日経連との懇談会 

1980 
1.     8 

10～26 

 

17～18 

 

21 

 

21～23 

29 

 

2.  6～8 

 

15 

 

19 

 

金属労協旗開き 

第11回西日本労働リーダーシップコース27人が

受講（京都） 

第４回ＩＭＦ日産、トヨタおよび第１回本田世界自

動車協議会／第２回ＩＭＦアジア自動車セミナー 

金属労協にＳＳＫ（佐世保重工）近代化闘争支

援対策委員会設置 

80年闘争中央討論集会 

第２回金属・化学エネルギー賃金調査担当者合

同会議 

第９回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（バン

コク） 

全米自動車労組（ＵＡＷ）フレーザー会長一行

と金属労協三役との交流会議 

対政府物価対策申し入れ 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

23 

23～31 

11.    3 

4 

5～6 

11 

14 

 

19 

20 

 

25～12.13 

 

 

26 

28～29 

28 

12.    8 

 

11 

12 

 

組織強化特別委員会設置 

多国籍労組会議第８回労組国際セミナー 

中国冶金工会代表団受け入れ 

金属労協・経団連懇談会 

拡大賃金担当者研修会（熱海） 

アドルフ・グラデル元ＩＭＦ書記長死去  

ローデラーＩＧメタル会長（ＩＭＦ会長）ら一

行歓迎レセプション  

第１回ＪＣ・ＪＡＦ賃金調査担当合同会議 

第１回「国際貿易問題と労組の対応」シンポジ

ウム 

第14回東日本リーダーシップコース 27人が受講

（明学／三菱金属高輪会館／自動車労連教育セン

ター） 

第６回経済セミナー  

第１回ＩＭＦアジア多国籍セミナー（ジャカルタ）

佐世保重工労使代表来所 

第８回金属・化学エネルギー連絡会議、第16回

政労使三者構成多国籍企業労働問題連絡会議 

金属労協三役と論説委員懇談会 

金属労協第23回協議委員会「９％プラスアルファ、

18,000円」賃上げ要求決定 

10～14

12～13

16～18

18～29

23

24～29

29

6. 15～16

25～26

7.   2～4

15～17

18

19～21

8.     25

26～28

9.      7

10

17～18

20～10.11

10.  5～6

13～22

19～28

27～28

11.  5～6

16～17

24～12.12

25～27

27～12.10

12.     2

3

18

ＩＭＦ鉄鋼作業部会／ＯＥＣＤ鉄鋼作業部会

（パリ）千葉 

第３回拡大財政担当者研修会（熱海）  

九州地連ＪＣデー・青婦交流集会  

ＩＭＦ世界大会決議委員会、ＩＭＦ世界大会動

議・規約委員会（18～19）、ＩＭＦ執行委員会（20

～21）、 ＩＭＦ中央委員会（22～23）、ＩＭＦア

ジア作業部会（23）（ワシントン） 

中国地連ＪＣデー・安全衛生シンポジウム 

第25回ＩＭＦ世界大会（ワシントン）、テーマ「平

和・正義・雇用」 

ＩＭＦ中央委員会（ワシントン） 

第３回ＩＭＦアジア電機セミナー（マレーシ

ア・ペタリンジャヤ）、23人 

第５回上級労働リーダーシップコース 

第３回ＩＭＦアジア造船セミナー（台北） 

第18回東日本国際労働セミナー（北海道）  

キヤノン労組結成35周年記念式典 

第18回西日本国際労働セミナー（宮崎） 

韓国金属労連20周年記念式典 

ＩＭＦ鉄鋼作業会議（西ドイツ） 

マスコミ論説委員との懇談会 

金属労協第20回定期大会（池之端）、組織強化特

別委員会最終答申 

第５回ＩＭＦ婦人世界会議(ジュネーブ）、婦人

のための平等権利・地位向上の行動計画を採択

ヨーロッパ労働時間調査団 

多国籍労組会議第９回労組国際セミナー(台北) 

第10回ＩＬＯ鉄鋼労働委員会（ジュネーブ） 

第６回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップ訓練講

座（ジャカルタ） 

ＩＭＦ執行委員会（ケニア・ナイロビ） 

第２回ＩＭＦ編集担当者会議（スペイン） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ）、ＩＭＦ／ＯＥＣＤ

鉄鋼会議（パリ）千葉 

第15回東日本リーダーシップコース34人が受講

（明学／三菱金属高輪会館） 

第１回ＩＭＦオーディオ・ビデオ・エレクトロ

ニクス会議（アムステルダム）  

ＩＭＦ－ＪＣインド／パキスタン訪問代表団  

第７回経済セミナー  

金属・化学エネルギー賃金調査担当者合同会議

金属労協第24回協議委員会（池之端）、組織強化

特別委員会答申承認 

1981 
1.     7 

13～31 

 

14～15 

16～17 

22～24 

2.  3～4 

17～19 

25～26 

 

27～28 

 

3.     2 

16～18 

18 

22 

23 

24 

25 

25 

 

26 

31 

 

 

4.     1 

9 

9 

5.  8～9 

10 

 

金属労協旗びらき（芝パークホテル） 

第12回西日本労働リーダーシップコース31人が

受講（京都） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ）、宮田、瀬戸 

ＩＭＦ世界大会決議委員会（ジュネーブ） 

81年闘争中央討論集会（伊東） 

ＩＭＦ安全衛生作業部会（ジュネーブ）、２人 

第10回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マニラ）

第１回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（東京・ホテ

ル・パフィシック）、各国代表25人来日 

第64回鉄鋼労連臨時大会、鉄鋼労連結成30周年

記念祝賀会 

第２回ＪＣ・ＪＡＦ賃金調査担当者合同会議 

ＩＭＦ造船作業部会／ＯＥＣＤ第六作業部会（パリ）

物価問題で政府申し入れ（ＪＣ・ＪＡＦ共闘）

中国地連決起集会 

東海地連決起集会 

関東地連東京地区決起集会 

第３回地連代表者会議 

行政改革推進国民運動会議発足（ＪＣ、ＪＡＦ、

友愛会議）  

関西地連決起集会 

第10回金属・化学エネルギー連絡会議。第３回

金属・ 化学エネルギー共闘会議。81年闘争拡大

労組代表者交流集会 

九州地連決起集会 

81年闘争ＪＣ集中回答指定日 

第３回ＪＣ・ＪＡＦ賃金調査担当者合同会議 

関西地連ＪＣデー・青婦学習交流会 

東海地連ＪＣデー・第10回青楽祭 

 

1982 
1.      7

11

12～30

21

25

 

金属労協旗びらき（芝パークホテル） 

金属・化学エネルギー共闘会議、物価対策、所

得減税について日経連と懇談 

第13回西日本リーダーシップコース39人が受講

（京都） 

ＩＭＦ－ＪＣ、ポーランド難民救済に支援金100

万円を送る（第16回常幹）  

金属・化学エネルギー共闘会議、経団連と懇談
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

2.    24 

3.  2～4 

 

11 

13 

 

14 

16 

19 

 

24 

26 

28 

29 

30 

30 

 

30～4.2 

4.     3 

5 

 

8 

21 

25 

 

27 

28～30 

 

5. 15～16 

15～17 

 

16～25 

17～19 

 

18～19 

 

20～22 

21 

 

31～6.10 

6.  1～3 

 

10～11 

 

16 

19 

23～24 

 

30 

7.     1 

1 

5 

 

11～13 

造船重機労連第l0周年記念式典（池之端） 

ＩＭＦエコノミスト会議（ベルン）、失業問題討

議 

第２回金属・化学エネルギー書記長会議 

国民臨調中央シンポジウム（東京）行革断行ア

ピール 

四国地連決起集会 

東北地連決起集会 

第２回金属・化学エネルギー共闘会議、対政府

物価対策申し入れ 

東海地連決起集会・関東地連決起集会 

第23回ＪＣ三役・マスコミ論説委員懇談会 

中国地連決起集会 北信越地連決起集会 

九州地連決起集会 

82年闘争拡大労組代表者交流集会（池之端） 

82年賃闘勝利中央総決起集会（ＪＣ、ＪＡＦ、

賃闘対策民間労組会議共催） 

ＩＭＦ世界非鉄金属会議（ピッツバーグ）、２人

第３回金属・化学エネルギー書記長会議 

第３回金属・化学エネルギー共闘会議、日経連

と懇談 

82年闘争ＪＣ集中回答指定日 実質賃金を確保

第４回金属・化学エネルギー共闘会議 

第５回ＩＭＦ日産、トヨタ・第２回本田世界自

動車協議会（自動車労連教育センター） 

自動車労組首脳会議（京王プラザホテル） 

第８回ＩＭＦ世界自動車会議（京王プラザホテル）

前向きな国際戦略で危機打開、23カ国230人  

北海道地連ＪＣデー青婦集会（洞爺） 

九州地連第４回ＪＣデー青婦集会（長崎「いこ

いの村」） 

東南アジア労組幹部研修生受け入れ 

第６回上級労働リーダーシップコース（高輪）

｢第３次産業革命と労組の対応｣で講義と工場見学

第４回拡大財政担当者研修会（蒲郡） 

「技術革新と組合財政で」論議 

関西地連ＪＣデー青婦学習交流集会 

政労使三者構成による第19回多国籍企業労働問

題連絡会議 

ＪＣ東南アジア労組組織・財政事情調査団派遣

82青婦担当者会議（富士ハイツ）「婦人労働とそ

の課題」など学ぶ 

ＩＭＦ中央委員会（ローマ）、世界的な雇用創出

へ具体的行動計画 

関東地連ＪＣデー 

三協労組結成35周年記念式典 

第11回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（ソウ

ル）54人 

第24回金属労協三役とマスコミ論説委員懇談会

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ造船作業部会（パリ） 

電機労連30周年記念式典レセプション（品川）

東南アジア・アフリカ労組幹部研修生、韓国金

属労連研修生受け入れ 

第19回東日本国際労働セミナー（鳥羽） 

13

15～17

16

8. 18～19

26～27

9.     4

10

14

20

10. 2～3

4

7

13～15

13～15

22

22

26

11.10～11

16～18

17～18

21

24～12.11

12.     2

 

6

6～8

13

13

14

17

22

28

経団連、日経連との懇談会 

第19回西日本国際労働セミナー（道後） 

第６回地連代表者会議 

第１回ＩＭＦアジア造船作業部会（東京） 

ＩＭＦホワイトカラー労働者会議（ミュンヘン）

自動車総連結成10周年祝賀会（パレスホテル） 

金属労協第21回定期大会（池之端）、金属労協「時

短中・長期方針」決定 

政府へ労基法改正を申し入れ 

ＪＣ・ＪＡＦが日本商工会議所と初の懇談会（丸

の内）現下の経済運営で意見交換 

多国籍労組会議第10回国際セミナー（バンコク）

ＪＣ・ＪＡＦと経団連の懇談会 

ＪＣ・ＪＡＦと日経連の懇談会 

第１回ＩＭＦ世界航空字宙産業会議（ロンドン）

第６回日米加金属労組会議（芝パークホテル）

景気浮揚し雇用確保へ向け論議 

ＩＭＦマレーシア協議会（ＭＣ）ラジャセカラ

ン事務局長来所 

東海地連第19回定期大会 

第８回経済セミナー（講師：井川博氏） 

ＩＭＦ執行委員会（オーストラリア・シドニー）、

宮田、瀬戸 

第５回ＩＭＦアジア地域会議（台北）、労組基本

権の確立図る 

各単産賃金・調査担当者研修会 

ＩＭＦ安全衛生セミナー（タイ・バンコク） 

第16回東日本リーダーシップコース40人受講 

ＪＣ・ＪＡＦと日経連との懇談会（明学／三菱金

属高輪会館） 

第20回政労使三者構成多国籍企業労働問題連絡会議

ＩＭＦ世界工作機械・新技術に関する会議（ス

イス・ベルン）、３人 

第１回金属・化学エネルギー連絡会議 

ＪＣ・ＪＡＦと経団連との懇談会 

全民労協結成総会（池之端）、41単産425万人参加 

金属労協第25回協議委員会（池之端）、83年闘争方針

決定 

ＪＣ・ＪＡＦと経済同友会との懇談会  

ＪＣ・ＪＡＦ共闘会議、失業・雇用対策など政

府へ申し入れ 

1983 
1.      7

11

11～29

19

2.21～3.1

3.      8

9

4.      6

7

 

金属労協旗開き（芝パークホテル） 

ＪＣメタル結成大会（東京・ルビーホール） 

第14回西日本リーダーシップコース 35人受講

（京都・関西セミナーハウス） 

ＪＣ・ＪＡＦ共闘会議と日本商工会議所との懇

談会 （東京商工会議所） 

第12回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（タ

イ・バンコク）、48人  

経団連との懇談会（経団連会館） 

日経連との懇談会（銀行倶楽部） 

日経連との懇談会（日本工業倶楽部） 

経団連との懇談会（経団連会館） 

－496－
 

 

年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

16～27 

5.    11 

17～19 

 

31 

31 

6.     1 

1 

4～13 

 

 

21～22 

10～12 

 

12 

14～16 

 

16 

 

16～27 

 

8. 6～18 

 

9.     1 

3 

5 

8 

 

 

9.17～10.1 

 

23～26 

 

25～28 

28 

29 

10. 3～5 

 

 

 

12～21 

 

 

11.    9 

11～17 

 

12～21 

 

24～12. 10 

 

25～26 

25～26 

 

28～29 

第20回ＩＭＦ婦人労働者委員会（ウィーン）  

ローデラーＩＭＦ会長講演会（東京グランドホテル）

第７回上級労働リーダーシップコース（川崎）

「国際化時代の労組の役割」研鑽 

金属労協紹介英語版スライド完成 

第21回多国籍企業労働問題連絡会議（パレスホテル）

第９回経済セミナー 

「83年ＪＣ時短共闘方針」決定  

ＩＭＦ執行委員会（６月７～８日スイス・チュ

ーリッヒ）宮田、瀬戸。ＩＭＦ結成90周年記念

式典・中央委員会（６月９～10日チューリッヒ） 

第５回拡大財政担当者研修会（熱海） 

第20回国際労働セミナー＜東日本＞（秋保温

泉・ニュー水戸屋） 

83年闘争ＪＣ集中回答指定日 

第20回国際労働セミナー＜西日本＞（玉造温

泉・ホテル玉泉） 

多国籍労組会議結成10周年記念パーティー（池

之端文化センター） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会、ＩＭＦ／ＯＥＣＤ・ＴＵ

ＡＣ鉄鋼会議（７月18～19日パリ） 

ＩＭＦ青少年セミナー（８月９～12日フィンラ

ンド・へルシンキ）  

マスコミ論説委員との懇談会 

ＪＣメタル第１回定期大会（池之端文化センター）

対政府申し入れ（院内官房長官室） 

金属労協第22回定期大会（大手町・サンケイ会

館）、来年の20周年に向け新たな決意で84年度活

動方針決める 

ＩＬＯ金属工業委員会（９月20～29日スイス・

ジュネーブ） 

ＩＭＦフィリピン協議会（ＰＣ）結成10周年記

念式典と大会（９月25日マニラ）瀬戸 

ＩＭＦシンガポール・韓国ミッション 小島  

日経連との懇談会（日本工業倶楽部） 

経団連との懇談会（経団連会館） 

第４回ＩＭＦ世界電機電子産業会議（ホテルニ

ューオータニ）、会議出席海外代表30カ国105人

受け入れ「最新技術の展開」テーマに、ＭＥ協

約締結を提起 

多国籍労組会議第11回国際セミナー（第２回日

本・インドネシア二国間多国籍セミナー10月15

～16日・ジャカルタ）、15人 

第22回多国籍企業労働問題連絡会議 

第３回ＩＭＦ編集担当者会議（11月９～11日・

ロンドン）、２人 

ＩＭＦ執行委員会（11月16～17日ジュネーブ）、

ＩＭＦ臨時中央委員会（18日、同） 

第17回東日本労働リーダーシップコース31人が

受講（明学／三菱金属高輪会館） 

84年闘争拡大賃金担当者研修会 

第２回ＩＭＦアジア造船作業部会（造船重機労

連） 

ＩＭＦ造船作業部会（芝パークホテル）  

6

7

14

16

ＪＣ・ＪＡＦと経団連との懇談会（経団連会館）

ＪＣ・ＪＡＦと日経連との懇談会（日本工業倶

楽部） 

第10回経済セミナー（ａｂｃ会館・サロー）  

金属労協第26回協議委員会（池之端）、「６％基

準、12,000円基準」の賃上げ要求決定 

1984 
1. 10～28

11

21

2.    10

14

15

20

23～3.2

25～3.7

4.      3

9～10

11

11

22～29

26～27

5.     16

30～6.1

7～8

6.28～30

7.      3

3

8～10

12～14

9.     11

12

10.  5～6

23～25

24

11.18～12.5

 

第15回西日本労働リーダーシップコース42人受

講（京都・関西セミナーハウス） 

金属労協旗開き（芝パークホテル） 

西日本労働リーダーシップコース15周年記念式

典（関西セミナーハウス） 

第１回金属・化学エネルギー賃金調査担当者合

同会議 

昭和59年度経済運営と物価対策に関する政府申

し入れ（院内官房長官室）  

日経連との懇談会（経団連会館） 

経団連との懇談会（経団連会館） 

第13回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（２月

25～26日）クアラルンプール、59人 

第６次ＪＣインド労働事情調査団派遣、６人 

行革推進会議・行革懇談会（ゼンセン同盟） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

84年闘争ＪＣ集中回答指定日 

第２回金属・化学エネルギー共闘会議賃金調査

担当者会議 

第３回ＩＭＦ・ＩＡＭコミュニケーションセミ

ナー（４月23～28日マレーシア・クアラルンプ

ール）、松永 

ＩＭＦ自動車総連世界自動車協議会（京王プラ

ザホテル） 

ＩＭＦ－ＪＣ結成20周年記念日 

第８回上級労働リーダーシップコース（川崎）

ＩＭＦ中央委員会（アイルランド・ダブリン）

第４回ＩＭＦアジア造船セミナー（韓国・ソウ

ル） 

日経連との懇談会（工業倶楽部） 

経団連との懇談会（経団連会館） 

第21回国際労働セミナー＜東日本＞（片山津）

第21回国際労働セミナー＜西日本＞（白浜） 

金属労協結成20周年記念式典および祝賀レセプ

ション 

金属労協第23回定期大会（上野・池端） 

宮田議長が退任、第３代議長に中村卓彦氏（鉄

鋼労連）選出 

多国籍企業対策労組会議第12回国際セミナー

（第３回日本・マレーシア二国間多国籍企業セ

ミナー（マレーシア・ペタリンジャヤ） 

第４回ＩＭＦ編集担当者会議（米国・メリーラ

ンド） 

第11回経済セミナー（ＪＣ）講師：赤羽隆夫氏

第９回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップ訓練講

座（マレーシア） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

2.    24 

3.  2～4 

 

11 

13 

 

14 

16 

19 

 

24 

26 

28 

29 

30 

30 

 

30～4.2 

4.     3 

5 

 

8 

21 

25 

 

27 

28～30 

 

5. 15～16 

15～17 

 

16～25 

17～19 

 

18～19 

 

20～22 

21 

 

31～6.10 

6.  1～3 

 

10～11 

 

16 

19 

23～24 

 

30 

7.     1 

1 

5 

 

11～13 

造船重機労連第l0周年記念式典（池之端） 

ＩＭＦエコノミスト会議（ベルン）、失業問題討

議 

第２回金属・化学エネルギー書記長会議 

国民臨調中央シンポジウム（東京）行革断行ア

ピール 

四国地連決起集会 

東北地連決起集会 

第２回金属・化学エネルギー共闘会議、対政府

物価対策申し入れ 

東海地連決起集会・関東地連決起集会 

第23回ＪＣ三役・マスコミ論説委員懇談会 

中国地連決起集会 北信越地連決起集会 

九州地連決起集会 

82年闘争拡大労組代表者交流集会（池之端） 

82年賃闘勝利中央総決起集会（ＪＣ、ＪＡＦ、

賃闘対策民間労組会議共催） 

ＩＭＦ世界非鉄金属会議（ピッツバーグ）、２人

第３回金属・化学エネルギー書記長会議 

第３回金属・化学エネルギー共闘会議、日経連

と懇談 

82年闘争ＪＣ集中回答指定日 実質賃金を確保

第４回金属・化学エネルギー共闘会議 

第５回ＩＭＦ日産、トヨタ・第２回本田世界自

動車協議会（自動車労連教育センター） 

自動車労組首脳会議（京王プラザホテル） 

第８回ＩＭＦ世界自動車会議（京王プラザホテル）

前向きな国際戦略で危機打開、23カ国230人  

北海道地連ＪＣデー青婦集会（洞爺） 

九州地連第４回ＪＣデー青婦集会（長崎「いこ

いの村」） 

東南アジア労組幹部研修生受け入れ 

第６回上級労働リーダーシップコース（高輪）

｢第３次産業革命と労組の対応｣で講義と工場見学

第４回拡大財政担当者研修会（蒲郡） 

「技術革新と組合財政で」論議 

関西地連ＪＣデー青婦学習交流集会 

政労使三者構成による第19回多国籍企業労働問

題連絡会議 

ＪＣ東南アジア労組組織・財政事情調査団派遣

82青婦担当者会議（富士ハイツ）「婦人労働とそ

の課題」など学ぶ 

ＩＭＦ中央委員会（ローマ）、世界的な雇用創出

へ具体的行動計画 

関東地連ＪＣデー 

三協労組結成35周年記念式典 

第11回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（ソウ

ル）54人 

第24回金属労協三役とマスコミ論説委員懇談会

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ造船作業部会（パリ） 

電機労連30周年記念式典レセプション（品川）

東南アジア・アフリカ労組幹部研修生、韓国金

属労連研修生受け入れ 

第19回東日本国際労働セミナー（鳥羽） 

13

15～17

16

8. 18～19

26～27

9.     4

10

14

20

10. 2～3

4

7

13～15

13～15

22

22

26

11.10～11

16～18

17～18

21

24～12.11

12.     2

 

6

6～8

13

13

14

17

22

28

経団連、日経連との懇談会 

第19回西日本国際労働セミナー（道後） 

第６回地連代表者会議 

第１回ＩＭＦアジア造船作業部会（東京） 

ＩＭＦホワイトカラー労働者会議（ミュンヘン）

自動車総連結成10周年祝賀会（パレスホテル） 

金属労協第21回定期大会（池之端）、金属労協「時

短中・長期方針」決定 

政府へ労基法改正を申し入れ 

ＪＣ・ＪＡＦが日本商工会議所と初の懇談会（丸

の内）現下の経済運営で意見交換 

多国籍労組会議第10回国際セミナー（バンコク）

ＪＣ・ＪＡＦと経団連の懇談会 

ＪＣ・ＪＡＦと日経連の懇談会 

第１回ＩＭＦ世界航空字宙産業会議（ロンドン）

第６回日米加金属労組会議（芝パークホテル）

景気浮揚し雇用確保へ向け論議 

ＩＭＦマレーシア協議会（ＭＣ）ラジャセカラ

ン事務局長来所 

東海地連第19回定期大会 

第８回経済セミナー（講師：井川博氏） 

ＩＭＦ執行委員会（オーストラリア・シドニー）、

宮田、瀬戸 

第５回ＩＭＦアジア地域会議（台北）、労組基本

権の確立図る 

各単産賃金・調査担当者研修会 

ＩＭＦ安全衛生セミナー（タイ・バンコク） 

第16回東日本リーダーシップコース40人受講 

ＪＣ・ＪＡＦと日経連との懇談会（明学／三菱金

属高輪会館） 

第20回政労使三者構成多国籍企業労働問題連絡会議

ＩＭＦ世界工作機械・新技術に関する会議（ス

イス・ベルン）、３人 

第１回金属・化学エネルギー連絡会議 

ＪＣ・ＪＡＦと経団連との懇談会 

全民労協結成総会（池之端）、41単産425万人参加 

金属労協第25回協議委員会（池之端）、83年闘争方針

決定 

ＪＣ・ＪＡＦと経済同友会との懇談会  

ＪＣ・ＪＡＦ共闘会議、失業・雇用対策など政

府へ申し入れ 

1983 
1.      7

11

11～29

19

2.21～3.1

3.      8

9

4.      6

7

 

金属労協旗開き（芝パークホテル） 

ＪＣメタル結成大会（東京・ルビーホール） 

第14回西日本リーダーシップコース 35人受講

（京都・関西セミナーハウス） 

ＪＣ・ＪＡＦ共闘会議と日本商工会議所との懇

談会 （東京商工会議所） 

第12回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（タ

イ・バンコク）、48人  

経団連との懇談会（経団連会館） 

日経連との懇談会（銀行倶楽部） 

日経連との懇談会（日本工業倶楽部） 

経団連との懇談会（経団連会館） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

16～27 

5.    11 

17～19 

 

31 

31 

6.     1 

1 

4～13 

 

 

21～22 

10～12 

 

12 

14～16 

 

16 

 

16～27 

 

8. 6～18 

 

9.     1 

3 

5 

8 

 

 

9.17～10.1 

 

23～26 

 

25～28 

28 

29 

10. 3～5 

 

 

 

12～21 

 

 

11.    9 

11～17 

 

12～21 

 

24～12. 10 

 

25～26 

25～26 

 

28～29 

第20回ＩＭＦ婦人労働者委員会（ウィーン）  

ローデラーＩＭＦ会長講演会（東京グランドホテル）

第７回上級労働リーダーシップコース（川崎）

「国際化時代の労組の役割」研鑽 

金属労協紹介英語版スライド完成 

第21回多国籍企業労働問題連絡会議（パレスホテル）

第９回経済セミナー 

「83年ＪＣ時短共闘方針」決定  

ＩＭＦ執行委員会（６月７～８日スイス・チュ

ーリッヒ）宮田、瀬戸。ＩＭＦ結成90周年記念

式典・中央委員会（６月９～10日チューリッヒ） 

第５回拡大財政担当者研修会（熱海） 

第20回国際労働セミナー＜東日本＞（秋保温

泉・ニュー水戸屋） 

83年闘争ＪＣ集中回答指定日 

第20回国際労働セミナー＜西日本＞（玉造温

泉・ホテル玉泉） 

多国籍労組会議結成10周年記念パーティー（池

之端文化センター） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会、ＩＭＦ／ＯＥＣＤ・ＴＵ

ＡＣ鉄鋼会議（７月18～19日パリ） 

ＩＭＦ青少年セミナー（８月９～12日フィンラ

ンド・へルシンキ）  

マスコミ論説委員との懇談会 

ＪＣメタル第１回定期大会（池之端文化センター）

対政府申し入れ（院内官房長官室） 

金属労協第22回定期大会（大手町・サンケイ会

館）、来年の20周年に向け新たな決意で84年度活

動方針決める 

ＩＬＯ金属工業委員会（９月20～29日スイス・

ジュネーブ） 

ＩＭＦフィリピン協議会（ＰＣ）結成10周年記

念式典と大会（９月25日マニラ）瀬戸 

ＩＭＦシンガポール・韓国ミッション 小島  

日経連との懇談会（日本工業倶楽部） 

経団連との懇談会（経団連会館） 

第４回ＩＭＦ世界電機電子産業会議（ホテルニ

ューオータニ）、会議出席海外代表30カ国105人

受け入れ「最新技術の展開」テーマに、ＭＥ協

約締結を提起 

多国籍労組会議第11回国際セミナー（第２回日

本・インドネシア二国間多国籍セミナー10月15

～16日・ジャカルタ）、15人 

第22回多国籍企業労働問題連絡会議 

第３回ＩＭＦ編集担当者会議（11月９～11日・

ロンドン）、２人 

ＩＭＦ執行委員会（11月16～17日ジュネーブ）、

ＩＭＦ臨時中央委員会（18日、同） 

第17回東日本労働リーダーシップコース31人が

受講（明学／三菱金属高輪会館） 

84年闘争拡大賃金担当者研修会 

第２回ＩＭＦアジア造船作業部会（造船重機労

連） 

ＩＭＦ造船作業部会（芝パークホテル）  

6

7

14

16

ＪＣ・ＪＡＦと経団連との懇談会（経団連会館）

ＪＣ・ＪＡＦと日経連との懇談会（日本工業倶

楽部） 

第10回経済セミナー（ａｂｃ会館・サロー）  

金属労協第26回協議委員会（池之端）、「６％基

準、12,000円基準」の賃上げ要求決定 

1984 
1. 10～28

11

21

2.    10

14

15

20

23～3.2

25～3.7

4.      3

9～10

11

11

22～29

26～27

5.     16

30～6.1

7～8

6.28～30

7.      3

3

8～10

12～14

9.     11

12

10.  5～6

23～25

24

11.18～12.5

 

第15回西日本労働リーダーシップコース42人受

講（京都・関西セミナーハウス） 

金属労協旗開き（芝パークホテル） 

西日本労働リーダーシップコース15周年記念式

典（関西セミナーハウス） 

第１回金属・化学エネルギー賃金調査担当者合

同会議 

昭和59年度経済運営と物価対策に関する政府申

し入れ（院内官房長官室）  

日経連との懇談会（経団連会館） 

経団連との懇談会（経団連会館） 

第13回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（２月

25～26日）クアラルンプール、59人 

第６次ＪＣインド労働事情調査団派遣、６人 

行革推進会議・行革懇談会（ゼンセン同盟） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

84年闘争ＪＣ集中回答指定日 

第２回金属・化学エネルギー共闘会議賃金調査

担当者会議 

第３回ＩＭＦ・ＩＡＭコミュニケーションセミ

ナー（４月23～28日マレーシア・クアラルンプ

ール）、松永 

ＩＭＦ自動車総連世界自動車協議会（京王プラ

ザホテル） 

ＩＭＦ－ＪＣ結成20周年記念日 

第８回上級労働リーダーシップコース（川崎）

ＩＭＦ中央委員会（アイルランド・ダブリン）

第４回ＩＭＦアジア造船セミナー（韓国・ソウ

ル） 

日経連との懇談会（工業倶楽部） 

経団連との懇談会（経団連会館） 

第21回国際労働セミナー＜東日本＞（片山津）

第21回国際労働セミナー＜西日本＞（白浜） 

金属労協結成20周年記念式典および祝賀レセプ

ション 

金属労協第23回定期大会（上野・池端） 

宮田議長が退任、第３代議長に中村卓彦氏（鉄

鋼労連）選出 

多国籍企業対策労組会議第12回国際セミナー

（第３回日本・マレーシア二国間多国籍企業セ

ミナー（マレーシア・ペタリンジャヤ） 

第４回ＩＭＦ編集担当者会議（米国・メリーラ

ンド） 

第11回経済セミナー（ＪＣ）講師：赤羽隆夫氏

第９回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップ訓練講

座（マレーシア） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

19 

20～12.8 

 

27～28 

12.    3 

10～12 

12 

13 

 

経団連との懇談会（経団連会館） 

第18回東日本労働リーダーシップコース（明学

／三菱金属高輪会館） 

ＩＭＦ執行委員会（マレーシア） 

ＭＥ化対策シンポジウム（鉄鋼労連会館） 

ＩＭＦエコノミスト会議（ジュネーブ） 

日経連との懇談会（工業倶楽部） 

金属労協第27回協議委員会（池之端）。賃上げ要

求「７％、14,000円基準」85年闘争方針を決定

8.     7

9. 11～13

12

10.16～17

21～22

23

11.    2

12～13

13～14

11.19～12.7

19

22

12.  2～3

 

3

3～12

11

23

第１回ＪＣ時短共闘対策委員会（ＪＣ） 

ＩＭＦ世界航空宇宙会議（フランス・ツールーズ）

国際安全期間の設置提唱 

金属労協第24回定期大会（上野・池之端） 

86年闘争もＪＣ基軸で、時短闘争も強化の方向

第２回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（鉄鋼労連会

館） 

第４回ＩＭＦアジア造船作業部会（台北） 

第３回国際貿易問題シンポジウム（池之端） 

北信越地連第19回定期大会（戸倉） 

86年闘争組織化シンポ・拡大賃金担当者研修会

（熱海） 

ＩＭＦ執行委員会（サンパウロ） 

第19回東日本労働リーダーシップコース24人が

受講（明学／三菱金属高輪クラブ） 

日経連との懇談会（工業倶楽部） 

経団連との懇談（経団連会館） 

第６回日本・中華民国自動車労組セミナー（御

殿場） 

第１回戦術委員会（富士屋ホテル） 

ＩＭＦ東南アジアリーダーシップ訓練講座（タ

イ） 

金属労協第28回協議委員会（池之端）。賃上げ・

時短など86年闘争方針決定 

第２回戦術委員会（ＪＣ）。「７％基準または

14,000円基準」賃上げ要求決定 

1985 
1. 8～26 

 

9 

9 

1. 15～17 

20 

20～22 

2.     2 

 

 

5～6 

14～15 

25 

 

27 

27 

3.    13 

27 

27 

29 

4.  3～4 

10 

10 

10 

19 

19 

23～5.2 

 

5.16～18 

22 

22 

6.     1 

 

 

8 

9～14 

 

 

 

14 

7. 14～16 

15 

 

18～20 

 

第16回西日本リーダーシップコース59人が受講 

（京都） 

第１回戦術委員会（パークホテル） 

金属労協旗開き（パークホテル） 

ＩＭＦ新技術・環境世界会議（デンマーク） 

第１回中央賃金闘争委員会（伊東） 

85年闘争中央討論集会（伊東） 

第２回国際貿易問題と労組の対応シンポジウム

（日本女子会館）。「複雑化する貿易摩擦への労

組の対応探る」 

第14回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（台北）

ＩＭＦ執行委員会（米・マイアミ） 

第２回85年闘争単産・単組書記長交流集会（上

野） 

第２回戦術委員会（ホテル国際観光） 

第２回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

第３回戦術委員会（ＪＣ） 

第４回戦術委員会（東急ホテル） 

第３回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

85年闘争労組代表者交流集会（上野） 

第５回戦術委員会（ＪＣと芝パークホテル） 

85年闘争ＪＣ集中回答日、５％台賃上げを確保

第６回戦術委員会（ＪＣ） 

第４回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

第７回戦術委員会（ＪＣ） 

第５回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

第１回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（ヘル

シンキ） 

第９回上級労働リーダーシップコース（川崎）

第８回戦術委員会（ＪＣ） 

第６回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

改正男女雇用機会均等法公布。86年４月１日施

行。７月５日労働者派遣事業法公布。86年７月

１日施行 

ＩＭＦ中央委員会（ホテルニューオータニ） 

第26回ＩＭＦ世界大会（東京・ホテルニューオ

ータニ）アジアで初の世界大会開催、70カ国労

組代表870人が参加。最大課題は雇用確保、13

の決議を採択 

ＩＭＦ中央委員会（同上） 

第22回国際労働セミナー＜東日本地区＞（登別）

国連「婦人の10年」の世界婦人会議開幕（ナイ

ロビ） 

第22回国際労働セミナー＜西日本地区＞（長崎）

1986 
1.      9

13～31

20

20～22

2.      4

4～14

5～6

11～12

25

26

26

3.     10

26

26

28

4.      1

2～3

3～4

7

9

9

9

22～23

 

第３回戦術委員会（芝パークホテル） 

第17回西日本労働リーダーシップコース37人が

受講（京都） 

第１回中央賃金闘争委員会（伊東） 

86年闘争中央討論集会（伊東） 

第４回戦術委員会（ＪＣ） 

第７次ＪＣインド労働事情調査団 

第15回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（ジャ

カルタ） 

ＩＭＦ造船作業委員会（ジュネーブ） 

86年闘争単産・単組書記長交流集会（池之端）

第５回戦術委員会（ＪＣ） 

第２回中央賃金闘争委員会（郵便貯金会館） 

第６回戦術委員会（ＪＣ） 

第７回戦術委員会（ＪＣ） 

第５回86年闘争委員会（富士屋ホテル） 

86年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

男女雇用機会均等法施行 

第８回戦術委員会（芝パークホテル） 

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ第６作業部会（パリ） 

経済構造調整研究会「内需主導の経済構造転換」

を求めた報告書（前川リポート）を首相に提出

86年闘争ＪＣ集中回答日。円高重く厳しい結果

第９回戦術委員会（ＪＣ） 

第４回中央賃金闘争委員会（富士屋ホテル） 

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

23 

23 

23～25 

26 

 

5.    12 

 

12～13 

14～15 

 

24～28 

 

6.  3～4 

10 

10～11 

12～13 

 

13 

7.  2～4 

7～9 

 

8. 24～25 

 

9.    10 

 

23～25 

 

10.    3 

8～9 

 

23 

29 

11.   12 

12～13 

18～12.6 

 

21 

25 

 

25～26 

 

12.    2 

 

8～10 

12～13 

17 

23 

第10回戦術委員会（ＪＣ） 

第５回中央賃金闘争委員会（富士ホテル） 

ＩＭＦフォード世界自動車協議会（ケルン） 

ソ連のチェルノブイリ原子力発電所で、大規模

な原発事故。住民11万6000人疎開 

時短シンポジウム（池之端）。「時短は国民的課

題」アピール 

ＩＭＦ機械作業部会（スイス） 

第10回上級労働リーダーシップコース（川崎）

テーマ「21世紀の労働運動」 

第４回ＩＭＦアジア電機・電子セミナー（バン

コク） 

ＩＭＦアジア・欧州造船セミナー（デンマーク）

臨時行政改革推進審議会、最終答申 

ＩＭＦ執行委員会（カナダ） 

ＩＭＦ中央委員会（カナダ）。金属労組の将来方

向討議 

第８回日米加金属労組会議（カナダ） 

第23回国際労働セミナー＜西日本地区＞（高知）

第23回国際労働セミナー＜東日本地区＞（水上）

米・韓労働事情学ぶ 

全米鉄鋼労組（ＵＳＷＡ）50周年記念大会（米

国） 

金属労協第25回定期大会（池之端）。87－88年度

運動方針、ＪＣ労働時間対策指針決定 

第６回ＩＭＦアジア地域会議（ニュージーラン

ド） 

第１回金属議員懇談会（ホテル国際観光） 

多国籍労組会議第14回労働国際セミナー（バン

コク） 

第２回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（東京）

日経連との懇談会（工業倶楽部） 

87賃金闘争連絡会（ＪＣ） 

ＩＭＦ執行委員会（インド・ニューデリー） 

第20回東日本リーダーシップコース27人が受講

（明学） 

円高危機突破シンポジウム（鉄鋼労連会館） 

東日本労働リーダーシップコース20周年記念祝

賀会（ホテル高輪）。第20回までの卒業生528人

ＩＭＦ団体交渉方式の転換に関する会議（スイ

ス） 

ＩＬＯ鉄鋼労働者委員会・ＩＭＦ準備会議（ス

イス） 

87年闘争中央討論集会（伊東） 

ＩＭＦアジア造船作業部会（台北） 

対政府申入れ（内閣総理大臣官邸） 

金属労協第29回協議委員会（池之端） 

23

23

26

26～30

2.  4～5

 

3.     6

10

25

25

27

4.  7～8

8

8

22～23

27

5.  6～16

9～29

11～12

12～15

13～14

6.   2～3

4～5

5～9

10～12

16

24～26

29～7.1

7.   2～3

8.    7

9.   1～3

9

11～27

10.     6

13～14

15

23

11. 9～27

10～11

17～12.5

第３回戦術委員会（ＪＣ） 

第２回中央賃金闘争委員会（鉄鋼労連） 

第２回金属議員懇談会（衆院第一議員会館） 

第２回ＩＭＦアジア新技術セミナー（バンコク）

第16回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（バン

コク） 

87年闘争単産・単組書記長交流集会（芝パーク）

第４回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第５回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第４回中賃闘（富士屋ホテル） 

87年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

ＩＭＦホワイトカラー労働者委員会（スイス）

87年闘争ＪＣ集中回答日。円高重圧、厳しい回

答 

第７回戦術委員会・第５回中賃闘（芝パークホ

テル） 

第９回日米加金属労組会議（高輪プリンスホテル）

連携密に雇用最重視 

第８回戦術委員会・第６回中賃闘（芝パーク）

97年前期ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア労働

事情視察団 

87年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団 

第11回上級労働リーダーシップコース（高輪）

ＩＭＦ新技術会議（イギリス・バーミンガム）

第９回戦術委員会（三島） 

ＩＭＦ執行委員会（オスロ） 

ＩＭＦ中央委員会（オスロ）。核エネルギー声明

採択。ＩＭＦ新会長にシュタインキューラーＩ

ＧＭ会長選出 

第３回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（オス

ロ） 

ＩＭＦフォード世界自動車協議会（シカゴ） 

第12回経済セミナー（芝パーク）講師：野口悠

紀雄氏 

第24回国際労働セミナー西日本地区（山口） 

第24回国際労働セミナー東日本地区（花巻） 

第１回ＩＭＦアジア電機・電子産業作業委員会

（東京）アジア・オセアニア16カ国50人参加、

構造転換への対応論議 

臨教審（第４次）最終答申 

第９回ＩＭＦ世界造船会議（ヘルシンキ） 

金属労協第26回定期大会（池之端）。生活の国際

化委を設置、産業政策への取組み強化 

多国籍企業労働問題欧州調査団 

第３回金属議員懇談会（ホテル国際観光） 

第３回ＩＭＦアジア自動車セミナー（ソウル）

多国籍企業２国間セミナー（ソウル） 

第１回生活の国際化シンポジウム（芝パークホ

テル）日・欧米の豊かさ比較、生活の国際化実

現へアピール 

87年ＪＣ北米労働事情視察団（米・加） 

ＩＭＦ青少年委員会（ジュネーブ） 

第21回東日本労働リーダーシップコース32人が

受講（明学） 

1987 
1. 12～13 

 

9 

9 

13～31 

 

ＩＢＭに関するＩＭＦ／ＦＩＥＴ／ＰＴＴＩ合

同会議（ロンドン）。組織化推進で討議 

第２回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第１回中央賃金闘争委員会（富士屋ホテル） 

第18回西日本労働リーダーシップコース30人が

受講（京都） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

19 

20～12.8 

 

27～28 

12.    3 

10～12 

12 

13 

 

経団連との懇談会（経団連会館） 

第18回東日本労働リーダーシップコース（明学

／三菱金属高輪会館） 

ＩＭＦ執行委員会（マレーシア） 

ＭＥ化対策シンポジウム（鉄鋼労連会館） 

ＩＭＦエコノミスト会議（ジュネーブ） 

日経連との懇談会（工業倶楽部） 

金属労協第27回協議委員会（池之端）。賃上げ要

求「７％、14,000円基準」85年闘争方針を決定

8.     7

9. 11～13

12

10.16～17

21～22

23

11.    2

12～13

13～14

11.19～12.7

19

22

12.  2～3

 

3

3～12

11

23

第１回ＪＣ時短共闘対策委員会（ＪＣ） 

ＩＭＦ世界航空宇宙会議（フランス・ツールーズ）

国際安全期間の設置提唱 

金属労協第24回定期大会（上野・池之端） 

86年闘争もＪＣ基軸で、時短闘争も強化の方向

第２回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（鉄鋼労連会

館） 

第４回ＩＭＦアジア造船作業部会（台北） 

第３回国際貿易問題シンポジウム（池之端） 

北信越地連第19回定期大会（戸倉） 

86年闘争組織化シンポ・拡大賃金担当者研修会

（熱海） 

ＩＭＦ執行委員会（サンパウロ） 

第19回東日本労働リーダーシップコース24人が

受講（明学／三菱金属高輪クラブ） 

日経連との懇談会（工業倶楽部） 

経団連との懇談（経団連会館） 

第６回日本・中華民国自動車労組セミナー（御

殿場） 

第１回戦術委員会（富士屋ホテル） 

ＩＭＦ東南アジアリーダーシップ訓練講座（タ

イ） 

金属労協第28回協議委員会（池之端）。賃上げ・

時短など86年闘争方針決定 

第２回戦術委員会（ＪＣ）。「７％基準または

14,000円基準」賃上げ要求決定 

1985 
1. 8～26 

 

9 

9 

1. 15～17 

20 

20～22 

2.     2 

 

 

5～6 

14～15 

25 

 

27 

27 

3.    13 

27 

27 

29 

4.  3～4 

10 

10 

10 

19 

19 

23～5.2 

 

5.16～18 

22 

22 

6.     1 

 

 

8 

9～14 

 

 

 

14 

7. 14～16 

15 

 

18～20 

 

第16回西日本リーダーシップコース59人が受講 

（京都） 

第１回戦術委員会（パークホテル） 

金属労協旗開き（パークホテル） 

ＩＭＦ新技術・環境世界会議（デンマーク） 

第１回中央賃金闘争委員会（伊東） 

85年闘争中央討論集会（伊東） 

第２回国際貿易問題と労組の対応シンポジウム

（日本女子会館）。「複雑化する貿易摩擦への労

組の対応探る」 

第14回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（台北）

ＩＭＦ執行委員会（米・マイアミ） 

第２回85年闘争単産・単組書記長交流集会（上

野） 

第２回戦術委員会（ホテル国際観光） 

第２回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

第３回戦術委員会（ＪＣ） 

第４回戦術委員会（東急ホテル） 

第３回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

85年闘争労組代表者交流集会（上野） 

第５回戦術委員会（ＪＣと芝パークホテル） 

85年闘争ＪＣ集中回答日、５％台賃上げを確保

第６回戦術委員会（ＪＣ） 

第４回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

第７回戦術委員会（ＪＣ） 

第５回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

第１回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（ヘル

シンキ） 

第９回上級労働リーダーシップコース（川崎）

第８回戦術委員会（ＪＣ） 

第６回中央賃金闘争委員会（ＪＣ） 

改正男女雇用機会均等法公布。86年４月１日施

行。７月５日労働者派遣事業法公布。86年７月

１日施行 

ＩＭＦ中央委員会（ホテルニューオータニ） 

第26回ＩＭＦ世界大会（東京・ホテルニューオ

ータニ）アジアで初の世界大会開催、70カ国労

組代表870人が参加。最大課題は雇用確保、13

の決議を採択 

ＩＭＦ中央委員会（同上） 

第22回国際労働セミナー＜東日本地区＞（登別）

国連「婦人の10年」の世界婦人会議開幕（ナイ

ロビ） 

第22回国際労働セミナー＜西日本地区＞（長崎）

1986 
1.      9

13～31

20

20～22

2.      4

4～14

5～6

11～12

25

26

26

3.     10

26

26

28

4.      1

2～3

3～4

7

9

9

9

22～23

 

第３回戦術委員会（芝パークホテル） 

第17回西日本労働リーダーシップコース37人が

受講（京都） 

第１回中央賃金闘争委員会（伊東） 

86年闘争中央討論集会（伊東） 

第４回戦術委員会（ＪＣ） 

第７次ＪＣインド労働事情調査団 

第15回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（ジャ

カルタ） 

ＩＭＦ造船作業委員会（ジュネーブ） 

86年闘争単産・単組書記長交流集会（池之端）

第５回戦術委員会（ＪＣ） 

第２回中央賃金闘争委員会（郵便貯金会館） 

第６回戦術委員会（ＪＣ） 

第７回戦術委員会（ＪＣ） 

第５回86年闘争委員会（富士屋ホテル） 

86年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

男女雇用機会均等法施行 

第８回戦術委員会（芝パークホテル） 

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ第６作業部会（パリ） 

経済構造調整研究会「内需主導の経済構造転換」

を求めた報告書（前川リポート）を首相に提出

86年闘争ＪＣ集中回答日。円高重く厳しい結果

第９回戦術委員会（ＪＣ） 

第４回中央賃金闘争委員会（富士屋ホテル） 

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

23 

23 

23～25 

26 

 

5.    12 

 

12～13 

14～15 

 

24～28 

 

6.  3～4 

10 

10～11 

12～13 

 

13 

7.  2～4 

7～9 

 

8. 24～25 

 

9.    10 

 

23～25 

 

10.    3 

8～9 

 

23 

29 

11.   12 

12～13 

18～12.6 

 

21 

25 

 

25～26 

 

12.    2 

 

8～10 

12～13 

17 

23 

第10回戦術委員会（ＪＣ） 

第５回中央賃金闘争委員会（富士ホテル） 

ＩＭＦフォード世界自動車協議会（ケルン） 

ソ連のチェルノブイリ原子力発電所で、大規模

な原発事故。住民11万6000人疎開 

時短シンポジウム（池之端）。「時短は国民的課

題」アピール 

ＩＭＦ機械作業部会（スイス） 

第10回上級労働リーダーシップコース（川崎）

テーマ「21世紀の労働運動」 

第４回ＩＭＦアジア電機・電子セミナー（バン

コク） 

ＩＭＦアジア・欧州造船セミナー（デンマーク）

臨時行政改革推進審議会、最終答申 

ＩＭＦ執行委員会（カナダ） 

ＩＭＦ中央委員会（カナダ）。金属労組の将来方

向討議 

第８回日米加金属労組会議（カナダ） 

第23回国際労働セミナー＜西日本地区＞（高知）

第23回国際労働セミナー＜東日本地区＞（水上）

米・韓労働事情学ぶ 

全米鉄鋼労組（ＵＳＷＡ）50周年記念大会（米

国） 

金属労協第25回定期大会（池之端）。87－88年度

運動方針、ＪＣ労働時間対策指針決定 

第６回ＩＭＦアジア地域会議（ニュージーラン

ド） 

第１回金属議員懇談会（ホテル国際観光） 

多国籍労組会議第14回労働国際セミナー（バン

コク） 

第２回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（東京）

日経連との懇談会（工業倶楽部） 

87賃金闘争連絡会（ＪＣ） 

ＩＭＦ執行委員会（インド・ニューデリー） 

第20回東日本リーダーシップコース27人が受講

（明学） 

円高危機突破シンポジウム（鉄鋼労連会館） 

東日本労働リーダーシップコース20周年記念祝

賀会（ホテル高輪）。第20回までの卒業生528人

ＩＭＦ団体交渉方式の転換に関する会議（スイ

ス） 

ＩＬＯ鉄鋼労働者委員会・ＩＭＦ準備会議（ス

イス） 

87年闘争中央討論集会（伊東） 

ＩＭＦアジア造船作業部会（台北） 

対政府申入れ（内閣総理大臣官邸） 

金属労協第29回協議委員会（池之端） 

23

23

26

26～30

2.  4～5

 

3.     6

10

25

25

27

4.  7～8

8

8

22～23

27

5.  6～16

9～29

11～12

12～15

13～14

6.   2～3

4～5

5～9

10～12

16

24～26

29～7.1

7.   2～3

8.    7

9.   1～3

9

11～27

10.     6

13～14

15

23

11. 9～27

10～11

17～12.5

第３回戦術委員会（ＪＣ） 

第２回中央賃金闘争委員会（鉄鋼労連） 

第２回金属議員懇談会（衆院第一議員会館） 

第２回ＩＭＦアジア新技術セミナー（バンコク）

第16回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（バン

コク） 

87年闘争単産・単組書記長交流集会（芝パーク）

第４回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第５回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第４回中賃闘（富士屋ホテル） 

87年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

ＩＭＦホワイトカラー労働者委員会（スイス）

87年闘争ＪＣ集中回答日。円高重圧、厳しい回

答 

第７回戦術委員会・第５回中賃闘（芝パークホ

テル） 

第９回日米加金属労組会議（高輪プリンスホテル）

連携密に雇用最重視 

第８回戦術委員会・第６回中賃闘（芝パーク）

97年前期ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア労働

事情視察団 

87年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団 

第11回上級労働リーダーシップコース（高輪）

ＩＭＦ新技術会議（イギリス・バーミンガム）

第９回戦術委員会（三島） 

ＩＭＦ執行委員会（オスロ） 

ＩＭＦ中央委員会（オスロ）。核エネルギー声明

採択。ＩＭＦ新会長にシュタインキューラーＩ

ＧＭ会長選出 

第３回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（オス

ロ） 

ＩＭＦフォード世界自動車協議会（シカゴ） 

第12回経済セミナー（芝パーク）講師：野口悠

紀雄氏 

第24回国際労働セミナー西日本地区（山口） 

第24回国際労働セミナー東日本地区（花巻） 

第１回ＩＭＦアジア電機・電子産業作業委員会

（東京）アジア・オセアニア16カ国50人参加、

構造転換への対応論議 

臨教審（第４次）最終答申 

第９回ＩＭＦ世界造船会議（ヘルシンキ） 

金属労協第26回定期大会（池之端）。生活の国際

化委を設置、産業政策への取組み強化 

多国籍企業労働問題欧州調査団 

第３回金属議員懇談会（ホテル国際観光） 

第３回ＩＭＦアジア自動車セミナー（ソウル）

多国籍企業２国間セミナー（ソウル） 

第１回生活の国際化シンポジウム（芝パークホ

テル）日・欧米の豊かさ比較、生活の国際化実

現へアピール 

87年ＪＣ北米労働事情視察団（米・加） 

ＩＭＦ青少年委員会（ジュネーブ） 

第21回東日本労働リーダーシップコース32人が

受講（明学） 

1987 
1. 12～13 

 

9 

9 

13～31 

 

ＩＢＭに関するＩＭＦ／ＦＩＥＴ／ＰＴＴＩ合

同会議（ロンドン）。組織化推進で討議 

第２回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第１回中央賃金闘争委員会（富士屋ホテル） 

第18回西日本労働リーダーシップコース30人が

受講（京都） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

18～28 

 

20 

 

 

 

27 

27 

 

12. 2～3 

16～18 

18 

23 

 

 

87年後期ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア労働

事情視察団 

全日本労働総同盟・中立労連・解散、11.20全日

本民間労組連合会結成大会（＜連合＞、全民労

協より移行）・委員長竪山利文、事務局長山田精

吾、62単産555万人 

日経連との懇談（東京会館） 

産業政策シンポジウム（池之端）。雇用への対応

論議 

ＩＭＦ執行委員会（バンコク） 

第３回ＩＭＦ世界航空宇宙会議（フロリダ） 

経団連との懇談（経団連会館） 

金属労協第30回協議委員会（池之端）。要求「賃

上げ６％程度」などの88年闘争方針、88年度産

業政策指針、第二次労働時間対策指針を決定 

6.  2～8

9～10

26～28

30～7.2

8. 16～17

20～25

21～30

9.     6

 

 

13～15

23～10.2

 

10.11～12

26～11.4

28

30

31～11.1

11. 5～23

6～13

8～9

9～10

16～17

21

22～12.5

22

23～26

12. 7～15

26

27

ＩＭＦ執行委員会（マドリード） 

ＩＭＦ中央委員会（マドリード）。「貿易と労働

者の諸権利」声明採択 

第25回国際労働セミナー＜東日本＞（諏訪） 

第25回国際労働セミナー＜西日本＞（城崎） 

ＩＭＦアセア・ブラウン・ボベリ＝ウエスティ

ングハウス世界会議（ベルン） 

デンマーク金属労組百周年記念式典（コペンハ

ーゲン） 

韓国金属労連から初の大型訪日団受け入れ 

金属労協第27回定期大会（池之端）。瀬戸事務局

長が勇退、第２代事務局長に梅原志朗氏（電機

労連）を選出、ＪＣ時短５カ年計画採択 

ＩＭＦ世界製缶産業会議（英国・スワンシー）

ＩＭＦ－ＪＣ第２次訪中団。日中友好条約10周

年に花そえる 

ＩＭＦ執行委員会（ワシントン） 

第16回ＴＣＭ国際セミナー（第４回日本・マレ

ーシア多国籍企業２国間セミナー）＜マレーシ

ア＞ 

第２回生活の国際化シンポジウム（池之端） 

「時短を通じたゆとりの創出を」テーマに時短

推進に向け論議 

マレーシア金属産業労組25周年記念式典（マレ

ーシア・ペタリンジャヤ） 

第13回ＩＭＦ東南アジア労働リーダーシップコ

ース（マレーシア・ペタリンジャヤ） 

88年北米労働事情視察団 

第２次韓国金属労連訪日代表団（20人）受入れ

ＩＭＦホワイトカラー労働者世界会議（西独・

ハンブルグ） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

ＩＭＦ松下世界協議会（大阪） 

日経連との懇談。雇用、貿易、時短などで要請

第22回東日本労働リーダーシップコース29人が

受講（明学／日本鋼管高輪クラブ） 

第４回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（芝パ

ーク） 

ＪＣ・北欧金属労連韓国合同ミッション 

第12回ＩＬＯ金属工業委員会（ジュネーブ） 

金属労協第31回協議委員会（池之端）。「賃上げ

要求６～７％」89年闘争方針決定。中期産業政

策指針も承認 

第１回戦術委員会（ＪＣ） 

1988 
1. 12～30 

 

25 

26～27 

26 

2.  2～3 

26 

26 

29 

3.    10 

25 

29 

29 

4.     1 

6～7 

7 

 

11～12 

 

19～20 

26～5.5 

 

28 

28 

5.     9 

 

9～28 

11～22 

 

17 

 

17～18 

 

 

20 

20 

27～29 

 

 

第19回西日本労働リーダーシップコース38人が

受講（京都） 

第１回戦術委員会（芝パークホテル） 

88年闘争中央討論集会（熱海） 

第１回中賃闘委員会（熱海） 

第17回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（台北）

第２回戦術委員会（八重洲） 

第２回中賃闘委員会（八重洲） 

88年闘争単産・単組書記長交流集会（池之端）

第３回戦術委員会 

第４回戦術委員会・第３回中賃闘委員会（ＪＣ）

88年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

金属労協三役と連合との懇談会（赤坂） 

第５回戦術委員会（ＪＣ） 

ＩＭＦ・ＧＥ世界会議（ワシントン） 

88年闘争ＪＣ集中回答日。社会的相場形成に貢献

第６回戦術委員会（ＪＣ） 

ＩＭＦ貿易と労働者の諸権利に関する作業部会

（ジュネーブ） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

全米機械工労組（ＩＡＭ）百周年記念式典（ジ

ョージア州アトランタ） 

第７回戦術運営委員会（ＪＣ） 

第５回中賃闘委員会（ＪＣ） 

ＩＭＦホワイトカラー労働者委員会作業部会

（ジュネーブ） 

88年ＪＣ欧州労働事情視察団 

88年前期ＪＣ地連代表東南アジア労働事情視察

団 

第12回上級労働リーダーシップコース（川崎）

テーマ「ゆとりある豊かな生活をめざして」 

ＩＭＦ多国籍企業に関するデータの系統的収集

のための作業部会（西独・シュプロクホーフェ

ル） 

第８回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回中賃闘委員会（芝パークホテル） 

スウェーデン金属労組百周年記念式典（ストッ

クホルム） 

1989 
1. 11～28

 

17～18

20

20

21

 

第20回西日本労働リーダーシップコース43人が

受講（京都） 

89年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会（ＪＣ） 

第１回中賃闘委員会（富士屋ホテル） 

西日本労働リーダーシップコース20周年記念式

典（京都・関西セミナーハウス）。20回までの卒

業生総数616人 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

23～24 

 

24～25 

2. 14～15 

 

15～16 

 

21～3.2 

 

28 

28 

3.     9 

24 

28 

31 

4.     6 

 

 

24 

24 

5.     9 

10～19 

18～19 

22～23 

23 

23 

6. 15～16 

17 

18～23 

 

 

 

29～7.1 

 

 

9.    11 

 

12 

 

25～30 

 

27～28 

11.    1 

 

6～24 

6～19 

8～18 

 

10 

 

 

21 

21～12.9 

第４回日本・マレーシア多国籍企業セミナー（熱

海） 

第７回ＩＭＦアジア地域会議（シドニー） 

ＩＭＦ欧州統合に関する電機電子産業会議（ア

ムステルダム） 

第18回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マニ

ラ） 

多国籍企業労働問題調査団（韓国・インドネシ

ア） 

第３回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第２回中賃闘委員会（富士屋ホテル） 

第４回戦術委員会（電機労連） 

89年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

89年闘争ＪＣ集中回答日。時短５カ年計画の初

年度に成果 

第７回戦術委員会・第４回中賃闘委 

第８回戦術委員会 

第５回中賃闘委（ホテル国際観光） 

ＩＭＦ特別執行委員会（ジュネーブ） 

89年前期地連代表東南アジア労働事情視察団 

第10回拡大財政担当者研修会（熱海） 

第13回上級労働リーダーシップコース（熱海）

第９回戦術委員会（ホテル国際観光） 

第６回中賃闘委（同上） 

ＩＭＦ執行委員会（コペンハーゲン） 

ＩＭＦ中央委員会（同上） 

第27回ＩＭＦ世界大会（コペンハーゲン） 

「グローバル経済と金属労働者」で討議、15の

決議採択。新書記長にマルチェロ・マレンタッ

キ氏選出 

第26回国際労働セミナー（定山渓）。これより東

西合同で開催 

「ＥＣ市場統合と労組の対応」など学ぶ 

金属労協25周年記念レセプション（八重洲富士

屋ホテル）。内外から代表450人が出席 

金属労協第28回定期大会（池之端文化センター）

25年の節目 

第14回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップコース

（バンコク） 

第３回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（バンコク）

第３回生活の国際化シンポジウム（池之端） 

土地、農業、流通の抜本的改革へ論議 

89年ＪＣ北米労働事情視察団 

多国籍企業労働問題調査団 

89年後期ＪＣ地連代表東南アジア労働事情視察

団 

金属機械結成大会（浦安）。全機金、全国金属、

新産別京滋地連が組織合併し、ＪＣ加盟決定。

委員長＝池田明和 

「連合」結成大会（新宿）官民800万人を結集 

第23回東日本労働リーダーシップコース24人が

受講（明学／鋼管高輪クラブ） 

24

29

30～12.1

12.   11

25

経団連との懇談（パレスホテル） 

日経連との懇談（経団連会館） 

ＩＭＦ婦人労働者委員会（ジュネーブ） 

金属労協第32回協議委員会（池之端）。「賃上げ

要求は８％基準」90年闘争方針決定 

第１回戦術委員会 

1990 
1. 10～27

 

16～17

24

24

2.  8～9

28

28

3.  7～8

19

23

23

28

28

30

4.     4

 

 

23

23

24～25

5.   3～4

4

7～25

9～19

23

23

6.     4

5

7～8

11

28～3

17～19

8. 14～21

 

第21回西日本労働リーダーシップコース32人が

受講（京都） 

90年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第１回中央闘争委員会（富士屋ホテル） 

第19回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マレ

ーシア・クアラルンプール） 

第３回戦術委員会 

第２回中央闘争委員会（富士屋ホテル） 

第６回ＩＭＦ・ＳＫＦ世界協議会（フィラデル

フィア） 

連合金属部門90春季生活闘争｢頑張る｣集会（東

京） 

第４回戦術委員会（池之端） 

90年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

第５回戦術委員会 

第３回中央闘争委員会 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

90年闘争ＪＣ集中回答日。賃上げ5.76％、時短

に成果 

第７回戦術委員会／第４回中央闘争委員会 

第８回戦術委員会 

第５回中央闘争委員会（芝パークホテル） 

ＯＥＣＤ鉄鋼作業部会／ＩＭＦ・ＯＥＣＤ諮問

会議（パリ） 

ＩＭＦ事務・技術職労働者会議（スウェーデン）

「組織化の新たな視点－未来への組合対策」論議

ＩＧメタル1995年までに週35時間制への移行獲得

90年欧州労働事情視察団 

90年前期地連代表東南アジア労働事情視察団 

第９回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回中央闘争委員会（同上） 

ＩＭＦ財政委員会（ソウル） 

ＩＭＦ執行委員会（ソウル） 

ＩＭＦ中央委員会（ソウル）。初の韓国開催 

激動の東欧情勢、「アジアの金属労組－組織化の

挑戦」で論議 

初の環境シンポジウム（芝パークホテル） 

環境問題へ労組の積極的取り組み論議 

第27回国際労働セミナー（霧島・ホテル林田温

泉） 

ＩＧメタルの時短闘争の成果学ぶ 

全電線第44回定期大会（琴平）。ＪＣ加盟決定 

第５回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（スト

ックホルム） 

日・北欧労働情勢の情報交換、工場見学を行う
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

18～28 

 

20 

 

 

 

27 

27 

 

12. 2～3 

16～18 

18 

23 

 

 

87年後期ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア労働

事情視察団 

全日本労働総同盟・中立労連・解散、11.20全日

本民間労組連合会結成大会（＜連合＞、全民労

協より移行）・委員長竪山利文、事務局長山田精

吾、62単産555万人 

日経連との懇談（東京会館） 

産業政策シンポジウム（池之端）。雇用への対応

論議 

ＩＭＦ執行委員会（バンコク） 

第３回ＩＭＦ世界航空宇宙会議（フロリダ） 

経団連との懇談（経団連会館） 

金属労協第30回協議委員会（池之端）。要求「賃

上げ６％程度」などの88年闘争方針、88年度産

業政策指針、第二次労働時間対策指針を決定 

6.  2～8

9～10

26～28

30～7.2

8. 16～17

20～25

21～30

9.     6

 

 

13～15

23～10.2

 

10.11～12

26～11.4

28

30

31～11.1

11. 5～23

6～13

8～9

9～10

16～17

21

22～12.5

22

23～26

12. 7～15

26

27

ＩＭＦ執行委員会（マドリード） 

ＩＭＦ中央委員会（マドリード）。「貿易と労働

者の諸権利」声明採択 

第25回国際労働セミナー＜東日本＞（諏訪） 

第25回国際労働セミナー＜西日本＞（城崎） 

ＩＭＦアセア・ブラウン・ボベリ＝ウエスティ

ングハウス世界会議（ベルン） 

デンマーク金属労組百周年記念式典（コペンハ

ーゲン） 

韓国金属労連から初の大型訪日団受け入れ 

金属労協第27回定期大会（池之端）。瀬戸事務局

長が勇退、第２代事務局長に梅原志朗氏（電機

労連）を選出、ＪＣ時短５カ年計画採択 

ＩＭＦ世界製缶産業会議（英国・スワンシー）

ＩＭＦ－ＪＣ第２次訪中団。日中友好条約10周

年に花そえる 

ＩＭＦ執行委員会（ワシントン） 

第16回ＴＣＭ国際セミナー（第４回日本・マレ

ーシア多国籍企業２国間セミナー）＜マレーシ

ア＞ 

第２回生活の国際化シンポジウム（池之端） 

「時短を通じたゆとりの創出を」テーマに時短

推進に向け論議 

マレーシア金属産業労組25周年記念式典（マレ

ーシア・ペタリンジャヤ） 

第13回ＩＭＦ東南アジア労働リーダーシップコ

ース（マレーシア・ペタリンジャヤ） 

88年北米労働事情視察団 

第２次韓国金属労連訪日代表団（20人）受入れ

ＩＭＦホワイトカラー労働者世界会議（西独・

ハンブルグ） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

ＩＭＦ松下世界協議会（大阪） 

日経連との懇談。雇用、貿易、時短などで要請

第22回東日本労働リーダーシップコース29人が

受講（明学／日本鋼管高輪クラブ） 

第４回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（芝パ

ーク） 

ＪＣ・北欧金属労連韓国合同ミッション 

第12回ＩＬＯ金属工業委員会（ジュネーブ） 

金属労協第31回協議委員会（池之端）。「賃上げ

要求６～７％」89年闘争方針決定。中期産業政

策指針も承認 

第１回戦術委員会（ＪＣ） 

1988 
1. 12～30 

 

25 

26～27 

26 

2.  2～3 

26 

26 

29 

3.    10 

25 

29 

29 

4.     1 

6～7 

7 

 

11～12 

 

19～20 

26～5.5 

 

28 

28 

5.     9 

 

9～28 

11～22 

 

17 

 

17～18 

 

 

20 

20 

27～29 

 

 

第19回西日本労働リーダーシップコース38人が

受講（京都） 

第１回戦術委員会（芝パークホテル） 

88年闘争中央討論集会（熱海） 

第１回中賃闘委員会（熱海） 

第17回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（台北）

第２回戦術委員会（八重洲） 

第２回中賃闘委員会（八重洲） 

88年闘争単産・単組書記長交流集会（池之端）

第３回戦術委員会 

第４回戦術委員会・第３回中賃闘委員会（ＪＣ）

88年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

金属労協三役と連合との懇談会（赤坂） 

第５回戦術委員会（ＪＣ） 

ＩＭＦ・ＧＥ世界会議（ワシントン） 

88年闘争ＪＣ集中回答日。社会的相場形成に貢献

第６回戦術委員会（ＪＣ） 

ＩＭＦ貿易と労働者の諸権利に関する作業部会

（ジュネーブ） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

全米機械工労組（ＩＡＭ）百周年記念式典（ジ

ョージア州アトランタ） 

第７回戦術運営委員会（ＪＣ） 

第５回中賃闘委員会（ＪＣ） 

ＩＭＦホワイトカラー労働者委員会作業部会

（ジュネーブ） 

88年ＪＣ欧州労働事情視察団 

88年前期ＪＣ地連代表東南アジア労働事情視察

団 

第12回上級労働リーダーシップコース（川崎）

テーマ「ゆとりある豊かな生活をめざして」 

ＩＭＦ多国籍企業に関するデータの系統的収集

のための作業部会（西独・シュプロクホーフェ

ル） 

第８回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回中賃闘委員会（芝パークホテル） 

スウェーデン金属労組百周年記念式典（ストッ

クホルム） 

1989 
1. 11～28

 

17～18

20

20

21

 

第20回西日本労働リーダーシップコース43人が

受講（京都） 

89年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会（ＪＣ） 

第１回中賃闘委員会（富士屋ホテル） 

西日本労働リーダーシップコース20周年記念式

典（京都・関西セミナーハウス）。20回までの卒

業生総数616人 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

23～24 

 

24～25 

2. 14～15 

 

15～16 

 

21～3.2 

 

28 

28 

3.     9 

24 

28 

31 

4.     6 

 

 

24 

24 

5.     9 

10～19 

18～19 

22～23 

23 

23 

6. 15～16 

17 

18～23 

 

 

 

29～7.1 

 

 

9.    11 

 

12 

 

25～30 

 

27～28 

11.    1 

 

6～24 

6～19 

8～18 

 

10 

 

 

21 

21～12.9 

第４回日本・マレーシア多国籍企業セミナー（熱

海） 

第７回ＩＭＦアジア地域会議（シドニー） 

ＩＭＦ欧州統合に関する電機電子産業会議（ア

ムステルダム） 

第18回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マニ

ラ） 

多国籍企業労働問題調査団（韓国・インドネシ

ア） 

第３回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第２回中賃闘委員会（富士屋ホテル） 

第４回戦術委員会（電機労連） 

89年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

89年闘争ＪＣ集中回答日。時短５カ年計画の初

年度に成果 

第７回戦術委員会・第４回中賃闘委 

第８回戦術委員会 

第５回中賃闘委（ホテル国際観光） 

ＩＭＦ特別執行委員会（ジュネーブ） 

89年前期地連代表東南アジア労働事情視察団 

第10回拡大財政担当者研修会（熱海） 

第13回上級労働リーダーシップコース（熱海）

第９回戦術委員会（ホテル国際観光） 

第６回中賃闘委（同上） 

ＩＭＦ執行委員会（コペンハーゲン） 

ＩＭＦ中央委員会（同上） 

第27回ＩＭＦ世界大会（コペンハーゲン） 

「グローバル経済と金属労働者」で討議、15の

決議採択。新書記長にマルチェロ・マレンタッ

キ氏選出 

第26回国際労働セミナー（定山渓）。これより東

西合同で開催 

「ＥＣ市場統合と労組の対応」など学ぶ 

金属労協25周年記念レセプション（八重洲富士

屋ホテル）。内外から代表450人が出席 

金属労協第28回定期大会（池之端文化センター）

25年の節目 

第14回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップコース

（バンコク） 

第３回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（バンコク）

第３回生活の国際化シンポジウム（池之端） 

土地、農業、流通の抜本的改革へ論議 

89年ＪＣ北米労働事情視察団 

多国籍企業労働問題調査団 

89年後期ＪＣ地連代表東南アジア労働事情視察

団 

金属機械結成大会（浦安）。全機金、全国金属、

新産別京滋地連が組織合併し、ＪＣ加盟決定。

委員長＝池田明和 

「連合」結成大会（新宿）官民800万人を結集 

第23回東日本労働リーダーシップコース24人が

受講（明学／鋼管高輪クラブ） 

24

29

30～12.1

12.   11

25

経団連との懇談（パレスホテル） 

日経連との懇談（経団連会館） 

ＩＭＦ婦人労働者委員会（ジュネーブ） 

金属労協第32回協議委員会（池之端）。「賃上げ

要求は８％基準」90年闘争方針決定 

第１回戦術委員会 

1990 
1. 10～27

 

16～17

24

24

2.  8～9

28

28

3.  7～8

19

23

23

28

28

30

4.     4

 

 

23

23

24～25

5.   3～4

4

7～25

9～19

23

23

6.     4

5

7～8

11

28～3

17～19

8. 14～21

 

第21回西日本労働リーダーシップコース32人が

受講（京都） 

90年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会（富士屋ホテル） 

第１回中央闘争委員会（富士屋ホテル） 

第19回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マレ

ーシア・クアラルンプール） 

第３回戦術委員会 

第２回中央闘争委員会（富士屋ホテル） 

第６回ＩＭＦ・ＳＫＦ世界協議会（フィラデル

フィア） 

連合金属部門90春季生活闘争｢頑張る｣集会（東

京） 

第４回戦術委員会（池之端） 

90年闘争労組代表者交流集会（池之端） 

第５回戦術委員会 

第３回中央闘争委員会 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

90年闘争ＪＣ集中回答日。賃上げ5.76％、時短

に成果 

第７回戦術委員会／第４回中央闘争委員会 

第８回戦術委員会 

第５回中央闘争委員会（芝パークホテル） 

ＯＥＣＤ鉄鋼作業部会／ＩＭＦ・ＯＥＣＤ諮問

会議（パリ） 

ＩＭＦ事務・技術職労働者会議（スウェーデン）

「組織化の新たな視点－未来への組合対策」論議

ＩＧメタル1995年までに週35時間制への移行獲得

90年欧州労働事情視察団 

90年前期地連代表東南アジア労働事情視察団 

第９回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回中央闘争委員会（同上） 

ＩＭＦ財政委員会（ソウル） 

ＩＭＦ執行委員会（ソウル） 

ＩＭＦ中央委員会（ソウル）。初の韓国開催 

激動の東欧情勢、「アジアの金属労組－組織化の

挑戦」で論議 

初の環境シンポジウム（芝パークホテル） 

環境問題へ労組の積極的取り組み論議 

第27回国際労働セミナー（霧島・ホテル林田温

泉） 

ＩＧメタルの時短闘争の成果学ぶ 

全電線第44回定期大会（琴平）。ＪＣ加盟決定 

第５回ＪＣ・北欧金属労連定期交流会議（スト

ックホルム） 

日・北欧労働情勢の情報交換、工場見学を行う
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

28～29 

 

9.    12 

 

 

 

10. 4～6 

 

 

11～13 

 

 

15 

 

17 

17～18 

 

18 

18 

29 

 

11.   14 

 

14～16 

20～12.8 

 

22 

27～29 

 

27～28 

30 

12.    3 

 

5 

6～7 

19 

非鉄金属労連第17回定期大会（下呂）。ＪＣ加盟

決定 

金属労協第29回定期大会（日暮里・ラングウッ

ド）。中村議長が退任、第４代議長に得本輝人自

動車総連会長を選出。全電線、非鉄金属労連の

ＪＣ加盟承認、ＪＣあり方委員会答申承認 

西日本アドバンス（上級）リーダーシップコー

ス（京都・関西セミナー）。“豊かさとは何か”

を考える 

東日本アドバンス（上級）リーダーシップコー

ス（東京高輪クラブ）。“豊かさとは何か”を考

える 

ＩＣＦＴＵ／ＩＴＳ多国籍企業作業部会（スイ

ス） 

ＩＭＦ鉄鋼作業部会（パリ） 

ＩＬＯ／連合／ＴＣＭ共催「多国籍企業の国際

基準に関するセミナー」（電機労連会館） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ鉄鋼諮問委員会（パリ） 

第４回生活の国際化シンポジウム（池之端） 

土地・住宅問題の技術的解決求め論議 

第４回金属議員懇談会（ホテル・ニューオータ

ニ） 

第７回ＩＭＦ世界航空宇宙会議（ミラノ） 

第24回東日本労働リーダーシップコース28人が

受講（明学／鋼管高輪クラブ） 

日経連との懇談（パレスホテル） 

第５回ＩＭＦアジア電機電子セミナー（ホテ

ル・ラングウッド）。多国籍企業問題などを討議

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ造船作業部会（パリ） 

経団連との懇談（経団連会館） 

金属労協第33回協議委員会（池之端）。「賃上げ

要求８％基準」91年闘争方針決定。 

ＩＭＦ財政委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第１回戦術委員会 

17

23

25

29～31

5.  7～9

13

21

22

23～24

26～31

29

6.  2～4

5

5～15

5

6～7

8～21

12～13

20～23

7. 18～20

8. 20～30

9.   2～4

4

11

10.14～19

14～15

16～18

23

29

30

11.18～12.7

20

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ鉄鋼作業部門（パリ） 

第８回戦術委員会 

第６回中闘委 

ＩＭＦ世界鉄鋼会議－92年欧州市場統合に関す

る鉄鋼作業部会（ブリュッセル） 

ＩＭＦジーメンス世界会議（ミュンヘン） 

第９回戦術委員会 

ＩＭＦ財政委員会（リスボン） 

ＩＭＦ執行委員会（同上） 

ＩＭＦ中央委員会（リスボン）。「ＩＭＦと多国

籍企業」中心に討議。東欧など12組織193万が新

規加盟 

ＦＩＭ－ＣＩＳＬロンバルディア地区（イタリ

ア）訪問団 

第７回中闘委（ホテル国際観光） 

ＩＭＦゼネラル・エレクトリック（ＧＥ）労働

者世界会議（ニューヨーク） 

鉄鋼労連創立40周年式典・レセプション（帝国

ホテル） 

91年前期ＪＣ地連代表東南アジア労働事情調査

団 

ドイツ金属労組（ＩＧＭ）百周年記念式典（フ

ランクフルト） 

ＩＧＭ「未来の挑戦に関する国際会議」(同上)

ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団 

第20回ＩＭＦアジア青婦シンポジウム(香港) 

15カ国110人参加。男女平等中心に討論 

第３回南アフリカ全国金属労組（ＮＵＭＳＡ）

定期大会（ヨハネスブルク） 

第28回国際労働セミナー（磐梯熱海） 

ＩＭＦ東欧ミッション（ブルガリア、チェコス

ロバキア、ハンガリー） 

ＩＭＦ技能開発・訓練・雇用に関する世界会議

（ヘルシンキ）。職業訓練の方向探る 

全金同盟結成40周年記念（品川）を機に「ゼン

キン連合」と改称 

金属労協第30回定期大会（日暮里ラングウッド）

中・長期財政指針採択、基本政策検討委員会設

置 

第16回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップコース

（バンコク） 

第19回ＴＣＭ国際セミナー（中華民国） 

第２回アドバンス・リーダーシップコース（京

都）「時代は今、労働運動に何を期待するか」を

テーマに論議 

第５回生活の国際化シンポジウム（芝パーク）

新社会システムの構築へ向け論議 

ＩＭＦ多国籍企業協議会第１回作業部会（ジュ

ネーブ） 

第５回金属議員懇談会（八重洲富士屋ホテル）

第25回東日本労働リーダーシップコース26人が

受講（明学／エース高輪） 

ＩＭＦ地域担当者会議（ジュネーブ） 

1991 
1. 9～26 

 

16～17 

23 

23 

2.    27 

27 

3.    19 

22 

 

27 

27 

29 

4.     3 

 

 

16 

 

第22回西日本労働リーダーシップコース33人が

受講（京都） 

91年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

第２回中央闘争委員会 

第３回戦術委員会 

第３回中央闘争委員会 

第４回戦術委員会 

91年闘争労組代表者交流集会（日暮里・ラング

ウッド） 

第５回戦術委員会 

第４回中央闘争委員会 

第６回戦術委員会 

91年闘争ＪＣ集中回答日。時短の新しい流れ創

る 

第７回戦術委員会・第５回中闘委 

ＯＥＣＤ鉄鋼諮問委員会（パリ） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

21 

25～26 

28 

 

 

12.    2 

 

2 

20 

20 

25 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第１回日独金属労組定期協議（フランクフルト）

東日本労働リーダーシップコース開設25周年レ

セプション（エース高輪）。25回までの卒業生669

人 

金属労協第34回協議委員会（池之端）。賃上げ

８％基準要求、割増賃金で19年ぶりに共闘 

第１回日韓金属労組定期協議（池之端） 

第１回戦術委員会 

経団連との懇談（経団連会館） 

第１回中央闘争委員会（芝パーク） 

18

19

25～26

7. 15～17

8. 24～25

9.     1

8

16～18

24

25

10.17～21

20～21

23

24～31

26～28

11. 2～3

4

16～12.5

20～12.3

12.     1

2～3

10～11

17

18

22

ＩＭＦ／電機労連第１回アジア電機・電子フォ

ーラム（東京）。マレーシアに関する声明採択 

電機労連40周年記念式典レセプション（東京）

ＩＭＦ事務・技術労働者部会作業部会（英国）

電機労連第40回定期大会（金沢）40周年機に「電

機連合」へ移行 

第６回ＪＣ・北欧金属労連定期協議（芝パーク）

自動車総連20周年記念レセプション（横浜） 

金属労協第31回定期大会（日暮里）。93－94年度

運動方針で「1800時間のシステムづくりに挑戦」

打ち出す 

東欧における多国籍自動車企業に関するＩＭＦ

会議（ハンガリー・ブダペスト） 

第２回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

ＩＭＦ地域事務所所長会議（ジュネーブ） 

第20回ＴＣＭ国際セミナー。（第１回日本・シン

ガポール多国籍企業セミナー） 

ＩＭＦ東欧に関する会議（ジュネーブ） 

第６回生活の国際化シンポジウム（芝パーク）

生活重視型システムの再構築で論議 

第８回ＩＭＦアジア地域会議（マニラ） 

労組基本権確立へ連帯強化 

第３回アドバンス・リーダーシップコース（京

都）。新社会システムづくりで討議 

第４回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（中華民国・

高尾） 

第16回金属議員懇談会（芝パークホテル） 

第26回東日本労働リーダーシップコース26人が

受講（明学／パビーラ御殿場） 

ＪＣ女性委員会スウェーデン調査団 

金属労協第35回協議委員会（池之端）。７％基準

要求決定。時短・割賃で強力な取組み 

第２回日独金属定期協議（パシフィックホテル）

２大共同プロジェクトの発足確認 

ＩＭＦ／ＧＭ世界自動車協議会（フロリダ） 

日経連との懇談会 

第１回戦術委員会 

第１回中央闘争委員会（芝パーク） 

1992 
1. 8～25 

 

13～14 

28 

28 

2.    14 

 

22～23 

 

26 

26 

3.     9 

16 

 

16 

19 

22 

25 

 

 

 

4.  1～9 

12～13 

 

14～15 

21～22 

23 

24 

5.     6 

 

9～23 

18 

18 

19 

20～21 

 

 

29 

29 

6.  3～5 

 

9～10 

 

第23回西日本労働リーダーシップコース39人が

受講（京都） 

92年闘争中央討論集会（熱海） 

第３回戦術委員会 

第２回中央闘争委員会 

造船重機労連20周年記念式典及祝賀会（ラング

ウッド） 

第21回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マニ

ラ） 

第４回戦術委員会 

第３回中央闘争委員会 

第９回戦術委員会（ＪＣ） 

92年闘争労組代表者交流集会（日暮里ラングウ

ッド） 

第６回戦術委員会（同上） 

第７回戦術委員会（ＪＣ） 

第８回戦術委員会（東京グランドホテル） 

92年闘争ＪＣ集中回答日。時短への流れより確

実に。割賃で一定の成果 

第９回戦術委員会／第４回中央闘争委員会（Ｊ

Ｃ） 

第12回ＩＬＯ鉄鋼労働委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ多国籍企業に関する作業部会（バーミン

ガム） 

ＩＭＦ産業民主主義会議（同上） 

第９回戦術委員会（大阪） 

ＪＣメタル協議会結成大会 

第５回中央闘争委員会（芝パークホテル） 

92年前期ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア労働

事情視察団 

92年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団 

イタリアＦＬＭとの交流（ロンバルディア） 

ＩＭＦ財政委員会（プラハ） 

ＩＭＦ執行委員会（プラハ） 

ＩＭＦ中央委員会（プラハ）。東欧など12組織142

万人が新規加盟。百周年に向けアクションプロ

グラム委員会設置 

第11回戦術委員会（ＪＣ） 

第６回中央闘争委員会（ＪＣ） 

第29回国際セミナー（新潟）。ＥＣ統合の社会的

側面など学ぶ 

第１回総務担当者研修会（静岡・清水） 

1993 
1.      8

11～29

13～14

25

25

29

2.   1～5

17

23～24

24

24

3.      8

 

自動車総連新事務所開設祝賀会（東京港区） 

第24回西日本労働リーダーシップコース47人が

受講（京都） 

93年闘争中央討論集会（ホテルおかだ） 

第２回戦術委員会 

第２回中央闘争委員会 

ＩＭＦアジア造船作業部会（シンガポール） 

多国籍企業と社会政策に関する連合・ＴＣＭ・

ＪＩＬ共催アジア労組セミナー（バンコク） 

ＩＭＦ事務・技術職労働者世界会議（パシフィ

ック） 

第23回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（台北）

第３回戦術委員会 

第３回中央闘争委員会 

第４回戦術委員会 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

28～29 

 

9.    12 

 

 

 

10. 4～6 

 

 

11～13 

 

 

15 

 

17 

17～18 

 

18 

18 

29 

 

11.   14 

 

14～16 

20～12.8 

 

22 

27～29 

 

27～28 

30 

12.    3 

 

5 

6～7 

19 

非鉄金属労連第17回定期大会（下呂）。ＪＣ加盟

決定 

金属労協第29回定期大会（日暮里・ラングウッ

ド）。中村議長が退任、第４代議長に得本輝人自

動車総連会長を選出。全電線、非鉄金属労連の

ＪＣ加盟承認、ＪＣあり方委員会答申承認 

西日本アドバンス（上級）リーダーシップコー

ス（京都・関西セミナー）。“豊かさとは何か”

を考える 

東日本アドバンス（上級）リーダーシップコー

ス（東京高輪クラブ）。“豊かさとは何か”を考

える 

ＩＣＦＴＵ／ＩＴＳ多国籍企業作業部会（スイ

ス） 

ＩＭＦ鉄鋼作業部会（パリ） 

ＩＬＯ／連合／ＴＣＭ共催「多国籍企業の国際

基準に関するセミナー」（電機労連会館） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ鉄鋼諮問委員会（パリ） 

第４回生活の国際化シンポジウム（池之端） 

土地・住宅問題の技術的解決求め論議 

第４回金属議員懇談会（ホテル・ニューオータ

ニ） 

第７回ＩＭＦ世界航空宇宙会議（ミラノ） 

第24回東日本労働リーダーシップコース28人が

受講（明学／鋼管高輪クラブ） 

日経連との懇談（パレスホテル） 

第５回ＩＭＦアジア電機電子セミナー（ホテ

ル・ラングウッド）。多国籍企業問題などを討議

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ造船作業部会（パリ） 

経団連との懇談（経団連会館） 

金属労協第33回協議委員会（池之端）。「賃上げ

要求８％基準」91年闘争方針決定。 

ＩＭＦ財政委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第１回戦術委員会 

17

23

25

29～31

5.  7～9

13

21

22

23～24

26～31

29

6.  2～4

5

5～15

5

6～7

8～21

12～13

20～23

7. 18～20

8. 20～30

9.   2～4

4

11

10.14～19

14～15

16～18

23

29

30

11.18～12.7

20

ＩＭＦ／ＯＥＣＤ鉄鋼作業部門（パリ） 

第８回戦術委員会 

第６回中闘委 

ＩＭＦ世界鉄鋼会議－92年欧州市場統合に関す

る鉄鋼作業部会（ブリュッセル） 

ＩＭＦジーメンス世界会議（ミュンヘン） 

第９回戦術委員会 

ＩＭＦ財政委員会（リスボン） 

ＩＭＦ執行委員会（同上） 

ＩＭＦ中央委員会（リスボン）。「ＩＭＦと多国

籍企業」中心に討議。東欧など12組織193万が新

規加盟 

ＦＩＭ－ＣＩＳＬロンバルディア地区（イタリ

ア）訪問団 

第７回中闘委（ホテル国際観光） 

ＩＭＦゼネラル・エレクトリック（ＧＥ）労働

者世界会議（ニューヨーク） 

鉄鋼労連創立40周年式典・レセプション（帝国

ホテル） 

91年前期ＪＣ地連代表東南アジア労働事情調査

団 

ドイツ金属労組（ＩＧＭ）百周年記念式典（フ

ランクフルト） 

ＩＧＭ「未来の挑戦に関する国際会議」(同上)

ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情調査団 

第20回ＩＭＦアジア青婦シンポジウム(香港) 

15カ国110人参加。男女平等中心に討論 

第３回南アフリカ全国金属労組（ＮＵＭＳＡ）

定期大会（ヨハネスブルク） 

第28回国際労働セミナー（磐梯熱海） 

ＩＭＦ東欧ミッション（ブルガリア、チェコス

ロバキア、ハンガリー） 

ＩＭＦ技能開発・訓練・雇用に関する世界会議

（ヘルシンキ）。職業訓練の方向探る 

全金同盟結成40周年記念（品川）を機に「ゼン

キン連合」と改称 

金属労協第30回定期大会（日暮里ラングウッド）

中・長期財政指針採択、基本政策検討委員会設

置 

第16回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップコース

（バンコク） 

第19回ＴＣＭ国際セミナー（中華民国） 

第２回アドバンス・リーダーシップコース（京

都）「時代は今、労働運動に何を期待するか」を

テーマに論議 

第５回生活の国際化シンポジウム（芝パーク）

新社会システムの構築へ向け論議 

ＩＭＦ多国籍企業協議会第１回作業部会（ジュ

ネーブ） 

第５回金属議員懇談会（八重洲富士屋ホテル）

第25回東日本労働リーダーシップコース26人が

受講（明学／エース高輪） 

ＩＭＦ地域担当者会議（ジュネーブ） 

1991 
1. 9～26 

 

16～17 

23 

23 

2.    27 

27 

3.    19 

22 

 

27 

27 

29 

4.     3 

 

 

16 

 

第22回西日本労働リーダーシップコース33人が

受講（京都） 

91年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

第２回中央闘争委員会 

第３回戦術委員会 

第３回中央闘争委員会 

第４回戦術委員会 

91年闘争労組代表者交流集会（日暮里・ラング

ウッド） 

第５回戦術委員会 

第４回中央闘争委員会 

第６回戦術委員会 

91年闘争ＪＣ集中回答日。時短の新しい流れ創

る 

第７回戦術委員会・第５回中闘委 

ＯＥＣＤ鉄鋼諮問委員会（パリ） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

21 

25～26 

28 

 

 

12.    2 

 

2 

20 

20 

25 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第１回日独金属労組定期協議（フランクフルト）

東日本労働リーダーシップコース開設25周年レ

セプション（エース高輪）。25回までの卒業生669

人 

金属労協第34回協議委員会（池之端）。賃上げ

８％基準要求、割増賃金で19年ぶりに共闘 

第１回日韓金属労組定期協議（池之端） 

第１回戦術委員会 

経団連との懇談（経団連会館） 

第１回中央闘争委員会（芝パーク） 

18

19

25～26

7. 15～17

8. 24～25

9.     1

8

16～18

24

25

10.17～21

20～21

23

24～31

26～28

11. 2～3

4

16～12.5

20～12.3

12.     1

2～3

10～11

17

18

22

ＩＭＦ／電機労連第１回アジア電機・電子フォ

ーラム（東京）。マレーシアに関する声明採択 

電機労連40周年記念式典レセプション（東京）

ＩＭＦ事務・技術労働者部会作業部会（英国）

電機労連第40回定期大会（金沢）40周年機に「電

機連合」へ移行 

第６回ＪＣ・北欧金属労連定期協議（芝パーク）

自動車総連20周年記念レセプション（横浜） 

金属労協第31回定期大会（日暮里）。93－94年度

運動方針で「1800時間のシステムづくりに挑戦」

打ち出す 

東欧における多国籍自動車企業に関するＩＭＦ

会議（ハンガリー・ブダペスト） 

第２回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

ＩＭＦ地域事務所所長会議（ジュネーブ） 

第20回ＴＣＭ国際セミナー。（第１回日本・シン

ガポール多国籍企業セミナー） 

ＩＭＦ東欧に関する会議（ジュネーブ） 

第６回生活の国際化シンポジウム（芝パーク）

生活重視型システムの再構築で論議 

第８回ＩＭＦアジア地域会議（マニラ） 

労組基本権確立へ連帯強化 

第３回アドバンス・リーダーシップコース（京

都）。新社会システムづくりで討議 

第４回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（中華民国・

高尾） 

第16回金属議員懇談会（芝パークホテル） 

第26回東日本労働リーダーシップコース26人が

受講（明学／パビーラ御殿場） 

ＪＣ女性委員会スウェーデン調査団 

金属労協第35回協議委員会（池之端）。７％基準

要求決定。時短・割賃で強力な取組み 

第２回日独金属定期協議（パシフィックホテル）

２大共同プロジェクトの発足確認 

ＩＭＦ／ＧＭ世界自動車協議会（フロリダ） 

日経連との懇談会 

第１回戦術委員会 

第１回中央闘争委員会（芝パーク） 

1992 
1. 8～25 

 

13～14 

28 

28 

2.    14 

 

22～23 

 

26 

26 

3.     9 

16 

 

16 

19 

22 

25 

 

 

 

4.  1～9 

12～13 

 

14～15 

21～22 

23 

24 

5.     6 

 

9～23 

18 

18 

19 

20～21 

 

 

29 

29 

6.  3～5 

 

9～10 

 

第23回西日本労働リーダーシップコース39人が

受講（京都） 

92年闘争中央討論集会（熱海） 

第３回戦術委員会 

第２回中央闘争委員会 

造船重機労連20周年記念式典及祝賀会（ラング

ウッド） 

第21回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（マニ

ラ） 

第４回戦術委員会 

第３回中央闘争委員会 

第９回戦術委員会（ＪＣ） 

92年闘争労組代表者交流集会（日暮里ラングウ

ッド） 

第６回戦術委員会（同上） 

第７回戦術委員会（ＪＣ） 

第８回戦術委員会（東京グランドホテル） 

92年闘争ＪＣ集中回答日。時短への流れより確

実に。割賃で一定の成果 

第９回戦術委員会／第４回中央闘争委員会（Ｊ

Ｃ） 

第12回ＩＬＯ鉄鋼労働委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ多国籍企業に関する作業部会（バーミン

ガム） 

ＩＭＦ産業民主主義会議（同上） 

第９回戦術委員会（大阪） 

ＪＣメタル協議会結成大会 

第５回中央闘争委員会（芝パークホテル） 

92年前期ＩＭＦ－ＪＣ地連代表東南アジア労働

事情視察団 

92年ＩＭＦ－ＪＣ欧州労働事情視察団 

イタリアＦＬＭとの交流（ロンバルディア） 

ＩＭＦ財政委員会（プラハ） 

ＩＭＦ執行委員会（プラハ） 

ＩＭＦ中央委員会（プラハ）。東欧など12組織142

万人が新規加盟。百周年に向けアクションプロ

グラム委員会設置 

第11回戦術委員会（ＪＣ） 

第６回中央闘争委員会（ＪＣ） 

第29回国際セミナー（新潟）。ＥＣ統合の社会的

側面など学ぶ 

第１回総務担当者研修会（静岡・清水） 

1993 
1.      8

11～29

13～14

25

25

29

2.   1～5

17

23～24

24

24

3.      8

 

自動車総連新事務所開設祝賀会（東京港区） 

第24回西日本労働リーダーシップコース47人が

受講（京都） 

93年闘争中央討論集会（ホテルおかだ） 

第２回戦術委員会 

第２回中央闘争委員会 

ＩＭＦアジア造船作業部会（シンガポール） 

多国籍企業と社会政策に関する連合・ＴＣＭ・

ＪＩＬ共催アジア労組セミナー（バンコク） 

ＩＭＦ事務・技術職労働者世界会議（パシフィ

ック） 

第23回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（台北）

第３回戦術委員会 

第３回中央闘争委員会 

第４回戦術委員会 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

15 

15 

16 

17～18 

 

 

19 

22 

24 

 

24 

29～4.1 

4. 13～17 

20～21 

21 

28 

5. 12～22 

26 

26 

27 

 

6. 1～2 

    11 

12 

13～18 

 

 

 

 

7.  1～3 

 

13 

28 

8.    25 

9.     7 

 

23～24 

28 

29 

10.    1 

4 

4 

4 

 

22 

 

 

23～24 

 

25～26 

 

25～26 

26～27 

11.10～20 

第５回戦術委員会（サンケイ会館） 

93年闘争労組代表者交流集会（サンケイ会館）

ＩＭＦ動議・規約委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ事務・技術職労働者世界会議（品川）。「勤

労生活を改善する労働組合」テーマに、組織化

戦略で討議 

第６回戦術委員会（芝パーク） 

第７回戦術委員会（芝パーク） 

93年闘争ＪＣ集中回答日／第８回戦術委員会／

第４回中央闘争委員会 

ＩＭＦ造船産業会議（パリ） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ韓国実情調査団（ソウル） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

第９回戦術委員会（富士小山） 

第５回中央闘争委員会 

93前期ＪＣ東南アジア労働事情調査団 

第10回戦術委員会 

第６回中央闘争委員会 

日独労働条件・生産システム国際比較セミナー

（東京・ゆうらいふセンター） 

第13回拡大財政担当者研修会（熱海） 

ＩＭＦ執行委員会（チューリッヒ） 

ＩＭＦ中央委員会（同上） 

ＩＭＦ結成100周年記念第28回世界大会（チュー

リッヒ）。大会テーマ「連帯の100年－未来を構

築する」。ＩＭＦアクションプログラム決定。新

会長にクラウス・ツヴィッケル氏（ＩＧメタル）

を選出 

第30回国際労働セミナー（広島） 

「ＮＡＦＴＡと米国労働運動の対応」など学ぶ

第２回ＩＭＦ世界松下協議会 

瀬戸一郎氏を励ます会（芝パーク） 

韓国金属労連結成32周年記念式典（ソウル） 

金属労協第32回定期大会（日暮里・ラングウッ

ド） 

ＩＭＦボーイング作業部会（シアトル） 

第７回金属議員懇談会 

ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（ジュネーブ）

ＩＭＦ地域担当者会議（ジュネーブ） 

日経連との懇談 

第３回日韓金属労組定期協議（芝パークホテル）

ＩＭＦ・ＲＯＣＣ第21回定期大会／20周年記念

（台北） 

第１回新しい会社・経済システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル）。生活者重視システム

づくりに向け論議 

第21回ＴＣＭ国際セミナー／第４回日本・タイ

多国籍企業セミナー（バンコク） 

第４回アドバンス・リーダーシップコース（箱

根） 

ＯＥＣＤ鉄鋼セミナー（パリ） 

第３回日独金属労組定期協議（フランクフルト）

93年後期ＪＣ東南アジア労働事情調査団 

14～21

15～12.4

22

26～27

12. 1～2

6

17

22

第16回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップコース

（クアラルンプール） 

第27回東日本労働リーダーシップコース21人が

受講（明学／パビーラ御殿場） 

ＩＭＦ・ＩＬＯ金属工業委員会に関する準備作

業部会（ジュネーブ） 

第９回ＩＭＦアフリカ・ワークショップ（ヨハ

ネスブルグ） 

ＩＭＦ執行委員会（南アフリカ・ダーバン） 

金属労協第36回協議委員会（同上）。94年闘争方

針「賃上げ要求５％基準」など決定 

第１回戦術委員会 

第１回中央闘争委員会 

1994 
1. 11～29

 

 

12～20

13～14

17

21

22

24～25

25

2.22～3.3

28

3.    11

16

18

24

4.  7～16

17～24

25

26

5.   4～9

10～11

13～22

14～28

16

22～27

 

第25回西日本労働リーダーシップコース43人が

受講。25周年記念し「労働と人間を考える」出

版。（京都） 

第13回ＩＬＯ金属工業労働者委員会（ジュネー

ブ） 

94年闘争中央討論集会（伊東） 

経団連との懇談 

金属最賃会議第５回対策会議（ＪＣ） 

西日本労働リーダーシップコース25周年記念祝

賀会（京都・関西セミナーハウス）25回までの

卒業生808人、内６割が現役で活躍 

ＩＭＦ日産アクション・グループ会議（ジュネ

ーブ） 

日経連への要請。賃上げ・雇用で申し入れ書手

渡す 

第23回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（バン

コク） 

ＩＭＦ世界自動車部品サプライー会議（マドリ

ード） 

94闘争労組代表者交流集会（サンケイ会館） 

第７回戦術委員会（芝パークホテル） 

第８回戦術委員会 

94年闘争ＪＣ集中回答日 

第９回戦術委員会 

ＪＣ中国総工会交流団派遣 

ＯＥＣＤ鉄鋼作業部会（パリ） 

初の生活改善シンポジウム（ゆうらいふセンタ

ー） 

日独共同プロジェクト公開研究フォーラム（ゆ

うらいふセンター） 

ＩＭＦキャタピラー世界会議（アメリカ） 

第10回ＩＭＦ世界造船会議（舞浜）。職場と環境

の安全問題討議 

ＩＬＯ電子産業における安全衛生に関する専門

家会議（ジュネーブ） 

94年ＪＣ欧州労働事情調査団 

金属労協結成満30周年記念日 

ＩＭＦ中央委員会（マルセイユ）。「社会的・経

済的選択のための金属労働者の憲章」を採択 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

6. 11～22 

 

19～20 

 

30～7.2 

 

 

 

 

7.     7 

 

25 

9.     5 

 

6 

6 

 

 

 

 

8～21 

21 

27 

30 

10.    4 

7 

10 

13 

14 

14 

17～19 

 

18 

19 

 

20 

 

 

20 

20～21 

 

25 

 

27 

28 

 

11. 2～3 

 

2 

2 

10 

10 

 

11 

日独共同プロジェクト、スペイン自動車産業調

査団派遣 

第14回拡大総務・財政担当者研修会（箱根アカ

デミーハウス） 

金属労協30周年記念国際フォーラム（北海道・

洞爺湖） 

「金属2000戦略と挑戦－共生への道を求めて」

テーマに、国際連帯のあり方討議。海外４地域・

ＩＭＦ本部から講師招聘 

第７回ＩＭＦ日産世界協議会（東京プリンスホ

テル） 

日経連との懇談会（パレスホテル） 

金属労協30周年記念祝賀会（東京プリンスホテ

ル） 

第１回地連代表者会議 

金属労協第33回定期大会（ラングウッド）基本

政策検討委員会報告、産業政策報告委員会報告

「新しい経済・社会システムづくりに向けた取

り組み」を承認。得本議長を再選、第３代事務

局長に阿島征夫氏（電機連合）を選出。 

ＩＭＦ中国ミッション。小島副議長が参加 

第１回書記長会議 

ＩＭＦ世界電機電子会議打合せ会議（電機連合）

第１回賃金政策委員会 

第１回時間短縮委員会、第１回国際委員会 

第８回金属議員懇談会（東京プリンス） 

第１回総務・財政委員会 

第２回賃金政策委員会 

第１回産業政策委員会 

北海道地連第28回定期大会（室蘭） 

第６回ＩＭＦ世界航空宇宙会議（ドイツ・ハン

ブルク） 

通産省との懇談会 

第１回日経連との共同プロジェクト。産業空洞

化問題で共同研究を。(日本興業倶楽部) 

第２回「新しい経済・社会システムづくり」シ

ンポジウム（芝パークホテル）規制緩和と内外

価格差の是正を求めて。 

中国地連第30回定期大会（鳥取） 

多国籍労組会議日本・マレーシア２国間セミナ

ー（クアラルンプール） 

第２回日経連との共同プロジェクト（日本興業

倶楽部） 

第３回賃金政策委員会 

労働省との懇談会（労働省）、経済企画庁との懇

談会（経済企画庁） 

第４回日独金属労組定期協議（品川・ホテルパ

シフィック） 

北信越地連第28回定期大会（富山） 

第１回女性活動委員会 

大蔵省との懇談（大蔵省） 

関西地連第31回定期大会・30周年レセプション

（大阪）得本議長、阿島事務局長が列席。 

第３回書記長会議 

11

12～22

12～27

14

15～17

16

17

20

22

23～24

24

12.     2

3

5

5

6

9

12

15

19

19

28

東海地連第31回定期大会・30周年レセプション

（名古屋）得本議長が列席 

94年後期地連代表東南アジア労働事情視察団20

名 

94年北米労働事情視察団 25名 

第28回東日本労働リーダーシップコース（12月

３日まで、明学／箱根アカデミーハウス） 

第５回ＩＭＦ世界電機電子会議（バンコク） 

第４回賃金政策委員会 

九州地連第31回定期大会・30周年レセプション

（八幡） 

四国地連第21回定期大会（高松） 

関東地連第31回定期大会・30周年レセプション

（横浜） 

94年闘争拡大賃金担当者会議（熱海・シャトー

テル赤根埼） 

東北地連第28回定期大会（仙台） 

第１回教育・情宣小委員会（明学） 

第28回東日本労働リーダーシップコース閉講式

（明学） 

金属８産業労使会議（八重洲富士屋） 

協議委員会・労働省記者クラブ事前レクチャー、

三田クラブ事前レクチャー 

第２回地連代表者会議 

第37回協議委員会および94年年末懇親会（池之

端文化センター）95年闘争方針を決定。「平均要

求１万２千円」額前面に２本立て要求決める。

日経連との懇談（パレスホテル） 

第２回女性活動委員会 

第２回産業政策委員会 

第２回総務・財政委員会 

第１回ＪＣ・ＪＡＦ連絡会議 

仕事納め 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

15 

15 

16 

17～18 

 

 

19 

22 

24 

 

24 

29～4.1 

4. 13～17 

20～21 

21 

28 

5. 12～22 

26 

26 

27 

 

6. 1～2 

    11 

12 

13～18 

 

 

 

 

7.  1～3 

 

13 

28 

8.    25 

9.     7 

 

23～24 

28 

29 

10.    1 

4 

4 

4 

 

22 

 

 

23～24 

 

25～26 

 

25～26 

26～27 

11.10～20 

第５回戦術委員会（サンケイ会館） 

93年闘争労組代表者交流集会（サンケイ会館）

ＩＭＦ動議・規約委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ事務・技術職労働者世界会議（品川）。「勤

労生活を改善する労働組合」テーマに、組織化

戦略で討議 

第６回戦術委員会（芝パーク） 

第７回戦術委員会（芝パーク） 

93年闘争ＪＣ集中回答日／第８回戦術委員会／

第４回中央闘争委員会 

ＩＭＦ造船産業会議（パリ） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦ韓国実情調査団（ソウル） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

第９回戦術委員会（富士小山） 

第５回中央闘争委員会 

93前期ＪＣ東南アジア労働事情調査団 

第10回戦術委員会 

第６回中央闘争委員会 

日独労働条件・生産システム国際比較セミナー

（東京・ゆうらいふセンター） 

第13回拡大財政担当者研修会（熱海） 

ＩＭＦ執行委員会（チューリッヒ） 

ＩＭＦ中央委員会（同上） 

ＩＭＦ結成100周年記念第28回世界大会（チュー

リッヒ）。大会テーマ「連帯の100年－未来を構

築する」。ＩＭＦアクションプログラム決定。新

会長にクラウス・ツヴィッケル氏（ＩＧメタル）

を選出 

第30回国際労働セミナー（広島） 

「ＮＡＦＴＡと米国労働運動の対応」など学ぶ

第２回ＩＭＦ世界松下協議会 

瀬戸一郎氏を励ます会（芝パーク） 

韓国金属労連結成32周年記念式典（ソウル） 

金属労協第32回定期大会（日暮里・ラングウッ

ド） 

ＩＭＦボーイング作業部会（シアトル） 

第７回金属議員懇談会 

ＩＭＦ事務・技術職労働者作業部会（ジュネーブ）

ＩＭＦ地域担当者会議（ジュネーブ） 

日経連との懇談 

第３回日韓金属労組定期協議（芝パークホテル）

ＩＭＦ・ＲＯＣＣ第21回定期大会／20周年記念

（台北） 

第１回新しい会社・経済システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル）。生活者重視システム

づくりに向け論議 

第21回ＴＣＭ国際セミナー／第４回日本・タイ

多国籍企業セミナー（バンコク） 

第４回アドバンス・リーダーシップコース（箱

根） 

ＯＥＣＤ鉄鋼セミナー（パリ） 

第３回日独金属労組定期協議（フランクフルト）

93年後期ＪＣ東南アジア労働事情調査団 

14～21

15～12.4

22

26～27

12. 1～2

6

17

22

第16回ＩＭＦ東南アジアリーダーシップコース

（クアラルンプール） 

第27回東日本労働リーダーシップコース21人が

受講（明学／パビーラ御殿場） 

ＩＭＦ・ＩＬＯ金属工業委員会に関する準備作

業部会（ジュネーブ） 

第９回ＩＭＦアフリカ・ワークショップ（ヨハ

ネスブルグ） 

ＩＭＦ執行委員会（南アフリカ・ダーバン） 

金属労協第36回協議委員会（同上）。94年闘争方

針「賃上げ要求５％基準」など決定 

第１回戦術委員会 

第１回中央闘争委員会 

1994 
1. 11～29

 

 

12～20

13～14

17

21

22

24～25

25

2.22～3.3

28

3.    11

16

18

24

4.  7～16

17～24

25

26

5.   4～9

10～11

13～22

14～28

16

22～27

 

第25回西日本労働リーダーシップコース43人が

受講。25周年記念し「労働と人間を考える」出

版。（京都） 

第13回ＩＬＯ金属工業労働者委員会（ジュネー

ブ） 

94年闘争中央討論集会（伊東） 

経団連との懇談 

金属最賃会議第５回対策会議（ＪＣ） 

西日本労働リーダーシップコース25周年記念祝

賀会（京都・関西セミナーハウス）25回までの

卒業生808人、内６割が現役で活躍 

ＩＭＦ日産アクション・グループ会議（ジュネ

ーブ） 

日経連への要請。賃上げ・雇用で申し入れ書手

渡す 

第23回ＩＭＦアジア青婦人シンポジウム（バン

コク） 

ＩＭＦ世界自動車部品サプライー会議（マドリ

ード） 

94闘争労組代表者交流集会（サンケイ会館） 

第７回戦術委員会（芝パークホテル） 

第８回戦術委員会 

94年闘争ＪＣ集中回答日 

第９回戦術委員会 

ＪＣ中国総工会交流団派遣 

ＯＥＣＤ鉄鋼作業部会（パリ） 

初の生活改善シンポジウム（ゆうらいふセンタ

ー） 

日独共同プロジェクト公開研究フォーラム（ゆ

うらいふセンター） 

ＩＭＦキャタピラー世界会議（アメリカ） 

第10回ＩＭＦ世界造船会議（舞浜）。職場と環境

の安全問題討議 

ＩＬＯ電子産業における安全衛生に関する専門

家会議（ジュネーブ） 

94年ＪＣ欧州労働事情調査団 

金属労協結成満30周年記念日 

ＩＭＦ中央委員会（マルセイユ）。「社会的・経

済的選択のための金属労働者の憲章」を採択 
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年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 年月日 金属労協及びＩＭＦ関係の活動 

6. 11～22 

 

19～20 

 

30～7.2 

 

 

 

 

7.     7 

 

25 

9.     5 

 

6 

6 

 

 

 

 

8～21 

21 

27 

30 

10.    4 

7 

10 

13 

14 

14 

17～19 

 

18 

19 

 

20 

 

 

20 

20～21 

 

25 

 

27 

28 

 

11. 2～3 

 

2 

2 

10 

10 

 

11 

日独共同プロジェクト、スペイン自動車産業調

査団派遣 

第14回拡大総務・財政担当者研修会（箱根アカ

デミーハウス） 

金属労協30周年記念国際フォーラム（北海道・

洞爺湖） 

「金属2000戦略と挑戦－共生への道を求めて」

テーマに、国際連帯のあり方討議。海外４地域・

ＩＭＦ本部から講師招聘 

第７回ＩＭＦ日産世界協議会（東京プリンスホ

テル） 

日経連との懇談会（パレスホテル） 

金属労協30周年記念祝賀会（東京プリンスホテ

ル） 

第１回地連代表者会議 

金属労協第33回定期大会（ラングウッド）基本

政策検討委員会報告、産業政策報告委員会報告

「新しい経済・社会システムづくりに向けた取

り組み」を承認。得本議長を再選、第３代事務

局長に阿島征夫氏（電機連合）を選出。 

ＩＭＦ中国ミッション。小島副議長が参加 

第１回書記長会議 

ＩＭＦ世界電機電子会議打合せ会議（電機連合）

第１回賃金政策委員会 

第１回時間短縮委員会、第１回国際委員会 

第８回金属議員懇談会（東京プリンス） 

第１回総務・財政委員会 

第２回賃金政策委員会 

第１回産業政策委員会 

北海道地連第28回定期大会（室蘭） 

第６回ＩＭＦ世界航空宇宙会議（ドイツ・ハン

ブルク） 

通産省との懇談会 

第１回日経連との共同プロジェクト。産業空洞

化問題で共同研究を。(日本興業倶楽部) 

第２回「新しい経済・社会システムづくり」シ

ンポジウム（芝パークホテル）規制緩和と内外

価格差の是正を求めて。 

中国地連第30回定期大会（鳥取） 

多国籍労組会議日本・マレーシア２国間セミナ

ー（クアラルンプール） 

第２回日経連との共同プロジェクト（日本興業

倶楽部） 

第３回賃金政策委員会 

労働省との懇談会（労働省）、経済企画庁との懇

談会（経済企画庁） 

第４回日独金属労組定期協議（品川・ホテルパ

シフィック） 

北信越地連第28回定期大会（富山） 

第１回女性活動委員会 

大蔵省との懇談（大蔵省） 

関西地連第31回定期大会・30周年レセプション

（大阪）得本議長、阿島事務局長が列席。 

第３回書記長会議 

11

12～22

12～27

14

15～17

16

17

20

22

23～24

24

12.     2

3

5

5

6

9

12

15

19

19

28

東海地連第31回定期大会・30周年レセプション

（名古屋）得本議長が列席 

94年後期地連代表東南アジア労働事情視察団20

名 

94年北米労働事情視察団 25名 

第28回東日本労働リーダーシップコース（12月

３日まで、明学／箱根アカデミーハウス） 

第５回ＩＭＦ世界電機電子会議（バンコク） 

第４回賃金政策委員会 

九州地連第31回定期大会・30周年レセプション

（八幡） 

四国地連第21回定期大会（高松） 

関東地連第31回定期大会・30周年レセプション

（横浜） 

94年闘争拡大賃金担当者会議（熱海・シャトー

テル赤根埼） 

東北地連第28回定期大会（仙台） 

第１回教育・情宣小委員会（明学） 

第28回東日本労働リーダーシップコース閉講式

（明学） 

金属８産業労使会議（八重洲富士屋） 

協議委員会・労働省記者クラブ事前レクチャー、

三田クラブ事前レクチャー 

第２回地連代表者会議 

第37回協議委員会および94年年末懇親会（池之

端文化センター）95年闘争方針を決定。「平均要

求１万２千円」額前面に２本立て要求決める。

日経連との懇談（パレスホテル） 

第２回女性活動委員会 

第２回産業政策委員会 

第２回総務・財政委員会 

第１回ＪＣ・ＪＡＦ連絡会議 

仕事納め 
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３．直近の20年（1995年１月～2014年９月） 
 

（注）三役会議、常任幹事会、地連関係会議、小委員会、海外からの受け入れは省略 

年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

1995 
1.     10 

10～28 

 

13 

13 

13～14 

23 

23～24 

 

第２回国際委員会 

第26回西日本労働リーダーシップコース 33人

が受講（京都） 

第５回書記長会議（熱海） 

第５回賃金政策委員会 

95年闘争中央討論集会（熱海） 

経団連との懇談会 

ＯＥＣＤ造船部会（パリ） 

1.      1

13

17

 

ＷＴＯ（世界貿易機関）発足 

イタリア、ベルルスコニー首相に代わり、ディ

ーニ国庫相が首相に就任。 

阪神・淡路大震災、死者6,434名。ボランティ

ア元年。連合ボランティア全国から延べ５万人

が参加。金属労協加盟産別・単組から5000名が

参加。 

2.      7 

13 

13 

15 

16 

22 

28 

ＩＭＦ事務技術職作業部会（ジュネーブ） 

第３回総務・財政委員会 

金属最賃会議第４回対策会議・第７回総会 

第６回書記長会議 

第３回女性活動委員会 

第３回戦術委員会 

第６回賃金政策委員会 

2.      8

 

9

17

22

     

米国グリーンスパンＦＲＢ議長が金融引き締

めの終了を示唆。 

中国、南沙諸島の占拠を拡大。 

対日米貿易赤字656億6900万ドルで２年連続し

て過去最高を記録 

ロッキード裁判有罪確定 

3.      6 

10 

10 

 

16 

20 

23 

31 

第４回戦術委員会（芝パークホテル） 

第５回戦術委員会（サンケイ会館） 

95年闘争労組代表者集会で、引き続き円高阻止

緊急集会を開催（サンケイホール） 

第６回戦術委員会 

第７回戦術委員会（芝パークホテル） 

第８回戦術委員会（95年闘争集中回答日） 

第９回戦術委員会 

3.      1

 8

20

28

31

都バス200円。 

「海の日」制定される、翌年より施行 

オウム真理教による地下鉄サリン事件、死者10

名、重軽傷者5000名以上。 

三菱銀行と東京銀行が合併することで合意。新

行名は〈三菱東京銀行〉。 

政府、規制緩和推進５カ年計画を決定。 

4.   4～7 

6～7 

12 

12～14 

14 

19 

20～21 

24 

25～26 

27 

27～28 

 

第７回北欧金属労連との定期協議（フィンランド）

ＩＭＦボルボ世界協議会（ブラジル） 

第８回賃金政策委員会 

第６回男女平等研修会（静岡） 

第３回産業政策委員会 

第７回書記長会議 

ＩＭＦ電機・電子産業部会運営委員会（ジュネーブ）

生活改善シンポジウム（池之端文化センター）

ＩＭＦ世界鉄鋼会議（イギリス） 

第４回総務・財政委員会（伊豆） 

作業編成の新様式に関する国際セミナー（ジュ

ネーブ） 

4.      9

14

19

22

27

第13回統一地方選挙。青島幸男都知事と横山ノ

ック大阪府知事が当選 

政府、緊急円高・経済対策を決定。 

１ドル＝79.75円を記録。1947年以来初めて。

公立学校で月２回の週休２日制実施 

殺人事件の公訴時効が廃止される 

5.   7～8 

10～11 

10～26 

12 

15～25 

17 

19～23 

 

23 

24 

24～31 

5. 25～26 

26 

31 

第10回戦術委員会（福島） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会 

欧州賃金事情視察団 

韓国金属労連定期大会（ソウル） 

地連代表東南アジア労働事情視察団 

第８回書記長会議 

スウェーデン金属労組35回定期大会（ストック

ホルム） 

ＩＭＦ財政委員会（バンク－バー） 

ＩＭＦ執行委員会（同上） 

ＪＩＬインド調査団 

ＩＭＦ中央委員会（バンクーバー） 

第４回女性活動委員会 

第11回戦術委員会 

5.      7

10

16

30

31

フランス大統領にシラク氏当選 

米国、〈スーパー301条〉にもとづく日本製高級

車13種に関税100％を課す内容の対日制裁発動

を発表。 

オウム真理教の麻原彰晃逮捕 

政府開発援助（ＯＤＡ）、94年は前年比16.3％

増、133億4,700万ドル、４年連続世界一。 

青島都知事、世界都市博の東京開催中止を決断
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.   5～7 

7～8 

13 

13 

15～16 

20～21 

22 

 

30 

第32回国際労働セミナー（滋賀） 

第３回地連代表者会議（滋賀） 

第４回産業政策委員会 

第５回総務・財政委員会 

合同委員会（箱根） 

第９回書記長会議（伊豆） 

ＩＭＦ航空機エンジン製造作業委員会（ジュネ

ーブ） 

第３回国際委員会 

6.      9

15

28

29

衆院本会議、〈戦後50年決議〉を採択 

カナダ・ハリファックスでサミット開催 

日米自動車交渉合意、対日制裁、撤回 

韓国のデパート崩壊事故、502人死亡 

7.      8 

 

12 

18 

25～28 

 

26 

26 

31～8.11 

シンガポール造船海洋機器労組年次式典（シン

ガポール） 

第５回産業政策委員会 

第10回書記長会議 

南米冶金・機械・鉱山労連定期大会他（ブエノ

スアイレス） 

日経連との懇談会 

第２回金属８産業労使会議 

ＵＡＷ海外労組奨学金プログラム（ミシガン）

7.      1

10

19

23

27

30

製造物責任法（ＰＬ法）が施行 

ミャンマー、スーチー氏の自宅軟禁解除 

従軍慰安婦問題、女性のための基金発足 

第17回参議院選挙、村山内閣発足後及び新進党

発足後初の国政選挙、自・社・さの連立３党が

かろうじて過半数確保。 

九州自動車道が全線開通 

ベトナムがASEANに加盟。カンボジアもオブ加

盟。 

「全国市民オンブズマン連絡会議」で、全国の

地方自治体で総額約29億円の食糧費が「官官接

待」で消費されている事実が公表 

8. 11～12 

17 

第６回総務・財政委員会 

第11回書記長会議 

 

 

8.      5

8

15

30

ベトナム、米国と国交正常化 

村山内閣改造 

村山首相、植民地支配と侵略を謝罪する村山談

話を閣議決定 

兵庫銀行が経営破綻、戦後初の銀行の破綻 

9.      1 

6 

 

 

6 

17 

18 

 

 

20 

27 

27～28 

第３回最賃対策会議 

金属労協第34回定期大会（ホテルラングウッ

ド）キヤノン労組など直加盟５組合がＪＣを脱

退（ＪＣメタルの連合体への移行できず） 

ＩＭＦ造船部会作業部会（デンマーク） 

第10回賃金政策委員会 

金属労協/日経連共同で「円高・空洞化阻止に

向けての労使による十大提言」で村山首相に緊

急要請。 

第12回書記長会議 

第６回産業政策委員会 

ＩＭＦ作業編成部会作業委員会（ジュネーブ）

9.    7

8

24

26

村山首相が全国知事会で「官官接待自粛」を要

請 

日銀が公定歩合を0.5％に引き下げ、即日実施。

史上最低の金利。 

イスラエルとＰＬＯがヨルダン川西岸地区の

自治体拡大協定に調印。 

大和銀行が、ニューヨーク支店で米国債投資で

失敗して約1100億円損失したと発表。 

10.     2 

 

6 

4 

9 

11 

 

11～13 

18 

18～20 

29～11.4 

31 

第９回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテ

ル） 

賃金・時短実務担当者会議 

第６回女性活動委員会 

第11回賃金政策委員会 

第５回日韓金属労組定期協議（芝パークホテ

ル） 

インドネシア金属・電子・機械労組大会 

第13回書記長会議 

ＴＣＭ第23回国際セミナー（フィリピン） 

ＩＧメタル定期大会（ベルリン） 

第12回賃金政策委員会 

 

 

 

 

10.     1

11

15

育児休業等に関する法律一部改正施行 

ボスニア紛争の停戦発効 

イラクのフセイン大統領の信任投票99.96％ 
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３．直近の20年（1995年１月～2014年９月） 
 

（注）三役会議、常任幹事会、地連関係会議、小委員会、海外からの受け入れは省略 

年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

1995 
1.     10 

10～28 

 

13 

13 

13～14 

23 

23～24 

 

第２回国際委員会 

第26回西日本労働リーダーシップコース 33人

が受講（京都） 

第５回書記長会議（熱海） 

第５回賃金政策委員会 

95年闘争中央討論集会（熱海） 

経団連との懇談会 

ＯＥＣＤ造船部会（パリ） 

1.      1

13

17

 

ＷＴＯ（世界貿易機関）発足 

イタリア、ベルルスコニー首相に代わり、ディ

ーニ国庫相が首相に就任。 

阪神・淡路大震災、死者6,434名。ボランティ

ア元年。連合ボランティア全国から延べ５万人

が参加。金属労協加盟産別・単組から5000名が

参加。 

2.      7 

13 

13 

15 

16 

22 

28 

ＩＭＦ事務技術職作業部会（ジュネーブ） 

第３回総務・財政委員会 

金属最賃会議第４回対策会議・第７回総会 

第６回書記長会議 

第３回女性活動委員会 

第３回戦術委員会 

第６回賃金政策委員会 

2.      8

 

9

17

22

     

米国グリーンスパンＦＲＢ議長が金融引き締

めの終了を示唆。 

中国、南沙諸島の占拠を拡大。 

対日米貿易赤字656億6900万ドルで２年連続し

て過去最高を記録 

ロッキード裁判有罪確定 

3.      6 

10 

10 

 

16 

20 

23 

31 

第４回戦術委員会（芝パークホテル） 

第５回戦術委員会（サンケイ会館） 

95年闘争労組代表者集会で、引き続き円高阻止

緊急集会を開催（サンケイホール） 

第６回戦術委員会 

第７回戦術委員会（芝パークホテル） 

第８回戦術委員会（95年闘争集中回答日） 

第９回戦術委員会 

3.      1

 8

20

28

31

都バス200円。 

「海の日」制定される、翌年より施行 

オウム真理教による地下鉄サリン事件、死者10

名、重軽傷者5000名以上。 

三菱銀行と東京銀行が合併することで合意。新

行名は〈三菱東京銀行〉。 

政府、規制緩和推進５カ年計画を決定。 

4.   4～7 

6～7 

12 

12～14 

14 

19 

20～21 

24 

25～26 

27 

27～28 

 

第７回北欧金属労連との定期協議（フィンランド）

ＩＭＦボルボ世界協議会（ブラジル） 

第８回賃金政策委員会 

第６回男女平等研修会（静岡） 

第３回産業政策委員会 

第７回書記長会議 

ＩＭＦ電機・電子産業部会運営委員会（ジュネーブ）

生活改善シンポジウム（池之端文化センター）

ＩＭＦ世界鉄鋼会議（イギリス） 

第４回総務・財政委員会（伊豆） 

作業編成の新様式に関する国際セミナー（ジュ

ネーブ） 

4.      9

14

19

22

27

第13回統一地方選挙。青島幸男都知事と横山ノ

ック大阪府知事が当選 

政府、緊急円高・経済対策を決定。 

１ドル＝79.75円を記録。1947年以来初めて。

公立学校で月２回の週休２日制実施 

殺人事件の公訴時効が廃止される 

5.   7～8 

10～11 

10～26 

12 

15～25 

17 

19～23 

 

23 

24 

24～31 

5. 25～26 

26 

31 

第10回戦術委員会（福島） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会 

欧州賃金事情視察団 

韓国金属労連定期大会（ソウル） 

地連代表東南アジア労働事情視察団 

第８回書記長会議 

スウェーデン金属労組35回定期大会（ストック

ホルム） 

ＩＭＦ財政委員会（バンク－バー） 

ＩＭＦ執行委員会（同上） 

ＪＩＬインド調査団 

ＩＭＦ中央委員会（バンクーバー） 

第４回女性活動委員会 

第11回戦術委員会 

5.      7

10

16

30

31

フランス大統領にシラク氏当選 

米国、〈スーパー301条〉にもとづく日本製高級

車13種に関税100％を課す内容の対日制裁発動

を発表。 

オウム真理教の麻原彰晃逮捕 

政府開発援助（ＯＤＡ）、94年は前年比16.3％

増、133億4,700万ドル、４年連続世界一。 

青島都知事、世界都市博の東京開催中止を決断
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.   5～7 

7～8 

13 

13 

15～16 

20～21 

22 

 

30 

第32回国際労働セミナー（滋賀） 

第３回地連代表者会議（滋賀） 

第４回産業政策委員会 

第５回総務・財政委員会 

合同委員会（箱根） 

第９回書記長会議（伊豆） 

ＩＭＦ航空機エンジン製造作業委員会（ジュネ

ーブ） 

第３回国際委員会 

6.      9

15

28

29

衆院本会議、〈戦後50年決議〉を採択 

カナダ・ハリファックスでサミット開催 

日米自動車交渉合意、対日制裁、撤回 

韓国のデパート崩壊事故、502人死亡 

7.      8 

 

12 

18 

25～28 

 

26 

26 

31～8.11 

シンガポール造船海洋機器労組年次式典（シン

ガポール） 

第５回産業政策委員会 

第10回書記長会議 

南米冶金・機械・鉱山労連定期大会他（ブエノ

スアイレス） 

日経連との懇談会 

第２回金属８産業労使会議 

ＵＡＷ海外労組奨学金プログラム（ミシガン）

7.      1

10

19

23

27

30

製造物責任法（ＰＬ法）が施行 

ミャンマー、スーチー氏の自宅軟禁解除 

従軍慰安婦問題、女性のための基金発足 

第17回参議院選挙、村山内閣発足後及び新進党

発足後初の国政選挙、自・社・さの連立３党が

かろうじて過半数確保。 

九州自動車道が全線開通 

ベトナムがASEANに加盟。カンボジアもオブ加

盟。 

「全国市民オンブズマン連絡会議」で、全国の

地方自治体で総額約29億円の食糧費が「官官接

待」で消費されている事実が公表 

8. 11～12 

17 

第６回総務・財政委員会 

第11回書記長会議 

 

 

8.      5

8

15

30

ベトナム、米国と国交正常化 

村山内閣改造 

村山首相、植民地支配と侵略を謝罪する村山談

話を閣議決定 

兵庫銀行が経営破綻、戦後初の銀行の破綻 

9.      1 

6 

 

 

6 

17 

18 

 

 

20 

27 

27～28 

第３回最賃対策会議 

金属労協第34回定期大会（ホテルラングウッ

ド）キヤノン労組など直加盟５組合がＪＣを脱

退（ＪＣメタルの連合体への移行できず） 

ＩＭＦ造船部会作業部会（デンマーク） 

第10回賃金政策委員会 

金属労協/日経連共同で「円高・空洞化阻止に

向けての労使による十大提言」で村山首相に緊

急要請。 

第12回書記長会議 

第６回産業政策委員会 

ＩＭＦ作業編成部会作業委員会（ジュネーブ）

9.    7

8

24

26

村山首相が全国知事会で「官官接待自粛」を要

請 

日銀が公定歩合を0.5％に引き下げ、即日実施。

史上最低の金利。 

イスラエルとＰＬＯがヨルダン川西岸地区の

自治体拡大協定に調印。 

大和銀行が、ニューヨーク支店で米国債投資で

失敗して約1100億円損失したと発表。 

10.     2 

 

6 

4 

9 

11 

 

11～13 

18 

18～20 

29～11.4 

31 

第９回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテ

ル） 

賃金・時短実務担当者会議 

第６回女性活動委員会 

第11回賃金政策委員会 

第５回日韓金属労組定期協議（芝パークホテ

ル） 

インドネシア金属・電子・機械労組大会 

第13回書記長会議 

ＴＣＭ第23回国際セミナー（フィリピン） 

ＩＧメタル定期大会（ベルリン） 

第12回賃金政策委員会 

 

 

 

 

10.     1

11

15

育児休業等に関する法律一部改正施行 

ボスニア紛争の停戦発効 

イラクのフセイン大統領の信任投票99.96％ 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

11.     1 

8～9 

 

11～12 

12～29 

13 

 

13～12.3 

 

15 

16 

16 

16～17 

17 

  21～24 

 

22 

22～12.2 

23～24 

第２回時間短縮委員会 

第９回ＩＭＦアジア地域会議（シドニー）ＩＭ

Ｆアジア太平洋地域会議を創設。 

韓国労働組合会議結成大会（ソウル） 

北米労働事情視察団 

第３回金属８産業労使会議（ホテルグランドパ

レス） 

第29回東日本労働リーダーシップコース 22人

が受講（明学及び箱根） 

第14回書記長会議 

第23回多国籍労組会議総会 

第13回賃金政策委員会 

賃金・時短シンポジウム（熱海） 

ＩＭＦ－ＲＯＣＣ年次大会（台北） 

ＩＭＦアジアサブリージョナル・ワークショッ

プ（バンコク） 

第４回最賃対策会議 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

第５回日独金属労組定期協議（フランクフル

ト） 

11.     1

9

14

16

19

23

新食糧法が施行、コメの生産・流通・販売が原

則自由化 

米国メジャーリーグでドジャース野茂英雄投

手が新人王を獲得 

大蔵省、金融機関の不良債権は37兆3,900億円

と発表。 

韓国、廬泰愚前大統領を在任中の収賄容疑で逮

捕。 

第４回ＡＰＥＣ首脳会議が大阪で開会 

ウィンドウ95日本語版が発売 

12.     1 

4 

5 

7～8 

12 

12 

13 

14 

15 

18 

19 

26 

金属労協第38回協議委員会 96年闘争方針決定

日経連との懇談（パレスホテル） 

第７回産業政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第15回書記長会議 

経団連との懇談（キャピトル東急ホテル） 

第７回女性活動委員会 

ＩＭＦ造船作業委員会（ジュネーブ） 

第１回戦術委員会 

第１回組織委員会 

第７回総務・財政委員会 

第４回国際委員会 

12.     6

 

 

 8

19

27

 

   

経営破綻に陥った東京協和、安全の２信用組合

の不正融資に関与したとして背任容疑で元労

相の山口敏夫代議士が逮捕 

高速増殖炉もんじゅ、ナトリウム漏洩 

政府、住専処理に6,850億円の財政資金投入を

決定。 

新進党首選、小沢一郎幹事長が圧勝 

 

1996 
1.  9～27 

 

10～12 

19 

19 

19～20 

24 

29 

30～2.14 

 

第27回西日本労働リーダーシップコース 44人

（内女性２人）が受講（京都） 

第１回アジア金属連帯セミナー（シンガポール）

第14回賃金政策委員会 

第16回書記長会議（熱海） 

中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

第５回最賃対策会議 

ＩＭＦ機械産業に関する作業部会・調査担当者

会議（ジュネーブ） 

1.      5

11

19

20

29

 

村山首相、臨時閣議で退陣表明 

橋本龍太郎内閣発足 

日本社会党が党名を社会民主党に変更 

アラファトＰＬＯ議長、パレスチナ自治政府初

代議長に就任 

シラク仏大統領、核実験終結を宣言 

2.      4 

13 

 

16 

17 

19 

21 

23 

27 

28 

29 

第15回賃金政策委員会 

ＩＭＦエコノミスト・調査担当者会議（ジュネ

ーブ） 

第８回総務・財政委員会 

第２回組織委員会 

第８回産業政策委員会 

第17回書記長会議 

第６回最賃対策会議・第８回総会 

第８回女性活動委員会 

第３回戦術委員会（キャピトル東急ホテル） 

第16回賃金政策委員会 

2.   2

16

 

 

米国、北朝鮮の食料不足に200万ドルの支援を

世界食糧計画を通じて行うと発表。 

菅直人厚相が薬害エイズ事件で、血友病患者に

直接謝罪 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

3.      8 

8 

10 

13 

15 

18 

21 

 

26 

29 

第４回戦術委員会（サンケイ会館） 

1996年闘争労組代表者交流集会 

中村卓彦２代議長逝去67歳 

第18回書記長会議 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（1996年闘争集中回答日記者

会見）金属労協57単組平均8450円獲得 

第17回賃金政策委員会 

第８回戦術委員会 

3.     1

21

23

29

ソニーが電子ブックプレイヤー「DD-2001」を

発売。 

国土庁、１月１日の公示地価５年連続下落と発

表。 

李登輝、台湾初の総統直接選挙で当選 

太平洋銀行破綻 

 

4.     11 

15～16 

22 

24 

24～26 

26 

第７回男女平等研修会（静岡） 

第６回ＩＭＦアジア電機電子セミナー（シドニー）

第19回書記長会議 

第９回総務・財政委員会 

第７回アジア造船作業部会（台北） 

第９回戦術委員会 

4.    1

1

1

東京三菱銀行が発足 

国内初の商用検索サイト「Yahoo! JAPAN」がサ

ービスを開始。同日、日本初のインターネット

株取引（オンライントレード）を大和証券が開

始。 

「らい予防法の廃止に関する法律」が施行。 

5.  8～24 

11～21 

11～25 

  12～13 

13～14 

 

15 

20 

20 

22 

26～29 

27～28 

28 

欧州労働事情視察団 

地連代表南・東南アジア労働事情視察団 

賃金ミッション（米国） 

第５回国際委員会（栃木） 

ＩＭＦ労働者教育に関する作業委員会（ノルウ

ェー） 

韓国金属労連大会（ソウル） 

第９回産業政策委員会 

ＩＭＦ電機電子部会運営委員会（ジュネーブ）

第20回書記長会議 

フィンランド金属労組大会 

第10回戦術委員会（日立市） 

第１回最賃対策会議 

5.      8

13

21

24

27

    31

全人類の平等を規定した南アフリカ憲法施行 

北京－イスタンブールのシルクロード鉄道開

通。 

トヨタ自動車、95年の法人申告所得で３年連続

トップ 

対外純資産約77兆円、５年連続世界一 

第一次チェチェン紛争の休戦成立 

ワールドカップ・サッカー、2002年の日韓共同

開催を決定 

6.     13 

13～14 

14 

14 

 

14～15 

17 

19～20 

23 

25 

ＩＭＦ中央委員会（スウェーデン） 

第２回組織委員会（千葉） 

第10回総務・財政委員会（静岡） 

第３回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

拡大総務財政担当者研修会（静岡） 

第３回時間短縮委員会 

第20回書記長会議（伊豆） 

第18回賃金政策委員会 

第９回女性活動委員会 

6 .   1

8  

   13

25

28

米の販売自由化スタート 

中国が核実験、広岡広島市長抗議文送る 

福岡空港で、ガルーダ航空機が離陸事故、３人

死亡 

閣議、97年４月１日からの消費税５％へ引上げ

を正式決定 

ベトナム第８回共産党大会、「工業化・現代化」

を提唱 

7.  8～10 

15 

17 

22 

22～23 

23 

24 

27～28 

28 

第33回国際労働セミナー（神戸） 

第11回総務・財政委員会 

第22回書記長会議 

ＩＭＦマツダ世界自動車協議会（広島） 

第10回産業政策委員会 

ＩＭＦ本田世界自動車協議会（鈴鹿） 

ＩＭＦ三菱世界自動車協議会（広島） 

第３回組織委員会（埼玉） 

第２回最賃対策会議 

7.      3

5

13

17

20

20

27

エリツィン露大統領を再選 

クローン羊「ドリー」生まれる 

堺市でＯ157による集団食中毒が発生 

ニューヨーク沖でＴＷＡ機が墜落、230人死亡

アトランタオリンピック開会。日本は金３、銀

６、銅５を獲得 

海の日施行 

米アトランタで爆弾テロ、２人死亡 

8.      5 

12 

20 

31 

第19回賃金政策委員会 

第12回総務・財政委員会 

第23回書記長会議 

非鉄連合が結成（非鉄金属労連が資源労連、三

井金属労連と再統一。金属労協加盟を非鉄連合

に改称） 

8.     11

14

秋田県・宮城県でＭ6.0の地震 

橋本首相、従軍慰安婦問題でフィリピンに謝罪
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

11.     1 

8～9 

 

11～12 

12～29 

13 

 

13～12.3 

 

15 

16 

16 

16～17 

17 

  21～24 

 

22 

22～12.2 

23～24 

第２回時間短縮委員会 

第９回ＩＭＦアジア地域会議（シドニー）ＩＭ

Ｆアジア太平洋地域会議を創設。 

韓国労働組合会議結成大会（ソウル） 

北米労働事情視察団 

第３回金属８産業労使会議（ホテルグランドパ

レス） 

第29回東日本労働リーダーシップコース 22人

が受講（明学及び箱根） 

第14回書記長会議 

第23回多国籍労組会議総会 

第13回賃金政策委員会 

賃金・時短シンポジウム（熱海） 

ＩＭＦ－ＲＯＣＣ年次大会（台北） 

ＩＭＦアジアサブリージョナル・ワークショッ

プ（バンコク） 

第４回最賃対策会議 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

第５回日独金属労組定期協議（フランクフル

ト） 

11.     1

9

14

16

19

23

新食糧法が施行、コメの生産・流通・販売が原

則自由化 

米国メジャーリーグでドジャース野茂英雄投

手が新人王を獲得 

大蔵省、金融機関の不良債権は37兆3,900億円

と発表。 

韓国、廬泰愚前大統領を在任中の収賄容疑で逮

捕。 

第４回ＡＰＥＣ首脳会議が大阪で開会 

ウィンドウ95日本語版が発売 

12.     1 

4 

5 

7～8 

12 

12 

13 

14 

15 

18 

19 

26 

金属労協第38回協議委員会 96年闘争方針決定

日経連との懇談（パレスホテル） 

第７回産業政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第15回書記長会議 

経団連との懇談（キャピトル東急ホテル） 

第７回女性活動委員会 

ＩＭＦ造船作業委員会（ジュネーブ） 

第１回戦術委員会 

第１回組織委員会 

第７回総務・財政委員会 

第４回国際委員会 

12.     6

 

 

 8

19

27

 

   

経営破綻に陥った東京協和、安全の２信用組合

の不正融資に関与したとして背任容疑で元労

相の山口敏夫代議士が逮捕 

高速増殖炉もんじゅ、ナトリウム漏洩 

政府、住専処理に6,850億円の財政資金投入を

決定。 

新進党首選、小沢一郎幹事長が圧勝 

 

1996 
1.  9～27 

 

10～12 

19 

19 

19～20 

24 

29 

30～2.14 

 

第27回西日本労働リーダーシップコース 44人

（内女性２人）が受講（京都） 

第１回アジア金属連帯セミナー（シンガポール）

第14回賃金政策委員会 

第16回書記長会議（熱海） 

中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

第５回最賃対策会議 

ＩＭＦ機械産業に関する作業部会・調査担当者

会議（ジュネーブ） 

1.      5

11

19

20

29

 

村山首相、臨時閣議で退陣表明 

橋本龍太郎内閣発足 

日本社会党が党名を社会民主党に変更 

アラファトＰＬＯ議長、パレスチナ自治政府初

代議長に就任 

シラク仏大統領、核実験終結を宣言 

2.      4 

13 

 

16 

17 

19 

21 

23 

27 

28 

29 

第15回賃金政策委員会 

ＩＭＦエコノミスト・調査担当者会議（ジュネ

ーブ） 

第８回総務・財政委員会 

第２回組織委員会 

第８回産業政策委員会 

第17回書記長会議 

第６回最賃対策会議・第８回総会 

第８回女性活動委員会 

第３回戦術委員会（キャピトル東急ホテル） 

第16回賃金政策委員会 

2.   2

16

 

 

米国、北朝鮮の食料不足に200万ドルの支援を

世界食糧計画を通じて行うと発表。 

菅直人厚相が薬害エイズ事件で、血友病患者に

直接謝罪 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

3.      8 

8 

10 

13 

15 

18 

21 

 

26 

29 

第４回戦術委員会（サンケイ会館） 

1996年闘争労組代表者交流集会 

中村卓彦２代議長逝去67歳 

第18回書記長会議 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（1996年闘争集中回答日記者

会見）金属労協57単組平均8450円獲得 

第17回賃金政策委員会 

第８回戦術委員会 

3.     1

21

23

29

ソニーが電子ブックプレイヤー「DD-2001」を

発売。 

国土庁、１月１日の公示地価５年連続下落と発

表。 

李登輝、台湾初の総統直接選挙で当選 

太平洋銀行破綻 

 

4.     11 

15～16 

22 

24 

24～26 

26 

第７回男女平等研修会（静岡） 

第６回ＩＭＦアジア電機電子セミナー（シドニー）

第19回書記長会議 

第９回総務・財政委員会 

第７回アジア造船作業部会（台北） 

第９回戦術委員会 

4.    1

1

1

東京三菱銀行が発足 

国内初の商用検索サイト「Yahoo! JAPAN」がサ

ービスを開始。同日、日本初のインターネット

株取引（オンライントレード）を大和証券が開

始。 

「らい予防法の廃止に関する法律」が施行。 

5.  8～24 

11～21 

11～25 

  12～13 

13～14 

 

15 

20 

20 

22 

26～29 

27～28 

28 

欧州労働事情視察団 

地連代表南・東南アジア労働事情視察団 

賃金ミッション（米国） 

第５回国際委員会（栃木） 

ＩＭＦ労働者教育に関する作業委員会（ノルウ

ェー） 

韓国金属労連大会（ソウル） 

第９回産業政策委員会 

ＩＭＦ電機電子部会運営委員会（ジュネーブ）

第20回書記長会議 

フィンランド金属労組大会 

第10回戦術委員会（日立市） 

第１回最賃対策会議 

5.      8

13

21

24

27

    31

全人類の平等を規定した南アフリカ憲法施行 

北京－イスタンブールのシルクロード鉄道開

通。 

トヨタ自動車、95年の法人申告所得で３年連続

トップ 

対外純資産約77兆円、５年連続世界一 

第一次チェチェン紛争の休戦成立 

ワールドカップ・サッカー、2002年の日韓共同

開催を決定 

6.     13 

13～14 

14 

14 

 

14～15 

17 

19～20 

23 

25 

ＩＭＦ中央委員会（スウェーデン） 

第２回組織委員会（千葉） 

第10回総務・財政委員会（静岡） 

第３回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

拡大総務財政担当者研修会（静岡） 

第３回時間短縮委員会 

第20回書記長会議（伊豆） 

第18回賃金政策委員会 

第９回女性活動委員会 

6 .   1

8  

   13

25

28

米の販売自由化スタート 

中国が核実験、広岡広島市長抗議文送る 

福岡空港で、ガルーダ航空機が離陸事故、３人

死亡 

閣議、97年４月１日からの消費税５％へ引上げ

を正式決定 

ベトナム第８回共産党大会、「工業化・現代化」

を提唱 

7.  8～10 

15 

17 

22 

22～23 

23 

24 

27～28 

28 

第33回国際労働セミナー（神戸） 

第11回総務・財政委員会 

第22回書記長会議 

ＩＭＦマツダ世界自動車協議会（広島） 

第10回産業政策委員会 

ＩＭＦ本田世界自動車協議会（鈴鹿） 

ＩＭＦ三菱世界自動車協議会（広島） 

第３回組織委員会（埼玉） 

第２回最賃対策会議 

7.      3

5

13

17

20

20

27

エリツィン露大統領を再選 

クローン羊「ドリー」生まれる 

堺市でＯ157による集団食中毒が発生 

ニューヨーク沖でＴＷＡ機が墜落、230人死亡

アトランタオリンピック開会。日本は金３、銀

６、銅５を獲得 

海の日施行 

米アトランタで爆弾テロ、２人死亡 

8.      5 

12 

20 

31 

第19回賃金政策委員会 

第12回総務・財政委員会 

第23回書記長会議 

非鉄連合が結成（非鉄金属労連が資源労連、三

井金属労連と再統一。金属労協加盟を非鉄連合

に改称） 

8.     11

14

秋田県・宮城県でＭ6.0の地震 

橋本首相、従軍慰安婦問題でフィリピンに謝罪

－509－



JCM50年史510
 

 

年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

9.      3 

 

9 

22～28 

23～26 

29～10.9 

金属労協第35回定期大会（ホテルラングウッ

ド）賃金・労働政策（中間報告）を提起 

第１回書記長会議 

全米機械工労組定期大会（シカゴ） 

ＩＭＦ電機電子運営委員会（ジュネーブ） 

イタリア金属労連との定期交流 

9.     10

18

26

28

30

国連総会で包括的核実験禁止条約を採択 

北朝鮮ゲリラ、韓国東海岸に侵入 

母体保護法が成立 

民主党結成、代表は、菅・鳩山両氏 

阪神淡路大震災で倒壊した阪神高速３号線が

完全復旧。 

10.    2 

4 

8 

16 

16～18 

18 

21～22 

23 

25 

26～27 

 

29 

29 

29 

 

第１回賃金政策委員会 

第１回産業政策委員会 

第３回最賃対策会議 

第２回書記長会議 

ＴＣＭ二国間セミナー（マレーシア） 

第１回総務・財政委員会 

第５回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（マレーシア）

第１回女性活動委員会 

第２回賃金政策委員会 

ＩＭＦ香港の金属労働者の将来に関するセミ

ナー（香港） 

日経連との懇談（パレスホテル） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（台湾） 

ＩＭＦ女性労働者のためのアジアサブリージ

ョナル・ワークショップ（ソウル） 

10.  1  

20

 

新王子製紙と本州製紙が合併、王子製紙誕生。

世界３位。 

第41回衆議院議員選挙、小選挙区比例代表並立

制導入後、初めての総選挙。 

 

11.     5 

9～24 

      13 

14 

14～15 

18～12.7 

 

19 

21 

21 

 

第２回産業政策委員会 

北米労働事情視察団 

第３回書記長会議 

第３回賃金政策委員会 

賃金・時短シンポジウム（熱海） 

第30回東日本労働リーダーシップコース（明

学）23人が受講 

日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第４回金属８産業労使会議（東京会館） 

ＩＭＦ機械エンジニアに関する作業部会（ジュ

ネーブ） 

11.     5

7

    21

21

26

米大統領選挙、民主党の現職、クリントン氏再選

第２次橋本内閣が発足 

雌阿寒岳が噴火 

阪和銀行が経営破綻 

大分自動車道が全面開通 

12.    2 

 

 

3～7 

6 

 

 

 

10 

11 

16 

16 

18 

26 

金属労協第39回協議委員会（日暮里・ラングウ

ッド）97年闘争方針決定。行革徹底・減税改革

アピール 

ＩＭＦ執行委員会（オランダ） 

東日本労働リーダーシップコース30周年記念

国際シンポジウム（明治学院大学）「労働者教

育と大学の役割」をテーマにパネル討論。東日

本コース30回までの修了生計770名に。 

経団連との懇談（経団連会館） 

第４回書記長会議 

第１回戦術委員会 

第２回総務・財政委員会 

第４回最賃対策会議 

第２回女性活動委員会 

12.     5

12

17

26

29

原爆ドームと厳島神社が世界遺産に登録 

韓国、ＯＥＣＤに加盟 

在ペルー日本大使館公邸占拠事件が発生 

新進党、羽田孜元首相が離党、「太陽党」を結

成 

オレンジ共済組合事件で友部参議院議員を逮

捕 

 

1997 
1.  9～25 

 

17 

17 

17～18 

23 

23 

 

第28回西日本労働リーダーシップコース 44人

が受講（京都） 

第５回書記長会議（熱海） 

第４回賃金政策委員会 

97年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会（キャピトル東急ホテル） 

第10回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル）

1.      1

2

 

アナン氏が国連事務総長に就任 

ナホトカ号、重油流失事故 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2.      5 

 

7 

18 

18 

19 

24 

 

 

 

25 

26 

第８回北欧金属労連との定期協議（ホテルグラ

ンドパレス） 

第３回産業政策委員会 

第３回総務・財政委員会 

第２回国際委員会 

第６回書記長会議 

第５回最賃対策会議、第９回総会 

「週40時間労働制実施に伴う経営側による月

例賃金減額の動き」に対してこれに断固反対す

る金属労協の見解を発表。 

第３回戦術委員会 

第５回賃金政策委員会 

2.     8

19

19

   23

Ｇ７がドル安是正達成確認 

神戸連続児童殺傷事件 

鄧小平死亡 

世界初のクローン羊開発の成功が判明 

3.      7 

7 

12 

14 

18 

第４回戦術委員会（ホテルラングウッド） 

労組代表者交流集会（ホテルラングウッド） 

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（1997年闘争集中回答日）金

属労協57単組平均8959円獲得。 

3.   1

   15

   19

30

大阪ドーム（現・京セラドーム大阪）完成 

ナゴヤドーム完成 

東電ＯＬ殺人事件発生 

三井三池鉱山が閉山 

4.      2 

2～3 

8 

12～13 

16 

 

17 

17～19 

 

21 

 

23～24 

金属労協ホームページ開設 

第８回戦術委員会 

第11回ＩＭＦ世界造船会議（コペンハーゲン）

第４回総務・財政委員会 

IMF「香港の金属労働者の将来に関するフォロ

ーアップセミナー」（香港） 

第７回書記長会議 

第３回女性活動委員会（静岡）日・フィンラン

ドの均等政策を比較 

第８回男女平等研修会（静岡）フィンランドの

事例学ぶ 

第４回産業政策委員会 

第９回戦術委員会（ゼクセル労働会館） 

4.      1

12

22

25

日本の消費税、３％から５％に引き上げ 

行政改革会議が危機管理体制強化のための最

終案で首相権限の強化を提起。 

ペルー日本大使公邸占拠事件人質全員解放 

日産生命が債務超過により破綻 

 

5.  8～18 

12 

16 

16 

22 

  25～29 

 

27 

地連代表東南アジア労働事情視察団 

第８回書記長会議 

第10回戦術委員会 

韓国金属労連定期大会（ソウル） 

第６回賃金政策委員会 

第29回ＩＭＦ世界大会（サンフランシスコ）企

業行動規範への取り組み打ち出す。 

第12回日米加金属労組会議（サンフランシス

コ） 

5.      1

8

12

17

英国の総選挙で労働党が勝利、ブレア首相が就任

アイヌ文化振興法が成立 

コンピューター、チェス世界チャンピオンを破る

ザイール政権が崩壊、コンゴ民主共和国となる

 

6.      6 

8～9 

8～22 

11～12 

17 

 

 

18～19 

23～25 

 

25 

26 

第５回産業政策委員会 

第５回総務・財政委員会（札幌） 

欧州労働事情視察団 

第３回国際委員会（栃木） 

第４回新しい経済・社会システムシンポジウム

（池之端）「安全・安心で住み良い生活環境づ

くり」テーマに 

第９回書記長会議（伊豆） 

第２回アジア金属連帯セミナー（シンガポー

ル） 

第４回女性活動委員会 

第11回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテ

ル） 

6.      1

18

20

仏で総選挙、左派勢力が過半数を確保、社会党の

ジョスパン第一書記が首相に就任。 

細川護煕元首相が新進党離党。 

デンバーサミット開催。ロシアが正式メンバー

に。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

9.      3 

 

9 

22～28 

23～26 

29～10.9 

金属労協第35回定期大会（ホテルラングウッ

ド）賃金・労働政策（中間報告）を提起 

第１回書記長会議 

全米機械工労組定期大会（シカゴ） 

ＩＭＦ電機電子運営委員会（ジュネーブ） 

イタリア金属労連との定期交流 

9.     10

18

26

28

30

国連総会で包括的核実験禁止条約を採択 

北朝鮮ゲリラ、韓国東海岸に侵入 

母体保護法が成立 

民主党結成、代表は、菅・鳩山両氏 

阪神淡路大震災で倒壊した阪神高速３号線が

完全復旧。 

10.    2 

4 

8 

16 

16～18 

18 

21～22 

23 

25 

26～27 

 

29 

29 

29 

 

第１回賃金政策委員会 

第１回産業政策委員会 

第３回最賃対策会議 

第２回書記長会議 

ＴＣＭ二国間セミナー（マレーシア） 

第１回総務・財政委員会 

第５回ＩＭＦアジア鉄鋼セミナー（マレーシア）

第１回女性活動委員会 

第２回賃金政策委員会 

ＩＭＦ香港の金属労働者の将来に関するセミ

ナー（香港） 

日経連との懇談（パレスホテル） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（台湾） 

ＩＭＦ女性労働者のためのアジアサブリージ

ョナル・ワークショップ（ソウル） 

10.  1  

20

 

新王子製紙と本州製紙が合併、王子製紙誕生。

世界３位。 

第41回衆議院議員選挙、小選挙区比例代表並立

制導入後、初めての総選挙。 

 

11.     5 

9～24 

      13 

14 

14～15 

18～12.7 

 

19 

21 

21 

 

第２回産業政策委員会 

北米労働事情視察団 

第３回書記長会議 

第３回賃金政策委員会 

賃金・時短シンポジウム（熱海） 

第30回東日本労働リーダーシップコース（明

学）23人が受講 

日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第４回金属８産業労使会議（東京会館） 

ＩＭＦ機械エンジニアに関する作業部会（ジュ

ネーブ） 

11.     5

7

    21

21

26

米大統領選挙、民主党の現職、クリントン氏再選

第２次橋本内閣が発足 

雌阿寒岳が噴火 

阪和銀行が経営破綻 

大分自動車道が全面開通 

12.    2 

 

 

3～7 

6 

 

 

 

10 

11 

16 

16 

18 

26 

金属労協第39回協議委員会（日暮里・ラングウ

ッド）97年闘争方針決定。行革徹底・減税改革

アピール 

ＩＭＦ執行委員会（オランダ） 

東日本労働リーダーシップコース30周年記念

国際シンポジウム（明治学院大学）「労働者教

育と大学の役割」をテーマにパネル討論。東日

本コース30回までの修了生計770名に。 

経団連との懇談（経団連会館） 

第４回書記長会議 

第１回戦術委員会 

第２回総務・財政委員会 

第４回最賃対策会議 

第２回女性活動委員会 

12.     5

12

17

26

29

原爆ドームと厳島神社が世界遺産に登録 

韓国、ＯＥＣＤに加盟 

在ペルー日本大使館公邸占拠事件が発生 

新進党、羽田孜元首相が離党、「太陽党」を結

成 

オレンジ共済組合事件で友部参議院議員を逮

捕 

 

1997 
1.  9～25 

 

17 

17 

17～18 

23 

23 

 

第28回西日本労働リーダーシップコース 44人

が受講（京都） 

第５回書記長会議（熱海） 

第４回賃金政策委員会 

97年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会（キャピトル東急ホテル） 

第10回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル）

1.      1

2

 

アナン氏が国連事務総長に就任 

ナホトカ号、重油流失事故 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2.      5 

 

7 

18 

18 

19 

24 

 

 

 

25 

26 

第８回北欧金属労連との定期協議（ホテルグラ

ンドパレス） 

第３回産業政策委員会 

第３回総務・財政委員会 

第２回国際委員会 

第６回書記長会議 

第５回最賃対策会議、第９回総会 

「週40時間労働制実施に伴う経営側による月

例賃金減額の動き」に対してこれに断固反対す

る金属労協の見解を発表。 

第３回戦術委員会 

第５回賃金政策委員会 

2.     8

19

19

   23

Ｇ７がドル安是正達成確認 

神戸連続児童殺傷事件 

鄧小平死亡 

世界初のクローン羊開発の成功が判明 

3.      7 

7 

12 

14 

18 

第４回戦術委員会（ホテルラングウッド） 

労組代表者交流集会（ホテルラングウッド） 

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（1997年闘争集中回答日）金

属労協57単組平均8959円獲得。 

3.   1

   15

   19

30

大阪ドーム（現・京セラドーム大阪）完成 

ナゴヤドーム完成 

東電ＯＬ殺人事件発生 

三井三池鉱山が閉山 

4.      2 

2～3 

8 

12～13 

16 

 

17 

17～19 

 

21 

 

23～24 

金属労協ホームページ開設 

第８回戦術委員会 

第11回ＩＭＦ世界造船会議（コペンハーゲン）

第４回総務・財政委員会 

IMF「香港の金属労働者の将来に関するフォロ

ーアップセミナー」（香港） 

第７回書記長会議 

第３回女性活動委員会（静岡）日・フィンラン

ドの均等政策を比較 

第８回男女平等研修会（静岡）フィンランドの

事例学ぶ 

第４回産業政策委員会 

第９回戦術委員会（ゼクセル労働会館） 

4.      1

12

22

25

日本の消費税、３％から５％に引き上げ 

行政改革会議が危機管理体制強化のための最

終案で首相権限の強化を提起。 

ペルー日本大使公邸占拠事件人質全員解放 

日産生命が債務超過により破綻 

 

5.  8～18 

12 

16 

16 

22 

  25～29 

 

27 

地連代表東南アジア労働事情視察団 

第８回書記長会議 

第10回戦術委員会 

韓国金属労連定期大会（ソウル） 

第６回賃金政策委員会 

第29回ＩＭＦ世界大会（サンフランシスコ）企

業行動規範への取り組み打ち出す。 

第12回日米加金属労組会議（サンフランシス

コ） 

5.      1

8

12

17

英国の総選挙で労働党が勝利、ブレア首相が就任

アイヌ文化振興法が成立 

コンピューター、チェス世界チャンピオンを破る

ザイール政権が崩壊、コンゴ民主共和国となる

 

6.      6 

8～9 

8～22 

11～12 

17 

 

 

18～19 

23～25 

 

25 

26 

第５回産業政策委員会 

第５回総務・財政委員会（札幌） 

欧州労働事情視察団 

第３回国際委員会（栃木） 

第４回新しい経済・社会システムシンポジウム

（池之端）「安全・安心で住み良い生活環境づ

くり」テーマに 

第９回書記長会議（伊豆） 

第２回アジア金属連帯セミナー（シンガポー

ル） 

第４回女性活動委員会 

第11回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテ

ル） 

6.      1

18

20

仏で総選挙、左派勢力が過半数を確保、社会党の

ジョスパン第一書記が首相に就任。 

細川護煕元首相が新進党離党。 

デンバーサミット開催。ロシアが正式メンバー

に。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.      1 

8～9 

10～12 

13～14 

16 

17 

18 

25 

第７回賃金政策委員会 

第６回産業政策委員会 

第34回国際労働セミナー（香川） 

第８回賃金政策委員会 

第10回書記長会議 

民主党との懇談（キャピトル東急ホテル） 

第６回総務・財政委員会 

新進党との懇談（衆議院議員会館） 

7.      1

2

4

5

12

17

23

香港、英国から155年ぶりに中国に返還 

タイ通貨の変動相場制移管に伴い、アジア通貨危

機が始まる 

米国の探査機が火星着陸 

ソニーがＦＤトリニトロン菅搭載の32型カラ

ーテレビ「ＷＥＧＡ」発売 

映画「もののけ姫」が劇場公開 

ソニーがメモリースティックを発表 

ラオスがＡＳＥＡＮに加盟 

8.      8 

18 

第７回総務・財政委員会 

第11回書記長会議 

8.      6

   20

 

31

大韓航空機,グアムで着陸失敗、228人死亡 

オムロンが家庭用耳式体温計「けんおんくんク

イック」を発売 

ダイアナ元英皇太子妃、パリで事故死 

9.      2 

 

 

13～19 

 

17 

26 

29 

29 

金属労協第36回定期大会（日暮里・ラングウッ

ド）ヒューマンな長期安定雇用を基本とする金

属労協「賃金・労働政策」を採択。 

デンマーク金属労組定期大会（コペンハーゲ

ン） 

第12回書記長会議 

第５回女性活動委員会 

第１回時間短縮委員会 

第９回賃金政策委員会 

9.     1

   11

18

18

26

30

改正保健法がスタート 

第２次橋本改造内閣発足 

ヤオハンが倒産、会社更生法を申請 

対人地雷全面禁止条約が採択 

アップルコンピュータ、Mac OS8発売 

信越線、横川－軽井沢間が廃止 

10.     1 

1 

7 

15～16 

 

 

17 

 

20 

20 

21 

21～22 

27～30 

31 

第７回産業政策委員会 

第３回最賃対策会議 

第13回書記長会議 

ＩＭＦ世界労働時間会議（パシフィックホテ

ル）世界33カ国55組織から203名参加、IMF労働

時間政策を採択。 

第６回日独金属労組定期協議（パシフィックホ

テル） 

第２回時間短縮委員会 

第10回賃金政策委員会 

第８回産業政策委員会 

第25回二国間多国籍企業セミナー（ハノイ） 

ＩＬＯ鉄鋼委員会（ジュネーブ） 

民主党との懇談（キャピトル東急ホテル） 

10.     1

1

2

6

8

16

長野新幹線、高崎－長野間開業 

常磐自動車道が全線開通 

ＥＵ15カ国がアムステルダム条約調印 

政府が温室効果ガス削減目標を発表 

金正日、朝鮮労働党総書記に就任 

臓器移植法施行 

 

11.    6 

7 

8～23 

11 

12 

 

12 

13 

13 

17～12.6 

 

26～28 

27 

28 

新進党との懇談（キャピトル東急ホテル） 

ＩＭＦ－ＲＯＣＣ年次大会（高雄） 

北米労働事情視察団 

第５回金属８産業労使会議（東京会館） 

第12回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテ

ル） 

第14回書記長会議 

第11回賃金政策委員会 

賃金・時短シンポジウム（熱海） 

第31回東日本労働リーダーシップコース 25

人が受講（明学） 

ＩＬＯ世界機械産業会議（ジュネーブ） 

第８回総務・財政委員会 

第７回日韓金属労組定期協議（ホテルグランド

パレス） 

 

 

 

11.     3

13

16

17

22

26

28

三洋証券破綻 

北陸自動車道全線開通 

サッカー日本代表、初のワールドカップ出場決定

北海道拓殖銀行破綻 

山一証券破綻 

徳陽シティ銀行破綻 

財政構造改革法案が成立 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.  3～4 

8 

15 

15 

      16 

17 

18 

22 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第40回協議委員会（ホテルラングウッド） 

第１回戦術委員会 

日経連との懇談（パレスホテル） 

第４回最賃対策会議 

第４回国際委員会 

第15回書記長会議 

第６回女性活動委員会 

12.     1

7

11

   17

18

19

27

地球温暖化防止京都会議開幕（京都）温室効果

ガス排出量削減率で合意 

介護保険法公布 

京都議定書を採択 

介護保険法制定 

東京湾アクアライン開通 

韓国大統領選挙で金大中氏が当選 

新進党が両議員総会で解散を決定 

1998 
1.  8～24 

 

15 

15 

51～16 

22 

 

第29回西日本労働リーダーシップコース 38人

が受講（京都） 

第12回賃金政策委員会 

第16回書記長会議（熱海） 

闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

1.    6  

14

   23

   28

 

小沢一郎らの〈自由党〉発足。 

参議院で押ボタン式投票による初採択 

太陽の党など３党が合流し、民政党を結成 

フォードがボルボの乗用車部門買収を発表 

2.      2 

10 

13 

13 

16 

25 

25 

第９回産業政策委員会 

ＩＭＦ電機・電子運営委員会（ジュネーブ） 

第17回書記長会議 

第９回総務・財政委員会 

第５回最賃対策会議、第10回総会 

第３回戦術委員会 

第13回賃金政策委員会 

2.      2

7

25

郵便番号が７桁に 

長野オリンピック開幕 

金大中氏、韓国大統領に就任 

3.      6 

6 

13 

16 

18 

第４回戦術委員会（ホテルラングウッド） 

労組代表者総決起集会（ホテルラングウッド）

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（1998年闘争集中回答日）Ｊ

Ｃ共闘統一要求ベア7000円。電機純ベア1500円

獲得 

3.     5

 6

17

20

長野パラリンピックが開幕 

奈良県明日香村のキトラ古墳で東アジア最古の天

文図など発見 

中国全人代、朱鎔基氏を首相に選出 

ヤクルト本社、デリバティブ取引で多額の損失

発覚 

4.      3 

7～8 

 

14 

15 

16～18 

 

 

23 

23～24 

28 

第８回戦術委員会 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（台

北） 

第14回賃金政策委員会 

第18回書記長会議 

第３回アジア金属連帯セミナー（シンガポー

ル）「アジア経済危機と労働運動への影響」テ

ーマに学ぶ 

第７回女性活動委員会（静岡） 

第９回男女平等研修会（静岡） 

第10回産業政策委員会 

4.      1

5

27

日本版金融ビッグバンスタート 

明石海峡大橋開通 

民主党に民政党、新党友愛、民主改革連合が合流、

党代表に菅直人氏 

5.  6～20 

7 

7～8 

15 

20 

25 

27～28 

欧州労働事情視察団 

第１回最賃対策会議 

第９回戦術委員会（福岡） 

第19回書記長会議 

第10回戦術委員会 

第８回女性活動委員会 

ＩＭＦ中央委員会（ドイツ） 

5.      5

     11

21

26

28

29

30

インドネシアで暴動発生 

インドで24年ぶり２度目の核実験 

インドネシアのスハルト大統領、辞任 

経団連第９代会長に今井敬氏が就任 

パキスタン、インドに対抗して初の核実験 

財政構造改革法改正案が成立 

社民党、橋本内閣への閣外協力を解消 

6.      5 

5 

8～10 

11 

 

15 

17～18 

第11回産業政策委員会 

第15回賃金政策委員会 

第35回国際労働セミナー（北九州） 

ＩＭＦアジア電機電子フォーラム（芝パークホ

テル） 

第10回総務・財政委員会（あざみ野） 

第20回書記長会議（伊豆） 

6.     3

   

   10

22

27

ドイツで超高速列車ＩＣＥが脱線。100人以上

が死亡。 

ワールドカップ・サッカー、フランス大会開幕

金融監督庁発足 

クリントン米大統領が北京訪問 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.      1 

8～9 

10～12 

13～14 

16 

17 

18 

25 

第７回賃金政策委員会 

第６回産業政策委員会 

第34回国際労働セミナー（香川） 

第８回賃金政策委員会 

第10回書記長会議 

民主党との懇談（キャピトル東急ホテル） 

第６回総務・財政委員会 

新進党との懇談（衆議院議員会館） 

7.      1

2

4

5

12

17

23

香港、英国から155年ぶりに中国に返還 

タイ通貨の変動相場制移管に伴い、アジア通貨危

機が始まる 

米国の探査機が火星着陸 

ソニーがＦＤトリニトロン菅搭載の32型カラ

ーテレビ「ＷＥＧＡ」発売 

映画「もののけ姫」が劇場公開 

ソニーがメモリースティックを発表 

ラオスがＡＳＥＡＮに加盟 

8.      8 

18 

第７回総務・財政委員会 

第11回書記長会議 

8.      6

   20

 

31

大韓航空機,グアムで着陸失敗、228人死亡 

オムロンが家庭用耳式体温計「けんおんくんク

イック」を発売 

ダイアナ元英皇太子妃、パリで事故死 

9.      2 

 

 

13～19 

 

17 

26 

29 

29 

金属労協第36回定期大会（日暮里・ラングウッ

ド）ヒューマンな長期安定雇用を基本とする金

属労協「賃金・労働政策」を採択。 

デンマーク金属労組定期大会（コペンハーゲ

ン） 

第12回書記長会議 

第５回女性活動委員会 

第１回時間短縮委員会 

第９回賃金政策委員会 

9.     1

   11

18

18

26

30

改正保健法がスタート 

第２次橋本改造内閣発足 

ヤオハンが倒産、会社更生法を申請 

対人地雷全面禁止条約が採択 

アップルコンピュータ、Mac OS8発売 

信越線、横川－軽井沢間が廃止 

10.     1 

1 

7 

15～16 

 

 

17 

 

20 

20 

21 

21～22 

27～30 

31 

第７回産業政策委員会 

第３回最賃対策会議 

第13回書記長会議 

ＩＭＦ世界労働時間会議（パシフィックホテ

ル）世界33カ国55組織から203名参加、IMF労働

時間政策を採択。 

第６回日独金属労組定期協議（パシフィックホ

テル） 

第２回時間短縮委員会 

第10回賃金政策委員会 

第８回産業政策委員会 

第25回二国間多国籍企業セミナー（ハノイ） 

ＩＬＯ鉄鋼委員会（ジュネーブ） 

民主党との懇談（キャピトル東急ホテル） 

10.     1

1

2

6

8

16

長野新幹線、高崎－長野間開業 

常磐自動車道が全線開通 

ＥＵ15カ国がアムステルダム条約調印 

政府が温室効果ガス削減目標を発表 

金正日、朝鮮労働党総書記に就任 

臓器移植法施行 

 

11.    6 

7 

8～23 

11 

12 

 

12 

13 

13 

17～12.6 

 

26～28 

27 

28 

新進党との懇談（キャピトル東急ホテル） 

ＩＭＦ－ＲＯＣＣ年次大会（高雄） 

北米労働事情視察団 

第５回金属８産業労使会議（東京会館） 

第12回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテ

ル） 

第14回書記長会議 

第11回賃金政策委員会 

賃金・時短シンポジウム（熱海） 

第31回東日本労働リーダーシップコース 25

人が受講（明学） 

ＩＬＯ世界機械産業会議（ジュネーブ） 

第８回総務・財政委員会 

第７回日韓金属労組定期協議（ホテルグランド

パレス） 

 

 

 

11.     3

13

16

17

22

26

28

三洋証券破綻 

北陸自動車道全線開通 

サッカー日本代表、初のワールドカップ出場決定

北海道拓殖銀行破綻 

山一証券破綻 

徳陽シティ銀行破綻 

財政構造改革法案が成立 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.  3～4 

8 

15 

15 

      16 

17 

18 

22 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第40回協議委員会（ホテルラングウッド） 

第１回戦術委員会 

日経連との懇談（パレスホテル） 

第４回最賃対策会議 

第４回国際委員会 

第15回書記長会議 

第６回女性活動委員会 

12.     1

7

11

   17

18

19

27

地球温暖化防止京都会議開幕（京都）温室効果

ガス排出量削減率で合意 

介護保険法公布 

京都議定書を採択 

介護保険法制定 

東京湾アクアライン開通 

韓国大統領選挙で金大中氏が当選 

新進党が両議員総会で解散を決定 

1998 
1.  8～24 

 

15 

15 

51～16 

22 

 

第29回西日本労働リーダーシップコース 38人

が受講（京都） 

第12回賃金政策委員会 

第16回書記長会議（熱海） 

闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

1.    6  

14

   23

   28

 

小沢一郎らの〈自由党〉発足。 

参議院で押ボタン式投票による初採択 

太陽の党など３党が合流し、民政党を結成 

フォードがボルボの乗用車部門買収を発表 

2.      2 

10 

13 

13 

16 

25 

25 

第９回産業政策委員会 

ＩＭＦ電機・電子運営委員会（ジュネーブ） 

第17回書記長会議 

第９回総務・財政委員会 

第５回最賃対策会議、第10回総会 

第３回戦術委員会 

第13回賃金政策委員会 

2.      2

7

25

郵便番号が７桁に 

長野オリンピック開幕 

金大中氏、韓国大統領に就任 

3.      6 

6 

13 

16 

18 

第４回戦術委員会（ホテルラングウッド） 

労組代表者総決起集会（ホテルラングウッド）

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（1998年闘争集中回答日）Ｊ

Ｃ共闘統一要求ベア7000円。電機純ベア1500円

獲得 

3.     5

 6

17

20

長野パラリンピックが開幕 

奈良県明日香村のキトラ古墳で東アジア最古の天

文図など発見 

中国全人代、朱鎔基氏を首相に選出 

ヤクルト本社、デリバティブ取引で多額の損失

発覚 

4.      3 

7～8 

 

14 

15 

16～18 

 

 

23 

23～24 

28 

第８回戦術委員会 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（台

北） 

第14回賃金政策委員会 

第18回書記長会議 

第３回アジア金属連帯セミナー（シンガポー

ル）「アジア経済危機と労働運動への影響」テ

ーマに学ぶ 

第７回女性活動委員会（静岡） 

第９回男女平等研修会（静岡） 

第10回産業政策委員会 

4.      1

5

27

日本版金融ビッグバンスタート 

明石海峡大橋開通 

民主党に民政党、新党友愛、民主改革連合が合流、

党代表に菅直人氏 

5.  6～20 

7 

7～8 

15 

20 

25 

27～28 

欧州労働事情視察団 

第１回最賃対策会議 

第９回戦術委員会（福岡） 

第19回書記長会議 

第10回戦術委員会 

第８回女性活動委員会 

ＩＭＦ中央委員会（ドイツ） 

5.      5

     11

21

26

28

29

30

インドネシアで暴動発生 

インドで24年ぶり２度目の核実験 

インドネシアのスハルト大統領、辞任 

経団連第９代会長に今井敬氏が就任 

パキスタン、インドに対抗して初の核実験 

財政構造改革法改正案が成立 

社民党、橋本内閣への閣外協力を解消 

6.      5 

5 

8～10 

11 

 

15 

17～18 

第11回産業政策委員会 

第15回賃金政策委員会 

第35回国際労働セミナー（北九州） 

ＩＭＦアジア電機電子フォーラム（芝パークホ

テル） 

第10回総務・財政委員会（あざみ野） 

第20回書記長会議（伊豆） 

6.     3

   

   10

22

27

ドイツで超高速列車ＩＣＥが脱線。100人以上

が死亡。 

ワールドカップ・サッカー、フランス大会開幕

金融監督庁発足 

クリントン米大統領が北京訪問 

－513－



JCM50年史514
 

 

年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.   19 

 

21～22 

27～28 

28～29 

第５回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

第16回賃金政策委員会 

第12回産業政策委員会 

第11回総務・財政委員会（群馬） 

 

7.      2 

10 

  13～14 

17 

24 

日経連との懇談（パレスホテル） 

経団連との懇談（経団連会館） 

第５回国際委員会（群馬） 

第21回書記長会議 

第２回最賃対策会議 

7.    6

   12

     25

30

香港国際空港が開港 

第18回参議院議員選挙投票 

ウィンドウズ98発売 

小渕内閣発足 

8.      7 

10～13 

17 

18 

第12回総務・財政委員会 

全米鉄鋼労組定期大会（ラスベガス） 

第22回書記長会議 

民主党との懇談会（衆議院会館） 

8.      7

15

17

20

25

29

31

31

ナイロビで米大使館テロ事件、247人死亡 

北アイルランド問題、オマー爆弾テロ事件 

ロシアの財政危機始まる 

米国が、アフガニスタンとスーダンのテロ関連

施設をミサイル攻撃。 

ウィンドウズ98日本語版発売 

日本でiMAC発売 

原宿の歩行者天国が廃止、21年間の歴史に幕。 

北朝鮮、テポドン発射、三陸沖に着弾 

9.      2 

 

16 

25 

27～10.4 

30 

金属労協第37回定期大会（ホテルラングウッ

ド）緊急雇用対策本部を設置。 

第１回書記長会議 

第13回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル）

イタリア金属労連との定期交流 

第１回賃金政策委員会 

9.      1

   19

27

ＢＢＣ、世界初の地上デジタルテレビ放送開始

スカイマークエアラインズが羽田・福岡間で運

行開始。 

三冠馬であった競走馬ナリタブライアンが安

楽死 

10. 1～2 

 

5 

6 

8 

14 

19 

26～30 

ＩＭＦ多国籍企業の行動規範に関する作業部

会（ジュネーブ） 

第３回最賃対策会議 

第１回国際委員会 

第１回産業政策委員会 

第２回書記長会議 

第２回賃金政策委員会、時間短縮委員会 

ＩＬＯ機械・電機産業三者会議（ジュネーブ）

10.     1

  

 1

 1

 7

8

27

秩父小野田と日本セメントが合併し、太平洋セ

メントに商号変更。 

パイオニアがＣＩ導入 

軽自動車の規格改正。各メーカーが相次いでモ

デルチェンジを行う 

円相場、ドルに対して急騰 

金大中韓国大統領、訪日 

ドイツ、社民党シュレーダー政権発足 

11.    3 

6 

7～21 

9 

9 

10～13 

11 

12 

12～13 

12～13 

16～12.4 

 

17～18 

24 

26 

30 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（台中） 

北米労働事情視察団 

第14回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル）

第６回金属８産業労使会議（東京会館） 

ＩＭＦ女性アジア地域ワークショップ（マレーシア）

第３回書記長会議 

第３回賃金政策委員会 

ＩＭＦ航空機に関する作業部会（カナダ） 

99年闘争シンポジウム（熱海） 

第32回東日本労働リーダーシップコース 21人

が受講（明学） 

ＴＣＭ二国間セミナー（上海） 

ＩＭＦ電機電子運営委員会（ジュネーブ） 

日経連との懇談会（パレスホテル） 

第２回産業政策委員会 

 

 

 

 

 

11.  13

   

 

 

   25

前年に経営破綻した北海道拓殖銀行が営業終

了。週明けの16日から道内店舗は北洋銀行、道

外店舗は中央信託銀行（現：中央三井信託銀行）

として営業開始。 

江沢民中国国家主席、訪日 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12. 3～4 

7 

9 

11 

15 

15 

16 

17 

24 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

金属労協第41回協議委員会（ホテルラングウッド）

第１回組織委員会 

第８回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第１回戦術委員会 

第４回最賃対策会議 

第１回総務・財政委員会 

第４回書記長会議 

金属労協加盟1942企業労使の共同署名による

「経済再生に向けた緊急要請」を得本議長が野

中官房長官に手渡す。 

12.     1

1

1

16

特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）施行 

国際電信電話会社法が廃止。国際電信電話株式

会社と日本高速通信株式会社（1984年設立）が

合併し社名をケイディディ株式会社とする。 

郵便番号の７桁化完了 

国際連合の大量破壊兵器査察を拒否したイラ

クを米英軍が空爆 

1999 
1.  8～23 

 

11 

18 

18～19 

22 

 

 

22 

27 

 

第30回西日本労働リーダーシップコース 42人

が受講（京都）修了生計1011人。 

第３回産業政策委員会 

第５回書記長会議（熱海） 

第４回賃金政策委員会 

西日本労働リーダーシップコース30周年記念

行事、「21世紀に求められる労組リーダーの育

成と教育活動」テーマに記念シンポジウム。 

中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

1.      1

1

7

14

19

25

 

郵政省、大阪市内の電話の市内局番４桁化、携

帯電話・ＰＨＳの電話番号11桁化に。 

ＥＵ加盟11カ国で統一通貨ユーロ導入 

米上院、クリントン大統領への弾劾裁判を開始

自自連立により小渕１次改造内閣発足 

富本銭が発掘。日本最古の貨幣の可能性。 

コロンビアで大地震。死者1000人以上。 

 

2.     6 

8 

9 

     12 

12 

22 

24 

25 

韓国金属産業労組連盟定期大会（ソウル） 

第５回賃金政策委員会 

第５回最賃対策会議、第11回総会 

第６回書記長会議（ホテルラングウッド） 

第２回総務・財政委員会 

第４回産業政策委員会 

第７回書記長会議 

第３回戦術委員会 

2.     7

25

27

ヨルダンのフセイン国王死去 

札幌市営地下鉄東西線前線開通。 

臓器移植法による初の脳死臓器移植実施され

る 

3.      5 

5 

12 

15 

17 

 

 

31 

第４回戦術委員会（ホテルイースト） 

労組代表者交流集会（ホテルイースト） 

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（八重洲富士屋ホテル）1999

年闘争集中回答日。純ベア3000円要求。時短

1800時間台を要求。電機純ベア500円獲得 

第８回書記長会議 

3.      3

13

17

23

24

27

日銀、ゼロ金利政策実施 

東海道・山陽新幹線で700系が営業運転開始 

1999年度予算、戦後最速のスピードで成立。 

日本海で不審船発見 

コソボ紛争制裁のため、ＮＡＴＯ軍がユーゴを

空爆 

日産、仏のルノーと資本提携 

4.      2 

14 

15～16 

15～17 

18 

21～22 

27～28 

第８回戦術委員会 

第９回書記長会議 

ＩＭＦ多国籍企業に関する作業部会（ジュネーブ）

第10回男女平等研修会（静岡） 

第５回産業政策委員会 

第３回総務・財政委員会（山梨） 

第９回戦術委員会（岡山） 

4.      1

1

1

11

11

30

日本、コメが関税化 

東京工科大学が国内初のメディア学部を開設。

日本石油と三菱石油が合併し、日石三菱が発足。 

石原慎太郎氏、東京都知事に当選 

国民銀行破綻 

カンボジアがＡＳＥＡＮに加盟 

5.  8～22 

11 

 

12 

19 

20 

25 

27 

28 

31～6.2 

欧州労働事情視察団 

第９回北欧金属労連との定期協議（デンマー

ク） 

第７回賃金政策委員会 

第10回書記長会議 

韓国金属労連定期大会（ソウル） 

第２回国際委員会 

第10回戦術委員会 

第８回賃金政策委員会 

第４回アジア金属連帯セミナー（シンガポール）

5.      1

1

1

10

22

24

アジア通貨危機の影響で、日本国内のガソリン

の店頭レギュラー価格（全国平均）が１リット

ル＝90円の過去最安値を記録 

瀬戸内しまなみ海道が開通 

アムステルダム条約が発効 

リーンカーン研究所によって、はやぶさ２の目

的地である小惑星を発見。 

幸福銀行破綻 

周辺事態法・防衛指針法（日米新ガイドライン

法）が成立 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.   19 

 

21～22 

27～28 

28～29 

第５回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（芝パークホテル） 

第16回賃金政策委員会 

第12回産業政策委員会 

第11回総務・財政委員会（群馬） 

 

7.      2 

10 

  13～14 

17 

24 

日経連との懇談（パレスホテル） 

経団連との懇談（経団連会館） 

第５回国際委員会（群馬） 

第21回書記長会議 

第２回最賃対策会議 

7.    6

   12

     25

30

香港国際空港が開港 

第18回参議院議員選挙投票 

ウィンドウズ98発売 

小渕内閣発足 

8.      7 

10～13 

17 

18 

第12回総務・財政委員会 

全米鉄鋼労組定期大会（ラスベガス） 

第22回書記長会議 

民主党との懇談会（衆議院会館） 

8.      7

15

17

20

25

29

31

31

ナイロビで米大使館テロ事件、247人死亡 

北アイルランド問題、オマー爆弾テロ事件 

ロシアの財政危機始まる 

米国が、アフガニスタンとスーダンのテロ関連

施設をミサイル攻撃。 

ウィンドウズ98日本語版発売 

日本でiMAC発売 

原宿の歩行者天国が廃止、21年間の歴史に幕。 

北朝鮮、テポドン発射、三陸沖に着弾 

9.      2 

 

16 

25 

27～10.4 

30 

金属労協第37回定期大会（ホテルラングウッ

ド）緊急雇用対策本部を設置。 

第１回書記長会議 

第13回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル）

イタリア金属労連との定期交流 

第１回賃金政策委員会 

9.      1

   19

27

ＢＢＣ、世界初の地上デジタルテレビ放送開始

スカイマークエアラインズが羽田・福岡間で運

行開始。 

三冠馬であった競走馬ナリタブライアンが安

楽死 

10. 1～2 

 

5 

6 

8 

14 

19 

26～30 

ＩＭＦ多国籍企業の行動規範に関する作業部

会（ジュネーブ） 

第３回最賃対策会議 

第１回国際委員会 

第１回産業政策委員会 

第２回書記長会議 

第２回賃金政策委員会、時間短縮委員会 

ＩＬＯ機械・電機産業三者会議（ジュネーブ）

10.     1

  

 1

 1

 7

8

27

秩父小野田と日本セメントが合併し、太平洋セ

メントに商号変更。 

パイオニアがＣＩ導入 

軽自動車の規格改正。各メーカーが相次いでモ

デルチェンジを行う 

円相場、ドルに対して急騰 

金大中韓国大統領、訪日 

ドイツ、社民党シュレーダー政権発足 

11.    3 

6 

7～21 

9 

9 

10～13 

11 

12 

12～13 

12～13 

16～12.4 

 

17～18 

24 

26 

30 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（台中） 

北米労働事情視察団 

第14回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル）

第６回金属８産業労使会議（東京会館） 

ＩＭＦ女性アジア地域ワークショップ（マレーシア）

第３回書記長会議 

第３回賃金政策委員会 

ＩＭＦ航空機に関する作業部会（カナダ） 

99年闘争シンポジウム（熱海） 

第32回東日本労働リーダーシップコース 21人

が受講（明学） 

ＴＣＭ二国間セミナー（上海） 

ＩＭＦ電機電子運営委員会（ジュネーブ） 

日経連との懇談会（パレスホテル） 

第２回産業政策委員会 

 

 

 

 

 

11.  13

   

 

 

   25

前年に経営破綻した北海道拓殖銀行が営業終

了。週明けの16日から道内店舗は北洋銀行、道

外店舗は中央信託銀行（現：中央三井信託銀行）

として営業開始。 

江沢民中国国家主席、訪日 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12. 3～4 

7 

9 

11 

15 

15 

16 

17 

24 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

金属労協第41回協議委員会（ホテルラングウッド）

第１回組織委員会 

第８回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第１回戦術委員会 

第４回最賃対策会議 

第１回総務・財政委員会 

第４回書記長会議 

金属労協加盟1942企業労使の共同署名による

「経済再生に向けた緊急要請」を得本議長が野

中官房長官に手渡す。 

12.     1

1

1

16

特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）施行 

国際電信電話会社法が廃止。国際電信電話株式

会社と日本高速通信株式会社（1984年設立）が

合併し社名をケイディディ株式会社とする。 

郵便番号の７桁化完了 

国際連合の大量破壊兵器査察を拒否したイラ

クを米英軍が空爆 

1999 
1.  8～23 

 

11 

18 

18～19 

22 

 

 

22 

27 

 

第30回西日本労働リーダーシップコース 42人

が受講（京都）修了生計1011人。 

第３回産業政策委員会 

第５回書記長会議（熱海） 

第４回賃金政策委員会 

西日本労働リーダーシップコース30周年記念

行事、「21世紀に求められる労組リーダーの育

成と教育活動」テーマに記念シンポジウム。 

中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

1.      1

1

7

14

19

25

 

郵政省、大阪市内の電話の市内局番４桁化、携

帯電話・ＰＨＳの電話番号11桁化に。 

ＥＵ加盟11カ国で統一通貨ユーロ導入 

米上院、クリントン大統領への弾劾裁判を開始

自自連立により小渕１次改造内閣発足 

富本銭が発掘。日本最古の貨幣の可能性。 

コロンビアで大地震。死者1000人以上。 

 

2.     6 

8 

9 

     12 

12 

22 

24 

25 

韓国金属産業労組連盟定期大会（ソウル） 

第５回賃金政策委員会 

第５回最賃対策会議、第11回総会 

第６回書記長会議（ホテルラングウッド） 

第２回総務・財政委員会 

第４回産業政策委員会 

第７回書記長会議 

第３回戦術委員会 

2.     7

25

27

ヨルダンのフセイン国王死去 

札幌市営地下鉄東西線前線開通。 

臓器移植法による初の脳死臓器移植実施され

る 

3.      5 

5 

12 

15 

17 

 

 

31 

第４回戦術委員会（ホテルイースト） 

労組代表者交流集会（ホテルイースト） 

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（八重洲富士屋ホテル）1999

年闘争集中回答日。純ベア3000円要求。時短

1800時間台を要求。電機純ベア500円獲得 

第８回書記長会議 

3.      3

13

17

23

24

27

日銀、ゼロ金利政策実施 

東海道・山陽新幹線で700系が営業運転開始 

1999年度予算、戦後最速のスピードで成立。 

日本海で不審船発見 

コソボ紛争制裁のため、ＮＡＴＯ軍がユーゴを

空爆 

日産、仏のルノーと資本提携 

4.      2 

14 

15～16 

15～17 

18 

21～22 

27～28 

第８回戦術委員会 

第９回書記長会議 

ＩＭＦ多国籍企業に関する作業部会（ジュネーブ）

第10回男女平等研修会（静岡） 

第５回産業政策委員会 

第３回総務・財政委員会（山梨） 

第９回戦術委員会（岡山） 

4.      1

1

1

11

11

30

日本、コメが関税化 

東京工科大学が国内初のメディア学部を開設。

日本石油と三菱石油が合併し、日石三菱が発足。 

石原慎太郎氏、東京都知事に当選 

国民銀行破綻 

カンボジアがＡＳＥＡＮに加盟 

5.  8～22 

11 

 

12 

19 

20 

25 

27 

28 

31～6.2 

欧州労働事情視察団 

第９回北欧金属労連との定期協議（デンマー

ク） 

第７回賃金政策委員会 

第10回書記長会議 

韓国金属労連定期大会（ソウル） 

第２回国際委員会 

第10回戦術委員会 

第８回賃金政策委員会 

第４回アジア金属連帯セミナー（シンガポール）

5.      1

1

1

10

22

24

アジア通貨危機の影響で、日本国内のガソリン

の店頭レギュラー価格（全国平均）が１リット

ル＝90円の過去最安値を記録 

瀬戸内しまなみ海道が開通 

アムステルダム条約が発効 

リーンカーン研究所によって、はやぶさ２の目

的地である小惑星を発見。 

幸福銀行破綻 

周辺事態法・防衛指針法（日米新ガイドライン

法）が成立 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.      2 

7～8 

14 

15 

16 

 

 

18 

21～22 

23～24 

第12回書記長会議 

第11回書記長会議（長野） 

第６回産業政策委員会 

第11回常任幹事会、金属労協「環境政策」を確認。

第６回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（ホテルラングウッド）金属産業における

環境ビジネスの現状について認識深める 

第２回組織委員会 

第９回賃金政策委員会 

ＩＭＦ中央委員会（ヘルシンキ） 

6.      1

1

10

12

23

28

住民基本台帳法が改正 

ソニーが子犬型ペットロボット「ＡＩＢＯ」の

発売開始。 

10,11,13日と欧州議会議員選挙の投票実施。 

東京相和銀行破綻 

男女共同参画社会基本法が成立 

山陽新幹線福岡トンネルのコンクリート壁が

剥奪 

 

7.   1～3 

 

6 

8～9 

11～12 

13 

13 

21 

23 

第36回国際労働セミナー（札幌）「多様化する

雇用形態と労働組合の対応」テーマに研鑽 

第５回総務・財政委員会 

ＩＭＦトヨタ世界協議会（愛知） 

第７回産業政策委員会 

第12回書記長会議 

民主党との懇談会（ホテルオークラ） 

第15回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル） 

日経連との懇談会（東京会館） 

7.      1

8

29

ＮＴＴが、ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴ

Ｔコミュニケーションズに３分割 

中央省庁等改革関連法、地方分権一括法が成立

改正国会法が成立 

8.      5 

18 

18 

31 

環境庁との懇談会 

第13回書記長会議 

第11回「緊急雇用対策本部」対策会議 

ＩＭＦ・ＡＰＲＥＣ（アジア太平洋地域会議）

調整委員会議（東京） 

8.      9

12

12

30

国旗国歌法成立 

組織犯罪対策三法が成立 

改正住民基本台帳法が成立 

東ティモール、独立に関する住民投票実施 

9.      2 

 

9 

14 

16～17 

30 

第38回定期大会（ホテルラングウッド）組織人

員は246万人。女性活動委員会を発展的解消。 

ＪＡＭ結成（ゼンキン連合と金属機械が組織統一） 

第14回書記長会議 

第３回組織委員会（群馬） 

第８回産業政策委員会 

9.      8

   18

21

29

30

池袋通り魔事件 

新幹線０型電車の東海道新幹線での運用をこ

の日をもって終了。 

台湾大地震発生 

下関通り魔事件 

東海村ＪＣＯ臨界事故 

10.     1 

3～9 

       6 

 12 

13 

13 

16～30 

26～27 

27 

第10回賃金政策委員会 

ＩＧメタル定期大会（ハンブルグ） 

第７回総務・財政委員会 

第３回最賃対策会議 

第15回書記長会議 

第11回賃金政策委員会 

北米労働事情視察団 

ＩＭＦ多国籍企業に関する作業部会（スイス）

第７回日独金属労組定期協議（フランクフルト）

10.     2

5

    20

26

30

新潟中央銀行破綻 

自自公連立により、小渕第２次改造内閣発足 

インドネシア新大統領に「イスラム導師連盟」

のワヒド議長就任 

桶川ストーカー殺人事件発生 

上信越自動車道が全線開通 

11.  4～5 

 

5 

8 

8 

10 

10 

15～16 

15～12.3 

 

16～17 

19 

29 

30 

30～12.1 

ＩＭＦ松下アジア太平洋地域協議会（シンガポ

ール） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（台北） 

第９回産業政策委員会 

第７回金属産業労使会議（東京会館） 

第16回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル）

第16回書記長会議 

2000年闘争シンポジウム（静岡） 

第33回東日本労働リーダーシップコース 37人

が受講（明学） 

ＴＣＭ二国間セミナー（韓国） 

日経連との懇談（日本工業倶楽部） 

第３回国際委員会 

第６回女性活動委員会 

ＩＭＦ執行委員会（チリ） 

11.     6

10

30

オーストラリアで共和制に移行の是非を問う

国民投票実施 

国会で初の党首討論を実施 

世界貿易機関（ＷＴＯ）閣僚会議（12月３日ま

で） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.    1 

2～3 

6 

6～11 

10 

13 

15 

16 

21 

第10回産業政策委員会 

ＩＭＦ教育作業部会（チリ） 

金属労協第42回協議委員会 2000年闘争方針決定

ＩＭＦ造船作業部会（インド） 

第８回総務・財政委員会 

第９回日韓金属労組定期協議（京都） 

第１回戦術委員会（東京プリンスホテル） 

第17回書記長会議 

第４回組織委員会 

12.  1

   20

31

31

パイオニアがＤＶＤレコーダーを発売 

マカオがポルトガルから中国に返還 

ロシアのエリツィン大統領が辞任。大統領代行

にプーチン首相を指名。 

パナマ運河、米国からパナマに返還 

2000 
1.      6 

7 

11～29 

 

13 

14 

17 

17～18 

22 

25 

 

第４回最賃対策会議 

福間知之初代議長逝去（72歳） 

第31回西日本労働リーダーシップコース 34人

が受講（京都） 

第７回女性活動委員会 

第13回賃金政策委員会 

第18回書記長会議（熱海） 

2000年闘争中央討論集会（熱海） 

韓国金属産業労連定期大会（慶州） 

第２回戦術委員会 

1.     10

22

28

 

ハッピーマンディ制度初の適用による成人の日 

先進７カ国蔵相・中央銀行総裁会議（Ｇ７）日

本で初開催。円高懸念の共同声明。 

新潟少女監禁事件発覚 

2.   2～5 

8 

10 

10 

16 

17 

24 

インドネシア労働事情調査団 

第11回産業政策委員会 

第14回賃金政策委員会 

金属最賃会議総会 

第19回書記長会議 

第９回総務・財政委員会 

第３回戦術委員会 

2.      6

13

17

22

大阪府知事選で太田房江氏が当選（日本初の女

性知事誕生） 

長崎屋が会社更生法を申請 

ウィンドウズ2000発売 

東京証券取引所でヤフージャパンが１億6790

万円の最高値を記録。 

米国の景気拡大、２月に107カ月に達する。 

3.      3 

3 

10 

13 

15 

 

 

22 

29～30 

第４回戦術委員会（ホテルイースト） 

労組代表者交流集会（ホテルイースト） 

第５回戦術委員会（パレスホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（2000年闘争集中回答日）鉄

鋼労連は2000年闘争から隔年交渉する複数年

協定スタート。電機は純ベア500円獲得。 

第20回書記長会議 

ＩＭＦ東南アジアサブリージョナル委員会（イ

ンドネシア） 

3 .   1

8

11

18

31

大口需要家向けの電力小売自由化を実施 

地下鉄日比谷線、中目黒駅で脱線事故 

徳島自動車道、全線開通 

台湾総統選、陳水扁氏当選 

有珠山、23年ぶりに噴火 

ロシア大統領選挙で、プーチン代行が当選 

4.      3 

4 

7 

10～12 

13～15 

 

14 

24 

25～26 

第８回女性活動委員会 

第８回戦術委員会 

第15回賃金政策委員会 

ＩＭＦ世界鉄鋼会議（米国） 

第11回男女平等研修会（メロンディアあざみ

野）「仕事と家庭の両立」に向け研鑽 

第21回書記長会議 

第12回産業政策委員会 

第９回戦術委員会（広島） 

4.      1

2

5

地方分権一括法、民事再生法、介護保険法施行

小渕首相、脳梗塞で緊急入院（同５月死去） 

第１次森喜朗内閣発足 

5.  8～12 

12 

13～27 

14～17 

15～25 

17 

 

 

ＩＬＯ輸送機器製造産業三者会議（ジュネーブ）

第16回賃金政策委員会 

欧州労働事情視察団 

フィンランド金属労組定期大会（タンペレ） 

地連代表東南アジア視察団 

第22回常任幹事会。金属議員内規を新設し、立

候補段階から支援していくことを決定。６月総

選挙に11名を推薦。 

5.      1

3

7

24

第一火災海上保険が経営破綻 

西鉄バスジャック事件発生 

プーチン氏、ロシア大統領に就任 

ストーカー規制法公布 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.      2 

7～8 

14 

15 

16 

 

 

18 

21～22 

23～24 

第12回書記長会議 

第11回書記長会議（長野） 

第６回産業政策委員会 

第11回常任幹事会、金属労協「環境政策」を確認。

第６回新しい経済・社会システムづくりシンポ

ジウム（ホテルラングウッド）金属産業における

環境ビジネスの現状について認識深める 

第２回組織委員会 

第９回賃金政策委員会 

ＩＭＦ中央委員会（ヘルシンキ） 

6.      1

1

10

12

23

28

住民基本台帳法が改正 

ソニーが子犬型ペットロボット「ＡＩＢＯ」の

発売開始。 

10,11,13日と欧州議会議員選挙の投票実施。 

東京相和銀行破綻 

男女共同参画社会基本法が成立 

山陽新幹線福岡トンネルのコンクリート壁が

剥奪 

 

7.   1～3 

 

6 

8～9 

11～12 

13 

13 

21 

23 

第36回国際労働セミナー（札幌）「多様化する

雇用形態と労働組合の対応」テーマに研鑽 

第５回総務・財政委員会 

ＩＭＦトヨタ世界協議会（愛知） 

第７回産業政策委員会 

第12回書記長会議 

民主党との懇談会（ホテルオークラ） 

第15回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル） 

日経連との懇談会（東京会館） 

7.      1

8

29

ＮＴＴが、ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴ

Ｔコミュニケーションズに３分割 

中央省庁等改革関連法、地方分権一括法が成立

改正国会法が成立 

8.      5 

18 

18 

31 

環境庁との懇談会 

第13回書記長会議 

第11回「緊急雇用対策本部」対策会議 

ＩＭＦ・ＡＰＲＥＣ（アジア太平洋地域会議）

調整委員会議（東京） 

8.      9

12

12

30

国旗国歌法成立 

組織犯罪対策三法が成立 

改正住民基本台帳法が成立 

東ティモール、独立に関する住民投票実施 

9.      2 

 

9 

14 

16～17 

30 

第38回定期大会（ホテルラングウッド）組織人

員は246万人。女性活動委員会を発展的解消。 

ＪＡＭ結成（ゼンキン連合と金属機械が組織統一） 

第14回書記長会議 

第３回組織委員会（群馬） 

第８回産業政策委員会 

9.      8

   18

21

29

30

池袋通り魔事件 

新幹線０型電車の東海道新幹線での運用をこ

の日をもって終了。 

台湾大地震発生 

下関通り魔事件 

東海村ＪＣＯ臨界事故 

10.     1 

3～9 

       6 

 12 

13 

13 

16～30 

26～27 

27 

第10回賃金政策委員会 

ＩＧメタル定期大会（ハンブルグ） 

第７回総務・財政委員会 

第３回最賃対策会議 

第15回書記長会議 

第11回賃金政策委員会 

北米労働事情視察団 

ＩＭＦ多国籍企業に関する作業部会（スイス）

第７回日独金属労組定期協議（フランクフルト）

10.     2

5

    20

26

30

新潟中央銀行破綻 

自自公連立により、小渕第２次改造内閣発足 

インドネシア新大統領に「イスラム導師連盟」

のワヒド議長就任 

桶川ストーカー殺人事件発生 

上信越自動車道が全線開通 

11.  4～5 

 

5 

8 

8 

10 

10 

15～16 

15～12.3 

 

16～17 

19 

29 

30 

30～12.1 

ＩＭＦ松下アジア太平洋地域協議会（シンガポ

ール） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（台北） 

第９回産業政策委員会 

第７回金属産業労使会議（東京会館） 

第16回金属議員懇談会（キャピトル東急ホテル）

第16回書記長会議 

2000年闘争シンポジウム（静岡） 

第33回東日本労働リーダーシップコース 37人

が受講（明学） 

ＴＣＭ二国間セミナー（韓国） 

日経連との懇談（日本工業倶楽部） 

第３回国際委員会 

第６回女性活動委員会 

ＩＭＦ執行委員会（チリ） 

11.     6

10

30

オーストラリアで共和制に移行の是非を問う

国民投票実施 

国会で初の党首討論を実施 

世界貿易機関（ＷＴＯ）閣僚会議（12月３日ま

で） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.    1 

2～3 

6 

6～11 

10 

13 

15 

16 

21 

第10回産業政策委員会 

ＩＭＦ教育作業部会（チリ） 

金属労協第42回協議委員会 2000年闘争方針決定

ＩＭＦ造船作業部会（インド） 

第８回総務・財政委員会 

第９回日韓金属労組定期協議（京都） 

第１回戦術委員会（東京プリンスホテル） 

第17回書記長会議 

第４回組織委員会 

12.  1

   20

31

31

パイオニアがＤＶＤレコーダーを発売 

マカオがポルトガルから中国に返還 

ロシアのエリツィン大統領が辞任。大統領代行

にプーチン首相を指名。 

パナマ運河、米国からパナマに返還 

2000 
1.      6 

7 

11～29 

 

13 

14 

17 

17～18 

22 

25 

 

第４回最賃対策会議 

福間知之初代議長逝去（72歳） 

第31回西日本労働リーダーシップコース 34人

が受講（京都） 

第７回女性活動委員会 

第13回賃金政策委員会 

第18回書記長会議（熱海） 

2000年闘争中央討論集会（熱海） 

韓国金属産業労連定期大会（慶州） 

第２回戦術委員会 

1.     10

22

28

 

ハッピーマンディ制度初の適用による成人の日 

先進７カ国蔵相・中央銀行総裁会議（Ｇ７）日

本で初開催。円高懸念の共同声明。 

新潟少女監禁事件発覚 

2.   2～5 

8 

10 

10 

16 

17 

24 

インドネシア労働事情調査団 

第11回産業政策委員会 

第14回賃金政策委員会 

金属最賃会議総会 

第19回書記長会議 

第９回総務・財政委員会 

第３回戦術委員会 

2.      6

13

17

22

大阪府知事選で太田房江氏が当選（日本初の女

性知事誕生） 

長崎屋が会社更生法を申請 

ウィンドウズ2000発売 

東京証券取引所でヤフージャパンが１億6790

万円の最高値を記録。 

米国の景気拡大、２月に107カ月に達する。 

3.      3 

3 

10 

13 

15 

 

 

22 

29～30 

第４回戦術委員会（ホテルイースト） 

労組代表者交流集会（ホテルイースト） 

第５回戦術委員会（パレスホテル） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（2000年闘争集中回答日）鉄

鋼労連は2000年闘争から隔年交渉する複数年

協定スタート。電機は純ベア500円獲得。 

第20回書記長会議 

ＩＭＦ東南アジアサブリージョナル委員会（イ

ンドネシア） 

3 .   1

8

11

18

31

大口需要家向けの電力小売自由化を実施 

地下鉄日比谷線、中目黒駅で脱線事故 

徳島自動車道、全線開通 

台湾総統選、陳水扁氏当選 

有珠山、23年ぶりに噴火 

ロシア大統領選挙で、プーチン代行が当選 

4.      3 

4 

7 

10～12 

13～15 

 

14 

24 

25～26 

第８回女性活動委員会 

第８回戦術委員会 

第15回賃金政策委員会 

ＩＭＦ世界鉄鋼会議（米国） 

第11回男女平等研修会（メロンディアあざみ

野）「仕事と家庭の両立」に向け研鑽 

第21回書記長会議 

第12回産業政策委員会 

第９回戦術委員会（広島） 

4.      1

2

5

地方分権一括法、民事再生法、介護保険法施行

小渕首相、脳梗塞で緊急入院（同５月死去） 

第１次森喜朗内閣発足 

5.  8～12 

12 

13～27 

14～17 

15～25 

17 

 

 

ＩＬＯ輸送機器製造産業三者会議（ジュネーブ）

第16回賃金政策委員会 

欧州労働事情視察団 

フィンランド金属労組定期大会（タンペレ） 

地連代表東南アジア視察団 

第22回常任幹事会。金属議員内規を新設し、立

候補段階から支援していくことを決定。６月総

選挙に11名を推薦。 

5.      1

3

7

24

第一火災海上保険が経営破綻 

西鉄バスジャック事件発生 

プーチン氏、ロシア大統領に就任 

ストーカー規制法公布 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

5.   23 

25～26 

28～29 

第10回戦術委員会 

ＩＭＦアジア電機電子セミナー（シンガポール）

第13回産業政策委員会 

 

6.      3 

5 

7～8 

13 

14 

21～22 

28～30 

第10回総務・財政委員会（東京ドームホテル）

第17回賃金政策委員会 

第23回書記長会議（栃木） 

第９回女性活動委員会 

第５回組織委員会 

ＩＭＦ中央委員会（イギリス） 

第５回アジア金属連帯セミナー／第37回国際

労働セミナー（メロンディアあざみ野） 

6.      1

1

13

25

29

ハノーバー万博がドイツで開催（10月31日まで）

大規模小売店舗立地法が施行 

朝鮮半島分断後初の南北首脳会談 

第42回衆議院議員選挙 

雪印集団食中毒事件 

7.   2～3 

9～10 

11 

17 

19 

27 

第18回賃金政策委員会 

第４回国際委員会（長野） 

第14回産業政策委員会 

第11回総務・財政委員会 

第24回書記長会議 

第24回常任幹事会。ＪＣモデルによる「ＣＯＣの

進め方」決定。秋から経営側にアプローチ。 

7.      8

12

19

21

28

三宅島雄山噴火 

そごう、民事再生手続き開始を申し立て 

二千円札発行 

九州・沖縄サミット開催 

四国縦貫自動車道、全線開通 

8.  7～10 

10～11 

12～16 

 

21 

全米鉄鋼労組定期大会（ラスベガス） 

第12回総務・財政委員会（群馬） 

ＩＭＦ太平洋サブリージョナル委員会（ニュー

ジーランド） 

第25回書記長会議 

8.      1

12

14

新五百円硬貨発行 

ロシア原子力潜水艦事故発生、乗組員118人全

員死亡 

大分県一家６人殺傷事件、犯人は15歳少年 

日銀、内外の反対押し切り、ゼロ金利を解除 

9.      6 

 

 

 

9～14 

11～15 

12 

16～20 

20 

20 

26～28 

28 

第39回定期大会（ホテルラングウッド）得本議

長が勇退、草野忠義第５代議長を選出。運動方

針で「2002年秋を目標に地方連合金属部門連絡

会に収斂し、地連解散」を決定。 

デンマーク金属労組定期大会 

ＩＡＭ定期大会（サンフランシスコ） 

日経連との懇談（パレスビル） 

ＩＭＦ編集担当者会議（ロシア） 

第１回書記長会議 

第１回政策委員会 

ＩＭＦ世界自動車会議（ドイツ） 

第１回労働政策委員会 

9.      1

  

 2

11

15

94 年夏から続いていた米国株式市場の高騰が底を

打つ。 

三宅島雄山噴火により、全島避難 

東海地方で記録的な集中豪雨 

シドニーオリンピック開幕 

10.     6 

11 

12～13 

20 

26 

31 

31 

31 

ＩＭＦ鉄鋼運営委員会（ジュネーブ） 

第２回書記長会議 

ＩＭＦ造船作業部会（ニューオリンズ） 

日経連との懇談（パレスビル） 

第２回労働政策委員会 

第３回書記長会議 

第１回組織委員会 

第２回政策委員会 

10.     6

8

10

20

鳥取県西部地震 

千代田生命保険が更正特例法適用を申請 

白川英樹氏にノーベル賞授与決定 

共栄生命保険が更正特例法適用を申請 

11.     1 

2 

4 

6 

6 

6 

6～17 

 

7～8 

 

8 

10 

12～25 

ＩＭＦシンガポール協議会定期大会 

2001年闘争シンポジウム（ホテルラングウッド） 

第２回最賃対策会議 

第17回金属労協政治顧問懇談会（キャピトル東急）

第８回金属産業労使会議（東京会館） 

第３回労働政策委員会 

第34回東日本労働リーダーシップコース 27

人受講（明学） 

多国籍企業と行動規範に関する作業部会（ジュ

ネーブ） 

経団連との懇談（経団連会館） 

2001年度政策・制度シンポジウム（池之端） 

北・中米労働事情調査団 

11.    11

   19

24

   28

オーストリアでケーブルカー火災事故 

ペルーのフジモリ政権が崩壊 

ストーカー規制法施行 

少年法改正案が成立 

加藤紘一元自民党幹事長による倒閣運動（加藤

の乱） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

11. 14～15 

17 

20 

29～12.1 

日タイ２国間セミナー（バンコク） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期開会（高雄） 

ＩＭＦ電機電子運営委員会（ジュネーブ） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

12.    1 

 

6 

11～12 

18 

19 

20 

20 

20 

第43回協議委員会（ホテルイースト）2001年闘

争方針決定 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦアジア太平洋地域調整会議（インド） 

第１回戦術委員会 

第２回企業行動規範セミナー（池之端） 

第４回書記長会議 

第４回労働政策委員会 

第３回政策委員会 

12.     1

5

12

22

ＢＳデジタル放送開始 

第２次森改造内閣発足 

都営地下鉄大江戸線が全線開通 

教育改革国民会議報告（最終報告）発表 

 

2001 
1. 11～29 

 

15 

15～16 

22 

23 

30 

31 

 

第32回西日本労働リーダーシップコース 34人

が受講（京都） 

第５回書記長会議（熱海） 

2001年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

第５回労働政策委員会 

第２回組織委員会 

第６回書記長会議 

1.   1  

  6

20

26

 

この日から21世紀が始まる 

１府12省庁の中央省庁再編がスタート 

第43代米大統領にジョージ・ブッシュ氏が就任

インド西部地震が発生。約２万人が死亡。 

タイ総選挙で愛国党が勝利、タクシン氏が首相

に就任 

フィリピンで、アロヨ副大統領が第14代大統領

に就任。 

2.      5 

5 

8～9 

22 

23 

28 

第６回労働政策委員会 

第３回最賃対策会議 

韓国金属労連定期大会 

第３回戦術委員会 

金属最賃会議総会 

第７回書記長会議 

2.      9 宇和島水産高校実習船「えひめ丸」が米原子力

潜水艦に衝突され、教員５名、生徒４名が死亡。

事故への対応に森内閣に激しい批判 

景気の急速な悪化に対し、日銀、２度にわたり

公定歩合を引き下げ 

3.      2 

2 

9 

12 

14 

20～21 

27～28 

第４回戦術委員会（ホテルラングウッド） 

労組代表者交流集会（ホテルイースト） 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（ホテルインターコンチ） 

第７回戦術委員会（2001年闘争集中回答日） 

ＩＭＦ造船作業部会 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（香港）

3.    16

 24

31

政府が戦後初のデフレ認定 

「2001年芸予地震」発生 

ユニバーサル・スタジオ・ジャパンが大阪で開園

4.      4 

4～8 

13 

16～23 

20～21 

 22～23 

23～24 

24 

25 

27 

第８回戦術委員会（滋賀） 

第８回日独金属労組定期協議（滋賀） 

第８回書記長会議 

イタリア金属労連との定期交流 

第10回ＩＭＦアジア太平洋地域会議（マレーシア）

ＩＭＦアジア教育広報組織化会議（マレーシア）

ＩＭＦストレスに関するセミナー（スウェーデン）

第10回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第３回日韓鉄鋼労組定期協議（ソウル） 

第７回労働政策委員会 

4.     1

 

  2

   13

26

さくら銀行と住友銀行が合併し三井住友銀行が発

足 

三和銀行と東海銀行、東洋信託銀行が経営統合し、

金融持株会社ＵＦＪホールディングスが発足 

ＤＶ防止法施行 

森内閣が総辞職。小泉純一郎氏が、第87代首相

に就任（第1次小泉内閣発足） 

5.   8～9 

9 

12～26 

13～23 

14 

16 

22～23 

23 

25 

30～6.1 

ＩＭＦ自動車産業作業部会（ジュネーブ） 

第９回書記長会議 

欧州労働事情調査団 

地連代表東南アジア労働事情調査団 

第９回戦術委員会 

第８回労働政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（イタリア） 

第３回組織委員会 

韓国金属労連定期大会（ソウル） 

第６回アジア金属連帯セミナー（シンガポール）

5.   20 日本語版を含む非英語版ウィキペディアが発

足、以後多言語化される 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

5.   23 

25～26 

28～29 

第10回戦術委員会 

ＩＭＦアジア電機電子セミナー（シンガポール）

第13回産業政策委員会 

 

6.      3 

5 

7～8 

13 

14 

21～22 

28～30 

第10回総務・財政委員会（東京ドームホテル）

第17回賃金政策委員会 

第23回書記長会議（栃木） 

第９回女性活動委員会 

第５回組織委員会 

ＩＭＦ中央委員会（イギリス） 

第５回アジア金属連帯セミナー／第37回国際

労働セミナー（メロンディアあざみ野） 

6.      1

1

13

25

29

ハノーバー万博がドイツで開催（10月31日まで）

大規模小売店舗立地法が施行 

朝鮮半島分断後初の南北首脳会談 

第42回衆議院議員選挙 

雪印集団食中毒事件 

7.   2～3 

9～10 

11 

17 

19 

27 

第18回賃金政策委員会 

第４回国際委員会（長野） 

第14回産業政策委員会 

第11回総務・財政委員会 

第24回書記長会議 

第24回常任幹事会。ＪＣモデルによる「ＣＯＣの

進め方」決定。秋から経営側にアプローチ。 

7.      8

12

19

21

28

三宅島雄山噴火 

そごう、民事再生手続き開始を申し立て 

二千円札発行 

九州・沖縄サミット開催 

四国縦貫自動車道、全線開通 

8.  7～10 

10～11 

12～16 

 

21 

全米鉄鋼労組定期大会（ラスベガス） 

第12回総務・財政委員会（群馬） 

ＩＭＦ太平洋サブリージョナル委員会（ニュー

ジーランド） 

第25回書記長会議 

8.      1

12

14

新五百円硬貨発行 

ロシア原子力潜水艦事故発生、乗組員118人全

員死亡 

大分県一家６人殺傷事件、犯人は15歳少年 

日銀、内外の反対押し切り、ゼロ金利を解除 

9.      6 

 

 

 

9～14 

11～15 

12 

16～20 

20 

20 

26～28 

28 

第39回定期大会（ホテルラングウッド）得本議

長が勇退、草野忠義第５代議長を選出。運動方

針で「2002年秋を目標に地方連合金属部門連絡

会に収斂し、地連解散」を決定。 

デンマーク金属労組定期大会 

ＩＡＭ定期大会（サンフランシスコ） 

日経連との懇談（パレスビル） 

ＩＭＦ編集担当者会議（ロシア） 

第１回書記長会議 

第１回政策委員会 

ＩＭＦ世界自動車会議（ドイツ） 

第１回労働政策委員会 

9.      1

  

 2

11

15

94 年夏から続いていた米国株式市場の高騰が底を

打つ。 

三宅島雄山噴火により、全島避難 

東海地方で記録的な集中豪雨 

シドニーオリンピック開幕 

10.     6 

11 

12～13 

20 

26 

31 

31 

31 

ＩＭＦ鉄鋼運営委員会（ジュネーブ） 

第２回書記長会議 

ＩＭＦ造船作業部会（ニューオリンズ） 

日経連との懇談（パレスビル） 

第２回労働政策委員会 

第３回書記長会議 

第１回組織委員会 

第２回政策委員会 

10.     6

8

10

20

鳥取県西部地震 

千代田生命保険が更正特例法適用を申請 

白川英樹氏にノーベル賞授与決定 

共栄生命保険が更正特例法適用を申請 

11.     1 

2 

4 

6 

6 

6 

6～17 

 

7～8 

 

8 

10 

12～25 

ＩＭＦシンガポール協議会定期大会 

2001年闘争シンポジウム（ホテルラングウッド） 

第２回最賃対策会議 

第17回金属労協政治顧問懇談会（キャピトル東急）

第８回金属産業労使会議（東京会館） 

第３回労働政策委員会 

第34回東日本労働リーダーシップコース 27

人受講（明学） 

多国籍企業と行動規範に関する作業部会（ジュ

ネーブ） 

経団連との懇談（経団連会館） 

2001年度政策・制度シンポジウム（池之端） 

北・中米労働事情調査団 

11.    11

   19

24

   28

オーストリアでケーブルカー火災事故 

ペルーのフジモリ政権が崩壊 

ストーカー規制法施行 

少年法改正案が成立 

加藤紘一元自民党幹事長による倒閣運動（加藤

の乱） 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

11. 14～15 

17 

20 

29～12.1 

日タイ２国間セミナー（バンコク） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期開会（高雄） 

ＩＭＦ電機電子運営委員会（ジュネーブ） 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

12.    1 

 

6 

11～12 

18 

19 

20 

20 

20 

第43回協議委員会（ホテルイースト）2001年闘

争方針決定 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

ＩＭＦアジア太平洋地域調整会議（インド） 

第１回戦術委員会 

第２回企業行動規範セミナー（池之端） 

第４回書記長会議 

第４回労働政策委員会 

第３回政策委員会 

12.     1

5

12

22

ＢＳデジタル放送開始 

第２次森改造内閣発足 

都営地下鉄大江戸線が全線開通 

教育改革国民会議報告（最終報告）発表 

 

2001 
1. 11～29 

 

15 

15～16 

22 

23 

30 

31 

 

第32回西日本労働リーダーシップコース 34人

が受講（京都） 

第５回書記長会議（熱海） 

2001年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

第５回労働政策委員会 

第２回組織委員会 

第６回書記長会議 

1.   1  

  6

20

26

 

この日から21世紀が始まる 

１府12省庁の中央省庁再編がスタート 

第43代米大統領にジョージ・ブッシュ氏が就任

インド西部地震が発生。約２万人が死亡。 

タイ総選挙で愛国党が勝利、タクシン氏が首相

に就任 

フィリピンで、アロヨ副大統領が第14代大統領

に就任。 

2.      5 

5 

8～9 

22 

23 

28 

第６回労働政策委員会 

第３回最賃対策会議 

韓国金属労連定期大会 

第３回戦術委員会 

金属最賃会議総会 

第７回書記長会議 

2.      9 宇和島水産高校実習船「えひめ丸」が米原子力

潜水艦に衝突され、教員５名、生徒４名が死亡。

事故への対応に森内閣に激しい批判 

景気の急速な悪化に対し、日銀、２度にわたり

公定歩合を引き下げ 

3.      2 

2 

9 

12 

14 

20～21 

27～28 

第４回戦術委員会（ホテルラングウッド） 

労組代表者交流集会（ホテルイースト） 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（ホテルインターコンチ） 

第７回戦術委員会（2001年闘争集中回答日） 

ＩＭＦ造船作業部会 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（香港）

3.    16

 24

31

政府が戦後初のデフレ認定 

「2001年芸予地震」発生 

ユニバーサル・スタジオ・ジャパンが大阪で開園

4.      4 

4～8 

13 

16～23 

20～21 

 22～23 

23～24 

24 

25 

27 

第８回戦術委員会（滋賀） 

第８回日独金属労組定期協議（滋賀） 

第８回書記長会議 

イタリア金属労連との定期交流 

第10回ＩＭＦアジア太平洋地域会議（マレーシア）

ＩＭＦアジア教育広報組織化会議（マレーシア）

ＩＭＦストレスに関するセミナー（スウェーデン）

第10回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第３回日韓鉄鋼労組定期協議（ソウル） 

第７回労働政策委員会 

4.     1

 

  2

   13

26

さくら銀行と住友銀行が合併し三井住友銀行が発

足 

三和銀行と東海銀行、東洋信託銀行が経営統合し、

金融持株会社ＵＦＪホールディングスが発足 

ＤＶ防止法施行 

森内閣が総辞職。小泉純一郎氏が、第87代首相

に就任（第1次小泉内閣発足） 

5.   8～9 

9 

12～26 

13～23 

14 

16 

22～23 

23 

25 

30～6.1 

ＩＭＦ自動車産業作業部会（ジュネーブ） 

第９回書記長会議 

欧州労働事情調査団 

地連代表東南アジア労働事情調査団 

第９回戦術委員会 

第８回労働政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（イタリア） 

第３回組織委員会 

韓国金属労連定期大会（ソウル） 

第６回アジア金属連帯セミナー（シンガポール）

5.   20 日本語版を含む非英語版ウィキペディアが発

足、以後多言語化される 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.      6 

6～7 

24～25 

第４回政策委員会 

第10回書記長会議（千葉） 

第９回労働政策委員会 

6.      1

  

 

8

小泉内閣「聖域なき構造改革」を旗印として、

「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改

革に関する基本方針」を策定 

大阪・池田小事件 

7.     18 

18 

25 

第11回書記長会議 

第５回政策委員会 

第12回常任幹事会。金属労協環境政策「地球温

暖化防止に関する金属労協の考え方」を確認。 

7.     13

   23

29

2008年夏季オリンピック開催地が北京に決定 

メガワティ氏、インドネシア大統領に就任 

第19回参議院議員選挙 

8.      6 

 

10 

20 

30～9.2 

第４回組織委員会／第４回地連代表者会議（合

同会議） 

第５回国際委員会（群馬） 

第12回書記長会議 

インドネシア金属労組定期大会（バンドン） 

8.    13

   

   29

小泉首相が靖国神社を参拝。中国や韓国政府が

反発 

Ｈ－ⅡＡロケットの１号機打ち上げ 

9.      5 

 

 

7～8 

19 

19 

26 

第40回定期大会（ホテルラングウッド）草野議

長が連合事務局長へ、鈴木勝利第６代議長を選

出。 

ＩＭＦ編集担当者会議（ソウル） 

第13回書記長会議 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

第10回労働政策委員会 

9.      1

4

11

11

12

歌舞伎町ビル火災、死者44名 

千葉県にディズニーシーがグランドオープン 

アメリカ同時多発テロ事件、死者３千人以上 

日本で初めて狂牛病を確認 

日経平均株価１万円を割る 

10.  1～2 

10 

10 

10 

19 

20～21 

22～29 

26 

31 

ＩＭＦ教育作業部会（ジュネーブ） 

第14回書記長会議 

第６回政策委員会 

第２回最賃対策会議 

第５回組織委員会 

2002年闘争シンポジウム（静岡） 

中国機械冶金工会との交流 

第11回労働政策委員会 

第６回国際委員会 

10.  1

  

 

 7

23

25

名古屋鉄道（名鉄）が揖斐線と谷汲線、竹鼻線、

八百津線の全線を廃止。また同社犬山線とJR東海

高山本線との直通運転も廃止。 

米軍、アフガニスタン侵攻開始 

iPod発表 

Microsoft Windows XP OEM版発売 

11.     1 

5 

5 

5 

10 

11～15 

 

19 

19～20 

19～12.1 

 

21 

23 

25 

29 

第12回労働政策委員会 

第15回書記長会議 

第７回政策委員会 

金属労協政治顧問懇談会（東京プリンスホテル）

ＩＭＦ中央委員会（シドニー） 

第30回ＩＭＦ世界大会（シドニー）４年間のア

クション・プログラムを決定 

第13回労働政策委員会 

2002年度政策・制度シンポジウム（静岡） 

第35回東日本労働リーダーシップコース。上級

コースとして開催。12人受講。 

第９回金属産業労使会議（日暮里） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（台中） 

タイ自動車労連大会（バンコク） 

スウェーデン金属労組定期大会 

11.  12

26

 ニューヨーク東部のクィーンズ地区に旅客機

墜落（アメリカン航空587便墜落事故）。同時多

発テロ直後のため厳戒態勢を敷いていたが、先

行旅客機の乱気流による事故であることが判

明。 

北朝鮮の平壌放送で、平壌市内の電気機関車工

場が2001年の生産目標である100台を達成する

見通しと報じる。 

12.     3 

  4 

6 

17 

17 

18 

20 

26 

26 

第44回協議委員会（ホテルイースト） 

経団連との懇談（経団連会館） 

日経連との懇談（パレスホテル） 

第１回戦術委員会 

第14回労働政策委員会 

企業行動規範交流集会（池之端文化センター）

第16回書記長会議 

第６回組織委員会 

第15回労働政策委員会 

 

12.    1

   11

23

愛子内親王誕生 

中国、ＷＴＯ加盟発効 

アルゼンチン、対外債務の一時支払い停止宣言
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2002 
1.  9～26 

 

15～16 

15 

15 

21 

21 

23 

31 

 

第33回西日本労働リーダーシップコース。基礎

コースに改編。32人が受講（京都） 

2002年闘争中央討論集会（熱海） 

第17回書記長会議（熱海） 

第16回労働政策委員会 

第２回戦術委員会 

第３回最賃対策会議 

第17回労働政策委員会 

第18回書記長会議 

1.     1

   15

   

   23

   29

29

   29

 

ユーロ紙幣とユーロ硬貨の流通開始 

三和銀行と東海銀行が合併してＵＦＪ銀行（現

三菱東京ＵＦＪ銀行）が発足 

雪印牛肉偽装事件 

ブッシュ米大統領が、一般教書演説の中で「悪

の枢軸」発言 

田中真紀子外相が更迭 

民主党の大橋巨泉議員が党との意見相違理由

に議員辞職 

2.      7 

12 

15～17 

20 

21 

26 

26 

第18回労働政策委員会 

金属最賃総会 

ＪＣ・ＪＩＬＡＦ共催インドネシアセミナー 

第３回戦術委員会 

第７回国際委員会 

第19回書記長会議 

第19回労働政策委員会 

2.      1

 4

 8

   22

新外相に川口順子環境相が就任 

H-IIAロケット試験機2号機が打ち上げ 

ソルトレイク冬期オリンピック開幕 

マイクロソフトが家庭用ゲーム機「Xbox」を日

本国内で発売。 

3.      1 

1 

8 

11 

13 

 

22～23 

25 

2002年闘争推進集会（ホテルイースト） 

第４回戦術委員会（ホテルイースト） 

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（ホテルグランドパレス） 

第７回戦術委員会（2002年闘争集中回答日） 

初めて統一ベア要求できず、「雇用春闘」 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（台北）

第20回労働政策委員会 

3.     8

    28

31

31

中部銀行破綻 

辻元衆議院議員、秘書給与流用問題で議員辞職

中田宏氏、横浜市長に当選 

川崎市多摩区に向ヶ丘遊園が開園 

4.      1 

4 

4～5 

10 

 

15 

15 

17 

22 

24～25 

第20回書記長会議 

第８回戦術委員会（滋賀） 

第10回北欧金属労連との定期協議（滋賀） 

金属産業労使会議ワーキングチーム立ち上げ

会議。ワーキングチーム設置を確認。 

第７回組織委員会 

第21回労働政策委員会 

第21回書記長会議 

第22回労働政策委員会 

第９回戦術委員会（日立） 

4.      1

1

1

21

みずほ銀行誕生 

ＤＶ防止法施行 

学校の完全週５日制ゆとり教育スタート 

小泉首相が靖国神社参拝 

 

5.      9 

10 

12～26 

13～23 

16～17 

20 

27 

29 

 

31 

第22回書記長会議（八重洲富士屋ホテル） 

韓国金属労働組合連盟定期大会（ソウル） 

欧州労働事情調査団 

地連代表東・東南アジア労働事情調査団 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

イタリア金属労連との定期交流会 

第10回戦術委員会 

第11回日韓金属労組定期協議（ホテルグランド

パレス） 

第23回労働政策委員会 

5.     8

   20

   28

北朝鮮亡命者が中華人民共和国瀋陽にある日

本国総領事館へ駆け込む事件が発生 

東ティモールが主権国家として独立。21世紀初

の独立国家誕生 

経団連、日経連が統合、日本経団連に 

フランス、決戦投票でシラク大統領が再選 

6.   2～9 

6～8 

 

12 

14 

14 

16～19 

17 

25 

欧州環境エネルギー調査団 

第７回東南アジア金属連帯セミナー（シンガポー

ル）「セーフティーネットの現状と課題」など論議

第８回国際委員会 

第23回書記長会議（池之端文化センター） 

第８回政策委員会（池之端文化センター） 

ＩＭＦ航空宇宙産業世界会議（フランス） 

第８回組織委員会 

第24回労働政策委員会 

6.     19

24

27

30

鈴木宗男議員が、収賄容疑で逮捕 

東京・千代田区で歩きタバコ禁止条例成立 

日石三菱、新日本石油に社名変更 

泉ガーデンタワー竣工 

小泉内閣、「経済運営と構造改革に関する基本

方針2002」をとりまとめ。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.      6 

6～7 

24～25 

第４回政策委員会 

第10回書記長会議（千葉） 

第９回労働政策委員会 

6.      1

  

 

8

小泉内閣「聖域なき構造改革」を旗印として、

「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改

革に関する基本方針」を策定 

大阪・池田小事件 

7.     18 

18 

25 

第11回書記長会議 

第５回政策委員会 

第12回常任幹事会。金属労協環境政策「地球温

暖化防止に関する金属労協の考え方」を確認。 

7.     13

   23

29

2008年夏季オリンピック開催地が北京に決定 

メガワティ氏、インドネシア大統領に就任 

第19回参議院議員選挙 

8.      6 

 

10 

20 

30～9.2 

第４回組織委員会／第４回地連代表者会議（合

同会議） 

第５回国際委員会（群馬） 

第12回書記長会議 

インドネシア金属労組定期大会（バンドン） 

8.    13

   

   29

小泉首相が靖国神社を参拝。中国や韓国政府が

反発 

Ｈ－ⅡＡロケットの１号機打ち上げ 

9.      5 

 

 

7～8 

19 

19 

26 

第40回定期大会（ホテルラングウッド）草野議

長が連合事務局長へ、鈴木勝利第６代議長を選

出。 

ＩＭＦ編集担当者会議（ソウル） 

第13回書記長会議 

ＯＥＣＤ鉄鋼委員会（パリ） 

第10回労働政策委員会 

9.      1

4

11

11

12

歌舞伎町ビル火災、死者44名 

千葉県にディズニーシーがグランドオープン 

アメリカ同時多発テロ事件、死者３千人以上 

日本で初めて狂牛病を確認 

日経平均株価１万円を割る 

10.  1～2 

10 

10 

10 

19 

20～21 

22～29 

26 

31 

ＩＭＦ教育作業部会（ジュネーブ） 

第14回書記長会議 

第６回政策委員会 

第２回最賃対策会議 

第５回組織委員会 

2002年闘争シンポジウム（静岡） 

中国機械冶金工会との交流 

第11回労働政策委員会 

第６回国際委員会 

10.  1

  

 

 7

23

25

名古屋鉄道（名鉄）が揖斐線と谷汲線、竹鼻線、

八百津線の全線を廃止。また同社犬山線とJR東海

高山本線との直通運転も廃止。 

米軍、アフガニスタン侵攻開始 

iPod発表 

Microsoft Windows XP OEM版発売 

11.     1 

5 

5 

5 

10 

11～15 

 

19 

19～20 

19～12.1 

 

21 

23 

25 

29 

第12回労働政策委員会 

第15回書記長会議 

第７回政策委員会 

金属労協政治顧問懇談会（東京プリンスホテル）

ＩＭＦ中央委員会（シドニー） 

第30回ＩＭＦ世界大会（シドニー）４年間のア

クション・プログラムを決定 

第13回労働政策委員会 

2002年度政策・制度シンポジウム（静岡） 

第35回東日本労働リーダーシップコース。上級

コースとして開催。12人受講。 

第９回金属産業労使会議（日暮里） 

ＩＭＦ中華民国委員会定期大会（台中） 

タイ自動車労連大会（バンコク） 

スウェーデン金属労組定期大会 

11.  12

26

 ニューヨーク東部のクィーンズ地区に旅客機

墜落（アメリカン航空587便墜落事故）。同時多

発テロ直後のため厳戒態勢を敷いていたが、先

行旅客機の乱気流による事故であることが判

明。 

北朝鮮の平壌放送で、平壌市内の電気機関車工

場が2001年の生産目標である100台を達成する

見通しと報じる。 

12.     3 

  4 

6 

17 

17 

18 

20 

26 

26 

第44回協議委員会（ホテルイースト） 

経団連との懇談（経団連会館） 

日経連との懇談（パレスホテル） 

第１回戦術委員会 

第14回労働政策委員会 

企業行動規範交流集会（池之端文化センター）

第16回書記長会議 

第６回組織委員会 

第15回労働政策委員会 

 

12.    1

   11

23

愛子内親王誕生 

中国、ＷＴＯ加盟発効 

アルゼンチン、対外債務の一時支払い停止宣言
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2002 
1.  9～26 

 

15～16 

15 

15 

21 

21 

23 

31 

 

第33回西日本労働リーダーシップコース。基礎

コースに改編。32人が受講（京都） 

2002年闘争中央討論集会（熱海） 

第17回書記長会議（熱海） 

第16回労働政策委員会 

第２回戦術委員会 

第３回最賃対策会議 

第17回労働政策委員会 

第18回書記長会議 

1.     1

   15

   

   23

   29

29

   29

 

ユーロ紙幣とユーロ硬貨の流通開始 

三和銀行と東海銀行が合併してＵＦＪ銀行（現

三菱東京ＵＦＪ銀行）が発足 

雪印牛肉偽装事件 

ブッシュ米大統領が、一般教書演説の中で「悪

の枢軸」発言 

田中真紀子外相が更迭 

民主党の大橋巨泉議員が党との意見相違理由

に議員辞職 

2.      7 

12 

15～17 

20 

21 

26 

26 

第18回労働政策委員会 

金属最賃総会 

ＪＣ・ＪＩＬＡＦ共催インドネシアセミナー 

第３回戦術委員会 

第７回国際委員会 

第19回書記長会議 

第19回労働政策委員会 

2.      1

 4

 8

   22

新外相に川口順子環境相が就任 

H-IIAロケット試験機2号機が打ち上げ 

ソルトレイク冬期オリンピック開幕 

マイクロソフトが家庭用ゲーム機「Xbox」を日

本国内で発売。 

3.      1 

1 

8 

11 

13 

 

22～23 

25 

2002年闘争推進集会（ホテルイースト） 

第４回戦術委員会（ホテルイースト） 

第５回戦術委員会（芝パークホテル） 

第６回戦術委員会（ホテルグランドパレス） 

第７回戦術委員会（2002年闘争集中回答日） 

初めて統一ベア要求できず、「雇用春闘」 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（台北）

第20回労働政策委員会 

3.     8

    28

31

31

中部銀行破綻 

辻元衆議院議員、秘書給与流用問題で議員辞職

中田宏氏、横浜市長に当選 

川崎市多摩区に向ヶ丘遊園が開園 

4.      1 

4 

4～5 

10 

 

15 

15 

17 

22 

24～25 

第20回書記長会議 

第８回戦術委員会（滋賀） 

第10回北欧金属労連との定期協議（滋賀） 

金属産業労使会議ワーキングチーム立ち上げ

会議。ワーキングチーム設置を確認。 

第７回組織委員会 

第21回労働政策委員会 

第21回書記長会議 

第22回労働政策委員会 

第９回戦術委員会（日立） 

4.      1

1

1

21

みずほ銀行誕生 

ＤＶ防止法施行 

学校の完全週５日制ゆとり教育スタート 

小泉首相が靖国神社参拝 

 

5.      9 

10 

12～26 

13～23 

16～17 

20 

27 

29 

 

31 

第22回書記長会議（八重洲富士屋ホテル） 

韓国金属労働組合連盟定期大会（ソウル） 

欧州労働事情調査団 

地連代表東・東南アジア労働事情調査団 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

イタリア金属労連との定期交流会 

第10回戦術委員会 

第11回日韓金属労組定期協議（ホテルグランド

パレス） 

第23回労働政策委員会 

5.     8

   20

   28

北朝鮮亡命者が中華人民共和国瀋陽にある日

本国総領事館へ駆け込む事件が発生 

東ティモールが主権国家として独立。21世紀初

の独立国家誕生 

経団連、日経連が統合、日本経団連に 

フランス、決戦投票でシラク大統領が再選 

6.   2～9 

6～8 

 

12 

14 

14 

16～19 

17 

25 

欧州環境エネルギー調査団 

第７回東南アジア金属連帯セミナー（シンガポー

ル）「セーフティーネットの現状と課題」など論議

第８回国際委員会 

第23回書記長会議（池之端文化センター） 

第８回政策委員会（池之端文化センター） 

ＩＭＦ航空宇宙産業世界会議（フランス） 

第８回組織委員会 

第24回労働政策委員会 

6.     19

24

27

30

鈴木宗男議員が、収賄容疑で逮捕 

東京・千代田区で歩きタバコ禁止条例成立 

日石三菱、新日本石油に社名変更 

泉ガーデンタワー竣工 

小泉内閣、「経済運営と構造改革に関する基本

方針2002」をとりまとめ。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.      1 

1 

 

14～15 

14～15 

17 

17 

22 

2002年度産業政策シンポジウム（日暮里） 

ＩＭＦ東アジア地域事務所閉所式（芝パークホ

テル） 

第９回組織委員会（長野） 

第25回労働政策委員会 

第24回書記長会議 

第９回政策委員会 

環境シンポジウム（芝パークホテル） 

7.      9

24

24

ＡＵ（アフリカ連合）発足 

郵政関連４法成立 

官製談合防止法成立（2003.1施行） 

8.      8 第９回国際委員会（山梨） 8.      5 住民基本台帳ネットワーク開始 

9.      2 

 

 

18 

18 

23～27 

 

26 

第41回定期大会（ホテルラングウッド）鈴木・

團野体制がスタート。金属最賃会議を発展解消

し、金属労協最賃センターを設置。 

第１回書記長会議 

第１回政策委員会 

ＩＬＯ機械・電機工業に関する三者会議（ジュ

ネーブ） 

四国地連解散大会（新居浜） 

9.     10

   10

17

19

27

スイスが国連加盟 

Ｈ－ⅡＡロケット３号機打ち上げ 

小泉首相が日本の首相として史上初めて、北朝

鮮訪問 

石油輸出国機構（OPEC）第121回総会を大阪で

開催。 

日本鋼管と川崎製鉄が経営統合、両社の持株会

社ＪＦＥホールディングスが発足 

10.     8 

 8～9 

 9 

9～11 

 

16 

19～11.2 

22 

22 

24 

28 

28 

29 

第１回労働政策委員会 

ＩＭＦ事務技術職に関するセミナー（英国） 

第２回書記長会議 

ＩＭＦアジア太平洋地域自動車会議（バンコ

ク） 

中国地連解散大会（福山） 

北米労働事情調査団 

第１回国際委員会 

関西地連解散大会（大阪） 

北海道地連解散大会（札幌） 

関東地連解散大会（横浜） 

第１回最賃対策委員会 

第２回労働政策委員会 

10.  4

  

  4

 8

12

15

23

小泉首相が現職の首相として初めて東京証券取引

所を訪問 

北朝鮮が「６カ国枠組み合意」を自ら破り、核兵

器開発の再開を示唆。 

小柴昌俊氏、田中耕一氏にノーベル賞決定 

バリ島で爆弾テロ 

北朝鮮拉致の日本人５人、帰国 

モスクワで劇場占拠事件 

11.     6 

6 

7 

6 

8 

10 

12 

13 

13～14 

18～30 

 

25～26 

第３回書記長会議 

第２回政策委員会 

九州地連解散大会（福岡） 

ＩＭＦ中華民国委員会大会（新竹） 

東海地連解散大会（名古屋） 

北信越地連解散大会（新潟県南魚沼郡） 

第３回労働政策委員会 

東北地連解散大会（仙台） 

2003年度政策・制度シンポジウム（静岡） 

第36回労働リーダーシップ上級コース 14人受

講（明治学院大学／ゆうらいふ御殿場） 

ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（バンコク）

11.     8

14

東京ディズニーランドと東京ディズニーシー

合わせて３億人目が来園。 

アルゼンチン政府は世界銀行向け債務の不履

行（デフォルト）を発表。 

12.     2 

3 

11～12 

16 

17 

第10回金属産業労使会議（東京会館） 

第45回協議委員会（ホテルラングウッド） 

ＩＭＦ執行委員会（サンディエゴ） 

第１回戦術委員会 

日本経団連との懇談（経団連会館） 

12.     1

2

14

19

東北新幹線盛岡駅―八戸駅間延伸開業。 

小泉内閣、「改革加速プログラム」を決定 

Ｈ－ⅡＡロケット４号機が打ち上げ 

韓国の第16代大統領に盧武鉉が当選 

2003 
1.  8～25 

 

9 

20 

28 

30 

 

第34回労働リーダーシップコース 29人が受講

（京都） 

第２回最賃対策委員会 

第２回戦術委員会 

第６回労働政策委員会 

第５回書記長会議 

1.     10

 

   14

  31

 

北朝鮮、ＮＰＴ（核拡散防止条約）からの脱退

を宣言 

小泉首相が靖国神社を参拝 

ＩＭＦ(国際金属労連)加盟組織の組合員であ

るルーラ氏がブラジル大統領に就任 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2.      5 

11 

20 

26 

26 

27 

最賃センター全国会議（ホテルラングウッド）

第２回組織委員会 

第３回戦術委員会 

第６回書記長会議 

第７回労働政策委員会 

第４回戦術委員会（ホテルグランドパレス） 

2.      1

18

24

スペースシャトル・コロンビア号、帰還途中で空

中分解、７人全員死亡 

韓国、地下鉄で放火事件、192人死亡 

北朝鮮、日本海に向けミサイル発射 

3.      7 

10 

12 

 

27～28 

第５回戦術委員会（八重洲富士屋ホテル） 

第６回戦術委員会（ホテルグランドパレス） 

第７回戦術委員会（2003年闘争集中回答日）初

のＪＣミニマム運動開始。 

ＩＭＦアジア造船作業部会（釜山） 

3.   3

 19

   28

 30

大和銀行とあさひ銀行が合併し、りそな銀行発足。

イラク戦争開戦 

Ｈ－ⅡＡロケット５号機打ち上げ 

高松自動車道が全線開通 

4.      3 

 9 

14 

16 

21 

22 

26～28 

第８回戦術委員会 

第８回労働政策委員会 

第３回国際委員会 

第７回書記長会議 

第９回労働政策委員会 

第９回戦術委員会（福島） 

第９回日独金属労組定期協議（ベルリン） 

4.      1

1

4

14

25

28

日本郵政公社設立 

さいたま市が政令指定都市に移行 

ＳＡＲＳが新感染症に指定 

ヒトゲノム解読の全作業を完了 

六本木ヒルズがオープン 

日経平均株価7,607円の大底を記録 

イラクのフセイン政権崩壊 

5.   6～8 

7 

8 

13 

14～15 

22 

29 

30 

日韓造船労組定期協議（釜山） 

第８回書記長会議 

企業行動規範セミナー（国連大学） 

第10回労働政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

韓国金属労連定期大会（大邱） 

第10回戦術委員会 

第３回組織委員会（熱海） 

5.      9

22

23

26

小惑星探査機「はやぶさ」打ち上げ 

プロスキーヤー三浦雄一郎、世界最高齢70歳で

エベレスト登頂に成功 

個人情報保護法可決、成立 

宮城県沖で地震発生。最大震度６弱。 

ブッシュ米大統領、イラク戦争の戦闘終結を宣

言 

6.      4 

   12 

   12 

   19 

   20 

23 

第11回労働政策委員会 

第９回書記長会議 

第４回政策委員会 

第４回国際委員会 

産業政策シンポジウム（ゆうらいふセンター）

第12回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

6.      6

6

10

有事関連三法成立 

ノ・ムヒョン韓国大統領、国賓として来日 

りそな銀行に対して公的資金注入 

7.   6～7 

9 

16 

16 

16 

17～19 

22 

25 

第12回労働政策委員会 

第４回組織委員会 

第５回政策委員会 

金属労協政治顧問懇談会（キャピトル東急）

第10回書記長会議 

第39回国際労働セミナー（北九州） 

第３回地方ブロック代表者会議 

第４回最賃対策委員会 

7.     20

26

26

九州地方で集中豪雨、死者23人 

イラク復興支援特別措置法が成立 

「宮城県北部地震」発生、震度６クラス 

8.      7 

18 

第13回労働政策委員会 

第11回書記長会議 

8.     14 アメリカ・カナダで大規模停電 

9.      2 

 

9 

 

17 

29 

第42回定期大会（ホテルラングウッド） 

第２次賃金・労働政策（中間報告）を報告。 

基幹労連結成（鉄鋼労連、造船重機労連、非鉄

連合が組織統一）25万組織へ。 

第12回書記長会議 

第５回組織委員会 

 

 

 

 

 

 

9.     22

26

26

小泉改造内閣発足 

十勝沖で地震発生 

民主党、自由党と合流し、新・民主党へ 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.      1 

1 

 

14～15 

14～15 

17 

17 

22 

2002年度産業政策シンポジウム（日暮里） 

ＩＭＦ東アジア地域事務所閉所式（芝パークホ

テル） 

第９回組織委員会（長野） 

第25回労働政策委員会 

第24回書記長会議 

第９回政策委員会 

環境シンポジウム（芝パークホテル） 

7.      9

24

24

ＡＵ（アフリカ連合）発足 

郵政関連４法成立 

官製談合防止法成立（2003.1施行） 

8.      8 第９回国際委員会（山梨） 8.      5 住民基本台帳ネットワーク開始 

9.      2 

 

 

18 

18 

23～27 

 

26 

第41回定期大会（ホテルラングウッド）鈴木・

團野体制がスタート。金属最賃会議を発展解消

し、金属労協最賃センターを設置。 

第１回書記長会議 

第１回政策委員会 

ＩＬＯ機械・電機工業に関する三者会議（ジュ

ネーブ） 

四国地連解散大会（新居浜） 

9.     10

   10

17

19

27

スイスが国連加盟 

Ｈ－ⅡＡロケット３号機打ち上げ 

小泉首相が日本の首相として史上初めて、北朝

鮮訪問 

石油輸出国機構（OPEC）第121回総会を大阪で

開催。 

日本鋼管と川崎製鉄が経営統合、両社の持株会

社ＪＦＥホールディングスが発足 

10.     8 

 8～9 

 9 

9～11 

 

16 

19～11.2 

22 

22 

24 

28 

28 

29 

第１回労働政策委員会 

ＩＭＦ事務技術職に関するセミナー（英国） 

第２回書記長会議 

ＩＭＦアジア太平洋地域自動車会議（バンコ

ク） 

中国地連解散大会（福山） 

北米労働事情調査団 

第１回国際委員会 

関西地連解散大会（大阪） 

北海道地連解散大会（札幌） 

関東地連解散大会（横浜） 

第１回最賃対策委員会 

第２回労働政策委員会 

10.  4

  

  4

 8

12

15

23

小泉首相が現職の首相として初めて東京証券取引

所を訪問 

北朝鮮が「６カ国枠組み合意」を自ら破り、核兵

器開発の再開を示唆。 

小柴昌俊氏、田中耕一氏にノーベル賞決定 

バリ島で爆弾テロ 

北朝鮮拉致の日本人５人、帰国 

モスクワで劇場占拠事件 

11.     6 

6 

7 

6 

8 

10 

12 

13 

13～14 

18～30 

 

25～26 

第３回書記長会議 

第２回政策委員会 

九州地連解散大会（福岡） 

ＩＭＦ中華民国委員会大会（新竹） 

東海地連解散大会（名古屋） 

北信越地連解散大会（新潟県南魚沼郡） 

第３回労働政策委員会 

東北地連解散大会（仙台） 

2003年度政策・制度シンポジウム（静岡） 

第36回労働リーダーシップ上級コース 14人受

講（明治学院大学／ゆうらいふ御殿場） 

ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（バンコク）

11.     8

14

東京ディズニーランドと東京ディズニーシー

合わせて３億人目が来園。 

アルゼンチン政府は世界銀行向け債務の不履

行（デフォルト）を発表。 

12.     2 

3 

11～12 

16 

17 

第10回金属産業労使会議（東京会館） 

第45回協議委員会（ホテルラングウッド） 

ＩＭＦ執行委員会（サンディエゴ） 

第１回戦術委員会 

日本経団連との懇談（経団連会館） 

12.     1

2

14

19

東北新幹線盛岡駅―八戸駅間延伸開業。 

小泉内閣、「改革加速プログラム」を決定 

Ｈ－ⅡＡロケット４号機が打ち上げ 

韓国の第16代大統領に盧武鉉が当選 

2003 
1.  8～25 

 

9 

20 

28 

30 

 

第34回労働リーダーシップコース 29人が受講

（京都） 

第２回最賃対策委員会 

第２回戦術委員会 

第６回労働政策委員会 

第５回書記長会議 

1.     10

 

   14

  31

 

北朝鮮、ＮＰＴ（核拡散防止条約）からの脱退

を宣言 

小泉首相が靖国神社を参拝 

ＩＭＦ(国際金属労連)加盟組織の組合員であ

るルーラ氏がブラジル大統領に就任 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2.      5 

11 

20 

26 

26 

27 

最賃センター全国会議（ホテルラングウッド）

第２回組織委員会 

第３回戦術委員会 

第６回書記長会議 

第７回労働政策委員会 

第４回戦術委員会（ホテルグランドパレス） 

2.      1

18

24

スペースシャトル・コロンビア号、帰還途中で空

中分解、７人全員死亡 

韓国、地下鉄で放火事件、192人死亡 

北朝鮮、日本海に向けミサイル発射 

3.      7 

10 

12 

 

27～28 

第５回戦術委員会（八重洲富士屋ホテル） 

第６回戦術委員会（ホテルグランドパレス） 

第７回戦術委員会（2003年闘争集中回答日）初

のＪＣミニマム運動開始。 

ＩＭＦアジア造船作業部会（釜山） 

3.   3

 19

   28

 30

大和銀行とあさひ銀行が合併し、りそな銀行発足。

イラク戦争開戦 

Ｈ－ⅡＡロケット５号機打ち上げ 

高松自動車道が全線開通 

4.      3 

 9 

14 

16 

21 

22 

26～28 

第８回戦術委員会 

第８回労働政策委員会 

第３回国際委員会 

第７回書記長会議 

第９回労働政策委員会 

第９回戦術委員会（福島） 

第９回日独金属労組定期協議（ベルリン） 

4.      1

1

4

14

25

28

日本郵政公社設立 

さいたま市が政令指定都市に移行 

ＳＡＲＳが新感染症に指定 

ヒトゲノム解読の全作業を完了 

六本木ヒルズがオープン 

日経平均株価7,607円の大底を記録 

イラクのフセイン政権崩壊 

5.   6～8 

7 

8 

13 

14～15 

22 

29 

30 

日韓造船労組定期協議（釜山） 

第８回書記長会議 

企業行動規範セミナー（国連大学） 

第10回労働政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

韓国金属労連定期大会（大邱） 

第10回戦術委員会 

第３回組織委員会（熱海） 

5.      9

22

23

26

小惑星探査機「はやぶさ」打ち上げ 

プロスキーヤー三浦雄一郎、世界最高齢70歳で

エベレスト登頂に成功 

個人情報保護法可決、成立 

宮城県沖で地震発生。最大震度６弱。 

ブッシュ米大統領、イラク戦争の戦闘終結を宣

言 

6.      4 

   12 

   12 

   19 

   20 

23 

第11回労働政策委員会 

第９回書記長会議 

第４回政策委員会 

第４回国際委員会 

産業政策シンポジウム（ゆうらいふセンター）

第12回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

6.      6

6

10

有事関連三法成立 

ノ・ムヒョン韓国大統領、国賓として来日 

りそな銀行に対して公的資金注入 

7.   6～7 

9 

16 

16 

16 

17～19 

22 

25 

第12回労働政策委員会 

第４回組織委員会 

第５回政策委員会 

金属労協政治顧問懇談会（キャピトル東急）

第10回書記長会議 

第39回国際労働セミナー（北九州） 

第３回地方ブロック代表者会議 

第４回最賃対策委員会 

7.     20

26

26

九州地方で集中豪雨、死者23人 

イラク復興支援特別措置法が成立 

「宮城県北部地震」発生、震度６クラス 

8.      7 

18 

第13回労働政策委員会 

第11回書記長会議 

8.     14 アメリカ・カナダで大規模停電 

9.      2 

 

9 

 

17 

29 

第42回定期大会（ホテルラングウッド） 

第２次賃金・労働政策（中間報告）を報告。 

基幹労連結成（鉄鋼労連、造船重機労連、非鉄

連合が組織統一）25万組織へ。 

第12回書記長会議 

第５回組織委員会 

 

 

 

 

 

 

9.     22

26

26

小泉改造内閣発足 

十勝沖で地震発生 

民主党、自由党と合流し、新・民主党へ 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

4.    2 

2 

8 

14 

14 

16 

19 

21～22 

 

23 

 

26 

28～30 

第８回戦術委員会 

第８回国際委員会 

第８回組織委員会（電機連合会館） 

第19回書記長会議 

第10回政策委員会 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（台北）

第22回労働政策委員会 

金属労協として初の政策・制度中央討論集会

（新横浜プリンスホテル） 

ＩＭＦ国際枠組み協約（ＩＦＡ）セミナー（国

連大学） 

第９回戦術委員会 

ＩＭＦアジア造船作業部会（シンガポール） 

4.      1

   7

28

営団地下鉄が民営化し、東京メトロに 

イラク日本人人質事件発生 

年金改革関連法案が可決 

政治家の年金未納問題が相次いで発覚 

5.      7 

9～23 

12～13 

16 

18 

27～28 

31 

第23回労働政策委員会 

欧州労働事情調査団 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

結成40周年迎える。組織人員199万人 

第20回書記長会議 

第11回北欧金属労連との定期協議（アイスランド）

2004年度産業政策シンポジウム（池之端文化セ

ンター） 

5.      1

7

10

10

20

22

欧州連合に新たに10カ国が加盟、合計25カ国体

制、４億５千万人 

年金未納問題で福田康夫官房長が辞任 

フィリピン大統領にアロヨ氏当選 

年金未納問題で民主党の菅代表辞任 

有事関連７法案、衆議院で可決 

小泉首相、北朝鮮を再訪、拉致被害者の家族５

人帰国 

6.   3～5 

 

4 

7 

7 

8～10 

11 

17 

21 

21 

25 

 

第８回アジア金属連帯セミナー（マレーシア）

東アジアと東南アジアの金属労働者が合同参加 

第９回組織委員会（ゆうらいふセンター） 

第10回戦術委員会 

第21回書記長会議 

ＩＭＦ世界自動車会議（デトロイト） 

ＩＭＦアジア電機電子フォーラム（東京） 

第24回労働政策委員会 

第22回書記長会議 

第11回政策委員会 

第13回日韓金属労組定期協議（ホテルグランド

パレス）ＦＫＭＴＵ５名、ＫＭＷＦ４名、ＪＣ

11名出席 

6.   10

28

欧州議会議員選挙投票 

イラクを統治してきた連合暫定当局がイラク

暫定政権に主権を移譲 

国民年金等の一部改正案が成立 

7.     13 

14 

14 

21 

第25回労働政策委員会 

第23回書記長会議 

第12回政策委員会 

第７回最賃対策委員会 

7 .    1

   

    11

13

16

30

日本の「紀伊山地の霊場と参詣道」などがユネ

スコの世界遺産に登録 

参議院選挙実施 

新潟・福島で豪雨 

性同一性障害特例法が施行 

参議院議員扇千景が女性初の参議院議長に就任

8.   5～6 

 

17 

18～19 

29～30 

ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（ニュージ

ーランド） 

第24回書記長会議 

第10回国際委員会（長野） 

第10回組織委員会（長野） 

8.     13

13

アテネオリンピック開幕 

沖縄国際大学に米ヘリ墜落 

シンガポール、ゴー・チョクトン首相の後任に、

リー・シェンロン首相が就任。 

9.      3 

 

 

19～24 

30 

第43回定期大会（東京プリンスホテル）鈴木議長

が勇退、古賀伸明新議長。古賀・團野体制スター

ト。結成40周年記念式典、レセプションを挙行。

ＩＡＭ全国大会（オハイオ） 

第１回国際委員会 

9.     18

19

27

28

プロ野球でストライキ実施 

中国、胡錦濤氏が全権を掌握 

第２次小泉改造内閣発足 

ニューヨークで原油先物価格が市場最高を更新 

10.     4 

11～15 

18 

29 

第１回労働政策委員会 

初の中国金属工会との交流会議（北京、長春）

第１回政策委員会 

第１回最賃対策委員会 

10.    20

23

台風23号が上陸、死者・不明者98人 

新潟中越地震、死者68人 

インドネシア初の国民直接投票でユドヨノ前

調整相が第６代大統領に就任 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

10.  6～8 

6 

8 

8 

12～25 

19～26 

22 

27 

29～11.1 

31 

ＩＭＦアジア太平洋自動車会議（バンコク） 

第14回労働政策委員会 

第13回書記長会議 

第６回政策委員会 

北米労働事情調査団 

イタリア金属労連との定期交流訪問 

第６回国際委員会 

第15回労働政策委員会 

東アジア女性労働者組織化セミナー（ソウル）

第5回最賃対策委員会 

10.     1

10

10

15

東海道新幹線、品川駅が開業 

衆議院解散 

最後の日本産トキ死亡 

中国、有人宇宙船の打ち上げ成功 

11.     5 

5 

 10 

10～11 

10～22 

 

19 

19 

26 

28 

第14回書記長会議（福岡） 

第７回政策委員会 

第16回労働政策委員会 

ＩＭＦ事務技術労働者セミナー（ジュネーブ）

第37回労働リーダーシップ上級コース ８人受

講（明治学院大学／メロンディアあざみ野） 

第８回政策委員会 

ＩＭＦ中華民国委員会大会（高雄） 

金属産業労使会議（名古屋） 

第46回協議委員会（ホテルイースト） 

11.     9

19

29

衆議院選挙、投開票 

第２次小泉内閣発足 

足利銀行、経営破綻・一時国有化 

12.    1 

  3～4 

9 

10 

10 

12 

 

15 

15 

15 

17 

20 

 

第６回組織委員会 

ＩＭＦ中央委員会（南アフリカ） 

日本経団連との懇談（経団連会館） 

第６回最賃対策委員会 

第７回国際委員会 

結成40周年を控え、八重洲から日本橋の宝明治

安田ビル４階の新事務所に移転。 

第１回戦術委員会 

第９回政策委員会 

第９回政策委員会 

第15回書記長会議 

初のものづくり教室（ラーク所沢）パイオニア

労組所沢支部が担当。近隣の小学生15名が参

加。ＤＶＤプレイヤーを組み立て。 

12.     1

13

25

地デジテレビ放送、東京、大阪、名古屋で開始

米軍、フセイン・イラク元大統領を拘束 

アメリカで初のＢＳＥ確認。アメリカ産牛肉輸

入全面停止。 

2004 
1.      8 

   8～25 

 

13 

20 

21 

 

第18回労働政策委員会 

第35回労働リーダーシップコース 34人が受講

（京都） 

第16回書記長会議 

第19回労働政策委員会 

第２回戦術委員会 

1.    1 

 

  1

   12

19

 

明治生命と安田生命が合併し、明治安田生命が

誕生。 

小泉首相、元旦に靖国神社参拝 

山口県で日本国内において75年ぶりに鳥イン

フルエンザ発生 

自衛隊イラク派遣開始 

2.      2 

9 

18 

25 

26 

第17回書記長会議 

第７回組織委員会（友愛会館） 

第３回戦術委員会 

第18回書記長会議 

第20回労働政策委員会 

2.   8

    

 17

   27

自衛隊イラク派遣の陸上自衛隊第一陣がイラ

クのサマーワに入る。 

大分県九重町でペットの鶏の鳥インフルエンザ感

染を確認（山口についで今年２件目） 

オウム真理教事件、麻原被告に対し、一審で死

刑判決 

3.      5 

12 

15 

17 

 

 

26 

第４回戦術委員会（ホテルラングウッド） 

第５回戦術委員会（ホテルグランドパレス） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（2004年闘争集中回答日）「定昇

の実施等によって賃金構造維持分を確保したこと

は、一定の役割を果たし得た」ものと判断。 

第21回労働政策委員会 

3.      1

14

20

製造業への人材派遣が解禁に 

ロシア、プーチン大統領再選 

台湾総裁に陳水扁氏再選 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

4.    2 

2 

8 

14 

14 

16 

19 

21～22 

 

23 

 

26 

28～30 

第８回戦術委員会 

第８回国際委員会 

第８回組織委員会（電機連合会館） 

第19回書記長会議 

第10回政策委員会 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（台北）

第22回労働政策委員会 

金属労協として初の政策・制度中央討論集会

（新横浜プリンスホテル） 

ＩＭＦ国際枠組み協約（ＩＦＡ）セミナー（国

連大学） 

第９回戦術委員会 

ＩＭＦアジア造船作業部会（シンガポール） 

4.      1

   7

28

営団地下鉄が民営化し、東京メトロに 

イラク日本人人質事件発生 

年金改革関連法案が可決 

政治家の年金未納問題が相次いで発覚 

5.      7 

9～23 

12～13 

16 

18 

27～28 

31 

第23回労働政策委員会 

欧州労働事情調査団 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

結成40周年迎える。組織人員199万人 

第20回書記長会議 

第11回北欧金属労連との定期協議（アイスランド）

2004年度産業政策シンポジウム（池之端文化セ

ンター） 

5.      1

7

10

10

20

22

欧州連合に新たに10カ国が加盟、合計25カ国体

制、４億５千万人 

年金未納問題で福田康夫官房長が辞任 

フィリピン大統領にアロヨ氏当選 

年金未納問題で民主党の菅代表辞任 

有事関連７法案、衆議院で可決 

小泉首相、北朝鮮を再訪、拉致被害者の家族５

人帰国 

6.   3～5 

 

4 

7 

7 

8～10 

11 

17 

21 

21 

25 

 

第８回アジア金属連帯セミナー（マレーシア）

東アジアと東南アジアの金属労働者が合同参加 

第９回組織委員会（ゆうらいふセンター） 

第10回戦術委員会 

第21回書記長会議 

ＩＭＦ世界自動車会議（デトロイト） 

ＩＭＦアジア電機電子フォーラム（東京） 

第24回労働政策委員会 

第22回書記長会議 

第11回政策委員会 

第13回日韓金属労組定期協議（ホテルグランド

パレス）ＦＫＭＴＵ５名、ＫＭＷＦ４名、ＪＣ

11名出席 

6.   10

28

欧州議会議員選挙投票 

イラクを統治してきた連合暫定当局がイラク

暫定政権に主権を移譲 

国民年金等の一部改正案が成立 

7.     13 

14 

14 

21 

第25回労働政策委員会 

第23回書記長会議 

第12回政策委員会 

第７回最賃対策委員会 

7 .    1

   

    11

13

16

30

日本の「紀伊山地の霊場と参詣道」などがユネ

スコの世界遺産に登録 

参議院選挙実施 

新潟・福島で豪雨 

性同一性障害特例法が施行 

参議院議員扇千景が女性初の参議院議長に就任

8.   5～6 

 

17 

18～19 

29～30 

ＩＭＦアジア太平洋地域調整委員会（ニュージ

ーランド） 

第24回書記長会議 

第10回国際委員会（長野） 

第10回組織委員会（長野） 

8.     13

13

アテネオリンピック開幕 

沖縄国際大学に米ヘリ墜落 

シンガポール、ゴー・チョクトン首相の後任に、

リー・シェンロン首相が就任。 

9.      3 

 

 

19～24 

30 

第43回定期大会（東京プリンスホテル）鈴木議長

が勇退、古賀伸明新議長。古賀・團野体制スター

ト。結成40周年記念式典、レセプションを挙行。

ＩＡＭ全国大会（オハイオ） 

第１回国際委員会 

9.     18

19

27

28

プロ野球でストライキ実施 

中国、胡錦濤氏が全権を掌握 

第２次小泉改造内閣発足 

ニューヨークで原油先物価格が市場最高を更新 

10.     4 

11～15 

18 

29 

第１回労働政策委員会 

初の中国金属工会との交流会議（北京、長春）

第１回政策委員会 

第１回最賃対策委員会 

10.    20

23

台風23号が上陸、死者・不明者98人 

新潟中越地震、死者68人 

インドネシア初の国民直接投票でユドヨノ前

調整相が第６代大統領に就任 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

10.  6～8 

6 

8 

8 

12～25 

19～26 

22 

27 

29～11.1 

31 

ＩＭＦアジア太平洋自動車会議（バンコク） 

第14回労働政策委員会 

第13回書記長会議 

第６回政策委員会 

北米労働事情調査団 

イタリア金属労連との定期交流訪問 

第６回国際委員会 

第15回労働政策委員会 

東アジア女性労働者組織化セミナー（ソウル）

第5回最賃対策委員会 

10.     1

10

10

15

東海道新幹線、品川駅が開業 

衆議院解散 

最後の日本産トキ死亡 

中国、有人宇宙船の打ち上げ成功 

11.     5 

5 

 10 

10～11 

10～22 

 

19 

19 

26 

28 

第14回書記長会議（福岡） 

第７回政策委員会 

第16回労働政策委員会 

ＩＭＦ事務技術労働者セミナー（ジュネーブ）

第37回労働リーダーシップ上級コース ８人受

講（明治学院大学／メロンディアあざみ野） 

第８回政策委員会 

ＩＭＦ中華民国委員会大会（高雄） 

金属産業労使会議（名古屋） 

第46回協議委員会（ホテルイースト） 

11.     9

19

29

衆議院選挙、投開票 

第２次小泉内閣発足 

足利銀行、経営破綻・一時国有化 

12.    1 

  3～4 

9 

10 

10 

12 

 

15 

15 

15 

17 

20 

 

第６回組織委員会 

ＩＭＦ中央委員会（南アフリカ） 

日本経団連との懇談（経団連会館） 

第６回最賃対策委員会 

第７回国際委員会 

結成40周年を控え、八重洲から日本橋の宝明治

安田ビル４階の新事務所に移転。 

第１回戦術委員会 

第９回政策委員会 

第９回政策委員会 

第15回書記長会議 

初のものづくり教室（ラーク所沢）パイオニア

労組所沢支部が担当。近隣の小学生15名が参

加。ＤＶＤプレイヤーを組み立て。 

12.     1

13

25

地デジテレビ放送、東京、大阪、名古屋で開始

米軍、フセイン・イラク元大統領を拘束 

アメリカで初のＢＳＥ確認。アメリカ産牛肉輸

入全面停止。 

2004 
1.      8 

   8～25 

 

13 

20 

21 

 

第18回労働政策委員会 

第35回労働リーダーシップコース 34人が受講

（京都） 

第16回書記長会議 

第19回労働政策委員会 

第２回戦術委員会 

1.    1 

 

  1

   12

19

 

明治生命と安田生命が合併し、明治安田生命が

誕生。 

小泉首相、元旦に靖国神社参拝 

山口県で日本国内において75年ぶりに鳥イン

フルエンザ発生 

自衛隊イラク派遣開始 

2.      2 

9 

18 

25 

26 

第17回書記長会議 

第７回組織委員会（友愛会館） 

第３回戦術委員会 

第18回書記長会議 

第20回労働政策委員会 

2.   8

    

 17

   27

自衛隊イラク派遣の陸上自衛隊第一陣がイラ

クのサマーワに入る。 

大分県九重町でペットの鶏の鳥インフルエンザ感

染を確認（山口についで今年２件目） 

オウム真理教事件、麻原被告に対し、一審で死

刑判決 

3.      5 

12 

15 

17 

 

 

26 

第４回戦術委員会（ホテルラングウッド） 

第５回戦術委員会（ホテルグランドパレス） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会（2004年闘争集中回答日）「定昇

の実施等によって賃金構造維持分を確保したこと

は、一定の役割を果たし得た」ものと判断。 

第21回労働政策委員会 

3.      1

14

20

製造業への人材派遣が解禁に 

ロシア、プーチン大統領再選 

台湾総裁に陳水扁氏再選 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

31～11.13 北米労働事情調査団 

11.     2 

8 

11 

14～25 

15 

15～27 

 

18 

20～21 

25～26 

30 

第２回労働政策委員会 

第１回組織委員会 

ＩＭＦ女性委員会（ジュネーブ） 

東南アジア労使関係調査団 

第２回政策委員会 

第38回労働リーダーシップ上級コース ８人受

講（明治学院大学） 

政治顧問団懇談会（キャピトル東急ホテル） 

2005年闘争シンポジウム（静岡） 

ＩＭＦ中華民国委員会大会（台中） 

第２回国際委員会 

11.     1

2

2

千円、五千円、一万円の新紙幣発行 

米大統領選実施、ブッシュ氏が再選 

パリーグの新球団に楽天イーグルス承認される 

12.     1 

2 

3 

10 

13 

14～15 

15～16 

20 

日本経団連との懇談（経団連会館） 

第47回協議委員会（ホテルイースト） 

第３回政策委員会 

第３回労働政策委員会 

第１回戦術委員会 

ＩＭＦ機械産業会議（シアトル） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第４回政策委員会 

12.    26 スマトラ島沖地震が発生、Ｍ9.3。14カ国で22

万人以上が死亡 

2005 
1. 10～12 

11 

11 

12～29 

  

18～19 

25 

26 

 

ＩＬＯ輸送機器製造業、三者会議（ジュネーブ） 

第４回労働政策委員会 

第２回最賃対策委員会 

第36回労働リーダーシップコース 27人受講

（京都） 

2005年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

最賃センター全国会議（虎ノ門パストラル） 

1.     17

   20

   

   29

 

中国の政治家趙紫陽が死去 

ジョージ・Ｗ・ブッシュが２期目の米国大統領

に就任。 

中国と台湾を結ぶ航空路線が復活 

2.   4  

    4 

16 

23 

25 

第５回政策委員会 

第３回国際委員会 

ＩＭＦマレーシア協議会代議員大会 

第５回労働政策委員会 

第３回戦術委員会 

2.      1

16

17

三宅島の避難指示、解除。４年５カ月ぶり 

京都議定書が発効 

中部国際空港が開港 

3.     2 

3 

11 

16 

 

 

 

31～4.1 

第６回政策委員会 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2005年闘争集中回答日）統

一的なベア要求基準は見送るが、各単組が主体

的にベアに取り組む。ＪＣ共闘で初めて非正規

労働者の受け入れに関わる労使協議を提起。 

ＩＭＦアジア太平洋地域会議（バンコク） 

3.     16

20

25

29

島根県議会「竹島の日」条例を制定 

福岡県西方沖地震が発生 

愛知万博が開幕 

スマトラ島沖で地震、Ｍ8.7。死者千人以上 

4.     1 

4 

10～11 

12 

15 

20 

25 

27 

第７回政策委員会 

第７回戦術委員会 

第３回組織委員会（山梨） 

第３回最賃対策委員会 

第８回政策委員会 

第６回労働政策委員会 

第４回国際委員会 

第８回戦術委員会 

4.      1

1

9

25

30

個人情報保護法施行 

日本メキシコＦＴＡ協定条約発効 

北京で大規模な半日デモ 

福知山線で脱線事故、死者107人 

ベトナム戦争終結30周年記念 

アジア・アフリカ会議（ジャカルタ）アジア、

アフリカ104カ国首脳らが参加。 

5.    8 

11 

21 

22～26 

第７回労働政策委員会 

韓国金属労連大会（太田） 

ＩＭＦ中央委員会（ウィーン） 

第31回ＩＭＦ世界大会（ウィーン）日本から81名が参

5.      1

6

7

21

北朝鮮、日本海に地対艦ミサイルを発射 

プロ野球、セパ交流戦開始 

自衛隊第６次イラク派遣 

日本政府、中国団体観光客のビザ発給を中国全
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

 

5.    30 

31 

加。向こう４年間のアクションプログラムを採択。

第９回政策委員会 

第９回戦術委員会 

土に拡大する方針固める。 

イギリス総選挙、労働党３期連続で政権与党に

（ブレア首相） 

6.     3 

6 

16～18 

 

 

23 

29 

29～30 

産業政策シンポジウム（都ホテル東京） 

第８回労働政策委員会 

第９回東・東南アジア金属連帯セミナー（バン

コク）「産業動向を見据えた労組の役割と対応」

をメインに論議 

政治顧問団懇談会（キャピトル東急ホテル） 

第４回組織委員会（ＪＡＭ） 

第10回政策委員会（愛知） 

1

27

オランダの国民投票で欧州憲法条約批准を拒

否。 

今上天皇と皇后が太平洋戦争戦没者慰霊のた

めにサイパン島を訪問 

7.    1 

21～22 

22 

第９回労働政策委員会 

第５回国際委員会（静岡） 

第４回最賃対策委員会 

7.      6

7

首脳サミット、スコットランドで開幕 

ロンドンで同時爆破事件、死者55人 

8.     1 

22 

23 

金属産業労使会議（ラフォーレ東京） 

第11回政策委員会 

第10回労働政策委員会 

8.      8

24

26

郵政民営化法案、参議院で否決。衆議院は解散

つくばエクスプレスが開業 

ハリケーン「カトリーナ」フロリダに上陸、死

者約1,200人 

9.     7 

 

14 

15～16 

16 

20 

26 

第44回定期大会（ホテルラングウッド） 

総合プロジェクト会議（中間報告）を承認 

第12回書記長会議 

第10回日独金属労組定期協議（都ホテル東京）

第５回最賃対策委員会 

第12回政策委員会 

第11回労働政策委員会 

9.     11

17

衆議院選挙実施、自民党圧勝 

民主党代表選、前原誠司氏を選出 

10.     5 

  6 

 

10 

17 

17 

19 

20 

20～21 

25～27 

 

28 

第６回最賃対策委員会 

第15回常任幹事会、古賀議長の連合事務局長就

任に伴い、新議長・加藤裕治氏の就任を確認。

第14回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第13回政策委員会 

第12回労働政策委員会 

第13回書記長会議 

第６回国際委員会 

ＩＭＦ航空宇宙運営委員会（フランス） 

ＩＭＦアジア太平洋地域自動車会議（ジャカル

タ） 

2006 年度政策シンポジウム（ゆうらいふセンタ

ー）テーマ「外国人労働者受け入れ問題を考え

る」 

10.     1

10

12

26

31

平成の大合併も山場、この日50新市町村が誕生 

ドイツ総選挙の結果、キリスト教民主同盟と社

民党の連立政権樹立。キリスト教民主同盟のア

ンゲラ・メルケル党首が首相に就任することで

合意。女性及び旧東独出身者がドイツ首相就任

は初。 

中国が有人宇宙船神舟の打ち上げに成功 

沖縄県宜野湾市にある米軍普天間飛行場の移設問

題で、名護市の辺野古崎にある米軍キャンプ・シ

ュワブ兵舎地区に一部海上に突き出す形で建設す

ることで、日米両国が基本合意。 

第３次小泉改造内閣発足 

11.    1 

2～3 

6～19 

9～10 

14～26 

 

14～15 

 

15 

21 

29 

29 

29 

第13回労働政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

北米労働事情調査団 

2006年闘争シンポジウム 

第39回労働リーダーシップ上級コース ８名受

講（明治学院大学） 

ＩＭＦ造船アクショングループ会議（ホテルグ

ランドパレス） 

第14回書記長会議 

日本経団連との懇談 

第５回組織委員会 

第14回政策委員会 

第７回最賃対策委員会 

 

 

11.    17

   22

   25

26

耐震強度偽装事件が発覚 

アンゲラ・メルケルがドイツ首相に就任 

歌舞伎がユネスコの無形文化遺産に登録され

ることが決定。 

惑星探査機はやぶさが、小惑星への着陸に成功
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

31～11.13 北米労働事情調査団 

11.     2 

8 

11 

14～25 

15 

15～27 

 

18 

20～21 

25～26 

30 

第２回労働政策委員会 

第１回組織委員会 

ＩＭＦ女性委員会（ジュネーブ） 

東南アジア労使関係調査団 

第２回政策委員会 

第38回労働リーダーシップ上級コース ８人受

講（明治学院大学） 

政治顧問団懇談会（キャピトル東急ホテル） 

2005年闘争シンポジウム（静岡） 

ＩＭＦ中華民国委員会大会（台中） 

第２回国際委員会 

11.     1

2

2

千円、五千円、一万円の新紙幣発行 

米大統領選実施、ブッシュ氏が再選 

パリーグの新球団に楽天イーグルス承認される 

12.     1 

2 

3 

10 

13 

14～15 

15～16 

20 

日本経団連との懇談（経団連会館） 

第47回協議委員会（ホテルイースト） 

第３回政策委員会 

第３回労働政策委員会 

第１回戦術委員会 

ＩＭＦ機械産業会議（シアトル） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第４回政策委員会 

12.    26 スマトラ島沖地震が発生、Ｍ9.3。14カ国で22

万人以上が死亡 

2005 
1. 10～12 

11 

11 

12～29 

  

18～19 

25 

26 

 

ＩＬＯ輸送機器製造業、三者会議（ジュネーブ） 

第４回労働政策委員会 

第２回最賃対策委員会 

第36回労働リーダーシップコース 27人受講

（京都） 

2005年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

最賃センター全国会議（虎ノ門パストラル） 

1.     17

   20

   

   29

 

中国の政治家趙紫陽が死去 

ジョージ・Ｗ・ブッシュが２期目の米国大統領

に就任。 

中国と台湾を結ぶ航空路線が復活 

2.   4  

    4 

16 

23 

25 

第５回政策委員会 

第３回国際委員会 

ＩＭＦマレーシア協議会代議員大会 

第５回労働政策委員会 

第３回戦術委員会 

2.      1

16

17

三宅島の避難指示、解除。４年５カ月ぶり 

京都議定書が発効 

中部国際空港が開港 

3.     2 

3 

11 

16 

 

 

 

31～4.1 

第６回政策委員会 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2005年闘争集中回答日）統

一的なベア要求基準は見送るが、各単組が主体

的にベアに取り組む。ＪＣ共闘で初めて非正規

労働者の受け入れに関わる労使協議を提起。 

ＩＭＦアジア太平洋地域会議（バンコク） 

3.     16

20

25

29

島根県議会「竹島の日」条例を制定 

福岡県西方沖地震が発生 

愛知万博が開幕 

スマトラ島沖で地震、Ｍ8.7。死者千人以上 

4.     1 

4 

10～11 

12 

15 

20 

25 

27 

第７回政策委員会 

第７回戦術委員会 

第３回組織委員会（山梨） 

第３回最賃対策委員会 

第８回政策委員会 

第６回労働政策委員会 

第４回国際委員会 

第８回戦術委員会 

4.      1

1

9

25

30

個人情報保護法施行 

日本メキシコＦＴＡ協定条約発効 

北京で大規模な半日デモ 

福知山線で脱線事故、死者107人 

ベトナム戦争終結30周年記念 

アジア・アフリカ会議（ジャカルタ）アジア、

アフリカ104カ国首脳らが参加。 

5.    8 

11 

21 

22～26 

第７回労働政策委員会 

韓国金属労連大会（太田） 

ＩＭＦ中央委員会（ウィーン） 

第31回ＩＭＦ世界大会（ウィーン）日本から81名が参

5.      1

6

7

21

北朝鮮、日本海に地対艦ミサイルを発射 

プロ野球、セパ交流戦開始 

自衛隊第６次イラク派遣 

日本政府、中国団体観光客のビザ発給を中国全
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

 

5.    30 

31 

加。向こう４年間のアクションプログラムを採択。

第９回政策委員会 

第９回戦術委員会 

土に拡大する方針固める。 

イギリス総選挙、労働党３期連続で政権与党に

（ブレア首相） 

6.     3 

6 

16～18 

 

 

23 

29 

29～30 

産業政策シンポジウム（都ホテル東京） 

第８回労働政策委員会 

第９回東・東南アジア金属連帯セミナー（バン

コク）「産業動向を見据えた労組の役割と対応」

をメインに論議 

政治顧問団懇談会（キャピトル東急ホテル） 

第４回組織委員会（ＪＡＭ） 

第10回政策委員会（愛知） 

1

27

オランダの国民投票で欧州憲法条約批准を拒

否。 

今上天皇と皇后が太平洋戦争戦没者慰霊のた

めにサイパン島を訪問 

7.    1 

21～22 

22 

第９回労働政策委員会 

第５回国際委員会（静岡） 

第４回最賃対策委員会 

7.      6

7

首脳サミット、スコットランドで開幕 

ロンドンで同時爆破事件、死者55人 

8.     1 

22 

23 

金属産業労使会議（ラフォーレ東京） 

第11回政策委員会 

第10回労働政策委員会 

8.      8

24

26

郵政民営化法案、参議院で否決。衆議院は解散

つくばエクスプレスが開業 

ハリケーン「カトリーナ」フロリダに上陸、死

者約1,200人 

9.     7 

 

14 

15～16 

16 

20 

26 

第44回定期大会（ホテルラングウッド） 

総合プロジェクト会議（中間報告）を承認 

第12回書記長会議 

第10回日独金属労組定期協議（都ホテル東京）

第５回最賃対策委員会 

第12回政策委員会 

第11回労働政策委員会 

9.     11

17

衆議院選挙実施、自民党圧勝 

民主党代表選、前原誠司氏を選出 

10.     5 

  6 

 

10 

17 

17 

19 

20 

20～21 

25～27 

 

28 

第６回最賃対策委員会 

第15回常任幹事会、古賀議長の連合事務局長就

任に伴い、新議長・加藤裕治氏の就任を確認。

第14回日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第13回政策委員会 

第12回労働政策委員会 

第13回書記長会議 

第６回国際委員会 

ＩＭＦ航空宇宙運営委員会（フランス） 

ＩＭＦアジア太平洋地域自動車会議（ジャカル

タ） 

2006 年度政策シンポジウム（ゆうらいふセンタ

ー）テーマ「外国人労働者受け入れ問題を考え

る」 

10.     1

10

12

26

31

平成の大合併も山場、この日50新市町村が誕生 

ドイツ総選挙の結果、キリスト教民主同盟と社

民党の連立政権樹立。キリスト教民主同盟のア

ンゲラ・メルケル党首が首相に就任することで

合意。女性及び旧東独出身者がドイツ首相就任

は初。 

中国が有人宇宙船神舟の打ち上げに成功 

沖縄県宜野湾市にある米軍普天間飛行場の移設問

題で、名護市の辺野古崎にある米軍キャンプ・シ

ュワブ兵舎地区に一部海上に突き出す形で建設す

ることで、日米両国が基本合意。 

第３次小泉改造内閣発足 

11.    1 

2～3 

6～19 

9～10 

14～26 

 

14～15 

 

15 

21 

29 

29 

29 

第13回労働政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

北米労働事情調査団 

2006年闘争シンポジウム 

第39回労働リーダーシップ上級コース ８名受

講（明治学院大学） 

ＩＭＦ造船アクショングループ会議（ホテルグ

ランドパレス） 

第14回書記長会議 

日本経団連との懇談 

第５回組織委員会 

第14回政策委員会 

第７回最賃対策委員会 

 

 

11.    17

   22

   25

26

耐震強度偽装事件が発覚 

アンゲラ・メルケルがドイツ首相に就任 

歌舞伎がユネスコの無形文化遺産に登録され

ることが決定。 

惑星探査機はやぶさが、小惑星への着陸に成功
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.     1 

6 

8 

 

13 

14 

14 

15 

第48回協議委員会（ホテルイースト） 

韓国金属労連40周年レセプション（ソウル） 

中国金属産業工会との交流会議（都ホテル東

京） 

第14回労働政策委員会 

第１回戦術委員会 

第15回書記長会議 

第15回政策委員会 

12.    14

22

第１回東アジアサミットがマレーシアで開幕 

統計開始以来初めて、日本の人口は減少に 

2006 
1.     10 

11～28 

 

16 

16 

19～20 

24 

25 

30 

 

第15回労働政策委員会 

第37回労働リーダーシップコース 33人受講

（京都） 

第16回書記長会議 

第８回最賃対策委員会 

2006年闘争中央討論集会 

第２回戦術委員会 

最賃センター全国会議（ホテルイースト） 

第16回政策委員会 

1.     10

   

   12

 

23

23

29

 

韓国ソウル大教授・黄禹錫が発表した、ＥＳ細胞

に関する論文がねつ造と判明。 

メッカ巡礼のイスラム教徒が将棋倒しに、345人死

亡 

日本郵政株式会社が発足 

ライブドア堀江貴文社長、逮捕 

ブッシュ米大統領、中国とインドを「新たな競

争相手」と位置づけ、「米競争力強化構想」提

言。 

2.      6 

14 

15 

15～17 

22 

23 

27 

27 

28 

第16回労働政策委員会 

ＩＭＦ事務技術労働者作業部会（ローマ） 

第17回書記長会議 

ＩＭＦボッシュ世界会議（ドイツ） 

第３回戦術委員会 

第17回労働政策委員会 

第６回組織委員会 

第17回政策委員会 

第４回戦術委員会 

2.     10

16

17

28

トリノ冬期オリンピック開幕 

神戸空港オープン 

フィリピン・レイテ島で大規模な土砂崩れ、２

千人が犠牲に 

堀江メール問題で、民主党が偽メールと発表 

3.      3 

3 

11 

13 

15 

15 

 

21 

24 

28 

29 

第５回戦術委員会（日本青年館） 

2006年闘争中央総決起集会（日本青年館） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会 

第８回戦術委員会（キャピトル東急ホテル） 

第９回戦術委員会（2006年闘争集中回答日）５

年ぶりに賃金要求に取り組む。 

ＩＭＦ中国作業部会（ジュネーブ） 

第18回政策委員会 

第18回労働政策委員会 

第18回書記長会議 

3.      3

 

5

20

31

第１回ワールド・ベースボール・クラシックが

開幕 

中国・温家宝首相、第10期全人代で第11次５カ

年計画発表。経済成長目標を年平均7.5％とし

た上で、「和諧社会」の実現をめざす。 

ＩＣ内蔵のパスポート導入 

堀江メール問題で、民主党・前原代表辞任 

 

4.     5 

9～10 

13～14 

 

14 

14 

17 

19 

19～30 

20 

24 

27 

第10回戦術委員会 

第７回組織委員会（埼玉） 

2006年度政策・制度中央討論集会（新横浜プリ

ンスホテル） 

ＣＯＣ・ＣＳＲセミナー（新横浜プリンスホテル）

第19回政策委員会 

第１回女性連絡会 

第19回労働政策委員会 

南アジア労働事情調査団 

第19回書記長会議 

第20回政策委員会 

第11回戦術委員会 

 

 

 

 

4.      7

11

28

29

民主党代表に小沢一郎氏就任 

イラン、ウラン濃縮に成功と発表 

拉致被害者の家族、米ブッシュ大統領と面会 

本州と四国を結ぶ、しまなみ海道が繋がる 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

5.      8 

10 

14 

17 

18～19 

22～23 

 

 

25 

29 

30 

第９回最賃対策委員会 

第20回労働政策委員会 

欧州労働事情調査団 

第20回書記長会議 

ＩＭＦ執行委員会（オスロ） 

第12回北欧金属労連との定期協議（都ホテル東

京）「ワーク・ライフ・バランスへの取組み」

などで報告・議論行う 

第12回戦術委員会 

第２回女性連絡会議 

第21回政策委員会 

5.     16

20

27

月例経済報告、景気拡大が続き、戦後２番目の

長期 

イラクでフセイン政権崩壊後、３年ぶりに政府

発足 

ジャワ島付近でＭ6.3の地震、死者５千人以上 

6.      2 

5～6 

7 

13～14 

15～17 

28 

28～29 

第21回労働政策委員会 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（北九州）

第21回書記長会議 

第22回政策委員会 

第10回アジア金属連帯セミナー（ハノイ） 

第８回組織委員会（全電線） 

第22回労働政策委員会 

6.      9 ワールドカップ・サッカー、ドイツ大会開幕 

7.   3～4 

11 

12 

24 

第10回国際委員会（静岡） 

第22回書記長会議 

第23回政策委員会 

第10回最賃対策委員会 

7.      4

5

15

ＮＡＳＡ、スペースシャトルの１年ぶりの打ち

上げ成功 

北朝鮮、弾道ミサイル７発を日本海に向け発射

主要国首脳会議、ロシアで初めて開催 

8.     17 

   21 

竹中正夫労働リーダーシップコース初代校長

逝去（80歳） 

第23回書記長会議 

8.     1

   

米国内での７月の月間新車販売台数で、トヨタ

自動車がフォードを抜き、史上初めて２位とな

る。 

9.      5 

 

 

19 

21 

26～27 

27 

第45回定期大会（ホテルラングウッド）金属労

協の機能強化をめざす改革案をまとめた「総合

プロジェクト会議答申」を承認。 

ＩＭＦ中国作業部会（ジュネーブ） 

第１回書記長会議 

ＩＭＦ国際枠組協約世界会議（ドイツ） 

第１回労働政策委員 

9.     19

26

28

30

タイで軍事クーデター 

５年５カ月にわたり政権担当した小泉総理が

退任、安倍晋三氏、内閣総理大臣に就任 

タイでスワンナプーム空港開港、アジア最大規模

国産旅客機YS11が国内線から退役 

10.     5 

   10 

   18 

   25 

   31 

第１回政策委員会 

第２回労働政策委員会 

第２回書記長会議 

第１回組織委員会 

2007年度政策セミナー（ゆうらいふセンター）

テーマ「ものづくり現場の最前線から若者雇用

を考える」 

10.     8

  

 9

   9

   11

安倍首相が中国訪問、胡錦濤国家主席と首脳会

談 

安倍首相が韓国訪問、盧武鉉大統領と首脳会談

北朝鮮が核実験 

北朝鮮の核実験受け、日本独自の経済制裁措置

を発動 

11.   10 

12～24 

13 

13～25 

 

15 

28～29 

30 

第１回国際委員会 

北米労働事情調査団 

第３回労働政策委員会 

第40回労働リーダーシップ東日本コース ９人

受講（明治学院大学） 

2007年闘争シンポジウム（日暮里） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第１回地方ブロック代表者会議 

11.     5

7

7

16

18

23

イラク裁判所、フセイン元大統領に死刑判決 

米中間選挙で、民主党勝利 

北海道佐呂間町で竜巻発生、９人死亡 

教育基本法改正案、衆議院で可決 

ベトナムでＡＰＥＣ開催 

イラクのバクダードで連続爆弾テロ事件が発

生、160人死亡。 

12.     1 

7 

8 

13 

13 

20 

20 

第49回協議委員会（ホテルイースト） 

第３回政策委員会 

日本経団連との懇談 

第１回戦術委員会 

第４回書記長会議 

第４回労働政策委員会 

第１回最賃対策委員会 

12.     5

9

15

30

フィジーでクーデター、軍部が政権掌握 

米国ＮＡＳＡがスペースシャトルの夜間打ち

上げに成功 

防衛庁の防衛省への昇格法案、可決 

サダム・フセイン元イラク大統領の死刑執行 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.     1 

6 

8 

 

13 

14 

14 

15 

第48回協議委員会（ホテルイースト） 

韓国金属労連40周年レセプション（ソウル） 

中国金属産業工会との交流会議（都ホテル東

京） 

第14回労働政策委員会 

第１回戦術委員会 

第15回書記長会議 

第15回政策委員会 

12.    14

22

第１回東アジアサミットがマレーシアで開幕 

統計開始以来初めて、日本の人口は減少に 

2006 
1.     10 

11～28 

 

16 

16 

19～20 

24 

25 

30 

 

第15回労働政策委員会 

第37回労働リーダーシップコース 33人受講

（京都） 

第16回書記長会議 

第８回最賃対策委員会 

2006年闘争中央討論集会 

第２回戦術委員会 

最賃センター全国会議（ホテルイースト） 

第16回政策委員会 

1.     10

   

   12

 

23

23

29

 

韓国ソウル大教授・黄禹錫が発表した、ＥＳ細胞

に関する論文がねつ造と判明。 

メッカ巡礼のイスラム教徒が将棋倒しに、345人死

亡 

日本郵政株式会社が発足 

ライブドア堀江貴文社長、逮捕 

ブッシュ米大統領、中国とインドを「新たな競

争相手」と位置づけ、「米競争力強化構想」提

言。 

2.      6 

14 

15 

15～17 

22 

23 

27 

27 

28 

第16回労働政策委員会 

ＩＭＦ事務技術労働者作業部会（ローマ） 

第17回書記長会議 

ＩＭＦボッシュ世界会議（ドイツ） 

第３回戦術委員会 

第17回労働政策委員会 

第６回組織委員会 

第17回政策委員会 

第４回戦術委員会 

2.     10

16

17

28

トリノ冬期オリンピック開幕 

神戸空港オープン 

フィリピン・レイテ島で大規模な土砂崩れ、２

千人が犠牲に 

堀江メール問題で、民主党が偽メールと発表 

3.      3 

3 

11 

13 

15 

15 

 

21 

24 

28 

29 

第５回戦術委員会（日本青年館） 

2006年闘争中央総決起集会（日本青年館） 

第６回戦術委員会（芝パークホテル） 

第７回戦術委員会 

第８回戦術委員会（キャピトル東急ホテル） 

第９回戦術委員会（2006年闘争集中回答日）５

年ぶりに賃金要求に取り組む。 

ＩＭＦ中国作業部会（ジュネーブ） 

第18回政策委員会 

第18回労働政策委員会 

第18回書記長会議 

3.      3

 

5

20

31

第１回ワールド・ベースボール・クラシックが

開幕 

中国・温家宝首相、第10期全人代で第11次５カ

年計画発表。経済成長目標を年平均7.5％とし

た上で、「和諧社会」の実現をめざす。 

ＩＣ内蔵のパスポート導入 

堀江メール問題で、民主党・前原代表辞任 

 

4.     5 

9～10 

13～14 

 

14 

14 

17 

19 

19～30 

20 

24 

27 

第10回戦術委員会 

第７回組織委員会（埼玉） 

2006年度政策・制度中央討論集会（新横浜プリ

ンスホテル） 

ＣＯＣ・ＣＳＲセミナー（新横浜プリンスホテル）

第19回政策委員会 

第１回女性連絡会 

第19回労働政策委員会 

南アジア労働事情調査団 

第19回書記長会議 

第20回政策委員会 

第11回戦術委員会 

 

 

 

 

4.      7

11

28

29

民主党代表に小沢一郎氏就任 

イラン、ウラン濃縮に成功と発表 

拉致被害者の家族、米ブッシュ大統領と面会 

本州と四国を結ぶ、しまなみ海道が繋がる 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

5.      8 

10 

14 

17 

18～19 

22～23 

 

 

25 

29 

30 

第９回最賃対策委員会 

第20回労働政策委員会 

欧州労働事情調査団 

第20回書記長会議 

ＩＭＦ執行委員会（オスロ） 

第12回北欧金属労連との定期協議（都ホテル東

京）「ワーク・ライフ・バランスへの取組み」

などで報告・議論行う 

第12回戦術委員会 

第２回女性連絡会議 

第21回政策委員会 

5.     16

20

27

月例経済報告、景気拡大が続き、戦後２番目の

長期 

イラクでフセイン政権崩壊後、３年ぶりに政府

発足 

ジャワ島付近でＭ6.3の地震、死者５千人以上 

6.      2 

5～6 

7 

13～14 

15～17 

28 

28～29 

第21回労働政策委員会 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（北九州）

第21回書記長会議 

第22回政策委員会 

第10回アジア金属連帯セミナー（ハノイ） 

第８回組織委員会（全電線） 

第22回労働政策委員会 

6.      9 ワールドカップ・サッカー、ドイツ大会開幕 

7.   3～4 

11 

12 

24 

第10回国際委員会（静岡） 

第22回書記長会議 

第23回政策委員会 

第10回最賃対策委員会 

7.      4

5

15

ＮＡＳＡ、スペースシャトルの１年ぶりの打ち

上げ成功 

北朝鮮、弾道ミサイル７発を日本海に向け発射

主要国首脳会議、ロシアで初めて開催 

8.     17 

   21 

竹中正夫労働リーダーシップコース初代校長

逝去（80歳） 

第23回書記長会議 

8.     1

   

米国内での７月の月間新車販売台数で、トヨタ

自動車がフォードを抜き、史上初めて２位とな

る。 

9.      5 

 

 

19 

21 

26～27 

27 

第45回定期大会（ホテルラングウッド）金属労

協の機能強化をめざす改革案をまとめた「総合

プロジェクト会議答申」を承認。 

ＩＭＦ中国作業部会（ジュネーブ） 

第１回書記長会議 

ＩＭＦ国際枠組協約世界会議（ドイツ） 

第１回労働政策委員 

9.     19

26

28

30

タイで軍事クーデター 

５年５カ月にわたり政権担当した小泉総理が

退任、安倍晋三氏、内閣総理大臣に就任 

タイでスワンナプーム空港開港、アジア最大規模

国産旅客機YS11が国内線から退役 

10.     5 

   10 

   18 

   25 

   31 

第１回政策委員会 

第２回労働政策委員会 

第２回書記長会議 

第１回組織委員会 

2007年度政策セミナー（ゆうらいふセンター）

テーマ「ものづくり現場の最前線から若者雇用

を考える」 

10.     8

  

 9

   9

   11

安倍首相が中国訪問、胡錦濤国家主席と首脳会

談 

安倍首相が韓国訪問、盧武鉉大統領と首脳会談

北朝鮮が核実験 

北朝鮮の核実験受け、日本独自の経済制裁措置

を発動 

11.   10 

12～24 

13 

13～25 

 

15 

28～29 

30 

第１回国際委員会 

北米労働事情調査団 

第３回労働政策委員会 

第40回労働リーダーシップ東日本コース ９人

受講（明治学院大学） 

2007年闘争シンポジウム（日暮里） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第１回地方ブロック代表者会議 

11.     5

7

7

16

18

23

イラク裁判所、フセイン元大統領に死刑判決 

米中間選挙で、民主党勝利 

北海道佐呂間町で竜巻発生、９人死亡 

教育基本法改正案、衆議院で可決 

ベトナムでＡＰＥＣ開催 

イラクのバクダードで連続爆弾テロ事件が発

生、160人死亡。 

12.     1 

7 

8 

13 

13 

20 

20 

第49回協議委員会（ホテルイースト） 

第３回政策委員会 

日本経団連との懇談 

第１回戦術委員会 

第４回書記長会議 

第４回労働政策委員会 

第１回最賃対策委員会 

12.     5

9

15

30

フィジーでクーデター、軍部が政権掌握 

米国ＮＡＳＡがスペースシャトルの夜間打ち

上げに成功 

防衛庁の防衛省への昇格法案、可決 

サダム・フセイン元イラク大統領の死刑執行 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.    22 

22 

政治顧問懇談会（全日空ホテル） 

第13回金属産業労使会議 

2007 
1. 11～27 

 

15 

15 

16 

18～19 

23 

24 

24 

31 

 

第38回労働リーダーシップ西日本コース 32人

が受講（京都） 

第５回書記長会議 

最賃対策委員会 

第4回政策委員会 

2007年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

第２回地方ブロック代表者会議 

最賃センター全国会議（ホテルベルクラシック）

第２回国際委員会 

1.     1

   

 1

12

15

21

28

 

ブルガリア、ルーマニアが欧州連合に加盟、Ｅ

Ｕ加盟国27カ国に。 

潘基文氏、国連事務総長に就任 

宮崎で、鳥インフルエンザ発生 

フィリピンで第２回東アジアサミット 

宮崎県知事に、そのまんま東氏が当選 

上海―南京・浙江省杭州市を結ぶ東北新幹線はや

てに使われる車両をベースに作られた中国高速鉄

道ＣＲＨ２型電車が運行開始。 

2.      8 

13 

15 

22 

27 

第５回政策委員会 

第６回書記長会議 

第２回組織委員会 

第１回女性連絡会議 

第３回戦術委員会 

2.      5

16

17

27

中国の海洋調査船、尖閣諸島で無断海洋調査 

韓国統一省、朝鮮から韓国への脱北者１万人を

突破したと発表。 

米ステルス戦闘機を嘉手納基地に配備 

上海株式市場、暴落。各国に連鎖 

3.      9 

12 

14 

 

 

 

15 

23 

26～28 

28 

29～31 

第４回戦術委員会（全日空ホテル） 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2007年闘争集中回答日）春

闘で具体的な賃金改善要求を行い、産業間・企

業間の格差是正を図る取り組みを行う。結果、

1056組合が賃金改善を獲得。 

第３回最賃対策委員会 

第６回政策委員会 

ＩＭＦボーイング世界大会（オレゴン） 

第７回書記長会議 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（香港） 

3.     6

13

14

25

30

スマトラ中部でＭ6.3の地震発生 

日豪、安全保障協力に関する共同宣言 

米国商務省、経常赤字が8566億ドルと初めて

8000億ドルを超えたことを発表 

能登でＭ6.9の地震発生 

東京ミッドタウン開業 

4.      4 

9 

11 

12 

18 

23 

25 

26 

27 

第７回戦術委員会 

第５回労働政策委員会 

第３回国際委員会 

第７回政策委員会 

第８回書記長会議 

第６回労働政策委員会 

第３回組織委員会 

第８回戦術委員会 

東日本労働リーダーシップコース40周年記念シン

ポジウム・レセプション（明治学院大学）40周年

を機に東日本を休講として東西一本化を図る。 

4.      2

8

11

16

17

24

米韓両政府、FTA合意 

統一地方選挙 

中国・温家宝首相来日 

米バージニア工科大学で銃乱射、死者32人 

長崎市長、銃撃を受け、翌日死亡 

43年ぶりに全国学力調査実施 

5.      9 

   10 

10～11 

18 

18 

22 

23 

24 

第８回政策委員会 

ＩＭＦマレーシア協議会大会（クアラルンプール）

ＩＭＦ執行委員会（スペイン） 

第９回書記長会議 

第２回女性連絡会議 

韓国金属労連大会 

第７回労働政策委員会 

第９回戦術委員会 

5.      1

6

10

14

28

捜査特別報奨金制度が開始 

フランス大統領選で、サルコジ氏初当選 

熊本で、赤ちゃんポスト開始 

国民投票法、成立 

米・イラン、27年ぶりの公式協議 

6.     1 

4～6 

6 

6 

21～22 

第４回国際委員会 

ＩＭＦトヨタアクショングループ会議（バンコク）

第10回書記長会議 

第９回政策委員会 

アジア金属労組連絡会議パイロット会議（シン

ガポール）アジア13カ国・地域から65名参加。

6.     8

   

   26

米国、半年ぶりにスペースシャトルの打ち上げ

に成功 

英、ブレア首相退任、ブラウン財務相が首相に

就任 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.     11 

30 

第11回書記長会議 

第10回政策委員会 

7.     16

   

   29

新潟県中越地震（M6.8）が発生、柏崎刈羽原発

が運転全面停止。後に運転再開。 

第21回参議院選挙実施。民主党、参議院で第一

党に 

8.     10 

20 

22 

第４回最賃対策委員会 

第12回書記長会議 

第４回組織委員会 

8.     16

23

27

ペルー沖でＭ7.9地震、死者510名 

三越、伊勢丹が経営統合を発表 

第一次安倍改造内閣 

9.      4 

 

 

11 

12 

17 

18～23 

 

19 

第46回定期大会（ホテルラングウッド）2007年

中期財政施策（2009－2011年度）を策定。支出

削減を確実に実行することを確認。 

第11回政策委員会 

第13回書記長会議 

第３回地方ブロック代表者会議（兵庫） 

中国金属工会との交流会議（北京、青島、大連）。

加藤議長をはじめ三役ら７名が参加。 

第５回最賃対策委員会 

9.     12

26

28

安倍首相、退陣を表明 

福田康夫氏、総理大臣に 

富士スピードウェイで30年ぶりにＦ１開幕 

10.     5 

9 

 

 

15 

15～16 

17 

18 

22 

29 

 

30 

第８回労働政策委員会 

初の海外労使紛争の防止に関する労使セミナ

ー（電機連合）東南アジアの日系企業における

労使紛争を未然に防止するために開催。 

第12回政策委員会 

ＩＭＦアジア太平洋地域調整会議（ハノイ） 

第９回労働政策委員会 

第14回書記長会議 

2008年度政策セミナー（ゆうらいふセンター）

韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）との定期協議（九

段下） 

ＦＫＭＴＵと電機連合、基幹労連との産業別協

議を行う 

10.     1

1

2

14

26

日本郵政公社解散 

気象庁、緊急地震速報を開始 

韓国・北朝鮮、７年ぶりの首脳会談 

鉄道博物館が開館 

英会話ＮＯＶＡが会社更生法申請 

11.     1 

1 

7 

13 

14 

15 

28～29 

第10回労働政策委員会 

第５回国際委員会 

第11回労働政策委員会 

第15回書記長会議 

2008年闘争シンポジウム（ホテルベルクラシック）

第13回政策委員会 

ＩＭＦ中央委員会（ブラジル） 

11.     1

3

4

28

推計人口の75歳以上が１割を超える 

パキスタンで戒厳令 

小沢民主党党首が辞意、のちに撤回 

守屋・前防衛事務次官、収賄容疑で逮捕 

12.     4 

6 

6 

 

13 

14 

14 

17 

17 

19 

25 

第６回国際委員会 

第50回協議委員会（ホテルラングウッド） 

第４回地方ブロック代表者会議（ホテルラング

ウッド） 

第６回最賃対策委員会 

第14回政策委員会 

第12回労働政策委員会 

第１回戦術委員会 

第16回書記長会議 

日本経団連との懇談 

第14回金属産業労使懇談会 

 

 

 

 

 

 

 

12.    13

19

23

24

ＥＵ27カ国首脳、ＥＵ運営の枠組を定めた新基本

条約「リスボン条約」に調印。 

李明博氏、韓国次期大統領に選出 

タイで総選挙実施 

ネパール政府、240年続いた王制を廃止し、共

和制を導入することを発表 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.    22 

22 

政治顧問懇談会（全日空ホテル） 

第13回金属産業労使会議 

2007 
1. 11～27 

 

15 

15 

16 

18～19 

23 

24 

24 

31 

 

第38回労働リーダーシップ西日本コース 32人

が受講（京都） 

第５回書記長会議 

最賃対策委員会 

第4回政策委員会 

2007年闘争中央討論集会（熱海） 

第２回戦術委員会 

第２回地方ブロック代表者会議 

最賃センター全国会議（ホテルベルクラシック）

第２回国際委員会 

1.     1

   

 1

12

15

21

28

 

ブルガリア、ルーマニアが欧州連合に加盟、Ｅ

Ｕ加盟国27カ国に。 

潘基文氏、国連事務総長に就任 

宮崎で、鳥インフルエンザ発生 

フィリピンで第２回東アジアサミット 

宮崎県知事に、そのまんま東氏が当選 

上海―南京・浙江省杭州市を結ぶ東北新幹線はや

てに使われる車両をベースに作られた中国高速鉄

道ＣＲＨ２型電車が運行開始。 

2.      8 

13 

15 

22 

27 

第５回政策委員会 

第６回書記長会議 

第２回組織委員会 

第１回女性連絡会議 

第３回戦術委員会 

2.      5

16

17

27

中国の海洋調査船、尖閣諸島で無断海洋調査 

韓国統一省、朝鮮から韓国への脱北者１万人を

突破したと発表。 

米ステルス戦闘機を嘉手納基地に配備 

上海株式市場、暴落。各国に連鎖 

3.      9 

12 

14 

 

 

 

15 

23 

26～28 

28 

29～31 

第４回戦術委員会（全日空ホテル） 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2007年闘争集中回答日）春

闘で具体的な賃金改善要求を行い、産業間・企

業間の格差是正を図る取り組みを行う。結果、

1056組合が賃金改善を獲得。 

第３回最賃対策委員会 

第６回政策委員会 

ＩＭＦボーイング世界大会（オレゴン） 

第７回書記長会議 

ＩＭＦ東アジアサブリージョナル委員会（香港） 

3.     6

13

14

25

30

スマトラ中部でＭ6.3の地震発生 

日豪、安全保障協力に関する共同宣言 

米国商務省、経常赤字が8566億ドルと初めて

8000億ドルを超えたことを発表 

能登でＭ6.9の地震発生 

東京ミッドタウン開業 

4.      4 

9 

11 

12 

18 

23 

25 

26 

27 

第７回戦術委員会 

第５回労働政策委員会 

第３回国際委員会 

第７回政策委員会 

第８回書記長会議 

第６回労働政策委員会 

第３回組織委員会 

第８回戦術委員会 

東日本労働リーダーシップコース40周年記念シン

ポジウム・レセプション（明治学院大学）40周年

を機に東日本を休講として東西一本化を図る。 

4.      2

8

11

16

17

24

米韓両政府、FTA合意 

統一地方選挙 

中国・温家宝首相来日 

米バージニア工科大学で銃乱射、死者32人 

長崎市長、銃撃を受け、翌日死亡 

43年ぶりに全国学力調査実施 

5.      9 

   10 

10～11 

18 

18 

22 

23 

24 

第８回政策委員会 

ＩＭＦマレーシア協議会大会（クアラルンプール）

ＩＭＦ執行委員会（スペイン） 

第９回書記長会議 

第２回女性連絡会議 

韓国金属労連大会 

第７回労働政策委員会 

第９回戦術委員会 

5.      1

6

10

14

28

捜査特別報奨金制度が開始 

フランス大統領選で、サルコジ氏初当選 

熊本で、赤ちゃんポスト開始 

国民投票法、成立 

米・イラン、27年ぶりの公式協議 

6.     1 

4～6 

6 

6 

21～22 

第４回国際委員会 

ＩＭＦトヨタアクショングループ会議（バンコク）

第10回書記長会議 

第９回政策委員会 

アジア金属労組連絡会議パイロット会議（シン

ガポール）アジア13カ国・地域から65名参加。

6.     8

   

   26

米国、半年ぶりにスペースシャトルの打ち上げ

に成功 

英、ブレア首相退任、ブラウン財務相が首相に

就任 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.     11 

30 

第11回書記長会議 

第10回政策委員会 

7.     16

   

   29

新潟県中越地震（M6.8）が発生、柏崎刈羽原発

が運転全面停止。後に運転再開。 

第21回参議院選挙実施。民主党、参議院で第一

党に 

8.     10 

20 

22 

第４回最賃対策委員会 

第12回書記長会議 

第４回組織委員会 

8.     16

23

27

ペルー沖でＭ7.9地震、死者510名 

三越、伊勢丹が経営統合を発表 

第一次安倍改造内閣 

9.      4 

 

 

11 

12 

17 

18～23 

 

19 

第46回定期大会（ホテルラングウッド）2007年

中期財政施策（2009－2011年度）を策定。支出

削減を確実に実行することを確認。 

第11回政策委員会 

第13回書記長会議 

第３回地方ブロック代表者会議（兵庫） 

中国金属工会との交流会議（北京、青島、大連）。

加藤議長をはじめ三役ら７名が参加。 

第５回最賃対策委員会 

9.     12

26

28

安倍首相、退陣を表明 

福田康夫氏、総理大臣に 

富士スピードウェイで30年ぶりにＦ１開幕 

10.     5 

9 

 

 

15 

15～16 

17 

18 

22 

29 

 

30 

第８回労働政策委員会 

初の海外労使紛争の防止に関する労使セミナ

ー（電機連合）東南アジアの日系企業における

労使紛争を未然に防止するために開催。 

第12回政策委員会 

ＩＭＦアジア太平洋地域調整会議（ハノイ） 

第９回労働政策委員会 

第14回書記長会議 

2008年度政策セミナー（ゆうらいふセンター）

韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）との定期協議（九

段下） 

ＦＫＭＴＵと電機連合、基幹労連との産業別協

議を行う 

10.     1

1

2

14

26

日本郵政公社解散 

気象庁、緊急地震速報を開始 

韓国・北朝鮮、７年ぶりの首脳会談 

鉄道博物館が開館 

英会話ＮＯＶＡが会社更生法申請 

11.     1 

1 

7 

13 

14 

15 

28～29 

第10回労働政策委員会 

第５回国際委員会 

第11回労働政策委員会 

第15回書記長会議 

2008年闘争シンポジウム（ホテルベルクラシック）

第13回政策委員会 

ＩＭＦ中央委員会（ブラジル） 

11.     1

3

4

28

推計人口の75歳以上が１割を超える 

パキスタンで戒厳令 

小沢民主党党首が辞意、のちに撤回 

守屋・前防衛事務次官、収賄容疑で逮捕 

12.     4 

6 

6 

 

13 

14 

14 

17 

17 

19 

25 

第６回国際委員会 

第50回協議委員会（ホテルラングウッド） 

第４回地方ブロック代表者会議（ホテルラング

ウッド） 

第６回最賃対策委員会 

第14回政策委員会 

第12回労働政策委員会 

第１回戦術委員会 

第16回書記長会議 

日本経団連との懇談 

第14回金属産業労使懇談会 

 

 

 

 

 

 

 

12.    13

19

23

24

ＥＵ27カ国首脳、ＥＵ運営の枠組を定めた新基本

条約「リスボン条約」に調印。 

李明博氏、韓国次期大統領に選出 

タイで総選挙実施 

ネパール政府、240年続いた王制を廃止し、共

和制を導入することを発表 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2008 
1.  9～26 

 

10 

10 

15 

21 

22～23 

23 

30 

 

第39回労働リーダーシップコース東西統合し

て開校。35人が受講（京都） 

第13回労働政策委員会 

第７回最賃対策委員会 

第17回書記長会議 

第２回戦術委員会 

2008闘争中央討論集会（オリエンタルホテル東京）

最賃センター2008年度全国会議（同上） 

第15回政策委員会 

1.      2

21

27

30

 

原油、ニューヨークで１バレル100ドルを記録 

アジア各国で株価暴落 

大阪府知事選で橋下徹氏が当選 

中国から輸入の餃子などから有毒成分検出 

2.     14 

   20 

   21 

26 

第18回書記長会議 

第16回政策委員会 

ＩＭＦ自動車作業部会（フランクフルト） 

第３回戦術委員会 

2.     19

25

海上自衛隊イージス艦と漁船が衝突 

韓国大統領に李明博（イ・ミョンパク）前ソウ

ル市長が就任 

3.      4 

7 

10 

12 

 

 

18 

26～28 

27 

28 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会 

第７回戦術委員会（2008年闘争集中回答日） 

全体集計で1,445組合が賃金改善獲得、３年連

続で、賃金改善の流れ確かなものに。 

第17回政策委員会 

ＩＭＦインド鉄鋼会議 

第19回書記長会議 

第１回女性連絡会議 

3.      2

13

14

22

ロシア大統領にメドベージェフ氏当選 

対ドル円相場、12年ぶりに100円を割り込む 

中国チベット自治区で大規模暴動 

台湾総統選挙で馬英九氏が当選 

4.      3 

4 

8～10 

 

11～12 

10～11 

11 

15 

16 

24 

第８回戦術委員会 

第14回労働政策委員会 

ＩＭＦ造船産業アクショングループ会議（シン

ガポール） 

ＩＭＦアジアサブリージョナル委員会（同上）

2008年政策・制度中央討論集会（新横浜国際ホテル）

第18回国際委員会 

第８回最賃対策委員会 

第20回書記長会議 

第９回戦術委員会 

4.     1

   24

改正パートタイム労働法が施行 

日系ブラジル人移民100周年記念式典挙行 

5. 11～12 

14 

16 

11～18 

 

 

29 

29～30 

第15回労働政策委員会 

第19回政策委員会 

第21回書記長会議 

第１回国際労働研修プログラム（マレーシア・タ

イ）北米・東南アジア調査団の代わりに、国際労

働運動に対応できる人材育成の場として設ける。

第10回戦術委員会 

ＩＭＦ執行委員会（京都） 

5.      6

7

12

20

中国・胡錦濤主席、来日 

ロシア、メドヴェージェフ第１副首相が大統領

に就任 

四川大地震の発生、４万人死亡 

中華民国で国民党の馬英九氏が第12代総統に

就任 

6.      4 

 

 

10 

   11 

16～18 

24 

26～27 

 

30 

30～7.3 

第２回海外労使紛争の防止に関する国内労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター）「日産労連の国際活動」

など学ぶ 

第16回労働政策委員会 

第22回書記長会議 

ＩＭＦ世界自動車会議（サンパウロ） 

第20回政策委員会 

第１回アジア金属労組連絡会議（マレーシア）

「不安定労働に対抗する行動」などで議論 

第９回最賃対策委員会 

全米鉄鋼労組大会（ラスベガス） 

 

6.      8 秋葉原通り魔事件発生 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.      7 

9～10 

16 

22 

第17回労働政策委員会 

第８回国際委員会（長野） 

第23回書記長会議 

第21回政策委員会 

7.      7

16

31

先進国首脳会議が洞爺湖で開幕 

ＪＲ東海バス、バスジャックされる 

日雇い派遣のグッドウィル、廃業 

8.      6 

19 

22 

第10回最賃対策委員会 

第24回書記長会議 

第11回最賃対策委員会 

8.      8 北京オリンピック開幕 

9.      2 

 

 

7～13 

11 

18 

29 

第47回定期大会（ホテルラングウッド）加藤議

長勇退、第９代議長に西原浩一郎氏を、第５代

事務局長に若松英幸氏を選出。 

ＩＡＭ全国大会（フロリダ） 

第１回労働政策委員会 

第１回書記長会議 

第１回最賃対策委員会 

9.    15

24

29

米大手証券会社リーマン・ブラザーズが破綻。

麻生太郎内閣発足 

米で金融安定化法案が否決、金融危機が世界に

拡大 

10.     3 

6 

 

9 

 

 

14 

22 

31 

第２回労働政策委員会 

韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）との定期協議（ヤ

ンヤン） 

ディーセントワーク世界行動デー集会（日比谷

公会堂）連合とＧＵＦと共催で初めて世界で一

斉に開催。 

第１回政策委員会 

第２回書記長会議 

第１回国際委員会 

10.     1

1

7

7

8

24

31

大阪市の個室ビデオ店で放火、死者15名 

日本政策金融公庫を設立 

日経平均株価、１万円を割り込む 

日本生まれ３名がノーベル賞受賞決定 

Ｇ８諸国のうち、日・露を除く国・地域の中央

銀行、政策金利の協調利下げ実施 

日経平均株価、８千円を割り込む 

日本、政策金利の協調利下げに踏み切る 

11.     4 

5～6 

12 

13 

18 

18～19 

第３回労働政策委員会 

ＩＭＦ鉄鋼アクショングループ会議（東京） 

第３回書記長会議 

2009闘争シンポジウム（新横浜国際ホテル） 

第２回政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

11.     4 オバマ氏、米大統領に当選 

12.     1 

 

 

2 

3 

5 

8 

8 

12 

15 

15 

15 

15 

19～20 

第３回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（ゆうらいふセンター）「中国における労務問題、

労使紛争」など学ぶ 

第１回地方ブロック代表者会議（ラフォーレ東京）

第51回協議委員会（ホテルマリナーズコート）

第３回政策委員会 

第２回最賃対策委員会 

第２回国際委員会 

第４回労働政策委員会 

第１回戦術委員会 

日本経団連との懇談 

第15回金属産業労使懇談会 

第４回書記長会議 

ＩＭＦアジア太平洋地域会議（ジャカルタ） 

12.     1

12

31

本田技研、F1撤退を表明 

新テロ対策特措法、成立 

新宿コマ劇場、閉館 

2009 
1.  7～24 

 

8 

13 

19 

26 

27～28 

28 

 

第40回労働リーダーシップコース 42人が受講

（京都・関西セミナーハウス） 

第３回最賃対策委員会 

第５回書記長会議 

第２回戦術委員会 

第４回政策委員会 

2009年闘争推進集会（ホテルベルクラシック東京）

最賃センター2009年度全国会議（ホテルベルク

ラシック東京） 

 

1.   1

1

20

28

 

ウガンダ、オーストリア、トルコ、日本、メキ

シコが国際連合非常任理事国となる。 

チェコがフランスに代わり、欧州連合議長国と

なる。 

バラク・オバマ氏、第44代米国大統領に就任。 

ＩＭＦ（国際通貨基金）が2009年の世界全体の

経済成長率が0.5％と第二次世界大戦後、最悪

となるとの見通し発表。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2008 
1.  9～26 

 

10 

10 

15 

21 

22～23 

23 

30 

 

第39回労働リーダーシップコース東西統合し

て開校。35人が受講（京都） 

第13回労働政策委員会 

第７回最賃対策委員会 

第17回書記長会議 

第２回戦術委員会 

2008闘争中央討論集会（オリエンタルホテル東京）

最賃センター2008年度全国会議（同上） 

第15回政策委員会 

1.      2

21

27

30

 

原油、ニューヨークで１バレル100ドルを記録 

アジア各国で株価暴落 

大阪府知事選で橋下徹氏が当選 

中国から輸入の餃子などから有毒成分検出 

2.     14 

   20 

   21 

26 

第18回書記長会議 

第16回政策委員会 

ＩＭＦ自動車作業部会（フランクフルト） 

第３回戦術委員会 

2.     19

25

海上自衛隊イージス艦と漁船が衝突 

韓国大統領に李明博（イ・ミョンパク）前ソウ

ル市長が就任 

3.      4 

7 

10 

12 

 

 

18 

26～28 

27 

28 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会 

第７回戦術委員会（2008年闘争集中回答日） 

全体集計で1,445組合が賃金改善獲得、３年連

続で、賃金改善の流れ確かなものに。 

第17回政策委員会 

ＩＭＦインド鉄鋼会議 

第19回書記長会議 

第１回女性連絡会議 

3.      2

13

14

22

ロシア大統領にメドベージェフ氏当選 

対ドル円相場、12年ぶりに100円を割り込む 

中国チベット自治区で大規模暴動 

台湾総統選挙で馬英九氏が当選 

4.      3 

4 

8～10 

 

11～12 

10～11 

11 

15 

16 

24 

第８回戦術委員会 

第14回労働政策委員会 

ＩＭＦ造船産業アクショングループ会議（シン

ガポール） 

ＩＭＦアジアサブリージョナル委員会（同上）

2008年政策・制度中央討論集会（新横浜国際ホテル）

第18回国際委員会 

第８回最賃対策委員会 

第20回書記長会議 

第９回戦術委員会 

4.     1

   24

改正パートタイム労働法が施行 

日系ブラジル人移民100周年記念式典挙行 

5. 11～12 

14 

16 

11～18 

 

 

29 

29～30 

第15回労働政策委員会 

第19回政策委員会 

第21回書記長会議 

第１回国際労働研修プログラム（マレーシア・タ

イ）北米・東南アジア調査団の代わりに、国際労

働運動に対応できる人材育成の場として設ける。

第10回戦術委員会 

ＩＭＦ執行委員会（京都） 

5.      6

7

12

20

中国・胡錦濤主席、来日 

ロシア、メドヴェージェフ第１副首相が大統領

に就任 

四川大地震の発生、４万人死亡 

中華民国で国民党の馬英九氏が第12代総統に

就任 

6.      4 

 

 

10 

   11 

16～18 

24 

26～27 

 

30 

30～7.3 

第２回海外労使紛争の防止に関する国内労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター）「日産労連の国際活動」

など学ぶ 

第16回労働政策委員会 

第22回書記長会議 

ＩＭＦ世界自動車会議（サンパウロ） 

第20回政策委員会 

第１回アジア金属労組連絡会議（マレーシア）

「不安定労働に対抗する行動」などで議論 

第９回最賃対策委員会 

全米鉄鋼労組大会（ラスベガス） 

 

6.      8 秋葉原通り魔事件発生 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.      7 

9～10 

16 

22 

第17回労働政策委員会 

第８回国際委員会（長野） 

第23回書記長会議 

第21回政策委員会 

7.      7

16

31

先進国首脳会議が洞爺湖で開幕 

ＪＲ東海バス、バスジャックされる 

日雇い派遣のグッドウィル、廃業 

8.      6 

19 

22 

第10回最賃対策委員会 

第24回書記長会議 

第11回最賃対策委員会 

8.      8 北京オリンピック開幕 

9.      2 

 

 

7～13 

11 

18 

29 

第47回定期大会（ホテルラングウッド）加藤議

長勇退、第９代議長に西原浩一郎氏を、第５代

事務局長に若松英幸氏を選出。 

ＩＡＭ全国大会（フロリダ） 

第１回労働政策委員会 

第１回書記長会議 

第１回最賃対策委員会 

9.    15

24

29

米大手証券会社リーマン・ブラザーズが破綻。

麻生太郎内閣発足 

米で金融安定化法案が否決、金融危機が世界に

拡大 

10.     3 

6 

 

9 

 

 

14 

22 

31 

第２回労働政策委員会 

韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）との定期協議（ヤ

ンヤン） 

ディーセントワーク世界行動デー集会（日比谷

公会堂）連合とＧＵＦと共催で初めて世界で一

斉に開催。 

第１回政策委員会 

第２回書記長会議 

第１回国際委員会 

10.     1

1

7

7

8

24

31

大阪市の個室ビデオ店で放火、死者15名 

日本政策金融公庫を設立 

日経平均株価、１万円を割り込む 

日本生まれ３名がノーベル賞受賞決定 

Ｇ８諸国のうち、日・露を除く国・地域の中央

銀行、政策金利の協調利下げ実施 

日経平均株価、８千円を割り込む 

日本、政策金利の協調利下げに踏み切る 

11.     4 

5～6 

12 

13 

18 

18～19 

第３回労働政策委員会 

ＩＭＦ鉄鋼アクショングループ会議（東京） 

第３回書記長会議 

2009闘争シンポジウム（新横浜国際ホテル） 

第２回政策委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

11.     4 オバマ氏、米大統領に当選 

12.     1 

 

 

2 

3 

5 

8 

8 

12 

15 

15 

15 

15 

19～20 

第３回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（ゆうらいふセンター）「中国における労務問題、

労使紛争」など学ぶ 

第１回地方ブロック代表者会議（ラフォーレ東京）

第51回協議委員会（ホテルマリナーズコート）

第３回政策委員会 

第２回最賃対策委員会 

第２回国際委員会 

第４回労働政策委員会 

第１回戦術委員会 

日本経団連との懇談 

第15回金属産業労使懇談会 

第４回書記長会議 

ＩＭＦアジア太平洋地域会議（ジャカルタ） 

12.     1

12

31

本田技研、F1撤退を表明 

新テロ対策特措法、成立 

新宿コマ劇場、閉館 

2009 
1.  7～24 

 

8 

13 

19 

26 

27～28 

28 

 

第40回労働リーダーシップコース 42人が受講

（京都・関西セミナーハウス） 

第３回最賃対策委員会 

第５回書記長会議 

第２回戦術委員会 

第４回政策委員会 

2009年闘争推進集会（ホテルベルクラシック東京）

最賃センター2009年度全国会議（ホテルベルク

ラシック東京） 

 

1.   1

1

20

28

 

ウガンダ、オーストリア、トルコ、日本、メキ

シコが国際連合非常任理事国となる。 

チェコがフランスに代わり、欧州連合議長国と

なる。 

バラク・オバマ氏、第44代米国大統領に就任。 

ＩＭＦ（国際通貨基金）が2009年の世界全体の

経済成長率が0.5％と第二次世界大戦後、最悪

となるとの見通し発表。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2.   4～5 

10 

13 

19 

24 

25 

25 

第11回日独金属労組定期協議（フランクフルト）

第６回書記長会議 

第１回組織委員会 

ＩＭＦ臨時執行委員会（ジュネーブ） 

第３回戦術委員会 

第５回政策委員会 

第３回国際委員会 

2.      2

   10

浅間山噴火 

米国とロシアの人工衛星が衝突。人工衛星同士

の初の衝突事故。 

3.     5 

13 

16 

18 

24～27 

 

25 

26 

30～31 

第４回最賃対策委員会 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会 

ＩＭＦアジア鉄鋼会議／気候変動作業部会（シ

ドニー） 

第６回政策委員会 

第７回書記長会議 

ＩＭＦ貿易・雇用・開発作業部会（ジュネーブ）

3.     13

13

29

政府、海賊対策のため、海上自衛隊をソマリア

沖に派遣を決定 

寝台特急「はやぶさ」「富士」等、この日で廃止 

千葉県知事に森田健作氏当選 

4.      1 

6 

7～10 

 

8 

11 

12～13 

15 

16 

17 

21～22 

23 

26～27 

2009年度政策セミナー（電機連合） 

中国金属工会との定期交流会議（九段下） 

ベトナム全国工業商業労組（ＶＵＩＴ）訪日代

表団との懇談 

第７回戦術委員会 

得本輝人４代議長逝去（67歳） 

第２回組織委員会（長野） 

第８回書記長会議 

第７回政策委員会 

第５回労働政策委員会 

第４回国際委員会 

第８回戦術委員会 

第２回地方ブロック代表者会議（岩手） 

4.      5

22

27

北朝鮮、ミサイル発射実験 

2008年度貿易収支が28年ぶりの赤字と判明 

政府、新型インフルエンザへの緊急対策方針を

決定 

5.     11 

   13 

   15 

 

18 

22 

23 

24～27 

 

 

 

27 

第６回労働政策委員会 

第９回書記長会議 

労働リーダーシップコース（西日本）40周年記

念行事を同志社大学で開催。終了生は1343名に

第９回戦術委員会 

ＩＭＦ女性会議（スウェーデン） 

ＩＭＦ執行委員会（スウェーデン） 

第32回ＩＭＦ世界大会（スウェーデン・イェテ

ボリ）ベルトホルト・フーバー会長（ＩＧメタ

ル）、ユルキ・ライナ書記長（北欧産業労連）

を選出 

ＩＭＦ中央委員会 

5.     16

25

31

民主党代表選挙、鳩山由紀夫氏が当選 

北朝鮮、２度目の核実験 

横浜開港150周年式典 

6.      9 

   10 

11～12 

25～26 

第７回労働政策委員会 

第10回書記長会議 

第８回政策委員会 

第２回アジア金属労組連絡会議（バンコク） 

「世界経済危機とアジア太平洋労組の対応」な

ど論議 

6.     4

   14

静岡空港開港 

郵便不正事件で、厚労省女性キャリア官僚を逮捕

7.    24 

 

 

第４回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（ゆうらいふセンター）「海外生産拠点における健

全な労使関係の構築にむけて」インドネシア、ベ

トナムの事例交えパネル討論行う。 

7.      8

19

22

主要国首脳会議、イタリアで開幕 

中国地方、九州北部で豪雨、死者31名 

日本で皆既日食を観測 

8.     17 第７回最賃対策委員会 

 

 

8.      3

30

裁判員裁判、始まる 

衆議院選挙実施、民主党が第一党に 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

9.      1 

 

 

17～18 

第48回定期大会（ホテルラングウッド） 

2010年度活動方針を決定。新任のライナＩＭＦ

書記長が、ＩＭＦ－ＪＣへの期待など挨拶。 

ＩＭＦ労働組合構築・団交セミナー（ジュネ

ーブ） 

9.      1

16

28

29

消費者庁、発足 

民主党、鳩山由紀夫内閣が成立 

自民党総裁に谷垣禎一氏選出 

政府、八ッ場ダムの廃止を決定 

10.    13 

 

21 

 

26 

29～30 

第13回北欧金属労連との定期協議（ストックホ

ルム） 

韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）との定期協議（札

幌） 

2010年度政策セミナー（幕張テクノガーデン）

ＩＭＦ事務技術職組織化セミナー（フランクフ

ルト） 

10.    4

8

9

10

22

トルコ・イスタンブールでＧ７開幕 

南太平洋、バヌアツでＭ７.8の大地震発生。 

オバマ米国大統領が、ノーベル平和賞受賞 

北京で日中韓首脳会談が開催。 

マイクロソフトのＯＳ最新版Windows7発売開

始 

11. 8～14 

12 

25 

 

第２回国際労働研修プログラム（マニラ） 

2010年闘争シンポジウム（ホテルイースト） 

政策研究会（ＡＮＡインターコンチネンタルホ

テル）政治顧問と三役との政策懇談 

11.     1

5

11

13

太陽光発電の買い取り制度開始 

プルサーマル発電開始 

行政刷新会議、「事業仕分け」を開始 

オバマ米大統領が初来日 

12.    1 

1 

10 

 

 

14 

15～16 

24 

24 

第52回協議委員会（ホテルイースト） 

第３回地方ブロック代表者会議（ホテルイースト）

第５回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター）インド、タイの

事例学ぶ 

日本経団連との懇談 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第16回金属産業労使懇談会 

第１回戦術委員会 

12.     1

7

欧州連合（ＥＵ）の新基本条約であるリスボン

条約が発効。 

第15回気候変動枠組条約締結国会議開催 

2010 
1.  7～23 

26～27 

27 

 

 

第41回労働リーダーシップコース 39人が受講

2010年闘争推進集会（新横浜国際ホテル） 

最賃センター2010年度全国会議（新横浜国際ホ

テル） 

1.      1

4

19

 

日本年金機構発足 

世界一の高層ビル、ドバイでオープン 

日本航空、会社更生法の適用を申請 

2.   3～5 

10～12 
ＩＭＦアジア太平洋調整委員会（マニラ） 

ＩＭＦ貿易・雇用・開発計画作業部会（ニュー

デリー） 

2.     12

   27

 

バンクーバーオリンピック開幕 

チリ・コンセプシオンにてＭ8.8の大地震発生。

日本へも津波の影響。 

3.     12 

15 

17 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2010年闘争集中回答日） 

全体集計で267組合が賃金改善を獲得 

3.     10

   29

山陽新幹線全線開業35周年 

モスクワの地下鉄で連続自爆事件、39人死亡 

4.      4 

4～8 

14～15 

 

16～17 

 

19 

 

19～20 

23 

25～26 

28～29 

第７回戦術委員会 

中国金属工会との交流会議（北京・ウルムチ）

ＩＣＴ・電機・電子産業に関する会議（シンガポ

ール） 

ＩＭＦ東・東南アジア太平洋地域サブリージョ

ナル委員会（シンガポール） 

初の「女性交流集会」（ワークピア横浜）グル

ープワークで活発な意見交換。 

2010年度政策・制度中央討論集会（横浜） 

第８回戦術委員会 

第４回地方ブロック代表者会議（愛媛） 

ＩＭＦキャタピラーネットワーク会議（グルノ

ーブル） 

 

 

 

 

4.     12

14

27

第１回核安全サミット開幕 

アイスランドで火山噴火 

重大刑事事件における公訴時効廃止される 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

2.   4～5 

10 

13 

19 

24 

25 

25 

第11回日独金属労組定期協議（フランクフルト）

第６回書記長会議 

第１回組織委員会 

ＩＭＦ臨時執行委員会（ジュネーブ） 

第３回戦術委員会 

第５回政策委員会 

第３回国際委員会 

2.      2

   10

浅間山噴火 

米国とロシアの人工衛星が衝突。人工衛星同士

の初の衝突事故。 

3.     5 

13 

16 

18 

24～27 

 

25 

26 

30～31 

第４回最賃対策委員会 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会 

ＩＭＦアジア鉄鋼会議／気候変動作業部会（シ

ドニー） 

第６回政策委員会 

第７回書記長会議 

ＩＭＦ貿易・雇用・開発作業部会（ジュネーブ）

3.     13

13

29

政府、海賊対策のため、海上自衛隊をソマリア

沖に派遣を決定 

寝台特急「はやぶさ」「富士」等、この日で廃止 

千葉県知事に森田健作氏当選 

4.      1 

6 

7～10 

 

8 

11 

12～13 

15 

16 

17 

21～22 

23 

26～27 

2009年度政策セミナー（電機連合） 

中国金属工会との定期交流会議（九段下） 

ベトナム全国工業商業労組（ＶＵＩＴ）訪日代

表団との懇談 

第７回戦術委員会 

得本輝人４代議長逝去（67歳） 

第２回組織委員会（長野） 

第８回書記長会議 

第７回政策委員会 

第５回労働政策委員会 

第４回国際委員会 

第８回戦術委員会 

第２回地方ブロック代表者会議（岩手） 

4.      5

22

27

北朝鮮、ミサイル発射実験 

2008年度貿易収支が28年ぶりの赤字と判明 

政府、新型インフルエンザへの緊急対策方針を

決定 

5.     11 

   13 

   15 

 

18 

22 

23 

24～27 

 

 

 

27 

第６回労働政策委員会 

第９回書記長会議 

労働リーダーシップコース（西日本）40周年記

念行事を同志社大学で開催。終了生は1343名に

第９回戦術委員会 

ＩＭＦ女性会議（スウェーデン） 

ＩＭＦ執行委員会（スウェーデン） 

第32回ＩＭＦ世界大会（スウェーデン・イェテ

ボリ）ベルトホルト・フーバー会長（ＩＧメタ

ル）、ユルキ・ライナ書記長（北欧産業労連）

を選出 

ＩＭＦ中央委員会 

5.     16

25

31

民主党代表選挙、鳩山由紀夫氏が当選 

北朝鮮、２度目の核実験 

横浜開港150周年式典 

6.      9 

   10 

11～12 

25～26 

第７回労働政策委員会 

第10回書記長会議 

第８回政策委員会 

第２回アジア金属労組連絡会議（バンコク） 

「世界経済危機とアジア太平洋労組の対応」な

ど論議 

6.     4

   14

静岡空港開港 

郵便不正事件で、厚労省女性キャリア官僚を逮捕

7.    24 

 

 

第４回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（ゆうらいふセンター）「海外生産拠点における健

全な労使関係の構築にむけて」インドネシア、ベ

トナムの事例交えパネル討論行う。 

7.      8

19

22

主要国首脳会議、イタリアで開幕 

中国地方、九州北部で豪雨、死者31名 

日本で皆既日食を観測 

8.     17 第７回最賃対策委員会 

 

 

8.      3

30

裁判員裁判、始まる 

衆議院選挙実施、民主党が第一党に 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

9.      1 

 

 

17～18 

第48回定期大会（ホテルラングウッド） 

2010年度活動方針を決定。新任のライナＩＭＦ

書記長が、ＩＭＦ－ＪＣへの期待など挨拶。 

ＩＭＦ労働組合構築・団交セミナー（ジュネ

ーブ） 

9.      1

16

28

29

消費者庁、発足 

民主党、鳩山由紀夫内閣が成立 

自民党総裁に谷垣禎一氏選出 

政府、八ッ場ダムの廃止を決定 

10.    13 

 

21 

 

26 

29～30 

第13回北欧金属労連との定期協議（ストックホ

ルム） 

韓国金属労連（ＦＫＭＴＵ）との定期協議（札

幌） 

2010年度政策セミナー（幕張テクノガーデン）

ＩＭＦ事務技術職組織化セミナー（フランクフ

ルト） 

10.    4

8

9

10

22

トルコ・イスタンブールでＧ７開幕 

南太平洋、バヌアツでＭ７.8の大地震発生。 

オバマ米国大統領が、ノーベル平和賞受賞 

北京で日中韓首脳会談が開催。 

マイクロソフトのＯＳ最新版Windows7発売開

始 

11. 8～14 

12 

25 

 

第２回国際労働研修プログラム（マニラ） 

2010年闘争シンポジウム（ホテルイースト） 

政策研究会（ＡＮＡインターコンチネンタルホ

テル）政治顧問と三役との政策懇談 

11.     1

5

11

13

太陽光発電の買い取り制度開始 

プルサーマル発電開始 

行政刷新会議、「事業仕分け」を開始 

オバマ米大統領が初来日 

12.    1 

1 

10 

 

 

14 

15～16 

24 

24 

第52回協議委員会（ホテルイースト） 

第３回地方ブロック代表者会議（ホテルイースト）

第５回海外労使紛争の防止に関する労使セミ

ナー（ゆうらいふセンター）インド、タイの

事例学ぶ 

日本経団連との懇談 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第16回金属産業労使懇談会 

第１回戦術委員会 

12.     1

7

欧州連合（ＥＵ）の新基本条約であるリスボン

条約が発効。 

第15回気候変動枠組条約締結国会議開催 

2010 
1.  7～23 

26～27 

27 

 

 

第41回労働リーダーシップコース 39人が受講

2010年闘争推進集会（新横浜国際ホテル） 

最賃センター2010年度全国会議（新横浜国際ホ

テル） 

1.      1

4

19

 

日本年金機構発足 

世界一の高層ビル、ドバイでオープン 

日本航空、会社更生法の適用を申請 

2.   3～5 

10～12 
ＩＭＦアジア太平洋調整委員会（マニラ） 

ＩＭＦ貿易・雇用・開発計画作業部会（ニュー

デリー） 

2.     12

   27

 

バンクーバーオリンピック開幕 

チリ・コンセプシオンにてＭ8.8の大地震発生。

日本へも津波の影響。 

3.     12 

15 

17 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2010年闘争集中回答日） 

全体集計で267組合が賃金改善を獲得 

3.     10

   29

山陽新幹線全線開業35周年 

モスクワの地下鉄で連続自爆事件、39人死亡 

4.      4 

4～8 

14～15 

 

16～17 

 

19 

 

19～20 

23 

25～26 

28～29 

第７回戦術委員会 

中国金属工会との交流会議（北京・ウルムチ）

ＩＣＴ・電機・電子産業に関する会議（シンガポ

ール） 

ＩＭＦ東・東南アジア太平洋地域サブリージョ

ナル委員会（シンガポール） 

初の「女性交流集会」（ワークピア横浜）グル

ープワークで活発な意見交換。 

2010年度政策・制度中央討論集会（横浜） 

第８回戦術委員会 

第４回地方ブロック代表者会議（愛媛） 

ＩＭＦキャタピラーネットワーク会議（グルノ

ーブル） 

 

 

 

 

4.     12

14

27

第１回核安全サミット開幕 

アイスランドで火山噴火 

重大刑事事件における公訴時効廃止される 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

5.     10 

10 

10～11 

10～11 

12 

16～22 

21 

26 

31～6.1 

第18回政策委員会 

第13回労働政策委員会 

第６回組織委員会 

第10回国際委員会 

第20回書記長会議 

第３回国際労働研修プログラム（ジャカルタ）

第９回戦術委員会 

第12回女性連絡会議 

第３回アジア金属労組連絡会議（ハノイ） 

「危機への対応」でアジア太平洋各地域の現状

と課題など論議。 

5.      2

10

11

30

ＩＭＦ、ギリシャへの財政支援を決定 

フィリピンで大統領選、アキノ上院議員が当選

英国総選挙での保守党勝利を受け、キャメロン

氏、新首相に 

社民党、政権から離脱を決定 

6.      1 

3 

8 

9 

9 

9 

 10～11 

11 

 

14 

 

 

15 

18～19 

 

19 

第19回政策委員会 

第14回労働政策委員会 

第10回戦術委員会 

第21回書記長会議 

第11回国際委員会 

ＩＭＦ航空宇宙運営委員会（フランクフルト）

ＩＭＦ執行委員会（フランクフルト） 

第６回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（電機連合）ブラジルの事例など学ぶ。 

第23回常任幹事会で「女性参画中期目標・行動計

画」を承認。計画期間は 2010 年９月から 14 年８

月とした。９月の第49回定期大会に報告した。 

第11回最賃対策委員会 

ＩＣＥＭ／ＩＭＦ持続可能性に関する会議（カ

ナダ・トロント） 

健全な労使関係構築に関する労使ワークショ

ップ（ジャカルタ） 

6.      8

13

25

菅内閣発足 

小惑星探査機はやぶさ、地球に帰還 

Ｇ８サミット、カナダで開幕 

7.     14 

16 

28 

第22回書記長会議 

第20回政策委員会 

第12回国際委員会 

7.     11

 

参議院選挙実施、民主党惨敗し参議院で過半数

取れず、ねじれ国会に。 

 

8.      2 

3 

5 

16 

31 

第13回女性連絡会議 

第７回組織委員会 

第12回最賃対策委員会 

第23回書記長会議 

第13回最賃対策委員会 

8.     18 イラク駐留米軍、戦闘部隊の撤退完了 

9.      7 

 

 

 

15 

第49回定期大会（ホテルラングウッド）常任幹

事に２名の女性枠を新設。事務局体制を４局か

ら組織総務局、政策企画局、国際局の３局体制

に変更。 

第１回書記長会議 

9.      7

   14

尖閣諸島にて中国漁船との衝突事件 

任期満了に伴い民主党代表選が開票され、菅直

人氏が小沢一郎氏を破り再選。 

10.     1 

4 

6 

6 

 

6～7 

13 

13 

29 

29 

日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第１回労働政策委員会 

ＩＭＦ事務技術職作業部会（ジュネーブ） 

連合・ＧＵＦ主催ディーセントワーク世界行動

デー（ラングウッド／上野丸井前） 

ＩＭＦ航空宇宙会議（シアトル） 

第２回書記長会議 

第１回国際委員会 

第１回政策委員会 

政策セミナー（ゆうらいふセンター） 

 

 

 

10.   1

8

18

国勢調査が全国一斉に開始。 

米国ワシントンＤ.ＣでＧ７主要国財務相・中

央銀行総裁会議開催 

名古屋で第10回静物多様性条約締約国会議（Ｃ

ＯＰ10）が開催。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

11.     1 

15 

16 

21～27 

第２回労働政策委員会 

第３回書記長会議 

第１回組織委員会 

第４回国際労働研修プログラム（ベトナム） 

11.     9

13

13

23

ミャンマーで20年ぶりの総選挙 

ミャンマーでスーチー女史自宅軟禁から解放 

横浜でＡＰＥＣ首脳会議開幕 

北朝鮮、韓国の延坪島砲撃事件発生 

12.  2～3 

7 

7 

10 

 

12 

15 

15 

16 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第１回地方ブロック代表者会議 

第53回協議委員会（第一ホテル東京） 

第７回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（ゆうらいふセンター）中国の事例など学ぶ 

タイＴＥＡＭ10周年大会（バンコク） 

第１回戦術委員会 

第４回書記長会議 

日本経団連との懇談 

12.     4

   7

東北新幹線、八戸－新青森が開業し、全線開通

日本の金星探索機「あかつき」が金星に到達。

2011 
1. 12～29 

 

14 

18 

19 

24 

25 

26 

 

第42回労働リーダーシップコース 41人（内女

性３名）が受講（京都） 

第３回労働政策委員会 

第５回書記長会議 

第２回政策委員会 

第２回戦術委員会 

2011年闘争推進集会（ホテルJALシティ田町）

2011年度最低賃金連絡会議（新横浜国際ホテル）

1.     9

   14

14

20

28

 

インドのデリーで40年ぶりの寒波記録 

チュニジアでジャスミン革命、独裁政権崩壊 

菅２次改造内閣発足 

中国のＧＤＰ日本を抜き、世界２位に 

エジプト各地で反政府デモ、大混乱に 

2.   5～7 

13～17 

 

16 

23 

ＦＳＰＭＩ大会（ジャカルタ） 

オーストラリアＡＷＵ記念大会（ゴールドコー

スト） 

第６回書記長会議 

第３回戦術委員会 

2.     3

   

 

   22

鉄鋼で国内最大手の新日本製鐵と３位の住友

金属鉱業が、2012年10月に合併することを発

表。 

ニュージーランドでＭ6.3の地震発生 

3.     11 

16 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会（2011年闘争集中回答日） 

前年を上回る333組合が賃金改善を獲得 

（記者会見は東日本大震災のため中止） 

3.   11

12

17

日本時間午後２時46分、東日本大震災発生Ｍ9.0、

国内観測史上最大、主に津波により２万人近くの

死者・行方不明者出す。 

九州新幹線鹿児島ルート開業 

為替レート、１ドル77円台を記録 

4.      7 

12 

13 

20 

27 

第６回戦術委員会 

３ＧＵＦ事務局懇談会 

第８回書記長会議 

第４回労働政策委員会 

第７回戦術委員会 

4.    1

   

   20

   29

延期されていた上野動物園の２頭のジャイアント

パンダ、「リーリー」と「シンシン」の公開開始。

キューバ・カストロ氏引退 

東北新幹線全線運転再開 

5.     11 

12～13 

15～21 

18 

20 

21～22 

25～26 

第９回書記長会議 

ＩＭＦアジア太平洋地域会議（シドニー） 

第５回国際労働研修プログラム（タイ） 

韓国金属労連大会（ソウル） 

第８回戦術委員会 

第２回地方ブロック代表者会議（富山） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

5.      2

   14

ビンラディン容疑者殺害 

菅首相の中長期的地震対策が完成するまでの

期間、全ての原子力発電所・施設運転の中止の

要請を受け、全ての原子炉が運転停止をした。

 

6.      1 

 

8 

8 

8 

8 

9 

15 

 23～24 

 

第２回健全な労使関係構築に関する労使ワークシ

ョップ（ジャカルタ） 

第２回組織委員会 

第３回政策委員会 

第５回労働政策委員会 

第５回国際委員会 

第１回組織運営検討委員会 

第10回書記長会議 

第４回アジア金属労組連絡会議（ソウル） 

「３ＧＵＦ統合」をメインに論議 

6.    2

 

 

   4

 

   30

     

   

 

   

菅直人総理大臣が、民主党代議士会にて、「東

日本大震災の対応に一定の目途がついた時点」

での退陣を表明。 

チリ南部のプジェウエ火山が半世紀ぶりに噴

火。 

中国の北京市と上海市を結ぶ高速鉄道が営業

運転を開始。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

5.     10 

10 

10～11 

10～11 

12 

16～22 

21 

26 

31～6.1 

第18回政策委員会 

第13回労働政策委員会 

第６回組織委員会 

第10回国際委員会 

第20回書記長会議 

第３回国際労働研修プログラム（ジャカルタ）

第９回戦術委員会 

第12回女性連絡会議 

第３回アジア金属労組連絡会議（ハノイ） 

「危機への対応」でアジア太平洋各地域の現状

と課題など論議。 

5.      2

10

11

30

ＩＭＦ、ギリシャへの財政支援を決定 

フィリピンで大統領選、アキノ上院議員が当選

英国総選挙での保守党勝利を受け、キャメロン

氏、新首相に 

社民党、政権から離脱を決定 

6.      1 

3 

8 

9 

9 

9 

 10～11 

11 

 

14 

 

 

15 

18～19 

 

19 

第19回政策委員会 

第14回労働政策委員会 

第10回戦術委員会 

第21回書記長会議 

第11回国際委員会 

ＩＭＦ航空宇宙運営委員会（フランクフルト）

ＩＭＦ執行委員会（フランクフルト） 

第６回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（電機連合）ブラジルの事例など学ぶ。 

第23回常任幹事会で「女性参画中期目標・行動計

画」を承認。計画期間は 2010 年９月から 14 年８

月とした。９月の第49回定期大会に報告した。 

第11回最賃対策委員会 

ＩＣＥＭ／ＩＭＦ持続可能性に関する会議（カ

ナダ・トロント） 

健全な労使関係構築に関する労使ワークショ

ップ（ジャカルタ） 

6.      8

13

25

菅内閣発足 

小惑星探査機はやぶさ、地球に帰還 

Ｇ８サミット、カナダで開幕 

7.     14 

16 

28 

第22回書記長会議 

第20回政策委員会 

第12回国際委員会 

7.     11

 

参議院選挙実施、民主党惨敗し参議院で過半数

取れず、ねじれ国会に。 

 

8.      2 

3 

5 

16 

31 

第13回女性連絡会議 

第７回組織委員会 

第12回最賃対策委員会 

第23回書記長会議 

第13回最賃対策委員会 

8.     18 イラク駐留米軍、戦闘部隊の撤退完了 

9.      7 

 

 

 

15 

第49回定期大会（ホテルラングウッド）常任幹

事に２名の女性枠を新設。事務局体制を４局か

ら組織総務局、政策企画局、国際局の３局体制

に変更。 

第１回書記長会議 

9.      7

   14

尖閣諸島にて中国漁船との衝突事件 

任期満了に伴い民主党代表選が開票され、菅直

人氏が小沢一郎氏を破り再選。 

10.     1 

4 

6 

6 

 

6～7 

13 

13 

29 

29 

日韓金属労組定期協議（ソウル） 

第１回労働政策委員会 

ＩＭＦ事務技術職作業部会（ジュネーブ） 

連合・ＧＵＦ主催ディーセントワーク世界行動

デー（ラングウッド／上野丸井前） 

ＩＭＦ航空宇宙会議（シアトル） 

第２回書記長会議 

第１回国際委員会 

第１回政策委員会 

政策セミナー（ゆうらいふセンター） 

 

 

 

10.   1

8

18

国勢調査が全国一斉に開始。 

米国ワシントンＤ.ＣでＧ７主要国財務相・中

央銀行総裁会議開催 

名古屋で第10回静物多様性条約締約国会議（Ｃ

ＯＰ10）が開催。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

11.     1 

15 

16 

21～27 

第２回労働政策委員会 

第３回書記長会議 

第１回組織委員会 

第４回国際労働研修プログラム（ベトナム） 

11.     9

13

13

23

ミャンマーで20年ぶりの総選挙 

ミャンマーでスーチー女史自宅軟禁から解放 

横浜でＡＰＥＣ首脳会議開幕 

北朝鮮、韓国の延坪島砲撃事件発生 

12.  2～3 

7 

7 

10 

 

12 

15 

15 

16 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

第１回地方ブロック代表者会議 

第53回協議委員会（第一ホテル東京） 

第７回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（ゆうらいふセンター）中国の事例など学ぶ 

タイＴＥＡＭ10周年大会（バンコク） 

第１回戦術委員会 

第４回書記長会議 

日本経団連との懇談 

12.     4

   7

東北新幹線、八戸－新青森が開業し、全線開通

日本の金星探索機「あかつき」が金星に到達。

2011 
1. 12～29 

 

14 

18 

19 

24 

25 

26 

 

第42回労働リーダーシップコース 41人（内女

性３名）が受講（京都） 

第３回労働政策委員会 

第５回書記長会議 

第２回政策委員会 

第２回戦術委員会 

2011年闘争推進集会（ホテルJALシティ田町）

2011年度最低賃金連絡会議（新横浜国際ホテル）

1.     9

   14

14

20

28

 

インドのデリーで40年ぶりの寒波記録 

チュニジアでジャスミン革命、独裁政権崩壊 

菅２次改造内閣発足 

中国のＧＤＰ日本を抜き、世界２位に 

エジプト各地で反政府デモ、大混乱に 

2.   5～7 

13～17 

 

16 

23 

ＦＳＰＭＩ大会（ジャカルタ） 

オーストラリアＡＷＵ記念大会（ゴールドコー

スト） 

第６回書記長会議 

第３回戦術委員会 

2.     3

   

 

   22

鉄鋼で国内最大手の新日本製鐵と３位の住友

金属鉱業が、2012年10月に合併することを発

表。 

ニュージーランドでＭ6.3の地震発生 

3.     11 

16 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会（2011年闘争集中回答日） 

前年を上回る333組合が賃金改善を獲得 

（記者会見は東日本大震災のため中止） 

3.   11

12

17

日本時間午後２時46分、東日本大震災発生Ｍ9.0、

国内観測史上最大、主に津波により２万人近くの

死者・行方不明者出す。 

九州新幹線鹿児島ルート開業 

為替レート、１ドル77円台を記録 

4.      7 

12 

13 

20 

27 

第６回戦術委員会 

３ＧＵＦ事務局懇談会 

第８回書記長会議 

第４回労働政策委員会 

第７回戦術委員会 

4.    1

   

   20

   29

延期されていた上野動物園の２頭のジャイアント

パンダ、「リーリー」と「シンシン」の公開開始。

キューバ・カストロ氏引退 

東北新幹線全線運転再開 

5.     11 

12～13 

15～21 

18 

20 

21～22 

25～26 

第９回書記長会議 

ＩＭＦアジア太平洋地域会議（シドニー） 

第５回国際労働研修プログラム（タイ） 

韓国金属労連大会（ソウル） 

第８回戦術委員会 

第２回地方ブロック代表者会議（富山） 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

5.      2

   14

ビンラディン容疑者殺害 

菅首相の中長期的地震対策が完成するまでの

期間、全ての原子力発電所・施設運転の中止の

要請を受け、全ての原子炉が運転停止をした。

 

6.      1 

 

8 

8 

8 

8 

9 

15 

 23～24 

 

第２回健全な労使関係構築に関する労使ワークシ

ョップ（ジャカルタ） 

第２回組織委員会 

第３回政策委員会 

第５回労働政策委員会 

第５回国際委員会 

第１回組織運営検討委員会 

第10回書記長会議 

第４回アジア金属労組連絡会議（ソウル） 

「３ＧＵＦ統合」をメインに論議 

6.    2

 

 

   4

 

   30

     

   

 

   

菅直人総理大臣が、民主党代議士会にて、「東

日本大震災の対応に一定の目途がついた時点」

での退陣を表明。 

チリ南部のプジェウエ火山が半世紀ぶりに噴

火。 

中国の北京市と上海市を結ぶ高速鉄道が営業

運転を開始。 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.     29 

29 

第９回戦術委員会 

第２回組織運営検討委員会 

7.      1 

 

2 

 

13 

21 

22 

25 

第８回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（電機連合）インドの事例など学ぶ 

第２回女性交流集会（電機連合会館）47名女性リ

ーダー参加 

第11回書記長会議 

第３回組織運営検討委員会 

第６回国際委員会 

中国金属工会との定期交流会議（札幌） 

7.    1

18

24

中国で「国防動員法」が正式発効。 

ドイツで女子ワールドカップ・サッカー開幕、

日本代表が初優勝 

地上アナログテレビ放送がこの日をもって停

波し、地上デジタル放送に完全移行。 

8.      5 

15～18 

22 

第12回書記長会議 

全米鉄鋼労組大会（ラスベガス） 

第６回労働政策委員会 

8 .    6

19

菅総理大臣が退陣記者会見 

ニューヨーク外国為替市場で１ドル75円台を

記録 

9.      6 

 

 

 

26 

28 

第50回定期大会（横浜） 

2012年度活動方針を決定。第50回を記念して特

別講演「危機の経営－国内ものづくり産業の生

きる道」（吉川良三氏） 

第13回書記長会議 

第７回労働政策委員会 

9.      2

 

   17

   18

野田佳彦氏を内閣総理大臣とする野田内閣発

足 

貧困と格差社会の解決を求める「ウオール街を

選挙せよ」が開始。 

インド・ネパール国境でＭ7.0の地震発生、100

名死亡。 

10. 9～15 

13 

13 

20 

24 

27 

ＩＧメタル全国大会（ドイツ） 

第14回書記長会議 

第７回国際委員会 

日韓金属労組定期協議（宮崎） 

政策セミナー（電機連合） 

第４回組織運営検討委員会 

10.    11

   

   31

大津市中２いじめ自殺事件をきっかけに、再び

いじめが社会問題になる。 

国連の推計で、世界人口は70億人に。 

タイで過去50年間で最悪の水害発生。水害は鉱

業団地にも及び多数の日系企業の現地工場が

創業停止に陥った。 

11.  1～4 

2 

6～12 

13～14 

15 

17 

21 

26 

 

29～30 

ＩＭＦ自動車会議（インド） 

第８回労働政策委員会 

第６回国際労働研修プログラム（インドネシア）

第15回書記長会議 

第３回組織委員会（全電線） 

第４回政策委員会 

第７回女性連絡会議 

第９回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（電機連合）ブラジルの事例など学ぶ 

中華全国総工会－ＩＭＦ共催「グローバル化と労

組戦略に関するセミナー」（上海） 

11.    3

  8

12

17～19

21

フランス・カンヌでＧ20首脳会議 

オリンパス、粉飾決算が発覚 

ホノルルでアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥ

Ｃ）首脳会議。13日に「ホノルル宣言」採択。

インドネシア・ヌサドゥアで東南アジア諸国連

合（ＡＳＥＡＮ）首脳会議。 

オウム真理教事件の全公判が一旦終了 

12.     2 

2 

5 

 

6 

7～8 

   14 

14 

19 

26 

第54回協議委員会（第一ホテル東京） 

第３回地方ブロック代表者会議 

ＩＭＦ女性会議（ジャカルタ）30カ国から109

名（内女性72名）日本から６名参加。 

ＩＭＦ執行委員会（ジャカルタ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジャカルタ） 

第１回戦術委員会 

第16回書記長会議 

第９回労働政策委員会 

第８回国際委員会 

12.  17

18

30

北朝鮮の最高指導者金正日が死去 

イラク駐留米軍の撤退完了。 

ユーロ対円相場が一時100円割れ 

2012 
1.   10 

11～28 

 

13 

16 

17 

23 

 

第８回女性連絡会議 

第43回労働リーダーシップコース 39人が受講

（京都） 

第５回政策委員会 

第10回労働政策委員会 

第17回書記長会議 

第２回戦術委員会 

1.     13

14

 

野田第１次改造内閣発足 

台湾の総統選で、馬英九氏が再選 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

1.   24 

25 
2012年闘争推進集会 

2012年度最低賃金連絡会議（ワークピア横浜）

 

2.   1～2 

 

7 

16 

16 

21 

22 

22 

23 

28～29 

第 12回日独金属労組定期協議（九段下）「エネ

ルギー政策」「新ＧＵＦ結成」など議論。 

第９回女性連絡会議 

第18回書記長会議 

第５回組織運営検討委員会 

第６回政策委員会 

第３回戦術委員会 

政策研究会（ルポール麹町） 

第９回国際委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

2.     10

   

   

   14

   29

復興庁が発足 

パナソニック、家庭用VHSビデオテープレコ－

ターの生産停止。 

野田首相、内閣に東日本大震災総括担当大臣を

新設。 

東京スカイツリー、竣工 

3.      7 

 9 

12 

14 

 

 

21 

21～23 

28 

28 

29 

草野忠義第５代議長逝去（67歳） 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2012年闘争集中回答日） 

賃金改善等を獲得した組合は351組合となり、

前年を上回った。 

ＩＭＦキャタピラー運営委員会（ベルギー） 

ＩＭＦボッシュネットワーク会議（ドイツ） 

第19回書記長会議 

第７回政策委員会 

第６回組織運営検討委員会 

3.      4

11

30

31

ロシア大統領選挙、プーチン氏当選 

国立劇場で政府主催の「東日本大震災一周年追

悼式」（以降毎年この日に開催）が行われ、天

皇・皇后・首相等が出席。 

福島復興再生特別措置法が成立。 

テレビのデジタル化、完了 

4.      4 

5 

5 

5 

6 

10～11 

11 

12 

18 

21 

25 

27 

第11回労働政策委員会 

第７回戦術委員会 

日本経団連との懇談 

第10回国際委員会 

第10回女性連絡会議 

2012年度政策・制度中央討論集会（横浜） 

第８回政策委員会 

第４回組織委員会（ＪＡＭ） 

第20回書記長会議 

第３回女性交流集会（電機連合） 

第８回戦術委員会 

第12回労働政策委員会 

4.     11

19

北朝鮮で金正恩氏、労働党第一書記に就任 

福島第一原発の廃炉を正式決定 

5.      7 

9 

23 

28 

29～30 

第11回女性連絡会議 

第21回書記長会議 

第９回戦術委員会 

日台電機協議（台北） 

第５回アジア金属労組連絡会議（高雄） 

「インダストリオール結成への対応」など論議

5.    1  

  

 5

6

電力不足が予想されるため、全国の官公庁など

で例年より１カ月早めにクールビズ開始。 

泊原発が運転停止し、日本の原発は全て稼働停

止に 

仏大統領選、決選投票でオランド氏当選 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.     29 

29 

第９回戦術委員会 

第２回組織運営検討委員会 

7.      1 

 

2 

 

13 

21 

22 

25 

第８回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（電機連合）インドの事例など学ぶ 

第２回女性交流集会（電機連合会館）47名女性リ

ーダー参加 

第11回書記長会議 

第３回組織運営検討委員会 

第６回国際委員会 

中国金属工会との定期交流会議（札幌） 

7.    1

18

24

中国で「国防動員法」が正式発効。 

ドイツで女子ワールドカップ・サッカー開幕、

日本代表が初優勝 

地上アナログテレビ放送がこの日をもって停

波し、地上デジタル放送に完全移行。 

8.      5 

15～18 

22 

第12回書記長会議 

全米鉄鋼労組大会（ラスベガス） 

第６回労働政策委員会 

8 .    6

19

菅総理大臣が退陣記者会見 

ニューヨーク外国為替市場で１ドル75円台を

記録 

9.      6 

 

 

 

26 

28 

第50回定期大会（横浜） 

2012年度活動方針を決定。第50回を記念して特

別講演「危機の経営－国内ものづくり産業の生

きる道」（吉川良三氏） 

第13回書記長会議 

第７回労働政策委員会 

9.      2

 

   17

   18

野田佳彦氏を内閣総理大臣とする野田内閣発

足 

貧困と格差社会の解決を求める「ウオール街を

選挙せよ」が開始。 

インド・ネパール国境でＭ7.0の地震発生、100

名死亡。 

10. 9～15 

13 

13 

20 

24 

27 

ＩＧメタル全国大会（ドイツ） 

第14回書記長会議 

第７回国際委員会 

日韓金属労組定期協議（宮崎） 

政策セミナー（電機連合） 

第４回組織運営検討委員会 

10.    11

   

   31

大津市中２いじめ自殺事件をきっかけに、再び

いじめが社会問題になる。 

国連の推計で、世界人口は70億人に。 

タイで過去50年間で最悪の水害発生。水害は鉱

業団地にも及び多数の日系企業の現地工場が

創業停止に陥った。 

11.  1～4 

2 

6～12 

13～14 

15 

17 

21 

26 

 

29～30 

ＩＭＦ自動車会議（インド） 

第８回労働政策委員会 

第６回国際労働研修プログラム（インドネシア）

第15回書記長会議 

第３回組織委員会（全電線） 

第４回政策委員会 

第７回女性連絡会議 

第９回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（電機連合）ブラジルの事例など学ぶ 

中華全国総工会－ＩＭＦ共催「グローバル化と労

組戦略に関するセミナー」（上海） 

11.    3

  8

12

17～19

21

フランス・カンヌでＧ20首脳会議 

オリンパス、粉飾決算が発覚 

ホノルルでアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥ

Ｃ）首脳会議。13日に「ホノルル宣言」採択。

インドネシア・ヌサドゥアで東南アジア諸国連

合（ＡＳＥＡＮ）首脳会議。 

オウム真理教事件の全公判が一旦終了 

12.     2 

2 

5 

 

6 

7～8 

   14 

14 

19 

26 

第54回協議委員会（第一ホテル東京） 

第３回地方ブロック代表者会議 

ＩＭＦ女性会議（ジャカルタ）30カ国から109

名（内女性72名）日本から６名参加。 

ＩＭＦ執行委員会（ジャカルタ） 

ＩＭＦ中央委員会（ジャカルタ） 

第１回戦術委員会 

第16回書記長会議 

第９回労働政策委員会 

第８回国際委員会 

12.  17

18

30

北朝鮮の最高指導者金正日が死去 

イラク駐留米軍の撤退完了。 

ユーロ対円相場が一時100円割れ 

2012 
1.   10 

11～28 

 

13 

16 

17 

23 

 

第８回女性連絡会議 

第43回労働リーダーシップコース 39人が受講

（京都） 

第５回政策委員会 

第10回労働政策委員会 

第17回書記長会議 

第２回戦術委員会 

1.     13

14

 

野田第１次改造内閣発足 

台湾の総統選で、馬英九氏が再選 
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年月日 金属労協及びＩＭＦの活動 年月日 国内・国際情勢 

1.   24 

25 
2012年闘争推進集会 

2012年度最低賃金連絡会議（ワークピア横浜）

 

2.   1～2 

 

7 

16 

16 

21 

22 

22 

23 

28～29 

第 12回日独金属労組定期協議（九段下）「エネ

ルギー政策」「新ＧＵＦ結成」など議論。 

第９回女性連絡会議 

第18回書記長会議 

第５回組織運営検討委員会 

第６回政策委員会 

第３回戦術委員会 

政策研究会（ルポール麹町） 

第９回国際委員会 

ＩＭＦ執行委員会（ジュネーブ） 

2.     10

   

   

   14

   29

復興庁が発足 

パナソニック、家庭用VHSビデオテープレコ－

ターの生産停止。 

野田首相、内閣に東日本大震災総括担当大臣を

新設。 

東京スカイツリー、竣工 

3.      7 

 9 

12 

14 

 

 

21 

21～23 

28 

28 

29 

草野忠義第５代議長逝去（67歳） 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2012年闘争集中回答日） 

賃金改善等を獲得した組合は351組合となり、

前年を上回った。 

ＩＭＦキャタピラー運営委員会（ベルギー） 

ＩＭＦボッシュネットワーク会議（ドイツ） 

第19回書記長会議 

第７回政策委員会 

第６回組織運営検討委員会 

3.      4

11

30

31

ロシア大統領選挙、プーチン氏当選 

国立劇場で政府主催の「東日本大震災一周年追

悼式」（以降毎年この日に開催）が行われ、天

皇・皇后・首相等が出席。 

福島復興再生特別措置法が成立。 

テレビのデジタル化、完了 

4.      4 

5 

5 

5 

6 

10～11 

11 

12 

18 

21 

25 

27 

第11回労働政策委員会 

第７回戦術委員会 

日本経団連との懇談 

第10回国際委員会 

第10回女性連絡会議 

2012年度政策・制度中央討論集会（横浜） 

第８回政策委員会 

第４回組織委員会（ＪＡＭ） 

第20回書記長会議 

第３回女性交流集会（電機連合） 

第８回戦術委員会 

第12回労働政策委員会 

4.     11

19

北朝鮮で金正恩氏、労働党第一書記に就任 

福島第一原発の廃炉を正式決定 

5.      7 

9 

23 

28 

29～30 

第11回女性連絡会議 

第21回書記長会議 

第９回戦術委員会 

日台電機協議（台北） 

第５回アジア金属労組連絡会議（高雄） 

「インダストリオール結成への対応」など論議

5.    1  

  

 5

6

電力不足が予想されるため、全国の官公庁など

で例年より１カ月早めにクールビズ開始。 

泊原発が運転停止し、日本の原発は全て稼働停

止に 

仏大統領選、決選投票でオランド氏当選 
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年月日 金属労協及びインダストリオールの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.      6 

12 

 

13 

18～20 

22 

27 

27 

各種専門委員会合同会議（小名浜） 

第３回健全な労使関係構築に関する海外労使

セミナー（インドネシア・ブカシ） 

第22回書記長会議 

インダストリオール結成大会（コペンハーゲン）

宮田義二第２代議長逝去（88歳） 

第10回戦術委員会 

第７回組織運営検討委員会 

6.    1

  

  4

   20

   26

前年に続き、環境省などでスーパークールビズ

開始 

野田第２次改造内閣発足 

原子力規制委員会設置法が成立 

消費税を2014年4月1日から８％、2015年10月か

ら10％に引き上げる消費税法改正案が衆議院

本会議で可決。民主党議員73名が造反。 

7.   4～5 

       6 

 

12 

13～14 

25 

27 

第12回女性連絡会議（山形） 

第10回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（電機連合）メキシコの事例など学ぶ 

第23回書記長会議 

第４回地方ブロック代表者会議（知床） 

金井信一郎明治学院大学名誉教授逝去（95歳）

第12回国際委員会 

7.    2

   

   11

27

政府、夏の電力不足に備え、沖縄電力を除く、

９電力会社の館内で「節電期間」をスタート。

小沢一郎氏を代表とする、新党「国民の生活が

第一」結成 

ロンドンで夏季オリンピック開幕 

8.      3 

7～12 

27 

第24回書記長会議 

中国金属工会との交流（中国） 

第14回労働政策委員会 

8.     10

25

韓国の李明博大統領、竹島に上陸 

ボイジャー１号、太陽圏から離脱 

9.      4 

 

 

16～18 

  20 

25 

第51回定期大会（ＴＫＰガーデンシティ品川）

インダストリオール結成に伴い、英文略称「Ｉ

ＭＦ－ＪＣ」を「ＪＣＭ」に変更。 

テナリスネットワーク会議（コロンビア） 

第１回書記長会議 

第１回国際委員会 

9.     11

15

24

日本政府、尖閣諸島を国有化 

中国の尖閣諸島の領有を主張して中国各地でデモ

オウム真理教事件の全捜査、終了 

10.    4 

16 

22 

23 

28～11.3 

第１回労働政策委員会 

第２回書記長会議 

第１回組織委員会 

第２回国際委員会 

第７回国際労働研修プログラム（インド） 

10.     1

8

24

野田第３次改造内閣発足 

山中伸弥博士のノーベル賞受賞決定 

生活保護受給者数212万人を記録 

11.  5～6 

7 

9 

9 

15 

22 

29 

 

第14回北欧金属労連との定期協議（九段下） 

第２回労働政策委員会 

第３回書記長会議 

第１回政策委員会 

第１回女性連絡会議 

第３回国際委員会 

第11回「海外での建設的な労使関係構築」労使

セミナー（全国家電会館）インドネシアの事例

など学ぶ 

11.     6

15

米オバマ大統領、再選 

中国共産党中央委員会で、総書記に習近平氏を

選出 

12.  5～7 

7 

 

12～13 

17 

18 

20 

ＩＧメタル国際会議（ベルリン） 

第55回協議委員会（第一ホテル東京） 

2013年闘争方針を決定。新ＪＣＭ旗を披露 

ＩＡ執行委員会（ジュネーブ） 

第４回国際委員会 

第４回書記長会議 

第１回戦術委員会 

12.     2

16

16

26

中央自動車道笹子トンネルで天井板崩落事故 

衆議院議員選挙で自民党大勝、政権に復帰 

都知事選、猪瀬直樹氏が当選 

第２次安倍内閣発足 

2013 
1.     15 

15～26 

 

17 

21 

22 

23 

30 

 

第３回労働政策委員会 

第44回労働リーダーシップコース 42名が受講

（京都） 

第５回書記長会議 

第２回戦術委員会 

2013年闘争推進集会（電機連合会館） 

最低賃金連絡会議（青山アイビーホール） 

第２回政策委員会 

1.      9

16

20

 

大阪の市立高校で体罰自殺事件 

アルジェリアの天然ガス施設を武装勢力が襲撃 

バラク・オバマ米国大統領が、続投で大統領に就

任。 
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年月日 金属労協及びインダストリオールの活動 年月日 国内・国際情勢 

2.      5 

8 

 

12 

14 

14 

20 

20 

第２回女性連絡会議 

第１回建設的な労使関係構築タイ労使ワーク

ショップ（バンコク）労使120名が参加 

第５回国際委員会 

第６回書記長会議 

第１回財政特別委員会 

第３回戦術委員会 

政策研究会（ルポール麹町） 

2.    6  

   15

25

ソロモン諸島沖地震Ｍ8.0発生 

ロシア・ウラル地方に隕石落下 

朴槿恵氏、韓国大統領に就任 

 

 

3.      8 

11 

13 

 

 

26 

27 

27 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2013年闘争集中回答日）全

ての組合での賃金構造維持分に取り組み、前年

を上回る組合で賃金改善等を獲得。 

第６回国際委員会 

第７回書記長会議 

第３回政策委員会 

3.     16

 

21

東急東横線とメトロ副都心線が渋谷駅で接続

し直通運転開始 

安倍首相が黒田日銀総裁に辞令交付 

4.      4 

4 

5 

10 

13 

15 

   16 

16 

21 

 

22 

 

22～23 

 

 

24 

 

26 

第７回戦術委員会 

経団連との懇談（経団連会館） 

第３回女性連絡会議 

政策セミナー（電機連合会館） 

第４回女性交流集会（電機連合会館） 

第７回国際委員会 

第８回書記長会議 

第４回労働政策委員会 

第１回インダストリオール・アジア太平洋地域女

性委員会（シンガポール） 

インダストリオール・アジア太平洋地域執行委員

会（シンガポール） 

第６回アジア金属労組連絡会議（シンガポール）

「各国の組織化の取組及び旧３ＧＵＦの状況」

など論議 

インダストリオールＩＣＴ電機電子運営委員

会（シンガポール） 

第８回戦術委員会 

4.     15

   15

16

19

20

24

東京ディズニーランドが開園30周年 

米国・ボストンマラソン爆弾テロ事件 

イラン地震発生（マグニチュード7.8） 

ネット選挙を解禁する改正公選法が成立 

中国四川地震発生（マグニチュード7.0） 

ダッカ近郊の商業ビル「ラナ・プラザ」崩落 

死者400人以上、負傷者２千人以上 

5.     16 

17 

22 

23 

26～28 

 

27 

28～29 

 

第９回書記長会議 

第１回地方ブロック代表者会議（愛知） 

第９回戦術委員会 

各種専門委員会合同会議（横浜） 

インダストリオール・キャタピラーネットワーク

会議（イギリス） 

インダストリオール・グローバル女性委員会 

インダストリオール財政委員会・執行委員会

（いずれもフランクフルト） 

5 .   5

22

長嶋茂雄氏と松井秀喜氏に国民栄誉賞授与 

プロスキーヤーの三浦雄一郎氏が世界最高峰

エベレストに史上最高齢（80歳７カ月）で登頂

に成功。 

6.      5 

10～11 

 

11 

17～18 

26 

第４回女性連絡会議 

インダストリオール鉄鋼アクショングループ会議

（ピッツバーグ） 

第10回書記長会議 

インダストリオール航空宇宙運営委員会（パリ）

第10回戦術委員会 

6 .   9

22

皇太子ご夫妻が結婚20周年 

富士山、ユネスコの自然遺産に登録 

7.      2 

 

 

10 

 

第４回ＪＣＭ「建設的な労使関係構築に向けた

インドネシア労使ワークショップ」（ブカシ）

現地労使125名が参加 

第11回書記長会議 

 

7.      3

21

25

エジプトで軍事クーデター発生 

参議院選挙実施。与党が勝利、両院のねじれ解消

福島社民党党首、辞任表明 
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年月日 金属労協及びインダストリオールの活動 年月日 国内・国際情勢 

6.      6 

12 

 

13 

18～20 

22 

27 

27 

各種専門委員会合同会議（小名浜） 

第３回健全な労使関係構築に関する海外労使

セミナー（インドネシア・ブカシ） 

第22回書記長会議 

インダストリオール結成大会（コペンハーゲン）

宮田義二第２代議長逝去（88歳） 

第10回戦術委員会 

第７回組織運営検討委員会 

6.    1

  

  4

   20

   26

前年に続き、環境省などでスーパークールビズ

開始 

野田第２次改造内閣発足 

原子力規制委員会設置法が成立 

消費税を2014年4月1日から８％、2015年10月か

ら10％に引き上げる消費税法改正案が衆議院

本会議で可決。民主党議員73名が造反。 

7.   4～5 

       6 

 

12 

13～14 

25 

27 

第12回女性連絡会議（山形） 

第10回海外労使紛争の防止に関する労使セミナー

（電機連合）メキシコの事例など学ぶ 

第23回書記長会議 

第４回地方ブロック代表者会議（知床） 

金井信一郎明治学院大学名誉教授逝去（95歳）

第12回国際委員会 

7.    2

   

   11

27

政府、夏の電力不足に備え、沖縄電力を除く、

９電力会社の館内で「節電期間」をスタート。

小沢一郎氏を代表とする、新党「国民の生活が

第一」結成 

ロンドンで夏季オリンピック開幕 

8.      3 

7～12 

27 

第24回書記長会議 

中国金属工会との交流（中国） 

第14回労働政策委員会 

8.     10

25

韓国の李明博大統領、竹島に上陸 

ボイジャー１号、太陽圏から離脱 

9.      4 

 

 

16～18 

  20 

25 

第51回定期大会（ＴＫＰガーデンシティ品川）

インダストリオール結成に伴い、英文略称「Ｉ

ＭＦ－ＪＣ」を「ＪＣＭ」に変更。 

テナリスネットワーク会議（コロンビア） 

第１回書記長会議 

第１回国際委員会 

9.     11

15

24

日本政府、尖閣諸島を国有化 

中国の尖閣諸島の領有を主張して中国各地でデモ

オウム真理教事件の全捜査、終了 

10.    4 

16 

22 

23 

28～11.3 

第１回労働政策委員会 

第２回書記長会議 

第１回組織委員会 

第２回国際委員会 

第７回国際労働研修プログラム（インド） 

10.     1

8

24

野田第３次改造内閣発足 

山中伸弥博士のノーベル賞受賞決定 

生活保護受給者数212万人を記録 

11.  5～6 

7 

9 

9 

15 

22 

29 

 

第14回北欧金属労連との定期協議（九段下） 

第２回労働政策委員会 

第３回書記長会議 

第１回政策委員会 

第１回女性連絡会議 

第３回国際委員会 

第11回「海外での建設的な労使関係構築」労使

セミナー（全国家電会館）インドネシアの事例

など学ぶ 

11.     6

15

米オバマ大統領、再選 

中国共産党中央委員会で、総書記に習近平氏を

選出 

12.  5～7 

7 

 

12～13 

17 

18 

20 

ＩＧメタル国際会議（ベルリン） 

第55回協議委員会（第一ホテル東京） 

2013年闘争方針を決定。新ＪＣＭ旗を披露 

ＩＡ執行委員会（ジュネーブ） 

第４回国際委員会 

第４回書記長会議 

第１回戦術委員会 

12.     2

16

16

26

中央自動車道笹子トンネルで天井板崩落事故 

衆議院議員選挙で自民党大勝、政権に復帰 

都知事選、猪瀬直樹氏が当選 

第２次安倍内閣発足 

2013 
1.     15 

15～26 

 

17 

21 

22 

23 

30 

 

第３回労働政策委員会 

第44回労働リーダーシップコース 42名が受講

（京都） 

第５回書記長会議 

第２回戦術委員会 

2013年闘争推進集会（電機連合会館） 

最低賃金連絡会議（青山アイビーホール） 

第２回政策委員会 

1.      9

16

20

 

大阪の市立高校で体罰自殺事件 

アルジェリアの天然ガス施設を武装勢力が襲撃 

バラク・オバマ米国大統領が、続投で大統領に就

任。 
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年月日 金属労協及びインダストリオールの活動 年月日 国内・国際情勢 

2.      5 

8 

 

12 

14 

14 

20 

20 

第２回女性連絡会議 

第１回建設的な労使関係構築タイ労使ワーク

ショップ（バンコク）労使120名が参加 

第５回国際委員会 

第６回書記長会議 

第１回財政特別委員会 

第３回戦術委員会 

政策研究会（ルポール麹町） 

2.    6  

   15

25

ソロモン諸島沖地震Ｍ8.0発生 

ロシア・ウラル地方に隕石落下 

朴槿恵氏、韓国大統領に就任 

 

 

3.      8 

11 

13 

 

 

26 

27 

27 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2013年闘争集中回答日）全

ての組合での賃金構造維持分に取り組み、前年

を上回る組合で賃金改善等を獲得。 

第６回国際委員会 

第７回書記長会議 

第３回政策委員会 

3.     16

 

21

東急東横線とメトロ副都心線が渋谷駅で接続

し直通運転開始 

安倍首相が黒田日銀総裁に辞令交付 

4.      4 

4 

5 

10 

13 

15 

   16 

16 

21 

 

22 

 

22～23 

 

 

24 

 

26 

第７回戦術委員会 

経団連との懇談（経団連会館） 

第３回女性連絡会議 

政策セミナー（電機連合会館） 

第４回女性交流集会（電機連合会館） 

第７回国際委員会 

第８回書記長会議 

第４回労働政策委員会 

第１回インダストリオール・アジア太平洋地域女

性委員会（シンガポール） 

インダストリオール・アジア太平洋地域執行委員

会（シンガポール） 

第６回アジア金属労組連絡会議（シンガポール）

「各国の組織化の取組及び旧３ＧＵＦの状況」

など論議 

インダストリオールＩＣＴ電機電子運営委員

会（シンガポール） 

第８回戦術委員会 

4.     15

   15

16

19

20

24

東京ディズニーランドが開園30周年 

米国・ボストンマラソン爆弾テロ事件 

イラン地震発生（マグニチュード7.8） 

ネット選挙を解禁する改正公選法が成立 

中国四川地震発生（マグニチュード7.0） 

ダッカ近郊の商業ビル「ラナ・プラザ」崩落 

死者400人以上、負傷者２千人以上 

5.     16 

17 

22 

23 

26～28 

 

27 

28～29 

 

第９回書記長会議 

第１回地方ブロック代表者会議（愛知） 

第９回戦術委員会 

各種専門委員会合同会議（横浜） 

インダストリオール・キャタピラーネットワーク

会議（イギリス） 

インダストリオール・グローバル女性委員会 

インダストリオール財政委員会・執行委員会

（いずれもフランクフルト） 

5 .   5

22

長嶋茂雄氏と松井秀喜氏に国民栄誉賞授与 

プロスキーヤーの三浦雄一郎氏が世界最高峰

エベレストに史上最高齢（80歳７カ月）で登頂

に成功。 

6.      5 

10～11 

 

11 

17～18 

26 

第４回女性連絡会議 

インダストリオール鉄鋼アクショングループ会議

（ピッツバーグ） 

第10回書記長会議 

インダストリオール航空宇宙運営委員会（パリ）

第10回戦術委員会 

6 .   9

22

皇太子ご夫妻が結婚20周年 

富士山、ユネスコの自然遺産に登録 

7.      2 

 

 

10 

 

第４回ＪＣＭ「建設的な労使関係構築に向けた

インドネシア労使ワークショップ」（ブカシ）

現地労使125名が参加 

第11回書記長会議 

 

7.      3

21

25

エジプトで軍事クーデター発生 

参議院選挙実施。与党が勝利、両院のねじれ解消

福島社民党党首、辞任表明 
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年月日 金属労協及びインダストリオールの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.   23 

30 

 

第９回国際委員会 

第12回「海外での建設的な労使関係構築」労使

セミナー（電機連合会館）ベトナムの事例など

学ぶ 

8.      6 

9 

22 

第12回書記長会議 

第６回労働政策委員会 

第５回女性連絡会議 

8.      9

12

国の借金が６月末で1,000兆円を超えたことを発表 

四万十市で最高気温41度を観測 

9.      3 

 

 

18 

   27 

30～10.1 

 

30.～10.3 

第52回定期大会（ＴＫＰガーデンシティ品川）

常任幹事の女性枠を３名から４名に増員、女性

常任幹事14名中４名に。 

第７回労働政策委員会 

第10回国際委員会 

第８回国際労働研修プログラム国内研修Ⅰ（Ｔ

ＫＰ日本橋茅場町） 

インダストリオール自動車部会メキシコセミ

ナー（メキシコシティー） 

9.      7

15

   22

27

2020年夏季オリンピックの東京開催が決定 

インドネシア・スマトラにあるシナブン火山

（2600㍍）が噴火し、6200名以上が避難。 

ドイツの総選挙でメルケル首相のキリスト教

民主・社会同盟が大勝。 

国連安全保障理事会、シリアの化学兵器全廃を

義務づける決議案を前回一致で採択。 

 

10.    7 

11 

 

7～19 

 

 

  18 

23 

    25 

25 

 

27～11.2 

 

 

29 

第８回労働政策委員会 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（ＵＡゼンセン） 

第45回労働リーダーシップコース（京都・関西

セミナーハウス）初の10月開催、香川孝三３代

校長の下、39名が受講。 

第６回女性連絡会議 

日韓金属労組定期協議（横浜） 

第５回政策委員会 

インダストリオール「ストップ不安定労働」グ

ローバルアクション」ＪＣＭ活動（東京） 

第８回国際労働研修プログラム（タイ）タイの

労働情勢や労使関係について学ぶ。産別・単組

から31名参加。 

インダストリオール国際原子力労組ネットワ

ーク会議（全日通霞が関ビル） 

10.     1

9

17

22

  29

安倍首相が消費税率の８％への引き上げを発

表 

新潟県糸魚川市で35.1℃を記録し、観測史上初

の猛暑日 

台風26号により伊豆大島で土砂流が発生 

阪急阪神ホテルズで食物偽装事件 

ヨーロッパとアジアを結ぶボスポラス海峡ト

ンネル開通 

 

 

 

11.    7 

12～14 

 

13 

 

15 

 

 

 

20 

22 

27 

28 

28～29 

第９回労働政策委員会 

インダストリオール船舶・解轍アクショングル

ープ会議（デンマーク・ヨーランデ） 

インダストリオール国内加盟組織代表者懇談

会（ＪＣＭ） 

第13回「海外での建設的な労使関係構築」国内

労使セミナー（八重洲・アットビジネスセンタ

ー）「アジアにおける最低賃金」「中国の労働法」

など学ぶ 

第３回組織委員会 

中国金属工会との交流会議（名古屋） 

第11回国際委員会 

政策研究会（都内）政治顧問と三役で政策懇談 

第８回国際労働研修プログラム国内研修Ⅱ（自

動車総連） 

11.   5

7

15

30

インド宇宙研究機関が初の火星探査機「マンガ

ルヤーン」を打ち上げ。 

日本人初のＩＳＳ船長に就任する若田さんの

乗ったソユーズの打ち上げ成功 

米国のキャロライン・ケネディ新駐日大使が着

任 

日本の天皇・皇后ご夫妻、50年ぶりにインドを

訪問。 

12.    3 

 

4 

9 

9 

10 

10～12 

インダストリオール・アジア太平洋地域執行委

員会（ジュネーブ） 

インダストリオール執行委員会（ジュネーブ）

第２回地方ブロック代表者会議 

第55回協議委員会（第一ホテル東京） 

第10回労働政策委員会 

インダストリオール自動車作業部会（東京） 

12.     4

  

  6

12

14

18

19

ユネスコ政府間委員会で「和食」が無形文化遺

産に登録 

特定秘密保護法が参院本会議で可決成立 

今年の漢字は「輪」 

中国の探査機が月面着陸 

「結いの党」設立総会 

猪瀨都知事、辞任 
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年月日 金属労協及びインダストリオールの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.  16 

18 

24 

第１回戦術委員会 

第７回女性連絡会議 

第12回国際委員会 

 

2014 
1.      8 

9 

 

21 

 

22 

24 

28 

29 

29 

 

経済産業省との政策懇談（経産省） 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（ＪＣＭ） 

第２回「建設的な労使関係構築に向けたタイ労

使ワークショップ」（タイ・バンコク） 

第11回労働政策委員会 

第２回戦術委員会 

2014年闘争推進集会 

地方ブロック事務局長会議（品川） 

2014年最低賃金連絡会議（品川フロントビル）

 

1 .    1

1

29

 

産業競争力強化法が施行 

米ＦＲＢ、雇用情勢改善を受けて、量的金融緩

和政策の縮小に踏み切る。 

理化学研究所、STAP細胞発見と発表 

2.      4 

 10 

 

 

12 

14 

   18 

19 

第６回政策委員会 

「カンボジアに関する世界行動デー」カンボジ

ア大使館への要請行動(ＪＣＭ、ＵＡゼンセン、

ＵＮＩ、連合代表合同で) 

第13回国際委員会 

第１回内部会計監査（中間） 

第８回女性連絡会議 

第３回戦術委員会 

2.      7

9

28

ソチ冬期オリンピック開幕 

舛添要一氏、都知事選で当選 

ダイヤルＱ２のサービス終了 

3.      7 

10 

12 

 

 

24 

24 

 

25 

 

26 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2014年闘争集中回答日）Ｊ

Ｃ共闘全体で１％以上の賃上げに取り組む。６

年ぶりに６割近くの組合が賃上げ獲得。 

第７回政策委員会 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（インダストリオール・ＪＡＦ） 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（ＪＣＭ） 

第14回国際委員会 

3.      8

18

23

27

31

31

マレーシア航空機、消息を絶つ 

プーチン露大統領、クリミアの編入を表明 

橋下大阪市長が再選 

静岡地裁、袴田事件の再審を決定 

ジャンボジェット機、最後のフライト 

国際司法裁判所、日本の南氷洋捕鯨を禁止する

判決 

4.      4 

8～9 

 

10 

 

15 

 

16 

16 

 

19 

 

21 

25 

 

27 

第９回女性連絡会議 

インダストリオールＩＣＴ電機電子運営委員

会（ベトナム・ホーチミン） 

第７回アジア金属労組連絡会議（ホーチミン）

「地域の取り組み」について幅広く論議 

インダストリオール日本事務所の勤務試験的

に開始（ＪＣＭ） 

第８回政策委員会 

2014年政策・制度中央討論集会（ワークピア横

浜） 

第５回女性交流集会（電機連合会館）女性リー

ダー47名が出席。初めて三役全員が参加。 

第12回労働政策委員会 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（ＵＡゼンセン） 

中堅・中小登録組合回答状況記者会見（ＪＣＭ）

4.      1

  7

16

   23

消費税５％から８％に増税 

渡辺みんなの党代表、８億円借入問題で、党代表

を辞任 

韓国の客船セウォル号が沈没 

オバマ米大統領、訪日 

 

5.   7 

14 

 

15 

 

瀬戸一郎初代事務局長逝去（86歳） 

インダストリオール・アジア太平洋地域女性会

議（バンコク） 

インダストリオール・アジア太平洋地域執行委

員会（バンコク） 

5 .   1

5

7

14

中部電力の電気料金を平均3.77％の値上げ 

伊豆大島近海地震（マグニチュード6.0） 

タイ・インラック首相が失職 

宇宙飛行士の若田光一氏が66日間の国際宇宙

ステーションの船長の任務を遂行し、カザフス
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年月日 金属労協及びインダストリオールの活動 年月日 国内・国際情勢 

7.   23 

30 

 

第９回国際委員会 

第12回「海外での建設的な労使関係構築」労使

セミナー（電機連合会館）ベトナムの事例など

学ぶ 

8.      6 

9 

22 

第12回書記長会議 

第６回労働政策委員会 

第５回女性連絡会議 

8.      9

12

国の借金が６月末で1,000兆円を超えたことを発表 

四万十市で最高気温41度を観測 

9.      3 

 

 

18 

   27 

30～10.1 

 

30.～10.3 

第52回定期大会（ＴＫＰガーデンシティ品川）

常任幹事の女性枠を３名から４名に増員、女性

常任幹事14名中４名に。 

第７回労働政策委員会 

第10回国際委員会 

第８回国際労働研修プログラム国内研修Ⅰ（Ｔ

ＫＰ日本橋茅場町） 

インダストリオール自動車部会メキシコセミ

ナー（メキシコシティー） 

9.      7

15

   22

27

2020年夏季オリンピックの東京開催が決定 

インドネシア・スマトラにあるシナブン火山

（2600㍍）が噴火し、6200名以上が避難。 

ドイツの総選挙でメルケル首相のキリスト教

民主・社会同盟が大勝。 

国連安全保障理事会、シリアの化学兵器全廃を

義務づける決議案を前回一致で採択。 

 

10.    7 

11 

 

7～19 

 

 

  18 

23 

    25 

25 

 

27～11.2 

 

 

29 

第８回労働政策委員会 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（ＵＡゼンセン） 

第45回労働リーダーシップコース（京都・関西

セミナーハウス）初の10月開催、香川孝三３代

校長の下、39名が受講。 

第６回女性連絡会議 

日韓金属労組定期協議（横浜） 

第５回政策委員会 

インダストリオール「ストップ不安定労働」グ

ローバルアクション」ＪＣＭ活動（東京） 

第８回国際労働研修プログラム（タイ）タイの

労働情勢や労使関係について学ぶ。産別・単組

から31名参加。 

インダストリオール国際原子力労組ネットワ

ーク会議（全日通霞が関ビル） 

10.     1

9

17

22

  29

安倍首相が消費税率の８％への引き上げを発

表 

新潟県糸魚川市で35.1℃を記録し、観測史上初

の猛暑日 

台風26号により伊豆大島で土砂流が発生 

阪急阪神ホテルズで食物偽装事件 

ヨーロッパとアジアを結ぶボスポラス海峡ト

ンネル開通 

 

 

 

11.    7 

12～14 

 

13 

 

15 

 

 

 

20 

22 

27 

28 

28～29 

第９回労働政策委員会 

インダストリオール船舶・解轍アクショングル

ープ会議（デンマーク・ヨーランデ） 

インダストリオール国内加盟組織代表者懇談

会（ＪＣＭ） 

第13回「海外での建設的な労使関係構築」国内

労使セミナー（八重洲・アットビジネスセンタ

ー）「アジアにおける最低賃金」「中国の労働法」

など学ぶ 

第３回組織委員会 

中国金属工会との交流会議（名古屋） 

第11回国際委員会 

政策研究会（都内）政治顧問と三役で政策懇談 

第８回国際労働研修プログラム国内研修Ⅱ（自

動車総連） 

11.   5

7

15

30

インド宇宙研究機関が初の火星探査機「マンガ

ルヤーン」を打ち上げ。 

日本人初のＩＳＳ船長に就任する若田さんの

乗ったソユーズの打ち上げ成功 

米国のキャロライン・ケネディ新駐日大使が着

任 

日本の天皇・皇后ご夫妻、50年ぶりにインドを

訪問。 

12.    3 

 

4 

9 

9 

10 

10～12 

インダストリオール・アジア太平洋地域執行委

員会（ジュネーブ） 

インダストリオール執行委員会（ジュネーブ）

第２回地方ブロック代表者会議 

第55回協議委員会（第一ホテル東京） 

第10回労働政策委員会 

インダストリオール自動車作業部会（東京） 

12.     4

  

  6

12

14

18

19

ユネスコ政府間委員会で「和食」が無形文化遺

産に登録 

特定秘密保護法が参院本会議で可決成立 

今年の漢字は「輪」 

中国の探査機が月面着陸 

「結いの党」設立総会 

猪瀨都知事、辞任 
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年月日 金属労協及びインダストリオールの活動 年月日 国内・国際情勢 

12.  16 

18 

24 

第１回戦術委員会 

第７回女性連絡会議 

第12回国際委員会 

 

2014 
1.      8 

9 

 

21 

 

22 

24 

28 

29 

29 

 

経済産業省との政策懇談（経産省） 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（ＪＣＭ） 

第２回「建設的な労使関係構築に向けたタイ労

使ワークショップ」（タイ・バンコク） 

第11回労働政策委員会 

第２回戦術委員会 

2014年闘争推進集会 

地方ブロック事務局長会議（品川） 

2014年最低賃金連絡会議（品川フロントビル）

 

1 .    1

1

29

 

産業競争力強化法が施行 

米ＦＲＢ、雇用情勢改善を受けて、量的金融緩

和政策の縮小に踏み切る。 

理化学研究所、STAP細胞発見と発表 

2.      4 

 10 

 

 

12 

14 

   18 

19 

第６回政策委員会 

「カンボジアに関する世界行動デー」カンボジ

ア大使館への要請行動(ＪＣＭ、ＵＡゼンセン、

ＵＮＩ、連合代表合同で) 

第13回国際委員会 

第１回内部会計監査（中間） 

第８回女性連絡会議 

第３回戦術委員会 

2.      7

9

28

ソチ冬期オリンピック開幕 

舛添要一氏、都知事選で当選 

ダイヤルＱ２のサービス終了 

3.      7 

10 

12 

 

 

24 

24 

 

25 

 

26 

第４回戦術委員会 

第５回戦術委員会 

第６回戦術委員会（2014年闘争集中回答日）Ｊ

Ｃ共闘全体で１％以上の賃上げに取り組む。６

年ぶりに６割近くの組合が賃上げ獲得。 

第７回政策委員会 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（インダストリオール・ＪＡＦ） 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（ＪＣＭ） 

第14回国際委員会 

3.      8

18

23

27

31

31

マレーシア航空機、消息を絶つ 

プーチン露大統領、クリミアの編入を表明 

橋下大阪市長が再選 

静岡地裁、袴田事件の再審を決定 

ジャンボジェット機、最後のフライト 

国際司法裁判所、日本の南氷洋捕鯨を禁止する

判決 

4.      4 

8～9 

 

10 

 

15 

 

16 

16 

 

19 

 

21 

25 

 

27 

第９回女性連絡会議 

インダストリオールＩＣＴ電機電子運営委員

会（ベトナム・ホーチミン） 

第７回アジア金属労組連絡会議（ホーチミン）

「地域の取り組み」について幅広く論議 

インダストリオール日本事務所の勤務試験的

に開始（ＪＣＭ） 

第８回政策委員会 

2014年政策・制度中央討論集会（ワークピア横

浜） 

第５回女性交流集会（電機連合会館）女性リー

ダー47名が出席。初めて三役全員が参加。 

第12回労働政策委員会 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（ＵＡゼンセン） 

中堅・中小登録組合回答状況記者会見（ＪＣＭ）

4.      1

  7

16

   23

消費税５％から８％に増税 

渡辺みんなの党代表、８億円借入問題で、党代表

を辞任 

韓国の客船セウォル号が沈没 

オバマ米大統領、訪日 

 

5.   7 

14 

 

15 

 

瀬戸一郎初代事務局長逝去（86歳） 

インダストリオール・アジア太平洋地域女性会

議（バンコク） 

インダストリオール・アジア太平洋地域執行委

員会（バンコク） 

5 .   1

5

7

14

中部電力の電気料金を平均3.77％の値上げ 

伊豆大島近海地震（マグニチュード6.0） 

タイ・インラック首相が失職 

宇宙飛行士の若田光一氏が66日間の国際宇宙

ステーションの船長の任務を遂行し、カザフス
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年月日 金属労協及びインダストリオールの活動 年月日 国内・国際情勢 

5.   15 

 

 

16 

23 

28 

初のインダストリオール・アジア太平洋地域大

会（タイ・バンコク）「女性に関する決議」、「バ

ンコク宣言」を採択。 

金属労協結成50周年記念日 

第３回地方ブロック代表者会議（鹿児島） 

第10回女性連絡会議（日立労組ソフト支部）会

議の前に支部が運営する保育施設を見学 

5.   22

タンに帰還。 

タイで軍事クーデター 

6.      4 

3 

 

12 

17 

 

 

24 

 

24 

 

25 

25～26 

各種専門委員会合同会議（小名浜） 

エネルギー政策懇談会（福島）金属労協三役・

政策委員で福島第一原発を激励訪問 

ＪＣＭと中国金属工会との交流会議（北京） 

第５回「建設的な労使関係構築に向けた」イン

ドネシア労使ワークショップ（インドネシア・

ブカシ） 

インダストリオールＧＦＡに関する作業部会

（ジュネーブ） 

インダストリオール新加盟費制度構築作業部

会 

インダストリオール財政委員会（ジュネーブ）

インダストリオール執行委員会（ジュネーブ）

6.    3

4

21

日本経団連会長に榊原定行東レ会長が就任 

「ＳＴＡＰ細胞」論文が撤回されることが報道さ

れた。 

富岡製糸場と絹産業遺産群の世界遺産登録が決定

 

7.      1 

 

4 

 

 

 

9 

16 

 

16～17 

 

16 

17～18 

22 

23 

 

24 

30 

31 

31 

インダストリオール国内加盟組織事務局連絡

会議（ＵＡゼンセン） 

第14回「海外での建設的な労使関係構築」国内

労使セミナー（東京）「タイの労働事情」、「労

組ネットワーク構築」自動車総連事例学ぶ。労

使150名参加。 

環境省との政策懇談（環境省） 

政策課題研究会（ＪＣＭ）講演「輸出入の構造

変化と日本経済の見通し」（下田裕介氏） 

インダストリオール航空宇宙運営委員会（イギ

リス・エッシャー） 

内部会計監査（決算） 

公認会計監査 

経済産業省との政策懇談（経済産業省） 

第24回常任幹事会で「第２次女性参画中期目

標・行動計画」を承認。 

第17回国際委員会 

法務省との政策懇談（法務省） 

財務省との政策懇談（財務省） 

第14回労働政策委員会 

7.      1

3

8

9

22

政府、臨時閣議で集団的自衛権に関する憲法解

釈の変更について決定。 

習近平中国国家主席、国賓として韓国を初訪

問。 

イスラエル軍、本格的なガザ侵攻開始。 

ベネッセ個人情報流出事件。同社のデータベー

スから2013年末頃、約760万世帯分の情報が流

出したことが確定。 

インドネシア大統領選で庶民派のジョコ・ウィ

ドド氏が当選 

8.   5～8 

 

19 

19 

インダストリオール自動車部会インドワーク

ショップ（インド・チェンナイ） 

日本銀行との政策懇談（日銀） 

公正取引委員会との政策懇談（公取委） 

8.      8

20

ＷＨＯ、西アフリカ諸国におけるエボラ出欠熱

感染拡大を受け、「公衆衛生上の緊急事態」を

宣言。 

広島市北部で大規模の土砂災害 

9.      2 

 

 

 

2 

第53回定期大会（グランドプリンス新高輪） 

2015-16年度運動方針を決定、新役員として相

原康伸第10代議長、浅沼弘一第６代事務局長ら

を選出 

結成50周年記念講演及び記念レセプション（グ

ランドプリンス新高輪） 

9.      3 第２次安倍改造内閣発足 
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あとがき
金属労協結成50周年記念行事の一環として、50年史編纂の事業に向けて、金属労協事務局で構成

する50年史編纂プロジェクトチームを2013年10月に設置して以来、種々準備作業を進めてきた。

50年史の活動別歴史と資料編の原稿作成ならびに校正作業については、金属労協事務局の役職員

が日常業務の合間を使いながら作業にあたり、ここに完成にこぎつけることができた。

50年史の特徴としては、基本的に、30年史を踏まえて、50年間の歴史をトータルに理解できるよう

50年史「飛躍」と写真集「写真に見る金属労協50年の歩み」の２部合作としたことである。

50年史「飛躍」では、最近の20年間に重点を置きながら、活動別に歴史を整理して記載すると共に、

資料編においては、活動別に50年の活動の流れを理解できるように工夫した。さらに、本編には、金

属労協の運動に関係の深い国内外の諸先輩から特別寄稿を寄せていただき、金属労協の歴史がより一

層身近に実感できるようになったことに感謝申し上げたい。

編纂に当たっては、周年直近の活動記録も可能な限り記述することに努め、IMFがインダストリオー

ルに統合されたことを受け、新たに第Ⅳ章「IMF創成期からインダストリオール結成へ」を加えた上で、

50周年記念レセプションのグラビアで飾り、50年史として完成させた。

第Ⅳ章「IMF創成期からインダストリオール結成へ」の作成においては、IMF国際労働運動の生き

証人である小島正剛顧問にひとかたならぬご協力をいただいたことを付記しておく。

別冊の写真集については、30周年写真集と同様に、金属労協（JCM）の国際性を考慮し、日本語・

英語併記で50年の歩みを紹介した。

また、50年史の印刷全般については、株式会社コンポーズ・ユニ、特に高橋寛営業部長にはひとか

たならぬお世話になった。同様に、写真集作成においては、編集では株式会社トライに、印刷では太

平印刷株式会社に大変お世話になった。ここに紙面を借りてお礼申し上げる。

なお、諸般の事情により、50年史の発刊時期が、予定より遅れたことをお詫び申し上げたい。

最後に、本50年史及び写真集を通じて、金属労協の50年の歴史を振り返り、これからの金属労協の

発展の一助となれば幸いである。

（金属労協50年史編纂プロジェクトチーム）
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